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第１章 はじめに 
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地層処分に対する国民理解を深めるために、国は 2017 年 7 月に科学的特性マップを公

表し（資源エネルギー庁, 2017）、原子力発電環境整備機構（以下、NUMO という）は

2021 年に包括的技術報告書を公開している。これにより、地層処分事業は飛躍的に前進し

た。我が国において、これまでの原子力発電の利用に伴って既に放射性廃棄物が発生して

おり、その処理処分対策を着実に進める必要がある。放射性廃棄物の対策については、

2000 年に成立した「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」（最終処分法）に基づ

き、地下 300 m 以深の安定した地層に高レベル放射性廃棄物等を処分（地層処分）する方

針である。高レベル放射性廃棄物等の地層処分においては、天然の岩盤（天然バリア）と

人工的な構築物（人工バリア）から構成される多重バリアシステムによって長期的な安全

確保がなされ、この処分システムの成立性や安全性に係る信頼性を一層高めていくために

は、天然バリアと人工バリアの特性把握と将来変化に係る調査評価技術の信頼性向上が重

要である。高レベル放射性廃棄物の最終処分に向けて公表した科学的特性マップでは、沿

岸の陸域 20 km の範囲を廃棄物の輸送面でも好ましい範囲としている。しかし、沿岸陸域

から海底下においては、塩水の影響や海陸接合部などの沿岸部固有の環境を考慮した、地

質環境の調査技術・工学技術のさらなる高度化が不可欠である。 

これらの状況を踏まえ、本事業では、我が国における沿岸部固有の環境を踏まえ、概要

調査段階から精密調査段階で必要となる地質環境の調査・工学に関する技術開発に取り組

むことにより、地層処分技術の信頼性及び安全性の更なる向上を図る。 

 

 

 

 

 

概要調査段階から精密調査段階前半では、先ず既存情報に基づく対象地域の評価が必要

となるが、陸域と海底下で取得されている既存情報は、品質が違うことも多く、陸域から

海域にかけての連続的で齟齬のないデータの解釈を行い、その結果に基づき３次元地質環

境モデルを構築する必要がある。そこで、既存情報を用いた海陸連続３次元地質環境モデ

ルの構築手法の検討を行う。 

具体的には、各地域の既存情報に加えて、JOGMEC や海上保安庁など公的機関の取得

したデータを活用して、緻密かつ効率的な海陸連続３次元地質環境モデルの構築手法を高

度化し、海陸連続３次元地質環境モデルを用いた地下水の流動や滞留等に関する地下水特

性を把握する。 

令和３年度において、これまでに作成した地質モデルについて、全国大で得られるデー

タから地質・地下水モデルを構築し、特に山陰と九州・南海・東南海地域を中心にこれま

で不足していたデータを集積することで、総合的な地下水解析を実施する。地下水解析で
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は、種々のパラメータに対する感度解析を行う。この結果に基づいて、調査すべき地点、

地質構造、パラメータなどを検討する。このような検討を、調査の進捗に対応して実施す

ることにより、文献調査から概要調査時の地質環境モデル構築の高度化を図る。 

 

 

（２）の①におけるボーリング調査地点を対象に、沿岸部での文献調査から概要調査時

における地質環境モデルの構築方法について事例研究を行い、モデル構築の手順を高度化

する。これまでに、ボーリング掘削地点が含まれる地下水流動場（涵養域から流出域ま

で）を対象に、地質・地下水に関する文献調査を行った。この結果と複数の作業仮説に基

き、地質モデルを複数構築し、これらから作成した複数の地下水流動モデルについて地下

水解析を実施した。モデルを構築する上で生じる不確実性やその低減方法について検討

し、これらの一連の手順について整理した。 

令和３年度においては、昨年度に引き続き、複数の作業仮説に基づいて提示された地質

モデルから地下水モデルを新たに作成する。それらのモデルのパラメータを対象に逆解析

と感度解析を行い、モデルの改善に有用な実測値、パラメータの推定値と信頼性などを検

討する。あわせて、ボーリング調査結果を考慮して、地質・地下水モデルを更新し、上記

と同様の検討を行う。これらの検討結果（昨年度と今年度）を比較することで、不確実性

の低減程度を調査する。複数の作業仮説を考慮して、地質環境モデル構築の調査・評価フ

ローを見直し、地質環境モデルの構築・修正方法の手順を取り纏めることとする。 

 

 

地層処分事業では、構築したモデルやそのモデルを用いた解析結果の妥当性を示す必要

がある。そこで、以下の①～③を実施し、沿岸部に特化した調査技術の高度化並びに構築

したモデルとモデルを用いた地下水流動解析結果の妥当性の検証を行う。 

 

概要調査段階では、ボーリング孔の本数は限定されると想定されることから、効率的に

モデルの妥当性を検証し、必要な地質環境データを取得する必要がある。そこで、陸域か

ら海域にかけて、精度良く効率的に地質環境特性を把握する技術の高度化を行う。 

令和３年度においては、昨年度に掘削した試験孔の増掘ならびに各種試験を実施し、沿

岸域深部の地質環境データを取得する。得られたデータから塩淡境界の形状や深度に関す

る決定要因を明らかにするとともに、陸域地下水と海底湧出地下水の連続性の確認を含め

た塩淡境界付近の地下水の挙動を把握する。また得られたデータを地質環境モデルに反映

させるとともに、分野間連携を通じて性能評価に必要なデータや試料を共有する。 

さらに概要調査を想定して、沿岸部、とくに軟弱地盤地域における傾斜孔井掘削・調査

技術の探索等の準備作業を実施する。 
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地質環境モデルの妥当性を検証する上では、海底下における陸域からの地下水の流出場

を特定し、その水質の分析結果から陸域の化学的特徴を把握することが有効であり、地下

水の流出場を特定するためには海底地形を詳細に把握することが必要である。そこで、海

底地形の詳細把握に係る技術、陸域地下水の流出場の特定手法や流出している海底湧出地

下水から陸域地下水の化学的特徴の推定手法の高度化を行う。 

令和３年度においては、令和2年度に続きROV等を用いた現場試験と先端的な音響画像

解析を組み合わせた調査手法の検証を進め、実海域に適用することで海底湧出地下水の面

的分布の把握を試みるとともに、現場試験における成果と課題を整理する。また、海底湧

出地下水を採取して水質や同位体の特性、地下水年代（滞留時間）を明らかにし、陸域の

地下水情報と比較することで沿岸部における陸－海の連続性を検証する。さらに、概要調

査に資する海域調査手法の体系化を念頭に置き、これまでに行われた沿岸部事業の成果を

中心として、国内外の沿岸部における地下水の流出場や海底地形把握に係る調査事例も含

めてとりまとめを進める。 

 

 

海底下に処分場が建設される場合、海底面下の地層や断層などの地質構造を把握する必

要がある。主な手法としては物理探査が挙げられるので、海底面下の地層や地質構造を高

精度に把握可能な物理探査手法の確立・高度化を行う。 

具体的には、海底面下の地層や断層などの地質構造を探査する有力な手法である反射法

探査における従来手法では、複数の受信器を曳航できる大掛かりな設備と大型作業船が必

要であったため、浅海域へのアクセスが制限され、結果として海陸をつないだ場合、浅海

域が調査の空白域となっていた。本事業では、浅海域でも探査可能なマルチ振源３Ｄ海上

反射法を空白域である浅海域に適用することで、高レベル放射性廃棄物の地層処分の対象

深度を探査可能な手法に高度化するとともに、海陸をつなぐ探査手法の体系化を図る。 

令和３年度においては、マルチ振源３Ｄ海上反射法を概要調査に適用させ高度化するた

めに、音源の高出力化と共に、分解能の高精度化を目指して現地での予備試験を実施す

る。 

 

 

沿岸海底下に処分場が建設される場合、処分場建設に伴う地下水の流入や我が国の多様

な海底地下水の水質の幅を対象とした、坑道建設に必要な支保工等のセメント系材料の変

質機構や緩衝材への影響を評価する必要がある。そこで、既存情報等から我が国の海底下

の地下水水質の幅を整理し、その幅の中での坑道建設から再冠水に至るまでの、処分場の

構成材料の変質機構や緩衝材への影響の定量化とその対策技術に関する検討を行う。 
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具体的には、沿岸部に特有な地下水化学環境を念頭に置き、処分場の建設・操業～閉鎖

後の再冠水に至る期間における、セメント系材料の短期的な変質挙動に関する知見拡充

（①）、及び緩衝材の機能変化に係るデータの拡充（②）を行う。また緩衝材については、

沿岸部特有の地下水環境下であることを考慮した人工バリア性能評価に資する、緩衝材－

オーバーパックの力学的相互作用と緩衝材仕様に関するデータの拡充を行う。取得したデ

ータ等を通じて、沿岸部の多様な地下水環境条件に柔軟に対応できる緩衝材の材料仕様に

関する定量的な評価方法を整備する（③）。さらに、工学設計技術が必要とするデータの品

質や範囲などについては、年度ごとに地質環境分野への情報提供（フィードバック）を行

う機会を設ける（共同研究会議を想定）。 

令和３年度においては、セメント系材料の短期的な変質挙動に関して、沿岸部の地下水

の組成等の地下環境や材料配合を考慮した試験による化学的変質と機械的強度の関係に関

する試験データの拡充（①）、緩衝材の機能変化に係る沿岸部の地下水のイオン強度や陽イ

オン濃度を考慮した膨潤挙動試験、圧縮状態下や高イオン強度下での陽イオン交換等の化

学的な挙動に関する試験によるデータの拡充（②）をそれぞれ地質環境分野と連携し現実

的な地下水組成を考慮して実施し、処分場の構成材料の評価に資する情報として整備す

る。加えて、沿岸部の地下水環境との平衡状態を考慮した緩衝材に対するイオン濃度の影

響を要素試験、およびオーバーパックの発熱によって緩衝材との間に生じる力学相互作用

の影響を模型試験により把握する。これにより塩水に起因する性能変化と緩衝材仕様に資

する基礎的データを拡充する（③）。また、工学設計技術が必要とするデータの品質や範囲

などについて、構成材料のデータ取得及び評価手法などの検討を通して整理し情報提供を

行う。 

 

 

本事業の実施に当たり、国内外の関係機関や大学等との間で情報交換等を実施し、関連

技術等についての最新情報を入手するとともに、成果の普及に努める。また、外部の専門

家・有識者等で構成される委員会を設置し、研究計画、実施方法、結果の評価等に関する

審議・検討を年２回以上行い、成果報告書を取りまとめる。 

具体的には、JAEA や NUMO 等の関連機関との連携を図りつつ、海外の関連機関の研

究成果を収集し、最先端の研究を実施している大学等の有識者のアドバイスを受けて研究

の成果を効率的に発信する。さらに、研究を実施する３者では共同研究会議を組織し、分

野間ならびに組織間の連絡を密にして、研究プロジェクトの効率化、適正化を図る。ま

た、次世代技術者の育成についての手法や要件についても議論・検討を行う。 
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第２章 海陸連続三次元地質環境モデルの 

構築手法の高度化 
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当該課題では、SDM を作るための初期段階として、地質環境モデル（地質や地下水な

ど地球科学要素を中心として、生物多様性も考慮できるモデル）に係る概念を整理するた

めの、地質環境概念モデルを作成している。当該課題が開始され、２年間は国の公的機関

が発行した、国民であればだれでも手に入れることができる信頼性の高いデータを利用し

て沿岸域の地質環境概念モデルを作成してきたが、地質図などには専門家の判断（断層や

褶曲などの専門的な判断（エキスパートジャッジ））が含まれていると考えられるため、当

該年度には（多様な議論を前提に）専門家の判断を全く排除した数理統計学的なモデル

（スタティスティカルモデル）を作り、これまでのデータ集積やモデリングと統合して、

地質環境概念モデルにおけるエキスパートモデルとスタティスティカルモデルの差異を検

討した。 

本文で述べたように、地球統計学的な手法を用いて、先に整理したデータセットから地

質モデルを作成した。概念モデル作成の準備として、日本列島沿岸部（海岸線よりも 20

㎞程度までの内陸）の地質図、ならびに同地域の地形図、海底地形図、海底地質図を整理

した。これらのデータを読み込み、GIS を構築し、解析に用いる諸条件を把握できるよう

三次元地質環境概念モデル（以下コンセプチュアルモデル（CM）と呼称）として地域ご

とに出力できるようにした。 

GIS のシステム構成及び動作フローを図 2-1- 1 に示す。GIS は、一般的なブラウザソフ

トで利用する事を想定し作成している。GIS は、デジタルデータを保管する仮想サーバー

とデータ通信を行うデータ通信プログラム、ユーザーが操作する PC にデータを可視化す

るデータマッピングプログラム及びユーザーインターフェース（GUI：Graphical User 

Interface）で構成される 表 2-1- 2

スタ

ティスティカルモデル（ 表 2-1- 1

表 2-1- 2 表 2-1- 3
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図 2-1- 1 GIS システム構成図、動作フロー 
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表 2-1- 1 統計モデルとエキスパートモデルの比較 

種類 項 詳細項目 
Statistical Model 

（統計モデル） 

Expert Model 

（専門家モデル） 

データ 

画像データ 

全国大データ１（産総研 海洋・海底地質図） ○ ○ 

全国大データ２（産総研 海域地質構造データベース） データ無し データ無し 

全国大データ３（国交省 土地分類基本調査） ○ ○ 

全国大データ 1 （海保庁 海底地質構造図） ○ ○ 

全国大データ５（海保庁 海底火山データベース） データ無し データ無し 

全国大データ６（国土地理院 地勢図、地形図） △(※) △(※) 

地域、学会データ × × 

標高データ 全国大データ７（産総研 堆積層標高データ） ○ ○ 

境界データ 断層、背斜、向斜データ（全国大データ１，３，1 ） - ○ 

データの抽出（データセット構築、データの数値化） ジオモデラー 

物性 

材料定数(透水係数) 
全国統一データ ○ ○ 

地域（計測値）データ × × 

材料定数(間隙率) 
全国統一データ ○ ○ 

地域（計測値）データ × × 

材料定数(不飽和特性) 
全国統一データ（地質に依存） ○ ○ 

地域（計測値）データ × × 

材料定数(分散長) 
全国統一データ（地質に依存） ○ ○ 

地域（計測値）データ × × 

材料定数(熱伝導係数) 全国統一データ（地質に依存） ○ ○ 
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地域（計測値）データ × × 

モデル化 

データ新旧 新規データ優先 

データ範囲（水平） 断面位置 5km 範囲 モデル全域対象 

データ範囲（鉛直） データ密度考慮 全データ使用 

AI によるモデル化（確率・統計の考慮） ○ ○ 

地質の統合（全国大データ１，３，1 ） 地層順序考慮 

※全国大データ７で間接的に利用 



 

14 

 

表 2-1- 2 地質モデル検証用データ 1 

ID モデル 対応データ 

1 稚内 平成 8 年度国内石油・天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「天北浅海域」 

2 幌延 
平成 8 年度国内石油・天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「天北浅海域」 

平成 22 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「天北西方 3D」 

3 勇払 
昭和 1 7 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「日高-渡島」 

昭和 61 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「道南～下北沖」 

6 釧路 昭和 1 7 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「十勝-釧路」 

7 十勝 昭和 1 7 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「十勝-釧路」 

8 石狩 昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

9 津軽 

昭和 1 7 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「日高-渡島」 

昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

10 下北 昭和 1 8 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「下北-北上」 

11 三本木 昭和 1 8 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「下北-北上」 

12 能代 
昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

13 秋田 
昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

11 庄内 
昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

15 石巻 
昭和 1 5 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北上-阿武隈」 

昭和 61 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「南三陸～鹿島沖」 

16 仙台 
昭和 1 5 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北上-阿武隈」 

昭和 61 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「南三陸～鹿島沖」 

17 磐城 平成 21 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「阿武隈リッジ南部 3D」 

19 越後 

昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

平成 2 年度国内石油・天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「新潟～富山浅海域」 

20 高田 

昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

平成 3 年度国内石油・天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「新潟～富山浅海域」 

平成 1 年度国内石油・天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「新潟～富山浅海域」 

平成 13 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「佐渡沖南西」 

21 富山 

昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 56 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「富山沖・北陸～隠岐沖・山

陰沖」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

22 金沢 昭和 1 8 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北陸」 

23 福井 昭和 1 8 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北陸」 
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表 2-1- 3 地質モデル検証用データ 2 

ID モデル 対応データ 

27 豊橋 昭和 1 9 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「東海～九州」 

31 和歌山 昭和 1 9 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「東海～九州」 

31 鳥取 
昭和 56 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査 

「富山沖・北陸～隠岐沖・山陰沖」 

35 倉吉 平成元年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「山陰～北九州沖」 

36 出雲・松江 平成元年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「山陰～北九州沖」 

1 3 高知 昭和 1 9 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「東海～九州」 

1 7 福岡 平成元年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「山陰～北九州沖」 

1 8 筑紫 平成元年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「山陰～北九州沖」 

53 宮崎 
平成 21 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「宮崎沖西部 3D」 

昭和 1 9 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「東海～九州」 

51 笠之原 昭和 1 9 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「東海～九州」 

55 対馬 平成元年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「山陰～北九州沖」 
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対象とする 55 地域の沿岸部において、国土地理院・海上保安庁・産総研が発行した関

連データを取りまとめた。各データは沿岸部地質環境データセットとして取りまとめるこ

とを考慮し PDF 形式に変換すると共に、各地域でどの図面を使用しているか、またその

全部か一部かを一覧表に整理した。各図面の凡例はのちに引用できるように文字データと

して整理し、一覧表を AppendixⅠの表 2-1 に示した。 

各機関の発行するデータは、基本的に図面として発表されている。この図面に関して

は、発行機関が定めたファイル形式に加え、PDF に変換し、地域ごとのデータセットとし

て取りまとめ NUMO へのデータ移植に備えた。更に、各データの発行元や発行年次、図

名など必要な情報を地域ごとに取りまとめている。データセットとデータシートは、リン

ク機能によりデータシートから元データを閲覧できるようにしてデータのトレーサビリテ

ィを確保した。データシートについては、地域ごとに収納する他、全地域を取りまとめた

全体シートを作成した。全体シート及び各地域のデータシートでは、エクセルのリンク機

能を利用し、図 2-1- 2 に示すように全体データシートから地域別のデータシートを参照で

きるようにした。また地域別データシートからは元データにリンクを設定した。 

また、産総研では、過年度事業で日本列島に関わる地質データの文献整理を実施してい

る。この結果、日本列島において、電子化できる可能性のある地質・地下水に関わる文献

が 80 万件以上あることが判明している。これらの文献において、本業務で対象となる 55

地域ごとに関与する文献を整理した。ここで、地域性のある項目を第一要素としてまと

め、その後、地形・地質・調査手法・地下水の流動や滞留時間、塩分濃度ごとに可能な限

り必要な要素を抽出し、まとめた一覧表を別途 AppendixⅠの表 2-2 に示すとともに、文

献整理において、検索キーワードをまとめた。 

概要調査段階から精密調査段階前半では、先ず既存情報に基づく対象地域の評価が必要

となる。陸域と海底下で取得されている既存情報は、品質が違うことも多く、陸域から海

域にかけての連続的で齟齬のないデータの解釈を行い、その結果に基づき三次元地質環境

モデルを構築する必要がある。そこで、産業技術総合研究所をはじめとする公的機関が全

国大で公表している既存情報をとりまとめ、海陸連続三次元地質環境モデルを構築する手

法を開発した。 

具体的には、まず公的機関が公表したデータのみを使った地質環境のモデル化を実施す

る。次にこれに加えて、各地域の既存情報を活用した緻密かつ効率的な海陸連続三次元地

質環境モデルの構築手法を高度化し、海陸連続三次元地質環境モデルを用いた地下水の流

動や滞留等に関する地下水環境（特性）を把握する。特に、沿岸部での文献調査から概要

調査時における地質環境モデルの構築手法（最適化）について、幌延地区と駿河湾地区を

対象として、事例研究を行いつつモデル構築の高度化を計る。 

令和２年度は、初年度に実施した文献調査も含め、全国大の公開データを用いて、地質

環境モデルの構築や深部地下水のシステマティックな分析に資する沿岸部データセットの
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蓄積を重ね、データベースを試作する。また、このデータベースを用いて、各地の三次元

地質環境モデルを構築し、地下水流動解析を実施する。最終的には、地下水流動解析にお

いて種々のパラメータに対する感度解析を行い、この結果に基づいて、調査すべき地点、

地質構造、要素項目などを検証する。調査の進捗に対応した実験的な研究を実施すること

により、文献調査から概要調査時の地質環境モデル構築手法の高度化を計る。 

さらに当該研究課題では、日本列島沿岸部の地形・地質に関わる公的機関の発行したデ

ータ（具体的には各種図面や断面図、物理探査データなど）を集積して、データベース化

している。しかしながら、各機関が発行した各種データを集積する中で、データの精度や

表記の方法がまちまちであり、一括して表示することに齟齬があった。そこで、当該デー

タベースにおいては、日本列島の沿岸部の位置を指定すると、まず、そこに付随するデー

タを表示できるようにした（検索機能：図 2-1- 3）。その概要と構築したデータベースの機

能を示す。 

その次に、沿岸部全域の海洋地質情報を図 2-1- 4 ならびに図 2-1- 5 に示す。 
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図 2-1- 2 データシートのリンク機能概念図 

 

 

 

 

図 2-1- 3 データベースの初期画面、沿岸部の位置を指定すると 

その場に付随するデータが表示される。 

  

全体データシート

地域別データシート 元データ
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図 2-1- 4 海洋の表層地質図の表示例 

 

 
図 2-1- 5 海洋の地質構造図の表示例 
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また、海域の地形情報を図 2-1- 6 に示した。これによって、平面的な海域を含む沿岸部

の地形・地質情報と地質断面や地質構造、物理探査結果、試錐による地質情報を三次元的

に組み合わせた地質環境モデルが作成できる。 
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図 2-1- 6 海域の地形情報の表示例 
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当該課題で構築したデータベースには、各機関の専門家による地球科学的な判断（エキ

スパートジャッジ）が既に含まれているため、このデータベースを単純に利用した概念モ

デルは、エキスパートモデルとなる。これに対し、専門的な判断を含まないデータ（地形

や物理探査結果、試錐結果など）だけで構築したものが統計モデルとなる。当該課題で

は、稚内、幌延、勇払、頓別、美幌・斜里、釧路、十勝、石狩、津軽、下北、三本木、能

代、秋田、庄内、石巻、仙台、磐城、常磐、越後、高田、富山、金沢、福井、駿河、静

岡、遠州、豊橋、岡崎、濃尾、伊勢、和歌山、大阪、播磨、鳥取、倉吉、出雲・松江、岡

山、福山・尾道、小郡、徳島、讃岐、松山、高知、伊予、行橋、直方、福岡、筑紫、中

津、別府、大分、八代、宮崎、笠之原、対馬の 55 地域について、エキスパートモデルと

統計モデルを作成し、この差異を比較した。これを AppendixⅠに示す。 

幌延地域における、エキスパートモデルと統計モデルを図 2-1- 7 に示した。参照できる

データが疎な分海域の地質において差異が認められた。データが疎であるとどうしても実

在するデータに引きずられるための結果と言える。これと同様に、対象としたすべての地

域の両モデルの比較を AppendixⅠに掲載した。その結果、一般的にデータが疎であると

ころほどエキスパートモデルと統計モデルに差異が認められなかった。また、慎重派を含

めた市民との対話のポイントや、実際の調査における調査のキーポイントやそれを解明す

るための手法なども議論できる状態になってきた。 

作成したモデルに対し、気候変動や海水準変動など外的要因の変化、文献値による透水

係数や間隙率を想定したうえでのグリッドサイズ、計算時間分割、工学的な設計を考慮に

入れての温度密度流と塩分密度流の三次元連成解析を実施するうえでの計算領域の取り方

や種々の制限項目を整理した。また、下記に示す解析時の要素（パラメータ、境界条件、

外的要素、計算時間）についても整理を実施した。 

 

データ発行期間のレジェンドを整理し、直接読み取れるパラメータと解釈されるパラメ

ータに分けて、それぞれ地域ごとに整理する。また THMC を考慮したうえで、欠けてい

るパラメータも地域ごとに整理する。 

 

後の解析に必要な水理境界の条件を設定する指針を取りまとめる。取りまとめは必ずし

も地域ごとでないため、一体的な指針を整理する。 

 

後の解析時に考慮しなければならない THMC に寄与する外的な要素を挙げる。またこ

の要素について、時間ステップの幅や変異の幅を考察する。 

 

上記①から③を考慮し、同時にペクレ基準やクーラン基準も踏まえた理想的な時間ステ

ップを考察する。特にこの計算ステップが何に起因するか明示する。 
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文献値を基にした材料定数の設定例を表 2-1- 4 に示す。表 2-1- 4 の材料定数に対し、観

測値などを使った最適化手法を行う事で、各地域の定数の最適化が可能となった。代表例

として幌延地域の最適化定数を表 2-1- 5 に示す。 
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図 2-1- 7 幌延におけるエキスパートモデルと統計モデルの比較 
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表 2-1- 4 材料定数設定例 

地質 
透水係数[m/y] 

有効間隙率[-] 比貯留係数[m-1] 
分散長[m] 熱伝導係数 

[J/(m･Kyear)] 水平方向 鉛直方向 縦 横 

H 1.072E+03 1.072E+01 0.40 6.970E-03 4.000E+03 4.000E+02 4.730E+06 

Q3 5.676E+02 5.676E+00 0.25 6.970E-04 5.000E+03 5.000E+02 4.730E+07 

Q2 1.230E+02 1.230E+00 0.25 3.970E-04 5.000E+03 5.000E+02 4.730E+07 

Q1 3.027E+01 3.027E-01 0.25 1.970E-04 5.000E+03 5.000E+02 4.730E+07 

N3 2.050E+01 2.050E-01 0.20 7.060E-05 6.000E+03 6.000E+02 4.730E+08 

N2 1.577E+01 1.577E-01 0.20 3.060E-05 6.000E+03 6.000E+02 4.730E+08 

N1 9.776E+00 9.776E-02 0.20 1.060E-05 6.000E+03 6.000E+02 4.730E+08 

B 3.150E-03 3.150E-03 0.15 7.060E-06 6.000E+03 6.000E+02 4.730E+08 

 

表 2-1- 5 幌延地域の材料定数最適値 

地域 地質 
透水係数[m/y] 有効間 

隙率[-] 

比貯留 

係数[m-1] 

分散長[m] 熱伝導係数 

[J/(m･Kyear)] 水平方向 鉛直方向 縦 横 

幌延 

H 1.072E+03 1.072E+02 0.40 6.970E-03 4.000E+03 4.000E+02 4.730E+06 

Q3 5.676E+02 5.676E+01 0.25 6.970E-04 5.000E+03 5.000E+02 4.730E+07 

Q2 1.230E+02 1.230E+01 0.25 3.970E-04 5.000E+03 5.000E+02 4.730E+07 

Q1 4.798E+01 4.798E+00 0.25 1.970E-04 5.000E+03 5.000E+02 4.730E+07 

N3 2.050E+01 2.050E+00 0.20 7.060E-05 6.000E+03 6.000E+02 4.730E+08 

N2 2.050E+01 2.050E+00 0.20 3.060E-05 6.000E+03 6.000E+02 4.730E+08 

N1 9.776E-01 9.776E-02 0.20 1.060E-05 6.000E+03 6.000E+02 4.730E+08 

B 1.254E-01 1.254E-01 0.15 7.060E-06 6.000E+03 6.000E+02 4.730E+08 
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塩分濃度密度流解析、温度密度流解析を行う場合、クーラン基準、ペクレ基準という安

定解を得るための基準があり、その基準を満たすよう解析に用いるパラメータやモデルサ

イズを適切に設定する必要がある。式 3-1 にクーラン基準を満たすための条件式を、式 3-

2 にペクレ基準を満たすための条件式を示す。クーラン基準は、浸透流解析により要素流

速を求める必要がある。一方ペクレ基準に関しては、代表要素長と分散長を用いて定める

ことができる為、浸透流解析により要素流速を計算する前に決定できる。 

 

 𝐶𝑜 = |
∆𝑡 × 𝑉

𝐿
| < 1 (3-1) 

 

 𝑃𝑒 =
𝑉 × 𝐿

𝐷
=

𝐿

𝛼𝐿

< 1 (3-2) 

 

 𝐷 = 𝛼𝐿 × 𝑉 (3-3) 

 

ここで、𝐶𝑜：クーラン数、∆𝑡：(T)時間増分、𝑉：(L/T)最大要素流速、𝐿：(L)代表要素

長、 

𝑃𝑒：ペクレ数、𝐷：(L2/T)分散係数（温度密度流解析は熱拡散係数）、𝛼𝐿：(L)分散長 

 

本業務で作成した地質モデル（水平幅：50 km×20 km、鉛直幅：3 km、鉛直方向層

数：30 層）において、上記式を基にクーラン基準、ペクレ基準を満たすように時間ステッ

プを設定した際の計算時間の目安を表 2-1- 6 に示す。目安計算時間は 8 万年の解析を実施

した際の時間とした。 

幌延モデルの位置を図 2-1- 8 に、三次元メッシュ図を図 2-1- 9 に示す。この図は、前章

で作成したモデルである。本モデルに必要となる解析条件を表 2-1- 7 に示した。 初期条

件は、全領域を全水頭値=0 m、塩分濃度=1.0 とした。温度は、底面 100 ℃から地表面(海

底面）を約 20 ℃として線形に分布させた。 

深部地下水の超長期的安定領域を推測するため、エキスパートモデルを用いて有限要素

法による温度密度流と塩分密度流の三次元連成解析を行い、水質の分布やその特性を考察

した。次に、海水準変動を考慮した現在より 24 万年の温度密度流と塩分密度流に係る非

定常連成解析を実施した。この解析においては、透水係数など解に影響する感度の高い材

料定数を設計変数とし、滞留時間（地下水年代）と塩分濃度を目的変数とする最適化解析

を実施し、各地域における材料定数の最適値を求めた。最後に、最適化解析により得られ

た材料定数の最適値を用いて三次元連成解析を実施し、最適設計変数の適用前後で解を比

較、評価した。この解析は、地形・地質・海水準を固定条件として与え、初期の状態とし

て地質が海水で満たされたところからの降水による洗い出し解析とした。降水量には、現
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在の各地の平均降水量を与えた。時間ステップは 100 年とし、各ステップ内で地下水位・

地下温度分布・塩分濃度分布が大きく変化せず、安定するまでの解析を実施した（図 2-1- 

10）。これに基づき、過去の物理探査結果と今回の解析結果の比較を図 2-1- 11 で行った。

地層処分技術においては、地下水環境の把握は極めて重要であり、天然バリアとしての特

性を評価する技術開発が求められている。沿岸域における指定地域の有限要素法解析モデ

ルを適切な水理解析条件により構築し、計算が長時間かかる温度密度流と塩分密度流の三

次元非定常連成解析を実施し最適（同定）値を得る必要がある。本解析では、24 万前から

現代までの気候変動（海水準、気温、降雨量の変化）を考慮した解析を実施するため、伊

勢・米田(1997)を基に各年代の海水準を元に海岸線の変動を考慮した。その結果； 

・地下水年代については、計測値に近い良好な結果が得られた。 

・塩分濃度について、既往の研究（平成 30 年度ほか）に用いられた電磁法探

査結果より計測値を設定した。電磁法探査結果と比べ今回の最適化解析結果は、

塩淡境界が深度約 2.5 km まで広がっている。これは、塩淡境界を電磁法探査結

果と同定する為材料分布を変更している点、今回の解析では地下水年代を同定す

る為各材質の透水係数を変更している点が影響していると考えられる。 

・温度分布についても、文献値が得られなかった為、調査地点近郊のボーリン

グデータより計測値を設定した。ボーリングデータは水平位置、深度が文献中の

調査地点と異なるので参考値として扱った。 

 

表 2-1- 6 要素長別の計算時間目安 

水平要素長(m) モデル総要素数 目安計算時間(日) 

200 750000 16.0～80.0 

400 187500 4.0～20.0 

500 120000 2.6～12.8 

600 82170 1.8～8.9 

700 62640 1.3～6.5 

800 47250 1.0～5.0 

 

表 2-1- 7 幌延モデル境界条件 

 海側 陸側 底面 側面 

浸透条

件 

海底面を水位=0m 

で一定条件 

地表面を 

降雨量＝1.139(mm/year) 

で一定条件 

不透水境界 不透水境界 

塩分条

件 

海底面を濃度=1.0 

で一定条件 

地表面を濃度=0.0 

で一定条件 
不通過境界 不通過境界 

温度条

件 

海底面を海水温＝

12.95℃ 

で一定条件 

地表面を気温＝7.23℃ 

で一定条件 

100℃で 

一定条件 
断熱境界 
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図 2-1- 8 幌延モデル引用データ位置 

 

 

 

     
 

図 2-1- 9 幌延モデル 三次元メッシュ図 
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 濃度分布（鉛直２次元） 全水頭（鉛直２次元） 流跡線図 温度分布図 

幌 

延 

モ 

デ 

ル 
 

  

 

図 2-1- 10 ２地域の最適化解析結果 モデル図、流跡線図、メッシュ図 

図 2-1- 11 幌延地域 塩分濃度の比較（上：解析結果、下：物理探査結果） 
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地質環境モデルを作成するには、地質や地下水のモデル化に加えて、生物多様性までも

考慮に入れた要素・項目をモデル化する必要がある。このため、各要素の遷移する時間を

考慮する必要があり、地域や気候変動帯、地質年代ごとの差異をとらえる必要がある。当

該課題においては、先ず AppendixⅠに示すように、我が国の公的機関が発行している沿

岸部に係るデータ（図幅）をリスト化し、さらに既往文献を地域ごとに整理した。 

その上で、地質（地質構造）と地下水（特にジェネラルフロー）に着目して、我が国の

公的機関が発行しているデータ（図幅）をもとに、地質環境モデル構築の第１歩として、

その概念モデルを作成した。このとき、公的機関が発行している既存データには、一定の

信頼性が担保されていることは言うまでもないが、公的機関の専門家によるエキスパート

ジャッジ（断層や褶曲など）が含まれており、将来的な慎重派との議論も考慮して、この

エキスパートジャッジを排除した統計モデルも作成した。データが疎な地域においては、

これら２つのモデルに大きな隔たりは見られなかったが、地質調査などが盛んにおこなわ

れている地域での隔たりは大きかった。また、この２つのモデルを比較することで、地層

処分事業の段階を進めるために重要な調査のポイントが浮き彫りになったと考える。 

さらに当該研究では、我が国の沿岸地域における、海陸連続の三次元温度密度流・塩分

密度流に係る非定常連成解析を実施したことで、滞留時間（地下水年代）と塩分濃度、地

下水流跡線、水頭圧分布を見える化できた。換言すれば、公的機関が発行するデータを用

いて、沿岸部のジェネラルな地下水環境を把握できたと考える。 
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沿岸部は、科学的特性マップにおいても示されたように、高レベル放射性廃棄物処分の

候補地として、輸送の観点から適性が高いとされている。しかし、沿岸部では、内陸に比

べて、調査データが少なく、地質環境モデル（Site Descriptive Model, SDM）の構築に関

する不確実性が多く存在すると考えられる。このため、不確実性の取り扱いを明にした地

質環境モデルの構築方法を検討する必要がある。 

そこで、本項目では、地質情報の不確実性を考慮した３次元地質環境モデルの構築方

法・モデル化の手順について検討する。ここでは、現在沿岸部のボーリング調査が進めら

れている駿河湾の富士川河口を事例研究の対象として、地質モデル・地下水流動モデルを

構築し、地下水流動解析を試行する。すなわち、文献を調査で地質・地下水モデルを構築

し、その不確実性とそれを低減する方法を検討する。さらに、ボーリング調査を受けて、

モデルを更新し、不確実性の低減を評価する。 

富士川河口を研究対象とした理由は、本地点が、①わが国でも有数の地殻変動が激しい

地域であり、地質分布・地質構造の作業仮説を複数議論しやすい、②地質や地下水に関し

て既存データが多い、③地下水の流れが非常に速い地域の一つであり、地下水流動に関わ

る現象を把握しやすい、ことが期待されるためである。 

この地点を対象として、具体的に、文献調査、地質モデル作成、地下水モデル作成、地

下水流動解析、原位置調査、調査結果の地質モデルへの反映という、図 2-2- 1 に示すよう

な一連の作業を行うことは、調査の各段階での調査内容の確認や将来的な課題を抽出する

うえで有益である。また、地質モデルや地下水モデルが内包する不確実性や、それによっ

てもたらされる影響に関する検討評価は重要である。 

このため、本研究では、①地質のモデル化と地下水流動の解析を繰り返すことにより、

沿岸部の地質評価～地下水流動評価の一連の地質環境モデル（ここでは地質モデル＋地下

水モデル）構築フローの高度化を図る、②地質の不確実性を想定しうる地質分布・地質構

造などの複数の作業仮説で表現し、各地質の地質モデル／作業仮説に基づいて構築される

地下水流動解析モデルを比較することにより、地質の不確実性が地下水流動の評価に与え

る影響を検討する、③地質モデル・地下水モデルを修正するために必要な調査・評価方法

を明らかにする、について実施する。地質環境モデルは、人工バリア、安全評価との分野

間をつなぐ、インターフェースになると考えられる。 

 

 

本研究は、図2-2- 2のフローチャートにしたがってモデル構築・修正作業とそれに関連

する検討を進めていく。③～⑧のステップを繰り返しながらモデルの確度・精度を高めて

いくことが、前述の繰り返しアプローチに対応している。 
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これまでに、ボーリング掘削地点が含まれる地下水流動場（涵養域から流出域まで）を

対象に、地質・地下水に関する文献調査を行った。この結果と複数の作業仮説に基づき、

地質モデルを複数構築し、これらから作成した複数の地下水流動モデルについて地下水解

析を実施した。モデルを構築する上で生じる不確実性やその低減方法について検討し、こ

れらの一連の手順について整理した。 

令和３年度においては、昨年度に引き続き、複数の作業仮説に基づいて提示された地質

モデルから地下水モデルを新たに作成する。それらのモデルのパラメータを対象に逆解析

と感度解析を行い、モデルの改善に有用な観測値、パラメータの推定値と信頼性などを検

討する。あわせて、ボーリング調査結果を考慮して、地質・地下水モデルを更新し、上記

と同様の検討を行う。これらの検討結果（昨年度と今年度）を比較することで、不確実性

の低減程度を調査する。複数の作業仮説を考慮して、地質環境モデル構築の調査・評価フ

ローを見直し、地質環境モデルの構築・修正方法の手順を取り纏める。 

  



 

33 

 

 

 

図 2-2- 1 繰り返しアプローチの概念図 

（核燃料サイクル開発機構(2005)を一部改変） 

 

 

図 2-2- 2 本研究のフローチャート 
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原位置調査

地質モデル
修正

地下水
モデル修正

地下水流動
解析

解析結果の
評価

不確実性の
評価

②文献調査（データ収集）

⑤地下水解析

⑦不確実性
低減対策
の検討

⑥地下水
モデルの校正

評価への出力

①研究地域の設定

不十分

⑧データの更新
（原位置調査）

⑨地質モデル修正

⑩地下水モデル修正

⑪地下水解析

⑫地下水モ
デルの校正

校正十分

不十分

校正十分

③地質モデル作成

④地下水モデル作成
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地層処分事業でしばしば使われる「地質環境モデル」（Site Descriptive Model : 以下

「SDM」という）という用語については、様々な捉え方があると思われるが、基本的に

は、地質図と、地質図をベースにした熱・地下水・力学特性・化学といった地質環境特性

の主題図を束ねたものである（例えば、原子力発電環境整備機構, 2018）。 

地質図の重要な役割の一つは、各特性と地層（区分）との対応関係を手掛かりに、地質

分布に基づき各特性の空間的広がりを説明する／推定することである。つまり、地質図

は、熱・地下水・力学特性・化学といった分野の技術者・研究者との議論の場を提供する

ものである。このような検討は、先行する土木事業などでは伝統的に実施されてきた。例

えば、ダム建設では、ダムサイトおよび周辺の地質分布（地質層序・地質構造）を明らか

にすることが必須である。この情報の上に、岩盤等級区分図（経験的な岩盤の強度／耐荷

性の分布図）やルジオンマップ（透水性の分布図）などが作成される（図 2-2- 3）。つま

り、本来、SDM という輸入語に頼る必要はない。 

さて、地質図は、大雑把に言えば地質層序・地質構造の解釈・仮説に沿って地質分布を

表現したものである。「地質屋の思想図」と言っていいものである。その観点から、この

研究では、地質図即ち地質分布図を地質モデルと呼ぶことにする。モデルには何らかの不

確実性が含まれ、その不確実性は地質環境特性の空間的広がりの推定に影響するため、こ

こでは敢えてモデルと呼ぶのである。 

さて、大層な言い方をしたが、本来、モデル構築（＝地質図の書き方）は地質技術者に

とって基本的なことである。しかし、近年、地質技術者自体が著しく減少していること、

地質図の取り扱いを理解した技術者が少ないこと、地層処分の分野ではそれが顕著といっ

た現状があると思われ、将来的な技術継承・人材育成が危ぶまれる。一方で、2020 年 11

月に NUMO の地層処分サイトの選定に関わる文献調査が 2 つの町・村で始まり、待った

なしの状況にある。 

そこで、本研究では、地層処分のサイト選定に関わる NUMO の法定調査、特に、地表

踏査が広く実施されるであろう概要調査（精密調査地区選定）を意識し、地質情報の不確

実性を考慮した地質モデルの構築方法・モデル化の手順について、個々にはできるだけ当

たり前と思われることをやや教科書的に整理する。空間スケールとしては、概ね

NUMO(2018)が定義するところの広域スケール（数十 km 四方）～施設スケール（数 km

四方）を対象としている。そして、それに沿って、不確実性の表現と、不確実性低減のた

めの地質調査の基本的な考え方について整理・提言をしたい。 

なお、地質モデルを構築する方法として、「コンパイル（編集）」という方法がある。コ

ンパイルマップ（編集地質図）は、やや広範囲の地域について、種々の研究者による調査

結果をまとめて図示した地質図（地学団体研究会編、新版地学辞典）である。一般には、
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複数の地質図を「繋いで」作成するものであり、凡例の統一、図副接合部での地層境界の

食い違いの解消などに際し、一つ一つオリジナルデータに立ち戻る、繋ぐべき図幅全体の

地質概念を考慮するなど、本研究で整理する手順とさほど変わらないものもあろう。一方

で、地質区分を丸めて、単純に内挿・外挿を繰り返していると想像できるものもある。我

が国における前者の代表的な例としては、産業技術総合研究所の「20 万分の 1 日本シーム

レス地質図」が挙げられ、扱う範囲が日本全土であるが故に、手順にもバリエーションが

あると想像されるが、それでも信頼性がある公的機関の責任編集ということで、細かな作

業手順が公開されているわけではない。したがって、本論では、「コンパイル」という用

語は以後使わない。 

本論では、文献データに基づき議論を進めるが、細かな差異はあるが、文献調査に基づ

く地質モデルの構築も、現地調査の結論としても地質モデルの構築も、本質的には同じ手

順と考えてよい。つまり、本研究の文献調査を現地調査と読み替えて頂きたい。また、本

研究は陸域のデータを中心に例示しているが、調査方法ならびに取得されるデータの違い

はあるものの、内陸域・沿岸域・海域を問わず必要とされる共通の考え方を整理してい

る。なお、地質調査の方法自体については、基本的には他書に譲ることとし、ここでは割

愛する。 
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図 2-2- 3 地質概念モデルと地質モデル／地質図ならびに他の代表的な地質環境特性主題図との関係の例 
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地質モデルに含まれる不確実性は、誤差や測定対象の誤りなどのデータそのものに含ま

れるものと、ベースとなる仮説の採用即ちモデル化そのものに伴うものに大別される。こ

の点は、NUMO(2011)などでも意識されている。これらを理解し、評価するためには、モ

デル構築の手順の理解が不可欠である。以下に、事例を挙げて概説する。 

 

(a) データそのものに含まれる不確実性 

単純な計測誤差は理解しやすい。一方、計測対象の妥当性の検証は難しい。 

地表調査における計測値の代表例の一つとして走向傾斜を考える。多くの地質技術者が

持つアナログなクリノメーターを使って目視で読み取った層理面の走向傾斜は、少なくと

も数度の誤差を含む。コンパスの針が十分静止しないままで読み取ってしまったことや層

理面自体が多少なりと凹凸を持っていることなどに起因する。一方、計測した面構造自体

が、着目する地質体の走向傾斜であるかどうか、疑わしいこともある。例えば、地すべり

地塊やスランプ構造などの中の走向傾斜は、ごく局所的なもので、大局的な地質分布を表

していないことが少なくない。層理と片理を見間違うこともある。これらの不確実性は、

一般に、周辺の走向傾斜データを含む大局的な地質分布・地質構造から是非を判断される

ことが多い。 

岩相層序データについても、同じようなことが言える。例えば、ある河川沿いに見出さ

れた岩石があるとしよう。その岩石は、その場所を代表する岩相であると考えたいが、も

しかすると、地滑りや崩壊に伴う大きな転石の一部かもしれない。あるいは、地質時代に

取り込まれた異地性岩体の一つなのかもしれない。これらの判断は、一般には、当該箇所

の地形（地すべり跡など）、地層の連続性、周囲と地層の走向傾斜の類似性などからなさ

れる。 

地質年代データも同様である。例えば、代表的な放射年代の一つである K-Ar 年代で

は、後天的な被熱によって年代が若返ることがあるため（例えば、長谷川ほか, 2006 な

ど）、熱変質を受けた火山岩では噴出した正しい年代は望めない。つまり、測定しようと

する岩石を手に取った時点で、年代測定の成否が半分決まると言っても過言ではない。相

対年代を決める化石層序では、付加コンプレックスのような、異地性岩体が沢山入ってい

る可能性がある地層では、特に注意が必要である。 

このようなデータの不確実性は、モデル化に際してしばしば影響を与える。周囲とは異

なるたった一つの走向傾斜データであっても、地質のモデル化に際して大きな影響を及ぼ

すことがあるので注意が必要である。例えば、ある走向傾斜データを採用することによっ

て褶曲構造を描いていたしても、そのたった一つのデータが棄却されれば同斜構造と解釈

しうるかもしれない（図 2-2- 4）。 
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図 2-2- 4 一次データの採否とそれが地質構造解釈（地質概念モデル）に与える影響の例

／走向・傾斜 

一次データ、地質概念モデルの定義については、本節 2-2(3)④を参照されたい。 
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究極的には、走向傾斜以外にも、岩相、構造的な断層と地すべり面の誤認、データの記

載位置のずれ（GPS が発達する前はしばしば）など、少なくとも現地に行かなければ是非

はわからない。岩相の確認や地質年代測定の対象資料の妥当性も同様である。現地調査に

おいて、様々な不確実性の要因となる現象を念頭に調査を行い、データの品質を確保する

ことで不確実性を低減するしかない。つまり、地質技術者のスキルアップ、品質保証が絡

む問題である。 

 

(b) モデル化の不確実性 

同じデータから、複数の作業仮説を考えうる。1/5 万～1/20 万分の一のよく使われる地

質図でも作成者によって地質層序・地質構造が異なることはしばしばある。地質図の縮

尺、地質図の目的によって、表現される／強調される地質が異なることもしばしばある。

また、新しいデータによって、新しい作業仮説が生まれうる。これら多様な作業仮説の存

在こそが、地質図／地質モデルの不確実性の本質である。 

一般に、地質図を作成するにあたり、同斜構造等の単純かつ連続的な地質構造では説明

できず、地層の変形や不連続性が存在する必然性を導くことにより、地質技術者は褶曲や

断層といった地質構造の存在を考え解釈する。また、火成岩の分布をみて、溶岩か貫入岩

かといった解釈が議論になることもある。限られたデータに基づくこれらの議論は、まさ

に地質モデルの不確実性を問うている。 

一方、パラダイムシフトと呼ばれるような、新しいデータによって地質構造そのものが

大きく変わることもある。新しいデータが出てくるかもしれないという不確実性が地質構

造に与える影響と言える。その代表的なものとして、いわゆる「放散虫革命」（平・中村

編, 1986 など）が挙げられよう。石灰岩中のフズリナ化石の存在により古生界と考えられ

ていた美濃-丹波-秩父帯から、石灰岩を取り巻く泥質岩類中にジュラ紀の放散虫が発見さ

れ、地質体の年代観が中生界に書き換えられ、また、地質体中に地層の繰り返しが多数存

在することが明らかとなり、地向斜が終焉し、付加コンプレックスの実証に繋がった。工

学的には、年代が修正される影響は小さい場合もあるが、地質分布が大きく変わる、地層

が繰り返すための断層が発達するとなれば、放射性廃棄物処分場はもとより、構造物の位

置選定への影響は小さくないことは容易に想像できよう。 

 

 

本研究では、数㎞～数十 km オーダーの広域的な地質モデルを対象とし、静岡県の富士

川下流周辺を事例研究地域とした。先行の調査・研究（産業技術総合研究所の「20 万分の

1 日本シームレス地質図」など）によれば、事例研究地域は、いわゆる南部フォッサマグ

ナ地域の南西端付近にあたり、事例調査地域の西側には、糸魚川-静岡構造線が走り、新第

三系と第四系の物質境界となっている。糸魚川-静岡構造線の南端とされる富士川河口に
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は、富士川河口断層帯と呼ばれる複数の活断層の分布が知られている。また、東部には富

士山が位置し、第四系火山岩類が広く分布する。 

当該地域を研究対象とした理由は、本事業の中で富士川河口部においてボーリング技術

の体系化研究を目的としたボーリング調査を実施しており、それを含む地域だからであ

る。ただし、ボーリング調査は１孔のみの限定的なものであり、本研究で研究の対象とし

た広域の空間スケールの地質モデルへの影響は小さいと予想される。そこで、本研究では

モデル化の手順の整理に重点を置き、このボーリング調査を考慮せず、ボーリング調査デ

ータを加味したモデルの更新は別稿に譲ることとする。 

事例研究地域の地理的範囲の設定については、一般には、地質を理解したい地域を含む

広範囲なもので、先行研究を参考に、特に研究対象となる地質分布・地質構造を考慮して

（含まれるように）決めることが多い。しかし、ここでは並行して地下水流動の検討も行

っており、検討範囲の設定に際し地形を重視している（産業総合技術研究所ほか, 2019）。

これらの点は、これら地下水流動の観点からの調査範囲設定のプロセスは、地質モデルの

構築の手順をまとめるにあたって直接関係ないので、別稿に譲ることとし、本研究では調

査範囲を与条件（図 2-2- 5）として扱う。 
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図 2-2- 5 事例研究の対象とした範囲 
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地質モデルの構築を、データの収集と精査、地質概念モデルの作成、地質モデルの構築

の 3 つの段階に大別する。以下では、その過程に含まれる不確実性と絡めて、また、例示

をしながら手順を整理する。 

 

(a) データの収集と精査 

(i) 考え方・留意点・手順など 

1) 文献調査／データの収集 

一般的な文献調査・現地調査の進め方、個別の調査手法については、本研究の主題では

ないのでここでは説明を割愛、地質モデルの構築に関わる情報に絞って記載する。ただ

し、これは地質学一般に通ずるものであり、内陸域・沿岸域・海域を問うものではない。

また、NUMO が実施する法定調査として実施する「文献調査」についても、NUMO のウ

ェブサイトのコンテンツ（「イチから知りたい！地層処分と文献調査」（2021）など）で説

明がなされているのでそちらを参照されたい。 

2) データの精査 

文献情報には、さまざまな確度のものが含まれている。そのようなデータ群の中から、

モデル化の議論の共通基盤を得ることを目的として、一次データと二次データの仕分けを

行う（表 2-2- 1）。 

一次データは、（原則として）著者の解釈に依らない客観的データや計測データ等と定

義する。地質調査で言えば、現地でデータを取得することに他ならない。ただし、先に示

したデータそのものに含まれる不確実性があるので（②参照）、厳密に言えば、データの

採否判断に解釈が含まれることがありうるが、本研究の例示では、その点は考慮しないこ

ととする。一方で、②で少し触れたが、一次データの不確実性を低減させることは、品質

マネジメントの領域に入る課題であり、地質のモデル化の不確実性を低減させることにも

繋がる。 

二次データは解釈を含む情報である。解釈の度合いによって、さらに三次、四次と細分

することも可能ではある。これらは、次に続く地質概念モデル（作業仮説の提示）におけ

る参考情報と位置付けられる。 

なお、文献調査においては、文献の品質のチェックという観点で、査読付きか否かとい

う視点も重要である。しかし、ここでは、査読付きの論文や公的機関の報告書であって

も、見解をそのまま受け入れるのではなく、その見解の論拠となった一次データのチェッ

クを必須のものと考えている。逆に査読が無い論文・資料であっても、一次データと見做

せるものについては、考慮する必要があると考える。 
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表 2-2- 1 一次データ（解釈無し）と二次データ（解釈を含む）の例 
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3) 地質図の読図 

地質図の中には、様々なデータが詰まっており、後述する地質概念モデルを構築する上

でのヒントも沢山詰まっているので、ここで少し読図について触れたい。 

地層の走向傾斜は代表的な一次データであるが、走向傾斜が落とされた箇所には露頭が

あったことになるので、その個所の岩相も一次データと見做せる。ある岩相の塗色範囲に

おいて、地形図上で道路沿いに崖マークがあった場合には、崖のところは岩相の一次デー

タがあると期待される。山の頂で、周囲からの地質の延長では説明できないような箇所に

示されている岩相は地表踏査等により確認されている可能性が高い。本研究の例示では、

ここまで細かいことは実施していないが、このように、地質図を丁寧に読み解くことによ

り、一次データ、あるいは、その可能性が高いデータを集められる可能性がある。 

また、良く露頭データが集められた地質図には、地質概念がわかりやすく表れている。

これらは、基本的には二次データとして参考になるものであるが、露頭での岩相確認箇所

が多いと見なせる場合には、地質概念モデルとしては確からしいと見なせる場合がありう

る。例えば、層位的に下位の地層の分布個所を中心に、そこから離れるに従って、より上

位の地層が分布するような場合には、大局的には背斜構造があると見なすことができる。

褶曲が図示されていなくても、地質研究者・技術者であればすぐに見抜けることである。

あるいは、②(b)でも述べたが、同斜構造等の単純かつ連続的な地質構造では説明できず、

地層の変形や不連続性が存在する必然性を導くことにより、地質技術者は褶曲や断層とい

った地質構造の存在を考えることができる。要は、地質図から論理を読み取ることによ

り、地質概念モデルのヒントがもらえるのである。 

4) 一次データのマッピング 

地質概念モデル、地質モデル（地質図）の議論に際し議論の共通基盤を作る行為であ

る。地表地質踏査で言えば、野外で取得した地層・岩石・断層・褶曲などの分布や走向・

傾斜などのデータを地図に落とすルートマップを作ることに相当する（参考文献：天野・

秋山（2004）、長谷川ほか（2006）など）。現在は、コンピューター上で、3 次元で表現す

ることが可能であり、地下の岩相や走向傾斜などを含むボーリングデータや、地層の面的

な広がりなどを含めたマップを作成することができる（図 2-2- 6）。 

作成したマップは、解釈によらない拘束条件である。この後、言及する地質概念モデ

ル、地質モデルはこれら一次データの空間分布を定性的あるいは定量的に説明しなければ

ならない。 
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図 2-2- 6 一次データのマッピングの例（静岡県、富士川河口付近） 
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(ii) 事例研究地域を題材とした例示 

1) データの収集 

調査範囲（図 2-2- 5）とその周辺領域の地質（構造）に関して、既存の文献・資料の収

集を実施した。収集にあたってはインターネット上の文献検索サイト（Google Scholar、

J-Stage 等）や機関レポジトリ等を用い、文献の種類（学術論文／書籍／調査報告書／学

会発表要旨等）や査読の有無を問わず収集した。 

周辺領域も調査対象としているのは、調査範囲の（特に地下）地質構造を議論する際

に、周辺領域からの外挿が必要になることが多いためである。周辺領域のどこまでを調査

対象に含めるかは予め一意に定まるわけではなく、議論を進めていく中でより外側のデー

タが必要となる。 

今回は最終的に 138 件の文献・資料を収集した。後日改めてアプローチできるよう、収

集した文献・資料の書誌情報や URL 等をリストの形で整理した。 

2) データの精査および一次データのマッピング 

収集した文献・資料を一つ一つ確認し、それらに含まれる一次データ・二次データをピ

ックアップした。さらに、本研究では、各文献にどの種別の一次／二次データが含まれて

いるかを、星取表の形で簡便に整理した（表 2-2- 2）。 

一次データのうち、地質概念モデル・地質モデルを議論する上で重要なデータ（地層の

走向傾斜、地表地質分布、ボーリング孔、物理探査結果）について、GIS ソフトを用いて

文献中の図面から位置情報を取得し、一次データをマッピングした（図 2-2- 6）。この図が

これに続く地質概念モデル・地質モデルを議論する上での共通基盤となる。 

なお、物理探査結果について、視認性の観点から断面図として表示しているが（図 2-2- 

6）、断面図そのものは二次データであり、一次データとして扱っているのはその中の明瞭

な境界面等であることを付記しておく。反射法地震探査、海上音波探査の記録における反

射面などがこれにあたる。反射面の明瞭な連続性は、地層の連続性あるいは反射断面に現

れるような規模の断層がないことを解釈なしに示していると考える。一方、反射面に挟ま

れた地層の層序自体は、直接的なボーリング等のデータまたは層序が明らかな地域からの

連続性の確認（対比だけでは解釈となる）がない限り、二次データと考える。 
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表 2-2- 2 収集文献に含まれる一次・二次データの整理例 
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(b) 地質概念モデル／作業仮説の提示 

(i) 考え方・留意点・手順など 

1) 地質概念モデル 

地質モデル／地質図を描く前段階として、作業仮説を定性的に表現するものという位置

づけで、地質概念モデルがしばしば作られる（図 2-2- 3）。単なる頭の中の議論に留まる場

合もあるが、できるだけ、作業仮説を大雑把でもポンチ絵にするのが良い。学術論文等

で、地質概念図とされるものは、これにあたると考えられ、これら二次データを参考にし

ても良い。 

新しい地質概念モデルの提案は、それ自体価値がある。ただし、ここで重要な点は、地

質概念モデルは一つとは限らないということである。ここでできるだけ多くの作業仮説を

議論することが、評価の対象とする地域の地質の理解に大切である。複数のモデルの存在

こそが不確実性であり、モデルはそれを表現する術（すべ）である。 

一般に地質といった場合、層序区分、貫入／併入岩体、断層、褶曲など、様々な構成物

質・地質を扱っている。ここでは、これら個々の構成要素を、便宜的に地質要素と呼ぶこ

とにする。地質概念モデルは、これら個々単独の地質要素に関わる作業仮説、または、そ

の組合せを表現したものある。ただし、最初から地質要素の組合せを考えることはしばし

ば難しいので、本論では個々の地質要素の概念モデルを検討し、その後、組合せを考える

こととする。単に、地質要素の分布の有無、分布位置、空間的広がりなどの定性的な議

論、規模や具体的な構造の姿勢などの定量性の議論など、取り上げる地質要素／作業仮説

が多いほど、その機械的な組合せは膨大となり、全ての地質概念モデルを示すことは困難

で、後述するように絞り込みが必要ある。一方で、複数の地質要素間の関連が深いことが

明らかな場合には、その限りではない（例えば、最初からセットで考える）。 

このため、モデルの絞り込みに向けて、２つの工夫をする。第一に、目的に対して重要

な地質要素を絞り込むことである。本研究の例示では、地下水流動を目的としているた

め、これに与える影響が大きいと予想される地質要素に絞って検討することも可能であ

る。このような地質要素としては、地質層序（高透水性層）、断層、貫入岩といった地質

要素を取り上げることができる。第二に、地質要素の存在の確からしさが高いものを優先

的に検討する。そこで、当該地質要素／作業仮説について、それらのモデル設定上での確

実度を、根拠となる一次・二次データの有無や量に基づき、確度が高い順に I（一次デー

タから導かれる） > II（論理的に必然性が説明しうる > III（状況証拠から可能性があ

る）の 3 つに区分する。 

2) 地質層序区分 

地層層序は、地質概念モデル・地質モデルの構築において、最も基本的な情報である。

地層層序区分は、地層の実体（物質）として定義された層序区分単位で地層を分類した

り、上下関係（層位）を整理したりする行為である。岩相層序（層、層群など）、年代層

序（地質系統／階、統、系、界など）、生層序（バイオゾーン）、構造層序（ユニット、コ
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ンプレックスなど）、シーケンス層序（堆積相）など、目的に応じて様々な区分方法と区

分単位がある（天野・秋山, 2004：長谷川ほか, 2006; 保柳ほか, 2006; 小川・久田, 2005

など）。これらの区分の境界（物質境界）は一致するとは限らない。また、これとは別

に、時間の概念である地質年代区分（期、世、紀、代など）がある。 

地質図の多くは、基本的には岩相層序で地層の分布が表現される。岩相層序では、露頭

で見る地層・岩石の観察から一連と見做せる地層を基本単位である「層（累層）」として

認識する。層中で特徴的な鍵層などがあれば、下位の単元である「部層」を設定する。ま

た、複数の「層」に共通性を見出し、「層群」を設定しても良い。しかし、小縮尺の地質

図において、広範囲に共通の区分で地層を表現する場合には、「新第三系堆積岩類」な

ど、地質系統と岩相区分の組合せで、岩相が纏められる（丸められる）ことも多い（例え

ば、産業総合研究所の 1/20 万シームレス地質図）。一方、岩石の分布を忠実に図示する岩

相区分図という技法もあり、ダムサイトの地質図など大縮尺で細かな地質分布が求められ

る場合には岩相分布図がしばしば作成される。 

さらに、表層に最も近い風成被覆層や段丘堆積物などの最も新しい地層の分布を無視し

て、その下位の地層を表示することも少なくない。一方で、表層地質図と呼ばれる、表層

の地質分布に特化した表現方法もある。 

このように、地質図作成では、基本的には岩相層序区分で表現されることが多いが、目

的に応じて、層序区分を選択したり、大きく括るか細分するかを選択したり、必要に応じ

て重視する地層にフォーカスしたりする。ユーザーには、地質表現に用いた層序区分方法

と、複数の層序区分方法の相互関係の理解が求められる。 

3) モデル化の留意点、取り上げるべき地質要素 

基本は岩相分布と地質構造であるが、地質図作成の目的／検討項目によって、取り上げ

るべき地質要素が異なることもある。ここでは、例題として、処分場建設で重要な地下水

流動モデル構築への展開を考慮し、地下水流動に影響を与えるような、周囲よりも透水性

が高い地質・地質構造の分布を考えてみたい。 

一般に、周囲よりも透水性が高い地質要素として、高透水性層（地層区分）、断層、不

整合、貫入岩体といったキーワードが挙げられる（図 2-2- 7）。 

例えば、透水性が低い泥岩層のシークエンス（地層の重なり）の中に透水性が高い砂岩

が挟まれていることがある。また、透水性が高い地層の厚さ（あるいは深度方向の分布）

もまた、地下水流動に影響を与えることが考えられる。 

断層が分布することにより、分布する地層が断層を介して地質が急変する、断層周辺で

割れ目が多く透水性が高い、逆に、粘土を多く挟む断層破砕帯／断層岩は遮水壁となると

いったことが考えられる。構造物の建設を考えている場所に大規模な断層が分布する場合

には、周辺に連続性がある高透水性箇所を伴うことで致命的となりかねない。また、断層

の活動履歴（将来の活動の可能性）が問題になる場合もある。 
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凹凸がある不整合面が想定される場合には、凹部に透水性が高い地層が埋没していると

いったことが考えられる。一般に、このような埋没した地層を見つけることは難しく、不

整合の有無の見立てが重要となる。また、単に、不整合面の下位に、想定以上に深いとこ

ろまで高透水性かつ／または軟質な地層が分布するといったことも考えられる。 

貫入岩体は、しばしば開口した割れ目を多く含み、著しい高透水性を呈し、水みちとな

る。規模が小さい場合は、グラウトなどで対応できる場合もあるが、規模が大きく連続性

が高い場合、あるいは、構造物との位置関係によっては、構造物にとって致命的な高透水

性箇所となりうる。 

また、これらの事象が重なることも想定する必要があろう。例えば、相対的に新しい地

層に不整合で覆われた断層あるいは貫入岩などである。 

他にも、考慮すべき事象はあると思われる。要は、既存の地質データに基づいて、そこ

で起こっているかもしれない地質事象について、どれだけ想像力が発揮できるかが地質技

術者に問われるのである。 
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図 2-2- 7 地下水流動解析に向けた地質概念モデル（作業仮説）の検討のポイントの例 
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(ii) 事例研究地域を題材とした例示 

今回は、調査範囲内の地下水流動に影響を与え得る地質要素を採り上げ、それらに関す

る定性的な不確実性を表現することとした。 

また、検討の前提として、地質層序区分は最も基本的なデータである。これ自体に議論

がありうる。しかし、ここでは、広域の地下水流動解析への地質データの引き渡しを意識

し、かつ、議論を単純化するため、本研究においては、先行研究の知見を踏襲し、地質系

統と岩相層序を組み合わせた下記 6 つの地質層序区分をもって、地質概念モデルを作成す

る。また、断層については、下記地層区分の境界に相当する大規模なもののみを取り扱

う。 

第四系完新統堆積層 

第四系更新統堆積岩類（富士川沖層群、賀茂沖層群下部層および足柄層群） 

第四系火山岩類（新富士・古富士・小御岳・愛鷹・達磨山・井田火山噴出物） 

新第三系堆積岩類（後期中新世～鮮新世の富士川層群） 

新第三系火成岩類（後期中新世～鮮新世の富士川層群、石英閃緑岩ほか貫入

岩） 

新第三系付加コンプレックス（中期中新世の西八代層群または丹沢層群相当） 

以下に、概念モデルの構築で検討した地質要素について、その内容と確実度について述

べる（表 2-2- 3）。 

 

（A）地質層序 

 

A-1 地質区分中の相対的な高透水層 

一つの区分として丸められている地層中に相対的に高透水性を示す層が挟まれている可

能性が考えられる。 

例えば、第四系火山岩類より下位の地層中に、透水性が高い地層が分布する可能性は否

定できない（図 2-2- 8(A)）。ただし、今回収集した文献中には、それを示唆する具体的な

データは見当たらない。 

また、駒澤(2003)では重力探査結果に基づいて、富士山の基盤面（第四系火山岩類の下

方境界）が凹凸に富んだ形状であるという解釈（二次データ）を示している。このような

埋没谷があれば、一般論として、それを埋める相対的に高透水性の地層が残ることがある

（図 2-2- 8(B)）。ただし、調査範囲地下においてこのような高透水層の分布を示す一次デ

ータは、今回収集した文献中には見当たらない。 

以上のことから、本研究では、このような高透水層の分布については確度 III とし、概

念モデルとして採用せず、地質モデルには取り入れない。 
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表 2-2- 3 事例研究地域における地質概念モデルの絞り込み 
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図 2-2- 8 事例研究地域における地質概念モデルの検討 

（断面線の位置は図 2-2- 5 を参照。それぞれの断面図の詳細については本文を参照） 
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（B）地質構造・地質境界 

 

B-1 神縄断層の西方延長 

松田(2007)では、杉村(1972)、中村・島崎(1981)、Imanaga(1999)を引用し、丹沢山地

南縁において丹沢層群と足柄層群を境している神縄断層（北傾斜の逆断層）が、大きく湾

曲しながら西方に延長し、富士川河口断層帯～駿河トラフに連続していると解釈している

（図 2-2- 8(C)(D)）。この解釈を直接的に支持／棄却する一次データは得られていないが、

少なくとも丹沢山地においては神縄断層が確実に分布していることから、神縄断層の西方

延長の分布については確度を II とした。ただし、西方延長部分では、複数条に分岐した断

層である可能性もある。つまり、断層が通る位置についての不確実性は大きいと考える。 

 

B-2 第四系と新第三系の境界断層 

富士川河口には、複数の断層から構成される富士川河口断層帯が分布し（産業技術総合

研究所の「20 万分の 1 日本シームレス地質図」など）、事例調査地域内では、第四系と新

第三系堆積岩類の地表分布は、同断層帯を構成する芝川断層（富士川以北）と入山断層

（同以南）で境されている。これら 2 つの断層は複数箇所で地表露頭が記載されており、

南北走向・西傾斜の一連の逆断層とされている（杉山・下川, 1982）（図 2-2- 8(E)）。この

ように分布を示す一次データがあることから、本断層の分布については確度 I とした。た

だし、地表では複雑な形態を示しており、地下深部で収斂するか、収斂するとすればその

深度はどれぐらいかなど、分布形態の不確実性は残る。 

 

（C）伏在する貫入・併入岩体 

 

C-1 丹沢深成岩類の西方延長 

調査範囲より東方の丹沢山地では、17-13 Ma に堆積した丹沢層群に 7 Ma の大規模な石

英閃緑岩体が貫入している（青池, 1999; Saito et al., 1991）。松田(2007)は、この丹沢層群

および石英閃緑岩体が露出の西端部において山地地形を維持したまま富士の噴出物に覆わ

れていること等に基づいて、富士山体の直下にこの石英閃緑岩体の西方延長が分布してい

ると解釈している（図 2-2- 8 (F)）。この解釈を直接的に支持／棄却する一次データは得ら

れていないが、少なくとも丹沢山地においては貫入岩が確実に分布していることから、丹

沢深成岩類の西方延長の分布は確度 II とした。 

 

C-2 蒲原丘陵の貫入岩体 

柴ほか(1990）は，富士川河口西方の蒲原丘陵において，下部～中部更新統の庵原層群

に貫入する複数の複輝石-角閃石安山岩を記載している（図 2-2- 8(G)）。同丘陵中南部の岩
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体について約 0.8 Ma の K-Ar 年代が得られている（海野・大木, 1989）。このように分布

を示す一次データが得られていることから、本貫入岩体の分布は確度 I とした。 

なお、B-1 神縄断層の西方延長が分布する場合、互いの位置関係を考慮すると、本岩体

と地下で交差することが考えられる。松田(2007)によれば、神縄断層は下部更新統の足柄

層群を切っているとされ、断層が貫入岩を切ると考えられるが、断層による変位量は不明

である。 

 

C-3 富士川河口沖合の推定貫入岩 

大熊ほか(2016)は、富士川河口周辺域を対象とした磁気探査から、富士川河口から 1～2 

km 南方の海域に中振幅の磁気異常が分布し、入山瀬断層（富士川河口断層帯の一部）の

南方延長部に沿って磁性を持った地質体が分布する可能性を示している。同図中では蒲原

丘陵が全体的に高磁気異常を示しており、蒲原丘陵には複数の安山岩質貫入岩体が分布し

ていることから、富士川河口沖の磁気異常がそれらと同時代の貫入岩であるという可能性

が考えうる（図 2-2- 8(H)）。ただし、本岩体の分布を直接示す一次データは得られていな

い。またこの解釈は、蒲原丘陵全体の高磁気異常が同丘陵の貫入岩体の分布を反映してお

り、なおかつ富士川河口沖の磁気異常がそれと同様の岩体の分布を反映していると、二重

に仮定を置いている。従って、本岩体が分布している確度は III とした。 

 

C-4 佐野川深成岩類 

Yajima(1970)、矢島・加藤(1980)は、調査範囲北東部の新第三系に貫入している斑レイ

岩・閃緑岩体から成る佐野川深成岩類を記載している（図 2-2- 8(I)）。閃緑岩中の角閃石か

らは約 6 Ma の K-Ar 年代が得られている（原田・高木, 2009）。このように本岩体の分布

を示す一次データが得られていることから、本岩体の分布については確度 I とした。 

なお、B-2 第四系と新第三系の境界断層が分布する場合、互いの位置関係を考慮する

と、本岩体と断層が地下で交差し、芝川断層が更新統を切っていることから、断層が貫入

岩を切ると考えられる。 

 

(c) 地質モデルの構築／いわゆる地質図の作成 

(i) 考え方・留意点・手順など 

1) 地質概念モデルの絞り込み 

前項の繰り返しになるが、地質概念モデルの議論の際に取り上げた地質要素が多いほ

ど、機械的な組合せは多岐にわたる。全ての組合せを考慮した地質モデルを構築すること

は現実的ではない。しかし、目的に照らした重要な地質要素の優先的選択、論拠の確から

しさに基づく地質要素の確実度の分類と選択するにより、地質要素の組合せを絞りうる。 

また、実際には、並立しない／相反するものもあると考えられる。あるいは、議論の過

程で、あるデータから浮かんだ地質概念モデルが、そこで考慮していない別のデータで否
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定されることもあろう。例えば、断層を想定していたが、それを跨ぐ側線で実施されてい

た反射法探査の断面では明確な反射面が連続していた場合などである。また、少し進め

て、一部だけでも半定量化することにより、作業仮説としての成立性を議論できることも

ある。また、ある地層の分布に落差（深度差）があった場合、不整合（侵食）や断層で解

釈する議論が生じうるが、例えば、前者は陸化して侵食の場にあった期間が十分長く継続

する必要があり、後者は活動履歴・変位速度などと密接に関連する。このような時間軸を

考慮して、半定量的な議論により、作業仮説が肯定されたり否定されたりといったことが

起こりうる。 

このように、絞り込みに際しては、目的に対する重要度や確からしさに基づく取捨選

択、一般論からの議論や思考実験がなされることになるが、これらの論証の手順をマニュ

アル化することは非常に難しい。言えることは、事前の情報量が多いほど取り上げるべき

地質要素、あるいは、作業仮説を絞り込める、地質分布の説明性の合理性がモデル化の可

否を判断しうるという当たり前のことである。言い換えれば、専門家のテクニカルジャッ

ジが非常に重要であり、専門家の責任は重いということである。 

2) 地質モデルの構築 

地質図（地質モデル）は平面図と断面図で表現されてきたが、データのデジタル化技術

が進んだ昨今、現在はデジタル化まで含めて地質モデルとした方が現実的である。このた

め、紙ベースでの検討は考える重要なプロセスと認識しつつ、本研究における三次元の地

質モデルの構築作業は、地質概念モデルで議論し、採用に至った地質要素の定量的な検討

を行った上で、三次元地質モデリングソフトウェアを使って、市販の仮想空間上に入力し

たデータセット（可視データ）をデジタルモデルとして作業する。具体的には、調査範囲

に分布する個々の地質境界面および個々の断層面について、厚さをもたないグリッド／サ

ーフェスモデルを作成する作業である。グリッド／サーフェスモデルとして作成する地質

境界面と断層面は、これらの空間分布を定義する一次データおよび二次データを含むもの

であるが、データ間については、地質境界面と断層面の推定断面線を追加するとともに、

三角網分割（triangulation）を用いた加重平均などにより空間補間を実施する。 

なお、言うまでもないことかもしれないが、既存の地質図は地質モデルの一つである。

また、説明は割愛するが、アナログ・デジタルを問わず、基礎となるのは、空間把握の想

像力と地質図学（例えば、天野・秋山, 2004; 長谷川ほか, 2005）である。 

これらの地質モデルに基づき、地下水流動モデル等の地質環境特性に関わるモデルが構

築されることになる。そこでは、着目する地質環境パラメータ―の類似性に基いて、地質

層序区分が丸められたりすることもあろう。また、地質概念モデルの絞り込みのところで

触れたように、複雑な形態を示す可能性がある断層。貫入岩体を単純化することもある。

これらの点については、解析からのフィードバックにも関わる議論であり、後章で触れた

い。 
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また、検討の幅を広げるのであれば、確実度が低い地質要素／作業仮説をモデルに取り

込むことにより、より稀な頻度と考えられるモデルを作ることも可能である。確実度 I だ

けを取り込んだモデルを基本的なモデルとし、確実度 II の地質要素で振ったモデル群を変

動的なモデルと扱い、確実度 III も地質要素を取り込んだモデルを頻度が稀なモデルとい

うような考え方もできよう。中深度処分事業で考えられているリスク論的評価の考え方に

も通ずる。要は、モデリングに用いる情報の優先順位を予め決めておくことが重要であ

る。これは地質の不確実性がモデルに与える影響、即ち、地質リスクのマネジメントの基

本的な作業である。この点についても、後で触れたい。 

 

(ii) 事例研究地域を題材とした例示 

1) 地質概念モデルの絞り込み 

前項では、まず、地下水流動にとって重要と思われる地質要素として、地層、断層及び

貫入岩体を取り上げ、事例研究地域で考えうる具体的な作業仮説を抽出し、それらの論拠

の整理・確実度の分類を実施した（表 2-2-3）。 

それぞれについての複数の作業仮説のうち、確度 I の作業仮説については全ての地質概

念モデルで採用し、確度 III の作業仮説は全てのモデルで採用しない。確度 II の地質要素

／作業仮説については個別に有無を検討した。これらの検討結果を以下に示す。 

 

（A）地質層序 

 

A-1 地層区分中の相対的な高透水層 

確度 III と判断し、地質概念モデルに取り入れる優先度は低いと判断した。 

 

（B）地質構造・地質境界 

 

B-1 神縄断層の西方延長 

確度 II と判断し、分布なしと分布ありの 2 パターンの概念モデルを考えた。先にも述べ

た通り、分布する場合でも、分岐して複数条の断層が並走している可能性も考えられる。

しかし、ここでは地下水流動解析上の影響を見るという目的を鑑み、分布モデルとしては

断層を一条で描いた。将来的に、影響が大きいと判断した場合には、複数条のバリエーシ

ョンを検討する必要があるかもしれない。 

 

B-2 第四系と新第三系の境界断層（富士川河口断層帯） 

確度 I のため、全ての地質概念モデルにおいて取り入れた。 

地下深部における本断層の姿勢に関しては一次データが得られていないが、南北走向西

傾斜の逆断層であり新第三系と第四系の境界をなしていること、ならびに事例研究地域の
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テクトニクスを踏まえ、地下深部ではプレート境界に収斂するように低角傾斜になってい

ることが高い確度で想定しうる。従って、全ての地質概念モデルにおいて、地下深部では

低角傾斜であると設定した。なお、神縄断層でも考えたように、地層処分を想定する深度

では、複数条の断層帯を成している可能性は十分考えられる。これを一条で代表させるの

は、神縄断層西方延長と同様、地下水流動解析上の影響を見るための第一段階と考えたた

めである。 

 

（C）伏在する地層・岩体 

 

C-1 丹沢深成岩類の西方延長 

確度 II と判断し、分布なしと分布ありの 2 パターンの概念モデルを考えた。複雑に貫

入・併入した複合的な岩体である可能性もあるが、ここでも地下水流動解析の第一段階の

検討を想定して、塊状の岩体と見なした。 

 

C-2 蒲原丘陵の貫入岩体 

確度 I のため、全ての地質概念モデルにおいて取り入れた。 

地下における本岩体の形状については一次データが得られていないが、比較的狭い範囲

に集中的に分布しており、複数の岩体の岩相が互いに類似していることから、地下で一つ

の岩体に収斂していると考えた。従って、全ての地質概念モデルにおいて、地下で一つの

岩体に収斂してモデルの最下面まで連続的に分布していると設定した。 

また、B-1 神縄断層の西方延長が分布する設定の地質概念モデルにおいては、先述の通

り本岩体を断層が地下で切断することになる。ただし変位量が不明であるため、今回の地

質モデル上では、断層による貫入岩体の変位量は便宜的に 0（無し）と設定した。 

 

C-3 富士川河口沖合の推定貫入岩 

確度 III と判断し、地質概念モデルに取り入れる優先度は低いと判断した。 

 

C-4 佐野川深成岩類 

確度 I のため、全ての地質概念モデルに分布を取り入れた。 

なお、地下における本岩体の形状については一次データが得られていないが、比較的狭

い範囲に集中的に分布しており、岩体の伸びの方向が揃っていることから、地下で一つの

岩体に収斂していると考えた。 

また、先述の通り、B-2 第四系と新第三系の境界断層が本岩体を地下で切断することに

なる。尾崎ほか(2016)では、本境界断層の南部にあたる入山断層に沿って、前期更新世後

半に堆積した蒲原層が鮮新統の浜石岳層を不整合で覆う露頭が認められることから、入山

断層の活動開始時期を蒲原層堆積以降と推定している。同文献では、本境界断層の北部に
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あたる芝川断層の近傍において、中期更新世前半に堆積した鷺ノ田層よりも下位の蒲原層

の方が著しく変形していることから、芝川断層は鷺ノ田層の堆積前から活動していた可能

性が高いとしている。これらの推定を踏まえると、本境界断層の活動開始時期は概ね 1 -2 

Ma と推測される。また、芝川断層の平均上下変位速度は、断層による溶岩流の変位量に

基づいて南部で 1-1.7 m/千年、北部で 3-4 m/千年と推定されている（山崎, 1979; 

Yamazaki, 1992）。平均変位速度をどこまで外挿できるかについては議論の余地がある

が、活動開始以降は一定速度で変位していると仮定すれば、本境界断層による累積の上下

変位量は最大 8,000 m に及ぶと推定される。また、前述したように本境界断層は地下深部

で低角傾斜になっていることが想定され、この場合断層運動による水平方向の累積変位量

は、上下変位量と同程度もしくはそれ以上であると考えうる。 

これらの推定に基づき、本岩体は断層の下盤側には連続せず、断層によって切断された

下側の岩体はモデルの空間範囲内には分布しないという概念モデルを採用した。 

 

以上の検討結果を踏まえ、かつ作業仮説の組合せも考慮して、今回は、確実度 I の地質

要素／作業仮説を全て取り入れ、確実度 II の地質要素／作業仮説を組合せた、具体的に

は、神縄断層と丹沢深成岩類の西方延長の作業仮説を組合せた下記４つの地質モデルを作

成することとした。 

 

【モデル 1】 

・B-1 神縄断層の西方延長：なし 

・C-1 丹沢深成岩類の西方延長：なし 

 

【モデル 2】 

・B-1 神縄断層の西方延長：あり 

・C-1 丹沢深成岩類の西方延長：なし 

 

【モデル 3】 

・B-1 神縄断層の西方延長：なし 

・C-1 丹沢深成岩類の西方延長：あり 

 

【モデル 4】 

・B-1 神縄断層の西方延長：あり 

・C-1 丹沢深成岩類の西方延長：あり 
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2) 地質モデルの構築 

三次元地質モデリングソフトウェア Vulcan（Maptek Pty Ltd.）を用いて、前項で絞り

込んだ 4 つの地質モデルを作成した（図 2-2- 9）。繰り返しになるが、地質系統と岩相を組

合せた 7 つの地質層序区分を基礎とし、確実度 I とした地質要素を全てに採用し、確実度

II の地質要素の有無で場合分けしたものである。これらに確実度 III の地質要素を加えた

モデルの構築も可能であるが、ここでは割愛させて頂く。 

まず地質層序について、各層の下限深度を、下記に示す文献に記載されている地層の層

厚やボーリング調査・物理探査の結果に基づいて、全ての地質モデルに共通で設定しモデ

リングを実施した。 

 第四系完新統堆積層： 海岸線付近のボーリング調査で、標高−110 m 以深は沖積層よ

り古い時代とされている（尾崎ほか, 2016）。この他、松原(1984)、石原・水野

(2016)、佐藤・荒井(2016)のボーリング調査や物理探査等の結果に基づいて設定し

た。 

 第四系更新統堆積岩類： 岡村ほか(1999)、佐藤・荒井(2016)の音波探査結果から、富

士川沖層群ならびに賀茂沖層群の層厚を推定し設定した。（層厚は地点によって異な

る） 

 第四系火山岩類： 富士山南麓におけるボーリング調査で、おおむね標高 0 m が富士

山や愛鷹山噴出物の基盤とされている（Tsuya, 1961; 高須賀, 2015）。 

 新第三系堆積岩類： 事例研究地域北西の内船背斜付近において、富士川層群の層厚

は約 2000 m と見積もられている（杉山・松田, 2014）。この他、松田(2007)、Yokota 

et al.(2015)、尾崎ほか(2016)を参考にして設定した。 

 新第三系付加コンプレックス： 層厚が不明のため地質モデルの底面（−5000 m）ま

で本地質区分と設定した。 

 

なお本検討では、モデリング範囲の空間スケールならびに地下水流動解析への展開を考

慮して、100 m メッシュでモデリングを実施した。したがって、100 m よりも細かい空間

スケールでの岩相分布はモデル中では無視もしくは均されており、断層や地層境界などの

位置も 100 m 程度の誤差を含んでいることを付記しておく。 

神縄断層の西方延長については、松田(2007)を参考にして通過位置および断層面の姿勢

を設定し、また、新第三系付加コンプレックスから更新統までを切断するが完新統には変

位を与えないと設定した上でモデリングを実施した。なお、このようにモデリングした場

合、本断層は B-2 第四系と新第三系の境界断層と交差することになる。これらの断層間の

地下における切断関係を示唆するデータは得られていない。どちらの断層も、新第三系と

第四系の境界をなす大規模な活断層であり、地下深部においてはプレート境界に収束して

いく可能性が考えられる。そこで、本断層が分布するモデル 2 と 4 においては、両方の断

層が西方に向かって徐々に傾斜角を減じ、一つの断層に収斂するようにモデリングした。 
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丹沢深成岩類の西方延長については、松田(2007)を参考にして分布位置と岩体の大きさ

を設定し、モデリングした。なお、B-1 神縄断層の西方延長を前述のようにモデリングし

た場合、本岩体はこの断層と交差することになる。本岩体の貫入時期は先述のように新第

三紀であり、一方神縄断層は更新統を切っていることから、断層が本岩体を切断する関係

となる。神縄断層の西方延長が分布すると仮定して、その変位量は未知数であるが、神縄

断層が少なくともその一部について活断層であることを考えれば、累積変位量は相当大き

い可能性が考えられる。そこで、神縄断層の西方延長と丹沢深成岩類の西方延長が両方分

布するモデル 4 では、断層下盤側に貫入岩体は連続せず、断層によって切断された下側の

岩体はモデルの空間範囲内には分布しないと設定してモデリングした。 
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図 2-2- 9 作成した三次元地質モデルの平面図および断面図 

(a) モデル 1-4 の平面図（全てのモデルで共通） (b) モデル 1 の断面図（神縄断層の西方延長なし、丹沢深成岩類の西方延長なし） 

(c) モデル 2 の断面図（神縄断層の西方延長あり、丹沢深成岩類の西方延長なし） (d) モデル 3 の断面図（神縄断層の西方延長なし、丹沢

深成岩類の西方延長あり） (e) モデル 4 の断面図（神縄断層の西方延長あり、丹沢深成岩類の西方延長あり） 
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(a) 総論 

一般論として言えば、既存のデータから新たな解釈が生まれることもあるが、新たなデ

ータが出ない限り、地質分布の修正は難しい。つまり、不確実性の低減には、先行研究で

示されたデータの確認、新たなデータの取得が必要であり、言うまでもないことだが、不

確実性低減のための第一の選択は現地調査でありたい。なお、調査によって明らかとなっ

た新しい事実（一次データ、二次データいずれも）により、不確実性が小さくなることも

あれば、新たな可能性を見出し、不確実性が大きくなることもありうる点にも留意した

い。このため、調査は適当なフェーズを区切って繰り返し行うことが大切となる。 

そこで、ここでは、④(b)で取り上げた地下水流動に影響を与えると考えられる主な地質

要素の調査の留意点について、解説してみたい。本質的にはどこに何（地層・岩体、断

層・褶曲など）があるかを明らかにするということに他ならず、地層処分以外の事業の地

質調査と基本的には変わるところはない。 

地層処分の法定調査における地表からの調査（概要調査）の進め方については、これま

でも NUMO と地層処分関係研究機関で検討されてきた。そこで、ここでは基本的な調

査・評価の進め方、概要調査の在り方については、電力中央研究所の検討事例である木方

ほか(2010)に譲ることとする。また、モデル化に必要な各種調査手法の実証性の議論につ

いては、電力中央研究所の一連の研究（近藤ほか, 2011; 2012; 2014 など）があるので、

参考にされたい。本論では、事例研究地域でボーリング調査を設計する際の留意点（掘削

箇所、長さ及び方向など）にさらに絞って基本的なことを整理する。 

(b) 各論 

(i) 地層区分／地質分布 

サイトの候補地に処分場計画深度よりもやや長尺のボーリング調査を実施することが基

本であることは異論のないところであろう。掘削長の設計については、先行研究の情報を

参考に、対象地域の地質層序・地質構造を考慮して決定する。具体的には、地表で算定し

た厚さの地層がボーリング掘削箇所にも分布すると考えることが多い。例えば、単調な同

斜構造であれば、地表で算定された層厚をそのまま想定することになる（図 2-2- 10(A)）。

そのほか、ある程度分布することが確からしい場合には、他地域での層厚の想定をボーリ

ング掘削箇所で採用することもありうる。一方で、褶曲や断層、層厚変化など、複数の作

業仮説／不確実性が含まれる情報であることを考えれば、掘削中の検討により、臨機応変

な対応をする（特に掘削長が深くなる場合）想定も持っておきたい。 

また、物理探査とボーリング調査との組合せも重要である。物理探査による層厚の把握

が成功した事例として、近藤ほか(2014)がある。本研究では、神奈川県横須賀市の電力中

央研究所敷地内で微動アレイ探査等の物理探査を実施した。その結果から、砂岩・シルト

岩主体の三浦層群とその下位の泥岩主体の葉山層群の境界深度について、先行研究の地表
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データから想定していた深度よりも浅所であると推定し、同地で実施したボーリング調査

により、その推定が妥当であったことを示している。 

(ii) 貫入岩 

ボーリング調査の設計は非常に難しい。仮に、高角の貫入形態（岩脈）の場合には、一

般には鉛直ボーリングで捕まえられることは稀である。必要に応じて斜孔を掘ることにな

るかもしれないが（図 2-2- 10(B)）、他に情報が無ければ、貫入岩を捉えられる可能性は低

い。しかし、想定される貫入岩体を覆う地層の厚さに応じて、物理探査で当たりをつけた

上で、ボーリング調査実施箇所を決めるといったことも考えられよう。 

一方、貫入岩自体の存否の議論として、調査地域における既報の貫入岩体の層位を明ら

かにし、処分場を建設しようと考えている地層に貫入しうるかどうかを検討することが考

えられる。また、断層等を境にして分布が途切れるなど、経験則、あるいは、地質構造に

よる規制があるかもしれない。 

事例研究地域では、層位学的検討により、地域の中で報告されているものと同じ時代・

同じ岩種の貫入岩があるかもしれないという作業仮説を持った。 

(iii) 断層 

１孔のボーリングで断層を捉える場合、様々なトレードオフを考える必要がある（図 2-

2- 10(C)）。断層を浅部で捉えようとするならば、相対的に、コストが抑えられる反面、調

査範囲は限られ、断層の下盤から掘って断層を外す可能性が大きくなる。市街地であれ

ば、掘削箇所を探す点でも難しかろう。一方、深部で捉えようとするならば、相対的に長

尺となり、コストが大きくなるが、調査可能な範囲が広くなる。ただし、掘削が断層まで

届かないという可能性を考える必要がある。なお、一方で、このような場合分けの情報を

利用するのが群列ボーリング調査である。比較的狭い範囲の中で、断層の通過位置や姿勢

を明らかにする。 

また、断層の傾斜についても考慮する必要がある。ボーリング孔で遭遇した断層の走

向・傾斜を知るための調査として、孔内孔壁の写真撮影（ボアホールスキャナー）がある

が、孔壁の状態によってはこの調査ができないことがある。この場合には、断層が何と何

の境界であるかの情報が一つの手がかりとなり、周辺地域の地質分布から、断層の姿勢を

限定できることもある（図 2-2- 10(D)）。 

なお、これらを考える前段階として、断層の両側で想定される地質、断層の活動履歴な

どの情報があると参考になる。処分場を建設しようと考えている地層が断層を切っている

か断層に切られているかは基本情報である。 
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図 2-2- 10 地下水流動に影響を与える地質要素の調査における留意点 
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(iv) 複合問題 

前項までは、地質要素を個別に扱ってきたが、実際の調査では、時間、場所及びリソー

スの制限を受け、これらの事象の、あるいはその組合せ事象の影響評価／優先順位の検討

が必要となる。情報が極めて乏しい中で、かつ、非常に限られた調査しかできないといっ

た（調査者にとって厳しい）条件下であれば、科学的に想定しうる範囲で処分場にとって

最も過酷な事象（条件）またはその複数の組合せが、確認されないことを示すための最低

限のボーリング調査といった方向性を選択せざるを得ないかもしれない。これは、不確実

性の低減というよりも、留意すべき不確実性・保有するリスクの「選択」というべきもの

である。この問題は、地質概念モデルの絞り込みと密接に関連する。 

  

 

(a) 地質分布の不確実性の表現と他の地質環境の検討へのアウトプット 

これまで実施されてきた地下水流動解析のモデルは、誤解を恐れず地質の視点で大雑把

に言えば、地質モデル上の地質要素を必要に応じて（計算機の能力等も考慮して）簡略化

し、各地質要素に水理に関わるパラメータの代表値を与えるというものである。代表値は

一意に決まることはなかなかないため、これを振って感度解析をすることが、不確実性の

把握一つの手段となっている。 

しかし、これはあくまで単一の地質モデルに立脚するものであるという点をここでは指

摘したい。これは地質分布の不確実性を考慮していないことに等しい。つまり、１つのモ

デルで解析し、そこで掘削されたボーリングから得られたパラメータを使って（百歩譲っ

て）検証できたとしても、それは解の一つである。リスク事象の一つと言っても良い。別

の地質モデルが与えられれば、答えが変わる可能性があるからである。 

ここで、先行研究として、柳澤ほか(2006)を紹介したい。同論文は「通常の地質環境特

性のモデル化・解析対象である考慮すべき範囲の概念やパラメータなどに加え、可能性は

低いが完全に否定できない範囲の概念やパラメータを取り込むことにより不確実性を定量

化する方法論を構築した（中略）そして、東濃地域に存在する断層を対象にその方法論の

適用性検討を行い、出力結果である地下水流動の不確実性を定量化することができたとと

もに、不確実性を低減するために実施すべき調査を提案することができた」（以上、要旨

より）とし、研究対象地域の断層について、その存在の確からしさで３つに分類し、さら

にそれらの組合せで地質モデルの不確実性を表現し、各モデルに基づいて実施した地下水

流動解析結果の比較を行っている。本研究は取り上げるべき地質要素の抽出に力点を置い

ている点で検討の対象は異なるが、不確実性の表現の基本的考え方は通ずるものがあると

思われ、同論文の主張に同意したい。 

それ故、本研究では、共通基盤としての一次データのマッピングの上に成り立ちうる複

数の地質概念モデル、地質モデルをアウトプットとして提示し、モデルの不確実性を表現

した。さらに、複数のモデルに対し、その確実度（真の地質分布との乖離の程度）が定性
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的でも議論できることが望ましい。これは、サイト選定におけるサイトの地質環境特性の

評価はもとより、将来の安全評価シナリオの想定に繋がると期待する。 

 

(b) 他の地質環境の検討からのフィードバック 

④(b)の一般論・例示でも触れたが、地質モデルを基図に地下水流動モデルを作成する過

程で、地質側からは、様々な地質要素（高透水性層・貫入岩・断層など）を考慮した地質

概念モデル（作業仮説）をアウトプットとして提示する。しかし、繰り返しになるが、複

数の作業仮説を全て地下水流動解析の担当者に渡すのは、極めて効率が悪く、解析の作業

量が膨大となり、合理的ではない。したがって、モデルを絞り込む必要がある。 

この絞り込みの際、地下水流動に対する重要度の具体化、どのような地質要素が地下水

流動に与える影響が定性的にでもわかっていると、絞り込みで考慮するさらに有用な情報

となる。つまり、アウトカムの一つとして、個々の地質要素が地下水流動等の諸解析へ与

える影響を（たとえ定性的であっても）議論し、そのアウトプットをフィードバックして

くれることを期待したい。この積み重ねが、個別の件に対してのみならず、一般論として

も、地質概念モデルの絞り込み、その効率化に役立つと期待される。あるいは、専門家に

よるテクニカルジャッジを支援する。 

 

(c) 地質モデル構築の PDCA サイクル 

本論で述べてきた内容を纏めることで、PDCA サイクルを組むことができる。その例

（提案）を示す（図 2-2- 11）。これは、ここで新たに提案するというよりも、これまでの

ダムや発電所の基礎の地質調査における暗黙知を形式知化するものと捉えて欲しい。 

(1) Plan／調査・モデル化計画の立案 

調査・評価の全体方針の決定、地質環境調査計画の立案、データ取得やモデル化に関わ

る品質管理、現地調査・室内試験の安全管理など、他のマネジメント項目の管理計画との

関連付けなどを行う。言うまでもなく、地層処分サイトの選定にあたっての考慮しなけれ

ばならない重要事項（火山、断層、隆起侵食、鉱物資源など）を優先するというのも、一

つの方針であり、目的に応じて優先すべき調査を選択する。 

(2) Do／地質モデルの構築 

④で述べてきた通り、データの収集（文献調査、現地調査、室内試験など）、地質概念

モデルの構築、地質モデルの構築を行う。 

(3) Check／地質モデルの評価 

構築された地質モデルは、他の地質環境特性の検討に供される。例えば、本論では、主

として地下水流動解析を取り上げてきた。地質モデルに基づいて、地下水流動の解析モデ

ルが構築されるが、解析の結果、モデル化された各地質要素が地下水流動へ与える影響が

評価され、その大小が明らかとなることを期待する（⑥(b)）。
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図 2-2- 11 地質モデル構築の PDCA サイクルの例 
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(4) Act／モデル改善に向けたアクションの設定と実践 

モデルの評価の結果得られる地質環境特性へ与える影響は、次の調査に向けて調査の取

捨選択や優先順位付けを行うための検討材料となる。検討の結果、次の調査計画に反映す

べき事項、即ち優先的に明らかにしなければならない事項が導かれることとなる。そし

て、明らかにするための方法を考え抜いて、次の調査・モデル化計画（Plan）に取り入れ

る。 

 

(d) リスクマネジメント 

地層処分事業において、全ての自然事象の不確かさの「悪」影響（古典的リスク）を回

避することはできない。リスク低減の努力はするとしても、地層処分事業の法定調査で

も、一般の地質調査でしばしば遭遇するように、不確実性を前提に意思決定をしていく必

要がある。つまり、利を得る（サイトを得る）ためには、何らかのリスクを取らねばなら

ない。この考えを前提とするならば、地層処分等、重要構造物のサイト選定への公衆の理

解を得るためには、リスクの存在を前提とした意思決定プロセスにおいて、リスクの所在

と対応策を正しく伝えること（明確化・透明化）が重要と考える。このためには、可能な

限り想定外を想定内に入れる努力が必要であり、本研究で論じた（地質学としては当たり

前の行為である）複数のモデルの提示は、それに合致する行為である。 

しかし、地質の不確実性を作業仮説の幅で表現するとしても、先にも述べているよう

に、全ての作業仮説を機械的に組み合わせた膨大な数の可能性（作業仮説）を全て検討す

ることは不可能である。公衆の理解を得るためには、重要なことから検討し、小さなリス

クを保有するという議論が必要である。あるいは、地下水流動解析への情報提供に際し、

検討の優先度を示すといった検討も必要となろう。そのためには、地質環境への影響の大

きさとその頻度を組合せて、リスクの大きさを分析すること、リスクを比較して優先順位

をつけること、即ちリスクアセスメントは避けられない。つまり、不確実性の管理という

意味でもリスクマネジメントが必要ということである。 

一方、上記がある時間断面でのマネジメントとすれば、その時間断面からさらに調査が

進めば、新たなデータにより、作業仮説（不確実性）が絞り込まれることもあるし、逆に

新たな作業仮説が生じることもある。次の調査は、新たな作業仮説群に相対することとな

る。このような地質調査の繰り返しは、リスクマネジメントプロセスと捉えられる。この

リスクマネジメントは、階層的に考えると、より明確になる。一つは、調査時の様々な不

確実性が一次データに与える影響、つまり、データのリスクマネジメントである。ここで

の一次データの不確実性の幅を小さくしうるという目的殿リスク低減策の一つが、品質マ

ネジメントと考えられる。次に、一次データの不確からしさが地質モデル化に与える影

響、つまり、モデル化のリスクマネジメントである。 

では具体的にリスクマネジメントをどう実践するかという話になるが、実は、前節で例

示した PCDA サイクル（図 2-2- 11）はリスクマネジメントに沿って作られている。地質
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モデル構築（Do）、モデルの評価（Check）が不確実性を評価するためのリスクアセスメ

ント、モデル改善に向けたアクションの設定と実践（Act）、調査・モデル化計画の立案

（Plan）が不確実性を低減するためのリスクトリートメントプロセスという捉え方が可能

である。 

以上のように、地質調査全体を俯瞰し、計画・実行・評価するには、不確実性の影響へ

の対処方法としてのリスクマネジメントの適用が有効であると考える。つまり、地質環境

調査のプロジェクトリーダーは、リスクマネージャーでもある必要がある。地質リスク学

会は、地質に起因する事業への影響を地質リスクと定義し、事業コストを指標とした「地

質リスクマネジメント」の体系化を図っている（地質リスク学会・全国地質調査業協会連

合会共編, 2010 など）。このアクションは、本研究とは必ずしも同じ目的ではないが、地

質学における不確実性への対処にリスクマネジメントを適用する好事例として非常に参考

になり、本研究の主張を裏付けてくれるものであると考える。 

 

 

地層処分場のサイト選定や建設に関わる地質調査・評価の対象深度は、人間が構造物を

作る深度としては、最も深い部類である。当然のことながら、深いほど調査の主体となる

であろうボーリング調査のコストがかさむ。さらに、沿岸であっても海域が調査対象とな

れば、さらに調査コストがかさむことがある。仮に、潤沢な予算でボーリング調査を実施

できたとしても、その分、ボーリング掘削が処分場を設置しようとする地層・岩体を痛め

てしまうという相反関係にも留意しなければならない。 

したがって、文献調査や概要調査では、大きな地質・地質構造の不確実性を前提とした

意思決定は避けられない。それ故、地質の不確実性を把握するためには、地質のモデル化

の手順を丁寧に追い、その過程で生まれる作業仮説、多くの想定を持つことが重要であ

る。これが本研究のメインメッセージである。このため、現在考えうる地質モデル構築の

考え方を示し、事例検討地域のモデル化のプロセスを例示した。 

これに続く本研究で得られた成果、本研究からの主なサブメッセージを箇条書きする

と、以下の通りである。 

(a) モデルの構築手順を、データの収集と精査、地質概念モデルの作成、地質モデルの構

築の３段階に分けて整理した。併せて、静岡県の富士川河口付近を事例研究地域とし

て、モデル構築の例示を行った。さらに、このプロセスを PDCA サイクルで表現し

た。 

(b) 地質の不確実性を低減する主な方策としてのボーリング調査について、ボーリング掘

削箇所が限定されることを想定して、ボーリング掘削箇所の選定を中心に考え方を整

理し、調査の留意点を示した。 
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(c) モデル構築のプロセスの中に作業仮説の確実度の分類を組み込み、不確実性の管理、

モデルの絞り込みという意味合いでのリスクマネジメントを導入することを提案し

た。 

このようにして構築した地質モデルに基づき、地下水流動や他の地質環境特性（最終的

には安全評価）にどのような影響を与えうるか。これを予想できれば、地質調査計画の立

案（調査の取捨選択、優先順位）や調査結果の評価に貢献しうる。このキャッチボール

が、地質・地質構造のモデル化と、他の地質環境調査・評価との連携の本質であり、今

後、地盤や地下水の地質環境特性の専門家との議論を重ねていきたい。 

一方で、本研究で扱ったモデルは、現在の時間断面に限っている。地層処分事業では、

長期的な場の変遷を議論する必要があるが、どのような地域であっても、地殻変動・地形

変化は継続的・断続的に生じており、長期予測にはその予測が求められる。したがって、

ある時間断面での地質モデルだけでなく、変動を取り入れたモデルの検討が必要である。

狩野・村田(1998)の言葉をお借りすれば、「地質構造の幾何学から運動学へ」ということに

なる。この点については今後の課題とさせて頂きたい。 

本節（2.2）の（3）①で述べたように、本研究は、文献調査に基づくモデル化でも現地

調査に基づくモデル化でも、陸域・陸域を限定しない基本的なモデル化の考え方とそれに

関わる提言を述べた。つまり、陸域と海域では選択すべき地質調査法は異なるが、モデル

化の基本的な考え方は変わらない。沿岸部特有の海水準変動が地下水流動に与える影響と

いった検討をする上でも、本研究は、おそらくは考えうる複数の状態設定を与えることに

貢献する。そして、PDCA プロセスの提案の中で述べたが、考えうる多様な地質モデルに

対して地下水流動解析を繰り返し比較することで、地質モデルの絞込が進むことも期待し

たい。つまり、本研究は、沿岸部研究の基礎もなしうるものであり、今後の沿岸部の地質

環境の解析的研究に貢献できれば幸いである。 
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一昨年度、ボーリング調査が実施されている駿河湾周辺を対象とし、地質モデルを作成

した（産業技術総合研究所ほか, 2019）。地形、地質、地球物理、地下水理、水文、気象、

地下水水質及び地化学などの情報は、対象地域の地下水流動を理解する上で重要である。

これらを取り扱っている文献・資料を参考に、地下水概念モデルを構築した。 

構築した概念モデルを図 2-2- 12 に示す。富士山は中新統の基盤上に形成された火山

で、透水性が良い新富士火山噴出物の下に、難透水性の古富士火山泥流が大規模な面的広

がりをもって分布する。地下水は古富士火山の上を斜面下方へと流れ、山麓下部で一部が

湧水として湧出する（安原ほか, 2007）。白糸の滝はこのような新富士火山噴出物と古富士

泥流の境界部に形成された湧水の代表である。また、新富士火山噴出物では溶岩流（厚さ

数 m - 60 m 程度）や火山灰層などが何重にも重なった中を地下水が流れており、南西麓

の湧玉池や南東麓の柿田川湧水はその例とされる。 

山麓の標高 800 m 以下は湧水に富んだ豊水域（山本, 1971）であるのに対し、高標高部

は無水域（標高 2,000 m 以上）や乏水域（標高 800 m～2,000 m）と呼ばれる涵養域の役

目を果たす。無水域や乏水域でも、粘土化した火山灰や溶岩緻密部が局所的な難透水層と

なって小規模な湧水が形成される。 

この地域では、主に水圧、3H、水同位体（δD とδ18O）の調査結果が多い。水文環境

図 No.9「富士山」（小野ほか, 2016）では、富士山西麓から沿岸部にかけての地下水位分

布が示されており、大局的には地形に調和的な分布であることから、地形勾配に従った地

下水流動であると想定されている。3H などの調査結果から、新富士火山噴出物では滞留時

間は 30 年以内、古富士火山噴出物では 60 年以上と考えられている（戸崎・浅井, 

2017）。また、広域的な地下水流動は水同位体によって特徴づけられており、高標高で涵

養した同位体比の軽い地下水が低標高で流出していることが報告されている。 

一昨年度の降水量の文献調査によると、富士山体は降水量が多く、3,000 mm/y を超え

るところもあり、平均的には 2,500 mm/y であると推定された（産業技術総合研究所ほか, 

2019）。これらの情報から、解析モデルで設定する降雨涵養量は、2,000 mm/y と仮定し

た。 

研究対象地域は、地下水利用が活発であるため、地下水が豊富な浅層での調査結果は非

常に多いが、深部での調査結果は極端に少なかった。 

図 2-2- 13 に示すように、産業技術総合研究では、富士川の右岸と左岸でボーリング調

査を実施している（産業技術総合研究所, 2015; 産業技術総合研究所, 2016）。右岸地区の

ボーリング（以下、SKB）の調査深度は 300 m、左岸地区のボーリング（以下、FGB）の

調査深度は 160 m である。SKB 孔では、深度 352.1 m まで富士川扇状地砂礫層の分布が

確認されている。深度 0～57 m を塩淡境界（浅層）、57～125 m を淡水ゾーン、120 m 以
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深を塩淡境界（深部）と考えられている（図 2-2- 14）。143 m 付近、154 m 付近では、δ

18O が-11 ‰前後であり（産業技術総合研究所, 2016）、白糸の滝（-8.5‰）や湧玉池（-

8.5 ‰）より軽い値となるため、これらよりも高標高で涵養した地下水と考えられてい

る。これら調査結果より、ボーリング調査領域の沿岸部地下水流動として図 2-2- 15 に示

す概念モデルが想定されている。より深い海底において塩水が陸域に向かって流動し、塩

淡境界向かって上昇し、その後、塩淡境界に沿って海側に向かって流出していることが推

察されている。 

ボーリング調査領域の浅部の地下水は非常に流れが速く、3H が検出される数十年オーダ

ーの滞留時間である。一方、深部では、14C 濃度の減衰が確認できる数千オーダーの滞留

時間である。さらに、海水域での 14C 濃度は、深度とともに増加する傾向にあり、深部で

流入した地下水が塩淡境界付近で混合し、海に流出していると考えられている。 
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図 2-2- 12 研究対象地域の地下水流動の概念図 

 

 

図 2-2- 13 ボーリング調査位置図 （産業総合研究所, 2016） 
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図 2-2- 14 SKB 孔の柱状図および揚水地下水（黄色）と間隙水（緑色・水色）の水質

（産業総合研究所, 2016） 

 

 
図 2-2- 15 沿岸部での地下水流動の概念図（Machida et al., 2016） 
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地層の水理特性については、一昨年度の結果に基づくと表 2-2- 4 地質の水理特性のよ

うに整理される。この表は、動力炉・核燃料開発事業団（1996）、富士川河口近傍での産

業技術総合研究所のボーリング調査結果（産業技術総合研究所, 2015; 産業技術総合研究

所, 2016）と、山本(1971)、村本・岸(1967)を合わせて整理したものである。第四紀の更

新世火山噴出物（古富士火山噴出物）と新第三紀の富士川層群については、透水係数のバ

ラつきが大きく、透水係数の平均値がどの程度であるか不明である。 

酸素同位体比の調査結果は、水文環境図 No.9「富士山」（小野ほか, 2016）に整理され

ている（図 2-2- 16）。本件における研究対象領域である富士山の南麓～西麓において、低

標高で取得された酸素同位体比の値は、高標高の酸素同位体比の値よりも低い。このこと

を踏まえると、高標高で涵養した地下水が地下深部を流動し、沿岸域で流出するような流

動系であると想定される。 

  



 

78 

 

表 2-2- 4 地質の水理特性 

地質区分 
透水係数 

[m/s] 
間隙率 備考 

第
四
紀 

沖積層 

砂礫 10-5～10-4 30%  

シルト 10-6 30%  

完新世火山噴出物 新富士火山噴出物 10-6～10-3 

溶岩緻密部：

5% 

溶岩多孔質

部：20% 

その他：10～

20% 

溶岩部は特に

大きい透水係

数 

 

間隙率は，関

根ほか

（1996）の溶

結凝灰岩を参

考 

更新世火山噴出物 古富士火山噴出物 10-7～10-2 

溶岩緻密部：

5% 

溶岩多孔質

部：20% 

その他：10～

20%  

溶岩部は特に

大きい透水係

数 

 

間隙率は，関

根ほか

（1996）の溶

結凝灰岩を参

考 

新
第
三
紀 

鮮新統～上部中新

統 

富士川層群 

（砂岩・シル

ト岩・礫岩互

層） 

10-10～10-5 30%  

下～中部中新統 
大井川層群 

（風化泥岩） 
10-9 30%  

古
第
三
紀 

古第三系 

瀬戸層群 

（頁岩，一部

砂岩） 

10-9～10-8 1% 

間隙率は，関

根ほか

（1996）の頁

岩を参考 

閃緑岩  10-8～10-5 1% 

間隙率は，関

根ほか

（1996）の閃

緑岩を参考 

断層 

断層平行方向 
周辺岩盤の透水係

数より 1～2 オー

ダー大と仮定 
50% 仮定 

断層直交方向 
周辺岩盤の透水係

数より 1～2 オー

ダー小と仮定 
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図 2-2- 16 富士山周辺での酸素同位体比の分布 

水文環境図 No.9 「富士山」（小野ほか、2016）に加筆 
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地下水モデルを予測および評価に使用するには、地下水モデル構築後、観測値と計算値

が整合するように地下水モデル内のパラメータを校正する必要がある。ここでは、観測値

に計算値がマッチングするように、モデル内のパラメータを定量的に推定する。パラメー

タの推定には、PEST（Doherty, 2015）と呼ばれる逆解析ソフトウェアを使用した。

PEST において、以下に示す重み付き残差二乗和を目的関数とし、この目的関数を最小化

することで推定対象のパラメータ値を算出する。以下では、n個の観測値を対象に m個の

パラメータを推定することとして説明する。 

 (2-2-1) 

ここに、wiは i番目の観測値の重み、yiは i番目の観測値、y’iは i番目の計算値を示す。

目的関数を最小化する過程は、Gauss-Marquardt-Levenberg 法（以下、GML 法）と呼ば

れる方法で実施される。GML 法では、修正反復が r回目のパラメータの修正量は以下の

式で計算される。 

 (2-2-2) 

ここに、Xは感度マトリックス、は Q重み行列、Iは単位行列、yは観測値、y’(br)はパ

ラメータ brの時の計算値を示す。また、λはマルカートラムダと呼ばれ、パラメータの修

正方向の調整に用いられる。マルカートラムダが非常に大きい場合、目的関数が減少する

勾配方向にパラメータを修正する。また、感度マトリックスは以下の式で表す。 

 (2-2-3) 

パラメータの推定値ベクトルが bの時、パラメータ誤差の共分散行列 C(b)は以下の式で

示される。なお、共分散行列 C(b)の対角項はパラメータ誤差の分散を示す。 

 (2-2-4) 

 ここに、σr
2は参照重み（reference variance）と呼ばれ、以下の式で表される。 

 (2-2-5) 
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なお、Φ(b)はパラメータの推定値ベクトル bを使用して、計算される目的関数を示す。

式（2-2-6）の共分散行列の対角項はパラメータ推定値の分散を示す。パラメータ推定値の

分散の平方根は、パラメータ推定値の標準偏差であり、パラメータ推定値と同じ単位を持

つ。パラメータ推定値の標準偏差は、パラメータの不確実性の尺度として解釈できる

（Hill and Tiedeman, 2007）。ここでは、パラメータ推定値の標準偏差を推定誤差と呼ぶ

こととする。 

また、ヤコビアンを使用して合成観測値感度も計算することができる。合成観測値感度

は、ある観測値に関するモデル出力（計算値）の感度を示す指標である。つまり、ある観

測値がパラメータの推定に寄与できるかどうか判断する一つの材料として利用できる。合

成観測値感度は、以下の式から計算することができる（Doherty, 2015）。 

 
(2-2-7) 

ある観測値の合成観測値感度が小さい場合、その観測値に対応する計算値は、どのパラ

メータにも感度がないことを示す。その結果、その観測値はどのパラメータの推定につい

ても寄与が小さいと判断できる。 

図 2-2- 17 にパラメータを推定する過程の概要を示す。まず、推定したいパラメータの

初期値を設定し、そのパラメータ値を使用して解析モデルで計算値を得る。次に、計算値

と観測値から目的関数を計算する。目的関数が収束条件を満たさない場合、GML 法でパ

ラメータの修正を行う。修正されたパラメータを解析モデルの入力パラメータとし、上記

の過程を収束条件が満たすまで反復する。収束条件を満たしたときのパラメータを推定結

果として得る。 

なお、PEST では、特異値分解や正則化、不確実性解析などを適用することができる。

詳細は、マニュアル（Watermark Numerical Computing, 2021）や文献（Doherty, 

2015）を参考にされたい。 
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図 2-2- 17 パラメータの推定過程 

  

充分小さい

推定したいパラメータの初期値

解析モデル

目的関数

推定されたパラメータ値

Yes

No

パラメータの修正

PEST

観測値

入力パラメータ

計算値
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(a) 文献調査データの見直し 

大深度ボーリング調査が計画されている駿河湾の富士川河口付近を対象に、地下水モデ

ルを構築した。水位・水圧の観測値は、「全国地下水資料台帳」（国土交通省）、「水文地質

図 No.9 富士山」（小野ほか, 2016）に基づいて収集した（産業技術研究所ほか, 2019）。昨

年度までに、これらの観測値と解析による計算結果が合うように地層の透水係数を推定し

たが、現実的な推定結果は得られなかった。そこで、今年度は、地下水位の文献値を再収

集することを目的に、ボーリング柱状図に記載の孔内水位を対象に文献調査を行った。 

国土地盤情報検索サイト Kunijiban（国土交通省）および静岡県地質情報システム（静

岡県）の 2 つの公開情報を用いて収集した。国土地盤情報検索サイト Kunijiban は国土交

通省の道路・河川・港湾事業などの地質・土質調査成果が公開されている。本研究では、

1968~2020 年のデータを収集した。静岡県地質情報システムは静岡県（一部、市町）が実

施した地質調査成果が公開されている。本研究では、2008 - 2020 年のデータを収集し

た。 

それぞれのサイトから富士山周辺の対象領域におけるボーリング柱状図を抽出し、緯

度、経度、孔口標高、孔内水位、測定日を整理した。そのうえで、孔口標高と孔内水位を

用いて水位標高を算出した。なお、孔口標高が未記載のものや孔口標高の基準が不明確で

あるものは、ここでのデータ収集からは除外した。ボーリング柱状図に複数日の水位情報

の記載がある場合は、日付が最も古いものを採用した。日付が最も古いすなわち、ボーリ

ング掘削において初めに確認した水位は、無水掘削により自然水位を確認していると考え

られるためである。同日に複数の水位情報がある場合は、自然水位を判断できないことか

ら、ここでのデータ収集からは除外した。その結果、189 点の水位情報を収集することが

出来た。これらの水位情報に加えて、湧水地点の標高も地下水位とした。 

ボーリング柱状図の水位情報を使用する上では、多くの観測点における水位情報を収集

することができる。一方で、無水掘削で地下水位が観測できたものに限られるため、浅層

部の自由地下水の水位のみしか得られない。また、ボーリング掘削時に得られる情報であ

ることから、地下水位の取得時期はまばらになることが多い。そのため、長期的な地下水

位の変動を考慮できないことに留意する必要がある。 

狭い領域内で密集して複数の観測値が存在するとき、解析モデルの空間分解能（メッシ

ュの大きさ）によって、各々の観測値を計算値は表現できない。また、複数の観測値が密

集している領域に、感度や目的関数へ影響する度合いが集中してしまうことがある。その

ため、解析モデルの観測値として使用する上では、収集した観測値を間引いて使用するこ

ととした。ここでは、以下の方法に従って観測値を間引いた。 

 文献値が存在する範囲を 500 m 間隔の領域で区分する 

 一つの区分内に、一つの観測値がある場合は、その観測値を採用する 
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 一つの区分内に、複数の観測値がある場合は、地下水位が地表標高に最も近いものを

観測値として代表させる。（ボーリング柱状図から得られた地下水位は、内陸に比べ

沿岸域で多く、沿岸域の観測値は密集して分布した。駿河湾の沿岸域は地下水の流出

域であると考えられるため、地表標高に近い観測値で代表させた。） 

 観測値の地下水位が海水準以下であれば間引く 

 間引いた後の観測値同士の距離が、解析モデルのメッシュサイズ（200 m）以下の距

離にならないように調整を行った。 

上記の間引きをおこなった結果、解析モデルで使用する地下水位（以下、全水頭）の観

測値数は 94 点となった。また、酸素同位体比（以下、δ18O）の観測値は、昨年度と同様

で、「水文地質図 No.9 富士山」（小野ほか, 2016）から取得した 129 点を使用した。図 2-

2- 18 に観測値の位置を示す。図 2-2- 18(a)は全水頭の観測値で、図 2-2- 18(b)はδ18O の

観測値を示す。白点が観測値を示す。参考として、ボーリング孔 SKB の地点を黒点で示

す。 

  



 

85 

 

 

  

(a) 全水頭 (b) δ18O 

図 2-2- 18 観測値の位置 

 

  

SKB地点 SKB地点
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(b) 文献の再調査結果を反映した感度解析 

昨年度は、地下水流動に対する影響の観点から、富士川河口付近、蒲原丘陵周辺の貫入

岩、ならびに新第三系堆積岩の下限深度に着目して、地質モデルが新たに再構築された

（産業技術総合研究所ほか, 2020）。これら異なる作業仮説（不確実性）に基づく、地質モ

デルが地下水流動・物質移行解析に及ぼす影響を検討する。ここでは、地質の構成要素が

地下水流動解析に及ぼす影響を明らかにすることを目的に、地質の透水係数について感度

解析を実施した。 

感度解析の対象とした地質区分を図 2-2- 19 に示す。また、解析モデルの断面図を図 2-

2- 20 に示す。それぞれの地層の基本透水係数を表 2-2- 5 に示すように設定した。地層の

透水係数は、表 2-2- 4 や 3H の滞留時間などを基に仮定した。また、深部の地質区分の透

水係数については、浅部の透水性より低いことを仮定して値を設定した。貫入岩は高透水

性を仮定した。表 2-2- 5 中に示す基本透水係数を基準とし、各地質区分の透水係数を

1/100 倍、1/10 倍、10 倍、100 倍と順次変更して感度解析を実施した。なお、変更した地

質区分以外の透水係数は基本透水係数のままである。感度を計算するための観測値は、再

収集した全水頭とδ18O である。観測値と計算値の残差二乗和を感度とした。 
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(a) 地表 (b) 標高-500 m 

図 2-2- 19 感度解析の対象とした地質区分 

 

 

図 2-2- 20 解析モデルの断面図 
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表 2-2- 5 感度解析の対象地層と基本透水係数 

 地質区分 記号 基本透水係数 [m/s] 

① 第四紀堆積物 hs 4.0×10-6 

② 新富士火山噴出物 qvn 4.0×10-5 

③ 古富士火山噴出物 qvo 1.0×10-5 

④ 第四紀堆積岩 qs 1.0×10-6 

⑤ 新第三紀堆積岩 ns 1.0×10-7 

⑥ 付加コンプレックス ncom 1.0×10-9 

⑦ 富士川河口断層 flt 1.0×10-9 

⑧ 神縄断層 klt 1.0×10-9 

⑨ 貫入岩（蒲原丘陵） q-int-kan 5.0×10-6 

⑩ 貫入岩（富士川河口沖） q-int-sea 5.0×10-6 

⑪ 佐野川深成岩類 n-int-sano 5.0×10-6 

 

地下水流動および物質移行解析の解析条件を表 2-2- 6 に示す。ここでは、海水と淡水の

密度流を考慮した地下水流動・物質移行解析を実施した。解析項目は、全水頭、塩分及び

δ18O とした。さらに、これらの項目に加えて、透水係数を変化させたときの滞留時間の

変化を比較することを目的に、滞留時間の解析も実施した。解析には、HydroGeoSphere

（Aquanty, 2015）を使用した。解析は準定常状態に達するまで実施した。間隙率は 20 %

とし、縦分散長は 500 m、横分散長は 50 m として、物質移行解析を実施した。 

地下水流動解析において、陸域の地表面は降雨境界条件とした。降雨量は前述の通り、

2,000 mm/y を仮定した。圧力水頭が 0 以上なら、地表へ流出することで浸出面境界を表

現した。 

物質移行解析における塩分では、他の物質移行解析と同様で、流入出を考慮した流量可

変型の境界条件とした。陸域の地表面でモデル内へ流入する場合、塩分は 0 に固定した。

一方、海底面でモデル内へ流入する場合、塩分は 1 に固定した。これにより、実際のフィ

ールドで発生する地下水・海水の質量収支を再現できると考えられる。 

物質移行解析におけるδ18O では、高度効果による影響で、標高に応じたδ18O を持つ

降水が涵養し、そのδ18O を持つ地下水が移流分散で輸送されることを仮定した。δ18O

の高度効果の関数は、富士山で取得された観測値から計算されたものを使用した（安原ほ

か、2007）。解析では、上記の高度効果を踏まえて、地表には流量依存型の境界条件とし

た。流量依存型の境界条件では、地表からモデル内へ流入する場合は濃度固定境界とし、

地表からモデル外へ流出する場合は内部濃度に依存した境界とする。 

滞留時間の計算では、単位発生速度で生成される物質を仮定して、水理的滞留時間を計

算する方法（Goode, 1992）を適用した。この方法では、モデル内にて単位発生速度で生
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成される物質について物質移行解析を行う。計算結果である濃度について、設定した単位

発生速度で除すことで水理的滞留時間を求めることができる。 

 

表 2-2- 6 地下水流動・物質移行の解析条件 

項目 陸域地表面 海底面 側面・底面 特記事項 

地下水 降雨境界条件 
静水圧 

（塩水密度考慮） 
不透水境界 

塩水密度 

 

C は海水密度 

塩分   濃度勾配 0  

δ18O 

 

Ele：標高(m) 

 濃度勾配 0 

δ18O の高度効果

は安原ほか(2007）

を参照 

滞留時間  濃度勾配 0 

単位発生速度 

M = 1×10-4 g/y 

 

 

各地質区分を対象にした感度解析結果を図 2-2- 21 に示す。図 2-2- 21(a)は観測値に全水

頭を使用した感度結果で、図 2-2- 21(b)は観測値にδ18O を使用した感度解析結果を示す。

横軸に基本透水係数に対する倍率、縦軸に観測値と計算値の残差二乗和を示す。残差二乗

和が低下すれば、そこで透水係数に感度があることを示し、観測値に計算値が近づくこと

を意味する。さらに、残差二乗和が下に凸であるグラフが得られれば、その極値周辺の透

水係数は観測値と計算値が最も小さくなる最適値となる可能性がある。ただし、ここでの

感度解析は、地質区分の透水係数を順次変更して実施した。そのため、ここで得られた最

適値は、逆解析のように、複数の地質区分の透水係数を同時に最適化するときに得られる

最適値とは異なることもある。 

図 2-2- 21(a)の全水頭の感度解析の結果では、残差二乗和は下に凸にならなかった。つ

まり、透水係数を変化させた範囲には明瞭な感度は得られなかったことを示す。一方で、

新富士火山噴出物や古富士火山噴出物では、透水係数が小さくなると残差二乗和が低下し

た。これら地質区分について、基本透水係数よりも小さい透水係数のときに、計算値は観

測値に近づくことを示す。この結果は、観測値と計算値を整合させるために、富士山体の

透水係数を基本透水係数より小さくし、富士山体の全水頭（地下水面）を上昇させる必要

があることを示唆する。 
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第四紀堆積物、断層、付加コンプレックス及び貫入岩においては、残差二乗和はほとん

ど変化せず、感度がなかった。第四紀堆積物は、低地部分に薄く分布している。そのた

め、第四紀堆積物が分布する範囲は流出域となっており、地下水位は地表面付近に存在す

る。さらに、高標高の富士山から地下水が供給される。このため、透水係数を変えても地

下水位は変動しにくい状態にあり、感度がなかったと推測できる。断層、貫入岩について

は、局所的な構造であり、周辺に全水頭の観測値がないため、感度が出なかったものと考

えられる。付加コンプレックスについては、深部に存在しており、基準となる透水係数も

小さいため、透水係数が変化しても、浅部の観測点には影響がなかったと考えられる。そ

のため、これらの地質構造については、残差二乗和はほとんど変化がせず、感度がなかっ

たと推測される。 

図 2-2- 21(b)のδ18O の感度解析の結果では、全水頭のときと同様に、残差二乗和は下に

凸にならなかった。ただし、透水係数を変えたときの残差二乗和の変化の仕方は、全水頭

とは異なる傾向を示した。第四紀堆積物、古富士火山噴出物、第四紀堆積岩、新第三紀堆

積岩は透水係数が大きくなると残差二乗和が低下した。全水頭に比べ、比較的深い深度に

分布する地層で感度が得られた。これは、高標高で涵養したδ18O が深いところを経由し

て輸送されている可能性を示唆しており、これらの地層の透水係数がδ18O の解析結果に

影響を与えていると考えられる。 

ただし、断層、貫入岩、付加コンプレックスについては、残差二乗和はほとんど変化せ

ず、感度がなかった。これは、全水頭のときと同様の理由で、これらの周辺にδ18O の観

測値が存在しない、あるいは、深部で地表付近のデータに影響を与えないことが理由であ

ると考えられる。 
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(a) 全水頭 (b) δ18O 

図 2-2- 21 感度解析結果 
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残差二乗和が小さくなった感度解析結果について、SKB 地点の鉛直プロファイルを出力

した。出力項目は、全水頭、塩分、δ18O、滞留時間である。その結果を図 2-2- 22 に示

す。どの項目においても、浅部の結果（第四紀堆積物）は基本透水係数の結果と概ね同じ

傾向である。一方、深部の結果（第四紀堆積岩以深）は、基本透水係数の結果とは傾向が

異なるものが多い。特に、δ18O や滞留時間における深部の結果は、基本透水係数の結果

と違いが顕著である。これは、深部の地層の透水係数を推定する上で、掘削深度が深いボ

ーリングによる調査が必要であることを示す。さらに、水圧や塩分だけでなく、δ18O や

滞留時間（地下水年代測定）などの調査も有効だと考えられる。  
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図 2-2- 22 SKB 地点における鉛直プロファイル 
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基本透水係数に対して、第四紀堆積岩の透水係数が 1/100 倍のときの変化量分布を図 2-

2- 23 に示す。変化量は、第四紀堆積岩の透水係数が 1/100 倍のときの解析結果と基本透

水係数での解析結果の差とした。変化量分布は深度 500 m の断面図で示す。図 2-2- 23(a)

は深度 500 m における全水頭の変化量分布、図 2-2- 23(b)は深度 500 m における滞留時間

の変化量分布を示す。図 2-2- 23(a)について、第四紀堆積岩の透水係数を小さくしたこと

に伴って、断層より東側で全水頭は大きくなった。図 2-2- 23(b)についても第四紀堆積岩

の透水係数を小さくしたことに伴って、断層より東側で滞留時間が長くなった。 

深部の地質区分の透水係数によって、深部の全水頭や滞留時間は変化した。これらの結

果からも深部の地質区分の透水係数などのパラメータを校正する上でも、深部の全水頭や

滞留時間の情報を取得することの必要性を示していると考えられる。  
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(a) 全水頭の変化量分布 (b) 滞留時間の変化量分布 

図 2-2- 23 深度 500 m おける変化量分布  
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基本透水係数に対して、蒲原丘陵の貫入岩が基本透水係数の 1/10 倍のときの変化量分布

を図 2-2- 24 に示す。図 2-2- 24(a)には、地表面における全水頭の変化量分布、図 2-2- 

24(b)には、地表面におけるδ18O の変化量分布を示す。また、図 2-2- 24 には感度解析で

使用した観測値の場所をマッピングしている。図 2-2- 24(a)と図 2-2- 24(b)がともに示すよ

うに、基本透水係数から蒲原丘陵の透水係数を 10 倍に変えたとき、全水頭とδ18O の計算

結果が変化した範囲は、蒲原丘陵付近のみであることが分かる。また、変化した範囲に存

在する観測値の個数は、全水頭およびδ18O ともに少ない。これらのことから、ここで構

築したモデルの領域に対して、局所的な構造である貫入岩が解析結果に与える影響は小さ

いと考えられる。ただし、貫入岩のような局所的な地質構造が解析結果に影響を与える範

囲は、解析対象領域の広さ（解析モデルの大きさ）に応じて異なると考えられる。そのた

め、調査の進捗に応じて、解析領域が広域から狭域に変更される場合は、貫入岩の影響を

再度検討することが望ましいと推測される。 
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(a) 全水頭の変化量分布 (b) δ18O の変化量分布 

図 2-2- 24 基本透水係数に対する地表面の変化量 

（蒲原丘陵の貫入岩が基本透水係数の 1/10 倍での解析結果 ― 基本透水係数での解析結果） 
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(c) 文献の再調査結果を反映した逆解析 

感度解析に続いて、文献から再収集した観測値を使用して、透水係数の逆解析を試み

た。感度解析の結果から、局所的な構造である貫入岩は、ここで構築したモデルの地下水

流動・物質移行解析に影響を及ぼさないことが分かった。そのため、貫入岩を除いたモデ

ルで逆解析を実施した。図 2-2- 25 に逆解析に使用したモデルを示す。また、透水係数を

推定する地質区分は、７つである。順に、第四紀堆積物、新富士火山噴出物、古富士火山

噴出物、第四紀堆積岩、新第三紀堆積岩、付加コンプレックス、断層である。なお、富士

川河口断層と神縄断層の透水係数は同じと仮定した。 

地下水流動・物質移行解析における境界条件などの設定は、③b)の感度解析と同様であ

る。透水係数を推定するときに使用する観測値は、感度解析で使用した観測値と同じであ

る。また、表 2-2- 7 に示す９ケースでそれぞれ透水係数の推定を行い、推定結果を比較し

た。観測値としては、全水頭、δ18O、全水頭＋δ18O という 3 種類を用いた。初期透水係

数についても、1.0×10-6, 1.0×10-7, 1.0×10-8 m/s の 3 種類を設定した。このため、9 種類

(3 データセット×3 つの初期値)で透水係数の推定を行った。 

全水頭とδ18O の観測値を同時に使用して透水係数を推定する場合、全水頭とδ18O で

は、観測値が取りうる値のレンジが異なる。そのため、全水頭とδ18O で目的関数を計算

する際は、それぞれの指標の観測値の標準偏差の逆数を重みとした。 
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(a) 解析モデルの概要 

 

(b) 解析モデルの断面図 （上：SKB-富士山断面、下：SKB-南北断面） 

図 2-2- 25 逆解析に使用した解析モデル 

 

表 2-2- 7 逆解析の項目 

 観測値の指標 逆解析開始時の初期透水係数 [m/s] 

① 全水頭 1.0×10-6 

② δ18O 1.0×10-6 

③ 全水頭+δ18O 1.0×10-6 

④ 全水頭 1.0×10-7 

⑤ δ18O 1.0×10-7 

⑥ 全水頭+δ18O 1.0×10-7 

⑦ 全水頭 1.0×10-8 

⑧ δ18O 1.0×10-8 

⑨ 全水頭+δ18O 1.0×10-8 
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図 2-2- 26 に透水係数の推定結果を示す。全水頭による透水係数の推定では、推定値の

推定誤差が大きな地質区分もあった。また、逆解析開始時の初期透水係数によって、透水

係数の推定値やその推定誤差は異なった。特に、初期透水係数が 1.0×10-8 m/s のとき、

初期透水係数が 1.0×10-6 m/s や 1.0×10-7 m/s のときの推定結果と異なる。δ18O による

透水係数の推定では、初期透水係数の値によらず、概ね同等の推定結果が得られ、推定誤

差も小さかった。 

全水頭とδ18O による透水係数の推定では、δ18O による推定結果と概ね同じであっ

た。この理由は後述する。浅部の第四紀堆積物から深部の新第三紀堆積岩にかけて小さく

なる傾向が得られた。また、推定した透水係数の推定誤差は比較的小さくなった。また、

逆解析開始時の初期値によらず、概ね同等の値を得ることができた。一方、局所的な構造

である断層や深部にある付加コンプレックスの透水係数は、推定誤差が大きく推定できな

かったと考えられる。これは、推定できなかった地質区分には、ここで用いている地表付

近の全水頭やδ18O の観測値に感度がないことが原因だと考えられる。 

観測値と推定した透水係数での計算値の比較を図 2-2- 27 に示す。図 2-2- 27 において、

y=x 直線上であれば、観測値と計算値が等しいことを示す。全水頭を用いて推定した透水

係数での計算値と観測値はよく整合した。一方、δ18O を用いて推定した透水係数での計

算値での計算値と観測値は、y=x 直線上に近づいていないが、密集した分布を示した。観

測値を正と見ると、観測値に比べ計算値は大きかった。全水頭とδ18O を用いて推定した

透水係数での計算値と観測値の比較において、全水頭の観測値と計算値の整合性は、全水

頭のみで逆解析したときと比べて、悪くなった。一方、δ18O の観測値と計算値の比較

は、δ18O のみを使用した逆解析のときと概ね同じ結果であった。これは、全水頭とδ18O

の両方を組み合わせて透水係数を推定したとき、全水頭に比べてδ18O の観測値が計算値

に合うように、透水係数が修正されたと考えられる。 

逆解析によって観測値と計算値が整合するよう調整しても y=x 直線上に近づかなかっ

た。この理由の一つとして、地質の不均質性など実際のフィールドで起きている現象を解

析モデルで表現できておらず、計算値と観測値が整合しないことが考えられる。ここで

は、広域領域を対象としており、地質区分は大きく 7 個に分類した。δ18O の観測値と計

算値をより整合させるには、解析対象領域を狭くし、地質区分を細分化するなどの解析モ

デルおよび解析条件の修正が必要であると推測される。 

全水頭とδ18O の観測値を使用して、透水係数の逆解析を実施したときの観測値と計算

値の比較および、そのときの合成観測値感度を図 2-2- 28 に示す。逆解析開始時の初期透

水係数は 1.0×10-7 m/s である。δ18O の横軸、縦軸は、軸が大きくなる方向に、δ18O が

小さくなるように表示した。これは、全水頭とδ18O で、流出域と涵養域の軸方向を合わ

すためである。つまり、δ18O の値が小さい観測値は、高度効果の影響によって高標高で

涵養した起源を仮定していること、全水頭の値が大きい観測値は、涵養域であることを示

す。合成観測値感度は、円の面積で示す。全水頭とδ18O の縮尺倍率は同じである。 
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図 2-2- 28 の結果によると、全水頭よりもδ18O の合成観測値感度の方が明らかに大き

い。また、全水頭は値が大きい観測値で、合成観測値感度が大きかった。これは、流出域

にある観測値よりも涵養域にある観測値の方が、感度が大きいことを示す。一方、δ18O

については、合成観測値感度が大きくなる領域（涵養域・流出域）は確認できなかった。 

これらの結果から、全水頭に比べδ18O の感度が大きいため、δ18O のみで推定した透

水係数と、全水頭とδ18O を使用して推定した透水係数が概ね同じであったと考えられ

る。また、このことは、観測値と計算値の比較（図 2-2- 27）からも明らかである。 
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図 2-2- 26 透水係数の推定結果 

 

図 2-2- 27 観測値と推定した透水係数での計算値 
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図 2-2- 28 合成観測値感度および観測値と計算値の比較 
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全水頭とδ18O を使用して透水係数を推定したときの目的関数を図 2-2- 29 に示す。逆解

析中の目的関数は、逆解析開始時の初期透水係数によらず、概ね一定の目的関数の値に収

束した。全水頭とδ18O を使用して透水係数を推定したときの目的関数の内訳を図 2-2- 30

に示す。目的関数の内訳は、初期透水係数によらず、目的関数全体に対してδ18O の目的

関数が占める割合が明らかに多い。つまり、δ18O の観測値と計算値の整合性が優先され

て、透水係数が推定されたことを示す。これは、上述のように、全水頭に比べてδ18O の

合成観測値感度が大きいためと推測される。これらのことから、δ18O のみで推定した透

水係数と、全水頭とδ18O を使用して推定した透水係数が概ね同じであったと考えられ

る。 

図 2-2- 30 で確認したように、目的関数を構成する指標の割合を確認することは重要で

ある。全水頭やδ18O のように、値のレンジや単位が異なる指標を用いて目的関数を計算

するとき、各々の観測値の標準偏差の逆数をそれぞれの重みとして標準化することが多

い。一方、仮に、パラメータ（たとえば、透水係数）が確からしく推定できていないと

き、指標ごとの重みを調整することで、推定値やその推定誤差が改善する可能性がある。

この手続きは、目的関数を構成する指標の割合を修正することである。つまり、どの指標

の観測値に合わせてパラメータを最適化するか、を調整することである。ただし、現状で

は、確からしい推定結果が得られなかったとき、合理的に指標ごとの重みを調整する方法

はなく、試行錯誤的に設定することが多い。今後の課題として、全水頭や同位体、地下水

年代など異なる指標を用いて透水係数を推定する際、各々の重みの設定方法を検討する必

要があると考えられる。 
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図 2-2- 29 目的関数（全水頭＋δ18O） 

 

 

図 2-2- 30 目的関数の内訳（全水頭＋δ18O） 
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ここまで実施した透水係数の逆解析では、文献を再調査して得られた地表付近の観測値

（全水頭、δ18O）を使用した。ここでは、上記で使用した地表付近の観測値に加えて、

SKB で取得された全水頭とδ18O の観測値を加えて、透水係数の逆解析を実施した。SKB

で取得された観測値は深度方向に 8 点であり、全水頭とδ18O は同じ深度で取得された。

SKB で取得された観測値は、深部の地質区分の透水係数を推定に寄与できることが期待さ

れる。解析条件は、上述の透水係数の逆解析と同じである。また、逆解析開始時の初期透

水係数は 1.0×10-7 m/s である。 

地表付近の観測値に加えて、SKB で取得した観測値を使用した透水係数の逆解析結果を

図 2-2- 31(a)に示す。参考として、図 2-2- 31(b)に、地表付近の観測値を使用した透水係数

の逆解析結果（初期透水係数が 1.0×10-7 m/s）の結果を再掲する（図 2-2- 26）。図 2-2- 

31(a)と図 2-2- 31(b)を比較すると、全水頭とδ18O の観測値を使用した透水係数の推定結

果について、新富士火山噴出物、古富士火山噴出物では、推定誤差は僅かに小さくなっ

た。しかし、解析モデル上は、SKB 地点において、新富士・古富士火山噴出物の地質区分

はない。これは、表層の第四紀堆積物や第四紀堆積岩に関連して、新富士・古富士火山噴

出物の推定誤差が低減した可能性がある。付加コンプレックスの推定誤差も小さくなっ

た。解析モデル上、SKB は付加コンプレックスに達していない。推定誤差が小さくなった

理由は分からない。 

SKB の観測値を使用して透水係数の逆解析を行ったとしても、推定結果は大きくは改善

されなかった。むしろ、δ18O による逆解析では、透水係数の推定誤差は大きくなった。

このように、ボーリング調査が実施されたとしても、1 本のボーリング調査結果だけで

は、透水係数の逆解析に貢献することができないこともある。ここで使用した解析モデル

は、広域領域を対象としている。このため、深部の観測値がある箇所は SKB の 1 点であ

り（空間的に取得されておらず）、深部の地質区分の透水係数を推定するための情報が足

りていないと推測される。広域領域かつ深部の透水係数を推定するためには、空間的な広

がりも検討しながら観測値を取得する必要があると考えられる。 
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(a) 地表付近の観測値＋SKB の観測値 (b) 地表付近の観測値 

図 2-2- 31 SKB を追加した透水係数の逆解析 
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(d) 不確実性低減度合いの調査 

文献の再調査によって、不確実性が低減された度合いを検討するために、今年度実施し

た逆解析結果と、昨年度実施した逆解析結果を比較した。どちらの結果も、地表付近で得

られた観測値を使用して透水係数の逆解析を実施した結果である。昨年度と今年度の主な

違いは、文献を再調査して全水頭の観測値を変更した点と、全水頭とδ18O を組み合わせ

て逆解析に用いた点である。 

昨年度の透水係数の逆解析で使用した観測値は、水文環境図 No.9「富士山」の地下水位

の分布から抽出したものである。また、抽出した全水頭の観測値の数は 111 点であった。

昨年度は、全水頭とδ18O を組み合わせて逆解析に使用していないが、3H の観測値を使用

した逆解析を実施した。今年度の逆解析結果では、逆解析開始時の初期透水係数は 1.0×

10-7 m/s である。昨年度の逆解析結果では、逆解析開始時の初期透水係数は 1.0×10-5 m/s

である。 

図 2-2- 32 に、今年度と昨年度の逆解析結果の比較を示す。図 2-2- 32 の結果によると、

今年度の透水係数の推定誤差は、昨年度のそれに比べて、明らかに小さくなった。また、

今年度の推定結果は、浅部から深部の地質区分に従って、透水係数が小さくなる傾向が得

られた。これは、一般的に、地層の深度が深くなるつれ、圧密によって透水係数が低下す

る傾向と同じである。この観点と、透水係数の推定誤差が小さくなったことを踏まえる

と、今年度の透水係数の推定結果は、昨年度に比べて、不確実性を低減できたと考えられ

る。また、相対的な評価ではあるものの、昨年度の推定結果に比べて、今年度の推定結果

は確からしい結果であったと言える。 

このように、透水係数の推定に使用する観測値によって、推定値とその推定誤差が改善

されることがある。ただし、どういった観測値を使用すると、推定値とその推定誤差が改

善されるかは、現状では試行錯誤的に実施するしかない。これは、文献から取得した観測

値は、取得時期、取得目的、計測精度が異なるものを集計したためである。このことか

ら、関連文献を見直し、改めて観測値を収集することは、現状の実フィールドの地下水流

況を再調査するという意義だけでなく、解析モデルを校正するための観測値としても活用

できるため、非常に有益だと考えられる。 

解析モデルの推定対象の実際の値（ここでは、地質区分の透水係数値）は、複数のボー

リング調査などで統計的に得ることが望ましい。ただし、このような結果が得られるの

は、文献調査やボーリング調査により、対象地域の理解が進んだ状況である。そのため、

定量的に解析モデルのパラメータ（ここでは、透水係数）を推定したとしても、実際のパ

ラメータ値と比較ができないため、それが確からしいか判断することが難しい。これは、

仮に、水圧などの観測値が正しく取得できても同じである。そのため、ここで実施したよ

うに推定誤差など、逆解析で得られる感度情報を用いて、解析モデルが校正できたかどう

か評価することは重要であると考えられる。 
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(a) 今年度の透水係数の推定結果 (b) 昨年度の透水係数の推定結果 

図 2-2- 32 透水係数の逆解析結果の比較 
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文献から取得した観測値を使用して透水係数を推定したが、付加コンプレックスや断層

の透水係数は感度がなく推定できなかった。これは、上述のように、これらの地質区分に

観測値が存在せず、これらの地質区分が地表付近の観測点に対して感度がないためであ

る。また、対象地域では、原位置水理試験結果（表 2-2- 4）はあるものの、バラツキが大

きく、試験条件も明確でないため、透水係数の期待値や誤差を推定することが難しい。そ

のため、逆解析によって推定した透水係数が確からしいかを判定することができない。こ

れらのことから、仮想的に観測値と真の透水係数を設定して数値実験を実施した。数値実

験の目的は、二つある。一つ目は、地表付近の観測値から地質区分の透水係数を推定でき

るか検討することである。二つ目は、透水係数の逆解析において、観測値の指標は何が有

効か検討することである。ここでは、全水頭とδ18O を検討した。 

数値実験に使用した解析モデルは、貫入岩などを考慮していないモデルを使用した。図

2-2- 33 に数値実験の概要を示す。まず、表 2-2- 8 に記載の基本透水係数を真の透水係数

と仮定し、基本透水係数に設定したモデルで解析を行う。そこで得られた計算値を逆解析

に使用する観測値として用いる。次に、解析モデル内の全ての地質区分について、透水係

数を同じ値に設定する。最後に、この解析モデルと仮想的な観測値を用いて透水係数の逆

解析を行い、地質区分ごとの真の透水係数（基本透水係数）が推定できるか検討する。 
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図 2-2- 33 数値実験の概要 

 

表 2-2- 8 数値実験で検討した地質区分と透水係数 

 地質区分 記号 基本透水係数 

[m/s] 

① 第四紀堆積物 hs 4.0×10-6 

② 新富士火山噴出物 qvn 4.0×10-5 

③ 古富士火山噴出物 qvo 1.0×10-5 

④ 第四紀堆積岩 qs 1.0×10-6 

⑤ 新第三紀堆積岩 ns 1.0×10-7 

⑥ 付加コンプレックス ncom 1.0×10-9 

⑦ 断層（富士川河口断層、神縄断

層） 

flt 1.0×10-9 
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推定対象は表 2-2- 8 に記載の７つの地質区分の透水係数である。数値実験に使用する観

測値は全 207 点である。地表面の観測値が 199 点であり、それに加えて、SKB 地点の鉛

直方向に 8 点の観測地点を追加した。解析対象は、全水頭とδ18O である。両者の観測値

は、同じ観測地点から得られたと仮定した。そのため、観測値の数は両者とも 207 点であ

る。地下水流動・物質移行解析は FEFLOW（Diersch, 2014）を使用した。地下水流動・

物質移行解析に関わる境界条件などの設定は、③b)、③c)で実施した感度解析・逆解析と

同じである。なお、数値実験において、計算負荷低減を目的に、解析モデルの空間解像度

（メッシュ）を粗く設定し直した。また、これと同じ目的で塩水による密度流は考慮して

いない。 

数値実験の項目を表 2-2- 9 に示す。逆解析開始時の透水係数は全ての地質区分で 1.0×

10-7 m/s として設定した。1.0×10-7 m/s から開始して、真の透水係数（基本透水係数）が

推定できるか検討する。さらに、全水頭とδ18O の観測値を同時に使用して、透水係数を

推定する数値実験も実施した。全水頭とδ18O の観測値を同時に使用して透水係数を推定

する場合、全水頭とδ18O では、観測値の値自体のレンジが異なる。そのため、全水頭と

δ18O で目的関数を計算する際は、それぞれの指標の観測値の標準偏差の逆数を重みとし

た。 

図 2-2- 34 に、地表面における基本透水係数での解析結果を示す。図 2-2- 34(a)は全水頭

の解析結果で、図 2-2- 34(b)はδ18O の解析結果を示す。図 2-2- 34(a)の全水頭の解析結果

は、概ね標高に応じた水圧分布が計算された。ただし、富士山体は、新富士火山噴出物、

古富士火山噴出物の透水係数が大きいため、全水頭は標高より低い結果となった。図 2-2- 

34(b)のδ18O の解析結果は、高度効果を加味した解析であるため、富士山体で負の値が大

きくなった。また、断層から西側は地形の起伏が激しいため、解析上は流出設定となる箇

所が多かった。そのため、δ18O が 0 ‰である領域は広く分布した。 

 

表 2-2- 9 数値実験の項目 

 使用した観測値の指標 逆解析開始時の透水係数 [m/s] 

① 全水頭 1.0×10-7 

② δ18O 1.0×10-7 

③ 全水頭+δ18O 1.0×10-7 
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(a) 全水頭 (b) δ18O 

図 2-2- 34 基本透水係数での解析結果 
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図 2-2- 35 に、数値実験の結果を示す。図 2-2- 35(a)は、数値実験による透水係数の推定

結果である。黒点線で示す値が真値である。図 2-2- 35(b)は、真値と推定値を比較したも

のであり、横軸は真値（真の透水係数）、縦軸は推定値（推定した透水係数）を示す。図

2-2- 35(b)において、y=x 直線上であれば、真値と推定値が等しいことを示す。 

図 2-2- 35(a)において、全水頭による透水係数の推定結果は、初期の透水係数である 1.0

×10-7 m/s から大きく変動がなく、推定誤差も大きいことが分かる。一方で、δ18O は、

古富士火山噴出物、第四紀堆積岩、新第三紀堆積岩で真値と近い推定結果が得られている

ことが分かる。また、推定値の推定誤差は小さい。全水頭とδ18O による透水係数の推定

では、付加コンプレックス、断層以外で、真値に近い推定値が得られており、推定値の推

定誤差は小さい。図 2-2- 35(b)においても、全水頭とδ18O による推定結果は、付加コンプ

レックス、断層以外の地質区分で y=x 直線上に近いことが明らかである。付加コンプレッ

クスや断層には、観測値が存在しないため、推定することが出来なかったと考えられる。

また、地表で多くの観測値を収集したとしても、深部の地質区分や局所的な地質構造で観

測点に感度がない場合は、透水係数の推定は困難であると推測される。 

図 2-2- 36 に観測値と計算値の比較を示す。図 2-2- 36(a)は全水頭の比較であり、図 2-2- 

36(b)はδ18O の比較である。図 2-2- 36(a)に示す全水頭の観測値と計算値の比較による

と、δ18O のみで透水係数を推定した場合でも、全水頭の観測値と計算値は整合的であ

る。一方、図 2-2- 36(b)に示すδ18O の観測値と計算値の比較によると、全水頭のみで透水

係数を推定した場合、δ18O の観測値と計算値は全く整合しない。さらに、全水頭のみ、

δ18O のみで推定したときに比べ、全水頭とδ18O で透水係数を推定したときに、観測値

と計算値はよく整合した。 

δ18O のような同位体比の情報は透水係数の推定に有効であることが分かった。さら

に、δ18O のみで逆解析するよりも全水頭と組み合わせて使用することで、透水係数の推

定精度、観測値と計算値の整合性を向上できると考えられる。これは、先の感度解析でも

見られたように、全水頭とδ18O では感度解析時の応答が異なり、これらを総合的に考慮

することでよりよい推定値に収斂するものと考えられる。言い換えれば、一つの観点から

のみ評価するよりも、複数の観点で評価した方が、より真値に近づく可能性が高いと考え

られる。 
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(a) 透水係数の推定結果 (b)真値と推定値の比較 

図 2-2- 35 数値実験の推定結果 
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図 2-2- 36 観測値と計算値の比較 
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全水頭とδ18O を使用して透水係数を推定したときの合成観測値感度を図 2-2- 37 に示

す。図 2-2- 37(a)は全水頭の合成観測値感度であり、図 2-2- 37(b)はδ18O の合成観測値感

度である。図 2-2- 37 では、暖色の観測値は感度があることを示し、寒色では感度がない

ことを示す。図 2-2- 37(a)において、全水頭は内陸域で感度があり、沿岸域で感度がない

結果となった。これは、内陸の涵養域では、透水係数の値によって全水頭（地下水位）が

変化しやすいため、感度があったと考えられる。沿岸域の流出域では、透水係数の値を変

化させても、地下水位は地表面付近で変わらないため、感度が小さかったと推測できる。

図 2-2- 37(b)において、δ18O は内陸域で感度がなく、沿岸域で感度がある結果となった。

これは、流出域で取得されたδ18O は、高度効果に応じた値で涵養し、移流分散で輸送さ

れて沿岸域付近で流出する流動過程を反映しているためと考えられる。このように、観測

値の指標によって、観測地点の感度が異なる。そのため、全水頭とδ18O を使って透水係

数を推定した時、推定精度が向上したと考えられる。 
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(a) 全水頭 (b) δ18O 

図 2-2- 37 合成観測値感度 （全水頭＋δ18O） 
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沿岸域における地下水流動場の長期的な安定性を評価する上で、氷期―間氷期サイクル

による海水準変動を考慮する必要がある。ここでは、海水準変動による地表・海底の境界

条件の変化が地下水流動場に与える影響を、塩分分布と滞留時間（地下水年代）の観点か

ら整理することを目的とする。滞留時間を考慮することで、地下水流動場が長期的に安定

かどうか判断することができる。なお、海水準変動を考慮した地下水流動解析の事例はい

くつかあるが（Kooi and Groen, 2000; 長谷川ほか, 2001; 登坂, 2002; 長谷川・宮川, 

2009）、滞留時間の観点から海水準変動が地下水流動場に与える影響を検討した事例はな

い。 

氷河性の海水準変動では、約 12 万年周期で海水準が 100 m 以上変化することが知られ

ている（たとえば、Chappell et al., 1996）。ここでは、海水準変動は+5 m～ -120 m と

し、海退が 10 万年、海進が 2 万年の合計 12 万年周期と仮定した。図 2-2- 38 に、地下水

流動・物質移行解析で考慮した海水準変動を示す。横軸に経過時間、縦軸に海水準を示

す。 

本検討では、単一地形勾配の 2 次元鉛直モデルを使用した。２次元鉛直モデルを使用し

た理由は二つある。一つ目は、海水準変動に伴う地下水流況の変化を理解し易くするため

である。二つ目は、計算負荷を低減するためである。これは、海水準変動に伴って地表面

と海底面の境界条件を動的に変更することと、地下に浸透した海水と淡水地下水の密度流

を解くことで、計算時間が長くなることへの対策である。 

解析に使用したモデルを図 2-2- 39 に示す。モデル長は 45 km であり、地形勾配は 2 %

で設定した。最大海進と最大海退の範囲は 6.3 km となった。また、地質区分はなく、単

一の均質媒体を仮定した。設定したパラメータや解析条件を表 2-2- 10 に示す。解析時間

は 36 万年とした。海水準変動の 1 周期が 12 万年であることから、これは 3 周期分に相当

する。滞留時間の計算は計算開始時を 0 時間とした。つまり、全く流動がない場所での滞

留時間は 36 万年と計算される。境界条件は③b)や③c)で実施した解析と概ね同じである

が、海底における塩分の境界条件は、ここでは海水濃度の固定値とした。 

海水準変動による地下水流動場の変化と透水係数の関係を調べるため、解析モデルの透

水係数を 1.0×10-6 m/s、1.0×10-7 m/s、1.0×10-8 m/s に変えた解析を実施した。なお、

解析結果は、海水準変動の 3 周期目である 24 万年～36 万年を示した。また、解析結果

は、海水準が変動する領域を示した。 
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図 2-2- 38 解析で考慮した海水準変動 

 

 

図 2-2- 39 解析モデル 

 

 

  

最大海進 最大海退

約 6.3 km

45 km
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表 2-2- 10 海水準変動解析の解析条件 

パラメータ・境界条件など 設定値 

間隙率 20% 

分散長 
縦分散長：50 m 

横分散長：5 m 

飽和・不飽和 飽和のみ 

降雨浸透量 1000 mm/y 

海水準の変動量 
海進：+5 m, 2 万年 

海退：－120 m, 10 万年 

解析時間 
36 万年 

（1 周期 12 万年×3） 

滞留時間の計算 
水理的滞留時間 

（Goode, 1992） 

初期条件 
塩分：1 

（洗い出し計算） 

陸側地表面の境界条件 

全水頭：降雨境界条件 

塩分：流量依存型 

 

滞留時間：流量依存型 

 

海底面の境界条件 

全水頭：海水換算の水頭値 

塩分：海水濃度固定 

滞留時間：流量依存型 

 

 

図 2-2- 40 に、塩分の海水準変動解析結果を示す。上から下に向かって、24 万年～36 万

年の解析結果を示す。透水係数が大きい（1.0×10-6 m/s）とき、海水準変動に追従して塩

淡境界が移動した。一方、透水係数が小さくなるにつれ、海水準変動の遷移に対して塩淡

境界は遅れて移動する。透水係数が 1.0×10-8 m/s のとき、海水準変動による濃度分布の
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0 : 0

Q C

Q C x

 =

   =

0 : 0

0 : 0

Q C

Q C x

 =

   =

0 : 0

0 : 0

Q C

Q C x

 =

   =



 

121 

 

変化は表層のみであり、深部は常に海水と同じ塩分の地下水が存在した。さらに、低透水

であることから、陸域の地下深部でも初期条件で設定した塩分は洗い流されず残留した。

これらのことから、地層の透水性が小さければ、地下深部での海水準変動に伴う塩水環境

と淡水環境の入れ替わりは少ないと考えられる。 

図 2-2- 41 に、滞留時間の海水準変動解析結果を示す。図 2-2- 40 と同様に、上から下に

向かって、24 万年～36 万年の解析結果を示す。また、黒点線は塩分が 0.5 の位置を示

す。透水係数が 1.0×10-6 m/s とき、滞留時間は短くなった。29 万年、34 万年、35 万年

の滞留時間分布の遷移によると、陸側からの若い淡水地下水と、海水由来の若い地下水に

よって、滞留時間は短くなったことが確認できる。このように、海水準変動によって海域

が陸化することや、海水が地下に浸透する場所が海側へ遷移することに伴って、最大海進

時に海域であったとしても若い地下水の浸透により滞留時間が短くなると考えられる。透

水係数が 1.0×10-7 m/s のときの滞留時間は、1.0×10-6 m/s での滞留時間に比べると、古

くなった。また、29 万年（海退の中間期）と 35 万年（海進の中間期）を比較すると、35

万年の方が滞留時間は短い。これは、海進が 2 万年であるのに対し、海退は 10 万年であ

ることから、海水準変動によって塩淡境界が遷移する速度が異なることに起因すると考え

られる。透水係数が 1.0×10-8 m/s のとき、海水準変動による塩分の変化は浅部のみであ

り、海水の浸透も小さいため、滞留時間が長くなった。 

このように、透水係数が小さい場合の地下深部では、海水準変動に伴う塩水環境と淡水

環境の変化はおこらず、滞留時間が長いため地下水の流動性が小さいと考えられる。ま

た、ここで得られた解析結果は、実際のフィールドにて、沿岸海底下の地下水流動場が安

定かどうか判断するために、氷期降水や化石海水の存在を調べることが有益であることを

示している。 

図 2-2- 42 に、駿河湾における海水準変動に伴う汀線の変化範囲を示す。図 2-2- 42 に示

すように、駿河湾では、海底地形が急峻であることから、海水準変動に伴う汀線の移動範

囲は狭い。そのため、海域での地質の不確実性が、海水準変動による地下水流動場の変遷

に与える影響は小さいと考えられる。一方で、海底地形が急峻である場合、海退時に陸化

した領域で地形勾配が大きくなり、動水勾配も大きくなる可能性がある。 
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図 2-2- 40 海水準変動解析の結果（塩分） 

 

 
図 2-2- 41 海水準変動解析の結果（滞留時間） 
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(a) 3 次元図 (b) 2 次元図（上面から） 

図 2-2- 42 駿河湾における海水準変動範囲 

 

  

駿河湾

富士山

駿河湾
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地質環境モデルの構築に関して、本研究では以下の手順で実施した。詳細は、昨年度お

よび今年度の本文を参照していただきたいが、概略を以下にまとめる。これにより、基本

的な地質環境モデルの構築方法を示す。 

 

 

まず地質環境モデルを作成する研究領域の設定を行う。この設定には、研究地点を含む

流域を考慮して、地形のみを考慮した均質媒体による地下水流動解析を実施し、この結果

に基づいて、研究領域を設定した。研究領域は、涵養域から流出域までが含まれ、研究領

域外からの影響を受けないように設定した。 

具体的には、本地点では富士川流域を設定し、甲府盆地までをモデル化した。このた

め、甲府盆地から駿河湾までの領域を地形のみ考慮してモデル化した。この結果に基づい

て、富士山以南の領域において、広域的な地下水流動に影響がでないことを確認して研究

領域を設定した。モデル化領域は南北 160 km に及ぶが深度方向 2 km 程度を考慮する

と、かなり薄いモデルになるため、遠方からの地下水流動がそれほど大きな影響を与えな

いことは明らかである。一方で、広域的な地下水流動に影響を与える明らかな地質構造が

存在する場合は、考慮が必要である。 

 

 

上記の設定した研究領域について、地質モデルを作成するために、関連する文献を収集

する。収集した文献は、解釈に依らない客観的なデータである一次データと解釈を含む二

次データに仕分けを行う。これ以降の議論を行う上での共通基盤として、一次データをマ

ッピングする。言い換えると、一次データのマップはモデル化にあたっての拘束条件であ

る。二次データはモデル化の参考情報となる。 

具体的には、本地点では 138 件の文献・資料を収集した。収集したデータを一次データ

と二次データとに選別し、一次データについては、GIS ソフトを用いてマッピングした。 

 

 

得られたデータから想定しうる作業仮説を、地質概念モデルとして定性的に表現する。

できるだけ多くの作業仮説を議論することが、対象地域の地質を理解するために重要であ

る。ただし、想定される全ての作業仮説を検討するのは現実的に困難な場合があるため、

本検討では目的に沿った地質要素の選別と、各地質要素の存在の確からしさの区分という

二つの工夫を例示した。 

具体的には、主に一次データを用いて、貫入岩体の地下分布、高透水性の挟在層の分

布、基盤面の形状などを考慮し、考えうる 864 通りの地質概念モデルをリストアップし

た。このうち、地下水流動に対する影響の観点から、富士山直下と蒲原丘陵周辺の貫入
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岩、ならびに新第三系堆積岩類の下限深度に着目して、地質概念モデルを絞り込んだ。最

終的に７つの地質モデル、7 通りの作業仮説（不確実性）を提示した。 

 

 

地質概念モデルが作成された領域を対象に地下水に関わる文献・資料を収集し地下水モ

デルを構築する地質モデルの領域内だけでなく、領域外の近傍地域の文献・資料も必要に

応じて収集する。地下水流動を検討する上で、有益と考えられる情報は、地形、地質、地

球物理、地下水理、水文、気象、地下水水質、地化学などである。これらを取り扱ってい

る文献・資料を収集する。収集結果を基に、地下水概念モデルを作成する。地下水概念モ

デルの作成は、地下水流動の特徴をまとめる（概念化する）ことである。 

具体的に、本地点では 55 件の文献を調査し、地下水流動の概念モデルを作成した。こ

れらの結果に基づいて、降雨量（2500 mm/y）、涵養量（2000 mm/y）及び滞留時間（富

士山体で数 10 年～100 年）と推定された。文献から得られた情報では、概ね地形に従っ

た地下水流動で、浅部の地下水流動は 3H、広域の地下水流動は、δD とδ18O で特徴付け

られている。このため、得られた水圧、水質など（3H、δD とδ18O）は、座標とともに

整理し、後述する地下水流動解析の比較データとして利用した。 

 

 

作成した地下水概念モデルに基づいて、重要となる地質構造を抽出し、地質モデルを構

築する。地質モデルは、三次元地質モデリングソフトウェアなどを用いて定量的に作成す

る。本検討では、地下概念モデルの構築において、各地質要素の存在の確からしさと地下

水流動に与える影響を考慮して、取り扱う構造を絞り込んだ。 

具体的には、本地点では、第四系完新統堆積層、第四系更新統堆積岩類、第四系火山岩

類、新第三系堆積岩類、新第三系火成岩類及び新第三系付加コンプレックスをモデル化し

た。あわせて、富士山直下と蒲原丘陵周辺の貫入岩、神縄断層の西方延長などを考慮した

モデルを作成した。 

 

 

構築した地質モデル、地下水概念モデルに基づいて、地下水モデルを構築する。地下水

モデルは、解析メッシュを作成するととともに、境界条件、解析条件等を設定する作業に

なる。 

空間解像度（メッシュサイズ）は、解析領域の大きさ、解析精度及び計算負荷を踏まえ

て設定する。広域的・大局的な地下水流動を評価する場合には、それほど細かいメッシュ

分割は必要ないと考えられる。ただし、局所的な構造あるいは流動を評価する場合、粗い

メッシュ分割であると、これらを解析上で表現できない可能性があるため、細かく分割す

る必要がある。 
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境界条件については、地表面については降雨浸透境界、海底面については流入出境界の

ような自然現象を表現できる境界条件を設定することが望ましい。 

境界条件や解析条件の設定においては、文献値からだけでは、十分に確からしい値の設

定が難しい場合がある。地下水流動解析では、初期のモデル（境界条件、解析条件など）

では、観測値を十分に再現できないことが多い。このため、後述するように観測値などを

用いてモデルを校正してから評価・予測に使用するのが一般的である。これらのことか

ら、この段階では、文献値があるものは、それに基づいて値を設定する。文献値がないも

のは、現実的に取りうる値を推測して仮の値を設定する。 

具体的には、本地点では、水圧、塩分、水素・酸素同位体比及び 3H を対象に解析を実

施した。塩分については、海水による密度流を考慮するためである。ただし、塩分を考慮

した解析は、非線形計算となり多大な計算量を必要とするため、密度流の影響を考慮すべ

き一部のケースのみとしている。水素・酸素同位体比の解析例は多くないが、ここでは富

士山周辺の標高が高く、大きな高度効果（涵養標高によって水素・酸素同位体比が変化す

る効果）が期待できるため解析対象とした。3H については、当初の解析では実施していた

が、採水時期に対して核実験の影響などの考慮が難しく、短い滞留時間しか評価できない

ことから、解析対象から除外した。 

 

 

地下水モデルは、初期のモデルでは、予測・評価に用いることが困難なため、一部の観

測値に基づいて校正することが一般的である。校正とは、文献などで取得した観測値（水

圧、塩分、水素・酸素同位体比などの物質の濃度）と解析値が整合するように、解析モデ

ルの境界条件や解析条件（入力パラメータ、例えば、透水係数、間隙率など）を修正する

作業である。分析前に、既知の試料を分析し、パラメータを決めることを校正とよぶが、

それと同様の作業である。 

ここでは、非線形最小二乗法に基づく逆解析ソフト（PEST）によって、地質区分の透

水係数を校正した。逆解析に用いる観測値は、地下水位、酸素同位体比を使用した。ま

た、逆解析中で計算されるパラメータの感度情報から、推定値の推定誤差などを算出し

た。 

具体的には、観測値を用いて各地質構造の透水係数を対象に逆解析を実施した。観測値

は、関連文献や国、県などの資料から採取したものを用いた。逆解析を実施した結果、浅

部の第四系火山岩類については、ややバラツキがおおきいものの、第四系完新統堆積層、

第四系更新統堆積岩類、新第三系堆積岩類については、概ねパラメータを推定することが

できた。一方で、局所的な構造である断層や、深部に位置する新第三系付加コンプレック

スについては、その周辺に観測値が少ないため、推定が困難であった。実施当初のデータ

セット（浅部の関連文献のみ）では、浅部の地層もあまり上手く推定ができなかった。後

に、国土地盤情報検索サイト国土地盤情報検索サイト、静岡県地理情報システムなどの観
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測値を加えたことで、観測値の範囲および領域が富士山帯以外にも広がり、逆解析による

透水係数の推定が改善された。このように、校正に用いる観測値（データ）が十分でない

場合には、校正が上手くいかない可能性が高いため、文献から得たデータだけでなく、そ

の他のデータ調査の実施、もしくは地表調査などを並行して実施することが重要と考えら

れる。 

 

 

地質モデルに含まれる不確実性は、データそのものに内包される不確実性（計測誤差や

計測対象の妥当性など）と、モデル化に伴う不確実性（同じデータから複数の作業仮説が

想定しうる）がある。前者は基本的には現地調査によって不確実性を低減するものであ

り、本検討では主に後者の不確実性を考慮した。ここでは、モデルの不確実性は考えうる

複数のモデル（作業仮説）を提示することで表現した。 

地下水モデルの不確実性は、観測値や入力パラメータの不確実性だけでなく、概念化の

相違も含まれる。これは、地質モデルに含まれる不確実性に起因する。このため、提示さ

れた複数のモデルに基づいて、地下水に影響が大きいと考えられる地質構造、例えば、断

層、貫入岩などについて、どれを考慮すべきかを検討し、影響の大きいものを抽出し、モ

デルを絞る必要がある。ここでは、抽出した構造を考慮してモデル化を行い、その構造に

対する感度解析を行った。影響が大きい場合には、それらについて調査を実施することが

必要である。 

これらの他に、モデルを校正する際に、逆解析を実施しており、この結果から、パラメ

ータの推定誤差、観測値の感度なども明らかになる。 

 

文献データではこれ以上の検討は困難なため、これらを考慮して、次は原位置調査を計

画することになる。計画立案後は、地質データの収集と精査の部分に戻り、地表調査、原

位置調査を実施していくという流れになる。 

最初の地質のモデル化のプロセスは Do に相当し、それに続く地下水モデルの作成と解

析などが Check、地下水モデルの校正や感度解析などでの課題抽出が Act、それを次の

Plan に反映させる。上記のように検討を繰り返していくことで、徐々にモデルが良くなる

と想定される。 

特にモデル化の初期段階では、未知のことも多く、モデルの絞り込みが困難なことが多

い。特に文献データなどは玉石混合であると考えられる。このため、これらを考慮し、地

表調査・原位置調査などやこれらの繰り返しで、不確実性を小さくしてくことが重要であ

ると考えられる。 
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(a) 背景と目的 

平成 29 年 5 月に経済産業省が公開した科学的特性マップにおいて日本国内の沿岸域の

大部分は「好ましい特性が確認できる可能性が相対的に高い地域」の内、「輸送面でも好

ましい」地域とされている（経済産業省，2017）。一方で、平成 28 年 8 月に経済産業省が

公表した“沿岸海底下における地層処分の技術的課題に関する研究会とりまとめ“では平成

27 年に総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物ワーキンググループにおいて、沿岸部にお

ける一般性と課題についての指摘があったことが記載されており、これを受ける形で、研

究会において沿岸部（海岸線から陸側に 20 km、海側に 15 km の範囲）の地質環境におい

て検討すべき項目として、海水準変動、塩淡境界、水理場、化学場が抽出され、これらの

特徴について説明がなされている（経済産業省，2016）。これらの項目は全て地下水に関

連づけられており、沿岸部における地下水特性の把握が、沿岸海底下等における安全な地

層処分事業の実施に必要不可欠であることがわかる。本とりまとめでは、海域を含めた沿

岸部における地層処分を実現するために必要な基本的な技術は概ね整備されているもの

の、信頼性の更なる向上にむけて技術の高度化に引き続き取り組む必要性が示されてお

り、また地質環境調査・評価と工学的対策や安全評価を組み合わせた包括的な調査・評価

技術の体系的な整備の実施の必要性も示されている。また平成 30 年 3 月に公開された”地

層処分における全体計画（平成 30 年度 - 令和 4 年度）“においても、沿岸海底下の地質環

境特性の調査・評価技術の整備が項目として挙げられており、沿岸部陸域から沿岸海底下

までを対象とした広域地下水流動の連続性や長期にわたり安定な水理場や化学環境の存

在、断層の地下水流動への影響などが把握できるように調査・評価技術を体系的に整備す

ることが求められている（地層処分研究開発調整会議，2019） 

本研究では、経済産業省（2016）において検討項目とされている海水準変動、塩淡境

界、水理場、化学場と地下水流動との関係について、一般性の抽出も視野に入れつつ検討

を行い、さらに地層処分研究開発調整会議（2019）において述べられている沿岸部陸域か

ら海域にかけての広域地下水流動系を含む地質環境特性の把握技術の高度化の一環とし

て、海陸連続 3 次元地質環境モデルの妥当性の検証に向けたデータ取得手法の高度化を目

指した。また、研究を進めるにあたり概要調査段階を想定した調査孔を用いた地質環境と

工学的対策（施設設計や性能評価）との分野間連携についても意識し、調査孔における物

理検層や採水などの調査項目の検討をおこなった。 

上記の理由から、本ボーリング調査における目的は、沿岸部地下水の特性把握の観点か

ら①陸域と海域の地下水の連続性の把握、②塩淡境界付近における地下水の流向・流速の

確認、③塩水領域の地下水質と年代の把握、分野間連携の観点から④物理検層による地質
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情報や物理パラメータの取得とデータが持つ代表性の検証、⑤初期地圧測定のための新た

な水平応力測定手法の検証とした。 

 

(b) 調査地域の概要 

本研究地域は駿河湾沿岸部である。上述したように沿岸部における地下水特性の一般性

の把握は本研究における重要なテーマの一つである。これまでに地層処分において数多く

の地下水研究が実施されているが、日本全国の沿岸部地下水の一般性に着目した研究は、

産業技術総合研究所ほか（2018）において実施されたシステマティック区分のみである。

この研究では、日本全国の沿岸域における 90 地点で深部地下水を採水し、地下水年代測

定結果と水質から地下水を現降水、現海水、氷期降水、化石海水の 4 つに分類するととも

に、井戸直下の地下地質ごとにその割合を示した（エラー! 参照元が見つかりません。）。

その結果、地下深部に賦存されている地下水の種類と地質との間には、明瞭な関係性があ

ることが示された。また地下水年代と地形・地質学的要素を対象とした多変量解析を実施

し、海底地形勾配が地下水年代の決定に大きく関与していることを明らかにした。 

駿河湾は、産業技術総合研究所が平成 19 年度～24 年度にかけて調査した北海道幌延町

沿岸部とは異なり、急峻な地形を有し、上述したシステマティック区分による結果では 10

万年を超える古い地下水年代を持つ地下水が海底下に存在しづらい環境である。一方で、

後背地に標高 3,000 m を超える富士山を持つことから地下水の動水勾配が大きく、既存の

調査において、陸域の地下水流動が調査され、明確な海底湧出地下水の存在が確認されて

いるなど、国内で最も陸域から海域の地下水流動特性を確認しやすい地域である。 

 

(c) 既存調査に基づく調査地域の水理地質特性 

図 3-1- 2 に示すように、本研究の調査地点 FGB-2 孔（後述）は、入山瀬断層の東側の

富士川扇状地の上に位置し、海岸線からは約 300ｍ内陸にある。富士川扇状地の地形・地

質学的な特徴については、過去に同じ地域で調査を実施した受託事業である海域地質環境

調査確証技術開発の成果報告書（産業技術総合研究所，2013; 2014; 2015）や、本事業に

おける報告書（産業技術総合研究所ほか，2019）に詳細が記載されており、また水質や同

位体を含む水文データについては、井川ほか（2016）や小野ほか（2016）などが報告され

ているため本稿では概略のみを記載する。図 3-1- 3 は産業技術総合研究所（2013）による

2014 年 1 月に実施された海岸線から約 1.2 km の海域を対象に実施した広域曳航調査にお

ける海水中（水深 1 m）の 222Rn 濃度の測定結果を示したものである。222Rn はウラン崩

壊系列に属する放射性同位体であり、親核種は 226Ra である。226Ra は岩石の鉱物中に含

まれており、α 崩壊により 222Rn を大気や水などの接触している媒体中へ放出する。222Rn

は水への溶解性は高い一方で、大気と接触すると大気中へと散逸する性格をもつため、地

下水中の濃度は高いものの、河川水や海水中の濃度は低くなる。したがって、沿岸部にお
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ける海底湧出地下水を検出するためのよいトレーサーとなる（Burnett et al., 2001; 

2010）。 
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図 3-1- 1 地下地質ごとの地下水の区分 

（火山岩類 17 地点、新第三紀堆積岩類 11 地点、先新第三紀堆積岩類 18 地点、 

円グラフの単位は％）（産業技術総合研究所ほか，2019） 

 

 

 

     

図 3-1- 2 調査地点 FGB-2 孔の位置図 
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富士川 
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千本松原 

興津川 

 

 

図 3-1- 3 駿河湾における海水中の 222Rn 濃度分布 

（産業技術総合研究所，2013） 
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本地域では、富士川から田子の浦にかけて相対的に高い 222Rn 濃度が検出されており、

222Rn と電気伝導率の関係から、これらの Rn 濃度が地下水に起因していることが明らか

となっている。またサイドスキャンソナーを用いた海底地形探査により、音波の散乱域が

水深 150 - 170 m の範囲に存在していることがわかっている（図 3-1- 4）。音波の散乱につ

いては複数の要因が考えられるため、必ずしも海底湧出地下水の存在を表しているわけで

はないが、広域曳航調査と同時期に実施された底層水の採水結果からは、部分的に高い

222Rn 濃度が検出されており、音波の散乱域が海底湧出地下水との関連性が示唆されてい

る。 

陸域に関しては同事業において 2014 年と 2015 年にかけて富士川の西側と東側にそれぞ

れ SKB 孔と FGB 孔という 2 つの調査孔を掘削した（図 3-1- 2）。それぞれの調査孔の深

度は 350 m と 160 m である。２つの調査孔ではオールコアリングによる地質試料の採

取、孔内物理検層、ならびに採水を伴う連続揚水試験などの水理試験を実施した。SKB 孔

については 10 深度で、地下水の水温、pH、電気伝導率、無機溶存イオン濃度、水素・酸

素安定同位体比（δD やδ18O）、放射性炭素同位体（δ13C や 14C）、溶存ヘリウム

（3He/4He）の測定、分析し、FGB 孔ではスクリーンが設置された深度 150.83 - 

157.33m–にかけて水理試験をおこなった。図 3-1- 5 は SKB 孔における Cl-濃度、δD お

よび 14C 濃度の鉛直プロファイルを示したものである。本図より、SKB 孔（汀線より

50m 内陸）では、深度 170m 以深で Cl-濃度とδD は、海水と値とほぼ一致する。一方で

14C 濃度は深度 170 m 付近でもっとも小さい値、すなわち最も古い地下水年代を示す。図

3-1- 6 はこれらの調査結果から推定される Machida et al.(2016)による沿岸部における地

下水の流動系を示した概念図である。本図から駿河湾では、より深い海底において塩水が

陸域に向かって流動し、塩淡境界にて上昇し、その後、塩淡境界に沿って海側に向かって

流出していることが推察される。これらの結果は、先述したサイドスキャンソナーによる

音波の散乱深度と整合的であるように見える。しかしながら、SKB 孔のコア試料からは、

深度 150～170 m 付近に水理的基盤となるような透水性の低い粘土層や溶岩層は見つかっ

ておらず、地下水流動を規定する要因については不明である。一方で FGB 孔（汀線から

350 m 内陸にあり、FGB-2 孔の 150 m 西）に関しては深度 145.0 - 150.7 m に固結した富

士火山噴出物の安山岩～玄武岩溶岩が確認されたため、その直下（150.83 - 157.33 m）に

おいて水理試験を実施した。その結果、SKB 孔とは異なり、採水深度における Cl－濃度は

4,986 mg/L と海水の 1/4 程度であり、塩淡境界はさらに深部にあることが明らかとなっ

た。また 14C 濃度は 15 pMC と SKB 孔の深度 170 m 付近で見られた最も古い地下水と

同程度の値を示した。FGB 孔が SKB 孔よりも約 300 m 内陸に位置していることから単純

に両者を比較することはできないが、少なくとも両者において地質以外にも水理的基盤や

塩淡境界の深度を規定する水理条件が存在していることは明らかである。 
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図 3-1- 4 駿河湾における音波の散乱域（産業技術総合研究所，2013 に加筆） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1- 5 SKB 孔における水質の深度プロファイル 
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図 3-1- 6 水質や地下水年代から想定される駿河湾沿岸部における地下水流動システム 

（Machida et al., 2016 を一部変更） 
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(d) 今年度の調査孔掘削の概要 

本事業で掘削中の FGB-2 孔は、北緯 35.12348 度、東経 138.65254 度、地盤標高は

3.87ｍに位置する。（a）にて述べたように、本調査孔は 5 つの目的を有しており、この中

には、富士川東側の塩淡境界深度や岩層の確認などのほか、分野間連携を意識した研究が

含まれる。本調査孔は昨年度までに深度 160 m に到達しており、本年度はこれを増掘し、

水理的基盤となりうる可能性がある更新世中期の愛鷹山火山噴出物（溶岩）や鷺ノ田層

（シルトを含む堆積岩）が、深度 350 - 400 m 程度にて出現すると想定されたためである

（尾崎ほか(2016)の富士川河口断層帯断面図）。なお、今年度の掘削区間ではオールコアボ

ーリングを予定していたが、当初の予想とは異なり、深度 160 m 以深は未固結の砂礫層で

あった。そのため、一部の深度についてのみオールコアボーリングとし、その他の領域は

ノンコアボーリングとした。また、水理的基盤に到達しなかったことから、FGB-2 孔は次

年度も延伸する予定である。 

 

(e) 調査孔掘削の詳細 

（i）掘削計画と手法 

令和 3 年度の FGB-2 孔の掘削に要した期間は準備や後片付けも含め、2021 年 6 月 21

日から 2022 年 3 月 9 日である。ケーシングプログラムは図 3-1- 7 の通りである。深度約

280 m にて段落としを実施しているが、これはこの深度において、揚水と流向流速測定を

実施することからケーシングを挿入して強度を保つ必要があったためである。送水掘削に

使用した泥水やトレーサー（蛍光染料）については前年度の通りであるため割愛する。前

述したように本年度は当初オールコア掘削を予定していたため、深度 160 - 220 m までは

オールコア掘削となっている。しかし、地質の状況は、未固結の山体崩壊堆積物と砂礫層

が続いて変化せず（図 3-1- 8）、掘進速度の著しい低下が生じたことから、これ以深は深度

280 - 285 m と深度 340 - 346 m を除き、ノンコア掘削とした。ただし、掘削時には、掘

削パラメータ（ビット荷重、回転数、送水圧、送水量、排水量）をモニタリングし、地質

に変化が認められた場合はただちにオールコア掘削に切り替えることができる状態とし

た。なお、コアの採取区間は、未固結な地質条件でのコア採取率向上を目的に普通工法を

採用した。普通工法は、1 掘進ごとにコアチューブを揚管してコアを回収する工法であ

り、ワイヤーライン工法と比較してコア回収作業に時間を要するため掘進能率が低いもの

の少ない送水量で掘削が可能である。そのため脆弱な地質条件においてもコア採取が可能

であること、孔壁の緩み抑制が可能で水理試験などの裸孔確保に適していることが利点で

ある。  
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図 3-1- 7 FGB-2 孔におけるケーシングプログラム 
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図 3-1- 8 採取したボーリングコア 

 

  

駿河湾沿岸部におけるボーリング掘削と各種原位置試験の実施(深度160m～400m)

ｍ081～161：度深2-BGF：番孔

深度(m) 深度(m)

161 162

163 164

164 165

166 167

167 168

169 170

170 171

172 173

173 174

175 176

176 177

178 179

179 180

163162

166165

169

175

178

168

171

174

177

172

駿河湾沿岸部におけるボーリング掘削と各種原位置試験の実施(深度160m～400m)

m52.543～32.043・m25.482～52.082：度深2-BGF：番孔

【280.25～284.52m】

深度(m) 深度(m)

280 281

282 283

283 284

281 282

284 285

【340.23～345.25m】

深度(m) 深度(m)

340 341

342 343

343 344

※礫分：孔底浚渫時に回収　　　　基質分：コアリング時にセジメントにて回収

345 346

341 342

344 345

161～180m 180～200m 

200～215m 

280～285m 

340～346m 
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表 3-1- 2 孔内物理検層の実施工程 

 

（a）深度 280m 掘削時 

 

 

（b）深度 400.5m 掘削時 

 

 

測定速度

(m/min)

温 度
(S.T.= 9:19)

0.0 ～ 279.7 9:54 ～ 10:24 9.3   降下
温度　　　　  　   0.2 ～279.4ｍ

流体電気伝導度    7.1 ～279.4ｍ

孔 径 150.0 ～ 279.8 11:53 ～ 12:10 7.6   巻揚 孔径　　　　    150.0 ～278.7ｍ

中 性 子 孔 隙 率
密 度

147.1 ～ 279.7 14:50 ～ 15:10 6.6   巻揚
中性子孔隙率  　160.1 ～276.1ｍ

密度　　　　    160.0 ～279.1ｍ

Ｂ Ｈ Ｔ Ｖ 147.2 ～ 279.5 17:15 ～ 18:08 2.5   巻揚 孔壁画像　　    147.1 ～279.3ｍ

比 抵 抗
（ ｲ ﾝ ﾀ ﾞ ｸ ｼｮ ﾝ）

140.0 ～ 279.9 9:45 ～ 10:00 9.3   巻揚
比抵抗(DEEP) 　150.0 ～274.1ｍ

自然電位　　  　150.1 ～276.8ｍ

音 波 140.0 ～ 279.9 11:55 ～ 12:11 8.7   巻揚
モノポール　　  160.0 ～276.0ｍ

ダイポール　    173.9 ～276.0ｍ

Ｘ Ｒ Ｍ Ｉ 167.0 ～ 279.9 13:56 ～ 14:15 5.9   巻揚 孔壁画像　　    166.8 ～278.9ｍ

核 磁 気 共 鳴 162.0 ～ 279.8 2021.11.30 9:58 ～ 12:04 0.9   巻揚
ｽﾍﾟｸﾄﾗﾙｶﾞﾝﾏ(K) 159.7 ～277.5ｍ

T2分布          161.8 ～279.3ｍ

孔内状況  ： ビット径 7-5/8"  @ 280.00 m 孔内水  ： ベントナイト

ケーシング 200A  @ 160.00 m 泥水比抵抗　11.09Ω･ｍ＠12.3℃

比重　1.05　　　粘速　　46.5sec

※
 ツールボトム深度基準

測  定   時  間 備 考測 定 方 向

2021.11.28

2021.11.29

測 定 種  目 測定年月日測定深度（ｍ）※

測定速度

(m/min)

温 度
(S.T.= 6:40)

0.0 ～ 400.3 8:30 ～ 9:11 9.8   降下
温度　　　　  　   0.0 ～400.2ｍ

流体電気伝導度    5.1 ～401.1ｍ

孔 径 275.0 ～ 400.3 10:47 ～ 11:00 9.6   巻揚 孔径　　　　    275.0 ～399.2ｍ

中 性 子 孔 隙 率
密 度

265.0 ～ 393.2 13:30 ～ 13:53 5.6   巻揚
中性子孔隙率  　280.0 ～397.8ｍ

密度　　　　    275.0 ～399.7ｍ

260.0 ～ 400.4 16:02 ～ 16:15 10.8   巻揚
比抵抗(DEEP) 　275.0 ～394.5ｍ

自然電位　　  　275.0 ～397.2ｍ

260.0 ～ 400.4 16:24 ～ 16:32 17.5   巻揚
自然電位にノイズ混入のため、自然電
位のみを再測定

音 波 270.0 ～ 400.1 10:09 ～ 10:25 8.1   巻揚
モノポール　　  275.0 ～396.8ｍ

ダイポール　    275.0 ～396.6ｍ

Ｘ Ｒ Ｍ Ｉ 287.0 ～ 398.0 13:08 ～ 13:44 3.1   巻揚 孔壁画像　　    286.9 ～392.5ｍ

Ｂ Ｈ Ｔ Ｖ 275.0 ～ 400.0 15:42 ～ 16:38 2.2   巻揚 孔壁画像　　    274.9 ～399.9ｍ

孔内状況  ： ビット径 5-5/8"  @ 160.50 m 孔内水  ： ベントナイト、ＣＭＣ

ケーシング 150A  @ 280.03 m 泥水比抵抗　2.94Ω･ｍ＠11.9℃

比重　1.04　　　粘速　　56sec

※
 ツールボトム深度基準

2022.02.18

測 定 種  目 測定深度（ｍ）※ 測定年月日

2021.02.19

測  定   時  間 測 定 方 向 備 考

比 抵 抗
（ ｲ ﾝ ﾀ ﾞ ｸ ｼｮ ﾝ）
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図 3-1- 9 孔内物理検層で得られた物性値の深度分布
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図 3-1- 10 （拡大：深度 280 m まで） 
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図 3-1- 11 （拡大：深度 280～400m） 
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（iii）核磁気共鳴検層（BMR 検層）により得られる孔隙率 

孔隙率（間隙率と同義であるが、物理検層の分野では孔隙率という用語が使用されてい

る）は、特に地層処分事業の物質移行解析において重要なパラメータとなりうる（核燃料

サイクル開発機構，2005）。そこで本調査では、孔隙率を測定する密度検層、中性子検

層、BMR 検層の適用を試みた。測定の結果、密度検層と BMR 検層の結果はほぼ同じで

あり、さらに 3 つの検層で調和的な変化傾向が得られたものの、中性子検層によって得ら

れた孔隙率は密度検層や BMR 検層よりも約 20 %高い値を示した。この理由について測定

原理を確認しつつ考察する。 

密度検層は、地盤のコンプトン散乱を利用し、密度分布を深さ方向に連続して測定する

方法である。コンプトン散乱とは、ガンマ線が物質中を通過するときに元素の軌道電子と

衝突し、エネルギーの一部を失って異なった方向に散乱する現象である（全国地質調査業

協会連合会編, 2013）。すなわち、密度検層により地層の容積密度がわかるため、土粒子比

重を一定（普通は 2.65 前後にする）と仮定することにより、間接的に孔隙率を知ることが

できる（小鯛, 1973）。 

中性子検層は、放射線源より照射された高速中性子が地層内を通過して検出器に到達す

るまでの減衰率から地層の孔隙率を求める検層種目である。中性子は同じ質量を持つ水素

原子核に衝突すると、エネルギーの一部を失いながら拡散し熱中性子になり、やがて原子

に捕獲される。そのため、中性子の減衰は地層内の水素原子核密度に強く依存する。水素

原子核密度は主に地層の孔隙を満たす地下水（H2O）の水素原子量に大きく依存するた

め、中性子の減衰量は帯水層の孔隙率に概ね比例する。 

BMR 検層の測定原理は永久磁石で多孔質な地層中の間隙にある水分子の水素原子核を

巨視的に磁化させたのち、コイルから 1 MHz 程度の高周波を照射して核スピンを励起

し、同じコイルで核スピンが熱平衡状態に回帰する過程（緩和過程）を計測する。緩和波

形の振幅の大小から水素の量（すなわち孔隙率）、緩和時間の長短から孔隙サイズを推定

する（中島，2008）。緩和時間の積分値は絶対孔隙率（Total porosity：以下、単に孔隙率

とする）に等しく、岩質に依存しない。BMR 検層では緩和時間分布から、いわゆる動き

にくい水（粘土鉱物中の水分子など）および動きやすい水（揚水などで得られる地下水）

を分離することができるとされている（エラー! 参照元が見つかりません。）。したがっ

て、本検層では、間隙率だけでなく、有効孔隙率などを算出するためにも有用となる可能

性がある。また、図 3-1- 9 と図 3-1- 10 には BMR 検層から推定された透水係数が記載さ

れている。これらは孔隙率から推定されたものであり、Timur Coastes モデル（TIM：可

動流体モデル）と Schlumberger-Doll Research モデル（SDR）と呼ばれるモデルが用い

られている。高透水ゾーンでは Timur Coastes モデル、逆に低透水ゾーンでは

Schlumberger-Doll Research モデルが良好となるとされている。 

以上を勘案すると、密度検層や BMR 検層に対して中性子検層がやや高い孔隙率を示し

た理由は、地下水以外に中性子を吸収する鉱物が存在している可能性がある。また、中性
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子検層の測定範囲が孔壁から 10cm 離れた位置であるのに対して、BMR 検層は孔芯から

半径 18 cm 程度の探査領域を測定しているという違いにも起因する可能性がある。 

核燃料サイクル開発機構（2005）では、地下水流動解析によって得られたダルシー流速

を有効間隙率で除すことによって実流速を算出し、それを物質移行解析の入力パラメータ

としている。ゆえに、BMR 検層（絶対間隙率が得られ、さらに動きやすい水と動きにく

い水の分離を行うことができるという特性）は、将来的に地層処分事業における有用な調

査手法になりうる。また、例えば、比抵抗探査を考えてみても、塩水領域では（比抵抗が

著しく低下し）深度方向に明瞭な変化を示さないのに対し、BMR 検層では孔隙率の大小

が連続的に測定できるため、地質の判読という利点があり、沿岸部での調査においても重

要である。本来、得られたデータの孔隙率については、ボーリングコアを用いた室内試験

などでより詳しく検証すべきであるが、本研究で得られたボーリングコアは極めて脆く孔

隙率の実測などに適さなかった。本テーマについては次年度以降の課題としたい。 
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図 3-1- 12 孔隙サイズによる緩和時間分布（T2）の例 
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（iv）二重解放コア変形法による応力計測 

本年度は、二重解放コア変形法に関しては実施していないが、昨年度の試験結果（産業

技術総合研究所ほか，2021）について若干補足する。二重解放コア変形法は、孔内で応力

解放をおこなったコアと、応力解放を行わなかったコアの形状を、高精度 LED 光学直径

測定器により比較し、後者の変形度合いから応力方向を導く手法である（Tezuka et al., 

2019）。 

FGB-2 孔の深度 140.3 - 150.4 m に分布する溶岩層へこれを適用し、得られたボーリン

グコアを図 3-1- 13 に示す。結果として、応力解放をおこなった領域（146.18 ― 146.30 

m）では、期待通りほぼ真円のコアを採取できたものの（図 3-1- 14）、応力解放をおこな

わなかった領域ではコアが破壊されてしまったため（図 3-1-13：146.72 m 周辺）、信頼で

きる最大主応力と最小主応力を求めることができなかった。これは採取した溶岩層が脆か

ったことが大きな原因と終われる。 

しかしながら、破壊していない溶岩層の HQ コア（応力解放されていない領域と考える

ことができる：146.80 m 周辺）は明らかに最大直径と最小直径に差が認められている（図

3-1- 14）。したがって、コアが正しく採取できていれば、本手法によって応力測定が可能

であったと思われる。今後はコアの採取方法に関する技術の高度化が必要である。  
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図 3-1- 13 二重解放コア変形法により採取したボーリングコア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1- 14 応力解放部の測定値（右）と HQ コアの直径の測定値（左）  

146.17m 146.80m

d0 コア HQ コア内コア
146.72m146.35m
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（v）水理試験 

水理試験の実施概要を表 3-1- 3 に、水理試験装置の概要を図 3-1- 15 に示す。水理試験

は、掘削と併行して、地盤工学会基準（単孔を利用した透水試験方法：JGS 1314-2003）

に準じた段階揚水試験、定流量揚水試験、回復試験を連続的に実施した。なお、揚水終了

前に揚水する地下水を採水した（後述）。水理試験で得られた水理定数を表 3-1- 4 に示

す。 

FGB-2 孔では深度 160 m 付近で平衡水位が TP+4.07 m であり、地盤標高が 3.87 m で

あるため自噴する。これは地下水が上向き成分を有することを示すものである。深度約

220ｍ以深の平衡水位には差は認められるが、この平衡水位には潮汐の影響が考慮されて

いないため、この深度方向の変化傾向がわからない。透水係数は 10-5～10-6 m/s 程度であ

る。河野(1989)によれば、この数値は「非常に細かい砂、有機質および無機質シルト、

砂・シルト・粘土の混合物、氷成チル、層をなした年度の堆積物など」とある。図 3-1- 8

にて示したボーリングコアの写真から想像される透水係数よりもかなり小さい印象を受け

る。なお、水理定数に関する詳細は Appendix に記載する。 

 

 

表 3-1- 3 水理試験の実施概要 

孔番

掘削
深度
（GL-m)

区間の
設定

実施項目

171.78 167.70 ～ 171.78 21/8/20 16:08 ～ 21/8/24 9:36

220.52 214.75 ～ 220.52 21/10/19 11:25 ～ 21/10/22 12:10

284.52 280.95 ～ 284.52 21/12/16 12:43 ～ 21/12/8 8:35

345.25 341.05 ～ 345.25 22/2/4 13:45 ～ 22/2/8 9:22

試験実施
日時

試験区間
（GL-m)

FGB-2孔
シングル
パッカー

段階揚水試験，
定流量揚水試験，
回復試験，採水,
平衡水位測定
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図 3-1- 15 水理試験の装置の概要 
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表 3-1- 4 水理試験で得られた水理定数 

 

 

  

回復試験
定流量
揚水試験

回復試験

Jacob Hvorslev Agarwal Jacob Agarwal

167.70 ～ 171.78 0.20 4.07 6.90E-06 1.39E-05 1.08E-05 － 1.38E-02 －

214.75 ～ 220.52 -3.13 0.74 3.52E-06 3.38E-05 4.86E-06 － 1.09E-04 －

280.95 ～ 284.52 -2.97 0.90 1.47E-06 1.29E-05 2.00E-06 4.94E-05 1.47E-02 2.19E-88

341.05 ～ 345.25 -2.98 0.89 6.00E-06 5.61E-05 1.31E-05 1.77E-04 6.36E-02 1.48E-63

※FGB-2孔口標高：TP+3.87m

比貯留係数
(1/m)

（TP+m）（GL+m）
段階揚水
試験

定流量揚水試験

FGB-2

孔番
実施深度
（GL-m)

平衡水位
透水係数

(m/s)
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（vi）地下水の水質 

地下水の採水は、連続揚水試験の終了時に実施した。これは採水前にできるだけ長く揚

水をおこなうことにより、掘削泥水のコンタミネーションを最小限に抑えるためである。

実際には 2 日間以上の揚水をおこなった後に採水を実施した。なお、揚水時には約 1 時間

ごとに（掘削水に混合した）蛍光染料の濃度を測定し、採水時にはトレーサー濃度は 3 ％

以下となっている。また、蛍光染料濃度と同時に、水温や pH 等、現地測定項目も測定し

ており、採水時にはすべての項目値が安定していた。水質の測定結果を表 3-1- 5 および図

3-1- 16 に示す。深度約 160 m 周辺は塩淡境界となっており、深度 220 m 周辺より、塩水

領域となっている。塩水領域の水温は 19 ℃前後、pH は 7.9 前後、電気伝導率は約

50,000 μS/cm，酸化還元電位（温度補正済）は 10 - -50 mV、DO はほぼ 0.0 mg/L であ

る。 

 

表 3-1- 5 地下水の水質 

 

 

 

図 3-1- 16 地下水の水質  

水温 EC ORP DO アルカリ度 濁度 色度

（℃） μS/cm mV mg/L meq/L 度 度

167.70～171.78m 2021/8/23　14：00～17：00 晴 20.425 7.24 16780 -55 0.00 2.75 2 21.4

214.75～220.52m 2021/10/21　11：00～13：40 晴 20.475 7.81 50200 -32 0.00 4.25 2.1 24.9

280.95～284.52m 2021/12/20  9：00～11：00 晴 18.725 7.80 50000 6 0.00 4.12 18.78 > 50

341.05～345.25m 2022/2/7  10：30～12：45 晴 19.35 7.97 50100 -41 0.01 4.68 2.6 47.8

ｐH採水深度 採水日時 天候
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（vii）流向流速測定  

昨年度は、地下水中の粒子やコロイドの動きから、地下水の流向流速を測定する、

AquaVision Colloidal Borescope（Geotech 社）の FGB 孔での適用結果を報告した。その

際、孔内で粒子が回転している様子が観測されたこと、さらに時間の経過とともに観測さ

れる孔内粒子数が低下し、さらなる検証が必要であることを報告した。そこで、本年度は

アサノ大成基礎エンジニアリングの協力を得て、本装置を流向と流速を制御した模擬地盤

に適用し、その動作を確認した。図 3-1- 17 はその実験風景であり、写真右側の大型のモ

ニターで孔内粒子の動きを視認できる。その結果、野外で認められた現象と同様、粒子が

孔内を回転しており、その回転はかなり長い時間続くこと、そして回転が収まる頃には孔

内粒子が沈殿してしまい、短期間では微小な流速を測定することが難しいことが明らかに

なった。AquaVision のような、いわゆる画像型の流向流速計で極微小な地下水流速を測

定しようとする場合は、高い濁度を有する地下水であれば適用は可能であるかもしれない

が、FGB-2 孔で得られるような無色透明の地下水を胚胎する帯水層での適用は困難である

と判断された。 

そこで、本年度の流向流速測定では、電極間の比抵抗の変化によって地下水の流れを検

出する「地下水流向流速計（Type-LD60）」を用い、深度 168 m 付近と深度 282 m 付近で

裸孔区間に適用した。流向流速測定を実施した区間については以下の作業を実施した。 

・可能な限り孔壁の乱れが生じないよう、普通工法によるオールコアリングで

孔を仕上げた。 

・泥壁によって地下水の流れが阻害されないように、流向流速測定の実施前に

揚水を行って可能な限り排除した。 

・測定区間では玉石状の礫が分布していることが確認されているが、これが流

向流速に影響しないよう、ボーリングコアを確認して大きな礫が含まれない深度

に決定した。 

・ボーリング孔の近傍に大きな礫や玉石が位置する場合を想定し、同一区間に

おいて 2 深度で測定を実施した。 

測定の結果、深度 168 m 付近で実施した第１回目の測定では、測定下限値を下回る流速

であったものの、深度 167.70 m で S30°E 方向、深度 168.10 m で S60 °E 方向という流向

が得られた。すなわち、陸から海へ向かう流れであり、富士川から涵養された地下水がこ

の深度領域まで影響を及ぼしている可能性が示唆される。深度 282 m 付近で実施した第２

回目の測定では、流速の測定下限値を著しく下回り、流向と流速ともに検出することがで

きなかった。詳細は Appendix にて述べる。  
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図 3-1- 17 模擬地盤での実験 

地盤中の流速を制御した模擬地盤にて実測。実流速は 0.7m/day（8.0×10-7 m/s）とした場

合の実験（協力：アサノ大成基礎エンジニアリング） 

 

 

 

表 3-1- 6 流向流速測定で得られた流向流速 

 

  

167.70 Ｓ30°Ｅ 測定不能※2 24時間

168.10 Ｓ60°Ｅ 測定不能※2 26時間

281.35 測定不能※1 測定不能※2 41時間

282.55 測定不能※1 測定不能※2 24時間

※2：流向方向の電極の電位変化にピークが認められないため

第2回

玉石混り
砂礫

玉石混り
砂礫

測定深度
(GL-m)

流向
(磁北：N)

※1：流向を反映した電極の電位変化（卓越性）が認められないため

測定回 地層区分
測定結果

流速
[ﾀﾞﾙｼｰ流速]

測定時間

第1回
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（viii）幌延浜里試験地における地下水位観測 

北海道天塩郡幌延町浜里試験地の、海岸線から概ね 300 m の位置にあるスクリーン深度

が異なる 4 観測孔においてそれぞれ設置型自記水位計により地下水位を連続観測し、その

変動状況を明らかにした。4 孔はそれぞれ水井戸（スクリーン区間深度：GL-5 m - GL-21 

m）、DD-2 孔（同：GL-91 m - GL-100 m）、DD-3 孔（同：GL-133 m - GL-148 m）、DD-

4 孔（同：GL-337 m - GL-348 m）である。なお DD-4 孔については、初期の観測データ

からみて孔のスクリーンの目詰まりなど何らかの原因によって孔内水位が地下水位変動を

反映していないと推測されたため、途中段階で観測を終了した（次節参照）。 

自記水位計は、あらかじめ観測開始予約の設定作業を行い、2021 年 7 月 20 日に設置し

た。翌日 7 月 21 日に、後に回収する自記観測データの検証に用いる参照水位を得るため

携帯型ロープ式水位計を用いて 4 孔の地下水位を測定した。図 3-1- 18 に、４孔の地下水

位の時系列グラフを、最寄りのアメダス地点の日降水量とともに示す。地下水位は深度方

向に明らかに高くなる。 

最も観測対象深度が浅い水井戸では降水に応答して小さな水位上昇がみられ、海洋潮位

の満潮・干潮と同様に概ね半日または日周期の周期的振動となるはずの潮汐応答は確認さ

れなかった。DD-2 孔と DD-3 孔では、潮汐応答と考えられる幅数 cm 程度までの水位の振

動がみられた。これら 2 孔ではまた、概ね日周期の潮汐応答とは別に一部の降雨の際に１

～２日間一時的に平均的な水位が 10 cm 程度高くなる現象も認められた（例えば 9 月 12

日前後、9 月 23 日前後）。この要因としては次の 3 つが考えられる：①降雨による地下水

かん養の影響、②低気圧の接近・通過による一時的気圧低下の影響（いわゆる「気圧効

果」）、③低気圧の接近・通過による一時的気圧低下により近傍の海洋潮位が一時的に上昇

した影響（半日周期・日周期のものとは別の潮汐応答）。DD-2 孔と DD-3 孔の一時的水位

上昇のタイミングや波形は互いに類似している一方、水井戸の降雨応答とはそれらが異な

ることから考えて、①よりは②または③の可能性が高いと考えられる。近傍の海洋潮位で

同じタイミングの一時的上昇が認められなければ③は否定されるが、一時的潮位上昇が認

められた場合には②と③を区別することが難しい可能性もある。いずれにしても近傍で潮

位観測が行われていないため、このような 1 - 2 日間の一時的水位上昇の要因を明らかに

することは難しい。また DD-2 孔では、前年の水位データには無かった数 cm 程度の鋸歯

状の一時的水位低下も散発的に認められた。変動波形だけを見ればこの孔の観測対象帯水

層からの一時的揚水が散発的にあったとすれば説明可能である。また水位低下がほぼその

日の 7:00 に始まり遅くとも 18:00 には上昇に転じることからも、何らかの人為的な要因に

よる可能性が高い。しかし周辺の揚水状況について情報がないため、現時点で原因は不明

である。  
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図 3-1- 18 浜里試験地における地下水位観測結果（昨年度と本年度の調査結果）  
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（ix）DD-4 孔の洗浄および DD-2 孔の補修 

前節および前年度の報告書（産業技術総合研究所ほか，2021）の通り、浜里 DD-4 孔で

は正しい水位データが得られていなかった。そのため、井戸の洗浄作業を実施した。作業

フローと洗浄の結果を図 3-1- 19 に示す。揚水流量と水位降下量は直線関係となり、降下

量も掘削当時の値と大差はない。この結果から、DD-4 孔は正しく洗浄されたと判断され

る。また、DD-2 孔の孔口部の補修作業を実施した。  
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図 3-1- 19 DD-4 井戸洗浄手順と井戸洗浄後の段階式揚水試験の結果  
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(a) 本調査の背景と目的 

沿岸部は，輸送時の安全性確保に加えて，比較的に隆起速度が小さい地域が多く，また

動水勾配が小さい場所や長期にわたって地下水の流動性が低い場所を見つけられる可能性

ができることから地層処分における有効性が期待されている（経済産業省, 2017）。一方

で，そのような環境では，第四紀の軟らかい海成堆積物が厚く堆積している可能性が高

い。また，動水勾配が小さい，言い換えれば海底地形の傾斜が緩やかな遠浅の環境下で

は，海進・海退時の海水準変動の影響を受けて，海底下に氷期の降水によって涵養された

淡水性～汽水性の地下水（古淡水）が存在することが世界中に確認されている（Post et 

al., 2013）。北海道の幌延町沿岸部では 1,000 m を超えて厚く堆積した第四紀堆積物の中

に，このような古淡水や化石海水が存在していることが Ikawa et al.(2014)などによって

明らかとなっている。 

一般的に，未固結である第四紀層は地下水の流動場と考えられており，固結した第三紀

層が地下水流動における水理的基盤として取り扱われることが多い。そのため，第四紀層

内には化石海水は残りにくいと考えられているが，前述した幌延沿岸部のケースのとお

り，動水勾配が小さな場所では，第四紀層内であっても化石海水が存在する。このよう

に，地層処分で期待されているような沿岸部における地質環境特性（隆起速度が小さく，

動水勾配の小さな遠浅環境）では，古淡水や化石海水は地下深度数百メートル程度の位置

に存在することが予想される。原子力発電環境整備機構（NUMO）が実施する概要調査に

おいては、地層処分サイトの適格性を判断するために、サイトを包含する数十 km×数十

km 程度の広域の領域（広域スケール）から処分場とその近傍の岩盤を含む数 km×数 km 

程度の領域（処分場スケール）を対象とした調査を実施し，火山・火成活動，火山性熱

水・深部流体の移動・流入，地震・断層活動，隆起・侵食の影響に加えて，第四紀の未固

結堆積物の分布あるいは鉱物資源の存在といった処分場に求められる隔離・閉じ込めある

いは地下施設の建設や維持・管理に著しい影響を及ぼす可能性のある要因に係る情報を取

得することが求められている（原子力発電環境整備機構，2021）。また概要調査では、深

層ボーリング調査において合理的かつ効率的に概要調査地区における地質環境特性を把握

することが求められるため、一本のボーリング調査孔から、より多くの情報を得る必要が

ある。そのためには、自立性の高い固結層だけでなく、未固結堆積物からなる軟弱地盤に

おける地質環境特性を正確に把握するための掘削ならびに孔内調査技術を整理しておく必

要がある。また、沿岸部海域に当たる海底下における地質環境特性の把握するための掘削

技術については、事例は少ないが、海上掘削が一般的であり、産業技術総合研究所

（2011）において海岸線からの桟橋を用いたケースや自己昇降式作業台船（SEP）を用い

たケースが検討されている。一方で、これらの手法に関しては、通常の陸域におけるボー

リング調査と比較して、非常に高額であり、また日本国内の沿岸部海域に広く設定されて

いる漁業権の問題や、地点ごとに異なる天候や波浪などの自然環境の変化を全く考慮して
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いないため、現実に実行することは極めて難しいと考えられる。したがって、もっとも現

実的な掘削手法としては、陸域からの傾斜掘削が挙げられる。傾斜孔井の掘削について

は、資源エネルギー庁からの地層処分技術に関する委託事業であるボーリング技術高度化

開発（平成 19～24 年度）や岩盤中地下水移行評価確証技術開発（平成 25～29 年度）にお

いてコントロール掘削技術の高度化開発が実施されており、地層処分事業に必要な技術開

発がなされている、しかしながら、本事業は比較的地盤が安定した北海道幌延町の上幌延

地区で行われており、沿岸部の軟弱地盤への適応性については、検討が十分ではない。ま

た、過年度事業の終了から数年が経過しており、当時の情報を再整理するとともに、近年

の新しい掘削や孔内調査にかかる技術の情報収集を実施することが必要と考えられる。 

そのため、本研究では、軟弱地盤を対象とした傾斜孔井掘削と孔内調査にかかる技術情

報の文献調査を実施するとともに、過去に沿岸部での傾斜孔井掘削を行ったことがある関

係者に対しヒアリング調査を実施し、現在における傾斜孔井掘削に関する技術的課題や問

題点の抽出を行った。 

 

(b) 文献調査 

（i）文献収集作業 

国内既存技術を中心に、軟弱層における傾斜孔掘削に関連する技術情報、並びに必要に

応じ海外の事例を含めて情報・文献を収集した。尚、文献収集の際、以下の項目を含む文

献を収集した。収集した資料のリストは AppendixⅣに記載する。 

 掘削の目的 

 孔井の角度 

 掘削工法 

 掘削構成機器 

 保孔方法（掘削泥水や地盤改良などの方法） 

 孔内試験の項目 

 調査機器の傾斜孔井内への挿入方法 

 孔内試験の精度 

 その他 

なお、収集した文献は、以下のとおりである。 

1) 掘削技術関係（17 件） 

2) 軟弱層における掘削例（13 件） 

3) 幌延町試錐関係（4 件） 

4) 保孔技術関係（18 件） 

5) 孔内試験技術関係（1 件） 

6) 産総研沿岸部（8 件） 

7) 電中研地層処分（3 件） 
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（ii）軟弱地盤と軟岩の定義 

本調査では、便宜上「軟弱地盤（あるいは軟弱層）」および「軟岩」という用語を使用

する。これらの用語は工学的あるいは学術的に統一された分類基準により用いられる用語

ではない。例えば、今村（1984）では、「軟弱地盤」は陸域で N 値 10 以下の未固結の泥

炭・有機質粘土などの堆積物と分類している。また、地盤工学会基準「岩盤の工学的分類

法」（JGS 3811-2011）では、岩石の強さ（一軸圧縮強度）25MN/m2未満の岩盤を「軟岩

系岩盤」と分類し、「軟岩系岩盤」を岩石の強さ（一軸圧縮強度）から 4 段階（D:25～10 

MN/m2、E:10～5 MN/m2、F:5～1 MN/m2、G:1 MN/m2以下）に細分しているが、岩石

の強さが弱い岩盤を「軟弱地盤」とは定義していない。 

本調査では、特に岩石の強さが弱い岩盤の一軸圧縮強度データを収集した既存資料を見

つけることが難しい調査対象があるため、便宜上、未固結の第四紀層（沖積層を含む）か

ら構成される軟らかい岩盤を「軟弱地盤あるいは軟弱層」と呼び、半固結から固結の第四

紀層下部および第三紀層から構成される岩盤を「軟岩」と呼ぶこととする。 

 

（iii）掘削手法・工法・孔内試験方法の整理 

上記（i）で収集した情報を基に、軟弱層における傾斜孔掘削を想定した掘削手法・工

法・孔内試験方法を整理する。 

1）掘削手法・工法の整理 

①ボーリングマシンの分類 

ボーリングマシンは、掘削方式とせん孔装置（スイベルヘッド）の型式により大別され

る。表 3-1-7 にボーリングマシンの分類を示す。 

 

表 3-1- 7 ボーリングマシンの分類（全地連, 2013） 

 
 

軟弱層における傾斜孔掘削を想定した場合、パーカッション式ではビットを自由落下さ

せるため傾斜孔掘削は不可能であり、ダウンザホールハンマ式およびロータリーバイブロ

式は、固い岩盤には適しているが、軟弱層には不向きであるため、ロータリー式を選択す

ることが最善であると考えられる。 

 

②スピンドル型掘削とロータリーテーブル型掘削 
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広義のロータリー式掘削法は、掘削機の型式からロータリーテーブル型掘削とスピンド

ル型掘削に分類できる。 

図 3-1- 20 にスピンドル型掘削とロータリーテーブル型掘削の概要を示す。 

ロータリーテーブル型掘削は、ドローワークスやロータリーテーブルなどを用いて掘削

する工法で、主に石油・天然ガス井や地熱井の掘削に使用される。したがって、比較的大

口径、大深度（掘進長＜5,000m）の孔井掘削に使用される。ドリルストリングスの強度は

高く、深部掘削、高傾斜コントロール掘削、高温度部の掘削も可能であるが、コアの採取

は通常スポットコアとなり、掘削機は比較的大型で広い敷地と、作業には多くの技術者が

必要である。 

スピンドル型掘削は、ボーリングマシン（試錐機）と呼ばれる掘削機を用いて掘削する

工法で、主に地質調査や鉱床探査を目的とした調査孔の掘削に使用される。したがって、

比較的小口径、中深度（掘進長＜2,000m）の孔井掘削に使用される。地質調査や鉱床探査

の掘削は、試錐機のスイベルヘッド内にドリルロッドを通して、ドリルヘッドに付属した

ロッドチャックでロッドを固定し、スピンドルを回転・昇降させることにより掘削を行

う。ドリルロッドには、コアバレルとコアビッドが接続され、掘削区間のほぼ全区間でコ

アを採取するコアボーリングが可能である。採取したコアはワイヤーラインで回収する。

スピンドル型掘削は、小口径のコア掘削に適しており、掘削機は比較的小型で機動性に富

み、少人数の技術者で掘削作業を施工できる。 

 

③コントロールボーリング技術 

傾斜孔を掘削する上で重要な技術として、コントロールボーリング技術を挙げることが

できる。コントロールボーリング技術は石油・ガス井、地熱井などのサイドトラックや傾

斜井掘削などの需要により発展してきた技術である。 

表 3-1-8 にコントロールボーリングの種類を示す。 

コントロール技術は、掘削時の孔曲がり制御や矯正などのニーズにより技術開発が始ま

り、時代の変遷とともに効率的なボーリング技術の一つとして発展してきた。 
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表 3-1- 8 コントロールボーリングの種類（全地連,2013） 

 

 

コントロール手法は当初、ホイップストックやウェッジなどの偏距具を用いて先端ビッ

トの方位や傾斜角度の調整を行ってきたが、近年はダウンホールモーターによる制御が中

心となっている。 

一般にホイップストックは大口径ボーリング、ウェッジは小口径のコア掘削で使用され

ている。 

ダウンホールモーター工法は、コントロール掘削の主流であり、ボーリングロッドを回

転させず、ロッド先端部に取り付けたダウンホールモーターによりビットを回転させ掘削

するシステムである。図 3-1- 21 に傾斜掘りの概念図を示す。 

コントロール手法を用いた傾斜掘りは、地表のロケーションから予め定められた計画軌

跡に沿って方位と傾斜角をコントロールしながら、指示された偏距とサイズをもった地下

のターゲット（目的位置）内に掘削する技術である。既存の孔井の途中から別のターゲッ

トに向かって掘削を行うサイドトラック（枝堀）も同じ技術を用いる。 

 傾斜掘りは、孔井を曲げ始めるキックオフポイント（KOP）まで垂直に掘削し、KOP

よりダウンホールモーター（DHM）のベントハウジングを指向する方向に設置して開始

する。このベントハウジングの方向をツールフェイスといい、一定の角度と方向を得た後

は、ダウンホールモーターでコントロール掘削する方法と、掘削編成のスタビライザーの

位置とビット荷重を替え、増角・沿角・減角をコントロールしながら掘削する方法があ

る。傾斜の方位と角度、ツールフェイスは、シングルショット測定器または MWD を用い

て計測する。図 3-1- 22 に電中研式コントロールボーリング概念図を示す。 
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近年、電力中央研究所がダウンホールモーターによる先端駆動掘削を利用したワイヤー

ライン、ケーシング追従、連続コアリングが可能なコントロール掘削システムを開発し

た。このシステムは、打ち出しから傾斜掘削が可能なスラントリグであり、前述の石油・

ガス井や地熱井掘削における傾斜掘りよりも浅所をターゲットとした掘削軌跡を計画可能

である。 
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図 3-1- 20 スピンドル型掘削（左）とロータリーテーブル型掘削（右）の概要 

（ジオパワー学園,2021） 
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図 3-1- 21 傾斜掘りの概念図（ジオパワー学園,2021） 

 

 
図 3-1- 22 電中研式コントロールボーリング概念図（木方ほか,2009） 
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④弧状推進掘削技術 

弧状推進掘削技術は、海外で広く普及している HDD（Horizontal Directional 

Drilling）工法の一種である。ガス管と鞘（さや）管、電気・通信ケーブルの鞘（さや）

管、排水管などいわゆる地下パイプラインを敷設するための掘削技術であり、地下浅所

（地下数十ｍ）の第四紀沖積層や洪積層を対象とした工事実績が多い掘削技術である。 

図 3-1- 31 に弧状推進ボーリング概念図（JFE-Rapid 工法の例）を示す。 

HDD 工法は、パンチアウトといって到達側に出口があることが前提で、パイロット孔

を到達側にパンチアウトさせ、発進側（あるいは到達側）からリーミングによる拡孔し、

到達側からパイプを引き込む工法である。この方法をとることにより、孔内に常にロッド

がある状態を保ち、孔が崩壊するリスクを下げることができる。 

掘削は、地層の種類に応じて掘削編成を変える必要があり、軟弱地盤を掘進する場合、

ベントナイト泥水のジェット噴射によって掘削する。また、軟岩を掘進する場合は、マッ

ドモーター（ダウンホールモーター）によって掘削する。掘削編成のビット手前に 2m 程

のセンサーが組み込んでおり、位置や方向を確認し制御している。 
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図 3-1- 23 弧状推進ボーリング概念図（JFE-Rapid 工法の例） 

（※JFE エンジニアリングカタログより引用） 
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（iv）保孔方法の整理 

保孔とは、掘進中のボーリング孔の状況を最善に保つ作業であり、大別すると、①泥水

による保孔、②ケーシングによる保孔および③セメンチングによる保孔となる。軟弱層に

おける傾斜孔掘削では、垂直孔掘削よりも孔壁が崩壊するリスクが非常に高いため、掘削

中に如何に保孔を成功させるかが非常に重要である。以下にそれぞれの保孔方法について

整理する。 

①泥水による保孔 

泥水は大きく 2 種類に分類される。すなわち a.水系泥水（水をベースにしたもの）、b.油

系泥水（油をベースにしたもの）である。 

一般に調査ボーリングで使用される泥水は水系泥水である。水系泥水は、水・ベントナ

イト懸濁液を主体とし、必要に応じて分散剤、ポリマー類、潤滑剤、界面活性剤、加重剤

その他の各種泥水調整剤を加え、掘削状況に適するように調整した非ニュートン流体（流

体のせん断力とせん断速度が比例しない粘性の性質をもつ流体）である。 

水系泥水は分散系泥水と非分散系泥水とに大別される。分散系泥水はベントナイト濃度

の高い泥水に分散剤を添加した泥水であり、非分散系泥水はベントナイト濃度を低くく

し、ポリマー類を主体にして泥水機能を持たせた泥水である。 

表 3-1- 9 に代表的な水系泥水と機能、表 3-1- 10 に各種泥水タイプの基本組成と性質、

表 3-1- 11 に泥水調整剤の種類と機能および表 3-1- 12 に非常用の調整剤をそれぞれ示す。 

 

表 3-1- 9 代表的な水系泥水と機能（全地連,2013） 
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表 3-1- 10 各種泥水タイプの基本組成と性質（全地連,2013） 

 
 

表 3-1- 11 泥水調整剤の種類と機能（全地連,2013） 
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表 3-1- 12 非常用の調整剤（全地連,2013） 
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②ケーシングによる保孔 

ケーシングの挿入は、崩壊、逸水、湧水など、孔内条件改善のため行われ、効果は保孔

上最良の方法である。しかし、次のような欠点がある。 

a.ケーシング挿入毎に孔径を小さく（段落とし）する必要があり、掘削器具をその度に

変更する必要がある。 

b.ケーシング挿入および回収の手間を必要とする。特に、ケーシングを回収不能のため

孔内放棄を余儀なくされる可能性がある。 

c.ケーシング挿入および回収のための機材を必要とし、初期投資が大きくなる。 

d.ケーシングが挿入されていると測定不可能な検層が多い。 

図 3-1- 24 に標準孔径挿入ケーシング概念図を示す。本図に示すように、ターゲット深

度に合わせ適切にケーシングプログラムを作成する必要がある 
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図 3-1- 24 標準孔径挿入ケーシング概念図 
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③セメンチングによる保孔 

セメンチングは、崩壊防止、逸水および湧水の防止などのために実施する。一般にはセ

メントスラリーの注入が行われるが、薬液を用いる場合もある。 

しかし、傾斜孔においては、セメントスラリーを圧入しない限り、セメントスラリーが

孔内の片側に寄り、孔全周に均一にセメントを浸入させることが難しいため、傾斜孔にお

けるセメンチングによる保孔は適用例も少ない。 

一方で、セメンチングは清水掘りの亀裂の多い硬質岩の崩壊防止、砂礫層の崩壊防止に

は有効な方法である。しかし、泥水掘りの場合は、泥壁を通してのセメント注入は不可能

に近く、その上泥水とセメントスラリーが混じってセメントスラリーの汚染やセメントス

ラリーによる泥水の汚染などの問題があり、成功率は低い。これらの汚染が起こらないよ

うに適切なタイミングでの孔内洗浄を十分に行う必要がある。 

セメンチング注入方法は、次の様に分類される。 

a.孔口注入法 

b.ロッド注入法 

c.ポンプ注入法 

d.インジェクタ法 

e.中段セメンチング法 

f.加圧セメンチング法 

表 3-1- 13 にセメント添加剤の種類と目的を示す。 
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表 3-1- 13 セメント添加剤の種類と目的（全地連,2013） 

 
 

（v）孔内試験方法の整理 

幌延沿岸域の地下水モデルを検証する目的で掘削される傾斜孔井における最も重要な孔

内試験は孔内での原位置地下水の採取と採取された水試料（溶存希ガスを含む）の各種分

析である。ここでは、原位置地下水の採取と分析について、それぞれ手法を整理する。 

① 原位置地下水の採取 

原位置の地下水採水法について、産総研(2012)には、a.原位置採水法および b.コア採水

法として、以下のように整理されている。 

 

a.原位置採水法 

掘削調査においてボーリング掘削と組み合わせて行なうことのできる原位置採水法は、

基本的にパッカー採水法のみである。一般的にはダブルパッカー法による採水が行なわれ

るが、孔底に近い区間を採水対象とする場合はシングルパッカー法による採水が行なわれ

る場合もある。 

パッカー採水においては、パッカー区間内に存在する孔内水を予備採水により排水し、

原位置水試料に対する孔内流体の混入を低減させる必要がある。原位置水試料に対する孔
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内流体の混入は 1% 程度以下であることが望ましい。また、孔内流体の混入率が 5%以上

の場合、原位置水試料の水質・同位体組成などを適切に評価できない可能性が高い。予備

採水はパッカー区間の容積の 20 倍程度以上を目安に行なうことが望ましい。 

地層・岩体の地下水流速が一定以上の速度を持つ場合は、掘削終了後に多段のパッカー

を埋設し、掘削流体の影響がなくなるまで一定期間放置した後に採水を行なうマルチパッ

カー法による採水も可能である。 

なお、採水区間の対象岩体が軟弱で孔壁の自立が困難な場合は、対象岩体の裸後部にパ

ッカーを施すことはスタックなどのリスクを伴う。このため、ケーシングのアニュラス部

にセメンチングを施し、ケーシング内にパッカーを設置し、これによりケーシング尻以深

の裸後部を閉塞して当該区間から採水することで対応する。その際にはそれ以深は段落と

しでの延伸掘削が必要になること、セメントによる地下水組成の乱れに留意する必要があ

る。 

 

b.コア採水法 

コア採水が行なわれる対象は、透水性が低く原位置採水が困難な多孔質媒体である。掘

削コアに含まれる間隙水を、遠心法もしくは圧密抽出法により抽出する。 

遠心法および圧密抽出法で間隙水を抽出する場合、抽出圧は自由水の抽出限界以下に設

定しなければならない。圧密抽出法により間隙水を抽出した報告例の多くでは、自由水の

抽出圧よりも高い結合水レベルの抽出圧で間隙水を抽出しており、それらの抽出水の水

質・同位体組成をもとに地下水流動を論じることには注意が必要である。また、原位置採

水と同様にトレーサーにより掘削流体の混合量を評価する必要がある。 

 

② 水試料（溶存希ガスを含む）の各種分析 

 採取された水試料を用いた地下水化学組成分析、地下水年代測定のための希ガスや酸

素、炭素同位体分析が行われる。地下水年代測定は、処分場に適した地下水流速が 1m/年

以下と非常に微流速であり、通常の物理的な水理試験では評価ができない場合、それに代

わる評価手法として位置づけられており、そのため本手法が処分場の地下水流動を評価す

る際に重要な手法となる。なお、地下水年代測定法は移流によってのみ物質が輸送され

る、異なる地下水質が混合しないなどの仮定のもとに算出されており、原位置の水理地質

状況によっては適切に評価できるとは限らないため（長谷川ほか,2013）、複数の年代測定

方法を組み合わせて評価する必要があると考えられている（風早ほか, 2007）。 

ボーリング孔掘削には必ず掘削水（掘削泥水：表流水・水道水と必要な泥水材料の混合

したもの）を使用することから、「原位置地下水の採水」には、掘削水影響の排除（泥水

材料やセメンチング材料の影響を含む）・排除の判断基準設定が前準備として必要であ

る。また、上述のようにボーリング孔掘削により複数の帯水層の地下水の連結・混合も懸

念事項であり、これらの想定事象と対応も併せて整理しておく必要がある。 
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長谷川ほか（2013）には地下水年代測定法と評価期間の適用範囲がまとめられており

（図 3-1- 25）、上記の評価期間に適合する地下水年代測定法は炭素同位体・クリプトン同

位体・塩素同位体・ヘリウム同位体に限られている。 

馬原（1996）には地下水年代（滞留時間）の測定方法についてまとめており、図 3-1- 

25 に示された核種・希ガスの試料量についても整理している。104～106年の地下水滞留時

間を計測するのに必要な試料量はそれぞれ以下とされている。上述のように複数の年代測

定手法の併用が求められるので、理想的には 1 点当たり 10L 以上の品質管理された原位置

地下水試料の採水が必要になる。これは後述する採水方法（孔内採水・コアからの抽水：

圧縮抽水・遠心分離による抽水）にも示されるが、地下水年代測定用試料の採取には孔内

採水によるしか現状では方法がないことになる（コアからの抽水は数 10mL 程度の試料量

が通常のため、長谷川ほか, 2013）。 

・14C：200L（長谷川ほか,2013 では 1L 程度との記載） 

・81Kr：10L(RIS による分析)、あるいは 100m3～1,000m3（通常の放射能測定） 

・36Cl：1~5L(タンデム加速器分析)、あるいは 100m3～1,000m3（通常の放射能測定） 

・129I：言及なし 

・4He：15mL 以上（崩壊性希ガスの採取・分析のため） 
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図 3-1- 25 地下水年代測定法と評価期間の適用範囲（長谷川ほか, 2013） 

（おもに放射壊変による濃度変化から地下水年代を評価している） 
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（c）ヒアリング調査 

過去に軟岩および軟弱地盤を対象とした傾斜孔を掘削し、孔内試験を実施した経験のあ

る複数の事業者に対してヒアリングを実施した。傾斜孔あるいはコントロール掘削に特有

の掘削や孔内調査に関しての注意点や失敗例など、文献調査では得られない情報を聞き取

り整理した。ヒアリングを実施した 5 社の業種は以下のとおりである。 

・A 社：地質調査業者 

・B 社：さく井業者 

・C 社：燃料資源開発業者 

・D 社：鉱物資源開発業者 

・E 社：建設業者 

ヒアリングの実施にあたっては、事前に、各事業者の掘削実績を踏まえ、ヒアリング調

査の目的および質問事項を整理した質問票（クエスチョネア）を事前に送付した上で、ヒ

アリング日程調整を行った。なお、各事業者のヒアリング調査結果および文献調査の結果

を比較しやすいように、質問項目を①掘削の目的、②孔井の角度、③掘削工法、④掘削構

成機器、⑤保孔方法（掘削泥水や地盤改良などの方法）、⑥孔内試験の項目、⑦調査機器

の傾斜孔井内への挿入方法、⑧孔内試験の精度、⑨その他を基本とした。 

各社へのヒアリングの結果について一覧表を表 3-1- 14 に示した。また，今回のヒアリ

ングから見えてきた軟弱地盤における傾斜孔井掘削の問題点と課題を a.第四紀層の軟弱地

盤を掘削対象とすることの困難さ、および b.傾斜孔で掘削することの困難さ、に分類し、

表 3-1- 15 に示した。 
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表 3-1- 14 ヒアリング結果のとりまとめ 

 

  

会社 A社 B社 C社 D社 E社

掘削対象の地質

第四紀完新統（未固結海岸砂礫層）

新第三紀鮮新統（半固結シルト岩、

　　　　　　　　　　　　凝灰岩、泥岩）

新第三紀中新統（火山礫凝灰岩）

第四紀完新統（沖積層：未固結砂泥層）

第四紀更新統（未固結砂質シルト層、砂礫層）
石油・天然ガス貯留層

新第三紀上部中新統（珪藻質泥岩）

新第三紀中部中新統（硬質頁岩）

地表下30m程度

第四紀層（沖積層、洪積層）での実績が多い

傾斜孔/軟岩or軟弱地盤 傾斜孔-60°（掘進長500m）／軟岩
孔口から90m垂直、90m以深コントロール孔

（掘進長1000m）／軟弱地盤
-

孔口から200mまで傾斜孔-55°、200m以深

コントロール孔／軟岩

発進角度10°～18°弧状推進（掘進長1000-

1500m）／軟弱地盤（・軟岩）

①掘削の目的
沿岸部堆積岩中の地下水の水質及び

水理特性の把握
水溶性ガス田還元井のコントロール孔掘削 石油・天然ガスの坑井掘削 コントロール孔掘削技術の開発

ガス管、電気・通信ケーブルの鞘（さや）管、排水

管の敷設

②孔井の角度の決定方法 検層機器が自重で降下できる角度

発注者の仕様。表層から90mまで鉛直に掘進し、

200mから孔曲げ1°／10m以内、最大傾斜30°

まで

坑井のターゲット次第。傾斜掘削開始地点は、

ケーシング計画や傾斜角による掘進中の掘削編成

への負荷などを考慮し決定する。

第四紀層は通常ベントナイト泥水を使用しながら

垂直に掘削する。傾斜掘削することはできないこと

もないが、難しい。孔曲げは3°/30mがスタンダード

とされている

垂直深度500m。水平掘削区間200m～300m

の目標仕様が示されたため、地表からの打ち出し

水平から-60°~55°（垂直から30°～35°）から

掘削深度200mまで直線、その後3°／30mで孔

を曲げて垂直深度500mで水平（垂直から-

90°）の軌跡を描くように孔井の角度を決定。

河川や港湾の深さ、既設鋼矢板などの障害物、事

前に地質調査を行い礫層を把握し、これらを避け

る掘削軌跡、掘削深度を決定する。発進角度は

10°～18°が標準、孔曲げ角度は管径100mm

ならば400mR～500mR（1°／10mと同等）。

（発進側からの片押しならば孔曲げ角度は管径の

4000～5000倍）

③掘削工法

第四紀層はノンコア掘削。第三紀層はコア掘削。コ

ア径は46mm、最終掘削孔径は76mm 以上。

掘削延長は500m（鉛直深度約433m）

・ノンコアφ170mm 掘削。φ165mmCP 保孔。

・ワイヤーライン工法（NQWL）、コアパック式、ベ

ントナイトベースの掘削泥水使用。泥水や孔内洗

浄水等、孔内に使用する流体には、一定濃度でト

レーサーを添加。

一連の掘削～調査・試験終了後、MP システムの

挿入のために、孔径を122mm に拡孔。

（拡孔は2 段で実施。HQ 相当(96mm)→PQ

相当(122mm)

0ｍ→55mまでコンダクタパイプを鉛直に挿入。

55m→90mまで鉛直に掘進。

90m→200mまで目的方位に向けダウンホール

モータ（ベント1.5°）で200ｍ　３°程度まで掘

削。荷重は4-5tを維持。

200m→1000m、増角編成しスタビライザーの位

置を変えて掘削し、目的傾斜に到達後、沿角編

成でターゲットまで掘削する。

30m毎に傾斜を計りながら(Single shot)ターゲッ

トに向けて掘進する。

ロータリー式掘削

第四紀層を自立させながら掘削した経験はある。

高濃度のベントナイトを調泥し、厚い泥壁を形成し

ながら掘削した。基本的に泥壁は薄い方が望まし

いが、未固結箇所は厚くした方が良い（坑壁の崩

れを抑制する目的）。

・地表から200mまでケーシング掘り（ノンコア）

・ワイヤライン式コアリングが可能なコントロールボーリ

ング（独自方式）

泥水掘り（ポリマー主体＋ベントナイト）

・HDD（Horizontal Directional Drilling）工

法の一種

・HDD工法は、パンチアウトといって到達側に出口

があることが前提

・パイロット孔を到達側にパンチアウトさせ、発進側

からリーミングによる拡孔、到達側からパイプを引き

込む

⇒この方法をとることにより、孔内に常にロッドがある

状態を保ち、孔が崩壊するリスクを下げる

・掘削は、地層の種類に応じて掘削編成を変える

必要がある

・軟弱地盤を掘進する場合、ベントナイト泥水の

ジェット噴射によって掘削する

・軟岩を掘進する場合、マッドモーター（ダウンホー

ルモーター）によって掘削する

・掘削編成のビット手前に2m程のセンサーが組み

込んでおり、位置や方向を確認し制御している。通

信方式は有線

④掘削構成機器

傾斜櫓（鉄骨製傾斜）、試錐機(鉱研工業；

SDR-25A）、ポンプ(鉱研工業；MG-15h、

MG-30)

ワイヤーラインホイスト（NLC；WLH-L)、ミキ

サー、コアチューブ、タンク、発電機(ヤンマーYDH-

2600)他

ロータリーテーブルを使用したロータリー式掘削

（ドローワークス）

ダウンホールモーターを使用（GERDからリース）

ビット・マッドモーター・MWD・LWD・ドリルカラー・ヘ

ビーウェイト・ドリルパイプで構成されている。

マッドパルス方式で、リアルタイムでデータを計測し地

上へ伝送している。

・ワイヤライン/ケーブルヘッド/ダウンホールモーター/

アンダーリーマー（φ154mm）/コアバレル（φ

86mm）

・コア径は50mm

・推進機本体、パワーユニット、泥水プラント(マッド

ポンプ、貯泥槽、作泥槽、泥水槽、清水槽、泥水

移送ポンプ、シェールシェーカー、デシルター)、発電

機、ドリルパイプ、ケーシングパイプ、ラフタークレー

ン、バックホウ、ダンプトラック、ベントナイト他
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表 3-1-14 ヒアリング結果のとりまとめ（つづき） 

 
  

会社 A社 B社 C社 D社 E社

⑤保孔方法（掘削泥水や

地盤改良方法など）

ベントナイト泥水＋増粘剤のみ使用。ベントナイト

濃度は、3%（3％の根拠は不明）。NQWL で

ある程度（9m?）掘進毎に全揚管し、φ98mm

拡孔、

98CP 追管し、NQWL 頭出しで掘削。

泥岩の膨潤に対応するためリボナイト添加した泥水

を使用している（比重1.15以下）。ベントナイト

＋リボナイト、増粘剤のCMCやポリマーを使用す

る。掘削泥水の管理で、薄く強い泥壁形成・維持

が重要。掘り屑をうまく除去するよう工夫する必要

がある。掘り屑を除去するためにシェールシェイカー

(shale-shaker)、マッドスクリーンおよびデカンタで

除去する

地表部はベントナイト+ポリマー泥水を使用。計画

深度まで到達した裸孔部は、物理検層のデータ取

得後、速やかにケーシングを降下し外側をセメンチン

グする。

粘土鉱物が膨潤するような地層では、KCLリグネイ

トやKCLポリマーを使用する。基本的には、深度

1000mくらいまでは、粘化と使い勝手に優れたベン

トナイト+ポリマー泥水を使用する。

・地表からケーシング3段で保孔。

・セメンチングは行わなかった。地質が良く（声問層

の珪藻質頁岩）、膨潤することも無く、孔をあけて

も塞がることはなかったため。

・孔内泥水の圧力をモニタリングして、圧力が一定

値を超えたら、掘削を止めて、孔内洗浄を行った。

・ベントナイト泥水（ポリマープレミックス）による地

山の保持

・表層部は口元管(コンダクターパイプ)の設置

・地盤改良(薬液注入、セメント改良、土砂置換)

・パイロット掘削後にケーシングに入れ替えることも可

能。ただしケーシングを挿入する際は、センサー無し

なので、パイロット掘削の孔に戻る確証はない。

・推進機の据え付けは厚さ300mmのコンクリート

打設で地耐力は十分。

⑥孔内試験の項目

＊間隙水圧測定

＊水理試験（シングル／ダブルパッカー方式、

段階揚水法）

＊電気伝導度測定(区間デッドボリューム3 倍以

上揚水。上限60 時間)

＊封圧採水(孔内駆動バルブ、銅管ピンチング方

式、60ml)

・キャリパー検層

・インダクション検層

・速度検層

・温度検層

・密度検層

・ナチュラルガンマ検層

・ボアホールテレビュアー

・その他(自主研究や機器開発目的で

数種類実施)

孔内検層は、比抵抗、自然電位

などを実施。

事業内容により異なるため、一般論としては答えにく

い

・水理試験（レアックス）、検層（応用地質、

GERD、イギリスのロバートソン社）、応力測定、

MWD（物理計測、エクセタアンテック社）

などを実施。

・掘進中複数回掘削を止めて孔底付近で

採水を実施

・孔内試験の実績はない

・掘削編成のビット手前に位置や方向を検出する

ためのセンサーがあり、センサーを引き上げることが

できないため、コアリングは原理上難しい。泥水に

含まれるカッティングスしか回収できない。

・マッドモーターはスクリューの形状なので、

パッカーの設置に支障が出る

⑦調査機器の調査井への

挿入方法

通常の自重ワイヤーライン方式、（電気探査多電

極ケーブルはφ5mm グラスファイバーロッドに固定し

て挿入）

傾斜角45°ならば検層業者が対応可能。

ウェイトを増やして機器が降りていくようにしている。

掘削編成に傾斜データを伝送するMWDや地層の

物性値を伝送するLWDを組み込むケース、計画

深度到達後、裸孔部にワイヤラインによる物理検

層ツールを降下して詳細を計測する場合もある。

坑内から地下水をサンプリングするためのツール(ハリ

バートン製：RDT Reservoir Description

Tool、シュルンベルジェ製：MDT Modular

Formation Dynamics Tester)もある。裸孔に

パッドを押し付ける機構であるために抑留される可

能性がある。

ハリバートンのツールに関しては、国内の関連会社

を通してサービス提供が可能である。

深度が深い井戸では、物理検層ツールを降下でき

るのは50～60度である。それ以上の傾斜で自重に

より下がらない場合は、ドリルパイプを使用してロギ

ングツールを降下する。物理化学特性が要らない

場合は、掘削中に比抵抗などを測定できるLWDを

掘削編成に組み込むが、サンプリングをすることはで

きない。

ケーブル付ポンプインシステム（調査機器を孔底ま

で水圧で下ろす）

・水平区間の検層は、調査機器が自重で降りない

ので、不可能。傾斜角30°（垂直-60°）までなら

ば挿入・検層可能。

・調査機器を孔井に挿入した実績はない。
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表 3-1-14 ヒアリング結果のとりまとめ（つづき） 

 
 

会社 A社 B社 C社 D社 E社

⑧孔内試験の精度

透水係数は、Hvoslev の解析式で算定した。

解析式を構成する各物理量（Q，L，r，P）の

観測精度がそれぞれ±１％とすれば、透水係数の

計算精度は±４％くらいとなる

地下水の分析については、自社では実施しない

ため不明。

3日程度揚水したあと採水。ケーシングを

入れ終わった段階で洗浄し、水を入れ替えるため

（孔内容積＝デッドボリューム分）、比重が1に

なるまでポンプで揚水し、比重が1になった後に

採水を行う。

物理検層、圧入テスト、油ガスの場合は地層流体

の産出テストなど受領したデータを解釈し地層の

能力を評価する。深部になれば精度は低くなるが、

これら物性値以外に確認する術がないため、

これらのデータをもって評価せざるを得ない。

裸孔で揚水試験を行う方法としてダプルパッカー

方式がある。対象層をパッカーで挟んで

オーバーバーデン圧を抜いて揚水試験を行う。

採水箇所が浅部且つ軟弱層では、孔壁の強度が

弱いためパッカーによるシールは難しい。

採水ならびに、採水した地下水については化学成

分や年代など多種の項目についての分析を実施。
・孔内試験の実績はない

⑨必要な試錐用地面積 ・30m×40m（1200ｍ2） ・300坪程度（1000ｍ2程度） ・5000m2以上 ・2000m2以上 ・3000m2以上

⑩その他（①～⑨に該当せ

ず、掘削計画を立てる上で

事前に検討が必要であると

判断したものや現場での苦

労した点など）

・当初清水掘りを予定していたが口径が著しく

拡大したため、泥水掘りに変更

・泥水濃度上限を3%に設定した

・軟弱地盤では孔形が真円にならず楕円になり

パッカーがかからない

・孔形が楕円になりすぎないようガイド管の増し

締めが必要

・パッカーを軟質ゴムパッカー開発し、孔形が楕

円でもパッカーがかかる様工夫した

・キックオフポイントの設定で、キックオフポイントの

上に軟弱な層（湿地層・礫層）があると難しい。

・施主が偏距を長くとりたい場合、キックオフポイント

を浅く設定しがちだが、地域によっては100m以上

鉛直に掘進してコンダクタパイプを配置し、

キックオフポイントを100m以深に設定する必要が

ある場合がある。施主とよく打ち合わせて

キックオフポイントを設定する必要がある。

・ベンディングレートが1°／10m以上だとキーシート

ができてしまい。ビットなどを上げ下げする際に

引っかかる場合が多い。補正のための孔浚いが

必要となる。

・大偏距掘削を行う際には、掘削リグの能力、掘削

編成への負荷、掘削泥水選定、ケーシング降下

などで安全にトラブルなく作業を遂行するために

掘削計画の立案と各種サービス会社との

契約締結、法規上は、安衛法、油ガス井掘削に

則して鉱山保安法の適用も留意事項である。

・軟弱地盤で掘削する場合、ツールハンドリング上、

ケーシングを長く設定した方が、孔内トラブル回避に

役立つ。

・キックオフポイントが軟弱地盤だとキックさせるための

反力を得られないので、孔曲げが難しいと予想され

る。

・軟弱地盤で地表から傾斜で打ち出すとロッドの自

重でどうしても意図しない鉛直方向に孔が曲がる

（垂れ下がる）。この孔跡修正が容易ではない。

・泥水の管理が非常に重要で、管理値を設けて掘

り屑を適切に除去する必要がある。

・幌延地区の冬期は、風が非常に強く（台風並

み）、気温も低い（-20℃より下がる場合があ

る）ので、これらの対策（凍結対策・暖房設備・

風防設備）も非常に重要。

・櫓が30mを超えると建築許可が必要となる。

・ロータリー式掘削機で打ち出しから傾斜孔にでき

る機器構成はこの世に存在しない。あまり心当たり

がないが、湖底や海底の軟弱層に海底ケーブルを

通すパイプを設置するための掘削機器がある。アメリ

カンオウガーズ社のDD－440T。水平面から-10°

～-18°(垂直-72°~-60°)で掘削可能。日本で

所有する会社はNECネッツSI?社などごく限られる。

掘削機が非常に大きく、付帯のポンプなども非常に

大がかり。

・対象が沖積層(非固結層)の場合は、トリコンビッ

トを使用せず、先端からのベントナイト泥水の噴射

により掘削する。掘削中は、ベントナイト泥水の還

流により孔壁を保孔している。

・可能掘進長1000~1500mの根拠は、ドリルパイ

プの強度が主の理由である。推進機は100ton以

上の力を出せるが、実際にドリルパイプにその荷重を

加えると座屈する可能性がある。

・礫層は、事前の地質調査で避けるようにしてい

る。扇状地など礫が多く存在する場所でのHDD工

法の実績は無し。下流域で礫層が少ない、または

礫層下に粘性層や砂層がある場所に適した工法と

言える。

・100mmの長尺管を1000m敷設する工事のコス

トは概算で数億円規模である。
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表 3-1- 15 軟弱地盤と傾斜孔掘削における問題と課題の整理表 
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（d）モデル地域を対象とした掘削計画の検討 

産総研では、沿岸部における地質環境特性把握のために、北海道幌延町浜里地区において陸上や海上

における各種物理探査ならびに、深度 1,200m までの複数の鉛直の調査孔井の掘削を行っている。これ

ら過年度事業において行われた陸上ならびに海上の比抵抗探査とボーリングコアを用いた地下水調査の

結果から、海底下に陸域から連続した淡水性地下水の存在が予測されている（Ikawa et al., 2014）。 

本研究では、この海底下の淡水性地下水の存在を実証するために、これまで収集した情報に基づき、

軟弱地盤である浜里地区の掘削用地内からの傾斜孔井の掘削を想定した掘削・調査システムおよび掘削

計画を検討した。 

 

(i)モデル地域の水文地質環境 

幌延町浜里地区の詳細な水文地質環境については、過年度事業である「沿岸域塩淡境界・断層評価技

術高度化開発」の報告書に記載されているため（産業技術総合研究所、2006など）、ここでは概略を述

べる。 

モデル地区周辺の地形・地質環境の特徴は、以下の①～⑦に集約される。 

 

① 軟弱な第四紀層(<2.58Ma)が 1,000m 以上堆積した天塩川河口域の堆積地（天塩平野）で、表層

90m 程度が未固結沖積層（Alluvium,<18ka）、その下位は砂泥互層の更別層・勇知層（未固結～

半固結）であること、 

② 表層の沖積層（Alluvium,<18ka,陸成層）は海岸砂丘列・後背湿地・原野（サロベツ原野）等か

らなり、天塩川の蛇行・河道変更に伴う多数の放棄河道・河跡湖・泥炭地(peat)を伴うこと、 

③ 表層水のうち天塩川下流域・サロベツ川・パンケ沼等に日本海からの塩水遡上等による汽水域を

含むこと、 

④ サロベツ原野（堆積地）と丘陵地（新第三紀・第四紀層）の境界に湧水帯（下沼湧水帯）が分布

すること、 

⑤ 後背地の丘陵（新第三紀・第四紀層）の境界部に海岸段丘（<125ka）が多数分布すること、 

⑥ 後背地の丘陵（新第三紀・第四紀層）は活褶曲・活断層を伴う褶曲山地・丘陵であること、 

⑦ 後背地の丘陵（新第三紀・第四紀層）は油ガス田胚胎地域で泥火山分布地域でもあること、 

モデル地区で掘削された DD-1 孔(孔底深度 1200m、鉛直孔)では、コア試料を用いた岩相区分・物性

値（針貫入試験及び間隙率）・透水係数（コアおよび原位置）が取得されている（図 3-1- 31 苫小牧に

おける CCS 圧入井のイメージ図）。1200m 深度まで全て第四紀層であり、堆積間隙は沖積層と更別層

との境界に認められるのみであり（海岸段丘形成期の地層をほぼ全て欠いている）、基本的には整合一

連の堆積層と見なせる。深度 0-88m 間は沖積層(<18ka)で最下位に基底礫岩・粗粒～中流砂岩層を挟む

ほかは最上位まで細砂～泥堆積物で多量の泥炭層を介在する（海進期・サロベツ湿地形成期の堆積

物）。深度 88m-471m 間は更別層で上下限はそれぞれ 0.8Ma,1.5Ma ごろと考えられ、礫層～泥層のサ

イクリックな堆積物で層相変化が頻繁でやはり多数の泥炭層を挟んでいる。深度 471-1200m 間が勇知

層（1.5Ma ごろ～約 2Ma）とされ、これは上半部の深度 700m 程度までが粗粒砂～砂の厚互層、これ

以深では砂が主体の砂泥互層になっている。なお、表層の沖積層は北海道の特殊土とされる「泥炭性軟

弱地盤」であり、泥炭の存在とともに層相変化も大きい。 
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物性値は下位ほど圧密を受けて変化するために、間隙率が深部ほど小さくなり、透水係数もこれに応

じて小さくなり、強度も深度とともに大きくなっている。続成初期に泥層の方が砂層に比べて圧密が進

行しやすいとされる特徴は、間隙率や物性値の深度変化で明瞭に捉えられているが、透水係数は半固結

段階まで（セメンテーションが進行途上）の堆積層では 2 桁程度の差が保たれている。以上は特徴の①

②に対応する。 
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図 3-1- 26 モデル地区 DD-1 孔のボーリング柱状図・地盤物性プロファイル 

（丸井・町田・井川,2021 に加筆） 

 



 

195 

 

（ii）掘削計画の検討 

1）仕様 

海底下の淡水性地下水の実証のため、想定した軟弱層における傾斜孔井の仕様は以下のとおりであ

る。 

① 低角な遠隔傾斜孔井：掘削角 45°～90°、孔長 1000ｍ、ノンコアリングを想定し、できる限り単

純な掘削工法を用いる。 

② ケーシングパイプによる完全保孔：軟弱な第四紀層を掘削するため、裸孔を避ける。必要に応じ

て地盤改良や濃泥水によるマッドケーキを施す。 

③ 孔井の所定深度における揚水による地下水採取：裸孔区間を避けるため、所定深度の孔底からシ

ングルパッカー等を用いた揚水や採水を実施する。 

④ 孔内調査：採水を中心とした低角な孔井を用いた孔内調査を実施する。 

 

2）掘削軌跡の検討 

文献調査およびヒアリング調査の結果、それぞれ課題があるものの、軟弱層において傾斜孔を掘削す

ることが可能となりそうな掘削技術は、①ロータリーテーブル式掘削、②電中研式掘削および③弧状推

進式掘削である。 

本節では上記 3 つの掘削技術について、モデル地区において軟弱層を傾斜孔で掘削することを想定し

た場合に、それぞれの技術毎に、掘削対象地盤および技術的制約条件を考慮し、それぞれの掘削軌跡を

検討した。 

図 3-1- 27 に掘削軌跡の検討図を示す。 

 

①ロータリーテーブル式掘削における掘削軌跡の検討 

＜掘削軌跡決定のための制約条件＞ 

・掘削機器構成の制約から地表からの打ち出し角度は垂直（-90°）に設定する必要がある。 

・地下深度-200m 付近まで非常に軟弱な沖積層であるためキックオフポイント（KOP）を 200ｍに設

定する必要がある。 

・増角編成における孔曲げレートは 1°/10ｍにする必要がある。 

・計測機器挿入のため最終傾斜角をー45°にする必要がある。 

以上の制約条件から、掘削軌跡の諸元を以下の通りとした。 

 地表からの打ち出し角度： -90° 

 キックオフポイント（KOP）： 200m 

 KOP からの孔曲げレート： 1°/10ｍ 

 最終傾斜角：  -45° 

 掘進長：   1000m 

 偏距：   420m 

 到達地下深度：  -820m 
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②電中研式掘削における掘削軌跡 

＜掘削軌跡決定のための制約条件＞ 

 地表からの打ち出し角度を-60°に設定（上幌延の掘削実績）。 

 孔曲げ時に反力を取れる岩盤強度は 5MN/m2以上が必要。 

 地下深度-350m 付近まで 5MN/m2未満の岩盤強度であるためキックオフポイント（KOP）を

400ｍに設定する必要がある。 

 増角編成における孔曲げレートは 1°/10ｍにする必要がある。 

 以上の制約条件から、掘削軌跡の諸元を以下の通りとした。 

 地表からの打ち出し角度： -60° 

 キックオフポイント（KOP）： 400m 

 KOP からの孔曲げレート： 1°/10ｍ 

 最終傾斜角：  -0° 

 掘進長：   1000m 

 偏距：   700m 

 到達地下深度：  -610m 

 

③弧状推進式掘削における掘削軌跡 

＜掘削軌跡決定のための制約条件＞ 

・地表からの打ち出し角度の範囲は-10°～-18°。 

 以上の制約条件から、掘削軌跡の諸元を以下の通りとした。 

地表からの打ち出し角度： -18° 

キックオフポイント（KOP）： --- 

KOP からの孔曲げレート： --- 

最終傾斜角：  -18° 

掘進長：   1000m 

偏距：   900m 

到達地下深度：  -300m 

 

表 3-1- 16 に掘削軌跡諸元比較表を示す。 
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表 3-1- 16 掘削軌跡諸元比較表 

掘削方式 ロータリーテーブル

式 

電中研式 弧状推進式 

地表からの打ち出し角度 -90° -60° -18° 

キックオフポイント

（KOP） 

200m 400m --- 

KOP からの孔曲げレー

ト 

1°/10ｍ 1°/10ｍ --- 

最終傾斜角 -45° -0° -18° 

掘進長 1000m 1000m 1000m 

偏距 420m 700m 900m 

到達地下深度 -820 -610m -300m 
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図 3-1- 27 掘削軌跡の検討図
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3）軟弱地盤/傾斜孔掘削における各掘削方式の実現可能性の検討 

以下に文献調査およびヒアリング調査結果と掘削計画検討結果を総合し、軟弱地盤/傾斜

孔掘削における各掘削方式の実現可能性の評価・検討を行った。 

①ロータリーテーブル式掘削 

a.ターゲットへの到達可能性 

①ロータリーテーブル式掘削 

a.ターゲットへの到達可能性 

ロータリーテーブル式掘削は、基本的に地表からの打ち出し角度は垂直（-90°）にする

必要があり、地盤が安定するまでキックオフポイント（KOP）を設定できない。このため

海底下地下浅所のターゲットに到達することはできない。 

→評価 × 

b.保孔の実現性 

浅所のコンダクタパイプ、ケーシング、泥水による保孔の技術は確立されており、実績

も多い。 

→評価 〇 

c.原位置試験の実現性 

孔径が比較的大きいので孔底において、小口径の追堀を行えばシングルパッカーによっ

て遮水し、原位置地下水の採取は可能と考えられる。ただし、孔形が真円にならず、楕円

形になる可能性があり、パッカーの素材や形状に工夫が必要になることが予想される。 

→評価 △～〇 

 

②電中研式掘削 

a.ターゲットへの到達可能性 

電中研式掘削は、地表からの打ち出し角度を-60°程度(上幌延実績)で設定することがで

きるが、ダウンホールモーターのベントサブで孔曲げを行うキックオフポイント（KOP）

は方位指向性を得るために地盤強度が 5MN/m2以上の強度であることが好ましい。対象の

浜里地区においては 5MN/m2以上の安定した地盤は垂直深度で 400m であるため、孔曲げ

を行いながら浅層のターゲットに到達することは不可能である。 

孔曲げが不要で一定の傾斜で掘削する場合は、地表から緩傾斜で打ち出すことでターゲ

ットへ到達できる可能性があるが、過去の実績以上の給圧力を有する試錐機(やスラントリ

グ)が必要であり、軟弱層の掘削区間においてロッド自重により（意図しない方向に）孔曲

がりすることへの対策を要する。 

→評価 ×～△ 

b.保孔の実現性 
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掘削径に近いケーシングを追従する方式であり、孔底までフルケーシングで保孔可能な

システムである。低比重泥水での掘削実績はあるが、未固結層など自立しない軟弱地盤で

の崩壊抑制が課題として考えられる。 

→評価 △ 

c.原位置試験の実現性 

掘削が実現できれば原位置試験は実現可能。 

→評価 △～〇 

 

③弧状推進式掘削 

a.ターゲットへの到達可能性 

 弧状推進式掘削は、地表からの打ち出し角度を-10°～18°程度に設定することができ、

海底下の地下浅所のターゲットに到達できる可能性あり。 

→評価 △～〇 

b.保孔の実現性 

パンチアウトが前提の掘削手法であり、保孔もごく短時間孔壁が保てばパイプの引上

げ、引込みが可能。しかし、原位置試験が可能となるほど、長時間の保孔実績はない。 

ただし、電中研式掘削同様に孔径に近い鋼管でのケーシング追従方式のため、掘削中の

保孔が可能なシステムである。 

→評価 △ 

c.原位置試験の実現性 

原位置試験を行った実績はない。既存のシステムでは鋼管を残置して掘削先端のツール

スを引き上げることが出来ないため、原位置試験の実施は不可能である。 

→評価 × 

 

表 3-1- 17 に各掘削方式の実現可能性の評価結果表を示す。 

 

表 3-1- 17 各掘削方式の実現可能性の評価結果表 

コントロール掘削方式 ロータリーテーブ

ル式 

電中研式 弧状推進式 

ターゲットへの到達可

能性 

× ×～△ △～〇 

保孔の実現性 〇 △ △ 

原位置試験の実現性 △～〇 △～〇 × 

 

以上の評価・検討の結果、既存の技術では本仕様を満たす軟弱地盤における傾斜孔井の

掘削が不可能であると判断する。 
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一方、今回のヒアリング調査において、掘削技術およびそれぞれの孔内での採水技術に

関して、対象の岩体（軟弱層、軟岩）や掘削方位（鉛直、傾斜）に区分して、その実績や

適用の可能性に関して検討、整理した（表 3-1- 18 参照）。 

この表を利用して、沿岸域の深度 300~400m、汀線から海側に 1.5~2km をターゲット

とした場合に、ターゲットへの到達可能性があり、孔内での採水が可能である個々の技術

もしくは技術の組み合わせについて検討した。 

その結果、単独の技術として適用の可能性がある技術としては「弧状推進式掘削」、組

み合わせとしては「弧状推進式掘削」（軟弱層での傾斜掘削）と「電中研式コントロール

掘削」（軟岩での傾斜掘削もしくはコントロール掘削）であると判断した。 

次節において、適用に際しての課題と課題解決のための方策について検討・整理する。 

。
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表 3-1- 18 ヒアリング調査における各掘削方式の実現可能性の評価結果表 

 

A社 B社 C社 D社 E社 全体としてのコメント

沿岸部堆積岩中の地下水の水質及び
水理特性の把握

水溶性ガス田還元井のコント
ロール孔掘削

石油・天然ガスの坑井掘削 コントロール孔掘削技術の開発
ガス管、電気・通信ケーブルの鞘
（さや）管、排水管の敷設

第四紀完新統（未固結海岸砂礫層）
新第三紀鮮新統（半固結シルト岩、
凝灰岩、泥岩）
新第三紀中新統（火山礫凝灰岩）

第四紀完新統（沖積層：未固
結砂泥層）
第四紀更新統（未固結砂質シ
ルト層、砂礫層）

石油・天然ガス貯留層
新第三紀上部中新統（珪藻質泥
岩）
新第三紀中部中新統（硬質頁岩）

地表下30m程度

第四紀層（沖積層、洪積層）
での実績が多い

軟弱層：第四紀完新統
軟岩：第四紀更新統~新第三紀中新統

とする

鉛直掘削 〇：コア掘削 〇：ノンコア掘削 〇：ノンコア掘削
△：実績はないが、適用可能か、
コア掘削

×：掘削目的から鉛直の実績なし

傾斜掘削 ×： ×： ×：
×：対象地域には厚い軟弱層が分

布せず

△：傾斜角10~18°（オプションと

して~30°）、深部での実績なし

D社とE社以外は鉛直掘削、軟岩出現深度

をKOPとしている。

鉛直掘削
△：KOP以深は傾斜掘削となり、実

績はないが適用可能か

△：KOP以深は傾斜掘削とな

り、実績はないが適用可能か
〇：ノンコア掘削、スポッ
トコアリング

△：孔口より傾斜掘削のため、実
績はないが適用可能か

×：実績なし、適用不可能
ヒアリング対象が傾斜掘削であり、実績
はないものの、適用は可能

傾斜掘削 〇：コア掘削 〇：ノンコア掘削
〇：ノンコア掘削、スポッ
トコアリング

〇：フルコア掘削
〇：ダウンホールモーターによ
り、ノンコア掘削

鉛直孔 △：セメンティングによる採水、
×：掘削ツールによりセメン

ティングが不可能か
△：セメンティングによる
採水、

△：セメンティングによる採水、 ×：掘削が不可能なため

傾斜孔 ×：掘削が不可能のため ×：掘削が不可能のため ×：掘削が不可能のため ×：掘削が不可能のため
△：セメンティングにより、孔底
で適用可能か、暖落としによるマ
ルチ採水

鉛直孔 〇：
×：掘削ツールにより、パッ

カーが設置できない。
〇：

〇：ワイヤライン方式の採水装置
を開発済み

×：掘削が不可能なため

傾斜孔 △：急傾斜での実績はあり
×：掘削ツールにより、パッ

カーが設置できない。
〇：

〇：ワイヤライン方式の採水装置
を開発済み

△：実績はない、先端のツールス
によりパッカーの設置が不可能か

〇：実績あり　△：実績なし、適用の可能性あり　×：実績なし、適用の可能性なし

軟弱層

軟岩

採水

掘削の目的

孔壁が自立しないため、裸孔にパッカー
をかけることはリスクがある。裏込めセ
メンティングとロッドでのパッカーによ
り区間閉塞して採水。

孔壁が自立する場合は、孔底の裸孔部に
シングルパッカーをかけ区間閉塞して、
採水する。孔壁崩壊の可能性が低い場合
は、裸孔にMPシステムを設置して採水。

また、堆積岩の場合は圧縮抽水による採
水も可能。

ヒアリング会社

対象岩体

掘削

軟弱層

軟岩
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（3）掘削計画にかかる課題の整理 

前節までの評価検討により、既存の技術では本仕様を満たす軟弱地盤における傾斜孔井

の掘削が不可能であると判断した。一方でターゲットへの到達可能性があり、孔内での採

水の可能性がある個々の技術もしくは技術の組み合わせについて検討した結果、単独の技

術として「弧状推進式掘削」、組み合わせとしては「弧状推進式掘削」（軟弱層での傾斜掘

削）と「電中研式コントロール掘削」（軟岩での傾斜掘削もしくはコントロール掘削）で

あり、これらの適用を可能にするための課題と課題解決の方策について検討する。 

 

1）「弧状推進式掘削」 

① 掘削用地の拡大あるいは掘削機器構成全体のダウンサイジング 

一般的な掘削に必要な地上用地に比べ、弧状推進式掘削では 3000m2以上の掘削用地が

必要である。掘削機器構成全体のダウンサイジングにより用地確保のリスクは減少できる

が、ダウンサイジングには技術開発や多額な費用が見込まれるため、用地確保に尽力する

必要がある。 

 

② 軟弱層と軟岩を併せて掘削する技術の確立 

弧状推進式掘削では、軟弱地盤はベントナイト泥水のジェット噴流により掘削、軟岩で

はマッドモーター（ダウンホールモーター）により掘削するため、軟弱地盤から軟岩へ移

行する際に掘削編成を交換する必要がある。掘削編成の交換に関しては、孔壁が自立する

場合は、前者のシステムを引き上げ、その後、後者のシステムを挿入することになるが、

軟弱地盤では孔壁の崩壊の可能性が高く本交換方法はリスクを伴う。これに代わる方法と

しては、前者のシステムを残し、前者のシステムを保護管としてより細い径の校舎システ

ムを挿入し延伸掘削することが考えられる。 

しかしながら、前者の掘削、位置計測システムが邪魔となり、後者のシステムの挿入が

困難となる。そのためには、先端の掘削、計測ツールスを取り外す必要がある。 

 

③ 採水のための技術の確立 

軟弱地盤の掘削に際しては、孔内を泥水で満たした状態で掘進するが、原位置地下水を

採取する際、泥水の影響が無くなるまで孔内を洗浄する必要がある。そのため泥壁で保孔

された孔壁が崩壊する可能性が高くなり、パッカーを設置するのはリスクが高い。これを

回避するためには、採水の深度において、一度アニュラス部をセメンチングして、その後

より細い径で孔底から採水区間を掘削し、鋼管内にパッカーを設置して、区間閉塞したう

えで採水を行う。 

これらの作業を行うには、先端の掘削ツールスを取り外す必要がある。 
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2）「弧状推進式掘削」と「電中研式コントロール掘削」の組み合わせ 

 掘削用地の拡大あるいは掘削機器構成全体のダウンサイジング 

電中研式コントロール掘削のダウンホールツールは弧状推進式の推進機を共用すること

が可能である。そのため、掘削には常時弧状推進式の推進機やその付帯設備が必要とな

る。一般的な掘削に必要な地上用地に比べ、弧状推進式掘削では 3000m2以上の掘削用地

が必要である。掘削機器構成全体のダウンサイジングにより用地確保のリスクは減少でき

るが、ダウンサイジングには技術開発や多額な費用が見込まれるため、用地確保に尽力す

る必要がある。 

 

 軟弱層と軟岩を併せて掘削する技術の確立 

弧状推進式掘削では、軟弱地盤はベントナイト泥水のジェット噴流により掘削、電中研

式コントロール掘削ではダウンホールモーターにより掘削するため、軟弱地盤から軟岩へ

移行する際に掘削編成を交換する必要がある。掘削編成の交換に関しては、孔壁が自立す

る場合は、弧状推進工法のシステムを引き上げ、その後電中研式のシステムを挿入するこ

とになるが、軟弱地盤では孔壁の崩壊の可能性が高く本交換方法はリスクを伴う。これに

代わる方法としては、推進工法のシステムを残し、推進工法のシステムを保護管としてコ

ントロール掘削に用いる外径 140 ㎜のロッドを挿入する必要がある。 

推進工法の掘削、位置計測システムが邪魔となり、電中研式のシステムの挿入が困難と

なる。そのためには、先端の掘削、計測ツールスを取り外す必要がある。また、コントロ

ール掘削の保護管の位置づけから、推進工法のロッドは内径が 140 ㎜以上必要である。 

 

 採水のための技術の確立 

１）、③と同様の課題がある。 

 

以上から、これらの手法の適用性を確保するためには、弧状推進工法のうち、軟弱地盤

用のベントナイト泥水を用いたジェット噴流式の掘削の先端の掘削ツールスをいかに取り

外すかが課題となる。 

 

3）「弧状推進式掘削」の先端掘削ツールス取り外し検討 

弧状推進式掘削において、掘削後に鋼管を孔内に残置した状態で、先端の掘削ツールス

を取外し地上まで引き抜き回収する条件等を検討する。 

① 開発要素 

軟弱区間を掘削するツールスの切削ビット径は掘削鋼管の外径よりも大きい必要がある

ため、単純に引抜くことが不可能である。掘削ツールスのみを引き上げるためには、掘削

終了後に切削ビット径を縮小させる必要がある。 

② 掘削ツールスのみ改修可能な工法 
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・ウェルマン工法（拡縮ビット） 

本州・四国架橋の海底岩掘削で使用され、鋼管先端にローラーコーンビットを取り付け

たツールスで、所定深度まで掘削をした後、ビット引上げ用の治具により鋼管を動かさず

に先端のビットを縮径させて鋼管内から回収することが可能。（図 3-1- 28 参照） 

・2 重管ハンマー工法 

使用する先端ビットには拡縮可能なビットを取り付けたものがあり、掘削パイプ外側に

保孔用のケーシングを追従させながら掘削が可能な工法。地下水位が高く崩壊性の高い場

所や玉石砂礫層や岩塊層など表層区間の掘削で用いられることが多い。掘削はエアハンマ

ーによる打撃で実施する。ビットの構造としては内外管ともに刃先を持つリング式ビット

のものと内管を回転させて刃先を拡縮する拡縮ビットの 2 種類がある。 

 上記で使用する拡縮可能なビットとしては、スーパーメックスビット(三菱マテリアル

株式会社)、スーパージョーズ(株式会社東亜利根ボーリング)などがある。（図 3-1- 29 参

照） 

・小孔径管推進工法 

主に下水管施工として様々な工法があり、掘削後に鋼管を残置したままオーガーやロー

ラーコーンタイプのビット、メタルチップ等の刃先のみを回収可能な工法がある。掘削は

主に 2 重管で実施され、内管はスクリューオーガの形状など切屑を排除しやすい構造をし

ており、管内から孔口へ排出される。ビット構造は、内外管にともに切削面を持つリング

タイプの刃先が用いられる。（図 3-1- 30 参照） 

③適用のための条件 

・掘削ツールス(ビット・刃先)の回収 

弧状推進式掘削での掘削の場合、比較的緩やかな傾斜での打ち出しとなるため、掘削ツ

ールス回収時は自重降下しない傾斜角度で実施される。そのため、回収方法としては、ポ

ンプインシステムで回収治具を降下・回収する方式または 2 重管として内管の回収により

引き上げる方法が考えられる。前者は上記②のウェルマン工法の改良・応用、後者は 2 重

管ハンマー工法の改良・応用を実施することで対応可能と考えられる。 

・ビット拡縮 

ビットの拡縮方法としては、電中研式でも使用している水圧拡径方式のアンダーリーマ

や、2 重管ハンマー工法の回転を用いたメカニカル方式などがある。前者は内管を不要と

するため、ウェルマン工法などの治具を用いて回収する方式に向いている。後者は、拡縮

に回転力を必要とするため 2 重管工法などの方式に向いている。これらの拡縮方式を用い

ることで、回収可能なビット拡縮動作は実施可能と考えられる。 

ただし、弧状推進式で全断面掘削する場合は地上からの推進力(給圧力)が大きくなるた

め、水圧拡径方式を用いる場合はビットと鋼管固定部に高い強度が求められること、ま

た、礫などとの遭遇時には推進力過多によって鋼管座屈の危険性が高くなる。 
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     ウェルマン工法作動図 

(元図は高野完,1984,地質ニュース 360 号)  (1985,住友金属鉱山株式会社,SDS ウェルマンパンフレット) 

図 3-1- 28 ウェルマンの作動（ウェルマン工法） 
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(2021,MMC リョウテック株式会社,スーパーメックスビットカタログ) 

図 3-1- 29(a) スーパーメックスビットの拡縮構造 

 

 
(株式会社東亜利根ボーリング,スーパージョーズカタログ) 

図 3-1-29(b) スーパージョーズの拡縮構造 
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※さや管を残してオーガービットを回収可能 

（オーケーモール工法_基本装置図） 

 

 
（SH 工法_障害物切断時の施工フロー図：内管の切削ビットの回収方法概要） 

 

図 3-1- 30 小孔径管推進工法の一例（上段：オーケーモール工法,下段：SH 工法） 
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（e）まとめ 

 沿岸部陸域から海底下の地質環境特性把握を想定した軟弱地盤における傾斜孔井掘削

に関する文献調査とヒアリングならにびに、それらをもとにしたモデル地域での検討を実

施した。その結果，軟弱地盤における水平方向を基準とした際の低角での調査孔の掘削は

非常に困難であり，いくつかの課題が存在することが明らかとなった。 

軟弱地盤における傾斜孔掘削に係るもっとも大きな課題は調査孔の自立の確保である。

孔壁の維持は，孔内検層などの孔内調査を実施する上で必要不可欠である，一方で，現状

ではどのような業種における掘削技術であっても軟弱地盤における傾斜孔における孔壁の

維持には，ケーシングパイプ等の支保材の使用あるいは，高濃度の泥水を使った補孔が必

要不可欠である。一方で，ケーシングパイプ等の支保材の使用により，コアリングや孔内

検層に支障が生じたり，高濃度の泥水を利用することによって採水した原位置地下水の品

質に支障が生じるなど，両者がもつ課題を同時に克服できるような技術は現状では存在し

ない。そのため、既存手法の組み合わせや高度化により課題を解決していく必要がある。 

また掘削深度（掘削距離）に関しては、海底トンネルを除き地層処分で定義されている

広範囲の海域（海岸線から 15km）を対象とした傾斜孔掘削における事例は存在しない。

本件にもっとも近い事例は、日本 CCS 調査株式会社が北海道苫小牧沖に掘削した二酸化

炭素の圧入井であろう（図 3-1- 31）。本圧入井は石油資源掘削の技術がベースとなってお

り、圧入井の仕様については、日本 CCS 株式会社（2016）や経済産業省ほか（2020）に

て紹介されている。これらの資料によると圧入井とは別に調査孔による孔内試験が実施さ

れているため、本圧入孔掘削の際に、どの程度の孔内調査が実施されているかについては

事業主体である日本 CCS 株式会社に確認する必要であり、本圧入井の掘削手法や調査手

法が、地層処分事業に対しどの程度適応できるのかについては引き続き、検討する必要が

ある。さらに費用面についても過年度事業で実施した調査・研究ベースの掘削とは大きく

異なることが予想され、概要調査に求められる合理的かつ経済的な手法なのかについての

妥当性の検討も必要となる。 

今回の調査により、地層処分の適地の一つとして期待される沿岸部地域の軟弱地盤にお

ける傾斜孔井の掘削には、新たな技術開発を含めむいくつかの課題が存在することが明ら

かとなった。地層処分事業における概要調査では、地表踏査、物理探査、ボーリングの 3

つの調査手法の組み合わせを検討していくこととなるが、必ずしもすべての地域で、3 つ

の調査手法が全て実施できるわけではない。また、仮に実施できたとしても、データ密度

は地域の環境に依存する。そのため、概要調査では地質環境モデルの構築やそれに続く安

全評価において、もっとも必要となりうるデータは何かを慎重に吟味した上で、取得すべ

き海底下の地質環境特性にあった手法を選択していく必要がある。 
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図 3-1- 31 苫小牧における CCS 圧入井のイメージ図 

（日本 CCS 株式会社，2014 より抜粋） 
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沿岸部では陸域から海域へ地下水が流動しており、その末端現象として海底から湧出す

る地下水の存在が知られている。そのため、沿岸部における地層処分を想定した場合、地

下水流動が放射性核種の移行経路となる可能性があり、安全評価の観点からも沿岸部の地

下水流動から流出に至る実態を明らかにしておく必要がある。また沿岸部地質環境モデル

の妥当性を検証する観点からも、地下水の流出場を特定し、流出する地下水の化学的特徴

から陸域地下水の特徴を把握することが必要である。 

このような背景を受けて、平成 31 年度（令和元年度）から海底地形の詳細把握に係る

技術と、陸域地下水の流出場の特定手法や海底湧出地下水から陸域地下水の化学的特徴の

推定手法の高度化を目標として、特に ROV（Remotely Operated Vehicle）とサイドスキ

ャンソナーなどで得られる音響画像の解析を組み合わせた湧出水の探査手法について検討

を進めてきた。令和 3 年度は前年度に引きつづき、効率的な湧出水の探査手法について検

討を進めるとともに、実際の沿岸部海域での試験を通して、沿岸部海域のデータ収集と現

地作業における課題の整理を進めた。また、地下水の流出場の特定や海底下の構造などを

探査する技術について文献の収集および整理を行った。 

 

 

 

 

海底湧出地下水を対象とした音響探査手法の検証のため、駿河湾内に位置する海上実験

施設（計測バージ）において模擬実験を行った。令和 2 年度に行った駿河湾における測線

探査の結果、海中の ROV が水平距離 1m を移動する間に、高精度音響カメラで 10 枚程度

の画像撮影が可能であった（フレーム数：10 枚/m，産業技術総合研究所ほか, 2021）。一

方で、実際の海域では短時間で潮流の変化が発生し、ROV の航行速度を一定に保つことが

できずに、水平距離１m 辺りのフレーム数の変化が発生することがあった。この結果を踏

まえて、令和３年度は模擬実験において ROV の航行速度を 6ｍ/10ｓ（≒2 km/h）、4 

m/10ｓ（≒1.4 km/h）、2 m/10 s（≒0.7 km/h）に変化させ、湧出水の検出可否に影響を

及ぼすかを含めて検証した。 

模擬実験は、計測バージの下部に海底湧出地下水を模擬した水源を設置して淡水（水道

水）を湧出させ、その上方を高精度音響カメラ（ARIS Explorer 3000, Sound Metrics 社

製）が一定速度で移動する形とした。高精度音響カメラは、金属パイプのフレームの中に

設けたレールを移動するように設置しており、高精度音響カメラを装着した ROV が、探

査測線上を一定速度で航行する状況を再現した（図 3-2- 1、図 3-2- 2）。模擬湧水源は、前

年度の検討結果を踏まえて、塩ビパイプ（直径 16 ㎜）を用いて 3 本の湧出孔を作成し、
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それらを束ねる形で 1 地点の模擬湧水源として扱った。各孔の最大湧出量は 7 L/min であ

り、3 孔の合計湧出量を 1、4、7、14、21 L/min の 5 段階に設定して検討した。なお、模

擬水源に用いた水道水の水温は 20.9 ℃、模擬水源周囲の海水温は 21.0 ℃である。高精度

音響カメラは、水平視野角 30°、ビーム数 128 本であり、1 ビームの幅は水平 0.25°で垂直

14°、最大レンジは 15 m である。また、前年度の模擬実験の検討結果を踏まえて、高精度

音響カメラは俯角 90°に設定し、周波数 1.8 MHz とした（産業技術総合研究所ほか、

2021）。以上のような条件において、湧出水の効率的な検出のための最適な探査条件や、

遠隔からの湧出水の定量評価手法について検討した。 
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図 3-2- 1 計測バージに取り付けたフレームと高精度音響カメラの移動の様子 

 

 

 

図 3-2- 2 模擬水源と高精度音響カメラの位置関係を示した模式図 

  

設置風景（ 動画）
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模擬実験のうち、移動距離あたりのフレーム数が最も少ない 10 枚/m で模擬湧水の湧出

量を 1、7、14、21 L/min とした際の音響画像をエラー! 参照元が見つかりません。に示

す。音響探査で得られる音響画像は、模擬湧水源の直上を通過する際に連続的に取得され

るもので、図 3-2- 3 はそれらの内の 1 断面を抽出したものである。音響画像の下部に強い

反射面（赤色の帯で示された部分）は海底面を模擬したフレームを表し、その上部のウォ

ーターカラムが海水を表している。 

令和 2 年度の模擬実験の結果では、移動距離あたりのフレーム数が最も少ない 10 枚/m

の条件で、湧出量が 1 L/min 程度と少ない場合にも湧出水を検出可能であることや、湧出

量が大きくなるにつれて音波の反射が強く表れていることが分かった。令和３年度の実験

において、同じ湧出源を対象に潮流の変化を模擬した ROV の速度調整を行い、高精度音

響カメラで撮影した結果、海中での ROV の速度が一定ではなく、例えば 0.7～2.0 km/h

の間で変化したとしても、湧出水は十分に検出可能であることを確認した。実際の海域に

おいて潮流の変化と ROV の航行速度の変化が発生したとしても、十分に解像度の高い音

響画像データが得られると考えられる。 
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図 3-2- 3 模擬実験における湧出量毎の音響画像 

（模擬湧水源から直上の高精度音響カメラまでの距離は 4.5m に設定している。） 
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模擬実験の結果を踏まえて、実際の海域における ROV と高精度音響カメラを組み合わ

せた探査手法の適用性を検討した。探査は、駿河湾奥部の富士川～田子の浦港周辺海域で

行った（図 3-2- 4）。今年度は水深 20～140 m（測線 6 は 140〜260 m まで）の範囲で 12

測線を設定し、実海域の条件下で、湧出水を面的に検出できるか中心に検討した。１つの

測線では、測線に直行する方向に 2.5 m 幅のデータを得ることができる。また、探査測線

で得られたデータを基に GIS 解析を用いた Natural Neighbor 法による内挿を行い、面的

な海底湧出量の評価を試みた。さらに、湧出水を検出できた地点において、ROV に装着し

たピストン式採水器（産業技術総合研究所ほか, 2019）を用いて湧出水を採水し、溶存成

分および酸素・水素安定同位体比について分析した。 
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図 3-2- 4 音響探査測線の位置図 

緑色：令和２年度の探査測線、青色：令和３年度の探査測線を示す。 
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ROV と高精度音響カメラを用いた探査結果の内、背景を海底地形データ（（産業技術総

合研究所ほか、2014）とし測線 16 における探査結果を示した鳥瞰図を図 3-2- 5 に、昨年

度及び今年度の測線探査の実施範囲と湧出水の検出の有無を整理した結果を表 3-2- 1 に示

す。図 3-2- 5 は、連続的に撮影された音響画像データから、湧出水に相当する反射領域を

抽出して、現地の海底地形に重ねて 3 次元的に表現したものである。測線 16 および測線

17 の海底面付近に図中に示されるような 3 次元的に広がる湧出水のプリュームを確認でき

た。測線の探査結果に基づいて、ROV に搭載した光学カメラと水質センサーを用いて海底

面を探査したところ、水深 130～140m 付近に海水の電気伝導度よりも低い値を示す湧出

水を確認できた（図 3-2- 6）。また、昨年度調査結果の測線 10、14、20 に加え、測線 19

においても海底からの湧出水を検出し、同様に光学カメラを用いて湧出水を確認した。今

回の探査測線上で検出された湧出水は、過年度事業において光学映像から湧出水を特定

し、点データとして把握していた箇所であったが、今回の音響探査の実施によって、泥状

の堆積物に覆われた箇所から噴流上に湧出している状況（測線 10、14）や、崖の上で広範

囲に湧出している様子（測線 14、16、17、19、20）が明らかになった。令和 2 年度に採

取した海底堆積物の粒度分析の結果からは、測線 10、14 付近でシルト・粘土成分がやや

多いものの、測線 14、16、17、19、20 周辺の堆積物と明確な差は認められなかった。 

また、海底湧出地下水を確認した測線 10～20 の調査結果を基に、令和 2 年度の模擬実

験の結果と GIS 解析による Natural Neighbor 法（ESRI、2022）により面的な補間を行

った海底湧出地下水量の分布図を図 3-2- 7 に示す。今年度の解析結果については、対象領

域を網羅する十分な現場データを得られているとは言い難く、得られた湧出量の分布図に

ついての信頼性も十分高いとは言えないが、このような形で ROV と高精度音響カメラを

用いた測線探査結果と、それを補完する形での地球統計学的解析を組み合わせることが、

面的な湧出量の評価を行う上で有効であると考えられる。 

次に、陸域掘削孔（FGB-2）に近接している測線 6 の探査結果を図 3-2- 8 に示す。本測

線では水深 20～260m、水平距離にして 1,700m 程度の探査を行っており、再確認で行っ

た 2 回目の探査も含めて、湧出水と思われる音波の反射領域は検出されなかった。これら

の結果から、少なくとも水深 20～260m までの範囲に湧出水は存在しないと推定される。

一方で、海岸の近傍で掘削した FGB-2 孔（深度 160m）では、孔底から流入したと推定さ

れる地下水が孔口から自噴した。このような地下水が、海域に湧出する可能性も考えられ

るが、陸と海の情報を対比させるためには、より広範囲での探査や検証が必要である。 

音響探査で検出された湧出水を対象に、ピストン式採水器を用いて採水した試料の分析

結果を表 3-2- 2 に示す。検出された湧水の空間分布を踏まえて、測線上の複数地点で採水

した箇所もある（番号①～③で表示）。測線 16 及び 17 上に位置する湧水について、Cl-濃

度に基づく成分分離を行ったところ、湧水に占める淡水の割合はおおよそ 5 割程度と推定

された。これは、前年度に得られた淡水成分が 9 割程度の試料と比べて、淡水の割合が少
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ない試料の採水となった。この要因の一つとして、シリンダ内部壁面に大きな傷がつくな

どの異常が発生したためと推察された。今回のことから、シリンダ硬質塗装の管理、シリ

ンダとピストン接触面の柔軟化、シリンダ内部に砂などが入りにくい構造、これら構造変

更に伴うピストン吸引を行うモーターの強化、シリンダを付け替え容易な構造にするなど

の検討の必要があると考えられた。今後は、湧出後の周辺海水との混合等の可能性も踏ま

えて湧出前の地下水の性状を評価したうえで、陸域掘削孔の採水結果との比較を行うこと

で沿岸部の地下水の連続性の検証を進める。  
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図 3-2- 5 探査測線 16 における音響探査の結果と湧出水の分布 

海底地形はワイヤーメッシュで示した 

上図は遠距離からの概観図、数は近距離からの図であり、矢印が湧出水のプリュームを

示す。 
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図 3-2- 6 測線 17 付近の海底面の様子 

（海底面付近に真水と塩水の混合で生じる揺らぎが確認できる。 

写真下部の白色容器は ROV に取り付けたピストン式採水器である。） 

 

 

図 3-2- 7 海底湧出地下水量の分布図 

探査測線で得られた結果から Natural Neighbor 法により内挿 
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図 3-2- 8 測線 6 における音響探査の結果 
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表 3-2- 1 測線における音響探査の実績と湧出水の検出結果 

測線番号 測線長(m) 探査した面積(m
2

) 湧出水の検出 備考 

1 472 1,181 × 令和 3 年度 

2 455 1,138 × 令和 3 年度 

3 534 1,334 × 令和 3 年度 

4 528 1,319 × 令和 2 年度 

5 760 1,900 × 令和 2 年度・令和 3 年度 

6 842+832 2,160+2,081 × 令和 2 年度 

7 619 1,547 × 令和 3 年度 

8 753 1,883 × 令和 2 年度 

9 882 2,204 × 令和 3 年度 

10 717 1,791 ○ 令和 2 年度 

11 720 1,801 × 令和 3 年度 

12 829 2,072 × 令和 2 年度 

13 830 2,075 × 令和 3 年度 

14 752 1,880 ○ 令和 2 年度 

15 1,240 2,560 × 令和 3 年度 

16 641 1,604 ○ 令和 2 年度 

17 621 1,552 ○ 令和 3 年度 

18 593 1,483 × 令和 3 年度 

19 530 1,324 ○ 令和 3 年度 

20 418 1,046 ○ 令和 2 年度 
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表 3-2- 2 測線 17 の湧水、駿河湾の海水および陸域地下水の分析結果 

 

  

成分 
サンプル 

10-2 

海水 

 

陸域地下水 

平均値（最小値～最大値） 

陸域地下水混合率 (%) 

平均値（最小値～最大値） 

δ18O (‰) -5.5 0.22 -9.2(-10.1～-8.0) 61 (55～70) 

δD (‰) -36 0.00 -59.9(-66.4～-51.5) 61 (54～70) 

Na (mg/L) 3,282 10,611 20 (15～24) 69 (69～69) 

Mg (mg/L) 389 1,237 8 (6～12) 69 (69～69) 

Cl (mg/L) 6,175 19,345 25 (5～56) 68 (68～68) 

V (µg/L) 39.9 0.6 61.7 (50.5～74.6) 66 (53～79) 

Si (µg/L) 15,554 73 18,405 (17,046～20,413) 85 (76～91) 
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海底湧出地下水や海底下地下水に関する現状の探査手法を整理し、様々な沿岸部におけ

る探査手法の体系化を念頭に、文献の収集および整理を行った。具体的には、以下の 4 つ

に示すテーマごとに収集・整理を行った。 

A：海底湧出地下水の検出に関する手法 

B：海底湧出地下水の検出に必要な予備的または広域的調査および数値解析などの手法 

C：採水と化学分析（水質、同位体比、年代トレーサー等）による起源、年代評価の手法 

D：海底湧出地下水の湧出量評価（シーページメータ、水収支法、放射性元素など）の手

法 A～D について少なくとも 20 件以上を目安として収集し、結果として合計 300 件程度の

収集と整理を行った。 

 

 

表 3-2- 3 は国内の文献 177 報を、調査目的と目的を達成するために使われた調査手法を

整理したものである。『浅い』と『深い』はおおよそ水深 30 m を境として、分類した。 

浅い場所において、湧出水の分布や湧出量の評価手法は、塩分やラドンを使った地化学

調査、シーページメータによる実測など、適用事例も多かった。また、ダイバーによる機

器設置が可能であることが、調査手法の選択肢を増やしている。物理探査については、浅

い、深いを問わずに、また広い範囲でも、狭い範囲でも、適用事例があることが確認でき

た。その目的としては、沿岸部の地質構造、塩淡境界や断層の評価が挙げられ、物理探査

と共にボーリング調査、地化学調査や数値解析などが、行われている。一方で、湧出量の

定量化は浅い所が多いが、広域や深い場所では数値解析に頼らざるを得ない現状にある。

その点は本事業で取り組んでいる高精度音響カメラによる手法が有効であると考えられ

た。 

収集した文献について、国内および海外の海底湧出地下水が確認された事例について、

海岸からの距離と水深の記載に基づいて作成した湧出水の空間分布を図 3-2- 9 に示す。全

体として水深が浅い場所の事例が多い中で、駿河湾の事例が海岸から比較的近く水深が深

い事例であると考えられ、他とは異なる特徴的な湧出地点であると考えられる。 
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表 3-2- 3 海底湧出地下水、海底下地下水、海底地形・地質に関する 

調査手法のとりまとめ 

  狭域（ポイントでの調査） 広域（エリアでの調査） 

  

文

献

数 

目的 調査項目・調査手法 

文

献

数 

目的 調査手法・調査項目 

浅

い 
25 

湧出水の分

布、水質 

水深、水温、地化学調査（EC、イオン

類、酸素・水素同位体、ラドン）、ピ

エゾメータ、ダイバーの潜水調査（目

視、採水）、UWTV（水中テレビロボ

ット）＋CTD、ROV（カメラ）、海底

設置型ラドン測定器 

44 

湧出水の分布、水質 

地化学調査（塩分、イオン類、酸素・水素同位

体、ラドンなど）、ダイバーの潜水調査（目視、

CTD センサー、採水など）、リモートセンシング

（熱赤外画像、水温）など 

    

湧水量の評価 

水収支法、地化学成分の収支（塩分、ラド

ン）、 

湧水量の評価 

ダイバーの潜水調査、Granier 式自記

湧出量計、富大式 SGD −Flux 

Chamber、手動式湧出量計 

シーページメータによる実測（潮間帯の設置、ダ

イバーによる設置を含む） 

    

塩淡境界の把握、断

層評価・地質構造評

価 

電気探査、電磁探査、地震波探査、ボーリング調

査、地化学調査、数値解析 

深

い 
18 

地質構造、水

理地質構造 

ボーリング調査、海上ボーリング調

査、電磁探査（MT・AMT 法）、音波

探査、数値解析 

90 

海底地形、海底地

質・水理地質構造 

高精度反射法地震探査、ROV ハイパードルフィ

ンによる潜航調査、深曳航式サイドスキャンソナ

ー装置 

湧出水の分布 数値解析、電気探査 

湧出量の評価 数値解析 

塩淡境界の把

握、氷期地下

水、化石海

水、断層評価 

ボーリング調査、電磁探査、地化学調

査、年代トレーサー 
塩淡境界の把握、氷

期地下水、化石海

水、断層評価 

ボーリング調査、電磁探査（MT・AMT 法、TEM

法）、電気探査、物理検層、地化学調査、年代ト

レーサー、数値解析 

 

 
図 3-2- 9 文献から得られた海底湧出地下水の空間分布 
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模擬実験と実海域での探査を通して検討した結果、ROV と音響画像を組み合わせた探査

手法は、実海域で潮流が変化する条件においても、面的に湧出水を検出できる効果的な手

法であることが分かった。今年度の音響探査でデータを取得できた範囲は限られているも

のの、本探査手法は面的なデータ収集も可能であるため、広域の探査（サイドスキャンソ

ナー等の探査）と狭域の探査（原位置測定や採水）の間を補完できる技術であり、駿河湾

のように急峻な海底地形という探査が難しい条件の地域のみならず、地形勾配が緩やかな

他の地域への適用も期待できる。 

今年度見いだされた課題として、陸側の掘削調査の結果や陸－海での地下水の連続性に

ついて検討するために、今年度実施した探査結果を補完するような実海域のデータ収集が

必要である。また、効率的な探査実施の観点から海域の条件に応じた ROV 等の探査機器

の姿勢制御、マリンスノーや魚類等の生物などのノイズの効率的な除去方法、膨大に得ら

れる音響画像から効率的に湧出水を検出し定量化する手法について、実海域でのデータを

蓄積しつつ引き続き検討する必要がある。 

とりまとめのため海水中における地下水の湧出現象や探査法について調査した文献・資

料の収集、レビューの作成をした。浅い場所において、湧出水の分布や湧出量の評価手法

は、塩分やラドンを使った地化学調査、シーページメータによる実測など、適用事例も多

く、ダイバーによる機器設置が可能であることが、調査手法の選択肢を増やしていた。物

理探査については、浅い、深いを問わずに、また広い範囲でも、狭い範囲でも、適用事例

があることが確認できた。その目的としては、沿岸部の地質構造、塩淡境界や断層の評価

が挙げられ、物理探査と共にボーリング調査、地化学調査や数値解析などが、行われてい

る。一方で、湧出量の定量化は浅い所が多いが、広域や深い場所では数値解析に頼らざる

を得ない現状にある。その点は本事業で取り組んでいる高精度音響カメラによる手法が有

効であると考えられた。 

以上の課題の検討に加えて、沿岸部海域の調査技術の体系化を念頭に、これまでに本事

業を通じて得られた知見や実際の海域での経験やノウハウなどの情報について、取りまと

めを進める必要がある。 

 

 

 沿岸部を想定した地層処分事業に関して、平成 27 年度「沿岸部処分システム高度化

開発」事業の中で、海底湧出地下水に係る調査フローが整理された。このフローによる

と、沿岸部の地質環境の把握に当たって、初期段階で陸域や海域の地質調査が行われ、そ

の結果に基づいて地質構造や水理構造の検討やモデル構築が行われる。この時、沿岸部帯

水層の連続性や陸域の水収支の検討結果に基づいて、海域への地下水流出が推定される場



 

230 

 

合には湧出水の探査が必要になると考えられる。湧出水の探査に当たっては、対象とする

海域で寸刻みに採水したり、海底面を観察したりすることは現実的には難しいため、ある

程度の合理性をもって実施する必要がある。そのためには、初期段階で海域の広範囲を対

象に行われる音波探査や海底地形調査の情報を使って、湧出の可能性がある領域を絞り込

んだ後に、その局所的な領域を対象として採水を含めた詳細な調査が行われると考えられ

る。以上のような海域調査の全体の流れの中で、駿河湾ではこれまでに実際の海域を対象

とした様々な調査手法の適用、技術確証や高度化が進められてきた。その概要を以下にま

とめる。 

平成 25 年度から平成 27 年度の「海域地質環境調査確証技術開発」事業では、地下水に

多く含まれるラドン濃度を広域に測定する調査や、サイドスキャンソナーなどの音波探査

技術を用いた面的な調査を行うことで、海底湧出地下水を一つの流域スケールで絞り込む

ことに成功した。また、サイドスキャンソナーで得られる音波散乱の記録を基に湧出地点

を推定し、ROV による潜航調査で確認するといった一連の調査について確証が行われた。

この事業では、水深 100m を超える湧出地点を対象に、採水器を用いた底層水の採水も試

みられたが、周囲の海水が多く混合していたことから、採水技術の高度化が必要とされ

た。 

平成 28 年度から平成 30 年度の「沿岸部処分システム高度化開発」事業では、主に局所

的な領域を対象とした調査技術として、ROV を中心とした調査技術の高度化が進められ

た。この事業では、海底地形が急峻で潮流も複雑という海域で、かつ大型の調査船や

AUV 等の機器適用も難しいという条件において、湧出地点の観察や ROV を用いた採水技

術の高度化が進められた。その結果、現場の潮流に応じて柔軟に対応できる ROV を活用

しつつ、採水器の改良を進めることで、淡水が 7 割程度含まれる湧出水の採取に成功し

た。以上のように 2 つの事業を通して、実際の海域を対象とした広域から局所的な領域に

至る一連の調査技術の適用が進められてきた。 

令和元年度から開始された「沿岸部処分システム評価確証技術開発」事業では、沿岸部

における地質環境モデルの評価に資する確証技術の開発が進められている。この一環とし

て、駿河湾では過年度の 2 つの事業の成果を踏まえつつ、効率的かつ高精度に湧出水の分

布や海底微地形を捉える技術や、採水手法の信頼性向上と地化学成分による陸域地下水の

性状評価の技術などの開発が進められている。 
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総合資源エネルギー調査会地層処分技術ワーキンググループ（技術 WG）による平成 29

年の取りまとめによると、島嶼や海底下を含む沿岸部については、輸送時の安全性の確保

の他に、以下の特性が期待されている（経済産業省，2017）。 

・動水勾配が極めて小さい（地下水流動が緩慢である）場所や化石海水が残留する場所な

ど長期にわたって流動性が低く拡散支配である（物質の移動が遅い）場所を見つけられる可

能性が期待できる。 

・隆起速度の小さい地域が比較的多い。 

また、考慮すべき事項として以下の点が指摘されている。 

・海水準変動（約 10 万年周期の既往変動による陸氷の拡大と縮小にともなって陸に対す

る海面の相対的な高さが変化する現象）や塩淡境界（密度差や濃度によって形成された塩水

と淡水の境界）により変化する水理場や化学場の影響を考慮する必要がある。 

・海水準変動や海面低下に伴う河川浸食を沿岸部特有の影響要因として考慮する必要があ

る。 

本技術 WG では、上記の特性を踏まえ、地質環境の調査・評価技術、工学的対策技術、

安全評価技術の 3 つの観点から技術的対応可能性を検討し、今後データ等の拡充を行って

いく必要があるものの、安全に地層処分を行うことは技術的な可能性があると結論づけて

いる。一方で、更なる信頼性の向上のため、技術の高度化やデータ等の拡充に引き続き取

り組む必要があることが指摘されている。 

本技術 WG が平成 27 年に公開した中間整理に基づき、平成 28 年 1 月から「沿岸部海

底下等における地層処分の技術的課題に関する研究会」（沿岸部研究会）が開始され、沿

岸海底下を含む沿岸部において地層処分を実施する場合を想定した沿岸部の特性の整理お

よび技術的対応可能性の検討を関連する研究成果等を踏まえて行うとともに、技術的信頼

性を更に向上させるために取り組むべき課題を抽出・整理し、これらを効率的かつ着実に

実施するための進め方の検討が行なわれた（経済産業省，2016）。 

沿岸部研究会では信頼性の向上に向けて高度化への取り組みが必要となる重点項目を抽

出しており、その中の一つに「海陸接合部付近の活断層分布を確認するための調査・評価

技術の高度化」が挙げられている。高度化の方向性として「海陸接合部付近の海域におけ

る断層の分布や連続性等に係る調査事例を収集・分析することにより、海底地形計測、音

波探査、ボーリング調査、演題測定等のそれぞれの調査技術の適用性を評価するととも

に、調査技術の適切な組み合わせ方を検討する」ことが挙げられている。 

このように海陸接合部付近の活断層分布を把握する上では、上述されている音波探査を

含む物理探査が非常に有効である。そこで、本事業では、海上音波探査の高度化を実施し
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ている。以下に過年度事業の研究成果も含めて海陸接合部付近の活断層分布の把握に必要

な技術的な課題と今年度の取り組みを記す。 

 

 

沿岸部は陸域と海域に分けられ，範囲については，経済産業省（2016）においてそれぞ

れ海岸線から 20km および 15km と定義されている。先述したように地層処分事業におい

て期待される沿岸部の特性は，隆起速度がおそく長期にわたって地下水の流動性が低い場

所である。このような条件を満たすためには，海域では海底地形の勾配が小さい環境，言

い換えれば遠浅の環境が求められる。すなわち海陸接合部では水深が浅い場所（浅海域）

において，どれだけ正確な情報が得られるかが，地質環境モデルを構築する上で重要とな

る。 

浅海域における調査手法の概要については産業技術総合研究所（2014）にまとめられて

いる。本書によると，通常の海域における断層を含む地下地質構造を把握するためには，

曳航式の音波探査が用いられるが，この探査ではエアガンと呼ばれる音波発震装置（震

源）と長さ数 km 以上の長大なケーブルにハイドロフォンと呼ばれる音圧を検知するセン

サーを取り付けたもの（ストリーマーケーブル）を曳航する受振システムを用いるため，

非常に大型の調査船が必要となる。このような大がかりなシステムでは船を回頭するため

の回転半径も大きくなり，また長大なケーブルを曳航したまま他の船舶や定置網などの漁

具を避けて調査することは難しいため，浅海域での調査には適応することができない。そ

のため，水深 200 m までの海域の調査では海底に直接設置できる海底敷設ケーブル

（OBC）を用いられることが多い。この手法では，海底に直接，受振機を設置するため高

品質なデータが取得可能であるが，一方で，設置・測定・回収という一連の作業の期間が

曳航式と比較して長くなるため，漁業活動の状況によっては調査が困難になることが予想

される。一般に日本国内の沿岸部海域には、漁業権が設定されており、これを有する漁業

協同組合（漁協）の許可なしに、設定範囲内での調査を行うことはできない。海底に直接

受振器を設置する OBC は，定置網やタコつぼの移動の手間や破損の危険性もあるため，

漁協からの理解を得られにくいという側面もある。そのため，海陸接合部はデータの空白

域となっており，本事業では，このような浅海域でも調査可能な音波探査手法を検証し，

高度化していくことで技術的課題の解決につなげていくことを目標としている。 

 

 

前述したように，沿岸部の浅海域では、漁協の理解や漁業権の侵害にかかる社会的課題

と、調査設備の小型化という技術的課題の 2 つの課題を有する。産業技術総合研究所

（2014）では、調査設備の小型化の一例として鶴ほか（2003）による小型ストリーマーケ

ーブルを用いた二船式反射法物理探査を紹介している。この手法は発震船と受振船を同一

側線上で走らせることにより、発震点と受振点の距離（オフセット）を任意の距離に変更
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する手法である。またこの手法では、オフセット間隔を短くすることで、空間分解能を上

げることができるため、浅部と深部の両方のデータを取得可能となる。一方で、これらを

漁業権の設定されている海域で実施する際には、震源の音圧も考慮する必要がある。一般

的に曳航式の海上物理探査に使用されるエアガンやブーマーの音圧は非常に大きいため、

海洋生物への影響が懸念されている。一方で、地下深部の情報を得るためには高い音圧が

必要となるため、沿岸部浅海域における調査手法では、低い音圧でより深部まで音を届か

せるという相反する技術的課題を克服する必要がある。上述した複数の課題を克服するた

め、本調査では鶴ほか（2017）における複数の水中スピーカーによるマルチ振源と単一の

ストリーマーケーブルを用いたマルチ振源 3 次元探査手法の適応を試みた（図 3-3- 1）。本

手法は、既存の音波探査のような大掛かりな設備が不要なため、20ｔ以下の小型船での運

用が可能である。 

本手法は、高梨ほか（2015）による複数の水中スピーカーからコード配列の異なる疑似

ランダム波を発震することで、単一のストリーマーケーブルで受振した信号に混在する

個々の水中スピーカーから発振された音波を分離抽出する技術を応用したものである。ま

た、Tsuru et al.（2019）は疑似ランダム波を用いることで水中スピーカーからの出力音

圧を低減できることを示した。これは疑似ランダム波を用いることで、受振波の Signal 

Noise Ratio（SN 比）を向上させ、海洋生物に影響を与える音圧以下でも測定が可能とな

るというものである。本事業では先述した鶴ほか（2003）による二船式反射法物理探査を

本調査手法と組み合わせることで、漁業権が設定された浅海域における音波探査が可能で

あると考えた。 

 

 

地層処分事業での適応を想定した際の本手法における課題として、現場での適応事例が

少ないことならびに、探査可能深度が浅いことが挙げられる。本調査手法の適応事例は

Tsuru et al.（2019）による東京湾（千葉県館山沖）と Tsuru et al（2020）による内浦湾

（静岡県沼津市沖）のみであり、探査深度も東京湾における海底下 200 m が最深である。

地層処分においては、図 3-3- 2 に示すように、海底下であっても 300 m 以深を処分場設置

の対象としており、実用化を目指す上では海底下深度 500 m 程度までの地下構造が把握で

きる必要がある。そのためには、既存研究よりも出力が大きい大型水中スピーカーと長い

ストリーマーケーブルを用いた探査システムの構築が求められる。 

 

 

本研究では、実際の地層処分事業での適応を念頭に、鶴ほか（2017）におけるマルチ振

源 3 次元探査手法を高度化し、海底下 500 m 程度を対象とした浅海域における地質構造を

把握するための海上物理探査手法の確立を目的とする。今年度については、本調査の適応

事例を増やすため。既存の研究データが取られている金田湾（神奈川県横須賀市沖）に
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て、既存の小型スピーカーを用いた 2 次元ならびに 3 次元探査を実施し、過去のブーマー

発震器を用いた研究結果との比較・検証を行うとともに、新たに作成した大型スピーカー

の検証作業を行った。  
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図 3-3- 1 マルチ振源 3 次元音波探査のイメージ図 

 

 

 

 

図 3-3- 2 沿岸部における地下施設設置のイメージ（経済産業省，2016） 
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本調査における詳細な調査範囲を図 3-3- 3 に示す。海岸に近い沿岸部では小型スピーカ

ーを用いた 2 次元探査を実施し、水深 20m 以下の浅海域における本調査手法の適応性を

確認した。また水深 100m 以上の沖合では、既存研究と同一の側線上で小型スピーカーを

用いた 2 次元ならびに 3 次元の音波探査を実施することで、すでに確立されている高音圧

を用いた海上音波探査手法との比較を実施した。また、大深度調査用に作成した大型スピ

ーカーの検証作業も同時に行った。 

金田湾での調査日は、令和 3 年 11 月 29 日、12 月 3 日～6 日、令和 4 年 1 月 26 日～2

月 4 日である。その他にも大型水槽を用いた大型スピーカーの性能評価のための室内試験

を複数回実施した。 

 

 

本調査に使用した機材一式とデータ取得の仕様については表 3-3- 1 と表 3-3- 2 に示す。 

また、今回使用した各種機材や調査状況を写真 3-3-1～3-3-5 に示す。 

 

 

基本的には、音波は波長が長いものほど地層への貫入深さが増大するが、分解能は低下

する。逆に波長の短いものほど、分解能は増すが、地層への貫入深さは指数関数的に減少

する性質がある（伊藤ほか, 1981）。波長と周波数（一秒間の波の数）の関係は、以下の式

で示される。 

波長（km）＝音速（km/秒）÷ 周波数（Hz） 

よって、より深部の地質情報を得ることを目的に大きな波長を利用するためには、周波

数を小さくする必要がある。一方で波長を大きくするとスピーカーからの発震に時間を要

するため、船速を小さくする必要がある。また、マルチ振源探査手法では、音圧を低減さ

せるため、複数の擬似ランダム波を用いてエネルギーを増幅させている。そのため信号長

（連続発振した波の個数）をより大きくする必要があるが、そのためには周波数の時と同

様に発震時間を長くする必要があり、結果として船速を小さくせざるを得ない。一方で、

あまり船速を小さくすると波浪の影響により船を測線に沿って走らせることが困難となる

ため、適切な周波数と信号長の組み合わせを決定する必要がある。 

本調査では、周波数、信号長、船速を変えた試験測定を複数回実施し、最終的に、発震

周波数は 500Hz、信号長 2047（記録長 53 秒、リスニングタイム 1.3 秒を含む）、船速 2

ノットを計測パラメータとして決定した。 

 

  



 

238 

 

 

 

図 3-3- 3 海上音波探査実施範囲（神奈川県金田湾） 
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表 3-3- 1 主な使用機材の一覧表 
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表 3-3- 2 データ取得の仕様 

（＊）検証項目：現場および取得データの状況によって調整した。 

 

 

  

項目 仕様 

送
信
部 

音源 水中スピーカー 

音源数 4セットおよび 1セット 

送信音圧 130dB～160dBの範囲で設定(*) 

送信周波数 100Hz～1000Hzの範囲で設定(*) 

音源の深度 1m 

音源の水平方向の間隔 4～5m(*)  

発震点間隔 6 m(*) 

受
振
部 

受振器 ストリーマーケーブル 

受振器数 1セット 

センサ数 48ch 

センサ間隔 2m 

受振器深度 1～4m 

オフセット距離 40～50mの範囲で設定(*) 

収
録
部 

データロガー サンプリング精度 16bit 

記録方式 SEG-Y 

重合数 ～16(*) 

サンプリング間隔 サンプリング間隔 0.125ms(送信周波数 500Hz の

場合) 

記録長 記録長 1～2s(送信周波数 500Hzの場合) 

そ
の
他 

CMPビンサイズ 2.5m×2m(*) 

測位 DGPS(Differential GPS) 

船速 約 2ノット(*) 
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写真 3-3- 1 発振器（左：小型スピーカー 右：大型スピーカー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

写真 3-3- 2 受信機           写真 3-3- 3 受信機の設置作業の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-3- 4 船位測定用 GPS アンテナ      写真 3-3- 5 水中音速計 
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本調査では、まず初めに小型スピーカーと新たに作成した 100 m のストリーマーケーブ

ルを用いた測定システムによる測定精度や有効性を検証するため、森ほか（2015）による

活断層調査（ブーマーによる曳航型のマルチチャンネル音波探査）と同じ測線上で 2 次元

探査による測定を行った。測線の位置は図 3-3- 3 における沖合の部分で、測線長は約 2 

km である。 

 

(a) データの処理 

データ処理のフロー図を図 3-3- 4 に示す。以下の各処理過程の内容について示す。 

（i）ジオメトリの作成と編集 

測線のジオメトリを作成するために、各発震記録の各々の受振器に位置座標情報、発震

元から各受振器までの距離（オフセット情報）を付加した。ジオメトリ付加後にノイズト

レースなど処理に悪影響を及ぼすトレースを編集した。 

 

（ii）周波数フィルタ処理 

記録には反射信号やノイズなど様々な周波数の信号が含まれているため、反射信号と

して有効な周波数帯のみを残す周波数フィルタ処理の実施を検討した。 

周波数フィルタ処理の結果を図 3-3- 5 から図 3-3- 8 に示す。図 3-3- 5 から図 3-3- 7 まで

は周波数の基点を 30Hz、25Hz、20Hz として基点から 1 オクターブずつ周波数帯域を区

切って真振幅で表示する事により各帯域での反射信号の含まれ具合をテストした。このテ

ストからバンドパスフィルタの周波数範囲を 80-960Hz とした。図 3-3- 8 にバンドパスフ

ィルタ適用前後の比較とその差分を示した。差分には反射信号は見受けられないことがわ

かる。この図も真振幅で表示しており、反射信号が見受けられないということは処理を進

めていた時に記録に影響を与える信号がない事をしめしている。(差分の図も真振幅で表示

しており、この図に反射信号が見受けられないことから、データ処理に影響を与える反射

信号以外の周波数の信号がなかったことがわかる。) 

（iii）デコンボリューションフィルタ処理 

前段で行ったバンドパスフィルタ後の記録には短周期の記録が強く含まれていたため、

デコンボリューションフィルタを用いて短周期を抑制した。抑制効果は記録及び自己相関

を用いて確認した。デコンボリューションフィルタ処理の結果を図 3-3- 9 に示す。  
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図 3-3- 4 データ処理のフローチャート(2D 記録) 
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図 3-3- 5 バンドパステスト（120～960Hz） 

 

 

図 3-3- 6 バンドパステスト（100～800Hz） 

 

 

図 3-3- 7 バンドパステスト（80～1280Hz） 
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図 3-3- 8 バンドパステスト結果の比較 
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図 3-3- 9 デコンボリューションフィルタ（短周期除去）処理の結果 

（左：処理前 右：処理後） 

（上段：発振記録 下段：自己相関記録） 
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（iv）ゴースト除去処理 

海上の観測では震源が海面より沈んでいる。この場合、震源から発震されたエネルギー

は沈んだ深さから海面へ到達、反射して海底へ向かうもの、海底を経てから海面を反射し

て受振器へ入るもの、発震側、受振側両側で海面を反射するものとある（図 3-3- 10）。こ

れらの経路を経て観測されたエネルギーは反射信号から遅れた並行した信号として観測さ

れる。これをゴーストと呼ぶ。本調査では計測していた受振器の水深を利用して計測値か

ら最大深度と最小深度を割り出し、これを基に平均深度を計算した（表 3-3- 3）。この計算

した値を用いてゴースト除去を実施した。図 3-3- 11 にゴースト除去処理の結果を示す。 

 

（v）ウェーブレット変換 

ゴースト除去後に海底下にバブルなどのノイズが残った波形の整えるためウェーブレッ

ト処理を実施した。ウェーブレット変換処理の結果の例を図 3-3- 12 に示す。 

 

（vi）共通反射点編集と振幅補償 

前処理を発震記録で実施したが速度解析のため共通反射点毎に記録を揃える共通反射点

編集を実施した（以後共通反射点を CDP と記述する）。編集後速度解析前に、エネルギー

の時間減衰を補償する為に球面発散補正を実施した。 記録は海底直下までの情報しか含

んでおらず反射波はほぼ水中のみを伝播したと考えられるため、平均的な水中速度 1500 

m/sec 一定で補償した。その後記録毎に相違する信号の振幅を揃えるため記録長の

AGC(Auto Gain Control、自動利得処理)を適用した。 

 

（vii）速度解析と NMO 補正 

図 3-3- 13 (A)は CDP 記録においてある共通の反射面に対する反射波が、発震点と受振

点間の距離（オフセット）が大きいほど遅れて到達する様子を示している。記録は縦軸が

時間、横軸が距離であることから、走時の傾きを速度で現すことができ、この速度が速度

解析から得られる速度に相当する。速度解析時に行う NMO 補正とは速度解析から得られ

た速度を用いて距離による時間の遅れを補正する操作を指す。具体的には図 3-3- 13 (B)の

ように各波形のオフセットがゼロになるように波形を時間軸上で移動させる。 

速度解析方法は定速度走査法（Constant Velocity Scan）を実施した。定速度走査法は

ひとつ、もしくはいくつかの連続した CDP 記録に対して、速度を変えながら波形を重ね

合わせ、最適な速度を把握する手法である。このプロセスを図 3-3- 14 に示す。まず、

NMO 補正前(左図)の CDP 記録上の反射波走時について走査線(赤点線)を移動しながら、

対象となる波をピックアップする。次にセンブランス図(中央図)を用いてコンター図のピ

ーク付近(黄色点線で囲む)に着目して NMO 補正速度を推定する。センブランス図とは、

横軸に NMO 補正速度、縦軸に反射波走時(下側がより深い場所からの反射波)を取り、

NMO 補正速度を変えながら CDP 記録上の同一走時の波を重ね合わせた時の振幅を示すも
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のである。同時に NMO 補正後(右図)の CDP 記録上の反射波走時(水色点線)が水平になる

ような補正速度を把握する。センブランス図で想定する補正速度と NMO 補正後の CDP

記録から得られる速度が近いか同じかを調べ、近いか同じであった時の速度を補正速度と

して採用した。 

本業務では測線長が短かったので各測線の両端と中央に速度解析点を設定して解析を実

施した。解析結果を並べて断面状にした重合速度断面図を図 3-3- 15 に示す。 

また、本業務の記録では海底の反射走時と海底直下のわずかな反射信号しか連続性を

追う事できなかった為、ごく浅い部分でしか速度解析ができなかった。 

 

（viii）重合時間断面の作成 

前処理と速度解析を行った後、速度解析の結果を用いて重合時間断面を作成した。この

例を図 3-3- 16 から図 3-3- 19 に示す。 
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図 3-3- 10 ゴーストが発生する経路 

 

 

表 3-3- 3 簡易処理をした側線の受振器の平均水深 
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図 3-3- 11 ゴースト除去処理の結果 

 

 

図 3-3- 12 ウェーブレット処理の結果 
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図 3-3- 13 NMO 補正の概念図 

 

 
図 3-3- 14 低速度走査法の概要(run37 の例) 

 

速度 

重ね合わせた時の振幅 

(1551m/s、77ms) 

読取った速度が正しければ反射走

時は同一時間に揃う(水色線)。波形

を重ね合わせた時の振幅がセンブラ

ンス図の振幅(振幅大は赤、小は青) 

時間 

ピーク付近 
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図 3-3- 15 速度解析結果から作成した重合速度断面 
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図 3-3- 16 重合処理結果（時間断面）Run42 

 

 

図 3-3- 17 重合処理結果（時間断面）Run21 
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図 3-3- 18 重合処理結果（時間断面）Run27 

 

 

 

図 3-3- 19 重合処理結果（時間断面）Run37 
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(b) 既存の測定結果との比較 

前述したように、本調査では、マルチ振源探査法の有効性や測定精度を検証するため、

森ほか（2015）がおこなったブーマーを音源としたマルチチャンネル音波探査との比較を

実施した。図 3-3- 20(a)は森ほか（2015）の記録断面に解釈を加えたものである。図中の

枠で囲った部分の拡大図を図 3-3-20 (b)として示す。この記録断面において主要な反射面

として、海底面、面Ⅰ～面Ⅲが認識できる。面Ⅰは上部の地層の内部反射面が傾斜して尖

滅するダウンラップを示す面として認識される。面Ⅱは下位層の内部反射面を切ってお

り、明瞭な不整合面（削剥面）として認識できる。面Ⅲは上位の地層の内部反射面が当た

って消滅するオンラップ面として認識できる。これら以外に各層の内部反射面が認められ

る。なお、図 3-3-20(a)の記録断面の中央部と左側に下側に凸な波が認められるが、これは

何らかのノイズと考えられる。 

図 3-3- 21 にブーマー音源による既存記録と今回得られた小型水中スピーカーによる記

録を比較した。スピーカーによる記録は反射面があまり明瞭ではなく、全体的に不鮮明な

記録となっている。スピーカー記録による断面では、既存記録によって認識された面Ⅰ～

面Ⅲについては認識しうるが、ダウンラップやオンラップなどの反射面末端部の関係性の

把握が難しい記録となっており、十分な地質解釈を行う上では更なる改善が必要と考えら

れる。 
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. 

 

 

 

 

図 3-3- 20 既存記録（森ほか，2015）の解釈図 

 

 

(

a) 

(

b) 
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図 3-3- 21 既存データとの比較 

（上段：水中スピーカー 下段：ブーマー） 
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前述した 2 次元探査の結果より、ブーマーを用いた既存の調査手法と比較して改善は必

要であるものの、本調査手法自体は浅海域における 3 次元音波探査に高度化できると判断

し、2 次元探査を実施した同じ海域で、3.次元物理探査を試験的に実施した。3 次元データ

への処理作業のフロー図とソフトウェアを、それぞれ図 3-3- 22 と図 3-3- 23 に示す。 

基本的には、前述した 2 次元断面作成のための作業を行った後、それらを 3 次元へと展

開するような手順となる。以下に 3 次元処理を中心としたデータ解析のプロセスを中心に

記載する。 

 

(a)データ処理の概要 

(i)観測配置と Bin ラインの定義 

3D Bin を 3.0m(inline 幅)×2.5m(crossline 幅)の Bin サイズで設定した。Bin は共通反射

点編集を行う区画である。3D Bin は（-11170.0434 , -90851.8078）を原点として、inline 番

号が＃1～360 の長さ 1080m、crossline 番号を＃1～298 の長さ 745m とする長方形であ

り、crossline 方向が北から東へ 31 度となっている。図 3-3-24 に作成した BIN 区画と発震

位置を示す。今回得られたデータでは各 3D Bin における重合数(重ね合わせ数)にバラツキ

があり、品質を揃えながらフィルタ処理を行うのが難しかった。このため、先述したように、

まず 2D 記録上で各フィルタ処理を実施した。その後 Bin 編集を行い、3D データ処理を実

施した。 

 

(ii)位置情報のデータの付加と編集 

2 次元探査の処理と同様に、各トレースに位置座標情報、発震から各受振器までの距離(オ

フセット情報)を付加した。また各々の座標から反射点を計算して、その位置座標と inline

と crossline の番号を各トレースに付加した。座標情報付加後にノイズトレースなど処理に

悪影響を及ぼすトレースを編集した。 

これ以降のデータ処理（周波数フィルタの処理、デコンポリューション処理、ゴースト

除去、ウェーブレット変換、共通反射点編集、振幅補償、速度解析と NMO 補正、共通反

射点重合）については、2 次元と同じ処理をおこなっているため、ここでは割愛する。な

お 3 次元処理の場合は、振幅補償と速度解析の間に Bin 編集（ビンニング）を実施する。 

 

（iii）共通反射点編集(Bin 編集) 

2D 記録上で処理を実施後、各トレースを各々共通反射点位置の Bin へ編集し直した。Bin

内に配置された反射点範囲(ソフトの表示の都合上全点ではない)を表示した図を図 3-3-25
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（左）に Bin 内の重合数マップを図 3-3-25（右）に示した。重合数マップは赤を 24 重合以

上、それ以外の色は 23 重合以下を示している。 

 

（iv）その他 

 2 次元と同じ処理手法を用いて作成した 3 次元の速度断面図とそれを用いた重合時間断

面を図 3-3-26 と図 3-3-27 に示す。 
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図 3-3- 22 データ処理フロー 
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図 3-3- 23 データ処理システムの構成 

 

図 3-3- 24 作成した 3D Bin 

（左）作成した Bin区画 （右）発震一を表示した Bin区間 

 

Paradigm19,17：統合環境 

Echos：反射データ処理、多重反射除去を含

む 

Geodepth 2D：重合前深度マイグレーション、 

速度解析等の特殊処理 

SeisEarthXv：3 次元データ解釈 

Kingdom：3 次元データ解釈 
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図 3-3- 25 Bin編集結果 

（左）Bin上に配置した共通反射点 （右）各 Binの重合数 

（赤：24重合以上、青：1重合） 
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図 3-3- 26 3D重合速度断面図 

 

 

図 3-3- 27 重合処理結果（3Dモデル） 

（左）西側から見た状況、（右）左側から見た状況 
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(b)3 次元音波探査データの解釈と 3 次元地質構造図 

上述した処理の結果に対して、3 次元データ解釈ソフト Kingdom（IHS Markit 社製）

を用いて層序ならびに地質構造の解釈を実施した。図 3-3-28 に Inline と Crossline の方向

を示した。解釈の際には Inline と Crossline の断面図上で不整合面を認定した(図 3-3-

29）。三次元音波探査データを解釈する際には、Inline や Crossline の断面図に加えて、任

意の方向での垂直断面図や、任意の時間（走時）における水平断面図（Time slice）を作

成して、不整合面などの追跡する面を、三次元的に矛盾なく解釈することができる。Time 

slice の例として、0.085 秒で作成したものを図 3-3-30 に示した。これらの断面を使って三

次元的に矛盾がないように各層序を決定した。海底面と比較的広範囲に追跡できた面Ⅱの

分布図を図 3-3-31(a)、(b)にそれぞれ示す。 

図 3-3-32 は分布図をもとに作成した海底面と面 II の鯨観図であり、図 3-3-34 は 3 次元

地質解釈図である。 
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図 3-3- 28 Inline と Crossline の位置（ベースマップ） 
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図 3-3- 29 3 次元音波探査データの解釈記録 

 

図 3-3- 30 Time Slice（T=0.085s） 
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図 3-3- 31 解釈した不整合面の深度分布（a）海底面（b）面 II 

 

  

(a) 海底面 

(b)面Ⅱ 
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図 3-3- 32 海底面と面 II の鯨観図 

 

図 3-3- 33 3 次元地質構造解釈図 

(表示区画は 220m x 820m、水平方向は Bin 番号、深度方向は時間軸) 
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「はじめに」に記した通り、本研究では、海陸接合部における精密なデータ取得のた

め、水深 5～20 m 程度における浅海域を対象とした 3 次元音波探査手法の確立を目的とし

ている。そこで本調査では、浅海域におけるマルチ振源探査手法の適用性を確認するた

め、図 3-3- 3 に示した水深 10 m 以下の海域において 2 次元探査を実施した。なお本海域

では、浅海域に岩礁など障害物が多数確認されていることから、リスク回避の観点から 3

次元探査の実施は見送った。 

 

(a) 発振器と受振器のオフセット距離の調整 

浅海域では発振器（スピーカー）と受振器のオフセットが長いと直達波と反射波の走時

差が小さく、直達波と反射波の分離が困難になる。本調査では、短い受信機（ストリーマ

ーケーブル）を用意していなかったため、図 3-3- 34 に示すように、#4 のスピーカーを船

尾からのオフセット距離 5 m の位置に設置することでオフセット距離を短くして記録の取

得を行った。 

データ処理前のニアトレースギャザー(スピーカー#4)を図 3-3- 35 に示す。本図において

浅部に海底面の反射を確認することができる。データ処理後の反射断面図を図 3-3- 36 に

示す。海底面とその多重反射は認められるが海底下浅部における地質構造を反映すると考

えられる反射面の識別は困難であった。この問題については、水中スピーカーの音圧を大

きくすること、発震器と受振器のオフセット距離を短くすることで対応可能と考えてい

る。 
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図 3-3- 34 オフセット距離を調整した浅海域仕様の発振器と受振器の配置図 

 

 

図 3-3- 35 スピーカー#4 のニアトレースギャザー 
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図 3-3- 36 スピーカー#4 の反射断面 
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前述したように、本事業では深度 500m 程度を対象とした探査技術の確立を目的として

いるため、既存の小型スピーカーでは必要な音圧を得ることができない。そのため、出力

を 10 倍程度大きくした大型スピーカーを作成した。大型スピーカーの仕様と外観図およ

び周波数特性を表 3-3-1、図 3-3- 37 および図 3-3- 38 にそれぞれ示す。表 3-3-1 に示した

ように大型スピーカーの特徴は低周波数領域で音圧が大きいことで、小型スピーカーでは

対応していない低周波数領域をカバーできる点である。一方で、大型スピーカーは小型ス

ピーカーと比較して、周波数が高くなると音圧が低下するという問題がある（図 3-3- 

37）。また、大型スピーカーでは特定の周波数で共振の影響が出てしまうことがわかって

きた。図 3-3- 39 は小型スピーカーと大型スピーカーのパワースペクトルを比較したもの

である。矢印で示す部分に発振周波数の半分の周波数域でピークがでている（共振してい

る）ことがわかる。この共振は発震エネルギーロス、SN 比の低下など測定記録に影響を

与えてしまっていることから、この共振の影響を除去するためには、共振を引き起こして

いる振動板と外部ケースなどの材質と構造の改良の必要があると判断される。 

さらに、この共振の影響の除去についてデータ処理段階での除去について検討した。擬

似ランダム波を用いてエネルギー増幅を行う際、通常は、受信波形とスピーカーへの入力

信号の相関関数計算を行っているが、この相関計算に用いる入力信号をスピーカーの出力

波形に変えることで修正することが可能か否かを検討した。このためには正確な出力特性

を把握する必要があるため、海底からの反射波の影響がほとんどない水深 1000m の大水

深海域で出力波形のデータ取得を行った。測定機器レイアウトを図 3-3- 40 に示す。水面

近くに設置した大型スピーカー、小型スピーカーと垂直に設置したストリーマーケーブル

を用いて送受信を行い、受信波形の重ね合わせにより船のエンジンや波浪のノイズを除去

し正確な出力波形を取得した。この結果を図 3-3- 41 に示す。青線は入力信号、赤線は出

力波形(重ね合わせ後の受信波形)である。両図を比較すると小型スピーカーの入力信号と

出力波形は位相が揃っており、波形が反転する部分(↓で示す部分)も比較的一致している

ことがわかる。一方、大型スピーカーは入力信号と出力信号の位相がずれている部分があ

り、波形が反転する部分はあまり一致していないことがわかる。これらの出力波形をもと

に相関関数計算を行い、入力信号との相関関数計算の結果と比較した。この結果を図 3-3- 

42 と図 3-3- 43 に示す。上段は入力信号と受信波形(30ch)の相関関数計算結果、下段は出

力波形と受信波形(30ch)の相関関数計算結果である。小型スピーカーは、入力信号、出力

波形ともに相関関数の計算結果が良く一致しているが、大型スピーカーは、到達波の前に

波が現れるなど、入力信号と出力波形で計算結果がかなり異なっていることがわかる。ま

た入力信号の計算結果においても小型スピーカーのようなシャープなピーク形状は得られ

ておらず、共振の影響による波形の減衰が続いている。以上のことから、大型スピーカー

の共振の影響をデータ処理段階で除去することは難しいことがわかった。 
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図 3-3- 37 大型スピーカーの外観図 

 

 

図 3-3- 38 大型スピーカーと小型スピーカーの周波数特性 
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図 3-3- 39 大型スピーカーと小型スピーカーのパワースペクトルの比較 

 

 

図 3-3- 40 出力波形の実測値測定のレイアウト 
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図 3-3- 41 入力信号(青実線)と出力波形(赤実線)の比較 

上：大型スピーカーの結果、下：小型スピーカーの結果 

 

図 3-3- 42 小型スピーカーの相関関数の計算結果 

上：入力信号と受信波形(30ch)の計算結果 

下：出力波形と受信波形(30ch)の計算結果 
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図 3-3- 43 小型スピーカーの相関関数の計算結果 

上：入力信号と受信波形(30ch)の計算結果 

下：出力波形と受信波形(30ch)の計算結果 
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これまで技術的な制限によって、データの空白域となっていた水深 5～20 m 程度の浅海

域において利用可能でかつ、地層処分事業に適応可能な曳航式の 3 次元音波探査の開発を

目的として、マルチ振源 3 次元探査手法の高度化・検証を神奈川県横須賀市の金田湾を対

象に実施した。その結果、以下のことが明らかとなった。 

・小型スピーカーによる既存のシステムを用いたマルチ振源 3 次元探査は、ブーマーを使

用した従来の曳航式音波探査と比較して、一部精度の課題は残るものの、代替手法とな

る得る可能性がある。 

・測定精度は、受振器（ストリーマーケーブル）の水深の保持に大きく影響される。その

ため、受信機の浮力調整ならびに、波浪状況が良い結果を得るためには重要である。 

・大型スピーカーを実用化するためには、音圧と共振の問題をクリアする必要がある。 

・より地下深部へ音波を到達させるためには、周波数の低減と信号長を長くすることが重

要となるが、そのためには船速を落とす必要がある。一方で作業の効率化には、船速を

上げることが重要である。これらの問題を解決するためには、海洋生態系に影響を与え

ない程度の高い音圧を安定して発震できる大型スピーカーの開発が必要である。 

今年度の調査を通じて、本手法が従来の音波探査の代替手法となる可能性を示すことが

できた一方で、地層処分に適応できる手法とするための課題も明らかとなった。次年度以

降は、これらの課題の克服にむけて高度化を進めていく。 
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本章では、地層処分事業へのアウトプットを目的として、過去の沿岸部に関する研究開

発事業も含めて得られた知見や成果に基づき、概要調査における沿岸部深部の地下水流動

特性の評価にかかる手順や考え方について整理する。 

なお、過年度事業も含め、沿岸部に関する研究開発事業は、沿岸部特有の地質環境特性

の把握と理解に特化している。そのため沿岸部における概要調査の全体計画よりも、沿岸

部の地質環境特性（具体的には、塩淡境界や化石海水など）を把握するための個別計画が

主な反映先となる。また、内陸部における文献調査ならびに概要調査を対象とした地下水

流動評価手法については、日本原子力研究開発機構・電力中央研究所（2020）において瑞

浪を事例とした整理がなされているため、今回のとりまとめにあたっては、北海道幌延町

沿岸部（浜里サイト）と静岡県富士市沿岸部（駿河湾サイト）によって得られた研究成果

から沿岸域の深部地下水の状態を把握するための調査手法を整理する形で実施した。 

 

 

上述したように、沿岸部事業では、既存研究も含めて平成 19 年度から現在（令和 4 年

度）に至るまで 15 年にわたり、北海道幌延町沿岸部と静岡県富士市沿岸部で地質環境特

性の把握に向けた調査を実施してきた。両者の水文地質学的な特徴と実施した調査項目に

ついて、表 3-4-1 にまとめた。 

 

表 3-4- 1 両サイトにおける水文地質特性と調査実施項目 

 

浜里サイト 駿河湾サイト

水文地質特性

地形勾配（海底も含む） 緩やか 急峻

地質 第四紀層（砂や泥の未固結層） 第四紀層（礫や砂の未固結層）

地下水の流速 遅い 速い

調査実施項目

地表調査（地下水調査） 〇（サイト周辺のみ） 〇（サイトを含む富士山全域）

流域の水文データの密度 疎 密

ボーリング 最大1200ｍ（合計4本） 最大800ｍ(合計4本：R4予定）

比抵抗探査（陸域） 〇 ✖

比抵抗探査（海域） 〇 ✖

反射法探査（陸域） 〇 ✖

反射法探査（海域） 〇（浅海域のみ:R4予定） 〇（浅海域を除く）

海底湧出地下水調査 ✖ 〇

地下水流動解析 〇 〇
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本表に示されるように、両地域は動水勾配や透水係数に大きな影響を与える地形や地質

に大きな違いあることから、地下水流動的な観点から対極に位置していることがわかる。

したがって、両地域を研究することで、沿岸部地下水の地域特性と一般性を把握できると

ともに、概要調査にむけた内陸調査との連携を検討することができると考えた。また、両

地域において実施した調査項目が異なる要因として、地形や地質などの自然環境的な要因

だけでなく、その地域の人間活動が挙げられる。 

 本章では、実際に沿岸部における概要調査を実施する上で、なにが調査の制限となる

のかについても 2 つの地域の事例をもとに整理する。 

 

 

浜里サイトでは、平成 19 年度から 24 年度にかけて実施された地層処分に関する研究開

発事業「沿岸部塩淡境界・断層評価技術高度化開発」において、おもに沿岸部における塩

淡境界の形状と深部地下水流動系の把握、さらには物理探査とボーリングデータの組み合

わせによる調査手法の有効性の確認を目的とした 3 本のボーリング調査と物理探査が実施

された。また、詳細については後述するが、その際に得られた情報をもとに、350ｍの調

査孔を平成 30 年度に掘削している。当該研究を実施した当時は、沿岸部における知見が

十分でなかったため、網羅的に、複数の調査を実施したが、本文では、調査目的に合わせ

る形で実施項目を整理する。 

 

① 塩淡境界の形状把握と深部地下水の性状を対象とした調査手順 

塩淡境界は陸域からの淡水性地下水と海域からもらされる塩水が混じりあう遷移帯であ

り、沿岸部特有の地下水環境である。塩淡境界では上昇流が生じることから、深層から浅

層への移行経路になるのではないかと考えられていたが、沿岸部研究が本格的にスタート

した 2000 年頃は、その大きさや地下深部における形状などは明らかにされていなかっ

た。現在では、数多くの知見から塩淡境界の規模は海岸線近郊の外浜スケールから大陸棚

スケールまで存在することが推定されている（Bratton, 2010） 

また、海底下において氷期降水を起源とする淡水性地下水が存在することは Edmonds

（2001）によって概念図として描かれているが、その後の研究により、海底下における低

塩分濃度の地下水は、世界中でその存在が報告されている（Post et al., 2013）。一方で、

ボーリング調査など、これら海底下の淡水性地下水に関する実証データは乏しく、海底下

深部における塩淡境界の規模や深度、分布を決定する要因については明らかとなっていな

い。そのため本文では浜里サイトの研究成果をもとに、塩淡境界と海底下の深部地下水の

性状を対象とした調査手順の整理を行う。 

 

（a） 物理探査 

（i）比抵抗探査 
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塩淡境界の深度や分布を把握する上で、有効な手段としては、電気探査や電磁探査など

の比抵抗探査が挙げられる。幌延サイトでは、平成 19 年度から 21 年度にかけて陸域の電

磁探査（広域：MT 法、AMT 法、掘削地点：TEM 法）を実施した。海域については平成

19 年度から浅海域を対象とした海底電磁探査装置の開発を実施し、平成 21 年度の予備調

査、22 年度に本格的な調査を実施した。調査で要求される探査深度（最低でも数 100ｍ、

理想としては数 km）を考えた場合、電気探査ではなく電磁探査が選択候補として上位と

なる。陸域のみ、海域（特に深海域）のみの電磁探査の調査事例は少なくないが、海陸を

接合する形での調査が行われた事例は少ない。これは沿岸域における探査の困難さとし

て、浅海域における探査母船の運用の難しさ（中型以上の船舶の利用が難しく、搭載可能

な探査装置の形状や重量が制限される）と海底での測定における海水揺動がノイズ源とな

ることが主因となる。浜里サイトにおける「沿岸部」の特徴としては、第一に遠浅なかつ

比較的平坦な海底地形が挙げられる。ここでは、このような条件下における海陸接合探査

の実施について、概略を記す。 

 

1）陸域調査 

探査深度が数 100ｍ〜数 km かつ水平方向に数 km~数 10km の範囲での海陸接合比抵抗

構造調査における陸域探査を考えた場合、電磁探査法の中で MT 法（地磁気地電流法）の

利用がまず想定される。MT 法は送信器を用意する必要がなく、自然由来の電磁場を信号

源として各測点で電場と磁場を数時間〜数日間測定する。時系列データをフーリエ変換等

で周波数領域データとし、Maxwell 方程式に基づいた逆解析を行い地下の比抵抗構造を推

定する。地熱探査等を中心に発展してきた手法であるが、電磁探査の中ではほぼ唯一、地

下数 km までの構造を調査可能となっており、かつ、２次元、3 次元解析が商用レベルで

行われている手法であり、広域から中域の深部比抵抗構造を推定可能である。一方、自然

信号を用いるため信号強度が弱い、また制御不可能という問題がある。一般的に太陽の黒

点活動や磁気嵐などで地球を取り巻く電磁場活動が活発になる程 MT 法の信号強度も上が

り、データ品質も向上するが、社会活動に伴う人工電磁ノイズ（送電線や鉄道など）の影

響を抑え安定な信号を得るには測点で 1 週間程度の長期間のデータ取得が必要となること

がある。調査全体では数十点の測点があることが多いため、調査・作業コストの上昇を招

くリスクがある。自然信号源の問題を補うため、調査区域から数 km 以上離れた場所に電

線を長さ 1~3km 程度で直線上（多くは河川沿いや道路沿いに）展開設置して信号源とし

て利用する CSMT（人工信号源 MT、Controlled Source MT）法の利用も考えらえる。自

然信号のみで調査できる MT 法の利点は失われるが、送信信号を制御して探査効率を上げ

ることが可能となる。近年は MT 法の測定・解析技術の向上によりデータ品質や解析結果

の品質が改善しているため MT 法のみが実施されることも多い。 

一方、調査区域の地下数 100m 以浅のより詳細な比抵抗情報（すなわち地表から深度

2~300m 程度の地下水、断層構造など）を知りたい場合には、陸上での人工信号源電磁探



 

282 

 

査(CSEM、 Controlled Source EM)法や高周波数の自然信号を用いた AMT（Audio 

frequency MT）法、そしてヘリコプター等の航空機を利用した空中電磁探査の利用が考え

らえる。空中電磁探査は広範囲を効率よく探査できるが調査費用が高く、飛行のための法

的手続きなどの準備期間も必要であるため、陸上 CSEM 法探査の利用が有力な候補とな

る。CSEM 法には地下数ｍまでの探査に特化した小型軽量な装置から、地下数 100ｍまで

調査可能な時間領域電磁探査（TDEM、Time Domain Electromagnetic）法（あるいは別

の呼称として過渡応答電磁（TEM、Transient EM）法など多くの種類がある。一辺

50~100ｍ程度の正方形ループを地表に展開し、その中心などの磁場センサーを設置して過

渡応答を測定・解析する TEM 法は、探査効率とデータの安定性から地表から地下 2〜

300m 程度の比抵抗構造の推定に広く用いられ、本調査でも重要な選択肢となる。ただ

し、MT 法と異なり 2、 3 次元解析は未だ研究途上であり、1 次元解析が主流である。送

信ループと受信センサーがほぼ同じ場所であるため、受信点直下の比抵抗構造を反映しや

すく 1 次元解析やそれを複数点で行い疑似２次元、３次元比抵抗断面図を解析結果とする

方法が広く用いられる。幌延サイトでも浜里地区で 100 点以上の測定を行い、地表から

150ｍ程度までについて、MT 法の浅部構造解析結果や浜里地区でのボーリング結果（電

気検層）と比較し、調和的な結果を得ている。 

以上が深部及び浅部の比抵抗構造を陸域で調査するための電磁気的探査手法とその概要

である。いずれの手法でも、電磁探査法は人工電磁ノイズ（発電所、送電線、工場、民

家、畜産・酪農の電気柵など）や金属物（フェンスや地下埋設配管など）の影響を受けや

すいため、そのような場所を可能な限り避ける必要がある。加えて、地形が送信・受信電

磁場に影響を与えるがそれを完全に考慮した解析手法は未だ存在しない。一方で、地下深

部ほど地表の影響は低減されるため、既存の解析手法でも比抵抗構造の推定は可能であ

る。 

 

2）海域調査 

 海陸接合での比抵抗探査を実施する場合、(1)で述べたような陸域の探査は測定手法自

体については既に確立されたものを用いることが可能である。一方、海域においても、深

海域（およそ水深 300m 以深）については、地球科学調査や海底石油ガス探鉱で開発・利

用されている自己浮上型の海底電磁場受信器（Ocean Bottom ElectroMagnetometer、 

OBEM）と自然信号源あるいは人工信号源を用いた探査手法が存在する。前者は海洋 MT

（Marine MT、MMT）法、後者は海洋人工信号源電磁探査 (Marine Controlled Source 

Electromagnetic、 MCSEM)法と呼ばれている。しかしながら海陸接合探査を考えた場

合、沿岸浅海域における電磁探査手法はこれまでほとんど存在していなかった。これは、

沿岸海側での調査需要が高くなかったことに加えて、浅海域では波浪の影響により、海底

に着底させた電磁場受信器が揺動してデータ品質が悪化することが主因である。加えて、

水深が極浅い沿岸域では中型〜大型の探査船が航行できず、搭載できる受信器の大きさや
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重量が制限される。このようなデータ品質や運用上の課題を踏まえて、過年度事業では、

自然信号を利用する浅海用の新たな受信器を開発した（Ueda et al., 2014）。この新しい受

信器は深海用受信器が備える自己浮上用のガラス球を用いないことで低床化を行い、波浪

揺動の影響を大きく低減させている。また、深海用は電極ダイポールを 10m とするもの

が多いが、小型船への搭載を考慮し 5m とした）ただし、一般にはダイポール長が大きい

方が安定した電位測定が可能である）。以上の改変により、水深 5m 程度の浅海域でも航行

可能な小型船（漁船）での探査実施を可能とした。具体的な探査の適用条件としては、陸

域 MT 法同様、人工電磁ノイズが挙げられるが、海上・海中ではそれらの影響よりも海面

の波浪による海底での装置揺動の方が大きな影響を受ける。特に、水深 10m まではその

影響が強く、陸域に近い極浅海域では可能な限り長時間の測定を行うことが望ましい。一

方、沖合で水深が 50m を超えると波浪揺動は低減しデータ品質は向上する。ただし、前

述のように新たな浅海用受信器は自己浮上が不可能なため、アンカーと共に自由落下させ

て測定を終えた後、探査船のウィンチなどを用いて手法で巻き上げて回収を行う必要があ

り、水深が深いほどこの作業に時間を要することになる（水深 100m で数十分程度）。ま

た、適用可能な海域としては、できるだけ海底は平坦で起伏がないことが望ましく、さら

に、岩礁よりは砂地の方が安定した着底・測定が可能となる。漁業との兼ね合いを考えた

場合、この探査手法は自然信号を用いるため、海中に新たな電磁場を発生させることはな

いことから（受信器の動作回路などは除く）、海中・海底に生息する生物に対して本装置

や探査・データ取得自体が影響を与えることはほぼないと言える。しかしながら、海底を

利用する種類の漁業活動（定置網やタコつぼ漁）が行われていた場合は、探査装置周辺に

おいては、探査期間中の漁の制限や、漁業装置の一時回収等を依頼する必要がある。それ

以外にも、探査海域を所掌する漁業組合やその隣接漁業組合、広域の漁業組合に対しても

事前に十分な説明を行い、許可・了承を得ておく必要がある。また海上保安庁への連絡な

ど、許認可手続きについては不備なく実施することが必須である。 

探査データの解析については、データが取得された後は基本的に陸域の MT 法データと

同様の処理・解析を行うことが可能である。陸域データと統合し海陸接合データとすれ

ば、これを一括して逆解析することで海陸接合の地下構造を推定できる。陸域・海域で海

岸線（汀線）に垂直方向に測点を複数設置して測線を設定することで 2 次元探査・解析が

可能となる。さらに、面的（可能であれば格子状）に測点を展開設置し、それらのデータ

を解析することで 3 次元探査が実現できるが、探査コストの増加に加え、解析も難しいた

め、まずは 2 次元探査（測線状となる測点の設定）が重要である。 

 

（ii）反射法地震探査 

 塩淡境界深度や分布が地質によって規定されるかどうかを検証するためには、地下の

地質構造を把握する必要がある。広域の地下構造の概要を把握するために有効な手段が反

射法地震探査である。 
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反射法地震探査は、石油ガス探鉱の主力手法として、陸域・海域で数多くの調査が行わ

れてきた。地震波（弾性波）を波動現象として扱い、地中の弾性波速度構造の違いによる

反射現象を利用する。地層境界と弾性波速度境界は必ずしも一致しないが、弾性波速度は

地中の密度と強い関係があり、反射境界は地下構造そのものをよく捉えるため、背斜・褶

曲構造や断層を推定することが可能となる。電磁探査同様、測点（地震計）を測線状に配

置して、信号源（一般的には陸域は起振車やダイナマイト、海域はエアガン（圧縮空

気））を移動させることで多数の反射応答を受信する。陸域においては、山間部などを除

いては既存の道路を測線として利用することが多い。それらに対して重合処理などを行い

2 次元の反射境界構造断面を推定する。測点を面的（格子状）に展開すれば 3 次元探査が

可能となるが、陸域では前述のように道路を利用することが多いため、面的（格子状）の

測点・測線を確保することは難しいことが多い。一方、海域では地震計を多数搭載したケ

ーブルを曳航することで比較的容易に 2 次元探査が可能であり、かつ、ケーブルを並行に

複数本同時曳航することで 3 次元探査・解析も可能である。ただし、海域の反射法地震探

査自体が非常に高額な手法であり、3 次元探査はさらに高コストな手法である。得られる

地下構造の情報量は多いが、探査費用とのバランスを考えて手法を選定する必要がある。

標準的な探査仕様では地下 1~2km 程度までの弾性波速度境界構造が推定できる。この情

報と電磁探査の比抵抗情報を合わせることでより詳しい地下構造の推測が可能となる。 

なお、浅海沿岸域における反射法地震探査については、電磁探査同様、探査船の曳航・

運用が課題であり、小型船舶でも実施可能な手法が求められる。本事業では、今年度より

浅海域に特化した 3 次元の反射法音波探査手法の高度化に取り組んでおり（3-3 章を参

照）、これにより、海陸連続の地質構造データを取得するための調査手法の体系化を目指

す。 

 

（b）ボーリング掘削 

 上述した物理探査（電磁探査や反射法地震探査）の結果の検証に有効な手段がボーリ

ング調査である。浜里サイトでは DD-1 孔から DD-4 孔まで 4 本の調査孔を掘削した。そ

れぞれの深度は、1200ｍ、100m、160m、350ｍである。浜里サイトは海岸線から 300ｍ

陸側に入った砂丘上に位置している。そのため、地盤は非常に軟弱である。地層処分場で

想定されているオールコアボーリングでは、より多くの地質環境特性にかかる情報を得る

必要があることから、とくに軟弱な沖積層を中心に異なる掘削手法を用いた。100ｍと

160m の観測井については、泡ボーリングを用い（武田ほか、2006）、160ｍ以深ではワイ

ヤーライン工法を用いた（越谷ほか、2012）。当該地域に限って言えば、礫混じりの砂層

が卓越する更別層の下面（深度 485m）までは普通工法を用いた方が、より高いコア採取

率を得ることが可能であると判断されるが、工期等の問題から、当該事業では、ワイヤー

ライン工法を用いた。両手法において掘削水のトレーサー管理を実施し、コア間隙水の抽

出や揚水の際には、泥水侵入による影響をできる限り排除した。 
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 浜里サイトにおいて実施した 1200ｍの大深度ボーリングでは、2～10ｍ間隔でコア間

隙水を抽出し、詳細な水質（電気伝導度や無期溶存イオン成分など）と水素・酸素安定同

位体比のプロファイルを作成した。Cl 濃度のプロファイルと比抵抗分布図を比較すること

で、観測された比抵抗値の違いが地下水の塩分濃度の違いを表すことが明らかとなった。

また間隙水中の Cl 濃度や水素・酸素安定同位体比の鉛直プロファイルに見られる屈曲点

が大局的には、地層境界と一致していることがわかった（Ikawa et al.、 2014）。浜里サ

イトでは、第四紀堆積物である勇知層以深から淡水と塩水との拡散場が形成されており、

地層境界が水理的境界の一因となることが証明された。一方で、反射法から推定された地

層境界とコア観察等による地層境界区分とは深度が大きくなるほど明確な一致は見られな

かった。 

 

（c）採水 

 本ボーリング調査では、パーフォレーションにより 1200ｍの観測孔において７深度

（214m、306m、476m、613m、715m、943ｍ、1143ｍ）での採水を実施した。本採水

は主に水理試験による帯水層特性の把握とともに、地下水年代測定を目的としている。本

採水によって得られた地下水年代を上述した間隙水の鉛直プロファイルの結果に反映し、

さらに比抵抗分布の結果と組み合わせることで、現降水、現海水、氷期降水、化石海水の

地下分布が明らかとなり、それをもとに、当該地域における水文地質学的プロセスを加味

した地下水流動解析が可能となった。また上述したように、当該地域では更別層と勇知層

の境界付近で Cl 濃度は上昇しており、また Br/Cl 比からこれ以深に化石海水の存在が推

定されることから、移流場の下限を把握する目的で深度 350ｍのシングルスクリーンの調

査孔（DD-4）を設置し、帯水層特性の詳細な評価を実施した。 

 なお、1200m 孔においては上記のパーフォレーション後に地下水の自噴が見られたこ

とから、調査終了後、管頭に蓋をする形で井戸を管理した。掘削の数年後に沿岸部処分シ

ステム高度化開発において、再び同じ深度で採水を実施したところ、対象深度の地下水の

水質は、掘削直後に実施した採水結果とは異なる値であることが認められた。その水質の

状況から、高い水圧を有する深層から浅層の穿孔部に地下水が移動してしまったことが、

2 回目の採水時の値が異なる結果の原因であることが明らかになった。 

 

②浜里サイトにおける課題 

 浜里サイトにおける研究開発により、浅海域の電磁探査手法の開発に成功することが

できた。その結果、海陸連続の比抵抗分布データを取得することができ、動水勾配が小さ

い沈降域では、海底下に淡水性地下水が存在することが推定され、またその涵養プロセス

についても仮説を立てることができた。一方で、沿岸部のような軟弱地盤において陸域か

らのボーリング調査による海底下の淡水生地下水の実証に向けたアプローチは、現在の掘

削技術では十分に対応できず、さらなる技術開発が必要となっている（3-1 章（1）②を参
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照）。また浅海域における地質構造把握のための反射法音波探査についても（3-3 章）、引

き続き高度化を図っていく必要がある。 

 

 

 駿河湾サイトでは、塩淡境界の形状把握と海底湧出地下水を含む深部地下水流動評価

を目的とした調査を実施した。海底湧出地下水については平成 25 年度に開始された地層

処分研究事業「海域地質環境調査確証技術開発」から本事業に至るまで継続的に駿河湾の

富士川河口域から田子の浦までを対象とした調査を実施している。各事業の中で実施した

調査項目や高度化研究の概要については、3-2 章の（6）において紹介されているためここ

では省略し、調査手順を中心に整理を行う。 

 

①海底湧出地下水の実態把握を対象とした調査手順 

 駿河湾サイトでは、後背地に富士山を有しており、Ono et al. (2019) によると駿河湾

サイト近辺を流れる深部地下水の涵養標高は 2,000m を超えるものもある。また、国内外

における火山島や沿岸部の火山地域において海底湧出地下水の存在が報告されていること

から、動水勾配も大きく、大規模な地下水流動系の存在が確認されている当該地域におい

ても海底湧出地下水の存在が強く推測された。また、3-2 章の（４）で示されている通

り、既存研究においては、非常に局所的な海底湧出地下水の関しては実測にもとづく定量

的な評価がなされているものの、流域単位での広範囲の湧出量については、定量評価はな

されていなかった。海底湧出地下水については、地下水の出口として、地下水流動評価に

対し大きな影響を持つとともに、漁業を中心とした地域の経済活動とも密接に関係すると

考えられ、また海洋生態系に対しても大きな影響力をもつことから、地層処分事業におけ

る安全評価、とりわけ生活圏評価において非常に大きなインパクトを持つ。また海底湧出

地下水がパスとなることで、深部の地下水流動を緩やかなものとしている可能性もある。

したがって、地層処分事業における地域住民における理解を促進する上でも非常に重要で

ある。 

 

（a）海底湧出地下水調査 

（i）広域を対象とした海底湧出地下水調査 

 3-4（6）に書かれている通り、海域では地表踏査のような細かい調査は実施できない

ため、広域から局所的な範囲まで合理的に調査を進めていく必要がある。代表的な広域調

査として曳航式の海中ラドン濃度測定とマルチビーム測深やサイドスキャンソナー等の音

波探査である。海中ラドン濃度測定は、222Rn が岩石由来であり、地下水にはほとんど含

まれないという特性を活かした調査である。これにより、海中に陸域起源の地下水が湧出

している範囲を絞り込むことが可能となる。一方で、本手法は海底面ではなく、海面から

1m 程度の海水のラドン濃度を測定しているため、ラドンが検出された位置が、そのまま
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対象地域の海底の湧出口の位置とは限らないことである。そのため、マルチビーム測深に

より海底地形を把握し、かつサイドスキャンソナー探査による音波の散乱域の情報を組み

合わせることで、海底湧出地下水が存在する可能性がある地点の深度や地形的特徴を把握

することが可能となる。駿河湾サイトにおいては、曳航式ラドン調査により、富士川から

田子の浦にかかる地域において強いシグナルが確認され、またマルチビーム測深測量とサ

イドスキャンソナー探査により、水深 100～160m 付近の崖や谷部に音波の散乱域がある

ことが確認された。 

 

（ii）局所域を対象とした海底湧出地下水調査 

広域調査により、海底湧出地下水の調査範囲を推定した後は、水中ドローンと呼ばれる

無人潜水機（ROV）を用いた調査へと移行する。ROV に水中カメラを搭載し、目視によ

り海底湧出地下水の存在を確認するとともに、GPS やトランスポンダにより、その位置を

確認する。水中カメラにより、海底湧出地下水の存在を確認した後は、ROV と高感度音響

カメラを用いた測線調査を実施する。本調査技術については、本事業において高度化を実

施しているところであるが、これまでの成果から音響映像から海底湧出地点を測線上にて

連続で観測することが可能であることがわかっている。また撮影された湧出地下水のプリ

ュームの大きさから湧出量を推定する方法も検討が進んでおり、測線上での湧出量の定量

化についても可能となっている。現在は、統計的な処理を用いていることで測線間の地下

水湧出量を推定し、流域の出口全体での湧出量の定量化についての検討を進めているとこ

ろである。 

一方でこのような音響カメラを用いた調査手法では、先述した浜里サイトにおける電磁

探査による比抵抗分布と同じで、湧出水そのものの水質を把握することはできないため、

湧出水の起源や流動系に関する実態を把握することはできない。そのため、ROV と採水器

を用いた採水作業も同時に必要となる。本事業においては、湧出口が水深 100～160m 付

近にあり、ダイバーの潜水作業可能な水深よりも深いことから、従来のニスキン採水器を

用いた採水手法では湧出口周辺の塩水の引き込みによるサンプルのコンタミを防ぎきれな

かった。そのため、チャンバーとシリンダ―を組み合わせた独自の採水器を開発し、現時

点では塩分濃度が海水の 7.9％程度の非常に品質の高い淡水型の海底湧出地下水の採取に

成功した。これにより、陸域地下水との連続性について、今後、議論が進むことが予想さ

れる。 

 

②塩淡境界の形状把握および塩淡境界より下位の塩水を対象とした調査手順 

（a）ボーリング孔掘削 

 駿河湾サイトでは平成 26 年度から２７年度にかけて 2 本の調査孔を富士川の右岸と

左岸に、それぞれ 350m（SKB 孔）と 160m（FGB 孔）を掘削した。SKB 孔は海岸線か

ら 50m 内陸の砂浜で、FGB 孔は海岸線から 300m 内陸の造成地（富士市クリーンセンタ
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ーききょう内）で掘削を実施した。両地点はともに富士川の扇状地堆積物を中心とした砂

礫層が卓越していることから、単一孔でのコアリングと地下水採取の両立は難しいと判断

し、あらかじめ地質を把握するための予備孔を掘削した。予備孔から得られた地質情報に

もとづき地下水調査孔における採水区間を決定した。なお海岸に掘削した SKB 孔につい

ては、土地を管理する国土交通省から台風時における高波による危険を回避するため、掘

削道具や資材の一時撤去が求められたため、可動式の櫓を用いた掘削を行った。また調査

孔の年度をまたいでの調査孔の設置が認められなかったことから、調査孔は掘削終了後に

埋め戻す必要があったため、採水を含む水理試験は、パーフォレーションではなく、掘削

しながら該当深度で随時実施した。FGB 孔については、深度 150ｍの溶岩直下の地下水の

流動を把握するめに 155～160m の間にスクリーンを設けた観測井として仕上げ、その

後、パッカーを用いた水理試験を実施した。 

 

（b）採水 

 SKB 孔では 10 深度で採水を行い、無期溶存イオン濃度に加えて、酸素・水素安定同

位体比や 14C や希ガス（ヘリウム）を用いた地下水年代測定を実施した。その結果、SKB

孔では、深度 120m 付近で地下水の水質は淡水から塩水へと変化し、150~160m 付近で完

全な塩水となった。また、地下水年代については、塩淡境界を挟んで上下で逆転する現象

が確認された。すなわち、塩淡境界より上位の淡水域では、深度に伴い地下水年代は古く

なるのに対し、塩淡境界より下位では、地下水年代は深度にともなって新しくなる傾向が

確認された。これは浜里サイトで見られた現象とは逆の現象であり、この結果の意味につ

いては現在、検討を進めている。最終的に SKB 孔では浜里サイトのような古海水の存在

は確認されなかった。 

 

（c）流向流速測定 

 本事業では上述した SKB 孔や FGB 孔における観測結果をもとに、令和 2 年度から、

新たに掘削した FGB-2 孔（深度 800m 次年度予定）と令和 4 年度に掘削予定の FGB-3 孔

（深度 120m 予定）において流向流速計を用いた塩淡境界付近における地下水の流向流速

測定を実施する。今年度の FGB-2 孔における実測結果については、3-1（1）の(vii)を参照

されたい。塩淡境界より下位の塩水地下水の流動を把握することは、地下水流動が活発な

地域での塩水の挙動を予測する上で重要である。 

 

② 駿河湾サイトにおける課題 

当該サイトでは、海岸線の直近まで民家や工場などが存在するため、浜里サイトで実施

したような陸域から海域にかけての物理探査を実施することができなかった。一般的に沿

岸部は人間活動の場であることから実際の地層処分事業においても物理探査の実施には制

限がかかることが予想される。このような地域では、陸域と海域の断片的なデータから接
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合部における地下水を含む地質環境特性を推定する必要がある。今後は、陸域のボーリン

グ調査と海域の海底湧水調査の結果、ならびに数値解析を組み合わせて、どのように不確

実性を減らしていくかを検討していく必要がある。 

 

（まとめ） 

現時点で海域調査と陸域調査での到達段階は異なっている。陸域においては人為的な調

査の制限がない限り、地質構造の把握（反射法）、塩淡境界の形状把握（比抵抗）、拡散場

の把握（コア間隙水）、地下水年代の把握（多層からの揚水）など、瑞浪などで用いられ

てきた技術の適用が可能である。沿岸部では陸域と海底下での塩水と淡水の区分が重要で

あるが、それには比抵抗探査結果は有効であり、本手法は浜里サイトにおけるボーリング

調査（コア採取、物理検層）によって実証された。このような物理探査とボーリングを組

み合わせた手法は、原理的にはあらゆる沿岸部で有効と考えられる。ただし、海底電磁探

査によって得られた結果から海底下の存在することが予想される淡水性地下水については

ボーリング調査による検証はなされていない。 

浜里サイトと駿河湾サイトでは、淡水から塩水までの分布に関して特徴的な傾向が得ら

れた。浜里サイトのように動水勾配が小さい地域では、地表から深層に向かって、一般に

流動性地下水、氷期降水、拡散場、塩水地下水という分布を示すと推定される。一方で、

駿河湾サイトのように動水勾配が大きい地域では流動性の淡水地下水の直下に塩淡境界が

存在し、その下位に塩水が続く。 

ただし、陸域においてすら、塩淡境界や塩水地下水の動きははっきりしない。浜里サイ

トでは深度 1000m 以深の塩水領域の地下水の年代は 100 万年以上とほとんど動いていな

いと考えられることから、多少なりとも動きが期待できる深度 100m の淡水地下水の挙動

に関してプッシュプル法による長期実験で流速の定量化を試み、地下水は 0.1m/y のオー

ダーで移動していることが実証された。この理由で、地下水流動が活発な駿河湾において

も流向流速測定をおこなったが、塩淡境界は塩水領域を含む 10-7m/s 以下の領域ではあま

りにも動きが遅く現時点では定量できていない。そもそも塩淡境界下の塩水が動いている

のかどうか（ひいては海底下の塩水が動いているか）、そして地下水年代との整合性に関

してはさらなる検討が必要になろう。また、現時点では塩淡境界の情報は点での調査に限

られてきたために、三次元的な把握が必要であり、今後はある程度、水平方向に広がりを

もった調査エリアにて実態把握を行うことが必要である。 

 海域調査に関しては、駿河湾サイトを調査地域とし、曳航調査、サイドスキャン、

ROV、採水といった技術の適用および高度化を通じて、現時点までで考えられる調査方法

の体系化をおこなった。ターゲットとしたのは大規模海底湧出地下水である。駿河湾以外

でのその実態は不明であるが、我が国の多くの地域で、海底湧出地下水の存在が報告され

ていることから海域調査における重要な調査項目となりえる可能性がある。少なくとも沿
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岸部の背後に大きな動水勾配を有する地域では、海底に張り出す淡水地下水は海水の水圧

に抗して海底に湧水を発生させる可能性が大きい。 

 今日までに、海底湧出地下水の調査結果を、地下水流動解析と組み合わせる段階に近

づいてきたところである。これを進めるとともに、異なる地域においても海底湧出地下水

の実態把握を行うか、あるいは駿河湾にてより詳細な調査を行うなどし、海底湧出地下水

が存在する原因について考察を深めていくことで、より汎用性のある結果とすることが可

能となる。 
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沿岸部の処分場における、セメント系材料で構成される坑道の支保及び覆工に関する、

地下水の影響を踏まえた状態変遷などのイメージを図 4-1- 1 に示す。処分場で使用される

セメント系材料としては、吹付けコンクリート、セグメント及び覆工コンクリート（以

下、支保コンクリートなど）が想定される。これらの支保コンクリートなどは、回収可能

性を維持する期間が終了するまで空洞安定性を確保するために必要な強度が無ければなら

ない。一方で、これらの支保コンクリートなどは、岩盤側から接触する地下水の影響によ

り化学的に変質し、変質部分の強度が低下する可能性がある。そのため、あらかじめ工法

の選択、支保工コンクリートなどの厚さを設定など、支保工及び覆工の設計において、化

学変質の影響、とりわけ強度の低下の影響を盛り込む必要がある。 

そのような設計を可能とするためには、我が国の沿岸域での多様な地下水の水質に対応

して、化学変質の影響とその大きさを予め予測できるよう、支保コンクリートなどに用い

られるセメント系材料の変質機構（メカニズム）や変質の影響を見積もるためのデータの

蓄積と、現象モデルの構築、並びにそれらを再現可能な数値解析手法の整備が必要であ

る。 

そこで本業務では、支保コンクリートなどの設計に向けた空洞安定性評価に資する情報

として、地下水成分の特徴によりセメント系材料にどのような変質が起きるか、また、強

度が低下するのはどのような変質が起きた場合かの知見の取得と整理に取り組む。地下水

によるセメント系材料の変質現象の把握及び二次鉱物が生成した変質部の力学特性の変化

に関する知見の取得に取り組み、どのような場合にセメント系材料の強度が低下するかを

整理する。その上で、処分場の候補地が絞られた際に、そのサイトの地下水による化学変

質及びそれに伴う強度変化域の進展予測をするための解析手法の検討にも取り組む。これ

らの検討結果から、強度低下を引き起こす化学変質が起きた領域は保守的に強度を見込ま

ないとする形で、空洞安定性評価を実施することが可能と考える。また、将来的に変質に

より変化した力学特性の情報を空洞安定性評価に反映できるよう、解析によるコンクリー

ト強度の予測の可能性を検討する。 
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図 4-1- 1 坑道の支保工及び覆工の状態変遷と維持期間のイメージ 
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平成 30 年度までに、陸域からの地下水の海水への混合を想定し、希釈した人工海水に

セメントペースト試料を浸漬し、化学変質挙動及び力学的特性に関するデータを取得して

知見を整理してきた。その結果、セメントペースト試料の接液面の固相外側に Mg(OH)2

及び CaCO3といった二次鉱物が生成し、内部の化学変質を抑制する現象が認められた。

塩水化学組成により、試料表面や空隙内に生成する二次鉱物の種類や量などの化学変質挙

動が異なり、それにより力学的特性の変化が異なる可能性が示唆された。これまでに、同

じ溶液に浸漬した試料においても、接液面の二次鉱物が成長しひび割れが発生した例と、

目視上、成長が見られずひび割れが発生しない例とが混在しているケースがあった（産業

技術総合研究所、日本原子力研究開発機構、原子力環境整備促進・資金管理センター、電

力中央研究所, 2017; 2018; 2019）。また、海洋環境下に浸漬されたコンクリートについ

て、接液面に二次鉱物が生成している試料と生成していない試料の両方が存在している報

告例(Jakobsen, et al., 2016)があり、セメント系材料の外側に生成する二次鉱物の生成条

件や生成後の挙動は明確ではない。 

沿岸部の地下水は様々な化学組成が存在する（産業技術総合研究所, 日本原子力研究開

発機構, 原子力環境整備促進・資金管理センター, 電力中央研究所, 2018）。しかし、淡水

と塩水の混合や水－岩石反応により、海水及び希釈された海水の組成比から外れた地下水

におけるセメント系材料の化学変質のデータは少ない。沿岸部の地下水の化学組成を整理

し、生成する二次鉱物を把握し、その影響を整理する必要がある。 

試験に使用するセメントの種類は、OPC（普通ポルトランドセメント）、BFSC（高炉セ

メント）及び FAC（フライアッシュセメント）とする。塩水環境におけるトンネル工事で

OPC と BFSC の使用実績が多いこと、既往の検討結果（産業技術総合研究所, 日本原子力

研究開発機構, 原子力環境整備促進・資金管理センター, 電力中央研究所, 2017; 2018; 

2019）より、BFSC と FAC では、化学変質挙動は比較的同様な傾向を示すと考えられる

ことを踏まえて試験水準の計画に当たっては BFSC を優先して選択した。  

また、これまで主に変質現象が生じるセメントペーストでの試験データが多く取得さ

れ、実際に使用が想定されるモルタル及びコンクリートでのデータが少ないため、それら

の変質に伴う力学的特性の挙動の把握が必要である。また、セメントに急結剤を添加した

吹付けコンクリートや、蒸気養生などで硬化を促進した工場製品であるセグメントは、そ

れぞれ、化学変質などに関するデータが少ない。 

加えて、処分場の成立性評価の試行（産業技術総合研究所, 日本原子力研究開発機構, 

原子力環境整備促進・資金管理センター, 電力中央研究所, 2019）において、水理解析結

果を用いて試験結果と合わせて評価を行ったが、セメント系材料への水の接触について、

解析と試験条件の整合にも課題があり、現実的条件（セメント系材料と地下水の接触条件

など）をふまえてデータを取得していくことも必要である。 
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本フェーズの検討課題と研究のアプローチ及び成果の目標を図 4-1- 2 に示す。本図の

(I)(4-1（５）セメント系材料の化学変質に伴う力学的強度に関する検討)では、沿岸部の処

分場を想定した地下水条件で、セメントペーストの試料の接液面への二次鉱物生成状況を

確認し、化学変質と力学特性値の変化に関するデータを体系的に整理する。本図の(Ⅱ)

（4-1（６）現実的条件及び材料におけるセメント系材料の力学特性の評価手法に関する検

討）では、実環境における地下水流動を考慮した条件において、処分場での使用が想定さ

れるコンクリート試料の化学変質挙動及び変質の進展について評価するとともに、変質に

伴う力学的特性の変化を把握する。本図の(Ⅲ)では、(Ⅰ)及び(Ⅱ)で得られた結果を基に解

析による変質予測及び強度予測手法を整備する。強度推定手法の検討では、地下水や材料

の種類に応じた強度推定手法の構築を目的とし、相平衡計算と物質移行計算を連成させた

相平衡多元素移動計算コード（Hosokawa et al., 2011）を使用して、地下水とセメント系

材料の相互作用による鉱物相変化の計算を行う。計算されたセメント系材料の変質域に対

して、実験により確認された鉱物相の変質に伴う力学的特性変化を反映させることで、力

学的特性が変化した領域の進展を予測する手法を検討する。 

以上の検討により、本フェーズでは、試験データによる地下水組成とセメント系材料の

化学変質挙動と力学特性の関連に関する体系的な情報を整理し、現象を定性的に把握す

る。地下水組成とセメント系材料の化学変質と力学特性の関連整理のイメージ例を図 4-1- 

3 及び図 4-1- 4 に示す。試験データ整理結果に基づいて、体系的、定性的な示し方は検討

していく。加えて、化学的な変質と力学特性に関する解析的な予測手法の整備を目標とし

て実施する。 

本フェーズの年度展開を表 4-1- 2 に示す。令和 3 年度は、(Ⅰ)のセメントペーストバル

ク試料の詳細試験と簡易試験を、（Ⅱ）の令和 2 年度に開始したコンクリート試料の浸漬

試験及びフロースルー試験などを継続し、それぞれ試料を分析して地下水成分とセメント

硬化体の変質挙動の関係について確認した。同時に試料のセメントペースト変質部の力学

的特性の変化をビッカース硬度で測定し、化学的変質現象と機械特性の関係について整理

し、最終（令和 5）年度の取りまとめ方法について検討を行う。加えて、沿岸部から採取

した実地下水を使用した（Ⅰ）のセメントペースト及び（Ⅱ）のコンクリートの浸漬試験

などを開始した。 

(Ⅲ)では、令和 3 年度から解析コードを使用して沿岸部における多様な地下水の浸透に

よるコンクリート内部の変質と変質の進展、それに伴う強度変化域の進展の予測手法の開

発を目的とした検討を実施した。令和 3 年度は実験で確認された二次鉱物生成などの変質

現象を解析で再現する手法を検討した。  

 

 

令和 3 年度より、分野間連携の一環として、3-1 節「陸域から海域にかけての地質環境

特性の把握」において令和 3 年度採水した FGB-2 ボーリング孔の実地下水（表 4-1- 1 に
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示す）を使用し、室内試験で取得したデータの検証や実際の地下水でのデータの拡充のた

め、(5)②詳細浸漬試験、(6)②フロースルー試験及び③浸漬試験を開始した。また、実際の

地下水は、人工海水及び人工海水を希釈した模擬地下水と比べ、微量の化学成分なども含

むため、それらのセメント系材料の化学変質や力学特性への影響はないか把握をする。  
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表 4-1- 1 FGB-2 ボーリング孔の実地下水の一覧（分析結果） 

記

号 
地下水名 

成分濃度(mg/L) 

Na Cl SO4 
HC

O3 
K Ca Mg 

－ 
人工海水 

（参考） 

11,0

00 

20,0

00 

2,70

0 
150 420 

39

0 

1,30

0 

① FGB-2 (EL-100 m) R4 年度採取予定 

② 
FGB-2_167.70～

171.78 m 

2,30

0 

7,10

0 

1,10

0 
178 43 

88

0 
800 

③-

1 

FGB-2_214.75～

220.52 m 

10,0

00 

21,0

00 

2,90

0 
230 93 

90

0 

1,30

0 

③-

2 

FGB-2_280.95～

284.52 m 

11,0

00 

19,0

00 

2,70

0 
230 180 

57

0 

1,20

0 

③-

3 

FGB-2_341.05～

345.25m 

11,0

00 

23,0

00 

2,80

0 
260 280 

47

0 

1,30

0 

④ FGB-2 (EL-400 m) R4 年度採取予定 

 

  



 

299 

 

 

図 4-1- 2 今フェーズの検討課題と研究のアプローチ及び成果の目標 

 

 

図 4-1- 3 地下水組成とセメント系材料の化学変質と力学特性の関連整理のイメージ例  

その 1（ 関連図型 ） 

 

課題②
実際に使用が想定される材
料（吹付けコンクリートな
ど）における化学挙動・力
学特性把握

課題③
現実的条件(セメント系材料と
岩盤との接触部付近での地下
水流動など)をふまえた化学挙
動・力学特性の把握

(I)セメントペー
ストバルク試験
体の浸漬試験

(Ⅱ-b)現実的条件を
模擬したコンクリート
の変質試験

(Ⅱ-a)コンクリートの
接液面への二次鉱物
生成の確認試験

・解析による変質予測の検討(令和3年度より)
・強度推定手法の検討（化学変質と強度の関係）

課題①
沿岸海底下の地下水組成
及びセメント種類、化学変
質挙動と力学的特性の関連
の把握

⚫ 試験データによる地下水組成とセメント系材料の化学変質挙動と力学
特性の関連に関する体系的な情報の整理(定性的な把握)

⚫ 化学的な変質と力学特性に関する解析的な予測手法の整備

(Ⅰ)セメント系材料の化学変質に
伴う力学的特性に関する検討

(Ⅱ)現実的な材料および条件における変質挙動と力学的特性
に関する検討

(Ⅲ)地下水や材料の種類に応じ
た強度推定手法の検討

目標

(～R5)

塩水

地下水組成

降水

グループ1

グループ2

グループ3

グループ6

化学変質挙動
コンクリートの種類
セメント種類

コンクリート
OPC

吹付コンクリート
OPC

吹付コンクリート
BFSC

コンクリート
BFSC

力学特性
圧縮強度
（硬度)

変質パターンE
・Ca溶脱

変質パターンA
・CaCO3表面生成
・Ca溶脱 少

変質パターンB
・AFt生成
・Ca溶脱

変質パターンC
・Ca溶脱
・M-S-H生成

変質少

変質大

健全(低下なし)

強度低

・・・

・・・
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図 4-1- 4 地下水組成とセメント系材料の化学変質と力学特性の関連整理のイメージ例  

その 2（マップ型） 

 

 

表 4-1- 2 本フェーズの年度展開 

 

  

平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

(Ⅰ)セメント系材料の
化学変質に伴う機械
的強度に関する検討

(Ⅱ)現実的な材料お
よび条件における変質
挙動と機械的強度に
関する検討

(Ⅲ)地下水や材料の
種類に応じた強度推
定手法の検討

成 果
(アウトプット事項)

(令和2年へ反映) •既往の知見の整
理結果(地下水
の組成と変質の
関係等)

•試験より得られた
変質と力学特性
に関する知見拡
充

•試験より得られた
変質と力学特性
に関するの知見の
拡充

•体系的にデータを
整理し、化学変
質に伴う強度特
性変化に関する
基礎データを提供

(I)セメントペーストバルク試験体の浸漬試験

強度推定手法の検討

浸漬試験開始・
データ取得

初期状態の分析
簡易試験 データ取得 まとめ

(Ⅱ-a)コンクリートの接液面への二次鉱物生成の確認試験
(Ⅱ-b)現実的条件を模擬したコンクリートの変質試験(フロースルー試験と浸漬試験)

手法の検討 強度推定手法の検討

地下水組成、試験方
法の調査、試験計画、
試験体作成

情報収集

浸漬試験開始・
データ取得 データ取得 まとめ

地下水組成、試験方
法の調査、試験計画、
試験体作成

初期状態の分析
浸漬試験開始 データ取得

解析による変質予測の検討 まとめ

まとめ
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支保工の部材として想定した吹付けコンクリート、セグメント（以上は、支保工）、覆

工（現場打設）コンクリートの環境条件を図 4-1- 5 に示す。各コンクリートは、それぞれ

設置環境が異なるため、それぞれの環境条件に合わせた試験方法を（６）の試験で設定し

た。吹付けコンクリートは岩盤壁面との隙間を地下水が移動すると考えられるため、動的

条件を模擬できるフロースルー試験を実施した。セグメント及び現場打設コンクリートは

低透水の裏込め材や遮水シートの処置が施される事が想定されるため、静的または微動条

件を模擬できる浸漬試験を実施した（産業技術総合研究所, 原子力環境整備促進・資金管

理センター, 電力中央研究所, 2021）。なお、（５）のセメントペーストの試験は、浸漬試

験で実施した。 
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図 4-1- 5 各部材で想定した環境条件 
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陸域からの地下水と海水系地下水の混合を想定し、希釈した人工海水にセメントペース

ト試料を浸漬し、化学変質挙動及び力学的特性に関するデータを取得して知見を整理して

きた（産業技術総合研究所, 日本原子力研究開発機構, 原子力環境整備促進・資金管理セ

ンター, 電力中央研究所, 2019）。その結果、地下水の化学組成により、試料表面や空隙内

に生成する二次鉱物の種類や量などの化学変質挙動が異なり、それにより力学的特性の変

化が異なる可能性が示唆され、令和３年度は、平成 31 年度に整理した 62 地点の地下水の

化学組成データ（産業技術総合研究所, 原子力環境整備促進・資金管理センター, 電力中

央研究所, 2021）に加え、11 点のデータを加えて地下水の特徴を再整理した。 

 

 

令和 2 年度に実施したヘキサダイヤグラムの図の表示例を図 4-1- 6 に、ヘキサダイヤグ

ラムの整理結果の例を図 4-1- 7 に示す。 

沿岸部の地下水化学組成を考慮した試験に用いる塩水の条件を設定するために、日本国

内の地下水調査の結果のうち沿岸部の地下水化学組成に関する情報を、平成 30 年度沿岸

部処分システム高度化開発報告書（産業技術総合研究所, 日本原子力研究開発機構, 原子

力環境整備促進・資金管理センター, 電力中央研究所, 2019）の「2-2 沿岸部の地下水長期

安定性に関わる研究」に記載されている地下水の分析結果を中心に整理した。整理におい

ては、まず、地下水の主要溶存イオンの分析結果を示したヘキサダイヤグラムを、地下水

中の塩分濃度と地下水年代による４つの区分（現海水、化石海水、現降水、氷期降水）か

ら、さらに地下水の水質タイプ（Na-Cl 型、Ca-Cl 型など）ごとに分けた。さらに、人工

海水の Cl 濃度を基準に、各地下水が人工海水の何倍程度の濃度か、水質タイプ（例えば

Na-Cl 型）にどのような成分が混合したものか、といった観点をふまえて整理した。令和

３年度に加えた地下水データには、平成 30 年度に分類した地下水に比べ HCO3濃度が高

いのもがあった。 
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図 4-1- 6 ヘキサダイヤグラムの図の表示例 

 

 

 

図 4-1- 7 ヘキサダイヤグラムによる整理結果の例 
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令和２年度に実施したコンクリートの力学特性に影響を与える地下水の成分を整理した

結果を図 4-1- 8 に示す。 

化学変質に影響する塩水化学成分として挙げた成分のうち、地下水に含まれる Ca につ

いては、基本的に強度低下につながる化学変質を抑制するものと考えた。したがって、試

験に用いる塩水化学組成を判断する過程においては、コンクリートの強度低下の可能性が

ある化学変質に影響する成分である、HCO3、SO4、Mg に主に留意する事としている。ま

た、本業務では、強度の低下への影響を鑑み、以下の化学変質現象を中心に確認する事と

している。 

・Ca 溶脱：空隙の増加 

・炭酸化：C-S-H の分解による強度低下の可能性、または、pH 低下による鉄筋腐食の促

進の可能性（鉄筋コンクリートのみ） 

・硫酸塩化合物の生成：エトリンガイト生成による膨張に伴う劣化 

・Mg 系二次鉱物の生成：M-S-H による強度低下の可能性 

なお、セメント系材料の化学変質ではないが、鉄筋コンクリートにおける塩化物イオン

浸透による鉄筋腐食については、支保工の強度に影響するため留意する必要がある。 
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図 4-1- 8 コンクリートの力学特性に影響を与える地下水の成分の整理 
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模擬地下水の化学組成を表 4-1- 3 に、分類した地下水の組成を図 4-1- 9 に示す。 

模擬地下水の化学組成は、セメント系材料の化学変質への影響が大きいと考えられる

SO4、HCO3及び Mg のうち、何れの地下水においても海水及び希釈海水の Cl 濃度との濃

度比が低い Mg を除く SO4、HCO3に着目した。 

図 4-1- 9 は、地下水組成について Cl 濃度を横軸にとり、化学変質に影響が大きいと考

えられる SO4、HCO3及び Mg の濃度を縦軸にプロットして、分類したグループを四角で

囲いその範囲を示している。模擬地下水の化学組成は、選定した各グループについてセメ

ント系材料の化学変質への影響が大きいと考えられる SO4または HCO3の濃度の幅の中央

値となるようにした。 

令和 3 年度に、新たに追加した地下水データは、従来の分類に属さない HCO3濃度の高

い海水系地下水の海水 J とした。今後、海水 J の模擬地下水や浸漬試験による化学変質挙

動と力学特性のデータ取得の検討の必要がある。 
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図では便宜的に定量下限値未満のデータを 0 mg/L として表示している。 

図 4-1- 9 分類した地下水の組成 
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表 4-1- 3 模擬地下水の化学組成 

模擬地下水 成分濃度(mg/L) 

No. 地下水名 Na Cl SO4 HCO3 K Ca Mg 

1 
人工海水
（海水 I） 

11,000 20,000 
2,70

0 
150 420 390 1,300 

2 海水 A 3,178 3,200 
2,10

0 
260 

 

3 海水 B 4,339 5,800 
1,20

0 
9 

4 海水 C+D 4,616 6,600 49 830 

5 海水 G 12,487 19,000 37 390 

6 降水 A 714 130 
1,30

0 
20 

7 降水 B+C 755 360 790 380 

8 降水 D+F 1,183 190 10 2,800 

9 降水 E 655 870 79 140 

※人工海水は、八洲薬品社、金属腐食試験用アクアマリンを使用。 
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3-1 節「陸域から海域にかけての地質環境特性の把握」において令和３年度に FGB-2 ボ

ーリング孔から採水した沿岸部実地下水の分析を実施した。地下水の調整方法は下記通り

とし、試験に使用するまでの保管は４℃以下の冷暗所にて行った。 

地下水の処理の流れを以下に示す。 

・複数の容器に封入された地下水を大型のポリ容器に試験に必要な液量を入れ混合する。 

・地下水を大気中で静置して Eh を１日１回測定し、前日の測定結果との差が小さく、プ

ラス電位であることを確認したのち密封バックに分け入れ、１日静置する（沈殿物が生

成する可能性があるため、静置時間を設ける）。 

・静置した地下水を５C ろ紙を用いて、ゴミや沈殿物粒子を取り除き、その後、0.2 μm の

親水性 PES メンブレンフィルターの滅菌済みろ過ユニットを用いてろ過を行う。 

・ろ過後の溶液は 1 L の滅菌済みろ過ユニットの受け容器または滅菌済み PP ボトルなど

の容器に封入し 4 ℃以下の冷暗所で保管する。 

・輸送する場合は保冷状態を維持する。 

・試験に用いる際は、試験環境温度に戻し使用する。 

実地下水の分析結果を表 4-1- 1 に、ヘキサダイヤグラムを図 4-1- 10 に示す。 

FGB-2_167.70 – 171.78 m は、人工海水の Cl 濃度に対して 0.364 倍の Cl 濃度であり、

0.364 倍に希釈した人工海水の組成に対して Ca と Mg 濃度が高く Na+K の濃度が低くなっ

ているが、比較的人工海水に近い化学組成であった。実地下水 FGB-2_214.75～220.52 

m、FGB-2_280.95～284.52 m 及び FGB-2_341.05～345.25 m は人工海水の化学組成とほ

ぼ同一の化学組成である。FGB-2_280.95～284.52 m 及び FGB-2_341.05～345.25 m は人

工海水に比べて塩素濃度が高く、化学組成は人工海水と同様である。 
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図 4-1- 10 希釈した人工海水と比較した実地下水のヘキサダイヤグラム 
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令和 3 年度は、令和 2 年度の地下水の分類や簡易浸漬試験（各模擬地下水における化学

変質挙動を概略で把握する試験）などの成果をふまえ、令和 2 年度にグループ化した地下

水のうち、5 種類の模擬地下水へのバルクのセメントペーストの浸漬試験を実施した（以

下、詳細浸漬試験とする）。簡易試験では、分類した地下水とセメント系材料の反応によ

る試料内外の変質挙動を確認するため、吹付けコンクリート及びセグメントのセメントペ

ースト部分を想定した試料を模擬地下水に浸漬し、試料断面の元素組成分析によるセメン

ト成分の溶出及び模擬地下水成分の浸透状況の確認を行った。詳細浸漬試験では、化学変

質挙動の確認のための分析と変質部の力学的特性（ビッカース硬度）の測定を実施した。

また、詳細浸漬試験では、沿岸部地下より採取した実地下水の FGB-2_167.70～171.78 m

及び FGB-2_214.75～220.52 m を用いた浸漬試験を開始した。加えて、令和 3 年度に詳細

浸漬試験を実施しない模擬地下水（4 種類）が混合セメントの Ca の溶脱や硫黄の拡散な

ど強度特性に影響を与える化学変質挙動を確認するため簡易浸漬試験を実施した。 

 

 

(a) 試験条件 

簡易浸漬試験の試験水準を表 4-1- 4 に、試験条件を表 4-1- 5 に、試験の模式図を 

図 4-1- 11 にそれぞれ示す。本試験では、令和 2 年度までの成果を踏まえ、変質の進展

が遅いと考えられる混合セメントペーストと模擬地下水の組み合わせについて試料内外の

変質挙動を確認するため、岩盤との拘束状態を模擬しない状態の浸漬試験を行った。浸漬

後試料の変質領域（化学組成が変化した領域）を EPMA により確認し、力学特性の変化

に及ぼす影響について検討した。 

試験に用いる溶液は、海水 A、海水 C+D、降水 B+C、降水 E とした。試験に用いるバ

ルクのセメントペーストは、吹付けコンクリートとセグメントのペースト部分を想定した

試料とし、セメントの種類は BFSC とした。既往の検討（産業技術総合研究所, 日本原子

力研究開発機構, 原子力環境整備促進・資金管理センター, 電力中央研究所, 2017; 2018; 

2019）において W/C（水セメント比：空隙率に影響）の違いで生じた変質に差異がなかっ

たことから、次年度以降の詳細浸漬試験実施の要否を判断するにあたり加速的な条件での

試験とするため W/C は 80%とし、浸漬期間は 3 か月とした。 

試験体は 10 mm×10 mm×長さ 10 mm とし、切断面の一面を接液面にして、その他の

面を被覆した。浸漬液量は試料 1 試料あたり 500 ml とし、密閉容器に封入した。 

EPMA による元素分布の測定方法は、（５）②(b)の詳細浸漬試験の分析項目及び分析方

法に示す。 
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表 4-1- 4 簡易浸漬試験の実施水準 

地下水名 
海水 I 

(人工海水) 
海水 A 海水 B 海水 C+D 海水 G 降水 A 降水 B+C 降水 D+F 降水 E 

ペースト 

種類 

セメント

種類 

浸漬 

1 カ月 

浸漬 

1 カ月 

浸漬 

3 カ月 

浸漬 

1 カ月 

浸漬 

1 カ月 

浸漬 

3 カ月 

浸漬 

1 カ月 

浸漬 

1 カ月 

浸漬 

1 カ月 

浸漬 

3 カ月 

浸漬 

1 カ月 

浸漬 

1 カ月 

浸漬 

3 カ月 

吹付け 

コンクリート

のペースト相

当 

OPC ● ● ☆ ● ● ☆ ● ● ● ☆ ● ● ☆ 

BFSC ● ● ◎ ● ● ◎ ● ● ● ◎ ● ● ◎ 

セグメント 

コンクリート

のペースト相

当 

OPC ● ● ☆ ● ● ☆ ● ● ● ☆ ● ● ☆ 

BFSC ● ● ◎ ● ● ◎ ● ● ● ◎ ● ● ◎ 

●：令和 2 年度実施済み 

◎：令和 3 年度に試験開始した試料について令和 3 年度に分析を実施 

☆：令和 3 年度の結果を踏まえ、令和 4 年度以降に詳細試験の実施を検討 
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表 4-1- 5 簡易浸漬試験の試験条件 

 

 

 

 

                     
 

図 4-1- 11 簡易浸漬試験の模式図 

  

項目 詳細 

試験体条件 

試料形状 開放面 10 mm 角、長さ 10 mm 

開放面 切断面 

前養生 常温水中、3 か月以上 

浸漬試験条件 
浸漬液量 500 ml/試料 

接液面状態 開放面を横向き静置 
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(b) 試験結果 

EPMA 測定による試料断面の Ca、SO3及び Cl の濃度プロファイルを図 4-1- 12 及び図

4-1- 13 に示す。 

3 か月浸漬した試料の接液面を目視で確認した結果、浸漬試験後に二次鉱物の析出や変

色などの変化が確認された試料はなかった。 

吹付けコンクリートのペースト部分を想定した BFSC バルク試料では、海水 A に浸漬し

た試料の接液面の Ca 溶脱と SO3及び Cl の内部への浸透が最も顕著であった。浸漬期間 3

か月の SO3の浸透深さは、吹付けコンクリートのペーストで 2 mm 程度、セグメントのペ

ーストで 1.5 mm 程度であった。試料内部に比較して接液面近傍の SO3濃度は吹付けコン

クリートのペーストで 3 mass%程度、セグメントのペーストで 2 mass%程度であった。 

吹付けコンクリートのペースト相当の試料とセグメントのペースト相当の試料の化学変

質に大きな差異は無いことを確認した。本検討で対象とした 4 種類の地下水に浸漬した試

料では、令和 2 年度に実施したセメントの力学的特性に影響の大きい地下水グループへの

1 か月の簡易浸漬試験の結果比べ、何れもひび割れを伴う膨張や著しい溶脱を生じていな

いことが確認された。SO3が多く浸透している場合もひび割れや膨張などの外観の変状は

確認されず、力学特性に影響する接液面からの明確な CaO の減少も確認されない。これ

らのことから、検討対象とした 4 種類の地下水グループは、詳細試験のグループの結果で

把握可能と考えられる。 
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図 4-1- 12 EPMA 測定結果：平均濃度プロファイル（吹付け BFSC ペースト） 
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図 4-1- 13 EPMA 測定結果：平均濃度プロファイル（セグメント BFSC ペースト） 
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(a) 試験条件 

詳細浸漬試験の試験水準を表 4-1- 6 に、試験試料の構成割合を表 4-1- 7 に、試験の試験

条件を表 4-1- 8 に、詳細浸漬試験の模式図を図 4-1- 14 に示す。 

詳細浸漬試験に用いる溶液は、多様な化学組成の地下水からコンクリートの力学的特性

に影響を与える可能性のある化学成分を考慮し、人工海水及び希釈人工海水の組成と比較

して各成分の濃度傾向の異なるパターンに類型化した地下水（産業技術総合研究所, 原子

力環境整備促進・資金管理センター, 電力中央研究所, 2021）から人工海水、海水 B、海

水 G、降水 A、降水 D+F の 5 種類と FGB-2 ボーリング孔から採取した地下 167.70 - 

171.78 m 地点及び地下 214.75 - 220.52 m 地点の合計 7 種類とした。選定の理由を以下に

示す。 

・人工海水、海水 B、降水 A は、令和 2 年度に実施した簡易浸漬試験におい

て、Ca 溶脱や SO4の内部への浸透が確認され、力学的特性変化の可能性が高い

と考えられる地下水。 

・海水 G、降水 D+F は、令和 2 年度に実施した簡易浸漬試験において、試験

期間が短かったこともあり HCO3の影響による変質は確認されなかったが、試験

期間が長くなることで C-S-H の炭酸化及び変質に伴う力学的特性の低下が確認さ

れる可能性があると考えられる。Cl 濃度が高い場合（海水 G）と低い場合（降水

D＋F）の HCO3の影響を確認する。 

・沿岸部の地下 167.70 - 171.78 m 地点及びから採取した Cl 濃度が人工海水の

0.36 倍の実地下水（FGB-2_167.70～171.78 m）。 

・沿岸部の地下 214.75 - 220.52 m 地点及びから採取した Cl 濃度が人工海水の

1.08 倍の実地下水（FGB-2_214.75～220.52 m）。 

試験に用いるバルクのセメントペーストは、吹付けコンクリートとセグメントのペース

ト部分を想定した試料とした。セメントの種類は、OPC 及び BFSC とした。 

浸漬期間は、模擬地下水である人工海水、海水 B、海水 G、降水 A、降水 D+F に対し

ては 3 か月、2 種類の実地下水は 10 か月とし、実地下水との変質挙動などを比較するた

め、人工海水については 10 か月の浸漬後にそれぞれ化学変質状態を確認する分析を実施

することとした。令和 3 年度は、これらのうち模擬地下である水人工海水、海水 B、海水

G、降水 A、降水 D+F の 5 種類の浸漬期間 3 か月の試料の分析を実施した。 

試験体は 20 mm×20 mm×長さ 40 mm とし、20 mm×20 mm の切断面の一面を接液

面にしてその他の面を被覆した。浸漬液量は試料 1 個あたり 500 ml とし密閉容器に封入

した。試料の W/C（水セメント比：空隙率に影響）は、実際に施工されているコンクリー

トを参考に、吹付けコンクリート想定のセメントペーストは W/C=45 %、セグメント想定

のセメントペーストは W/C=40 %とした。 
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表 4-1- 6 詳細浸漬試験の試験水準 

地下水名 

（模擬地下水№） 

人工海水 

（海水 I） 
海水 B 海水 G 降水 A 

降水

D+F 

実地

下水 

② 

実地

下水 

③-1 

ペースト

種類 

セメン

ト種類 

浸漬 

3M 

浸漬 

10M 

浸漬 

3M 

浸漬 

3M 

浸漬 

3M 

浸漬 

3M 

浸漬 

10M 

浸漬 

10M 

吹付けコ

ンクリー

トのペー

スト相当 

OPC ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇 

BFSC ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇 

セグメン

トのペー

スト相当 

OPC ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇 

BFSC ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇 

◎：2021 年度に分析を実施 〇：2022 年度に分析実施予定 

実地下水②：FGB-2_167.70～171.78 m 

実地下水③-1：FGB-2_214.75～220.52 m 

 

 

表 4-1- 7 詳細浸漬試験試料の構成割合 

想定コンク

リート 

試験体の

種類 

混和材/ 

粉体(％) 

W/C 

(％) 

ペースト材料の構成割合（wt％） 

W C BFS A 

吹付けコン

クリート 

OPC － 45 29.0 64.5 － 6.5 

BFSC 45 45 29.0 35.5 29.0 6.5 

セグメント 
OPC － 40 28.6 71.4 － － 

BFSC 45 40 28.6 39.3 32.1 － 

W:上水、C：OPC、BFS：高炉スラグ、A：急結剤 
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表 4-1- 8 詳細浸漬試験の試験条件 

項目 詳細 

試験体条件 

試料形状 開放面 20 mm 角、長さ 40 mm 

開放面 切断面 

前養生 常温水中、3 か月以上 

浸漬試験条件 
浸漬液量 500 ml/試料 

接液面状態 開放面を下向き静置 

 

 

図 4-1- 14 詳細浸漬試験の模式図 
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(b) 分析項目及び分析方法 

1) 低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価 

低アルカリ性化領域の評価は、JIS A 1152「コンクリートの中性化深さの測定方法」に

従い試験体の変質領域を確認した。主にセメント系材料の炭酸化領域の観察に用いる方法

であるが、高 pH の領域で濃い赤紫色を呈し、低 pH（10 以下）の領域で無色 – 薄紫色を

呈する性質から、本検討では、Ca の溶脱部や地下水成分との反応で二次鉱物が生成して

低アルカリ化した領域の判定に用いた。 

塩素浸透深さの評価は、土木学会規準「実構造物におけるコンクリート中の全塩化物イ

オン分布の測定方法(案)(JSCE-G 573-2003)」に示されている、コンクリート試験体に

1/10 mol/L 硝酸銀溶液を塗布し、簡易的に塩素の浸透領域を確認する方法を適用した。 

 

2) 元素組成分布 

元素組成分の測定は、土木学会規準「EPMA 法によるコンクリート中の元素の面分析

方法（案）（JSCE-G 574-2005）」に従って電子線マイクロアナライザー（EPMA）（日本

電子データム株式会社製、JXA-8100）を使用し、加速電圧 15 KV、照射電流 5×10-8 A、

ビーム径 50µm、ピクセルサイズ 100 µm の条件で試料断面の元素組成分析をした。測定

元素は、Ca、Si、Al、Fe、Mg、S、Na、K、Cl の 9 元素とした。 

 

3) 鉱物相の同定 

元素組成分布の測定結果を参考に、変質領域（化学組成が変化した領域）と健全部の

XRD 測定を実施し鉱物相を同定した。試料は、RH11％環境で乾燥後に微粉砕して測定に

用いた。XRD は X’Pert PRO MPDP（パナリティカル社製）を使用し、ターゲット Cu、

電圧・電流 45 kV-40 mA、走査範囲 2θ=5 - 60°で測定を実施した。 

 

4) ビッカース硬度 

マイクロビッカース硬さ試験機を使用し、試料断面（打設面に対し垂直な面）の変質部

と健全部それぞれにおいて、20 点程度の硬度を測定した。ビッカース硬度は、ダイアモン

ド製の四角錐圧子により試料表面に残った圧痕の面積と荷重から算出した。測定には、元

素組成分布測定用の試料調製時に得られた試験体を接液面の中央部から垂直にカットした

一方を未乾燥状態で保管していた試料を、圧痕の観察を容易にするため測定面を鏡面研磨

して用いた。荷重は、圧痕の対角線長さが 50 µm 前後に収まるよう調整した。測定した点

のうち、セメントペースト部分と判定した点のデータについては、平均値と標準偏差

（σ）をもとめ、測定値と平均値の差異が 2σ 以上の点を除外した。また、圧痕の形がいび

つなデータについても除外した。ビッカース硬度は、ミツトヨ社製、HM-220D を使用し

て測定した。 
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5) 空隙径分布 

空隙径分布は、水銀圧入式ポロシメータ（micromeritics 社製、AutoPoreⅣ 9520）を

使用し、試験体の変質部の空隙量（測定範囲 0.003 – 300µm）を測定した。試料は厚さ 5 

mm 以下の塊状に調製し、真空乾燥後に測定に用いた。なお、変質領域が狭く水銀圧入ポ

ロシメータによる空隙径分布の測定ができない場合には、SEM 測定の反射電子像を用い

健全域と比較して原子密度が低下した変質域の面積率を求めた。SEM 測定を実施して反

射電子像を取得し、画像データの任意の原子密度に閾値を置き二値化することで原子密度

が低い領域を判定した。 

 

(c) 試験結果 

ペースト試料の鉱物の同定結果一覧（吹付けコンクリート）を表 4-1- 9 に、ペースト試

料の鉱物の同定結果一覧（セグメント）を表 4-1- 10 に、ビッカース硬度と組成分布の関

係を人工海水浸漬試料（ペースト）は図 4-1- 15 に、海水 B 浸漬試料（ペースト）は図 4-

1- 16 に、降水 A 浸漬試料（ペースト）は図 4-1- 17 にそれぞれ示す。 

また、低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価、空隙分布及び元素組成分布のそれ

ぞれの結果の詳細については、Appendix Ⅵに示す。 

海水 B と降水 A に浸漬した吹付けコンクリートのペースト相当試料（OPC）は、樹脂

でコーティングして切断したものの、切断時に破損してしまったため、接液面近傍に 100 

μm 程度の試料欠損部が認められる。また、海水 B に浸漬したセグメントのペースト相当

試料（OPC）は、試料回収時に表層 1 mm 程度が剥離したものを樹脂で固定して測定して

いるため、1 mm 程度の分離した層が認められる。 

人工海水に 3 か月浸漬した OPC は、吹付け及びセグメントともに接液面から 2 mm 程

度の範囲で CaO 濃度が低下し、0.5 mm 程度の CaO 濃度低下領域であった BFSC と比べ

て広い範囲で CaO の濃度低下領域が確認された。SO3は接液面から OPC 吹付け及びセグ

メントで 3 mm 程度、BFSC の吹付け及びセグメントでは 0.5 mm 程度の濃度上昇領域が

確認された。Mg 濃度は OPC 吹付けと BFSC 吹付け及びセグメントで接液面近傍の 0.5 

mm 程度の範囲で著しい濃度の上昇が確認された。Cl 濃度は、OPC セグメントで接液面

から 20 mm 程度まで、OPC 吹付けでは接液面から 12 mm 程度の範囲で濃度の上昇が確

認された。BFSC は吹付け及びセグメントともに接液面から 5 mm 程度の位置まで濃度の

上昇が確認された。Na2O は、OPC 及び BFSC の吹付けで、K2O はすべてのセメントの

接液面近傍で濃度の低下が確認されている。SiO2、Al2O3、Fe2O3では顕著な濃度の変化

は確認されなかった。 

人工海水に浸漬した OPC で C-S-H の減少、全てのセメントでポルトランダイトの減少

とモノカーボネートの消失や OPC セグメントを除くセメントのヘミカーボネートの消失

が確認された。OPC 及び BFSC のセグメントでエトリンガイトが生成しすべてのセメン
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トでフリーデル氏塩の生成が確認され、OPC の吹付けとセグメントでブルーサイトの生成

が確認された。 

人工海水に浸漬したすべてのセメントで、接液面近傍の有意なビッカース硬度の低下は

確認されなかった。 

海水 B に 3 か月浸漬した OPC は、吹付けで接液面から 1.5 mm、セグメントで 2 mm

程度の範囲で CaO 濃度が低下し、0.3 mm 程度の CaO 濃度低下領域であった BFSC と比

べて広い範囲で CaO の濃度低下領域が確認された。SO3は接液面から OPC 吹付け及びセ

グメントで 3 mm 程度、BFSC の吹付け及びセグメントでは 0.8 mm 程度の濃度上昇領域

が確認された。Mg 濃度は BFSC の吹付け及びセグメントで接液面近傍の 0.3 mm 程度の

範囲でわずかに濃度の上昇が確認された。Cl 濃度は、OPC セグメントで接液面から 17 

mm 程度まで、OPC 吹付けでは接液面から 10 mm 程度の範囲で濃度の上昇が確認され

た。BFSC は吹付け及びセグメントともに接液面から 3 mm 程度の位置まで Cl 濃度の上

昇が確認された。Na2O は、接液面近傍で濃度上昇が確認され OPC の吹付け及びセグメン

トはその内部で濃度の低下部が確認された。K2O はすべてのセメントの接液面近傍で濃度

の低下が確認されている。SiO2、Al2O3、Fe2O3では顕著な濃度の変化は確認されなかっ

た。 

海水 B に浸漬した OPC 及び BFSC のセグメントでエトリンガイトの生成を確認し、全

ての試料でフリーデル氏塩の生成を確認した。すべてのセメントでモノカーボネートの消

失と OPC セグメントを除くセメントでヘミカーボネートの消失を確認した。 

海水 B に浸漬した OPC の吹付け及びセグメントで接液面近傍のビッカース硬度の低下

を確認した。 

海水 G に 3 か月浸漬したセメントは、すべてのセメントで接液面から 0.5 mm 程度の範

囲でわずかに CaO 濃度が低下し、OPC 及び BFSC の吹付けで Na2O の減少とすべてのセ

メントで K2O の減少が確認された。Cl 濃度は、OPC セグメントで接液面から 17 mm 程

度まで、OPC 吹付けでは接液面から 10 mm 程度の範囲で濃度の上昇が確認された。

BFSC は吹付け及びセグメントともに接液面から 4 mm 程度の位置まで Cl 濃度の上昇が

確認された。SO3、MgO、SiO2、Al2O3、Fe2O3では顕著な濃度の変化は確認されなかっ

た。 

海水 G に浸漬した全ての水準でフリーデル氏塩の生成を確認した。全てのセメントでモ

ノカーボネートの消失と OPC セグメントを除くセメントでヘミカーボネートの消失を確

認した。 

海水 G に浸漬した OPC 及び BFSC のすべてのセメントで接液面近傍のビッカース硬度

の変化は確認されなかった。 

降水 A に 3 か月浸漬した OPC 吹付け及びセグメントは接液面から 1 mm 程度、BFSC

の吹付け及びセグメントは 0.4 mm 程度の範囲で CaO 濃度が急激に低下していることを

確認した。SO3は接液面から OPC 吹付け及びセグメントで 3 mm 程度、BFSC の吹付け
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及びセグメントでは 0.8 mm 程度の濃度上昇領域が確認された。Na2O は、接液面から

OPC 吹付けで 10 mm 程度、BFSC の吹付けで 6 mm 程度の範囲で濃度の低下が確認さ

れ、K2O は OPC の吹付けとすべてのセメントの接液面近傍で濃度の低下が確認されてい

る。SiO2、Al2O3、Fe2O3、MgO 及び Cl は顕著な濃度の変化は確認されなかった。 

降水 A に浸漬した OPC 及び BFSC の吹付けでは、浸漬試験の前後で確認された鉱物に

変化はなかった。OPC 及び BFSC のセグメントでは、エトリンガイトの生成を確認する

とともに、OPC の吹付けのモノカーボネートの生成を確認した。 

降水 A に浸漬した OPC の吹付けでは、試料の接液面が剥離しているが、接液面近傍の

ビッカース硬度の変化は確認されなかった。 

降水 D+F に 3 か月浸漬した OPC の吹付けでは接液面から 15 mm 程度、BFSCの吹付け

では 5 mm 程度の領域で Na2O 濃度が低下していた。OPC セグメントでは接液面から 10 

mm 程度、BFSC のセグメントでは接液面から数 mm 程度の位置から Na2O 濃度の低下が

確認された。K2O は OPC の吹付けで及びセグメントで接液面から 15 mm 程度の位置か

ら減少し、BFSC の吹付け及びセグメントで接液面から 4 mm 程度の位置から濃度の低下

が確認された。CaO、SiO2、Al2O3、Fe2O3、MgO、SO3及び Cl は顕著な濃度の変化は確

認されなかった。 

降水 D+F に浸漬した OPC 及び BFSC は、すべての試料で浸漬試験の前後で確認された

鉱物に変化はなかった。 

降水 D+F に浸漬した OPC 及び BFSC は、すべての試料で接液面近傍のビッカース硬度

の変化は確認されなかった。 
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表 4-1- 9 ペースト試料の鉱物の同定結果一覧（吹付けコンクリート） 

試験体 
浸漬液 

種類 C-S-H Portlandite Ettringite 
Mono 

carbonate 

Hemi 

carbonate 
Calcite Brucite 

Friedel’s 

salt 
Aragonite 

吹付け OPC 

人工海水 

変質 

△ ▲ △   〇 〇 〇 △ 

海水 B 〇 ◎ △   △  〇  

海水 G 〇 ◎ △   〇  〇  

降水 A 〇 ◎ △ 〇 ▲ △    

降水 D+F 〇 ◎ △ 〇 ▲ △    

共通 健全 〇 ◎ △ 〇 ▲ △    

吹付け BFSC 

人工海水 

変質 

〇 △ △   ▲  〇  

海水 B 〇 〇 △   ▲  ▲  

海水 G 〇 △ △   ▲  〇  

降水 A 〇 〇 △ △ △ ▲    

降水 D+F 〇 〇 △ △ △ ▲    

共通 健全 〇 〇 △ △ △ ▲    

◎：ピーク強度が強く明瞭 ○：ピークが明瞭 △：ピーク強度が弱い ▲：ピークが非常に弱く不明瞭 無印：ピークが認められな  
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表 4-1- 10 ペースト試料の鉱物の同定結果一覧（セグメント） 

試験体 
浸漬液 

種類 C-S-H Portlandite Ettringite 
Mono 

carbonate 

Hemi 

carbonate 
Calcite Brucite 

Friedel’s 

salt 
Aragonite 

セグメント

OPC 

人工海水 

変質 

△ △ △   △ 〇 △  

海水 B 〇 〇 △   〇  ▲  

海水 G 〇 ◎    △  △  

降水 A 〇 ◎ △   △    

降水 D+F 〇 ◎  △  △    

共通 健全 〇 ◎  △  △    

セグメント

BFSC 

人工海水 

変質 

〇 △ △   △  〇  

海水 B 〇 ◎ △   ▲  ▲  

海水 G 〇 ◎ △   △  〇  

降水 A 〇 ◎ △ △ ▲ ▲    

降水 D+F 〇 ◎  △ ▲ ▲    

共通 健全 〇 ◎  △ ▲ ▲    

◎：ピーク強度が強く明瞭 ○：ピークが明瞭 △：ピーク強度が弱い ▲：ピークが非常に弱く不明瞭 無印：ピークが認められない
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図 4-1- 15 人工海水浸漬試料（ペースト）のビッカース硬度と組成分布の関係 
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図 4-1- 16 海水 B 浸漬試料（ペースト）のビッカース硬度と組成分布の関係 
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図 4-1- 17 降水 A 浸漬試料（ペースト）のビッカース硬度と組成分布の関係 
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セメント系材料の化学変質に伴う力学特性に関する検討を実施するため、沿岸部の地下

で想定される地下水と支保工や覆工に使用が想定される OPC 及び BFSC のセメントペー

スト硬化体の化学変質と力学特性の関係についての試験を実施した。沿岸部の地下で想定

される地下水として、令和２年度に実施した地下水のグループの内、人工海水、海水 B、

海水 G、降水 A、降水 D+F について、吹付けコンクリート及びセグメントを想定したセ

メントペースト硬化体の化学変質と力学特性の関係を評価した。 

人工海水に 3 か月間浸漬した試料では、接液面近傍で CaO の溶脱による濃度の低下が

確認され、CaO の溶脱深さと同程度範囲で SO3の濃度の増加が確認された。ポルトラン

ダイトや C-S-H の減少が確認されるとともに、フリーデル氏塩及びエトリンガイトの生成

が確認され、これらの現象は接液面近傍の CaO 濃度の低下や Cl 及び SO3濃度の上昇と一

致していた。OPC の接液面近傍の XRD 測定では、ブルーサイトの生成が確認された。ビ

ッカース硬度の測定による力学特性は、浸漬試験期間が短いこともあり有意な変化は確認

されていない。 

海水 B に 3 か月浸漬した試料では、人工海水と同様に接液面近傍ので CaO の減少と

SO3の増加が確認され、CaO 濃度の低下した領域は人工海水に比べて内部に到達してい

た。ポルトランダイトや C-S-H の減少が確認されるとともに、フリーデル氏塩及びエトリ

ンガイトの生成が確認された。海水 B に浸漬した OPC は、分析のための試料の加工時に

接液面近傍に試料の欠損や剥離を生じていて接液面近傍の強度が低下している可能性を示

唆する結果となった。また、OPC の吹付け及びセグメントで接液面近傍のビッカース硬度

の低下を確認した。 

降水 A に 3 か月間浸漬した試料では、接液面近傍の CaO 濃度の低下と SO3濃度の上昇

を確認しているが、海水 B と同様に CaO 濃度の低下領域に比べ SO3の濃度上昇領域の方

が内部に広がっており、海水 B と同様に人工海水の SO3の増加領域より内部に進展してい

た。降水 A に浸漬した OPC の吹付けは、試料分析のための試料の加工時に接液面近傍に

試料の欠損や剥離を生じていたが、ビッカース硬度の低下は確認されていない。 

海水 G 及び降水 F+D に３か月間浸漬した試料は、浸漬試験の期間が短いこともあり、

著し化学的な変質や力学特性の変化は確認されなかった。 

簡易浸漬試験では模擬地下水の海水 A、海水 C+D、降水 B+C 及び降水 E に BFSC の吹

付け及びセグメントについて浸漬試験を実施し、化学的な変質状況を確認した。３か月間

浸漬試験を実施した試料の接液面を目視観察した結果、接液面での二次鉱物の析出や変

色、ひび割れなどの変化を生じた試料は確認されなかった。 

簡易浸漬試験で対象とした４種類の地下水に浸漬した試料では、令和２年度に実施した

セメントの力学的特性に影響の大きい地下水グループへの１か月の簡易浸漬試験の結果比

べ、何れもひび割れを伴う膨張や著しい溶脱を生じていないことが確認され、力学特性に

影響する接液面からの明確な CaO の減少も確認されない。これらのことから、これらの
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検討対象とした４種類の地下水グループは、詳細試験のグループの結果で把握可能と考え

られる。   

人工海水に浸漬した試料に比べ、Cl 濃度が低い海水 B 及び降水 A は、人工海水より

SO3濃度が同等か低い場合でも、人工海水に浸漬した試料に比べて接液面近傍の CaO 溶

脱や SO3の浸透が内部に進んでいることを確認した。また、３か月間の浸漬試験後に試料

の表層が剥離したりビッカース硬度の低下が確認されたりするなど海水組成に比べて化学

成分の濃度が低い地下水でも、力学特性への影響の大きい地下水が存在していることが確

認された。 

また、セメント種類による化学変質への影響は大きいが、吹付けコンクリートとセグメ

ントの差は小さいことが確認された。 

今後は、バルク状のセメントペーストの浸漬試験では、浸漬試験の期間が短く、十分な

変質領域を確保して、地下水成分とセメントの反応に伴う化学変質と力学特性への影響に

ついての十分な情報を得られていない。今後は、より長期の浸漬試験を実施してセメント

硬化体の化学変質の進展と力学的特性の関係について体系的な整理を進める。 
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本検討では、実環境における地下水流動を考慮した条件において、処分場での使用が想

定されるコンクリートの化学変質挙動及び変質の進展について評価するとともに、変質に

伴う力学的特性の変化を評価する。 

令和３年度は、令和２年度に開始した吹付けコンクリート及びセグメントで処分場にお

ける部材周辺の現実的条件（セメント系材料と岩盤との接触部付近での地下水流動など）

を模擬した試料の変質状況を確認するとともに、力学的特性の変化を評価した。また、流

速や浸漬液を変えた水準の試験を開始し、変質状況を確認した。 

 

 

吹付けコンクリートのベースコンクリートの配合を表 4-1- 11 に、セグメントの配合を

表 4-1- 12 に示す。 
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表 4-1- 11 吹付けコンクリートのベースコンクリートの配合 

試験体

の種類 

W/C 

(％) 

s/a 

(％) 

混和材

/粉体

(％) 

単位量 (kg/m3) 

W C BFS S1 S2 G1 
SP1 

(B×％) 

OPC 45 60 － 203 450 － 606 404 673 0.2 

BFSC 45 60 45 203 248 203 600 400 667 0.2 

混和材はセメント量に含む（B）。OPC は C、BFSC は C+BS 

 

表 4-1- 12 セグメントの配合 

試験体

の種類 

W/C 

(％) 

s/a 

(％) 

混和材 

/粉体

(％) 

単位量 (kg/m3) 

W C BFS FA S1 S2 G2 G3 
SP 

(B×％) 

OPC 40 40 － 140 350 － － 467 311 467 701 0.5 

BFSC 40 40 45 140 192 158 － 464 309 464 697 0.4 

FAC 40 40 30 140 245 － 105 458 305 458 687 0.3 

混和材はセメント量に含む（B）。OPC は C、BFSC は C+BS、FAC は C+FA 
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(a) 試験条件 

吹付けコンクリートのフロースルー試験の試験水準を表 4-1- 13 に、試験条件を表 4-1- 

14 に、概略図を図 4-1- 18 に示す。 

試験体は 50 mm×50 mm×長さ 200 mm とし、吹付け型枠面を接液面にして、その他

の面を被覆した。令和 3 年度から開始した降水 A 及び実地下水②（FGB-2_167.70～

171.78 m）の流速は、令和 2 年度に開始した人工海水と同じとした。また、人工海水で流

速を令和 2 年度と変更する水準の流速は、試験溶液とコンクリートとの反応がコンクリー

トの表面から内側か外側のどちらに進むのか令和２年度開始した水準との比較が可能な条

件として、現実的な速度で十分に速い令和 2 年度の 10 倍で開始した。 

(b) 分析項目及び分析方法 

分析項目は、低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価、元素組成分布、鉱物相の同

定、ビッカース硬度及び空隙径分布とし、分析方法は（５）②のセメント系材料の化学変

質に伴う力学特性に関する検討の詳細浸漬試験と同一とした。 
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表 4-1- 13 吹付けコンクリートのフロースルー試験の試験水準 

模擬地下水 人工海水 
人工海水 

流速変更 
実地下水② 降水 A 

セメン下水

名 
1M 10M 30M 3M 10M 20M 3M 

10

M 

20

M 
3M 

10

M 
20M 

OPC ● 〇 △ ◎ △ △ ◎ △ △ ◎ △ △ 

BFSC ● 〇 △ ◎ △ △ ◎ △ △ ◎ △ △ 

●：令和 2 年度実施済  

〇：令和 2 年度に開始した試験を継続し、2021 年度に試料の各分析を実施 

◎：令和 3 年度に試験を開始し、元素組成分布の分析を実施 

△：令和 3 年度の結果に基づき、以後の試験を設定する 

実地下水②：FGB-2_214.75～220.52 m 

 

表 4-1- 14 吹付けコンクリートのフロースルー試験の試験条件 

項目 詳細 

試験体条件 

試料形状 開放面 50 mm×50 mm、長さ 200 mm 角柱 

開放面 吹付け型枠面 

前養生 打設後、常温で封緘養生 

模擬地下水条件 

流速１ 
0.12 ml／cm2／日程度（2.9 ml／1 試料面/

日） 

流速 1 の水準

の試験の液性 

模擬地下水：人工海水（2020 年度開始） 

模擬地下水：降水 A（2021 年度開始） 

実地下水②（2021 年度開始） 

流速 2 1.2 ml／cm2／日程度（29 ml／1 試料面/日） 

流速 2 の水準

の試験の液性 
人工海水（2021 年度開始） 

その他 接液面状態 開放面の上部に 1 mm 幅の模擬流路 
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図 4-1- 18 フロースルー試験の模式図 
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(c) 試験結果 

フロースルー試験（人工海水）後のコンクリート試料の鉱物の同定結果一覧を表 4-1- 15

に、フロースルー試験（人工海水）後のビッカース硬度と組成分布の関係（吹付け）を図

4-1- 19 に示す。 

また、低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価、空隙分布および元素組成分布のそ

れぞれの結果の詳細については、Appendix Ⅵに示す。 

10 か月間人工海水をフローした後の OPC 吹付けコンクリートは、接液面から 1 mm 程

度、BFSC の吹付けコンクリートでは 0.5 mm 程度の範囲で CaO 濃度のわずかな低下が観

察されている。MgO 及び Na2O 濃度は、OPC 及び BFSC ともに液面近傍の 0.5 mm 程度

までの範囲で著しい濃度の上昇が観察された。Na2O 濃度は表面部の濃度上昇を除き内側

5 mm 程度までの範囲で濃度低下を生じている。SO3は OPC 吹付けコンクリートでは、接

液面から 2.5 mm 程度の深さまで濃度の上昇が確認され、内部と比べ 5 ％程度の濃度の上

昇が確認された。 BFSC 吹付けコンクリートでは接液面から 1.5 mm 程度の深さまで

2 ％程度の SO3濃度の上昇が確認された。Cl 濃度は、OPC 吹付けコンクリートで 20 mm

程度、BFSC 吹付けコンクリートで 10 mm 程度まで濃度上昇が確認された。他の SiO2、

Al2O3、Fe2O3については濃度の変化は確認されていない。 

人工海水フロースルー試験後の変質部では、モノカーボネートの消失、ポルトランダイ

ト及び C-S-H の消失または減少が確認された。一方、健全部では確認できないブルーサイ

ト及びフリーデル氏塩の生成とエトリンガイトの増加が確認された。これは、接液面から

の Ca の溶脱によりポルトランダイト及び C-S-H が溶解し、モノカーボネートを構成する

炭酸と硫黄が置換することでエトリンガイトを生成したと考えられる。また、セメントか

ら供給されるアルカリと Mg が反応してブルーサイトを生成したと考えられる。 

人工海水フロースルー試験を 10 か月間実施した OPC 及び BFSC 吹付けコンクリート

は、接液面近傍の CaO の溶脱やエトリンガイトの増加が確認されているが、ビッカース

硬度の低下は確認されていない。 

3 か月間降水 A をフローした後の OPC 吹付けコンクリートは、接液面近傍の（0.5 mm

程度）で CaO 濃度のわずかな低下が観察されている。SO3は接液面から OPC 及び BFSC

吹付けコンクリートで接液面から 1mm 程度の深さまで濃度の上昇が確認され、OPC では

接液面近傍で 2％程度の濃度上昇が確認された。Na2O 濃度及び K2O 濃度は、コンクリー

トの接液面でわずかな濃度上昇が観察され、表面部の濃度上昇部を除き接液面の内側 5 – 

10 mm 程度までの範囲で濃度低下を生じている。その他の SiO2、Al2O3、Fe2O3、MgO

及び Cl については濃度の変化は確認されていない。 

3 か月間実地下水降水 FGB-2_167.70～171.78 m をフローした後のすべてのコンクリー

ト接液面近傍でわずかな CaO 濃度の低下が観察されている。MgO 濃度は、全てのコンク

リートで接液面近傍の 0.3mm 程度までの範囲で著しい濃度の上昇が観察された。SO3濃

度は OPC 吹付けコンクリートのみ接液面から 10 mm 程度の深さまで上昇が確認され、
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BFSC 吹付けコンクリートでは接液部近傍で濃度の低下が確認された。Na2O 濃度及び

K2O 濃度は接液面から 10 - 20 mm 程度の範囲で濃度の低下が確認された。Cl 濃度は、

OPC 吹付けコンクリートで接液面から 15 mm 程度内部まで濃度の上昇が確認され、

BFSC 吹付けコンクリートでは 5 mm 程度まで濃度上昇が確認された。その他の SiO2、

Al2O3、Fe2O3については濃度の変化は確認されていない。 

3 か月間流速を 10 倍に早くした人工海水をフローした後の OPC 及び BFSC の吹付けコ

ンクリートでは、接液面から 1 mm 程度の範囲でわずかな CaO 濃度の低下が観察されて

いる。MgO 濃度は、OPC 及び BFSC の吹付けコンクリートで接液面近傍の 0.3 - 0.5 mm

程度までの範囲で著しい濃度の上昇が観察された。SO3濃度は OPC 及び BFSC 吹付けコ

ンクリートで接液面から 1 mm 程度の深さまで上昇が確認された。Na2O 濃度及び K2O 濃

度は接液面から 5 mm 程度の範囲で濃度の低下が確認された。Cl 濃度は、OPC 吹付けコ

ンクリートで接液面から 15 mm 程度内部まで、BFSC 吹付けコンクリートでは 6 mm 程

度まで濃度上昇が確認された。その他の SiO2、Al2O3、Fe2O3については濃度の変化は確

認されていない。 
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表 4-1- 15 フロースルー試験（人工海水）後のコンクリート試料の鉱物の同定結果一覧 

試験体 種類 C-S-H Portlandite Ettringite 
Mono 

carbonate 
Calcite Quartz Brucite Friedel’s salt Aragonite 

吹付け OPC 

変質 ▲ △ △  ◎ 〇 〇 〇  

健全 △ ◎ ▲ 〇 ◎ 〇    

初期 △ ◎ ▲ 〇 ◎ 〇    

吹付け BFSC 

変質   △  ◎ △ 〇 〇  

健全 △ 〇 ▲ 〇 ◎ 〇    

初期 △ 〇 ▲ 〇 ◎ 〇    

◎：ピーク強度が強く明瞭 ○：ピークが明瞭 △：ピーク強度が弱い 

▲：ピークが非常に弱く不明瞭 無印：ピークが認められない 
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図 4-1- 19 フロースルー試験（人工海水）後のビッカース硬度と組成分布の関係 
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(a) 試験条件 

セグメントの浸漬試験の試験水準を表 4-1- 16 に、浸漬試験条件を表 4-1- 17 に、浸漬試

験の模式図を図 4-1- 20 に示す。 

試験体はΦ100 mm×長さ 200 mm を長手方向に 1/4 にカットした扇形とし、型枠面

（底面）の一面を接液面にして、その他の面を被覆した。浸漬液量は試料１試料あたり

500 ml とし、密閉容器に封入した。 

(b) 分析項目及び分析方法 

分析項目は、低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価、元素組成分布、鉱物相の同

定、ビッカース硬度及び空隙径分布とし、分析方法は（５）②のセメント系材料の化学変

質に伴う力学特性に関する検討の詳細浸漬試験と同一とした。 
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表 4-1- 16 セグメントの浸漬試験の試験水準 

地下水

名 

人工海水 

（海水 I） 
実地下水② 降水 A 

セメン

ト種類 
1M 10M 30M 3M 10M 20M 3M 10M 20M 

OPC ● 〇 △ ◎ △ △ ◎ △ △ 

BFSC ● 〇 △ ◎ △ △ ◎ △ △ 

FAC ● 〇 △ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

●：令和 2 年度実施済  

〇：令和 2 年度に開始した試験を継続し、令和 3 年度に試料の各分析を実施 

◎：令和 3 年度に試験を開始し、元素組成分布の分析を実施 

△：令和 3 年度の結果に基づき、以後の試験を設定する 

実地下水②：FGB-2_214.75～220.52m 

 

表 4-1- 17 セグメントの浸漬試験条件 

項目 詳細 

試験体条件 

試料形状 開放面Φ100 mm の 1/4 の扇形、長さ 200 mm 

開放面 型枠面（底面） 

前養生 
常温で封緘養生、セグメントは 60℃で 2 時間の

蒸気養生後常温で封緘養生 

模擬地下水条

件 

液性 

模擬地下水：人工海水（令和 2 年度開始） 

模擬地下水：降水 A（令和 3 年度開始） 

実地下水②（令和 3 年度開始） 

液固比 500 ml／試料 

その他 接液面状態 開放面を下向き静置（補助台を設ける） 
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図 4-1- 20 セグメントの浸漬試験の模式図 
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(c) 試験結果 

浸漬試験（人工海水）後のコンクリート試料の鉱物の同定結果一覧を表 4-1- 18 に、浸

漬試験（人工海水）後のビッカース硬度と組成分布の関係を図 4-1- 21 に示す。 

また、低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価、空隙分布および元素組成分布のそ

れぞれの結果の詳細については、Appendix Ⅵに示す。 

10 か月間人工海水に浸漬した後のセグメントは、OPC で 4 mm 程度の CaO 濃度の低下

が観察されており、BFSC 及び FAC のセグメントでは接液面近傍のみでわずかな濃度の

低下を確認した。MgO 濃度は、全てのセメントで接液面近傍の 0.5 mm 程度の範囲で著し

い濃度の上昇が観察された。SO3は接液面から OPC で 4 mm 程度の深さまで濃度の上昇

が確認され、BFSC では 2 mm 程度の範囲で高くなっていたが、FAC では濃度の上昇は確

認されていない。Cl 濃度は、OPC セグメントで接液面から 40 mm 内部まで濃度の上昇が

確認され、BFSC で 15 mm 程度、FAC で 10 mm 程度まで濃度上昇が確認された。Na2O

濃度は表面部の濃度上昇を除き内側 10 mm 程度までの範囲で濃度低下を生じている。他

の SiO2、Al2O3、Fe2O3については濃度の変化は確認されていない。 

人工海水浸漬試験後の変質部では、モノカーボネートの消失、ポルトランダイト及び C-

S-H の消失または減少が確認された。一方、健全部では確認できないフリーデル氏塩の生

成とエトリンガイトの増加が確認された。フロースルー試験で確認されたブルーサイトの

生成は確認されていない。一方、海水環境下の Ca の炭酸化で生成するアラゴナイトの生

成が確認されている。これは、フロースルー試験と同様に接液面からの Ca の溶脱により

ポルトランダイト及び C-S-H が溶解し、モノカーボネートを構成する炭酸と硫黄が置換す

ることでエトリンガイトを生成したと考えられる。 

人工海水に 10 か月間浸漬した OPC、BFSC 及び FAC のセグメントは、接液面近傍の

CaO の溶脱やエトリンガイトの増加が確認されているが、ビッカース硬度の低下は確認さ

れていない。 

3 か月間降水 A に浸漬した後の OPC セグメントは、接液面から 1 mm 程度、BFSC は

0.5 mm 程度の範囲で CaO 濃度のわずかな低下が観察されている。SO3は接液面から

OPC セグメントで接液面から 3 mm 程度の深さまで濃度の上昇が確認され、接液面近傍

では 4 ％程度の濃度上昇が確認された。BFSC のコンクリートでは、接液面から 3 mm 程

度内部まで SO3濃度の上昇が確認された。Na2O 濃度は、全てのコンクリートで接液面近

傍 0.5 mm 程度までの範囲で著しい濃度の上昇が観察された。Na2O 濃度及び K2O 濃度は

表面部の濃度上昇部を除き接液面の内側 10 – 20 mm 程度の範囲でわずかな濃度低下を生

じている。その他の SiO2、Al2O3、Fe2O3、MgO 及び Cl については濃度の変化は確認さ

れていない。 

3 か月間実地下水 FGB-2_167.70～171.78 m に浸漬した OPC 及び BFSC セグメントの

接液面近傍でわずかな CaO 濃度の低下が観察されている。MgO 濃度は、OPC 及び BFSC

で接液面近傍の 0.3 mm 程度までの範囲で著しい濃度の上昇が観察された。SO3濃度は、
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OPC 及び BFSC のセグメントで濃度の変化は確認されていない。Na2O 濃度及び K2O 濃

度は接液面から 10 – 20 mm 程度の範囲で濃度の低下が確認された。Cl 濃度は、OPC で

接液面から 15 mm 程度内部まで濃度の上昇が確認され、BFSC のコンクリートでは 7 

mm 程度まで濃度上昇が確認された。その他の SiO2、Al2O3、Fe2O3 については濃度の

変化は確認されていない。 
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表 4-1- 18 浸漬試験（人工海水）後のコンクリート試料の鉱物の同定結果一覧 

試験体 種類 C-S-H Portlandite Ettringite 
Mono 

carbonate 
Calcite Quartz Brucite 

Friedel’s 

salt 
Aragonite 

セグメント

OPC 

変質 ▲ ▲ △  ◎ 〇  △ 〇 

健全 △ ◎  ▲ ◎ 〇    

初期 △ ◎  ▲ ◎ △    

セグメント

BFSC 

変質 ▲  ▲  ◎ ▲  〇  

健全 △ 〇  △ ◎ 〇    

初期 △ 〇  △ ◎ △    

セグメント FAC 

変質 ▲  ▲  ◎ 〇  〇 〇 

健全 △ 〇  △ ◎ 〇    

初期 △ 〇  △ ◎ 〇    

◎：ピーク強度が強く明瞭 ○：ピークが明瞭 △：ピーク強度が弱い 

▲：ピークが非常に弱く不明瞭 無印：ピークが認められない 
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図 4-1- 21 浸漬試験（人工海水）後のビッカース硬度と組成分布の関係 
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(a) 試験条件 

本試験では、(１)の②で述べたように、海洋環境下でのコンクリートの表面に二次鉱物

が生成した事例、生成しない事例があることから、沿岸部の処分場を想定した地下水条件

で、コンクリートの接液面への二次鉱物生成状況を確認する。2021 年度は、2020 年度に

浸漬を開始した試料について、浸漬期間 10 か月経過後に目視にてコンクリート表面の二

次鉱物生成状況を確認した。コンクリート表面への二次鉱物生成の確認試験の試験水準を

表 4-1- 19 に、試験条件を表 4-1- 20 に、概略図を図 4-1- 22 に示す。 
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表 4-1- 19 コンクリート表面への二次鉱物生成の確認試験の試験水準 

地下水名 人工海水 海水 G 降水 A 降水 D+F 

コンクリート種類 
セメント 

種類 

30M まで 

浸漬継続 

30M まで

浸漬継続 

30M まで

浸漬継続 

30M まで

浸漬継続 

吹付け 

コンクリート 

OPC 〇 〇 〇 〇 

BFSC 〇 〇 〇 〇 

セグメント 

コンクリート 

OPC 〇 〇 〇 〇 

BFSC 〇 〇 〇 〇 

 

表 4-1- 20 コンクリート表面への二次鉱物生成の確認試験の試験条件 

項目 詳細 

試験体条件 

試料形状 開放面Φ100mm の 1/4 の扇形、長さ 50mm 

開放面 型枠底面 

前養生 
打設後（セグメントは 60℃で 2 時間の蒸気養生

後）、常温で封緘養生 

模擬地下水条件 

液性 模擬地下水：人工海水、海水 G、降水 A、降水 D+F 

液固比 500ml／試料 

その他 接液面状態 開放面を下向き静置（補助台を設ける） 

 

 

 

図 4-1- 22 コンクリートの接液面への二次鉱物生成の確認試験の概略図 

  

30M 

まで 
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(b) 試験結果 

コンクリートの接液面への二次鉱物生成確認（目視観察）を表 4-1- 21 に示す。 

浸漬期間 10 か月経過後、目視にて接液面に二次鉱物が生成しているか確認した。以

下、模擬地下水ごとに結果を記す。 

二次鉱物生成確認試験の結果の詳細は、Appendix Ⅲに示す。 

・人工海水に浸漬したコンクリートは、いずれも接液面に二次鉱物が析出し

た。目視で判断できる析出物の占める面積や厚さは、吹付け、セグメントともに

OPC のほうが BFSC よりも顕著であった。また、同様に目視で判断できる析出

物は浸漬期間 1 か月と比較し、浸漬期間 10 か月の方が顕著であった。 

・海水系で HCO3濃度が高い海水 G に浸漬したコンクリートは、OPC には吹

付け及びセグメントともに接液面への二次鉱物の生成が認められたが、BFSC に

は二次鉱物の生成は認められない。OPC の析出物は浸漬期間 1 か月と比較し、浸

漬期間 10 か月の方が顕著であった。 

・降水系で SO4濃度が高い降水 A に浸漬したコンクリートは、BFSC では、吹

付け及びセグメントともに接液面への二次鉱物の生成が認められた。なお、同浸

漬条件では、浸漬期間 1 か月においては、接液面への二次鉱物の生成が認められ

ていなかった。 

・降水系で HCO3濃度が高い降水 D+F に浸漬したコンクリートは、目視観察

で判断できる範囲では、いずれの試験体においても二次鉱物の析出は認められな

かった。 
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表 4-1- 21 コンクリートの接液面への二次鉱物生成確認（目視観察） 

模擬 

地下水 

接液面の二次鉱物の有無 

上段：浸漬期間 10 か月 

(下段：浸漬期間 1 か月) 

吹付け 

コンクリート 

セグメント 

コンクリート 

OPC BFSC OPC BFSC 

海水 I 

(人工海水) 

有 

(有) 

有 

(有) 

有 

(有) 

有 

(有) 

海水 G 
有 

(有) 

無 

(無) 

有 

(有) 

無 

(無) 

降水 A 
無 

(無) 

有 

(無) 

無 

(無) 

有 

(無) 

降水 D+F 
無 

(無) 

無 

(無) 

無 

(無) 

無 

(無) 
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人工海水を吹付けコンクリートの型枠面に対して 10 か月間フロースルー試験を実施し

た結果、接液面近傍の Ca 濃度の低下と SO3濃度の上昇を確認した。セメントの種類によ

る変質速度は、OPC に比べ BFSC の方が遅く、Cl の浸透深さは、OPC で 20 mm 程度、

BFSC で 10 mm 程度であった。10 か月間人工海水をフロースルー試験した OPC 及び

BFSC の吹付けコンクリートは、Ca の溶脱やエトリンガイトの増加が確認されている

が、ビッカース硬度の低下は確認されていない。3 か月間降水 A、実地下水 FGB-

2_167.70～171.78 m 及び人工海水の流速を 10 倍にしたフロースルー試験の結果、接液面

近傍の Ca 濃度の低下と SO3濃度の上昇を確認した。Cl の浸透深さは、何れの地下水を流

した試験においても OPC の方が BFSC よりも深くなっていた。 

10 か月間人工海水に浸漬していたセグメントは、OPC では接液面から 4 mm 程度の Ca

濃度の低下を確認しているが、BFSC 及び FAC は接液面近傍でわずかな濃度低下が確認

されたのみであった。人工海水に 10 か月間浸漬した OPC、BFSC 及び FAC のセグメン

トは、接液面近傍で CaO の溶脱やエトリンガイトの増加が確認されているが、ビッカー

ス硬度の低下には至っていない。３か月間降水 A に浸漬したセグメントは、OPC で接液

面から 1 mm 程度、BFSC で 0.5 mm 程度の CaO の溶脱が確認されているが、SO3は接

液面から 3 mm 程度まで濃度上昇が確認されており、CaO の溶脱領域より内部名で SO3

濃度の上昇が確認されている。3 か月間実地下水 FGB-2_167.70～171.78m に浸漬したセ

グメントでは、接液面近傍の CaO の溶脱と SO3のわずかな濃度上昇が確認され、MgO は

接液面から 0.3 mm 程度の範囲で濃度の上昇が確認されている。 

二次鉱物生成確認試験では、海水系の模擬地下水に浸漬した OPC で全ての水準で二次

鉱物の生成が確認されており、降水系模擬地下水に浸漬した水準では全て二次鉱物の生成

は確認されなかった。一方、BFSC では、人工海水及び降水 A に浸漬したすべての水準で

二次鉱物の生成が確認されているのに対して、海水 G 及び降水 D+F では全ての水準で二

次鉱物の生成が確認できない結果となった。 

人工海水を 10 か月間通水した OPC 及び BFSC の吹付けコンクリートは、接液面近傍

で CaO の溶脱やエトリンガイトの増加を確認しているが、試験期間が短いこともあり力

学特性として測定したビッカース硬度の有意な低下は確認されなかった。同様に、人工海

水に 10 か月間浸漬した OPC、BFSC 及び FAC のセグメントは、接液面近傍で CaO の溶

脱やエトリンガイトの増加を確認しているが、試験期間が短いこともあり力学特性として

測定したビッカース硬度の有意な低下は確認されなかった。 

今後は、現実的な材料として条件を模擬した吹付けコンクリート及びセグメントの地下

水成分との反応に伴う化学変質と力学特性への影響について、これまで実施している人工

海水との相互作用に関する試験を継続してコンクリートの化学変質が力学的特性に与える

影響に関する情報を整備する。また、降水系地下水（降水 A）及び実地下水との反応によ
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る化学変質が力学特性与える影響を評価し、沿岸部におけるコンクリートの化学変質と力

学特性に関する知見を整備するとともに、変質解析の検証データとして活用する。 

 

 

沿岸部における多様な地下水によるコンクリートの化学的変質とそれに伴う力学特性の

変化に関して、、相平衡多元素移動計算コード(Hosokawa et al., 2011)や強度予測モデルを

組み合わせた予測手法の構築にあたり、以下の検討を行う。化学変質と力学特性推定手法

の検討工程を表 4-1- 22 に示す。 

・最新データベースを反映した解析コードによる地下水の浸透計算(令和 3 年度) 

地下水との反応で生じる二次鉱物である M-S-H の熱力データを追加するととも

に、C-S-H に対する Al の固溶を考慮した C-A-S-H 固溶体モデルを導入することで

相平衡計算を高度化する。固体の外部に二次鉱物が生成しない条件の浸漬試験結果

との比較によりモデルの検証とパラメータの検討を行う。 

・外部析出現象の再現検討(令和 3 年度-令和 4 年度) 

コンクリート外部に析出層を設定したモデル体系を構築し、二次鉱物の析出現

象を計算により再現する手法を検討する。 

・外部析出物を考慮したコンクリートの変質予測手法の検討(令和 5 年度) 

上記で検討した解析コードを使用して、「現実的条件を模擬したコンクリートの

変質試験」の一部と同様の条件で計算を行う。計算結果と実験結果の比較から外部

析出物の物性に関するパラメータを検討する。 

・強度予測モデルの検討(令和 4 年度-令和 5 年度) 

実験で取得する鉱物相の変質と機械的特性変化のデータと計算結果から、人工海

水を対象として機械的特性が変化する領域の進展を予測する手法を検討する。 
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表 4-1- 22 化学変質と力学特性推定手法の検討工程 

項目 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 

（1）最新データベースを反映させた解析コー

ドによる地下水の浸透計算 

   

（2）外部析出現象の再現検討 
 

  

（3）外部析出を考慮したコンクリートの変質

予測手法の検討 

 
 

 

（4）強度予測モデルの検討 
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地下水との反応で生じる二次鉱物である M-S-H の熱力学データを追加するとともに、

C-S-H に対する Al の固溶を考慮した C-A-S-H 固溶体モデルを導入することで相平衡計算

を高度化する。固体の外部に二次鉱物が生成しない条件の浸漬試験結果との比較によりモ

デルの検証とパラメータの検討を行った。 

(a) 解析コードの概要 

各鉱物の反応式とその熱力学的平衡定数を表 4-1- 23 に、解析コードに反映した M-S-H

の反応式とその熱力学的平衡定数を表 4-1- 24 に、C-A-S-H 溶解平衡モデルの反応式とそ

の熱力学的平衡定数を表 4-1- 25 に、細川らの C-A-S-H の Na、K 収着モデルを表 4-1- 26

に示す。平成 30 年度に使用した相平衡多元素移動計算コードのモデル模式図を図 4-1- 23

に、解析に必要な入力条件の各項目並びに解析のフローを図 4-1- 24 に示す。 

本解析コードは、複数の劣化因子がコンクリート内部に浸透する現象、並びに浸透した

劣化因子がセメント成分に化学的に作用し劣化を引き起こす現象を、有限要素法と熱力学

的相平衡を組み合わせることによって計算するものであり、時間の経過に伴い変化する硬

化体中の液相・固相の組成を定量化することができる。液相化学種は図 4-1- 23 のとおり

液相中を 1 次元の物質移動モデルに従って移動するものとした。一方、固相中の水和物

は、溶解、析出、表面吸着により液相中の液相化学種との間で物質の授受が生じ、その挙

動については熱力学的相平衡モデルに従うものとした。 

本モデルでは材料条件としてセメントの化学分析値を直接用いることが可能である。相

平衡計算を用いることにより、初期条件である固液相組成が化学分析値、鉱物の反応率、

配合から算定される。物質移行モデルにおける各種液相化学種の液相中での移動は、

Nernst-Planck 式に基づく質量保存則、並びに、液相化学種の移動に伴い生じる静電ポテ

ンシャルφに関する Poisson 方程式に従うものとした。また、物質移動によって水和物が

生成、溶解することで、コンクリート中の空隙率は変化し、コンクリートの物質移動抵抗

性及び水分の気液相平衡も変化し、物質移行に影響すると考えられている。したがって、

本解析コードでは、拡散係数の算出にコンクリート中のイオンの拡散係数を、ペースト硬

化体の拡散係数及び骨材量から算出する横関ら(2003)の式及び空隙の変化を基に硬化体の

構造因子を計算し硬化体の拡散係数を算出する Garboczi ら(1992)の式を組み合わせること

で、時間や場所によって変化する空隙率を物質移行に反映することを可能にした。 

本連成コードにおける熱力学的相平衡モデルは、アメリカ地質調査所(USGS)が開発し

ている地球化学コード PHREEQC (Parkhurst and Appelo, 1999)を熱力学的相平衡計算ツ

ールとして用い、主要なセメント水和物を実装したデータベースを用いることで、セメン

ト硬化体の相組成の計算を可能にしている。 

 

(b) 相平衡計算の高度化 
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平成 30 年度の検討では前述の示した解析コードを使用して海水成分の浸透評価を行っ

たが、本検討に適用するにあたって、以下の点において検討が必要であった。 

・沿岸域の地下水との反応によって生成すると予測される鉱物相であるマグネ

シウムシリケート水和物(M-S-H)をデータベースに追加する。 

・鉱物生成において影響が大きいセメントの主要水和物である C-S-H には Al

が固溶していることが一般的に知られており、また、海水系の地下水において生

成するフリーデル氏塩の生成には Al 量の影響が大きく作用するため、C-S-H 固

溶体モデルを、C-A-S-H 固溶体モデルに入れ替える。 

以上について最新のデータベースや文献情報を反映し、解析コードの高度化を行った。 

 

1) M-S-H データベースの反映 

表 4-1- 24 に示される M-S-H の熱力学データを解析コードに反映した。 

 

2) C-A-S-H 固溶体モデルの反映 

平成 30 年度の解析には、Nonat ら(2004)の提唱する C-S-H の溶解平衡モデルを

PHREEQC に実装したモデルを使用した。Nonat らの C-S-H 溶解平衡モデルは、C-S-H

内の層状ケイ酸塩構造を構成するシリケート 2 量体の溶解平衡と、層状ケイ酸塩のシラノ

ール基-SiOH の反応に関する複数の反応式で構成され、各反応式に対し熱力学的平衡定数

が与えられている。また、表面の電荷状態も考慮されている。 

Haas らは、Nonat らの C-S-H 溶解平衡モデルを発展させた C-A-S-H の溶解平衡モデ

ル(Haas et al., 2015)を提唱している。Haas らの C-A-S-H 溶解平衡モデルでは、C-S-H

内の層状ケイ酸塩構造とアルミン酸イオン Al(OH)4－との反応に関する複数の反応式が追

加されており、各反応式に対し熱力学的平衡定数が与えられている。 

本検討では、Haas らの報告値を基に、表 4-1- 25 に示す C-A-S-H 溶解平衡モデルを解

析コードに実装し、C-A-S-H の相組成の計算を可能とした。 

 

3) C-A-S-H の Na、K 収着の反映 

C-A-S-H は Na、K を収着することが知られており、固相と液相中の液相化学種との間

の物質の授受を解析する上で、C-A-S-H の Na、K 収着を考慮することは重要である。本

解析コードでは、Haas らの C-A-S-H 溶解平衡モデルに、表 4-1- 26 に示すシラノール基-

SiOH 及びアルミノール基-AlOH と Na、K の反応を加えた細川らの収着モデル

(Hosokawa et al., 2019)を PHREEQC に実装することで、C-A-S-H の Na、K 収着機構を

反映した。各反応式の熱力学的平衡定数は、合成 C-S-H（Ca/Si モル比（以下、C/S 比）

=0.8、1.0、1.2）による Na、K の固定実験結果を PHREEQC でフィッティングして求め

たものである。表 4-1- 25 に示す通り、C-A-S-H の収着平衡定数は、C/S 比の値にしたが

って変動する。本解析コードでは、表 4-1- 26 に示す C/S 比と平衡定数との関係を線形回
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帰し、得られた回帰式をモデルに実装することで、相平衡計算で得られた C-A-S-H の C/S

比に合わせて平衡定数を変更できるようにした。本実装により、試料の変質に応じて最適

な平衡定数を相平衡計算に与えることが可能である。 
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表 4-1- 23 各鉱物の反応式とその熱力学的平衡定数 

 

a: WATEQ4F、b : Lothenbach et al., 2006、c : Benard et al., 2009、d : 

Loser et al., 2010、e : Lothenbach et al., 2019、f : THERMODDEM  
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表 4-1- 24 解析コードに反映した M-S-H の反応式とその熱力学的平衡定数 

 

a : Roosz et al., 2018 

 

表 4-1- 25 C-A-S-H 溶解平衡モデルの反応式とその熱力学的平衡定数 

 

Haas et al., 2015 
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表 4-1- 26 細川らの C-A-S-H の Na、K 収着モデル 

 

Hosokawa et al., 2019 
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図 4-1- 23 相平衡多元素移動計算コードの模式図 

 

 
図 4-1- 24 必要となる入力条件と解析フロー 
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(c) NaCl 拡散試験による解析コードの検証 

1) NaCl 拡散試験 

解析コードの検証のための拡散試験条件を表 4-1- 27 に、塩素拡散試験後の鉱物定性結

果を表 4-1- 28 に示す。 

解析コードを検証するために、外部に二次鉱物が生成しない条件において、コンクリー

トに対する NaCl の拡散試験を実施し、Cl イオンの浸透プロファイルを取得した。本試験

に用いたコンクリートは、4.1(６)章の浸漬試験に使用したセグメントと同じである。 

NaCl 拡散試験後の試料を浸透面から深さ方向に塩素の浸透が観察できるように切断

し、EPMA 面分析を実施した。また、EPMA 試料採取後の試料を対象に全塩分測定及び

XRD 分析を行った。 

2) NaCl 拡散試験再現計算における拡散係数に対する補正値の設定 

本解析コードでは、時間や場所によって変化する空隙率を物質移行に反映することを可

能にしている。ただし、Garboczi ら(1992)の式は、ポルトランドセメントを対象として検

討された式であり、BFSC のような混合セメントにはそのまま適用できない可能性があ

る。また、横関ら(2003)の式は特定の骨材を対象としており、どのような骨材に対しても

そのまま適用できるとは限らない。したがって、NaCl 拡散試験で得られた塩化物イオン

の浸透プロファイルと解析で得られた塩化物イオンの浸透プロファイルを比較し、解析で

得られた浸透プロファイルが試験結果の浸透プロファイルに整合するよう、拡散係数 i に

対する補正値を設定することとした。 

3) NaCl 拡散試験再現計算結果 

NaCl 拡散試験と解析コードで得られた Cl 浸透プロファイルの両者を比較した結果、及

び、解析コードによる鉱物相組成の計算結果を 

図 4-1- 25 に示す。 

解析で得られた浸透プロファイルを試験結果の浸透プロファイルに整合させることによ

って得られた拡散係数 Di に対する補正値は OPC セグメントでは 3、BFSC セグメントは

1/4 が得られた。本補正値を用いることで、Cl 浸透プロファイルは、実験結果及び解析結

果が概ね整合する結果となった。解析結果は実験結果と比較して、BFSC セグメントの表

面付近の濃度が小さくなっているが、これは、拡散試験に用いた試料は、型枠による壁効

果により表面がペーストリッチの状態になっており、BFSC ペーストは OPC ペーストと

比べて、物質移行が抑制されるため、EPMA では表面付近に塩化物イオンが濃縮された結

果になっていると推定した。この型枠による壁効果を解析で再現することは現状では困難

なものの、その影響は表層に限られたものである。表層以深のプロファイルは再現できて

いるため、本解析コード及びここで算出した補正値を用いて、本検討に使用した OPC セ

グメント及び BFSC セグメントに対する物質移行は解析できると判断した。そこで、以降

の OPC セグメント及び BFSC セグメントに対しては、本補正値を用いてイオンの拡散を

計算した。 
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解析で得られた鉱物相組成では、OPC セグメント及び BFSC セグメント共に、試料全

体で Portlandite が確認できた。表面側に Friedel’s salt 及び Calcite が確認でき、表面か

らの距離が深くなると、これらの鉱物が確認できなくなり、変わりに Monocarbonate や

Monosulfate が確認できた。これらは、XRD の結果と整合する。また、XRD では確認で

きなかったものとして、本検討でデータベースに追加した C-A-S-H や MSH06、

MSH12、及び、C4FH13、C4AH13 が確認できた。また、BFSC セグメントの解析で

は、XRD や OPC セグメントの解析では確認できなかった Hydrogarnet の生成が確認さ

れた。これらの鉱物は、非晶質であることや、他の主要な鉱物とピーク位置が重なってい

ること、生成量が少ないことが要因となり、XRD での確認が困難なため、実際に生成して

いないかどうかは判断できない。XRD とは異なる点として、XRD では表面付近にのみ確

認された Ettringite が、解析では深い部分でも確認された。また、OPC セグメントにお

いて XRD では Hemicarbonate が確認された。Ettringite、Hemicarbonate はともに

AFm 系固溶体として計算しており、計算では熱力学的に安定な Ettringite、

Monocarbonate が生成する結果となったと考えている。アルミネート系鉱物では若干一致

しない結果となったが、概ね鉱物相の変化は再現できていると判断した。 
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表 4-1- 27 解析コードの検証のための拡散試験条件 

項目 詳細 

試験体条件 

配合 OPC セグメント、BFSC セグメント 

試料形状 開放面Φ100 mm1/4 の扇形、長さ 50 mm 

開放面 型枠底面 

前養生 打設後 60℃で 2 時間の蒸気養生後、常温で封緘養生 

浸漬条件 

液性 NaCl 0.5 M 水溶液 

液固比 500 ml／試料 

浸漬期間 4 週間 

分析項目 EPMA 塩化物イオンの浸透プロファイル 
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表 4-1- 28 塩素拡散試験後の鉱物定性結果 

略号 鉱物名または呼称 化学式 OPC-1 OPC-8 BFSC-1 BFSC-8 

C Calcite CaCO3 ◎ ◎ ◎ ◎ 

Q Quartz SiO2 ◎ ◎ ◎ ◎ 

P Portlandite Ca(OH)2 ◎ ◎ ○ ○ 

An Anorthite (Ca,Na)(Si,Al)4O8 ○ ○ ○ ○ 

Al Albite NaAlSi3O8 ○ ○ ○ ○ 

Mi Mica K0.935(Mg2.188Fe0.822)(Si2.777Al1.223O10)(O0.446(OH)1.554) ○ ○ ○ ○ 

T Tremolite 2CaO·5MgO·8SiO2·H2O ○ ○ ○ 
 

F Friedel's salt 3CaO·Al2O3·CaCl2·10H2O ○ 
 

○ 
 

Mc Monocarbonate 3CaO·Al2O3·CaCO3·11H2O 
 

○ 
 

○ 

Ett Ettringite 3CaO·Al2O3·3CaSO4·32H2O ○ 
 

○ 
 

Ms Monosulfate 3CaO·Al2O3·CaSO4·12H2O 
 

○ ○ ○ 

◎：鉱物が同定されピークも明瞭である 〇：鉱物が同定されるがピークは小さい 

OPC-1 及び BFSC-1 は NaCl 溶液との接液面、OPC-8 及び BFSC-8 は接液面と反対側の非変質部の試料 
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図 4-1- 25 NaCl 拡散試験再現計算結果 
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コンクリート材料と地下水の相互作用を評価する場合には、計算によっても外部に二次

鉱物が析出する現象を再現することが必要であるが、そのような計算はこれまで実施され

ていない。そこで、相平衡多元素移動計算コードにおいて、図 4-1- 26 に示すように固体

の外側に析出層を作り沈殿させるモデル体系を作り、固相外部への二次鉱物の沈殿を再現

する手法を検討した。また、外部析出層を計算可能としたモデルを用いて、「4.1(5)現実的

条件を模擬したコンクリートの変質試験」の試験条件の一部の計算を行い、実験結果と比

較し、モデルの課題を検討した。 

(a) 外部析出層計算モデルの作成 

平成 30 年に使用した解析コード（旧解析コード）及び今年度外部析出物層を考慮する

ために作成した解析コード（新解析コード）の解析対象の模式図を図 4-1- 27 に示す。 

旧解析コードでは、解析対象領域はコンクリート部分のみになっており、コンクリート

からの元素の溶脱は考慮されているものの、溶脱した元素はすべて解析範囲外に排出され

るようになっており、外部での反応は考慮されていない。 

新解析コードでは、コンクリート表面上に外部析出層を考慮できる領域（外部析出層考

慮部）を設定し、外部析出層考慮部及びコンクリート部分を解析対象とすることで、コン

クリートからの元素の溶脱に伴う外部析出物層の生成を考慮できるようにプログラムを作

成した。このとき、外部析出層考慮部の体積をコンクリートの体積に設定した場合（すな

わち空隙率 100 %の硬化体）、外部析出層考慮部と間隙水との境界における体積が不連続

となり、物質移行計算におけるマテリアルバランスの確保が困難になることから、本解析

では外部析出層考慮部の体積をコンクリートの間隙水の体積と同一とし、物質移行計算に

おける外部析出層考慮部とコンクリートの間隙水との間のマテリアルバランスを確保でき

るようにした。 

(b) 外部析出層計算モデルによる計算 

NaHCO3拡散試験の外部析出層及び硬化体内部の鉱物相組成の解析結果を図 4-1- 28 に

示す。 

作成した解析コードで、外部における析出物の生成反応を再現できることを確認するた

めに、10 mM 及び 1 M NaHCO3溶液を OPC セグメントに 10 か月拡散させた場合を想定

し、計算を行った。 

鉱物相組成では、境界条件が 10mM NaHCO3及び 1 M NaHCO3の場合においても、外

部析出層に NaHCO3水溶液中の炭酸水素イオンと OPC セグメント硬化体から溶出した

Ca との反応による 2 次生成物と考えられる Calcite が生成する結果となった。1 M 

NaHCO3の境界条件における硬化体外部の Calcite 生成量は、10 mM NaHCO3の境界条

件の場合に対し、10 倍程度多くなった。また、10 mM NaHCO3、1 M NaHCO3のいずれ

の場合においても外部析出層には Al(OH)3の生成も確認された。10 mM NaHCO3拡散の

硬化体内部では、表層付近での Portlandite の溶解や Monocarbonate の増加が確認され
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た。一方、1 M NaHCO3拡散の硬化体内部では、表層付近での C4AH13や Portlandite の

増加が確認され、Monocarbonate よりも Hemicarbonate が多い結果となった。 

本条件による試験を行っていないため、実現象との整合性は確認ができないが、外部に

Calcite が生成する条件の計算において、硬化体外部に Calcite が生成する結果が得られた

ことから、本プログラムによって外部に二次鉱物が生成する現象を計算できる見通しが得

られたと考える。 
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図 4-1- 26 外部析出物生成を考慮したモデル体系 

 

 

図 4-1- 27 外部析出物生成を考慮した解析対象の模式図 
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図 4-1- 28 NaHCO3拡散試験の外部析出層及び硬化体内部の鉱物相組成の解析結果 
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(c) 外部析出物層計算モデルと実験結果との比較 

外部析出層計算モデルを用いて比較する実験条件を表 4-1- 29 に、人工海水拡散の再現

計算結果を図 4-1- 29 に、降水 A 拡散の再現計算結果を図 4-1- 30 に、実地下水 FGB-

2_214.75～220.52m 拡散の再現計算結果を図 4-1- 31 に示す。 

外部析出層を計算可能としたモデルを用いて、「（６）現実的条件を模擬したコンクリー

トの変質試験」の試験条件の一部である表 4-1-29 の計算を行い、実験結果と比較した。 

 

1) 人工海水拡散の解析結果と実験結果の比較 

Cl の浸透プロファイルにおいて、計算結果では、実験結果に比べて、OPC セグメン

ト、BFSC セグメント共に浸透した Cl の濃度が低くなった。また、Cl の浸透深さの計算

結果は、OPC セグメント、BFSC セグメント共に実験結果と同程度であった。 

外部析出層の鉱物組成については、OPC セグメント、BFSC セグメント共に人工海水中

の炭酸イオンとセグメント内部からの Ca の溶出による 2 次鉱物である Calcite が生成す

る計算結果となった。また、Al(OH)3も硬化体内部からの Al 成分の溶出により生成する結

果となった。 

硬化体内部の鉱物組成については、OPC セグメント、BFSC セグメント共に人工海水か

ら Mg 成分及び Cl 成分の供給により、硬化体表面付近で Brucite 及び Friedel’s salt が生

成する結果となった。なお、Friedel’s salt の生成は Cl と Ettringite 及び Hemicarbonate

との反応で生じるため、Friedel’s salt が生成した領域では Ettringite 及び

Hemicarbonate の生成量が減少した。BFSC セグメントについても、同様に Brucite 及び

Friedel’s salt が生成する結果となった。なお、ここでの Friedel’s salt の生成は、Cl と

Hydrogarnet 及び Ettringite との反応により生じた。OPC セグメント、BFSC セグメン

トいずれの場合においても C-A-S-H の量は表面付近と内部でほとんど変わらなかった。C-

A-S-H の組成は、OPC セグメントの Ca/Si 比は約 1.41、Al/Si 比は約 0.013 であるのに対

し、BFSC セグメントの Ca/Si 比は約 1.41、Al/Si 比は約 0.023 であり、OPC セグメント

に比べて BFSC セグメントの C-A-S-H の Al/Si 比が高い傾向にあった。 

 

2) 降水 A 拡散の解析結果と実験結果の比較 

降水 A には、人工海水及び実地下水 FGB-2_214.75～220.52 m に比べると少量ではあ

るが、Cl が含まれる。図 4-1- 30 の EPMA 結果の表面付近の Cl のプロファイルは、降水

A から供給された Cl の浸透を示している。降水 A 拡散の Cl の浸透プロファイルは、人工

海水拡散と同様に、計算結果は、実験結果に比べて、OPC セグメント、BFSC セグメント

共に浸透した Cl の濃度が小さかった。 

外部析出層の鉱物組成については、OPC セグメント、BFSC セグメント共に Al(OH)3

が生成する結果となった。人工海水拡散で確認された Calcite は、降水 A では確認されな

かった。これは、降水 A の C 量が人工海水に比べて少ないことによる。 
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硬化体内部の鉱物組成については、OPC セグメント、BFSC セグメント共に人工海水と

同じ鉱物が確認された。ただし、降水 A には、人工海水に含まれていた Mg が含まれてい

ないため、降水 A では硬化体の原料に含まれていた Mg による Brucite のみが確認でき、

人工海水拡散で確認された硬化体表面側での Brucite の増加は確認されなかった。また、

Cl の量も人工海水に比べて非常に少ないため、Friedel’s salt の生成量が人工海水拡散に比

べて非常に小さかった。その結果、人工海水拡散では内部の硬化体表面側で体積の増加が

確認されたが、降水 A では内部の硬化体表面側は溶脱による体積の減少が確認された。 

 

3) 実地下水 FGB-2_214.75～220.52 m 拡散の解析結果と実験結果の比較 

実地下水 FGB-2_214.75～220.52 m の Cl の浸透プロファイルでは、人工海水拡散及び

降水 A 拡散と同様に、計算結果の Cl 濃度は、実験結果に比べて、OPC セグメント及び

BFSC セグメントのいずれの場合においても低くかった。 

外部析出層の鉱物組成については、OPC セグメント及び BFSC セグメントのいずれの

場合においても、人工海水と同様に Calcite と Al(OH)3が生成する結果となった。実地下

水 FGB-2_214.75～220.52 m では、人工海水及び降水 A 拡散とは異なり、BFSC セグメ

ントの方が OPC セグメントより外部析出物量が多い結果となっていた。硬化体内部の鉱

物組成については、OPC セグメント、BFSC セグメント共に人工海水と同じ鉱物が確認さ

れた。また、人工海水と同様に、実地下水 FGB-2_214.75～220.52 m からの Mg 供給によ

る Brucite 及び Cl の供給による Friedel’s salt の生成が確認された。 
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表 4-1- 29 外部析出層計算モデルを用いて比較する実験条件 

項目 詳細 

模擬地下水条件 人工海水、降水 A、実地下水 FGB-2_214.75～220.52 m 

検討するセメント系材料 OPC セグメント、BFSC セグメント 

浸漬期間※ 
人工海水：10 か月 

降水 A、実地下水②：3 か月 
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図 4-1- 29 人工海水拡散の再現計算結果 
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図 4-1- 30 降水 A 拡散の再現計算結果 
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図 4-1- 31 実地下水 FGB-2_214.75～220.52m 拡散の再現計算結果  
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令和 3 年度は、地下水との反応で生じる二次鉱物である M-S-H の熱力学データととも

に、C-S-H に対する Al の固溶を考慮した C-A-S-H 固溶体モデルを解析コードに反映する

ことで、セメント系材料に対する相平衡計算を高度化した。また、コンクリート外部に析

出層を設定したモデル体系を構築し、固相外部への二次鉱物の析出現象を計算により再現

する手法を検討した。 

令和 3 年度に構築した外部析出層計算モデルにおいて、外部析出層の固相組成や生成量

が実験とは異なることや、本モデルによって外部析出層が生成した場合、硬化体への Cl

の浸透量が実験と比べて非常に少なくなることが課題として挙げられた。 

今後は、外部析出層考慮部の計算設定の見直しを行い、実験結果の再現を目指して、プ

ログラムの改変を行う必要がある。また、セメントペースト部分の機械的特性変化からコ

ンクリートの強度を推定するモデルについても検討する予定である。 

 

 

本調査では、沿岸部の地下に施工されたコンクリート構造物と海水起源の地下水との相

互作用について、原位置における変質の進展と力学的特性への影響に関する情報を整理

し、今後の変質解析の検証データとし適用可能性のある情報を整理することを目的に実施

した。関門トンネルや青函トンネルなどの沿岸部の地下に建設されたコンクリート構造物

（支保部材）について、沿岸部の地下水とコンクリ－トの相互作用を調査した報告と幌延

深地層研究センターの地下施設における地下水とコンクリートの相互作用に関する調査事

例及び長期にわたり海洋環境下で実施されたコンクリートの劣化メカニズムの解明に関す

る文献の調査結果をまとめた。 

 

 

・関門トンネルは、昭和 17 年に開通した「世界最初の長大な海底トンネル」で、山岳工

法（普通工法、圧気工法）、シールド工法、潜函工法、開削工法の 4 種類の工法によって

建設されている。海底部の最小土被りは 9 m 程度と浅く、海底部の漏水は海水成分とほと

んど変わらないと報告されている。トンネル海底部分の漏水は 1 日約 80 t で漏水量はほと

んど変化していない（江村ら, 1992）。 

・覆工コンクリートは、セメント量の多いコンクリートが施工され、背面にはアスファル

トフェルト防水工を施工され、鉄筋を使用していない。シールド区間ではプレキャスト

RC セグメントが使用され、二次覆工が施工されている（朝倉ら, 2008）。 

・建設から 10 年ごとにコンクリートの物性が調査されており、共用 60 年経過した海底部

の側壁部から採取したコンクリートコアの中性化深さ、塩分浸透深さ、密度、吸水率、弾

性係数、引張強度、圧縮強度、示唆熱分析、粉末 X 線回折及び化学成分分析の結果が報告

されている。共用 60 年の調査の結果では、施工箇所や施工状況によるばらつきがみられ
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たが、所定の強度は維持されており、コンクリートは健全であると報告されている（宮武

ら, 2003）。 

・海底部のコンクリートコアのトンネルの外側では、塩化物イオン濃度の上昇や塩素を含

む水和物（フリーデル氏塩）が多く生成しているが、塩化物による溶脱や中性化による劣

化現象は生じていいないと報告している（宮武ら, 2003）。 

関門トンネルの海底部分のコンクリートは、共用期間 60 年を経過して大きな変状は確

認されていない海水影響を受けた大変貴重なデータであり、コンクリートの化学変質の予

測に資する貴重な情報と考えられる。 

しかしながら、海底部の土被りが浅く、海底部の漏水はほぼ海水の化学組成であり、多

様な化学成分の影響を評価する必要のある沿岸部に建設される処分施設コンクリートの条

件との相違点、類似点を把握しつつ活用をしていく。 

 

 

日本で吹付けコンクリートをトンネルの支保部材として本格的に初めて導入された青函

トンネルの吹付けコンクリートの性状と長期耐久性については、以下のように報告されて

いる。 

・青函トンネルは、昭和 60 年に開業した日本で吹付けコンクリートをトンネルの支保部

材として本格的に導入した初めての海底トンネルである。津軽海峡の海底下 100 m におい

て海水 24 MPa の圧力を受けることから、吹付けコンクリートによる掘削面の支保とトン

ネル周辺への薬剤注入による止水、改良をしている（芳賀ら, 2013）。 

・吹付けコンクリートの耐久性の把握を目的として、圧縮強度試験、制弾性係数、超音波

速度試験、単位体積重量測定、中性化深さ試験、X 線回折試験、pH 測定、塩素イオン濃

度の測定を実施している（芳賀ら, 2013）。 

・圧縮強度は、概ね 10 - 50 MN/m2 の範囲でばらつきはあるものの有意な低下は認められ

ず、静弾性係数は概ね 0.4 - 4×104 MN/m2 の範囲でばらつきはあるものの、圧縮強度が

増加すると静弾性係数も増加する一定の相関が確認されている。（芳賀ら, 2013）。 

・X 線回折試験については、材令 3 年- 44 年の範囲で測定され、硫酸塩劣化の一つである

エトリンガイトの回折強度と圧縮強度の関係を整理し、明確な相関性が確認できないこと

から圧縮強度に影響を与えるほどのエトリンガイトの生成は進んでいないとしている。同

様に塩素との反応で生成するフリーデル氏塩についても圧縮強度に影響を与えるほどの生

成は進んでいないとしている（芳賀, 2013）。 

・コンクリート中の塩化物イオンの濃度は、経年とともに増加する傾向にあるが、塩化物

イオン濃度が高い（2,000 mg/kg 以上）場合にも圧縮強度の低下は観察されていない（芳

賀, 2013）。 
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青函トンネルの海底部分のコンクリートは、営業開始から 44 年を経過してもなお大き

な変状は確認されていない、海水影響を受けた大変貴重なデータであり、コンクリートの

化学変質の予測に資する貴重な情報と考えられる。 

しかしながら、津軽海峡の海底下 100 ｍと地層処分の深度に比べて浅く、地下水の化学

組成に関する報告はなく、関門トンネルと前スライド同様に沿岸部での環境との類似点・

相違点を確認しつつ活用をしていく。 

 

 

幌延深地層研究センターの地下施設において HFSC （Highly Fly-ash contained 

Silicafume Cement）を用いた吹付けコンクリート及び覆工コンクリートを対象とした原

位置施工試験が実施されている。それぞれの施工箇所は、吹付けコンクリート：深度 140 

m、250 m 及び 350 m 調査坑道、覆工コンクリート：東立坑の深度 374 m - 380 m、であ

る。140 m 調査坑道においては、比較のために OPC を用いた吹付けコンクリートの施工

範囲が設けられている（中山, 2010）。 

分析のためのコア試料は、初期状態及び施工後の経時変化が分かるような間隔で採取さ

れ、140 m の調査坑道では 9 年間の HFSC 及び OPC の吹付けコンクリートと岩盤との界

面を含む試料の分析が実施されている。コア試料は、ハンドコアドリルを用いて、長さ約

1,000 mm、直径 50 mm または直径 100 mm のコアが掘削され各種分析に供された。採

取されたコア試料のコンクリート部分と岩石部分に対して、粉末 X 線回折、熱分析、電子

線プローブマイクロアナライザー（EPMA）分析、湿式化学分析、走査型電子顕微鏡観

察、水銀圧入試験、中性化試験、細孔溶液の水質分析が実施されている。分析は、コンク

リートと岩盤の相互作用に着目し、コアの深度方向に試料を分割して実施されている（中

山, 2010）。 

各試料の分析結果は、コア採取した深度、採取年ごとに分析結果が示されており、熱分

析、湿式化学分析、水銀圧入試験では界面からの距離ごとに分析結果がデジタル値で示さ

れている。また、細孔溶液の水質分析では、岩石から抽出された細孔溶液のイオン分析結

果がデジタル値で示されており、吹付けコンクリートに接触している地下水組成に関する

情報を得ることができる。 

吹付けコンクリートと岩盤の界面近傍における変質現象を 9 年間（140 m 調査坑道）に

わたり定期的に調査・分析した結果が示されており、界面から化学成分濃度の経時変化を

デジタル値で確認できる貴重な資料であり、解析の検証データとして活用を検討する。 

 

 

海洋環境下におけるコンクリート自体の劣化の要因は、硫酸塩劣化であると想定される

が、その劣化の進展速度は緩やかであることが知られている。長期にわたって海洋環境下
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でコンクリート構造物を使用するためには、その進行速度を定量的に把握し、将来の予測

を行う手法が必要である。 

硫酸塩劣化のメカニズムについては、①Mg2+と SO42-が水酸化カルシウムと反応してコ

ンクリート表面に水酸化マグネシウムと硫酸カルシウムの層が生成、②SO42-が内部に侵入

してエトリンガイトを生成しこの膨張圧で内部に微細なひび割れが発生し、③Mg2+と C-

S-H が反応して強度の低い M-S-H を生成するとしている。この反応が内部に進行するこ

とで劣化が進行する。海洋環境下における劣化の要因として硫酸塩劣化の他に、海水との

接触による水和物の溶脱も考えられる。海水が作用するコンクリートにおける劣化の進行

状態は、①劣化は表面から徐々に進行し、②その劣化深さと相関の高い因子が存在すると

仮定して海洋環境下で長期間暴露された試料に対して把握できるとしている。劣化が表面

から徐々に進展する場合、劣化を表す指標として圧縮強度のような平均的な指標よりも分

布として強度をとらえることのできるビッカース硬さが良く用いられる。ビッカース硬さ

は、海水と接触する表面付近で値が低下し、内部で一定の値となっており、ビッカース硬

さが低下し始める点までの距離を劣化している範囲としている。港湾空港技術研究所内の

海水循環水槽の海中部に海中に５年間または 30 年間暴露した試験体のデータを基に検討

を実施している。ビッカース硬さの低下がみられた範囲と Mg 侵入深さにはデータ数は少

ないが良い相関が確認された（山路ら, 2010）。 

30 年間海水循環水槽で暴露されたコンクリートへの各元素の侵入深さとビッカース硬さ

の低下範囲を示すデータを含む貴重な資料であり、解析の検証データとして活用すること

が可能と考えられる。 

元素の侵入深さとビッカース硬さの低下の関係を示しており、化学変質領域の進展の評

価から力学特性変化の領域を評価できる可能性があり、解析の検証データとして活用す

る。 
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沿岸部に処分場が建設される場合には、処分場の支保として吹付けコンクリート、セグ

メント及び覆工コンクリートの使用が想定される。これらの支保コンクリートなどは、操

業から再冠水完了までの期間、空洞安定性を確保するために必要な強度を保持しなければ

ならないが、岩盤側から接触する地下水の影響を受け化学的に変質して強度が低下する可

能性がある。そこで、支保工及び覆工の設計に向けた空洞安定評価に資する情報として地

下水成分の特徴とセメント系材料の化学的変質と力学特性の変化に関する知見を取得する

とともに、解析によるコンクリート強度変化の予測について検討した。 

セメント系材料の化学変質に伴う力学特性への影響については、沿岸海底下の地下水組

成を模擬した模擬地下水に、吹付けコンクリート及びセグメントを想定したバルク状のセ

メントペーストを浸漬して化学変質の状況と強度の関係を検討した。 

バルク状のセメントペーストを模擬地下水に浸漬した詳細浸漬試験では、人工海水に浸

漬した試料に比べ、Cl 濃度が低い模擬地下水（海水 B 及び降水 A）に浸漬したケースで

は、人工海水より SO3濃度が同等か低い場合でも、人工海水に浸漬した試料に比べて接液

面近傍の CaO 溶脱や SO3の浸透が内部に進んでないことを確認した。また、3 か月間の

浸漬試験後に試料の表層が剥離したり、ビッカース硬度の低下が確認されるなど海水組成

に比べて化学成分の濃度が低い地下水でも、力学特性への影響の大きい地下水が存在して

いることを確認した。バルク状のセメントペーストの浸漬試験では、化学的な変質が生じ

た部分が少なく、硬度の低下が明確に認められなかったため、より浸漬期間の経過した試

料を分析して、地下水組成とセメント硬化体の化学変質、それに伴う力学的特性の関連を

把握して体系的に整備を進める予定である。 

現実的な条件及び材料におけるセメント系材料の力学特性の評価手法の検討では、実環

境における地下水流動を考慮して、吹付けコンクリートに対してはコンクリートの表面を

地下水が流れる状態を模擬したフロースルー試験を、接触する地下水の流れが無いか極め

て緩慢なセグメント及び覆工コンクリートの状態を模擬した浸漬試験を実施した。 

人工海水を吹付けコンクリートの型枠面に対して 10 か月間流したフロースルー試験で

は、接液面近傍の Ca 濃度の低下と SO3濃度の上昇を確認しているが、コンクリートの膨

張によるひび割れの発生やビッカース硬度の低下など力学特性の変化は確認されてない。 

10 か月間人工海水に浸漬していたセグメントは、OPC では接液面から 4mm 程度の Ca

濃度の低下を確認しているが、BFSC 及び FAC は接液面近傍でわずかな濃度低下が確認

されたのみであり、接液面近傍で CaO の溶脱やエトリンガイトの増加が確認されている

が、ビッカース硬度の低下には至っていない。 

フロースルー試験についても浸漬試験についても模擬地下水との接触期間が 10 か月と

短いため化学的変質は確認することができているが、力学特性の変化は発現していないと

考えられる。今後は、より長期間のフロースルー試験及び浸漬試験を継続して実施し、化

学的変質が力学的特性に与える影響を確認する。 
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地下水や材料の種類に応じた強度予測手法の検討では、地下水との反応で生じる二次鉱

物である M-S-H の熱力学データとともに、C-S-H に対する Al の固溶を考慮した C-A-S-H

固溶体モデルを解析コードに反映し、セメント系材料に対する相平衡計算を高度化した。

また、コンクリート外部に析出層を設定したモデル体系を構築し、固相外部への二次鉱物

の析出現象を計算により再現する手法を検討した。 

今後は、外部析出層考慮部の計算設定の見直しを行い、実験結果の再現を目指して、プ

ログラムの改変を行う必要がある。また、セメントペースト部分の機械的特性変化からコ

ンクリートの強度を推定するモデルについて検討する予定である。  
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緩衝材には放射性物質の移行を抑制する機能が求められている。この機能を緩衝材が持

つことを示すには、自己シール性や低透水性などの緩衝材に設定された設計要件（表 4-2- 

1）を地下環境において満たすことを示す必要がある。地下環境に施工・定置された緩衝

材の飽和後の状態を予測するためには、再冠水によって飽和するまでの期間における膨潤

特性や透水特性などの状態の変化を把握し、状態変化を予測に取り込む必要がある。 

こうした緩衝材の再冠水時の状態変化は浸潤する地下水の組成の影響を受けることが知

られており、これまでは、サイトを特定しないジェネリックな環境を念頭に、緩衝材の状

態変化に影響を及ぼす地下水として、主に Ca2+濃度の高いセメント系材料からの浸出水を

取り上げた研究が多く行われるとともに、海水系地下水を念頭に置いて人工海水を用いた

試験、研究が実施されてきた。それらの結果は、主に地下水のイオン強度と緩衝材の特性

との関係の形で整理されてきた。 

平成 30 年度までに採取した沿岸部地下水の分析結果（産業技術総合研究所、日本原子

力研究開発機構、原子力環境整備促進・資金管理センター、電力中央研究所、2019）をイ

オン強度や陽イオン濃度組成で整理した結果を図 4-2- 1 及び後掲図 4-2- 2 に示す。これま

でに緩衝材の性能変化に対する影響について十分に検討されていない Mg2＋、K+などの成

分が、海水系地下水に含まれる交換性陽イオンの組成比よりも多く含まれる地下水や、イ

オン強度の高い地下水が存在する。そのため、緩衝材の性能を把握するためには、このよ

うな多様な地下水組成に対応できる予測するために必要な状態変化に関するデータ拡充が

必要である。 

緩衝材の設計要件は、原子力発電環境整備機構（2021）(以下、NUMO-SC とする）に

よって指標及び基準が設定されており、これを充足する緩衝材の密度と厚さの範囲（仕様

成立範囲）が示されている。表 4-2- 1 に示した 4 つの緩衝材の設計要件に関する塩水条件

における仕様成立範囲（NUMO-SC 第 4 章 図 4.4-10）は、自己シール性に対する範囲が

最も狭い。平成 31 年度からは、沿岸部地下水で緩衝材の機能に最も影響する自己シール

性に着目した。 

自己シール性を定量的に評価するためには、膨潤率についてのデータが必要である。膨

潤率は、ベントナイトの主成分であるモンモリロナイトの層間陽イオンや浸潤する液相の

イオン強度の影響を受けて変化することが知られている。層間陽イオンは、浸潤する水に

含まれる陽イオンと交換されることによって変化する。また、イオン強度が高くなること

により、モンモリロナイトの膨潤特性が変化し、イオン強度（塩分）が高くなることによ

り凝集することも要因となって、膨潤率が変化する。これらを踏まえると、浸潤する液相

に応じた膨潤率を予測するためには、陽イオンによるイオン交換反応の進行を把握するこ

と、及び陽イオン種とイオン強度の膨潤率への影響の把握が必要だと言える。 
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以上のことから、本検討では現実的な環境での緩衝材のイオン交換反応を予測する手法

を整備し（後述（２）イオン交換選択性に関する検討）、陽イオン種やイオン強度の影響

による緩衝材の膨潤率（自己シール性）に関するデータを拡充する（後述（３）緩衝材の

膨潤率に対する溶存陽イオンの影響把握試験）ことによって、飽和後における緩衝材の性

能の予測評価を可能にすることを目的として実施する。 
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表 4-2- 1 緩衝材の安全機能（放射性物質の移行抑制）の確保に必要な緩衝材の設計要件 

緩衝材の設計要件 内容 指標 基準 

自己シール性 オーバーパックや岩盤との隙間など、施

工時にできる隙間を充填可能な膨潤性を

有すること 

膨潤率/隙間体積

比 

 

2 以上 

低透水性 緩衝材中の地下水の流れを抑制し、放射

性物質の移行を遅延すること 

ペクレ数 0.1 以下 

自己修復性 ガス発生による亀裂が緩衝材に生じたと

しても閉塞できること 

破過前後の透水

係数の増加割合 

1 以下 

コロイドろ過能 放射性物質がコロイドとして移行するこ

とを防止すること 

コロイド透過率 0 

NUMO-TR-20-03（原子力発電環境整備機構（2021））を参照し作成 

 

 

 

図 4-2- 1 沿岸部地下水（産業技術総合研究所ほか、2019）のイオン強度 
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モンモリロナイトのイオン交換反応は、イオン交換選択係数を用いた地球化学計算によ

って予測することができる。以前の検討において、圧縮した緩衝材の供試体に Na+、K+、

Ca2+、Mg2+それぞれの陽イオンを含むイオン強度 0.5 の水溶液を接触させたものについて

の層間陽イオンの分析結果は、広く用いられているイオン交換選択係数（核燃料サイクル

開発機構, 1999）を用いた地球化学計算結果と乖離していることが示された（産業技術総

合研究所, 日本原子力研究開発機構, 原子力環境整備促進・資金管理センター, 電力中央研

究所, 2018）。この理由として、これまで地球化学計算に用いられてきたイオン交換選択係

数が、希薄溶液中のバッチ試験によって取得されたものであり、高イオン濃度におけるイ

オン交換選択係数と異なる可能性があることが考えられた。これを踏まえ、本事業におい

て平成 31 年度に高イオン強度の溶液を用いたバッチ試験によってイオン交換選択係数を

取得した（産業技術総合研究所, 原子力環境整備促進・資金管理センター, 電力中央研究

所, 2020）。その結果、高イオン強度の溶液中では、イオン交換選択係数が稀薄溶液の場

合よりも小さい値であることが示唆された。さらに、得られた選択係数を用いて、圧縮ベ

ントナイト試験体に希釈海水及び海水を通水した試験における排水の濃度変化の再現を試

みたが、K+、Ca2+、Mg2+の濃度の経時変化は再現できなかった。一致しない原因として、

圧縮したベントナイト中のイオン交換反応におけるイオン交換選択係数が分散系のバッチ

試験によって得られた選択係数と異なる可能性があること、圧縮したベントナイト中での

物質移行を伴うイオン交換反応が解析により正しく再現できていない可能性があることな

どが考えられた。 

Karnland et al.（2011）は、圧縮ベントナイトを用いた試験によって、Na に対する Ca

のイオン交換選択係数（Ca-Na のイオン交換選択係数。以下、同様に「○に対する●」

は、●-○と表現する）を取得した。この報告では、圧縮系での試験で得られたイオン交換

選択係数は分散系で得られたものと大きく変わらないとされている。しかし、得られた値

の変動幅が大きく、Ca-Na に特化したものであることなどから、圧縮系でのイオン交換選

択係数について、さらに精査が必要であると考えられる。 

以上のような背景のもとに、令和 2 年度より、沿岸域におけるより現実的な環境（イオ

ン強度の高い環境及び圧縮ベントナイトに塩水系地下水が浸潤する環境）での緩衝材中の

モンモリロナイトのイオン交換反応による化学的な変化の確からしい予測を、地球化学解

析によって行うことを目的に、以下の２項目の検討を行っている。 

・圧縮ベントナイトを用いた試験によって高イオン強度でのイオン交換選択係数を取得

する（→②イオン交換選択係数の取得） 

・圧縮ベントナイト中の物質移行を考慮したイオン交換反応を予測する解析の方法を整

備する（→③イオン交換反応評価のための解析方法の整備） 
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令和 2 年度は、イオン強度 0.5 の KCl 溶液を、乾燥モンモリロナイト密度 0.88 Mg/m3

及び 1.27 Mg/m3の圧縮した供試体に通水し、K-Na のイオン交換選択係数 logKGTを取得

した。その結果、logKGTは、密度 0.88 Mg/m3においは 0.08、1.27 Mg/m3においては

0.33 であった。しかし、通水溶液が単成分であることにより分析精度が確保できず、安定

した選択係数が得られていない可能性があり、令和 3 年度以降は、2 成分の混合溶液でイ

オン交換選択係数を取得することにした。解析手法に関しては、塩水環境下の圧縮ベント

ナイトのイオン交換の進行や間隙水の変化などを適切に評価することを目的として、粒子

間隙とモンモリロナイト層間でのイオンの挙動の違いを考慮した解析手法を検討した。具

体的には、粒子間隙とモンモリロナイト層間の表面積比を考慮した 2 サイトモデル、ま

た、粒子間隙を可動領域として、モンモリロナイト層間を不動領域とした可動水-不動水モ

デルである。 

令和 3 年度は、イオン強度 0.5、0.25 の KCl と NaCl の混合溶液を、乾燥モンモリロナ

イト密度 1.00 Mg/m3の供試体に通水し、イオン強度を変化させた場合の K-Na のイオン

交換選択係数 logKGTを取得した。また、イオン強度 0.125 の KCl と NaCl の混合溶液、

イオン強度 0.5 の CaCl2と NaCl の混合溶液、及び 3-1 節「陸域から海域にかけての地質

環境特性の把握」において令和 3 年度採水した沿岸部実地下水（ここでは、採水孔名と採

水深度より FGB-2 孔 167.70～171.78 m と呼ぶ）を、通水する試験を開始した。解析手法

に関しては、従来の解析手法を用いて令和 2 年度に実施したイオン強度 0.5 の KCl 溶液の

通水試験の再現解析を試み、圧縮系ベントナイトを対象としたイオン交換反応の進行を表

現するために必要な課題を抽出し、課題解決のための解析方法を検討した。  
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(a) 試験計画 

イオン交換選択係数の取得に関する試験計画を表 4-2- 2 に示す。ベントナイトの圧縮の

影響を得るため、有効モンモリロナイト乾燥密度をパラメータの一つとし、さらに多様な

地下水組成に適用できる結果を得るために、通水溶液のイオン強度を変えた通水試験を計

画した。Na 型モンモリロナイトのイオン交換反応を対象としたため、クニピア F（モン

モリロナイト含有率：98%）を用いた。 

ケース①、③は、供試体の乾燥密度を 0.88 Mg/m3、②、⑦は 1.27 Mg/m3としている

が、この乾燥密度は、緩衝材の厚さ 700 mm での有効粘土密度の仕様成立範囲の最小

（1.2 Mg/m3）と最大（1.6 Mg/m3）時の緩衝材の有効モンモリロナイト乾燥密度である

（クニゲル V1 のモンモリロナイト含有率を 60 wt%、粒子密度をすべて 2.6 Mg/m3とし

て算出）。その他のケースでは、供試体の乾燥密度を 1.00 Mg/m3としており、これは、ク

ニゲル V1 にケイ砂を 30 wt%混合した緩衝材の乾燥密度が 1.6 Mg/m3の時の有効モンモ

リロナイト乾燥密度である。 

ケース③－⑩は、通水溶液を 2 成分の混合溶液とし、Na 型のモンモリロナイトを対象

としてイオン交換反応をさせるため、交換する陽イオンを 4、Na＋イオンを１のイオン強

度比率になるように混合した。通水溶液の総イオン強度は、海水を想定した 0.5 を最大濃

度とし、0.25、0.125 の３水準とした。 

ケース⑫は、沿岸部実地下水を通水溶液とした。実地下水は多成分であり、主要な４種

の陽イオン以外にも陽イオンを含み、陰イオンも複数種含まれているため、単純な溶液系

での結果と整合するか否かを確認するために試験に用いる。この沿岸部実地下水（FGB-2

孔 167.70～171.78 m）の組成を表 4-2- 3 に示す。また、沿岸部実地下水（FGB-2 孔

167.70～171.78 m）の主要陽イオン量の組成比を標準海水の組成比と比較するために、報

告されている沿岸部地下水の陽イオン量（産業技術総合研究所、日本原子力研究開発機

構、原子力環境整備促進・資金管理センター、電力中央研究所、2019）とともに図 4-2- 2

に示す。沿岸部実地下水（FGB-2 孔 167.70～171.78 m）の陽イオン濃度のプロットの位

置は海水の希釈ラインとの位置関係により、標準海水の組成比よりも Mg2+、Ca2+が多

く、Na+、K+が少ないことが示され、単純に淡水による希釈により形成されているもので

はないことが分かる。多くの地下水の組成の傾向と比べると Mg2+が多いことが特徴であ

る。 

令和 3 年度は、上記のうちケース④、⑤（イオン強度 0.5 及び 0.25、KCl と NaCl の混

合溶液、乾燥モンモリロナイト密度 1.00 Mg/m3）の通水試験を実施した。また、ケース

⑥、⑧（イオン強度 0.125 KCl と NaCl の混合溶液、イオン強度 0.5 CaCl2と NaCl の混

合溶液）、及びケース⑫（沿岸部実地下水）の通水試験を開始し継続している。 
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表 4-2- 2 通水試験のスケジュール 

 

 

表 4-2- 3 沿岸部実地下水（FGB-2 孔_167.70~171.78 m）の組成 

 

 

ケース 通水溶液
有効モンモリロナイト

乾燥密度
(Mg/m3)

イオン強度
令和
2
年度

令和
3
年度

令和
4
年度

令和
５
年度

①
KCl溶液

0.88 0.50 〇

② 1.27 0.50 〇

③

KCl-NaCl混合溶液

0.88 0.50 〇

④

1.00

0.50 〇

⑤ 0.25 〇

⑥ 0.125 〇 〇

⑦ 1.27 0.50 〇

⑧
CaCl2-NaCl混合溶液 1.00

0.50 〇 〇

⑨ 0.25 〇 〇

⑩
MgCl2-NaCl混合溶液 1.00

0.50 〇

⑪ 0.25 〇 〇

⑫
沿岸部実地下水
(FGB-2孔_

167.70~171.78m)
1.00 0.28 〇 〇

成分 濃度(mol/L)

Na 0.10

K 1.1×10-3

Ca 0.022

Mg 0.033

Al <2×10-5

Si 7.1×10-4

SO4 0.011

Cl 0.20

その他

イオン
強度

0.28

IC 35mg/L

TOC <5mg/L

pH 7.9
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図 4-2- 2 沿岸部実地下水（FGB-2 孔_167.70~171.78 m）及び沿岸部地下水（産総研ほ

か、2019）の成分中の陽イオン量 
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(b) 試験方法 

通水試験には、図 4-2- 3 に示す装置を使用した。カラムは SUS316 製の上下キャップの

間に SUS316 製のリングをはさみ、上下キャップをボルト・ナットで固定した。 

供試体は平均含水率 12.73 wt%に調整して静的締固めにより充填した。セルに各密度

（各供試体数 n=2）で充填した試料量を表 4-2- 4 に示す。 

通水は不飽和な状態から圧力をかけて通水した（圧力の経時変化は、Appendix Ⅳに示

す）。排水された液を経時的に採水し、液中のイオン濃度について Na+イオンと K+イオン

を原子吸光、Ca2+イオンと Mg2+イオンは ICP-MS 分析によって測定した。 

試験後の供試体はエタノールを用いて間隙中の塩溶液を洗浄して取り除いた後、SFSA

改良法により層間陽イオン量を分析した。（層間陽イオン量の分析の詳細は Appendix Ⅳ

に示す）。 

試験条件を表 4-2- 5 に示す。それぞれのケースで試験を 2 回実施した。 
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表 4-2- 4 クニピア F の充填量（作製数 各ケース n=2） 

有効モンモリロ
ナイト乾燥密度
（Mg/m3） 

セル 
容積

（cm3） 
占有体積（cm3） 重量（g） 

湿潤 
クニピア

F 
充填量
（g） 

  乾燥 

クニピア F 
含水 

セル
空隙 

乾燥 

クニピア F 
含水 

1.00 14.13 5.43 2.06 6.63 14.13 2.06 16.19 

※クニピア F は随伴鉱物を含まない 100 ％モンモリロナイトと仮定する。 

 

 

図 4-2- 3 試験装置 

 

表 4-2- 5 試験条件 

圧縮ベント 

ナイト 

供試体 

乾燥密度 

(Mg/m3) 

供試体 

寸法 

(mm) 

通水溶液 

イオン強度 イオン種 

クニピア F 

(Na 型モン

モリロナイト) 

1.00 

直径

60×高さ

5 

0.5 KCl-NaCl 混合溶液 

（KCl と NaCl のイオン

強度比率 4:1） 

0.25 

0.125 

0.5 

CaCl2-NaCl 混合溶液

（CaCl2と NaCl のイオン

強度比率 4:1） 

0.28 

沿岸部実地下水 

(FGB-2 孔_ 

167.70~171.78 m) 

   

圧縮ベントナイト
（クニピアF）

排水液給水

排水

溶液
・KCl

・KCl-NaCl混合
・CaCl2-NaCl混合
・MgCl2-NaCl混合
・沿岸実地下水
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(c) 試験結果 

試験が終了した KCl-NaCl 混合溶液のイオン強度 0.5 と 0.25 のケースについての試験結

果を示す。 

排水中のイオンの濃度の経時変化の結果を図 4-2- 4 に示す。排水の Na+イオンの濃度と

K+イオンの濃度が給水した KCl-NaCl 混合溶液の濃度と同等になったことを確認して試験

を終了した。結果を以下に述べる。 

･ KCl-NaCl 混合溶液の通水に応じて、排水中に Na+イオンが浸出し、排水中の Na+イ

オン濃度が高まったが、時間経過とともに徐々に減少した。Na+イオン濃度の減少に

伴い、K+の濃度が増加しており、層間陽イオンの交換が進んでいることが認められ

た。 

･ Ca2+イオンも排水に認められ、通水溶液の K+イオンとモンモリロナイト試料中の

Na+イオンとの交換だけでなく、Ca2+イオンともイオン交換していることが示され

た。 

 

試験後の圧縮ベントナイト供試体について固相分析を実施し、層間陽イオン量を取得し

た（図 4-2- 5 参照）。 

･ 各試験において、圧縮ベントナイトの層間陽イオンが Na+イオンから K+イオンに

置換されており、イオン交換がされたことが確認された。 

･ 通水溶液のイオン強度が 0.5 と 0.25 のケースで、試験後の層間陽イオンの組成に違

いがなくほぼ同じであった。 

 

固相分析の結果の詳細、透水係数の経時変化の結果については Appendix Ⅳに示す。ま

た、継続中の試験については、KCl-NaCl 混合溶液のイオン強度 0.125 のケースは排水分

析の途中経過を、まだ排水量が少なく排水分析ができない CaCl2-NaCl 混合溶液のイオン

強度 0.5 のケース及び沿岸部実地下水のケースは試験状況の写真を Appendix Ⅳに示す。 
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図 4-2- 4 排水中のイオンの濃度の経時変化 

 

 

 

図 4-2- 5 試験後の圧縮ベントナイト供試体の層間陽イオン量 
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(d) イオン交換選択係数の算出 

得られた供試体の層間陽イオン量のデータによって、Gaines&Thomas の見かけのイオ

ン交換選択係数 KGT（Gaines and Thomas, 1953）を算出した。圧縮ベントナイトにおけ

るイオン交換選択係数の算出方法は、以下のとおりである。 

nZNa + 𝑀𝑛+ =  𝑍𝑛𝑀 + 𝑛𝑁𝑎+     (4-2.1) 

𝐾𝐺𝑇 =
[𝑋−𝑀] {𝑁𝑎+}𝑛

{𝑀𝑛+}[𝑋−𝑁𝑎]𝑛     (4-2.2) 

 ここで、 

 Z-：負電荷，Mn+：陽イオン，ZnM：表面化学種、KGT：Gaines & Thomas選択係数 

 [X-M]：固相収着Mn+の当量分率 

  =（固相単位重量当たりの固相中Mn+の濃度[meq/100 g]*1）/[CEC*2] 

 [X-Na]：固相収着Na+の当量分率 

 Mn+}：平衡溶液中Mn+の活量 = 平衡溶液中Mn+モル濃度[Mn+]×活量係数（Daiviesの

式 

※3） 

 {Na+}：平衡溶液中Na+の活量 = 平衡溶液中Na+モル濃度[Na+]×活量係数（Daiviesの

式 

※3） 

※1 固相分析より算出、※2 陽イオン交換容量 

※3 Daiviesの式 

−log𝛾𝑖 = 𝐴𝑍𝑖
2 (

𝐼
1

2⁄

1+𝐼
1

2⁄
− 0.3𝐼)    (4-2.3) 

     ここで、A：0.5085 (25℃) , Zi：価数，I：イオン強度 

 

ここでは、K-Na のイオン交換選択係数を取得する計算を行うため、Mn+を K+とした。

平衡溶液中の K+モル濃度[K+]及び平衡液中 Na+モル濃度[Na+]は、平衡状態となった時の

排水モル濃度とした。陽イオン交換容量[CEC]は、圧縮ベントナイト供試体の作製に使用

したクニピア F の固相分析の結果（図 4-2- 5 参照）を用いた。 

算出した K-Na のイオン交換選択係数（log K(G,T)）を表 4-2- 6 に示す。イオン強度 0.5

においては平均 0.69（それぞれの試験で得られた値は、0.68、0.69）に、イオン強度 0.25

においては平均 0.59（0.57、0.60） となり、2 回の測定で大きな乖離はなかったが、イオ

ン強度が大きい方が高い結果となった。イオン強度と選択係数の関係は、試験継続中のイ

オン強度 0.125 の選択係数の結果も加味して今後精査する。また、本検討の選択係数は、

既往のイオン交換選択係数(log K(G,T))（核燃料サイクル開発機構、1999）、0.42（稀薄溶

液（イオン強度約 0.1）、分散系）よりも高かった。 
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Na+イオンに対する K+イオンの選択性の濃度依存性について、Subramanian and 

Lammers（2022）が考察している。彼らによると、希薄溶液では、溶液中での Na+⇒K+

のイオン交換自由エネルギーは 72-84 kJ/mol（Marcus, 2014; Pettit, 1979）または、89 

kJ/mol（Joung and Cheatham, 2008; Joung and Cheatham, 2009）であるが、

Subramanian and Lammers（2022）が 1mol/l の KCl-NaCl 混合溶液について分子動力

学シミュレーションを実施したところ溶液中での Na+⇒K+のイオン交換自由エネルギー

は、96-99kJ/mol となった。希薄溶液よりも 1mol/l 溶液の方が Na+⇒K+のイオン交換自

由エネルギー（溶液中）が高いと言うことは、1mol/l 溶液の方が溶液中の K+が Na+に交

換されやすいことを意味し、逆にベントナイト層間の Na+が K+にイオン交換されやすくな

ること（K-Na のイオン交換選択係数が高いこと）も意味する。濃度が高いと層間の Na+

が K+にイオン交換されやすいというこの結果は、本検討の結果とも整合しており、イオン

交換自由エネルギーの違いにより、イオン濃度にイオンの選択性が依存することを説明で

きる可能性がある。 

また、Subramanian and Lammers（2022）は、分子動力学シミュレーションによっ

て、ベントナイト層間の水分が少ないほど、層間の Na+が K+にイオン交換されやすいこと

を示した。ベントナイト層間の水分が少ないことを乾燥密度が高くなると考えれば、乾燥

密度が高いほど K-Na のイオン交換選択係数が高いと言える。KCl-NaCl 混合溶液につい

て、K-Na のイオン交換選択係数の乾燥密度依存性については今後、本検討で試験によっ

て調査する予定である。 
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表 4-2- 6 本試験において算出した K-Na のイオン交換選択係数（LogKGT K-Na） 

 イオン強度 

0.5 0.25 

試験 1 試験 2 試験 1 試験 2 

イオン交換選択 

係数 
logKGT 0.68 0.69 0.57 0.60 

イオン交換選択 

係数（平均） 
logKGT 0.69 0.59 
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(a) 実施内容 

塩水系の地下水が圧縮ベントナイトに浸潤する際のイオン交換反応を予測する解析の方

法を整備するために、令和 3 年度は、以下の（ア）－（ウ）の内容を実施した。検討の流

れを図 4-2- 6 に示す。 

（ア）圧縮ベントナイト中の飽和に至るまでの浸潤やイオン交換反応の進行のプロセスを

表現するための a)飽和・不飽和浸透流、b)溶質の移流・分散、c)地球化学反応の連

成解析ツールを用いて、令和 2 年度の「②イオン交換選択係数の取得」のイオン強

度 0.5 の KCl 水溶液を通水させた通水試験（表 4-2- 2 の①及び②）（産業技術総合

研究所・原子力環境整備促進・資金管理センター・電力中央研究所, 2021）を対象

に試解析を実施する。なお、試解析は、既往のイオン交換選択係数（核燃料サイク

ル開発機構、1999）を用い、令和 2 年度に検討した解析ツール（産業技術総合研究

所・原子力環境整備促進・資金管理センター・電力中央研究所、2021）で実施す

る。 

（イ）試験で得られたデータと（ア）の解析結果を比較・分析し、圧縮ベントナイトの高

イオン強度の溶液中でのイオン交換反応を対象とした予測解析方法としての課題の

有無を検討する。 

（ウ）（イ）で抽出された課題について、感度解析などによって解析結果への影響の大小

を整理する。その影響度を踏まえ、その課題の考慮の必要性、解析方法の改善方法

を検討する。 
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図 4-2- 6 検討の流れ 

  

飽和・不飽和浸透流解析
+

溶質の移流・分散解析
+

イオン交換解析

●イオン交換選択係数（TRU二次レポート参照）
●透水係数
●水分特性曲線
●比透水係数
●分子拡散係数
etc.

（ア）
通水試験を対象とした試解析

解析パラメータの設定

（イ）
解析結果からの課題の有無の検討

解析ツール

圧縮系での解析の課題抽出

例えば、以下の項目が考えられる。
●透水係数の設定の妥当性
●イオン交換選択係数についてのイオン強度の考慮
●浸潤速度の反映
●液相の移流経路(粒子間隙とモンモリロナイト層間の

違いの考慮）

●イオン強度の影響の反映の仕方
●HMC連成解析の必要性

（ウ）
感度解析による課題の解析結果へ

の影響の大小の整理
および

予測解析方法の整備における課題
考慮の必要性の検討
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(b) 試解析 

(i)解析ツール 

解析ツールは、令和 2 年度に検討した HP1 を用いた（産業技術総合研究所・原子力環

境整備促進・資金管理センター・電力中央研究所, 2021）。HP1 は、1 次元の飽和・不飽和

浸透流、移流分散解析連成コードである HYDRUS-1D（Šimůnek et al., 2013）に地球化

学解析コードである PHREEQC（Parkhurst and Appelo, 1999）の機能を追加し、これら

の連成解析を可能とした解析ツールである。解析ツールに用いた支配方程式は Appendix 

Ⅳに示す。 

(ii)解析条件  

令和 2 年度の「②イオン交換選択係数の取得」の通水試験（前掲表 4-2- 2 の①及び②）

では、乾燥密度を 0.88 Mg/m3、1.27 Mg/m3の 2 水準とし、不飽和の圧縮 Na 型モンモリ

ロナイト（クニピア F）を充填したカラムに対し、イオン強度 0.5 の KCl 水溶液を浸潤・

通水させる試験を実施した。試解析は、この試験を対象とした。 

解析モデルは、一次元とし、供試体高さである 5 mm を 50 等分したメッシュを設定し

た。給水口を下に、排水口を上に位置するとし、下向きの重力 9.8m/s2を設定した。通水

時の給水口と排水口の圧力差は、試験条件を踏まえ、乾燥密度 0.88 Mg/m3では 20 

cmH2O、1.27 Mg/m3では 0.5 MPa とした。 

飽和・不飽和浸透流の解析用パラメータは、（飽和）透水係数、水分特性曲線、比透水

係数などである。これらのパラメータの設定値を表 4-2- 7 及び表 4-2- 8 に示す。解析に使

用した水分特性曲線と比透水係数のグラフを図 4-2- 7 に示す。 

溶質の移流・分散解析用のパラメータは、分子拡散係数、分散長及び屈曲度である。こ

れらのパラメータの設定値を表 4-2- 9 に示す。分子拡散係数は HTO の自由水中の拡散係

数を用いた。圧縮ベントナイト系材料についての HTO（トリチウム）の実効拡散係数

𝐷𝑒
𝐻𝑇𝑂の経験式として、TRU 廃棄物処分技術検討書－第 2 次 TRU 廃棄物処分研究開発取

りまとめ－（電気事業連合、核燃料サイクル開発機構、2005)には次式が挙げられてい

る。 

 

𝐷𝑒
𝐻𝑇𝑂 = 𝜀(𝜀2.22𝑓𝑠

0.13
)𝐷∗ 

 

ここで、𝜀は空隙率、𝑓𝑠 はスメクタイト含有率、𝐷∗は HTO の自由水中の拡散係数であ

る。上式で、括弧内の𝜃2.22𝑓𝑠
0.13

が屈曲度係数に相当する。また、屈曲度係数は飽和度によ

っても変化しうる。HYDRUS-1D では、飽和度により変化する屈曲度係数として、

Moldrup et al. （1997）の式（𝜏 = 0.66(𝜃 𝜃𝑠⁄ )
8

3）が利用できる（𝜃𝑠は、飽和時の体積含水

率）。同式は、ベントナイトを志向したものではないが、幅広い土性に適合するとされて

いる。そこで、本解析ではこの両者を組み合わせた表 4-2- 9 に示す式を設定することとし

た。 
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イオン交換反応を平衡論でモデル化する場合に必要な情報は、イオン交換選択係数、交

換サイトの初期イオン組成、及び間隙水のイオン濃度である。これらのパラメータの設定

値を表 4-2- 10 及び表 4-2- 11 に示す。イオン交換選択係数は、既往値（核燃料サイクル開

発機構, 1999）を用いた。交換サイトの初期イオン組成は、試験に用いたクニピア F の分

析結果を用いた。なお、モンモリロナイトの CEC は、表 4-2- 10 に示すイオン交換サイト

の当量の合計値とした。間隙水の初期化学組成は、イオン交換選択係数を与えてイオン交

換サイトと間隙水との間の平衡計算を行った時に、イオン交換サイトの組成が表 4-2- 12

に示した初期組成と同じになる時の間隙水の化学組成とした。詳細は、Appendix Ⅳに示

す。 
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表 4-2- 7 飽和・不飽和浸透流解析用パラメータ設定値（1/2） 

乾燥密度 𝜌𝑑 
0.88 Mg/ 

m3 
1.27 Mg/m3 根拠・出典 

透水係数𝐾𝑠 

(m/s) 
1.0×10−10 6.0×10−13 試験における透水係数の概略値 

空隙率 𝜀 0.662 0.512 
土粒子密度（2.6 Mg /m3）と乾燥

密度 

初期含水比

𝜔0(%) 
14.0 試験における設定値 

 

表 4-2- 8 飽和・不飽和浸透流解析用パラメータ設定値（2/2） 

乾燥密度 𝜌𝑑 0.88 Mg/ m3 1.27 Mg/m3 根拠・出典 

水分 

特性 

曲線 

𝜓(𝑆𝑒) 

𝜓 =
1

𝛼
(𝑆𝑒

𝑛

𝑛−1 − 1)

1

𝑛

、𝑆𝑒 = (𝜃 − 𝜃𝑟)/(𝜃𝑠 −

𝜃𝑟)  

鈴木・藤田（1999）に

掲載のグラフからの読

み取り値に基づく換算

データを近似曲線で表

したもの（van 

Genuchten モデル, 

(Van Genuchten, 

1980） 

𝛼 =8.14×10−3 m−1, 

𝑛 =1.46, 

𝜃𝑠 = 𝜀 =0.662, 𝜃𝑟= 

0 

𝛼 =9.93×10−4 m−1, 

𝑛 =1.66, 

𝜃𝑠 = 𝜀 =0.512, 𝜃𝑟= 

0 

比透水 

係数 

𝑘𝑟(𝑆𝑒) 

𝑘𝑟 = 𝑆𝑒
0.5 {1 − (1 − 𝑆𝑒

𝑛
1−𝑛)

1−
1
𝑛

}

2

 

仮想的な値であり、水

分特性曲線と同じパラ

メータ（𝑛, 𝜃𝑠, 𝜃𝑟）を

用いた Mualem-van 

Genuchen 

(Mualem, 1976)モデル

により表したもの 

𝑛 =1.46, 

𝜃𝑠 = 𝜀 =0.662, 𝜃𝑟= 

0 

𝑛 =1.66, 

𝜃𝑠 = 𝜀 =0.512, 𝜃𝑟= 

0 

 

図 4-2- 7 解析に使用した水分特性曲線と比透水係数  

 乾燥密度𝜌𝑑 

0.88 Mg/ m3 1.27 Mg/m3 

水分 

特性 

曲線 

𝜓(𝑆𝑒) 

  

比透

水 

係数 

𝑘𝑟(𝑆𝑒) 
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表 4-2- 9 移流・分散解析用パラメータの設定値 

乾燥密度 𝜌𝑑 0.88 Mg/ m3 1.27 Mg/ m3 根拠・出典 

分散長 𝛼 (m) 1.0×10−4 

一般的に移行距離の 1/10 - 

1/100 程度であることから、カ

ラム長 （5 mm）の 1/50 

分子拡散係数 

𝐷𝑤0 (m2 s−1) 
2.23×10−9 

HTO（トリチウム）の自由水

中拡散係数（日本化学会, 

2021） 

屈曲度係数 

𝜏𝑤 

𝜏𝑤 = (𝜀2.22𝑓𝑠
0.13

)(𝜃 𝜃𝑠⁄ )8 3⁄  

ここで、𝜀は間隙率。 

電気事業連合・核燃料サイクル

開発機構（2005） 

Moldrup et al. （1997） の式 

 

表 4-2- 10 試解析に用いたイオン交換選択係数と初期状態におけるイオン交換サイト組成 

イオン交換反応式 

（半反応式） 

イオン交換選

択係数※ 

(log 𝐾𝐺𝑇) 

イオン交換 

サイトの組成 

当量 

(meq/100g-soil) 

Z- + Na+ = ZNa 0 ZNa 101.8  

Z- + K+ = ZK 0.42 ZK 1.3  

2Z- + Ca2+ =Z2Ca 0.69 Z2Ca 18.2  

2Z- + Mg2+ =Z2Mg 0.67 Z2Mg 0.9  

※：核燃料サイクル開発機構、1999 

 

表 4-2- 11 試解析に用いた初期間隙水組成 

Na+ K+ Ca2+ Mg2+ Cl― SO42- 
pH 

(mmol/L) 

686 4.05 69.7 3.80 79.9 379 9.9 
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(iii)解析結果 

解析によって得られた、排水液中のイオンの濃度の経時変化及び試験終了時の供試体の

分析によって得られた層間陽イオンの当量分率を試験結果とともに図 4-2- 8 及び図 4-2- 9

に示す。なお、試験では、試験後の供試体を 3 層に分割してそれぞれで層間陽イオンの当

量分率を求めているが、この 3 層で当量分率がほぼ同じになったため、図 4-2- 9 には、3

層分の結果の平均値を示している。層間陽イオン組成の分布の経時変化についての解析結

果は、Appendix Ⅳに示す。 

解析により得られた排水液の Na+、K+及び Mg2+イオンの濃度変化は、試験結果を良好

に再現していた（図 4-2- 8）。一方、Ca2+イオンの濃度は、解析値の方が試験結果よりも 2

倍程度高い値となった。ただし、濃度変化のグラフの形状は試験で得られた結果と同様で

あった。また、試験では、Ca2+イオンが層間に残っていた（図 4-2- 9）が、解析では、層

間に Ca2+イオンは残らない結果となった。 

(c) 解析結果からの課題 

前項の結果から、実際の試験では解析で用いたイオン交換選択係数の与える選択性より

も、Ca2+イオンに対する選択性が高い可能性があると考えられた。本事業では、圧縮ベン

トナイトを用いたカラム試験によって順次試験を行う予定であり、その結果により、イオ

ン交換選択係数は更新される可能性がある。令和 3 年度は、事前に Ca-Na のイオン交換

選択係数の感度解析を実施し、選択係数の解析結果への影響を整理する。 

実際の試験条件において、物質移行の支配的要因（移流と拡散）の指標となるペクレ数

𝑃𝑒を求めると、乾燥密度 0.88 Mg/m3の場合は 0.033、1.27 Mg/m3の場合は 0.12 といずれ

も小さい値であり、移流よりも拡散が物質移行の支配的要因であると考えられる（ペクレ

数𝑃𝑒の導出の詳細は、Appendix Ⅳに示す）。そのため、解析における分子拡散係数の設定

が重要になると考えられ、試験条件を踏まえると Na+、Ca2+イオンなどが高濃度で溶存し

ている場合の分子拡散係数を設定すべきである。しかし、本試験条件に適用できる陽イオ

ンの分子拡散係数の既往データがないため、HTO（トリチウム）における値を用いたが、

この分子拡散係数が適正でない可能性がある。よって、分子拡散係数を変えた感度解析を

実施し、分子拡散係数が解析結果に与える影響を整理する。 
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図 4-2- 8 排水中のイオン濃度の経時変化 

 

 

図 4-2- 9 試験終了時の層間陽イオンの当量分率 
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(d) 感度解析による検討 

ここでは、Ca2+イオンの選択性と分子拡散係数の感度解析を実施し、それぞれの解析結

果への影響を整理した。 

 

(i)Ca2+イオンのイオン交換選択係数の影響 

a)解析条件 

Ca-Na のイオン交換選択係数 KGTの値による解析結果の違いを確認し、圧縮したベント

ナイト中でのイオン交換においてイオン交換選択係数がどのような傾向を持っているのか

を確認するために感度解析を行った。解析条件は初期間隙水組成の設定以外は、全て試解

析と同一とした。イオン交換選択係数 KGTとイオン交換サイト（モンモリロナイト）の初

期組成の設定を表 4-2- 12 に示す。Ca-Na の交換選択係数 KGTは、既往の値 （100.69） の

2、5、10 倍の場合の解析を行った。一方、イオン交換体の初期組成は、試解析と同じく、

表 4-2- 10 に示す値とした。 

間隙水の初期化学組成は、試解析と同様に表 4-2- 12 に示すイオン交換選択係数を与え

てイオン交換サイトと間隙水との間の平衡計算を行った時に、イオン交換サイトの組成が

表 4-2- 12 に示した初期組成と同じになる時の間隙水の化学組成とした。 

 

b)解析結果 

感度解析による排水中の各陽イオンの濃度の経時変化を試験結果とともに図 4-2- 10 及

び図 4-2- 11 に示す。また、試験終了時の層間陽イオンの当量分率を図 4-2- 12 に示す。 

図 4-2- 10 及び図 4-2- 11 に示すように、Ca-Na の選択係数 KGTを変化させても、Na+、

K+及び Mg2+の排水中の濃度の解析結果はほぼ同じとなり、ほとんど影響を受けなかっ

た。それに対し、Ca2+イオンの濃度の経時変化は、Ca-Na の交換選択係数の影響を受け

た。具体的には、Ca-Na の交換選択係数が高くなるほど、流出初期の Ca2+イオンの濃度

がより低下するとともに、濃度変化がよりなだらかになる傾向が見られた（図 4-2- 11）。

一方、図 4-2- 12 より、Ca-Na の選択係数 KGTが高いほど、試験終了時の Ca2+イオンの当

量分率が大きくなったが、乾燥密度 0.88 Mg/m3と 1.27 Mg/m3のどちらの場合も、Ca-Na

の選択係数 logKGT＝1.69 の時が試験結果の再現性が良かった。乾燥密度が異なっても再

現性が良い Ca-Na の交換選択係数が同じ程度になることがわかる。 

Ca-Na のイオン交換選択係数 logKGTを 0.69 よりも高くすると再現性が良くなった。こ

れは、既往の分散系のバッチ試験で取得された値 0.69（核燃料サイクル開発機構, 1999）

よりも圧縮系ベントナイトにおいては、Ca-Na の選択係数が高い可能性があることを意味

している今後、圧縮ベントナイトを用いた通水試験（②項）で取得する Ca-Na の選択係数

（令和 4 年度に取得予定）を用いた解析を行って整合性を確認するが、整合しない場合

は、Ca-Na の選択係数以外の要因についての検討も必要となる。 

(ii)分子拡散係数の影響 
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a)解析条件 

ここでは、乾燥密度 1.27 Mg/m3の場合について感度解析を実施することとし、分子拡

散係数𝐷𝑤0=2.23×10−9 m2 /s（試解析条件、ペクレ数 0.12）𝐷𝑤0=5.25×10−10 m2 /s（ペク

レ数 0.5）、𝐷𝑤0=2.60×10−10 m2 /s（ペクレ数 1.0）及び𝐷𝑤0=1.27×10−10 m2 /s（ペクレ数

2.0）に変更した解析を実施した。 

b)解析結果  

排水中のイオンの濃度の経時変化を試験結果とともに図 4-2- 13 及び図 4-2- 14 に示す。 

分子拡散係数が小さく（ペクレ数が大きく）なるほど試験結果に近づくが、分子拡散係

数によって Na+及び K+のイオンの濃度の経時変化に大きな違いがないことがわかる。この

結果からは、分子拡散係数は、HTO（トリチウム）における値を設定しても良いと考えら

れる。ただし、試験装置サイズ（直径 60 mm×高さ 5 mm）でなく実規模スケールで考え

た場合に、分子拡散係数の設定値によりイオン交換反応の予測解析結果が変わる可能性が

ある。 
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表 4-2- 12 感度解析に用いたイオン交換選択係数と初期のイオン交換サイトの組成

（Ca2+の選択係数の影響） 

イオン交換反応式 

（半反応式） 

イオン交換選択係数
※ (log 𝐾𝐺𝑇) 

イオン交換サ

イトの初期組

成 

当量 

(meq/100g-soil) 

Z- + Na+ = ZNa 0 ZNa 101.8 

Z- + K+ = ZK 0.42 ZK 1.3 

2Z- + Ca2+ =Z2Ca 0.69、0.99、 

1.39、1.69 

Z2Ca 18.2 

2Z- + Mg2+ =Z2Mg 0.67 Z2Mg 0.9 

※： 核燃料サイクル開発機構、1999 

  

 

図 4-2- 10 排水中の Na+及び K+イオンの濃度の経時変化（Ca2+の選択係数の影響） 
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図 4-2- 11 排水中の Ca2+及び Mg2+イオンの濃度の経時変化（Ca2+の選択係数の影響） 

 

 

図 4-2- 12 試験終了時の層間陽イオンの当量分率（Ca2+イオンの選択係数の影響） 
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図 4-2- 13 排水中の Na+及び K+イオンの濃度の経時変化（分子拡散係数の影響） 

 

 

図 4-2- 14 排水中の Ca2+及び Mg2+イオンの濃度の経時変化（分子拡散係数の影響） 
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緩衝材の自己シール性を確保するための設計要件は、最大膨潤率が隙間体積比の 2 倍以

上となることとされている。これまでに、Na 型ベントナイトに蒸留水、人工海水、10 倍

希釈人工海水などのイオン強度の異なる溶液を通水させた試験（田中・中村, 2005）、Ca

型化したベントナイトを用いた試験（戸井田ほか, 2005）、Na 型ベントナイトに幌延地下

水を通水させた試験（日本原子力開発機構・原環センター, 2019）などによって最大膨潤

率が計測されている。しかし、膨潤率に関して、浸潤液中の陽イオンの違いによる影響を

詳細に検討したデータは多くない。沿岸部の多様な地下水の組成に対応した膨潤率を把握

するにあたり、地下水に溶存する主要陽イオンである Na＋、K+、Ca2+、Mg2+の影響、及

びイオン強度依存性のデータを取得し、体系的に整理する必要がある。本事業では、主要

陽イオンを対象とした膨潤量試験を実施し、陽イオン種、及びイオン強度による膨潤率へ

の影響に係るデータを拡充することを目的とした。加えて、得られたデータを元に、多様

な組成の溶液が浸潤した際の自己シール性に関する性能の予測する方法の提示を目標とし

た検討を行う。 

表 4-2- 13 に、平成 31 年度から実施している膨潤量試験の条件を示す。Ⓐの項目では、

高イオン強度の陽イオン種の膨潤率への影響把握のために、通水溶液として海水程度のイ

オン強度 0.5 の塩化物溶液（NaCl、KCl、CaCl2、MgCl2）を用いた膨潤量試験を実施し

た。その結果、緩衝材密度 1.6 Mg/m3の時、それぞれの最大膨潤率は、25.6 %、20.8 %、

15.8 %、29.8 %であった。Ⓑでは、イオン強度の膨潤率に対する影響を把握するため、

NaCl 溶液によるイオン強度 0.025 から 0.20 の範囲での膨潤量試験を実施した。Ⓒでは、

K+、Ca2+、Mg2+によるイオン強度の影響を把握するために、イオン強度 0.025、0.10、

0.20 の塩化物溶液による膨潤量試験を実施した。さらに、低イオン強度で二種の陽イオン

が共存する場合の影響を把握するために、イオン強度 0.025、0.10 の Ca2+と Na+の混合溶

液（Ca2+と Na+のモル濃度比 1.5:1）を用いて膨潤量試験を実施した。Ⓓでは、主要陽イ

オン以外の微量の陽イオン、及び多種の陰イオンが含まれる場合の影響も含めて、試験の

結果から得られた最大膨潤率の予測の妥当性を確認するためのデータを得るために、駿河

湾で採取した沿岸部実地下水（FGB-2 孔 167.70～171.78 m）を浸潤させる膨潤量試験を

実施した。この地下水は、（２）②の通水試験で用いた地下水と同じものであり、地下水

の組成は、表 4-2- 3 及び図 4-2- 2 に示した。Ⓔでは、地下水が地形や気候の変化などによ

り塩水から淡水に置き換わった場合の膨潤率への影響を把握するために、高イオン強度の

溶液を通水して定常となった後にイオン交換水を通水し、膨潤量の変化を計測した。表 4-

2- 13 に示すように試験は一部終了し、継続中の試験もあり、今後も計画に従ってデータ

取得を進める。令和 3 年度開始した試験のうち、終了した試験について結果を以下に示
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し、継続する予定の試験については現時点の結果を示す。令和 3 年度は、令和 2 年度まで

の結果と合わせて、イオン種のイオン強度の影響を検討した。 

 

表 4-2- 13 膨潤量試験の試験ケース 

 

  

溶液の種類 イオン
強度

初期緩衝材
密度
(Mg/m3)

平成
31
年度

令和
2
年度

令和
3
年度

令和
4
年度

令和
5
年度

リファレンス イオン交換水 0 1.2,1.6,2.0

Ⓐ
高イオン強度での陽イ
オン種の影響の検討

NaCl 0.5 1.2,1.6,2.0

KCl 1.2,1.6,2.0

NaCl+KCl 1.2,1.6,2.0

CaCl2 1.2,1.6,2.0

MgCl2 1.2,1.6,2.0

Ⓑ
NaCl溶液でのイオン
強度の影響検討

NaCl 0.025 1.6

0.050 1.6

0.075 1.6

0.10 1.6

0.15 1.6

0.20 1.6

Ⓒ
Na以外の陽イオン種
や複数イオン種でのイ
オン強度の影響検討

KCl 0.025 1.6

0.10 1.6

0.20 1.6

CaCl2 0.025 1.6

0.10 1.6

0.20 1.6

MgCl2 0.025 1.6

0.10 1.6

0.20 1.6

CaCl2とNaClの
混合溶液

（モル濃度比
1.5:1）

0.025 1.6

0.10 1.6

Ⓓ
沿岸実地下水検討

FGB-2孔_
167.70~
171.78m

0.28 1.6

Ⓔ
イオン交換水に交換し
た影響の検討

NaCl→
イオン交換水

0.5→0 1.2,1.6,2.0

KCl→
イオン交換水

0.5→0 1.2,1.6,2.0

済 実施予定実施中

令
和
4
年
度
ま
で
の
試
験
の
継
続
、
あ
る
い
は
補
足
試
験
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本業務では、全ての膨潤量試験において、統一して図 4-2- 15 に示すような試験装置を

使用した。試験装置のピストンの質量から算出したピストンとセルとの摩擦込みの上載圧

は概ね 8.8 kPa 程度である。ただし、試験中にできたセル内の傷による摩擦力増加などに

より、試験中の供試体にかかる力は上載圧 8.8 kPa と異なる可能性がある。 

本試験は、境界条件として一次元・鉛直方向への膨潤量を取得する試験であるため、供

試体寸法のうち、直径は任意であるが、供試体の直径が小さくなるほど、膨潤量試験に対

して供試体とセルの間の摩擦の影響が顕在化してくる。そのため、過去の実績から、供試

体直径は 60 mm を基本とした。供試体の高さは、供試体高さが高いほど、送水側の密度

が低下し供試体内に密度分布が発生すること、セルと供試体間の摩擦の影響が大きくなる

こと、膨潤量が定常になるのに時間が掛かることなどの短所があるため、過去の実績から

5 mm とした。表 4-2- 14 に供試体の諸元を示す初期含水比一定で静的締固めにより供試

体を作製した。 

給水は、底部から上部に向かってビュレットの水位差で給水し、給水に伴う間隙空気が

速やかに排気されるようにした。 

膨潤量はピストンの上部に設置した変位計によって計測した。 
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図 4-2- 15 本検討で使用する緩衝材膨潤量に係る試験装置のイメージ 

 

表 4-2- 14 供試体の諸元 

供試体 
供試体寸法

(mm) 

初期含水

比 

Na 型ベントナイト（クニゲル V1）に 

ケイ砂 3 号とケイ砂 5 号を 

乾燥質量比 7:1.5:1.5 で混合。 

直径 60 

×高さ 5 
7.1 - 8.3% 

  

ピスト ン

セル
排水

変
位

計

給水

多孔質板

供試体
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取得した最大膨潤率を表 4-2- 15 に示し、実施した試験の結果をイオン強度と最大膨潤

率の関係として整理したものを図 4-2- 16 に示す。近似線の式は、層間距離がイオン強度

の平方根に反比例するとした文献（佐藤, 2001）を参照し、 

y=ax-1/2+b （y は最大膨潤率、x はイオン強度、a と b は定数。） 

の形とした。近似線は、a=36.7、b=-26.7 の時に、イオン強度 0.5 までの NaCl 溶液に

おけるイオン強度と最大膨潤率の関係と良く合っている。NaCl 溶液以外の試験溶液にお

ける最大膨潤率もこの近似線近傍にプロットされており、イオン種に関わらず、イオン強

度と最大膨潤率の関係を同じ式で評価できる可能性が高い。総塩濃度で評価する方法は、

MX-80 などを原材料としたベントナイトについて SKB で取り入れられており（POSIVA 

and SKB, 2017）、今後さらにデータを蓄積してその妥当性を検討する。 

表 4-2- 13 に示したのⒸ及びⒹの試験の膨潤率の経時変化を図 4-2- 17 に示す。浸潤溶液

を変えた試験で、KCl 溶液ではイオン強度 0.1 と 0.2 でほぼ同じ膨潤率となり、CaCl2溶

液ではイオン強度 0.1 の方が 0.025 よりも膨潤率が大きかった。試験が継続中の MgCl2溶

液ではこれまでのところイオン強度 0.2 の方が 0.1 よりも膨潤率が大きいが、今後、膨潤

率の大小が変化する可能性もあり、最終的な結果を確認することとする。 

今回の試験条件では、Na 型ベントナイトを対象として陽イオンの種類と濃度を変えた

溶液を浸潤させているため、イオン強度の影響とイオン交換の影響が共存する結果が示さ

れる。上記のようにイオン強度の影響は明らかであるが、膨潤率の減少にはイオン交換の

影響も含まれている可能性がある。イオン交換の寄与について検討するため、CaCl2を浸

潤させた試験後の試料について層間陽イオンの組成分析を行った結果を整理し、図 4-2- 18

に示す。組成分析の方法は前項（（2）②(b)）と同じである。図 4-2-18 (a)は本検討のイオ

ン強度 0.5、0.2、0.1 の CaCl2溶液及びイオン交換水（イオン強度 0）を浸潤させた試験

後のベントナイトの陽イオンの当量分率、図 4-2-18 (b)はイオン強度及び Ca2+当量分率と

最大膨潤率の関係を示した。 (a)で示したように、イオン交換水を浸潤させた場合の試験

後の試料においても試験前の試料よりも Ca2+当量分率が高くなっている。これは、イオン

交換水の浸潤により、ベントナイト（クニゲル V1）に含まれる随伴鉱物から溶け出した

Ca2+イオンによって層間の Na＋イオンが交換されたためと考えられる。図 4-2-18 (b)のグ

ラフからは、最大膨潤率はイオン強度に依存していると同時に、Ca2+当量分率について

も、当量分率が高くなるほど膨潤率が低くなる傾向が見られた。ただし、CaCl2のイオン

強度 0.1 を浸潤させたものとイオン交換水（イオン強度 0）を浸潤させたものは層間の

Ca2+当量分率がほぼ同じであったにも関わらず、最大膨潤率はそれぞれ 92.8 %と 216.0 %

と大幅に異なっていた。一方、戸井田ほか（2005）が今回とほぼ同様の条件で実施した

Ca 型化ベントナイトを用いた膨潤量試験（蒸留水を通水、30 wt%のケイ砂を混合、緩衝

材密度 1.6 Mg/m3、試験前の Ca2+当量分率は 88.0 %、上載圧 3 kPa）では、最大膨潤率は

20.9 %であった。この膨潤率の相違は当量分率の差だけでは説明できず、膨潤率が最終的
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な Ca2+当量分率に線形には依存していない、浸潤過程やイオン交換の過程（履歴）の影響

がある、などの理由が考えられる。いずれにしても今回の試験条件においては、膨潤率の

変化への影響はイオン強度の方が支配的であり、イオン強度をパラメータとしたモデルに

より膨潤率をもとにした緩衝材のシール性についての評価ができる可能性があると考えら

れる。ただし、膨潤率と層間陽イオンの組成との関係に関してもデータを取得し、イオン

交換による影響の程度などを把握する必要がある。 

また、試験終了後、解体して含水比分布及び乾燥密度を測定して、おおむね均一に膨潤

していたことを確認した。 

ここで示したケース以外の膨潤率の経時変化は Appendix_R2 に示す。さらに、層間陽

イオンの組成分析の詳細、含水比分布、乾燥密度分布についても Appendix_R2 に示す。 
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表 4-2- 15 本検討の試験ケースにおける最大膨潤率 

 

試験溶液
イオン

強度

初期緩衝材

乾燥密度ρd

(Mg/m3)

初期有効

粘土密度ρe0

(Mg/m3)

膨潤時の

緩衝材の

最大膨潤率

（%）

1.2 0.980 140.8

1.6 1.368 216.0

2.0 1.801 277.8

1.2 0.980 5.8

1.6 1.358 25.6

2.0 1.842 34.3

1.2 0.992 1.4

1.6 1.361 20.8

2.0 1.795 27.8

1.2 0.975 3.4

1.6 1.365 27.5

2.0 1.817 37.3

1.2 0.973 9.6

1.6 1.369 15.7

2.0 1.840 38.5

1.2 0.989 5.9

1.6 1.359 29.8

2.0 1.794 40.0

0.025 1.6 1.392 187.7

0.05 1.6 1.385 174.9

0.075 1.6 1.377 97.5

0.1 1.6 1.374 95.2

0.15 1.6 1.377 62.4

0.2 1.6 1.376 45.2

0.025 1.6 1.369 継続中

0.1 1.6 1.369 継続中

0.2 1.6 1.369 56.4

0.025 1.6 1.358 継続中

0.1 1.6 1.358 92.8

0.2 1.6 1.359 59.1

0.025 1.6 1.367 継続中

0.1 1.6 1.367 継続中

0.2 1.6 1.367 継続中

0.025 1.6 1.369 継続中

0.1 1.6 1.369 継続中

Ⓓ

沿岸実地下水

FGB-2孔_

167.70～171.78m
0.28 1.6 1.372 62.0

1.2 0.980 6.8

1.6 1.358 156.4

2.0 1.842 242.9

1.2 0.992 30.0

1.6 1.361 47.8

2.0 1.795 195.2

リファレンス イオン交換水

Ⓑ

NaCl溶液での

イオン強度の

影響検討

NaCl

Ⓒ

Na以外の

陽イオン種や

複数イオン種での

イオン強度の

影響検討

KCl

CaCl2

MgCl2

CaCl2とNaClの

混合溶液

Ⓔ

イオン交換水に

交換した影響の

検討

NaCl⇒

イオン交換水

0.5⇒0

0

Ⓐ

高イオン強度での

陽イオン種の

影響の検討

NaCl

0.5

KCl

NaCl+KCl

(1:1)

CaCl2

MgCl2

本検討

（上載圧は

8.8kPa）

0.5⇒0

KCl⇒

イオン交換水
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図 4-2- 16 イオン強度と最大膨潤率の関係（初期有効乾燥粘土密度 1.6Mg/m3） 
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MgCl₂

FGB2孔_167.70
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近似式：y=36.7x^(-1/2)-26.7
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図 4-2- 17 膨潤率の経時変化（試験ⒸⒹ） 

(a)KCl 溶液、(b)CaCl2溶液、(c)MgCl2溶液、(d)CaCl2と NaCl の混合溶液、(e)FGB-2 孔
167.70~171.78 m 
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図 4-2- 18 ベントナイトの層間の Ca2+当量分率と最大膨潤率 

(a) CaCl2溶液におけるベントナイトの層間陽イオン量及び(b) 固相の Ca2+当量分率及び

イオン強度と最大膨潤率の関係 
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イオン交換選択係数の取得において、令和 3 年度は、イオン強度 0.5 及び 0.25 の KCl

と NaCl の混合溶液を、乾燥モンモリロナイト密度 1.00 Mg/m3の圧縮ベントナイト（モ

ンモリロナイト）供試体に通水し、圧縮状態での K-Na のイオン交換選択係数を取得し

た。その結果、イオン強度 0.5 においては 0.69、イオン強度 0.25 においては平均 0.59 で

あった。令和 4 年度以降も、圧縮ベントナイトを用いた通水試験を実施して、Ca-Na や

Mg-Na のイオン交換選択係数を取得するとともに、イオン強度の影響、及び圧縮による影

響について検討する。 

イオン交換反応評価のための解析方法の整備において、イオン交換反応を予測するツー

ル（HP1）を用いて、令和 2 年度に実施したイオン強度 0.5 の KCl 水溶液を圧縮ベントナ

イトに通水させた通水試験を対象とした試解析を実施し、解析における課題の有無を検討

した。試験では Ca2+イオンが層間に残っていたが、試解析結果では Ca2+イオンは層間に

ほぼ残らない結果となり、イオン交換選択係数の感度解析により、Ca-Na のイオン交換選

択係数が従来用いられている分散系で得られた 0.69（核燃料サイクル開発機構, 1999）よ

り高い可能性があることが示された。また、試解析では、本試験条件に適用できる陽イオ

ンの分子拡散係数の既往データがないため、HTO（トリチウム）における値を分子拡散係

数として用いたが、分子拡散係数の感度解析を行った結果、HTO の分子拡散係数を用い

ても問題はないと考えられた。令和 4 年度は、令和 3 年度に実施した通水試験を対象とし

た試解析を実施し、解析方法の課題を抽出し、解析方法の適用性を高める。 

緩衝材の膨潤率に対する浸潤する液相の溶存陽イオンの影響を確認する膨潤量試験で

は、イオン強度と最大膨潤率の関係は陽イオン種によらず、イオン強度をパラメータとし

て整理できる可能性が高いことがわかった。令和 4 年度以降も、膨潤量試験を実施し、溶

存陽イオンの種類やイオン強度などが、ベントナイトの膨潤率に与える影響を系統的に把

握し、多様な塩水系地下水における緩衝材の膨潤性能の評価のためデータを整備する。 
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沿岸部及び沿岸海底部（以下、沿岸部）は特有の地質・地下水環境であり、地層処分場

として想定した場合、少なからず地下水の海水成分を考慮する必要がある。地層処分場で

使用が想定される人工バリアのうち、緩衝材について、地下水の動きを抑制する止水性、

各バリア材との隙間を閉塞させる自己シール性の観点から、透水係数が低く膨潤率の大き

い Na 型ベントナイト（あるいは砂・Na 型ベントナイト混合土）に関する多くの研究がな

されている（例えば、小峯・緒方, 1999）。一方で、ベントナイトの膨潤変形試験中に試料

に供給する溶液を純水と人工海水の場合で比較した研究では、Na 型ベントナイトは人工

海水濃度が大きくなるほど最大膨潤率が小さくなること（田中・中村, 2004）や、またイ

オン濃度の影響をうけやすいことなどが知られている（直井ほか, 2005）。このため、Na

型ベントナイトに加え、代替えオプションとなり得る海水との平衡を考慮したイオン型の

異なるベントナイト（例えば、層間陽イオン組成が主に 2 価の Ca 型/Ca 型化ベントナイ

トなど）に着目することも、処分場の頑健性を高める上で重要と考えられる。 

沿岸部の地下水環境が塩分を含むことを考慮し、また、イオン型の異なるベントナイト

を用いた場合、人工バリア性能評価上の不確実性としては、①膨潤性が異なると予想され

る緩衝材中のオーバーパックの変位（移動）挙動（緩衝材とオーバーパックの力学的相互

作用）、②オーバーパックの変位や腐食膨張などに伴い緩衝材中に生じるせん断帯の自己

修復性、③物質移行－化学反応における二次生成物種の想定と沈殿による効果、などが考

えられるが、特にイオン型の異なるベントナイトではあまり検討が進んでいない。 

オーバーパックの変位挙動は、周辺材料（緩衝材や岩盤）との複合挙動であり、周辺材

料の力学特性に強く依存する。また、不飽和から飽和に至る再冠水期は数十年以上にわた

る。このため、オーバーパックの変位とそれにともなう緩衝材の変形に関する力学的相互

作用は模型試験によって現象を把握する必要があるが、イオン型の異なるベントナイトを

使用したり沿岸部の地下水環境を考慮した模型試験の事例は見当たらず、知見がない。ま

た、オーバーパックの変位や腐食膨張などにともない緩衝材に生じるせん断帯の物質移行

特性、また化学的雰囲気次第では、二次生成物のクロッギングが物質移行を変化させる可

能性については、模型試験では捉えきれず、要素試験で実施する場合でもその難易度は高

い。 

このため本研究では、沿岸部特有の地下水環境下であることを考慮した人工バリア（緩

衝材）性能評価に資する緩衝材仕様に関するデータの拡充を行うことを目的とする。取得

したデータなどを通じて、沿岸部の多様な地下水環境条件に柔軟に対応できる緩衝材の材

料仕様に関する定量的な評価手法の整備を目指す。 
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(a) 本研究の中長期的な目的（試験計画） 

本研究の中長期的な目的は、以下の 2 点である。 

沿岸部特有の地下水環境下であることを考慮した人工バリア（緩衝材）性能評価に資す

るデータの拡充を行う。 

取得したデータなどを通じて、沿岸部の多様な地下水環境に柔軟に対応できる緩衝材の

材料仕様に関する定量的な評価手法の整備を目指す。 

１つ目について、具体的には、オーバーパックの変位挙動とその周辺材料（緩衝材及び

岩盤）の変形との力学的相互作用を評価するための物理模型試験と、緩衝材に生じるせん

断などの局所現象を評価するための要素試験を実施することである。 

２つ目については、海水（塩水）環境下における人工バリア（緩衝材）の機能変化を把

握し、水質変化に起因する不確実性の低減、設計へフィードバックできる材料仕様選定に

資する知見を得ることである。 

これらの目的達成に資するための試験計画を表 4-3- 1 に示す。 

(b) 本年度の実施内容 

試験計画に基づき、本年度の実施内容は以下の通りである。 

要素試験に関しては、イオン濃度及びイオン種が透水係数に及ぼす影響を区別しながら

検討を進めるため、ベントナイトと海水とのイオン交換反応が平衡状態に至るまでイオン

交換処理を施した試料を作製する。また、人工海水のイオン濃度を 1～3 倍まで変化させ

た人工海水を用いて透水膨潤圧試験を行い、透水性に対する海水影響を検討する。加え

て、力学的観点からの自己修復性を検討するため、せん断の進行に伴う透水性の変化を評

価するせん断透水試験を実施する。 

模型試験に関しては、昨年度と同様の材料・模型、すなわち金属容器に緩衝材とオーバ

ーパックを封入した模型を用いた緩衝材の変形を拘束した条件下で単純模型試験を実施す

るが、オーバーパックの発熱を考慮し、緩衝材との力学的相互作用を考慮したオーバーパ

ックの変位挙動を把握する。 

また本年度より、緩衝材-オーバーパックの力学的相互作用において、材料・環境条件の

組合せがベントナイトの透水性やオーバーパックの挙動に及ぼす影響を調査するために、

模型試験の数値解析を実施する。 
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表 4-3- 1 本研究に関わる全体の試験計画 

  
FY H31 

(2019) 

FY R02 

(2020) 

FY R03 

(2021) 

FY R04 

(2022) 

FY R05 

(2023) 

要
素
試
験 

試験環境整備・試験

手順の検討 
■■■■ ■■      

透水性に対する海水

影響の検討 

  ■■■ ■■■■ ■■    

力学的観点からの自

己修復性の検討 

  ■■■ ■■■■ ■■■■  

化学的観点からの自

己修復性の検討 

   ■■■■ ■■■■ 

模
型
試
験 

試験環境整備 ■■■  ■■   ■■   ■■   ■■   

変形拘束条件の単純

模型試験 
■■■■ ■■■■ ■■■■   

応力拘束条件の複雑

模型試験 

   ■■■■ ■■■■ 

数
値
解
析 

模型試験の数値解析   ■■■■ ■■■■ ■■■■ 
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沿岸部で地層処分場を想定した際、化石海水を含む様々な組成の海水が再冠水の初期段

階から緩衝材に浸透することが想定される。人工バリア（緩衝材）の性能に関わる沿岸部

特有の課題として、海水の高イオン濃度の影響により、緩衝材の候補であるベントナイト

（膨潤性粘土） の凝集やイオン交換反応が生じることで、その工学的性質が変化するこ

とが考えられる。既往の研究において、人工海水や幌延における地下水を用いた圧縮ベン

トナイトの室内試験は数多く実施されている（高治ほか、2003；菊池・棚井、2005；高

山・菊池, 2020）。しかし、室内試験に供した圧縮ベントナイト内部においてイオン交換の

程度（反応領域やその拡大速度）が不明であること、イオン濃度とイオン交換による影響

を区別することが困難であること、高濃度の海水影響に関するデータが少ないことなどの

点において、設計や性能評価に用いる知見が不足している。 

ベントナイトの膨潤機構としては、モンモリロナイト結晶層間の内外におけるイオン濃

度差により生じる浸透性膨潤がある。なお、各ベントナイトの膨潤性は、モンモリロナイ

トの層間陽イオンの組成によって異なる。具体的には、モンモリロナイトの層間陽イオン

が Na イオンなどである場合、単位層同士の電気的引力が弱いため、単位層までの水和が

可能であるが、Mg、Ca イオンなどの 2 価の陽イオンの場合には、水和による結晶層間の

拡大には限りがあることが知られている（Fukushima、1984；佐藤, 1996）。こうしたこ

とから、沿岸部の地下水環境下では、間隙水のイオン濃度の増加により浸透性膨潤による

各性能の発現が期待しにくくなる、あるいは、地下水によるイオン交換が生じ、2 価の層

間陽イオン組成比率が高まることで、拡散二重層の発達を期待しにくくなることが想定さ

れる。ベントナイトの膨潤性は、緩衝材の自己シール性や低透水性といった設計要件に関

連する。したがって、沿岸部の地下水組成に対して設計や性能評価を行う上で、海水によ

る緩衝材の性能変化を膨潤機構と関連付けて理解することは重要であると考えられる。 

また、オーバーパックの変位や腐食膨張により、緩衝材が比較的大きなせん断変形を受

けた場合、局所的に透水性が変化する可能性が考えられる。緩衝材の設計要件として自己

修復性に着目すると、このようなせん断を受けた場合も、ベントナイトの膨潤により局所

的な水みち（短絡経路）が生じないことが重要であると考えられる。しかし、せん断変形

を受けたベントナイトの透水性の変化に関する実験的な調査事例は少なく、特に、せん断

方向に沿った透水性や自己修復性の評価はほとんど行われていない。 

このため要素試験では、沿岸部の地下水化学環境に対して設計で柔軟に対応できること

や、設計で対応できる範囲を明らかにすることを念頭に置き、緩衝材の低透水性や自己修

復性に関する評価方法を整備しデータを取得する。また、海水系地下水のイオン濃度によ

る性能変化の幅、あるいは不確実性の少ない材料仕様の設定に結びつけることも視野に入

れて、各特性の検討を行う。要素試験で得られる成果から、例えば、締め固めたベントナ



 

430 

 

イトの低透水性の観点から設計上許容できる海水のイオン濃度の範囲を把握することで、

材料条件やサイト選定に資することが期待される。 

平成 31 年度は、予備的な透水試験やせん断試験の結果を参考に、せん断透水試験を実

施するための試験環境整備を進めた。令和 2 年度は、せん断透水試験の試験手順を検討し

た後、透水性に対する海水影響並びに力学的観点からの自己修復性を検討した。令和 3 年

度においては、Na 型ベントナイト以外の材料も用いて、透水性に対する海水影響並びに

力学的観点からの自己修復性を検討した。ここで、圧縮ベントナイトの飽和の初期段階か

ら海水が浸透すると、高イオン濃度による凝集とイオン交換反応が共に進行すると考えら

れることから、要素試験では、各々の影響を区別した上で、ベントナイトの工学的性質

（低透水性、自己修復性など）の変化を明らかにすることを目指した。そこで、海水系地

下水とのイオン交換反応が平衡に至った状態のベントナイトを模して、人工海水でイオン

交換処理を施したベントナイト（以後、海水平衡ベントナイトと称する）を作製した。こ

れを要素試験に用いることで、試験中、人工海水の通水に伴う圧縮ベントナイトのイオン

交換反応を抑制し、イオン濃度及びイオン種が透水係数に及ぼす影響を区別しながら検討

を進めた。なお、令和 2 年度から令和 3 年度の検討では物理的な観点からの自己修復性を

対象とし、令和 4 年度以降は、化学的な観点からも自己修復性の検討を行う予定である。 

 

 

(a) 使用するベントナイトと人工海水 

本研究では、Na 型ベントナイトとしてクニゲル V1（クニミネ工業）、Ca 型ベントナイ

トとしてクニボンド（クニミネ工業）、Na 型ベントナイトへの混合用の砂として 50%粒径

が約 0.2 mm の三河ケイ砂を使用した。本研究では、海水による材料の性能変化の幅、あ

るいは不確実性の少ない材料仕様に結びつけることを視野に入れて各検討を行う。そのた

め、本研究で使用するベントナイトとして、原子力発電環境整備機構(2021)において緩衝

材の仕様として検討されているクニゲル V1－砂混合土の他、海水に含まれる Mg イオン

や Ca イオンとのイオン交換を考慮し、初期試料の状態において交換性 Mg イオンや交換

性 Ca イオンが多いベントナイトにも着目した。ここでは、入手のしやすさから、主要な

交換性陽イオンが Ca イオンとなるクニボンドを選択した。 

試験用水としては、イオン交換水及び海水系地下水を想定して人工海水を用いた。要素

試験には数か月以上の試験期間を要することも想定されたことから、水質の安定性を優先

し、人工海水を使用することとした。具体的には、試薬としてマリンアート SF-1（大阪薬

研）を、試薬調整にはイオン交換水を使用した。マリンアートの成分を表 4-3- 2 に示す。

陽イオンについては Na が最も高く、次いで Mg である。陰イオンは Cl が最も高く、次い

で SO4である。なお、我が国においては、海水の約 1.5～2 倍の塩化物濃度を示す化石海

水が確認されている（高村ら、2006；村松ら、2012）。このことを考慮し、人工海水のイ
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オン比は変えずにイオン濃度を 1 倍、2 倍、3 倍と変化させることで、イオン濃度の影響

も検討することとした。 

 

 

表 4-3- 2 人工海水（マリンアート SF-1）の成分表 

イオン種 濃度（mg/L） 濃度（mmol/L） 

Na 9860 429 

Ca 402 10 

K 346 9 

Mg 1165 48 

Al 9×10-4 3×10-5 

Fe 1×10-3 2×10-5 

SO4 2596 27 

Cl 17594 496 

CO3 134 2 

Br 63 1 

F 1.3 0.07 

NH4 2×10-3 9×10-5 

I 6×10-3 5×10-5 

B 8.7 0.81 

Sr 7.1 0.08 

Li 0.2 0.02 

Mn 2×10-4 3×10-6 

Co 5×10-4 8×10-6 

W 1×10-3 6×10-6 

Mo 1×10-2 1×10-4 
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(b) 海水平衡ベントナイトの作製 

沿岸部で処分施設を建設する場合、ベントナイトは海水と接触することにより、次のよ

うな影響を受けることが予想される。まず、圧縮ベントナイトに海水が浸潤すると、間隙

水のイオン濃度に応じた凝集と、イオン組成に応じたモンモリロナイトのイオン交換反応

が同時に進行する。後者については、イオン交換反応により間隙水のイオン組成が変化し

ながら、浸潤が進む現象となる。すなわち、圧縮ベントナイトの内部では、変化した間隙

水のイオン組成に応じてイオン交換が生じることとなる。その結果、イオン交換反応の過

渡期においては、圧縮ベントナイト内におけるモンモリロナイトの交換性陽イオン組成に

不均一性が生じることが予想される。モンモリロナイトの交換性陽イオン組成に応じて、

圧縮ベントナイトの膨潤圧や透水係数は異なること（田中・中村、2004）を考慮すると、

海水の浸潤に起因してイオン交換反応が生じれば、圧縮ベントナイト内でこれらの特性に

分布が生じると考えられる。 

沿岸部では、緩衝材として使用されるベントナイトの量に対して、膨大な海水が存在

し、この海水は長期にわたって圧縮ベントナイトに浸透すると考えられる。水質が一定の

海水が常に供給され続ければ、モンモリロナイトの交換性陽イオン組成は、海水中で一定

の比率に収束すると予想される。こうした想定のもと、要素試験で主に対象とする状態と

して、十分量の海水とベントナイトが接触し続け、モンモリロナイトのイオン交換反応が

平衡状態に至った時点を考えた。この状態を模して、海水平衡ベントナイトを作製した。

海水平衡ベントナイトを試料とすることで、浸潤させる人工海水のイオン比を一定とした

上で濃度倍率、すなわちイオン濃度を変化させることにより、イオン交換反応の進行がほ

ぼ生じない状態において、イオン濃度の影響を調べることができる。 

海水平衡ベントナイトを作製するため、クニゲル V1 及びクニボンドについて、以下の

手順に従いイオン交換処理を施した。まず、15 L の人工海水に 1.55 kg のベントナイトを

加えて攪拌し、一昼夜ほど静置した。吸引濾過により固液分離し、回収した固相試料を 15 

L の人工海水に分散させ、攪拌した。同様の手順を計 5 回繰り返した。その後、吸引濾過

により回収した固相を 70～80%のエタノール 4～5 L に投入し、分散と濾過を繰り返すこ

とで人工海水の成分の洗浄を実施した。洗浄後のエタノールに硝酸銀溶液を滴下した時に

白色沈殿がないこと及び電気伝導率に変化がないことを確認することで、塩化物イオンが

十分に除去されたと判断し、洗浄を終了した。洗浄後の湿潤試料は、60℃の恒温槽を用い

て一晩乾燥した後、ハンマーミル（メッシュスクリーン 1 mm）で 2 回の粉砕処理を行う

ことで、各試験に用いる粉体試料とした。 

 

 

供試体の密度条件については、原子力発電環境整備機構(2021)により示されている緩衝

材の仕様として、飽和膨潤により隙間充填した状態でクニゲル V1－砂混合土（乾燥質量
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比 7:3）の乾燥密度 1.6 Mg/m3であることから、これを本要素試験における基本ケースと

した。 

ベントナイトの透水係数や膨潤圧は、有効モンモリロナイト乾燥密度と相関があること

が示されている（渡邊ほか、2013）。有効粘土乾燥密度及び有効モンモリロナイト乾燥密

度は、式（4-3-1）及び式（4-3-2）より算出される。 

 

𝜌𝑏 =
𝜌𝑑(1 −

𝑅𝑠

100
)

1 − 𝜌𝑑 ∙
𝑅𝑠

100 ∙ 𝜌𝑠

 (4-3-1) 

𝜌𝑒𝑚 =
𝑚𝑚

𝑉𝑎 + 𝑉𝑤 + 𝑉𝑚

=

𝐶𝑚

100
∙ 𝜌𝑏

1 − (1 −
𝐶𝑚

100
) ∙

𝜌𝑏

𝜌𝑛𝑚

 (4-3-2) 

 

b：有効粘土密度（Mg/m3）、d：乾燥密度（Mg/m3）、Rs：骨材（ケイ砂）の混合率

（%）、s：混合材（砂）の土粒子の密度（Mg/m3）、em：有効モンモリロナイト乾燥密度

（Mg/m3）、 mm：モンモリロナイトの質量 （Mg）、Va、Vw、Vm：空気、水及びモンモ

リロナイトの体積（m3）、Cm：モンモリロナイト含有率（%）、nm：随伴鉱物の土粒子の

密度（Mg/m3） 

 

上述した乾燥密度 1.6 Mg/m3のクニゲル V1－砂混合土の有効モンモリロナイト乾燥密

度は 1.0 Mg/m3となる。ベントナイトの種類やベントナイト混合率が異なる場合にもでき

る限り平等な条件で比較検討を行えるように、上記基本ケースの有効モンモリロナイト乾

燥密度に統一することとした。表 4-3- 3 は、本要素試験における供試体条件である。 

試料の基礎物性としては、土粒子の密度とメチレンブルー吸着量を測定し、密度の計算

などに用いた。土粒子の密度は、JIS A 1202:2009「土粒子の密度試験方法」（日本工業規

格、2009a）を参考に測定した。その際、脱気の方法を JIS の内容から変更し、ベントナ

イトをイオン交換水に分散させた後、真空ポンプを用いて減圧する方法を用いた。メチレ

ンブルー吸着量は、JIS Z 2451:2019「ベントナイトなどのメチレンブルー吸着量の測定方

法」（日本工業規格、2009b）のスポット法により測定した。 

モンモリロナイト含有率を計算するためには、純モンモリロナイトのメチレンブルー吸

着量で未知試料のメチレンブルー吸着量を除する必要がある。渡邊・横山(2020)はクニピ

ア F 及びクニボンドから水簸した粒径 0.2×10-6 m 以下画分のメチレンブルー吸着量を測

定している。これを参考に、クニゲル V1 とクニボンドのそれぞれに含まれるモンモリロ

ナイトのメチレンブルー吸着量を 140 mmol/100g 及び 150 mmol/100g と仮定して、モン

モリロナイト含有率を計算した。 
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表 4-3- 3 要素試験における供試体条件 

試料 
乾燥密度 

（Mg/m3） 

有効モンモリロナイト 

乾燥密度（Mg/m3） 

クニゲル V1－砂混合土（7:3） 1.60 1.0 

海水平衡クニゲル V1－砂混合土

（7:3） 
1.60 1.0 

クニボンド 1.12 1.0 

海水平衡クニボンド 1.12 1.0 
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要素試験では、各試料を圧縮成型した供試体について、透水膨潤圧試験及びせん断透水

試験を実施した。海水の通水初期における圧縮ベントナイトの透水性やモンモリロナイト

のイオン交換も重要であることから、海水平衡ベントナイトに加えて、イオン交換処理を

施していないベントナイトも用いて供試体を作製し、イオン交換水あるいは各イオン濃度

の人工海水を通水する試験も行った。表 4-3- 4 に、令和 3 年度までに実施した試験内容の

一覧を示す。試験後には供試体を分割し、各部の浸出陽イオンを測定することで、モンモ

リロナイトの含有量の空間分布やイオン交換の程度を調べた。 

 

(a) 透水膨潤圧試験 

クニゲル V1－砂混合土、海水平衡クニゲル V1－砂混合土、クニボンド単体及び海水平

衡クニボンド単体について、海水のイオン濃度が膨潤圧と透水係数に及ぼす影響を調べ

た。透水膨潤圧試験では、供試体の体積を一定に維持し、変形を受けない状態で供試体の

透水性と膨潤性を調べた。 

透水係数及び膨潤圧の測定で使用した装置の構造を図 4-3-1 に示す。海水を使用するた

め装置の素材はステンレス製（SUS316L）とした。直径 60 mm、高さ 20 mm の円柱形

供試体を直接リング内にて締固め、高分子フィルターとポーラスメタルを供試体の両端面

に接触させた状態で試験セルを組み立てた。配管などに空気が残留することを避けるた

め、あらかじめ真空ポンプで試験セル内を減圧し、供試体下部から予め脱気した溶液を供

給した。その後、供試体上部側から流出水を確認してから、片面給水状態として背圧（こ

こでは給水圧）を高め、ビュレットにより吸水量を測定した。この時の圧力増分と吸水量

を用いて、河野・西垣(1982)の方法により、空気の溶解は無視した仮定のもと、供試体の

飽和度を推定した。推定された飽和度が 99%以上であることを確認した後に、通水を再開

し、透水係数を測定した。飽和度の推定と透水係数の計算については、渡邊ほか(2013)に

記載されているので参照されたい。透水係数を取得した後、通水を止め、間隙水圧を大気

圧とほぼ同等とした状態において、平衡膨潤圧を測定した。海水を通水するほど供試体中

でイオン交換反応が進むことから、ここではポアボリューム比で 1 以下とすることで、通

水量と通水操作をできるかぎり揃えて透水性と膨潤性を調べた。通水量としては少ない

が、複数回計測により求めた透水係数がほぼ一定であることを確認した。 

透水膨潤圧試験に用いた人工海水は、イオン比一定かつイオン濃度の異なる人工海水と

するため、人工海水の希釈率を変えることで 1～3 倍のイオン濃度になるように作製し

た。なお、1 倍とは、マリンアート SF-1 を標準的な方法により作製した状態（希釈なし）

である。 

透水係数並びに平衡膨潤圧の測定後は、速やかに供試体を解体し、含水比と浸出陽イオ

ン量の測定を行った。供試体を高さ方向に流入側、中部、流出側として三分割し、それぞ
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れアルコール洗浄の後に SFSA 改良法（佐治ほか、2005）により浸出陽イオン量（Na、

K、Ca、Mg）を測定した。 

 

表 4-3- 4 令和 3 年度までの要素試験における実施状況の一覧 

要素試験の種

類 
通水液 

クニゲル V1

－砂混合土 

クニボンド 

単体 

海水平衡 

クニゲル V1

－砂混合土 

海水平衡 

クニボンド 

単体 

透水－膨潤

圧試験 
 

イオン交換水 2021 2021 2021 2021 

人工海水 

（濃度 1 倍） 
2020 2019 2021 2021 

人工海水 

（濃度 2 倍） 
2020 2020 未実施 未実施 

人工海水 

（濃度 3 倍） 
2020 2020 未実施 未実施 

せん断透水

試験 

イオン交換水 2020 2021 未実施 未実施 

人工海水 

（濃度 1 倍） 
2020 未実施 2020 2021 

人工海水 

（濃度 2 倍） 
実施なし 実施なし 2021 未実施 

人工海水 

（濃度 3 倍） 
実施なし 実施なし 2021 未実施 

 

 

 

 

図 4-3- 1 透水－膨潤圧試験装置の概略 

 

 

  

流入

流出

供試体

荷重計

止水リング

ポーラスメタル
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(b) せん断透水試験 

せん断を受けたベントナイトの透水性を評価するため、リングせん断試験を応用し、せ

ん断の進行に応じた透水性の変化を調べた。はじめに、装置の動作確認や一連の試験手順

の確認を目的とした予備試験として、非膨潤性粘土であるカオリン粘土を用いて試験を行

った。予備試験で構築した手順をもとに、ベントナイト供試体を用いてせん断透水試験を

行った。 

 

(i)せん断透水試験装置の機構 

せん断透水試験装置の概略図及び写真を図 4-3-2 及び図 4-3-3 に示す。試験に人工海水

を使用することを考慮し、また、膨潤圧に対して十分な剛性を確保するため、試験セルに

はステンレス（SUS316L）を用いた（多孔板の材質を除く）。中空リング状の供試体（外

径：70 mm、内径：30 mm、供試体高さ：20 mm）が試料リング中に設置される。試料

リングは上下二分割されており、上側リングは固定され、下側リングは回転する機構とな

っている。これにより、供試体高さ 10 mm の位置でせん断される仕組みである。供試体

と上下面には多孔板があり、これは試験セルにボルト留めされている。供試体と多孔板の

間には、供試体と同じ寸法に中空状に加工した高分子フィルター（材質：ポリプロピレ

ン、親水性、最大孔径：0.25 m×0.075 m、空孔率：45%、厚み：25 m）を設置した。

供試体の上部ピストンにはトルクロードセル（容量は鉛直荷重とトルクの順に 20 kN、20 

kN・cm または 2 kN、2 kN・cm）が取り付けられており、これにより圧密圧力や膨潤圧

といった鉛直圧成分、並びに下側リングを回転させた時のトルクを測定することが可能で

ある。 

リングせん断試験では、一般的に、片側のリングを回転させることによってせん断を行

う。この時、上下のリング同士が接触しているとこれの摩擦力が生じるため、わずかに上

下のリングを離した状態で回転させる。上下リングの隙間を、ここではスリットと呼ぶ。

既往研究では、0.1 mm のスリット幅を設けてせん断試験が行われている（宜保、1994）。

本装置では、せん断帯に沿う方向（水平方向）の透水量を測定するため、スリット部分に

通水経路を設けている。これにより、スリットを活用して、透水試験を行うことを可能に

した。具体的には、供試体の側面からスリット（供試体の高さ方向中央に位置する上部リ

ングと下部リングの隙間）を通じて、内側のスリット（供試体中空部分に位置する装置上

部と下部の隙間）と中央の流出部に向かって通水を行うことで、水平方向の透水性を評価

することが可能である。供試体の鉛直方向の透水に関しては、給排水経路が上部及び下部

の多孔板を通じて設けられているため、これを用いて供試体下面から供試体上面へ通水を

行った。供試体の飽和や圧密にも、この給排水経路を用いる。このようなせん断透水試験

装置を用いることにより、任意のせん断変位において一時的に回転を止め、鉛直方向及び

水平方向の透水試験を実施することが可能となった。 
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図 4-3- 2 せん断透水試験装置の概略 
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図 4-3- 3 せん断透水試験装置の写真 
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(ii)せん断透水試験の試験条件 

はじめに、非膨潤性粘土であるカオリン粘土を用いて、試験手順及び試験条件を確認す

るための予備試験を行った。カオリン粘土の供試体は、乾燥密度 1.3 Mg/m3とした（静的

締固めの圧力：約 15 MPa）。予備試験では定体積と定荷重の両方の条件で検討した。圧密

圧力は 100 kPa、250 kPa、500 kPa と段階的に増加させた。なお、圧密の完了は 3t 法に

より判断した。定荷重で試験を実施する場合、せん断時の垂直荷重を 500 kPa で制御し

た。せん断速度は、後述するベントナイトの供試体より透水性が高いことを考慮して、

0.15°/分とした。 

ベントナイト供試体としては、クニゲル V1－砂混合土、海水平衡クニゲル V1－砂混合

土、クニボンド単体及び海水平衡クニボンド単体を用いて試験を実施した。これら全ての

ケースにおいて、非圧密、定体積、排水条件とした。せん断速度は、ASTM D6467-13

（ASTM International、2013）に従い 0.03°/分とした。海水平衡クニゲル V1－砂混合土

を用いた試験では、他のケースと同様に任意のせん断変位においてせん断停止と透水試験

を実施したほか、せん断開始後 0°から 360°までせん断を停止せずに、せん断特性や透水

性を調べた。これにより、試験から得られるせん断や透水特性について、任意のせん断変

位でせん断を停止する操作や、それに伴う透水試験の影響を確認した。 

表 4-3- 5 は、各せん断透水試験における試験条件である。ここで検討された予備試験や

試験条件をもとに、以下の試験手順を整理した。 
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表 4-3- 5 せん断透水試験の試験条件 

 カオリン

粘土 

クニゲル V1

－砂混合土 

海水平衡 

クニゲル V1

－砂混合土 

クニボンド 

単体 

海水平衡 

クニボンド 

単体 

飽和・通水液 

イオン交

換水 

イオン交換

水、人工海水

（濃度 1 倍） 

イオン交換

水、人工海水

（濃度 1 倍、

2 倍、3 倍） 

イオン 

交換水 

イオン交換

水、人工海水

（濃度 1 倍） 

透
水
条
件 

背圧 

（kPa） 
0 100 

スリット

幅 

（mm） 

0.1 以下 

せ
ん
断
条
件 

圧密条件 圧密 非圧密 

制御条件 定体積、

定荷重

（500 

kPa） 

定体積 

せん断速

度 
0.15°/分 

0.03°/分 

※ASTM D6467-13 に準拠 

排水条件 排水 

最大回転

角度

（°） 

360° 
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(iii)せん断透水試験の手順 

本試験では、図 4-3-4 に示すように、せん断の進行に伴う透水性の変化を評価するた

め、せん断の実施前、せん断によるピーク強度の発現前、ピーク強度の発現後及び残留状

態において、それぞれ透水試験を行った。これらの状態に相当するせん断変位となるまで

せん断を実施し、一度せん断を停止した後、鉛直方向及び水平方向の透水試験を行い、そ

の後せん断を再開することを繰り返した。試験手順を図 4-3-5 にフローチャートとして示

す。まず、静的締固めによりモールド中に供試体を作製した。これを試料リングに移し替

え、供試体の上下面に高分子フィルターが敷かれた状態で、上部ピストンを供試体に接触

させた。この状態のスリットを 0 mm とした。その後、供試体の鉛直変位を固定した状態

で、試験用水を給水した。供試体上部側から流出水を確認し、カオリン粘土を用いる場合

には、この状態で供試体を圧密した。ベントナイトを用いる場合には、流出水を確認した

時点で平衡膨潤圧が得られ、膨潤圧が拘束圧に相当した状態となっている。そして、せん

断前の鉛直方向における透水試験を実施した。このとき、時間当たりの流入量と流出量が

ほぼ同等であることを確認し、供試体の飽和を判断した。ベントナイトの飽和では、前述

に加えて、膨潤圧が一定になったこと及び大気圧における透水係数と背圧を作用させた場

合の透水係数に変化がないことを確認した。 

次に、水平透水用のスリット幅（供試体の高さ方向中央に位置する上部リングと下部リ

ングの隙間及び供試体中空部分に位置する装置上部と下部の隙間）の調整を実施した。図 

4-3-6 の通り、スリットを 0 mm の状態から、供試体上面は変位拘束したまま、上部リン

グを引き上げることでスリットを開いた。このとき、スリット幅は、ダイヤルゲージから

読みとった。スリット幅が大きいほど試験中に試料が流出しやすくなると考え、スリット

幅は 0.1 mm 以下にした。なお、スリット幅とトルク及び透水性の関係は供試体無しの状

態で予め調べており、図 4-3-7 の通り上記設定であれば計測に問題ないことを確かめた。

水平方向の透水では、供試体の側面からスリットを通じて、内側のスリットに向かって通

水を行った。 

せん断前の透水性を測定した後、排水・定体積条件でせん断を実施した。カオリン粘土

を用いた予備試験では、定体積の条件に加え、定荷重の条件でも試験を行った。ベントナ

イトに関しては、処分施設において緩衝材が岩盤などにより拘束された状態であると考

え、定体積条件とした。試料ごとのせん断条件について詳細は後述する。 

リングせん断試験装置では、供試体に大きなせん断ひずみを与えることが可能であるた

め、例えば粘土粒子の配向が完了したと思われる状態までせん断を実施した。粘土粒子の

配向は、限界状態に至る前の応力低下を引き起こすと考えられていることから（石原、

2018）、残留状態までせん断することで粘土粒子の配向が進行した状態に至ると見なし

た。ここで、土の残留状態におけるせん断強度を残留強度と呼んでおり、これはせん断応

力がピーク値を超え、漸次低下して究極的な定常せん断状態に達したときの強度を指す

（地盤工学会、2006）。残留状態に至るまでのせん断変位は、試料の種類や試験条件によ
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って異なり、カオリンを用いた既往の研究ではせん断変位 40 mm で残留状態と判断され

ている（酒井、2003）。スメクタイトを用いた試験では、例えばせん断変位 5 mm に対

し、せん断応力の変動幅が 1kPa 以内であることを残留状態の判定基準として、せん断変

位 300 mm において残留状態と判断されている（村尾、2015）。本試験装置では、測定精

度を考慮し、ピーク後にせん断変位 5 mm 以上にわたり、せん断応力の変動幅が 5 kPa 以

内に収まっていることを確認することで残留状態と判断した。 
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図 4-3- 4 せん断透水試験において透水試験を実施するせん断変位の考え方 

 

          

図 4-3- 5 リングせん断試験の実施フローチャート 
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図 4-3- 6 スリットの調整手順 

 

 

 
図 4-3- 7 供試体未設置時のスリット幅とトルク及び透水係数の関係 
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(iv)せん断透水試験の結果の整理方法 

供試体の内側と外側では、同一の回転角度においてもせん断変位が異なる。図 4-3-8 に

示す回転角度とせん断変位の関係のように、本試験では供試体の中心線上（半径 25 mm

の位置）でせん断変位𝛿（m）と定義した。せん断変位は式（4-3-3）により算出した。 

 

𝛿 = 𝜋(𝑟𝑖 + 𝑟𝑜) ×
𝜃

360
 (4-3-3) 

𝑟𝑖：供試体リング内側（中空部分）半径（m）、𝑟𝑜：供試体リング外側半径（m）、𝜃：回

転角度（°） 

 

また、せん断時に生じるせん断応力 （kPa）は、トルク T（kN・m）を用いて式（4-

3-4）に従い算出した （Bishop et al.、1971）。 

 

𝜏 =
3𝑇

2𝜋(𝑟2
3 − 𝑟1

3)
 (4-3-4) 

𝑇：トルク（kN・m）、𝑟1, 𝑟2：供試体の半径、供試体内空洞の半径 （m） 

 

供試体の透水性は、図 4-3-9 に示す通り、せん断面に直交する方向及び、水平な方向に

ついてそれぞれ評価した。鉛直方向の透水係数𝑘は、変水位透水試験における透水係数の

算出方法に従い式（4-3-5）により算出した。 

 

𝑘 =
𝑎𝐿

𝐴(𝑡2 − 𝑡1)
𝑙𝑛

ℎ1

ℎ2

 (4-3-5) 

𝑡1、𝑡2：時間（s）、 𝐴 ：供試体断面積（m2）、𝑎：ビュレット断面積（m2）、𝐿：供試体

高さ（m）、 ℎ1、ℎ2 ：𝑡1、𝑡2における水頭（m） 

 

水平方向における透水では、流入部と流出部ではスリット幅が等しく、これらの断面積

はスリット幅と周長から明確に与えられるが、流入部から流出部に至る通水経路は理想的

な一次元流れにはならない可能性がある。図 4-3-10 に示すように供試体内部ではスリッ

ト幅より広い範囲で移流が生じることが予想される。そのため水平方向の透水性を示すパ

ラメータは、見かけの透水係数 k’として、透水条件を定水位、リング外側から内側への一

次元放射流と仮定して式（4-3-6）により算出した。放射流の透水係数の計算については、

酒井・川北(1958)における供試体高さをスリット幅に置き換えた。 
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𝑘′ =
𝑙𝑛 (

𝑟2

𝑟1
)

2𝜋
∙

𝑄

𝑙𝐻(𝑡2 − 𝑡1)
 (4-3-6) 

𝑄：流量（m3）、𝑟1、𝑟2：供試体の半径、供試体内空洞の半径（m）、𝑙：スリット幅

（m）、𝐻：水頭（m） 

 

また、透水係数と見かけの透水係数については、前述したとおり理想的な一次元流れに

はならない点において評価上の不確実性がある。そのため、鉛直方向の透水係数とは直接

的に比較することには注意を要する。透水性の変化の傾向を比較するために、せん断前の

値を用いてせん断後の透水係数及び見かけの透水係数を正規化した。正規化には式（4-

3-7）を用いた。 

 

𝑘𝑛𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙𝑖𝑧𝑒𝑑 =
𝑘𝑛

𝑘0

 (4-3-7) 

𝑘𝑛𝑜𝑟𝑚𝑎𝑙𝑖𝑧𝑒𝑑：正規化された透水係数もしくは見かけの透水係数、𝑘0：せん断前の透水係

数もしくは見かけの透水係数（m/s）、𝑘𝑛：任意のせん断変位おける透水係数もしくは見か

けの透水係数（m/s） 

 

(v)せん断透水試験後の分析 

せん断透水試験後、供試体の一部を使って含水比と浸出陽イオン量を測定した。含水比

は、供試体を上部・中部・下部に分割して測定した。浸出陽イオンは、図 4-3-11 の通

り、上下方向の三分割に加えて、さらに半径方向に内側・中・外側に分割して測定した。 

残りの供試体は凍結乾燥し、せん断位置付近の構造を走査型電子顕微鏡（SEM）で観察

した。観察する断面は、凍結乾燥後の供試体を割った面とし、せん断透水試験直後の骨格

構造を可能な限り保持しつつ、乾燥時の供試体表面の粒子の配向の変化などの影響を無視

できるよう留意した。また、一部試料については、より詳細に骨格構造を観察するため、

凍結乾燥試料に樹脂（シアノボンド）を浸透させた後、せん断帯に直交するように供試体

を乾式で切断し、紙やすりで研磨することで薄片試料を作製した。この薄片試料につい

て、電界放出型電子顕微鏡（FE-SEM）による観察を行った。 
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図 4-3- 8 供試体に対する通水方向の概略図 

  

 

 

 

 

図 4-3- 9 回転角度とせん断変位の関係 
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図 4-3- 10 水平方向の見かけの透水係数に関する通水経路のイメージ 

 

 

 

 

 

図 4-3- 11 リングせん断試験後の供試体の分割方法のイメージ 
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(a) ベントナイトと海水平衡ベントナイトの基礎物性 

はじめに、クニゲル V1、海水平衡クニゲル V1、クニボンド及び海水平衡クニボンドの

基礎物性について述べる。各ベントナイトの土粒子の密度とメチレンブルー吸着量を表 4-

3- 6 に示す。クニゲル V1 とクニボンドの土粒子の密度はそれぞれ 2.769 Mg/m3と 2.672 

Mg/m3であった。クニゲル V1 と海水平衡クニゲル V1 のメチレンブルー吸着量は、81 

mmol/100g と 80 mmol/100g であった。また、クニボンドと海水平衡クニボンドのメチレ

ンブルー吸着量は、122 mmol/100g と 120 mmol/100g であった。これらの結果をもとに

算出したモンモリロナイト含有率は、クニゲル V1 と海水平衡クニゲル V1 において、そ

れぞれ 57.9%と 57.1%、クニボンドと海水平衡クニボンドにおいて、それぞれ 81.3%と

80.0%であった。メチレンブルー吸着量の測定精度を考慮すると、それぞれのベントナイ

トと海水平衡ベントナイトで、モンモリロナイト含有率はほとんど変わっていないと考え

られる。なお、各海水平衡ベントナイトの土粒子の密度は測定していないが、海水平衡処

理前後でモンモリロナイト含有率は変わっていないと考えられたことから、土粒子の密度

についても海水平衡処理前の各ベントナイトの値から変化していないと仮定し、各計算に

用いた。 

図 4-3-12 は、各ベントナイトと各海水平衡ベントナイトの浸出陽イオン量である。ク

ニゲル V1 は、海水平衡処理により浸出 Na イオンの割合が減少し、Mg イオンの割合が増

加したことで、相対的に 2 価の浸出陽イオンの割合が増加した。クニボンドは、海水平衡

処理により浸出 Ca イオンの割合が減少し、浸出 Na イオンと Mg イオンの割合が増加し

たことで、相対的に 1 価の浸出陽イオンの割合が増加した。海水平衡クニゲル V1 と海水

平衡クニボンドの比較では、モンモリロナイト含有率はそれぞれ異なるために浸出陽イオ

ンの総量は異なるものの、割合としては、おおよそ同じイオン比となった。 
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表 4-3- 6 本研究で使用したベントナイトの基礎物性 

測定項目 クニゲル V1 クニボンド 
海水平衡 

クニゲル V1 

海水平衡 

クニボンド 

土粒子の密度 

（Mg/m3） 
2.769 2.672   

メチレンブルー吸着量

（mmol/100g） 
81 122 80 120 

モンモリロナイト含有率 

（%） 
57.9 81.3 57.1 80.0 

  

       

       
図 4-3- 12 イオン交換処理前後の浸出陽イオン量 
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(b) 透水膨潤圧試験 

(i)平衡膨潤圧及び透水係数 

透水膨潤圧試験において使用した人工海水の成分及び pH を表 4-3- 7 に示す。人工海水

のイオン濃度倍率と平衡膨潤圧との関係を図 4-3-13、透水係数との関係を図 4-3-14 に示

す。透水膨潤圧試験で得られたイオン交換水条件における平衡膨潤圧は、クニゲル V1－

砂混合土において約 550 kPa、クニボンド単体において約 1200 kPa であった。既往の研

究におけるイオン交換水条件の平衡膨潤圧は、有効モンモリロナイト乾燥密度 0.943～

1.093 Mg/m3のクニゲル V1－砂混合土において約 500～1000 kPa（鈴木・藤田、1999）、

有効モンモリロナイト乾燥密度 1.012～1.031 Mg/m3のクニボンドにおいて約 1600kPa(前

田ら、1998)である。本試験結果は、これらと比較すると下限に近い、もしくは小さい値

であった。また、イオン交換水条件における透水係数について、本試験ではクニゲル V1

－砂混合土において 5.0×10-13 m/s、クニボンドにおいて 1.0×10-12 m/s であり、既往の

研究（鈴木ら、1992；長谷川、2004）と大差ない結果となった。 

本試験で用いた有効モンモリロナイト乾燥密度 1.0 Mg/m3の供試体については、クニゲ

ル V1－砂混合土では、人工海水のイオン濃度増加に伴い、膨潤圧はやや低下し、透水係

数は増加する傾向がみられた。クニボンド単体では、人工海水のイオン濃度増加に伴い、

膨潤圧は若干低下したが、透水係数はほぼ一定であった。イオン交換水ではクニボンド単

体の透水係数はクニゲル V1－砂混合土を上回ったが、海水条件においては透水係数の大

小関係は逆転し、クニゲル V1－砂混合土の透水係数がクニボンド単体の透水係数よりも

高かった。これは次のような理由と考えられる。クニゲル V1 は、モンモリロナイト層間

に交換性 Na イオンを多く含むため、イオン交換水を用いた場合、締め固めた供試体の膨

潤性は高く、透水性は低い。しかし、海水のイオン濃度の増加に伴い、浸透圧が減少する

ことにより Na モンモリロナイトの結晶層間が拡大しにくくなるため、透水性が高くなる

と考えられる。一方、クニボンドは、モンモリロナイトの層間に交換性 Ca イオンを多く

含み、Ca モンモリロナイトの結晶層間の拡大には限りがある（Fukushima、1984）。海

水のイオン濃度の増加に伴う層間距離の変化が小さく、透水性の変化も小さいと考えられ

る。なお、透水係数は乾燥密度によって異なることから、異なる供試体条件において透水

係数の大小関係が上述と同じようになるとは限らないため、留意する必要がある。 

海水平衡クニゲル V1－砂混合土及び海水平衡クニボンド単体については、イオン濃度

の変化に対して、基本的に、海水平衡処理前のクニゲルＶ1－砂混合土及びクニボンド単

体と同様の傾向を示した。試験前の予想では、海水平衡後のクニゲル V1 は、海水平衡前

と比較して、交換性 Na イオンが減少し、交換性 Mg イオンの割合が増加することで、単

位層同士の結晶層間の電気的引力が強まり、海水のイオン濃度の影響を受けにくくなると

考えられた。また、海水平衡後のクニボンドは、海水平衡前と比較して交換性 Ca イオン

が減少し、交換性 Na イオンの割合が増加することで、結晶層間の電気的引力が弱まり、

海水のイオン濃度の影響を受けやすくなると考えられた。海水平衡処理後は層間陽イオン
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組成がほぼ同じになったこと（図 4-3-12）を考慮すると、両海水平衡ベントナイトの膨潤

圧及び透水係数は、近い値を示すことが予想された。試験結果から、その傾向は僅かに捉

えられたが、今後その有意差や濃度依存性の検討が必要と考えられる。また上述のよう

に、同等の交換性陽イオン組成、かつ同一の有効モンモリロナイト密度であっても、ベン

トナイトの種類が異なる場合に透水係数に差異が生じる可能性も示唆されたことから、そ

の要因と併せて、試験方法及び結果の適用範囲について検討することは今後重要である。 

 

(ii)試験後供試体の交換性陽イオン分布 

透水膨潤圧試験後の供試体について、流入側・中部・流出側に分割した各部の浸出陽イ

オンの割合を図 4-3-15 に示す。クニゲル V1－砂混合土（濃度 1 倍~3 倍）では、初期試

料と比較して浸出 Na イオンの割合が減り、浸出 Mg イオンの割合が増える傾向が示され

た。通水量はポアボリューム比 1 以下の範囲で若干異なるものの、イオン濃度の倍率が増

加するほど、その傾向は顕著に現れた。一方、クニボンド単体では、初期試料と比較して

浸出 Ca イオンの割合が減り、浸出 Na イオンの割合が増える傾向が示された。 

 

 

 

 

表 4-3- 7 透水膨潤圧試験において使用した人工海水の成分及び pH  

成分表 

（mg/L） 

作製後濃度（mg/L） 

1 倍濃度 2 倍濃度 3 倍濃度 

Na 9860 9508 19604 29602 

Ca 402 382 780 1149 

K 346 345 700 1044 

Mg 1165 1190 2314 3184 

SO4 2596 2668 5380 8419 

Cl 17594 17283 35149 52814 

pH 記載なし 8.01 7.75 7.59 
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図 4-3- 13 人工海水のイオン濃度倍率と平衡膨潤圧の関係 

  

 

図 4-3- 14 人工海水のイオン濃度倍率と透水係数の関係 
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図 4-3- 15 透水膨潤圧試験後の浸出陽イオンの割合  

（上：海水平衡処理前、下：海水平衡処理後） 
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(c) カオリン粘土を用いたせん断透水試験の予備試験 

せん断透水試験の予備検討において実施したカオリン粘土の圧密時の圧縮曲線を図 4-3-

16 に示す。圧縮曲線の傾きは、定荷重条件の供試体において 0.10、定体積条件の供試体

において 0.16 であった。既往研究ではカオリン粘土の圧縮曲線の傾きは 0.31 として報告

されており（金山、2001）、本試験で得られた傾きはこれより小さい値であった。本試験

における垂直荷重は最大 500 kPa であり、静的締固めによる供試体作製時のプレス圧は約

15 MPa であったことから、供試体は過圧密状態であったと考えられる。そのため、圧縮

曲線の傾きは文献値の圧縮曲線の傾きより小さくなったと考えられる。 

図 4-3-17 は、カオリン粘土供試体のせん断に伴う供試体高さの変化である。500 kPa

の定荷重条件におけるせん断では、せん断初期において 0.5 mm 程度の沈下が見られた。

その後、供試体高さは約 19.6 mm とほぼ一定の値に収束した。これに対し、定体積条件

におけるせん断では、初期供試体高さ 20 mm からほとんど変化がなかった。図 4-3-18

は、カオリン粘土供試体のせん断に伴うせん断応力の変化である。定荷重条件において

は、初期にピーク強度が発現した後、せん断変位 40～50 mm にかけてせん断応力が増加

した。その後、せん断変位 80 mm 付近でせん断応力は低下し、ほぼ一定の値に収束し

た。一方、定体積条件では、定荷重条件の試験と比較して、せん断初期に明瞭なピークが

みられなかった。せん断変位の増加に伴い、せん断応力は緩やかに増加しながら、ほぼ一

定の値に収束した。双方とも、せん断変位 160 mm（360°）においてせん断応力は 230～

250 kPa を示し、残留状態に至った。 

せん断に伴うカオリン粘土（イオン交換水）の透水性の変化を図 4-3-19 に示す。（a）

は透水係数及び見かけの透水係数の測定値であり、（b）は（a）を正規化したグラフであ

る。せん断変位を与えた後については、鉛直方向の透水係数は、せん断変位によらずほと

んど値が変化しなかったが、水平方向に関しては透水性の低下が生じた。また、正規化し

た透水係数と見かけの透水係数を比較した場合、鉛直方向より水平方向の方が透水性の低

下が著しかった。いずれの透水方向においても、透水性の増加が生じていなかったことか

ら、せん断に伴う水みちは生じていなかったと考えられる。 

図 4-3-20 は、せん断後の供試体（側方）の写真である。カオリン粘土（イオン交換

水）では、破断部が連結した明瞭なせん断破壊が生じており、図 4-3-21 の通り、せん断

位置で供試体を上下に分割することができた。 

以上のように、非膨潤性粘土であるカオリン粘土を用いて定体積並びに定荷重条件にお

いてせん断透水試験を実施し、供試体の体積、せん断応力、透水性の変化量や傾向を把握

した。膨潤性粘土を用いた試験に展開する上での一連の試験手順及び、種々の挙動に関す

る基礎データを得ることができた。 
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図 4-3- 16 カオリン粘土供試体の圧縮曲線 

 

 

 

    
図 4-3- 17 カオリン粘土供試体のせん断に伴う供試体高さの変化 
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図 4-3- 18 カオリン粘土供試体のせん断に伴うせん断応力の変化 
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図 4-3- 19 せん断に伴うカオリン粘土（イオン交換水）の透水性の変化 

（a：測定値、b：正規化） 
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図 4-3- 20 オリン粘土（イオン交換水）のせん断後の供試体（側方）の写真（左）及び

その拡大写真（右） 

 

 

 

  

図 4-3- 21 せん断位置において上下に分割したカオリン供試体のせん断面の写真 
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(d) ベントナイト供試体を用いたせん断透水試験 

表 4-3- 8 は、せん断透水試験に用いた各供試体の初期乾燥密度を示す。これらの供試体

を用いて実施したせん断透水試験について、膨潤圧、せん断特性及びせん断の進行に伴う

透水性の変化について、以下に示す。 

 

 

表 4-3- 8 せん断透水試験の各ベントナイト供試体の初期乾燥密度 

試料 飽和・通水液 

実測供試体

高さ

（cm） 

初期乾燥

密度

（Mg/m3） 

目標乾燥

密度

（Mg/m3） 

クニゲル V1－砂 

イオン交換水 20.00 1.60 

1.60 

人工海水（1 倍） 19.94 1.60 

海水平衡 

クニゲル V1－砂 

人工海水（1 倍） 20.00 1.60 

人工海水（1 倍） 

（途中透水なし） 
19.72 1.62 

人工海水（2 倍） 19.08 1.68 

クニボンド イオン交換水 19.15 1.17 

1.12 海水平衡 

クニボンド 
人工海水（1 倍） 19.90 1.13 
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(i)膨潤圧 

図 4-3-22～図 4-3-25 は、各供試体・各通水液条件の給水過程において測定された鉛直

圧すなわち膨潤圧である。ここで測定された鉛直圧は膨潤圧にほぼ等しいため、以後、膨

潤圧とする。図 4-3-22 のクニゲル V1－砂混合土に対しイオン交換水を通水したケースで

は、給水開始から 270～340 時間において機器の不具合によりデータロギングがされなか

ったため、破線で示している。全てのケースにおいて、膨潤圧は初期にピークを示した後

に一度低下し、再び増加しながら平衡膨潤圧へと至った。 

図 4-3-22 より、クニゲル V1－砂混合土では、通水液としてイオン交換水を用いた場合

の平衡膨潤圧は約 400 kPa、人工海水（濃度 1 倍）を用いた場合の平衡膨潤圧は約 180 

kPa であった。図 4-3-23 より、海水平衡クニゲル V1－砂混合土では、通水液として人工

海水（濃度 1 倍）を用いた場合の平衡膨潤圧は約 250ｋPa、人工海水（濃度 2 倍）を用い

た場合の平衡膨潤圧は濃度 1 倍の時よりも低下し、195 kPa であった。クニゲル V1－砂

混合土に人工海水を通水した際の平衡膨潤圧が、イオン交換水を用いた場合の約半分にな

ったことは、イオン交換反応と凝集の両方が要因として考えられる。一方、海水平衡クニ

ゲル V1-砂混合土は、人工海水のイオン濃度（1 倍から 2 倍）の増加に伴い、平衡膨潤圧

が 3/4 程度に低下した。元々人工海水とのイオン交換反応が平衡状態にある試料であった

ことから、平衡膨潤圧の低下は、主に凝集の影響によると考えられる。図 4-3-24 より、

クニボンドにイオン交換水を通水した場合、平衡膨潤圧は約 1090 kPa であった。また、

図 4-3-25 より、海水平衡クニボンドに人工海水（濃度 1 倍）を通水した場合、平衡膨潤

圧は約 600 kPa であった。クニボンド及び海水平衡クニボンドの平衡膨潤圧に関しては、

飽和・通水液のイオン濃度の影響を比較するため、引き続きデータの拡充を図る必要があ

る。 

図 4-3-26 は、せん断透水試験で得られた平衡膨潤圧と⑤（b）で前述した透水膨潤圧試

験で得られた平衡膨潤圧の比較である。せん断透水試験では、透水膨潤圧試験と比較し

て、膨潤圧が小さめに測定されることが明らかになった。これらの試験における相違とし

て、透水膨潤圧試験では、供試体リング（試験セル）内で試料を直接締固めたのに対し、

リングせん断試験では、中空供試体を締固め用のモールドから試験セルに移し替えてい

る。さらに、リングせん断試験では、スリット制御部位に関して供試体の応力開放に伴う

リバウンドを考慮し、中空供試体と装置側の間にはわずかなクリアランスを設けている。

こうした装置の構造上の特徴により、供試体が膨潤する時に緩みが生じ、平衡膨潤圧とし

ては小さく計測されたと考えられる。 

以上、リングせん断試験装置における測定結果をもとに、本研究で実施したベントナイ

ト系材料のせん断透水試験では、上述した平衡膨潤圧を供試体の拘束圧として考える。 
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図 4-3- 22 クニゲル V1－砂混合土（イオン交換水、人工海水 1 倍）の膨潤圧 

  

図 4-3- 23 海水平衡クニゲル V1－砂混合土（人工海水 1 倍、2 倍）の膨潤圧 
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図 4-3- 24 クニボンド単体（イオン交換水）の膨潤圧 

 

  

図 4-3- 25 海水平衡クニボンド単体（人工海水 1 倍）の膨潤圧 
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図 4-3- 26 せん断透水試験及び透水膨潤圧試験における平衡膨潤圧の比較 
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(ii)せん断特性 

図 4-3-27 は、せん断に伴う供試体高さの変化である。表 4-3- 8 の通り、目標乾燥密度

に対して初期乾燥密度が大きかった海水平衡クニゲル V1-砂混合土（人工海水濃度倍）及

びクニボンド単体（イオン交換水）については、他のケースよりも供試体高さが小さい

が、全ての供試体においてせん断中の供試体高さは概ね一定値であり、定体積条件を保っ

ていたと考えられる。 

図 4-3-28～図 4-3-31 は、各供試体・各通水液条件におけるせん断に伴うせん断応力の

変化である。なお、透水試験のためのせん断停止中のデータは除外している。図 4-3-28

より、クニゲル V1-砂混合土に関しては、イオン交換水と人工海水（濃度 1 倍）におい

て、せん断変位約 2 mm の位置におけるピーク強度に差が生じたが、残留強度は双方とも

にせん断変位 160 mm において約 120 kPa を示した。図 4-3-29 より、海水平衡クニゲル

V1-砂混合土に関しては、各通水液において、せん断変位約 2 mm の位置におけるピーク

強度に差が生じた。人工海水（濃度 1 倍）を用いた場合、ピーク強度は約 170 kPa、残留

強度はせん断変位 160 mm において 125 kPa～130 kPa 程度であった。人工海水（濃度 2

倍）を用いた場合、残留強度は 170 kPa 程度であった。 

以上のことから、初期乾燥密度が同等であるクニゲル V1 系の供試体に関しては、残留

強度は試料や通水液の種類に依らず、概ね同様の値であることが分かった。ピーク強度に

関しては、人工海水を用いた場合、値が小さくなったことから、イオン濃度増加の影響が

示唆された。なお、海水平衡クニゲル V1－砂混合土（人工海水濃度 1 倍）を用いた試験

において、任意のせん断変位でせん断を停止し透水試験を行うことの影響を確認した。せ

ん断応力の変化（図 4-3-29）から、せん断過程におけるせん断応力の若干の増減は確認さ

れたが、ピーク強度や残留強度に違いは生じなかった。したがって、上述の操作による明

確な影響は確認されなかった。 

図 4-3-30 より、クニボンド単体に関しては、イオン交換水を用いた場合、ピーク強度

はせん断変位約 0.5 mm において約 520 kPa、残留強度はせん断変位約 140 mm 以降にお

いて約 140 kPa であった。図 4-3-31 より、海水平衡クニボンド単体に関しては、人工海

水（濃度 1 倍）を用いた場合、ピーク強度はせん断変位約 0.3 mm において約 360 kPa、

残留強度はせん断変位約 140 mm 以降において約 130 kPa であった。クニボンド系の供試

体についても、上記 2 ケースでは残留強度にはほとんど差が生じなかった。今後、通水液

のイオン濃度の影響を比較するため、引き続きデータの拡充を図る必要がある。 

図 4-3-32～図 4-3-35 は、各供試体・各通水液条件における有効応力経路である。な

お、透水試験のためのせん断停止中のデータは除外している。クニゲル V１－砂混合土及

びクニボンド単体のイオン交換水条件では、残留状態における内部摩擦角rは 14°及び 9°

であった。既往の研究（矢田部、1991）において、スメクタイトを多量に含む粘性土のr

は 10°より小さいと報告されており、本研究で得られた値も概ね近い値であった。クニゲ

ル V１－砂混合土では、随伴鉱物や砂が混合されるため、rはやや大きい値になったと考
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えられる。また、いずれの供試体においても、人工海水を用いてイオン濃度が増加したケ

ースでは、イオン交換水を用いたケースと比較してr及びピーク強度における内部摩擦角

pが大きくなった。これは、塩分濃度の増加に応じてr及びpが同様の増加傾向にあると

いう先行研究（鈴木、2003）と矛盾しないものである。また、図 4-3-32 及び図 4-3-33

より、クニゲル V1 系の供試体に関して、イオン交換水を用いた場合にrとpが異なるの

に対し、人工海水（濃度 1~2 倍）を用いた場合rとpが同一になった。ここで、粘土含有

率が 25％以下の場合、限界状態における内部摩擦角'とrがほぼ同一である（石原、

2020；Lupini ら、1981）ことが知られている。本研究では、正規圧密状態における試験

を実施していないため、厳密には'は明らかではないが、'≒pと仮定すると、rとpが

同一であったことから、粘土含有率が小さい材料のような挙動であったと解釈できる。実

際には粘土含有率の高い供試体ではあったが、人工海水を用いた場合、凝集により力学挙

動に寄与する見かけの粒子径が大きくなり、粘土含有率が小さい材料のような挙動を示し

た可能性が考えられる。この考え方においては、図 4-3-34 及び図 4-3-35 より、クニボン

ド系の材料に関しては、人工海水（濃度 1 倍）においてrとpが異なる値を示したことか

ら、海水条件であっても粘土含有率が高い材料の挙動にあったと解釈できる。イオン交換

水と人工海水で材料特性が変わりにくい点においては、⑤(b)(i)の透水膨潤圧試験の結果と

も矛盾しない結果であった。 
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図 4-3- 27 各供試体のせん断に伴う供試体高さの変化 

 

   

図 4-3- 28 クニゲル V1－砂混合土のせん断に伴うせん断応力の変化 
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図 4-3- 29 海水平衡クニゲル V1－砂混合土せん断に伴うせん断応力の変化 

 

図 4-3- 30 クニボンド単体のせん断に伴うせん断応力の変化 
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図 4-3- 31 海水平衡クニボンド単体のせん断に伴うせん断応力の変化 

 

  

図 4-3- 32 クニゲル V1－砂混合土の有効応力経路 
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図 4-3- 33 海水平衡クニゲル V1－砂混合土の有効応力経路 

 

 

 

図 4-3- 34 クニボンド単体の有効応力経路 
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図 4-3- 35 海水平衡クニボンド単体の有効応力経路 
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(iii)透水特性 

せん断に伴う透水性の変化について、各供試体・各通水液条件の結果を図 4-3-36～図 

4-3-39 に示す。各図における(a)は透水係数または見かけの透水係数の測定値であり、(b)

はそれらを正規化したグラフである。イオン交換水の条件で透水膨潤圧試験の結果と比較

すると、せん断透水試験における鉛直方向の透水係数とよく一致する結果が得られた。試

験装置は異なってもほぼ同じ有効モンモリロナイト密度であれば同等の透水係数が得られ

ることが確かめられた。 

せん断変位と透水係数及び見かけの透水係数の関係においては、全体的な傾向として、

ピーク強度の発現前後のせん断変位において、鉛直方向の透水係数及び水平方向の見かけ

の透水係数が低下し、それ以降は残留強度に至るまで、透水性の変化は小さい、もしくは

ほとんど変化しなかった。具体的には、クニゲル V1-砂混合土では、イオン交換水を用い

た場合の鉛直方向の透水係数に変化はほとんど生じなかったが、その他については限界状

態で透水性が 1/3 以下にまで低下した。海水平衡クニゲル V1-砂混合土では 0.4 倍以下に

なった。クニボンドのイオン交換水条件では 0.8 倍以下に、海水平衡クニボンドでは人工

海水の濃度 1 倍でおよそ 0.7 倍以下に透水性が低下した。鉛直方向より水平方向の透水性

の方が低下する割合としては大きい傾向であった。以上の試験結果より、せん断の進行に

伴う透水性の増加は生じなかったことから、定体積せん断を受けた供試体に透水性の高い

領域（水みち）は生じていなかったと考えられる。 

なお、海水平衡ベントナイトを用いた試験において、任意のせん断変位でせん断を停止

する操作の透水性への影響を確認した。透水性の変化（図 4-3-37）から、水平方向の見か

けの透水係数が残留状態で若干低めに測定されたものの、供試体高さや残留強度は途中で

せん断を停止した場合と同等であり、上述の操作による明確な影響は確認されなかった。 
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図 4-3- 36 せん断に伴うクニゲル V1－砂混合土の透水性の変化 

（a：測定値、b：正規化） 
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図 4-3- 37 せん断に伴う海水平衡クニゲル V1－砂混合土の透水性の変化 

（a：測定値、b：正規化） 
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図 4-3- 38 せん断に伴うクニボンド単体の透水性の変化 

（a：測定値、b：正規化） 
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図 4-3- 39 せん断に伴う海水平衡クニボンド単体の透水性の変化 

（a：測定値、b：正規化） 
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(iv)せん断透水試験後の分析結果 

せん断透水試験後の各供試体の含水比分布を図 4-3-40 に示す。全体的な傾向として、

供試体の上側で含水比が高く、特にクニボンド系でその傾向は顕著だった。図 4-3-41～図 

4-3-45 は、各供試体の浸出陽イオンの分布（浸出陽イオン量及び割合）である。各部にお

ける浸出陽イオン量の総和には差が生じており、クニボンドと比べると、クニゲル V1 系

でその差は大きかった。しかし、浸出陽イオンの割合は場所に依らず均一であった。試料

中の陽イオン交換容量はほとんどモンモリロナイトによるものと考えると、浸出陽イオン

量の総和に差が生じたことは、供試体各部位においてモンモリロナイトが占める割合に変

化が生じたことが原因と考えられる。特に海水平衡クニゲル V1-砂混合土のように砂混合

の条件でその差が著しかったことから、供試体作製時に生じた砂の分布の不均一性につい

て、採取した部位によっては、その傾向が顕著に現れた可能性が考えられる。 

図 4-3-46 及び図 4-3-47 は、せん断透水試験後の各供試体の側方から撮影した写真であ

る。全ての供試体に関して、せん断の跡と思われる箇所は存在したが、海水平衡クニボン

ド（人工海水濃度 1 倍）以外については、明確な破断部や開口部は観察されなかった。な

お、クニボンド系の供試体において、上部の色が異なる点に関しては、供試体中の含水比

分布と関係する可能性がある。 

図 4-3-48 は、凍結乾燥供試体のせん断位置付近の写真である。クニゲル V1 系と比較し

てクニボンド系の供試体は非常に脆く、断面の形状が保たれなかったため、クニゲル V1

系については供試体断面、クニボンド系については供試体側面の写真を掲載している。各

供試体に関して、せん断位置付近においてせん断帯と考えられる幅を持った帯状の跡が観

察された。砂を混合しているクニゲル V1 系では、幅が約 1～2 mm である一方、クニボン

ド系では、幅は約 0.5～1 mm であった。せん断位置付近では、その上下部と比べて外見

がやや異なり、微視的な構造変化が生じた可能性があると考えられる。 

図 4-3-49～図 4-3-54 は、各供試体断面の SEM 観察画像である。クニゲル V1－砂混合

土（イオン交換水）について、せん断位置付近の領域では、粒径が小さい土粒子がほとん

どであり、比較的大きい砂（粒径が 0.3～0.5 mm 程度）はほとんど確認されなかった。せ

ん断帯と思われる部分の上部及び下部（せん断位置から離れた領域）では、比較的大きい

砂が多く確認された。海水平衡クニゲル V1－砂混合土（人工海水濃度 1 倍）の供試体断

面は、せん断位置付近において、その上下部とは外見が異なる部分が観察された。また、

せん断位置付近の上下の一部に亀裂が観察されたが、これはせん断位置付近とその上下に

おいて、凍結乾燥による乾燥収縮の程度に差異があることで生じた亀裂であると考えられ

る。すなわち、せん断位置付近においてせん断帯と考えられる外見が異なる幅を有する部

分と、その上下部において、微視構造の相違が生じていた可能性がある。クニボンド単体

（イオン交換水）に関しては、凍結乾燥後の供試体断面の状態の影響により、せん断位置

付近における構造の傾向はほとんど観察できなかったが、供試体上部において、比較的細

かい団粒が積層している様子が観察された。海水平衡クニボンド（人工海水濃度 1 倍）に
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関しては、同じく供試体上部において、比較的細かい団粒が積層している様子が観察され

たほか、せん断位置付近で粘土粒子が幅を持った構造を形成している様子も観察された。 

上述した凍結乾燥試料の SEM 観察では、粒子の積層構造の観察や定量化において限界

があることから、FE-SEM による薄片試料の観察を実施した。図 4-3-55 及び図 4-3-56

は、クニゲル V1－砂混合土（イオン交換水）の薄片試料の SEM 観察画像及び元素マッピ

ング画像である。ここでは、Si を砂、Al をモンモリロナイト（ベントナイト）、C を樹脂

として区別している。また、図 4-3-57 及び図 4-3-58 は、海水平衡クニゲル V1－砂混合

土（人工海水濃度 2 倍）の薄片試料の SEM 観察画像及び元素マッピング画像である。ど

ちらの試料においても、せん断位置付近，すなわちせん断帯と思われる部分において、空

隙（樹脂充填箇所）の形状が方向性を有していた。応力開放された湿潤供試体を凍結乾燥

したことで空隙が生じ、その部分に樹脂が充填されていると考えると、方向性のある空隙

が多く観察された領域では、粘土粒子が配向していたことが予想される。また、クニゲル

V1－砂混合土（イオン交換水）においては、せん断帯と思われる部分の内側には粒径が大

きい砂は比較的少ない一方、その近傍（境界部分）において、砂粒子が密集している様子

が観察された。海水平衡クニゲル V1－砂混合土（人工海水濃度 2 倍）においても、せん

断帯と思われる部分では、空隙の形状と分布が周囲と比べて特徴的であった。今後、薄片

試料を用いてより詳細な観察を進めるとともに、画像解析などにより砂の分布や粘土の配

向について定量化を検討する必要がある。 
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図 4-3- 40 せん断透水試験後の供試体の含水比分布 
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図 4-3- 41 せん断透水試験後のクニゲル V1－砂混合土（人工海水 1 倍）の浸出陽イオン

分布（上：浸出陽イオン量、下：浸出陽イオン量の割合） 
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図 4-3- 42 せん断透水試験後の海水平衡クニゲル V1－砂混合土（人工海水 1 倍）の浸出

陽イオン分布（上：浸出陽イオン量、下：浸出陽イオン量の割合） 
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図 4-3- 43 せん断透水試験後の海水平衡クニゲル V1－砂混合土（人工海水 1 倍、途中透

水なし）の浸出陽イオン分布（上：浸出陽イオン量、下：浸出陽イオン量の割合）  
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図 4-3- 44 せん断透水試験後の海水平衡クニゲル V1－砂混合土（人工海水 2 倍）の浸出

陽イオン分布（上：浸出陽イオン量、下：浸出陽イオン量の割合） 
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図 4-3- 45 せん断透水試験後の海水平衡クニボンド単体（人工海水 1 倍）の浸出陽イオ

ン分布（上：浸出陽イオン量、下：浸出陽イオン量の割合） 
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図 4-3- 46 せん断透水後の各供試体側方の写真 
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図 4-3- 47 せん断透水後の各供試体側方の写真 
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図 4-3- 48 せん断透水後に凍結乾燥した試料のせん断位置付近の写真（クニゲル系：凍

結乾燥後に分割した断面、クニボンド系：供試体側面） 
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図 4-3- 49 せん断後のクニゲル V1－砂混合土（イオン交換水）の供試体断面の 

SEM 観察画像（電子顕微鏡倍率：100 倍） 
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図 4-3- 50 せん断後のクニゲル V1－砂混合土（人工海水 1 倍）の 

供試体断面の写真（電子顕微鏡倍率：100 倍） 
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図 4-3- 51 せん断後の海水平衡クニゲル V1－砂混合土（人工海水 1 倍）の 

供試体断面の SEM 観察画像（電子顕微鏡倍率：100 倍） 
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図 4-3- 52 せん断後の海水平衡クニゲル V1－砂混合土（人工海水 2 倍）の 

供試体断面の写真（電子顕微鏡倍率：100 倍） 
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図 4-3- 53 せん断後のクニボンド単体（イオン交換水）の 

供試体断面の写真（電子顕微鏡倍率：100 倍） 
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図 4-3- 54 せん断後の海水平衡クニボンド単体（人工海水 1 倍）の 

供試体断面の写真（電子顕微鏡倍率：100 倍） 
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図 4-3- 55 せん断後のクニゲル V1-砂混合土（イオン交換水）の  

薄片試料の FE-SEM 観察画像（電子顕微鏡倍率：40 倍） 
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図 4-3- 56 せん断後のクニゲル V1-砂混合土（イオン交換水）の  

薄片試料の FE-SEM 観察画像（電子顕微鏡倍率：80 倍）（右）及び元素マッピング画像

（左） 
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図 4-3- 57 せん断後の海水平衡クニゲル V1-砂混合土（人工海水 2 倍）の  

薄片試料の FE-SEM 観察画像（電子顕微鏡倍率：40 倍） 
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図 4-3- 58 せん断後の海水平衡クニゲル V1-砂混合土（人工海水 2 倍）の  

薄片試料の FE-SEM 観察画像（電子顕微鏡倍率：80 倍）（右）及び元素マッピング画像

（左） 
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2021 年度までの要素試験において、海水のイオン濃度などの環境条件や、ベントナイト

の種類（Na 型、Ca 型、海水平衡状態）などの材料条件から、処分サイトや緩衝材仕様を

選定することに資する基礎データを取得した。有効モンモリロナイト乾燥密度 1.0 Mg/m3

の供試体に対する海水の影響としては、イオン濃度の増加に伴い、Na 型ベントナイト

（クニゲル V1－砂混合土）の膨潤圧は低下し、透水係数は増加した一方、Ca 型ベントナ

イト（クニボンド単体）の性能変化はほとんど生じなかった。これらの結果は、イオン濃

度だけでなくイオン交換も生じたことによる影響と解釈できる。各海水平衡ベントナイト

に関しては、海水平衡処理前のベントナイトの特性と同様の傾向を示した。海水平衡ベン

トナイトについては、海水による試験中のイオン交換はほとんど生じていなかったため、

イオン濃度による影響に着目できているものと解釈できる。これらの供試体に対するせん

断の影響としては、イオン交換水及び人工海水（イオン濃度 1 倍~3 倍）により飽和した状

態において、定体積条件でせん断を受けた場合は、せん断帯に沿った方向とそれに直交す

る方向において透水性は増加しなかったことから、明確な水みち（短絡経路）は生じない

と考えられる。凍結乾燥供試体及び薄片試料の顕微鏡観察では、せん断位置の近傍では粒

子が配向していたと考えられる様相が見られた。今後、薄片試料を用いたせん断帯の観察

及び画像解析による定量化を進めることで、せん断帯の形成と透水性の関連について考察

を深める必要がある。 

 

 

要素試験では、処分サイトや緩衝材仕様の選定に資するため、緩衝材に海水系地下水が

侵入する状況を想定して試験条件を設定した。具体的には、緩衝材が直ちに海水に曝され

る場合や、緩衝材が大量の海水に曝される場合のほか、オーバーパックの変位や腐食膨張

などにより緩衝材にせん断変形が生じた場合を想定し、その際の性能の変化について検討

することで、以下に示す成果を得た。 

平成 31 年度は、既往の研究や予備検討を参考に、要素試験の試験条件を設定した。ま

た、透水膨潤圧試験やせん断透水試験を実施するための試験環境の整備を実施した。せん

断透水試験においては、せん断帯に直交する方向及びせん断帯に沿う方向の透水性を調べ

るため、既往の力学試験であるリングせん断試験装置の機構を援用し、試験装置を作製し

た。各試験に用いる圧縮成型供試体については、ベントナイトの種類やベントナイト混合

率が異なる場合を考慮し、可能な限り平等な条件において特性を比較・検討するため、有

効モンモリロナイト乾燥密度を 1.0 Mg/m3に統一した。 

令和 2 年度は、海水によるイオン交換反応が平衡に至った状態のベントナイトを想定

し、海水平衡ベントナイトを作製した。また、圧縮ベントナイトの透水性に対する海水影

響、並びに力学的観点からの自己修復性を検討するため、透水膨潤圧試験及びせん断透水

試験を実施した。透水膨潤圧試験においては、Na 型ベントナイト（クニゲル V1）－砂混
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合土及び Ca 型ベントナイト（クニボンド）単体を締め固めた供試体を用いた。通水液と

しては人工海水を用いた。なお、国内で観測された高濃度の海水系地下水を参考に、人工

海水の濃度すなわちイオン濃度は 1 倍、2 倍及び 3 倍とした。このとき、イオン比は変え

ずに各濃度の人工海水を作製した。各供試体におけるイオン濃度の影響を調べた結果、ク

ニゲル V1－砂混合土については、通水液のイオン濃度の増加に伴い膨潤圧は低下し、透

水係数は増加した。一方、クニボンド単体については、通水液のイオン濃度が増加して

も、その性能はほとんど変化しなかった。また、せん断透水試験においては、供試体の飽

和後、定体積条件におけるせん断強度のピーク前、ピーク後及び残留状態となるせん断変

位において、各方向の透水性を調べた。通水液としてイオン交換水のほか人工海水の濃度

1 倍を使用し、供試体としてはクニゲル V1－砂混合土及び海水平衡クニゲル V1－砂混合

土を対象に試験を実施した。その結果、いずれの条件においても、せん断開始初期（せん

断強度のピーク前）から残留状態に至るまで、各方向の透水性の増加は生じなかった、あ

るいは若干低下した。したがって、上記試験条件におけるせん断後の供試体に関して、透

水性の高い領域（水みち）は生じなかったと考えられた。 

令和 3 年度は、主に各海水平衡ベントナイトを用いて各試験を実施し、透水性に対する

海水影響並びに力学的観点からの自己修復性を検討した。透水膨潤圧試験では、通水液と

してイオン交換水及び人工海水の濃度 1 倍を使用し、各海水平衡ベントナイトの透水係数

及び膨潤圧を測定した。その結果、各海水平衡ベントナイトの圧縮成型供試体は、基本的

に海水平衡処理前の材料の特性と同様の傾向を示した。したがって、海水平衡ベントナイ

トの圧縮成型供試体に関しては、人工海水の濃度 1 倍までのイオン濃度において、海水平

衡処理による層間陽イオン組成の変化が膨潤圧や透水係数にほとんど影響しないと考えら

れた。せん断透水試験では、通水液としてイオン交換水及び人工海水（濃度 1 倍及び 2

倍）を用いて、クニボンド単体及び各海水平衡ベントナイトの圧縮成型供試体のせん断に

よる透水性の変化を調べた。その結果、いずれの条件においても、せん断開始初期（せん

断強度のピーク前）から残留状態に至るまで、各方向の透水性の増加はほとんど生じなか

った、あるいは若干低下した。したがって、令和 2 年度の条件に加え、上述したせん断後

の供試体においても、透水性の高い領域（水みち）は生じなかったと考えられた。また、

せん断による透水性の変化について、土骨格構造の観点からメカニズムを検討するため、

せん断透水試験後の供試体を電子顕微鏡（SEM）で観察した。凍結乾燥試料や薄片試料に

ついて SEM 観察を行ったところ、せん断帯付近では、砂の分布に変化が生じるととも

に、粘土が配向している様子が観察された。 

以上のように、3 ヵ年の検討を通じて、海水のイオン濃度などの環境条件や、ベントナ

イトの種類（Na 型、Ca 型、海水平衡状態）などの材料条件から、処分サイトや緩衝材仕

様を選定することに資する基礎データを取得した。今後、ベントナイトの種類やイオン濃

度の観点においてデータの拡充を図るとともに、せん断透水試験後の供試体の薄片試料を
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用いたせん断帯の観察、及び画像解析による定量化を進めることで、せん断帯の形成と透

水性の関連について考察を深めることを目指す。  
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沿岸部を地層処分施設のサイトとして想定した場合、長期にわたり人工バリアである緩

衝材に海水成分を含有する地下水が浸透することが考えられる。処分施設閉鎖後、地下水

が緩衝材に浸透し飽和するまでの再冠水期間は数十から百数十年とされ、その間に緩衝材

は膨潤変形し、緩衝材と岩盤やオーバーパックとの隙間や継ぎ目を充填する。再冠水後に

ついては、オーバーパックの自重により緩衝材が圧密（二次圧密）され、オーバーパック

が長期にわたり沈下することが考えられている（中村・田中、2004；原子力発電環境整備

機構、2021）。 

再冠水後の緩衝材が膨潤した後の、オーバーパックの自重沈下による緩衝材の長期健全

性評価については数値解析により検討されている（原子力発電環境整備機構、2021）。こ

のオーバーパックの自重沈下解析は、処分場閉鎖後の長期間におけるオーバーパックの自

重沈下による緩衝材の厚さの変化について評価することができ、初期の緩衝材の材料や密

度の設定条件の検討に利用されてきた。一方で、オーバーパックの自重沈下解析の初期条

件は再冠水完了時までに緩衝材が飽和して均一に膨潤変形し、オーバーパックは定置場所

から動いていない限られた条件であり、再冠水期間におけるオーバーパックの変位挙動に

ついては初期条件に含まれていない。ここで、地下水の組成が海水とした場合の、再冠水

過程の緩衝材とオーバーパックの挙動のイメージを図 4-3-59 に示す。再冠水期間には、

緩衝材が膨潤変形して緩衝材と岩盤やオーバーパックとの隙間や継ぎ目を充填するだけで

なく、緩衝材の剛性や間隙水圧の変化が生じ、オーバーパックも移動することが考えられ

る。また、緩衝材への地下水の浸透によってベントナイトのイオン交換反応が進行するこ

とが考えられる。 

再冠水期間における緩衝材の変形挙動は、緩衝材の主な材料となるベントナイトのイオ

ン型や密度、緩衝材に浸潤する地下水の組成、廃棄体の熱、緩衝材周囲の岩盤の剛性など

複合的な条件によって異なる。すなわち再冠水期間にオーバーパックが移動した場合、再

冠水後のオーバーパックの自重沈下解析の初期条件がこれまでの解析の初期条件と異な

る。したがって、最終的には再冠水期間から再冠水後までの連続した緩衝材の変形挙動と

オーバーパックの移動について数値解析検討をすることになる。一方で、緩衝材とオーバ

ーパック、緩衝材に浸潤する流体などの複合的な挙動の把握に対して、数値解析の妥当性

を検証する実験データも必要となるが、数十年を超える実規模レベルの大型模型試験や原

位置試験は実施場所（広さや深さなど）、実施期間、経済的な制約によって容易ではな

い。 

そこで、相似則に基づいて物理現象を時間短縮して再現可能な遠心力模型試験によっ

て、オーバーパックの移動（変位挙動）を把握する研究が行われている（例えば中村・田

中、2004）。具体的な時間加速効果として、想定される処分孔の 1/30 サイズの模型を作製
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し、30G 場で試験を行った場合、相似則に基づくと 30 日間の試験で約 74 年間の物理現象

を再現できる。 

沿岸部処分に関する模型試験では、海水成分を含む地下水環境に対しても柔軟に対応で

きる材料仕様オプションを視野に入れ、緩衝材や通水する試験用水の条件を変えて試験を

行ってきた（図 4-3-60）。平成 31 年度は海水条件下での性能の変化の小さい Ca 型ベント

ナイトを緩衝材の材料とした条件で、令和 2 年度は緩衝材中のベントナイトのイオン交換

反応が平衡状態に至った場合の想定として、海水平衡させたベントナイトを使用した試験

を行った。なお、温度条件については、いずれも廃棄体模型の加熱をしない条件であっ

た。西本ほか(2014)では岩盤を含めた複雑模型を用いて廃棄体が 95 ℃の条件で試験を行

い、再冠水過程以降のベントナイト中の間隙水分布、オーバーパックの変位挙動が加熱な

しの条件と異なることを示した。しかし、廃棄体加熱条件で行った模型試験の例は少な

く、緩衝材の材料や試験用水が異なる場合の熱の影響については確認できていない。そこ

で令和 3 年度は Ca 型ベントナイトを緩衝材の材料とした条件で、廃棄体温度を 90 ℃と

した場合の模型試験を行い、緩衝材の変形やオーバーパックの変位挙動に対する廃棄体の

熱の影響を把握する。 
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図 4-3- 59 緩衝材再冠水過程で生じる現象のイメージ 

 

 

 

図 4-3- 60 遠心力載荷試験装置を用いた模型試験による研究例 
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遠心力模型試験は、ある実物に対し幾何学的に 1/n に縮尺した小型模型を遠心力載荷装

置に設置し、n 倍の重力加速度場（以後 n G 場）の遠心加速度が作用する場で小型模型

の挙動を調べる手法である。詳細については別文献を参照されたい（例えば、

Kusakabe、1995; Tatsuoka et al.、1997; 岡村ほか、2004）。遠心力模型試験の大きな優

位点として、 

Ⅰ、実物に対する縮尺模型上の相似な位置において等価な自重応力状態を再現

できること 

Ⅱ、圧密やダルシー則を満たすような透水現象などの時間を加速して再現でき

る（現象の時間短縮の効果）ことである。 

Ⅰに関して、遠心力模型試験では、縮尺 1/n の模型に n G 場を作用させることによ

り、実物と 1：1 対応の応力レベルを模型に発生させることができる。すなわち、模型上

におけるオーバーパックの自重応力や、岩盤・緩衝材などで生じる応力、水圧分布などの

応力や圧力によって生じる変位や変形などの挙動において、実現象と相似性が成立する。

1 G 場での小さな模型を使用する模型試験では自重応力が実物と大きく違うため、実際の

現象をうまく再現することが難しい。また、実規模レベルの 1 G 場大型模型試験や原位置

試験は、実施場所（広さや深度など）、実施期間、経済的な制約などによって必ずしも容

易ではない。このような問題に関しては、実際に起こり得る物理現象を小型の模型で再現

でき得る遠心力模型試験が有効である。 

Ⅱの時間の加速とは、圧密現象や、ダルシー則が成立するような非常に緩やかな流れの

場合において、模型上で地盤中を浸透する水の流れを加速し、結果としてそれによって生

じる現象の時間を短縮して再現することである。簡単には、地盤中の水の浸透、圧密、膨

潤などのゆっくりとした水の流れで現象が支配されるものについて、1/n に縮尺した小型

模型に n G の遠心加速度を与える。これにより距離が 1/n、現象の速度（水頭差）が n 倍

になるために、実現象の時間を 1/n2に短縮する効果が得られる。地層処分研究に関連し

て、中村・田中(2004)では、遠心力模型試験におけるベントナイトの圧密、膨潤変形にお

ける相似則の成立性を検討するために、厚さや密度が異なる供試体を用いた圧密試験、膨

潤変形試験を実施した。その結果、膨潤ひずみと t/H2 （t：時間、H：層厚）の関係にお

いて供試体の寸法の影響がほとんど無く寸法則が成立すること、これといくつかの仮定か

ら膨潤変形、圧密に関する時間の相似則が成立することを導いている。その上で、緩衝材

（ベントナイト）とオーバーパック一組からなる処分場の縮尺模型を作成し、金属製容器

に封入した上で、模型に注水、30、50、100G 場（1/30、1/50、1/100 サイズの模型）に

おいてオーバーパックの鉛直変位を計測する遠心力模型試験を実施した。その結果、遠心

力の大きさに依らず、オーバーパックの実物換算変位量がほぼ等しく、沈下傾向が変化す

る時間がほぼ同じで、沈下の傾向が似通った挙動であったことを示した。このことは、ベ

ントナイトにおける透水、圧密、膨潤変形を通じて、オーバーパック変位挙動の相似則が
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成立することを示している。本研究の模型に使用する材料はベントナイトを主体としてお

り、寸法効果は小さく透水、圧密、膨潤変形、オーバーパック変位挙動の相似則が成立す

るものとする。 

 

 

(a)超長期遠心載荷岩盤実験装置 

本研究で使用した遠心力載荷装置は、（一財）電力中央研究所所有の超長期遠心載荷岩

盤実験装置（日鉄レールウェイテクノス）で、回転アームが 4 柱ビーム式（模型搭載側、

カウンターウエイト側固定）、総質量約 80 t、最大有効半径 3.2 m の装置であり、直径約

10 m のコンクリートピット内に格納している（図 4-3-61）（Nishimoto et al.、2016）。

本装置で付与できる最大遠心加速度は、静的条件で 100 G（167.2 rpm）である。模型を

搭載するプラットホームの面積は、2.64 m2（1.60 m×1.65 m）と同規模の遠心力載荷装置

と比較して非常に広く、大型模型が搭載可能である。プラットホームには最大で 150 G・t

（100 G 時に最大 1.5 t）積載でき、任意の遠心加速度で着座できる油圧着座方式を採用し

ている。バランス機構は、長期間の運転を考慮し複雑な制御を行わない手動カウンターバ

ランス方式を採用している。中心回転軸には動力用スリップリング（4 極、AC200 V/60 A

及び 2 極、AC100 V/60 A）、制御用スリップリング（17 極）、通信用無線 LAN 機器（2 セ

ット）、油圧・水圧・空圧を付与できるロータリージョイント（各 2 ポート）を設置てお

り、機外から回転体内部へ電力や油圧などを供給できる。また、圧力容器の応力制御のた

めに、回転軸付近のアーム上面に圧力発生装置（送水ポンプ）を 8 台搭載している。圧力

発生装置の制御及び実験データは無線 LAN を通じて計測室内の PC で制御・保存する。 

本装置の最大の特徴は、最長 6 ヶ月間連続運転ができる仕様である（既存の同規模の遠

心力載荷装置は通常数時間～数十時間程度）。また、長期運転を行うことから、装置を格

納しているコンクリートピット内は空気抵抗による温度上昇を防止するために大型空調設

備による温度一定制御が可能である。加えて本体装置の瞬停対策用電源装置も備えてい

る。本研究では遠心力載荷装置のプラットホームに、オーバーパック・緩衝材からなる模

型を封入した試験容器、注水用ポンプ、各種センサー取得用のデータロガーを設置した。 
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図 4-3- 61 超長期遠心載荷岩盤実験装置の概略図（上）と装置全景（下） 
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(b)想定した施設と模型 

包括的技術報告書（原子力発電環境整備機構、2021）のオーバーパック自重沈下解析で

は、不確実性に配慮した十分な裕度の確保及びこれまでの技術開発を活用することとして

第 2 次取りまとめ（核燃料サイクル開発機構、1999）を参考に緩衝材の厚さを 700 mm 

と設定した。本研究では縦置き処分を対象とし、オーバーパック周囲の緩衝材の厚さは

700 mm、緩衝材上部の坑道までに設置される埋戻し材（緩衝材と同じ材料）も一体と考

え、緩衝材と呼称する。遠心力模型試験では緩衝材鉛直方向の挙動の違いを把握するため

に 6 ヶ所に圧力計を設置可能な模型の大きさである、実寸法の 1/30 の模型（図 4-3-62）

を作製した。模型は直径 74.0 mm、高さ 137.7 mm である。遠心加速度は相似則に基づ

き、模型の大きさに合わせ 30 G 場での試験を行った。実際には緩衝材の挙動は岩盤の変

形も考慮する必要があるが、今回は緩衝材とオーバーパックの鉛直挙動のみに着目し、緩

衝材の周辺が変形しない金属の試験容器に模型を封入した。 
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図 4-3- 62 試験容器の概略、模型及びセンサー配置 
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(c)試験容器及びセンサー 

試験容器の概要は図 4-3-62 の通りである。容器は金属製であり、封入された緩衝材の

バルクとしての周変位及び鉛直変位（体積）は拘束される。模型（緩衝材）底面全面から

の注水、頂部全面への排水のために底面と頂部にポーラスメタルを設置した。なお、今回

は緩衝材の膨潤変形挙動とオーバーパックの変位挙動の直接的な関係を得るために、緩衝

材下部から注水した。注水に用いた試験装置は図 4-3-63 に示す。 

試験容器には計 6 個の圧力計を設置した。圧力計の設置箇所は底面、底面から 11.7 

mm、42.5 mm、61.7 mm、109.35 mm （それぞれ実物換算距離 d=351 mm、d=1275 

mm、d=1851 mm、d=3280.5 mm）、頂部である。ポーラスメタルには圧力計設置用の穴

を設け、底面及び頂部の圧力計は模型の緩衝材と接している。なお、圧力計には試験容器

内の緩衝材の土圧や間隙水圧、膨潤圧といった複合的な圧力（応力）が作用すると考えら

れるため、本研究では圧力計で取得した値を緩衝材の全応力とする。 

試験容器側面には 4 個（d=351 mm、d=1275 mm、d=1851 mm、d=3280.5 mm）の水

位センサーを設置し、高さごとに試験用水が浸潤する様子を把握した。水位センサーは 2 

つの電極と抵抗で構成され、片側から電流を印加し、もう一方の電極で電圧計測する 2 極

法を適用した。供試体内の水分量が変化すると電流量（電気伝導度）が変化するため、計

測する電圧と抵抗から飽和度の経時変化を取得できる。入力に用いたファンクションジェ

ネレーターの設定上、出力電圧が 3 V に達すると緩衝材がほぼ飽和した状態とみなせる。

一方、2 極法ではノイズ成分を比較的多く計測することや、電極と材料との接触状態が変

化した場合、同じ飽和度でも出力値が異なってくる特性を持つため、正確な飽和度への正

確な変換が困難であった。このため結果では、相対的な飽和度の違いを示す出力電圧値を

そのまま示した。 

試験容器底部には非接触変位計を設置し、ターゲットバー（模擬オーバーパックと剛

結）との距離の変化からオーバーパック変位（浮上と沈下）量を測定した。非接触変位計

は渦電流式の変位センサーであり、センサー内部のコイルに高周波磁界を発生させ、測定

対象物との距離に応じたインピーダンスによる電圧変化から距離を取得する方法である。

本試験ではあらかじめ、試験に使用するターゲットを用いて非接触変位計をキャリブレー

ションした。非接触変位計では最大 2.5 mm （実物換算距離 75 mm）の浮上まで測定可

能である。 

廃棄体の発熱を想定し、オーバーパックの中にはヒーターを設置した。ヒーターの配線

は試験容器の上部から取り出せる設計となっている。 
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図 4-3- 63 注水ポンプの概略 
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(d)X 線 CT 装置 

X 線 CT 撮影は、（一財）電力中央研究所 サステナブルシステム研究本部所有の医療用

マルチスライスヘリカル CT スキャナ（東芝メディカルシステムズ社製、Aquilion64 

TSX-10 1A）を使用し CT 画像を取得した（図 4-3-64）。マルチスライスヘリカル CT ス

キャナは、寝台が移動し X 線照射源と検出器が対象物の周囲を螺旋状に回転しデータを取

得する装置である。Aquilion64 は同時に 64 列の断面データを収集でき、空間分解能は最

小で 0.35 mm である。ガントリー開口径は 72 cm で最大撮影領域径は 50cm、最大積載可

能質量は 200 kg、撮影時の管電圧は 135 keV である。撮影時間は試料の大きさにもよる

が数秒程度である。 
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図 4-3- 64 医療用マルチスライスヘリカル CT スキャナ 

  



 

514 

 

 

(a)緩衝材 

本研究では、緩衝材の材料として Ca 型ベントナイトのクニボンド（クニミネ工業）を

使用した。試料の基礎物性として、モンモリロナイト含有率は JIS Z 2451 によりメチレン

ブルー吸着量を測定し算出した。クニボンドのメチレンブルー吸着量は 122 mmol/100 g

であり、クニボンド中に含まれるモンモリロナイトのメチレンブルー吸着量を 140 

mmol/100 g と仮定して（渡邊・横山、2020）有効モンモリロナイト密度を算出した。 

 

(b)オーバーパック 

緩衝材中に設置する模擬オーバーパックの形状は直径 27.33 mm、高さ 57.67 mm であ

り、非接触変位計のターゲットとなる金属棒（SUS316L、模擬オーバーパックと同一素

材）、ヒーターラインの取り出し口と一体となっている。模擬オーバーパックの密度は、

実物相当のガラス固化体を含めた全密度に合わせ、模擬オーバーパックの質量を調整し

6.35 Mg/m3とした。 

 

(c)試験容器 

平成 31 年度は鋼製（SUS316L）の試験容器を使用したが、試験後の X 線 CT 撮影の

際、試験容器の透過性が低いために模型を試験容器から取り出して撮影する必要があっ

た。試験容器から模型を取り出だす際の除荷の影響や取り出し作業において緩衝材に亀裂

が生じたため、令和 2 年度は試験容器に模型が封入されたまま X 線 CT 撮影が行えるよ

う、鋼製の試験容器よりも X 線の透過性が高いアルミ製の試験容器を作製して使用した。

本年度も令和 2 年度と同様にアルミ製の試験容器を使用した。 

 

  



 

515 

 

 

(a) 遠心力模型試験の条件 

遠心力模型試験では再冠水過程のうち約 105 年間を相似則により模擬する、43 日間の

試験を行った。試験手順は、遠心力模型試験、遠心力模型試験後の模型の X 線 CT 画像

撮影、緩衝材の密度測定、浸出陽イオン量測定とした。 

遠心力模型試験は、廃棄体模型の温度条件を変えた 2 条件とし、温度以外の条件は同一

とした（表 4-3- 9）。廃棄体模型の温度条件は加熱なしと 90 ℃とし、加熱なしの模型の名

称を Ca-5、90 ℃の模型の名称を Ca-6T とした。なお、90 ℃条件においても試験容器の

外側は遠心力載荷試験装置の室温で一定に保たれているため、模擬廃棄体から試験容器外

側にかけて温度勾配が生じることとなる。緩衝材の密度条件に関しては、平成 31 年度、

令和 2 年度の模型試験及び要素試験と同様に有効モンモリロナイト密度を 1.0 Mg/m3、と

した。注水圧は 1.0 MPa であり、試験容器下部からポーラスメタルを通して試験用水を注

水した。試験用水は試験条件、品質の安定性の観点から人工海水（マリンアート SF-1、

大阪薬研）を使用した。 

 

 

 

 

表 4-3- 9 遠心力模型試験で用いた緩衝材の材料と条件 

 

  

サンプル名
緩衝材に使用した

試料

有効モンモリロナイト

密度(Mg/m3)
注入水

注水圧

(MPa)

排水/非排水

条件

試験期間

(日)

実物換算

期間(年)
温度条件

Ca-5 クニボンド 1.00 人工海水 1.0 排水 43 105 加熱なし

Ca-6T クニボンド 1.00 人工海水 1.0 排水 43 105 90℃
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(b) 模型の作製手順 

模型の作製及び遠心力載荷試験装置に設置するまでの状況を図 4-3-65 に示す。図の a

は緩衝材中のオーバーパック模型を示している。熱源となるヒーター（模擬廃棄体）及び

温度測定用の熱電対をオーバーパック模型内に封入する。オーバーパック模型中の上部の

空間は樹脂で埋めるとともに、オーバーパック全体の密度を調整する。緩衝材は、遠心力

載荷装置に設置する試験容器内に所定の量の緩衝材の材料を撒き出し、試験容器内で緩衝

材を直接締め固めた（図 4-3-65b、c）。締固めは 10 層に分けて行った。最後の上端面部

の締固めでは、上端面より上に補助コーンをつけた上で緩衝材の材料を撒き出し締固めを

行い、可能な限り模型上端面と試験容器上蓋の間にも隙間が生じないよう作製した。した

がって本研究での試験の初期条件として緩衝材と試験容器及び緩衝材とオーバーパックの

間に隙間はほぼ存在しない。試験容器側面に設置するセンサー類は締固め時にはダミープ

ラグを仮設置し、締固め後にダミープラグを取り外してから計測用センサー類を設置した

（図 4-3-62）。センサー類を設置後、遠心力載荷試験装置のプラットホーム上に試験容器

を設置した（図 4-3-65d）。 
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図 4-3- 65 模型作製の様子 
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(c) 遠心力模型試験の手順 

遠心力載荷装置に試験容器及び注水用ポンプを設置して装置の運転を開始し、遠心加速

度が 30 G で安定した後に注水用ポンプと試験容器がつながるバルブを遠隔操作で開け、

試験用水の注水を開始した。試験の開始時間は注水開始時とし、圧力計の値は注水開始直

前の値を 0 MPa とした。 

(d) X 線 CT 画像撮影 

遠心力模型試験後は試験容器を取り外し、速やかに X 線 CT 撮影（図 4-3-64）を行っ

た。模型を撮影するため、3 次元画像の視野サイズは 100 mm×100 mm×140.2 mm とし

た。撮影時の管電圧は 135 keV である。取得した画像は供試体水平方向のマトリクスサ

イズは 1024×1024 pixel、鉛直方向 560 枚の断面画像で構成される。また、CT 撮影時に

は温度や湿度が若干 CT 値に影響するため、模型撮影後に密度が既知のキャリブレーショ

ン用試料（ポリエチレン、アクリル、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、フッ素樹

脂、アルミニウム、ステンレス）を撮影した（図 4-3-66）。 
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図 4-3- 66 キャリブレーション試料の CT 画像撮影の様子 
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(e) 緩衝材の飽和度分布の取得 

X 線 CT 画像撮影後、試験容器から緩衝材とオーバーパック全体を抜き出した。さらに

緩衝材は高さごとに輪切りで 11 分割し、さらに輪切り試料の半分の試料から含水比を測

定した。残りの半分の試料は浸出陽イオン測定用に保存した。含水比測定用に採取した試

料それぞれノギスで高さを測定して体積を算出し、JGS 0122 に従い模型試験後の湿潤密

度、乾燥質量、含水比𝑤（%）を求めた。また、乾燥質量と体積から模型試験後の乾燥密

度𝜌𝑑 （Mg/m3）を求めた。なお、人工海水条件では塩の成分が含まれるが、模型試験後

の供試体の高さごとの間隙流体の塩の量を把握することは困難であるため、塩の成分は考

慮せず間隙流体の密度𝜌𝑤は 1.0 Mg/m3と仮定して飽和度𝑆𝑟（%）を求めた。 

 

𝑆𝑟 =
𝑉𝑤

𝑉𝑣

× 100(%) =
𝑤

𝜌𝑤

𝑚𝑠

𝑉𝑣

=
𝑤

𝜌𝑤

𝜌𝑠𝑜𝑙𝑖𝑑𝜌𝑑

(𝜌𝑠𝑜𝑙𝑖𝑑 − 𝜌𝑑)
 (4-3-8) 

𝜌𝑠𝑜𝑙𝑖𝑑は緩衝材の土粒子密度（Mg/m3）、𝑉𝑣は空隙体積（m3）、𝑉𝑤は空隙中の流体の体積

（m3）、𝑚𝑠は緩衝材の質量（Mg）である。本研究の手順で求めた飽和度は、高さごとに切

り分けた緩衝材の水平方向の平均的な値となる。 

 

(f) 浸出陽イオン量測定 

 遠心力模型試験後の試料に対し、浸出陽イオン量の測定を行った。供試体を高さ方向

に下部、中部、上部の 3 箇所から試料を採取し、それぞれアルコール洗浄の後に SFSA 改

良法（佐治ほか、2005）により浸出陽イオン量（Na、K、Ca、Mg）を測定する。本年度

は令和 2 年度に行った遠心力模型試験後の試料に対して浸出陽イオン量を測定した。 

 

 

表 4-3- 9 に示した 2 つ条件で遠心力模型試験を実施し、計測から得られた、水位センサ

ー出力電圧、緩衝材応力、実物換算オーバーパック鉛直変位の結果を示す。図 4-3-67 の a

～c は Ca-5、d～f は Ca-6T の結果である。図の横軸の下側には試験時間（時間、h：

hour）を、上側には試験時間から換算した実物換算時間（年、yr：year）を示している。

図中の、例えば d＝351 mm は設置した各センサーの緩衝材底面からの実物換算距離

（mm）である。オーバーパック変位量は浮上を正、沈下を負とした。図 4-3-68 には試験

中のオーバーパックの温度を示す。Ca-6T は試験終了時まで 90℃前後を保てていたことが

わかる。 

(a) 遠心力模型試験結果 

(i)加熱なし条件（Ca-5）での試験結果 

水位センサー（図 4-3-67a）は d=351 mm から上方に向かって順に出力電圧が上がり、

試験用水が浸潤する様子が確認できた。試験終了時までには d=1275 mm まで出力電圧が

3 V を超え、d=1851 mm、3280.5 mm は 3 V に到達しなかった。緩衝材応力（図 4-3-
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67b）も底面から順番にセンサーが反応し、緩衝材応力の値が上昇していることがわか

る。試験終了時までには d=1275 mm までが 1 MPa に近い値まで上昇した。オーバーパッ

クの変位（図 4-3-67c）は、試験初期に約 1 mm 浮上し、実物換算時間約 60 年まで沈

下、その後浮上し続ける結果となった。 

 

(ii)90℃条件（Ca-6T）での試験結果 

Ca-6T も水位センサー（図 4-3-67d）は d=351 mm から上方に向かって順に出力電圧が

上がり、試験用水が浸潤する様子が確認できた。試験終了時までに定常状態まで至ってい

ないものの、d=3280.5 mm においても 3 V を超える出力となった。緩衝材応力（図 4-3-

67e）も、底部から順番にセンサーが反応した。なお、d=351 mm、d=1275 mm において

実物換算時間 40 年前後に大きな振れ幅が見られた。しかし、注水圧の値など他の取得デ

ータと比較しても原因は不明であった。オーバーパックの変位（図 4-3-67f）は、試験初

期に約 4 mm 浮上し、実物換算時間約 45 年まで沈下、その後浮上し続ける結果となっ

た。 
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図 4-3- 67 Ca-5、Ca-6T の試験結果 
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図 4-3- 68 各試験のオーバーパックの温度測定結果 
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(b) CT 画像解析結果 

(i)キャリブレーション用試料の CT 画像解析結果 

図 4-3-69 には撮影した CT 画像と、中心部を通る測線の CT 値を示す。それぞれの試料

の物理密度は既知であり、CT 画像から試料中心部 10 mm の範囲における CT 値の平均値

と標準偏差を求めた（表 4-3- 10）。なお、CT 値は水（1.0 Mg/m3）を 0 HU、空気を-

1024 HU と設定しているため、-1024 HU として扱う。CT 画像は基本的には撮影対象の

密度が高いほど白色となり、密度が低いほど黒色を示す。 

ステンレス以外の試料については標準偏差に大きな違いは見られなかった。一方でステ

ンレスに関しては標準偏差が比較的大きく、図 4-3-69 の CT 画像も輪郭が不明瞭であっ

た。これは、物理密度が高い金属は X 線の減衰の影響が大きいためである。次に、平均

CT 値と物理密度のグラフを図 4-3-70 に示す。特徴的なのは、ポリ塩化ビニル製の試料が

他の試料と比較して CT 値が大きいことであるが、この原因はわかっていない。本研究で

はポリ塩化ビニル及びステンレスを除外した試料で、物理密度と CT 値の線形近似を行っ

た。結果として傾きは 1080.5、切片は-1113.6、R2は 0.96 と算出された。 

 

(ii)遠心力模型試験後の CT 画像解析結果 

図 4-3-71 に Ca-5 の CT 画像の例を示す。図 4-3-71a は試験容器を含めた全体の 3 次元

画像である。3 方向の断面のうち、軸方向を Axial 断面、中央部を切ったときに試験容器

に水位センサーや圧力計を設置する穴がある方向を Coronal 断面、センサー類のない方向

を Sagittal 断面とする。Axial 断面及び Coronal 断面を見ると、センサー類を設置するた

めの穴付近の緩衝材の CT 値が周囲と異なり、ノイズが大きいことがわかる。これはオー

バーパック及び試験容器のような高い密度の物質と、周辺の密度が極端に異なるために生

じるメタルアーチファクト（偽像）である。本研究ではメタルアーチファクトの影響の少

ない Sagittal 断面を切り出して CT 値分布を求める。 

Ca-5、Ca-6T それぞれの遠心力模型試験後の CT 画像の Sagittal 断面の画像を図 4-3-

72、図 4-3-73 に示す。測線 A-A’は鉛直方向、測線 B-B’から E-E’はそれぞれ水位センサー

及び圧力センサー設置位置である d=351 mm、d=1275 mm、d=1851 mm、d=3280.5 mm

の高さに相当する。CT 値分布のオーバーパック（金属）の近傍は緩衝材の CT 値が急激

に下がる箇所があるが、模型解体時に緩衝材とオーバーパックの間に隙間は見られなかっ

たことから、緩衝材とオーバーパックの密度差が大きいために生じたと考えられる。 

Ca-5（図 4-3-72）では、A-A’では底面から遠くなるにつれて CT 値が減少している様子

が見られた。また、同様に底面に近い方から B-B’、C-C’、D-D’、E-E’と緩衝材部分の CT

値が減少していることがわかる。 

Ca-6T（図 4-3-73）では、A-A’では底面から遠くなるにつれて CT 値がやや減少した

が、Ca-5 よりも減少幅は小さかった。水平断面では E-E’について、Ca-5 よりも Ca-6T の

ほうが、CT 値が高かった。 
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D-D’を比較すると、Ca-6 ではオーバーパック周囲の緩衝材の CT 値が低く、試験容器付

近の緩衝材の CT 値が高かった。水平方向の CT 値の差は Ca-5 と比較して大きく、Ca-6

では温度の高いオーバーパック周囲では飽和度が低かったと考えられる。 
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図 4-3- 69 キャリブレーション用試料の CT 画像と測線（赤線）の CT 値 

 

 

 

表 4-3- 10 キャリブレーション用試料の物理密度と平均値、標準偏差 

 

  

サンプル
物理密度

(Mg/m3)

平均CT値

(HU)

CT値

標準偏差

空気 (0.00) (-1024) -

ポリエチレン 0.96 -38 25

アクリル 1.19 145 27

ポリ塩化ビニル 1.42 1709 32

ポリ塩化ビニリデン 1.81 670 24

フッ素樹脂 2.17 969 27

アルミニウム 2.63 2061 27

ステンレス 7.91 9613 87
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図 4-3- 70 試料の物理密度と CT 値の関係 
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図 4-3- 71 Ca-5 の 3 次元 CT 画像 
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図 4-3- 72 Ca-5 の試験後の CT 値分布  
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図 4-3- 73 Ca-6T の試験後の CT 値分布  
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(c) 遠心力模型試験後の飽和度測定結果 

図 4-3-74 に、遠心力模型試験後の緩衝材の飽和度分布を示す。図中の白抜きのマーカ

ー箇所については、模型を試験容器から取り出す際に緩衝材部分が大きく変形してしま

い、正確に体積を測ることができなかった箇所である。Ca-5、Ca-6T のどちらも緩衝材底

面付近の飽和度は高かった。Ca-5 では実物換算距離約 1000 mm から上部にかけて徐々に

飽和度が減少し、頂部では初期飽和度に近い値であった。Ca-6T も上部では飽和度が低下

する傾向にあったが、上部でも約 50 %以上の飽和度を示した。また、全体的に Ca-5 より

も高い飽和度であった。 
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図 4-3- 74 遠心力模型試験後の緩衝材の飽和度分布 
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(d) 浸出陽イオン量測定結果 

本年度は令和 2 年度に行った遠心力模型試験後の浸出陽イオン量測定を行った。令和 2

年度の遠心力模型試験の条件は表 4-3- 11 の通りである。試験条件の詳細は令和 2 年度成

果報告書（産業技術総合研究所、原子力環境整備促進・資金管理センター、電力中央研究

所、2021）の通りであるが、試料以外で本年度との違いは加熱をしていないことと、非排

水条件で行ったこと、オーバーパック模型下部の形状が異なることである。遠心力模型試

験後の緩衝材の飽和度分布を図 4-3-75 に示す。クニゲル V1+砂混合条件では、緩衝材底

面から頂部にかけて全体的に飽和度 75 %前後であった。クニボンド単体条件では、緩衝材

底面付近では飽和に近い値であり、緩衝材上部に向かうにつれて飽和度は減少した。オー

バーパックより上部（実物換算距離 2430 mm）では飽和度は 50 %に達していなかった。

海水平衡クニゲル V1+砂混合条件では、底面付近ではほぼ飽和状態であったが、全体的に

はクニゲル V1+砂混合条件と同様で飽和度 75 %前後であった。海水平衡クニボンド単体

条件では、試験容器から緩衝材を取り出す段階で崩壊してしまった箇所が多く、十分な測

定が行えなかったためにプロットが少ない。結果としては緩衝材底面から上部に向かうに

つれ飽和度が減少する傾向であった。 

図 4-3-76 に、各試験後の下部、中部、上部の浸出陽イオン量の割合と、遠心力模型試

験に用いた緩衝材の材料の浸出陽イオン量の割合を示す。クニゲル V1+硅砂の条件では、

下部で浸出 Na イオン量の割合が減少し、浸出 Mg イオン量の割合が増加した。また、中

部と上部は試験未使用のクニゲル V1 と浸出陽イオン量の割合は大きく変わっておらず、

イオン交換は模型下部のみで生じていたと考えられる。クニボンドの条件では試験未使用

のクニボンド試料に対して、下部では浸出 Ca イオン量の割合が減少し、浸出 Na イオン

量の割合が増加した。また、クニゲル V1+硅砂の条件と同様に模型中部及び上部は浸出イ

オン料の割合は大きくは変わっていなかった。令和 2 年度の遠心力模型試験は非排水条件

で行ったため、模型上部まで飽和度が高かったとしても、緩衝材全体の浸出陽イオンを交

換するのに十分な試験用水が通水されていなかったと考えられる。海水平衡クニゲル V1+

硅砂及び海水平衡クニボンドの条件では、明瞭な浸出陽イオン量の割合の変化は見られな

かった。 

 

 

表 4-3- 11 令和 2 年度の試料及び試験条件（令和 2 年度成果報告書より引用） 

 

実施年度 緩衝材に使用した試料
有効モンモリロナイト

密度(Mg/m3)
注入水

注水圧

(MPa)

排水/非排水

条件

試験期間

(日)

実物換算

期間(年)

2020 クニゲルV1+砂混合土 1.00 人工海水 1.0 非排水 34 83

2020 クニボンド 1.00 人工海水 1.0 非排水 34 83

2020 海水平衡クニゲルV1+砂混合土 1.00 人工海水 1.0 非排水 34 83

2020 海水平衡クニボンド 1.00 人工海水 1.0 非排水 34 83
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図 4-3- 75 遠心力模型試験後の緩衝材の飽和度分布（令和 2 年度成果報告書より引用） 
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図 4-3- 76 遠心力模型試験後の緩衝材の高さごとの浸出陽イオン量の割合 
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(a) 遠心力模型試験の再現性 

平成 31 年度、令和 2 年度には、本年度の研究の Ca-5 に近い条件で遠心力模型試験を行

ったため、それぞれの試験結果の比較を行った。オーバーパック変位の経時変化をまとめ

たものを図 4-3-77 に示す。Ca-6T 以外の試験で共通している条件として、緩衝材の材料

が Ca 型ベントナイト、有効モンモリロナイト密度は 1.0 Mg/m3、注水する試験用水が人

工海水、加熱なし条件である。異なる条件としては、平成 31 年度は試験容器がステンレ

ス製で令和 2 年度及び Ca-5 はアルミ製であること、令和 2 年度は非排水条件で平成 31 年

度と Ca-5 は排水条件、Ca-5 はオーバーパック変位量の計測を試験容器下部で行うために

オーバーパック模型の形状が異なることである。また、年度ごとに試験期間は異なる。加

熱なしの 3 試験の結果を比較すると、試験初期を除き、オーバーパックの変位量、浮上か

ら沈下及び沈下から浮上に移行するタイミングがほぼ同様であり、遠心力模型試験の再現

性が示されたと言える。令和 2 年度は非排水条件であったが、いずれも試験終了時までに

飽和に至っていなかったため、排水条件に近い試験結果となったと考えられる。また、

Ca-5 のオーバーパック模型の形状の違いによる影響も小さいと考えられる。 

次に、廃棄体の温度を 90 ℃とした Ca-6T と加熱なしの条件を比較する。図 4-3-77 か

ら、Ca-6T は加熱なし条件に比べてオーバーパック変位量が大きく、オーバーパックが沈

下して以降、浮上するタイミングが速いと言える。したがって廃棄体の熱が緩衝材の挙動

や透水性などに変化をもたらしたと考えられるため、廃棄体の熱の影響について考察す

る。 

(b) 加熱による試験用水の浸潤挙動の変化 

遠心力模型試験後の CT 画像解析結果（図 4-3-72、図 4-3-73）及び飽和度分布（図 4-

3-74）では、Ca-5 よりも Ca-6T のほうが緩衝材の上部まで試験用水が注水されているこ

とを示しており、加熱したほうが試験用水の注水速度が速いことが考えられる。廃棄体が

90 ℃条件の場合、緩衝材及び間隙水の温度も上昇する。間隙水は温度が高くなることで

粘度が減少し、緩衝材中の浸透率が上昇することが考えられる。温度によって流体の密度

も変化するが、密度変化による浸透率の変化量は粘度による違いに比べて非常に小さい。

また、温度の高いオーバーパック周辺では、蒸発量も多くなることが考えられる。これら

のことから加熱なしの条件よりも、90 ℃条件のほうが緩衝材中の間隙流体の移動は速く

なると考えられる。 

一方で、CT 画像解析の結果から（図 4-3-73）、オーバーパック周囲の緩衝材の飽和度

は試験容器付近よりも低い様子が示された。そこで、CT 画像の CT 値分布と試験後解体

時の緩衝材の写真を比較する（図 4-3-78）。写真は比較しやすくするため全体の明るさを

調整した。CT 画像の CT 値は緩衝材の初期密度（1.12 Mg/m3）を黒色、初期密度+1.0 

Mg/m3以上となる密度を白色で示した。締固め表面の影響や金属試験容器及びオーバーパ

ックによる偽像の影響も見られるが、加熱なしの Ca-5 では下部から上部に向かい、比較
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的均一に CT 値が減少していることがわかる。一方 Ca-6T では、上部まで試験用水が浸潤

しつつあるが、ヒーターの位置からオーバーパック模型の上部にかけて、オーバーパック

模型周囲に CT 値が低い領域が観察された。この CT 値が低い領域は飽和度が周囲よりも

低いと考えられる。試験後の断面写真でも緩衝材の色が異なる領域が目視で確認できたた

め、オーバーパック模型周囲の緩衝材は、温度の影響により飽和度が低くなったと考えら

れる。 

ここで、オーバーパック周囲の緩衝材の飽和度分布について考察するため、過去に行わ

れた遠心力模型試験（西本ほか、2012、2014）を参照する。 

西本ほか(2012、2014)では、処分施設周辺（ニアフィールド）の長期挙動評価のため、

緩衝材の周辺岩盤を含めた 1/30 サイズの模型を用いて遠心力模型試験を行った。緩衝材の

材料として Na 型ベントナイトであるクニゲル V1 を使用して、西本ほか 2012 では模擬廃

棄体を加熱せず、西本ほか 2014 では 95℃に設定した。遠心力模型試験後はいずれも医療

用マルチスライスヘリカル CT スキャナ（図 4-3-64）を用いて岩盤を含む模型全体の CT

画像を取得した。図 4-3-79 に 2 条件の遠心力模型試験後の CT 画像と CT 値分布を示す。

図中の TG-17 は廃棄体温度 95 ℃であり、TG-10 は加熱なしの条件である。加熱なし条件

では岩盤からベントナイト（Be、緩衝材模型）まで CT 値は大きな変化は見られないが、

95 ℃条件ではベントナイトの CT 値が、外側の岩盤よりも低い様子がわかる。この CT 値

分布となった理由として、廃棄体を 95 ℃と設定していることによる間隙水の蒸発による

可能性が考察された。背圧は 0.5 MPa では間隙水が沸騰することは考えにくいが、温度の

高いオーバーパック周辺のベントナイトでは周辺岩盤に比べ相対的に多くの水蒸気が発生

し、間隙水がベントナイト部から岩盤部に移動する圧力が生じる可能性が考察された。 

本研究結果も同様に、注水圧は 1 Mpa であり、廃棄体の温度は 90 ℃であるため、オー

バーパック周囲の緩衝材中の間隙水が蒸発しやすい状況である。また、試験容器下部から

注水しているため、オーバーパック下部は飽和に近い状態で、オーバーパック上部では飽

和度が低い分布を形成していたと考えられる。 

(c) オーバーパック変位挙動 

これまでの遠心力模型試験の結果（図 4-3-77）、いずれの模型も試験開始から実物換算

時間 10~20 年の間にオーバーパックが一度浮上し、その後沈下する挙動であった。これ

は、試験初期に底面から 1 MPa の注水圧が与えられたことによって下部からオーバーパ

ックが押されて浮上し、ある程度緩衝材に試験用水が浸潤すると緩衝材の剛性が低下して

沈下したと考えられる。さらにオーバーパックは加熱なし条件では約 70 年、90 ℃条件で

は約 55 年で浮上し始めた。この原因としては緩衝材の上部まで試験用水が注水され始

め、オーバーパック上部の緩衝材も剛性が低下したことにより、上下の注水圧及び緩衝材

の膨潤圧の関係から浮上した可能性がある。90 ℃条件のほうが、オーバーパックが沈下

から浮上に切り替わるタイミングが速いのは、温度の影響により試験用水の粘性が低下
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し、浸潤速度が速くなったためにオーバーパック上部の緩衝材の剛性低下も速くなったと

考えられる。 

緩衝材周囲を岩盤とした境界条件での THM 連成解析による研究（澤田ほか、2012）の

うち、2 条件では実物換算時間 100 年間の間に、オーバーパックが浮上→沈下→浮上→沈

下と複雑な挙動を示した。これは、処分孔の上部と下部で膨潤が進行する時期が異なるた

めと考察された。今回行った遠心力模型試験では緩衝材が飽和するまでに至れなかったた

め沈下後に浮上する挙動までしか追えなかったが、オーバーパックの複雑な変位挙動に関

してこれまでの解析と似た挙動が得られた。 

(d) CT 画像解析を用いた遠心力模型試験後の緩衝材の密度の推定 

4-3（3）⑥（b）で示した CT 画像解析及びキャリブレーション結果から、遠心力模型試

験後の緩衝材の密度の推定を試みた。比較としては、試験中に緩衝材の膨潤やオーバーパ

ックの移動とともに緩衝材が変形していると考えられるため、飽和度ではなく試験後の含

水比測定時に測定した緩衝材の密度、及び CT 値から換算した密度を比較した。CT 値は

図 4-3-71 の測線 A の CT 値を使用し、キャリブレーションの値から密度に換算した。そ

れぞれの取得方法による Ca-5、Ca-6T の鉛直方向の緩衝材の飽和度分布を図 4-3-80 に示

す。 

Ca-5 では全体的に測定値よりも CT 画像から換算した密度のほうが 0.1-0.2 Mg/m3程度

大きい値を示したが、緩衝材下部の密度が高く上部で低くなる傾向は同じであった。Ca-5

では上部へと試験用水が浸潤する際に、水平方向に均等に近い状態で浸潤するため、実測

値と CT 値から換算した密度の値の傾向が同じであったと考えられる。一方で Ca-6T では

緩衝材下部では同程度の値を示しているが、底面からの実物換算距離約 2000 mm より上

部では測定値のほうが低い傾向が得られた。これは、Ca-6T は廃棄体温度を 90 ℃に設定

した条件であり、実測の際に図 4-3-78 の通りオーバーパック周囲の飽和度が低く、水平

方向に平均的な値を測定したために CT 値から換算した密度より低くなったと考えられ

る。CT 値からの換算でも実測と同様にオーバーパック周囲から試験容器に近い部分まで

の平均値を取ることで実測値と近い値になると考えられるが、金属試験容器及びオーバー

パックの境界に近い偽像を取り除く作業が必要となる。 
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図 4-3- 77 Ca 型ベントナイトの緩衝材におけるオーバーパック変位挙動の比較 
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図 4-3- 78 模擬廃棄体の加熱によるオーバーパック周囲の緩衝材の飽和度の違い  
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図 4-3- 79 遠心力模型試験後の CT 画像と測線の CT 値分布（西本ほか(2014)より引用、

一部加筆） 

 

 

図 4-3- 80 遠心力模型試験後の緩衝材の密度分布の比較  
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令和 3 年度の研究では、Ca 型ベントナイトであるクニボンドを緩衝材の材料とした条

件で、廃棄体温度を 90 ℃とした場合の模型試験（実物換算時間約 105 年相当）を行い、

緩衝材の変形やオーバーパックの変位挙動に対する廃棄体の熱の影響について調査した。 

まず、平成 31 年度よりクニボンドを用いた廃棄体を加熱しない条件で遠心力模型試験

を行ってきたため、それぞれのオーバーパック変位挙動の経時変化について比較した。そ

の結果、平成 31 年度、令和 2 年度及び今回の Ca-5 ではほぼ同様なオーバーパック変位挙

動が得られた。これにより遠心力模型試験の再現性は良いことが確認されたとともに、数

値解析の検証データとしても利用可能であることを示した。 

さらに、廃棄体模型の温度を 90 ℃とした Ca-6T の結果は、これまでの加熱なしの 3 条

件と比較して有意に異なるオーバーパック変位挙動であった。また、浸潤速度に着目する

と、水位センサーの出力応答、模型試験後の緩衝材の高さごとの飽和度、CT 画像解析か

ら、90 ℃条件のほうが加熱なしの条件に比較して試験用水の浸潤速度が速かった。模型

試験後の緩衝材の解体時、廃棄体模型の温度 90 ℃条件では、オーバーパックに近い緩衝

材の内側と、試験容器に近い緩衝材の外側では緩衝材の色が異なることが肉眼で確認され

た。模型試験後の CT 画像でもオーバーパック周囲は相対的に CT 値が低い領域が見られ

たため、廃棄体模型の熱の影響によりオーバーパック周囲の緩衝材の飽和度が低かったと

考えられる。 

平成 31 年度からの模型試験では、試験用水の浸潤速度が速く緩衝材がほぼ飽和となっ

た条件もあるが、多くの条件において緩衝材が飽和に至るまでの試験は行えていない。ま

た、再冠水時までのオーバーパックの浮上・沈下現象の原因については明確にはわかって

いない。数値解析と模型試験の両方で飽和後までの長期的な緩衝材とオーバーパックの挙

動を比較検討することで、より精度の高い評価が可能になると考えられる。そこで、今後

の課題としては緩衝材飽和後までの遠心力模型試験の実施が挙げられる。今回と同様の

1/30 サイズの模型では十分な試験期間を確保することは困難であるため、1/50 サイズの模

型に対して 50 G 場の遠心力模型試験を行うことで相似則により時間加速し、より長期的

な緩衝材とオーバーパックの挙動を把握する予定である。 
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沿岸部を地層処分施設のサイトとして想定した場合、長期にわたり人工バリアである緩

衝材に海水成分を含有する地下水が浸透することが考えられる。処分施設閉鎖後の再冠水

期間に緩衝材に地下水が浸透することで、緩衝材の剛性や間隙水圧の変化が生じ、オーバ

ーパックが移動することが考えられる。再冠水後の長期にわたる緩衝材の健全性について

は数値解析による評価がなされているが、再冠水期間の緩衝材の変形とオーバーパックの

変位挙動については評価が難しく、十分な考慮はされていない。再冠水期間における緩衝

材の挙動は緩衝材の主な材料となるベントナイトのイオン型や密度、緩衝材に浸潤する地

下水の組成によって異なり、さらには廃棄体の熱、緩衝材周囲の岩盤の剛性などの複合的

な影響を受けると考えられる。そこで本研究では、相似則に基づいて物理現象を時間短縮

して再現可能な遠心力模型試験によって、再冠水期間における緩衝材とオーバーパックの

挙動に関するデータを取得した。 

沿岸部及び沿岸海底部は特有の地質・地下環境であり、地層処分を想定した場合、化石

海水を含む様々な組成の海水が再冠水の初期段階から緩衝材に接触、浸潤することが想定

される。緩衝材は安全機能の確保に必要な設計要件及び作製施工性などの観点から仕様と

なる材料が設定されるが、海水の影響による不確実性の少ない材料が使用される可能性も

視野に入れて材料の条件を検討した。3 カ年の研究では、いずれの模型も竪置き処分坑の

1/30 の縮尺とし、遠心加速度は 30 G とし、緩衝材の材料や緩衝材に注水する試験用水な

どの条件を変えた遠心力模型試験を行った。 

平成 31 年度及びその追試験では、異なる地下水環境条件（純水/人工海水）と緩衝材条

件（Na 型ベントナイトのクニゲル V1 とケイ砂の混合土/Ca 型ベントナイトのクニボンド

及びクニボンドとケイ砂の混合土）における、緩衝材の膨潤変形とオーバーパック変位挙

動について評価した。その結果、有効モンモリロナイト密度が 1.0 Mg/m3の条件では、ク

ニボンドを用いた緩衝材の純水条件と人工海水条件の浸潤状況（試験後の飽和度分布）の

差はクニゲル V1 のそれらよりも小さく、オーバーパックの変位も大きくは変わらなかっ

た。一方、クニボンドを用いた緩衝材でも、ケイ砂を混合した有効モンモリロナイト密度

が低い条件（0.79 Mg/m3）の条件では純水よりも人工海水のほうが緩衝材への浸潤が速

く、緩衝材の全応力が発生するまでの時間とオーバーパックの変位挙動も大きく異なっ

た。また、人工海水とクニゲル V1 を用いた緩衝材条件の結果から、試験用水の浸潤にと

もなう緩衝材の変形（応力変化）とオーバーパック変位挙動を明らかにした。 

令和 2 年度は、クニゲル V1 とケイ砂の混合土、クニボンド単体を用いた緩衝材に加

え、長期的に緩衝材に海水成分を含む地下水が浸透した条件として、海水平衡させたベン

トナイト（海水平衡ベントナイト）を用いた緩衝材についても模型試験を行った。なお、

試験用水はすべての条件で人工海水を用いた。結果として、緩衝材に使用するベントナイ

トのイオン組成により、再冠水期間におけるオーバーパック変位挙動が異なることを示し

た。オーバーパックの変位量としては、クニゲル V1 を用いた緩衝材の条件ではオーバー
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パックの浮上量が比較的大きく、クニボンドを用いた緩衝材の条件ではオーバーパックの

浮上量は小さく実物換算時間 83 年においても沈下傾向が見られた。海水平衡ベントナイ

トを用いた緩衝材では、通常のベントナイト（海水平衡未処理のクニゲル V1 及びクニボ

ンド）を用いた緩衝材の中間的な挙動を示した。 

令和 3 年度は、クニボンド単体を緩衝材の材料とした条件で、加熱なし条件と廃棄体温

度を 90 ℃とした条件の模型試験を行い、緩衝材の変形やオーバーパックの変位挙動に対

する廃棄体の熱の影響について把握する試験を行った。加熱なしの条件は、平成 31 年度

より緩衝材及び試験用水が同じ条件（クニボンド単体、有効モンモリロナイト密度 1.0 

Mg/m3、人工海水を注水）で試験を行ってきたため、これらを比較した。その結果、オー

バーパックの変位挙動に注目すると、ほぼ同様の経時変化が得られた。これにより遠心力

模型試験の再現性が良いことが確認されたとともに、数値解析の検証データにも利用可能

であることを示した。さらに、廃棄体模型の温度を 90 ℃とした結果は、加熱なしの条件

と比較して有意に異なるオーバーパック変位挙動であった。また、浸潤速度に着目する

と、水位センサーの出力応答、模型試験後の緩衝材の高さごとの飽和度、CT 画像解析か

ら、90 ℃条件のほうが加熱なしの条件に比較して試験用水の浸潤速度が速かった。模型

試験後の緩衝材の解体時、廃棄体模型の温度 90 ℃条件では、オーバーパックに近い緩衝

材の内側と、試験容器に近い緩衝材の外側では緩衝材の色が異なることが肉眼で確認され

た。模型試験後の CT 画像でもオーバーパック周囲は相対的に CT 値が低い領域が見られ

たため、廃棄体模型の熱の影響によりオーバーパック周囲の緩衝材の飽和度が低かったと

考えられる。 

以上の遠心力模型試験により、再冠水期間における緩衝材及びオーバーパック変位の挙

動に関する、緩衝材の材料・試験用水・廃棄体の熱の影響に関する一連のデータを取得し

た。しかし平成 31 年度からの模型試験では、試験用水の浸潤速度が速く緩衝材がほぼ飽

和となった条件もあるが、多くの条件において緩衝材が飽和に至る、再冠水完了までの試

験は行えていない。そこで、今後の課題としては緩衝材が飽和後までの遠心力模型試験の

実施が挙げられる。今回と同様の 1/30 サイズの模型では十分な試験期間を確保することは

困難であるため、1/50 サイズの模型に対して 50 G 場の遠心力模型試験を行うことで相似

則により時間加速し、より長期的な緩衝材とオーバーパックの挙動を把握する予定であ

る。 
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(a) 背景 

高レベル放射性廃棄物の地層処分においては、人工バリア定置後に廃棄体の発熱や周辺

岩盤から人工バリアへの地下水の浸入、地下水の浸入による緩衝材の膨潤などの現象が相

互に影響する熱・水理・力学連成現象（THM 連成現象）が発生する。このような連成現

象を予測評価することは、ニアフィールド環境の明確化、処分孔・緩衝材の設計の観点か

ら重要な課題の一つであり、評価期間が長期に及ぶことから数値解析が不可欠となる。こ

のような背景から、電力中央研究所において、緩衝材の膨潤特性に対する評価式を多様な

条件の室内試験から導き、その評価式を数値モデル化した THM 連成解析コード LOSTUF

（澤田ほか、2006）を開発した。 

このような数値解析手法の適用は、これまで人工バリアの緩衝材として多くの研究例が

ある Na 型ベントナイトを対象として実施されているが、沿岸部への高レベル放射性廃棄

物の地層処分を考慮した場合、海水との平衡を考慮したイオン型の異なる Ca 型ベントナ

イトに着目することも重要である。その際、検討すべき人工バリア性能評価上の不確実性

の一つとして、膨潤性の異なる緩衝材に対するオーバーパックの変位挙動（緩衝材-オー

バーパックの力学的相互作用）が挙げられる。このような観点から、Ca 型ベントナイト

を含めて緩衝材や水質の異なる条件の数値解析により、膨潤性や透水性の異なる緩衝材を

使用することで生じる影響を確認する必要がある。 

 

(b) 目的 

本年度から、高レベル放射性廃棄物の地層処分において緩衝材としての研究例の多い

Na 型ベントナイトに加え、沿岸部の地層処分で有望と考えられる Ca 型ベントナイトを含

め、緩衝材の仕様（Na型/Ca型/砂混合の有無）と水質（純水/人工海水）の組み合わせの

異なる条件で既往実験を対象とした数値解析を行う。本年度は、平成 31年度に実施され

た遠心力模型実験を対象とする。これにより、緩衝材条件による膨潤特性や透水性の違い

によりオーバーパックの変位挙動に生じる影響を確認し、また実験結果との比較検証を行

うことで沿岸部の地層処分におけるニアフィールド長期予測評価に対する数値解析の適用

性を検討する。 
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本研究では数値解析に、電力中央研究所で開発した「放射性廃棄物地層処分における地

下空洞長期安定性解析プログラム（LOSTUF）」を使用する。LOSTUF は熱・水理・力学

（THM）連成解析コード（澤田ほか、2006）である。ここでは、LOSTUF の支配方程式

及び解析に必要となるパラメータについて解説する。 

(a) THM 連成の支配方程式 

LOSTUF では、地盤を粒子骨格と水・空気で満たされた空隙で構成される多相システム

として取り扱い、地下水の連続式、エネルギーの保存則、力の釣り合い式と、応力－ひず

み関係、透水挙動に関するダルシー則、熱伝導に関するフーリエ則、水蒸気の拡散挙動に

関するフィック則などの各種構成則から導かれた支配方程式を用いている。間隙ガス圧は

一定で大気圧に等しいとしている。支配方程式は、Rutqvist et al. (2001)を参考に導出し

た。以下にその支配方程式について簡単に記す。以下の解説で「地盤」は固相、液相、気

相を含めた多孔質媒体の系全体を表している。式の導出過程の詳細については文献（澤田

ほか、2006）を参照されたい。 

地下水の連続式から以下の式が導かれる。 

 

𝜌𝑙𝑆𝑙

𝜕(∇ ∙ 𝐮)

𝜕𝑡
+ {𝜌𝑙0𝜙𝑆𝑙𝛽𝑃𝑙 + (𝜌𝑙 − 𝜌𝑣)𝐶𝑙𝑃 + 𝜌𝑙𝐶𝑣𝑃}

𝜕𝑃𝑙

𝜕𝑡
− (𝜌𝑙0𝜙𝑆𝑙𝛽𝑇𝑙 − 𝜌𝑙𝐶𝑣𝑇)

𝜕𝑇

𝜕𝑡
 

+∇ ∙ {(−𝜌𝑙

𝐤𝑘𝑟𝑙

𝜇𝑙

− 𝜌𝑙𝐷𝑃𝑣𝐈) ∇𝑃𝑙} + ∇ ∙ {(−𝜌𝑙𝐷𝑇𝑣𝐈)∇𝑇} = 𝑄𝐵 + ∇ ∙ (𝜌𝑙

𝐤𝑘𝑟𝑙

𝜇𝑙

𝐠) 

(4-3-9) 

ここで、𝜌𝑙は水の密度、𝜌𝑣は水蒸気の密度、𝑆𝑙は飽和度、𝜌𝑙0は初期条件の水の密度、𝜙

は間隙率、𝛽𝑃𝑙は水の圧縮係数、𝛽𝑇𝑙は水の熱膨張係数、𝐤は固有透過度テンソル、𝑘𝑟𝑙は相

対透水係数、𝜇𝑙は水の粘性係数、𝐈は単位テンソル、𝑄𝐵は水のソース項、𝐠は重力加速度ベ

クトルである。未知数は変位ベクトル𝐮、間隙水圧𝑃𝑙、温度𝑇であり、変位ベクトル𝐮によ

り、ひずみテンソル𝛆及び体積ひずみ𝜀𝑉が𝛆 = 0.5(∇𝐮 + (∇𝐮)𝑡𝑟)、𝜀𝑉 = ∇ ∙ 𝐮と定義される。

なお、不飽和状態において、サクション𝑠は間隙水圧𝑃𝑙と間隙ガス圧𝑃𝑔により、 

𝑠 = 𝑃𝑔 − 𝑃𝑙  (4-3-10) 

と定義される。さらに LOSTUF では間隙ガス圧に大気圧を仮定しているので、𝑠 = −𝑃𝑙

となる。 

また、𝐶𝑙𝑃は水分特性曲線（飽和度𝑆𝑙とサクション𝑠の関係を表す曲線）から算出される

係数で比水分容量と呼ばれる。𝐶𝑣𝑃、𝐶𝑣𝑇はそれぞれ以下のように書ける。 

𝐶𝑣𝑃 =
𝜙𝑆𝑔𝜌𝑣

𝜌𝑙
2𝑅𝑣𝑇

 (4-3-11) 

𝐶𝑣𝑇 =
𝜙𝑆𝑔

𝜌𝑙

𝜕𝜌𝑣𝑆

𝜕𝑇
𝑅𝐻 −

𝜙𝑆𝑔𝑃𝑙

𝜌𝑙
2𝑅𝑣𝑇2

 (4-3-12) 
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ここで、𝑆𝑔は空隙中の気体の体積占有率（= 1 − 𝑆𝑙）、𝑅𝑣は水蒸気の比気体定数（＝461.5 

J/kg K）、𝜌𝑣𝑆は飽和水蒸気密度（温度の関数）、𝑅𝐻は相対湿度である。 

 𝐷𝑃𝑣及び𝐷𝑇𝑣は多孔質媒体中における等温下での水蒸気拡散係数、温度勾配による水蒸

気拡散係数であり、水蒸気の拡散を表すフィック則を展開することで得られる。水蒸気の

流束𝑞𝑟𝑣は、間隙ガス圧が一定であるという仮定のもと、以下のフィック則で表せる。 

𝑞𝑟𝑣 = −𝐷𝑣𝐼∇𝜌𝑣 (4-3-13) 

ここで、𝐷𝑣は水蒸気の分散係数であり、 

𝐷𝑣 = 𝜙𝑆𝑔𝜏𝐷𝑚 (4-3-14) 

と書ける。𝜏は屈曲度を表す。𝐷𝑚は大気圧下での水蒸気の分子拡散係数であり、温度の

関数として以下の式を用いる。 

𝐷𝑚(m2 s⁄ ) = 2.16 × 10−5(𝑇 273⁄ )1.8 (4-3-15) 

水蒸気の密度𝜌𝑣は以下のように書ける。 

𝜌𝑣 = 𝜌𝑣𝑆(𝑇)𝑅𝐻 = 𝜌𝑣𝑆𝑒𝑥𝑝 (
𝑃𝑙

𝜌𝑙𝑅𝑣𝑇
) (4-3-16) 

ここで、𝜌𝑣𝑆は飽和水蒸気密度であり温度の関数である。式(4-3-13)内の水蒸気密度の勾

配は式(4-3-16)を用いて次のように展開できる。 

𝐪𝑟𝑣 = −𝜌𝑙(𝐷𝑃𝑣𝐈∇𝑃𝑙 + 𝐷𝑇𝑣𝐈∇𝑇) (4-3-17) 

ここで、 

𝐷𝑃𝑣 =
𝐷𝑣𝜌𝑣

𝜌𝑙
2𝑅𝑣𝑇

 (4-3-18) 

𝐷𝑇𝑣 = 𝐷𝑣 (
𝑅𝐻

𝜌𝑙

𝜕𝜌𝑣𝑆

𝜕𝑇
−

𝜌𝑣𝑃𝑙

𝜌𝑙
2𝑅𝑣𝑇2

) (4-3-19) 

である。 

式(4-3-9)において、左辺の第 1 項は多孔質体の骨格変化、第 2 項は飽和度の変化、第 3

項は温度変化による間隙流体の密度変化、第 4 項は水分移動（ダルシー則及びフィック則

からの展開）、第 5 項は温度勾配による水分移動（フィック則からの展開）を表す。 

エネルギー保存則からは次の支配方程式が導かれる。 

(1 − ϕ)3𝐾𝐷𝛽𝑇𝐷𝑇
𝜕(∇ ∙ 𝐮)

𝜕𝑡
+ (𝜌𝑐)𝑚

𝜕𝑇

𝜕𝑡
− ∇ ∙ {𝑇 (

𝛽𝑇𝑙

𝛽𝑃𝑙

)
𝐤𝑘𝑟𝑙

𝜇𝑙

+ 𝜌𝑙𝐿𝐷𝑃𝑣𝐈} ∇𝑃𝑙 − ∇

∙ (𝜆𝑚𝐈∇𝑇) + (𝑐𝑙𝐪𝑙) ∙ ∇𝑇 = 𝑄𝑇𝐵 

(4-3-20) 

ここで、𝐾𝐷は固相の体積弾性係数（排水条件）、𝛽𝑇𝐷は固相の熱膨張係数（排水条件）、𝐿

は単位体積あたりの水蒸気の潜熱、𝐪𝑙は流束ベクトル、𝑄𝑇𝐵は熱量のソース項である。

𝜆𝑚、（𝜌𝑐）
𝑚
はそれぞれ地盤の熱伝導率、熱容量であり、次式で求まる。 

𝜆𝑚 = 𝑆𝑙𝜆𝑠𝑎𝑡 + (1 − 𝑆𝑙)𝜆𝑑𝑟𝑦 (4-3-21) 

(𝜌𝑐)𝑚 = 𝜙𝑆𝑙𝜌𝑙𝑐𝑙 + (1 − 𝜙)𝜌𝑠𝑐𝑠 (4-3-22) 
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ここで、𝜆𝑠𝑎𝑡は飽和時の地盤の熱伝導率、𝜆𝑑𝑟𝑦は絶乾時の地盤の熱伝導率、𝑐𝑙は水の比

熱、𝑐𝑠は固相の比熱、𝜌𝑠は固相の密度である。 

式（4-3-20）において、左辺の第 1 項は多孔質体の変形による可逆的な内部エネルギー

の変化、第 2 項は内部エネルギーの変化、第 3 項は間隙水圧の変化及び水蒸気に相変化す

ることによる内部エネルギーの変化、第 4 項は熱伝導による内部エネルギーの変化（フー

リエ則）、第 5 項は熱移流による内部エネルギーの変化を表す。 

次に応力の釣り合い式について述べる。有効応力を次式で定義する。 

𝛔 = 𝛔′ − 𝐈�̅� (4-3-23) 

ここで、𝛔は応力テンソル、𝛔′は有効応力テンソル、�̅�は間隙圧である。ここでは、間隙

ガス圧が大気圧に等しいとしているので、 

�̅� = 𝜒𝑃𝑙 + (1 − 𝜒)𝑃𝑔 = 𝜒𝑃𝑙  (4-3-24) 

となる。𝜒は Bishop の有効応力パラメータであり、通常飽和度の関数として定義する。

本研究では、飽和時𝜒 = 1、不飽和時𝜒 = 0を仮定する。模型実験に用いるベントナイトは

非常に大きなサクションを持つ材料であるため、サクションを独立な応力成分とした。不

飽和段階においてサクションの減少に伴って進行するベントナイトの膨潤については、後

述するように応力ひずみ関係とは別に等価な節点力を作用させることでモデル化する。こ

の仮定により、不飽和時の間隙圧は大気圧に等しくなる。この有効応力を用いて力学構成

式は以下のように書ける。 

𝑑𝛔′ = 𝐃: (𝑑𝛆 − 𝑑𝛆𝑇) = 𝐃: (𝑑𝛆 − 𝐈𝛽𝑇𝐷𝑑𝑇) (4-3-25) 

ここで、𝐃は固相の剛性テンソルで、等方線形弾性体を仮定する場合はヤング率𝐸とポア

ソン比𝜈で定義できる。 

また、式(4-3-23)及び式(4-3-25)を応力の釣り合い式に代入することで以下の支配方程式

が得られる。 

∇ ∙ {𝐃:
𝜕𝛆

𝜕𝑡
} + ∇ ∙ (−𝐈𝜒

𝜕𝑃𝑙

𝜕𝑡
) + ∇ ∙ {(−𝐃: 𝐈𝛽𝑇𝐷)

𝜕𝑇

𝜕𝑡
} =

𝜕

𝜕𝑡
(𝜌𝑚𝐠) + 𝐅𝐵 (4-3-26) 

𝜌𝑚は地盤の湿潤密度、𝐅𝐵は外力ベクトルである。膨潤については外力項を与えることで

その効果を導入する。次項でその取り扱いについて述べる。 

式（4-3-26）において、左辺の第 1 項は弾性応力、第 2 項は間隙水圧、第 3 項は熱応力

を表す。 

(b) 緩衝材の膨潤モデル 

LOSTUF に導入されている緩衝材の膨潤挙動モデルについて説明する。緩衝材の膨潤圧

は、有効粘土密度の関数として表される（さらに同じ種類のベントナイト単体であれば、

乾燥密度や間隙率の関数として表すことができる）。ある有効粘土密度の緩衝材につい

て、与えられた平均応力𝜎𝑚における最大膨潤ひずみ𝜀𝑠𝑚𝑎𝑥が得られる。その関係を式で表

すと以下のようになる。 

𝜎𝑚 = 𝑓(𝜀𝑠𝑚𝑎𝑥) (4-3-27) 
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緩衝材の膨潤ひずみは外力項として取り扱う。水が浸透した要素（間隙水圧が上昇した

要素）に対して膨潤計算を実施する（以下、膨潤要素と称す）。式(4-3-27)をグラフで表し

たものが図 4-3-81 の左上図である。これを用いて、膨潤要素に作用している応力状態か

ら、その応力状態に対する飽和時の最大膨潤ひずみ𝜀𝑠maxを式(4-3-27)により算出する。ま

た、間隙水圧の上昇（負値～ゼロ、サクションの低下）とともに膨潤が進行するとして、

不飽和状態での最大膨潤ひずみ𝜔𝑠maxを次式より算出する。 

𝜔𝑠max = 𝜀𝑠max (
|𝑃𝑙 − 𝑃𝑙0|

|𝑃𝑙0|
)

𝑙

 (4-3-28) 

ここで、𝑃𝑙は間隙水圧、𝑃𝑙0は基準となる間隙水圧（負値）、𝑙は不飽和時の膨潤の進行に

関するパラメータである。これまでは𝑙 = 1を仮定し、間隙水圧の上昇量と線形に𝜔𝑠maxの

値が決めるようにしてきた。算出された最大膨潤ひずみ𝜔𝑠maxを発生させるための等価な

節点力𝐅𝑝を、膨潤要素を構成する節点に作用させ、変形、応力を計算する。計算された体

積ひずみを累積膨潤ひずみ𝜀𝑎𝑤とする。 

𝐅𝑝 = ∫ 𝐁𝑇𝐃(𝜔𝑠𝑚𝑎𝑥 − 𝜀𝑎𝑤)𝐈𝑑𝑉 (4-3-29) 

ここで、𝐁はひずみ－変位マトリクスである。最大膨潤ひずみが累積膨潤ひずみよりも

大きければその差に相当するひずみを発生させるための等価な節点力を再び節点に作用さ

せ、変形、応力を計算する。計算されたひずみを累積膨潤ひずみに加算する。以後、作用

している応力での最大膨潤ひずみが累積膨潤ひずみを下回るまで膨潤計算を繰り返し、全

膨潤要素において膨潤計算が終了したら次ステップへ移行する。この膨潤計算のフロー及

び概念図を図 4-3-81 に示す。この膨潤計算の繰り返し中は温度及び間隙水圧は固定して

いる。前ステップからの間隙水圧の上昇がない場合、飽和後、作用している平均応力時の

最大膨潤ひずみが既に発生している場合、膨潤は発生しない。 
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図 4-3- 81 LOSTUF における緩衝材膨潤モデル 
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(c) THM 連成ジョイント要素 

緩衝材とオーバーパック（O/P）や岩盤の間は接触面であり、ジョイント要素など不連

続接触を取り扱える要素を用いてこれを表現する必要がある。地盤や岩盤と構造物の隙間

や、断層面など弱層のモデル化に用いられる一般のジョイント要素では、THM 連成の現象

は取り扱わないが、本研究におけるニアフィールドの長期挙動評価ではこれを考慮する必

要がある。そこで、LOSTUF では熱・水と力学の相互作用を考慮した THM 連成ジョイン

ト要素を導入している。この要素は、Zienkiewicz et al. (2013) によって導入されたジョイ

ント要素と同様の定式化となっており、極薄いアイソパラメトリック要素に対して、前述

の THM 連成系の支配方程式に基づく構成式を適用している。なお、ジョイント要素は本

来、接触面をモデル化するものであることから、弾性体のポアソン効果がないことや、間

隙率や熱膨張などの取り扱いについて、ソリッド要素とは幾つかの違いがある。しかし、

基本的には剛性だけでなく水や熱の流れに対し、異方性の特性を設定可能なソリッド要素

として導入されており、接触面のモデル化の他、剥離時に非線形性の高い小さな剛性を用

いることで隙間のモデル化も可能である。 
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実施した検討の解析モデルと解析条件について以下に説明を行う。解析の対象は平成 31

年度の沿岸部処分システム評価確証技術開発（産業技術総合研究所ほか、2020）と佐藤・

西本（2021）で実施した遠心模型試験を対象としており、Na 型ベントナイト（クニゲル

V1）と Ca 型ベントナイト（クニボンド）及び砂混合土を掛け合わせて、間隙水について

も純水と人工海水の場合を設定して実施されたものである。模型の寸法などは地層処分研

究開発第 2 次取りまとめ（核燃料サイクル開発機構、1999）で示されている処分孔竪置き

方式の仕様例を 1/30 にしたものであり、30G の遠心力場で模型実験が行われた（図 4-3-

82）。本研究の解析ではこれを実寸でモデル化したものを解析対象とする。 
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図 4-3- 82 対象とした遠心模型試験の概要 
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(a) 解析対象ケース  

解析対象とした遠心模型試験の対応する実験ケースの内容を表 4-3- 12 に示す。混合土

のケースはベントナイトと珪砂 6 号を 7：3 で混合したものであり、注水は下面から行い

排水は上面から行っている。なお、Case 1 から 4 は平成 31 年度の沿岸部処分システム評

価確証技術開発（産業技術総合研究所ほか、2020）、Case 5 と 6 については佐藤・西本

（2021）において平成 31 年度事業の追加検討として実施されている。 

 

表 4-3- 12 解析の対象とする実験ケース 

(b) 解析モデル 

対象は円筒容器内の現象であり、数値解析は軸対称解析として実施した。図 4-3-83 に

実験に使用された小型圧力容器の概略図を示し、オーバーパック変位と緩衝材土圧及び水

位と水分量センサーの設置位置と対応する解析上の出力位置の名称を紫色字で示す。解析

では実寸換算（30 倍）で計測位置に対応する位置に要素節点が配置されるように解析メッ

シュを作成した。 

解析メッシュは地層処分研究開発第 2 次取りまとめ（核燃料サイクル開発機構、1999）

で示されている処分孔竪置き方式の仕様例の寸法通りに作成し、4cm 強の格子幅となるよ

うにメッシュを作成した。オーバーパックの内側は均質化したモデル化とし、また実験模

型に含まれる計測のための芯棒を実寸換算し、直径 21cm としてモデル化した。図 4-3-84

に解析メッシュを示す。なお、緩衝材と小型圧力容器の境界面及びオーバーパック模型と

の境界面には THM 連成ジョイント要素を配置し、図中に黄緑色の線で示した。  

ケース名 緩衝材に使用した試料 

有効モンモリ

ロナイト 

密度（Mg/m3） 

注入水 
注水圧 

（MPa） 

排水/ 

非排水 

条件 

試験

期間 

（日） 

実物換算 

期間（年） 

Case 1 クニゲル V1+砂混合土 1.00 純水 1.0 排水 20 47 

Case 2 クニゲル V1+砂混合土 1.00 人工海水 1.0 排水 20 47 

Case 3 クニボンド+砂混合土 0.79 純水 1.0 排水 20 47 

Case 4 クニボンド+砂混合土 0.79 人工海水 1.0 排水 20 47 

Case 5 クニボンド 1.00 純水 1.0 排水 20 47 

Case 6 クニボンド 1.00 人工海水 1.0 排水 20 47 
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図 4-3- 83 小型圧力容器の概略図と計測位置 
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図 4-3- 84 軸対象解析に用いる解析メッシュ 
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(c) 解析条件  

対象実験は加熱を考慮していないため数値解析は水理-力学（HM）連成解析として行

い、設定上の温度としては模型試験実施中の平均室温から 25℃で一定とした。以降に、解

析を行う上で設定した各種条件について説明する。 

(i)境界条件 

解析で設定した力学及び水理境界条件を図 4-3-85 に示す。力学境界は中心軸も含め全

周ローラー支持条件であり、境界面にジョイント要素が配置されている箇所ではジョイン

ト要素の境界面側の自由度を拘束した。水理境界条件は下面注水圧を 1.0MPa とし、上面

は浸出面境界とすることで排水を行い、中心軸と外側面は非排水条件とした。なお、水理

境界についてはジョイント要素の両面の節点に同じ設定を適用した。 

 

 
図 4-3- 85 解析上の境界条件 

  

 
(a) 力学境界条件 (b) 水理境界条件
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(ii)基本的な検討ケースで使用する力学特性値 

解析検討では、全 6 ケースの試験条件を想定した基本検討を最初に行い、その後に結果

を踏まえて追加検討を実施している。これらの解析対象とする緩衝材の諸条件を一覧にし

て表 4-3- 13 に示す。 

基本的なケース検討では、緩衝材が飽和に近い条件で発揮する剛性をヤング率で

10MPa と仮定し、地盤材料の一般的なポアソン比として 0.3 を一律に設定して解析を実施

した。表 4-3- 14 に基本的な検討ケースで設定した力学特性の一覧を示す。 

膨潤特性としては要素試験結果より有効粘土密度𝜌𝑐と飽和時に生じる最大膨潤圧𝑃𝑠の関

係を整理し（付録）、式(4-3-30)に示すパラメータ𝑝と𝑞を設定している。 

𝑃𝑠 = 𝑝 ⋅ 𝑒𝑥𝑝 (𝑞 ⋅ 𝜌𝑐) (4-3-30) 

不飽和時に生じる膨潤圧の大きさは前述の通り、要素に生じる平均応力とサクションか

ら計算し、その進行速度はパラメータ𝑙によって制御され、本研究では𝑙 = 1を仮定した。 

有効粘土密度と膨潤圧の関係より、膨潤ひずみと最大膨潤圧の関係を整理したグラフを

図 4-3-86 に示す。 

この他、オーバーパック模型は鉄製であり、同様の模型試験と再現解析を実施した平成

28 年度の処分システム工学確証技術開発の報告（原子力環境整備促進・資金管理センタ

ー、2018）を参照し、表 4-3- 15 に示す力学特性を設定した。 
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表 4-3- 13 対象とする緩衝材の諸条件一覧 

 

 

 

 

表 4-3- 14 基本的なケース検討で使用する力学特性の一覧 

 

 

純水 塩水 純水 塩水 純水 塩水

初期乾燥密度 Mg/m3 1.60 1.60 1.12 1.12 1.12 1.12

初期間隙比 ― 0.71 0.71 1.39 1.39 1.39 1.39

初期間隙率 ― 0.42 0.42 0.58 0.58 0.58 0.58

ベントナイト混合率 ％ 70 70 70 70 100 100

初期有効粘土乾燥密度 Mg/m3 1.37 1.37 0.89 0.89 1.12 1.12

モンモリロナイト含有率 ％ 57.9 57.9 81.3 81.3 81.3 81.3

有効モンモリロナイト乾燥密度 Mg/m3 1.00 1.00 0.79 0.79 1.00 1.00

固相の密度 Mg/m3 2.74 2.74 2.67 2.67 2.67 2.67

間隙水密度 Mg/m3 1.00 1.02 1.00 1.02 1.00 1.02

クニゲルV1砂混合 クニボンドクニボンド砂混合

間隙水の種別

ベントナイトの種別

純水 塩水 純水 塩水 純水 塩水

ヤング率 MPa 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

ポアソン比 ― 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30

膨潤特性パラメータp (*1) ― 1.38E-03 1.50E-04 8.57E-04 1.21E-03 8.57E-04 1.21E-03

膨潤特性パラメータq (*1) ― 4.08 4.68 5.57 5.49 5.57 5.49

膨潤の進行速度パラメータl ― 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

ベントナイトの種別 クニゲルV1砂混合 クニボンド砂混合 クニボンド

間隙水の種別

 

※1 最大膨潤圧を設定する数式のパラメータ 
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図 4-3- 86 各緩衝材条件における膨潤ひずみと膨潤圧の関係 

 

 

 

表 4-3- 15 オーバーパック模型に設定した力学特性 
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(iii)基本的な検討ケースで使用する水理特性値 

水理特性は保水特性と透水試験結果を整理して設定し、 

表 4-3- 16 に示す条件を設定した（付録）。水分特性曲線は式(4-3-31)に示す van 

Genuchten モデル（van Genuchten、1980）から設定し、𝑆𝑙0 = 0.1及び𝑆𝑙𝑚𝑎𝑥 = 1.0として

計算した。なお、𝑆𝑙は飽和度、𝑠はサクションであり、𝑃0は水分特性曲線の骨格を制御する

基準サクションである。また、透水係数は式（4-3-32）から有効粘土密度の関数として設

定した（Appendix XXX）。 

 

𝑆𝑙 = 𝑆𝑙0 + (𝑆𝑙𝑚𝑎𝑥 − 𝑆𝑙0) [1 + (
𝑠

𝑃0

)

1
1−𝜆

]

−𝜆

 (4-3-31) 

𝑘𝑤 = 𝑎 ⋅ 𝑒𝑥𝑝 (𝑏 ⋅ 𝜌𝑐) (4-3-32) 

 

図 4-3-87 に各緩衝材条件における有効粘土密度と透水係数の関係のグラフを示す。な

お、初期サクションはクニゲル V1 を対象に取得された既往検討（原子力環境整備促進・

資金管理センター、2018）を参照し、全ケースで一律に 55MPa とし、緩衝材の相対透水係

数は三乗則から設定を行った。各緩衝材条件における初期飽和度の一覧を表 4-3- 17 に、

水分特性曲線及び相対透水係数と飽和度の関係を図 4-3-88 に示す。 

 

 

表 4-3- 16 基本的なケース検討で使用する水理特性の一覧 

 
 
 

表 4-3- 17 各緩衝材条件における初期飽和度の一覧 

 

純水 塩水 純水 塩水 純水 塩水

水分特性曲線P0 (*1) MPa 0.9 2.6 0.5 1.2 3.5 5.2

水分特性曲線λ (*1) ― 0.27 0.31 0.25 0.30 0.30 0.35

透水係数パラメータa (*2) ― 2.85E-10 4.84E-06 4.35E-05 4.35E-05 4.35E-05 4.35E-05

透水係数パラメータb (*2) ― -4.8 -9.81 -14.6 -14.6 -14.6 -14.6

相対透水係数 ― S l
3 S l

3 S l
3 S l

3 S l
3 S l

3

間隙水の種別

ベントナイトの種別 クニゲルV1砂混合 クニボンド砂混合 クニボンド

純水 塩水 純水 塩水 純水 塩水

初期飽和度 ％ 29.6 32.8 28.1 27.4 37.5 35.0

ベントナイトの種別 クニゲルV1砂混合 クニボンド砂混合 クニボンド

間隙水の種別

※1 van Genuchten モデルのパラメータ 

※2 透水係数を設定する数式のパラメータ 
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図 4-3- 87 各緩衝材条件における有効粘土密度と透水係数の関係 

 

 

 

 
図 4-3- 88 各緩衝材条件における水分特性曲線と相対透水係数 
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(iv)接触面のモデル化 

小型圧力容器及びオーバーパックと緩衝材の間にはジョイント要素を配置している。ジ

ョイント要素は剥離や滑動が生じた際には剛性が消失する非線形要素であり、接着時の剛

性は一般に両側の材料のより剛性の高い方を基準に設定する。本検討ではオーバーパック

のヤング率と同じ条件とし（Zienkiewicz 型ジョイントの取り扱いはソリッド要素と同様で

ある）、摩擦係数は既往検討（原子力環境整備促進・資金管理センター、2018）と同様に

一律 0.3 とした。なお、LOSTUF で使用する THM 連成ジョイント要素では伝熱や水理特

性を設定可能であるが、本検討では接触面を介した水分移動を考慮する必要がないため、

透水性については 0 とした。 

 

(v)初期応力 

緩衝材の膨潤挙動には拘束圧が関係するため初期応力の設定は重要である。本検討では

接触面の非線形挙動を考慮した初期応力解析を実施してこれを設定した。実施した解析結

果より得られた各ケースの初期応力分布を圧縮正として図 4-3-89 に示す。 
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図 4-3- 89 各ケースにおける初期応力分布（圧縮を正とする） 

 

  

 
（a） 最大主応力分布                       （b） 最小主応力分布 

Case 1-2 Case 3-6 Case 1-2 Case 3-6
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(d) 追加の検討ケース 

本研究では既往の遠心模型試験 6 ケース（表 4-3- 12）を対象に数値解析を実施し、その

結果を踏まえて追加の検討ケースを実施し、解析条件が結果にどの程度影響するか傾向を

確認した。追加検討は実験結果との比較検討において見られた違いに着目し、オーバーパ

ック変位が大きい点に着目した Case 1 と 2 及び浸潤速度が大きい Case 6 に対して実施し

た。 

(i)追加検討ケースの一覧 

Case 1 及び 2 に対する追加検討ケースは同様のものであり、平成 27 年度から平成 28 年

度の処分システム工学確証技術開発（原子力環境整備・資金管理センター、2016、2017）

で実施されたクニゲル V1・砂混合体に対する要素試験データより、緩衝材の弾性パラメー

タの飽和度依存性を考慮するものである。 

表 4-3- 18 に Case 1 に対する追加検討ケースの一覧、表 4-3- 19 に Case 2 に対する追加

検討ケースの一覧を示す。 

Case 6 に対する追加検討ケースでは主に浸潤速度を小さくすることに着目し、飽和時の

透水係数や相対透水係数を小さくする条件を設定している（付録）。なお、Case 1 や 2 と

同様に変位を抑制するケースや、クニボンドの膨潤挙動に関する要素試験データが少ない

ことから膨潤特性に対する感度解析ケースも設定している。 

表 4-3- 20 に Case 6 に対する追加検討ケースの一覧を示す。 
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表 4-3- 18 Case 1 に対する追加検討ケース一覧 

 

 

 

表 4-3- 19 Case 2 に対する追加検討ケース一覧 

 

 

 

表 4-3- 20 Case 6 に対する追加検討ケース一覧 

 

  

ケース名 検討内容 

Case 1-1 ヤング率の飽和度依存性を考慮し，初期剛性を大きくすることで変位を抑制する． 

Case 1-2 Case 1-1 の修正に加えてポアソン比の飽和度依存性も考慮して変位を抑制する． 

 

ケース名 検討内容 

Case 2-1 ヤング率の飽和度依存性を考慮し，初期剛性を大きくすることで変位を抑制する． 

Case 2-2 Case 2-1 の修正に加えてポアソン比の飽和度依存性も考慮して変位を抑制する． 

 

ケース名 検討内容 

Case 6-1 有効粘土密度依存の透水係数パラメータの見直しを行う（低透水性のデータを使用）． 

Case 6-2 相対透水係数を 3 乗則でなく Mualem 式に変更する（Mualem van Genuchten モデル）． 

Case 6-3 ヤング率とポアソン比の飽和度依存性を考慮する（クニゲル V1 ケースの特性を採用）． 

Case 6-4 膨潤ひずみと膨潤圧の関係における膨潤ひずみを 1/2 倍にスケールする． 

Case 6-5 透水係数を有効粘土密度に依存しない一定値 kw=7.06E-13[m/s]とする（試験最小値）． 
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(ii)緩衝材の弾性パラメータの飽和度依存性 

地盤材料の弾塑性体としての特性は一般に飽和度の上昇に伴い、剛性は低下しポアソン

比は上昇すると考えられる。これらは水分量の増加に伴い生じるもので、応力変形と間隙

水圧の自由度を独立して考慮する有効応力解析では、適切な構成則を採用することで自ず

と生じるものと考えられる。しかし、ベントナイトのような難透水性でサクションの大き

い粘性土を対象とする場合、浸潤過程においては変形と水圧間の連成を考慮することが難

しい（大き過ぎるサクションで要素が潰れてしまう）ため、本研究の解析検討では不飽和

域における連成を考慮していない。また、基本検討では剛性については飽和時相当のヤン

グ率を仮定し、ポアソン比は乾燥時の一般値を設定して弾性体として解析を行っているた

め膨潤変形量が大きくなっており、追加検討ケースではこの条件の見直しを行う。 

平成 27～28 年度の処分システム工学確証技術開発（原子力環境整備・資金管理センタ

ー、2016、2017）では、クニゲル V1 と砂の混合土（7：3）の含水比を変えた各供試体の

圧縮試験時に E50値を取得しており、図 4-3-90 に示すヤング率の飽和度依存性を用いた数

値解析が行われている。なお、飽和近傍におけるデータは取得しておらず、ヤング率の下

限値は 2000 年レポート（核燃料サイクル機構、1999）を参考に 10MPa としており、また

ポアソン比については妥当なデータの取得が難しく図 4-3-91 に示す絶乾時を 0.3、飽和時

を 0.49 とする線形の関係を用いている。そこで、Case 1 と Case 2 の追加検討ケースでは図 

4-3-90 と図 4-3-91 に示す飽和度依存性を採用し、浸潤過程で生じる剛性変化を増分解析

により取り扱う。Case 2 における注入水は人工海水であるが同じ特性を使用した。また、

Case 6 はクニボンドに対する検討ケースであるが、対応するデータが取得されていないた

め同じ特性をそのまま使用した。 
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図 4-3- 90 緩衝材に設定するヤング率の飽和度依存性 

 

 

 
図 4-3- 91 緩衝材に設定するポアソン比の飽和度依存性 
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(iii)緩衝材の透水性の見直し 

Case 6 では実験結果に比べて浸潤速度が大きい傾向があったことから透水性を小さくす

る見直しを行った。Case 6-1 では要素試験結果より透水性の小さいデータに着目し、透水

係数を有効粘土密度の関数として定義した式(4-3-32)のパラメータの内、𝑎を見直して

1.59E-5 とした。図 4-3-92 に追加検討の Case 6-1 を含む各緩衝材条件の有効粘土密度と

透水係数の関係を示す。 

また、Case 6-2 では他のケースと異なり、相対透水係数𝑘𝑟を式(4-3-33)に示す Mualem

の式（Mualem、1976）から設定した。 

𝑘𝑟 = 𝑆𝑙
𝜅 [1 − (1 − 𝑆𝑙

1
𝜆)

𝜆

]

2

 (4-3-33) 

ここで、𝜅は間隙結合係数というパラメータであり、Mualem は 45 種類の土壌材料を対

象にこれを経験的に求め、1/2 が広く一般に用いられている。なお、van Genuchten は

Mualem のパラメータ𝜆を用いて水分特性曲線式をモデル化し（van Genuchten、1980）、

相対透水係数と水分特性曲線の式を結合したこのモデルは Mualem van Genuchten モデ

ルとして知られている。 

図 4-3-93 に Case 6-2 に設定する Mualem 式と他ケースの 3 乗則で計算した相対透水係

数の比較を示す。 
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図 4-3- 92 追加検討を含む各緩衝材条件における有効粘土密度と透水係数の関係 

 

 

 
図 4-3- 93 各緩衝材条件における水分特性曲線と相対透水係数  
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(iv)緩衝材の膨潤特性の変更 

Case 6-4 ではクニボンドの膨潤ひずみと最大膨潤圧の関係が挙動に及ぼす影響を確認す

るため、図 4-3-94 に示す膨潤ひずみを修正前の 1/2 倍にスケールする設定を行った。 

 

 

 
図 4-3- 94 追加検討を含む各緩衝材条件における膨潤ひずみと膨潤圧の関係 
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基本的なケースの解析結果より各ケースの 1000 年経過時における最終変位分布と変形

の様子を図 4-3-95 に示す。また、以降の図 4-3-95 から図 4-3-137 に、オーバーパック変

位、各位置の緩衝材土圧と飽和度の経過時間変化をグラフで示し、合わせて 1、10、50、

100、1000 年経過時における緩衝材の飽和度、乾燥密度、含水比の分布図を示す。解析結

果はケースごとにまとめて示し、各ケース結果の末尾に解析結果に対する考察を添えてい

る。 
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図 4-3- 95 各ケースの最終変位分布（等倍変形図） 

  

Case 1 Case 2 Case 3 Case 4 Case 5 Case 6
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(a)Case 1 の解析結果 

 
図 4-3- 96 Case 1 の O/P 変位の経過時変化 

 

 
図 4-3- 97 Case 1 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 98 Case 1 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 99 Case 1 の各位置の飽和度の経過時変化 
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図 4-3- 100 Case 1 の飽和度分布の経過時変化 

 

 
図 4-3- 101 Case 1 の乾燥密度分布の経過時変化 

 



 

576 

 

  
図 4-3- 102 Case 1 の含水比分布の経過時変化 
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このケースはクニゲル V1+砂混合土と純水を組み合わせた緩衝材条件であり、他と比べ

て浸潤速度が非常に小さいケースである。一方で底面は飽和に至るのが早いため膨潤作用

の立ち上がりも早く、O/P の変位量は注水開始から直ぐにほぼ一定となっており、その後

は 30 年経過時以降に下部から飽和に至ることで大きく変位が立ち上がっている。全体が

飽和して冠水に至るのは 500 年以上を要する結果となっており、上部の緩衝材が飽和に至

るころには全体の土圧が大きくなっており、ほとんど膨潤できないことや排水条件により

生じる圧力勾配から乾燥密度にむらが残る結果となっている。最終的には冠水し、上部で

生じた間隙水圧によって O/P は少し押し戻されている。 
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(b)Case 2 の解析結果 

 
図 4-3- 103 Case 2 の O/P 変位の経過時変化 

 

 
図 4-3- 104 Case 2 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 105 Case 2 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 106 Case 2 の各位置の飽和度の経過時変化 
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図 4-3- 107 Case 2 の飽和度分布の経過時変化 

 

  
図 4-3- 108 Case 2 の乾燥密度分布の経過時変化 
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図 4-3- 109 Case 2 の含水比分布の経過時変化
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このケースはクニゲル V1+砂混合土と人工海水を組み合わせた緩衝材条件であり、間隙

水のみ異なる Case 1 と比べると浸潤速度が非常に大きいケースとなっている。一方で膨

潤圧は小さいため、極初期に立ち上がりが見られて以降は間隙水圧によって O/P を押し上

げており、その後冠水に至るのも早く、20 年経過時以降は O/P が押し戻されて過渡的な

現象としては収束している。経時変化には大きな違いがあるが、最終的な状態としては

Case 1 と似た結果となっている。 
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(c)Case 3 の解析結果 

 
図 4-3- 110 Case 3 の O/P 変位の経過時変化 

 

 
図 4-3- 111 Case 3 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 112 Case 3 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 113 Case 3 の各位置の飽和度の経過時変化 
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図 4-3- 114 Case 3 の飽和度分布の経過時変化 

 

 
図 4-3- 115 Case 3 の乾燥密度分布の経過時変化 
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図 4-3- 116 Case 3 の含水比分布の経過時変化
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このケースはクニボンド+砂混合土と純水を組み合わせた緩衝材条件であり、初期の有

効粘土密度が小さいこともあり浸潤速度が非常に大きい。発生する膨潤圧も比較的小さ

く、傾向として Case 2 と似た結果となっているが浸潤速度は更に大きい。極初期に立ち

上がりが見られて以降は間隙水圧によって O/P を押し上げており、数年で冠水に至り O/P

が押し戻されて過渡的な現象としては終息している。最終的な乾燥密度分布は間隙水圧の

分布に大きく影響を受けていると考えられる。 
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(d)Case 4 の解析結果 

 
図 4-3- 117 Case 4 の O/P 変位の経過時変化 

 

 
図 4-3- 118 Case 4 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 119 Case 4 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 120 Case 4 の各位置の飽和度の経過時変化 
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図 4-3- 121 Case 4 の飽和度分布の経過時変化 

 

 
図 4-3- 122 Case 4 の乾燥密度分布の経過時変化 
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図 4-3- 123 Case 4 の含水比分布の経過時変化
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このケースはクニボンド+砂混合土と人工海水を組み合わせた緩衝材条件であり、初期

の有効粘土密度が小さいこともあり浸潤速度が非常に大きいのは Case 3 と同じである。

発生する膨潤圧が Case 3 より大きいためか、初期の O/P 変位の立ち上がりが大きく、結

果として透水性は更に大きくなり Case 3 より早く冠水している。全ての経時変化は 5 年

経過時頃までに終息しており、結果としては Case 3 とほぼ同様である。 
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(e)Case 5 の解析結果 

 
図 4-3- 124 Case 5 の O/P 変位の経過時変化 

 

 
図 4-3- 125 Case 5 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 126 Case 5 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 127 Case 5 の各位置の飽和度の経過時変化 
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図 4-3- 128 Case 5 の飽和度分布の経過時変化 

 

 
図 4-3- 129 Case 5 の乾燥密度分布の経過時変化 
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図 4-3- 130 Case 5 の含水比分布の経過時変化
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このケースはクニボンドと純水を組み合わせた緩衝材条件であり、有効粘土密度と透水

性の関係自体は砂混合条件や間隙水による違いはないが、砂混合条件に比べて初期の有効

粘土密度が大きいため浸潤速度は小さくなっている。混合土ではないため発生する膨潤圧

が大きく、初期の O/P 変位の立ち上がりは急激であり、その後は下部の飽和から間隙水圧

の発生によって押し上げられ、50 年経過時以降に上部が飽和に至り押し戻されている。

Case 1 と比べると浸潤速度は大きいが、他のケースと比べると冠水に時間を要するケース

となっている。 
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(f)Case 6 の解析結果 

図 4-3- 131 Case 6 の O/P 変位の経過時変化 

 

図 4-3- 132 Case 6 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

図 4-3- 133 Case 6 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 134 Case 6 の各位置の飽和度の経過時変化 
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図 4-3- 135 Case 6 の飽和度分布の経過時変化 

図 4-3- 136 Case 6 の乾燥密度分布の経過時変化 
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図 4-3- 137 Case 6 の含水比分布の経過時変化 
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このケースはクニボンドと人工海水を組み合わせた緩衝材条件であり、有効粘土密度と

透水性の関係自体は砂混合条件や間隙水による違いはないが、砂混合条件に比べて初期の

有効粘土密度が大きいため浸潤速度は小さい点は Case 5 と同じである。また、混合土で

はないため発生する膨潤圧が大きく、Case 5 と同様に O/P 変位の立ち上がりは急激であ

る。膨潤圧としては Case 5 よりも更に大きく、浸潤速度としては大きくなる条件となっ

ている。50 年経過時頃までには冠水し、過渡的な現象としては終息している。 
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(g) 遠心模型実験の計測結果との比較 

ここでは、数値解析の対象とした既往の遠心模型試験 6 ケース（表 4-3- 12）の計測結果

を示し、数値解析結果との比較を行う。 

図 4-3-138 にオーバーパック変位量の経時変化を示す。また、図 4-3-139 に実験終了後

の緩衝材の飽和度を示す。実験期間は実規模換算で 47 年であったが、Case 2 のクニゲル

V１・砂混合体-人工海水、Case 3 のクニボンド・砂混合体-純水、Case 4 のクニボンド・

砂混合体-人工海水の 3 ケースは実験終了時に飽和していたと考えられる。その他の 3 ケー

スは飽和したのは試験体下部のみであり、試験体上部は不飽和状態であった。Case 1 につ

いて、解析では 50 年経過時の飽和領域は試験体下部に限定されており、実験結果と整合

している。Case 2～4 について、解析では 50 年経過時で試験体全体が飽和しており、実験

結果と整合している。一方、クニボンド単体を用いた Case 5, Case 6 は実験では飽和に至

らなかったが、解析では 50 年経過時に全体が飽和しており、解析の方が浸透が速い傾向

が見られた。 

オーバーパック変位量を見ると、飽和が達成された Case 2～4 で上昇量が大きい傾向が

ある。上昇量の最大値は、Case 2 では約 23mm、Case 3 では約 80mm、Case 4 では約

8mm であった。その他の飽和が達成されなかったケースでは、上昇量は 5mm 以下であ

る。一方、解析では飽和時に 35～50mm の上昇量となった。Case 3 以外の 5 ケースで、

解析の方がオーバーパック上昇量が大幅に大きい傾向があった。原因としてはヤング率に

飽和時の値を設定したので、試験体下部の膨潤時に上部の剛性を過小評価していると考え

られる。さらに、Case 5 及び Case 6 については、解析において水の浸透が速いことも原

因と考えられる。 
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(a) クニゲル V1・砂-純水       (b) クニゲル V1・砂-人工海水 

 

     

(c) クニボンド・砂-純水        (d) クニボンド・砂-人工海水 

 

     

(e) クニボンド-純水          (f) クニボンド-人工海水 

図 4-3- 138 オーバーパック変位量の経時変化 
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クニゲル V1・砂     クニボンド・砂       クニボンド 

(a) 純水 

 

 

クニゲル V1・砂     クニボンド・砂       クニボンド 

(b) 人工海水 

図 4-3- 139 実験終了後の緩衝材の飽和度 
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追加の検討ケースの解析結果より各ケースの 1000 年経過時における最終変位分布と変

形の様子を図 4-3-140 と図 4-3-141 に示す。また、以降の図 4-3-142 から図 4-3-204 に

オーバーパック変位、各位置の緩衝材土圧と飽和度の経過時間変化をグラフで示し、合わ

せて 1、10、50、100、1000 年経過時における緩衝材の飽和度、乾燥密度、含水比の分布

図を示す。解析結果はケースごとにまとめて示し、各ケース結果の末尾に解析結果に対す

る考察を添えている。 

  



 

602 

 

図 4-3- 140 Case 1 と 2 の追加検討ケースの最終変位分布（等倍変形図） 

  

Case 1-1 Case 2-1 Case 2-2Case 1-2
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図 4-3- 141 Case 6 の追加検討ケースの最終変位分布（等倍変形図） 

 

Case 6-3 Case 6-4 Case 6-5Case 6-1 Case 6-2
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(a)Case 1-1 の解析結果 

 
図 4-3- 142Case 1-1 の O/P 変位の経過時変化 

 

 
図 4-3- 143 Case 1-1 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 144 Case 1-1 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

 
図 4-3- 145 Case 1-1 の各位置の飽和度の経過時変化 
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図 4-3- 146 Case 1-1 の飽和度分布の経過時変化 

 

 図 4-3- 147 Case 1-1 の乾燥密度分布の経過時変化 
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図 4-3- 148 Case 1-1 の含水比分布の経過時変化 
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Case 1（クニゲル V1 砂混合土+純水）に対してヤング率の飽和度依存性を考慮したケー

スであり、初期剛性が大幅に高いことから履歴平均の剛性が高まり、特に O/P 変位履歴に

顕著な影響が見られる。O/P 変位は実験での計測値に近い値となった。浸潤履歴などには

殆ど影響は見られないが、変形が抑制された結果透水性は少し小さくなっており、全応力

としての土圧も少し大きくなっている。O/P 変位は大幅に抑制され、特に下部の緩衝材も

飽和に至る前においては 1/7 未満の変位量にとどまっている。その後、間隙水圧の影響で

大きく押し上げられ、上部が飽和に至ることで押し戻される傾向には変化はない。なお、

変形が抑制された結果、乾燥密度分布に見られる斑は小さくなっている。 
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(b)Case 1-2 の解析結果 

  

図 4-3- 149 Case 1-2 の O/P 変位の経過時変化 

 

  
図 4-3- 150 Case 1-2 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 151 Case 1-2 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 152 Case 1-2 の各位置の飽和度の経過時変化 
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 図 4-3- 153 Case 1-2 の飽和度分布の経過時変化 
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 図 4-3- 154 Case 1-2 の乾燥密度分布の経過時変化 

 

図 4-3- 155 Case 1-2 の含水比分布の経過時変化  
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Case 1（クニゲル V1 砂混合土+純水）に対してヤング率に加えてポアソン比の飽和度依

存性も考慮したケースであり、初期剛性が大幅に高いことから履歴平均の剛性が高く、更

に飽和に至る過程においても体積変化が抑制されることから、O/P 変位履歴が非常に小さ

くなっている。O/P 変位は実験での計測値に近い値となった。浸潤初期段階においては

Case 1-1 と同様の傾向が見られるが、飽和に至る段階で体積変化が抑制された結果、土圧

の上昇が早く、変形量は更に小さくなっている。浸潤履歴などには大きな影響は見られな

い。なお、全体の変形が抑制された結果、乾燥密度分布には殆ど変化が見られていない。 
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(c)Case 2-1 の解析結果 

  

図 4-3- 156Case 2-1 の O/P 変位の経過時変化 

 

  
図 4-3- 157 Case 2-1 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 158 Case 2-1 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 159 Case 2-1 の各位置の飽和度の経過時変化 
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図 4-3- 160 Case 2-1 の飽和度分布の経過時変化 

図 4-3- 161 Case 2-1 の乾燥密度分布の経過時変化 
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 図 4-3- 162 Case 2-1 の含水比分布の経過時変化 
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Case 2（クニゲル V1 砂混合土+人工海水）に対してヤング率の飽和度依存性を考慮した

ケースであり、初期剛性が大幅に高いことから履歴平均の剛性が高まり、特に O/P 変位履

歴に顕著な影響が見られる。しかし、人工海水のケースでは飽和に至るのが早いため、間

隙水圧で O/P が押し上げられるのも早く、Case 1-1 ほどの変位の抑制効果は見られない。

O/P 変位は実験での計測値を下回り、より近い値となった。浸潤履歴などには殆ど影響は

見られないのも同様であり、変形が抑制された結果透水性は少し小さくなっており、全応

力としての土圧も少し大きくなっている点も同様である。変形が抑制されているものの各

履歴の傾向に変化はないが、変形が抑制された結果、乾燥密度分布に見られる斑は小さく

なっている。 
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(d)Case 2-2 の解析結果 

  

図 4-3- 163 Case 2-2 の O/P 変位の経過時変化 

 

  
図 4-3- 164 Case 2-2 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 165 Case 2-2 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 166 Case 2-2 の各位置の飽和度の経過時変化 
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図 4-3- 167 Case 2-2 の飽和度分布の経過時変化 

 

 図 4-3- 168 Case 2-2 の乾燥密度分布の経過時変化 



 

618 

 

図 4-3- 169 Case 2-2 の含水比分布の経過時変化 
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Case 2（クニゲル V1 砂混合土+人工海水）に対してヤング率に加えてポアソン比の飽和

度依存性も考慮したケースであり、初期剛性が大幅に高いことから履歴平均の剛性が高ま

り、特に O/P 変位履歴に顕著な影響が見られる。人工海水のケースでは飽和に至るのが早

いため、直ぐに体積変化が抑制されて O/P 変位は非常に小さくなっている。O/P 変位は実

験での計測値を下回った。浸潤履歴などには殆ど影響は見られない点は Case 2-1 と同様で

あり、各履歴の傾向には殆ど変化が見られない。また、変形が大幅に抑制された結果、乾

燥密度分布は初期状態から殆ど変化していない。 
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(e)Case 6-1 の解析結果 

  

図 4-3- 170 Case 6-1 の O/P 変位の経過時変化 

 

  
図 4-3- 171 Case 6-1 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 172 Case 6-1 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 173 Case 6-1 の各位置の飽和度の経過時変化 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

0 10 20 30 40 50

So
il 

p
re

ss
u

re
 [

M
P

a]

Time [year]

Pressure1

Pressure2

Pressure3

Pressure4

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

0.00001 0.0001 0.001 0.01 0.1 1 10 100 1000

So
il 

p
re

ss
u

re
 [

M
P

a]

Time [year]

Pressure1

Pressure2

Pressure3

Pressure4

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

0 10 20 30 40 50

So
il 

p
re

ss
u

re
 [

M
P

a]

Time [year]

PressureB

PressureT

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

0.00001 0.0001 0.001 0.01 0.1 1 10 100 1000

So
il 

p
re

ss
u

re
 [

M
P

a]

Time [year]

PressureB

PressureT

0

20

40

60

80

100

120

0 10 20 30 40 50

Sa
tu

ra
ti

o
n

 [
%

]

Time [year]

Saturation1

Saturation2

Saturation3

Saturation4

0

20

40

60

80

100

120

0.00001 0.0001 0.001 0.01 0.1 1 10 100 1000

Sa
tu

ra
ti

o
n

 [
%

]

Time [year]

Saturation1

Saturation2

Saturation3

Saturation4

0

10

20

30

40

50

60

0 10 20 30 40 50

D
is

p
la

ce
m

en
t 

[m
m

]

Time [year]

0

10

20

30

40

50

60

0.00001 0.0001 0.001 0.01 0.1 1 10 100 1000

D
is

p
la

ce
m

en
t 

[m
m

]

Time [year]



 

621 

 

図 4-3- 174 Case 6-1 の飽和度分布の経過時変化 
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図 4-3- 175 Case 6-1 の乾燥密度分布の経過時変化 

図 4-3- 176 Case 6-1 の含水比分布の経過時変化 
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Case 6（クニボンド+人工海水）に対して有効粘土密度に対する透水係数の関係を見直

し、透水係数を小さく設定したケースである。その結果、浸潤過程が全体的に遅れてお

り、経過時変化に顕著な影響が見られる。50 年経過時では上部に不飽和領域が残ってお

り、実験結果に近づいた。その一方で最終的な O/P 変位量などには殆ど影響はなく、冠水

に至るまでの時間が 2 倍程度長くなったケースと言える。初期段階の乾燥密度や含水比分

布にはケース間の差異が見られるが、最終的な分布は基本ケースである Case 6 とほぼ同

じものである。 
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(f)Case 6-2 の解析結果 

  

図 4-3- 177 Case 6-2 の O/P 変位の経過時変化 

 

  
図 4-3- 178 Case 6-2 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 179 Case 6-2 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 180 Case 6-2 の各位置の飽和度の経過時変化 
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 図 4-3- 181 Case 6-2 の飽和度分布の経過時変化 

 

 図 4-3- 182 Case 6-2 の乾燥密度分布の経過時変化 
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 図 4-3- 183 Case 6-2 の含水比分布の経過時変化 
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Case 6（クニボンド+人工海水）に対して相対透水係数を見直し、三乗則ではなく

Mualem の式を適用したものである（つまり、一般的な Mualem van Genuchten モデ

ル）。その結果、飽和直前に至るまでは大幅に相対透水係数が小さくなる条件であるが、

透水係数自体を小さく設定した Case 6-1 とは全く別の傾向が見られる。このケースでは各

部位の飽和度の立ち上がりが急激であり、飽和度が変化しだすまでには長い時間を要する

が、上昇開始してから飽和に至るまでの期間が短く、結果として下部の飽和は Case 6 よ

り早くなっており、上部の飽和時期は遅くなっている。他のケースと各部位が飽和に至る

履歴が大きく異なるため、O/P 変位にもその影響が見られ、基本ケースで見られる上部緩

衝材の膨潤によって押し戻される挙動が見られなくなっている。全体が冠水に至る時期は

Case 6-1 と同様に 2 倍程度遅れており、変位量自体は少し大きくなっている。 

 

  



 

628 

 

(g)Case 6-3 の解析結果 

  

図 4-3- 184 Case 6-3 の O/P 変位の経過時変化 

 

  
図 4-3- 185 Case 6-3 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 186 Case 6-3 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

   
図 4-3- 187 Case 6-3 の各位置の飽和度の経過時変化 
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 図 4-3- 188 Case 6-3 の飽和度分布の経過時変化 

 

 図 4-3- 189 Case 6-3 の乾燥密度分布の経過時変化 
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 図 4-3- 190 Case 6-3 の含水比分布の経過時変化 
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Case 6（クニボンド+人工海水）に対してヤング率とポアソン比の飽和度依存性を考慮

したケースであり、初期剛性や履歴平均の剛性が高くなり、また飽和度の上昇時には体積

変化が抑制されることで O/P 変位量が大幅に小さくなっている。O/P 変位量は実験での計

測値に近づいた。基本ケースと比べて O/P 変位の履歴に遅れが見られ、最終変位量は 1/8

程度となっている。変形が抑制された結果、乾燥密度の変化は殆ど生じていない。また、

透水係数が小さくなっており、Case 6-1 や Case 6-2 と同様に冠水に至る期間が 2 倍程度

長くなっている。Case 6 と比較して、実験終了時の飽和度分布により近くなった。 
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(h)Case 6-4 の解析結果 

  

図 4-3- 191 Case 6-4 の O/P 変位の経過時変化 

 

  
図 4-3- 192 Case 6-4 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 193 Case 6-4 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

   
図 4-3- 194 Case 6-4 の各位置の飽和度の経過時変化 
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 図 4-3- 195 Case 6-4 の飽和度分布の経過時変化 

 

 図 4-3- 196 Case 6-4 の乾燥密度分布の経過時変化 
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 図 4-3- 197 Case 6-4 の含水比分布の経過時変化 
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Case 6（クニボンド+人工海水）に対して膨潤ひずみと膨潤圧の関係を修正したケース

である。同じ拘束圧条件では膨潤ひずみ量が 1/2 となるため、変形が抑制される傾向にあ

り、変位量が小さくなるとともに透水性が低下している。全体的な応力-変位関係の履歴は

基本ケースと同様の傾向であるが、浸潤速度は小さくなっており、冠水に至るまでの期間

も他の検討ケースと同様に 2 倍程度長くなっている。変位量自体への影響はヤング率やポ

アソン比を直接修正するケースに比べると小さいため、1～2 割程度であり、最終的な乾燥

密度分布などは基本ケースと似ている。 
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(i)Case 6-5 の解析結果 

  

図 4-3- 198 Case 6-5 の O/P 変位の経過時変化 

 

  
図 4-3- 199 Case 6-5 の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 

 

  
図 4-3- 200 Case 6-5 の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 

 

   
図 4-3- 201 Case 6-5 の各位置の飽和度の経過時変化 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

0 10 20 30 40 50

So
il 

p
re

ss
u

re
 [

M
P

a]

Time [year]

Pressure1

Pressure2

Pressure3

Pressure4

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

0.00001 0.0001 0.001 0.01 0.1 1 10 100 1000

So
il 

p
re

ss
u

re
 [

M
P

a]

Time [year]

Pressure1

Pressure2

Pressure3

Pressure4

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

0 10 20 30 40 50

So
il 

p
re

ss
u

re
 [

M
P

a]

Time [year]

PressureB

PressureT

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

0.00001 0.0001 0.001 0.01 0.1 1 10 100 1000

So
il 

p
re

ss
u

re
 [

M
P

a]

Time [year]

PressureB

PressureT

0

20

40

60

80

100

120

0 10 20 30 40 50

Sa
tu

ra
ti

o
n

 [
%

]

Time [year]

Saturation1

Saturation2

Saturation3

Saturation4
0

20

40

60

80

100

120

0.00001 0.0001 0.001 0.01 0.1 1 10 100 1000

Sa
tu

ra
ti

o
n

 [
%

]

Time [year]

Saturation1

Saturation2

Saturation3

Saturation4

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0 10 20 30 40 50

D
is

p
la

ce
m

en
t 

[m
m

]

Time [year]

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0.00001 0.0001 0.001 0.01 0.1 1 10 100 1000

D
is

p
la

ce
m

en
t 

[m
m

]

Time [year]



 

637 

 

 

図 4-3- 202 Case 6-5 の飽和度分布の経過時変化 

 

 図 4-3- 203 Case 6-5 の乾燥密度分布の経過時変化 
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図 4-3- 204 Case 6-5 の含水比分布の経過時変化 
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Case 6（クニボンド+人工海水）に対して透水係数を修正したケースであり、有効粘土

密度に関係なく試験最小値を設定しているため冠水時期は 200 年経過時より後にずれてい

る。応力-変位挙動は全体的に遅れているが傾向に違いはなく、最終変位量は基本ケースと

ほぼ同じとなっている。そのため、乾燥密度や含水比の最終分布は殆ど同じである。 
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緩衝材の仕様（Na 型/Ca 型/砂混合）と水質（純水/人工海水）を組み合わせて実施され

た既往の遠心模型試験を対象に、実規模大の現象の数値解析を実施した。膨潤特性や透水

性は要素試験データを有効粘土密度で整理して設定し、基本的な解析条件を統一して全 6

ケースの数値解析を実施し、緩衝材条件の違いによる影響を確認した。また、試験結果と

の比較の観点から、オーバーパック変位が大きいことや、一部ケースで浸潤速度が大きい

傾向が見られ、これらの要因を分析する上で解析条件を変更した追加検討を実施し、その

影響を確認した。本研究で得られた成果は以下のようにまとめられる。 

(a) 緩衝材仕様と水質の違いによる影響 

Na 型ベントナイトであるクニゲル V1 と砂の混合土と純水を組み合わせたケースでは、

透水性が非常に小さいため浸潤期間が長く、O/P 変位が緩衝材下部の膨潤で押し上げられ

た後、上部の膨潤で押し戻され、下部で生じた間隙水圧により再上昇した後に冠水で押し

も戻される挙動が確認できる（図 4-3-205）。一方で、緩衝材仕様が同じであっても人工海

水を組み合わせた場合、透水性が大きくなるため浸潤期間が短く、緩衝材の膨潤による

O/P 変位の押し上げと押し戻しは変位履歴の上で不明瞭となり、間隙水圧による変動が支

配的となる。これは透水性の大きい Ca 型ベントナイトであるクニボンドと砂の混合土の

ケースでも同様である。砂を混合しない条件のクニボンドを使用したケースでは、浸潤期

間がある程度長いためクニゲル V1 砂混合土と純水の組み合わせと同様の挙動が見られ、

特に膨潤圧の大きい Case 6 では特徴的である。なお、クニボンドを使用したケースでは

浸潤速度は実験結果に比べて大きい傾向にある（図 4-3-206）。 
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図 4-3- 205 O/P 変位の経時変化の基本ケース間の比較 

 

 

 

 
図 4-3- 206 緩衝材最下部位置における飽和度の経時変化の基本ケース間の比較 
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(b) 緩衝材の剛性や膨潤特性が及ぼす影響 

緩衝材は浸潤過程で間隙水による影響が大きくなり、剛性の低下や見かけのポアソン比

の変化が生じる。基本検討では緩衝材の剛性を飽和時相当とし、ポアソン比は乾燥時相当

で一定値としているため、膨潤や間隙水圧による変形量が大きく生じていた。この条件に

対し、緩衝材のヤング率やポアソン比を乾燥時から飽和時にかけて線形に変化させる検討

を行い、履歴平均の剛性が高くなることや、剛性低下後も体積変化を抑制することで O/P

変位が小さくなり（図 4-3-207）、実験結果に近づくことを確認した。なお、変形が拘束さ

れることで有効粘土密度が大きくなるため、透水性が小さくなる効果があり、緩衝材に生

じる全応力も大きくなる。このことは、膨潤特性として膨潤圧に対する膨潤ひずみを小さ

く考慮する場合においても同様である。ただし、過渡的な現象進展の遅れは見られるもの

の、絶対的な変位の大きさに比べて浸潤の進行速度に力学特性の変更が与える影響は小さ

い（図 4-3-208）。 

O/P 変位についての実験との比較から、緩衝材の剛性の飽和度依存を適切に設定する必

要があることが明らかになった。飽和時のヤング率を定数で設定した場合は、O/P 変位量

を過大に評価することになる。 
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図 4-3- 207 Case1 と追加ケースの O/P 変位の経時変化の比較 

 

 

 

 
図 4-3- 208 Case1 と追加ケースの緩衝材最下部位置における飽和度の経時変化の比較 
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(c) 緩衝材の水理特性が及ぼす影響 

クニボンドと人工海水を組み合わせた緩衝材条件を対象に、透水性の大きさを変更した

検討を実施した。要素試験データのばらつきの範囲で、より透水係数を小さく設定するこ

とで浸潤速度を小さくした。これにより、冠水に至るまでの期間が長くなり、実験と整合

する結果を得た。また、相対透水係数の見直すことで浸潤速度を小さくする検討も実施

し、緩衝材の下部では早く飽和に至る結果が見られたものの、全体が冠水に至るまでの期

間は長くなった。検討したケース内では透水係数を試験最小値から設定したケースを除い

て、冠水までに概ね基本ケースの 2 倍程度の期間を要する結果となった。これらの水理特

性に関する条件変更が O/P 変位などに与える影響は小さく、相対透水係数を変更したこと

で各部位の飽和度の経時変化が他ケースと大きく異なる Case 6-2 を除いて、過渡的な現象

の遅れは生じるものの最終的な状態には殆ど影響が見られていない（図 4-3-209、図 4-3-

210）。 
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図 4-3- 209 Case6 と追加ケースの O/P 変位の経時変化の比較 

 

 

 

 
図 4-3- 210 Case6 と追加ケースの緩衝材最上部位置における飽和度の経時変化の比較 
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数理統計学的なモデル（スタティス

ティカルモデル）を作成し、前年度までに作成したエキスパートモデルとスタティスティ

カルモデルの差異を検討した。その結果、断面図データの密度が小さい地域（データ密度

が疎な地域）では、両者の違いが小さいが、データ密度が大きくなると、両者の違いは大

きくなった。このことからデータ密度の小さな地域では地質の専門家によるエキスパート

ジャッジが地質環境モデルの精度に大きく影響を与えることが明らかとなった。また我が

国の沿岸地域における、海陸連続の三次元温度密度流・塩分密度流に係る非定常連成解析

を実施したことで、滞留時間（地下水年代）と塩分濃度、地下水流跡線、水頭圧分布を見

える化できた。 

 

地質モデルの不確実性が地下水流動に与える影響を明らかにし、不確実性を低減するた

めの方策を示すことを目的として、駿河湾沿岸部を対象とした地質モデル作成ならびに地

下水流動解析の事例研究を実施している。 

地質モデルの構築では、昨年度までに、事例研究地域に対して不確実性を考慮した複数

の地質モデルを作成した。今年度は、昨年度までの実施内容・実施結果に基づいて、陸

域・海域共通の地質情報の不確実性を考慮した 3 段階の地質モデル構築手順（データの収

集と精査→地質概念モデルの作成→地質モデルの構築）を提示した。この構築手順の実例

として、事例研究地域において、複数の地質概念モデルによって地質の不確実性を表現

し、地質要素の分布の確からしさと地下水流動に与える影響の大きさの観点から概念モデ

ルを絞りこみ、地質モデルを作成していくという一連のプロセスを示した。また、概要調

査におけるボーリング調査の設計を事例として、不確実性低減のための地質調査の基本的

な考え方を整理した。以上の検討内容にリスクマネジメントの視点を加味し、地質モデル

構築の PDCA サイクルを示した。 

地下水流動解析では、昨年度までに、想定される複数の地質モデルを用いて、透水係数

の推定を試みた。しかしながら、文献で得られる地表付近で取得された観測値のみでは、
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推定は上手くいかなかった。特に、深部や局所的な構造の水理特性の推定は、難しいこと

がわかった。今年度は、これらを踏まえて、地質モデルの不確実性を考慮し、貫入岩や断

層について感度解析を実施した。この結果、局所的な構造である断層や貫入岩は感度が小

さく、周辺に観測値がない場合、評価が難しいことがわかった。このため、文献の再収集

を行い、空間的にデータが少ない部分を補って再度透水係数の推定を行った。この結果、

推定誤差は小さくなり、推定値に深度依存性がある結果が得られた。ただし、深部の地層

と局所的な貫入岩や断層については、推定が上手くいかなかった。このため、観測点の空

間分布および地質構造との対応は、透水係数の推定に重要であることがわかった。 

さらに、海水準変動を考慮した塩水解析を行った。透水係数が小さいほど、地下水流動

は遅くなり、化石海水や氷期降水が沿岸部に残留する可能性が高いことがわかった。ま

た、駿河湾のような急峻な地形の場合、海水準変動の影響は相対的に小さいと考えられ

た。 

今後、ボーリング調査結果を反映して、地質モデルを更新し、ボーリング地点および周

辺での地下水調査結果を更新して、地下水モデルの校正を行う。これにより、調査による

モデルの不確実性の低減と、モデルの校正に有効な指標を明らかにする。 

 

 

海岸線から約 300m の距離にて昨年度から掘削中のボーリング孔（FGB-2 孔）では、昨

年度到達深度 160m から深度 400m まで掘進した。本ボーリング調査の目的は、沿岸部地

下水の特性把握の観点から、①陸域と海域の地下水の連続性の把握、②塩淡境界付近にお

ける地下水の流向・流速の確認、③塩水領域の地下水質と年代の把握、分野間連携の観点

から④物理検層による地質情報や物理パラメータの取得とデータが持つ代表性の検証、⑤

初期地圧測定のための新たな水平応力測定手法の検証とした。昨年度は⑤を実施したた

め、本年度は主に②③④に焦点を当てた。 

本年度は基本的にノンコアボーリングとしたが、3 区間にてオールコアボーリングを実

施するとともに、注意深くカッティングスを観察して地質状況の把握に努めた。最も注力

したのは、良質の地下水試料の採取であり、深度約 170m、218m、283m、343m の 4 深

度にて掘進を一旦停止して、裸孔区間から 2 日間以上の揚水をおこなった後に実施した。

この際、同時に連続揚水試験等の水理試験を実施し、透水係数などの水理特性の変化を把

握した。これに加えて種々の物理検層を実施し、本地点における淡水領域、塩淡境界、塩

水領域を区分するとともに、カッティングから予想されていた地質上状況が正しかったこ

とを確認した。なお、物理検層には地層処分研究では適用事例の少ない核磁気共鳴検層を

加えた。上記のうち、塩淡境界（170m 付近）と塩水領域上部（218m 付近）にて流向流

速計測定を実施したところ、両者ともに流速は定量限界の 10-7 m/s 以下であったが、塩淡

境界では南東向きの流れの存在が認められた。 
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本年度の成果は以上であるが課題も残った。まずは、ここで得られた現場データが流動

解析（密度流解析）によって再現が可能かどうか、という課題、深層の塩水の流速が遅

く、特にその流向を測定できなかったという課題、核磁気共鳴検層にて評価される間隙率

を実際のボーリングコアを用いて検証できなかったという課題である。特に我が国にて塩

水の動きが最も速い地域の 1 つと考えられてきた駿河湾でもこれを直接測定できなかった

ため、他の地域においても同様の結果になると推定される。 

その他、浜里試験地においては異なる深度を有する 4 本の観測井を用いた地下水位の連

続観測、DD-2 孔の補修作業、DD-4 孔の洗浄作業をおこなった。 

 

海底地形の詳細把握に係る技術と、陸域地下水の流出場の特定手法や海底湧出地下水か

ら陸域地下水の化学的特徴の推定手法の高度化を目標として、特に ROV とサイドスキャ

ンソナーなどで得られる音響画像の解析を組み合わせた湧出水の探査手法について検討を

行った。令和 3 年度は前年度に引きつづき、効率的な湧出水の探査手法について検討を進

めるとともに、実際の沿岸部海域での試験を通して、沿岸部海域のデータ収集と現地作業

における課題の整理を進めた。また、地下水の流出場の特定や海底下の構造などを探査す

る技術について文献の収集および整理を行った。 

具体的な成果として、実海域における潮流の影響によって ROV の航行速度が大きく変

化した場合にも、音響画像から湧出水の検出が可能であることを実証した。また、駿河湾

沿岸域を対象に、測線を 12 本設定して探査を行って湧出水の検出に成功するとともに、

模擬実験で検討した湧出量と音響画像の反射面積の関係式から湧出量を見積もり、GIS 解

析によって面的な湧出量を推定した。一方で陸域掘削孔（FGB-2）の周辺の水深 20～

260m では明瞭な湧出水のシグナルは認められず、より広範囲での探査が必要や検証が必

要と考えられる。 

また、海域における地下水の湧出現象や、その探査法について文献の収集や整理を行っ

た。浅い海域においては、地化学調査による湧出分布の把握、シーページメータによる実

測など、適用事例も多く、ダイバーによる機器設置が可能であることが、調査手法の選択

肢を増やしている実態が明らかとなった。物理探査については、浅海や深海あるいは広域

や狭域を問わず適用事例が多いことが確認された。これらの物理探査は、沿岸部の地質構

造、塩淡境界や断層の評価が挙げられ、物理探査と共にボーリング調査、地化学調査や数

値解析などが行われている。一方で、湧出量の定量化は浅い海域が多いが、広域や深い場

所では数値解析に頼らざるを得ない現状にあると言えるが、本事業で検討を進めている音

響画像の解析を組み合わせた手法が有効であると考えられる。 
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大型の調査船舶が必要となるという調査上の制限から、定置網や岩礁への影響を避ける

ために、これまでデータの空白域となっていた沿岸部の水深 5～20m 程度の浅海域を対象

とした新たな三次元音波探査手法の確立を目的として、マルチ振源音波探査手法の高度化

を実施した。今年度は神奈川県横須賀市の金田湾においてこれまで論文における実証事例

しか存在しなかったマルチ振源 3 次元音波探査手法について、浅海域調査への展開におけ

る可能性の確認と、海底下深度 500ｍ程度の調査を想定した大型スピーカーの検証を実施

した。今年度の成果としては、本手法の測定精度は船速や波浪状況、受信機（ストリーマ

ーケーブル）の水深などに非常に大きく影響されるものの、既存のブーマーなどの発震器

を利用した曳航式の調査手法の代替手法になりえる可能性があることが明らかとなった。

一方で、より深部まで調査するための低周波数で高い音圧を出す大型スピーカーについて

は、検証の結果、音圧の安定性と共振によるノイズの発生に課題があり、今後、改良に取

り組む必要があることが明らかとなった。 

 

 

 

 

処分場の坑道の支保工や覆工の操業から再冠水完了までの期間における空洞安定性を確

保した設計時に反映すべき沿岸部の多様な組成の地下水に接触するセメント系材料の化学

的な変質に伴う力学特性変化に関する情報の整備を目的とし、模擬地下水への浸漬等によ

りデータの取得を進め、解析的な特性変化の予測方法について検討した。沿岸部の多様な

地下水組成に対するセメント系材料の化学組成の変化に関するデータが少ないことから、

化学変質に影響が考えられる HCO3、SO3および Mg 等に着目して沿岸部の地下水を類型

化し、それらに基づいた模擬地下水による化学変質挙動とそれに伴う力学特性への地下水

組成の影響に関するセメントペースト試料の浸漬試験や、化学変質に関連した特性変化に

関するデータの少ないコンクリートにおいて地下環境を想定したフロースルーや浸漬によ

る試験を実施した。加えて、これらの試験の検証のために、分野間連携の活動の一環とし

て実地下水を使用した試験を実施した。その結果、試料の表面における CaO の溶脱や二

次鉱物の生成等の化学変質は、浸漬期間が 3 か月や 10 か月と短いため少なく、ビッカー

ス硬度による力学特性の変化は明確に認められていない。また、これまで課題であったセ

メント系材料の表層に二次鉱物が生成する挙動の解析方法について、固相外部に析出層を

設定したモデル体系を構築して検討し、その予測が可能となる見通しを得た。今後は、浸

漬試験等により化学変質の進行した状態での力学特性に関するデータを取得し、地下水組

成やセメント系材料の種類（セメント種類やコンクリート種類）と化学変質と力学特性の

関連に関する情報を体系的な整理を進め、処分施設の設計に必要な基礎情報とすると共
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に、化学解析における外部の析出層の設定の見直しや強度の推定手法案の策定を進め、安

全評価の初期状態の予測にも役立てる予定である。 

 

沿岸部の地下水環境下における緩衝材の仕様成立範囲を決定する上で影響が大きい自己

シール性に関する評価に必要な、多様な地下水の組成に応じた緩衝材の膨潤率の予測方法

や基盤情報を整備することを目的とし、自己シール性に対する影響の大きい、モンモリロ

ナイトの層間陽イオンの交換反応の進行及び陽イオン種とイオン強度の膨潤率への影響に

関する試験等を実施した。これまでに整備されている緩衝材のイオン交換係数は、希薄溶

液中での分散系での測定結果に基づいて設定されたものであるが、処分場において地下水

が浸潤する過程では、緩衝材は圧縮された状態であること、圧縮時と希薄溶液中とでは間

隙水の濃度が異なるためイオン交換係数が異なる可能性があることから、圧縮した緩衝材

中での沿岸部で想定されるイオン強度でのイオン交換係数を算定するための試験データの

取得や、解析によるイオン交換挙動の予測手法について検討している。膨潤率に関して

は、これまでにセメント系材料からの影響による Ca 型化や海水での影響についてデータ

が整備されているが、沿岸部での多様な地下水組成を踏まえ、海水系と降水系の混合した

地下水の組成における影響や、Mg や K 等の陽イオンの膨潤率への影響に関して検討をし

ている。令和 3 年度は、イオン強度 0.5 及び 0.25 の KCl と NaCl の混合溶液により圧縮

状態での K-Na のイオン交換係数を通水試験結果より得ることができ、イオン交換係数を

検証するための実地下水による通水試験を開始した。また、令和 2 年度に実施した通水試

験の条件での従来のイオン交換係数を用いた解析により、概ね試験結果を再現でき、Ca-

Na のイオン交換係数は従来よりも高い可能性があることも分かった。膨潤率に関して

は、上載圧を施した膨潤量試験により、最大膨潤率はイオン強度の平方根に反比例して 0

から 0.2 までの間に大きく低下し、陽イオン種(Na、K、Ca 及び Mg)によらず整理できる

可能性が高いことがわかった。実地下水による試験データも取得し、この膨潤率に関する

整理と概ね同様な傾向にあることを確認した。今後は、Ca や Mg のイオン交換係数の取

得を進めると共に、解析手法を令和 3 年度の通水試験の再現等により検証しイオン交換反

応の進行の予測への適応性を高める検討や、膨潤率に関しては、イオン強度と陽イオン種

の影響に関する試験を継続して体系的な整備を進め、沿岸域での地下水環境に適用した緩

衝材の設計（仕様成立範囲）に関するデータ及び、イオン交換の結果や、冠水時の膨潤挙

動を受けた、安全評価の初期状態の設定に係るデータを整備する予定である。 

 

緩衝材－オーバーパックの相互作用と緩衝材仕様に関わるデータの拡充では、沿岸部特

有の地下水環境（海水）を考慮し、Na 型ベントナイトに加えて代替オプションとなり得

る海水との平衡を考慮したイオン型の異なる材料（Ca 型/Ca 型化ベントナイト等）に着目
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した検討を行った。すなわち、塩分を含む環境では、①緩衝材中のオーバーパックの変位

（移動）挙動、②オーバーパックの変位に伴い緩衝材中に生じるせん断帯の自己修復性、

等について、特にイオン型の異なるベントナイトではあまり検討されていない。このた

め、沿岸部特有の地下水環境下であることを考慮した人工バリア性能評価に資するデータ

の拡充を行うため、要素試験、模型試験、加えて本年度より数値解析を実施している。 

要素試験では、昨年度までに、Na 型および Ca 型ベントナイトを用い、透水膨潤試験、

せん断透水試験を実施した。海水のイオン濃度を 1～3 倍に変化させ膨潤圧および透水係

数を計測した結果、Ca 型ベントナイトでは膨潤圧、透水係数ともにイオン濃度によらず

ほぼ一定の値を示したが Na 型ベントナイトでは、海水のイオン濃度を 3 倍まで増加させ

ることで、膨潤圧の低下、透水係数の増加の傾向が明瞭にみられた。また、せん断を与え

た状態においてもいずれのベントナイトもせん断前より透水係数の上昇は見られず、明確

な水みちが生じないことが示唆された。本年度は、緩衝材が将来達すると見込まれる状態

を想定し、海水平衡型ベントナイト混合土(Na 型および Ca 型)を用いて透水膨潤試験、せ

ん断透水試験を行った。その結果、透水膨潤試験では、基本的に元の Na 型および Ca 型

ベントナイトと類似した傾向を示したが、有意差や濃度依存性の検討が必要であると考え

られる。またせん断透水試験では、定体積条件でせん断を受けた場合、透水性は増加せ

ず、明確な水みち（短絡経路）は生じないと考えられる。 

模型試験では、昨年度までに、Na 型、Ca 型、海水平衡型衝材を用いた縮尺 1/30 の緩

衝材と模擬オーバーパックを用いた遠心力模型試験を実施した。その結果、ベントナイト

のイオン組成により、再冠水期間におけるオーバーパック変位挙動が異なることを示し、

Na 型ではオーバーパック浮上量が比較的大きく、Ca 型ではオーバーパックの浮上量は小

さく、本研究の試験期間(実物換算時間 83 年)においても沈下傾向が見られた。海水平衡型

では、海水平衡未処理のベントナイトを使用した緩衝材の中間的な挙動を示した。本年度

は、同様に縮尺 1/30 の Ca 型衝材と模擬オーバーパックからなる模型を用い、ヒーターに

よりオーバーパックを 90℃一定に発熱させて、遠心加速度場 30G において 43 日間（実物

換算時間約 105 年）の遠心力模型試験を実施した。その結果、発熱させなかった過年度の

試験に比べ、オーバーパック変位量が大きく、沈下から浮上に移行するタイミングが速か

った。また試験用水（人工海水）の浸潤速度も速い結果が得られた。 

数値解析では、熱－水理―力学連成解析が可能なコードを用い、平成３１年度に実施し

た遠心力模型実験の再現解析を実施した。その結果、Na 型衝材を用いた遠心試験の透水

挙動は概ね再現できた。一方、Ca 型衝材の水の浸透が実験よりも速く、また緩衝材中の

オーバーパックの変位量が実験よりも大きかった。このため、Ca 型緩衝材の透水係数の

試験値の範囲内での見直しや、緩衝材のヤング率の飽和度依存性を考慮した結果、解析結

果の再現性が改善することが分かった。 
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254 図 3-3-18 重合処理結果（時間断面）Run27 〇 〇
254 図 3-3-19 重合処理結果（時間断面）Run37 〇 〇
256 図 3-3-20 既存記録（森ほか，2015）の解釈図 〇 〇
257 図 3-3-21 既存データとの比較 〇 〇
260 図 3-3-22 データ処理フロー
261 図 3-3-23 データ処理システムの構成 〇 〇
261 図 3-3-24 オフセット距離を調整した浅海域仕様の発振器と受振器の配置図 〇 〇
262 図 3-3-25 Bin編集結果 〇 〇
263 図 3-3-26 3D重合速度断面図 〇 〇
263 図 3-3-27 重合処理結果（3Dモデル） 〇 〇
265 図 3-3-28 InlineとCrosslineの位置（ベースマップ） 〇 〇
266 図 3-3-29 3次元音波探査データの解釈記録 〇 〇
266 図 3-3-30 Time Slice（T=0.085s） 〇 〇
267 図 3-3-31 解釈した不整合面の深度分布（a）海底面（b）面II 〇 〇
268 図 3-3-32 海底面と面IIの鯨観図 〇 〇
268 図 3-3-33 3次元地質構造解釈図 〇 〇
270 図 3-3-34 オフセット距離を調整した浅海域仕様の発振器と受振器の配置図 〇 〇
270 図 3-3-35 スピーカー#4のニアトレースギャザー 〇 〇
271 図 3-3-36 スピーカー#4の反射断面 〇 〇
273 図 3-3-37 大型スピーカーの外観図 〇 〇
273 図 3-3-38 大型スピーカーと小型スピーカーの周波数特性 〇 〇
274 図 3-3-39 大型スピーカーと小型スピーカーのパワースペクトルの比較 〇 〇
274 図 3-3-40 出力波形の実測値測定のレイアウト 〇
275 図 3-3-41 入力信号(青実線)と出力波形(赤実線)の比較 〇 〇
275 図 3-3-42 小型スピーカーの相関関数の計算結果 〇 〇
276 図 3-3-43 小型スピーカーの相関関数の計算結果 〇 〇
239 表 3-3-1 主な使用機材の一覧表 〇
240 表 3-3-2 データ取得の仕様 〇
249 表 3-3-3 簡易処理をした側線の受振器の平均水深 〇 〇
279 表 3-4-1 両サイトにおける水文地質特性と調査実施項目
294 図 4-1-1　 坑道の支保工及び覆工の状態変遷と維持期間のイメージ 〇
299 図 4-1-2　 今フェーズの検討課題と研究のアプローチ及び成果の目標 〇
299 図 4-1-3　 地下水組成とセメント系材料の化学変質と力学特性の関連整理のイメージ例その1(関連図型) 〇
300 図 4-1-4　 地下水組成とセメント系材料の化学変質と力学特性の関連整理のイメージ例その2(マップ型) 〇
302 図 4-1-5　 各部材で想定した環境条件 〇
304 図 4-1-6　 ヘキサダイヤグラムの図の表示例 〇
304 図 4-1-7　 ヘキサダイヤグラムによる整理結果の例 〇
306 図 4-1-8　 コンクリートの力学特性に影響を与える地下水の成分の整理 〇
308 図 4-1-9　 分類した地下水の組成 〇
311 図 4-1-10 希釈した人工海水と比較した実地下水のヘキサダイヤグラム 〇
314 図 4-1-11 簡易浸漬試験の模式図 〇
316 図 4-1-12 EPMA測定結果：平均濃度プロファイル(吹付けBFSCペースト) 〇
317 図 4-1-13 EPMA測定結果：平均濃度プロファイル(セグメントBFSCペースト) 〇
320 図 4-1-14 詳細浸漬試験の模式図 〇
327 図 4-1-15 人工海水浸漬試料（ペースト）のビッカース硬度と組成分布の関係 〇



328 図 4-1-16 海水B浸漬試料（ペースト）のビッカース硬度と組成分布の関係 〇
329 図 4-1-17 降水A浸漬試料（ペースト）のビッカース硬度と組成分布の関係 〇
336 図 4-1-18 フロースルー試験の模式図 〇
340 図 4-1-19 フロースルー試験（人工海水）後のビッカース硬度と組成分布の関係 〇
343 図 4-1-20 セグメントの浸漬試験の模式図 〇
347 図 4-1-21 浸漬試験（人工海水）後のビッカース硬度と組成分布の関係 〇
349 図 4-1-22 コンクリートの接液面への二次鉱物生成の確認試験の概略図 〇
361 図 4-1-23 相平衡多元素移動計算コードの模式図 〇
361 図 4-1-24 必要となる入力条件と解析フロー 〇
366 図 4-1-25 NaCl拡散試験再現計算結果 〇
369 図 4-1-26 外部析出物生成を考慮したモデル体系 〇
369 図 4-1-27 外部析出物生成を考慮した解析対象の模式図 〇
370 図 4-1-28 NaHCO3拡散試験の外部析出層及び硬化体内部の鉱物相組成の解析結果 〇
374 図 4-1-29 人工海水拡散の再現計算結果 〇
375 図 4-1-30 降水A拡散の再現計算結果 〇
376 図 4-1-31 実地下水FGB-2_214.75～220.52m拡散の再現計算結果 〇
298 表 4-1-1　 FGB-2ボーリング孔の実地下水の一覧（分析結果） 〇
300 表 4-1-2　 本フェーズの年度展開 〇
309 表 4-1-3　 模擬地下水の化学組成 〇
313 表 4-1-4　 簡易浸漬試験の実施水準 〇
314 表 4-1-5　 簡易浸漬試験の試験条件 〇
319 表 4-1-6　 詳細浸漬試験の試験水準 〇
319 表 4-1-7　 詳細浸漬試験試料の構成割合 〇
320 表 4-1-8　 詳細浸漬試験の試験条件 〇
325 表 4-1-9　 ペースト試料の鉱物の同定結果一覧（吹付けコンクリート） 〇
326 表 4-1-10 ペースト試料の鉱物の同定結果一覧（セグメント） 〇
333 表 4-1-11 吹付けコンクリートのベースコンクリートの配合 〇
333 表 4-1-12 セグメントの配合 〇
335 表 4-1-13 吹付けコンクリートのフロースルー試験の試験水準 〇
335 表 4-1-14 吹付けコンクリートのフロースルー試験の試験条件 〇
339 表 4-1-15 フロースルー試験（人工海水）後のコンクリート試料の鉱物の同定結果一覧 〇
342 表 4-1-16 セグメントの浸漬試験の試験水準 〇
342 表 4-1-17 セグメントの浸漬試験条件 〇
346 表 4-1-18 浸漬試験（人工海水）後のコンクリート試料の鉱物の同定結果一覧 〇
349 表 4-1-19 コンクリート表面への二次鉱物生成の確認試験の試験水準 〇
349 表 4-1-20 コンクリート表面への二次鉱物生成の確認試験の試験条件 〇
351 表 4-1-21 コンクリートの接液面への二次鉱物生成確認(目視観察) 〇
354 表 4-1-22 化学変質と力学特性推定手法の検討工程 〇
358 表 4-1-23 各鉱物の反応式とその熱力学的平衡定数 〇
359 表 4-1-24 解析コードに反映したM-S-Hの反応式とその熱力学的平衡定数 〇
359 表 4-1-25 C-A-S-H溶解平衡モデルの反応式とその熱力学的平衡定数 〇
360 表 4-1-26 細川らのC-A-S-HのNa、K収着モデル 〇
364 表 4-1-27 解析コードの検証のための拡散試験条件 〇
365 表 4-1-28 塩素拡散試験後の鉱物定性結果 〇
373 表 4-1-29 外部析出層計算モデルを用いて比較する実験条件 〇
387 図 4-2-1　 沿岸部地下水（産業技術総合研究所ほか、2019）のイオン強度 〇

392 図 4-2-2　
沿岸部実地下水（FGB-2孔_167.70~171.78m）及び沿岸部地下水（産総研ほか、2019）の成分中の陽イオン
量

〇

394 図 4-2-3　 試験装置 〇
396 図 4-2-4　 排水中のイオンの濃度の経時変化 〇
396 図 4-2-5　 試験後の圧縮ベントナイト供試体の層間陽イオン量 〇
401 図 4-2-6　 検討の流れ 〇
404 図 4-2-7　 解析に使用した水分特性曲線と比透水係数 〇
407 図 4-2-8　 排水中のイオン濃度の経時変化 〇
407 図 4-2-9　 試験終了時の層間陽イオンの当量分率 〇
410 図 4-2-10 排水中のNa+及びK+イオンの濃度の経時変化（Ca2+の選択係数の影響） 〇
411 図 4-2-11 排水中のCa2+及びMg2+イオンの濃度の経時変化（Ca2+の選択係数の影響） 〇
411 図 4-2-12 試験終了時の層間陽イオンの当量分率（Ca2+イオンの選択係数の影響） 〇
412 図 4-2-13 排水中のNa+及びK+イオンの濃度の経時変化（分子拡散係数の影響） 〇
412 図 4-2-14 排水中のCa2+及びMg2+イオンの濃度の経時変化（分子拡散係数の影響） 〇
416 図 4-2-15 本検討で使用する緩衝材膨潤量に係る試験装置のイメージ 〇
420 図 4-2-16 イオン強度と最大膨潤率の関係（初期有効乾燥粘土密度1.6Mg/m3） 〇

421 図 4-2-17
膨潤率の経時変化（試験ⒸⒹ）
 (a)KCl溶液、(b)CaCl2溶液、(c)MgCl2溶液、(d)CaCl2とNaClの混合溶液、(e)FGB-2孔167.70~171.78m

〇



422 図 4-2-18
ベントナイトの層間のCa2+当量分率と最大膨潤率
(a) CaCl2溶液におけるベントナイトの層間陽イオン量及び(b) 固相のCa2+当量分率及びイオン強度と最大膨
潤率の関係

〇

387 表 4-2-1　 緩衝材の安全機能（放射性物質の移行抑制）の確保に必要な緩衝材の設計要件 〇
391 表 4-2-2　 通水試験のスケジュール 〇
391 表 4-2-3　 沿岸部実地下水（FGB-2孔_167.70~171.78m）の組成 〇
394 表 4-2-4　 クニピアFの充填量（作製数 各ケースn=2） 〇
394 表 4-2-5　 試験条件 〇
399 表 4-2-6 本試験において算出したK-Naのイオン交換選択係数（LogKGT　K-Na） 〇
404 表 4-2-7　 飽和・不飽和浸透流解析用パラメータ設定値（1/2） 〇
404 表 4-2-8　 飽和・不飽和浸透流解析用パラメータ設定値（2/2） 〇
405 表 4-2-9　 移流・分散解析用パラメータの設定値 〇
405 表 4-2-10 試解析に用いたイオン交換選択係数と初期状態におけるイオン交換サイト組成 〇
405 表 4-2-11 試解析に用いた初期間隙水組成 〇
410 表 4-2-12 感度解析に用いたイオン交換選択係数と初期のイオン交換サイトの組成（Ca2+の選択係数の影響） 〇
414 表 4-2-13 膨潤量試験の試験ケース 〇
416 表 4-2-14 供試体の諸元 〇
419 表 4-2-15 本検討の試験ケースにおける最大膨潤率 〇
436 図 4-3-1 透水－膨潤圧試験装置の概略 ○ ○
438 図 4-3-2 せん断透水試験装置の概略 ○ ○
439 図 4-3-3 せん断透水試験装置の写真 ○ ○
444 図 4-3-4 せん断透水試験において透水試験を実施するせん断変位の考え方
444 図 4-3-5 リングせん断試験の実施フローチャート ○ ○
445 図 4-3-6 スリットの調整手順 ○ ○
445 図 4-3-7 供試体未設置時のスリット幅とトルクおよび及び透水係数の関係 ○ ○
448 図 4-3-8 供試体に対する通水方向の概略図 ○ ○
448 図 4-3-9 回転角度とせん断変位の関係 ○ ○
449 図 4-3-10 水平方向の見かけの透水係数に関する通水経路のイメージ ○ ○
449 図 4-3-11 リングせん断試験後の供試体の分割方法のイメージ ○ ○
451 図 4-3-12 イオン交換処理前後の浸出陽イオン量 ○ ○
454 図 4-3-13 人工海水のイオン濃度倍率と平衡膨潤圧の関係 ○ ○
454 図 4-3-14　 人工海水のイオン濃度倍率と透水係数の関係 ○ ○
455 図 4-3-15　 透水膨潤圧試験後の浸出陽イオンの割合(（上：海水平衡処理前、下：海水平衡処理後)） ○ ○
457 図 4-3-16　 カオリン粘土供試体の圧縮曲線 ○ ○
457 図 4-3-17　 カオリン粘土供試体のせん断に伴う供試体高さの変化 ○ ○
458 図 4-3-18　 カオリン粘土供試体のせん断に伴うせん断応力の変化 ○ ○
459 図 4-3-19　 せん断に伴うカオリン粘土(（イオン交換水)）の透水性の変化 ○ ○

460 図 4-3-20　
オリン粘土(（イオン交換水)）のせん断後の供試体(（側方)）の写真(（左)）および及びその拡大写真
(（右)）

○ ○

460 図 4-3-21　 せん断位置において上下に分割したカオリン供試体のせん断面の写真 ○ ○
463 図 4-3-22　 クニゲルV1－砂混合土(（イオン交換水、人工海水1倍)）の膨潤圧 ○ ○
463 図 4-3-23　 海水平衡クニゲルV1－砂混合土(（人工海水1倍、2倍)）の膨潤圧 ○ ○
464 図 4-3-24　 クニボンド単体(（イオン交換水)）の膨潤圧 ○ ○
464 図 4-3-25　 海水平衡クニボンド単体(（人工海水1倍)）の膨潤圧 ○ ○
465 図 4-3-26　 せん断透水試験及び透水膨潤圧試験における平衡膨潤圧の比較 ○ ○
468 図 4-3-27　 各供試体のせん断に伴う供試体高さの変化 ○ ○
468 図 4-3-28　 クニゲルV1－砂混合土のせん断に伴うせん断応力の変化 ○ ○
469 図 4-3-29　 海水平衡クニゲルV1－砂混合土せん断に伴うせん断応力の変化 ○ ○
469 図 4-3-30　 クニボンド単体のせん断に伴うせん断応力の変化 ○ ○
470 図 4-3-31　 海水平衡クニボンド単体のせん断に伴うせん断応力の変化 ○ ○
470 図 4-3-32　 クニゲルV1－砂混合土の有効応力経路 ○ ○
471 図 4-3-33　 海水平衡クニゲルV1－砂混合土の有効応力経路 ○ ○
471 図 4-3-34　 クニボンド単体の有効応力経路 ○ ○
472 図 4-3-35　 海水平衡クニボンド単体の有効応力経路 ○ ○
474 図 4-3-36　 せん断に伴うクニゲルV1－砂混合土の透水性の変化 ○ ○
475 図 4-3-37　 せん断に伴う海水平衡クニゲルV1－砂混合土の透水性の変化 ○ ○
476 図 4-3-38　 せん断に伴うクニボンド単体の透水性の変化 ○ ○
477 図 4-3-39　 せん断に伴う海水平衡クニボンド単体の透水性の変化 ○ ○
480 図 4-3-40　 せん断透水試験後の供試体の含水比分布 ○ ○

481 図 4-3-41　
せん断透水試験後のクニゲルV1－砂混合土(（人工海水1倍)）の浸出陽イオン分布(（上：浸出陽イオン量、
下：浸出陽イオン量の割合)）

○ ○

482 図 4-3-42　
せん断透水試験後の海水平衡クニゲルV1－砂混合土(（人工海水1倍)）の浸出陽イオン分布(（上：浸出陽イ
オン量、下：浸出陽イオン量の割合)）

○ ○

483 図 4-3-43　
せん断透水試験後の海水平衡クニゲルV1－砂混合土(（人工海水1倍、途中透水なし)）の浸出陽イオン分布
(（上：浸出陽イオン量、下：浸出陽イオン量の割合)）

○ ○



484 図 4-3-44　
せん断透水試験後の海水平衡クニゲルV1－砂混合土(（人工海水2倍)）の浸出陽イオン分布(（上：浸出陽イ
オン量、下：浸出陽イオン量の割合)）

○ ○

485 図 4-3-45　
せん断透水試験後の海水平衡クニボンド単体(（人工海水1倍)）の浸出陽イオン分布(（上：浸出陽イオン
量、下：浸出陽イオン量の割合)）

○ ○

486 図 4-3-46　 せん断透水後の各供試体側方の写真 ○ ○
487 図 4-3-47　 せん断透水後の各供試体側方の写真 ○ ○

488 図 4-3-48　
せん断透水後に凍結乾燥した試料のせん断位置付近の写真(（クニゲル系：凍結乾燥後に分割した断面、ク
ニボンド系：供試体側面)）

○ ○

489 図 4-3-49　
せん断後のクニゲルV1－砂混合土(（イオン交換水)）の供試体断面のSEM観察画像（電子顕微鏡倍率：100
倍）

○ ○

490 図 4-3-50　 せん断後のクニゲルV1－砂混合土(（人工海水1倍)）の供試体断面の写真（電子顕微鏡倍率：100倍） ○ ○

491 図 4-3-51　
せん断後の海水平衡クニゲルV1－砂混合土(（人工海水1倍)）の供試体断面のSEM観察画像（電子顕微鏡倍
率：100倍）

○ ○

492 図 4-3-52　
せん断後の海水平衡クニゲルV1－砂混合土(（人工海水2倍)）の供試体断面の写真（電子顕微鏡倍率：100
倍）

○ ○

493 図 4-3-53　 せん断後のクニボンド単体(（イオン交換水)）の供試体断面の写真（電子顕微鏡倍率：100倍） ○ ○

494 図 4-3-54　 せん断後の海水平衡クニボンド単体(（人工海水1倍)）の供試体断面の写真（電子顕微鏡倍率：100倍） ○ ○

495 図 4-3-55　
せん断後のクニゲルV1-砂混合土(（イオン交換水)）の薄片試料のFE-SEM観察画像（電子顕微鏡倍率：40
倍）

○ ○

496 図 4-3-56　
せん断後のクニゲルV1-砂混合土(（イオン交換水)）の薄片試料のFE-SEM観察画像（電子顕微鏡倍率：80
倍）（右）及び元素マッピング画像（左）

○ ○

497 図 4-3-57　
せん断後の海水平衡クニゲルV1-砂混合土(（人工海水2倍)）の薄片試料のFE-SEM観察画像（電子顕微鏡倍
率：40倍）

○ ○

498 図 4-3-58　
せん断後の海水平衡クニゲルV1-砂混合土(（人工海水2倍)）の薄片試料のFE-SEM観察画像（電子顕微鏡倍
率：80倍）（右）及び元素マッピング画像（左）

○ ○

504 図 4-3-59　 緩衝材再冠水過程で生じる現象のイメージ ○ ○
504 図 4-3-60　 遠心力載荷試験装置を用いた模型試験による研究例
507 図 4-3-61　 超長期遠心載荷岩盤実験装置の概略図(（上)）と装置全景(（下)） ○
509 図 4-3-62　 試験容器の概略、および模型、及びセンサー配置 ○
511 図 4-3-63　 注水ポンプの概略 ○
513 図 4-3-64　 医療用マルチスライスヘリカルCTスキャナ ○
517 図 4-3-65　 模型作製の様子 ○
519 図 4-3-66　 キャリブレーション試料のCT画像撮影の様子 ○
522 図 4-3-67　 Ca-5、Ca-6Tの試験結果 ○ ○
523 図 4-3-68　 各試験のオーバーパックの温度測定結果 ○ ○
526 図 4-3-69　 キャリブレーション用試料のCT画像と測線(（赤線)）のCT値 ○ ○
527 図 4-3-70　 試料の物理密度とCT値の関係 ○ ○
528 図 4-3-71　 Ca-5の3次元CT画像 ○ ○
529 図 4-3-72　 Ca-5の試験後のCT値分布 ○ ○
530 図 4-3-73　 Ca-6Tの試験後のCT値分布 ○ ○
532 図 4-3-74　 遠心力模型試験後の緩衝材の飽和度分布 ○ ○
534 図 4-3-75　 遠心力模型試験後の緩衝材の飽和度分布(（令和2年度成果報告書より引用)） ○ ○
535 図 4-3-76　 遠心力模型試験後の緩衝材の高さごとの浸出陽イオン量の割合 ○ ○
539 図 4-3-77　 Ca型ベントナイトの緩衝材におけるオーバーパック変位挙動の比較 ○ ○
540 図 4-3-78　 模擬廃棄体の加熱によるオーバーパック周囲の緩衝材の飽和度の違い ○ ○
541 図 4-3-79　 遠心力模型試験後のCT画像と測線のCT値分布(（西本ほか（(2014）)より引用、一部加筆)）
541 図 4-3-80　 遠心力模型試験後の緩衝材の密度分布の比較 ○ ○
550 図 4-3-81　 LOSTUFにおける緩衝材膨潤モデル ○ ○
553 図 4-3-82　 対象とした遠心模型試験の概要
556 図 4-3-83　 小型圧力容器の概略図と計測位置 ○
556 図 4-3-84　 軸対象解析に用いる解析メッシュ ○
557 図 4-3-85　 解析上の境界条件 ○
560 図 4-3-86　 各緩衝材条件における膨潤ひずみと膨潤圧の関係 ○ ○
562 図 4-3-87　 各緩衝材条件における有効粘土密度と透水係数の関係 ○ ○
563 図 4-3-88　 各緩衝材条件における水分特性曲線と相対透水係数 ○ ○
565 図 4-3-89　 各ケースにおける初期応力分布（圧縮を正とする） ○ ○
569 図 4-3-90　 緩衝材に設定するヤング率の飽和度依存性 ○ ○
569 図 4-3-91　 緩衝材に設定するポアソン比の飽和度依存性 ○ ○
571 図 4-3-92　 追加検討を含む各緩衝材条件における有効粘土密度と透水係数の関係 ○ ○
571 図 4-3-93　 各緩衝材条件における水分特性曲線と相対透水係数 ○ ○
572 図 4-3-94　 追加検討を含む各緩衝材条件における膨潤ひずみと膨潤圧の関係 ○ ○
574 図 4-3-95　 各ケースの最終変位分布（等倍変形図） ○ ○
575 図 4-3-96　 Case1のO/P変位の経過時変化 ○ ○
575 図 4-3-97　 Case1の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
575 図 4-3-98　 Case1の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○



575 図 4-3-99　 Case1の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
576 図 4-3-100 Case1の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
576 図 4-3-101 Case1の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
577 図 4-3-102 Case1の含水比分布の経過時変化 ○ ○
579 図 4-3-103 Case2のO/P変位の経過時変化 ○ ○
579 図 4-3-104 Case2の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
579 図 4-3-105 Case2の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
579 図 4-3-106 Case2の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
580 図 4-3-107 Case2の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
580 図 4-3-108 Case2の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
581 図 4-3-109 Case2の含水比分布の経過時変化 ○ ○
581 図 4-3-110 Case3のO/P変位の経過時変化 ○ ○
583 図 4-3-111 Case3の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
583 図 4-3-112 Case3の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
583 図 4-3-113 Case3の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
584 図 4-3-114 Case3の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
584 図 4-3-115 Case3の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
585 図 4-3-116 Case3の含水比分布の経過時変化 ○ ○
587 図 4-3-117 Case4のO/P変位の経過時変化 ○ ○
587 図 4-3-118 Case4の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
587 図 4-3-119 Case4の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
587 図 4-3-120 Case4の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
588 図 4-3-121 Case4の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
588 図 4-3-122 Case4の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
589 図 4-3-123 Case4の含水比分布の経過時変化 ○ ○
591 図 4-3-124 Case5のO/P変位の経過時変化 ○ ○
591 図 4-3-125 Case5の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
591 図 4-3-126 Case5の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
591 図 4-3-127 Case5の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
592 図 4-3-128 Case5の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
592 図 4-3-129 Case5の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
593 図 4-3-130 Case5の含水比分布の経過時変化 ○ ○
593 図 4-3-131 Case6のO/P変位の経過時変化 ○ ○
595 図 4-3-132 Case6の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
595 図 4-3-133 Case6の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
595 図 4-3-134 Case6の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
596 図 4-3-135 Case6の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
596 図 4-3-136 Case6の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
597 図 4-3-137 Case6の含水比分布の経過時変化 ○ ○
600 図 4-3-138 オーバーパック変位量の経時変化 ○ ○
601 図 4-3-139 実験終了後の緩衝材の飽和度 ○ ○
603 図 4-3-140 Case1と2の追加検討ケースの最終変位分布（等倍変形図） ○ ○
604 図 4-3-141 Case6の追加検討ケースの最終変位分布（等倍変形図） ○ ○
605 図 4-3-142 Case1-1のO/P変位の経過時変化 ○ ○
605 図 4-3-143 Case1-1の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
605 図 4-3-144 Case1-1の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
605 図 4-3-145 Case1-1の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
606 図 4-3-146 Case1-1の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
606 図 4-3-147 Case1-1の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
607 図 4-3-148 Case1-1の含水比分布の経過時変化 ○ ○
609 図 4-3-149 Case1-2のO/P変位の経過時変化 ○ ○
609 図 4-3-150 Case1-2の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
609 図 4-3-151 Case1-2の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
609 図 4-3-152 Case1-2の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
610 図 4-3-153 Case1-2の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
611 図 4-3-154 Case1-2の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
611 図 4-3-155 Case1-2の含水比分布の経過時変化 ○ ○
613 図 4-3-156 Case2-1のO/P変位の経過時変化 ○ ○
613 図 4-3-157 Case2-1の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
613 図 4-3-158 Case2-1の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
613 図 4-3-159 Case2-1の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
614 図 4-3-160 Case2-1の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
614 図 4-3-161 Case2-1の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
615 図 4-3-162 Case2-1の含水比分布の経過時変化 ○ ○
617 図 4-3-163 Case2-2のO/P変位の経過時変化 ○ ○
617 図 4-3-164 Case2-2の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○



617 図 4-3-165 Case2-2の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
617 図 4-3-166 Case2-2の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
618 図 4-3-167 Case2-2の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
618 図 4-3-168 Case2-2の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
619 図 4-3-169 Case2-2の含水比分布の経過時変化 ○ ○
621 図 4-3-170 Case6-1のO/P変位の経過時変化 ○ ○
621 図 4-3-171 Case6-1の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
621 図 4-3-172 Case6-1の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
621 図 4-3-173 Case6-1の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
622 図 4-3-174 Case6-1の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
623 図 4-3-175 Case6-1の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
623 図 4-3-176 Case6-1の含水比分布の経過時変化 ○ ○
625 図 4-3-177 Case6-2のO/P変位の経過時変化 ○ ○
625 図 4-3-178 Case6-2の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
625 図 4-3-179 Case6-2の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
625 図 4-3-180 Case6-2の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
626 図 4-3-181 Case6-2の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
626 図 4-3-182 Case6-2の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
627 図 4-3-183 Case6-2の含水比分布の経過時変化 ○ ○
629 図 4-3-184 Case6-3のO/P変位の経過時変化 ○ ○
629 図 4-3-185 Case6-3の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
629 図 4-3-186 Case6-3の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
629 図 4-3-187 Case6-3の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
630 図 4-3-188 Case6-3の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
630 図 4-3-189 Case6-3の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
631 図 4-3-190 Case6-3の含水比分布の経過時変化 ○ ○
633 図 4-3-191 Case6-4のO/P変位の経過時変化 ○ ○
633 図 4-3-192 Case6-4の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
633 図 4-3-193 Case6-4の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
633 図 4-3-194 Case6-4の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
634 図 4-3-195 Case6-4の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
634 図 4-3-196 Case6-4の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
635 図 4-3-197 Case6-4の含水比分布の経過時変化 ○ ○
637 図 4-3-198 Case6-5のO/P変位の経過時変化 ○ ○
637 図 4-3-199 Case6-5の各位置の緩衝材土圧（水平方向）の経過時変化 ○ ○
637 図 4-3-200 Case6-5の各位置の緩衝材土圧（鉛直方向）の経過時変化 ○ ○
637 図 4-3-201 Case6-5の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
638 図 4-3-202 Case6-5の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
638 図 4-3-203 Case6-5の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
639 図 4-3-204 Case6-5の含水比分布の経過時変化 ○ ○
642 図 4-3-205 O/P変位の経時変化の基本ケース間の比較 ○ ○
642 図 4-3-206 緩衝材最下部位置における飽和度の経時変化の基本ケース間の比較 ○ ○
644 図 4-3-207 Case1と追加ケースのO/P変位の経時変化の比較 ○ ○
644 図 4-3-208 Case1と追加ケースの緩衝材最下部位置における飽和度の経時変化の比較 ○ ○
646 図 4-3-209 Case6と追加ケースのO/P変位の経時変化の比較 ○ ○
646 図 4-3-210 Case6と追加ケースの緩衝材最上部位置における飽和度の経時変化の比較 ○ ○
428 表 4-3-1　 本研究に関わる全体の試験計画
431 表 4-3-2　 人工海水（マリンアートSF-1）の成分表
434 表 4-3-3　 要素試験における供試体条件
436 表 4-3-4　 令和3年度までの要素試験における実施状況の一覧
441 表 4-3-5　 せん断透水試験の試験条件
451 表 4-3-6　 本研究で使用したベントナイトの基礎物性
453 表 4-3-7　 透水膨潤圧試験において使用した人工海水の成分およびpH ○ ○
461 表 4-3-8　 せん断透水試験の各ベントナイト供試体の初期乾燥密度 ○ ○
515 表 4-3-9　 遠心力模型試験で用いた緩衝材の材料と条件 ○ ○
526 表 4-3-10　 キャリブレーション用試料の物理密度と平均値、標準偏差 ○ ○
533 表 4-3-11　 令和2年度の試料および試験条件(令和2年度成果報告書より引用)
554 表 4-3-12　 解析の対象とする実験ケース
559 表 4-3-13　 対象とする緩衝材の諸条件一覧 ○ ○
559 表 4-3-14　 基本的なケース検討で使用する力学特性の一覧 ○ ○
560 表 4-3-15　 オーバーパック模型に設定した力学特性 ○ ○
561 表 4-3-16　 基本的なケース検討で使用する水理特性の一覧 ○ ○
562 表 4-3-17　 各緩衝材条件における初期飽和度の一覧 ○ ○
567 表 4-3-18　 Case 1に対する追加検討ケース一覧 ○ ○
567 表 4-3-19　 Case 2に対する追加検討ケース一覧 ○ ○
567 表 4-3-20　 Case 6に対する追加検討ケース一覧 ○ ○



ページ番号 図表番号 タイトル 転載不可 ⼆次利⽤不可
11 図 2-1-1 GIS システム構成図、動作フロー 〇
18 図 2-1-2 データシートのリンク機能概念図 〇
18 図 2-1-3 データベースの初期画⾯ 〇 〇
19 図 2-1-4 海洋の表層地質図の表⽰例 〇 〇
19 図 2-1-5 海洋の地質構造図の表⽰例 〇 〇
21 図 2-1-6 海域の地形情報の表⽰例 〇 〇
24 図 2-1-7 幌延におけるエキスパートモデルと統計モデルの⽐較 〇 〇
28 図 2-1-8 幌延モデル引⽤データ位置 〇 〇
28 図 2-1-9 幌延モデル 三次元メッシュ図 〇 〇
29 図 2-1-10 ２地域の最適化解析結果 モデル図、流跡線図、メッシュ図 〇 〇
29 図 2-1-11 幌延地域 塩分濃度の⽐較（上：解析結果、下：物理探査結果） 〇 〇
12 表 2-1-1 統計モデルとエキスパートモデルの⽐較 〇 〇
14 表 2-1-2 地質モデル検証⽤データ1 〇 〇
15 表 2-1-3 地質モデル検証⽤データ2 〇 〇
25 表 2-1-4 材料定数設定例 〇
25 表 2-1-5 幌延地域の材料定数最適値 〇 〇
27 表 2-1-6 要素⻑別の計算時間⽬安 〇
27 表 2-1-7 幌延モデル境界条件 〇 〇
33 図2-2-1 繰り返しアプローチの概念図
33 図2-2-2 本研究のフローチャート
36 図2-2-3 地質概念モデルと地質モデル／地質図ならびに他の代表的な地質環境特性主題図との関係の例 ○ ○
38 図2-2-4 ⼀次データの採否とそれが地質構造解釈（地質概念モデル）に与える影響の例／⾛向・傾斜 ○ ○
41 図2-2-5 事例研究の対象とした範囲 ○ ○
45 図2-2-6 ⼀次データのマッピングの例（静岡県、富⼠川河⼝付近） ○ ○
51 図2-2-7 地下⽔流動解析に向けた地質概念モデル（作業仮説）の検討のポイントの例 ○ ○
54 図2-2-8 事例研究地域における地質概念モデルの検討 ○ ○
63 図2-2-9 作成した三次元地質モデルの平⾯図および断⾯図 ○ ○
66 図2-2-10 地下⽔流動に影響を与える地質要素の調査における留意点 ○ ○
69 図2-2-11 地質モデル構築のPDCAサイクルの例 ○ ○
75 図2-2-12 研究対象地域の地下⽔流動の概念図 ○ ○
75 図2-2-13 ボーリング調査位置図 （産業総合研究所,2016）
76 図2-2-14 SKB孔の柱状図および揚⽔地下⽔（⻩⾊）と間隙⽔（緑⾊・⽔⾊）の⽔質（産業総合研究所, 2016）
76 図2-2-15 沿岸部での地下⽔流動の概念図（Machida et al., 2016）
79 図2-2-16 富⼠⼭周辺での酸素同位体⽐の分布 ⽔⽂環境図No.9 「富⼠⼭」（⼩野ほか,2016）に加筆
82 図2-2-17 パラメータの推定過程 ○ ○
85 図2-2-18 観測値の位置 ○ ○
87 図2-2-19 感度解析の対象とした地質区分 ○ ○
87 図2-2-20 解析モデルの断⾯図 ○ ○
91 図2-2-21 感度解析結果 ○ ○
93 図2-2-22 SKB地点における鉛直プロファイル ○ ○
95 図2-2-23 深度500 mおける変化量分布 ○ ○
97 図2-2-24 基本透⽔係数に対する地表⾯の変化量 ○ ○
99 図2-2-25 逆解析に使⽤した解析モデル ○ ○
102 図2-2-26 透⽔係数の推定結果 ○ ○
102 図2-2-27 観測値と推定した透⽔係数での計算値 ○ ○
103 図2-2-28 合成観測値感度および観測値と計算値の⽐較 ○ ○
105 図2-2-29 ⽬的関数（全⽔頭＋δ18O） ○ ○
105 図2-2-30 ⽬的関数の内訳（全⽔頭＋δ18O） ○ ○
107 図2-2-31 SKBを追加した透⽔係数の逆解析 ○ ○
109 図2-2-32 透⽔係数の逆解析結果の⽐較 ○ ○
111 図2-2-33 数値実験の概要 ○ ○
113 図2-2-34 基本透⽔係数での解析結果 ○ ○
115 図2-2-35 数値実験の推定結果 ○ ○
115 図2-2-36 観測値と計算値の⽐較 ○ ○
117 図2-2-37 合成観測値感度 （全⽔頭＋δ18O） ○ ○
119 図2-2-38 解析で考慮した海⽔準変動 ○ ○
119 図2-2-39 解析モデル ○ ○
122 図2-2-40 海⽔準変動解析の結果（塩分） ○ ○
122 図2-2-41 海⽔準変動解析の結果（滞留時間） ○ ○
123 図2-2-42 駿河湾における海⽔準変動範囲 ○ ○
43 表2-2-1 ⼀次データ（解釈無し）と⼆次データ（解釈を含む）の例 ○ ○
47 表2-2-2 収集⽂献に含まれる⼀次・⼆次データの整理例 ○ ○
53 表2-2-3 事例研究地域における地質概念モデルの絞り込み ○ ○
78 表2-2-4 地質の⽔理特性 ○ ○
88 表2-2-5 感度解析の対象地層と基本透⽔係数 ○ ○



89 表2-2-6 地下⽔流動・物質移⾏の解析条件 ○ ○
99 表2-2-7 逆解析の項⽬ ○ ○
111 表2-2-8 数値実験で検討した地質区分と透⽔係数 ○ ○
112 表2-2-9 数値実験の項⽬ ○ ○
120 表2-2-10 海⽔準変動解析の解析条件 ○ ○
137 図3-1-1 地下地質ごとの地下⽔の区分
137 図3-1-2 調査地点FGB-2孔の位置図
138 図3-1-3 駿河湾における海⽔中の222Rn濃度分布
140 図3-1-4 駿河湾における⾳波の散乱域（産業技術総合研究所,2013に加筆）
140 図3-1-5  SKB孔における⽔質の深度プロファイル

141 図3-1-6
⽔質や地下⽔年代から想定される駿河湾沿岸部における地下⽔流動システム（Machida et al., 2016を⼀部
変更）

143 図3-1-7 FGB-2孔におけるケーシングプログラム
144 図3-1-8 採取したボーリングコア
147 図3-1-9 孔内物理検層で得られた物性値の深度分布 〇
148 図3-1-10 （拡⼤：深度280 mまで）
149 図3-1-11 （拡⼤：深度280〜400m）
152 図3-1-12 孔隙サイズによる緩和時間分布（T2）の例
154 図3-1-13 ⼆重解放コア変形法により採取したボーリングコア
154 図3-1-14 応⼒解放部の測定値（右）とHQコアの直径の測定値（左）
156 図3-1-15 ⽔理試験の装置の概要
158 図3-1-16 地下⽔の⽔質 〇

160 図3-1-17
模擬地盤での実験 地盤中の流速を制御した模擬地盤にて実測。実測流は0.7m/day (8.0×10-7 m/s) とし
た場合の実験 (協⼒：アサノ⼤成基礎エンジニアリング)

162 図3-1-18 浜⾥試験地における地下⽔位観測結果（昨年度と本年度の調査結果） 〇
164 図3-1-19 DD-4井⼾洗浄⼿順と井⼾洗浄後の段階式揚⽔試験の結果 〇

173 図3-1-20
スピンドル型掘削（左）とロータリーテーブル型掘削（右）の概要
（ジオパワー学園,2021）

174 図3-1-21 傾斜掘りの概念図（ジオパワー学園,2021）
174 図3-1-22 電中研式コントロールボーリング概念図（⽊⽅ほか,2009） 〇

176 図3-1-23
弧状推進ボーリング概念図（JFE-Rapid⼯法の例）
（※JFEエンジニアリングカタログより引⽤）

181 図3-1-24 標準孔径挿⼊ケーシング概念図
186 図3-1-25 地下⽔年代測定法と評価期間の適⽤範囲（⻑⾕川ほか, 2013）
194 図3-1-26 モデル地区DD-1孔のボーリング柱状図・地盤物性プロファイル（丸井・町⽥・井川,2021に加筆） 〇
198 図3-1-27 掘削軌跡の検討図
206 図3-1-28 ウェルマンの作動（ウェルマン⼯法)
207 図3-1-29(a) スーパーメックスビットの拡縮構造
207 図3-1-29(b) スーパージョーズの拡縮構造
208 図3-1-30 ⼩孔径管推進⼯法の⼀例（上段：オーケーモール⼯法,下段：SH⼯法）
210 図3-1-31 苫⼩牧におけるCCS圧⼊井のイメージ図（⽇本CCS株式会社,2014より抜粋）
145 表3-1-1 孔内物理検層の実施概要
146 表3-1-2 孔内物理検層の実施⼯程
155 表3-1-3 ⽔理試験の実施概要
157 表3-1-4 ⽔理試験で得られた⽔理定数 〇 〇
158 表3-1-5 地下⽔の⽔質
160 表3-1-6 流向流速測定で得られた流向流速 〇 〇
169 表3-1-7 ボーリングマシンの分類（全地連, 2013）
171 表3-1-8 コントロールボーリングの種類（全地連,2013）
177 表3-1-9 表的な⽔系泥⽔と機能（全地連,2013）
178 表3-1-10 各種泥⽔タイプの基本組成と性質（全地連,2013）
178 表3-1-11 泥⽔調整剤の種類と機能（全地連,2013）
179 表3-1-12 ⾮常⽤の調整剤（全地連,2013）
183 表3-1-13 セメント添加剤の種類と⽬的（全地連,2013）
188 表3-1-14 ヒアリング結果のとりまとめ 〇
191 表3-1-15 軟弱地盤と傾斜孔掘削における問題と課題の整理表 〇
197 表3-1-16 掘削軌跡諸元⽐較表 〇
200 表3-1-17 各掘削⽅式の実現可能性の評価結果表 〇
202 表3-1-18 ヒアリング調査における各掘削⽅式の実現可能性の評価結果表 〇
215 図 3-2-1 計測バージに取り付けたフレームと⾼精度⾳響カメラの移動の様⼦ 〇 〇
215 図 3-2-2 模擬⽔源と⾼精度⾳響カメラの位置関係を⽰した模式図 〇 〇
217 図 3-2-3 模擬実験における湧出量毎の⾳響画像 〇 〇
219 図 3-2-4 ⾳響探査測線の位置図 〇 〇
222 図 3-2-5 探査測線16における⾳響探査の結果と湧出⽔の分布 〇 〇
223 図 3-2-6 測線17付近の海底⾯の様⼦ 〇 〇
223 図 3-2-7 海底湧出地下⽔量の分布図 〇 〇



224 図 3-2-8 測線6における⾳響探査の結果 〇 〇
228 図 3-2-9 ⽂献から得られた海底湧出地下⽔の空間分布 〇 〇
225 表 3-2-1 測線における⾳響探査の実績と湧出⽔の検出結果 〇 〇
226 表 3-2-2 測線17の湧⽔、駿河湾の海⽔および陸域地下⽔の分析結果 〇 〇
228 表 3-2-3 海底湧出地下⽔、海底下地下⽔、海底地形・地質に関する調査⼿法のとりまとめ 〇 〇
236 図 3-3-1 マルチ振源3次元⾳波探査のイメージ図
236 図 3-3-2 沿岸部における地下施設設置のイメージ
238 図 3-3-3 海上⾳波探査実施範囲（神奈川県⾦⽥湾）
243 図 3-3-4 データ処理のフローチャート(2D記録)
244 図 3-3-5 バンドパステスト（120〜960Hz） 〇 〇
244 図 3-3-6 バンドパステスト（100〜800Hz） 〇 〇
244 図 3-3-7 バンドパステスト（80〜1280Hz） 〇 〇
245 図 3-3-8 バンドパステスト結果の⽐較 〇 〇
246 図 3-3-9 デコンボリューションフィルタ（短周期除去）処理の結果 〇 〇
249 図 3-3-10 ゴーストが発⽣する経路 〇 〇
250 図 3-3-11 ゴースト除去処理の結果 〇 〇
250 図 3-3-12 ウェーブレット処理の結果 〇 〇
251 図 3-3-13 NMO補正の概念図 〇 〇
251 図 3-3-14 低速度⾛査法の概要(run37の例) 〇 〇
252 図 3-3-15 速度解析結果から作成した重合速度断⾯ 〇 〇
253 図 3-3-16 重合処理結果（時間断⾯）Run42 〇 〇
253 図 3-3-17 重合処理結果（時間断⾯）Run21 〇 〇
254 図 3-3-18 重合処理結果（時間断⾯）Run27 〇 〇
254 図 3-3-19 重合処理結果（時間断⾯）Run37 〇 〇
256 図 3-3-20 既存記録（森ほか,2015）の解釈図 〇 〇
257 図 3-3-21 既存データとの⽐較 〇 〇
260 図 3-3-22 データ処理フロー
261 図 3-3-23 データ処理システムの構成 〇 〇
261 図 3-3-24 作成した 3D Bin 〇 〇
262 図 3-3-25 Bin編集結果 〇 〇
263 図 3-3-26 3D重合速度断⾯図 〇 〇
263 図 3-3-27 重合処理結果（3Dモデル） 〇 〇
265 図 3-3-28 InlineとCrosslineの位置（ベースマップ） 〇 〇
266 図 3-3-29 3次元⾳波探査データの解釈記録 〇 〇
266 図 3-3-30 Time Slice（T=0.085s） 〇 〇
267 図 3-3-31 解釈した不整合⾯の深度分布（a）海底⾯（b）⾯II 〇 〇
268 図 3-3-32 海底⾯と⾯IIの鯨観図 〇 〇
268 図 3-3-33 3次元地質構造解釈図(表⽰区画は220m x 820m、⽔平⽅向はBin番号、深度⽅向は時間軸) 〇 〇
270 図 3-3-34 オフセット距離を調整した浅海域仕様の発振器と受振器の配置図 〇 〇
270 図 3-3-35 スピーカー#4のニアトレースギャザー 〇 〇
271 図 3-3-36 スピーカー#4の反射断⾯ 〇 〇
273 図 3-3-37 ⼤型スピーカーの外観図 〇 〇
273 図 3-3-38 ⼤型スピーカーと⼩型スピーカーの周波数特性 〇 〇
274 図 3-3-39 ⼤型スピーカーと⼩型スピーカーのパワースペクトルの⽐較 〇 〇
274 図 3-3-40 出⼒波形の実測値測定のレイアウト 〇
275 図 3-3-41 ⼊⼒信号(⻘実線)と出⼒波形(⾚実線)の⽐較 〇 〇
275 図 3-3-42 ⼩型スピーカーの相関関数の計算結果 〇 〇
276 図 3-3-43 ⼩型スピーカーの相関関数の計算結果 〇 〇
239 表 3-3-1 主な使⽤機材の⼀覧表 〇
240 表 3-3-2 データ取得の仕様 〇
249 表 3-3-3 簡易処理をした側線の受振器の平均⽔深 〇 〇
279 表 3-4-1 両サイトにおける⽔⽂地質特性と調査実施項⽬
294 図 4-1-1  坑道の⽀保⼯及び覆⼯の状態変遷と維持期間のイメージ 〇
299 図 4-1-2  今フェーズの検討課題と研究のアプローチ及び成果の⽬標 〇
299 図 4-1-3  地下⽔組成とセメント系材料の化学変質と⼒学特性の関連整理のイメージ例その1(関連図型) 〇
300 図 4-1-4  地下⽔組成とセメント系材料の化学変質と⼒学特性の関連整理のイメージ例その2(マップ型) 〇
302 図 4-1-5  各部材で想定した環境条件 〇
304 図 4-1-6  ヘキサダイヤグラムの図の表⽰例 〇
304 図 4-1-7  ヘキサダイヤグラムによる整理結果の例 〇
306 図 4-1-8  コンクリートの⼒学特性に影響を与える地下⽔の成分の整理 〇
308 図 4-1-9  分類した地下⽔の組成 〇
311 図 4-1-10 希釈した⼈⼯海⽔と⽐較した実地下⽔のヘキサダイヤグラム 〇
314 図 4-1-11 簡易浸漬試験の模式図 〇
316 図 4-1-12 EPMA測定結果：平均濃度プロファイル(吹付けBFSCペースト) 〇
317 図 4-1-13 EPMA測定結果：平均濃度プロファイル(セグメントBFSCペースト) 〇
320 図 4-1-14 詳細浸漬試験の模式図 〇



327 図 4-1-15 ⼈⼯海⽔浸漬試料（ペースト）のビッカース硬度と組成分布の関係 〇
328 図 4-1-16 海⽔B浸漬試料（ペースト）のビッカース硬度と組成分布の関係 〇
329 図 4-1-17 降⽔A浸漬試料（ペースト）のビッカース硬度と組成分布の関係 〇
336 図 4-1-18 フロースルー試験の模式図 〇
340 図 4-1-19 フロースルー試験（⼈⼯海⽔）後のビッカース硬度と組成分布の関係 〇
343 図 4-1-20 セグメントの浸漬試験の模式図 〇
347 図 4-1-21 浸漬試験（⼈⼯海⽔）後のビッカース硬度と組成分布の関係 〇
349 図 4-1-22 コンクリートの接液⾯への⼆次鉱物⽣成の確認試験の概略図 〇
361 図 4-1-23 相平衡多元素移動計算コードの模式図 〇
361 図 4-1-24 必要となる⼊⼒条件と解析フロー 〇
366 図 4-1-25 NaCl拡散試験再現計算結果 〇
369 図 4-1-26 外部析出物⽣成を考慮したモデル体系 〇
369 図 4-1-27 外部析出物⽣成を考慮した解析対象の模式図 〇
370 図 4-1-28 NaHCO3拡散試験の外部析出層及び硬化体内部の鉱物相組成の解析結果 〇
374 図 4-1-29 ⼈⼯海⽔拡散の再現計算結果 〇
375 図 4-1-30 降⽔A拡散の再現計算結果 〇
376 図 4-1-31 実地下⽔FGB-2_214.75〜220.52m拡散の再現計算結果 〇
298 表 4-1-1  FGB-2ボーリング孔の実地下⽔の⼀覧（分析結果） 〇
300 表 4-1-2  本フェーズの年度展開 〇
309 表 4-1-3  模擬地下⽔の化学組成 〇
313 表 4-1-4  簡易浸漬試験の実施⽔準 〇
314 表 4-1-5  簡易浸漬試験の試験条件 〇
319 表 4-1-6  詳細浸漬試験の試験⽔準 〇
319 表 4-1-7  詳細浸漬試験試料の構成割合 〇
320 表 4-1-8  詳細浸漬試験の試験条件 〇
325 表 4-1-9  ペースト試料の鉱物の同定結果⼀覧（吹付けコンクリート） 〇
326 表 4-1-10 ペースト試料の鉱物の同定結果⼀覧（セグメント） 〇
333 表 4-1-11 吹付けコンクリートのベースコンクリートの配合 〇
333 表 4-1-12 セグメントの配合 〇
335 表 4-1-13 吹付けコンクリートのフロースルー試験の試験⽔準 〇
335 表 4-1-14 吹付けコンクリートのフロースルー試験の試験条件 〇
339 表 4-1-15 フロースルー試験（⼈⼯海⽔）後のコンクリート試料の鉱物の同定結果⼀覧 〇
342 表 4-1-16 セグメントの浸漬試験の試験⽔準 〇
342 表 4-1-17 セグメントの浸漬試験条件 〇
346 表 4-1-18 浸漬試験（⼈⼯海⽔）後のコンクリート試料の鉱物の同定結果⼀覧 〇
349 表 4-1-19 コンクリート表⾯への⼆次鉱物⽣成の確認試験の試験⽔準 〇
349 表 4-1-20 コンクリート表⾯への⼆次鉱物⽣成の確認試験の試験条件 〇
351 表 4-1-21 コンクリートの接液⾯への⼆次鉱物⽣成確認(⽬視観察) 〇
354 表 4-1-22 化学変質と⼒学特性推定⼿法の検討⼯程 〇
358 表 4-1-23 各鉱物の反応式とその熱⼒学的平衡定数 〇
359 表 4-1-24 解析コードに反映したM-S-Hの反応式とその熱⼒学的平衡定数 〇
359 表 4-1-25 C-A-S-H溶解平衡モデルの反応式とその熱⼒学的平衡定数 〇
360 表 4-1-26 細川らのC-A-S-HのNa、K収着モデル 〇
364 表 4-1-27 解析コードの検証のための拡散試験条件 〇
365 表 4-1-28 塩素拡散試験後の鉱物定性結果 〇
373 表 4-1-29 外部析出層計算モデルを⽤いて⽐較する実験条件 〇
387 図 4-2-1  沿岸部地下⽔（産業技術総合研究所ほか,2019）のイオン強度 〇

392 図 4-2-2 
沿岸部実地下⽔（FGB-2孔_167.70~171.78m）及び沿岸部地下⽔（産総研ほか,2019）の成分中の陽イオ
ン量

〇

394 図 4-2-3  試験装置 〇
396 図 4-2-4  排⽔中のイオンの濃度の経時変化 〇
396 図 4-2-5  試験後の圧縮ベントナイト供試体の層間陽イオン量 〇
401 図 4-2-6  検討の流れ 〇
404 図 4-2-7  解析に使⽤した⽔分特性曲線と⽐透⽔係数 〇
407 図 4-2-8  排⽔中のイオン濃度の経時変化 〇
407 図 4-2-9  試験終了時の層間陽イオンの当量分率 〇
410 図 4-2-10 排⽔中のNa+及びK+イオンの濃度の経時変化（Ca2+の選択係数の影響） 〇
411 図 4-2-11 排⽔中のCa2+及びMg2+イオンの濃度の経時変化（Ca2+の選択係数の影響） 〇
411 図 4-2-12 試験終了時の層間陽イオンの当量分率（Ca2+イオンの選択係数の影響） 〇
412 図 4-2-13 排⽔中のNa+及びK+イオンの濃度の経時変化（分⼦拡散係数の影響） 〇
412 図 4-2-14 排⽔中のCa2+及びMg2+イオンの濃度の経時変化（分⼦拡散係数の影響） 〇
416 図 4-2-15 本検討で使⽤する緩衝材膨潤量に係る試験装置のイメージ 〇
420 図 4-2-16 イオン強度と最⼤膨潤率の関係（初期有効乾燥粘⼟密度1.6Mg/m3） 〇

421 図 4-2-17
膨潤率の経時変化（試験ⒸⒹ）
 (a)KCl溶液、(b)CaCl2溶液、(c)MgCl2溶液、(d)CaCl2とNaClの混合溶液、(e)FGB-2孔167.70~171.78m

〇



422 図 4-2-18
ベントナイトの層間のCa2+当量分率と最⼤膨潤率
(a) CaCl2溶液におけるベントナイトの層間陽イオン量及び(b) 固相のCa2+当量分率及びイオン強度と最⼤
膨潤率の関係

〇

387 表 4-2-1  緩衝材の安全機能（放射性物質の移⾏抑制）の確保に必要な緩衝材の設計要件 〇
391 表 4-2-2  通⽔試験のスケジュール 〇
391 表 4-2-3  沿岸部実地下⽔（FGB-2孔_167.70~171.78m）の組成 〇
394 表 4-2-4  クニピアFの充填量（作製数 各ケースn=2） 〇
394 表 4-2-5  試験条件 〇
399 表 4-2-6 本試験において算出したK-Naのイオン交換選択係数（LogKGT K-Na） 〇
404 表 4-2-7  飽和・不飽和浸透流解析⽤パラメータ設定値（1/2） 〇
404 表 4-2-8  飽和・不飽和浸透流解析⽤パラメータ設定値（2/2） 〇
405 表 4-2-9  移流・分散解析⽤パラメータの設定値 〇
405 表 4-2-10 試解析に⽤いたイオン交換選択係数と初期状態におけるイオン交換サイト組成 〇
405 表 4-2-11 試解析に⽤いた初期間隙⽔組成 〇
410 表 4-2-12 感度解析に⽤いたイオン交換選択係数と初期のイオン交換サイトの組成（Ca2+の選択係数の影響） 〇
414 表 4-2-13 膨潤量試験の試験ケース 〇
416 表 4-2-14 供試体の諸元 〇
419 表 4-2-15 本検討の試験ケースにおける最⼤膨潤率 〇
436 図 4-3-1 透⽔−膨潤圧試験装置の概略 ○ ○
438 図 4-3-2 せん断透⽔試験装置の概略 ○ ○
439 図 4-3-3 せん断透⽔試験装置の写真 ○ ○
444 図 4-3-4 せん断透⽔試験において透⽔試験を実施するせん断変位の考え⽅
444 図 4-3-5 リングせん断試験の実施フローチャート ○ ○
445 図 4-3-6 スリットの調整⼿順 ○ ○
445 図 4-3-7 供試体未設置時のスリット幅とトルクおよび及び透⽔係数の関係 ○ ○
448 図 4-3-8 供試体に対する通⽔⽅向の概略図 ○ ○
448 図 4-3-9 回転⾓度とせん断変位の関係 ○ ○
449 図 4-3-10 ⽔平⽅向の⾒かけの透⽔係数に関する通⽔経路のイメージ ○ ○
449 図 4-3-11 リングせん断試験後の供試体の分割⽅法のイメージ ○ ○
451 図 4-3-12 イオン交換処理前後の浸出陽イオン量 ○ ○
454 図 4-3-13 ⼈⼯海⽔のイオン濃度倍率と平衡膨潤圧の関係 ○ ○
454 図 4-3-14  ⼈⼯海⽔のイオン濃度倍率と透⽔係数の関係 ○ ○
455 図 4-3-15  透⽔膨潤圧試験後の浸出陽イオンの割合(（上：海⽔平衡処理前、下：海⽔平衡処理後)） ○ ○
457 図 4-3-16  カオリン粘⼟供試体の圧縮曲線 ○ ○
457 図 4-3-17  カオリン粘⼟供試体のせん断に伴う供試体⾼さの変化 ○ ○
458 図 4-3-18  カオリン粘⼟供試体のせん断に伴うせん断応⼒の変化 ○ ○
459 図 4-3-19  せん断に伴うカオリン粘⼟(（イオン交換⽔)）の透⽔性の変化 ○ ○

460 図 4-3-20 
オリン粘⼟(（イオン交換⽔)）のせん断後の供試体(（側⽅)）の写真(（左)）および及びその拡⼤写真
(（右)）

○ ○

460 図 4-3-21  せん断位置において上下に分割したカオリン供試体のせん断⾯の写真 ○ ○
463 図 4-3-22  クニゲルV1−砂混合⼟(（イオン交換⽔、⼈⼯海⽔1倍)）の膨潤圧 ○ ○
463 図 4-3-23  海⽔平衡クニゲルV1−砂混合⼟(（⼈⼯海⽔1倍、2倍)）の膨潤圧 ○ ○
464 図 4-3-24  クニボンド単体(（イオン交換⽔)）の膨潤圧 ○ ○
464 図 4-3-25  海⽔平衡クニボンド単体(（⼈⼯海⽔1倍)）の膨潤圧 ○ ○
465 図 4-3-26  せん断透⽔試験及び透⽔膨潤圧試験における平衡膨潤圧の⽐較 ○ ○
468 図 4-3-27  各供試体のせん断に伴う供試体⾼さの変化 ○ ○
468 図 4-3-28  クニゲルV1−砂混合⼟のせん断に伴うせん断応⼒の変化 ○ ○
469 図 4-3-29  海⽔平衡クニゲルV1−砂混合⼟せん断に伴うせん断応⼒の変化 ○ ○
469 図 4-3-30  クニボンド単体のせん断に伴うせん断応⼒の変化 ○ ○
470 図 4-3-31  海⽔平衡クニボンド単体のせん断に伴うせん断応⼒の変化 ○ ○
470 図 4-3-32  クニゲルV1−砂混合⼟の有効応⼒経路 ○ ○
471 図 4-3-33  海⽔平衡クニゲルV1−砂混合⼟の有効応⼒経路 ○ ○
471 図 4-3-34  クニボンド単体の有効応⼒経路 ○ ○
472 図 4-3-35  海⽔平衡クニボンド単体の有効応⼒経路 ○ ○
474 図 4-3-36  せん断に伴うクニゲルV1−砂混合⼟の透⽔性の変化 ○ ○
475 図 4-3-37  せん断に伴う海⽔平衡クニゲルV1−砂混合⼟の透⽔性の変化 ○ ○
476 図 4-3-38  せん断に伴うクニボンド単体の透⽔性の変化 ○ ○
477 図 4-3-39  せん断に伴う海⽔平衡クニボンド単体の透⽔性の変化 ○ ○
480 図 4-3-40  せん断透⽔試験後の供試体の含⽔⽐分布 ○ ○

481 図 4-3-41 
せん断透⽔試験後のクニゲルV1−砂混合⼟(（⼈⼯海⽔1倍)）の浸出陽イオン分布(（上：浸出陽イオン
量、下：浸出陽イオン量の割合)）

○ ○

482 図 4-3-42 
せん断透⽔試験後の海⽔平衡クニゲルV1−砂混合⼟(（⼈⼯海⽔1倍)）の浸出陽イオン分布(（上：浸出陽
イオン量、下：浸出陽イオン量の割合)）

○ ○

483 図 4-3-43 
せん断透⽔試験後の海⽔平衡クニゲルV1−砂混合⼟(（⼈⼯海⽔1倍、途中透⽔なし)）の浸出陽イオン分布
(（上：浸出陽イオン量、下：浸出陽イオン量の割合)）

○ ○



484 図 4-3-44 
せん断透⽔試験後の海⽔平衡クニゲルV1−砂混合⼟(（⼈⼯海⽔2倍)）の浸出陽イオン分布(（上：浸出陽
イオン量、下：浸出陽イオン量の割合)）

○ ○

485 図 4-3-45 
せん断透⽔試験後の海⽔平衡クニボンド単体(（⼈⼯海⽔1倍)）の浸出陽イオン分布(（上：浸出陽イオン
量、下：浸出陽イオン量の割合)）

○ ○

486 図 4-3-46  せん断透⽔後の各供試体側⽅の写真 ○ ○
487 図 4-3-47  せん断透⽔後の各供試体側⽅の写真 ○ ○

488 図 4-3-48 
せん断透⽔後に凍結乾燥した試料のせん断位置付近の写真(（クニゲル系：凍結乾燥後に分割した断⾯、ク
ニボンド系：供試体側⾯)）

○ ○

489 図 4-3-49 
せん断後のクニゲルV1−砂混合⼟(（イオン交換⽔)）の供試体断⾯のSEM観察画像（電⼦顕微鏡倍率：
100倍）

○ ○

490 図 4-3-50  せん断後のクニゲルV1−砂混合⼟(（⼈⼯海⽔1倍)）の供試体断⾯の写真（電⼦顕微鏡倍率：100倍） ○ ○

491 図 4-3-51 
せん断後の海⽔平衡クニゲルV1−砂混合⼟(（⼈⼯海⽔1倍)）の供試体断⾯のSEM観察画像（電⼦顕微鏡
倍率：100倍）

○ ○

492 図 4-3-52 
せん断後の海⽔平衡クニゲルV1−砂混合⼟(（⼈⼯海⽔2倍)）の供試体断⾯の写真（電⼦顕微鏡倍率：100
倍）

○ ○

493 図 4-3-53  せん断後のクニボンド単体(（イオン交換⽔)）の供試体断⾯の写真（電⼦顕微鏡倍率：100倍） ○ ○

494 図 4-3-54  せん断後の海⽔平衡クニボンド単体(（⼈⼯海⽔1倍)）の供試体断⾯の写真（電⼦顕微鏡倍率：100倍） ○ ○

495 図 4-3-55 
せん断後のクニゲルV1-砂混合⼟(（イオン交換⽔)）の薄⽚試料のFE-SEM観察画像（電⼦顕微鏡倍率：40
倍）

○ ○

496 図 4-3-56 
せん断後のクニゲルV1-砂混合⼟(（イオン交換⽔)）の薄⽚試料のFE-SEM観察画像（電⼦顕微鏡倍率：80
倍）（右）及び元素マッピング画像（左）

○ ○

497 図 4-3-57 
せん断後の海⽔平衡クニゲルV1-砂混合⼟(（⼈⼯海⽔2倍)）の薄⽚試料のFE-SEM観察画像（電⼦顕微鏡
倍率：40倍）

○ ○

498 図 4-3-58 
せん断後の海⽔平衡クニゲルV1-砂混合⼟(（⼈⼯海⽔2倍)）の薄⽚試料のFE-SEM観察画像（電⼦顕微鏡
倍率：80倍）（右）及び元素マッピング画像（左）

○ ○

504 図 4-3-59  緩衝材再冠⽔過程で⽣じる現象のイメージ ○ ○
504 図 4-3-60  遠⼼⼒載荷試験装置を⽤いた模型試験による研究例
507 図 4-3-61  超⻑期遠⼼載荷岩盤実験装置の概略図(（上)）と装置全景(（下)） ○
509 図 4-3-62  試験容器の概略、および模型、及びセンサー配置 ○
511 図 4-3-63  注⽔ポンプの概略 ○
513 図 4-3-64  医療⽤マルチスライスヘリカルCTスキャナ ○
517 図 4-3-65  模型作製の様⼦ ○
519 図 4-3-66  キャリブレーション試料のCT画像撮影の様⼦ ○
522 図 4-3-67  Ca-5、Ca-6Tの試験結果 ○ ○
523 図 4-3-68  各試験のオーバーパックの温度測定結果 ○ ○
526 図 4-3-69  キャリブレーション⽤試料のCT画像と測線(（⾚線)）のCT値 ○ ○
527 図 4-3-70  試料の物理密度とCT値の関係 ○ ○
528 図 4-3-71  Ca-5の3次元CT画像 ○ ○
529 図 4-3-72  Ca-5の試験後のCT値分布 ○ ○
530 図 4-3-73  Ca-6Tの試験後のCT値分布 ○ ○
532 図 4-3-74  遠⼼⼒模型試験後の緩衝材の飽和度分布 ○ ○
534 図 4-3-75  遠⼼⼒模型試験後の緩衝材の飽和度分布(（令和2年度成果報告書より引⽤)） ○ ○
535 図 4-3-76  遠⼼⼒模型試験後の緩衝材の⾼さごとの浸出陽イオン量の割合 ○ ○
539 図 4-3-77  Ca型ベントナイトの緩衝材におけるオーバーパック変位挙動の⽐較 ○ ○
540 図 4-3-78  模擬廃棄体の加熱によるオーバーパック周囲の緩衝材の飽和度の違い ○ ○
541 図 4-3-79  遠⼼⼒模型試験後のCT画像と測線のCT値分布(（⻄本ほか（(2014）)より引⽤、⼀部加筆)）
541 図 4-3-80  遠⼼⼒模型試験後の緩衝材の密度分布の⽐較 ○ ○
550 図 4-3-81  LOSTUFにおける緩衝材膨潤モデル ○ ○
553 図 4-3-82  対象とした遠⼼模型試験の概要
555 図 4-3-83  ⼩型圧⼒容器の概略図と計測位置 ○
556 図 4-3-84  軸対象解析に⽤いる解析メッシュ ○
557 図 4-3-85  解析上の境界条件 ○
560 図 4-3-86  各緩衝材条件における膨潤ひずみと膨潤圧の関係 ○ ○
562 図 4-3-87  各緩衝材条件における有効粘⼟密度と透⽔係数の関係 ○ ○
562 図 4-3-88  各緩衝材条件における⽔分特性曲線と相対透⽔係数 ○ ○
564 図 4-3-89  各ケースにおける初期応⼒分布（圧縮を正とする） ○ ○
568 図 4-3-90  緩衝材に設定するヤング率の飽和度依存性 ○ ○
568 図 4-3-91  緩衝材に設定するポアソン⽐の飽和度依存性 ○ ○
570 図 4-3-92  追加検討を含む各緩衝材条件における有効粘⼟密度と透⽔係数の関係 ○ ○
570 図 4-3-93  各緩衝材条件における⽔分特性曲線と相対透⽔係数 ○ ○
571 図 4-3-94  追加検討を含む各緩衝材条件における膨潤ひずみと膨潤圧の関係 ○ ○
573 図 4-3-95  各ケースの最終変位分布（等倍変形図） ○ ○
574 図 4-3-96  Case1のO/P変位の経過時変化 ○ ○
574 図 4-3-97  Case1の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
574 図 4-3-98  Case1の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○



574 図 4-3-99  Case1の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
575 図 4-3-100 Case1の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
575 図 4-3-101 Case1の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
576 図 4-3-102 Case1の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
578 図 4-3-103 Case2のO/P変位の経過時変化 ○ ○
578 図 4-3-104 Case2の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
578 図 4-3-105 Case2の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
578 図 4-3-106 Case2の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
579 図 4-3-107 Case2の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
579 図 4-3-108 Case2の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
580 図 4-3-109 Case2の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
582 図 4-3-110 Case3のO/P変位の経過時変化 ○ ○
582 図 4-3-111 Case3の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
582 図 4-3-112 Case3の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
582 図 4-3-113 Case3の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
583 図 4-3-114 Case3の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
583 図 4-3-115 Case3の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
584 図 4-3-116 Case3の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
586 図 4-3-117 Case4のO/P変位の経過時変化 ○ ○
586 図 4-3-118 Case4の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
586 図 4-3-119 Case4の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
586 図 4-3-120 Case4の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
587 図 4-3-121 Case4の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
587 図 4-3-122 Case4の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
588 図 4-3-123 Case4の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
590 図 4-3-124 Case5のO/P変位の経過時変化 ○ ○
590 図 4-3-125 Case5の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
590 図 4-3-126 Case5の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
590 図 4-3-127 Case5の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
591 図 4-3-128 Case5の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
591 図 4-3-129 Case5の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
592 図 4-3-130 Case5の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
594 図 4-3-131 Case6のO/P変位の経過時変化 ○ ○
594 図 4-3-132 Case6の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
594 図 4-3-133 Case6の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
594 図 4-3-134 Case6の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
595 図 4-3-135 Case6の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
595 図 4-3-136 Case6の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
596 図 4-3-137 Case6の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
599 図 4-3-138 オーバーパック変位量の経時変化 ○ ○
600 図 4-3-139 実験終了後の緩衝材の飽和度 ○ ○
602 図 4-3-140 Case1と2の追加検討ケースの最終変位分布（等倍変形図） ○ ○
603 図 4-3-141 Case6の追加検討ケースの最終変位分布（等倍変形図） ○ ○
604 図 4-3-142 Case1-1のO/P変位の経過時変化 ○ ○
604 図 4-3-143 Case1-1の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
604 図 4-3-144 Case1-1の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
604 図 4-3-145 Case1-1の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
605 図 4-3-146 Case1-1の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
605 図 4-3-147 Case1-1の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
606 図 4-3-148 Case1-1の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
608 図 4-3-149 Case1-2のO/P変位の経過時変化 ○ ○
608 図 4-3-150 Case1-2の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
608 図 4-3-151 Case1-2の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
608 図 4-3-152 Case1-2の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
609 図 4-3-153 Case1-2の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
610 図 4-3-154 Case1-2の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
610 図 4-3-155 Case1-2の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
612 図 4-3-156 Case2-1のO/P変位の経過時変化 ○ ○
612 図 4-3-157 Case2-1の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
612 図 4-3-158 Case2-1の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
612 図 4-3-159 Case2-1の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
613 図 4-3-160 Case2-1の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
613 図 4-3-161 Case2-1の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
614 図 4-3-162 Case2-1の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
616 図 4-3-163 Case2-2のO/P変位の経過時変化 ○ ○
616 図 4-3-164 Case2-2の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○



616 図 4-3-165 Case2-2の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
616 図 4-3-166 Case2-2の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
617 図 4-3-167 Case2-2の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
617 図 4-3-168 Case2-2の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
618 図 4-3-169 Case2-2の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
620 図 4-3-170 Case6-1のO/P変位の経過時変化 ○ ○
620 図 4-3-171 Case6-1の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
620 図 4-3-172 Case6-1の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
620 図 4-3-173 Case6-1の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
621 図 4-3-174 Case6-1の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
622 図 4-3-175 Case6-1の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
622 図 4-3-176 Case6-1の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
624 図 4-3-177 Case6-2のO/P変位の経過時変化 ○ ○
624 図 4-3-178 Case6-2の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
624 図 4-3-179 Case6-2の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
624 図 4-3-180 Case6-2の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
625 図 4-3-181 Case6-2の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
625 図 4-3-182 Case6-2の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
626 図 4-3-183 Case6-2の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
628 図 4-3-184 Case6-3のO/P変位の経過時変化 ○ ○
628 図 4-3-185 Case6-3の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
628 図 4-3-186 Case6-3の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
628 図 4-3-187 Case6-3の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
629 図 4-3-188 Case6-3の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
629 図 4-3-189 Case6-3の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
630 図 4-3-190 Case6-3の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
632 図 4-3-191 Case6-4のO/P変位の経過時変化 ○ ○
632 図 4-3-192 Case6-4の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
632 図 4-3-193 Case6-4の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
632 図 4-3-194 Case6-4の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
633 図 4-3-195 Case6-4の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
633 図 4-3-196 Case6-4の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
634 図 4-3-197 Case6-4の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
636 図 4-3-198 Case6-5のO/P変位の経過時変化 ○ ○
636 図 4-3-199 Case6-5の各位置の緩衝材⼟圧（⽔平⽅向）の経過時変化 ○ ○
636 図 4-3-200 Case6-5の各位置の緩衝材⼟圧（鉛直⽅向）の経過時変化 ○ ○
636 図 4-3-201 Case6-5の各位置の飽和度の経過時変化 ○ ○
637 図 4-3-202 Case6-5の飽和度分布の経過時変化 ○ ○
637 図 4-3-203 Case6-5の乾燥密度分布の経過時変化 ○ ○
638 図 4-3-204 Case6-5の含⽔⽐分布の経過時変化 ○ ○
641 図 4-3-205 O/P変位の経時変化の基本ケース間の⽐較 ○ ○
641 図 4-3-206 緩衝材最下部位置における飽和度の経時変化の基本ケース間の⽐較 ○ ○
643 図 4-3-207 Case1と追加ケースのO/P変位の経時変化の⽐較 ○ ○
643 図 4-3-208 Case1と追加ケースの緩衝材最下部位置における飽和度の経時変化の⽐較 ○ ○
645 図 4-3-209 Case6と追加ケースのO/P変位の経時変化の⽐較 ○ ○
645 図 4-3-210 Case6と追加ケースの緩衝材最上部位置における飽和度の経時変化の⽐較 ○ ○
428 表 4-3-1  本研究に関わる全体の試験計画
431 表 4-3-2  ⼈⼯海⽔（マリンアートSF-1）の成分表
434 表 4-3-3  要素試験における供試体条件
436 表 4-3-4  令和3年度までの要素試験における実施状況の⼀覧
441 表 4-3-5  せん断透⽔試験の試験条件
451 表 4-3-6  本研究で使⽤したベントナイトの基礎物性
453 表 4-3-7  透⽔膨潤圧試験において使⽤した⼈⼯海⽔の成分およびpH ○ ○
461 表 4-3-8  せん断透⽔試験の各ベントナイト供試体の初期乾燥密度 ○ ○
515 表 4-3-9  遠⼼⼒模型試験で⽤いた緩衝材の材料と条件 ○ ○
526 表 4-3-10  キャリブレーション⽤試料の物理密度と平均値、標準偏差 ○ ○
533 表 4-3-11  令和2年度の試料および試験条件(令和2年度成果報告書より引⽤)
554 表 4-3-12  解析の対象とする実験ケース
559 表 4-3-13  対象とする緩衝材の諸条件⼀覧 ○ ○
559 表 4-3-14  基本的なケース検討で使⽤する⼒学特性の⼀覧 ○ ○
560 表 4-3-15  オーバーパック模型に設定した⼒学特性 ○ ○
561 表 4-3-16  基本的なケース検討で使⽤する⽔理特性の⼀覧 ○ ○
562 表 4-3-17  各緩衝材条件における初期飽和度の⼀覧 ○ ○
566 表 4-3-18  Case 1に対する追加検討ケース⼀覧 ○ ○
566 表 4-3-19  Case 2に対する追加検討ケース⼀覧 ○ ○
566 表 4-3-20  Case 6に対する追加検討ケース⼀覧 ○ ○
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沿岸部地質環境データベースに基づく地質環境概念モデルの構築 

 

１．二つの地質環境概念モデルの作成 

当該研究課題では、SDM を作るための初期段階として、地質環境モデル（地質や地下水など地球科学

を中心として、生物多様性も考慮できるモデル）に係る概念を整理するための、地質環境概念モデルを作

成している。当該研究が開始され、２年間は国の公的機関が発行した（国民であればだれでも手に入れる

ことができる信頼性の高いデータ）を利用して沿岸域の地質環境概念モデルを作成してきたが、地質図

などには専門家の判断（断層や褶曲などのエキスパートジャッジ）が含まれていると考えられるため、

（慎重派との議論を前提に）専門家の判断を全く排除した統計学的なモデル（スタティスティカルモデ

ル）を作り、地質環境概念モデルにおけるエキスパートジャッジモデルとスタティスティカルモデルの

差異を検討した。 

本文で述べたように、地球統計学的な手法を用いて、先に整理したデータセットから地質モデルを作成

した。概念モデル作成の準備として、日本列島沿岸部（海岸線よりも 20 ㎞程度までの内陸）の地質図、

ならびに同地域の地形図、海底地形図、海底地質図を整理した。これらのデータを読み込み、GIS を構築

し、解析に用いる諸条件を把握できるよう 3 次元概念モデル（以下コンセプチュアルモデル（CM）と呼

称）として地域ごとに出力できるようにした。 

 GIS のシステム構成及び動作フローを図 1 -1 に示す。GIS は、一般的なブラウザソフトで利用する

事を想定し作成している。GIS は、デジタルデータを保管する仮想サーバーとデータ通信を行うデータ

通信プログラム、ユーザーが操作する PC にデータを可視化するデータマッピングプログラム及びユー

ザーインターフェース（GUI：Graphical User Interface）で構成される。また、当該研究では表 1 -2 に

示す 55 の地域で、二つの概念モデルを作成している。これは、義務教育で学習する 64 の海岸平野のう

ち本事業から対象外となるものをいくつか除いて構成した。一つは断層や褶曲に代表される専門家の判

断を伴うエキスパートモデルであり、他方はこれにとらわれない統計モデルである。この違いを表 1 -1

に示す。エキスパートモデルについては、表 1 -2、表 1 -3 に示す資料と比較し良好な結果が得られてい

る事を確認した。  



 

3 

 

 

 

 

 

 

図 1 -1 GIS システム構成図、動作フロー 
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表 1 -1 統計モデルとエキスパートモデルの比較 

種類 項目 詳細項目 
Statistical Model 

（統計モデル） 

Expert Model 

（専門家モデル） 

データ 

画像データ 

全国大データ１（産総研 海洋・海底地質図） ○ ○ 

全国大データ２（産総研 海域地質構造データベース） データ無し データ無し 

全国大データ３（国交省 土地分類基本調査） ○ ○ 

全国大データ 1 （海保庁 海底地質構造図） ○ ○ 

全国大データ５（海保庁 海底火山データベース） データ無し データ無し 

全国大データ６（国土地理院 地勢図、地形図） △(※) △(※) 

地域、学会データ × × 

標高データ 全国大データ７（産総研 堆積層標高データ） ○ ○ 

境界データ 断層、背斜、向斜データ（全国大データ１，３，1 ） - ○ 

 データの抽出（データセット構築、データの数値化） ジオモデラー 

物性 

材料定数(透水係数) 
全国統一データ ○ ○ 

地域（計測値）データ × × 

材料定数(間隙率) 
全国統一データ ○ ○ 

地域（計測値）データ × × 

材料定数(不飽和特性) 
全国統一データ（地質に依存） ○ ○ 

地域（計測値）データ × × 

材料定数(分散長) 
全国統一データ（地質に依存） ○ ○ 

地域（計測値）データ × × 

材料定数(熱伝導係数) 
全国統一データ（地質に依存） ○ ○ 

地域（計測値）データ × × 

モデル化 

データ新旧 新規データ優先 

データ範囲（水平） 断面位置 5km 範囲 モデル全域対象 

データ範囲（鉛直） データ密度考慮 全データ使用 
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AI によるモデル化（確率・統計の考慮） ○ ○ 

地質の統合（全国大データ１，３，1 ） 地層順序考慮 

※全国大データ７で間接的に利用 
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表 1 -2 地質モデル検証用データ 1 

ID モデル 対応データ 

1 稚内 平成 8 年度国内石油・天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「天北浅海域」 

2 幌延 
平成 8 年度国内石油・天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「天北浅海域」 

平成 22 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「天北西方 3D」 

3 勇払 
昭和 1 7 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「日高-渡島」 

昭和 61 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「道南～下北沖」 

6 釧路 昭和 1 7 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「十勝-釧路」 

7 十勝 昭和 1 7 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「十勝-釧路」 

8 石狩 昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

9 津軽 

昭和 1 7 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「日高-渡島」 

昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

10 下北 昭和 1 8 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「下北-北上」 

11 三本木 昭和 1 8 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「下北-北上」 

12 能代 
昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

13 秋田 
昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

11 庄内 
昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

15 石巻 
昭和 1 5 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北上-阿武隈」 

昭和 61 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「南三陸～鹿島沖」 

16 仙台 
昭和 1 5 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北上-阿武隈」 

昭和 61 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「南三陸～鹿島沖」 

17 磐城 平成 21 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「阿武隈リッジ南部 3D」 

19 越後 

昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

平成 2 年度国内石油・天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「新潟～富山浅海域」 

20 高田 

昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

平成 3 年度国内石油・天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「新潟～富山浅海域」 

平成 1 年度国内石油・天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「新潟～富山浅海域」 

平成 13 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「佐渡沖南西」 

21 富山 

昭和 51 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北海道西部-新潟海域」 

昭和 56 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「富山沖・北陸～隠岐沖・山陰沖」 

昭和 62 年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「西津軽～新潟沖」 

22 金沢 昭和 1 8 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北陸」 

23 福井 昭和 1 8 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「北陸」 
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表 1 -3 地質モデル検証用データ 2 

ID モデル 対応データ 

27 豊橋 昭和 1 9 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「東海～九州」 

31 和歌山 昭和 1 9 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「東海～九州」 

31 鳥取 
昭和 56 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査 

「富山沖・北陸～隠岐沖・山陰沖」 

35 倉吉 平成元年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「山陰～北九州沖」 

36 出雲・松江 平成元年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「山陰～北九州沖」 

1 3 高知 昭和 1 9 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「東海～九州」 

1 7 福岡 平成元年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「山陰～北九州沖」 

1 8 筑紫 平成元年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「山陰～北九州沖」 

53 宮崎 
平成 21 年度国内石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「宮崎沖西部 3D」 

昭和 1 9 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「東海～九州」 

51 笠之原 昭和 1 9 年度大陸棚石油・天然ガス基礎調査 基礎物理探査「東海～九州」 

55 対馬 平成元年度国内石油天然ガス基礎調査 海上基礎物理探査「山陰～北九州沖」 
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ID.1 稚内 

モデル化位置 

本モデルは、北海道北部、稚内市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -2 に示す。 

 

 

 

図 1 -2 ID1 稚内モデル位置図(北海道) 

 

 

地域概要 

本モデルが位置する北海道の北部は北西に向かって東西の幅が狭まり、その中央を走る宗谷丘陵によ

って東西に分けられている。モデルのある宗谷地域は、地形的には山地・火山地・丘陵地・台地・段丘・

低地などの各種地形がそれぞれ小規模に分布している。 

 宗谷丘陵の周囲には数段の段丘面が発達しているが、その先端の岬周辺にも分類基準による中・下位

両段丘面が分布する。中位面は高度 1 0~70m でやや波状形を呈し、段丘岸も緩傾斜して不明瞭な形態を

とる場合が多い。この表面には粘土質成分に富む堆積物が厚さ 1m 前後でみられるが、概して薄い。 

 宗谷地域の地質は、細粒質の堆積岩が主体を占めている。また稚内市、豊富町に広く分布する第三紀

層に属する声問層シルト岩など弱固結が多く、このため風化土壌は細粒質で礫質でないものが多い。ま

た、これら母岩は塩基含量が極めて乏しく生成土壌にもその影響を与えている。 

 宗谷地域は寒冷気候のため水田の分布は無い。往時は、内陸地域で低地を中心として馬鈴薯を主とし

た農業が行われていたが、戦後は海岸地域も含めて広く開拓が行われた。そして現在は不安定な畑作営

農は改められ、ほとんどが草地酪農経営となった。  



 

9 

 

引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -1 に示し、各データの平面位置を図 1 -3～図 

1 -6 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -7 に示す。 

 

 

表 1 -4   ID1.稚内モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 宗谷岬西方海底地質図 産総研 1 7 

土地分類基本調査 宗谷・留萌(20 万分の 1) 国交省 1 2 

 

 

 

 

図 1 -3  ID1.稚内モデル引用データ位置 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -4   ID1.稚内モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -5  ID1.稚内モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -6  ID1.稚内モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -7  ID1.稚内モデル引用データダイヤグラム 

 

 

  

産総研 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、稚内市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -8 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -9～

図 1 -13 に示す。メッシュの材質を表 1 -5 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較結果

を図 1 -11 に示す。 

 

表 1 -5  ID1.稚内モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

  H  

第四紀 

更新世-完新世  

  Q3  

更新世 

 

  Q2   

  Q1   

  N3  

新第三紀 

中新世-鮮新世  

  N2  
中新世 

 

  N1   

  Base N1 以下の基盤 - -  

Bk   

抜海沖層群 第四紀 

- Q1 

Bk-U   - Q1 

Bk-M   - Q1 

Bk-L   - Q1 

Wk   稚内沖層群 
新第三紀 

- N2 

Sy   宗谷沖層群 - N1 

Bs   音響基盤 先新第三紀 - N1 

 gsm  礫・砂･粘土 - 

沖積世 

H 

 s  砂 - H 

 P  泥炭 - H 

 gs  礫･砂 - 洪積世 Q1 

 ss  砂岩 第三紀 - N1 

 alt  砂岩・泥岩互層 第三紀 - N1 

 mst  泥岩 第三紀 - N1 

 ms  泥岩 先第三紀 - N1 

 Sp  流紋岩 - - N1 
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図 1 -9 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -8 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は要素

中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられる。 

また、図 1 -10、図 1 -11 において地質層序が逆転している箇所があった為、Sy,Bs の地質年代割り当

てを N2 に変更した。結果を図 1 -12、図 1 -13 に示す。  
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図 1 -8  ID1.稚内モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -9  ID1.稚内モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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断面図位置（産総研） 
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図 1 -10 ID1.稚内モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

図 1 -11 ID1.稚内モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -12 ID1.稚内モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

図 1 -13 ID1.稚内モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)   
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Base
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図 1 -14  ID1.稚内モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.2 幌延 

モデル化位置 

 本モデルは、北海道北部、幌延町沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -15 に示す。 

 

 

図 1 -15 ID2.幌延モデル位置図(北海道) 

 

 

地域概要 

本モデルが位置する宗谷地域は、北海道の最北部にあり、本島北部地域および礼文島・利尻島の両島嶼

よりなる。地形的には山地・火山地・丘陵地・台地・段丘・低地などの各種地形がそれぞれ小規模に分布

しているが、これらの内でも特に周氷河作用の影響を強くうけた丘陵性地形ならびに泥炭質低湿地の海

岸低地の形成によって特色づけられる。 

本島部は天塩山地が北上して丘陵化した宗谷丘陵を背梁とし、南北方向に宗谷岬まで達する分水界を

境にして日本海・オホーツク海両傾斜面から構成されている。モデルのある西方の日本海側斜面では、特

に地質構造の強い影響をうけた南北方向の丘陵地群と、台地および河谷低地とがモザイク状に分布し、

同時に海へ流入する河川の下流部には、北サロベツ原野で代表されるような海岸砂丘列を伴う泥炭質低

湿地が広く発達する。 

宗谷地域の西部は主に第三紀の泥岩、砂岩、第四紀の砂・礫を主体とした未固結堆積物が分布してい

る。東部から北部にかけては神居古潭帯の延長にあたる蛇紋岩体が発達している。白亜紀へ第三紀に属

す、泥岩、砂岩・泥岩互層、粘板岩などが分布している。北部では、輝緑岩質岩石、花こう岩体、はんれ

い岩体、ホルンフエルス、安山岩質岩石、火山角礫岩などが分布して来る。各河川流域には段丘堆積物が

形成されている。  
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -6 に示し、各データの平面位置を図 1 -16～図 

1 -19 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -20 に示す。 

 

表 1 -6  ID2.幌延モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 天売島周辺海底地質図 産総研 1 7 

土地分類基本調査 宗谷・留萌(20 万分の 1 表層地質図) 国交省 1 2 

 

 

 

 

 

図 1 -16  ID2.幌延モデル引用データ位置 
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図 1 -17  ID2.幌延モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

 

 

図 1 -18  ID2.幌延モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -19  ID2.幌延モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -20  ID2.幌延モデル引用データダイヤグラム 
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N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、幌延町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -21 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -22

～図 1 -21 に示す。メッシュの材質を表 1 -7 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較結

果を図 1 -25 に示す。 

 

表 1 -7  ID2.幌延モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

  H  

第四紀 

更新世-完新世  

  Q3  

更新世 

 

  Q2   

  Q1   

  N3  

新第三紀 

中新世-鮮新世  

  N2  
中新世 

 

  N1   

  Base N1 以下の基盤 -   

Tu   天売沖層群 
第四紀 

中期更新世-完新世 H 

Eb   遠別沖層群 更新世 Q2 

Hb   羽幌沖層群 
新第三紀 

中新世-鮮新世 N3 

Ts   天塩沖層群 中期中新世 N2 

Bs   音響基盤 先第三紀 - N1 

 s  砂 - 沖積世 H 

 P  泥炭 - 沖積世 Q1 

 ss  砂岩 第三紀 - N3 

 alt  砂岩・泥岩互層 第三紀 - N1 

 mst  泥岩 第三紀 - N2 

 ms  泥岩 先第三紀 - Base 
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図 1 -21  ID2 幌延モデル 入力平面図 

 

 

 

 

 

図 1 -22  ID2 幌延モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -23  ID2.幌延モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -24  ID2.幌延モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -25 ID2.幌延モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.3 勇払 

モデル化位置 

本モデルは、北海道南部、厚真町沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -26 に示す。 

 

 

 

図 1 -26  ID3.勇払モデル位置図(北海道) 

 

 

地域概要 

本モデルが位置する東胆振地域は、大部分が典型的な粗粒火山放出物未熟土におおわれている。苫小

牧市以東は、主として樽前山に由来する火山砂礫のために生産力は低い。 

樽前火山の粗粒放出物は本地区のほぼ全域に降下した。しかし北部（上流部）では降下量が少なかった

だけでなく、山地急斜面では放出物は流出し、ほとんど認められないか、あってもパッチ状または極めて

薄い層として認められるに過ぎない。従って北部では各種基盤岩石（古生層・中性層・第三紀層・蛇紋岩

など）を主要母材にした褐色森林土が広く分布している。 

 低地には、湿性粗粒火山放出物未熟土が多く、地下水位が高い等の土壌条件と、農期間の前半に濃霧

の影響がある等の気候条件から、原野のまま広く分布し、特異な植物景観がみられる。 

 追分、厚真、早来の低地には、火山放出物未熟土のほか、火山砂をはさむ低地土が多く、排水良好な

土壌のため、良質米の産地として知られている。 

 低い台地では、有機物の補給が必須な土壌であり、草地利用を主体とする、道内でも有数の酪農地帯

を形成している。  
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -8 に示し、各データの平面位置を図 1 -27～図 

1 -30 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -31 に示す。 

 

 

表 1 -8  ID3.勇払モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 日高トラフ海底地質図 産総研 1 12 

土地分類基本調査 石狩・後志・胆振(20万分の1表層地質図) 国交省 1 1 

 

 

 

図 1 -27  ID3.勇払モデル引用データ位置 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -28  ID3.勇払モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -29  ID3.勇払モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -30  ID3.勇払モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

 

図 1 -31  ID3.勇払モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、厚真町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域とし

た。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地質年

代データ）の材質を適用する。 

 

AI学習・予測 

AIによる学習・予測の入力平面図を図 1 -32に示し、学習・予測結果の 3次元メッシュ図を図 1 -31 

～図 1 -37に示す。メッシュの材質を表 1 -9に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -38に示す。 

 

表 1 -9  ID3.勇払モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

  H  

第四紀 

更新世-完新世  

  Q3  

更新世 

 

  Q2   

  Q1   

  N3  

新第三紀 

中新世-鮮新世  

  N2  
中新世 

 

  N1   

  Base N1 以下の基盤 - -  

H0010   

日高舟上海盆層軍 

第四紀 
中期更新世-完新世 Q3 

H1020   前期-中期更新世 Q2 

H2030   

新第三紀 

鮮新世 N3 

H301 0   後期中新世-前期鮮新世 N2 

H1 050   苫小牧沖層群 中期中新世以前 N1 

 ｓ  砂 - 沖積世 H 

 m  粘土 - - H 

 cg  礫岩 

第三紀 

- N2 

 ss  砂岩 - N2 

 mst  泥岩 - N2 

 alt  砂岩・泥岩互層 - N2 

 sg  砂岩・礫岩 

先第三紀 

- N1 

 sl  粘板岩 - N1 

 al  砂岩・泥岩互層 - N1 

 Da  輝緑岩 - - N1 
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また、図 1 -31 、図 1 -35 において地質層序が逆転している箇所があった為、地質年代を N2、N1 と

していた地質を N3 に変更した。結果を図 1 -36、図 1 -37 に示す。 

 

 

図 1 -32  ID3 勇払モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -33  ID3 勇払モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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図 1 -34  ID3.勇払モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -35 ID3.勇払モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -36 ID3.勇払モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -37 ID3.勇払モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -38 ID3. 勇払モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.４  頓別 

モデル化位置 

本モデルは、北海道北部、猿払村沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -39 に示す。 

 

 

 

図 1 -39 ID4 .頓別モデル位置図（北海道） 

 

 

地域概要 

本モデルが位置する北海道の北部は北西に向かって東西の幅が狭まり、その中央を走る宗谷丘陵によ

って東西に分けられている。本モデル地域は宗谷山地の東側であり、オホーツク海に臨んでいる。宗谷丘

陵は、標高 200～300m の丘陵性の山地であり、東西に向かって緩やかに低下している。旭川凹地帯とよ

ばれる凹地帯がモデル中央西よりをほぼ南北方向に旭川から延びている。頓別川はこの凹地帯を流れて

いる。 

本モデルの地形は、山地丘陵地、台地、低地からなる。 

山地丘陵地はその面積の大部分が森林地であり、主に中生界岩石で構成されている。南東部は起伏が

大きく、急峻で長い山腹斜面を有する山地、南西部は波状起伏に富む丘陵地に大別される。台地は平坦地

と緩波状平坦地とからなり、浜頓別台地、浅茅野台地、豊寒別台地、下頓別台地、中頓別台地等がある。

その他の台地は、土壌が重粘土質で理学性が悪い。低地は頓別川流域とクッチャロ湖の周辺及び各河川

の谷底平野であるが、谷底平野を除く低地の大半は泥炭土で占められ、過湿地で地盤が低く、極めて排水

不良な土地である。  
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引用データ 

 コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -10 に示し、各データの平面位置を図 1 -1 0

～図 1 -1 1 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -1 5 に示す。 

 

 

表 1 -10  ID4 .頓別モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 枝幸沖海底地質図 産総研 1 5 

土地分類基本調査 浜頓別 国交省 1 3 

海底地質構造図 猿払 海上保安庁 1 3 

 

 

 

図 1 -4 0 ID4 .頓別モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -41 ID4 .頓別モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -42 ID4 .頓別モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 
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図 1 -43 ID4 .頓別モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -44  ID4 .頓別モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -４5  ID4 .頓別モデル引用データダイヤグラム 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、猿払村沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -1 6 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -1 7

～図 1 -1 9 に示す。メッシュの材質を表 1 -11 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -50 に示す。 
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表 1 -11  ID4 .頓別モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層    

  H  

第四紀 

更新世-完新世  

  Q3  

更新世 

 

  Q2   

  Q1   

  N3  

新第三紀 

中新世-鮮新世  

  N2  
中新世 

 

  N1   

  Base N1 以下の基盤 -   

Tb3   

頓別川沖層群 第四紀 - 

Q3 

Tb2   Q2 

Tb1   Q1 

Ht   浜頓別沖層 新第三紀 鮮新世 N3 

Es   枝幸沖層 

新第三紀 

後期中新世 N3 

Mt   紋別堆層 前期～中期中新世 N2 

St   宗谷堆層 中新世 N2 

Bm   音響基盤 先新第三紀 - N2 

 s  砂がち堆積物 

- 

現世 

H 

 m  泥がち堆積物 H 

 ds  砂 H 

 P  泥炭 H 

 sg  砂層及び礫層 
更新世 

Q1 

 sc  シルト及び粘土層 Q1 

 scg  砂岩及び礫岩 
新第三紀 - 

N2 

 si2  シルト岩 N2 

 cgs  砂岩及び礫岩 

白亜紀 

- 

N1 

 ss  砂岩がち地層 N1 

 si1  シルト岩 N1 

 al  シルト岩・砂岩互層 N1 

 ch2  チャート・輝緑凝灰岩 

先白亜紀 

N1 

 sl2  粘板岩・砂岩及び輝緑凝灰岩 N1 

 ch1  チャートがち地層 N1 

 Ds  輝緑岩及び輝緑凝灰岩 N1 
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図 1 -1 7 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -1 6 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

 

図 1 -4 6 ID4 .頓別モデル 入力平面図  

断面図位置（産総研） 

断面図位置（国交省） 
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図 1 -4 7 ID4 .頓別モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 
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図 1 -4 8 ID4 .頓別モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -4 9 ID4 .頓別モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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図 1 -50 ID4 .頓別モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 

統計モデル 統計モデル 

N 

N 

N 

N 
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ID.5 美幌・斜里 

モデル化位置 

本モデルは、北海道北西部、斜里町沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -51 に示す。 

 

 

 

図 1 -51 ID5.美幌・斜里モデル位置図（北海道） 

 

 

地域概要 

本モデルが位置する網走地域は北海道北東部に位置し、オホーツク海側斜面をなしている。したがっ

て、基本的には海岸に並行して山地・丘陵地・台地・低地という地形配列が見られる。 

山地は北見山地の東斜面に当たり、急峻な大起伏山地及び中起伏山地が主分水嶺を形成するほかは、小

起伏山地が山地地域の大半を占めている。 

丘陵地は小起伏山地の外縁に形成されているが、そのほとんどが大起伏丘陵地である。地域的には、欝

岳の周囲やサロマ湖の南部に顕著な発達を示すほか、藻琴山北麓に火山性丘陵地が広く分布する。 

台地は海岸・湖岸・河岸に沿って、ほぼ全域的に数段に分かれて分布する。地域的には、常呂川以西で

も、とくに紋別以北の海岸段丘、内陸地域では北見・白滝両盆地の河岸段丘や、女満別以東の火山灰砂台

地およびローム台地などがそれぞれ標準的な発達を示す。 

低地は概して乏しく、主要河川の河口付近の海岸地域に限られており、サロマ湖などの海跡湖周辺の泥

炭を伴う砂泥質の三角州低地、砂州や砂丘・砂浜などの小地形、および下流域の扇状地性河谷平野がそれ

ぞれ組み合わされた形で海岸沖積低地を構成している。  
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -12 に示し、各データの平面位置を図 1 -52～図 

1 -55 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -56 に示す。 

 

 

表 1 -12 ID5.美幌・斜里モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海底地層構造図 斜里、網走 海上保安庁 2 1  

土地分類基本調査 浜頓別、北海道Ⅳ（20 万分の 1） 国交省 2 5 

 

 

 

 

図 1 -52 ID5.美幌・斜里モデル引用データ位置 

 

解析モデル位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -53 ID5.美幌・斜里モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 

 

 

 

図 1 -54 ID5.美幌・斜里モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -55 ID5.美幌・斜里モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

 

図 1 -56 ID5.美幌・斜里モデル引用データダイヤグラム 

 

 

  

海上保安庁 

海底地層構造図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、斜里町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -57 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -58

～図 1 -62 に示す。メッシュの材質を表 1 -13 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -63 に示す。 

 

表 1 -13 ID5.美幌・斜里モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

海保庁 国交省 堆積層 

  H  

第四紀 

更新世-完新世  

  Q3  

更新世 

 

  Q2   

  Q1   

  N3  

新第三紀 

中新世-鮮新世  

  N2  
中新世 

 

  N1   

  Base N1 以下の基盤 -   

Ⅰs   沖積層 

第四紀 

現世 H 

Ⅱs   段丘堆積層（羅臼岳火山噴出物） 
更新世 

Q3 

Ⅲs   段丘堆積層（屈斜路火山噴出物） Q1 

Ⅳs   陸士別層 

新第三紀 
鮮新世 

N3 

Ⅴs   幾品層 N3 

Ⅵs   越川層・奥士別集塊岩・忠類層 中新世 N2 

ⅠA   沖積層 
第四紀 

現世 H 

ⅡA   段丘堆積層 更新世 Q3 

ⅢA   美岬層 

新第三紀 
鮮新世 

N3 

ⅣA   呼人層 N3 

ⅤA   能取層・網走層 鮮新世・中新世 N2 

ⅥA   車止内層 古第三紀 中新世 N2 

 mst  泥岩 
第三紀 

- 

N2 

 alt  砂岩・泥岩互層 N2 

 sg  砂岩・礫岩 先第三紀 N2 
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図 1 -58 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -57 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は要

素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられる。 

また、図 1 -59、図 1 -60 において地質層序が逆転している箇所があった為、地質年代を N2、N1 と

していた地質を N3 に変更した。結果を図 1 -61、図 1 -62 に示す。 
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図 1 -57 ID5.美幌・斜里モデル 入力平面図 

 

図 1 -58 ID5.美幌・斜里モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（国交省） 

断面図位置（海上保安庁） 

N 
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図 1 -59 ID5.美幌・斜里モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -60 ID5.美幌・斜里モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -61 ID5.美幌・斜里モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -62 ID5.美幌・斜里モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -63ID5.美幌・斜里モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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Q3
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Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 

統計モデル 統計モデル 
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N 
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ID.6 釧路 

モデル化位置 

本モデルは、北海道東部、厚岸町沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -61 に示す。 

 

 

 

図 1 -64 ID6.釧路モデル位置図（北海道） 

 

 

地域概要 

本モデルが位置する釧路地域は、南は太平洋に面し、北に阿寒・屈斜路・摩周の火山群、西に第三系か

らなる丘陵性の白糠山地があるほかは、東は根釧台地に連続する全体的に台地性の丘陵からなる。その

中央を釧路川、阿寒川等が南流し、その流域には谷底平野及び河岸段丘が発達し、下流に底質な釧路平野

が展開する。 

西部から北部に連なる山地域の北部は、知床半島の延長である火山地域で、カルデラ湖を有する火山群

からなる。摩周湖北部やパンケトラ付近には火山性丘陵地が発達する。 

釧路地域の台地・段丘は、その大部分がローム及び砂礫台地で、砂礫台地は北部の山地域に分布が限ら

れるのに対して、ローム地域はほぼ全域にわたって河岸及び海岸沿いに段丘状に発達するほか、洪積統

や白亜系の分布地域に広くまとまった分布が認められる。 

低地は、各河川沿いに谷底平野が発達し、河口部付近には三角州性低地が展開する。特に中央部の釧路

低地は、本地域最大の泥炭性低地である。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -14 に示し、各データの平面位置を図 1 -65～

図 1 -69 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -70 に示す。 

 

 

表 1 -14  ID6.釧路モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 

データ量 

平面

図 

断面

図 

海洋・海底地質図 落石岬沖海底地質図 産総研 1 12 

海底地質構造図 花咲、釧路、厚岸、霧多布 海上保安庁 1 17 

土地分類基本調査 北海道Ⅷ（釧路支庁・根室支庁 20 万分の 1） 国交省 1 2 

 

 

 

 

図 1 -65 ID6.釧路モデル引用データ位置 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -66 ID6.釧路モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -67 ID6.釧路モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 
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図 1 -68 ID6.釧路モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -69 ID6.釧路モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -70 ID6.釧路モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、厚岸町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

  

産総研 

海洋･海底地質図 

海上保安庁 

海底地質構造図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -71 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -72

～図 1 -76 に示す。メッシュの材質を表 1 -15 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -77 に示す。 
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表 1 -15 ID6.釧路モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Ua     根釧沖層群 新第三紀 前期中新世 N1 

Ub     根釧沖層群 古第三紀 始新世 N1 

Uc     根釧沖層群 古第三紀 暁新世～始新世 N1 

Na     根釧沖層群 
第四紀 

後期～中期更新世 Q1 

Nb     根釧沖層群 最後紀鮮新世～前期更新世 Q1 

Nc     根釧沖層群 新第三紀 後期～前期鮮新世 N3 

Nd     根釧沖層群 新第三紀 後期～中期中新世 N2 

  alt   砂岩・泥岩互層 第三紀 - N3 

  gsm   礫・砂・粘土 - 沖積世 H 

  sgm   砂・礫・粘土 - 洪積世 Q2 

  P   泥炭 - 沖積世 H 

  As   火山灰 - - Q1 

  gs   礫・砂 - 洪積世 Q1 

  s   砂 - 沖積世 H 
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図 1 -72 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -71 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は要

素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられる。 

また、図 1 -73、図 1 -74 において地質層序が逆転している箇所があった為、Na、Nb の地質年代割り

当てを N1 に変更した。結果を図 1 -75、図 1 -76 に示す。 

 

図 1 -71  ID6.釧路モデル 入力平面図 

 

図 1 -72ID6.釧路モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（産総研） 

断面図位置（国交省） 
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図 1 -73  ID6.釧路モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

図 1 -74   ID6.釧路モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図

2)  
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Base
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図 1 -75  ID6.釧路モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -76  ID6.釧路モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -77 ID6.釧路モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
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ID.7 十勝 

モデル化位置 

本モデルは、北海道中央南部、浦幌町沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -78 に示す。 

 

 

 

図 1 -78 ID7.十勝モデル位置図（北海道） 

 

 

地域概要 

本モデルが位置する十勝地域の地形は、十勝平野を中央に、日高山地の主要部がその西部を占め、北部

は北海道の屋根と呼ばれる大雪連峰に連なる山地が占める。北西端には十勝火山地があり、燈豊には小

起伏の白糠山地や雌阿寒火山地がある。 

十勝平野は日高山地と急崖をなしてその東に接する大平野で、石狩平野に次ぐ北海道第二の平野であ

る。その主体をなすものは台地と、大小河川によって形成された沖積低地である。台地は新期、古期の火

山放出物によって厚く被覆される火山性土壌（黒ボク土壌）で、沖積土は火山灰を混入するか、新期の火

山灰を薄く被覆している。低地は大部分が河成、一部に扇状地、泥炭地が分布している。 

山地・丘陵は全地域が砂質・微砂質の火山灰の降下堆積によって覆われており、土壌表層には多少とも

火山灰層がみられるが、地質構造や浸食程度が違うのでその様相はまちまちである。一般に山地にみら

れる土壌は基岩風化物に由来しており、新期火山灰をのせていることが多い。一方丘陵地の緩斜面にみ

られる黒ボク土壌等は新期・古期火山灰の堆積物を母材とした土壌である。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -16 に示し、各データの平面位置を図 1 -79～図 

1 -82 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -83 に示す。 

 

 

表 1 -16 ID7.十勝モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 襟裳岬沖海底地質図 産総研 1 10 

土地分類基本調査 日高・十勝支庁(20 万分の 1 表層地質図) 国交省 1 1 

 

 

 

 

図 1 -79 ID7.十勝モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -80 ID7.十勝モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -81 ID7.十勝モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -82 ID7.十勝モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

 

図 1 -83 ID7.十勝モデル引用データダイヤグラム 

 

 

  

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、北海道中央南部、浦幌町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海

側 30km の領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積

層標高データ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -81 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -85

～図 1 -87 に示す。メッシュの材質を表 1 -17 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -88 に示す。 

 

表 1 -17 ID7.十勝モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 

地質 年代 
地質年

代 
産総

研 

国交

省 

堆積

層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Ta     Ta 層 

第四紀 
完新世～中期更新世 

H 

Tb     Tb 層 Q3 

Tc     Tc 層 中期～前期更新世 Q1 

Td     Td 層 

新第三紀 

後期鮮新世 N3 

Te     Te 層 
前期鮮新世～後期鮮新

世 

N2 

Tf     Tf 層 N2 

Tg     Tg 層 N2 

Th     Th 層 後期中新世 N2 

Ti     Ti 層 後期～中期中新世以前 N1 

Sy     庶野沖層 - 更新世～鮮新世？ H 

H0005     

日高舟状海盆層

群 
第四紀 中期～前期更新世 

Q1 

H0010     Q1 

H1020     Q1 

H2030     Q1 
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H301 

0 
    Q1 

H1 

050 
    苫小牧沖層群 

新第三

紀 
中期中新世以前 N1 

 

 

 

図 1 -84   ID7.十勝モデル 入力平面図 

 

 

断面図位置（産総研） 
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図 1 -85  ID7.十勝モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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Q1
N3
N2
N1

Base

N 
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図 1 -86 ID7.十勝モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -87 ID7.十勝モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
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N3
N2
N1

Base
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図 1 -88 ID7.十勝モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 

統計モデル 統計モデル 

N 

N 

N 

N 
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ID.8 石狩 

モデル化位置 

 本モデルは、北海道西部、札幌市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -89 に示す。 

 

 

 

図 1 -89 ID8.石狩モデル位置図（北海道） 

 

 

地域概要 

 本モデル地域は火山性放出物の影響を強く受けており、山麓部には各種くろぼく土、放出物未熟土が

広く分布し、また開析の進んだ山腹には、これらが褐色森林土とモザイクを呈していることが多い。 

石狩川下流低地帯には泥炭土が広く分布している。これらは、低位及び高位のものが相半ばしており、

中間泥炭土は少ない。また石狩川及びその支流などの河川流域には、主として細粒質の灰色低地土と、一

部グライ土がかなり分布している。なお、河川に接した部分には、褐色低地土も各地に散在しているが、

その面積は少ない。 

 札幌地域南部には、樽前、有珠起源の浮石礫よりなる粗粒火山放出物未熟土、札幌地域中部は、羊蹄

山と恵庭岳起源の比較的古い火山灰を母材とするくろぼく土が主要なものである。火山放出物の影響の

小さい台地の土壌は、札幌地域北部（灰色台地土）にみられる。 
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引用データ 

 コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -18 に示し、各データの平面位置を図 1 -90～

図 1 -93 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -91 に示す。 

 

 

表 1 -18 ID8.石狩モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 石狩湾海底地質図 産総研 1 6 

土地分類基本調査 石狩・後志・胆振(20万分の1表層地質図) 国交省 1 1 

 

 

 

 

図 1 -90 ID8.石狩モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -91 ID8.石狩モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -92 ID8.石狩モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -93 ID8.石狩モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -94  ID8.石狩モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、北海道西部、札幌市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側

30km の領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標

高データ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -95 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -96

～図 1 -100 に示す。メッシュの材質を表 1 -19 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -101 に示す。 

表 1 -19 ID8.石狩モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 

年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層   

    H  

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3  

更新世 

  

    Q2    

    Q1    

    N3  

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2  
中新世 

  

    N1    

    Base N1 以下の基盤 -    

s     暑寒別沖層群及び石狩沖層群 
第四紀 

- Q2 

i     暑寒別沖層群及び石狩沖層群 - Q2 

o     留萌沖層群及び小樽沖層群 - 鮮新世 N3 

y     増毛沖層群及び余市沖層群 - 
中新世 

N2 

bs     音響基盤 - N1 

  Tr   凝灰岩質岩石 - - H 

  Ag   火山角礫岩、凝灰角礫岩 - - H 

  Ab   安山岩質岩石 - - H 

  Ry   流紋岩質岩石 - - H 

  Qp   斑石 - - H 

  Gr   花崗岩質岩石 - - H 

  ss   砂岩 

第三紀 

- N3 

  cg   礫岩 - N3 

  mst   泥岩 - N3 

  gs   礫・砂 - 洪積世 Q3 

  s   砂 - 
沖積世 

H 

  m   粘土 - H 
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図 1 -96 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -95 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は要素

中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられる。 

また、図 1 -97、図 1 -98 において地質層序が逆転している箇所があった為、o、y、bs の地質年代割

り当てを Q1 に変更し、s、i を H に変更した。結果を図 1 -99、図 1 -100 に示す。 

 

図 1 -95  ID8.石狩モデル 入力平面図 

 

図 1 -96  ID8.石狩モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base
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図 1 -97 ID8.石狩モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -98 ID8.石狩モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -99 ID8.石狩モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

図 1 -100 ID8.石狩モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図

2) 
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図 1 -101 ID8.石狩モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.9 津軽 

モデル化位置 

本モデルは、青森県つがる市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -102 に示す。 

 

 

 

図 1 -102 ID9.津軽モデル位置図（青森県） 

 

 

地域概要 

本モデルは青森県の西部に位置し、津軽半島の付け根部にあたる。西部は日本海に面し、海岸に沿って

南北に屏風山砂丘地が約 1 km の幅で帯状に分布している。また、東部には台地と丘陵地がこれも南北に

帯状に分布し、これら屏風山砂丘地と台地・丘陵地との間には低平で広い津軽平野が分布しており、台地

と低地がモデルの大部分を占めている。 

津軽平野の五所川原市以北は三角州となっており、主として泥炭（または草炭）を狭在する泥質物から

なり、五所川原市の南部は巾の広い岩木川の谷底平野となっており、砂礫が主体となっている。また、本

モデル地域には比較的規模の大きい自然堤防が各所に分布しており、主として砂礫によって構成されて

いる。 

津軽平野西部の日本海沿岸部には巾約 3.5km の丘陵性の台地が南北に長く延びており、この台地は洪

積統の砂、粘土および火山扇状地堆積物、そして広い裾野一帯は主として火山泥流からなる。また北麓の

裾野には数多くの小丘群が形成されており、これら安山岩塊および安山岩塊を多量に含む火山泥流によ

って構成されている。さらに津軽平野との接する付近には丘陵性の台地が発達しており、主として洪積

統の砂・粘土（前田野目層）、変質火山礫凝灰岩（黄金山層）および粘土礫（山田野層）からなる。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -20 に示し、各データの平面位置を図 1 -103～

図 1 -106 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -107 に示す。 

 

表 1 -20 ID9.津軽モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 西津軽海盆海底地質図 産総研 1 1  

土地分類基本調査 五所川原．金木 国交省 2 1  

 

 

 

 

図 1 -103 ID9.津軽モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -104  ID9.津軽モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -105 ID9.津軽モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -106 ID9.津軽モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

 

 

図 1 -107 ID9.津軽モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、青森県つがる市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km

の領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デ

ータ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -108 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -109

～図 1 -113 に示す。メッシュの材質を表 1 -21、表 1 -22 に示す。また、エキスパートモデルと統計モ

デルの比較結果を図 1 -111 に示す。 

 

表 1 -21 ID9.津軽モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 1 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Q     第四紀堆積層 第四紀 - Q2 

T     下部天徳寺階相当層 - 鮮新世 N3 

F     船川階相当層 

新第三紀 中新世 

N2 

O     女川階相当層 N2 

N     台島・西黒沢階相当層 N2 

U     未区分音響基盤岩 - - N1 

  P   草炭 

- 

沖積世 

H 

  m   泥・泥炭 H 

  Sm・Sg   砂・礫・泥 H 

  S   砂 

洪積世 

Q2 

  g   砂・礫・泥 Q2 

  Yg   粘土・礫 Q2 

  Ms   砂・シルト Q2 
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表 1 -22 ID9.津軽モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 2 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

  Ns   砂岩・砂質シルト岩 

- 

沖積世-洪積世 
Q3 

  Msi   シルト岩 Q3 

  If   礫・粘土 

洪積世 

Q2 

  ImA   泥流 A Q2 

  ImB   泥流 B Q2 

  Iag   集塊泥流 Q2 

  Ia   安山岩溶岩 Q2 

  P   草炭 

完新世 

H 

  m   泥・泥炭 H 

  Sm・Sg   砂・礫・泥 H 

  S   砂 H 

  g   砂・礫 
更新世 

Q2 

  Ts   砂・シルト Q2 

  M   砂岩 鮮新世 N3 

  F   珪藻質シルト岩 

中新世 

N2 

  Ot   軽石凝灰岩 N2 

  K   硬質頁岩 N2 

  Nb   玄武岩・同質凝灰角礫岩 N2 

  R   流紋岩 N2 
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図 1 -109 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -108 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

また、図 1 -110、図 1 -111 において地質層序が逆転している箇所があった為、地質年代を N2 として

いた地質を N3 に変更した。結果を図 1 -112、図 1 -113 に示す。 

 

図 1 -108  ID9.津軽モデル 入力平面図 

 

図 1 -109  ID9.津軽モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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図 1 -110 ID9.津軽モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -111 ID9.津軽モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 



 

92 

 

 

図 1 -112 ID9.津軽モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -113 ID9.津軽モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -114  ID9.津軽モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 

統計モデル 統計モデル 

N 

N 

N 

N 
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ID.10 下北 

モデル化位置 

本モデルは、青森県上北部沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -102 に示す。 

 

 

 

図 1 -115 ID10.下北モデル位置図（青森県） 

 

 

地域概要 

本モデルは青森県頭部の太平洋岸に広く発達するいわゆる洪積台地の北端部にあたり、その殆ど大部

分は第四系洪積統によって構成されている。これらの洪積統の基盤をなすのは北部の山岳地に広く分布

している第三系中新統の泊安山岩類で、モデルの北部および中部の一部に露出している。またモデル全

域に渡って新規火山排出物の火山灰が広く分布しており、株洪積統および第三系を覆っている。 

これらの洪積台地はほぼ東西に延びる湖沼群およびこれらの湖沼に注ぐ河川の谷平野によって切断さ

れており、そこには狭い谷平野および湖岸低地帯が発達しており、泥質物を主体とした沖積層が薄く堆

積している。また、太平洋沿岸部には砂州及び砂丘が現汀線にほぼ平行に発達しており、淘汰良好の細～

中粒砂が比較的厚く堆積している。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -31 に示し、各データの平面位置を図 1 -153～

図 1 -157 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -158 に示す。 

 

 

表 1 -23 ID10.下北モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 

データ量 

平面

図 

断面

図 

海洋・海底地質図 下北半島沖海底地質図 産総研 1 2 

土地分類基本調査 三沢、平沼 国交省 2 1  

 

 

 

 

図 1 -116 ID10.下北モデル引用データ位置 
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図 1 -117 ID10.下北モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -118 ID10.下北モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -119 ID10.下北モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -120 ID10.下北モデル引用データダイヤグラム 

  

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、青森県上北部沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -121 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -122

～図 1 -126 に示す。メッシュの材質を表 1 -24 、表 1 -25 に示す。 

 

表 1 -24  ID10.下北モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 1 

記号 

地質 年代 
地質

年代 
産総

研 

国交

省 

堆積

層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   
新第三

紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 - -   

S     下北沖層 
第四紀 

鮮新世後期-完新世 H 

O     大畑沖層 鮮新世後期-完新世 N3 

A     天が森沖層 

新第三

紀 

中新世後期 N3 

Hv     八戸沖火山岩類 
中新世中期-中新世

後期 
N2 

M     物見埼沖層 
中新世前期-中新世

中期 
N1 

N     野田沖層群 古第三紀 N1 

B     音響基盤 古第三紀 N1 
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表 1 -25 ID10.下北モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 1 

記号 
地質 年代 

地質年

代 産総研 国交省 堆積層 

  s   砂丘砂 

第四紀 

沖積世 

H 

  gsm   礫・砂・泥 H 

  Sgm   礫・砂・泥 H 

  Sg   砂・礫 

洪積世 

Q3 

  S1   砂 Q3 

  Si   シルト Q3 

  Cp   浮石流堆積物 Q3 

  B2   火山灰（B） Q3 

  A2   火山灰（A） Q3 

  Ag-sg   火山灰-砂・礫 Q3 

  Ag-sm   火山灰-砂・粘土 Q3 

  As   火山灰-岩盤 Q3 

  sm    砂・粘土 Q3 

  St   砂岩・凝灰岩質砂岩 

新第三紀 

鮮新世 
N3 

  ss1   砂岩・砂岩質シルト質 N3 

  ss2   砂岩 

中新世 

N2 

  Tr   角礫凝灰岩 N2 

  Ag   集塊岩 N2 
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図 1 -122 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -121 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

また、図 1 -123、図 1 -121 において地質層序が逆転している箇所があった為、ss2 の地質年代割り当

てを N3 に変更した。結果を図 1 -125、図 1 -126 に示す。 

 

図 1 -121  ID10.下北モデル 入力平面図 

 

図 1 -122  ID10.下北モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（産総研） 

断面図位置（国交省） 

N 
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図 1 -123 ID10.下北モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

図 1 -124 ID10.下北モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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図 1 -125ID10.下北モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

図 1 -126 ID10.下北モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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ID.11 三本木 

モデル化位置 

 本モデルは、青森県三沢市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -127 に示す。 

 

 

 

図 1 -127 ID11.三本木モデル位置図（青森県） 

 

 

地域概要 

本モデルは、本州北部の太平洋崖下北半島基部にあたり、十和田火山の放出物の影響をうけた地域であ

り、八戸市はモデルの東南端に位置する。小川原湖を中心としてその周囲は海抜 10～70m の発達した洪

積台地を主とした地域であり、低地としては小川原湖に流入する川沿いの谷底平野と湖岸の三角州、又

一直線上に南北にのびる海岸部の砂丘地などからなっている。 

洪積台地はほとんどが八甲田や十和田起源の厚いローム層（火山灰層）に覆われ、下位の洪積統および

甲地層を覆っている。また所々に軽石堆積物もみられる。 

洪積台地の中に小川原湖が形成されており、この小川原湖には北から土湯川、東から七戸川、砂土路川

及び古間木川等が流入している。これら谷平谷部には沖積統の河床堆積物が分布している。 

未固結堆積物は、砂丘砂、海砂、泥、砂礫などがあり、前 2 者は海岸部一帯に、後者は湖岸平野および

谷平野部にそれぞれ堆積している。しかし、これらの堆積物は比較的薄く、層厚は 10m 以下である。後

者の砂礫は扇状地及び河岸段丘を構成しているもので、三本木扇状に続く砂土路川沿いに分布している。

これら未固結堆積物の下位には砂及びシルトからなる三沢層と呼ばれる洪積統が本モデルの全域にわた

って広く発達している。  
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -26 に示し、各データの平面位置を図 1 -128～

図 1 -131 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -132 に示す。 

 

 

表 1 -26 ID11.三本木モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 八戸沖海底地質図 産総研 1 5 

土地分類基本調査 三沢．八戸．平沼 国交省 3 6 

 

 

 

 

図 1 -128 ID11.三本木モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -129 ID11.三本木モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -130 ID11.三本木モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -131 ID11.三本木モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -132 ID11.三本木モデル引用データダイヤグラム 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、青森県三沢市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -133 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -131 

～図 1 -138 に示す。メッシュの材質を表 1 -27 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -139 に示す。 

 

表 1 -27 ID11.三本木モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

  H   

第四紀 

更新世-完新世   

  Q3   

更新世 

  

  Q2     

  Q1     

  N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

  N2   
中新世 

  

  N1     

  Base N1 以下の基盤 -     

Q2   大陸棚および大陸斜面堆積物 第四紀 鮮新世 Q1 

H   八戸沖層（砂岩・泥岩） - 中新世前期～中期 N2 

Hv   玄武岩・安山岩 新第三紀 - N2 

Pg   堆積岩 古第三紀 - N2 

 Sgm  礫・砂・泥 

第四紀 

沖積世 Q2 

 S  砂 
洪積世 

Q1 

 Si  シルト Q1 

 St  砂岩・凝灰質砂岩 新第三紀 鮮新世 N3 

 Cp  浮石流堆積物 

第四紀 洪積世 

Q1 

 B  火山灰（B） Q1 

 A  火山灰（A） Q1 

 Sm  砂・泥・礫 

- 

- 

H 

 Be  砂 H 

 Sgm  砂・礫・泥 H 

 G  礫 
洪積世 

Q3 

 M  砂岩・泥岩・礫岩 Q3 

  S   砂岩・泥岩・礫岩 新第三紀 - N2 

  C   ローム 

- 洪積世 

Q3 

  Cp   浮石流堆積物 Q3 

  B   ローム（B） Q3 

  A   ローム（A） Q3 
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図 1 -131 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -133 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

また、図 1 -135、図 1 -136 において地質層序が逆転している箇所があった為、Cp の地質年代割り当

てを N2 に変更し、S を N3 に変更した。結果を図 1 -137、図 1 -138 に示す。 

 

図 1 -133  ID11.三本木原モデル 入力平面図 

 

断面図位置（産総研） 

断面図位置（国交省） 
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図 1 -134   ID11.三本木原モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図 

 

図 1 -135 ID11.三本木モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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図 1 -136 ID11.三本木モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

 

図 1 -137 ID11.三本木モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base
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図 1 -138 ID11.三本木モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 
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図 1 -139 ID11.三本木モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 

統計モデル 統計モデル 

N 

N 

N 

N 
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ID.12 能代 

モデル化位置 

 本モデルは、秋田県能代市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -102 に示す。 

 

 

 

図 1 -140 ID12.能代モデル位置図（秋田県） 

 

 

地域概要 

 本モデル地域は脊梁山地西側山麓を南北に発達する山間盆地列と日本海とに挟まれている出羽丘陵

地域の北縁部に位置し、北に脊梁山地とほぼ直角に分岐する標高 1000m 以上の白神山山地があり、その

山嶺より南に発達する山嘴状地がある。この南縁の下部を北西より南さらに南東になぞるように山頂の

定高性を示す大・小起伏丘陵地が展開し、標高も 100～200m で幅 1 ～6km の帯状に発達していて、上

記山地の山腹とは急傾斜を以て接している。 

 これらの丘陵地、台地・段丘地を切る諸川のつくる沖積低地が北東より南西へ展開し、さらに西に並

行して発達し、海岸砂丘を経て日本海へ延長している。 

 米代川の本流も渓后坂の狭隘を経て西流し、大きく自由蛇行を示して氾濫低地を形成している。 

 米代川下流左岸地域にも右岸と同様、山地、丘陵地及び台地・段丘地、低地を形成しているが、その

発達方向は脊梁山地の方向に対応している点、前者との相違点であるほかは全く対照的相似を示してい

る。 
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引用データ 

 コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -31 に示し、各データの平面位置を図 1 -153

～図 1 -157 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -158 に示す。 

 

 

表 1 -28 ID12.能代モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 

データ量 

平面

図 

断面

図 

海洋・海底地質図 西津軽海盆海底地質 

秋田西方海底地質図 

産総研 2 3 

土地分類基本調査 能代 国交省 1 2 

 

 

 

 

図 1 -141 ID12.能代モデル引用データ位置 
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図 1 -142 ID12.能代モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -143 ID12.能代モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -144  ID12.能代モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

 

 

図 1 -145 ID12.能代モデル引用データダイヤグラム 

 

 

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、秋田県能代市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -146 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -147

～図 1 -151 に示す。メッシュの材質を表 1 -29、表 1 -30 に示す。 

表 1 -29 ID12.能代モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 1 

記号 
地質 年代 

地質年

代 産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 - -   

Qb     海盆埋積堆積層 

第四紀 

- H 

Qc     海底谷埋積堆積層 - Q3 

Q     第四紀堆積層 - Q2 

Q-2     砂・礫・泥 後期鮮新世-第四紀 Q1 

V     火山岩・貫入岩 中新世-第四紀 Q1 

T     下部天徳寺階相当層 鮮新世 N3 

H     泥岩・砂岩 

新第三紀 

中新世中期-鮮新世 N3 

F     船川階相当層 

中新世 

N2 

O     女川階相当層 N2 

N     台島・西黒沢階相当層 N2 

M     泥岩・砂岩・礫岩・火砕岩 前期中新世 N2 

DR     台島・西黒沢階相当流紋岩 中新世 N1 

D     音響基盤岩類 古第三紀 漸新世 N1 

Bs     前期中新世火山岩類 中生代 前期中新世以前 N1 
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表 1 -30 ID12.能代モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 2 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

  Sd   粗粒-中粒砂 

第四紀 

完新

世 

H 

  m   礫・砂および泥がち堆積物 H 

  td   礫および砂がち堆積物 H 

  Kt   礫・砂・場所により火山灰含 更新

世 

Q3 

  Sm3   礫岩・砂岩を主とする堆積物 Q3 

  Sm2   細粒-中粒砂岩 

新第三

紀 

鮮新

世 

N3 

  Sm1   シルト岩-細粒砂岩 N3 

  Te   シルト岩、一部砂岩を挾む N3 

  Ss   砂岩 N3 

  Fm   泥岩 N3 

  Fs   凝灰岩・砂岩・礫岩 

中新

世 

N2 

  Fa   泥岩・凝灰岩 N2 

  Ft   酸性凝灰岩 N2 

  On   硬質泥岩 N2 

  Nt   浮石質凝灰岩 N2 

  SA   安山岩およびその火砕岩 N2 

  Nh   玄武岩およびその火砕岩 N1 

  do   粗粒玄武岩 N1 

  an   安山岩およびその火砕岩 N1 

  Hy   流紋岩 N1 
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また、図 1 -148、図 1 -149 において地質層序が逆転している箇所があった為、地質年代を N2、N1 と

していた地質を N3 に変更した。結果を図 1 -150、図 1 -151 に示す。 

 

 

図 1 -146  ID12.能代モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -147  ID12.能代モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（産総研） 

断面図位置（国交省） 

N 
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図 1 -148 ID12.能代モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図

1) 

 

 

 

 

 

図 1 -149 ID12.能代モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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図 1 -150 ID12.能代モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

図 1 -151 ID12.能代モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)

H
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N3
N2
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Base

N 

N 
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ID.13 秋田 

モデル化位置 

 本モデルは、秋田県秋田市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -152 に示す。 

 

 

 

図 1 -152 ID13.秋田モデル位置図（秋田県） 

 

 

地域概要 

本モデルは、日本海に面して、海岸線とほぼ平行に八郎潟南部からつづく幅約 2～1 km のかなりの奥

行をもった連続的な海岸砂丘、その背後には幅 3～6km で南北にのびる細長い沖積低地、すなわち秋田

市を中心とした秋田平野がある。 

雄物川はこの沖積低地を流れ、最後に砂丘地帯を切って日本海へそそいでいる。この沖積低地の東方に

は、標高 100m 以下の数段の段丘をもつ、標高 60～200m のかなり開析の進んだ丘陵地域が広く分布し、

これら丘陵地の間を馬踏川・新城川・旭川・太平川がいずれも南西方向へ流路をとり、それぞれ八郎潟・

日本海・雄物川等へ流入している。そうして、この丘陵地は北東部で仁別国有林となっている標高 500m

～600m 級の山地の一部である大平山地へ連なっている。 

要するに、本モデルの地形配置は大きく分けて西から海岸砂丘地・沖積低地・丘陵地山地に区分され、

典型的な地形配置を示している。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -31 に示し、各データの平面位置を図 1 -153～

図 1 -157 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -158 に示す。 

 

 

表 1 -31 ID13.秋田モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 

データ量 

平面

図 

断面

図 

海洋・海底地質図 秋田西方海底地質図 産総研 1 3 

海底地質構造図 秋田 海上保安庁 1 3 

土地分類基本調査 秋田 国交省 1 2 

 

 

 

 

図 1 -153 ID13.秋田モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -154  ID13.秋田モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -155 ID13.秋田モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 
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図 1 -156 ID13.秋田モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

 

図 1 -157 ID13.秋田モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -158 ID13.秋田モデル引用データダイヤグラム 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、秋田県秋田市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -159 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -160

～図 1 -162 に示す。メッシュの材質を表 1 -32 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -163 に示す。 

 

  

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

海上保安庁 

海底地質構造図 

N 
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表 1 -32 ID13.秋田モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 地質 年代 
地質年代 

産総研 国交省 堆積層   

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Q     砂・礫・泥（両津沖積群） 
第四紀 

後期鮮新世 Q1 

V     火山岩・貫入岩 中新世 Q1 

H     泥岩・砂岩（平瀬層群） 

- 

中期中新世＝鮮新世 N3 

M     泥岩・砂岩・礫岩・火砕岩 前期中新世 N2 

Bs     音響基盤 前期中新世以前 N1 

  s   砂丘砂・浜砂 - - H 

  sa   表土（砂がち） 

第四紀 

現世 
H 

  ms   表土（泥がち） H 

  tr   砂・礫 
更新世 

Q1 

  sgK   砂礫層（含泥炭層） Q1 

  sgT   砂礫層（含亜炭層） 

新第三紀 

鮮新世 
N3 

  Saa   砂岩層 N3 

  Sm   泥岩層 - N2 

  Tsl   シルト岩層 

中新世 

N2 

  Tgr   礫層 N2 

  Knl   砂岩・泥岩・凝灰岩互層 N2 

  Fms   泥岩層 N2 

  Fn   浮石質凝灰岩 N2 

  Osh   珪質頁岩 N2 

  S・Ba   スビライト質玄武岩・集塊岩 N2 

  HAn   変質安山岩類 N2 

  Gr   花南閃緑岩 先第三紀 - N1 

  AdH   安山岩 - - Q1 

  AnM   角閃岩・輝石安山岩 - - Q1 

  BaA   玄武岩 - - Q1 
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図 1 -159  ID13.秋田モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -160  ID13.秋田モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図 
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Q1
N3
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Base

断面図位置（産総研） 

断面図位置（国交省） 
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図 1 -161 ID13.秋田モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -162 ID13.秋田モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -163 ID13.秋田モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 
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N 
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ID.11  庄内 

モデル化位置 

本モデルは、山形県酒田市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -164 に示す。 

 

 

 

図 1 -164  ID11 .庄内モデル位置図（山形県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域では、東部に山形県を内陸と庄内に出羽山地が、西部に広大な庄内平野が位置しており、

最上川がそれらを貫流して日本海に注ぎ込んでいる。この山地と平野の間には地塁状の丘陵があり、平

野西縁には砂丘脈が海岸線と並行して走っている。庄内浜の海岸線は一般的には単調であり、河口港以

外は良好な港湾に恵まれていない。 

 出羽山地では、北部に標高 2230m の出羽富士と呼ばれる鳥海山が、南部に月山をはじめとする出羽

山地が偉容をなしている。この出羽山地を源流として日向川、新井田川、相沢川の各河川が本流や日本海

に注ぎ込み、それぞれ中小の扇状地、河岸段丘を形成している。 

 庄内平野は日本海に沿う海岸平野の特性を良く示しており、低く、平坦な平野面と、海岸に沿っての

びる庄内砂丘とが特徴的である。日本有数の大河である最上川は、この平野面を刻みこむように緩やか

に曲流を示しつつ流下し、日本海に注いでいる。庄内平野は、扇状地の発達はあまり良くなく、日向川扇

状地のみが明瞭なものである。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -33 に示し、各データの平面位置を図 1 -165～

図 1 -168 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -169 に示す。 

 

 

表 1 -33 ID11 .庄内モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 粟島周辺海底地質図 産総研 1 5 

土地分類基本調査 酒田 国交省 1 1  

 

 

 

 

図 1 -165 ID11 .庄内モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -166 ID11 .庄内モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -167 ID11 .庄内モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -168 ID11 .庄内モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

 

図 1 -169 ID11 .庄内モデル引用データダイヤグラム 

 

 

  

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 
N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、山形県酒田市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -170 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -171

～図 1 -175 に示す。メッシュの材質を表 1 -34 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -176 に示す。 
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表 1 -34  ID11 .庄内モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層    

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Q     砂・礫・泥（両津沖層群など） 第四紀 後期鮮新世 Q1 

H     泥岩・砂岩（平瀬層群） - 中期中新世-鮮新世 N2 

Bs     花崗岩 - 前期中新世以前 N1 

  s   砂 

第四紀 
完新世 

H 

  m   泥 H 

  ds   砂丘砂 H 

  tr   礫および砂 更新世 Q3 

  csm   礫岩、砂岩およびシルト岩 

第三紀 

鮮新世 
N3 

  x1   砂岩 N3 

  x2   砂岩 

中新世 

N2 

  sm   砂質泥岩 N2 

  m1   暗灰色泥岩 N2 

  m2   黒色頁岩 N2 

  fm   浮石質火山礫凝灰岩 N2 

  Ｍ   火山泥流 第四紀   H 

  Ag   集塊岩 

第三紀 

鮮新世 N3 

  st1   砂質凝灰岩 
中新世 

N2 

  st3   砂質凝灰岩 N2 

  th1   浮石質火山礫凝灰岩   N2 

  th2   火山角礫岩・火山礫凝灰岩   N2 

  th3   緑色火山礫凝灰岩   N2 

  th1    凝灰角礫岩   N2 

  ts   凝灰質シルト岩   N2 

  Ry   斜長流紋岩   N2 
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 また、図 1 -172、図 1 -173 において地質層序が逆転している箇所があった為、地質年代を N3、N2

としていた地質を Q1 に変更した。結果を図 1 -174 、図 1 -175 に示す。 

 

 

図 1 -170  ID11 .庄内モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -171  ID11 .庄内モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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図 1 -172 ID11 .庄内モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 3 次元メッシュ(鳥瞰図

1) 

 

 

 

 

 

図 1 -173 ID11 .庄内モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -174  ID11 .庄内モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

図 1 -175 ID11 .庄内モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -176 ID11 .庄内モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.15 石巻 

モデル化位置 

 本モデルは、宮城県石巻市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -177 に示す。 

 

 

 

図 1 -177 ID15.石巻モデル位置図（宮城県） 

 

 

地域概要 

 本モデル地域は、宮城県のほぼ中央部、仙台市の北東方に位置し、地域の中央を西から東流する吉田

川と、北から南流する鳴瀬川が地域中心部において並び石巻湾に注いでいる。地域の西部には北上川が

北から南に貫流し、その浸食堆積作用により形成された石巻海岸平野が広がっている。海岸一帯はリア

ス式海岸で天然の良港に恵まれている。 

地形的には鳴瀬川を境にし、西部沿岸部は松島丘陵と富谷丘陵から成り、北部は大松沢丘陵、中央部は

吉田川低地、鳴瀬川東部は石巻海岸平野が大部分を占め、また北部の小規模な旭山丘陵によって形成さ

れている。 

丘陵地は多数の小河谷が発達し、頂部に平坦面が認められる所は、山地からのびる谷の間隔が山麓の丘

陵地で広くなる部分や、山地から分離した丘陵地などに限られる。そのような部分にはやや丸味を帯び

た平坦面があり、礫や風化物の層を伴っている所がある。 

海岸は平滑な砂浜で、その背後に浜堤防があり、かつては一部に砂丘を生じ、またその内側には狭長な

潟湖もあった。さらに内陸側には浜堤列とその間の後背湿地が顕著である。万石浦は沿岸洲によって口

を狭められた湾で、その沿岸洲は浜提化している。  
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引用データ 

 コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -35 に示し、各データの平面位置を図 1 -178

～図 1 -181 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -182 に示す。 

 

 

表 1 -35 ID15.石巻モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 金華山沖海底地質図 産総研 1 13 

土地分類基本調査 石巻・寄磯・金華山 国交省 1 1  

 

 

 

 

図 1 -178 ID15.石巻モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -179 ID15.石巻モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -180 ID15.石巻モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -181 ID15.石巻モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

 

図 1 -182 ID15.石巻モデル引用データダイヤグラム 

 

 

  

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、宮城県石巻市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -183 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -181 

～図 1 -186 に示す。メッシュの材質を表 1 -36 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -187 に示す。 

 

表 1 -36 ID15.石巻モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

a     沖積層 

第四紀 
完新世 

H 

t     礫・砂及び泥 H 

Ak2r     堆積層 更新世 Q3 

Dn     砂岩 

新第三紀 

  N3 

Ak2t     堆積層 鮮新世 N3 

Ak3t     堆積層 
後期中新世-鮮新世 

N3 

Tt     シルト岩 N3 

Su     砂岩・シルト岩 後期中新世 N2 

Sl     砂岩及び泥岩 中期中新世 N2 

Mt     シルト岩・砂岩 
前期-中期中新世 

N2 

Ta1     安山岩 N2 

Dk     堆積層 - 漸新世-中期中新世 N2 

Ka     山鳥層 

前期白亜紀 

- N1 

B     音響基盤 - N1 

PT     砂岩 - N1 

uAk     未区分 - - N1 
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 図 1 -181 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -183 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予

測は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えら

れる。 

 

図 1 -183  ID15.石巻モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -184   ID15.石巻モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（産総研） 

N 
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図 1 -185 ID15.石巻モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -186 ID15.石巻モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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図 1 -187 ID15.石巻モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 

統計モデル 統計モデル 

N 

N 

N 

N 
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ID.16 仙台 

モデル化位置 

本モデルは、宮城県岩沼市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -188 に示す。 

 

 

 

図 1 -188 ID16.仙台モデル位置図（宮城県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、宮城県の南部に位置し、陸の西半分は阿武隈山地の北縁部にあたり、比較的頂高が高

い高館丘陵（160m～230m）と大部分の高さが 60 メートル以下の槻木丘陵、岩沼丘陵が本モデル地域の

ほとんどを占め、阿武隈川、白石川とそれらの支流の沿岸にわずかに自然堤防と後背湿地より成る河岸

平野が開けている。東半分は宮城野海岸平野で、阿武隈川と白石川の浸蝕堆積作用によって形成された

肥沃な沖積底地と海成平野から成っている。 

最も顕著な地形は中央やや西寄りを南北に走る東向きの崖線で、これが阿武隈山地及び北縁の丘陵地

と、その東側の低平丘陵地及び海岸平野との境界となっている。この崖線は阿武隈山地東縁を通じて認

められるもので、ほぼ全長にわたり、岩沼－久ノ浜線と呼ばれている断層・撓曲線と一致している。本モ

デル地域南部では、この崖線のすぐ西側に阿武隈山地の北東端に当たる割山丘陵が幅せまく南北にのび

ている。その基盤は先第三系と花崗閃緑岩である。北半では崖線の西側一帯は中新統の火山岩類より成

る高館丘陵で、内陸部では南部にまでひろがっている。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -37 に示し、各データの平面位置を図 1 -189～

図 1 -192 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -193 に示す。 

 

表 1 -37  ID16.仙台モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 金華山沖海底地質図（20 万分の 1） 産総研 1 13 

土地分類基本調査 角田、岩沼、仙台 国交省 3 5 

 

 

 

 

図 1 -189  ID16.仙台モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -190  ID16.仙台モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -191  ID16.仙台モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -192  ID16.仙台モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

  

図 1 -193  ID16.仙台モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 



 

153 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、岩沼市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -194 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -195

～図 1 -197 に示す。メッシュの材質を表 1 -38、表 1 -39 に示す。また、エキスパートモデルと統計モ

デルの比較結果を図 1 -198 に示す。 

 

表 1 -38  ID16.仙台モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 1 

記号 
地質 年代 

地質年代 

産総研 国交省 堆積層  

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

a     礫・砂・泥 第四紀 完新世 H 

Dn     
シルト岩・砂岩 

新第三紀 

漸新世 N3 

Tt     後期中新世～鮮新世 N3 

SI     砂岩及び泥岩 中期中新世 N3 

Mt     シルト岩・砂岩・礫岩 
前期～中期中新世 

N3 

Ta1     安山岩及び玄武岩溶岩 N3 

G     花崗岩類・斑レイ岩 前期白亜紀 
- 

N3 

PT     頁岩・砂岩・石灰岩 石炭期～前期白亜紀 N3 

Ak3t     海進期の堆積層 
第三紀 

後期中新世～鮮新世 N3 

Dk     半盆地堆積地層 漸新世～中期中新世 N2 

B     音響基盤 石炭期～前期白亜紀 
- 

N1 

uAK     未区分 Ak  - N1 
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表 1 -39  ID16.仙台モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 2 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

  AI   礫・砂・泥 

第四紀 更新世 

Q1 

  B   砂 Q1 

  T   礫・砂・泥 Q1 

  Yms   粗粒砂岩・礫岩 

新第三紀 

鮮新世 

N3 

  YM   凝灰質細粒砂岩・中粒砂岩 N3 

  KB   粗粒砂岩・中粒砂岩 N3 

  TUt2   粗粒凝灰岩・シルト岩互層 

中新世 

N2 

  TUt1   石英安山岩質軽石凝灰岩 N2 

  MF   玄武岩・同質火砕岩 N2 

  HT   中粒砂岩・礫岩 N2 

  YO   凝灰質砂岩・礫岩 N2 

  HZ   灰色泥岩・凝灰質砂岩互層 N2 

  Tus1   アルコース砂岩・シルト岩・亜炭 N2 

  Tuc   礫岩・アルコース砂岩 N2 

  W   千枚岩質砂岩・頁岩 
先第三紀 - 

N1 

  gm   花崗閃緑岩 N1 

  M   火山灰 第四紀 完新世 H 

  Ysh   砂岩・凝灰質砂岩・凝灰質シルト岩 

新第三紀 

鮮新世 

N3 

  K   砂岩・礫岩・シルト岩・凝灰岩 N3 

  T   シルト岩・砂岩 N3 

  Tn   凝灰質砂岩・凝灰質シルト岩 

中新世 

N2 

  Tk     N2 

  Tv   火山角礫岩 N2 

  Ta   安山岩熔岩・玄武岩熔岩 N2 

  Ktf   軽石凝灰岩 N2 

  P   花崗閃緑岩 白亜紀 - N1 
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図 1 -194   ID16.仙台モデル 入力平面図 

 

 

 

 

図 1 -195  ID16.仙台モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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156 

 

 

図 1 -196  ID16.仙台モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -197  ID16.仙台モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -198 ID17.仙台モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
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ID.17 磐城 

モデル化位置 

 本モデルは、福島県浪江町沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -199 に示す。 

 

 

 

図 1 -199 ID17. 磐城モデル位置図（福島県） 

 

 

地域概要 

本モデルは福島県浜通り地方の一部であり、西部に阿武隈山地、東部に浜通り低地帯が分布する。阿武

隈山地も、その西半分に隆起準平原特有の定高性山稜と丸味を帯びた孤立峰がいたるところに分布して

いる。東半分は山地から東流する諸河川中流部にある顕著な峡谷部で代表される起伏帯である。 

浜通り低地帯には、上位（古記）段丘面が開析されて生じた定高性丘陵地、河川沿いに発達する河成段

丘群、海岸線に沿って海蝕崖をめぐらす海成段丘群が、それぞれ沖積低地を伴う諸河川によって連続性

を断たれてモザイク状に配列している。全体的に南にいくほど低地帯の幅が狭くなるのも本地域の特徴

である。 

―西に阿武隈山地、東に浜通り低地帯―に従って、本モデル地域においても、西半の約 70％を阿武隈

山地が占める。低地帯は南にいくほど狭まるが、これは、低地帯の東縁を限る海岸線がほぼ南北に走るの

に対して、阿武隈山地東縁（低地帯西縁）の双葉断層崖の走向が平行でないためである。 

本モデル地域に発達する地形群は、山地内に山頂・山腹緩斜面、一般斜面、谷底平野等がとくにその西

半部において高い密度をもって散在するのに対して、低地内では、丘陵斜面（一般斜面）、中位砂礫段丘

を中心とする上下 6 段の段丘面、それにあまり広くない谷底平野等がいくつかのブロックに分かれる形

で分布している。  
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -40 に示し、各データの平面位置を図 1 -200～

図 1 -203 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -201 に示す。 

 

表 1 -40  ID17. 磐城モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 塩屋埼海底地質図 産総研 1 6 

土地分類基本調査 川前・井出、浪江・磐城富岡 国交省 2 1  

 

 

 

図 1 -200  ID17. 磐城モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -201  ID17. 磐城モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -202  ID17. 磐城モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -203  ID17. 磐城モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -204   ID17. 磐城モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、幌延町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -205 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -206

～図 1 -210 に示す。メッシュの材質を表 1 -41、表 1 -42 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデ

ルの比較結果を図 1 -211 に示す。 

 

表 1 -41  ID17. 磐城モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 1 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 - -   

A       - 

更新統 

Q1 

B       - Q1 

C       - Q1 

D       - - N3 

E       - 

鮮新統 

N3 

F       - N3 

G       - N3 

U       - 中新-鮮新統 N3 
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表 1 -42  ID17. 磐城モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 2 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

  smg   砂・泥・礫 

第四紀 

完新世 H 

  gsm   礫・砂・泥 更新世 Q2 

  Fkm   シルト岩・砂岩 完新世～更新世 Q3 

  sg   砂岩 

新第三紀 中新世 

N2 

  Tbo   砂岩泥岩互層・塊状泥岩 N2 

  Kam   板状頁岩 N2 

  Mig   砂岩頁岩互層・泥岩 N2 

  Goy   礫岩・細粒～中粒砂岩・石炭層 N2 

  Kcg   砂岩・礫岩 N2 

  Si   泥岩 

古第三紀 漸新世 

N1 

  As   細粒砂岩 N1 

  tw   細粒～中粒砂岩・礫岩・石炭層 N1 

  Ta   砂岩・砂岩質泥岩 

中生代 後期白亜紀 

N1 

  Ka   砂岩・泥岩・シルト岩 N1 

  Ag   礫岩・砂岩・泥岩 N1 

  Tk   粘板岩・硬砂岩・チャート・凝灰岩 

古生代 

三畳紀 
N1 

  Ms   粘板岩・輝緑凝灰岩・石灰岩 N1 

  Ky   安山岩質火砕岩及び熔岩・粘板岩 先三畳紀 N1 

  Ya   石灰岩・粘板岩 石炭紀 N1 

  Ktb   流紋岩質凝灰岩及び凝灰角礫岩 新第三紀 中新世 N2 

  Gr   花崗岩 

先第三紀 - 

N1 

  Gb   斑レイ岩・閃緑岩 N1 

  Sp   蛇紋岩 N1 

  Ls・sch   変成岩 N1 
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図 1 -206 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -205 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

また、図 1 -207、図 1 -208 において地質層序が逆転している箇所があった為、地質年代を N2、N1 と

している地質を N3 に変更した。結果を図 1 -209、図 1 -210 に示す。 

 

 

図 1 -205  ID17.磐城モデル 入力平面図 

 

図 1 -206  ID17.磐城モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  

H
Q3
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図 1 -207  ID17. 磐城モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

図 1 -208 ID17. 磐城モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -209  ID17. 磐城モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

図 1 -210 ID17. 磐城モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)
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図 1 -211 ID17.磐城モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.18 常磐 

モデル化位置 

 本モデルは、福島県いわき市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -212 に示す。 

 

 

 

図 1 -212 ID18.常磐モデル位置図 (福島県) 

 

 

地域概要 

福島県浜通り地方南部の一角を占める本モデル地域には、以北の地域におけるものとはかなり異なっ

た地形特性がみられる。以北の地域には、西に阿武隈山地、その東縁の双葉断層崖を境として東に丘陵・

台地・低地からなる低地帯が規則性をもって分布しているのに対し、本モデル地域は北西-南東方向に走

る 3 本の主要断層線によって山地、丘陵地が 1 つの地塊に分割された形をとる上に、地質構造や岩層の

侵蝕抵抗差に対応した適従谷と、地形の一般傾斜に応じた必従谷とが錯綜して複雑な水系を発達させて

いる。すなわち広大なひろがりをもつ地形区がなく、ほぼ似かよった規模の地形区が集合して本モデル

地域を埋めているのである。 

山地としては、山体を構成する岩質はさまざまであっても、ほぼ 700～600m の山頂高度をもつ孤高峰

が各山地の中心となっているのが共通点である。丘陵は定高性丘陵の様相を呈し、高さ 300m 前後のも

のと、150m 前後のものとに分けられるが、いずれも第三紀層を切る浸蝕小起伏状面を原面としているも

のと思われる。台地は浜通り地方の中では例外的に海成段丘の発達をみない部分である。それに代わっ

て河成段丘がよく発達する。低地はここでは谷底平野と海岸平野（三角州）とからなる。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -1 3 に示し、各データの平面位置を図 1 -213～

図 1 -216 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -217 に示す。 

 

表 1 -43 ID18.常磐モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 日向灘表層堆積図 産総研 1 9 

土地分類基本調査 川部・小名浜．平 国交省 2 1  

 

 

 

図 1 -213 ID18.常磐モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -214  ID18.常磐モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -215 ID18.常磐モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -216 ID18.常磐モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

図 1 -217 ID18.常磐モデル引用データダイヤグラム 
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172 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、幌延町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -218 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -219

～図 1 -221 に示す。メッシュの材質を表 1 -44 、表 1 -45 に示す。また、エキスパートモデルと統計モ

デルの比較結果を図 1 -222 に示す。 

 

表 1 -44  ID18.常磐モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 1 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

A       - 

更新統 

H 

B       - Q3 

C       - Q1 

D       - - Q1 

E     富岡層 - 
鮮新統 

N3 

F     富岡層 - N3 

U     未区分層 - 中新-鮮新統 N3 

 

  



 

173 

 

 

 

表 1 -45 ID18.常磐モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 2 

記号 地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層    

  Gr   花崗岩 - - Base 

  Gm   片麻岩 先第三紀 - N2 

  Iw   磐城層(砂岩) 古第三紀 漸新世 Base 

  Goy   五安層(砂岩) 新第三紀 中新世 N1 

  Mig   水野谷層(泥岩) 新第三紀 中新世 N1 

  Kam   亀ノ尾層(泥岩) 新第三紀 中新世 N1 

  Tya   上矢田砂岩部層 新第三紀 中新世 N2 

  Tbo   本谷泥岩部層 新第三紀 中新世 N2 

  Tmi   三沢砂岩部層 新第三紀 中新世 N2 

  Smi   南白土凝灰岩質砂岩 新第三紀 中新世 N2 

  Try   竜宮岬層(シルト岩) 新第三紀 中新世 N3 

  Tte   照島層(シルト岩) 新第三紀 鮮新世 N3 

  smg   砂・泥・礫 第四紀 更新世 Q1 

  Gb   斑れい岩 - - Base 

  As   浅貝層(砂岩) 古第三紀 漸新世 Base 

  Si   白坂層(泥岩) 古第三紀 漸新世 Base 

  G         Q１ 

  Kcg   椚平層(砂岩･礫岩) - - Base 

  Kta   上高久層(砂岩) 新第三紀 中新世 N3 

  Num   沼ノ内層(砂岩) 新第三紀 中新世 N3 

  cl   角礫・砂・泥 第四紀 完新世 H 

  Syo   吉野谷礫岩 新第三紀 中新世 N2 

  Gr(I)   花崗閃緑岩 - - Q1 

  Gr(II)   花崗閃緑岩 - - Base 

  gs(1)   礫・砂 第四紀 更新世 Q3 

  gs(2)   礫・砂 第四紀 更新世 Q3 

  gs(3)   礫・砂 第四紀 更新世 Q3 

  Tis   安山岩 新第三紀 中新世 N1 
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図 1 -219 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -218 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

 

図 1 -218  ID18.常磐モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -219  ID18.常磐モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -220 ID18.常磐モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -221 ID18.常磐モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -222 ID18.常磐モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.19 越後 

モデル化位置 

本モデルは、新潟県新潟市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -223 に示す 

 

 

 

図 1 -223  ID19.越後モデル位置図（新潟県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、北東-南西方向に延びた海岸線に沿って砂丘、平野、山地がベルト状に展開し、これ

を河川が開析して日本海に注いている。または信濃川、阿賀野川の 2 大河川の河口流域にひらけた新潟

平野のほぼ中心をなす平坦地帯で、最高標高約30メートルで、両河川によって形成された沖積層である。

新潟平野は日本海に沿って、南北におよそ 100km、東西に 10～25km の広さをもつ、面積 2070 ㎢を占

める関東平野につぐ本州第 2 の大平野である。 

新潟平野は平野の出口を砂州の形成でさえぎられてきた、いわゆる潟湖充填平野で、信濃川等の流入河

川で運搬、堆積された土砂が被覆しており、現在に至ってもまだ盆地状の低湿地を残していて、沖積作用

の完全な完了をみていない。したがって、本モデル地域は砂丘地を除けば大半が標高 5m 以下の低平な

湿地で泥炭地が多く、いたるところに堆積の変遷を示す旧河道の氾濫原、蛇行跡、島畑、自然堤防等が見

られる。 

  



 

178 

 

引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -46 に示し、各データの平面位置を図 1 -224 ～

図 1 -227 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -228 に示す。 

 

 

表 1 -46  ID19.越後モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 粟島周辺海底地質図 産総研 1 5 

土地分類基本調査 中条、内野・弥彦 国交省 2 6 

 

 

 

図 1 -224   ID19.越後モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -225  ID19.越後モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -226  ID19.越後モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -227  ID19.越後モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -228  ID19.越後モデル引用データダイヤグラム 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、新潟市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。  
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -229 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -230

～図 1 -234 に示す。メッシュの材質を表 1 -47 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -235 に示す。 

 

表 1 -47  ID19.越後モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Q     砂・礫・泥（両津沖積群） 第四紀 後期鮮新世 Q1 

H     泥岩・砂岩（平瀬層群） 

- 

中期中新世-鮮新世 N3 

M     泥岩・砂岩・礫岩・火砕岩 前期中新世 N2 

Bs     音響基盤 前期中新世以前 N1 

  gs1   砂礫（土石流） 

- 沖積世 

H 

  gs2   砂礫 H 

  gsm1   砂礫・砂・シルト H 

  S1   海浜砂 H 

  S2   砂丘砂 H 

  S3   砂がち堆積物 H 

  m   シルトがち堆積物 H 

  gs3   砂礫（段丘堆積物） 
- 洪積世 

Q3 

  gsm2   砂礫・砂・泥 Q3 

  cg   礫岩 

新第三紀 
- 

N2 

  ss   砂岩 N2 

  ms1   シルト岩 N2 

  ms2   黒色泥岩 N2 

  ms3   硬質質岩 N2 

  Tr   凝灰岩質岩石（流紋岩質） N2 

  Gr   花崗岩質岩石 中生代 N1 
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図 1 -230 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -229 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

また、図 1 -231、図 1 -232 において地質層序が逆転している箇所があった為、地質年代を N2 として

いる地質を N1 に変更した。結果を図 1 -233、図 1 -234 に示す。 

 

図 1 -229  ID19.越後モデル 入力平面図 

 

図 1 -230  ID19.越後モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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図 1 -231  ID19.越後モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -232  ID19.越後モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -233  ID19.越後モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

図 1 -234   ID19.越後モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)
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図 1 -235 ID19.越後モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.20 高田 

モデル化位置 

本モデルは、新潟県上越市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -236 に示す。 

 

 

 

図 1 -236 ID20.高田モデル位置図（新潟県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は新潟県南西部に位置する。特徴的なことは北北東―南南西に走る数本の山地列、高度

1000m に近い米山、それに山地列とほぼ同方向に連なる平滑な海岸線である。 

細かくみると五智～柿崎は潟浜砂丘が直接海に臨む砂浜海岸、柿崎～聖ヶ鼻は平滑な海岸線であるも

のの米山の急斜面下に小規模な砂丘、および急斜面に風成砂がはいった海岸、そして米山の急斜面が直

接海に没する聖ヶ鼻～番神は岬と入江、沖合に岩礁が散在する典型的な岩石海岸となっている。 

このような潟町砂丘と複雑な山麓線との間には、沖積平野が広がっている。また保倉川以南と比較して

大半が高度 10m 以下ときわめて平坦で、形成過程を異にしているものと考えられる。潟町砂丘の背後に

は、坂田池、長峰池、朝日池、鵜ノ池、天ヶ池、蜘ヶ池などの潟湖が多数点在しており、有名な大潟干拓

地がある。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -48 に示し、各データの平面位置を図 1 -237～

図 1 -240 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -241 に示す。 

 

 

表 1 -48 ID20.高田モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 佐渡島南方海底地質図 産総研 1 7 

土地分類基本調査 柿崎．高田西部 国交省 2 3 

 

 

 

 

図 1 -237 ID20.高田モデル引用データ位置 
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図 1 -238 ID20.高田モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -239 ID20.高田モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -240 ID20.高田モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

 

 

図 1 -241 ID20.高田モデル引用データダイヤグラム 

 

 

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、新潟県上越市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -242 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -243

～図 1 -247 に示す。メッシュの材質を表 1 -49 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -248 に示す。 

 

表 1 -49 ID20.高田モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

cf     砂・礫・泥 （海底谷堆積物） 
第四紀 

  Q1 

Q     泥・砂・礫    Q1 

J     泥岩・砂岩・礫岩   後期中新世-鮮新世 N3 

Bs     火成岩・堆積岩 （音響基盤）   中期中新世以前 N1 

  ms2   泥岩   

中新世-鮮新世 

N3 

  ms3   泥岩・泥岩・砂岩   N3 

  asm2   砂岩がち頁岩・砂岩互層   N3 

  asm3   頁岩・砂岩互層   N3 

  mk1    頁岩・頁岩がち頁岩・砂岩互層   N3 

  asm1    頁岩・砂岩互層   N3 

  Tr   安山岩質溶岩・同質火砕岩   N3 

 

 

図 1 -243 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -242 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 
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また、図 1 -241 、図 1 -245 において地質層序が逆転している箇所があった為、Bs の地質年代割り当

てを N3 に変更した。結果を図 1 -246、図 1 -247 に示す。 

 

図 1 -242  ID20.高田モデル 入力平面図 

 

図 1 -243  ID20.高田モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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図 1 -244 ID20.高田モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

図 1 -245 ID20.高田モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -246 ID20.高田モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

図 1 -247 ID20.高田モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -248 ID20.高田モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.21 富山 

モデル化位置 

本モデルは、富山県富山市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -249 に示す。 

 

 

 

図 1 -249  ID21.富山モデル位置図（富山県） 

 

 

地域概要 

本モデルは富山県のほぼ中央部に位置している富山市の市街地と高岡市の市街地にはさまれた県北西

部の地域である。北部は富山湾に面し、南部は丘陵地帯で神通川、庄川、小矢部川などの河川が貫流して

いる。 

富山県東部には 3000m 内外の高山性の大起伏山地とその縁辺山地およびその山麓の隆起扇状地群の

台地があり、西部には標高 200～300m の加越県境の低山性の小起伏山地がある。南部には飛越県境の

1500m 内外の中山性の大起伏山地があり、その北側に接する縁辺の山地は高度を減じて北へのび標高

200m 内外の小起伏山地となり、やがて射水丘陵となり、その東部ではのびて呉羽山丘陵となって、富山

県の中央部に突出し、富山県の東部の複合扇状地平野と西部の庄川の扇状地である砺波平野および低平

な射水平野とに 2 分する。 

射水丘陵とそれにつづく丘陵性山地は、新第三系の音川泥岩層を主体とし一部に呉羽山礫岩層、河床堆

積物が分布する。呉羽山丘陵は更新世の呉羽山礫層と新第三系堆積岩が分布している。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -50 に示し、各データの平面位置を図 1 -250～

図 1 -253 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -251 に示す。 

 

 

表 1 -50  ID21.富山モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 能登半島東方海底地質図 産総研 1 6 

土地分類基本調査 魚津、富山 国交省 2 1  

 

 

 

 

図 1 -250  ID21.富山モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -251  ID21.富山モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -252  ID21.富山モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -253  ID21.富山モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -254   ID21.富山モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、富山市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -255 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -256

～図 1 -260 に示す。メッシュの材質を表 1 -51、表 1 -52 に示す。また、エキスパートモデルと統計モ

デルの比較結果を図 1 -261 に示す。 

 

表 1 -51  ID21.富山モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 1 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

i     飯田沖層群 

第四紀 鮮新世 

Q1 

na     七尾沖層群 Q1 

t     富山湾層群 Q1 

s     珠洲沖層群 
- 中新世 

N2 

bs     音響基盤 N2 
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表 1 -52  ID21.富山モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 2 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

  sm   砂・泥 

- 

完新世 H 

  fs   礫・砂・泥 
更新世 

Q2 

  K・Kut   含礫砂・砂・礫・軽石質凝灰岩 Q2 

  Om   砂質泥岩・泥岩砂岩互層 
鮮新世 

N3 

  Os   砂岩・泥岩 N3 

  Ym   泥岩・砂岩 

中新世 

N2 

  Yut   凝灰岩 N2 

  Yft   凝灰岩・火山円礫岩・凝灰質砂岩 N2 

  Yrg   礫岩・砂岩 N2 

  Y1   凝灰岩・凝灰質砂岩・凝灰質泥岩 N2 

  P   安山岩 N2 

  ls   安山岩熔岩・安山岩質火山砕屑岩 N2 

  lt   凝灰岩質泥岩・凝灰岩・凝灰質砂岩 N2 

  Fw   角閃石黒雲母流紋岩質溶結凝灰岩 
白亜紀後期 

～ 

古第三紀前期 
- 

N1 

  Fp   石英安山岩質溶結凝灰岩・礫岩 N1 

  Fd   角閃石石英安山岩熔岩 N1 

  Fi   凝灰岩・石英安山岩質凝灰角礫岩 N1 

  F   珪長岩 
白亜紀 

N1 

  Tu   砂岩・砂岩泥岩互層・礫岩 N1 

  Gdk   花崗閃緑岩・アダメロ岩 中生代前期 N1 

  sg   砂・礫 

- 

完新世 

H 

  m   泥 H 

  Sm   砂・泥 H 

  Pm   泥炭・泥 H 

  Ku   礫・砂・軽石凝灰岩 更新世 Q2 

  Hmu   塊状泥岩・凝灰岩 

鮮新世 

N3 

  Hml・Hs   二上泥岩層・安養坊砂泥互層 N3 

  Os・Om   砂岩泥岩互層・凝灰岩・泥岩 N3 
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図 1 -256 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -255 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

また、図 1 -257、図 1 -258 において地質層序が逆転している箇所があった為、地質年代を N2 として

いる地質を N3 に変更した。結果を図 1 -259、図 1 -260 に示す。 

 

図 1 -255  ID21.富山モデル 入力平面図 

 

図 1 -256  ID21.富山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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図 1 -257  ID21.富山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -258  ID21.富山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -259  ID21.富山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

図 1 -260  ID21.富山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)
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図 1 -261 ID21.富山モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.22 金沢 

モデル化位置 

本モデルは、石川県西部、金沢市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1-262 に示す。 

 

 

 

図 1 -262 ID22.金沢モデル位置図（石川県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、北陸地方の西部に属し白山山系がその北部で能登半島に向かって丘陵化する戸室山

地をモデル東縁とし、南縁は白山から発する手取川の大扇状地の末端部によって占められている。金沢

市は犀川及び浅野川によって形成された河岸段丘及び両川の扇状地上に発達した古い都市である。その

中央部は犀川、浅野川の下流及び古河北潟によって形成された低湿な三角州が大きな面積を占めている。

日本海岸には幅約 1～2km に及ぶ内灘砂丘が発達している。この低地全体の基部は河北潟低地のシルト

層であって、砂丘、扇状地がこのシルト層をいずれもおおっているにすぎない。 

ほぼ北北東から南南西方向に直走する日本海岸線に平行して、低地と丘陵地が西から東に並列する。犀

川と浅野川は南東から北西方向に並流して丘陵地を南北に両断し、川沿いには河岸段丘が展開する。山

地は南東、浅野川北岸の戸室山周辺に小規模に分布する。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -53 に示し、各データの平面位置を図 1 -263～

図 1 -266 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -267 に示す。 

 

表 1 -53  ID22.金沢モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 ゲンタツ瀬、能登半島西方 産総研 2 12 

土地分類基本調査 金沢、小松、津幡 国交省 3 11 

 

 

 

 

図 1 -263  ID22.金沢モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -264   ID22.金沢モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -265  ID22.金沢モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -266  ID22.金沢モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -267  ID22.金沢モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、石川県西部、金沢市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側

30km の領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標

高データ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -268 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -269

～図 1 -273 に示す。メッシュの材質を表 1 -54 、表 1 -55 に示す。また、エキスパートモデルと統計モ

デルの比較結果を図 1 -271 に示す。 

 

表 1 -54   ID22.金沢モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 1 

記号   
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層   

    H     

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3     

更新世 

  

    Q2       

    Q1       

    N3     

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2     
中新世 

  

    N1       

    Base   N1 以下の基盤 -     

ｔ       高浜沖層群 

第四紀 

  H 

T2       
鳥取沖層群 後期鮮新世-完新世 

H 

T1       H 

h       羽咋沖層群 - 
鮮新世 

N3 

H2       浜坂沖層群 新第三紀 N3 

k       金沢沖層群 - 
中新世 

N1 

bs     
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表 1 -55  ID22.金沢モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 2 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

  m1   上部泥層     H 

  s1   上部砂層     H 

  m2   下部泥層     H 

  s2   下部砂層     H 

  g   礫がち堆積物     H 

  s   砂がち堆積物     H 

  m   泥がち堆積物     H 

  sd   砂丘砂     H 

  sgm   砂・礫・泥     H 

  cl   砕屑物     H 

  gs   礫・砂・粘土の互層     H 

  ss   砂岩または泥岩     H 

  si   シルト岩     H 

  ms_Ms   泥岩     H 

  smc   砂岩・泥岩・礫岩     H 

  tg_Tl   凝灰岩     H 

  ts   凝灰岩を挟む地層     H 

  al   砂岩・泥岩互層     H 

  Ag   集塊岩     H 

  Ab   安山岩     H 

  RA   流紋岩     H 

  Gr   花崗岩     H 
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 また、図 1 -270、図 1 -271 において地質層序が逆転している箇所があった為、k、bs の地質年代割

り当てを N2 に変更した。結果を図 1 -272、図 1 -273 に示す。 

 

 

図 1 -268  ID22.金沢モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -269  ID22.金沢モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（産総研） 

断面図位置（国交省） 
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図 1 -270  ID22.金沢モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -271 ID22.金沢モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -272  ID22.金沢モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -273 ID22.金沢モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -274  ID22.金沢モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.23 福井 

モデル化位置 

 本モデルは、福井県福井市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -275 に示す。 

 

 

 

図 1 -275 ID23.福井モデル位置図 （福井県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、本州の中央やや西寄りに位置し日本海に面する。東部は白山を中心とするほぼ 1500m

から 2000m の山嶺が南北に走り、ひだ片麻岩を基盤としてジュラ紀・白亜紀に属する中世界と新世界が

大きく発達している。これに対し、西部では敦賀東北部付近で西北-東南方面に急崖のみられる甲楽城断

層の延長と思われる構造線が海底にみられ、断層崖らしいものが形成されている。 

南部では、北西―南東方向にのびる伊吹山地がその北端部で甲楽城断層を形成し、日本海に臨んでい

る。これより北東―南西方向に続く山嶺は、1100m～1200m 付近に定高性をもつ高原状を呈している。

一方北部は、加越台地と呼ばれ、新第三系を基盤として洪積層の砂層が広く分布している。 

山地部は、ほぼ全域に亘って新第三系がよく発達しているが、北部はこれを覆うような形で安山岩がみ

られる。また海岸に沿う段丘及び南部にみられる台地には、洪積層の段丘堆積物が存在する。低地部は、

一般に氾濫平野の様相を呈し、富山・金沢平野が主として扇状地よりなるのと異なっている。南部には孤

立丘が散在し、沈降性の地形をなしている。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -56 に示し、各データの平面位置を図 1 -276～

図 1 -279 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -280 に示す。 

 

 

表 1 -56 ID23.福井モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 ゲンタツ瀬海底地質図 産総研 1 5 

土地分類基本調査 三国．福井 国交省 2 5 

 

 

 

 

図 1 -276 ID23.福井モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -277 ID23.福井モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -278 ID23.福井モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -279 ID23.福井モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

 

図 1 -280 ID23.福井モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

産総研 
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土地分類基本調査 

N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、福井県福井市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -281 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -282

～図 1 -284 に示す。メッシュの材質を表 1 -57 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -285 に示す。 
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表 1 -57 ID23.福井モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

T2     
鳥取沖層群 第四紀 後期鮮新世-完新世 

Q1 

T1     Q1 

H2     
浜坂沖層群 

新第三紀 

鮮新世 
N3 

H1     N3 

K2     
香住沖層群 中新世-鮮新世初頭 

N3 

K1     N3 

  s   砂がち堆積物 

第四紀 

- H 

  ｍ   泥がち堆積物 
完新世 

H 

  S1   砂 H 

  S2   砂 

更新世 

Q1 

  S3   砂 Q1 

  Sg1   砂礫 Q1 

  Sg2   砂礫 Q1 

  gsm   礫・砂・泥 Q1 

  Id   市ノ瀬層(流紋岩) 

新第三紀 中新世 

N2 

  Oss   大丹生層(砂岩) N2 

  Oaf   大丹生層(砂岩･泥岩互層) N2 

  Fu   深谷層(凝灰岩) N3 

  Falt   深谷層(凝灰質互層) N3 

  ARy   足羽山層(流紋岩) N3 

  Ttf   燈豊層(安山岩) N3 

  Ar   安山岩 N3 

  IAn   糸生層(安山岩) N3 

  Itf   糸生層(凝灰岩) N3 

  Tfs   凝灰質砂岩 - 中新世中期 N3 
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図 1 -282 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -281 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -281  ID23.福井モデル 入力平面図 

 

図 1 -282  ID23.福井モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -283 ID23.福井モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -284  ID23.福井モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -285 ID23.福井モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.24  駿河 

モデル化位置 

本モデルは、静岡県静岡市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -286 に示す。 

 

 

 

図 1 -286  ID24 .駿河モデル位置図（静岡県） 

 

 

地域概要 

本モデルの陸域には、フォッサマグナの西縁である糸魚川-静岡構造線の先端部が伸びてきており、

これに接してそのすぐ西側にはアルカリ火山岩類の山列すなわち真富士山・竜爪山地の西縁部が張り出

していて、その先端は静岡-焼津間の大崩海岸に終っている。山地の東方および南方にはそれぞれ静岡

低地、大井川低地が広がっており、いずれも厚い砂礫質の扇状地部分と軟弱な三角州性の低湿地部分か

ら成り立っている。静岡低地の東方には平面形が半円状で、南に急崖を向け、北に緩斜した有度丘陵地

があり、その頂部および西・北麓に台地群を発達させている。以上のように陸域は山地、丘陵地、台地、

低地の全ての地形単元を含み、更にそれらが小規模、複雑に入り組んでモザイク状の配列をみせている。 

西海岸は激しい波食にともなう海食崖が特異な現象であり、北斜面の駿河湾頭に面する海岸は出入り

のおおい海岸線をもつとともに局地的に海岸段丘の発達がみられ、複雑である。また駿河湾内の南西隅

には、特異な砂嘴地形として知られる三保半島の分岐砂礫洲地がある。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -58 に示し、各データの平面位置を図 1 -287～

図 1 -290 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -291 に示す。 

 

 

表 1 -58  ID24 .駿河モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 駿河湾海底地質図 産総研 1 9 

土地分類基本調査 吉原・駒越、沼津 国交省 2 3 

 

 

 

 

図 1 -287  ID24 .駿河モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -288  ID24 .駿河モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -289  ID24 .駿河モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -290  ID24 .駿河モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

図 1 -291  ID24 .駿河モデル引用データダイヤグラム 

 

 

  

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 



 

228 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、静岡市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -292 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -293

～図 1 -295 に示す。メッシュの材質を表 1 -59 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -296 に示す。 

表 1 -59  ID24 .駿河モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Fj     富士川沖積層 

第四紀 

  Q2 

uY     焼津沖層群上部層   Q2 

uK     賀茂沖層群上部層   Q2 

lY     焼津沖層群下部層   Q2 

lK     賀茂沖層群下部層   Q2 

Sr     駿河沖層群   Q1 

S     石花海層群 -   Q2 

T     土肥沖層群 -   Q2 

Bs     音響基盤 - 中新世 N2 

  sgs   浜石岳層群・清水寺層群 
新第三紀 

  N2 

  ms   小河内層群   N2 

  A1   岩渕群火山     N1 

  A2   岩渕安山岩類     N1 

  sg   高位段丘礫質堆積物     N1 

  mg   泥層     N1 

  ｇ   礫質堆積物     N1 

  B   富士基底溶岩     N1 
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図 1 -292  ID24 .駿河モデル 入力平面図 

 

 

 

図 1 -293  ID24 .駿河モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図 
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図 1 -294   ID24 .駿河モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

図 1 -295 ID24 .駿河モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -296 ID24 .駿河モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.25 静岡 

モデル化位置 

本モデルは、静岡県磐田市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -297 に示す 

 

 

 

図 1 -297  ID25．静岡モデル位置図（静岡県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、東海地方のほぼ中央部の、静岡県の西部に位置する。南は太平洋（遠洲灘）に面し、

西方には浜名湖がある。地域の中央よりもやや西寄りには、諏訪湖に発し、赤石山地を流れてきた天竜川

が南流して海に注ぎ、また地域の東半部は太田川水系の流域に属している。 

本モデル地域は、本州中央部の高山地の一つである赤石山地の南に接する台地・丘陵地と、それらの間

にひらける天竜川・太田川流域の低地とからなっている。 

赤石山地は、3000m 級の高山をつらねているが、本モデル地域は高度が低く、かつ起伏の小さい、新

第三紀系更新統からなる丘陵地・台地地域に含まれる。これらの丘陵地・台地の間には、沖積低地が発達

し、西半部に天竜川の形成した低地が、また東半部に太田川水系の各河川によって形成された低地がひ

ろがっている。 

天竜川低地は、全体として扇状地の性質を示し、主要構成物質は砂礫で、地表面には旧中洲・自然堤

防・旧河道などの微地形が分布して複雑な微起伏がみられる。これに対して、太田川低地では、自然堤防

など微高地の分布が少なく、全体として低平地がひろがり、構成物質もシルト・粘土など細粒物質が主体

をなす。  
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -60 に示し、各データの平面位置を図 1 -298～

図 1 -301 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -302 に示す。 

 

 

表 1 -60  ID25．静岡モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 遠州灘海底地質図 産総研 1 6 

土地分類基本調査 掛川・御前崎、磐田・掛塚、浜松 国交省 3 1  

 

 

 

 

図 1 -298  ID25．静岡モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -299  ID25．静岡モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -300  ID25．静岡モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -301  ID25．静岡モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

図 1 -302  ID25．静岡モデル引用データダイヤグラム 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、磐田市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

産総研 

海洋･海底地質図 

N 

国交省 

土地分類基本調査 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -303 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -301 

～図 1 -306 に示す。メッシュの材質を表 1 -61 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -307 に示す。 

 

表 1 -61  ID25.静岡モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 地質 
年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層  

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Hm     浜松沖層群 第四紀 中期更新世-完新世 Q3 

At     渥美沖層群 

新第三紀 鮮新世-中期更新世 

N3 

Atb     渥美沖層群上部 N3 

Ata     渥美沖層群下部 N3 

Kd     小台場層群 新第三紀 後期中新世 N2 

  gi   礫層     N3 

  si   砂層     Q1 

  mi   泥層     Q1 

  smi   砂泥互層     N3 

  ss   砂岩     Q1 

  ms   泥岩     N3 

  tms   凝灰質泥岩     Q1 

  Tr   凝灰岩     Q1 

  sg   段丘砂礫堆積物     Q1 

  m   段丘泥質堆積物     N3 

  sg2   段丘砂礫堆積物     N3 

  ch   チャート     Q1 

  alt   砂岩・頁岩・チャート互層     Q1 

  sch   輝緑凝灰岩     N3 
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図 1 -301 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -303 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -303  ID25.静岡モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -304   ID25.静岡モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（産総研） 

断面図位置（国交省） 
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図 1 -305  ID25．静岡モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

図 1 -306  ID25．静岡モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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図 1 -307 ID25. 静岡モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル 
エキスパートモデル 

統計モデル 
統計モデル 

N 

N 

N 

N 
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ID.26 遠洲 

モデル化位置 

 本モデルは、静岡県浜松市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -102 に示す。 

 

 

 

図 1 -308 ID26.遠州モデル位置図（静岡県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、東半に三方原台地、西半に浜名湖が広い範囲をしめ、それをとりまくように山地、丘

陵地、低地、海岸平野が分布している。北部の引左山地は古生層の地層からなる外帯山地の一部で愛知県

との県境をなして湖北に広がり、起伏量から中小起伏山地で開析も進んでいる。三方原を中心とする洪

積台地はほぼ 3 段の面に区分でき、高位と低位面は面積が限られるが中位にあたる三方原面は広く、浜

名湖の平面形態で知られるように開析され谷底低地が発達するが崖によって明矯に区分されることが多

い。高位面は開析がすすみ湖西丘陵にみられるように台地というより丘陵化している。低地は天竜川下

流域および旧砂丘列を含む海岸平野が広いが、湖岸にも狭い範囲で湖岸低地がみられる。 

湖岸の一部は埋め立てにより人工的改変の面積が養魚場の増加とともに拡大している。遠州灘にそっ

ては砂丘が発達しており、中田島砂丘は規模においても大きな例である。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -65 に示し、各データの平面位置を図 1 -319～

図 1 -322 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -323 に示す。 

 

表 1 -62 ID26.遠州モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 遠州灘海底地質図 産総研 1 3 

土地分類基本調査 磐田・掛塚、浜松 国交省 2 1  

 

 

 

 

図 1 -309 ID26.遠州モデル引用データ位置 
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図 1 -310 ID26.遠州モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -311 ID26.遠州モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -312 ID26.遠州モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

図 1 -313 ID26.遠州モデル引用データダイヤグラム 

 

 

  

産総研 

海洋･海底地質図 
国交省 

土地分類基本調査 

N 



 

244 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、静岡県浜松市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -314 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -315

～図 1 -317 に示す。メッシュの材質を表 1 -63、表 1 -64 に示す。 

 

表 1 -63  ID26．遠州モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 1 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Hm     浜松沖層群 

第四紀 

中期更新世-完新

世 
Q3 

Atb     渥美沖層群上部層 
鮮新世-中期更新

世 

Q2 

At     渥美沖層群下部層 Q1 

Ata     渥美沖層群 
新第三紀 

N3 

Kd     小台場層群 後期中新世 N1 

  m1   泥（粘土） - - H 

  m2s   泥（粘土）および砂 - - H 

  s1   細粒砂 - - H 

  s2   中粒砂 - - H 

  sg   砂礫 - - H 

  m2   シルト（粘土を含む） - - H 

  ms   泥砂礫互層 - 

沖積層 

H 

  S2   砂質堆積物 - H 

  g2   礫質堆積物 - H 
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表 1 -64   ID26．遠州モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 2 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

  m   泥 - - H 

  sm   砂泥 - - H 

  S1   砂 - - H 

  sg1    砂礫 - - H 

  g1   礫 - - H 

  sg1   低位段丘砂礫堆積物 - 

洪積層 

H 

  sg2   中位段丘砂礫堆積物 - H 

  m3   高位段丘泥質堆積物 - H 

  sg3   高位段丘砂礫堆積物 - H 

  G   砂礫 - - H 

  Cs   泥および砂 - - H 

  S   砂 - - H 

  Pe   黒泥および泥炭 - - H 

  gt2   礫（中位段丘堆積物） - - Q3 

  gt3   礫・シルト - - Q3 

  ch   チャート - 

古生層 

Q2 

  als   
砂岩、頁岩、チャート互

層 
- Q2 

  ls   石灰岩 - Q2 

  sch   輝緑凝灰岩 - Q2 

  gb   班れい岩 - Q2 
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図 1 -315 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -314 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -314   ID26.遠州モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -315  ID26.遠州モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -316 ID26.遠州モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -317 ID26.遠州モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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ID.27 豊橋 

モデル化位置 

本モデルは、愛知県田原市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -318 に示す。 

 

 

図 1 -318 ID27.豊橋モデル位置図 （愛知県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、愛知県の東南部に位置し、東・北二方は山地で囲まれ、南方は太平洋に、西方は三河

湾に面しており、東三河地域の中心地としての役割を果たしている。 

地勢についてみると、北東部の新城市付近から豊川の下流に向かって平野に広がり、その東西両側に新

旧 3 段の段丘上台地が連なっている。 

この地域の東部には、八名・弓張山地の南部にあたる標高 300m から 1 50m 内外の山々が連なり、静

岡県との県境を形成している。そして石巻山から嵩山及び本坂峠に至る山地では局部的に石灰岩層が存

在し、豊橋市嵩山町の蛇穴を始めとする鍾乳洞がみられ、また一部ではセメントの原料として石灰岩の

採掘も行われている。 

海岸部をみると豊川の三角州に連なる遠浅の海岸が形成され、干潟や広大な埋立地が広がっている。こ

の地勢を利用して、この地域は古くから遠浅の海岸を利用して干拓が行われて来た。更に近年では、臨海

部の埋め立てが進み、企業の進出が進みつつある。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -65 に示し、各データの平面位置を図 1 -319～

図 1 -322 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -323 に示す。 

 

表 1 -65 ID27.豊橋モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 遠州灘海底地質図 産総研 1 6 

土地分類基本調査 豊橋・田原 国交省 1 2 

 

 

 

 

図 1 -319 ID27.豊橋モデル引用データ位置 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -320 ID27.豊橋モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -321 ID27.豊橋モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -322 ID27.豊橋モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

図 1 -323 ID27.豊橋モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、愛知県田原市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -324 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -325

～図 1 -329 に示す。メッシュの材質を表 1 -66 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -330 に示す。 

 

表 1 -66 ID27.豊橋モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 地質 年代 
地質年代 

産総研 国交省 堆積層   

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Hm     浜松沖層群 第四紀 中期更新世-完新世 Q3 

At     渥美沖層群 

新第三紀 鮮新世-中期更新世 

N2 

Atb     渥美沖層群上部 N2 

Ata     渥美沖層群下部 N2 

Kd     小台場層群 新第三紀 後期中新世 N1 

  gsm   礫・砂・泥 

第四紀 

- H 

  Cl   砕屑物 完新世 H 

  g   礫 更新世 Q2 

  altsm   砂岩・粘板岩 

中・古生代 

- N1 

  Ch   チャート - N1 

  Sch   輝緑凝灰岩 - N1 

  Ls   石灰岩 - N1 

  Gb   斑糲岩 - - N1 

  So   その他の片岩 - - N1 
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図 1 -325 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -321 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

また、図 1 -326、図 1 -327 において地質層序が逆転している箇所があった為、g の地質年代割り当て

を H に変更した。結果を図 1 -328、図 1 -329 に示す。 

 

図 1 -324   ID27.豊橋モデル 入力平面図 

 

図 1 -325  ID27.豊橋モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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図 1 -326 ID27.豊橋モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

図 1 -327 ID27.豊橋モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -328 ID27.豊橋モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

図 1 -329 ID27.豊橋モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -330 ID27.豊橋モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.28 岡崎 

モデル化位置 

 本モデルは、愛知県南知多町沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -331 に示す。 

 

 

 

図 1 -331 ID28.岡崎モデル位置図 （愛知県） 

 

 

地域概要 

本モデルは、地域の大部分を占める尾張部に属する知多半島部と、三河部に属する西三河平野の西端部

からなっている。 

知多半島は、名古屋市の南東部から南方へ突き出した半島で、その背骨は尾張丘陵の延長部に相当する

丘陵からなっており、その標高は 100m 以下である。地質をみると、特徴的なものとしては、常滑付近を

中心とした一帯に常滑層群と呼ばれる地層がある。その下層からは陶土を産し、この地域に窯業を発達

させた。 

一方、衣浦湾の東岸、西三河平野の西端部にあたる地域は、旧矢作川によって作られた「碧海台地」と

呼ばれる堆積層からなる台地と、現在の矢作川による標高 0.3m～8m 程度の沖積平野となっており、台

地と低地部との間は一連の崖によって画されている。 

知多半島も碧海台地も共に水利に乏しいところで長い間水不足に悩まされてきた。そのためこの地域

には水確保のためのため池が随所に造られ、現在でも数多く残っている。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -67 に示し、各データの平面位置を図 1 -332～

図 1 -331 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -335 に示す。 

 

表 1 -67 ID28.岡崎モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 師崎・蒲郡．半田 国交省 2 5 

 

 

図 1 -332 ID28.岡崎モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -333 ID28.岡崎モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -334  ID28.岡崎モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

図 1 -335 ID28.岡崎モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、幌延町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -336 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -337

～図 1 -341 に示す。メッシュの材質を表 1 -68 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -342 に示す。 

 

表 1 -68 ID28.岡崎モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 

年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層   

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  r   埋立地 - - H 

  gsm   礫・砂・泥 - 
完新世 

H 

  sm   砂・泥 

第四紀 

H 

  smg   砂・泥・礫 
更新世 

Q2 

  g   礫 Q2 

  msg   泥・砂・礫の互層 
新第三紀 

鮮新世 N3 

  altsm   泥岩・砂岩の互層 - N1 
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 図 1 -337 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -336 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 また、図 1 -338、図 1 -339 において地質層序が逆転している箇所があった為、altsm の地質年代割

り当てを N3 に変更した。結果を図 1 -340、図 1 -341 に示す。 

 

図 1 -336  ID28.岡崎モデル 入力平面図 

 

図 1 -337  ID28.岡崎モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（国交省） 

N 



 

262 

 

 

図 1 -338 ID28.岡崎モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

図 1 -339 ID28.岡崎モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  

  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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図 1 -340 ID28.岡崎モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

図 1 -341 ID28.岡崎モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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Base
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図 1 -342 ID28.岡崎モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
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Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 

統計モデル 
統計モデル 
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N 
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ID.29 濃尾 

モデル化位置 

 本モデルは、愛知県半田市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -343 に示す。 

 

 

 

図 1 -343 ID29.濃尾モデル位置図（愛知県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、愛知県西部の中央やや北寄りに位置し、東側には丘陵性の土地が連なるが、西側には

広大な濃尾平野が展開している。また、南側は伊勢湾の北端、名古屋港に面している。 

地勢についてみると、地域西端を木曽川が伊勢湾に注ぎ、北西部及び名古屋市西部は、この木曽川の三

角州地帯で、自然堤防や砂州が孤立的に散在する低平地で、その南側は干拓地帯となっており、古くから

農業的に最も高度に利用されてきた地域である。 

大府市、東海市は、知多半島の付け根部に当たり、知多半島の主体をなす大府―東海丘陵が位置し、北

東部は尾張丘陵が南北に連なっている。 

名古屋市の東側区域は、名古屋東部台地があり、高位段丘群、中位段丘群が連なっている。南側は盛土

地となっているが、いずれも大都市の人口密集地帯であり、人為的に改変がなされている。また名古屋市

の中央から西南部にかけては、近年地盤沈下により、いわゆるゼロメートル地帯が広がっている。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -69 に示し、各データの平面位置を図 1 -344 ～

図 1 -346 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -31 7 に示す。 

 

表 1 -69 ID29.濃尾モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 桑名・名古屋南部 国交省 1 2 

 

 

図 1 -344  ID29.濃尾モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -345 ID29.濃尾モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -346 ID29.濃尾モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -347 ID29.濃尾モデル引用データダイヤグラム 

 

 

国交省 

土地分類基本調査 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、幌延町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -348 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -349

～図 1 -351 に示す。メッシュの材質を表 1 -70 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -352 に示す。 

 

表 1 -70 ID29.濃尾モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層    

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  sm   砂・泥 

第四紀 

  Q1 

  smg   砂・泥・礫 
更新世 

Q1 

  g   礫 Q1 
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図 1 -349 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -348 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -348  ID29.濃尾モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -349  ID29.濃尾モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（国交省） 

N 
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図 1 -350 ID29.濃尾モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -351 ID29.濃尾モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -352 ID29.濃尾モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.30 伊勢 

モデル化位置 

 本モデルは、三重県明和町沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -353 に示す。 

 

 

 

図 1 -353 ID30.伊勢モデル位置図（三重県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、三重県のほぼ中央部に位置しており、伊勢平野の南部にあることから、南勢平野とも

呼ばれ、櫛田川を中央にして、北に雲出川、南に宮川など、伊勢湾に注ぐ主な河口部にあたる。高見山地

の東端にあたる一部の丘陵を除くと、低平な台地と低地の地形が大半を占めるのが、本地域の特徴であ

る。また西南日本内帯の最南部にあり、中央構造線のすぐ北側に位置するため、本地域の山地・丘陵は、

領家帯の花崗岩類と中新世の一志層群からなる。また鈴鹿山脈に接した北勢平野に比べると、活断層な

どにあらわれた第四紀の地殻変動が明瞭でなく、これは台地・段丘地形の比高が小さいことに反映され

ている。 

本モデル地域の丘陵は、きわめて範囲が狭い。櫛田川を境にして北西側の松坂丘陵と、南東側の玉城丘

陵とに分類されるが、同じような地形特性をもっている。台地・段丘は、いずれも沖積地の谷底平野や海

岸平野との比高が小さいことや、火山灰などの段丘対比の鍵層がないことで、その対比を困難にしてい

る。しかし上位面はその堆積物が赤色土壌化しており、他の低い段丘面と区別される。低地はいずれも河

川に沿って氾濫原・自然堤防を主体とした谷底平野と、海岸線に平行した砂州・後背湿地を主体とした三

角州・海岸平野で構成される。  
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -71 に示し、各データの平面位置を図 1 -354 ～

図 1 -356 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -357 に示す。 

 

表 1 -71 ID30.伊勢モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 四日市．松阪 国交省 2 5 

 

 

図 1 -354  ID30.伊勢モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -355 ID30.伊勢モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置



 

274 

 

 

 

 

図 1 -356 ID30.伊勢モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -357 ID30.伊勢モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、幌延町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -358 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -359

～図 1 -361 に示す。メッシュの材質を表 1 -72 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -362 に示す。 

 

表 1 -72 ID30.伊勢モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     
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図 1 -359 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -358 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

 図 1 -358  ID30.伊勢モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -359  ID30.伊勢モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -360 ID30.伊勢モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)   

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -361 ID30.伊勢モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -362 ID30.伊勢モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.31 和歌山 

モデル化位置 

本モデルは、和歌山県印南町沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -363 に示す。 

 

 

 

図 1 -363  ID31.和歌山モデル位置図（和歌山県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、和歌山県のほぼ中央南西部に位置し、印南・南部山地は主に古第三紀層の小起伏山地

で田辺盆地周辺は新第三紀層と古第三紀層の複合した地質からなり、地形も同様で、いくつもの小さな

低地、台地、丘陵地、山地が組み合わさって不規則なパターンをなしている複合地形の地域である。 

田辺盆地は、主に小起状山地、大小起状の丘陵地で形成されているなかで新第三紀層の田辺、白浜の丘

陵地は稜線部が禿山になって、地形改変が容易である反面、環境保全に充分な配慮が必要な地形である。 

海岸線にそっては、海岸段丘地が発達しており豊かな海岸美を保持している。また、中小河川（主要河

川は、印南川、切目川、南部川、芳養川、会津川、富田川）の両岸には沖積層からなる低地が発達してい

るが、上流の谷間にそって小規模な河岸段丘性砂礫台地が点在的に認められる。中流沿いでは、砂礫質か

らなる扇状地性低地が見られる。特に南部川・富田川沿いにはある程度の平野が発達している。 

さらに下流の周辺地帯には、砂及び泥質の三角州性低地が発達しているが、朝来周辺低地においては後

背湿地が見られ、このため排水改良として直接海へ流下する隧道が設けられている。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -73 に示し、各データの平面位置を図 1 -364 ～

図 1 -368 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -369 に示す。 

 

表 1 -73  ID31.和歌山モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 紀伊水道南方海底地質図 産総研 1 5 

海底地質構造図 日ノ御埼 海上保安庁 1 3 

土地分類基本調査 田辺・印南 国交省 1 1 

 

 

 

 

図 1 -364   ID31.和歌山モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -365  ID31.和歌山モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -366  ID31.和歌山モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 
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図 1 -367  ID31.和歌山モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -368  ID31.和歌山モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -369  ID31.和歌山モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、印南町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -370 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -371

～図 1 -373 に示す。メッシュの材質を表 1 -74 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -371 に示す。 

 

表 1 -74   ID31.和歌山モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 

地質 

年代 産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 - -   

P     音響的タービダイト層 第四紀 後期更新世 Q3 

K3     曽我層群 

新第三紀 

前期-中期更新世 N2 

K2     掛川層群 中期-後期鮮新世 N3 

K1     相良層群 中期中新世-前期鮮新世 N3 

T     田辺・熊野層群 前期-中期中新世 N1 

  s･A   砂 

第四紀 沖積世 

H 

  g･A   礫 H 

  g･s･m･A   礫･砂泥 H 

  alt･s･m･Tn   砂岩優勢の互層 

新第三紀 中期中新世 

N2 

  ms･Tn   泥岩 N2 

  alt･g･s･m･Tn   礫岩･砂岩･泥岩互層 N2 

  alt･g･s･m･Tp   礫岩･砂岩･泥岩互層 

古第三紀 

漸新世-前期中新世 N1 

  alt･s･m･Tpo   砂岩･泥岩の互層 

始新世 

N1 

  ss･Tpo   砂岩 N1 

  alt･s･m･Tpn   砂岩･泥岩の互層 N1 

  ms･Tpo   泥岩 N1 
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図 1 -371 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -370 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -370  ID31.和歌山モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -371  ID31.和歌山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（産総研） 

断面図位置（国交省） 

N 
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図 1 -372  ID31.和歌山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -373 ID31.和歌山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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図 1 -374  ID31.和歌山モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル 
エキスパートモデル 

統計モデル 統計モデル 

N 

N 

N 

N 
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ID.32 大阪 

モデル化位置 

 本モデルは、大阪府尼崎市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -375 に示す。 

 

 

 

図 1 -375 ID32.大阪モデル位置図（大阪府） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、大阪府の中心部からやや北部に位置し、地域のほぼ中心部を北東から南西へ淀川が流

下し、その堆積作用により形成された平野部と、北大阪丘陵地、枚方丘陵地などの丘陵地および奈良県に

またがる生駒山地により地形が形成されている。 

平野部は、西は大阪湾に面し、中央部よりやや東寄りに上町台地が南北にのび、古くは上町台地と大阪

湾の間は海岸低地が広がり、淀川の堆積作用及び人工的な干拓、埋め立てにより平地が形成され、現在の

大阪市域を形成している。 

本モデル地域の地形として、大阪平野北部とそれを囲む北大阪丘陵地、枚方丘陵地、生駒山地などから

なる。大阪平野は大阪市東部を南北に通る上町台地により西の西大阪平野、東の東大阪平野、淀川中流域

右岸の淀川低地、大阪府西縁の猪名川低地に区分される。北大阪丘陵地の大半は千里丘陵からなり、北部

に箕面丘陵や北摂山地南麓が見られる。枚方丘陵地は大阪平野に面した枚方丘陵地と京都田辺町に続く

長尾丘陵に分かれる。生駒山地は大阪府東縁を限り、標高 300―600m の生駒山地、その東の奈良県から

続く生駒盆地、および東大阪平野に面した生駒西麓地に区分される。  
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -75 に示し、各データの平面位置を図 1 -376～

図 1 -379 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -380 に示す。 

 

 

表 1 -75 ID32.大阪モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海底地質構造図 大阪湾東部 海上保安庁 1 3 

土地分類基本調査 大阪西北・東北部．尾崎・岸和田・和歌山・粉河 国交省 2 1  

 

 

 

 

図 1 -376 ID32.大阪モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -377 ID32.大阪モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 

 

 

 

図 1 -378 ID32.大阪モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -379 ID32.大阪モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -380 ID32.大阪モデル引用データダイヤグラム 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、幌延町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。  

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 



 

292 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -381 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -382

～図 1 -381 に示す。メッシュの材質を表 1 -76 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -385 に示す。 

 

表 1 -76 ID32.大阪モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 地質年代 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  s   砂     Q3 

  m   泥     Q3 

  gl   礫     Q3 

  mt   泥     Q2 

  gm   砂礫及び泥     Q2 

  sm・ms   泥及び砂     Q2 

  ss   砂岩     Q2 

  sam   砂岩及び泥岩     Q2 

  sl   輝緑凝灰岩     Q2 

  ac   礫岩・砂岩・泥岩互層     Q2 

  cg   礫岩     Q2 

  scg   砂岩礫岩層     Q2 

  altsm   砂岩泥岩互層     Q2 

  Rs   流紋岩質岩石     Q2 

  Gr   花崗岩質岩石     Q2 

  Ga   斑レイ岩質岩石     Q2 

  At   アズキ火山灰層     Q2 

  St   新田火山灰層     Q2 

  md   泥岩     Q2 
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図 1 -382 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -381 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -381  ID32.大阪モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -382  ID32.大阪モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（国交省） 

N 
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図 1 -383 ID32.大阪モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -384  ID32.大阪モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
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Q1
N3
N2
N1

Base
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N 
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図 1 -385 ID32.大阪モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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Q3
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Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
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N2
N1

Base
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N 
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ID.33 播磨 

モデル化位置 

本モデルは、兵庫県加古川市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -386 に示す。 

 

 

 

図 1 -386  ID33.播磨モデル位置図（兵庫県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、加古川流域に散在する小都市群として発展してきた。また主として加古川下流部の播

磨灘沿岸部分にあたり、丘陵・台地の卓越する地域である。その西北部には基盤岩によりなる山地があ

り、中西部には基盤岩よりなる丘陵が平野・台地の中に、孤立丘陵的に、中央部から東部にかけては砂礫

台地が、また播磨灘ぞいには、シルト層や砂礫よりなる海岸平野・三角州などの低地が分布している。 

臨海部は、阪神工業地帯の外延化や工業整備特別地域の整備が進むなかで、沿岸域に海面埋め立て、産

業基盤施設が重点的に整備され、重化学工業を中心とした産業集積が急速に進行してきた。また、それに

伴って、あるいは神戸地域のベッドタウンとして住宅開発も進み急速な人口集中が進んできた。 

また、内陸部は都市近郊の有利性を活かし、近郊野菜等の供給地としての田畑が多く存している。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -77 に示し、各データの平面位置を図 1 -387～

図 1 -389 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -390 に示す。 

 

表 1 -77 ID33.播磨モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 高砂 国交省 1 2 

 

 

図 1 -387 ID33.播磨モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -388 ID33.播磨モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置



 

298 

 

 

 

図 1 -389 ID33.播磨モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -390 ID33.播磨モデル引用データダイヤグラム 

 

 

  

国交省 

土地分類基本調査 N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、幌延町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -391 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -392

～図 1 -394 に示す。メッシュの材質を表 1 -78 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -395 に示す。 

 

表 1 -78 ID33.播磨モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 地質 年代 
地質年

代 

産総

研 

国交

省 

堆積

層 
   

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  r   埋没値 

第四紀 

完新世 
H 

  Al   泥・シルト・砂・礫 H 

  TH   崖錐 
後期更新世 

Q3 

  Tm   中位段丘堆積物 Q3 

  Th   
高位面砂礫・砂・粘

土 中期更新世 
Q2 

  Mf   明美累層 Q2 

  Af   明石累層 前期更新世 Q1 

  Ol   下部亜群層 第三紀 鮮新世 N3 

  TM   
泥質岩・チャート・砂

岩 

古生代～中生

代 

三畳紀～ジュラ

紀 
N1 

  RbW   
流紋岩質溶結凝灰

岩 中生代 後期白亜紀 
N1 

  GD   花崗岩質岩石 N1 
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 図 1 -392 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -391 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -391  ID33.播磨モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -392  ID33.播磨モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -393 ID33.播磨モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -394  ID33.播磨モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -395 ID33.  播磨モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル 
エキスパートモデル 

統計モデル 統計モデル 

N 

N 

N 

N 



 

304 

 

ID.34  鳥取 

モデル化位置 

本モデルは、鳥取県鳥取市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -396 に示す。 

 

 

図 1 -396  ID34 .鳥取モデル位置図（鳥取県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域の山地は、かなり起伏も大きく傾斜も級な壮年山地型のものが卓越している反面、山陰

では大きな平野である鳥取平野を有している。山地は古生層の変成岩や第三紀の火山岩・堆積岩が広い

面積を占め、森林の生育が良好である。海岸線は砂浜型の単調な海岸で局所的に岩礁地帯が散見される

にすぎない。このため沿岸の海底は砂質であり、陸地は砂丘が発達している。 

本モデル地域の中起伏山地の頂部には緩斜面が残存しており、準平原遺物と考えられる。このような

地形は、しばしば安山岩溶岩が被覆しているので安山岩の溶岩台地と考えられるものが多い。 

また高位段丘が各所に分布するが、そのうち最も古期の地形は砂れき台地である。これは河原町渡一

ッ木や佐貫付近に分布する開析台地で、赤かっ色に風化した砂れき層（くさりれき）が堆積しているこ

とが特徴である。 

鳥取平野はデルタと谷底平野に区分される。谷底平野は千代川主流に沿っては円通寺以南にみられ、

砂れき質堆積物からなる。デルタ地形は円通寺以北にみられ、泥質堆積物からなり、ほぼ縄文海進の範

囲に分布している。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -79 に示し、各データの平面位置を図 1 -397～

図 1 -401 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -402 に示す。 

 

表 1 -79  ID34 .鳥取モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 鳥取沖海底海底地質図 産総研 1 6 

海底地質構造図 鳥取、赤碕 海上保安庁 2 1  

土地分類基本調査 鳥取北部・鳥取南部 国交省 1 2 

 

 

図 1 -397  ID34 .鳥取モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -398  ID34 .鳥取モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -399  ID34 .鳥取モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 
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図 1 -400  ID34 .鳥取モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -401  ID34 .鳥取モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -402  ID34 .鳥取モデル引用データダイヤグラム 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、鳥取市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

  

産総研 

海洋･海底地質図 

海上保安庁 

海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -403 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -401 

～図 1 -406 に示す。メッシュの材質を表 1 -80 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -407 に示す。 

 

表 1 -80  ID34 .鳥取モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 - -   

Tt2     
鳥取沖層群 第四紀 後期鮮新世-完新世 

Q1 

Tt1     Q1 

Hm2a     

浜坂沖層群 

新第三紀 

前期-中期鮮新世 

N3 

Hm2b     N3 

Hm1     N3 

Ka     香住沖層群 中期-後期中新世 N3 

At     音響基盤 -前期中新世 N2 

  g   礫 - 

沖積世 

H 

  S   砂 - H 

  Sn   砂丘砂 - H 

  m   泥 - H 

  Sg   砂礫 - 
洪積世 

Q3 

  L2   ローム - Q3 

  Pv   安山岩 

第三紀 

- N3 

  Pyr   火山砕屑岩 - N3 

  Tl   河原火砕岩 - N3 

  Mr   流紋岩 中生代 - N1 

  Gr3   花崗岩 中生代白亜紀 - N1 

  Pm   変成岩 古生代 - N1 
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図 1 -403  ID34 .鳥取モデル 入力平面図 

 

 

 

 

 

図 1 -404   ID34 .鳥取モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -405  ID34 .鳥取モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -406 ID34 .鳥取モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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312 

 

  

  

図 1 -407 ID34 .鳥取モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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分類 産総研 国交省 地質年代
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ID.35 倉吉 

モデル化位置 

本モデルは、鳥取県西部、大山町沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -408 に示す。 

 

 

図 1 -408  ID35.倉吉モデル位置図（鳥取県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、北方に日本海、南に大山がそびえる火山とその山麓地帯であり、したがって、南方

の高くて急峻な火山地と北方のなだらかな火山裾野や扇状地から成り立っている。特に火山地には景観

の上からも、美しい自然環境が多く分布し学術上も貴重な地区が多い。大山を中心とする火山地は標高

が高く雨量も多い、特に冬期には深い積雪があり、西日本随一のスキー場となる。 

 これに対し北部の山麓地は、地形は単調であるが広い平坦な台地を有し農業地域として利用されて

きた。また広い未利用の林地、草地があるので大規模な開発の候補地域として注目されている。大山火

山の山麓は緩やかで広大な斜面を有し、その表層は火山灰土、黒ボクからなる。この火山灰土は一般に

風化して褐色の細粒土からなり、粘土化している場合が多い。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -81 に示し、各データの平面位置を図 1 -409～

図 1 -413 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -1 11 に示す。 

 

表 1 -81  ID35.倉吉モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 鳥取沖海底海底地質図 産総研 1 6 

海底地質構造図 赤碕、鳥取 海上保安庁 2 1  

土地分類基本調査 青谷・倉吉 国交省 1 1 

 

 

図 1 -409  ID35.倉吉モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -410  ID35.倉吉モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -411  ID35.倉吉モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 
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図 1 -412  ID35.倉吉モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -413  ID35.倉吉モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -414   ID35.倉吉モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

  

産総研 

海洋･海底地質図 

海上保安庁 

海底地質図 

国交省 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、大山町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -415 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -416

～図 1 -420 に示す。メッシュの材質を表 1 -82 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -421 に示す。 

 

表 1 -82  ID35.倉吉モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 - -   

Tt2     
鳥取沖層群 第四紀 後期鮮新世-完新世 

Q1 

Tt1     Q1 

Hm2a     
浜坂沖層群 

新第三紀 

前期-中期鮮新世 
N3 

Hm1     N3 

Ka     香住沖層群 中期-後期中新世 N3 

At     音響基盤 -前期中新世 N2 

  L2   ローム - 
洪積世 

Q2 

  Sg3   砂礫 - Q2 

  Adp   安山岩 

第三紀 
鮮新世 

N3 

  Bap   玄武岩 N3 

  Pyr   火山砕屑岩 N3 

  TrN   凝灰岩 中新世 N1 

  Gr3   花崗岩 
中生代白亜紀 

- N1 

  Gr2   花崗岩 - N1 
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 図 1 -416 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -415 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 また、図 1 -417、図 1 -418 において地質層序が逆転している箇所があった為、地質年代を N3 とし

ている地質を Q2 に変更した。結果を図 1 -419、図 1 -420 に示す。 

 

図 1 -415  ID35.倉吉モデル 入力平面図 

 

図 1 -416  ID35.倉吉モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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断面図位置（国交省） 

N 
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図 1 -417  ID35.倉吉モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -418 ID35.倉吉モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)   
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図 1 -419  ID35.倉吉モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

図 1 -420 ID35.倉吉モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -421 ID35.倉吉モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 

統計モデル 
統計モデル 

N 

N 

N 

N 
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ID.36 出雲・松江 

モデル化位置 

 本モデルは、島根県松江市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -422 に示す 

 

 

図 1 -422  ID36.出雲・松江モデル位置図（島根県） 

 

 

地域概要 

本モデルは、山陰中央部に位置し、松江市を中心とする山陰本線沿いの地帯においては、各種都市的機

能や企業が集積しつつあり、県内はもとより山陰地方における政治、経済の中心地となっている。 

モデルの南部には標高数百 m 以下の山地がある。この山地は中国山地が宍道湖中海底地帯に向かって

徐々に低下してきた北縁の部分である。この山地が宍道低地帯に面する部分には山廻り丘陵の続きが玉

造より飯梨川下流まで認められる。宍道低地帯は松江付近で狭まっているが、これはここに新第三紀の

火山である嵩山が噴出したためで、これが無ければ宍道湖と中海は広く連絡していたとみられる。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -83 に示し、各データの平面位置を図 1 -423～

図 1 -427 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -428 に示す。 

 

 

表 1 -83  ID36.出雲・松江モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 隠岐海峡海底地質図 産総研 1 5 

海底地質構造図 日御碕、美保関 海上保安庁 2 6 

土地分類基本調査 松江、米子 国交省 2 1  

 

 

 

 

図 1 -423  ID36.出雲・松江モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -424   ID36.出雲・松江モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -425  ID36.出雲・松江モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 
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図 1 -426  ID36.出雲・松江モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -427  ID36.出雲・松江モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -428  ID36.出雲・松江モデル引用データダイヤグラム 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、島根県松江市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -429 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -430

～図 1 -432 に示す。メッシュの材質を表 1 -84 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -433 に示す。 
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表 1 -84   ID36.出雲・松江モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Q1     シルト、砂、礫 
第四紀 

- Q1 

Q2     シルト、粘土 
鮮新世 

Q1 

P     凝灰質砂岩 - N3 

M1     泥岩、砂岩 - 後期中新世 N2 

M2     堆積岩、溶岩 - 前・中期中新世 N1 

Qv     アルカリ玄武岩 - 
鮮新世 

N3 

Pv     粗面岩、流紋岩 - N3 

Mv     - - 後期中新世 N2 

  m   泥   

沖積層 

Q1 

  s   砂   Q1 

  g   礫   Q1 

  lgs   ローム、砂礫     Q1 

  ms   泥岩 

新第三紀 中新世 

N2 

  ss   砂岩 N2 

  tf1   酸性凝灰岩 N2 

  tf2   塩基性凝灰岩 N2 

  Ry   流紋岩 N2 

  Ab   安山岩 N2 

  Gr   花崗岩 古第三紀 - N1 

  PmN   名和火砕流 
- 洪積世 

Q3 

  TrM   溝口凝灰角礫岩 Q3 

  TrH   法勝寺凝灰岩 
第三紀 - 

N1 

  TrMa   政凝灰岩 N1 
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図 1 -430 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -429 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -429  ID36.出雲・松江モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -430  ID36.出雲・松江モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -431  ID36.出雲・松江モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -432  ID36.出雲・松江モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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331 

 

  

  

図 1 -433  ID36.出雲・松江モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.37 岡山 

モデル化位置 

本モデルは、岡山県岡山市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -434 に示す 

 

 

 

図 1 -434  ID37.岡山モデル位置図（岡山県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、岡山県南東部に位置し、岡山平野の東部、邑久丘陵及び児島湾をへだてた児島半島東

端部を含む、臨海の沖積平野とその周辺の低山性の山地・丘陵地よりなる地域である。 

本モデル地域の地形は、岡山平野の東部すなわち吉井川最下流部の低地からその河口付近の児島半島

湾干拓地にかけての平野部と、その東の邑久丘陵及び吉井川下流平野から児島湾をへだてた児島半島東

南部となっている。 

岡山平野は、中国山地に源を発し吉備高原を横切って瀬戸内低地帯に流れる高梁川、旭川、吉井川の三

河川と、吉備高原や岡山平野周辺の山地・丘陵地に源をもつ小河川とによって涵養された平野である。 

邑久丘陵は、花崗岩、流紋岩、古生層によりなる海抜 200m 以下の丘陵で、溺れ谷性の谷が入り込んで

いる。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -85 に示し、各データの平面位置を図 1 -435～

図 1 -437 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -438 に示す。 

 

表 1 -85  ID37.岡山モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 西大寺、玉野、岡山南部、和気・播州赤穂 国交省 1  2 

 

 

図 1 -435  ID37.岡山モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -436  ID37.岡山モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -437  ID37.岡山モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -438  ID37.岡山モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

N 国交省 

土地分類基本調査 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、岡山県岡山市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -439 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -440

～図 1 -442 に示す。メッシュの材質を表 1 -86 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -443 に示す。 

 

 

表 1 -86  ID37.岡山モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層    

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  Sg   礫・砂・粘土     N2 

  Sl   砕屑物（崖錐）     N2 

  ms・sm   砂質岩・泥岩互層     N2 

  m   泥岩     N2 

  Rv   流紋岩質岩石     N2 

  Gr   花崗岩質岩石     N1 
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 図 1 -1 1 0 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -1 39 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予

測は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えら

れる。 

 

図 1 -439  ID37.岡山モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -440  ID37.岡山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -441  ID37.岡山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -442  ID37.岡山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -443 ID37.岡山モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.38 福山・尾道 

モデル化位置 

本モデルは、広島県尾道市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -444 に示す 

 

 

 

図 1 -444   ID38.福山・尾道モデル位置図（広島県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、福山・松永の両平野部、沼隈半島、田島・横島等の島しょ部の 3 部分に大きく区分す

ることができる。 

人工が集中している福山・松永両平野部は、自然形成された芦田川流域及び本郷川流域の三角州と、近

世以降の大規模埋立地・干拓地とで形成され、特に福山平野は、広島平野に次ぐ県経済の集積地となって

いる。 

沼隈半島は、東部が彦山（1 30m）、熊ヶ峰（1 38m）等高位急傾斜地形となっており、西部は 200m 級

の山による低位傾斜地形となっている。 

半島部、島しょ部共、山地部が直接瀬戸内海に没する地形となっており、平野部はわずかしかないが、

福山市鞆町及び田島・横島の両島間には砂州が発達しており、古くから集落があった。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -87 に示し、各データの平面位置を図 1 -445～

図 1 -447 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示したものを図 1 -448 に示す。 

 

表 1 -87  ID38.福山・尾道モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 福山・魚島、尾道・土生 国交省 2 1  

 

 

図 1 -445  ID38.福山・尾道モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -446  ID38.福山・尾道モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -447  ID38.福山・尾道モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -448  ID38.福山・尾道モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、広島県尾道市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -1 1 9 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -450

～図 1 -452 に示す。メッシュの材質を表 1 -88 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -453 に示す。 

 

表 1 -88  ID38.福山・尾道モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

   H  

第四紀 

更新世-完新世   

   Q3  

更新世 

  

   Q2    

   Q1    

   N3  

新第三紀 

中新世-鮮新世   

   N2  
中新世 

  

   N1    

   Base N1 以下の基盤 -     

  scg  礫・砂・粘土 
- 

沖積世 H 

  cl  砕屑物（崖錐） 洪積世 H 

  gsc  礫・砂・シルト・粘土 新第三紀 

- 

N3 

  smt  砂岩・泥岩・凝灰岩 第三紀 N3 

  md  泥岩 

古生代 

N1 

  sch  輝緑凝灰岩 N1 

  Ch  チャート N1 

  Ry  流紋岩質岩石 

中世代 

N1 

  P  貫入岩 N1 

  Qp  班岩 N1 

  Gr  花崗岩質岩石 N1 
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 図 1 -1 50 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -1 1 9 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予

測は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えら

れる。 

 

図 1 -449  ID38.福山・尾道モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -450  ID38.福山・尾道モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -451  ID38.福山・尾道モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -452  ID38.福山・尾道モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -453 ID38.福山・尾道モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.39 小郡 

モデル化位置 

本モデルは、山口県山口市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -451 に示す 

 

 

 

図 1 -451   ID 39.小郡モデル位置図（山口県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域の山地は、小起伏山地から構成され、標高 300～1 00m 程度のきわめて小規模なもので、

その間に丘陵地や低地が発達し、これらに隔てられて、それぞれ残丘状をなして分散的に分布している。 

丘陵地は主として本モデル地域の西に見られ、大部分厚東川の流域に当たっている。ほぼ高度 100m 前

後を示し、上流に及んでやや高く 150m 前後となるが、きわめて平夷な小起伏面を形成し、いわゆる瀬

戸内面と呼ばれる低位準平原（縁辺準平原）の一部に相当するものである。 

また低地には、椹野川の中流域に埋積の進んだ比較的広い山口盆地があって、これは内陸盆地として県

下最大の広さをもつ。山口湾西岸の佐山から阿知須にかけては、山口県では例の少ない海域段丘の発達

を見、比較的広く洪積台地がひろがっている。そのほか出入の多い沿岸の湾頭には小規模な三角州平野

よりもはるかに広い干拓地が開けていて、きわめて特色のある沿岸線をつくっている。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -89 に示し、各データの平面位置を図 1 -455～

図 1 -457 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -458 に示す。 

 

表 1 -89  ID 39.小郡モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 防府、小郡、宇部東部 国交省 3 3 

 

 

図 1 -455  ID 39.小郡モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -456  ID 39.小郡モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -457  ID 39.小郡モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

図 1 -458  ID 39.小郡モデル引用データダイヤグラム 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、山口県山口市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

N 

国交省 

土地分類基本調査 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -449 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -450

～図 1 -452 に示す。メッシュの材質を表 1 -90 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -453 に示す。 

 

表 1 -90  ID 39.小郡モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  S   砂     Q1 

  gsm   礫・砂・粘土     Q1 

  sgm   礫・砂     Q1 

  cg   礫岩     N3 

  ss   砂岩     N3 

  alt   砂岩・泥岩・礫岩互層     N3 

  ms   泥岩     N3 

  ch   珪岩質岩石     N3 

  la   石灰岩     N3 

  Ry   流紋岩質岩石     N3 

  Au   安山岩質岩石     N3 

  Ag   集塊岩・凝灰角礫岩     N3 

  Qp   斑岩     N3 

  Gr   花崗岩質犯跡     N3 

  Gb   斑紋岩質岩石     N3 

  Sr   蛇紋岩質岩石     N3 

  Bs   黒色片岩     N3 

  Gs   緑色片岩     N3 

  Ss   砂岩片岩     N3 
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図 1 -1 50 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -1 1 9 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -459  ID39.小郡モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -460  ID39.小郡モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -461  ID 39.小郡モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -462  ID 39.小郡モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -463 ID39.小郡モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.40 徳島 

モデル化位置 

本モデルは、徳島県徳島市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -464 に示す 

 

 

 

 

図 1 -464   ID40.徳島モデル位置図（徳島県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、徳島県の東部に位置し吉野川下流に平野が広がっており、徳島県の他の地域と比較し

て平地の占める率が高い地域である。 

本地域も四国島の一般的地質構造に調和した東西方向の地形の概観を呈し、北より阿讃（讃岐）山脈・

吉野川平野・四国山地と続く。陸域の大半を占める河口付近の平地は、海進時の湾入部を吉野川をはじめ

とする各河川が埋積したもので、吉野川以南の山麓線はいずれも溺れ谷の概形をよく保持している。 

鮎喰川並びに勝浦川の下流はデルタファンあるいは扇状地となるが、吉野川本流の本モデル地域は大

半が三角州低地である。JR 高徳線の南北に通じる部分以西には、自然堤防の形態を示す標高 3m 以上の

微高地が発達している。付近の低地との比高は 1～3m である。河道付近の自然堤防状の微高地は、徳島

市城山～吉野川橋～鳴門市立道を結ぶ南北の線付近まで見出せる。 

また本地域は徳島県の中枢管理都市である徳島市を中心に都市化が進み圏域人人口も全体の 50%を占

めるなど行政、産業、文化、教育などの面で集積が大きく中心的な役割を果たしている。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -91 に示し、各データの平面位置を図 1 -465～

図 1 -467 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -468 に示す。 

 

表 1 -91  ID40. 徳島モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 阿波富岡、鳴門海峡、徳島 国交省 3 3 

 

 

図 1 -465  ID40. 徳島モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -466  ID40. 徳島モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -467  ID40. 徳島モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

図 1 -468  ID40. 徳島モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、徳島県徳島市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -469 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -470

～図 1 -472 に示す。メッシュの材質を表 1 -92 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -473 に示す。 

 

 

表 1 -92  ID40. 徳島モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 - -   

  gsm   砂礫および粘土 沖積世 - H 

  ms   泥岩および泥岩勝互層 

中生代 

- N1 

  spf   砂岩・泥岩等量互層 - N1 

  ss   砂岩および砂岩勝互層 - N1 

  tf   酸性凝灰岩 - N1 
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 図 1 -470 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -469 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -469  ID40.徳島モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -470  ID40.徳島モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -471  ID40. 徳島モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -472  ID40. 徳島モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -473 ID40.徳島モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.41 讃岐 

モデル化位置 

本モデルは、香川県北西部、多度津町沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -474 に示す。 

 

 

 

図 1 -474   ID41.讃岐モデル位置図（香川県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域の地形（面）は山地・丘陵地、台地、低地に大別され、これらはその地形発達史から、山

地は高く、低地は瀬戸内海に落ち込むような形で分布しているのが判る。 

溶岩台地をその大部分とする本地域の山地は、メサ・ビュートと言われる日本としては特異な形に属す

る地形を呈している所が多い。これらの山地をとりまくような形で分布する砂礫台地は、東半部におい

て広い面積を占めている。低地は土器川、金倉川、綾川によって形成されたものがその大半の面積を占め

るが、瀬戸内海沿岸部に人為的に造成された埋立地もかなりの面積を占めている。 

山地・丘陵地を構成している岩石は、瀬戸内海周辺地域に普遍的にみられる花崗岩類を基盤としてお

り、その上位に凝灰角礫岩を、更に上位に、あるいはまた直接基盤上位に輝石安山岩をのせる山地が多

く、前者は、メサ・ビュート状地形をなしている場合が多い。この輝石安山岩の一部は讃岐岩と呼ばれ、

石材として経済的価値は非常に高い。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -93 に示し、各データの平面位置を図 1 -475～

図 1 -477 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -478 に示す。 

 

表 1 -93  ID1 1.讃岐モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 丸亀、仁尾・寄島 国交省 1 1  

 

 

図 1 -475  ID41.讃岐モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -476  ID41.讃岐モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -477  ID41.讃岐モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -478  ID41.讃岐モデル引用データダイヤグラム 

 

国交省 

土地分類基本調査 N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、多度津町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領

域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ

（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -479 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -480

～図 1 -482 に示す。メッシュの材質を表 1 -94 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -483 に示す。 

 

表 1 -94   ID41.讃岐モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  c   礫・砂・及び泥（埋立地）     H 

  s   砂がち堆積物     H 

  gs   礫及び砂     H 

  gsm   礫・砂・及び泥（その他の低地）     H 

  f   礫・砂及び泥（扇状地堆積物）     H 

  cl   砕屑物     Q1 

  t   粘土及び砂礫     Q1 

  sm   砂岩及び泥岩     Q1 

  Ah   角閃石安山岩     Q1 

  Ab   古銅輝石安山岩     Q1 

  Tb   凝灰角礫岩     Q1 

  G   花崗岩類     Q1 

  ms   雲母片石・ホルンフェルス     Q1 
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図 1 -480 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -479 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -479  ID41.讃岐モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -480  ID41.讃岐モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -481  ID41.讃岐モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -482 ID41.讃岐モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -483 ID41.讃岐モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.42 松山 

モデル化位置 

本モデルは、愛媛県北部、今治市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -484 に示す。 

 

 

 

図 1 -484  ID 42.松山モデル位置図（愛媛県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、松山市街地の北東方面に広がる高縄山地主要部と、その西縁・北縁に発達する丘陵

地、それに松山平野の一部および北条平野からなっている。 

高縄山地中央の高山部内では特に起伏量が大きく、けわしい峰と稜線よりなる壮年期状の地形を呈し

ているが、それを離れた周縁部では地形が次第に低くなり、高山部と分離孤立するいくつかの周縁部山

地、およびそれらを取りまく花崗岩類の丘陵地（開析火山群）が発達している。 

本地域を流れる河川は、おおむね中央の高山部から四方に発する放射状の水系模様をなすが、地質上、

禿赭地や滑落層の多い花崗岩類・砂岩類の影響をうけて多量の土砂を排出し、その中流および下流の平

野でとかく断片的な河岸段丘と、アクティブな扇状地群を形成することが多い。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -95 に示し、各データの平面位置を図 1 -485～

図 1 -487 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -488 に示す。 

 

表 1 -95  ID 42.松山モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 三津浜、松山北部 国交省 2 3 

 

 

図 1 -485  ID 42.松山モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -486  ID 42.松山モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -487  ID 42.松山モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

 

図 1 -488  ID 42.松山モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、今治市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -489 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -490

～図 1 -492 に示す。メッシュの材質を表 1 -96 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -493 に示す。 

 

表 1 -96  ID 1 2.松山モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  gs   礫・砂・泥 
第四紀 沖積世 

H 

  d   砕屑物 H 

  th   凝灰角礫岩・凝灰岩 新第三紀 中新世-鮮新世 N3 

  ss   礫岩・砂岩・頁岩 白亜紀 - N1 

  PA   輝石安山岩・玄武岩質安山岩 

新第三紀 中新世-鮮新世 

N3 

  HA   角閃石安山岩・雲母安山岩 N3 

  WT   流紋岩質溶結岩 N3 

  QP   石英斑岩 

中生代 - 

N1 

  Gr   黒雲母花崗岩 N1 

  GD   花崗閃緑岩 N1 

  D   閃緑岩 N1 

  Hf   黒雲母ホルンフェルス 

古生代 - 

N1 

  Ls   結晶質石灰岩 N1 

  B   塩基性ホルンフェルス N1 

  s   砂 第四紀 沖積世 Q3 
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 図 1 -490 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -1 89 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予

測は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えら

れる。 

 

図 1 -489  ID42.松山モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -490  ID42.松山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -491  ID 42.松山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -492 ID 42.松山モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -493 ID42.松山モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.43 高知 

モデル化位置 

本モデルは、高知県中部、須崎市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -494 に示す。 

 

 

 

図 1 -494  ID 43.高知モデル位置図（高知県） 

 

 

地域概要 

本モデルは、高知県の中南部に位置し、モデル北東部から南西部にかけての優れたリアス式の地形的条

件を備えた浦ノ内湾、野見湾、須崎湾等海岸一帯は美しい自然に囲まれ、沿岸漁業や栽培漁業のさかんな

地域である。 

陸地にあっては、モデル中央の仁淀川を挟む中規模の平野部には春野町や土佐市が位置し、西南部には

重要港湾須崎港を基盤にして商工業が発展する須崎市が控えている。また、北部には中小河川に囲まれ、

水量豊かな平野部があり、古来文教のさかんな佐川町が位置している。 

土佐市、須崎市および佐川町の主要部分と、春野町および日高村の一部の農地のほとんどが水田であっ

て畑地は少ない。水田の主体は須崎市、土佐市、佐川町および春野町に分布する沖積土壌である。その大

部分が灰色低地土(乾田)であるが、海岸沿いの低地および盆地状地形の低地には一部グライ土壌（湿田）

が存在する。灰色低地土のなかには、下層にボク(黒色火山灰)の存在するものがある。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -97 に示し、各データの平面位置を図 1 -495～

図 1 -499 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -500 に示す。 

 

 

表 1 -97  ID 43.高知モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 土佐湾 産総研 1 7 

土地分類基本調査 高知、須崎 国交省 2 1  

海底地質構造図 高知 海上保安庁 1 6 

 

 

 

図 1 -495  ID 43.高知モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -496  ID 43.高知モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -497  ID 43.高知モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 
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図 1 -498  ID 43.高知モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -499  ID 43.高知モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -500  ID 43.高知モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、須崎市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -501 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -502

～図 1 -504 に示す。メッシュの材質を表 1 -98 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比較

結果を図 1 -505 に示す。 

 

表 1 -98  ID 1 3.高知モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Tw2     土佐湾層群(泥・砂・礫) 
第四紀 

- H 

Tw1     土佐湾層群(泥・砂・礫) - Q2 

S     須崎沖層 - - N3 

Az     足摺沖層(泥岩) - 後期中新世-鮮新世 N3 

Bs     音響基盤 白亜紀 中期中新世 N1 

  gs   礫・砂 

第四紀 

  H 

  sg・gs   砂・礫   H 

  sgm・scg   砂・礫・泥   H 

  gl   低位段丘堆積物(礫・砂)   H 

  gm   中位段丘堆積物(礫・砂)   H 

  e   角礫・砂・泥   H 

  m   泥岩 

中生代

～古生代 

  N1 

  alm   泥岩・砂岩互層   N1 

  als   砂岩・泥岩互層   N1 

  s   砂岩   N1 

  ls   石灰岩   N1 

  ch   チャート   N1 

  Rm   赤色泥岩   N1 

  rg   礫岩   N1 

  sch   輝緑凝灰岩   N1 
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図 1 -502 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -501 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -501  ID43.高知モデル 入力平面図 

 

図 1 -502  ID43.高知モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -503  ID 43.高知モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -504  ID 43.高知モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -505 ID43.高知モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.44 伊予 

モデル化位置 

本モデルは、愛媛県松山市沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -506 に示す。 

 

 

 

図 1 -506 ID1 1 .伊予モデル位置図（愛媛県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、松山市街地の北東方面に広がる高縄山地主要部と、その西縁・北縁に発達する丘陵

地、それに松山平野の一部および北条平野からなっている。 

高縄山地中央の高山部内では特に起伏量が大きく、けわしい峰と稜線よりなる壮年期状の地形を呈し

ているが、それを離れた周縁部では地形が次第に低くなり、高山部と分離孤立するいくつかの周縁部山

地、およびそれらを取りまく花崗岩類の丘陵地（開析火山群）が発達している。 

本地域を流れる河川は、おおむね中央の高山部から四方に発する放射状の水系模様をなすが、地質上、

禿赭地や滑落層の多い花崗岩類・砂岩類の影響をうけて多量の土砂を排出し、その中流および下流の平

野でとかく断片的な河岸段丘と、アクティブな扇状地群を形成することが多い。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -99 に示し、各データの平面位置を図 1 -516～

図 1 -518 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -519 に示す。 

 

表 1 -99  ID44 .伊予モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 三津浜、松山北部 国交省 2 3 

 

 

図 1 -507  ID44 .伊予モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -508  ID44 .伊予モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査)  

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -509  ID44 .伊予モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

図 1 -510  ID44 .伊予モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、愛媛県松山市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

国交省 

土地分類基本調査 
N 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -511 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -512

～図 1 -511 に示す。メッシュの材質を表 1 -100 に示す。 

表 1 -100  ID1 1 ．伊予モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 

地質年

代 産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 - -   

  ｒ   礫・砂・泥（埋立地） 

第四紀 沖積世 

H 

  s   主として砂 H 

  L1   主として砂 H 

  ｌ1   主として砂礫 H 

  ｌ2   主として砂礫 H 

  ｌ3   主として砂礫 H 

  gs   礫・砂・泥 H 

  d   砕屑物 

第四紀 洪積世 

Q3 

  ｄ2   礫・砂・泥 Q3 

  ｇ   礫岩・砂岩・泥岩 Q2 

  th   凝灰角礫岩・凝灰岩 

新第三紀 中新世-鮮新世 

N3 

  PA   輝石安山岩 N3 

  HA   角閃石安山岩 N3 

  WT   流紋岩溶結岩 N3 

  ss   礫岩・砂岩・頁岩 白亜紀 - N1 

  QP   石英斑岩・花崗斑岩 

中生代 

- N1 

  Gr   花崗岩（黒雲母花崗岩） - N1 

  GD   花崗閃緑岩 - N1 

  GD2   花崗閃緑岩 - N1 

  D   閃緑岩 - N1 

  Hf   泥質～砂岩 

古生代 

- N1 

  Ls   結晶質岩灰岩 - N1 

  B   塩基性ホルンフェルス - N1 
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図 1 -512 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -511 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -511  ID44 .伊予モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -512  ID44 .伊予モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（国交省） 

N 
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図 1 -513 ID44 .伊予モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -514  ID44 .伊予モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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ID.45 行橋 

モデル化位置 

本モデルは、福岡県北東部、行橋市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -515 に示す。 

 

 

 

図 1 -515 ID 45.行橋モデル位置図（福岡県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域には、筑紫山地の一部を構成する福智山地（主峰福智山 900m）とその東部に周防灘との

間に広がる行橋盆地および福智山塊西側の遠賀川低地がある。福智山地は更に数個の山塊に断層谷によ

って分離しているが、福智山頂付近には西南日本内帯山地に共通する隆起準平原が残存している。福智

山地の東端と紫川断層線が南北に走り、その東の平尾台は、わが国では代表的なカルスト地形として知

られている。 

台地の北端（塔ヶ峰 61 0m)と南部(竜ヶ鼻 680m)は高く、中央部の平尾部落付近は海抜 1 00m 程度で

あるが、台地上は全体的に波状の隆起準平原面をなしており、カレンフェルト(Karrenfele)やドリーネ

(Doline)がよく発達している。農業集落の平尾は、断層線とウバーレ(Uvale)が重複して台上に大きな低

地を形成したものとされている。台地の東側、行橋盆地に面した側には、千仏、青竜窟などの鍾乳洞があ

る。台地上は潅木をまじえた草原をなしているが、平尾より北部ではカレンフェルトがよく発達し南部

では残積土のテラロッサ(Terra-rossa)がよく被覆している。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -101 に示し、各データの平面位置を図 1 -516

～図 1 -518 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -519 に示す。 

 

表 1 -101  ID 45.行橋モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 行橋・蓑島 国交省 1 2 

 

 

図 1 -516  ID 45.行橋モデル引用データ位置 

 

 

図 1 -517  ID 45.行橋モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -518  ID 45.行橋モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

図 1 -519  ID 45.行橋モデル引用データダイヤグラム 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、行橋市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -520 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -521

～図 1 -523 に示す。メッシュの材質を表 1 -102 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比

較結果を図 1 -524 に示す。 

 

表 1 -102  ID 1 5.行橋モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  sg   砂丘・砂・礫 

新生界 

- 

Q1 

  sgc   砂・礫・粘土 Q1 

  gs   礫・砂 Q1 

  sgl   砂・礫粘土・ローム Q1 

  ssg   砂岩・頁岩・礫岩 Q1 

  ag   酸性凝灰岩 

中生界 

N1 

  vg   火山質礫岩 N1 

  lsg   石灰岩礫岩 N1 

  K   硅岩 

古生界 

N1 

  ls   石灰岩 N1 

  cg   粘板岩 N1 

  v1   灰石 
新生界 

Q1 

  PA   玄武岩 Q1 

  v2   玢岩類 

中生界 

N1 

  Q   石英斑岩 N1 

  G   花崗岩類 N1 

  G2   変班レイ岩 N1 

  Gs   緑色準片岩 
古生界 

N1 

  Bs   黒色準片岩 N1 
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図 1 -521 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -520 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -520  ID45.行橋モデル 入力平面図 

 

 

 

 

図 1 -521  ID45.行橋モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（国交省） 

N 
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図 1 -522  ID 45.行橋モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -523 ID 45.行橋モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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N3
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N1

Base
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N 
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図 1 -524  ID45.行橋モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 

統計モデル 統計モデル 

N 

N 

N 

N 
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ID.46 直方 

モデル化位置 

本モデルは、福岡県北部、岡垣町沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -525 に示す。 

 

 

 

図 1 -525 ID 46.直方モデル位置図（福岡県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、福岡県北部にあたり、縄文時代前期には未だ内海であったといわれる極めて低湿な遠

賀川低地（直方平野）を中央に、東部は第三紀層丘陵からなり、かつての筑豊炭田の一部と、洞海湾を抱

く若松半島がある。 

西部には北九州都市圏と福岡都市圏の境をなす孔大寺山地が海岸まで迫り、その脈絡は地ノ島や大島

となり、響灘と玄界灘に外界を分けている。海抜 500m 前後にすぎないが、この山地を境に、西側の福岡

地方と、東側の北九州地方の天候に変化を生じていることが多い。孔大寺山地の西麗には台地・段丘が広

がる。 

冬季の強い北西季節風を受けて、遠賀川や釣川河口部一帯の単調な海岸には、海抜約 1 0m、幅 1~2ｋ

m の砂丘が発達しており、山地・丘陵が海に臨むところは磯海岸や、若松半島海岸のように、低平な海

食台地が形成されているところもある。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -103 に示し、各データの平面位置を図 1 -526

～図 1 -530 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -531 に示す。 

 

表 1 -103  ID46.直方モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 響灘 産総研 1 6 

土地分類基本調査 折尾 国交省 1 2 

海底地質構造図 白島 海上保安庁 1 3 

 

 

 

 

図 1 -526  ID 46.直方モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -527  ID 46.直方モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -528  ID 46.直方モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 
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図 1 -529  ID 46.直方モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -530  ID 46.直方モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -531  ID 46.直方モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、岡垣町沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

  

産総研 

海洋･海底地質図 

海上保安庁 

海底地質構造図 

 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -532 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -533

～図 1 -535 に示す。メッシュの材質を表 1 -104 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比

較結果を図 1 -536 に示す。 

 

表 1 -104   ID 1 6.直方モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Q2     Q2 層 第四紀 更新世 Q1 

P     P 層 新第三紀 中新世-鮮新世 N3 

  s   砂(砂丘)     N3 

  sgm   砂・礫・粘土（洪積層）     N3 

  sst   主として砂岩  古第三紀   N3 

  shst   主として頁岩  古第三紀   N3 

  sshalt   砂岩・頁岩互層及び礫岩・凝灰岩  古第三紀   N3 

  gst   火山質礫岩・凝灰質砂岩・頁岩     N3 

  Gr   花崗閃緑岩     N3 
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図 1 -532  ID46.直方モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -533  ID46.直方モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -534   ID 46.直方モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -535 ID 46.直方モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -536 ID46.直方モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.47 福岡 

モデル化位置 

本モデルは、福岡県福岡市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -537 に示す。 

 

 

 

図 1 -537  ID47.福岡モデル位置図（福岡県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、背振山地の東北部から博多湾にかけて拡がる山地・丘陵台地とその間の谷底平野、渦

中海岸線沿いの福岡平野を含む地域である。 

背振山地の井原山付近から北に派生した西山・長垂山地が地域の西部に、背振主峰から来たに派生した

油山山塊とその北側の丘陵・台地群が中央部あらわれて骨格をなし、更に東側の九千部山から北に連な

る権現山地と台地・丘陵、これらの山地とは那珂川をはさんで退治する三郡・犬鳴山地の西側丘陵と台地

群が出現して副次的な骨格を形成している。 

福岡地域の西部は花こう岩を母材とした土壌が主力で一般に土性が粗い。花こう岩を母材とする低山

には果樹園がありマサ土で腐植含量が少ない黄色土となっている。山沿いに分布する洪積台地は土性が

細かく、赤色土～黄色土である。 

福岡市の西区および隣接する前原町怡土地区は水田と一部野菜を主体とした農業経営が多い。土壌が

花こう岩を母材とする粘土含量の少ない土壌で、傾斜度が大きいため、石礫が多い。 

福岡市の北東部は粕屋郡で志免町では石炭鉱害の復旧田がかなり分布する。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -105 に示し、各データの平面位置を図 1 -538

～図 1 -541 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -542 に示す。 

 

表 1 -105  ID47.福岡モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 響灘 産総研 1 6 

土地分類基本調査 福岡、津屋崎・神湊 国交省 1 1  

 

 

 

 

図 1 -538  ID47.福岡モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -539  ID47.福岡モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -540  ID47.福岡モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -541  ID47.福岡モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

図 1 -542  ID47.福岡モデル引用データダイヤグラム 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、福岡市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

産総研 

海洋･海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -543 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -544 

～図 1 -546 に示す。メッシュの材質を表 1 -106 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比

較結果を図 1 -547 に示す。 

 

表 1 -106  ID47.福岡モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H - 

第四紀 

更新世-完新世 - 

    Q3 - 

更新世 

- 

    Q2 - - 

    Q1 - - 

    N3 - 

新第三紀 

中新世-鮮新世 - 

    N2 - 
中新世 

- 

    N1 - - 

    Base N1 以下の基盤 - - - 

    thick - - - - 

Q1     Q1 層 - - - 

Q2     Q2 層 第四紀 更新世 Q2 

P     P 層 
新第三紀 中新世-鮮新世 

N3 

M     八里ヶ瀬層 N3 

B     音響基盤 先第三紀  N1 

  sg   砂・泥・礫（沖積層） 
第四紀 沖積世 

H 

  S1   砂（海浜砂層・砂丘砂層） H 

  se   砂岩・シルト岩 古第三紀 始新世-漸新世 N1 

  GDh   角閃石・黒雲母花崗閃緑岩 中生代 白亜紀 N1 

  GDi   含輝石・角閃石・花崗閃緑岩 中生代 白亜紀 N1 

  am   角閃石・変斑レイ岩 古生代 三都変成岩類 N1 

  S   蛇紋岩 古生代 三都変成岩類 N1 

  bs   黒雲母片岩及泥質黒色片岩 古生代 三都変成岩類 N1 

  ps   砂質片岩 古生代 三都変成岩類 N1 

  gs   緑色片岩 古生代 三都変成岩類 N1 

  GDk   含輝石・角閃石・黒雲母花崗閃緑岩 中生代 白亜紀 N1 

  Gb   黒雲母花崗岩（早良型・佐賀型） 中生代 白亜紀 N1 

  so   主として砂岩 古第三紀 漸新世 N1 
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図 1 -541 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -543 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視
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図 1 -545  ID47.福岡モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -546 ID47.福岡モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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図 1 -547 ID1 7.福岡モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 

統計モデル 統計モデル 

N 

N 

N 

N 
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ID.48 筑紫 

モデル化位置 

本モデルは、佐賀県南部、鹿島市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -548 に示す。 

 

 

 

図 1 -548  ID48.筑紫モデル位置図（佐賀県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、有明海北西部の湾奥部を埋積した広い三角州性低地（佐賀平野白石地区、塩田川低地

下流部など）と、塩田川の本・支流、潮見川などの谷底低地により区分されたいくつかの中～小起伏山地

や丘陵地で構成されている。南は多良岳火山地で占められ、その東縁は有明海に接し、西側は溶岩台地群

で境されている。塩田川川口には広く干潟が発達している。 

本モデル地域は地形上、つぎのような地域に大別される。すなわち北西部の杵島丘陵と北東部の白石、

鹿島地区低地と南西部大野原山地および南部の多良岳火山山地に分類される。 

杵島丘陵は小起伏山地を含み、白岩山の西側山麓には基盤の古第三系が露出している。山地は西側に急

傾斜をし、東側は緩なケスタ状地形をしている。北東部の白石地区低平地は殆んど全部が三角州性低地

で海岸は干拓が盛んに行われている。鹿島地区低平地は塩田川による三角州性低地と多良火山山地から

流下する河川による扇状地が発達し平坦面を形成している。南西部の大野原山地は数種の火山岩類が重

なり頂上は平坦面である。東側は吉田川、西側は岩屋川内川などによって深く浸食され狭谷を作ってい

る。南部の多良火山山地は下半部に凝灰角礫岩、上半部に安山岩質溶岩を主とする成層火山であり放射

状谷が発達し著しく開析されている。  



 

414 

 

引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -107 に示し、各データの平面位置を図 1 -549

～図 1 -551 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -552 に示す。 

 

表 1 -107  ID48.筑紫モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 鹿島 国交省 1 3 

 

 

図 1 -51 9  ID48.筑紫モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -550  ID48.筑紫モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -551  ID48.筑紫モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -552  ID48.筑紫モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、鹿島市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

  

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -553 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -554 

～図 1 -556 に示す。メッシュの材質を表 1 -108 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比

較結果を図 1 -557 に示す。 

 

表 1 -108  ID48.筑紫モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  sg   砂礫   

沖積世 

H 

  m   泥   H 

  g   礫   H 

  ss   砂岩   
古第三紀 

N1 

  slt   砂岩・泥岩互層   N1 

  Lo   ローム及び火山灰   

洪積世 

Q2 

  An   安山岩   Q2 

  ATb   安山岩質凝灰角礫岩   Q2 

  Ab   古銅輝石安山岩   Q2 

  Ba   玄武岩   洪積世-新第三紀 N3 

  Ap   変質安山岩   
新第三紀 

N2 

  Do   粗粒玄武岩   N2 
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図 1 -551 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -553 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -553  ID48.筑紫モデル 入力平面図 

 

図 1 -554   ID48.筑紫モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図 

  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（国交省） 

N 
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図 1 -555  ID48.筑紫モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -556 ID48.筑紫モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

N 

N 
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図 1 -557 ID48.筑紫モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

エキスパートモデル エキスパートモデル 

統計モデル 統計モデル 

N 

N 

N 

N 
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ID.49 中津 

モデル化位置 

本モデルは、大分県北部、宇佐市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -558 に示す。 

 

 

 

図 1 -558  ID49.中津モデル位置図（大分県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、周防灘に面する典型的な地形配置を示す地域である。地域の大部分をしめる低地・台

地は、駅館川、寄藻川、桂川等によって形成されたもので、いわゆる丘陵地は地域南部すなわち日豊本線

の南西側と国東半島西部地域である。山地的性格をもつ地域は東南隅の向野川と桂川にはさまれた地域

のみである。 

また海抜 50m 以下の低地・台地が大半をしめている。低地を含めた平野は、河川によってその地形面

の性質が異なるが、地盤変動作用は、一般に国東半島の南部・東部を沈降させ、本地方を隆起させており、

この影響は駅館川、寄藻川両河川の海域との接合部を含めた低地部における河川断面の位置関係にみら

れる。 

表層地質的特性としては、未固結堆積物が低地・台地の大半をしめて、固結堆積物は、火山性の砕屑物

（溶岩を含む）で、南域・北域の山地・丘陵地に分布する。以上の事情は、低地・台地の地下水環境を優

位にさせ、一方、石材・骨材の生産地として、山地・丘陵地の経済的地位を高めている。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -109 に示し、各データの平面位置を図 1 -559

～図 1 -561 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -562 に示す。 

 

表 1 -109  ID49.中津モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 中津、宇佐 国交省 2 3 

 

 

図 1 -559  ID49.中津モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -560  ID49.中津モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -561  ID49.中津モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -562  ID49.中津モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

  

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、宇佐市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -563 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -564 

～図 1 -566 に示す。メッシュの材質を表 1 -110 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比

較結果を図 1 -567 に示す。 

 

表 1 -110  ID49.中津モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層    

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  s   砂 

新生界 

- 

H 

  gsc   礫・砂・粘土 H 

  sgc   砂・礫・粘土 H 

  cl1   崖錐堆積物 Q3 

  cl2   砕屑物 Q3 

  sg   砂・礫 Q3 

  scl   砂礫・粘土・ローム Q3 

  alt   砂岩・頁岩互層 古生界 N1 

  v1   灰石 

新生界 

Q2 

  Ad   輝石安山岩 Q2 

  v2   玄武岩 Q2 

  v3   輝石安山岩礫（火山砕屑物） Q2 

  Ry   流紋岩 Q2 

  PA   玄武岩 Q2 

  v1    含黒雲母石英安山岩 Q2 

  G   花崗岩 中生界 N1 
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図 1 -563  ID49.中津モデル 入力平面図 

 

 

 

 

図 1 -564   ID49.中津モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図 

  

H
Q3
Q2
Q1
N3
N2
N1

Base

断面図位置（国交省） 

N 
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図 1 -565  ID49.中津モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -566 ID49.中津モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 

H
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Q1
N3
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N1

Base
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図 1 -567 ID49.中津モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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Q3
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Q1
N3
N2
N1

Base

分類 産総研 国交省 地質年代

H
Q3
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N3
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N1

Base
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ID.50 別府 

モデル化位置 

本モデルは、大分県北東部、杵築市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -568 に示す。 

 

 

 

図 1 -568  ID50.別府モデル位置図（大分県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、九州の北東部、瀬戸内海の西部にある円形の半島の基底部を占めている。国東半島中

央部にある両子山より放射状に開析され、北東部は両子火山地で山地、山麓、台地、平地と続き安岐川を

北限に伊予灘に至る。北西部の田原火山地（鋸山）は、桂川、八坂川の間にあり、鋸山を中心に山地を形

成し、南西の一部が丘陵をなし、八坂川上流に接する地域で平坦を形成している。南西部は耶馬渓層が鹿

鳴越火山地を中心に山地を構成している。 

本モデル地域の骨格をなす山地は、いずれも火山山地であって、国東半島の頸部にあたる部分と、速見

火山に続く鹿鳴越火山地である。両者の間は、ほぼ東西方向に走る八坂川の谷が先行性に流れて渓谷を

なし境となっている。 

八坂川と高山川の河口には、規模の小さい杵築低地が形成されているが、その周辺には台地や低位の丘

陵地がひろがり、全体的にはなだらかな地形がかなり広い範囲にわたって発達している。 

海岸は隆起海岸の特色を示す台地や、浜提、砂丘、砂嘴の発達がみられる。また、南部には別府湾に面

して顕著な断層崖、崖錐、海蝕台などの特異な地形がみられる。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -111 に示し、各データの平面位置を図 1 -569～

図 1 -571 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -572 に示す。 

 

表 1 -111  ID50.別府モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 豊後・杵築 国交省 1 2 

 

 

図 1 -569  ID50.別府モデル引用データ位置 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -570  ID50.別府モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -571  ID50.別府モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -572  ID50.別府モデル引用データダイヤグラム 

 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、杵築市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

  

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -573 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -574 

～図 1 -578 に示す。メッシュの材質を表 1 -112 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比

較結果を図 1 -579 に示す。 

 

表 1 -112  ID50.別府モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層    

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

  re   埋め立て土砂 

第四紀 

完新世 

H 

  ms   泥ないし砂 H 

  s   砂 H 

  cl   砕屑物 H 

  sg   砂・礫 H 

  sms   砂岩 

更新世 

Q1 

  cg   礫岩 Q1 

  tsm   凝灰質砂岩 Q1 

  at   阿蘇溶結凝灰岩 Q1 

  Tpa   南輝石安山岩 Q1 

  Hha   紫蘇輝石角閃石安山岩 Q1 

  Bha   黒雲母角閃石安山岩 Q1 

  Ptb   輝石安山岩質凝灰角礫岩 Q1 

  Htb   角閃石安山岩質凝灰角礫岩 Q1 

  Ht   角閃石安山岩質凝灰岩 Q1 

  Pr   プロピライト 新第三紀 中新世 N3 

  Gr   花崗岩 
中生代 

- 

N1 

  Dr   閃緑岩 N1 

  Gn   片麻岩 古生代 N1 
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図 1 -574 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -573 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

また、図 1 -575、図 1 -576 において地質層序が逆転している箇所があった為、Gr、Dr、Gn の地質年

代割り当てを N3 に変更した。結果を図 1 -577、図 1 -578 に示す。 

 

図 1 -573  ID50.別府モデル 入力平面図 

 

図 1 -574   ID50.別府モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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断面図位置（国交省） 
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図 1 -575  ID50.別府モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

図 1 -576 ID50.別府モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -577  ID50.別府モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

図 1 -578 ID50.別府モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -579 ID50.別府モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.51 大分 

モデル化位置 

本モデルは、大分県大分市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -580 に示す。 

 

 

 

図 1 -580  ID51.大分モデル位置図（大分県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域の地形区は、南にあるほぼ東西方向に走る臼杵-八代構造線を境に、いちじるしい対象を

示して 2 つに区分される。すなわち、南部の祖母・傾山地は九州山地の北部にあたり、急峻な山岳地形で

あるのに対し、中・北部は阿蘇火山の火砕流、溶岩流がつくる台地上の地形を大野川が侵食して形成され

た台地、丘陵地である。 

九州山地北部の山地は、奥祖母山地と総称されている。このうち、北西部を祖母・傾山地、南東部を大

崩山地と呼ぶ。大崩山地は秘境であるが、地形的には比較的傾斜がゆるやかであるのに対し、祖母・傾山

地は傾斜が激しく、急崖をめぐらした斜面と、河川の浸食による渓谷が発達している。この山地は秩父古

生層に祖母火山岩・花崗岩が迸入してつくられた複雑な地形となっており、古生層珪岩と花崗岩の迸入

によってホルンフェルスに変質した各種の岩石は、きわめて堅牢で、風化浸食に耐え岩峰、懸崖をつくっ

ている。 

大野川上流地域の谷底平野は阿蘇溶岩の懸崖が各地にあって崩壊危険地は多いが、地盤は比較的安定

していて地すべり指定地、砂防指定地は比較的少ない。谷底平野はかなり安定しているといえよう。  
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -113 に示し、各データの平面位置を図 1 -581

～図 1 -583 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -584 に示す。 

 

表 1 -113  ID51.大分モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 大分・佐賀関 国交省 1 5 

 

 

図 1 -581  ID51.大分モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -582  ID51.大分モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -583  ID51.大分モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -584   ID51.大分モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、大分市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -585 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -586

～図 1 -588 に示す。メッシュの材質を表 1 -114 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比

較結果を図 1 -589 に示す。 
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表 1 -114   ID51.大分モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 - -   

  sg   砂・砂礫 - - H 

  sm   砂・泥 - - H 

  g3   砂礫-3 - - H 

  g2   砂礫-2 - - H 

  m2   泥-2 - - H 

  g1   砂礫-1 - - H 

  tsm   凝灰質砂泥互層 - - Q2 

  gm   含泥砂礫 - - Q2 

  ags   砂礫砂互層 - - Q2 

  gtb   砂礫・凝灰角礫岩 - - Q2 

  smg   凝灰質砂岩・泥岩・礫岩 - - Q2 

  gsｍ   礫岩砂岩泥岩互層 - - Q2 

  gst   礫岩・砂岩・凝灰質泥岩 - - Q2 

  csm   礫岩・砂岩・泥岩 - - Q2 

  ssc   砂質片岩 - - Q2 

  msc   泥質片岩 - - Q2 

  sis   珪質片岩 - - Q2 

  bsc   塩基性片岩 - - Q2 

  wt   溶結凝灰岩 - - Q2 

  ｔｂ   凝灰角礫岩 - - Q2 

  pf2   軽石流-2 - - Q2 

  pf1   軽石流-1 - - Q2 

  ha   角閃石安山岩 - - Q2 

  tpa   両輝石安山岩 - - Q2 

  sp   蛇紋岩 - - Q2 
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 図 1 -586 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -585 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -585  ID51.大分モデル 入力平面図 

 

図 1 -586  ID51.大分モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図 
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図 1 -587  ID51.大分モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -588 ID51.大分モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -589 ID51.大分モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較
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ID.52 八代 

モデル化位置 

本モデルは、熊本県中央部、八代市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -590 に示す。 

 

 

 

図 1 -590  ID52.八代モデル位置図（熊本県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域の大半は、山地より構成されている。この山地の北西縁は、北東方向に直線的にのびる急

崖をもって八代海及び八代平野に接している。この急崖は日奈久断層の地形的な表現であると考えられ

ている。上述のような山地の地形的特徴のため、山地では急斜面が卓越しており、一般斜面がこれについ

でいる。また、山頂緩斜面および山腹・山麓緩斜面は発達が悪く、小規模かつ断片的にみられるのみであ

る。 

地域の中央部には、急流として有名な球磨川が九州山地を深く刻んだ峡谷を北流し、八代海に注いでい

る。 

地域の北西部には、海岸平野と干拓地からなる八代平野が広がっている。また、八代海域にはいくつか

の小規模な小島がみられる。なお、それらのうち比較的大きな大築島および小築島は、石灰岩の採掘によ

る地形の改変によって、ほとんど原地形を残していない。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -115 に示し、各データの平面位置を図 1 -591

～図 1 -593 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -591 に示す。 

 

表 1 -115  ID52.八代モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

土地分類基本調査 八代、日奈久 国交省 2 1  

 

 

図 1 -591  ID52.八代モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -592  ID52.八代モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -593  ID52.八代モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -594   ID52.八代モデル引用データダイヤグラム 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、八代市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -595 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -596

～図 1 -600 に示す。メッシュの材質を表 1 -116、表 1 -117 に示す。また、エキスパートモデルと統計

モデルの比較結果を図 1 -601 に示す。 

 

表 1 -116  ID52.八代モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 1 

記号 地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層    

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 - -   

  py-1    礫岩 - 

洪積世 

Q2 

  py-1   安山岩 - Q2 

  gsmA   礫・砂・泥（低地堆積物）   Q2 

  s   白色砂岩 
新生代 

- Q1 

  rsm   赤褐色砂岩･泥岩 - Q1 
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表 1 -117  ID52.八代モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 2 

記号 地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層    

  mg   泥岩 

中生代 

- N1 

  rsmcg   赤色泥岩・砂岩・礫岩 - N1 

  asm   砂岩泥岩互層･砂岩･泥岩・礫岩 - N1 

  msa-2   泥岩・砂岩・砂岩泥岩互層 - N1 

  sgm-2   砂岩・砂岩泥岩互層 - N1 

  cgs   礫岩・礫質砂岩 - N1 

  ms-2   泥岩・砂岩 - N1 

  cm   石灰質泥岩・砂岩泥岩互層 - N1 

  g-2   花崗岩 - N1 

  ssp   砂岩・砂岩泥岩互層 - N1 

  slp   スランプ堆積物 - N1 

  ps   小礫岩・砂岩から成る層 - N1 

  c-2   礫岩-2 - N1 

  ma-3   主として泥岩・砂岩泥岩互層 - N1 

  sac-1   砂岩・砂岩泥岩互層・礫層 - N1 

  c   チャート 古生代-中生代 - N1 

  msd-1   泥岩・スランプ堆積物 

古生代 

- N1 

  sssm   シャールスタイン･スランプ堆積物 - N1 

  sc   シャールスタイン･チャート - N1 

  ｖ   シャールスタイン - N1 

  g   花崗岩 - N1 

  sp   超苦鉄質岩 - N1 

  mwm   弱変成泥質岩 - N1 

  btm   積状変成岩 - N1 

  c-1   礫岩-1 - N1 

  ls-1   石灰岩 - N1 

  qd   石英閃緑岩～花崗閃緑岩 - N1 

  gn   片麻岩 - N1 

  cs   結晶片岩類 - N1 
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図 1 -596 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -595 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

また、図 1 -597、図 1 -598 において地質層序が逆転している箇所があった為、地質年代を N1 として

いる地質を H に変更した。結果を図 1 -599、図 1 -600 に示す。 

 

図 1 -595  ID52.八代モデル 入力平面図 

 

図 1 -596  ID52.八代モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前 平面図  
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図 1 -597  ID52.八代モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

図 1 -598 ID52.八代モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正前  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2)  
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図 1 -599  ID52.八代モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

図 1 -600 ID52.八代モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル修正後  

3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -601 ID52.八代モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.53 宮崎 

モデル化位置 

本モデルは、宮崎県宮崎市に位置する。モデル位置を図 1 -602 に示す。 

 

 

 

図 1 -602  ID53.宮崎モデル位置図（宮崎県） 

 

 

地域概要 

本モデルの陸域は、西部に広く分布する山地と東部に幅広く分布する低地、台地、さらにその一部に相

当する日向灘に面し大きく海岸沿いに発達する被覆砂丘および砂堆と大淀川、清武川沿いに広く散在す

るシラス台地からなる。本地域は台風豪雨といった気候的特性に関連して、低地と台地の大規模は洪水

被害地域であり、保全の必要性の大きい地域である。 

表層地質的にみて、西部の山地に広がる山地は、半固結-固結堆積物である砂泥互層が卓越し、東側に

単斜する宮崎層群である。宮崎層群は低地下層部にも存在し、本地域の骨格的基盤となっている。東部は

大淀川の低地を中心とする未固結堆積物の砂質堆積物、砂礫質堆積物の広域的な存在である。 

なお宮崎層群は全体として西方から東方に向かって単斜構造を呈して傾斜するものであり、岩相的特

徴によって礫岩と砂岩に富む下部、リズミカルな砂泥互層から成る中部、不規則な砂泥互層から成る上

部に概略層序区分することができる。これらのうち中部のリズミカルな砂泥互層は宮崎層群を最も特徴

づけるもので、青島から油津までの日南海岸に連統的に露出して見事な波蝕台地形を呈しているものに

他ならない。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -118 に示し、各データの平面位置を図 1 -603

～図 1 -607 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -608 に示す。 

 

表 1 -118  ID53.宮崎モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 日向灘海底地質図 産総研 1 6 

海底地質構造図 宮崎、美々津 海上保安庁 2 6 

土地分類基本調査 宮崎 国交省 1 2 

 

 

図 1 -603  ID53.宮崎モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -604   ID53.宮崎モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -605  ID53.宮崎モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 
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図 1 -606  ID53.宮崎モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -607  ID53.宮崎モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 



 

461 

 

 

図 1 -608  ID53.宮崎モデル引用データダイヤグラム 

 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、宮崎県宮崎市に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領域

とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ（地

質年代データ）の材質を適用する。 

 

  

産総研 

海洋･海底地質図 

海上保安庁 

海底地質図 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -609 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -610

～図 1 -612 に示す。メッシュの材質を表 1 -119 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比

較結果を図 1 -613 に示す。 

表 1 -119  ID53.宮崎モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

Bu     豊後層群上部層 
第四紀 

- Q3 

Bl     豊後層群下部層 - Q2 

M     宮崎層群 - 
中新世-鮮新世 

N3 

B     音響基盤 - N3 

  ts   厚い表土     Q1 

  dd   崩壊性二次堆積物     Q1 

  g   礫質堆積物     Q1 

  sg   砂礫質堆積物     Q1 

  s   砂質堆積物     Q1 

  m   泥質堆積物     Q1 

  gb   礫層     Q1 

  P   シラス層     Q1 

  sgb   砂礫質層     Q1 

  mb   泥質層     Q1 

  wp   灰石     Q1 

  ss･ms   砂岩、泥岩     N3 

  al   砂岩･泥岩互層     N3 

  ms   泥岩     N3 

  s･m   砂質泥岩～泥質砂岩     N3 

  ss   砂岩     N3 

  cg   礫岩     N3 

  ss･sl   砂岩・粘板岩･凝灰岩     N3 
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図 1 -610 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -609 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -609  ID53.宮崎モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -610  ID53.宮崎モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -611  ID53.宮崎モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -612 ID53.宮崎モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -613 ID53.宮崎モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較 
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ID.54  笠之原 

モデル化位置 

本モデルは、鹿児島県東部、志布志市沿岸部に位置する。モデル位置を図 1 -614 に示す。 

 

 

 

図 1 -614   ID54 .笠之原モデル位置図（鹿児島県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、西を高隈山地、南を肝属山地、東を日南山地に囲まれた笠之原を中心とする広大なシ

ラス台地の分布が特徴である。 

このシラス台地は、いわゆる「シラス」（軽石凝灰角礫岩）の厚い層を基部としてその上を数層の火山

灰が覆っており、概して温暖な気候に恵まれながら、干ばつや豪雨、さらには台風に悩まされ、それによ

る侵食や肥効成分の流失は地力の保持を困難にしており、地域産業の中心をなす農業が広大な耕地の粗

放な経営に推移せざるを得なかった。 

海岸地形として鹿児島湾岸は、ほとんど北北西に走る直線状海岸であるが仔細に見ると、未凝固火山噴

出物（主としてシラス）の下に存在する溶結凝灰岩の起伏に相応して海岸線が出入を繰り返しているこ

とがわかる。このような海岸を対置海岸という。 

志布志湾岸では肝属川河口から前川の河口まで約 16km にわたって砂丘が発達する。砂丘の幅は約

1km、数列になっており、新旧 1 群に分けることができる。また志布志湾には海岸近くに小島が多く、

これらは固結堆積物―日南層群―から成る丘陵性の島である。 
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -120 に示し、各データの平面位置を図 1 -615

～図 1 -619 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -620 に示す。 

 

表 1 -120  ID54 .笠之原モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 日向灘海底地質図 産総研 1 6 

海底地質構造図 志布志湾 海上保安庁 1 1 

土地分類基本調査 志布志 国交省 1 3 

 

図 1 -615  ID54 .笠之原モデル引用データ位置 

 

解析モデル位置
海洋・海底地質図(産総研) 断面図位置
海底地質構造図(海上保安庁) 断面図位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -616  ID54 .笠之原モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -617  ID54 .笠之原モデル引用データ(海上保安庁 海底地質図) 
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図 1 -618  ID54 .笠之原モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 

 

 

 

図 1 -619  ID54 .笠之原モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 
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図 1 -620  ID54 .笠之原モデル引用データダイヤグラム 
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解析モデル作成方針 

解析モデルは、志布志市沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の領

域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高データ

（地質年代データ）の材質を適用する。 

 

AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -621 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -622

～図 1 -624 に示す。メッシュの材質を表 1 -121 に示す。また、エキスパートモデルと統計モデルの比

較結果を図 1 -625 に示す。 

 

表 1 -121  ID54 .笠之原モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   

新第三紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 - -   

Bu     豊後層群上部層 
第四紀 

- Q3 

Bl     豊後層群下部層 - Q2 

M     宮崎層群 
新第三紀 中新世-鮮新世 

N2 

B     音響基盤 N2 

  clsg   粘土・砂・礫 沖積世 - H 

  sg   砂・礫 - - H 

  s   砂 沖積世 - H 

  altssh   砂岩・頁岩 - 古第三紀 N1 

  L   ローム 洪積世 - Q1 

  Lsi   ロームと二次シラス 洪積世 - Q1 

  si   シラス 洪積世   Q1 

  wt   溶結凝灰岩 - - Q1 
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 図 1 -622 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -621 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測

は要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

図 1 -621  ID54. 笠之原モデル 入力平面図 

 

 

図 1 -622  ID54 .笠之原モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -623  ID54 .笠之原モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1)  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 -624  ID54 .笠之原モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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図 1 -625 ID54 .笠之原モデル 3 次元メッシュ エキスパートモデルと統計モデル比較
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ID.55 対馬 

モデル化位置 

 本モデルは、長崎県対馬沿岸部に位置する。モデル位置図を図 1 -626 に示す。 

 

 

 

図 1 -626 ID55.対馬モデル位置図（長崎県） 

 

 

地域概要 

本モデル地域は、丈夫に上県南部山地の一部分が示され、下部には下県山地の全貌が示されている。上

県山地と下県山地との中間には浅茅湾周辺の丘陵地が介在している。 

上県南部山地は、小起伏量を示しながら、両翼に丘陵地を伴い、その南方は浅茅湾丘陵地に移行してい

る。 

下県山地は、大部分が中起伏量を示し、矢立山・有明山・白岳などの山頂部付近で、局地的に大起伏量

が示される。上県・下県山地共に山腹部は急傾斜をなし、山頂部で緩傾斜面をなしていることが大きな特

色である。 

 浅茅湾周辺の丘陵地は、大半が起伏量 100m 以下の小起伏の丘陵で、海進によって、海岸線は複雑

多岐にわたるリアス海岸を示し、浅茅湾は多島海の景観を示す。  
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引用データ 

コンセプチュアルモデルとして引用したデータを表 1 -122 に示し、各データの平面位置を図 1 -287

～図 1 -290 に示す。また、各データを立体的にダイアグラム表示した図を図 1 -291 に示す。 

 

 

表 1 -122  ID55.対馬モデル引用データ一覧 

引用データ 項目 出典 
データ量 

平面図 断面図 

海洋・海底地質図 対馬−五島海域表層底質図 産総研 1 0 

土地分類基本調査 厳原・仁位、三根・佐須奈 国交省 2 3 

 

 

 

 

図 1 -627  ID55.対馬モデル引用データ位置 

 

 

解析モデル位置
土地分類基本調査(国交省) 断面図位置
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図 1 -628  ID55.対馬モデル引用データ(産総研 海洋･海底地質図) 

 

 

 

図 1 -629  ID55.対馬モデル引用データ(国交省 土地分類基本調査) 
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図 1 -630  ID55.対馬モデル引用データ(産総研 堆積層標高データ 層厚コンター) 

 

 

 

図 1 -631  ID55.対馬モデル引用データダイヤグラム 

 

解析モデル作成方針 

解析モデルは、長崎県対馬沿岸部に 20km 分定めた海岸線から垂直方向に陸側 20km、海側 30km の

領域とした。解析モデルのメッシュに割り当てる材質としては、メッシュ全域において堆積層標高デー

タ（地質年代データ）の材質を適用する。 

国交省 

土地分類基本調査 

N 
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AI 学習・予測 

AI による学習・予測の入力平面図を図 1 -632 に示し、学習・予測結果の 3 次元メッシュ図を図 1 -633

～図 1 -635 に示す。メッシュの材質を表 1 -123 に示す。 

 

表 1 -123  ID55.対馬モデル AI 学習・予測結果 材質一覧表 

記号 
地質 年代 地質年代 

産総研 国交省 堆積層 

    H   

第四紀 

更新世-完新世   

    Q3   

更新世 

  

    Q2     

    Q1     

    N3   
新第三

紀 

中新世-鮮新世   

    N2   
中新世 

  

    N1     

    Base N1 以下の基盤 -     

cs     粗粒砂 - - H 

gr     泥岩 - - Q1 

  a   土石 

第四紀 

完新世 H 

  g   礫（砂利）   H 

  s   砂   H 

  g2   礫・砂・泥   H 

  lg   礫 更新世 Q1 

  sh   泥岩（頁岩） 

第三紀 

中新世-漸新世 N3 

  ms   泥がち砂岩・泥岩互層   N3 

  am   砂がち砂岩・泥岩互層   N3 

  ss   砂岩   N3 

  cg   礫岩   N3 

  tf   層灰岩（火山砕屑物）   N3 

  Hr   ホルンフェルス化した部分   N3 

  Do   粗粒玄武岩 中新世 N2 

  Qp   石英斑岩   N2 

  Pl   斜長斑岩   N2 

  Gr   黒雲母花崗岩   N2 
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図 1 -633 を見ると、地表面の地質分布が図 1 -632 と異なる箇所があるが、これは AI の学習・予測は

要素中心位置でプリミティブの材料 ID を参照する為、層厚の薄い地質は無視されている事が考えられ

る。 

 

 

図 1 -632  ID55.対馬モデル 入力平面図 

 

図 1 -633  ID55.対馬モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 平面図  
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図 1 -634  ID55.対馬モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 1) 

 

 

 

 

 

 

図 1 -635 ID55.対馬モデル AI 学習・予測結果エキスパートモデル 3 次元メッシュ(鳥瞰図 2) 
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２．地質環境概念モデルの作成のためのデータ 

対象とする 55 地域の沿岸部において、国土地理院・海上保安庁・産総研が発行した関連データを取り

まとめた。各データは沿岸部地質環境データセットとして取りまとめることを考慮し PDF 形式に変換す

ると共に、各地域でどの図面を使用しているか、またその全部か一部かを一覧表に整理した。また、各図

面の凡例はのちに引用できるように文字データとして整理した。一覧表を表 2-1 に示す。 

各機関の発行するデータは、基本的に図面として発表されている。この図面に関しては、発行期間が定

めたファイル形式に加え、PDF に変換し、地域ごとのデータセットとして取りまとめ NUMO へのデー

タ移植に備えた。更に、各データの発行元や発行年次、図名など必要な情報を地域ごとに取りまとめてい

る。データセットとデータシートは、リンク機能によりデータシートから元データを閲覧できるように

してデータのトレーサビリティを確保した。データシートについては、地域ごとに収納する他、全地域を

取りまとめた全体シートを作成した。全体シート及び各地域のデータシートでは、エクセルのリンク機

能を利用し、図 2-1 に示すように全体データシートから地域別のデータシートを参照できるようにした。

また地域別データシートからは元データにリンクを設定した。 

また、産総研では、過年度事業で日本列島に関わる地質データの文献整理を実施している。この結果、

日本列島において、電子化できる可能性のある地質・地下水に関わる文献が 80 万件以上あることが判明

している。これらの文献において、本業務で対象となる 55 地域ごとに関与する文献を整理した。ここで、

地域性のある項目を第一要素としてまとめ、その後、地形・地質・調査手法・地下水の流動や滞留時間、

塩分濃度ごとに可能な限り必要な要素を抽出し、まとめた一覧表を表 2-2 に示すとともに、文献整理に

おいて、検索キーワードをまとめた。 

 

 

図 2-1 データシートのリンク機能概念図 

 

全体データシート

地域別データシート 元データ



表 2-1 地域別図面データ一覧 

483 

 

ID モデル 
国土地理院 海上保安庁 産総研 

図面 使用範囲 図面 使用範囲 図面 使用範囲 

1 稚内 北海道Ⅶ（宗谷・留萌支庁） 一部 - - 宗谷岬西方海底地質図 一部 

2 幌延 北海道Ⅶ（宗谷・留萌支庁） 一部 - - 天売島周辺海底地質図 一部 

3 勇払 北海道Ⅰ（石狩・後志・胆振支庁） 一部 - - 日高トラフ海底地質図 一部 

4 頓別 浜頓別 全部 - - 枝幸沖海底地質図 一部 

5 美幌・斜里 北海道Ⅵ(網走支庁) 一部 
斜里 全部 

- - 
網走 全部 

6 釧路 北海道Ⅷ（釧路支庁・根室支庁） 一部 - - 落石岬沖海底地質図 一部 

7 十勝 北海道Ⅱ（日高・十勝支庁） 一部 - - 襟裳岬沖海底地質図 一部 

8 石狩 北海道Ⅰ（石狩・後志・胆振支庁） 一部 - - 石狩湾海底地質図 一部 

9 津軽 
五所川原 一部 

- - 西津軽海盆海底地質図 一部 
金木 全部 

10 下北 
三沢 全部 

- - 下北半島沖海底地質図 一部 
平沼 全部 

11 三本木 
三沢 全部 

- - 八戸沖海底地質図 一部 
八戸 全部 

12 能代 能代 全部 - - 
西津軽海盆海底地質図 一部 

秋田西方海底地質図 一部 

13 秋田 秋田 全部 - - 
西津軽海盆海底地質図 一部 

秋田西方海底地質図 一部 

14 庄内 酒田 全部 - - 粟島周辺海底地質図 一部 

15 石巻 - - - - 金華山沖海底地質図 一部 

16 仙台 
角田 全部 

- - 金華山沖海底地質図 一部 
岩沼 一部 

17 磐城 浪江・磐城富岡 全部 - - 塩屋埼海底地質図 一部 

18 常磐 
川部・小名浜 全部 

- - 塩屋埼海底地質図 一部 
平 全部 
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ID モデル 
国土地理院 海上保安庁 産総研 

図面 使用範囲 図面 使用範囲 図面 使用範囲 

19 越後 中条 全部 - - 粟島周辺海底地質図 一部 

20 高田 柿崎 一部 - - 佐渡島南方海底地質図 一部 

21 富山 富山 全部 - - 能登半島東方海底地質図 一部 

22 金沢 
金沢 全部 

- - 
ゲンタツ瀬海底地質図 一部 

津幡 全部 能登半島西方海底地質図 一部 

23 福井 
三国 全部 

- - ゲンタツ瀬海底地質図 一部  
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ID モデル 
国土地理院 海上保安庁 産総研 

図面 使用範囲 図面 使用範囲 図面 使用範囲 

37 岡山 
西大寺 全部 

- - - - 
和木・播州赤穂 一部 

38 福山・尾道 
福山・魚島 全部 

- - - - 
尾道・土生 一部 

39 小郡 
小郡 一部 

- - - - 
宇部東部 全部 

40 徳島 
鳴門海峡 全部 

- - - - 
徳島 全部 

41 讃岐 
丸亀 全部 

- - - - 
仁尾・寄島 全部 

42 松山 
三津浜 全部 

- - - - 
松山北部 全部 

43 高知 
須崎 全部 

- - 土佐湾海底地質図 一部 
高知 一部 

44 伊予 
三津浜 全部 

- - - - 
松山北部 全部 

45 行橋 行橋・簑島 全部 - - - - 

46 直方 折尾 全部 - - 響灘海底地質図 一部 

47 福岡 
福岡 全部 

- - 響灘海底地質図 一部 
津屋崎・神湊 全部 

48 筑紫 鹿島 全部 - - - - 

49 中津 宇佐 一部 - - - - 

50 別府 豊後杵築 全部 - - - - 

51 大分 大分・佐賀関 全部 - - - - 

52 八代 
八代 全部 

- - - - 
日奈久 全部 
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ID モデル 
国土地理院 海上保安庁 産総研 

図面 使用範囲 図面 使用範囲 図面 使用範囲 

53 宮崎 宮崎 全部 - - 日向灘海底地質図 一部 

54 笠之原 志布志 全部 - - 日向灘海底地質図  

55 対馬 
三根・佐須奈 一部 

- - 対馬−五島海域表層底質図 一部 
厳原・仁位 全部 
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ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

1 
稚

内 
地形 隆起 石山 達也他 2007 

日本海北東縁部・稚内市抜海およびノシャップにおける完新世

海成段丘と地震性隆起(S141-P002)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

      断層 中林 和也他 2013 
北海道北部に分布する稚内層の断層部における微量元素の

存在形態(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球化学会年会講演要旨集（第

60 回） 
日本地球化学会 

        内田 康人他 2013 稚内市抜海沖におけるサロベツ断層帯の活動履歴 活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

      段丘 石山 達也他 2007 
日本海北東縁部・稚内市抜海およびノシャップにおける完新世

海成段丘と地震性隆起(S141-P002)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

    地下水 同位体 柏谷 公希他 2010 
北海道幌延地域の稚内層硬質頁岩に含まれる He の同位体比

とその空間分布（ポスターセッション）（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

2 
幌

延 
地形 地表 

田中 姿郎

他 
2008 

幌延地域_立坑の地表付近における地下水水質と風化作用(P-

7)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        新里 忠史他 2009 
北海道北部、幌延地域における最終氷期後期の古気候と地表

環境(G122-P007)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
酒井 利啓

他 
2015 

幌延地域を対象とした地表踏査および地形データにもとづく地

質分布の推定 
JAEA-Research_2015 Wiley Publishing Asi 

      隆起 
高橋 一晴

他 
2005 

北海道北部幌延町新第三紀珪質岩の地球化学的特徴からみ

た侵食量および隆起時期(G018-P008)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予稿

集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
高橋 一晴

他 
2006 

北海道北部幌延町新第三紀珪質岩の地球化学的特徴からみ

た侵食量および隆起時期（2）(G150-P002)(ポスターセッション)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
松崎 達二

他 
2012 

アナログモデル実験を用いた地質発達モデルによる隆起量の

定量的推定の試み--北海道北部幌延地域の事例--(R14-P-

1)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 119 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      沈降 
新里 忠史

他 
2007 

北海道北部_幌延地域における後期鮮新世以降のテクトニクス

--沈降史解析による検討--(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会構造地質部会 2007 年

度新潟討論会および巡検--日本海沿
日本地質学会構造地質部会 
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ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

岸褶曲・断層帯の形成・成長と地震活

動-- 

2 
幌

延 
地形 侵食 

高橋 一晴

他 
2005 

北海道北部幌延町新第三紀珪質岩の地球化学的特徴からみ

た侵食量および隆起時期(G018-P008)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
高橋 一晴

他 
2006 

北海道北部幌延町新第三紀珪質岩の地球化学的特徴からみ

た侵食量および隆起時期（2）(G150-P002)(ポスターセッション)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

      断層 
安江 健一

他 
2003 

北海道 幌延地域におけるヌカナン断層群の断層露頭とその

意義(演旨) 

日本地質学会第 110 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        浴 信博他 2004 幌延深地層研究計画における大曲断層調査 
物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
安江 健一

他 
2005 

北海道北部_幌延町における大曲?豊富断層の正確な位置の

特定 
活断層研究 活断層研究会 

        
石井 英一

他 
2005 

北海道北部_幌延地域における新第三紀珪質岩中の断層記載

--断層の地質学的特徴と形成史--(P-125)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
石井 英一

他 
2005 

北海道北部_幌延地域における電磁探査を用いた断層帯調査

(G015-P012)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
石井 英一

他 
2006 

北海道北部_幌延地域における大曲断層の三次元分布と水理

特性 
地質学雑誌 日本地質学会 

        大津 直他 2008 
北海道天北地域、幌延断層帯の存否について(ポスターセッシ

ョン)(演旨) 

日本活断層学会秋季学術大会講演

予稿集 
日本活断層学会 

        

北 海 道 立

地 質 研 究 所

(2008) 

2008 幌延断層帯の活動性および活動履歴調査 活断層の追加・補完調査成果報告書 北海道立地質研究所 
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ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
常磐 哲也

他 
2008 

北海道北部幌延地域におけるボーリングコアの小断層解析(P-

113)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
常盤 哲也

他 
2008 

幌延深地層研究計画における地質環境の長期安定性研究--

「断層活動」を対象とした調査の体系化の取り組み-- (G121-

P006)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

2 
幌

延 
地形 断層  

常磐 哲也

他 
2009 

GPS 観測と小断層解析を用いた応力変遷--北海道北部幌延

地域の例--（P-95)(ポスターセッション） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
鈴木 孝太

他 
2010 

北海道幌延地域における断層帯の主要および微量元素の分

布と挙動（ポスターセッション）（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        野原 壮他 2010 
褶曲に関連した珪質堆積岩の密度と透水性の特徴--幌延地

域大曲断層の検討事例--（P2-59)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2010 
日本地震学会 

        早野 明他 2014 
幌延深地層研究計画の 350m 調査坑道における断層と水みち

の産状(HCG36-P04)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

      段丘 
安江 健一

他 
2004 

北海道北部 _幌延町北進地域の段丘堆積物の特徴 (Q042-

P004)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

      火山 
安江 健一

他 
2004 

北海道_幌延地域西部における鮮新世広域火山灰層の年代と

ネオテクトニクス(G015-004)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
酒井 利彰

他 
2010 北海道北部幌延町で見いだされた泥火山 地質ニュース 実業公報社 

        
中田 英二

他 
2013 

14C による北海道上幌延町松尾沢泥火山の噴出年代測定

(R12-O-4)(演旨) 

日本地質学会第 120 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
小松原 大

他 
2013 

北海道上幌延泥火山周辺の地質・地質構造と噴出物の起源

(ポスターセッション)(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2013 
日本応用地質学会 

      褶曲 野原 壮他 2010 
褶曲に関連した珪質堆積岩の密度と透水性の特徴--幌延地

域大曲断層の検討事例--（P2-59)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2010 
日本地震学会 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

490 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

      
海水準

変動 
今井 久他 2007 

気候・海水準変動が地下水流動に与える影響に関する解析的

検討--北海道幌延地域を例として-- 
ハザマ研究年報 間組技術研究所 

    地質 表層 
舟木 泰智

他 
2006 

周氷河作用を被った地域における表層部の水理地質構造--

北海道北部_幌延地域における例--(P-193)(ポスター セッショ

ン)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
前川 恵輔

他 
2009 

幌延深地層研究計画における表層水理調査--積雪寒冷地域

における涵養量の測定手法について--(H127-P004)(ポスターセ

ッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

2 
幌

延 
 地質 岩盤 

石井 英一

他 
2004 

幌延深地層研究計画--新第三紀堆積岩における岩盤の水理

地質学的特性調査--(G018-P006)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
舟木 泰智

他 
2005 

北海道幌延町に分布する珪質岩の続成作用と岩盤物性に関

する研究(G016-P005)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
石井 英一

他 
2008 

北海道北部_幌延地域の珪質泥岩中における割れ目の発達メ

カニズムと岩盤透水係数の深度依存性との関係(O-14)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
真田 祐幸

他 
2009 

幌延地域に分布する珪質岩に対する幾つかの岩盤応力測定

法の適用性と推定された応力状態 
Journal of MMIJ（旧・資源と素材） 資源・素材学会 

        
常盤 哲也

(2014) 
2014 

掘削工法の違いが岩盤に与える影響--幌延深地層研究センタ

ーの例--（演旨） 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      露頭 
安江 健一

他 
2003 

北海道 幌延地域におけるヌカナン断層群の断層露頭とその

意義(演旨) 

日本地質学会第 110 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    
調査手

法 

評価技

術 

山中 義彰

他 
2008 幌延沿岸域を対象とした地質環境の調査・評価技術の整備 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
中田 弘太

郎他 
2010 

地下水年代測定評価技術の開発（その 10）--北海道幌延地域

における 4He・36Cl 法適用の試み-- 
電力中央研究所報告 電力中央研究所 

      
深層ボ

ーリング 

吉野 浩光

他 
2015 

幌延深地層研究計画における深層ボーリング孔を利用した長

期水圧観測 
JAEA-Data/Code_2015 深田地質研究所 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

491 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

      
物理探

査 
浴 信博他 2002 幌延深地層研究計画における堆積岩を対象とした物理探査 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        浴 信博他 2003 幌延深地層研究計画における堆積岩を対象とした物理探査(2) 
物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
内田 利弘

他 
2008 幌延沿岸域における物理探査プロジェクトの概要 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

    地下水 流動 
繰上 広志

他 
2005 

幌延の堆積岩中の地下水流動特性に関する解析的検討

（H071-016）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM） 
日本海洋学会他 

        今井 久他 2007 
気候・海水準変動が地下水流動に与える影響に関する解析的

検討--北海道幌延地域を例として-- 
ハザマ研究年報 間組技術研究所 

        山本 肇他 2008 
幌延深地層研究計画?内陸部における塩淡境界形状に着目し

た地下水流動モデルのキャリブレーション(O218-016)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

2 
幌

延 
地下水 流動 

甲斐 邦男

他 
2008 

北海道天北地方幌延地域の新第三系珪藻質泥岩中の続成鉱

物の分布--地下水流動の推定-- 
日本地熱学会誌 日本地熱学会 

        
下茂 道人

他 
2008 

幌延深地層研究計画--孔内検層および水理試験データに基

づく地下水流動モデルの構築--(O218-P009)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

        
新里 忠史

(2008) 
2008 

天然現象に対する深部地質環境の応答--北海道北部_幌延地

域を事例とした地下水の流動状態の長期的変遷--(O-18)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
操上 広志

他 
2009 

幌延深地層研究計画の地上からの調査研究段階における地

下水流動に関する調査研究 
土木学会論文集 C（DVD-ROM） 土木学会 

        
伊藤 成輝

他 
2010 

幌延沿岸域における地下水流動・塩淡境界解析の初期モデル

構築 
地下水学会誌 日本地下水学会 

        

日 本 原 子

力 研 究 開 発

機構(2011) 

2011 
積雪寒冷地での地下浅部の水の動きを探る--幌延地域におけ

る地下水位と地質構造に基づく浅部地下水流動の研究-- 
未来を拓く原子力 日本原子力研究開発機構 
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酒井 隆太

郎他 
2011 

堆積岩地域における地下水流動の検証データの整備方法に

関する検討--幌延浜里地域の例--(SCG068-09)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        関 陽児他 2012 
地下水流動概念モデルと解析モデルとの比較--幌延地域を例

として--(ポスターセッション)(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
須甲 武志

他 
2014 

幌延深地層研究施設周辺の地質環境情報に基づく地下水流

動評価手法の検証に関する研究 
  原子力安全基盤機構 

      
滞留時

間 

村上 裕晃

他 
2011 

北海道幌延町における 14C を用いた堆積岩中の地下水の滞

留時間推定の試み(SCG068-08)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

      
地下水

年代 

中田 弘太

郎他 
2010 

地下水年代測定評価技術の開発（その 10）--北海道幌延地域

における 4He・36Cl 法適用の試み-- 
電力中央研究所報告 電力中央研究所 

        
久田 公一

他 
2011 

北海道幌延地域、SAB-2 孔における塩素同位体を用いた地下

水年代の推定に関する調査(SCG068-07)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

2 
幌

延 
地下水 水みち 

舟木 泰智

他 
2006 

幌延地域に分布する堆積岩中の水みちとなり得る地質構造

(G150-P010)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        早野 明他 2014 
幌延深地層研究計画の 350m 調査坑道における断層と水みち

の産状(HCG36-P04)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

      同位体 
甲斐 邦男

他 
2009 

北海道幌延地域の新第三系珪藻質泥岩中の地下水の酸素・

水素同位体比と塩化物イオン濃度 
石油技術協会誌 石油技術協会 

        
柏谷 公希

他 
2010 

北海道幌延地域の稚内層硬質頁岩に含まれる He の同位体比

とその空間分布（ポスターセッション）（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
久田 公一

他 
2011 

北海道幌延地域、SAB-2 孔における塩素同位体を用いた地下

水年代の推定に関する調査(SCG068-07)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
舟木 泰智

他 
2012 

北海道北部、幌延地域に分布する新第三紀堆積岩中の炭化

水素ガスの分子組成と炭素同位体組成 
地学雑誌 東京地学協会 

    
塩分濃

度 
水質 

富山 真吾

他 
2005 

多変量解析及び地球化学計算を用いた地下水水質形成機構

の検討--北海道幌延地域--（H020-022）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 
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日 本 原 子

力 研 究 開 発

機構(2007) 

2007 
地下水の水質分布を把握するための調査とモデル化--幌延深

地層研究計画における地下水の地球化学調査-- 
未来を拓く原子力 日本原子力研究開発機構 

        
富山 真吾

他 
2008 

地球化学計算による北海道幌延地域の地下水水質形成機構

の検討(ポスターセッション)(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
田中 姿郎

他 
2008 

幌延地域_立坑の地表付近における地下水水質と風化作用(P-

7)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
鹿園 直建

他 
2010 

北海道幌延地域の水?堆積岩反応実験による水質変化_とくに

pH 変化要因の解明 
応用地質 日本応用地質学会 

        笹本 広他 2015 
幌延深地層研究計画で得られた地下水の水質データ (2011

～2013 年度) 
JAEA-Data/Code_2014 日本原子力研究開発機構 

      pH 
鹿園 直建

他 
2010 

北海道幌延地域の水?堆積岩反応実験による水質変化_とくに

pH 変化要因の解明 
応用地質 日本応用地質学会 

2 
幌

延 

塩分濃

度  
海水 今井 久他 2007 

気候・海水準変動が地下水流動に与える影響に関する解析的

検討--北海道幌延地域を例として-- 
ハザマ研究年報 間組技術研究所 

      Cl 
中田 弘太

郎他 
2010 

地下水年代測定評価技術の開発（その 10）--北海道幌延地域

における 4He・36Cl 法適用の試み-- 
電力中央研究所報告 電力中央研究所 

    その他 
放射性

廃棄物 
八木 健三 1986 幌延地域の地学環境と高レベル放射性廃棄物の地層処分 

放射性廃棄物の地層処分に関する

総合的基礎研究_ 文部省科学研究費

補助金総合研究(A)(昭和 58・59・60 年

度)(課題番号 58390005) 

竹内 寿久祢(東京大学工学部) 

      
地層処

分 

吉村 公孝

他 
2006 

地層処分における電磁法解析技術の開発(その 6)--北海道幌

延町における AMT 法 3 次元調査-- 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
吉村 公孝

他 
2007 

地層処分における電磁解析技術の開発(その 9)--北海道幌延

町における 3 次元調査-- 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 
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3 
勇

払 
地形 断層 

佐藤 比呂

志他 
1998 苫小牧東部勇払に伏在する活断層の反射法地震探査(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
玉川 哲也

他 
2010 

勇払油・ガス田における断層面自動抽出処理と AE データによ

る断裂帯評価 
石油技術協会誌 石油技術協会 

    地質 火山岩 岡村 聡他 2008 
北海道中央部_勇払油ガス田を胚胎する滝の上期火山岩類の

岩石化学的特徴と背弧海盆テクトニクス(O-181)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
米島 真由

子他 
2009 

中央北海道、勇払油ガス田地域の第三系火山岩の産状--火

口近傍で生じる溶結・破砕作用--(ポスターセッション)(演旨) 
日本火山学会講演予稿集_2009 日本火山学会 

        岡村 聡他 2010 

北海道中央部に分布する滝の上期火山岩類の放射年代と岩

石学的特徴--勇払油ガス田の浅層貯留層を構成する火山岩の

岩石化学的検討-- 

地質学雑誌 日本地質学会 

        岡村 聡他 2010 
中央北海道 _勇払油ガス田地域の 中新世火山岩の 産状

(SVC062-08)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

    
調査手

法 

音波探

査 
片山 肇他 2013 

北海道勇払沖陸棚上に発達する「崖」の地形_堆積物_音波探

査記録の特徴(R8-P-1)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 120 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

3 
勇

払 

調査手

法 

音波探

査 

佐藤 智之

(2013) 
2013 勇払平野沿岸域における反射法音波探査結果概要 

地質調査総合センター速報！平成

24 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

    地下水 同位体 
八木 正彦

他 
2004 

北海道苫小牧市勇払地域地下における白亜紀花崗岩類の Sr

同位体組成の特徴（演旨） 

日本鉱物学会_日本岩石鉱物鉱床学

会学術講演会講演要旨集 
日本鉱物学会他 

        
八木 正彦

他 
2005 勇払坑井における白亜紀花崗岩類の Sr 同位体比(演旨) 石油技術協会誌 石油技術協会 

        加藤 進他 2015 
北海道勇払油・ガス田周辺における滝の上層のストロンチウム

同位体年代 
瑞浪市化石博物館研究報告 瑞浪市化石博物館 

4 
頓

別 
地形 侵食 安藤 寿男 2000 

北海道北部中頓別地域函淵層群の K/T 境界を侵食する不整

合の意義(演旨) 

日本地質学会第 107 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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      段丘 
近藤 玲介

他 
2014 

北海道北部_頓別平野周辺における海成／河成段丘の pIRIR

年代と MIS 9 海成層の花粉記録(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

5 

美

幌斜

里 

地下水 温泉 川森 博史 1993 美幌町温泉井の掘削について 試錐研究会講演資料集 試錐研究会 

    地形 沈降 
高 橋  清

(1967) 
1967 九州北東部における遠賀沈降と斜里層について（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

      段丘 
佐藤 博之

(1967) 
1967 北海道斜里地域における洪積世後期の火山灰と段丘（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
佐藤 博之

(1968) 
1968 東北海道斜里地域における洪積世後期の火山灰と段丘 地質調査所月報 地質調査所 

      火山 隅田 まり 1987 
屈斜路火山のテフラ層序と火山活動史(斜里～小清水地域)(演

旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
和田 恵治

他 
1988 斜里火山の記載岩石学：結晶作用とマグマ混合 

北海道教育大学紀要_第二部_B．生

物学・地学・農学編 
北海道教育大学 

        曽根 敏雄 1989 斜里地方における最終氷期後期の火山灰層の 14C 年代 知床博物館研究報告 斜里町立知床博物館 

        
隅 田  ま り

他 
1989 北海道東部_斜里－根釧地域の後期更新世火山灰層序(演旨) 

日本地質学会第 96 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

5 

美

幌斜

里 

 地形 火山  
安田 朋樹

他 
1989 斜里火山の形成史と岩石 知床博物館研究報告 斜里町立知床博物館 

        船山 淳 1991 
東北海道、斜里火山の形成史と岩石学的発達史について(演

旨) 
岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        細野 衛他 1995 
植物珪酸体分析からみた阿蘇 4 火山灰直下の埋没土壌の植

生履歴－－北海道斜里平野を事例にして－－ 
第四紀 関東第四紀総合研究会 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
長谷川 健

他 
2009 

北海道東部_根釧原野および斜里平野における約 3 万 5 千～

1 万 2 千年前のテフラ層序と後屈斜路カルデラ火山の噴火史 
地質学雑誌 日本地質学会 

6 
釧

路 
地形 隆起 辻野 匠他 2003 

北海道南東部釧路沖隆起帯と十勝沖沈降帯の新第三系音響

層序と地質構造(演旨) 

日本地質学会第 110 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        辻野 匠他 2008 
北海道南東沖の釧路海底谷と外縁隆起帯(P-80)(ポスターセッ

ション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      沈降 辻野 匠他 2003 
北海道南東部釧路沖隆起帯と十勝沖沈降帯の新第三系音響

層序と地質構造(演旨) 

日本地質学会第 110 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      侵食 
稲垣 秀輝

他 
2003 北海道釧路地方の洪積台地周縁斜面の侵食速度と崩壊特性 地すべり 日本地すべり学会 

      断層 
佐 藤  進

(1964) 
1964 

釧路炭田東部の造構造運動（第 1 報）--水平移動断層につい

て--（演旨） 
日本鉱業会誌 日本鉱業会 

        泉谷 恭男 1993 
強震動継続時間から推定される 1993 年釧路沖地震の断層破

壊伝播(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
田中 明子

他 
1993 

海溝軸の後退運動(2)－－プレート絶対運動から見た 1993 年

釧路沖地震_マリアナ地震の水平断層破壊(？)－－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        橋本 学他 1994 
測地データから求めた1993 年釧路沖地震の断層モデルとその

テクトニックな意義(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

      段丘 阪口 豊他 1958 釧路泥炭地の構造と埋積段丘 資源科学研究所彙報 資源科学研究所 

      火山 
佐々木 龍

男(編)(1979) 
1979 

北海道の火山灰と土壌断面集(1)根室・釧路編--摩周・カムイヌ

プリ・雌阿寒岳・雄阿寒岳・アトサヌプリ-- 
  北海道火山灰命名委員会 

        奥村 晃史 1996 
釧路湿原北方地域における前期更新世の阿寒・屈斜路火山噴

出物－－クチョロ火山灰層－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

6 
釧

路 
地質 表層 

香村 一夫

他 
1995 釧路市街地域の表層地質の形成とその常時微動特性(演旨) 

日本地質学会第 102 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
佐々木 亮

他 
2003 

北海道釧路沖における表層堆積物中の浮遊性有孔虫群集（予

察） 

地質調査総合センター速報！千島

弧-東北日本弧会合部の海洋地質学的

研究--十勝沖海域--（平成 14 年度研

究概要報告書） 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
野 津  厚

(2003) 
2003 

表層地盤の非線形挙動を考慮した 1993 年釧路沖地震の強震

動シミュレーション(演旨) 
地震工学研究発表会梗概集 土木学会地震工学委員会 

        
大村 亜希

子(2004) 
2004 北海道釧路沖表層堆積物の不溶性有機物組成 

地質調査総合センター速報！千島

弧?東北日本弧会合部の海洋地質学的

研究??釧路沖・日高沖海域??(平成 15

年度研究概要報告書) 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        野田 篤他 2004 釧路沖と襟裳岬沖の表層堆積物の特徴 

地質調査総合センター速報！千島

弧?東北日本弧会合部の海洋地質学的

研究??釧路沖・日高沖海域??(平成 15

年度研究概要報告書) 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
山崎 俊嗣

他 
2007 釧路沖海底表層堆積物の環境岩石磁気 

地質調査総合センター速報！千島

弧?東北日本弧会合部の海洋地質学的

研究??日高沖海域??研究概要報告書

(平成 18 年度) 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        野田 篤他 2011 釧路沖表層地質図および説明書 1:200_000 海洋地質図 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

      露頭 松井 愈 1996 釧路市材木町の露頭 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

    
調査手

法 

物理探

査 

田中 章介

他 
1960 北海道釧路市周辺地域物理探査 地質調査所月報 地質調査所 

        

新エネルギ

ー 総 合 開 発

機構 

1986 釧路沖地域物理探査(浅海部調査)報告書 
石炭資源開発基礎調査(昭和 60 年

度) 
新エネルギー総合開発機構 
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6 
釧

路 

調査手

法 

物理探

査 

新エネルギ

ー 総 合 開 発

機構 

1986 釧路沖地域物理探査(再解析)報告書 
石炭資源開発基礎調査(昭和 60 年

度) 
新エネルギー総合開発機構 

      
音波探

査 
辻野 匠他 2004 釧路沖・日高沖海域の音波探査 

地質調査総合センター速報！千島

弧?東北日本弧会合部の海洋地質学的

研究??釧路沖・日高沖海域??(平成 15

年度研究概要報告書) 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

    地下水 湧水 
高清水 康

博他 
2004 釧路湿原の湧水と周辺地域の地質について(1) 環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        
高清水 康

博他 
2007 釧路湿原の湧水と帯水層の特徴(O-264)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        丸谷 薫他 2009 釧路湿原の周縁から湧出する湧水と湿原周辺の地下水の水質 環境地質学シンポジウム論文集 地質汚染?医療地質?社会地質学会 

        
山口 甫健

他 
2011 

酸素･水素安定同位体比を用いた北海道釧路湿原の湧水起源

の推定(AHW023-17)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

    
塩分濃

度 
水質 橘 治国他 2002 釧路湿原温根内地区の地下水質と土壌 

北海道の湿原--財団法人 前田一

歩園財団創立 20 周年記念論文集 
北海道大学図書刊行会他 

        丸谷 薫他 2009 釧路湿原の周縁から湧出する湧水と湿原周辺の地下水の水質 環境地質学シンポジウム論文集 地質汚染?医療地質?社会地質学会 

      海水 
湊  正 雄

(1967) 
1967 第四紀末葉の海水面変動と釧路平原下の軟弱地盤地質系統 

北海道における特異地盤に対する地

震緊急対策に関する研究--第 2 編 昭

和 41 年度研究報告書-- 

北海道地震災害研究グループ 

7 
十

勝 
地形 地表 筒浦 明 1952 

十勝沖地震によって変動した石油ガス性の”泥火山”日高新山

の研究--地震による地表附近の変化-- 
石油技術協会誌 石油技術協会 

        
根岸 正充

他 
1982 

地表γ線探査法による断層_破砕帯の調査--十勝平野の活断

層を事例として-- 
北海道開発局土木試験所月報 北海道開発局土木試験所 

        
国 土 地 理

院 
1986 十勝岳の熱映像撮影による地表面温度分布 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 
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数 
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国 土 地 理

院 
1989 

十勝岳における火山基本図(基図版)の作成と地表面温度の観

測 
火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

7 
十

勝 
地形 地表 原口 強他 2004 

2003 年十勝沖地震で被災した道路低盛土の高分解能地表変

形計測(Y057-P009)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

      隆起 
幡谷 竜太

他 
2002 

十勝?網走付近の内陸部隆起量分布と地殻変動特性境界

(Q037-P005)（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        辻野 匠他 2003 
北海道南東部釧路沖隆起帯と十勝沖沈降帯の新第三系音響

層序と地質構造(演旨) 

日本地質学会第 110 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      侵食 
池尻 公祐

他 
2002 

小規模な氾濫に伴う河岸の侵食および堆積とその意義--十勝

平野当縁川の事例--（演旨） 
地形 日本地形学連合 

      断層 
笠 原  稔

(1975) 
1975 1952 年十勝沖地震の断層モデル（演旨） 地震学会講演予稿集 1975 地震学会 

        
東郷 正美

他 
1979 十勝平野東縁の活断層について（演旨） 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
東郷 正美

他 
1982 十勝平野東縁の活断層について（第 2 報）（演旨） 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
根岸 正充

他 
1982 

地表γ線探査法による断層_破砕帯の調査--十勝平野の活断

層を事例として-- 
北海道開発局土木試験所月報 北海道開発局土木試験所 

        佐竹 健治 1988 
津波波形からもとめた 1968 年十勝沖地震の断層面上の不均

質性(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        
東郷 正美

他 
1994 十勝活断層系および活動特性について 法政大学自然地理学報告 法政大学地学研究室 

        越後 智雄 1999 
十勝平野に分布する活断層のセグメンテ-ションについて(演

旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
越後 智雄

他 
2000 

十勝平野活断層系の浅層反射法地震探査(Sl-P005)(ポスター

セッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM) 
日本海洋学会他 
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越後 智雄

他 
2001 

十勝断層帯・旭断層における詳細デジタル地形図の作成と活

動履歴について 
活断層研究 活断層研究会 

        
越後 智雄

他 
2001 反射法地震探査による十勝活断層中部の浅層構造 東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        広瀬 亘他 2002 
十勝平野断層帯中部の活構造(J029-P002)（ポスターセッショ

ン）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
北 海 道

(2003) 
2003 十勝平野断層帯に関する調査 

活断層調査成果および堆積平野地

下構造調査成果報告会予稿集_2003 
文部科学省 

7 
十

勝 
地形 断層  

北 海 道

(2003) 
2003 

十勝平野断層帯_富良野断層帯_及び標津断層帯に関する調

査成果報告書--地震関係基礎調査交付金(平成 14 年度)-- 
    

        広瀬 亘他 2003 
十勝平野断層帯の最新期活動（J027-P004）（ポスターセッショ

ン）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2003 
日本海洋学会他 

        
今給黎 哲

郎(2004) 
2004 

GEONET 観測データから見た十勝沖地震の断層モデルと余効

変動 
サイスモ 

地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        
谷岡 勇市

郎(2004) 
2004 

津波波形解析から推定される 1971 年 8 月 2 日十勝沖地震(ス

ラブ内地震)の断層モデルとその解釈 
地震 第 2 輯 地震学会 

        
平 田  直

(2004) 
2004 

世界初の高密度海底余震観測が実証--2003 年十勝沖地震の

震源断層はプレート境界面-- 
サイスモ 

地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        
北 海 道

(2004) 
2004 十勝平野断層帯に関する調査 

活断層調査成果および堆積平野地

下構造調査成果報告会予稿集 
文部科学省 

        広瀬 亘他 2004 
十勝平野断層帯中?北部の反射法地震探査(J027-P003)(ポス

ターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 十勝平野断層帯の長期評価について 主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 
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西村 卓也

(2005) 
2005 

測地データによる 1952 年十勝沖地震の断層モデル再検討

(A058)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 十勝平野断層帯長期評価について サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        広瀬 亘他 2005 
北海道活断層図 No.5 十勝平野断層帯（活断層図とその解

説） 
  北海道立地質研究所 

         2006 
十勝平野断層帯の長期評価について(平成 17 年 4 月 13 日公

表) 

地震調査委員会報告集??2005 年 1

月?12 月??（第 2 分冊） 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

7 
十

勝 
地形 断層  

西村 卓也

(2006) 
2006 測地データによる 1952 年十勝沖地震の断層モデル 

地球！いま北海道東部で何が起こっ

ているのか？ 
海洋出版 

        
野 津  厚

(2006) 
2006 

長周期地震動は断層面のどこで生じたのか--経験的グリーン

関数を用いた 2003 年十勝沖地震の波形インバージョン-- 

地球_号外！巨大地震による長周期

地震動??予測と今後の対応策?? 
海洋出版 

        
渡辺 基史

他 
2008 

断層破壊過程の複雑さが強震動予測結果に及ぼす影響とそ

の支配的パラメータの抽出--2003 年十勝沖地震に対する検討-- 
地震 第 2 輯 日本地震学会 

        
鈴木 啓明

他 
2008 

十勝断層帯における中期更新世以降の河川の大規模な流路

変更（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
鈴木 啓明

他 
2009 

十勝断層帯北部のセグメント結合に関連した中期更新世にお

ける河川の流路変遷(S147-P005)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
青木 重樹

他 
2010 

断層破壊過程の即時的把握にむけて--2003 年十勝沖地震へ

の改良 Source-Scanning Algorithm の適用--（P3-07)(ポスターセ

ッション）(演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2010 
日本地震学会 

        吾妻 崇他 2013 
十勝平野断層帯(光地園断層)の断層活動時期(SSS32-04)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 
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域 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

      段丘 
貝塚 爽平

(1956) 
1956 

十勝平野の地形に関する若干の資料--とくに低位段丘および

火山灰について-- 
地理学評論 日本地理学会 

        
山口 久之

助他 
1958 十勝国上士幌段丘の地下水 北海道立地下資源調査所報告 北海道立地下資源調査所 

        
野上 道男

(1964) 
1964 

十勝平野の低位段丘の調査から知り得た海面変化と地形発達

史の関係（演旨） 
地理学評論 日本地理学会 

        
鳥居 栄一

郎(1966) 
1966 十勝川下流の段丘地形と埋積谷について 地理学評論 日本地理学会 

        
渕上 尚一

他 
1972 十勝平野南部の段丘堆積物の花粉分析(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
平川 一臣

(1973) 
1973 十勝平野南部の fill-top 段丘と構成礫の性格（演旨） 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

7 
十

勝 
地形  段丘 

吉永 秀一

郎(1982) 
1982 

段丘開析谷の斜面形態とその発達過程 --十勝平野東部を例

として--（演旨） 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
吉永 秀一

郎 
1990 

十勝平野東部の段丘を開析する小流域の最終氷期以降の斜

面発達 
地理学評論_Ser．A 日本地理学会 

        町田 洋 1996 十勝平野広尾周辺における堆積段丘とテフラ 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        町田 洋 1996 十勝平野の河成段丘とテフラ－－上更別Ⅲ面－－ 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
平川 一臣

他 
1998 北海道十勝沿岸地域における段丘面上の津波堆積物(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
平川 一臣

他 
1999 

北海道南十勝沿岸域における段丘面上の津波堆積物と巨大

地震(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
中村 有吾

他 
2000 

十勝平野南部における海成段丘面上のテフラ－－とくに_酸素

同位体比ステージ 5e 段丘面上の屈斜路羽幌_屈斜路 5 テフラに

ついて－－(演旨) 

日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 
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地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
佐々木 寿

他 
2003 

航空機レーザースキャナーで判読した十勝中央部撓曲帯の段

丘地形(ポスターセッション)(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2003 
日本応用地質学会 

        
仁科 健二

他 
2008 

北海道十勝海岸に分布する最終間氷期海成段丘構成層の堆

積相解析(P-75)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      火山 橋本 亙 1952 
十勝国然別発電計画書地域の地質--然別火山調査への寄与

-- 
北海道地質要報 北海道地学会 

        筒浦 明 1952 
十勝沖地震によって変動した石油ガス性の”泥火山”日高新山

の研究--地震による地表附近の変化-- 
石油技術協会誌 石油技術協会 

        
貝塚 爽平

(1956) 
1956 

十勝平野の地形に関する若干の資料--とくに低位段丘および

火山灰について-- 
地理学評論 日本地理学会 

        
高橋 俊正

(1957) 
1957 十勝火山の地質及び岩石について（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
気 象 庁 観

測部他 
1958 十勝岳火山基礎調査報告 験震時報 気象庁 

        
高橋 俊正

(1960) 
1960 

大雪－十勝火山列南西部の地質および岩石--1. 十勝火山群

の地質および火山構造について-- 
北海道地質要報 北海道地学会 

7 
十

勝 
地形 火山  

勝井 義雄

他 
1960 大雪－十勝火山列の熔岩の化学成分 岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        斎藤 仁他 1961 
十勝岳火山地域に分布する温泉の賦存状況と生成機構につ

いて（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
村 井  勇

(1963) 
1963 昭和 37 年 6 月 29_30 日の十勝岳火山の噴火について 東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        
松井 和典

(1965) 
1965 十勝火山産の球状岩について（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
栗原 幸一

他 
1967 十勝岳における火山性地震について（第 1 報） 験震時報 気象庁 
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域 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
春日井 昭

他 
1968 十勝平野に分布するいわゆる”帯広火山砂”について 地球科学 地学団体研究会 

        北郷 繁他 1969 1968 年十勝沖地震による火山灰および砂地盤の沈下 
土質工学会北海道支部技術報告資

料 
土質工学会北海道支部 

        北郷 繁他 1969 
火山灰の 2_ 3 の土質学的特性と清田団地における震害--1968

年十勝沖地震-- 

土質工学会北海道支部技術報告資

料 
土質工学会北海道支部 

        横山 泉他 1969 大地震と火山活動との関係--十勝岳の例--（演旨） 火山 第 2 集 日本火山学会 

        
中川 久夫

他 
1969 1968 年十勝沖地震と青森県上北地方の火山灰（演旨） 第四紀研究 日本第四紀学会 

        
中川 久夫

(1969) 
1969 

1968 年十勝沖地震による南部中央地区およびその周辺地域

の自地震災害概報--とくに_新期火山灰層の土質について-- 

大規模開拓パイロット事業計画地区

表層地質調査報告書--南部中央地区

（青森県）その 2-- 

東北農政局 

        
北 海 道 防

災会議(1971) 
1971 十勝岳--火山地質・噴火史・活動の現況および防災対策-- 

北海道における火山に関する研究報

告書 第 1 編 
北海道防災会議 

        
札 幌 管 区

気象台(1971) 
1971 十勝岳火山活動報告 気象庁技術報告 気象庁 

        
勝井 義雄

他 
1972 

十勝岳の新期火山噴出物の 14C 年代--日本の第四紀層の

14C 年代（69）-- 
地球科学 地学団体研究会 

        
小野 有五

他 
1974 十勝平野西・南部の洪積世火山灰(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
小野 有五

他 
1974 十勝平野西・南部の火山灰層序 第四紀研究 日本第四紀学会 

        
春日井 昭

他 
1974 

十勝平野に分布する洪積世火山灰についての 2・3 の考察（演

旨） 

日本地質学会第 81 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

7 
十

勝 
地形 火山  岡田 弘他 1975 

気象庁十勝岳火山観測所で記録された近地深発地震波にみ

られる各種の特異な phase について（演旨） 
地震学会講演予稿集 1975 地震学会 
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域 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
松波 武雄

(1975) 
1975 

大雪-十勝火山周辺の鮮新世?更新世の火砕流について（演

旨） 

北海道における新生代後期の火成

活動！地団研札幌支部・前橋総会プレ

シンポ学術シンポジウム 

地学団体研究会 

        
小久保 公

司他 
1975 十勝平野北部に分布する火山噴出物層の古地磁気について 

岩石磁気の安定性に関する地質学

的鉱物学的研究！安定総研研究連絡

誌（総合研究 A） 

群馬大学教養部地学教室 

        田中 実他 1976 十勝平野北西部の火山噴出物層の古地磁気について(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
小久保 公

司(1976) 
1976 

十勝平野北部に分布する火山噴出物層の古地磁気について

（演旨） 

岩石磁気の安定性に関する地質学

的鉱物学的研究！安定総研研究連絡

誌（総合研究 A） 

群馬大学教養部地学教室 

        
広田 知保

(1976) 
1976 十勝岳における最近の火山活動 北海道立地下資源調査所報告 北海道立地下資源調査所 

        
佐久間 勉

他 
1978 十勝岳における火山観測 北海道立地下資源調査所報告 北海道立地下資源調査所 

        
池田 保夫

(1980) 
1980 

北海道中央部_十勝川上流地域の酸性火砕流堆積物の層序と

火山活動史(演旨) 

日本地質学会第 87 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
輿水 達司

(1981) 
1981 

十勝平野に分布する火砕流中の火山ガラスの放射化分析（演

旨） 

日本地質学会第 88 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
池田 保夫

(1982) 
1982 

北海道十勝川上流地域の酸性火砕流堆積物の層序と火山活

動史 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
大島 弘光

他 
1984 

十勝岳火山活動観測記録－－十勝岳 62 年火口の地温－－

(1982 年 1 月～1982 年 12 月) 
地下資源調査所報告 北海道立地下資源調査所 

        
地 下 資 源

調査所 
1985 昨年夏から顕著な温度上昇_ 十勝岳火山活動の観測記録 地下資源調査所ニュース 北海道立地下資源調査所 

        小宮 学 1985 桜島.阿蘇山.十勝岳_ 最近の三火山の動静 気象   
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7 
十

勝 
地形 火山  

大島 弘光

他 
1985 

十勝岳火山活動観測記録－－十勝岳 62 年火口壁の地温－

－(1984 年 1 月～1984 年 12 月) 
北海道立地下資源調査所報告   

        
大島 弘光

他 
1985 

十勝岳火山活動観測記録－－十勝岳 62 年火口壁の地温－

－(1983 年 1 月～1983 年 12 月) 
北海道立地下資源調査所報告   

        
宮町 宏樹

他 
1985 十勝岳の最近の火山活動(演旨) 火山_第 2 集 日本火山学会 

        
宮町 宏樹

他 
1986 十勝岳の火山観測(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
宮町 宏樹

他 
1986 十勝岳の地震と火山活動(演旨) 地震学会講演予稿集 地震学会 

        
北 海 道 防

災会議 
1987 十勝岳_火山地質・噴火史・活動の現況及び防災対策(補遺) 

北海道における火山に関する研究報

告書 
北海道防災会議 

        
松島 喜雄

他 
1987 十勝岳の火山性微動の波形解析(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
宮町 宏樹

他 
1987 十勝岳の火山観測(2)(演旨
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        

北 海 道 大

学 理 学 部 有

珠 火 山 観 測

所他 

1989 十勝岳の火山性地震の震源分布 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
池田 保夫

他 
1989 予報：1988－89 年十勝岳火山噴出物の岩石学的特徴(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        勝井 義雄 1989 
1988 年十勝岳火山噴火の推移_発生機構および社会への影

響に関する調査研究(演旨) 

自然災害科学総合シンポジウム要旨

集 
自然災害の予測と防災力総括班 

        

気 象 庁 地

震 火 山 部 火

山室他 

1989 十勝岳の火山活動 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

7 
十

勝 
地形 火山  

西村 太志

他 
1989 

十勝岳火山噴火活動に伴う地震波の小規模アレイによる観測

(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
西村 裕一

他 
1989 十勝岳の火山性地震の分類と特性(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
小坂 丈予

他 
1989 

十勝岳 1988～1989 年噴火と降下火山灰に付着した可溶性成

分(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
鈴木 貞臣

他 
1989 

1989 年十勝支庁北部の群発地震活動 3－－円山火山・十勝

岳との関係－－(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        
鈴木 貞臣

他 
1989 

1989 年十勝支庁北部の群発地震と丸山火山・十勝岳との関係

(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
国 土 地 理

院 
1989 

十勝岳における火山基本図(基図版)の作成と地表面温度の観

測 
火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
東 京 大 学

理 学 部 地 殻
1989 十勝岳火山ガスの 3He／4He 比 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 
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化 学 実 験 施

設 

        
平林 順一

他 
1990 十勝岳 62－1 火口の火山ガス組成 火山_第 2 集 日本火山学会 

        
石崎 泰男

他 
1990 大雪－十勝火山列、トムラウシ火山の地質と岩石(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会日

本火山学会固有セッション講演予稿集 
日本火山学会 

        気象庁 1990 十勝岳の火山活動に関するコメントと統一見解 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
宮地 直道

他 
1990 1988－1989 年十勝岳噴火の火山灰層位学的研究 火山_第 2 集 日本火山学会 

        
関口 辰夫

他 
1990 火山土地条件図の作成について－桜島と十勝岳－(演旨) 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
村山 泰司

他 
1991 1986 年から 1989 年までの十勝岳火山山麓温泉の泉質変化 

地下資源調査所調査研究報告_ 十

勝岳の 1988－1989 噴火とその前後の

活動 

北海道立地下資源調査所 

        
中川 光弘

他 
1991 新期十勝岳の火山活動史とマグマ組成変化(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会日

本火山学会固有セッション講演予稿集 
日本火山学会 

        
西村 太志

他 
1991 1989 年十勝岳火山活動に伴う火山微動の発震機構(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        岡田 弘 1993 十勝岳の火山噴火の予知と防災 地球_号外_ 火山噴火予知 海洋出版 

7 
十

勝 
地形 火山  

ゴメス ディ

エゴ他 
1994 

十勝岳_雌阿寒岳およびガレラ火山で観測される「長尾地震」の

特徴(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
ゴメス ディ

エゴ他 
1994 

十勝岳_雌阿寒岳およびガレラス火山で観測される「長尾地震」

の特徴(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
シャ－バン 

スティブン他 
1994 

十勝岳火山グランド火口におけるディジタル・アレイ地震観測

(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        森田 康志 1995 十勝岳における総合的な火山砂防事業の展開(演旨) 
国際火山ワークショップ 1995_小論

文・要旨集(昭和新山生成 50 周年記念) 

昭和新山生成 50 周年記念国際火山ワークシ

ョップ実行委員会 

        
高橋 浩晃

他 
1995 

十勝丸山火山付近での群発地震活動と GPS による地殻変動

観測(演旨) 

国際火山ワークショップ 1995_小論

文・要旨集(昭和新山生成 50 周年記念) 

昭和新山生成 50 周年記念国際火山ワークシ

ョップ実行委員会 

        
田浦 孝道

他 
1995 活火山十勝岳と共に生きる(演旨) 

国際火山ワークショップ 1995_小論

文・要旨集(昭和新山生成 50 周年記念) 

昭和新山生成 50 周年記念国際火山ワークシ

ョップ実行委員会 

        
堀 伸三郎

他 
1996 十勝岳火山_ 3500y.B.P 以降の活動史(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        岡田 弘他 1996 
北海道の火山の観測(-1995 年 12 月)－－十勝岳と雌阿寒岳

の微動と群発地震－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
高橋 浩晃

他 
1996 

十勝丸山火山付近での群発地震活動と GPS による地殻変動

観測 
北海道大学地球物理学研究報告 北海道大学地球物理学教室 

        
高橋 浩晃

他 
1996 

十勝丸山火山周辺域での GPS による地殻変動観測(1989-

1995)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        米川 康他 1997 十勝岳.富良野川の火山泥流の頻度と年代 北海道応用地学合同研究会論文集 北海道応用地学合同研究会 

        
堀 伸三郎

他 
1997 

十勝岳 1926 火山泥流(大正泥流)堆積物から見た泥流の発生.

流下機構(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
伊藤 英之

他 
1997 十勝岳東部地域における火山灰層序(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
斎藤 裕子

他 
1997 十勝火山群_上ホロカメットク火山の最近の火山活動(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
小坂 丈予

他 
1998 

十勝岳 1988-1989 年噴火で放出された火山灰の付着水溶性

成分 
火山 日本火山学会 

7 
十

勝 
地形 火山  

札 幌 管 区

気象台他 
1998 十勝岳で発生した空振を伴う火山性地震について 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 
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石塚 吉浩

他 
1998 十勝火山－－噴煙たなびく火山群の心臓部を歩く－－ 

北海道の火山－－フィールドガイド 

日本の火山<3>－－ 
築地書館他 

        
一柳 昌義

他 
1999 

高密度臨時地震観測網によって観測された十勝岳に発生する

火山性地震の震源分布 
北海道大学地球物理学研究報告 

北海道大学大学院理学研究科地球惑星科学

専攻(地球物理学) 

        
和田 直人

他 
1999 十勝岳火山臨時地震観測(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        
尾関 信幸

他 
1999 十勝岳_グラウンド火口群の火山層序(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
伊藤 英之

他 
1999 

十勝岳 1926 年噴火に伴う火山泥流の定置温度解析(ポスター

セッション)(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        巌倉 啓子 2000 十勝岳における火山泥流対策基本計画 砂防学会誌_ 新砂防 砂防学会 

        
札 幌 管 区

気象台他 
2000 十勝岳の火山活動－－1995 年～1999 年 9 月－－ 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
斎藤 裕子

他 
2001 

十勝岳火山最近 3_500 年間の長距離土砂移動履歴（ポスター

セッション）（演旨） 
日本火山学会講演予稿集_2001 日本火山学会 

        
古川 竜太

他 
2003 GH02 調査航海で得られた十勝沖海底に分布する火山灰 

地質調査総合センター速報！千島

弧-東北日本弧会合部の海洋地質学的

研究--十勝沖海域--（平成 14 年度研

究概要報告書） 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        

札 幌 管 区

気 象 台 火 山

監視・情報セ

ンター(2003) 

2003 十勝岳の火山性微動（2003 年 2 月?6 月） 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
南里 智之

他 
2004 

1926 年十勝岳火山泥流の体験情報聞き取り・現地痕跡調査に

よる流下特性 
砂防学会誌！新砂防 砂防学会 
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7 
十

勝 
地形 火山  青山 裕他 2004 北海道の活動的火山における最近の地震活動--十勝岳-- 北海道大学地球物理学研究報告 

北海道大学大学院理学研究科地球惑星科学

専攻（地球物理学） 

        
寺田 暁彦

他 
2004 

2003 年十勝沖地震（Mj8.0）発生直後に起きた樽前火山の顕著

な噴気活動(V055-007)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
伊藤 英之

他 
2004 

融雪型火山泥流の発生メカニズム--十勝岳 1926 年火山泥流

の融雪実験によるアプローチ--(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
藤原 伸也

他 
2004 北海道中央部_十勝岳火山の最近約 3000年間の噴火史(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        

札 幌 管 区

気 象 台 火 山

監視・情報セ

ンター(2004) 

2004 十勝岳の火山活動(2003 年 10 月?2004 年 6 月） 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
寺田 暁彦

他 
2004 

2003 年十勝沖地震(MJMA 8.0)発生直後に樽前火山で起きた

高感度カメラで明るく見える現象 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        
石塚 吉浩

(2004) 
2004 

大雪山・十勝岳周辺の滝--100 万年にわたって続いた火山活

動-- 
日本の滝 1??東日本 661 滝?? 山と渓谷社他 

        
坂井 孝行

他 
2005 

平成 15 年(2003 年)十勝沖地震に伴い北海道内の火山観測用

空振計で観測された超低周波音 
験震時報 気象庁 

        
上沢 真平

他 
2005 

北海道十勝岳火山 1926 年噴火に伴う岩屑なだれ堆積物中よ

り発見された融雪水を噴出したパイプ状構造(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
藤原 伸也

他 
2005 

北海道中央部十勝岳火山のグラウンド火口ステージにおける

噴火層序とマグマの変遷（V055-015）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
上田 満治

他 
2005 

2003 年十勝沖地震による北海道東部火山フロントに沿った誘

発地震活動と静的応力変化との関連性 
地震 第 2 輯 地震学会 
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阿部 泰則

(2005) 
2005 

美瑛町における十勝岳火山災害対策とこれからの課題(ポスタ

ーセッション)(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

7 
十

勝 
地形 火山  

山田 晃子

他 
2006 

多機関 GPS 連続観測データの統合解析により見出された十勝

岳の火山性地殻変動(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
青 山  裕

(2006) 
2006 

十勝沖地震によって誘発された樽前山の群発地震活動と高温

ガス噴出--地震を冷気した火山性流体を捉えたか？--(V101-

P001)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
藤原 伸也

他 
2006 十勝岳火山 3000 年間の噴火史から見た活動予測 

地球！活火山における噴火様式の

時代的変遷と長期噴火予測（上） 
海洋出版 

        
藤原 伸也

他 
2006 

十勝岳火山北西麓で新たに発見された火砕流堆積物とグラウ

ンド火口噴出物のマグマ供給系(V101-031)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
伊藤 英之

他 
2006 2006 年版十勝岳火山防災マップ(ポスター セッション)(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
石塚 吉浩

他 
2007 

放射性炭素年代値からみた十勝岳火山群噴出物の編年

(V157-P029)(ポスター セッション)(演旨)  

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
中川 光弘

他 
2007 最も活動的な 5 火山 4. 十勝岳 北海道の活火山 北海道新聞社他 

        
藤原 伸也

他 
2007 北海道中央部_十勝岳火山の最近 3_300 年間の噴火史 火山 日本火山学会 

        
藤原 伸也

他 
2007 

十勝岳火山_最近約 3500 年間のマグマ供給系の変遷(V157-

012)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
南里 智之

他 
2007 

北海道・十勝岳 1926 火山泥流の氾濫域での流下状況(22-P-

08)(ポスターセッション)(演旨) 

火山都市国際会議島原大会講演要

旨集 日本語版 
日本火山学会他 

        
上沢 真平

(2008) 
2008 

北海道十勝岳火山 1926 年噴火大正泥流堆積物層序の再検

討と古地磁気特性 
火山 日本火山学会 
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南里 智之

他 
2008 十勝岳・富良野川における火山泥流発生履歴に関する研究 砂防学会誌！新砂防 砂防学会 

        田近 淳他 2009 2003 年十勝沖地震に伴う新冠泥火山の変動の記録 北海道立地質研究所報告 北海道立地質研究所 

        
石塚 吉浩

他 
2009 K-Ar 年代に基づく十勝岳火山群形成史の再検討(演旨) 日本火山学会講演予稿集_2009 日本火山学会 

        
石塚 吉浩

他 
2010 十勝岳火山地質図_1:30_000 火山地質図 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        阿形 葉他 2010 

明瞭なフェーズがない地震の新しい震源決定法--十勝岳火山

体の地殻深部低周波地震への応用--(SSS013-P08)(ポスターセッ

ション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

7 
十

勝 
地形 火山  

橋 本  均

(2011) 
2011 

第 58 回日本ペドロジー学会野外巡検 十勝地域の土壌と火山

灰 
ペドロジスト 日本ペドロジー学会 

        高橋 良他 2013 
十勝岳周辺の温泉の成分･同位体変化と火山活動の関係

(SVC48-01)(演旨)  

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        
北 海 道 防

災会議(2014) 
2014 

十勝岳--火山地質・噴火史・活動の現況および防災対策-- 

第 2 版（要約版） 

北海道における火山に関する研究報

告書 第 15 編 
北海道防災会議 

        
檜垣 大助

他 
2014 

1968 年十勝沖地震の事例分析にもとづく地震による火山灰被

覆丘陵での斜面変動発生危険地域評価（演旨） 
季刊地理学 東北地理学会 

        高橋 良他 2014 
十勝岳周辺の温泉の地球化学的特徴と火山活動に伴う変化

(SVC51-08)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
和田  さや

か他 
2014 

十勝岳及び雌阿寒岳における最近の火山性地殻変動の繰り

返し GPS 観測(SVC55-P04)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
和田  さや

か他 
2014 

繰り返し GPS 観測による雌阿寒岳及び十勝岳の火山性地殻変

動の検出(SSS33-05)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
石 丸  聡

(2014) 
2014 

北海道の火山における土砂災害とその対策--十勝岳・恵山・

駒ヶ岳・有珠山・雌阿寒岳-- 
地理 古今書院 
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        高橋 良他 2015 
地球物理・地球化学観測で捉えた十勝岳の最近の火山活動

（演旨） 
日本火山学会講演予稿集_2015 日本火山学会 

        井村 匠他 2015 
十勝岳火山噴出物中に含まれる熱水変質岩片の鉱物学的特

徴（演旨） 
日本火山学会講演予稿集_2015 日本火山学会 

    地質 表層 
山本 正伸

他 
2003 GH02 航海で採取された十勝沖表層堆積物の有機炭素量 地質調査総合センター速報 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        寺島 滋他 2003 北海道十勝沿岸海域の海底表層堆積物の化学組成 地質調査総合センター速報 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        野田 篤他 2003 十勝沖海域の表層堆積物 地質調査総合センター速報 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        野田 篤他 2004 
津波による海底表層堆積物への影響--2003 年十勝沖地震津

波の例--（演旨） 

日本地質学会第 111 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        市川 豊他 2004 
GH02 航海で採取された十勝沖表層堆積物のリグニンフェノー

ル組成分布 
地質調査総合センター速報 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

7 
十

勝 
地質 表層 

碓井 敏宏

他 
2004 

GH02 航海で採取された十勝沖表層堆積物の有機炭素・全窒

素の安定同位体比と C/N 比（予報） 
地質調査総合センター速報 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
堂満 華子

他 
2004 

北海道十勝沖海域における表層堆積物中の浮遊性有孔虫群

集（予察） 
地質調査総合センター速報 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        野田 篤他 2005 
津波による海底表層堆積物への影響--2003 年十勝沖地震津

波の例-- 
地球_号外！2003 年十勝沖地震 海洋出版 

        
嵯峨山 積

(2006) 
2006 

北海道の十勝川・天塩川・石狩川沖の表層堆積物における淡

水生珪藻遺骸の広がり 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
五十嵐 八

枝子他 
2007 GH02 航海で採取された十勝沖表層堆積物中の花粉・胞子群 地質調査総合センター速報 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

      火山岩 
松島 喜雄

他 
1989 

1989 年 12 月 19 日十勝岳噴火時に放出された火山岩塊につ

いて(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 
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発行年

数 
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山岸 宏光

他 
1989 中新世の海底火山－北海道南十勝の歴舟火山岩類－ 火山_第 2 集 日本火山学会 

      露頭 
岡  孝 雄

(2001) 
2001 

十勝平野南部地域地質図及び説明書（附．露頭・ボーリング柱

状図集_十勝平野中央部地域補遺その 1) (中札内村・更別村・忠

類村・大樹町・広尾町)！農業農村整備事業関連十勝支庁管内

地質・地下資源調査報告書 
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発行年

数 
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中司 展人

他 
2007 

北 海 道 十 勝 平 野 西 部 に お け る 広 域 地 下 水 流 動 (H124-

P007)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

      温泉 斎藤 仁他 1961 
十勝岳火山地域に分布する温泉の賦存状況と生成機構につ

いて（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
福富 孝治

他 
1964 十勝川温泉における泉源相互間の影響度 北海道大学地球物理学研究報告 北海道大学理学部地球物理学教室 

        
小山内 熙

他 
1965 上富良野町十勝岳温泉について 北海道立地下資源調査所報告 北海道立地下資源調査所 

        
中井 新二

他 
1966 十勝岳温泉付近におけるトリパタイト地震観測（演旨） 火山 第 2 集 日本火山学会 

        鈴木 醇他 1967 
道東編 3 十勝川温泉の総合調査 （1）十勝川温泉の地質班

調査報告 

北海道温泉調査報告（道南編）（道

東編） 
北海道衛生部 

        
福富 孝治

他 
1967 

道東編 3 十勝川温泉の総合調査 （2）十勝川温泉の地球物

理班調査報告 

北海道温泉調査報告（道南編）（道

東編） 
北海道衛生部 

        
福富 孝治

(1967) 
1967 道東編 2 十勝川温泉について 

北海道温泉調査報告（道南編）（道

東編） 
北海道衛生部 

        
太秦 康光

他 
1967 

道東編 3 十勝川温泉の総合調査 （3）十勝川温泉の化学班

調査報告--温泉の化学的研究（第 36 報）-- 

北海道温泉調査報告（道南編）（道

東編） 
北海道衛生部 

        
岩崎 岩次

他 
1968 十勝岳の特異な温泉（演旨） 火山 第 2 集 日本火山学会 

        吉田 稔他 1968 
固化する温泉_十勝岳新々噴火口温泉と温泉固化生成物--温

泉のかたまり--（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
浦上 晃一

他 
1976 十勝川温泉の地球物理学的調査 北海道大学地球物理学研究報告 北海道大学理学部地球物理学教室 

        
村山 泰司

他 
1988 火山活動と周辺温泉水の泉質変化－－十勝岳－－(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 
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数 
題名 資料名 発行所 

7 
十

勝 
地下水  温泉  岡 孝雄 1990 十勝平野の温泉開発と資源管理 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

        福田 理 1991 上総堀りで始まった十勝川温泉の本格的開発 地下水技術 地下水技術協会 

        
村山 泰司

他 
1991 1986 年から 1989 年までの十勝岳火山山麓温泉の泉質変化 

地下資源調査所調査研究報告_ 十

勝岳の 1988－1989 噴火とその前後の

活動 

北海道立地下資源調査所 

        
村山 泰司

他 
1995 十勝岳山麓温泉で観測された温泉泉質変化(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
松本 則夫

他 
1997 

北海道十勝平野における巨大地震前後の温泉推移の変化(演

旨) 
地質調査所月報 地質調査所 

        浦上 晃一 1999 温泉今昔物語(その 24)－－十勝川温泉－－ 地熱エネルギー 新エネルギー財団 

        
岡  孝 雄

(2001) 
2001 

北海道十勝平野の深層熱水資源（温泉水）の開発と管理につ

いて 
環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        岐阜県他 2004 
割石温泉及び平成の湯における平成 15 年十勝沖地震にとも

なう湯量変化 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
秋田 藤夫

他 
2004 

2003 年十勝沖地震に伴う北海道内温泉井における水位変化

(S043-P004)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
岡崎 智鶴

子他 
2012 

十勝の熱水系を巡る（1）--トムラウシ温泉で発見された魚卵状

と犬牙状の石灰華-- 
GSJ 地質ニュース 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
岡崎 智鶴

子他 
2012 

十勝の熱水系を巡る（1）--トムラウシ温泉で発見された魚卵状

と犬牙状の石灰華-- 
GSJ 地質ニュース 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        高橋 良他 2013 
十勝岳周辺の温泉の成分･同位体変化と火山活動の関係

(SVC48-01)(演旨)  

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        
北 海 道 立

総 合 研 究 機
2014 十勝岳周辺の温泉の成分と同位体比の変化 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 
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構 地 質 研 究

所(2014) 

7 
十

勝 
地下水  温泉  高橋 良他 2014 

十勝岳周辺の温泉の地球化学的特徴と火山活動に伴う変化

(SVC51-08)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        

北 海 道 立

総 合 研 究 機

構 地 質 研 究

所(2015) 

2015 十勝岳周辺の温泉の成分変化 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

      同位体 
高岡 宣雄

他 
1985 十勝岳噴気の He_Ne 同位体比(preliminary results) 

日本火山学会化学的手法による噴

火予知ワーキンググループニュース 
日本火山学会 

        
池田 光良

他 
2000 

地下水温安定同位体比から推定した十勝平野の地下水流動

系 
地下水学会誌 日本地下水学会 

        
中村 有吾

他 
2000 

十勝平野南部における海成段丘面上のテフラ－－とくに_酸素

同位体比ステージ 5e 段丘面上の屈斜路羽幌_屈斜路 5 テフラに

ついて－－(演旨) 

日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
中村 有吾

他 
2001 十勝平野南部における酸素同位体比ステージ 5_7_9 のテフラ 第四紀研究 日本第四紀学会 

        
碓井 敏宏

他 
2004 

GH02 航海で採取された十勝沖表層堆積物の有機炭素・全窒

素の安定同位体比と C/N 比（予報） 
地質調査総合センター速報 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        高橋 良他 2013 
十勝岳周辺の温泉の成分･同位体変化と火山活動の関係

(SVC48-01)(演旨)  

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        

北 海 道 立

総 合 研 究 機

構 地 質 研 究

所(2014) 

2014 十勝岳周辺の温泉の成分と同位体比の変化 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 
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塩分濃

度 
水質 

種村 藤吉

他 
1963 工業用水としての十勝地方主要河川の水質 

北海道立工業試験場報告（昭和 38

年） 
北海道立工業試験場 

        
伊藤 由紀

他 
2010 

溶存有機物特性からみた十勝堆積盆地東部の地下水水質形

成（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

8 
石

狩 
地形 地表 

尾原 信彦

(1956) 
1956 

石狩平野篠津泥炭地の地表下堆積状態と泥炭地地下水の水

質--泥炭地開発基礎調査-- 
地質調査所月報 地質調査所 

8 
石

狩 
地形 地表 

尾原 信彦

(1956) 
1956 石狩平野篠津泥炭地における地表下の状態（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
和田 信彦

(1982) 
1982 

石狩低地帯南部の地表下に存在する前中期更新統間の不整

合について（演旨） 

日本地質学会第 89 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
吉田 邦一

他 
1999 

ボアホール.地表地震計アレイによる石狩平野における地震動

の 3 次元空間分布(A18)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
吉田 邦一

他 
2001 

ボアホール・地表地震アレイによる石狩平野における地震動の

3 次元空間分布(2)(B50)（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2001 
日本地震学会 

      沈降 
松 井  寛

(1960) 
1960 上部石狩層群の堆積過程における豊里堆と芦別沈降盆地 地質調査所報告 地質調査所 

        高野 修他 2000 

海洋と導通した内湾～河川堆積盆における堆積シ-ケンスの形

成と差別的沈降の影響－－北海道空知地域の始新統石狩層群

のシ-ケンス層序－－(演旨) 

日本地質学会第 107 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      侵食 菅 和哉他 2001 石狩湾奥の沿岸堆積物と海岸侵食 北海道立地質研究所報告 北海道立地質研究所 

        
鈴木 明彦

(2007) 
2007 

北海道石狩湾沿岸の海岸漂着物に見られる生物侵食(ポスタ

ーセッション)(演旨) 
日本古生物学会例会講演予稿集 日本古生物学会 

      断層 
斎藤 林次

(1958) 
1958 石狩炭田奔別断層に沿ふ地帯の白亜系（演旨） 日本の後期中生界の研究連絡紙 総合研究「日本の後期中生界の研究」 

        
菅原 通敬

(1966) 
1966 石狩炭田中部奔別断層周辺の地質構造 鉱山地質 日本鉱山地質学会 
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菅原 通敬

(1973) 
1973 石狩炭田中部奔別断層周辺の地質構造とその発達過程 鉱山地質 日本鉱山地質学会 

        
加藤 直子

他 
2000 

石狩低地東縁断層帯.馬追丘陵を横切る反射法地震探査(中

間報告)(A27)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        岡 孝雄他 2001 
北海道活断層図 No.3 石狩低地東縁断層帯（活断層図とその

解説） 
  北海道立地質研究所 

8 
石

狩 
地形 断層  大津 直他 2001 北海道石狩平野_当別断層の最近の活動(Jm-001)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        

平成 15 年

11 月 12 日地

震 調 査 研 究

推 進 本 部 地

震 調 査 委 員

会(2003) 

2003 石狩低地東縁断層帯の長期評価について サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        
山本 明彦

(2003) 
2003 

石狩平野の重力異常と断層マッピング（D005-P002）（ポスター

セッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2003 
日本海洋学会他 

        田近 淳他 2004 
活動的逆断層に沿って分布する正断層群の特徴--石狩低地

東縁断層帯の例--（演旨） 

日本地質学会第 111 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2004) 

2004 
石狩低地東縁断層帯の長期評価について(平成 15 年 11 月 12

日公表) 

地震調査委員会報告集??2003 年 1

月?12 月??(第 1 分冊) 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 石狩低地東縁断層帯の長期評価について 主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 
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地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 石狩低地東縁断層帯の地震を想定した強震動評価 サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        
藤原 広行

他 
2005 

石狩低地東縁断層帯の地震を想定した地震動予測地図作成

手法の検討 
防災科学技術研究所研究資料 防災科学技術研究所 

8 
石

狩 
地形 断層  

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 
石狩低地東縁断層帯の地震を想定した強震動評価について

(平成 16 年 11 月 29 日公表) 

地震調査委員会報告集??2004 年 1

月?12 月??(第 1 分冊) 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        
石山 達也

(2007) 
2007 石狩低地東縁断層帯の活動性および活動履歴調査 

基盤的調査観測対象断層帯の追加・

補完調査成果報告書 
産業技術総合研究所 

        
石山 達也

他 
2008 

石狩低地東縁断層帯の古地震活動・平均変位速度と地下構

造(S141-004)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

        
山谷 祐介

他 
2008 

石狩低地東縁断層帯周辺における MT 法比抵抗探査（序報）

(A003-P008)(ポスターセッション)(演旨) 

地球電磁気・地球惑星圏学会講演

会講演予稿集(CD-ROM) 
地球電磁気・地球惑星圏学会 

        
山谷 祐介

他 
2009 

石狩低地東縁断層帯周辺の比抵抗構造(J245-P002)(ポスター

セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        澤 洋他 2010 
都市圏活断層図 石狩低地東縁断層帯とその周辺「岩見沢」

「長沼」「千歳」及び解説書 

都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D･1-No.539 
国土地理院他 

        
澤  祥

(2010) 
2010 

石狩低地東縁断層帯北部、岩見沢周辺の断層変位地形(ポス

ターセッション)(演旨) 

日本活断層学会秋季学術大会及び

1586 年天正地震シンポジウム講演予稿

集_2010 

日本活断層学会 

        
山谷 祐介 

他 
2010 

石狩低地東縁断層帯周辺の 3 次元比抵抗イメージング

(SEM031-P17)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 
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一柳 昌義

他 
2010 

石狩低地東縁断層帯における地震活動及び地下構造（序報）

（P2-08)(ポスターセッション）（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2010 
日本地震学会 

        
岡田 真介

他 
2011 

石狩低地東縁断層帯における反射法地震探査および重力探

査--測線 2_東千歳駐屯地測線--(SCG063-P10)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
横倉 隆伸

他 
2011 石狩低地東縁断層帯における反射法地震探査 

地質調査総合センター速報！平成

22 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

8 
石

狩 
地形 断層  

横倉 隆伸

他 
2012 石狩低地東縁断層帯南部における反射法地震探査 

地質調査総合センター速報！平成

23 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
山口 和雄

他 
2012 

石狩低地東縁断層帯周辺の地下構造調査--苫小牧-安平測

線、千歳測線-- 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
岡田 真介

他 
2012 

石狩低地東縁断層帯南部における反射法地震探査データ取

得--厚真測線およびむかわ測線--(P2-36)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2012 
日本地震学会 

        
山谷 祐介

他 
2012 

石狩低地東縁断層帯付近の 3 次元比抵抗構造からみるひず

み集中(P1-22)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2012 
日本地震学会 

        
一柳 昌義

他 
2012 

石狩低地東縁断層帯とその周辺における地震活動及び浅部

地下構造(P1-21)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2012 
日本地震学会 

        
佐藤 智之

他 
2013 石狩低地東縁断層帯の海域への延長 活断層研究 日本活断層学会 

        
木村 克己

他 
2013 

ボーリングデータ解析に基づく北海道長沼低地の浅部地下地

質構造と石狩低地帯東縁断層帯(R15-O-6)(演旨) 

日本地質学会第 120 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
佐藤 智之

他 
2013 

石狩低地東縁断層帯南部の反射法音波探査--崖と背斜--

（演旨） 
堆積学研究 日本堆積学会 
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岡田 真介

他 
2013 石狩低地東縁断層帯南部における重力探査 

地質調査総合センター速報！平成

24 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
横倉 隆伸

他 
2013 

石狩低地東縁断層帯南部における反射法地震探査--苫小牧

－むかわ側線西部における稠密発震データの解析-- 

地質調査総合センター速報！平成

24 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
内田 康人

他 
2013 

北海道南西部_石狩低地東縁断層帯海域延長部における高分

解能音波探査 

地質調査総合センター速報！平成

24 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

8 
石

狩 
地形 断層  

岡田 真介

他 
2013 

石狩低地東縁断層帯における反射法地震探査--厚真側線お

よびむかわ側線-- 

地質調査総合センター速報！平成

24 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
横倉 隆伸

他 
2014 

反射法地震探査結果から見た石狩低地東縁断層帯南部周辺

の地か地質構造 
海陸シームレス地質図(DVD) 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
佐藤 智之

他 
2014 

石狩低地東縁断層帯南部の海岸部における地質構造(SSS34-

P07)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
小松原 琢

他 
2014 

石狩低地東縁断層帯の主部と南部の接合部の地質構造とそ

の活動性(SSS34-13)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

      段丘 
石井 次郎

(1958) 
1958 石狩段丘の粘土層に関する研究 北海道地質要報 北海道地学会 

        
須磨 重允

(1971) 
1971 

北海道_石狩海岸地域に発達する段丘地形の変形よりみた活

褶曲の性質（演旨） 
地理学評論 日本地理学会 

        
天井沢 暁

裕他 
2002 石狩川源流域の段丘地形（演旨） 季刊地理学 東北地理学会 

      火山 土居 繁雄 1952 
石狩低地帯西南部における洪積紀の火山活動--とくに支笏泥

流の時期について--（演旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 
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長尾 捨一

他 
1958 空知郡音江火山体下の石狩統 北海道立地下資源調査所報告 北海道立地下資源調査所 

        
佐藤 孝雄

他 
1962 石狩川上流における火山砂堆積石の地震探査（演旨） 物理探鉱 物理探鉱技術協会 

        

北 海 道 火

山 灰 命 名 委

員 会

(編)(1979) 

1979 石狩低地帯における火山灰を中心とする表層地質   北海道開発局土木試験所 

        
前田 寿嗣

他 
1991 

石狩低帯東縁部の後支笏期堆積物－－追分火山灰(仮称)に

ついて－－ 
北海道開拓記念館調査報告 北海道開拓記念館 

        
星野  フ サ

他 
1996 

石狩平野南部の Toya 火山灰降灰前後の古植生変遷－－ステ

ージ 5e のころ梅雨前線が北上しスギが増加－－(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

8 
石

狩 
地形 火山 

山県 耕太

郎 
1996 

石狩低地に分布する後期更新世以降のテフラ層－－支笏火

山・クッタラ火山のテフラ層序－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(1)泉質の共通的特色(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(2)泉質の全溶質濃度依存性と

Debye-Huckel モデル(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（1）CaCO3 の飽和平衡状態

(ポスターセッション)(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 
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藤原 与志

樹他 
2010 

北海道石狩低地帯北部地下の洞爺および未同定火山灰（P-

205)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地質学会第 117 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      褶曲 高尾 彰平 1951 
石狩炭田における褶曲構造及び幌内層に關する研究（第 1

報）（演旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
須磨 重允

(1971) 
1971 

北海道_石狩海岸地域に発達する段丘地形の変形よりみた活

褶曲の性質（演旨） 
地理学評論 日本地理学会 

        小松原 琢 1996 
石狩丘陵の活褶曲の発達過程－－特に変位形態の変遷につ

いて－－(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

      
海水準

変動 
近藤 務 1994 

石狩低地帯南東・静川台地の第四系－－最終間氷期の相対

的海水準変動および古地理の変遷－－(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        近藤 務 1997 
石狩低地帯南東.静川台地とその周辺域の第四系－－特に最

終間氷期の相対的海水準変動および古地理変遷－－ 
加藤 誠教授退官記念論文集 加藤 誠教授退官記念論文集刊行委員会他 

        佐藤 光他 2014 
石狩層群泥質岩の高等植物ワックス水素同位体組成から見た

始新世の海水準変動（演旨） 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

8 
石

狩 
地質 表層 

北 海 道 火

山 灰 命 名 委

員 会

(編)(1979) 

1979 石狩低地帯における火山灰を中心とする表層地質   北海道開発局土木試験所 

        浜田 誠一 1997 石狩湾沖表層堆積物の粒径別 XRF 成分分析 

北海道西方海域の環境変動に関す

る総合的研究(平成 8 年度研究概要報

告書)－－北海道南西沖海域－－ 

地質調査所 

        片山 肇他 1997 石狩湾周辺海域の表層堆積物 

北海道西方海域の環境変動に関す

る総合的研究(平成 8 年度研究概要報

告書)－－北海道南西沖海域－－ 

地質調査所 

        
山本 明彦

(2004) 
2004 

重力インバージョンによる石狩低地帯周辺の表層密度分布

(P037)(ポスターセッション)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

526 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
山本 明彦

(2005) 
2005 

重力インバージョンから求めた北海道石狩地域の表層密度分

布 
北海道大学地球物理学研究報告 

北海道大学大学院理学研究科地球惑星科学

専攻(地球物理学） 

        
山本 明彦

(2005) 
2005 

重力インバージョンから求めた北海道石狩地域の表層密度分

布(D005-P003)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
嵯峨山 積

(2006) 
2006 

北海道の十勝川・天塩川・石狩川沖の表層堆積物における淡

水生珪藻遺骸の広がり 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
片 山  肇

(2008) 
2008 石狩湾表層堆積図および説明書 1:200_000   産業技術総合研究所地質調査総合センター 

      火山岩 
藤岡 展价

(1982) 
1982 

石狩?日高地域の地質構造区分ならびに第三系火山岩類の層

準と岩質 
石油技術協会誌 石油技術協会 

    
調査手

法 

物理探

査 

瀬 谷  清

(1968) 
1968 

北海道における物理探査の足跡--石狩音江山地域を中心とし

て-- 
地質ニュース 実業公報社 

      
音波探

査 

倉本 真一

他 
1997 石狩湾沖シングルチャンネル音波探査及び 3.5kHz SBP 調査 

北海道西方海域の環境変動に関す

る総合的研究(平成 8 年度研究概要報

告書)－－北海道南西沖海域－－ 

地質調査所 

8 
石

狩 

調査手

法  

音波探

査  

佐藤 智之

他 
2013 

石狩低地東縁断層帯南部の反射法音波探査--崖と背斜--

（演旨） 
堆積学研究 日本堆積学会 

        
内田 康人

他 
2013 

北海道南西部_石狩低地東縁断層帯海域延長部における高分

解能音波探査 

地質調査総合センター速報！平成

24 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

    地下水 湧水 
松波 武雄

他 
1994 石狩炭田地域の湧水および旧坑水について 地下資源調査所報告 北海道立地下資源調査所 

      温泉 
土居 繁雄

他 
1962 

北海道石狩国上川町の地質--災害地質・農林地質・温泉資

源・鉱物資源・観光資源-- 
北海道立地下資源調査所報告 北海道立地下資源調査所 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(1)泉質の共通的特色(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 
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宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(2)泉質の全溶質濃度依存性と

Debye-Huckel モデル(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2007 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度温泉 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（1）CaCO3 の飽和平衡状態

(ポスターセッション)(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
茂 野  博

(2010) 
2010 

石狩低地帯域の「大深度（掘削）温泉」の化学的分類と生成環

境の検討--公開電子地球科学情報（温泉化学・3 次元地盤地質）

の統合処理事例として--（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2010 
日本地熱学会 

        
茂 野  博

(2011) 
2011 

石狩低地帯とその周辺域の「大深度（掘削）温泉」の化学組成

と地下地質の 3 次元分布--公開電子地球科学情報の簡易統合

処理による表示・解析の試み-- 

地質ニュース 実業公報社 

8 
石

狩 
地下水  同位体 佐藤 光他 2014 

石狩層群泥質岩の高等植物ワックス水素同位体組成から見た

始新世の海水準変動（演旨） 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    
塩分濃

度 
水質 

尾原 信彦

(1956) 
1956 

石狩平野篠津泥炭地の地表下堆積状態と泥炭地地下水の水

質--泥炭地開発基礎調査-- 
地質調査所月報 地質調査所 

        
山口 久之

助他 
1973 

石狩湾新港地域地下水調査報告--（1）深層地下水の水質に

ついて-- 
  北海道立地下資源調査所 

        
木村 克俊

他 
1984 石狩湾の水質調査について－－水温.塩分.濁り－－ 北海道開発局土木試験所月報   
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村山 泰司

他 
1988 地下水の水質 3 石狩低地帯北部地区 地下水源調査資料 北海道立地下資源調査所 

        
高清水 康

博他 
2003 

北海道石狩低地帯（恵庭市?千歳市）における地下水資源の利

用と地下水位および地下水質の変化 
環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        
西 山  勉

(2008) 
2008 

下流に伴う水質変化からみた北海道北西部を流れる石狩川と

天塩川について 
東洋大学紀要 自然科学篇 東洋大学 

      pH 
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 

      海水 

石 狩 低 地

帯 研 究 会

(1965) 

1965 石狩低地帯周辺の第四紀前・中期の海水準変化 第四紀 第四紀総合研究事務局 

        
藤田 郁男

他 
1967 

海成洪積統と海水準変化の問題点--石狩低地帯南東部の海

成層の関する 2_3 の見解-- 
第四紀 第四紀総合研究事務局 

        
岡田 昭明

他 
1973 石狩湾の海水中の懸濁物について(演旨) 

日本地質学会第 80 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
石井 次郎

他 
1977 石狩湾海水中の懸濁物について 地球科学 地学団体研究会 

        近藤 務 1994 
石狩低地帯南東・静川台地の第四系－－最終間氷期の相対

的海水準変動および古地理の変遷－－(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        近藤 努他 1996 
石狩低地帯最南部地下の第四系－－特に最終間氷期の相対

的海水準変化の検討－－ 
地質学雑誌 日本地質学会 

8 
石

狩 

塩分濃

度  
海水  近藤 務 1997 

石狩低地帯南東.静川台地とその周辺域の第四系－－特に最

終間氷期の相対的海水準変動および古地理変遷－－ 
加藤 誠教授退官記念論文集 加藤 誠教授退官記念論文集刊行委員会他 

        
山下 俊彦

他 
2002 

石狩川河川水中の懸濁粒子の海水混合による凝集過程に関

する研究 
海岸工学論文集 土木学会 
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        佐藤 光他 2014 
石狩層群泥質岩の高等植物ワックス水素同位体組成から見た

始新世の海水準変動（演旨） 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    その他 
放射性

廃棄物 

奥山(楠瀬) 

康子 
1991 

放射性廃棄物の深層隔離(その 2)－－北海道石狩炭田北部地

域での砕屑岩における自生鉱物形成作用：天然での処分関連鉱

物の生成機構 

地質調査所月報 地質調査所 

9 
津

軽 
地形 隆起 

羽田野 誠

一(1974) 
1974 津軽海峡沿岸における隆起汀線の変形について(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
小形 祐美

他 
2011 

白神山地西縁、西津軽海岸の波状隆起をもたらす震源断層の

推定(SSS032-P04)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

      断層 張 同耀他 1993 
1704 年能代・津軽地震の静的断層モデル(断層モデルによる

歴史地震研究の試み) 
測地学会誌 日本測地学会 

        
鎌田 耕太

郎 
1993 津軽平野をつくった断層(その 1)－－黒石逆断層系－－ 弘前市研究年報.市史 弘前 2(抜刷) 弘前市 

        
宮内 崇裕

他 
1997 津軽山地西縁断層帯.野辺地断層帯の総合調査(演旨) 日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
宮内 崇裕

他 
1998 津軽山地周辺の活断層と第四紀後期の活動性評価(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
宮内 崇裕

他 
1999 津軽山地西縁断層帯の詳細位置と地下構造 活断層研究 活断層研究会 

        辻野 匠他 2001 
津軽西方奥尻海嶺付近の断層関連褶曲と日本海中部地震と

の関係（ポスターセッション）（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2004) 

2004 津軽山地西縁断層帯長期評価について サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 
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9 
津

軽 
地形 断層  

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 津軽山地西縁断層帯の長期評価について 主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 
津軽山地西縁断層帯の長期評価について(平成 16 年 4 月 14

日公表) 

地震調査委員会報告集??2004 年 1

月?12 月??(第 2 分冊) 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        
氏家 良博

他 
2006 化石花粉の有機熟成度から津軽断層の変位量を推定する 地質学雑誌 日本地質学会 

        
小形 祐美

他 
2011 

白神山地西縁、西津軽海岸の波状隆起をもたらす震源断層の

推定(SSS032-P04)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
粟田 泰夫

他 
2012 

津軽半島東岸沖の青森湾～平舘海峡付近に分布する活断層

群(D21-08)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2012 
日本地震学会 

        
今泉 俊文

他 
2015 津軽山地周辺の変動地形と断層帯（演旨） 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

      段丘 
大倉 陽子

(1960) 
1960 西津軽地方における海岸段丘面上の砂丘について 地理学評論 日本地理学会 

        
小杉 健三

(1962) 
1962 西津軽地方における段丘礫の形態分析 北海道学芸大学紀要 第 2 部 B 北海道学芸大学 

        
長谷 浩明

(1963) 
1963 津軽半島の海岸段丘について 東北地理 東北地理学会 

        中田 高他 1976 西津軽地方の海岸段丘と新期地殻変動（演旨） 東北地理 東北地理学会 

        
八木 浩司

他 
1987 西津軽沿岸の完新世段丘と地殻変動(演旨) 日本地理学会予稿集 日本地理学会 
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        吾妻 崇 1994 
海成段丘面の変形からみた津軽半島の第四紀地殻変動史(演

旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
太田 陽子

他 
1999 

西津軽地域の海成段丘上に発達する古ランドスライドの分布と

意義 
地理学評論_ Ser. A 日本地理学会 

9 
津

軽 
地形 段丘  

佐々木 良

宜他 
2003 西津軽地域における海成段丘崖の勾配と地質との関係 

筑波大学陸域環境研究センター報

告 
筑波大学陸域環境研究センター 

        
小岩 直人

他 
2004 

西津軽沿岸における酸素同位体ステージ 5e の海成段丘面の

発達過程に関する問題点 
青森地学 青森県地学教育研究会 

        
小岩 直人

他 
2005 

西津軽沿岸における MIS5e の海成段丘面の発達過程に関す

る再検討(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

      火山 
大口 健志

他 
1987 

東北日本北部陸域における新第三紀火山活動－その 2 津軽

半島北部沿岸の新第三紀火山岩類の産状－ 

国立科学博物館専報_ 津軽海峡を

中心とする地域の自然史科学的総合研

究(I) 

国立科学博物館 

        
渡部 直喜

他 
1990 津軽半島竜飛崎周辺の中新世火山活動と K－Ar 年代(演旨) 

日本地質学会第 97 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        渡部 直喜 1991 津軽半島竜飛火山岩類の岩石学的特徴(演旨) 
日本地質学会第 98 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        星 博幸他 2003 青森県西津軽にみられる中新世火山岩類の K-Ar 年代 石油技術協会誌 石油技術協会 

        
鎌田 耕太

郎 (2003) 
2003 津軽西海岸--日本海誕生時の火山活動-- 

日曜の地学 2！青森の自然をたず

ねて（新訂版） 
築地書館他 

        星 博幸他 2008 

東北日本の反時計回り回転運動--小泊半島（津軽）の前期～

中期中新世火山岩類からの新たな証拠--(P-116)(ポスターセッシ

ョン)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      褶曲 辻野 匠他 2001 
津軽西方奥尻海嶺付近の断層関連褶曲と日本海中部地震と

の関係（ポスターセッション）（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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        辻野 匠他 2002 西津軽沖奥尻海嶺付近の褶曲構造と Growth Strata（演旨） 
日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    地質 表層 
井内 美郎

他 
1979 西津軽海盆表層堆積図 1:200_000  海洋地質図 地質調査所 

      母岩 
本多 朔郎

(1982) 
1982 津軽湯の沢地熱帯の母岩と変質 

秋田大学鉱山学部地下地資研究施

設報告 
秋田大学鉱山学部付属地下資源研究施設 

9 
津

軽 
地質  火山岩 

大口 健志

他 
1987 

東北日本北部陸域における新第三紀火山活動－その 2 津軽

半島北部沿岸の新第三紀火山岩類の産状－ 

国立科学博物館専報_ 津軽海峡を

中心とする地域の自然史科学的総合研

究(I) 

国立科学博物館 

        渡部 直喜 1991 津軽半島竜飛火山岩類の岩石学的特徴(演旨) 
日本地質学会第 98 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
渡部 直喜

他 
1991 

津軽半島竜飛火山岩類および下北半島泊火山岩類の K－Ar

年代(演旨) 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱山地質学会他 

        星 博幸他 2003 青森県西津軽にみられる中新世火山岩類の K-Ar 年代 石油技術協会誌 石油技術協会 

        星 博幸他 2008 

東北日本の反時計回り回転運動--小泊半島（津軽）の前期～

中期中新世火山岩類からの新たな証拠--(P-116)(ポスターセッシ

ョン)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    
調査手

法 

音波探

査 

佐々 保雄

他 
1961 津軽海峡西口付近の音波探査とその成果（2） 地学雑誌 東京地学協会 

        
岡村 行信

他 
1994 

津軽半島西方_日本海盆南縁および大和海盆のシングルチャ

ネル音波探査 

日本海中部東縁部大陸棚周辺海域

の海洋地質学的研究(平成 5 年度研究

概要報告書) 

地質調査所 

    地下水 温泉 
酒井 軍治

郎他 
1963 青森県南津軽碇ヶ関村温泉郡の研究 弘前大学教育学部紀要 別冊 弘前大学教育学部 

        
高橋 維一

郎他 
1964 

粘土_陶石_白土類 3. 青森県津軽湯の沢温泉付近のカオリン

質粘土 
東北の工業用鉱物資源 第 3 輯 

東北地方工業用鉱物資源開発調査委員会事

務局他 
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岩井 武彦

(1979) 
1979 青森県津軽平野地域における温泉群の研究   青森県環境保健部 

        
松葉谷 治

他 
1982 矢立_日景_及び津軽湯の沢温泉の同位体的研究 秋田大学鉱山学部研究報告 秋田大学鉱山学部 

        
谷口 敦行

他 
1997 津軽地域に分布する温泉群の同位体的特徴(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
谷口 敦行

他 
1999 津軽平野西部の温泉の全炭酸の炭酸同位体比(演旨) 

日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      同位体 北 逸郎他 1982 津軽湯の沢地熱地帯の変質鉱物の酸素同位体比（演旨） 
日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

9 
津

軽 
地下水  同位体  

松葉谷 治

他 
1982 矢立_日景_及び津軽湯の沢温泉の同位体的研究 秋田大学鉱山学部研究報告 秋田大学鉱山学部 

        
小岩 直人

他 
2004 

西津軽沿岸における酸素同位体ステージ 5e の海成段丘面の

発達過程に関する問題点 
青森地学 青森県地学教育研究会 

        
上栗 伸一

他 
2010 

青森県津軽半島の下部中新統磯松層の地質とストロンチウム

同位体年代 
地質学雑誌 日本地質学会 

    
塩分濃

度 
水質 

対馬 康夫

他 
1995 津軽十二湖湖沼群の水質化学特性 陸水学雑誌 日本陸水学会 

      海水 
大嶋 和雄

(1981) 
1981 津軽海峡の海底地形に最終氷期の海水準を読む（演旨） 

日本地質学会第 88 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

10 
下

北 
地形 隆起 

松浦 旅人 

他 
2010 

海成段丘を指標とした下北半島の第四紀後期隆起速度分布と

沿岸断層の活動性評価(SCG084-P17)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
渡辺 満久

他 
2012 下北半島北西端周辺の地震性隆起海岸地形と海底活断層 活断層研究 日本活断層学会 

      断層 北村 信他 1962 
下北半島東部の地質構造について--とくに"下北断層"の意義

について-- 

東北大学理学部地質学古生物学教

室研究邦文報告 
東北大学理学部地質学古生物学教室 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
渡辺 満久

他 
2008 下北半島南部における海成段丘の撓曲変形と逆断層運動 活断層研究 日本活断層学会 

        
松浦 旅人 

他 
2010 

海成段丘を指標とした下北半島の第四紀後期隆起速度分布と

沿岸断層の活動性評価(SCG084-P17)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
渡辺 満久

他 
2012 下北半島北西端周辺の地震性隆起海岸地形と海底活断層 活断層研究 日本活断層学会 

        
池田 安隆

(2012) 
2012 

下北半島沖の大陸棚外縁断層--地下に横たわる巨大な断層

を原発安全審査はどうあつかったのか-- 
科学 岩波書店 

        
鈴木 陽大

他 
2015 

下北半島の燧岳東麓断層に関する構造地質学・地熱地質学

的研究（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2015 
日本地熱学会 

      段丘 
大矢 雅彦

他 
1958 下北半島の海岸段丘 第 1 報 

資源科学研究所彙報！下北半島の

開発に関する総合的研究 3--1957 年

報告集-- 

資源科学研究所 

        
田辺 健一

他 
1969 下北半島尻屋崎付近の段丘上の「芝塚」状地形 東北地理 東北地理学会 

        
田村 俊和

(1969) 
1969 下北半島頸部の段丘（演旨） 東北地理 東北地理学会 

10 
下

北 
地形 段丘  

若生 達夫

(1970) 
1970 

下北半島大間崎の海岸段丘--海岸段丘の構造の類型的研究

_第 2 報-- 
東北地理 東北地理学会 

        堀 英雄他 1973 下北半島_ 夏泊半島の海成段丘と地殻変動(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        

青 森 県 地

学 教 育 研 究

会(1975) 

1975 下北半島北岸--海岸段丘とともに-- 
日曜の地学 2！青森・太平洋側をめ

ぐって 
築地書館他 

        町田 洋 1996 下北半島の段丘の指標となる洞爺テフラ 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
桑原 拓一

郎他 
1998 

下北半島_田名部平野に分布する中期更新世テフラ.段丘面と

恐山火山の噴火史(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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桑原 拓一

郎他 
2000 

下北半島.田名部低地帯における海成段丘の形成と田名部累

層の堆積過程および地殻変動 
地球 海洋出版 

        
桑原 拓一

郎(2001) 
2001 

下北半島・上北平野における海成段丘の形成と野辺地層の埋

積過程および第四紀地殻変動（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
桑原 拓一

郎(2005) 
2005 

青森県東部下北半島における海成段丘構成物の形成と相対

的海面変化(P-241)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
桑原 拓一

郎(2005) 
2005 

下北半島田名部平野における海成段丘構成物の形成と相対

的海面変化(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
桑原 拓一

郎(2005) 
2005 

下北半島田名部平野における海成段丘構成物の形成と相対

的海面変化 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
桑原 拓一

郎(2006) 
2006 

下北半島北部に分布する正津川軽石流堆積物のジルコン・フ

ィッション・トラック年代と田名部平野の海成段丘の年代(P-214)(ポ

スター セッション)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
渡辺 満久

他 
2008 下北半島南部における海成段丘の撓曲変形と逆断層運動 活断層研究 日本活断層学会 

        
松浦 旅人 

他 
2010 

海成段丘を指標とした下北半島の第四紀後期隆起速度分布と

沿岸断層の活動性評価(SCG084-P17)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
菅谷 真奈

美他 
2015 

下北半島に分布する海成段丘および下北沖コア C9001C の花

粉群集組成の対比(R21-O-2)(演旨) 

日本地質学会第 122 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

10 
下

北 
地形 段丘  

木村 治夫

他 
2015 下北半島尻屋崎の海成段丘における地中レーダー探査 地学雑誌 土木研究センター 

      火山 
郷原 保真

他 
1957 恐山火山の地質（予報）--下北半島北部の第四系 第 2 報-- 

資源科学研究所彙報！下北半島の

開発に関する総合的研究 2--1956 年

報告集-- 

資源科学研究所 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
松 井  健

(1958) 
1958 下北半島の火山灰土壌--1. 形態および鉱物組成-- 

資源科学研究所彙報！下北半島の

開発に関する総合的研究 3--1957 年

報告集-- 

資源科学研究所 

        梅田 浩司 1991 下北半島燧岳火山の地質(演旨) 岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        梅田 浩司 1991 下北半島、燧岳火山の岩石学(演旨) 岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        梅田 浩司 1992 下北半島_むつ燧岳火山の地質と岩石記載 岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        
藤巻 宏和

他 
1993 下北半島むつ燧岳火山の Sr－Nd 同位体組成(演旨) 

地球惑星科学関連学会 1993 年合同

大会予稿集 
地震学会他 

        
桑原 拓一

郎他 
1998 

下北半島_田名部平野に分布する中期更新世テフラ.段丘面と

恐山火山の噴火史(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
富山 真吾

他 
2007 

下北半島_むつ燧岳火山地域の変質帯と変質岩の熱ルミネッセ

ンス年代 
岩石鉱物科学 日本鉱物学会他 

        
桑原 拓一

郎(2008) 
2008 

下北半島恐山火山周辺に分布する田名部 D テフラのジルコン

結晶を用いたフィッション・トラック年代(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
荒川 武久

他 
2008 

下北半島_恐山火山の火山活動史--マグマ噴出率_噴火様式

等の長期的変化--（演旨） 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

    地質 表層 
黒柳 あず

み他 
2006 

浮遊性有孔虫群集と表層水塊の関係に基づく過去 2 万 7 千年

間の下北沖の古環境変動復元 
化石 日本古生物学会 

      母岩 
高橋 維一

郎(1972) 
1972 

下北半島西部の黒鉱々床地帯における母岩の変質（1）--新第

三系岩類の変質の概要--（演旨） 
岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

      火山岩 
周藤 賢治

他 
1986 

下北半島西部地域の後期中新世火山岩類の全岩化学組成

(演旨) 
日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

10 
下

北 
地質  火山岩  滝本 俊明 1986 

下北半島東部の中新世火山岩類－特に未分化ソレアイトにつ

いて－ 
岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        滝本 俊明 1986 下北半島東部地域・中新世火山岩類の微量元素組成(演旨) 日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 
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発行年

数 
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        山崎 勉他 1986 
下北半島西北部の中新世火山岩類－特に水中火砕岩の産状

と化学組成の特徴 
地球科学 地学団体研究会 

        
山岸 宏光

他 
1988 

下北半島の新第三紀水中火山岩類－－とくに Pillow lobe と

Lava lobe について－－(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
渡部 直喜

他 
1991 

津軽半島竜飛火山岩類および下北半島泊火山岩類の K－Ar

年代(演旨) 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱山地質学会他 

        
渡部 直喜

他 
1993 下北半島・泊地域に産する中新世火山岩類の K－Ar 年代 岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

    
調査手

法 

物理探

査 

鍋谷 祐夫

他 
1983 下北半島中央帯における物理探査(演旨) 

物理探査学会春季講演会講演予稿

集 
物理探査学会 

        
伴  英 明

(2001) 
2001 

多重反射が顕著なデータに対する重合前深度マイグレーショ

ン処理について--基礎物理探査「下北-北上」を例として-- 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

    地下水 同位体 
藤巻 宏和

他 
1993 下北半島むつ燧岳火山の Sr－Nd 同位体組成(演旨) 

地球惑星科学関連学会 1993 年合同

大会予稿集 
地震学会他 

        
竹内 瑛一

他 
2008 

下北沖の「ちきゅう」掘削コア C9002A の有機炭素の高分解能

炭素同位体組成分析(G209-004)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
堂満 華子

他 
2010 

下北半島沖 Site C9001 Hole C における浮遊性有孔虫化石基

準面と酸素同位体ステージとの層位関係（演旨） 
日本古生物学会例会講演予稿集 日本古生物学会 

11 
三

本木 
地形 段丘 

新戸部 芳

(1970) 
1970 三本木原台地における低位段丘期（演旨） 東北地理 東北地理学会 

        
片岡 香子

(2009) 
2009 

青森県奥入瀬川流域に発達する三本木扇状地（十和田段丘）

の堆積形成過程--火山性巨大洪水流の暗示--(Z176-004)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

      火山 松井 健他 1969 
青森県三本木原ふきんの現世火山灰層の噴出年代--日本の

第四紀層の 14C 年代（50）-- 
地球科学 地学団体研究会 
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        松井 健他 1971 
上北-三本木-八戸地域の堆積台地の火山灰土壌の調査と分

類--土壌層位学の土壌分類への適用例-- 
資源科学研究所彙報 資源科学研究所 

11 
三

本木 
地形 火山  

片岡 香子

(2009) 
2009 

青森県奥入瀬川流域に発達する三本木扇状地（十和田段丘）

の堆積形成過程--火山性巨大洪水流の暗示--(Z176-004)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
片岡 香子

(2009) 
2009 

火山性巨大洪水--十和田カルデラ、奥入瀬渓流、三本木扇状

地に見られる証拠--（O-99)(演旨） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

12 
能

代 
地形 断層 張 同耀他 1993 

1704 年能代・津軽地震の静的断層モデル(断層モデルによる

歴史地震研究の試み) 
測地学会誌 日本測地学会 

        
秋 田 県

(2001) 
2001 

能代断層に関する調査成果報告書--地震関係基礎調査交付

金（平成 12 年度）-- 
  秋田県 

        

秋 田 県 地

域 活 断 層 委

員会他 

2002 
能代断層に関する調査成果報告書--地震関係基礎調査交付

金（平成 13 年度）-- 
  秋田県生活環境文化部消防防災課 

        

秋 田 県 地

域 活 断 層 委

員会他 

2002 
能代断層に関する調査成果報告書（概要版）--地震関係基礎

調査交付金（平成 13 年度）-- 
  秋田県生活環境文化部消防防災課 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 能代断層帯の長期評価について 主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 能代断層帯長期評価について サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 
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地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2006) 

2006 能代断層帯の長期評価について(平成 17 年 4 月 13 日公表) 
地震調査委員会報告集??2005 年 1

月?12 月??（第 2 分冊） 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

12 
能

代 
地形 断層  

宮内 崇裕

他 
2012 

都市圏活断層図 能代断層帯とその周辺「能代」「森岳」及び解

説書 

都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D1-No.601 
国土地理院他 

      段丘 
白井 哲之

(1961) 
1961 能代付近の段丘地形 地理学評論 日本地理学会 

        
内藤 博夫

(1973) 
1973 能代平野の段丘について(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        

秋 田 第 四

紀 研 究 グ ル

ー プ 米 代 川

班(1977) 

1977 秋田県能代平野から藤里地域にかけての段丘群について 秋田地学 秋田地学教育学会 

        
内藤 博夫

(1977) 
1977 秋田県能代平野の段丘地形 第四紀研究 日本第四紀学会 

        岩谷 晃他 2006 
秋田県北部能代平野における段丘群の発達について(ポスタ

ーセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

      火山 
八木 浩司

他 
1986 

能代平野北部における洞爺火山灰の発見とその編年学上の

意味(演旨) 
東北地理 東北地理学会 

    地質 表層 毎熊 輝記 1985 能代の表層地盤と S 波速度測定について(演旨) 物理探査学会講演予稿集 物理探査学会 

        野越 三雄 1989 

Seismic Microzonation 研究(1)－－1983 年日本海中部地震に

よる高密度震度(秋田県_秋田市および能代市)と微地形・表層地

質との統計的評価－－ 

物理探査 物理探査学会 

        岡田 広他 1997 
南能代 3 次元地震探査区域内の表層構造について－－微動

のアレー観測による推定－－ 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 
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調査手

法 

物理探

査 

川原田 宏

他 
1988 

物理探査による液状化予測の可能性(2)－－日本海中部地震・

秋田県能代市の場合－－(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        高屋 正他 1988 
物理探査による液状化予測の可能性 2－日本海中部地震・秋

田県能代市の場合－(演旨) 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

13 
秋

田 
地形 地表 木村 勝弘 1988 

秋田・新潟地域の地表放射年代層序と坑井層序との関係(演

旨) 
石油技術協会誌 石油技術協会 

13 
秋

田 
地形 地表 

早稲田 周

他 
2012 

秋田～新潟地域でのヘッドスペースガス法による地表地化学

探査(演旨) 

石油技術協会春季講演会特別講

演 ・ シン ポ ジウム ・ 個 人講 演 要旨 集

_2012 

石油技術協会 

      隆起 大月 義徳 1995 秋田県和田盆地の第四系と出羽丘陵の隆起過程(演旨) 
日本地質学会第 102 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      断層 
千 屋 断 層

研究グループ 
1986 

千屋断層(秋田県)の完新世の活動と断層先端部の形態－千

畑町小森での発掘調査 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        
今泉 俊文

他 
1989 

逆断層崖線の湾曲構造－－秋田県千屋断層のトレンチ・ボー

リング調査－－(演旨) 

日本地理学会予稿集_ 人文地理学

会大会発表要旨 
人文地理学会他 

        福留 高明 1993 秋田県沿岸部における直下型地震と活断層 鉱業博物館 秋田大学鉱山学部鉱業博物館後援会 

        
佐藤 秀幸

他 
1993 秋田県千屋断層の電磁気構造 

秋田大学鉱山学部資源地学研究施

設報告 
秋田大学鉱山学部附属資源地学研究施設 

        岡村 行信 1995 
日本海東縁の活断層崖の比較観察－－佐渡西方.秋田沖.奥

尻北方－－(ポスターセッション)(演旨) 
しんかいシンポジウム予稿集 海洋科学技術センター 

        
岡村 行信

他 
1996 

日本海東縁の活断層の潜航調査－－奥尻島北方_秋田西方_

佐渡西方－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        池原 研 1996 日本海東縁秋田沖活断層崖の特徴(ポスターセッション)(演旨) しんかいシンポジウム予稿集 海洋科学技術センター 

        
酒井 隆太

郎他 
1997 千屋断層(秋田県千畑町)を対象とした空中物理探査(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 
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        池原 研 1997 潜航調査からみた日本海東縁秋田沖佐渡海嶺の活断層 JAMSTEC 深海研究 海洋科学技術センター 

        高島 勲他 1998 
秋田県鹿角市澄川温泉で発見された活断層／地すべり面の

熱ルミネッセンス年代 

秋田大学工学資源学部素材資源シ

ステム研究施設報告 

秋田大学工学資源学部附属素材資源システ

ム研究施設 

        大月 義徳 1999 秋田県大館盆地西縁の地質構造と境界断層(演旨) 季刊地理学 東北地理学会 

        
長谷見 晶

子他 
2000 

秋田.山形県境沖の地震(1999 年 2 月 26 日_M5.1)について－

－断層面_周辺地域での波の減衰－－(P040)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
佐藤 時幸

他 
2001 

秋田県本荘市に掘削された NKH-1_3 号井の石灰質ナンノ化

石層序--北由利衝上断層群形成時期と関連して--（演旨） 
石油技術協会誌 石油技術協会 

13 
秋

田 
地形 断層 

西谷 忠師

他 
2001 秋田県仙北郡太田断層の比抵抗構造 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
西谷 忠師

他 
2001 秋田県太田断層における VLF-MT 探査 

伊豆半島の地殻活動に関連する電

磁気現象の研究！京都大学防災研究

所研究集会（一般）12K-04 報告書 

京都大学防災研究所 

        
西谷 忠師

他 
2001 秋田県太田断層における VLF?MT 探査 

Conductivity Anomaly 研究会論文集

_2001 
CA 研究グループ 

        
大月 義徳

他 
2002 秋田県花輪（鹿角）盆地南東縁における断層分布（演旨） 季刊地理学 東北地理学会 

        

海 上 保 安

庁 海 洋 情 報

部(2002) 

2002 秋田-本荘沖（南部）の断層分布 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
佐藤 時幸

他 
2003 

石灰質ナンノ化石からみた秋田県沿岸北由利衝上断層群の活

動時期(演旨) 

日本地質学会第 110 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
阿部 真郎

他 
2004 秋田県・鳥田目断層と地すべり 日本地すべり学会誌 日本地すべり学会 
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長谷見 晶

子他 
2004 

1999 年 2 月 26 日秋田県沿岸南部で発生した地震(M5.1)の断

層面について 
地震 第 2 輯 地震学会 

        
秋 田 県

(2005) 
2005 

秋田県活断層調査の概要（北由利断層に関する調査結果）--

地震関係基礎調査交付金（平成 16 年度）-- 
  秋田県 

        
今泉 俊文

他 
2006 秋田県・千屋断層の陸羽地震断層露頭 活断層研究 活断層研究会 

        
今泉 俊文

他 
2006 秋田県・千屋断層の陸羽地震断層露頭の発見(演旨) 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
古橋 恭子

他 
2006 

秋田県男鹿半島の湯本断層沿いに産出する石灰華と温泉の

関係(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
松浦 旅人

他 
2007 秋田県花輪東断層帯の最近 1.5 万年間の活動性 活断層研究 活断層研究会 

        
古橋 恭子

他 
2008 

秋田県男鹿半島北岸の湯本断層沿いに産出する石灰華およ

び温泉の同位体地球化学的研究 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
吉田 昌幸

他 
2008 

秋田県出羽丘陵鳥田目断層群に関連する新第三系の変形構

造(O-93)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

13 
秋

田 
地形 断層 

佐々木 亮

道(2010) 
2010 

秋田県南部、出羽丘陵西麓～沿岸地域における活断層の分

布と断層モデル（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
藤本 幸雄

(2010) 
2010 

秋田県にかほ市に出現した仁賀保衝上断層群の一部と見られ

る断層について（P-51)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地質学会第 117 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
阿部 信太

郎 他 
2010 

出羽丘陵の地殻構造と秋田仙北地震(1914 年_ M7.1)の震源断

層について(SCG088-16)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
小松原 琢

(2014) 
2014 秋田県周辺の活断層と歴史地震（演旨） 歴史地震 歴史地震研究会 

      段丘 
内藤 博夫

(1965) 
1965 秋田県岩見川流域およびその周辺の段丘について 第四紀研究 日本第四紀学会 
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        栗山 知士 1985 
秋田県内の 3 万年_ B.P.以前と推定されている地層および段丘

面の 14C 年代について 
秋田地学 秋田地学教育学会 

        本間 淳 1989 秋田県子吉川流域の段丘地形について 金沢大学文学部地理学報告 金沢大学文学部地理学教室 

        大月 義徳 1991 秋田県鷹巣盆地における中部更新統盆地埋積層と高位段丘 地学雑誌 東京地学協会 

        藤本 幸雄 1996 秋田県鷹巣盆地七日市地域の段丘と地下水(演旨) 
日本地質学会第 103 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        白石 建雄 2000 
秋田県男鹿半島における酸素同位体ステージ 5a に対比される

地層(五里合層；新称)と海成段丘 
第四紀 第四紀総合研究会 

        
栗山 知士

(2001) 
2001 秋田県鷹巣盆地の低位河岸段丘（演旨） 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        舘 良和他 2006 
秋田県南西部子吉川水系における段丘発達と出羽丘陵(ポス

ターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        岩谷 晃他 2006 
秋田県北部能代平野における段丘群の発達について(ポスタ

ーセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

      火山 林 宏 1953 秋田県男鹿半島目潟の火山抛出物について 名古屋地学 名古屋地学会 

        林 宏 1955 秋田県男鹿半島一の目潟周辺の火山抛出物について 地質学雑誌 日本地質学会 

        
山本 荘毅

(1963) 
1963 

日本の地下水（35）--東北地方 26 秋田県（6）寒風火山の湧

泉について-- 
水 月刊「水」発行所 

13 
秋

田 
地形 火山  

内藤 博夫

(1966) 
1966 秋田県米代川流域の第四紀火山砕屑物と段丘地形 地理学評論 日本地理学会 

        
堀 越  叡

(1967) 
1967 

秋田県中新世小坂火山の元山活動と黒鉱型鉱床の生成（演

旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
田中 和夫

他 
1969 秋田駒ヶ岳火山における地震観測（演旨） 火山 第 2 集 日本火山学会 
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中馬 教允

他 
1969 

秋田県米代川沿いの火山灰と段丘に関する二・三の問題点

（演旨） 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
仙 台 管 区

気象台他 
1970 

昭和 45 年 9 月 18 日秋田駒ヶ岳火山噴火に関する火山速報！

防災業務実施状況報告第 2 号（昭和 45 年） 
  仙台管区気象台他 

        
八木 健三

他 
1971 秋田駒ヶ岳火山の地質と岩石 

秋田県駒ヶ岳噴火調査報告！文部

省科学研究費特定研究「秋田県駒ヶ岳

噴火の火山学的調査」 

鈴木 次郎（東北大学理学部） 

        
荒牧 重雄

他 
1971 秋田駒ヶ岳火山女岳の新溶岩の岩石学研究 

秋田県駒ヶ岳噴火調査報告！文部

省科学研究費特定研究「秋田県駒ヶ岳

噴火の火山学的調査」 

鈴木 次郎（東北大学理学部） 

        
大場 与志

男(1971) 
1971 秋田駒ヶ岳 1970 年新火山弾の化学組成 

秋田県駒ヶ岳噴火調査報告！文部

省科学研究費特定研究「秋田県駒ヶ岳

噴火の火山学的調査」 

鈴木 次郎（東北大学理学部） 

        
小坂 丈予

他 
1971 

秋田駒ヶ岳 1970-71 年噴火の噴出物 4. 火山ガス及び火山

昇華物 

火山 第 2 集！秋田駒ヶ岳 1970～70

年噴火特集号 
日本火山学会 

        橘 行一他 1972 
昭和 45 年噴火の秋田駒ヶ岳の菫青石・鱗珪石から成る新捕獲

岩および新火山弾--秋田駒ヶ岳の捕獲岩と火山弾（その 1）-- 

岩手大学教育学部研究年報 第 3部 

自然 
岩手大学教育学部 

        
加 納  博

(1973) 
1973 秋田駒ヶ岳火山と 1970 年の噴火 秋田駒ヶ岳・八幡平見学案内書 地球化学討論会実行委員会（1973 年） 

        
小針 博通

(1974) 
1974 秋田県荷葉岳火山の岩石 岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

13 
秋

田 
地形 火山  

庄子 貞雄

他 
1975 

秋田県平鹿郡十文字町付近の火山灰土壌の 14C 年代--日本

の第四紀層の 14C 年代（105）-- 
地球科学 地学団体研究会 

        
狐崎 長琅

(1977) 
1977 秋田県駒ヶ岳火山における地温観測 

秋田大学鉱山学部地下資源研究施

設報告 
秋田大学鉱山学部附属地下資源研究施設 
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井上 克弘

(1978) 
1978 

秋田駒ヶ岳火山噴出物の 14C 年代--日本の第四紀層の 14C

年代（126）-- 
地球科学 地学団体研究会 

        
井上 克弘

(1979) 
1979 

秋田駒ヶ岳火山・生保内火砕流の 14C 年代--日本の第四紀

層の 14C 年代（128）-- 
地球科学 地学団体研究会 

        
狐崎 長琅

他 
1979 

秋田駒ヶ岳火山における地温観測（1977?1978 年）と放熱量の

試算 

秋田大学鉱山学部地下資源研究施

設報告 
秋田大学鉱山学部地下資源研究施設 

        
中山 修一

他 
1980 

秋田県北鹿地域における磁気層序と火山層序との対比（深沢.

餌釣鉱床地区）（演旨） 

物理探査学会講演会講演予稿集(昭

和 55 年春季) 
物理探査学会 

        
井上 克弘

(1980) 
1980 

秋田焼山火山噴出物 14C 年代--日本の第四紀層の 14C 年代

（134）-- 
地球科学 地学団体研究会 

        
石川 洋平

他 
1980 

秋田県餌釣黒鉱鉱床地区の火山活動と鉱化変質--主として北

東部のパイロフィライト化作用について--（演旨） 
鉱山地質 日本鉱山地質学会 

        
松葉谷 治

他 
1981 秋田県雄和町の非火山性深層熱水の起原（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
中川 光弘

(1981) 
1981 秋田県森吉火山の地質と岩石--その 1--（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱物学会他 

        
中川 光弘

(1982) 
1982 

秋田県森吉火山の岩石学”斑晶鉱物の化学組成について”

（演旨） 
岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        須藤 茂 1984 秋田県荷葉岳火山の古地磁気と K-Ar 年代 火山 第 2 集   

        中川 光弘 1985 秋田県駒ケ岳火山噴出物の組織変化(演旨) 火山_第 2 集 日本火山学会 

        須藤 茂 1986 秋田焼山火山の地下構造(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
土谷 信之

他 
1986 

秋田県南部台島－西黒沢期における火山活動と変成作用(演

旨) 
日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        林 信太郎 1987 秋田県男鹿半島_寒風火山の地質(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 
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阿部 泰久

他 
1988 秋田県北部田代岳火山の地質(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

13 
秋

田 
地形 火山  

狐崎 長琅

他 
1988 

秋田駒ケ岳火山における地温観測(1979－1987 年)と 1970 年

噴火後の地熱活動についての若干の考察 

秋田大学鉱山学部資源地学研究施

設報告 
秋田大学鉱山学部附属資源地学研究施設 

        
白石 建雄

他 
1988 秋田県男鹿半島で発見された姶良 Tn 火山灰 第四紀研究 日本第四紀学会 

        
狐崎 長琅

他 
1989 

1970 年噴火以後の秋田駒ヶ岳火山における地磁気・重力の変

化 

秋田大学鉱山学部資源地学研究施

設報告 
秋田大学鉱山学部付属資源地学研究施設 

        
狐崎 長琅

他 
1989 

1970 年噴火後の地球物理学的諸観測からみた秋田駒ケ岳火

山の活動状況の推移(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        土谷 信之 1989 
秋田ー山形油田堆積盆地における中新世青沢層玄武岩の海

底火山活動 

地質学論集_ 新生代東北本州弧の

ジオテクトニクス 
日本地質学会 

        
阿部 泰久

他 
1990 秋田県北部田代岳火山の岩石(演旨) 

日本地質学会第 97 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
南部 正光

他 
1990 

ガラス含有物による火山層序区分－－秋田県小安地区－－

(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        大場 司 1990 秋田焼山火山の火山活動史(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        大場 司他 1991 
秋田焼山火山・八幡平火山にみられるカルクアルカリ系列につ

いて(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会日

本火山学会固有セッション講演予稿集 
日本火山学会 

        大場 司他 1991 
秋田県焼山火山のマグマの進化 1．地質層序_全岩主成分組

成_鉱物化学組成より(演旨) 
岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        大場 司他 1991 
秋田県焼山火山のマグマの進化 2Sr 同位体、微量成分組成よ

り(演旨) 
岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        大場 司 1991 秋田焼山火山の地質学的・岩石学的研究：1．山体形成史 岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        大場 司他 1991 秋田焼山火山に於けるマグマの進化(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 
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        大場 司他 1991 東北本州弧_秋田焼山火山噴出物の地球化学的研究 核理研研究報告 東北大学理学部原子核理学研究施設 

        大場 司他 1992 
Sr および Nd 同位体組成からみた秋田焼山火山および八幡平

火山群における岩石成因論(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
白石 建雄

他 
1992 

秋田県男鹿半島における西日本起源の漂流軽石・降下火山灰

の発見とその意義 
第四紀研究 日本第四紀学会 

13 
秋

田 
地形 火山  大場 司 1993 

秋田焼山火山の地質学的・岩石学的研究－－2．マグマ組成

の変化－－ 
岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        大場 司他 1993 八幡平・秋田焼山火山群におけるマグマの起源と進化(演旨) 
地球惑星科学関連学会 1993 年合同

大会予稿集 
地震学会他 

        村上 英樹 1994 秋田焼山火山に産する骸晶状斜長石巨斑晶(演旨) 三鉱学会講演要旨集 日本岩石鉱物鉱床学会他 

        
武藤 倫子

他 
1994 

秋田県八幡平地区の火山ガス起源ならびに天水起源の地熱

水(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        

東 北 大 学

理 学 部 地 震

予知・噴火予

知観測センタ

ー 

1994 秋田駒ケ岳火山地域の地震活動(1988 年 1 月～1994 年 5 月) 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
大熊 茂雄

他 
1995 

火山地域における高分解能空中磁気探査の評価－－秋田県

由利原地域の例－－ 
物理探査 物理探査学会 

        品川 道夫 1995 
秋田油田地域に分布する上部新生界の火山灰層位学的_地形

学的研究 
秋田地学 秋田地学教育学会 

        土井 宣夫 1996 
岩手県秋田駒ヶ岳東山腹に分布するテフラ層－－秋田駒ヶ岳

火山起源のテフラ－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
林 信太郎

他 
1997 1997 年 8 月 16 日秋田焼山火山の水蒸気爆発(速報) 地質学雑誌 日本地質学会 
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両角 春寿

他 
1997 

秋田県五城目町馬場目黒鉱鉱床の火山層序と黒鉱鉱化作用

(演旨) 
資源地質学会講演会講演要旨集 資源地質学会 

        村上 英樹 1997 秋田焼山火山に産する斜長石巨斑晶に認められる再融反応 
秋田大学鉱山学部素材資源システ

ム研究施設報告 

秋田大学鉱山学部附属素材資源システム研

究施設 

        
関根 一男

他 
1997 秋田焼山で観測された火山性地震の特性 

気象庁研究時報_別冊_ 管区気象研

究会誌選集(平成 9 年度) 
気象庁 

        
東 北 大 学

理学部 
1997 

1997 年 5 月 11 日の秋田焼山火山における地滑り_水蒸気爆発

に伴った地震.微動活動 
火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

13 
秋

田 
地形 火山  

地 質 調 査

所他 
1998 

秋田焼山 1997 年 8 月 16 日噴火により放出された火山灰の構

成物 
火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
地 質 調 査

所他 
1998 秋田焼山火山北東_澄川温泉地滑りの地形と地質の特徴 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        土井 宣夫 1998 
有史時代における岩手山.秋田駒ヶ岳.秋田焼山の火山活動と

三陸沖地震との相関(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
石川 洋平

他 
1998 

秋田県五城目町馬場目黒鉱鉱床地域－－上小阿仁村萩形沢

地域の火山層序－－(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
気 象 研 究

所他 
1998 秋田焼山の火山性微動のスペクトル 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
松葉谷 治

他 
1998 

秋田焼山地域における火山性地熱水の地球化学的モニタリン

グ(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        根本 匠他 1998 
秋田焼山周辺の火山性地熱水の化学組成.同位体組成の経

年変化(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        大場 司他 1998 
秋田焼山火山 1997 年 8 月 16 日水蒸気爆発－－熱水変質鉱

物の重要性－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
東 北 大 学

理学部地震 .
1998 

1997 年 8 月 16 日の秋田焼山火山における水蒸気爆発に伴う

微動.地震活動 
火山噴火予知連絡会会報 気象庁 
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噴 火 予 知 研

究観測センタ

ー 

        土谷 信之 1998 
秋田－山形油田地域の第三系の地質と火山活動(ポスターセッ

ション)(演旨) 

日本地質学会第 105 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        土谷 信之 1999 
秋田－山形油田地帯の後期中新世－鮮新世火山岩の火山活

動と貯留岩の形成 
地質調査所月報 地質調査所 

        土谷 信之 1999 
秋田－山形油田堆積盆内の中期中新世後半－鮮新世火山活

動(演旨) 
地質調査所月報 地質調査所 

13 
秋

田 
地形 火山  中島 寛他 1999 

秋田県上小阿仁村八木沢地域の火山層序(P-06)(ポスターセ

ッション)(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        須藤 茂 1999 
秋田駒ヶ岳火山－－本州でもっとも新しい昭和の溶岩流をた

ずねて－－ 

東北の火山－－フィールドガイド 日

本の火山<4>－－ 
築地書館他 

        
石川 洋平

他 
2000 

秋田県北鹿地域西部田代町岩瀬川流域～花岡黒鉱鉱床地域

の火山層序(P-11)(ポスターセッション)(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        三上 晋他 2001 
秋田県北鹿地域北西部における黒鉱胚胎層凖と玄武岩火山

活動の層序的関係（ポスターセッション）（演旨） 

日本鉱物学会年会_日本岩石鉱物鉱

床学会学術講演会講演要旨集_2001 
日本鉱物学会他 

        大場 司他 2001 
秋田焼山火山 1997 年水蒸気爆発のメカニズムとエネルギー

（演旨） 

日本鉱物学会年会_日本岩石鉱物鉱

床学会学術講演会講演要旨集_2001 
日本鉱物学会他 

        
茂 野  博

(2001) 
2001 

非第四紀火山地域の地熱水の化学的特性と起源の多様性に

ついての検討--秋田県八橋平油田地層水の化学シミュレーショ

ン解析結果を中心に--(B14)（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2001 
日本地熱学会 

        土居 宏他 2001 
秋田県北鹿地域西部田代町摩当山付近の火山層序（P-13）

（ポスターセッション）（演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 
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        三上 晋他 2001 

秋田県北鹿地域西部田代町岩瀬川流域から大館市大川目沢

流域の火山層序--黒鉱胚胎層準と玄武岩火山活動--（P-12）

（ポスターセッション）（演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
石川 洋平

他 
2002 

秋田県北鹿地域南西部小森川?小猿部流域の火山層序（ポス

ターセッション）（演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
石川 洋平

他 
2002 

秋田県北鹿地域南西部小猿部川?小又流域の火山層序（ポス

ターセッション）（演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
八木 正彦

他 
2002 

東北本州弧における後期中新世_背弧火山活動の特徴と岩石

学--秋田県本荘市_福山安山岩を例として--（ポスターセッション）

（演旨） 

日本鉱物学会年会_日本岩石鉱物鉱

床学会学術講演会講演要旨集 
日本鉱物学会他 

        
藤縄 明彦

他 
2002 秋田駒ヶ岳火山_後カルデラ活動期における噴火史（演旨） 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

13 
秋

田 
地形 火山  

国 土 地 理

院(2002) 
2002 火山基本図 秋田焼山 1:10_000 火山基本図 国土地理院 

        
伊藤 英之

他 
2002 

登山客・観光客および平時の火山防災教育を意識した火山防

災マップの作成--秋田焼山火山防災マップ--（ポスターセッショ

ン）（演旨） 

日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
林 信太郎

他 
2002 

学校教育の中の火山防災教育--秋田大学教育文化学部附属

小学校における授業実践例--（演旨） 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
八木 正彦

他 
2002 

秋田堆積盆地における後期中新世?前期鮮新世火山活動の特

徴と火山性再堆積相の形成期(演旨) 
石油技術協会誌 石油技術協会 

        
狐崎 長琅

他 
2002 

重力探査からみた男鹿半島戸賀湾付近の地下構造--秋田県

男鹿半島西岸に見出されたマール型戸賀火山-- 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        三上 晋他 2003 秋田県北麓地域の火山層序(ポスターセッション)(演旨) 
資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 
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八木 正彦

他 
2003 

東北本州背弧域_秋田?山形堆積盆地における中新世火山層

序--貧化石帯において年代指標となり得るか？--(演旨) 
石油技術協会誌 石油技術協会 

        

東 北 大 学

大 学 院 理 学

研究科地震・

噴 火 予 知 研

究観測センタ

ー(2004) 

2004 
2003 年 5 月?6 月に秋田駒ヶ岳火山周辺で発生した地震活動・

地盤変動 
火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
藤縄 明彦

他 
2004 

秋田駒ヶ岳火山_後カルデラ活動期における噴火史--火山体

構成噴出物と降下テフラ層の対比-- 
火山 日本火山学会 

        
林 信太郎

他 
2005 

秋田駒ヶ岳の火山防災マップ--住民公開型の火山防災マップ

作り-- 

地球！日本の火山ハザードマップ

（上） 
海洋出版 

        
林 信太郎

他 
2005 

秋田焼山の火山防災マップ--登山客・観光客および平時の火

山防災教育を意識した火山防災マップ-- 

地球！日本の火山ハザードマップ

（上） 
海洋出版 

        
平林 順一

他 
2006 秋田県湯沢_泥湯温泉の火山ガス事故(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

13 
秋

田 
地形 火山  

松葉谷 治

(2006) 
2006 

秋田県泥湯・川原毛地域の天水起源および火山ガス起源の 2

種類の温泉(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
藤縄 明彦

他 
2006 秋田駒ヶ岳火山_最近 13_000 年間の噴火変遷 

地球！活火山における噴火様式の

時代的変遷と長期噴火予測（上） 
海洋出版 

        
狐崎 長琅

(2007) 
2007 秋田駒ケ岳火山近年の地熱状態の推移(V237-009)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
佐津川 貴

子他 
2007 

秋田県男鹿半島一の目潟火山カンラン岩捕獲岩の微細構造

発達過程(O-136)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
文 化 財 研

究 所 奈 良 文
2007 青森県十和田火山の巨大噴火と秋田県胡桃館遺跡 

埋蔵文化財ニュース！年輪年代法と

自然災害 

文化財研究所奈良文化財研究所埋蔵文化財

センター 
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化 財 研 究 所

埋 蔵 文 化 財

セ ン タ ー

(2007) 

        
野上 健治

他 
2007 

積雪期に発生した火山ガス災害--秋田県泥湯温泉における事

故事例--(13-P-06)(ポスターセッション)(演旨) 

火山都市国際会議島原大会講演要

旨集 日本語版 
日本火山学会他 

        
亀  聡 実 

他 
2008 

秋田県一の目潟火山放出物中の輝岩_輝石角閃石岩の結晶

作用と親メルトの組成(V152-011)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
佐津川 貴

子他 
2009 

結晶方位配列と亜結晶粒回転軸によるかんらん石すべり系の

推定--秋田県男鹿半島一ノ目潟火山かんらん岩捕獲岩を例とし

て-- 

地質学雑誌 日本地質学会 

        
及川 輝樹

他 
2009 

地質情報展 2008 あきた 秋田の活火山--火山 その噴火の驚

異とめぐみ-- 
地質ニュース 実業公報社 

        
狐崎 長琅

他 
2010 秋田駒ケ岳の最近の火山状態(SVC063-34)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
小畑 大樹

他 
2012 

秋田駒ヶ岳火山_主成層火山体東部地域の岩石学的研究(ポス

ターセッション)(演旨) 
日本火山学会講演予稿集_2012 日本火山学会 

13 
秋

田 
地形 火山  

植木 貞人

他 
2012 

2011 年東北地方太平洋沖地震 M9.0 後の東北地方の火山活

動--岩手・秋田駒ヶ岳火山_吾妻火山の地震活動を例として--

（演旨） 

日本火山学会講演予稿集_2012 日本火山学会 

        
土井 宣夫

(2012) 
2012 

秋田駒ヶ岳、岩手山の最近の火山性地震--熱異常とそれらに

先立つ海溝型地震--(SVC53-P16)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM)_2012 
日本地球惑星科学連合 

        
杉田 匠平

他 
2013 

秋田駒ヶ岳火山西部地域における主成層火山形成期噴出物

の岩石学的研究(SVC48-P01)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        
狐崎 長琅

他 
2013 

秋田駒ヶ岳火山における重力変化と熱膨張モデル(SVC52-

04)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 
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狐崎 長琅

(2013) 
2013 

熱膨張による重力変化--秋田駒ヶ岳火山の熱活動にかかわる

提案モデル-- 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        

東 北 大 学

大 学 院 理 学

研究科地震・

噴 火 予 知 研

究観測センタ

ー(2014) 

2014 
岩手火山・秋田駒ヶ岳火山地域の最近の地震活動--2011 年

東北地方太平洋沖地震前後の活動比較-- 
火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
大木 郁也

他 
2014 

秋田県湯沢市 _三途川カルデラの火山活動史と地質構造

(SVC54-P09)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
柳澤 妙佳

他 
2015 

秋田駒ヶ岳火山_主成層火山形成期の形成史--地形判読と岩

石学に基づく噴出物の対比結果--(ポスターセッション)(演旨) 
日本火山学会講演予稿集_2015 日本火山学会 

        
狐崎 長琅

他 
2015 

地球物理学的定点反復観測からみた 1970 年噴火後の秋田駒

ヶ岳火山の地熱活動 
火山 日本火山学会 

      褶曲 
小松 直幹

(1968) 
1968 秋田油田褶曲のモデルについて（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
伊藤 谷生

(1979) 
1979 

「多面体状褶曲」_その幾何学的形態と変形様式--秋田県二ツ

井付近七座背斜を例として-- 
地質学雑誌 日本地質学会 

13 
秋

田 
地形 褶曲  

鈴木 尉元

他 
1989 秋田県米代川沿いの褶曲の形成機構について(演旨) 石油技術協会誌 石油技術協会 

        鈴木 尉元 1991 
秋田県米代川ぞいの褶曲の形成過程と現在の地殻変動の意

味について 

中川久夫教授退官記念地質学論文

集 
中川久夫教授退官記念事業会 

    地質 表層 
近藤 忠三

(1976) 
1976 秋田市手形沖積表層部の地温 秋田地学 秋田地学教育学会 
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        野越 三雄 1989 

Seismic Microzonation 研究(1)－－1983 年日本海中部地震に

よる高密度震度(秋田県_秋田市および能代市)と微地形・表層地

質との統計的評価－－ 

物理探査 物理探査学会 

        
鈴木 泰輔

他 
1989 秋田沖表層堆積物の重鉱物組成 

秋田沖の海底地形と堆積物_ 開口性

沿岸海域開発に伴う底質汚染予測技

術に関する研究成果報告書 

地質調査所 

        横田 節哉 1989 秋田沖表層堆積物の重金属元素 

秋田沖の海底地形と堆積物_ 開口性

沿岸海域開発に伴う底質汚染予測技

術に関する研究成果報告書 

地質調査所 

        池原 研 1992 山形・秋田沖の表層堆積物の物理的性質 

日本海中部東縁部大陸棚周辺海域

の海洋地質学的研究_平成 3 年度研究

概要報告書－－山形～秋田県沖海域

－－ 

地質調査所 

        中嶋 健他 1992 酒田・秋田沖の表層堆積物 

日本海中部東縁部大陸棚周辺海域

の海洋地質学的研究_平成 3 年度研究

概要報告書－－山形～秋田県沖海域

－－ 

地質調査所 

        野村 正弘 1992 
山形・秋田県沖日本海から得られた表層堆積物中の炭素・窒

素含有量 

日本海中部東縁部大陸棚周辺海域

の海洋地質学的研究_平成 3 年度研究

概要報告書－－山形～秋田県沖海域

－－ 

地質調査所 

13 
秋

田 
地質 表層 寺島 滋他 1992 山形－秋田沖表層堆積物中の重金属分布 

日本海中部東縁部大陸棚周辺海域

の海洋地質学的研究_平成 3 年度研究

概要報告書－－山形～秋田県沖海域

－－ 

地質調査所 
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        横井 大作 1992 日本海東部秋田沖の 2 本の表層柱状試料の底生有孔虫 

日本海中部東縁部大陸棚周辺海域

の海洋地質学的研究_平成 3 年度研究

概要報告書－－山形～秋田県沖海域

－－ 

地質調査所 

        池原 研他 1994 秋田西方表層堆積図説明書_1：200_000 海洋地質図 地質調査所 

        高島 勲他 2003 秋田県大潟村の表層抽熱システムの運転実績（45）（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集！25 周年記念自然エネルギーフォ

ーラム _2003 

日本地熱学会 

      岩盤 
海江田 秀

志 
1990 

秋田県秋ノ宮地点のおける高温岩体開発基礎実験(その 1)－

－岩盤破砕技術の開発－－ 
地熱エネルギー 新エネルギー財団地熱本部 

        
阿部 真郎

他 
1994 

奥羽脊梁山脈における大規模岩盤地すべりの地質的要因－

－秋田県・奥羽脊梁山脈西縁部－－ 
応用地質 日本応用地質学会 

        
寺川 俊浩

他 
1996 

岩盤地すべり地における地下水の挙動－－とくに秋田県谷地

地すべりを例として－－ 
地下水学会誌 日本地下水学会 

        
鈴 木  聡

(2010) 
2010 

秋田県中部に分布する水中火山岩の岩盤劣化と崩壊形態(演

旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2010 
日本応用地質学会 

      母岩 
田口 一雄

(1960) 
1960 

秋田・山形県境附近の海成油母岩 C/N 比_ならびに堆積岩の

C/N 比に関する 2_3 の考察--堆積岩の有機物の研究-1-- 
石油技術協会誌 石油技術協会 

        
上田 良一

他 
1961 

秋田県における鉱床母岩の層位に関する考察--その 1.北秋

田・鹿角地域-- 

秋田大学鉱山学部地下資源開発研

究所報告 
秋田大学鉱山学部地下資源開発研究所 

        権川 誠他 1965 
秋田県北部の黒鉱鉱床および母岩の微量元素（第 1 報）（演

旨） 
地球化学討論会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
田口 一雄

他 
1968 

秋田県矢島油田石油母岩中に含まれるポルフィリン類の分布

（演旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 

13 
秋

田 
地質 母岩  

東野 徳夫

(1973) 
1973 

秋田県深沢鉱床における母岩中の微量成分と鉱床との関係

（演旨） 
地球化学討論会講演要旨集 日本地球化学会他 
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本多 朔郎

他 
1985 秋田県乳頭地熱帯の母岩 

秋田大学鉱山学部地下資源研究施

設報告 
  

        
石川 洋平

他 
1995 

秋田県五城目町馬場目黒鉱鉱床付近の母岩の変質作用(演

旨) 
資源地質 資源地質学会 

      火山岩 井上 武他 1958 秋田油田平原地下の火山岩分布について（演旨） 石油技術協会誌 石油技術協会 

        
島津 光夫

(1965) 
1965 

秋田県北鹿地区_相内?小坂付近の火山岩_凝灰岩類の変質

（演旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
島津 光夫

他 
1966 

秋田県東北部相内および下内沢付近の火山岩類の変質--とく

に玄武岩類について--（演旨） 
岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        
島津 光夫

他 
1966 秋田県北部_相内および陣場附近の火山岩類の変質 

新潟大学理学部地質鉱物学教室研

究報告 
新潟大学理学部地質鉱物学教室 

        
乗富 一雄

他 
1968 秋田県内火山岩の磁性(続報)(演旨) 

日本地球電気磁気学会講演会講演

予稿集 
日本地球電気磁気学会 

        
村上 敬助

他 
1970 秋田県男鹿半島の火山岩の磁気(演旨) 

日本地球電気磁気学会講演会講演

予稿集 
日本地球電気磁気学会 

        
乗富 一雄

他 
1970 秋田県内火山岩の磁性とその探鉱への応用（その 2） 

秋田大学鉱山学部地下資源開発研

究所報告 
秋田大学鉱山学部地下資源研究施設 

        
乗富 一雄

他 
1973 

秋田県内新第三紀火山岩の磁気について--男鹿半島と内陸

部との対比-- 
鉱業博物館報告 秋田大学鉱山学部鉱業博物館後援会 

        
金原 啓司

他 
1975 秋田県五城目町森山火山岩類中の鉄サポナイト様鉱物 地質調査所月報 地質調査所 

        西村 進他 1976 

秋田県南部小安温泉付近の火山岩類のフィッション・トラック年

代--日本の地熱活動に関連する火成岩のフィッション・トラック年

代（1）-- 

地質調査所月報 地質調査所 
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金原 啓司

(1979) 
1979 

岩手県葛根田川上流および秋田県大深沢上流地域酸性火山

岩の変成分帯 

地熱地域の熱水系に関する研究！

サンシャイン計画研究開発成果中間報

告書（昭和 52 年度） 

地質調査所 

13 
秋

田 
地質 火山岩 

堀 越  叡

(1982) 
1982 秋田県北部の新生代火山岩類 海洋科学 海洋出版 

        
臼田 雅郎

他 
1986 

秋田県南部における新第三紀火山岩類の K－Ar 年代と新第

三系の対比 
北村信教授退官記念地質学論文集 北村信教授退官記念事業会 

        
青木 謙一

郎他 
1986 秋田県一の目潟の火山岩と地殻下部由来捕獲岩の微量成分 核理研研究報告(東北大学理学部) 東北大学理学部附属原子核理学研究施設 

        佐藤 修他 1986 秋田県新黒川－1 号井にみられた火山岩類の貯留岩的検討 
田口一雄教授退官記念論文集_ 石

油鉱床学の諸問題 
田口一雄教授退官記念会 

        須藤 茂 1987 秋田県_田沢湖周辺の火山岩の年代(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        高島 勲他 1987 
秋田県小安・秋の宮地熱地域の変質岩及び火山岩の TL 年代

(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
大口 健志

他 
1992 

油田系列玄武岩形成以前の火山岩相－－秋田地域を例に－

－(演旨) 

地学団体研究会総会シンポジウム要

旨集 
地学団体研究会 

        村上 英樹 1994 
秋田県五城目町_俎山火山岩類中に発達するタール包有瑪瑙

(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        土谷 信之 1994 秋田－山形油田地帯の後期中新世火山岩(演旨) 
日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        土谷 信之 1995 秋田－山形油田地帯の火山岩貯留岩 地質ニュース 実業公報社 

        土谷 信之 1997 
秋田－山形油田の後期中新世－鮮新世火山岩の分布と放射

年代(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        一関 敏他 1998 
秋田県太平山南麓地区に分布する中新世水中火山岩類(砂子

渕層)の堆積相(演旨) 

日本地質学会第 105 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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斎藤 伸昭

他 
1998 

秋田県南部_三途川カルデラの形成に関与した火山岩類の岩

石学的研究(ポスターセッション)(演旨) 

日本岩石鉱物鉱床学会学術講演会_

日本鉱物学会年会_講演要旨集 
日本岩石鉱物鉱床学会他 

        高島 勲他 1999 秋田県泥湯周辺地域の第四紀火山岩類の TL 年代 岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        土谷 信之 1999 
秋田－山形油田地帯の後期中新世－鮮新世火山岩の火山活

動と貯留岩の形成 
地質調査所月報 地質調査所 

13 
秋

田 
地質 火山岩 一関 敏他 1999 

秋田県中部に分布する中新世水中火山岩類(砂小渕層)の堆

積相(演旨) 

日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
大口 健志

他 
2000 

秋田県.男鹿半島～太平山周辺域における 20-16Ma 火山岩類

の産状(演旨) 

日本地質学会第 107 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
八木 正彦

他 
2001 

秋田-山形堆積盆地における後期中新世?前期鮮新世火山岩

類の分布と貯留岩性状（演旨） 
石油技術協会誌 石油技術協会 

        
鈴木 茂雄

他 
2005 

秋田県北鹿黒鉱鉱床地域に分布する火山岩類の微量成分組

成(ポスターセッション)(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        馬場 敬他 2006 
秋田市東方の女川層上三内流紋岩における珪長質水中火山

岩体の内部構造と岩相(演旨) 
石油技術協会誌 石油技術協会 

        
岩本 達也

他 
2007 

秋田県新第三紀仁別花崗岩体と周辺に分布する酸性火山岩

類との地球化学的関連性(ポスターセッション)(演旨) 
日本鉱物科学会年会講演要旨集 日本鉱物科学会 

        
深井 勇年

他 
2009 秋田県南部、百宅火山岩の層序(演旨) 日本火山学会講演予稿集_2009 日本火山学会 

        
深井 勇年

他 
2009 

秋田県南部、百宅火山岩の層序（P-8)(ポスターセッション）（演

旨） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
鈴 木  聡

(2010) 
2010 

秋田県中部に分布する水中火山岩の岩盤劣化と崩壊形態(演

旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2010 
日本応用地質学会 

        
長谷川 樹

他 
2012 

2011年度資源地質学会若手会秋季巡検--秋田県北麓地域の

黒鉱鉱床と火山岩-- 
資源地質 資源地質学会 
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        鈴木 聡他 2012 
秋田県中部に分布する水中火山岩の産状と物性値の関係（演

旨） 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2012 
日本応用地質学会 

      露頭 工藤 浩三 1989 
秋田県・八竜台地の珪藻群集組成の解析と環境推定－－その

1－－「黒瀬露頭」について 
秋田地学 秋田地学教育学会 

        工藤 浩三 1991 
秋田県・八竜台地の珪藻群集の解析と環境推定－－その 2－

－「五本松露頭」について 
秋田地学 秋田地学教育学会 

        工藤 浩三 1993 
秋田県・八竜台地の珪藻遺骸群衆の解析と環境推定－－その

3－－(羽立露頭)について 
秋田地学 秋田地学教育学会 

13 
秋

田 
地質 露頭 

今泉 俊文

他 
2006 秋田県・千屋断層の陸羽地震断層露頭 活断層研究 活断層研究会 

        
今泉 俊文

他 
2006 秋田県・千屋断層の陸羽地震断層露頭の発見(演旨) 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

    
調査手

法 

物理探

査 

小川 克郎

他 
1972 秋田県北部平野および周辺海域の物理探査（演旨） 地質調査所月報 地質調査所 

        
伊東 潤二

(1975) 
1975 秋田県北八幡平大沼地熱地域の物理探査(演旨) 

物理探鉱技術協会総会・講演会講

演予稿集(第 33 回) 
物理探鉱技術協会 

        
伊東 潤二

(1977) 
1977 秋田県北八幡平の地熱構造と物理探査(2)(演旨) 

物理探鉱技術協会講演会講演予稿

集(昭和 52 年秋季) 
物理探鉱技術協会 

        
川原田 宏

他 
1988 

物理探査による液状化予測の可能性(2)－－日本海中部地震・

秋田県能代市の場合－－(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        高屋 正他 1988 
物理探査による液状化予測の可能性 2－日本海中部地震・秋

田県能代市の場合－(演旨) 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
川原田 宏

他 
1989 

物理探査による液状化予測の可能性(4)－日本海中部地震・秋

田市新屋元町の場合－(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        高屋 正他 1989 
物理探査による液状化予測の可能性 4－－日本海中部地震・

秋田市新屋元町の場合－－ 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 
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酒井 隆太

郎他 
1997 千屋断層(秋田県千畑町)を対象とした空中物理探査(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
筒井 智樹

他 
2010 秋田大学体験学習教室の理念と物理探査学習教材の開発 物理探査 物理探査学会 

      
音波探

査 

佐藤 幹夫

他 
1992 音波探査記録から見た山形・秋田沖の地質構造 

日本海中部東縁部大陸棚周辺海域

の海洋地質学的研究_平成 3 年度研究

概要報告書－－山形～秋田県沖海域

－－ 

地質調査所 

        岡村 行信 1993 
秋田沖および新潟沖でのウォーターガンを音源とする高分解

能音波探査 

日本海中部東縁部大陸棚周辺海域

の海洋地質学的研究(平成 4 年度研究

概要報告書) 

地質調査所 

        
奥元 かお

り他 
2007 

音波探査による湖底地質構造の三次元化--秋田県一の目潟

を例として--(ポスターセッション)(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

13 
秋

田 
地下水 流動 西沢 勝他 1984 

秋田港岸壁背後の埋込土砂の流動化に関する考察－－日本

海中部地震災害調査－－ 
東北地域災害科学研究報告 

文部省自然災害特別研究(1)災害科学総合

研究班東北地区部会 

        
黒田 和男

他 
1987 

秋田県仙岩地熱地域西部の水文地質－とくに浅部地下水の

流動－ 

地質調査所報告_ 仙岩地熱地域に

おける研究 
地質調査所 

        
玉生 志郎

他 
1991 

地熱流体流動に係わる断裂系－－秋田県湯沢・雄勝地熱地

域を例にして－－(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
玉生 志郎

他 
1993 

地熱流体流動に係わる断裂系－－秋田県湯沢・雄勝地熱地

域を例にして－－ 
日本地熱学会誌 日本地熱学会 

        
日野 昇平

他 
2001 秋田県大沼地域における流体流動電位法調査 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
丸山 あゆ

み他 
2002 

秋田平野における浅層温度分布と地下水流動に関する研究

（A16）（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 
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丸山  あゆ

み他 
2003 

秋田平野における浅層地下温度分布と地下水流動に関する研

究（T032-004）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

        
藤井 淳一

他 
2003 

秋田平野における地中熱利用最適化のための地下水流動解

析（58）（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集！25 周年記念自然エネルギーフォ

ーラム _2003 

日本地熱学会 

        
川原谷 浩

他 
2008 秋田平野を流動する河川水の地球化学的特徴（演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
井川 怜欧

他 
2009 

湧水の地球化学データの変遷から見た秋田県六郷扇状地に

おける地下水流動系 
日本水文科学会誌 日本水文科学会 

      湧水 肥田 登他 1994 六郷町の湧水群－－秋田県の名水－－ 名水を科学する 技報堂出版他 

        
石山 大三

他 
2005 

秋田県大仙市畑鉱山の鉱山廃水および湧水と沈殿物の特徴

(ポスターセッション)(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
井川 怜欧

他 
2009 

湧水の地球化学データの変遷から見た秋田県六郷扇状地に

おける地下水流動系 
日本水文科学会誌 日本水文科学会 

        
川原谷 浩

他 
2011 

秋田県八郎潟干拓地の高濃度リン含有湧水の地球化学的特

徴(ポスターセッション)(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

      温泉 南 英一他 1951 秋田県玉川温泉とその沈殿物について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

13 
秋

田 
地下水 温泉  

中村 久由

他 
1955 秋田県秋の宮・皆瀬温泉調査報告 地質調査所月報 地質調査所 

        
河野 義礼

他 
1957 秋田県玉川温泉地質調査および放射能探査報告 地質調査所月報 地質調査所 

        南 英一他 1957 秋田県玉川温泉とトロコ温泉の比較研究（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        南 英一他 1958 秋田県玉川温泉_トコロ温泉の比較研究 温泉科学 日本温泉科学学会 

        南 英一他 1959 秋田県玉川温泉と群馬県草津温泉の比較（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 
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中村 久由

他 
1960 秋田県先達川流域の温泉地質学的研究 地質調査所月報 地質調査所 

        
中村 久由

(1962) 
1962 秋の宮・皆瀬温泉群（秋田県） 

地質調査所報告！本邦諸温泉の地

質学的研究 
地質調査所 

        
近藤 忠三

(1962) 
1962 秋田県男鹿半島の温泉概査報告 秋田大学学芸学部研究紀要 秋田大学学芸学部 

        
近藤 忠三

(1963) 
1963 秋田県仙北郡南外村の温泉調査ならびに電気探査報告 

秋田大学学芸学部研究紀要 自然

科学 
秋田大学学芸学部 

        
斉藤 義一

(1964) 
1964 秋田県の乳頭および秋の宮温泉群の微量金属成分について 

秋田大学学芸学部研究紀要 自然

科学 
秋田大学学芸学部 

        
中川 良三

(1965) 
1965 秋田県玉川温泉の沈殿物に含まれる微量元素 日本化学雑誌 日本化学会 

        
野口 喜三

雄他 
1965 秋田県玉川温泉のアルカリ土類含量（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
野口 喜三

雄他 
1967 秋田県玉川温泉のバリウムおよび鉛（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
近藤 忠三

(1969) 
1969 秋田県森吉町湯の沢杣温泉の水文地質学的研究 

秋田大学教育学部研究紀要 自然

科学 
秋田大学教育学部 

        
加藤 武雄

他 
1971 

秋田駒ヶ岳周辺の温泉および陸水の 1970 年噴火開始直後に

おける状況について 

秋田県駒ヶ岳噴火調査報告！文部

省科学研究費特定研究「秋田県駒ヶ岳

噴火の火山学的調査」 

鈴木 次郎（東北大学理学部） 

        
加藤 武雄

他 
1971 秋田駒ヶ岳のなりたち 2. 秋田駒ヶ岳周辺の温泉および陸水 

火山 第 2 集！秋田駒ヶ岳 1970～70

年噴火特集号 
日本火山学会 

13 
秋

田 
地下水 温泉  

由井 俊三

(1971) 
1971 秋田県玉川温泉の小溶融イオウ流（演旨） 鉱山地質 日本鉱山地質学会 
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中川 良三

(1971) 
1971 秋田県玉川温泉における雄黄の溶解度 日本化学雑誌 日本化学会 

        角 清愛他 1972 秋田県玉川温泉地域の第四系とその 14C 年代 地質調査所月報 地質調査所 

        
吉池 雄蔵

他 
1972 秋田県玉川温泉の溶存成分の経年変化（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
近藤 忠三

(1973) 
1973 秋田県大湯温泉群の自然電位異常（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
近藤 忠三

(1974) 
1974 秋田県鹿角市大湯温泉群とそれらの自然電位異常 

秋田大学教育学部研究紀要 自然

科学 
秋田大学 

        
松葉谷 治

他 
1975 

秋田県_青森県の黒鉱地域およびその周辺の温泉水について

の同位体化学的研究 
地質調査所月報 地質調査所 

        
本多 朔郎

(1975) 
1975 

秋田県北部および青森県南部に分布する温泉に関する地質

学的一知見（演旨） 
地熱研究発表会予稿集 日本地熱調査会 

        西村 進他 1976 

秋田県南部小安温泉付近の火山岩類のフィッション・トラック年

代--日本の地熱活動に関連する火成岩のフィッション・トラック年

代（1）-- 

地質調査所月報 地質調査所 

        
川村 政和

他 
1976 秋田県銭川温泉の間欠泉の周期について（序報）（演旨） 地熱研究発表会予稿集 日本地熱調査会 

        
吉池 雄蔵

他 
1976 秋田県玉川温泉の溶存成分の経年変化（続）（演旨） 火山 第 2 集 日本火山学会 

        
本多 朔郎

(1976) 
1976 

秋田県北部および青森県南部に分布する温泉に関する地質

学的一知見（演旨） 
地熱 日本地熱調査会 

        
吉池 雄蔵

他 
1978 秋田県玉川温泉の溶存成分の経年変化（続）（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
秋 田 県 環

境 保 険 部 自
1980 秋田県の温泉   秋田県 
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然 保 護 課

(1980) 

        
吉池 雄蔵

他 
1981 秋田県玉川温泉の地球化学的研究（続報）（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
川村 政和

他 
1981 秋田県銭川温泉の重合周期性間歇泉の研究（序報） 地熱 日本地熱調査会 

13 
秋

田 
地下水 温泉  

松葉谷 治

他 
1983 秋田県の温泉の同位体地球化学的調査報告 

秋田大学鉱山学部地下資源研究施

設報告 
  

        
吉池 雄蔵

他 
1986 秋田県玉川温泉の容存成分の経年変化(続)(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
武藤 倫子

他 
1988 秋田県銭川温泉における 3 成分混合モデルについて(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
吉池 雄蔵

他 
1988 秋田県玉川温泉の溶存成分の経年変化(演旨) 鹿児島国際火山会議要旨集 鹿児島国際火山会議 

        
吉池 雄蔵

他 
1989 秋田県玉川温泉の溶存成分の経年変化 鹿児島国際火山会議 1988 論文集 総合研究開発機構他 

        
武藤 倫子

他 
1990 

秋田県銭川温泉の泉質・泉温変動についての地球化学的考

察 
地球化学 日本地球化学会 

        
古川 孝文

他 
1991 秋田県玉川温泉の硫酸の硫黄及び酸素同位体比(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
平林 順一

他 
1991 

秋田駒ケ岳周辺地域の土壌ガスおよび温泉ガスの科学および

同位体特性(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会日

本火山学会固有セッション講演予稿集 
日本火山学会 

        
佐々木 信

行他 
1991 

秋田県玉川温泉の最近の泉質変化と北投石の化学組成(演

旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
古川 孝文

他 
1992 秋田県玉川温泉のトリチウム濃度(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 
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吉池 雄蔵

他 
1992 秋田県玉川温泉の溶存成分の経年変化(続)(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        岩崎 岩次 1992 玉川温泉(秋田県)はどこからくるか 温泉科学 日本温泉科学会 

        吉池 雄蔵 1993 秋田県玉川温泉の化学成分の経年変化 温泉科学 日本温泉科学会 

        
佐々木 信

行 
1994 秋田県後生掛温泉の新湧出口について 温泉科学 日本温泉科学会 

        
吉池 雄蔵

他 
1994 秋田県玉川温泉の化学成分の経年変化(続)(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
遠藤 秀典

他 
1997 

秋田県澄川温泉における地すべりと水蒸気爆発.岩屑なだれ.

土石流 
地質ニュース 実業公報社 

        
遠藤 秀典

他 
1997 

秋田県澄川温泉における地すべりと水蒸気爆発.岩屑なだれ

堆積物 
地質ニュース 実業公報社 

        
遠藤 秀典

他 
1997 秋田県澄川温泉地すべりと水蒸気爆発.岩屑なだれ堆積物 

地質調査所研究講演会資料_ 生活

と地質－－首都圏とその周辺－－_ 日

本産業技術振興協会技術資料 No.274 

日本産業技術振興協会 

        
高橋 正明

他 
1997 

1997 年 5 月 11 日に発生した秋田県澄川温泉地すべりに関連

した緊急温泉.鉱泉水質調査 
地質ニュース 実業公報社 

13 
秋

田 
地下水 温泉  

高橋 正明

他 
1997 

1997 年 5 月 11 日に発生した秋田県澄川温泉地すべり.水蒸気

爆発に関連した温泉水.鉱泉水緊急調査 

地質調査所研究講演会資料_ 生活

と地質－－首都圏とその周辺－－_ 日

本産業技術振興協会技術資料 No.274 

日本産業技術振興協会 

        塚本 斉 1997 
秋田県澄川温泉における地すべりと水蒸気爆発に伴う土砂災

害の発生プロセス 
地質ニュース 実業公報社 

        塚本 斉他 1997 
秋田県澄川温泉における地すべりと水蒸気爆発.岩屑なだれの

発生プロセス 

地質調査所研究講演会資料_ 生活

と地質－－首都圏とその周辺－－_ 日

本産業技術振興協会技術資料 No.274 

日本産業技術振興協会 

          1997 秋田県玉川温泉の大噴源泉の化学組成の変動 国際温泉科学会第 33 回箱根大会 国際温泉科学会日本支部 
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秋 田 大 学

教育学部 
1997 秋田焼山澄川温泉の水蒸気爆発について 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
地 質 調 査

所他 
1997 

1997 年秋田県澄川温泉地すべり.水蒸気爆発に関連した温泉.

鉱泉水質調査 
火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
遠藤 秀典

他 
1997 

秋田県澄川温泉地すべりと水蒸気爆発.岩屑なだれ堆積物(演

旨) 
地質調査所月報 地質調査所 

        
浜口 博之

他 
1997 秋田焼山.澄川温泉の水蒸気爆発の前駆的微動活動(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
林 信太郎

他 
1997 

秋田県鹿角市澄川温泉で 1997 年 5 月に起きた地すべりに伴

う水蒸気爆発－－その経過_メカニズム_爆発のエネルギー－－

(演旨) 

日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
中道 治久

他 
1997 

秋田焼山.澄川温泉水蒸気爆発に伴う長周期地震動の解析

(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
佐藤 比奈

子他 
1997 

秋田県玉川温泉の温泉水および温泉沈殿物の地球化学的特

徴(演旨) 

日本鉱物学会年会.学術講演会_日

本岩石鉱物鉱床学会秋季学術講演会

講演要旨集 

日本鉱物学会他 

        
高橋 正明

他 
1997 

1997 年 5 月 11 日に発生した秋田県澄川温泉地すべり.水蒸気

爆発に関連した温泉水.鉱泉水緊急調査(演旨) 
地質調査所月報 地質調査所 

13 
秋

田 
地下水 温泉  塚本 斉他 1997 

秋田県澄川温泉における地すべりと水蒸気爆発.岩屑なだれの

発生プロセス(演旨) 
地質調査所月報 地質調査所 

        松葉谷 治 1997 秋田県の温泉の同位体組成および化学組成の特徴 温泉科学 日本温泉科学会 

        
地 質 調 査

所他 
1998 秋田焼山火山北東_澄川温泉地滑りの地形と地質の特徴 火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
丸山 孝彦

他 
1998 

1997 年 5 月秋田県鹿角市澄川温泉裏山地すべりに関連した

熱水爆発について 

秋田大学工学資源学部素材資源シ

ステム研究施設報告 

秋田大学工学資源学部附属素材資源システ

ム研究施設 
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野越 三雄

他 
1998 

1997 年秋田県八幡平澄川温泉地すべり地区の微動特性(その

1) 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
高橋 正明

他 
1998 

1997 年 5 月 11 日秋田県澄川地すべり後に見られた澄川.赤川

温泉の水質変化 
地すべり 地すべり学会 

        
高橋 正明

他 
1998 

1997 年 5 月秋田県澄川地すべり.水蒸気爆発に関連して行っ

た温泉調査(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        高島 勲他 1998 
秋田県鹿角市澄川温泉で発見された活断層／地すべり面の

熱ルミネッセンス年代 

秋田大学工学資源学部素材資源シ

ステム研究施設報告 

秋田大学工学資源学部附属素材資源システ

ム研究施設 

        
真田 哲也

他 
1999 

秋田県玉川温泉における希土類元素_トリウムおよびウラン含量

の経年変化(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球化学会年会講演要旨集(第

46 回) 
日本地球化学会他 

        塚本 斉他 1999 
1997 年秋田県澄川地すべり.水蒸気爆発の全容－－温泉地域

における水蒸気爆発－－(演旨) 

日本鉱物学会年会_日本岩石鉱物鉱

床学会学術講演会講演要旨集 
日本鉱物学会他 

        花方 聡他 2001 
秋田県秋田市東部「貝の沢温泉井」の鮮新統有孔虫化石およ

び石灰質ナンノ化石層序と古環境 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
武藤 倫子

他 
2001 

秋田県八幡平地域の澄川温泉等の硫酸酸性熱水について

（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
武藤 倫子

他 
2002 

秋田県玉川温泉における地熱水の成因及び地球化学的経年

変動 
地球化学 日本地球化学会 

        
真田 哲也

他 
2002 

秋田県玉川温泉における温泉水中の希土類元素の経年変化

と地球化学的挙動 
陸水学雑誌 陸水学雑誌 

13 
秋

田 
地下水 温泉  

真田 哲也

他 
2003 

安山岩の溶出実験による秋田県玉川温泉における希土類元

素濃度の経年変化の解明 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
佐藤 比奈

子他 
2004 

秋田県玉川温泉の温泉水・温泉沈殿物の地球化学的特徴(P-

36)(ポスターセッション)(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会  

        
白鳥 達也

他 
2005 

秋田県玉川温泉におけるバイオフィルムの特徴(P-221)(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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平林 順一

他 
2006 秋田県湯沢_泥湯温泉の火山ガス事故(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
吉池 雄蔵

(2006) 
2006 秋田県玉川温泉の化学成分の経年変化 温泉工学会誌 温泉工学会 

        
吉田 忠英

他 
2006 

秋田県八幡平西部周辺における温泉水・地下水中の Be 同位

体(ポスターセッション)(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
松葉谷 治

(2006) 
2006 

秋田県泥湯・川原毛地域の天水起源および火山ガス起源の 2

種類の温泉(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
佐藤 比奈

子他 
2006 

秋田県玉川温泉の含 Ra-Ba-Pb-Sr 温泉水の地球化学的特徴

(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
佐藤 比奈

子他 
2006 

秋田県玉川温泉大噴強酸性温泉水と下流流域河川水の化学

組成(ポスターセッション)(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
古橋 恭子

他 
2006 

秋田県男鹿半島の湯本断層沿いに産出する石灰華と温泉の

関係(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
吉池 雄蔵

他 
2006 秋田県玉川温泉の化学成分の変動(2000?)(演旨) 温泉科学 日本温泉科学会 

        
野田 徹郎

(2006) 
2006 

秋田県道秋ノ宮小安温泉線(泥湯温泉地区)での H2S 濃度測

定結果の解析(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
佐藤 比奈

子他 
2007 

マグマ熱水系における元素の起源と移動プロセス--秋田県玉

川温泉強酸性温泉水の検討--(演旨) 
日本鉱物科学会年会講演要旨集 日本鉱物科学会 

        
石山 大三

他 
2007 

マグマ起源強酸性温泉水が河川水に与える影響--秋田県渋

黒川?雄物川水系を例にとり--(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

13 
秋

田 
地下水 温泉  

松葉谷 治

他 
2007 

秋田県_泥湯および川原毛地区の温泉や噴気の地球化学的特

徴とその成因 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
古橋 恭子

他 
2007 

秋田県男鹿半島北岸男鹿温泉付近に発達する石灰質温泉沈

殿物(P-222)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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竹之下 愛

他 
2007 

秋田県奥奥八九郎温泉における炭酸塩シンター形成の特徴

(P11)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
野上 健治

他 
2007 

積雪期に発生した火山ガス災害--秋田県泥湯温泉における事

故事例--(13-P-06)(ポスターセッション)(演旨) 

火山都市国際会議島原大会講演要

旨集 日本語版 
日本火山学会他 

        
吉池 雄蔵

他 
2007 秋田県玉川温泉水中のヒ素の経年変動（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
真田 哲也

他 
2007 

秋田県玉川温泉大沸泉水中の主要成分と希土類元素含有量

の関係（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
星野 友則

他 
2008 

秋田県渋黒沢・玉川水系における強酸性温泉水由来の元素の

地球化学的挙動（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
古橋 恭子

他 
2008 

秋田県男鹿半島北岸の湯本断層沿いに産出する石灰華およ

び温泉の同位体地球化学的研究 
温泉科学 日本温泉科学会 

        高島 勲他 2008 
秋田県男鹿温泉は放射能泉か？--温泉排水の高放射能スケ

ールによる Travertine の年代測定--(O-247)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
竹之下 愛

他 
2008 

秋田県奥奥八九朗温泉の炭酸塩堆積物におけるカルサイト?

アラゴナイト共生(A33)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
丸山 匡臣

他 
2008 

秋田県八幡平における温泉水・地下水中の宇宙線生成核種

10Be_ 36Cl（ポスターセッション)(演旨) 
  日本温泉科学会 

        
佐々木 宗

建(2008) 
2008 

秋田県泥湯温泉に発達するスチームグランドの特徴(P16)(ポス

ターセッション)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
平野 伸夫

他 
2009 

秋田県奥奥八九郎温泉における炭酸塩シンター--アラレ石・

方解石共生堆積物-- 
岩石鉱物科学 日本鉱物科学会 

        
梶原 雅博

他 
2009 秋田県玉川温泉を起源とするレアメタル資源の形成(演旨) 

日本鉱物科学会年会講演要旨集

_2009 
日本鉱物科学会 

13 
秋

田 
地下水 温泉  

佐藤 比奈

子他 
2010 秋田県玉川温泉の温泉水と温泉沈殿物の地球化学的特徴 資源地質 資源地質学会 
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佐藤 比奈

子他 
2010 

秋田県玉川温泉 Cl-So4 型温泉水の経年変化と Sr、Nd、Pb 同

位体比の特徴（ポスターセッション）(演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
平野 伸夫

他 
2010 

温泉水からの炭酸塩シンター形式の実験的検討--秋田県奥

奥八九朗温泉を例として--（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2010 
日本地熱学会 

        
小川 泰正

他 
2012 

秋田県玉川温泉由来重金属類の河川流域への分布に対する

ダムの影響(ポスターセッション)(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
佐藤 比奈

子他 
2012 

秋田県の温泉水の主成分・微量成分元素の地球化学的特徴

(ポスターセッション)(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
土屋 範芳

他 
2013 秋田県玉川温泉下流域でのインジウムの沈殿（演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        西川 治他 2014 
秋田・青森地域の石灰質および鉄質温泉沈殿物中の天然放

射性核種と放射能濃度(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        若狭 幸他 2015 

秋田県渋黒川-玉川水系における流入する酸性温泉水と河川

水の混合過程についてのストロンチウムおよび硫黄同位体比なら

びに溶存化学成分を用いた解明 

地球化学 日本地下水学会 

      同位体 
安藤 直行

(1974) 
1974 秋田・新潟地方産原油類の炭素同位体組成の概要 石油技術協会誌 石油技術協会 

        
松葉谷 治

他 
1975 

秋田県_青森県の黒鉱地域およびその周辺の温泉水について

の同位体化学的研究 
地質調査所月報 地質調査所 

        
阿部 喜久

男他 
1977 

秋田県小安・泥湯・秋の宮地域の熱水の化学組成と同位体組

成(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
安藤 直行

他 
1978 

秋田県小安・泥湯・秋の宮地熱地域における陸水の同位体質

地質研究 

地熱地域の熱水系に関する研究！

サンシャイン計画研究開発成果中間報

告書（昭和 51 年度） 

地質調査所  

        
阿部 喜久

男他 
1979 

秋田県小安・泥湯・秋の宮地熱地域の熱水・蒸気凝縮水の溶

存化学組成_水素・酸素同位体組成およびトリチウム濃度 
地質調査所月報 地質調査所 
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13 
秋

田 
地下水 同位体 茂野 博他 1979 秋田県雄勝および宮城県鬼首地熱地域における同位体地質 

地熱地域の熱水系に関する研究！

サンシャイン計画研究開発成果中間報

告書（昭和 52 年度） 

地質調査所 

        茂野 博他 1979 
秋田県雄勝および宮城県鬼首地熱地域における同位体地質

調査研究 

地熱地域の熱水系に関する研究！

サンシャイン計画研究開発成果中間報

告書（昭和 52 年度） 

地質調査所  

        茂野 博他 1979 秋田県八橋油田塩水の化学的・同位体化学的特徴（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
松葉谷 治

他 
1981 秋田焼山周辺の地熱水の水素及び酸素同位体比（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
松葉谷 治

他 
1983 秋田県の温泉の同位体地球化学的調査報告 

秋田大学鉱山学部地下資源研究施

設報告 
  

        
松葉谷 治

他 
1984 

秋田県泥湯地域の試錐コア中の方解石の酸素同位体比(演

旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_ 日本地熱学会創立 5 周年記念シン

ポジウム 

日本地熱学会 

        
古川 孝文

他 
1991 秋田県玉川温泉の硫酸の硫黄及び酸素同位体比(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
平林 順一

他 
1991 

秋田駒ケ岳周辺地域の土壌ガスおよび温泉ガスの科学および

同位体特性(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会日

本火山学会固有セッション講演予稿集 
日本火山学会 

        大場 司他 1991 
秋田県焼山火山のマグマの進化 2Sr 同位体、微量成分組成よ

り(演旨) 
岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        氏家 治他 1991 
大陸性リソスフェアーの破断時における中新世秋田－山形地

域玄武岩類の化学組成と Sr－Nd 同位体組成の変化(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        坂本 稔他 1991 秋田駒ケ岳から放出されるヘリウムの同位体比(演旨) 
日本地球化学会春季シンポジウム講

演要旨集 
日本地球化学会 

        北 逸郎他 1992 
秋田県泥湯・川原毛地熱系に放出される気体の化学及び同位

体特性による深部情報 
日本地熱学会誌 日本地熱学会 
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        大場 司他 1992 
Sr および Nd 同位体組成からみた秋田焼山火山および八幡平

火山群における岩石成因論(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

13 
秋

田 
地下水 同位体 

中村 光一

他 
1993 

新潟_秋田_長野_サハリン産玄能石_及びその炭素同位体組成

(ポスター・デモ)(演旨) 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本岩石鉱物鉱床学会他 

        奥村 智他 1994 
日本海秋田沖海底堆積物の酸素・炭素・窒素同位体比に基づ

く古環境解析(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
猪狩 俊一

郎 
1994 

秋田・山形・新潟産天然ガスの炭化水素組成とエタン・プロバン

の炭素同位体比の関係 
地質調査所月報 地質調査所 

        奥村 智他 1996 
日本海秋田沖の 2 本の海底コアの酸素.炭素.窒素同位体比に

基づく古環境解析 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
高橋 弘樹

他 
1997 新潟.秋田の天然ガス中の希ガス存在度と同位体組成(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        松葉谷 治 1997 秋田県の温泉の同位体組成および化学組成の特徴 温泉科学 日本温泉科学会 

        根本 匠他 1998 
秋田焼山周辺の火山性地熱水の化学組成.同位体組成の経

年変化(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
小室 光世

他 
1999 

秋田県鷹巣地域泥質岩中の黄鉄鉱ノジュールの硫黄同位体

層序学(P-22)(ポスターセッション)(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
福土 琢磨

他 
1999 

秋田県五城目町馬場目黒鉱鉱床地域の熱水変質作用－－変

質鉱物組合せと酸素同位体比－－(P-42)(ポスターセッション)(演

旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
川原谷 浩

他 
2000 

酸素.水素安定同位体比を利用した秋田県谷地地すべり地の

地下水の混合と起源について 
地すべり 日本地すべり学会 

        白石 建雄 2000 
秋田県男鹿半島における酸素同位体ステージ 5a に対比される

地層(五里合層；新称)と海成段丘 
第四紀 第四紀総合研究会 

        
大山 晃司

他 
2000 

中新世秋田県女川層ケロジェンの熱分解実験で生成する n-ア

ルカン_鎖状イソプレノイドの安定炭素同位体組成(演旨) 

日本地球化学会年会講演要旨集(第

47 回) 
日本地球化学会他 
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白石 建雄

他 
2000 

秋田県男鹿半島の上部更新統潟西層(酸素同位体ステージ 5c

相当)の模式地における構成(演旨) 

日本地質学会第 107 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

13 
秋

田 
地下水 同位体 加藤 進他 2002 

秋田県湖西地域産原油の硫黄同位体組成とバナジウム/ニッ

ケル(V/Ni)比 
  有機地球化学研究会 

        
猪狩 俊一

郎(2005) 
2005 

炭素同位体比から計算した秋田・新潟県の天然ガスの熱分解

起源と生物起源の混合比(ポスターセッション)(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
高橋 正明

他 
2006 

秋田県田沢湖町において採取した沢水および降水の水素・酸

素同位体組成の経年変化(H121-P014)(ポスターセッション)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
吉田 忠英

他 
2006 

秋田県八幡平西部周辺における温泉水・地下水中の Be 同位

体(ポスターセッション)(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        菅 寿美他 2008 
日本海秋田沖から得た海底堆積物中の同位体比記録に基づ

く過去 5 万年にわたる水文環境復元の試み（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
古橋 恭子

他 
2008 

秋田県男鹿半島北岸の湯本断層沿いに産出する石灰華およ

び温泉の同位体地球化学的研究 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
佐藤 比奈

子他 
2010 

秋田県玉川温泉 Cl-So4 型温泉水の経年変化と Sr、Nd、Pb 同

位体比の特徴（ポスターセッション）(演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
川原谷 浩

他 
2010 

秋田平野河川水の主要成分、微量成分、Sr 同位体比からみた

水質形成機構（ポスターセッション）(演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
松葉谷 治

他 
2014 

水素・酸素同位体比から見た地下水_河川水および降水の関

係--秋田における若干の観測結果についての考察-- 
地下水学会誌 日本地下水学会 

        大竹 翼他 2015 
秋田県北麓地域にみられる鉄・マンガンに富む化学堆積岩の

鉄同位体比の特徴と黒鉱鉱床との関係性（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
安東 大輝

他 
2015 

秋田県新第三系に発達する炭酸塩コンクリーションの同位体地

球化学的特徴(R9-P-3)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 122 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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        若狭 幸他 2015 

秋田県渋黒川-玉川水系における流入する酸性温泉水と河川

水の混合過程についてのストロンチウムおよび硫黄同位体比なら

びに溶存化学成分を用いた解明 

地球化学 日本地下水学会 

    
塩分濃

度 
水質 

佐原 良太

郎他 
1971 秋田市内河川水の水質（第 2 報）--旧雄物川の水質-- 

秋田大学鉱山学部地下資源研究施

設報告 
秋田大学鉱山学部地下資源研究施設 

13 
秋

田 

塩分濃

度 
水質 

佐原 良太

郎他 
1971 秋田市内河川水の水質（第 1 報）--雄物川と旭川の水質-- 

秋田大学鉱山学部地下資源研究施

設報告 
秋田大学鉱山学部地下資源研究施設 

        
坂巻 幸雄

他 
1975 

鉱化帯近傍における表流水の水質変化--秋田県宝倉地区の

例--（演旨） 

日本地質学会第 82 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
坂巻 幸雄

他 
1976 秋田県大谷鉱山における坑内水の水質（演旨） 

日本地質学会第 83 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
黒田 和男

他 
1977 秋田県宝倉鉱山坑道閉塞による水質変化(演旨) 

日本地質学会第 84 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
高橋 正明

他 
1997 

1997 年 5 月 11 日に発生した秋田県澄川温泉地すべりに関連

した緊急温泉.鉱泉水質調査 
地質ニュース 実業公報社 

        
地 質 調 査

所他 
1997 

1997 年秋田県澄川温泉地すべり.水蒸気爆発に関連した温泉.

鉱泉水質調査 
火山噴火予知連絡会会報 気象庁 

        
高橋 正明

他 
1998 

1997 年 5 月 11 日秋田県澄川地すべり後に見られた澄川.赤川

温泉の水質変化 
地すべり 地すべり学会 

        
川原谷 浩

他 
2010 

秋田平野河川水の主要成分、微量成分、Sr 同位体比からみた

水質形成機構（ポスターセッション）(演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
石山 大三

他 
2012 

秋田県の河川水の化学組成の特徴--多項目水質マップ作成

による資源地質型環境研究体制の提案における研究例--(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 
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石山 大三

他 
2013 

ICP-MS による高感度河川水水質分析の地化学探査への応用

--秋田県の河川水および河川堆積物の地球化学的検討--（演

旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
佐 藤  衛

(2014) 
2014 秋田県における公共用水域の水質と水質保全行政 地下水学会誌 日本地下水学会 

      海水 片山 肇他 1992 
山形・秋田沖海域の海水温及び塩分濃度分布(1991 年 6 月～

7 月) 

日本海中部東縁部大陸棚周辺海域

の海洋地質学的研究 
地質調査所 

13 
秋

田 

塩分濃

度 
海水 片山 肇 1994 秋田沖海水中の懸濁物(1993 年 7 月) 

日本海中部東縁部大陸棚周辺海域

の海洋地質学的研究(平成 5 年度研究

概要報告書) 

地質調査所 

      Cl 
茂 野  博

(2001) 
2001 

Cl-δD-δ18O 系の簡易シミュレーション解析による秋田県八

橋油田の地層水起源の再検討（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
丸山 匡臣

他 
2008 

秋田県八幡平における温泉水・地下水中の宇宙線生成核種

10Be_ 36Cl（ポスターセッション)(演旨) 
  日本温泉科学会 

        
佐藤 比奈

子他 
2010 

秋田県玉川温泉 Cl-So4 型温泉水の経年変化と Sr、Nd、Pb 同

位体比の特徴（ポスターセッション）(演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

14 
庄

内 
地形 沈降 

皆川 信弥

(1973) 
1973 

庄内・新庄・山形・米沢地方における上昇帯と沈降帯の意義

（予報） 

山形県の地質と資源！原口九萬教

授退官記念 
せきれい会山形県の地質と資源編集委員会 

      断層 
池田 安隆

他 
1988 

日本の活断層発掘調査〔27〕1987 年庄内平野東縁・観音寺断

層(北境地区)トレンチ調査 
活断層研究 活断層研究会 

        
鈴木 康弘

他 
1988 庄内平野東縁断層帯のトレンチ発掘調査(速報)(演旨) 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
鈴木 康弘

他 
1989 

庄内平野東縁における完新世の断層活動と 1984 年(明治 27

年)庄内地震－観音寺断層のトレンチ発掘調査による検討－ 
地震_第 2 輯 地震学会 

        鈴木 康弘 1991 
活断層の破壊伝播におよぼす表層地質の効果－－庄内平野

北部の事例－－(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 
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鈴木 康弘

他 
1994 庄内平野東縁における完新世の断層活動と地震周期 地震_第 2 輯 日本地震学会 

        
太田 陽子

他 
1995 

庄内平野東縁_松山断層(新称)のトレンチ調査に基づく古地震

の復元－－予報－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
太田 陽子

他 
1996 

試錐調査からみた庄内平野東縁活断層系の第四紀後期の活

動 2.松山断層:竹田地区(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        沢 祥他 1996 
試錐調査からみた庄内平野東縁活断層系の第四紀後期の活

動 1.観音寺断層:関地区(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        沢 祥他 1996 
米軍撮影空中写真から生成した大縮尺地形図に表現された松

山断層(庄内平野東縁活断層系)の新期断層変位(演旨) 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 

14 
庄

内 
地形 断層 沢 祥他 1997 

庄内平野東縁の活断層トレンチ調査とその意義－－松山断層

と観音寺断層－－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        小松原 琢 1997 庄内平野東縁の活褶曲における伏在断層の成長過程(演旨) 地質調査所月報 地質調査所 

        小松原 琢 1998 
庄内堆積盆地東部における伏在断層の成長に伴う活褶曲の

変形過程 
地学雑誌 東京地学協会 

        太田 陽子 1998 
庄内平野および十日町盆地東縁における活断層の発見およ

びトレンチ調査による古地震の検討 
地球 海洋出版 

        沢 祥他 1998 庄内平野東縁の活断層詳細図と断層活動(演旨) 
地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
太田 陽子

他 
2000 

庄内平野東縁_松山断層の認定と活動期_および関連する諸問

題 

地球 _号外 _ 活断層と古地震－－

1999 年合同学会の発表を中心に－－ 
海洋出版 

        沢 祥他 2000 
庄内平野東縁.松山断層の断層変位地形と第四紀後期の活動

性 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        沢 祥他 2004 
庄内平野東縁断層帯・観音寺断層でのジオスライサーによる浅

部地下構造調査（演旨）（ポスターセッション） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 
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加藤 直子

他 
2004 

反射法地震探査による庄内平野東縁断層帯の地下構造

(C058)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
水本 匡起

他 
2005 

ボーリング調査による庄内平野東縁・松山?狩川断層の完新世

変位速度 
活断層研究 活断層研究会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 庄内平野東縁断層帯の長期評価について 主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 

        
水本 匡起

他 
2005 

ボーリング調査による庄内平野東縁・松山断層の完新世変位

速度（J027-002）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会 

2005 庄内平野東縁断層帯長期評価について サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

14 
庄

内 
地形 断層 

加藤 直子

他 
2006 庄内平野東縁活断層系松山断層における反射法地震探査 活断層研究 活断層研究会 

        
加藤 直子

他 
2006 

石油探査データの再解析による庄内平野東縁断層帯の地下

形状 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2006) 

2006 
庄内平野東縁断層帯の長期評価について(平成 17 年 4 月 13

日公表) 

地震調査委員会報告集??2005 年 1

月?12 月??（第 2 分冊） 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        
今泉 俊文

他 
2007 

都市圏活断層図 庄内平野東縁断層帯とその周辺「庄内北部」

「庄内南部」及び解説書 
都市圏活断層図 1:25 国土地理院他 

        
遠田 晋次

(2007) 
2007 庄内平野東縁断層帯の活動性および活動履歴調査 

基盤的調査観測対象断層帯の追加・

補完調査成果報告書 
産業技術総合研究所 
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遠田 晋次

他 
2007 

庄内平野東縁断層帯の第四紀後期活動履歴と地震規模頻度

の多様性(S141-P005)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
遠田 晋次

他 
2008 庄内平野東縁断層帯の古地震調査 活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
佐々木 亮

道(2008) 
2008 庄内平野東縁の活断層に関する変動地形学的研究(演旨) 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
佐々木 亮

道(2008) 
2008 

庄内平野東縁断層帯北部の断層変位地形(S141-P003)(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

        松沢 暢他 2009 
庄内平野東縁断層帯周辺域における稠密地震観測（序報）

（P2-37)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2009 
日本地震学会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 事 務 局

(2010) 

2010 
庄内平野東縁断層帯南部の地震による予測震度分布(事務局

公表資料)(平成 21 年 10 月 19 日公表) 

地震調査委員会報告集--2009 年 1

月～12 月-- 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        
和田 茂樹

他 
2015 庄内平野東縁断層帯における重力探査 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

      段丘 
田力 正好

他 
2008 

庄内川（土岐川）流域の河成段丘と地形発達(Q139-P006)(ポ

スターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

      火山 
松本 幡郎

他 
1984 大分県大分郡庄内町.挟間町地域の火山地質 熊本大学教養部紀要 自然科学編   

14 
庄

内 
地形 褶曲 久保 純子 1991 庄内平野の地形分類図にあらわれた活褶曲 東北地理 東北地理学会 

        小松原 琢 1997 庄内平野東縁の活褶曲における伏在断層の成長過程(演旨) 地質調査所月報 地質調査所 

        小松原 琢 1998 
庄内堆積盆地東部における伏在断層の成長に伴う活褶曲の

変形過程 
地学雑誌 東京地学協会 
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東郷 正美

(2007) 
2007 庄内・余目活褶曲について 法政大学多摩研究報告 法政大学 

        
東郷 正美

(2008) 
2008 庄内・余目活褶曲について 法政大学自然地理学報告 法政大学地学研究室 

    地質 表層 鈴木 康弘 1991 
活断層の破壊伝播におよぼす表層地質の効果－－庄内平野

北部の事例－－(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

      露頭 小松原 琢 1995 
庄内平野北部東縁における第四紀地殻変動に関する露頭資

料(演旨) 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 

    
調査手

法 

深層ボ

ーリング 
芳賀 壮一 1994 庄内の深層ボーリング 山形応用地質 山形応用地質研究会 

        芳賀 壮一 1999 最近の庄内の深層ボーリングについて 山形応用地質 山形応用地質研究会 

    地下水 温泉 
山下 幸三

郎(1961) 
1961 大分県庄内町阿蘇野に於ける温泉探査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
加藤 武雄

(1965) 
1965 山形県庄内地方の温泉に関する地球化学的研究 温泉科学 日本温泉科学会 

        
加藤 武雄

(1977) 
1977 山形県の温泉（4）庄内地方の温泉について 地下水と井戸とポンプ 地下水技術協会 

        
吉川 恭三

他 
1978 庄内町の温泉調査 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川野 田実

夫他 
1988 庄内町の温泉の現況 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川野 田実

夫他 
1993 庄内温泉の化学成分濃度の経時変化 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川野 田実

夫 
1995 庄内温泉における化学成分濃度の経年変化(その 2) 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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14 
庄

内 
地下水 温泉 

布山 裕一

(2004) 
2004 

庄内の温泉地の発展と活性化への取り組み--湯野浜・湯田川

を中心として-- 
温泉 日本温泉協会 

    
塩分濃

度 
水質 

佐藤 五郎

他 
1990 庄内地方摩耶山系河川の水質と水文に関する研究 山形大学紀要(自然科学) 山形大学 

        
鈴木 和哉

他 
1995 山形県庄内砂丘の地下水の水質特性について ハイドロロジー 日本水文科学会 

        塩崎 巧他 1997 二庄内ダム初期湛水時における水質調査 応用地質 日本応用地質学会 

15 
石

巻 
地形 断層 

宍倉 正展

他 
2007 

前浜堆積物の高度分布と離水年代を用いた石巻平野における

伏在活断層の活動履歴(S141-P032)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
佐竹 健治 

他 
2008 

仙台・石巻平野の津波堆積物分布と浸水計算に基づく 869 年

貞観津波の断層モデル(T228-006)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

    地質 表層 
野 津  厚

(2015) 
2015 

表層地盤の非線形挙動を考慮した東北地方太平洋沖地震の

強震動シミュレーション--石巻の場合--(S15-21)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2015 
日本地震学会 

    地下水 同位体 
田中 万也

他 
1999 

愛知県東部_石巻.田原地域における石灰岩の希土類元素と Sr

同位体比の研究(演旨) 

日本地球化学会年会講演要旨集(第

46 回) 
日本地球化学会他 

        
鈴木 和博

他 
2008 

北部秩父帯石巻山（豊橋市）の石灰岩の生成年代と Sr 同位体

組成(J240-P010)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

16 
仙

台 
地形 地表 

佐藤 智美

他 
1994 

地震動の統計的特性と地震の非線形性を考慮した強震動予

測 その 2 仙台地域の地表での強震動予測(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        佐藤 浩他 2011 仙台市の丘陵地における地すべり性地表変動の状況 国土地理院時報 国土地理院 

        佐藤 浩他 2011 
仙台市の丘陵地における地すべり性地表変動の状況について

(MIS036-P150)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

      隆起 
奥津 春生

(1967) 
1967 

仙台近郊丘陵に多発している地すべりの分布と隆起運動の関

係 
早坂一郎先生喜寿記念文集 早坂一郎先生喜寿記念事業会他 
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      沈降 
川辺 孝幸

他 
2013 

仙台平野における 2011 年東北太平洋沖地震による標高変化

の要因--広域的沈降・浸食堆積・表層地質変形-- 
環境地質学シンポジウム論文集 地質汚染－医療地質－社会地質学会 

      侵食 松本 秀明 1994 仙台湾の砂浜侵食と海岸構造物 
地域開発に伴う環境改変の地理学

的研究(東北大学特定研究) 
田村 俊和(東北大学理学部) 

16 
仙

台 
地形 侵食 

松本 秀明

他 
2009 

仙台平野の海浜における砂浜侵食の実態と将来予測_1978-

2008(ポスターセッション)(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
川辺 孝幸

他 
2013 

仙台空港東方沿岸地域における平成 23 年（2011 年）東北地

方太平洋沖地震に伴う巨大津波による侵食と堆積の局所的変化

(ポスターセッション)(演旨) 

堆積学研究 日本堆積学会 

        
有働 恵子

(2013) 
2013 

東北地方太平洋沖地震津波による仙台湾南部海岸の侵食とそ

の回復過程 
水環境学会誌 日本水環境学会 

        
吉河 秀郎

他 
2015 

2011 年東北地方太平洋沖地震津波による海底侵食面とその

保存ポテンシャル--仙台湾浅海底を例として--(R10-O-12)(演

旨) 

日本地質学会第 122 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      断層 沓沢 新他 1967 
仙台地方における中新統の砕屑性岩脈と面なし断層の成因--

堆積盆地の境界部に発達する断層の研究（2）-- 
地質学雑誌 日本地質学会 

        今泉 俊文 1990 活断層詳細図の凡例－－仙台平野西縁活断層系の例－－ 活断層研究 活断層研究会 

        野沢 貴他 1994 
1923 年関東地震の断層モデルの推定 その 2 仙台向山観象

所における観測記録とそのシミュレーション(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        野沢 貴他 1995 
1923 年関東地震の断層モデルの推定その 3－－仙台におけ

る本震及びその近傍の地震の観測記録の性質(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        野沢 貴他 1996 
1923 年関東地震の断層モデルの推定 その 5－－山形気象台

で観測された本震記録と仙台向山の記録との比較－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        野沢 貴他 1996 
1923 年関東地震の断層モデルの推定 その 6 仙台及び山形

で観測された本震記録のシミュレーション(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
平野 信一

他 
1998 仙台周辺地域の活断層詳細図と断層活動(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
大月 義徳

他 
1999 

仙台市太白区南部にみられる断層露頭－－テフラ層序と断層

活動期の再検討を中心として－－ 
季刊地理学 東北地理学会 

        
武村 雅之

他 
1999 

地震動のやや長周期成分からみた 1923 年関東地震の震源特

性－－その 3 仙台向山観象所および山形測候所での観測記録

を用いた断層モデルの改良－－ 

地震 第 2 輯 日本地震学会 

16 
仙

台 
地形 断層 

釜田 正毅

他 
1999 

ランダム応答理論を用いた波形合成法による短周期地震動の

統計的評価－－長町－利府断層による仙台地域の地震動評価

－－(A21)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
武村 雅之

他 
2000 

地震動のやや長周期成分からみた 1923 年関東地震の震源特

性－－その 3 仙台向山観測所および山形測候所での観測記録

を用いた断層モデルの改良－－ 

鹿島技術研究所年報 鹿島技術研究所 

        
遅沢 壮一

(2002) 
2002 

仙台市茂庭・青葉山丘陵の鈎取-愛子線（単斜）と青葉断層帯

の形成過程 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
平野 信一

他 
2003 

仙台市岩切地区の堆積物からみた長町-利府断層の活動につ

いて（演旨） 
季刊地理学 東北地理学会 

        

海 上 保 安

庁 海 洋 情 報

部(2004) 

2004 仙台湾の断層分布 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
遅沢 壮一

(2004) 
2004 

仙台市西部_愛子断層を含む活スラスト帯を伴う愛子-奥武士

撓曲 
地球科学 地学団体研究会 

        
遅沢 壮一

(2004) 
2004 

双葉断層の北方延長・活断層としての仙台の青葉東断層と_坪

沼断層・長町?利府断層・久の浜?岩沼撓曲について 
地球科学 地学団体研究会 

        
人 文 社 編

集部(2005) 
2005 

日本の活断層地図--関東甲信越_静岡・福島・仙台・山形活断

層地図-- 
  人文社他 
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遅沢 壮一

他 
2006 

仙台市青葉山丘陵_低位段丘礫層を切る青葉東断層の露頭発

見とその意義 
地球科学 地学団体研究会 

        
佐竹 健治 

他 
2008 

仙台・石巻平野の津波堆積物分布と浸水計算に基づく 869 年

貞観津波の断層モデル(T228-006)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

        
吉田 春香

他 
2008 仙台平野西縁断層帯における完新世の活動性（演旨） 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
今泉 俊文

他 
2008 都市圏活断層図「仙台」第 2 版 

都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D・1?No.502 
国土地理院 

16 
仙

台 
地形 断層 渡辺 慧他 2009 

仙台市住民の宮城県沖地震および長町利府断層帯による活

断層地震に対する意識調査(X165-P002)(ポスターセッション)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
宇 根  寛

(2014) 
2014 

仙台で開かれる国連防災世界会議の意義と活断層研究の役

割（演旨） 

日本活断層学会秋季学術大会・シン

ポジウム「東北の活断層と地震災害」講

演予稿集_2014 

日本活断層学会 

        
岡田 真介

他 
2014 仙台平野南部の伏在活断層と地形発達（演旨） 

日本活断層学会秋季学術大会・シン

ポジウム「東北の活断層と地震災害」講

演予稿集_2014 

日本活断層学会 

        
岡田 真介

他 
2014 

仙台平野南部に伏在する活断層とその地下構造--反射法地

震探査および重力探査に基づいて--(ポスターセッション)(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
小坂 英輝

他 
2014 仙台市街地にあらわれた大年寺山断層の断層露頭（演旨） 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
小坂 英輝

他 
2014 仙台市街地にあらわれた大年寺山断層の断層露頭 応用地質 日本応用地質学会 

        
今泉 俊文

他 
2014 仙台南部の伏在断層と平野地形（演旨） 季刊地理学 東北地理学会 
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      段丘 
若生 達夫

(1965) 
1965 仙台上町段丘の構造 東北地理 東北地理学会 

        
若生 達夫

(1966) 
1966 仙台湾の海成段丘堆積物 東北地理 東北地理学会 

        竹内 貞子 1986 
仙台上町段丘堆積物上部の 14C 年代－日本の第四紀層の

14C 年代(159)－ 
地球科学 地学団体研究会 

        竹内 貞子 1986 仙台付近の低位段丘堆積物の花粉分析 北村信教授退官記念地質学論文集 北村信教授退官記念事業会 

        松本 秀明 1988 
仙台平野における沖積層基底の形態－－埋没段丘と基底をな

す砂礫層の分布・年代－－ 

日本における沖積平野・沖積層の形

成と第四紀末期の自然環境とのかかわ

りに関する研究_ 科学研究費補助金総

合研究(A)61302084 研究成果報告書

(昭和 61－62 年度) 

文部省 

        WIN M 1988 
仙台周辺における段丘崖斜面の発達過程からみた最終氷期

の気候変化(演旨) 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 

16 
仙

台 
地形 段丘 WIN M 1989 

最終氷期における段丘崖斜面の従順化過程－仙台周辺地域

を例として－(演旨) 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
八木 浩司

他 
2000 

宮城県北部.大崎平野(仙台平野北部)周縁部のテフロクロノロ

ジーによる段丘地形編年(ポスターセッション)(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
豊島 正幸

他 
2001 仙台地域における台ノ原段丘面の形成時期 第四紀研究 日本第四紀学会 

        
遅沢 壮一

他 
2006 

仙台市青葉山丘陵_低位段丘礫層を切る青葉東断層の露頭発

見とその意義 
地球科学 地学団体研究会 

      火山 
生出 慶司

(1961) 
1961 

仙台周辺の新第三紀火山活動の研究（1）--高館層について-

- 
岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        
石田 琢二

他 
1961 仙台付近第四系火山灰中の重鉱物粗セ氏（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        

仙 台 団 研

グ ル ー プ

(1966) 

1966 
東北地方における後期中新世の火山構造性陥没--仙台市西

方の白沢層群の地質構造-- 

地団研専報！東北日本のグリーンタ

フ変動 
地学団体研究会 

        
蟹沢 聡史

他 
1986 

仙台周辺の足立－愛島軽石_およびト－ナル岩質石質岩片の

微量成分－安達火山の提唱とその意義－ 
核理研研究報告(東北大学理学部) 東北大学理学部附属原子核理学研究施設 

        
蟹沢 聡史

他 
1987 仙台市西方_安達火山噴出物のストロンチウム同位体比 岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        
高橋 友啓

他 
2002 

東北日本_鮮新統仙台層群に挟在される火山灰層の岩石学的

特徴（演旨） 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        大場 司他 2002 
仙台市西部における上部中新統火山砕屑性堆積物の層序--

海岸線付近での火成活動-- 

日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      
海水準

変動 

中村 謙治

他 
1994 仙台市周辺に分布する仙台層群の堆積相と海水準変動(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        藤原 治他 2005 
仙台市南西部の名取川河床に分布する中新?鮮新統の堆積サ

イクルと相対的海水準変動（G015-006）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

    地質 表層 
長谷 浩明

(1964) 
1964 仙台付近の平野の微地形と表層地質との関連について（演旨） 地理学評論 日本地理学会 

        
斎藤 文紀

他 
1986 仙台湾の表層堆積物について(演旨) 日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

16 
仙

台 
地質 表層 木口 努他 2002 

坑井内測定による仙台平野とその周辺の表層付近の P 波・S 波

速度構造 
地質調査総合センター研究資料集 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        森 友宏他 2006 
仙台平野における表層地盤の地震応答解析に用いるメッシュ

代表土質データの評価 

日本地震工学シンポジウム論文集

(第 12 回)(CD-ROM) 
日本地震工学会 

        
池 原  研

(2013) 
2013 

仙台湾陸棚域の表層堆積物--2011年東北地方太平洋沖地震

／津波の浅海域海底環境への影響-- 

地質調査総合センター速報！巨大

地震による複合的地質災害に関する調

査・研究中間報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
川辺 孝幸

他 
2013 

仙台平野における 2011 年東北太平洋沖地震による標高変化

の要因--広域的沈降・浸食堆積・表層地質変形-- 
環境地質学シンポジウム論文集 地質汚染－医療地質－社会地質学会 

        
池 原  研

(2014) 
2014 

仙台湾陸棚域の表層堆積物--2011年東北地方太平洋沖地震

／津波の浅海域海底環境への影響-- 

地質調査総合センター速報！巨大

地震による複合的地質災害に関する調

査・研究報告書 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        原 淳子他 2014 

表層堆積物の化学組成を用いた津波堆積物の由来と海底堆

積物の攪乱の推定--東北地方太平洋沖地震による大津波の影

響を受けた仙台平野沿岸域を例として-- 

地学雑誌 東京地学協会 

      火山岩 
青木 守弘

他 
1974 

仙台付近三滝火山岩類の沸石変質帯_とくに方沸石帯の産状

について（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本岩石鉱物鉱床学会他 

        
植田 良夫

他 
1975 仙台付近産火山岩類の絶対年代（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱物学会他 

        
安部 智彦

(1975) 
1975 仙台市周縁の新生代火山岩類の化学組成について（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱物学会他 

        
阿部 智彦

他 
1976 仙台周縁地域の新第三紀火山岩類の化学組成について 岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        
柴田 豊吉

他 
1976 

仙台付近産火山岩類の絶対年代と層序区分との関係につい

て（演旨） 

日本地質学会第 83 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        須藤 茂 1985 仙台地域火山岩熱源モデル 仙岩地熱火山岩層序 

地熱探査技術等検証調査_ サンシャ

イン計画研究開発成果中間報告書(昭

和 59 年度) 

地質調査所 

        
吉田 武義

他 
1986 仙台付近産新第三紀苦鉄質火山岩類の微量元素組成(演旨) 岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

16 
仙

台 
地質 火山岩 田村 真一 1988 仙台市西方、後期中新世火山岩類の微量元素組成(演旨) 

日本地質学会第 95 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 
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        田村 真一 1988 仙台市西部_三滝火山岩類における結晶分化作用(演旨) 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集_ 日本鉱山地質学会・日本岩石鉱物

鉱床学会・日本鉱物学会連合学術講

演会講演要旨集 

三鉱学会他 

        
宇都 浩三

他 
1989 

東北日本新第三紀火山岩の K－Ar 年代－－その 1 宮城県仙

台地域三滝層および高館層－－ 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
山本 裕朗

他 
2003 

仙台市西方_奥羽脊梁山脈上に分布する多様な第四紀火山岩

類(演旨) 

日本鉱物学会_日本岩石鉱物鉱床学

会学術講演会講演要旨集_2003 
日本鉱物学会他 

        
山本 裕朗

他 
2003 

仙台市西方_奥羽脊梁山脈上に分布する多様な第四紀火山岩

類(演旨) 

日本鉱物学会_日本岩石鉱物鉱床学

会学術講演会講演要旨集_2003 
日本鉱物学会他 

        
寺本 拓摩

他 
2010 

仙台市西部に産する鉄に富む後期中新世火山岩（ポスターセ

ッション）（演旨） 

日本鉱物科学会年会講演要旨集

_2010 
日本鉱物科学会 

      露頭 
大月 義徳

他 
1999 

仙台市太白区南部にみられる断層露頭－－テフラ層序と断層

活動期の再検討を中心として－－ 
季刊地理学 東北地理学会 

        
遅沢 壮一

他 
2006 

仙台市青葉山丘陵_低位段丘礫層を切る青葉東断層の露頭発

見とその意義 
地球科学 地学団体研究会 

        
小坂 英輝

他 
2014 仙台市街地にあらわれた大年寺山断層の断層露頭（演旨） 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
小坂 英輝

他 
2014 仙台市街地にあらわれた大年寺山断層の断層露頭 応用地質 日本応用地質学会 

    地下水 流動 林 武司他 2002 
マルチトレーサーを用いた仙台平野の地下水流動系に関する

研究(H060-014)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        森 康二他 2003 
3 次元地下水流動・熱移流シミュレーションシステム--地中熱

利用に関する適用例（仙台平野を例として）--（56）（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集！25 周年記念自然エネルギーフォ

ーラム _2003 

日本地熱学会 
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16 
仙

台 
地下水 流動 

内田 洋平

他 
2003 

仙台平野における浅層地下温度構造について--その 2.観測

結果と 3 次元地下水流動・熱移流シミュレーションモデル--（55）

（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集！25 周年記念自然エネルギーフォ

ーラム _2003 

日本地熱学会 

        
内田 洋平

他 
2005 

仙台平野における地下温度構造に関する研究--その 1.3 次元

地下水流動・熱輸送広域モデルの構築-- 
日本地熱学会誌 日本地熱学会 

        
大内 拓哉

他 
2010 

仙台平野南部における地下水流動のメカニズムと塩水化シミュ

レーションモデルに関する研究（ポスターセッション）(演旨） 

地学団体研究会総会講演要旨集・

巡検案内書 
地学団体研究会 

      温泉 谷 正巳他 1969 仙台市西方の地熱・温泉地域の構造地質学的研究（演旨） 
三鉱学会連合学術講演会講演予稿

集 
日本岩石鉱物鉱床学会他 

        
阿部 智彦

他 
1969 仙台市西方の地熱・温泉地帯の地球化学的研究（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演予稿

集 
日本岩石鉱物鉱床学会他 

        
盛合 禧夫

他 
1997 

仙台市内における先デボン紀層と温泉の新発見および地すべ

りとの関連について 
地すべり 地すべり学会 

      同位体 
蟹沢 聡史

他 
1986 

仙台周辺の愛島軽石および石質岩片の微量成分と Sr 同位体

比(演旨) 
日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        
蟹沢 聡史

他 
1987 仙台市西方_安達火山噴出物のストロンチウム同位体比 岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        斎藤 有他 2009 Sr 同位体比を用いた仙台湾海浜砂の動態解析（O-105)(演旨） 
日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        斎藤 有他 2009 Sr 同位体比を用いた仙台湾海浜砂の動態解析（O-105)(演旨） 
日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    
塩分濃

度 
水質 

金井 孝夫

(1963) 
1963 仙台海岸平野の陸水・地下水の水質について 仙塩地区地下構造調査報告書 仙台通商産業局他 

        
藤田 博志

(1967) 
1967 

仙台市街地における地下水位の低下と水質・水温の関連につ

いて 
日本地下水学会会誌 日本地下水学会 
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      海水 
小元 久仁

夫他 
1978 仙台平野の完新世海水準変化に関する資料 地理学評論 日本地理学会 

        
松本 秀明

(1982) 
1982 仙台湾岸における完新世海水凖変動（演旨） 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
松本 秀明

他 
1993 仙台平野の浜提列に刻まれた埋積浅谷と 2 つの海水準(演旨) 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

16 
仙

台 

塩分濃

度 
海水 

中村 謙治

他 
1994 仙台市周辺に分布する仙台層群の堆積相と海水準変動(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        藤原 治他 2005 
仙台市南西部の名取川河床に分布する中新?鮮新統の堆積サ

イクルと相対的海水準変動（G015-006）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

17 
磐

城 
地下水 温泉 山岸 忠夫 1949 磐城南部の温泉分布と地體構造（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
山岸 忠夫

他 
1950 磐城南部の温泉と岩石（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
近藤 精造

他 
1951 磐城南部の温泉と岩石の構造（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

18 
常

磐 
地形 地表 

加来 一郎

(1970) 
1970 

常磐地方における地表電探と電気検層との照合について(演

旨) 

物理探鉱技術協会講演会講演要旨

(昭和 45 年春季) 
物理探鉱技術協会 

      断層 
庄司 力偉

(1957) 
1957 

常磐炭田における潜丘の推定に関する研究（3）--潜丘の発達

に関連ある基盤の地質構造と断層-- 
鉱山地質 日本鉱山地質学会 

        
島田 忠夫

他 
1960 

炭田ガスグループ討論会 4. 常磐炭田白坂断層について（演

旨） 
地質調査所月報 地質調査所 

        

海 上 保 安

庁 水 路 部

(1981) 

1981 常磐沖の NNE-SSW 方向_長さ 120km の断層系 地震予知連絡会会報 国土地理院 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

591 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
行谷 佑一

他 
2010 

869 年貞観地震の断層モデル--常磐海岸の津波堆積物分布

と浸水計算に基づく--(SSS027-08)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

      段丘 大倉 陽子 1953 
常磐沿岸地方南部の地形--特に海岸段丘面の形成過程につ

いて-- 
地理学評論 日本地理学会 

        鈴木 毅彦 1987 常磐海岸南部における更新世後期の段丘形成史(演旨) 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        鈴木 毅彦 1989 常磐海岸南部における更新世後期の段丘と埋没谷の形成 地理学評論_Ser．A 日本地理学会 

    
調査手

法 

物理探

査 

市川 金徳

他 
1961 常磐炭田の物理探査について（演旨） 地質調査所月報 地質調査所 

      
音波探

査 

加賀美 英

雄他 
1965 

大勢力音波探査装置および音波探査で明らかになった常磐沖

の大陸棚の地下構造（演旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 

        桜井 操他 1981 常磐沖のマルチチャンネル反射法音波探査 水路部研究報告 海上保安庁 

18 
常

磐 
地下水 湧水 

安藤 寿男

他 
2004 

常磐地域の中新統高久層群九面層における巨大炭酸塩コンク

リーション：外側陸棚における冷湧水起源の炭酸塩鉱物化作用

(演旨) 

日本堆積学会例会プログラム・講演

要旨 
日本堆積学会 

      温泉 中村 久由 1950 常磐炭田孔内温泉について（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        西島 要三 1951 塩素含有量よりみた常磐地方温泉に関する一考察 日本鉱業会誌 日本鉱業会 

        
中村 久由

他 
1953 常磐炭田坑内温泉水について 地質調査所月報 地質調査所 

        
瀬野 錦蔵

他 
1956 常磐炭鉱温泉排水量の年変化について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
瀬野 錦蔵

他 
1957 常磐炭田坑内出水の温泉について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
中村 久由

(1959) 
1959 常磐炭田坑内温泉水の研究 地質学雑誌 日本地質学会 
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高瀬 一男

他 
1973 福島県常磐地域の高鹹温泉水の研究（1） 温泉工学会誌 温泉工学会 

        
高瀬 一男

他 
1978 常磐炭田における高鹹温泉水の起源 温泉工学会誌  温泉工学会 

      同位体 
平林 憲次

(1974) 
1974 

炭酸塩コンクリーションの炭素と酸素の同位体組成（常磐炭田

地域及び男鹿半島における値とその地史学的意義）（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本岩石鉱物鉱床学会他 

        
山中 基由

他 
1992 Sr 同位体比よりみた常磐地域第三系の後背地の変遷(演旨) 

日本地質学会第 99 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        下田 玄他 2009 
スーパープリュームの同位体組成の永年変化--常磐海山列か

らの制約--（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

    
塩分濃

度 
水質 

小鯛 桂一

(1966) 
1966 常磐地区の陸水水質について 常磐地区地下構造調査報告書 地質調査所 

        
渡辺 和衛

他 
1966 常磐地区の間隙水質の解析について 常磐地区地下構造調査報告書 地質調査所 

19 
越

後 
地形 沈降 

鴨井 幸彦

他 
1999 越後平野の堆積相と沈降運動(演旨) 

地学団体研究会総会シンポジウム.ポ

スター要旨集 
地学団体研究会 

        
卜部 厚志

他 
2002 越後平野における沖積層の沈降と約 5_000 年前の指標火山灰 

新潟大学積雪地域災害研究センタ

ー研究年報 
新潟大学積雪地域災害研究センター 

        
高浜 信行

(2006) 
2006 越後平野の沈降--古代からのメッセージを探る-- 

新潟県中越地震??新潟の大地 災

害と生活?? 
新潟日報事業社他 

19 
越

後 
地形 沈降 

田 辺  晋

(2013) 
2013 

テクトニックな沈降域における沿岸河口低地の地層形成--越

後平野の沖積層を例として-- 
地学雑誌 東京地学協会 

      断層 
渡辺 満久

他 
2000 

越後平野西縁_鳥越断層群の完新世における活動性と最新活

動時期 
地震 第 2 輯 日本地震学会 

        
酒井 俊朗

他 
2004 

新潟県越後平野西縁_角田・弥彦断層と鳥越断層群とは同時

に活動しない(J027-P008)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 
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内藤 信明

他 
2004 

重力探査を用いたモデル解析による断層の推定--越後平野

西縁断層帯における例--（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
渡辺 満久

他 
2006 

越後平野東縁_庵地断層のトレンチ調査結果--トレース長の短

い活断層の評価-- 
地学雑誌 東京地学協会 

        
卜部 厚志

他 
2007 

反射法弾性波探査による越後平野西縁断層帯の浅層構造調

査 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
上原 隆伸

他 
2008 

越後平野西縁断層帯に位置する井田丘陵の古環境復元(ポス

ターセッション)(演旨) 

地学団体研究会総会講演要旨集・

巡検案内 
地学団体研究会 

        
河内 一男

(2008) 
2008 

越後平野で発生してきた被害地震とその縁辺に配列する活断

層との関係（演旨） 
歴史地震 歴史地震研究会 

        
稲崎 富士

他 
2010 

ランドストリーマ?高分解能反射法探査による越後平野西縁断

層帯の浅部変形構造イメージング 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
須貝 健太

郎他 
2010 

越後平野北東縁、加治川断層帯域の地質（ポスターセッショ

ン）(演旨） 

地学団体研究会総会講演要旨集・

巡検案内書 
地学団体研究会 

        
上原 和貴

他 
2010 

後期更新世における越後平野西縁断層帯の活動--角田・弥彦

山塊境界部における段丘堆積物の高度変位--（ポスターセッショ

ン）(演旨） 

地学団体研究会総会講演要旨集・

巡検案内書 
地学団体研究会 

        
稲崎 富士

他 
2010 

高分解能反射法地震探査による新潟市赤塚地区における越

後平野西縁断層の浅部変形構造イメージング 

地質調査総合センター速報！平成

21 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

19 
越

後 
地形 断層 

卜部 厚志

他 
2010 

新潟市竹野町地域の沖積層に記録された越後平野西縁断層

の活動評価 

地質調査総合センター速報！平成

21 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
卜部 厚志

他 
2010 

新潟市竹野町地域の沖積層に記録された越後平野西縁断層

の変位(HQR011-05)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 
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        堤 浩之他 2011 
断層変位地形とボーリングコアの解析に基づく越後平野南東

縁の活構造(SCG062-10)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
宮地 良典

他 
2011 

越後平野西縁部_角田・弥彦断層～四ッ郷屋沖背斜による変形

構造とその活動度評価 

数値地質図！海陸シームレス地質情

報集「新潟沿岸域」(DVD-ROM) 
産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
稲崎 富士

他 
2014 

越後平野西縁断層帯における S 波ランドストリーマー反射法地

震探査(S10-P04)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2014 
日本地震学会 

      段丘 
藤平 秀一

郎(2003) 
2003 

越後平野東部山地における段丘形成過程の違いとその意義-

-荒川_ 胎内川_ 加治川と新潟県中南部の河川の比較--（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
渡辺 秀男

(2007) 
2007 新潟県越後平野南西部の河成段丘の編年と構造運動 地球科学 地学団体研究会 

        
上原 和貴

他 
2010 

後期更新世における越後平野西縁断層帯の活動--角田・弥彦

山塊境界部における段丘堆積物の高度変位--（ポスターセッショ

ン）(演旨） 

地学団体研究会総会講演要旨集・

巡検案内書 
地学団体研究会 

        
清水 龍来

(2015) 
2015 

高田平野東縁地域および越後平野東縁地域に分布する河成

段丘の形成過程からみる第四紀後期地殻変動（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

      火山 
卜部 厚志

他 
2002 越後平野における沖積層の沈降と約 5_000 年前の指標火山灰 

新潟大学積雪地域災害研究センタ

ー研究年報 
新潟大学積雪地域災害研究センター 

      褶曲 
植 村  武

(1976) 
1976 越後第三系の褶曲区区分 

新潟大学理学部地質鉱物学教室研

究報告 
新潟大学理学部地質鉱物学教室 

    
調査手

法 

音波探

査 

天野 敦子

他 
2011 

越後平野沿岸海域の堆積物と音波探査記録からみた更新世?

完新世間の堆積環境変遷 

数値地質図！海陸シームレス地質情

報集「新潟沿岸域」(DVD-ROM) 
産業技術総合研究所地質調査総合センター 

    地下水 温泉 
佐藤 幸二

他 
1967 温泉の地球化学的研究（第 12 報）--越後湯沢温泉-- 温泉科学 日本温泉科学会 

20 
高

田 
地形 隆起 籠瀬 良明 1951 

保倉川隆起デルタ地帯の集落--片津本田・高田平野の研究 

第 7 報-- 
地理学評論 日本地理学会 
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      断層 
安藤 雅孝

他 
1986 1981 年濃尾活断層系梅原断層(高田地区)トレンチ調査 活断層研究 活断層研究会 

        野沢 貴他 1995 
1923 年関東地震の断層モデルの推定－－その 4 高田測候所

における本震及びその近傍の地震の観測記録の性質－－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        奥村 晃史 1996 濃尾断層系梅原断層高田トレンチ 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        原 郁夫他 1997 
広島県高田郡吉田町の河内断層群－－形成の時空的位置と

地質学的背景－－(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        徐 輝竜他 1997 新潟県高田平野の伏在活断層について(演旨) 日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        徐 輝竜他 1997 新潟県高田平野の伏在断層について(演旨) 
日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        野沢 貴他 1997 

地震動のやや長周期成分からみた 1923 年関東地震の震源特

性－－その 2 断層モデルに基づく高田測候所での地震動記録

の再現－－ 

地震 第 2 輯 日本地震学会 

        
渡辺 満久

他 
1998 高田平野の活断層－－第四紀後期の活動度－－(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        藤本 大介 1999 断層活動に注目した高田平野の地形発達(演旨) 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
渡辺 満久

他 
2002 都市圏活断層図「高田」 

都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D.1-No.396 
国土地理院他 

        
渡辺 満久

他 
2003 高田平野東縁断層の活動履歴(C022)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2003 
日本地震学会 

        吾妻 崇他 2006 
高田平野断層帯の断層活動時期と地下構造(ポスターセッショ

ン)(演旨) 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        

産 業 技 術

総 合 研 究 所

(2006) 

2006 高田平野断層帯の活動性および活動履歴調査 
基盤的調査観測対象断層帯の追加・

補完調査成果報告書 
産業技術総合研究所 
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20 
高

田 
地形 断層 吾妻 崇他 2006 

トレンチ掘削調査による高田平野断層帯の最新活動時期の検

討(S107-P014)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        吾妻 崇他 2006 
高田平野断層帯南部における断層構造と変位量(ポスターセッ

ション)(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
渡辺 満久

(2006) 
2006 高田平野東縁断層の活動履歴（その 2）(S107-011)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2009) 

2009 活断層の長期評価--高田平野断層帯の長期評価-- 地震本部ニュース 
文部科学省研究開発局地震・防災研究課地

震調査研究推進本部事務局 

        
渡辺 満久

他 
2009 都市圏活断層図「高田」第 2 版 

都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D・1-No.524 
国土地理院 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2010) 

2010 
高田平野断層帯の長期評価について（平成 21 年 3 月 18 日公

表） 

地震調査委員会報告集--2009 年 1

月～12 月-- 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 事 務 局

(2010) 

2010 
高田平野東縁断層帯の地震による予測震度分布(事務局公表

資料)(平成 21 年 3 月 18 日公表) 

地震調査委員会報告集--2009 年 1

月～12 月-- 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        
広内 大助 

他 
2010 

群列ボーリング調査による高田平野西縁断層帯の上下平均変

位速度(SCG088-P10)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
阿部 信太

郎他 
2014 

高田平野西縁断層帯海域延長部に分布する断層の活動性に

ついて(C21-05)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2014 
日本地震学会 

        
阿部 信太

郎他 
2014 

高田平野西縁断層帯海域延長部における断層・褶曲分布につ

いて(SSS34-12)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 
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      段丘 
早津 賢二

他 
1982 

新潟県高田平野の中位段丘と古砂丘--形成時代についての

火山灰編年学的考察-- 
地学雑誌 東京地学協会 

20 
高

田 
地形 段丘 

丹羽 雄一

他 
2014 

段丘地形・沖積平野地下地質の特徴に基づいた三陸海岸南

部・陸前高田の長期地殻変動(SSS30-P08)(ポスターセッション)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
清水 龍来

(2015) 
2015 

高田平野東縁地域および越後平野東縁地域に分布する河成

段丘の形成過程からみる第四紀後期地殻変動（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

      火山 

高 田 平 原

団 体 研 究 グ

ループ他 

1972 上越の地質--とくに米山・妙高火山・高田平野のおいたち-- 新潟の自然 新潟の自然刊行委員会 

        
八幡 正弘

他 
1978 

会津高田町南西部より発見された"濃飛型"火山砕屑岩類（演

旨） 

日本地質学会第 85 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
河原 富夫

(1979) 
1979 ”高田流紋岩類”中の火山豆石 地学教育 日本地学教育学会 

        
早津 賢二

他 
1982 

新潟県高田平野の中位段丘と古砂丘--形成時代についての

火山灰編年学的考察-- 
地学雑誌 東京地学協会 

        
白戸 健二

他 
1997 

八甲田山火山群.高田大岳火山溶岩化学組成の層序変化(演

旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
松本 一郎

他 
2001 

広島県吉舎地域・高田期の「双三火山-深成複合岩体」--斜長

石 Sr 同位体比組成からのアプローチ-- 
島根大学地球資源環境学研究報告 島根大学総合理工学部地球資源環境学教室 

        
卜部 厚志

他 
2010 

新潟県・高田平野の沖積層における火山性二次堆積作用（O-

19)（演旨） 

日本地質学会第 117 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
田力 正好

他 
2014 

高田平野南方_妙高火山群東麓周辺の変動地形とそのテクトニ

ックな意義(SSS34-P13)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

      褶曲 
中村 和善

(1979) 
1979 

高田平野南方地域における新生代の造構運動--とくに褶曲の

形成機構-- 
構造地質研究会誌 構造地質研究会 
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阿部 信太

郎他 
2014 

高田平野西縁断層帯海域延長部における断層・褶曲分布につ

いて(SSS34-12)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

    地下水 流動 
佐藤 芳徳

他 
1992 高田平野における不圧地下水の流動系 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

20 
高

田 
地下水 温泉 

山下 幸三

郎他 
1970 豊後高田市内の温泉について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

      同位体 
松本 一郎

他 
2001 

広島県吉舎地域・高田期の「双三火山-深成複合岩体」--斜長

石 Sr 同位体比組成からのアプローチ-- 
島根大学地球資源環境学研究報告 島根大学総合理工学部地球資源環境学教室 

        
佐藤 芳徳

(2005) 
2005 

高田平野における地下水の安定同位体組成（H060-007）（演

旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
佐藤 芳徳

他 
2006 

高田平野における被圧地下水の水質と安定同位体組成

(H121-P010)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
佐藤 芳徳

他 
2007 

高田平野における被圧地下水の水質と安定同位体組成(第 2

報)(H125-009)(演旨)  

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
佐藤 芳徳

他 
2008 

高田平野における被圧地下水の水質と安定同位体組成（第３

報）(H126-008)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

    
塩分濃

度 
水質 

飯島 輝男

(1972) 
1972 

高田西部の地下水--第三紀層_第四紀洪積層_沖積層と水質

の関係-- 
新潟の自然 新潟の自然刊行委員会 

      海水 千田 昇他 1984 陸前高田平野の沖積層と完新世の海水準変化 東北地理 東北地理学会 

21 
富

山 
地形 地表 

村尾 英彦

他 
2012 

反射法地震探査からみた富山市中心市街地での呉羽山断層

の地表トレース(ポスターセッション)(演旨) 

日本活断層学会秋季学術大会・シン

ポジウム「近畿の活断層と大地震」講演

予稿集_2012 

日本活断層学会 

        
村尾 英彦

他 
2012 

富山市の中心市街地における呉羽山断層帯の反射法地震探

査結果と地表トレースについて(R5-P-8)(ポスターセッション)(演

旨) 

日本地質学会第 119 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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        竹内 章他 2013 
富山市市街地の呉羽山断層の地表位置と地下構造(SSS32-

10)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

      隆起 江田 充志 1996 富山県魚津地域の上部新界と北アルプスの隆起過程(演旨) 
日本地質学会第 103 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        大村 直美 1999 
富山平野東部地域の扇状地.堆積物の変動からみた飛騨山脈

の隆起時期 
金沢大学文学部地理学報告 金沢大学文学部地理学教室 

21 
富

山 
地形 隆起 

田村 糸子

(2005) 
2005 

テフロクロノロジーに基づく中央日本の鮮新?更新世古環境復

元--富山県東部呉羽山礫層の広域テフラおよび室田層の室田

凝灰岩と佐布里テフラとの対比からみた飛騨山脈の隆起時期の

推定 

地学雑誌 東京地学協会 

        
田村 糸子

他 
2005 

テフラ対比に基づく飛騨山脈の隆起時期の推定--富山県東部

呉羽山礫層の広域テフラ及び室田層の室田凝灰岩と佐布里テフ

ラの対比（Q042-011）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

      沈降 
野村 忠昭

他 
1978 

グリーンタフ地向斜発生期における陥没と火山活動と沈降運動

との関係--富山県布施川上流地域の第三系の地質構造-- 
地球科学 地学団体研究会 

      侵食 
藤井 昭二

他 
1977 富山湾東部海岸における海岸侵食 自然災害科学資料解析研究 

文部省自然災害特別研究自然災害科学資料

収集解析総合研究班 

      断層 
菊 川  茂

(1970) 
1970 富山県南礪の高清水断層（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
藤井 昭二

他 
1979 富山堆積盆地とその周辺の活断層（演旨） 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
藤井 昭二

他 
1980 富山県におけるリニアメントと断層と活断層との関係について 富山県地震対策基礎調査報告書 富山県 

        竹村 利夫 1983 富山県の活断層 地球   

        
宇井 啓高

他 
1994 富山市呉羽山断層の露頭発見と断層の性格(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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        奥村 晃史 1996 富山県真川上流部における跡津川断層の露頭と真川湖成層 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
萩田 直子

他 
1997 

ブーゲー重力異常から明らかになった富山県北西部の氷見断

層(新称)(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        

富 山 県 活

断 層 調 査 委

員会 

1997 富山平野西部.呉羽山断層の総合調査(演旨) 
日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        金谷 隆行 2000 富山平野西縁_呉羽山断層の活動史(演旨) 
日本地質学会第 107 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        竹内 章他 2000 
富山.飛騨山地地質図－－付図活断層.地すべり分布図－－

_1:125_000 

大地をさぐる－－富山と飛騨山地－

－ 
ダイチ株式会社 

21 
富

山 
地形 断層 

酒井 隆太

郎他 
2000 

富山県西部.法林寺断層の活動履歴について－－平成 11 年

度砺波平野断層帯調査(その 1)－－(P081)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
酒井 隆太

郎他 
2000 

富山県西部.高清水断層の活動履歴について－－平成 11 年

度砺波平野断層帯調査(その 2)－－(P082)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
金谷 隆行

他 
2001 

富山平野西縁 _呉羽山断層周辺の地下構造と丘陵形成史

（Gm-P007）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
中村 洋介

他 
2001 

富山県砺波平野_高清水断層および法林寺断層の第四紀後期

における活動性（Qm-P008）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        堤 浩之他 2002 都市圏活断層図「富山」 
都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D.1-No.396 
国土地理院他 

        
中村 洋介

他 
2002 

富山平野西縁の活断層_とくに呉羽山断層の活動に伴う沖積面

の変形について(Q037-P001)（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
中村 洋介

(2002) 
2002 

富山県砺波平野_高清水断層および法林寺断層の第四紀後期

における活動性 
第四紀研究 日本第四紀学会 
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小幡 真弓

他 
2002 

活断層露頭とその周辺における第四紀現象（富山県黒部市嘉

例沢地内）（演旨） 

日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
中村 洋介

(2003) 
2003 

富山平野東縁_魚津断層の第四紀後期における上下変位速度

分布(P039)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2003 
日本地震学会 

        
宮下 由香

里他 
2003 

富山  岐阜県境 _牛首断層の最新活動時期（速報）（J027-

P018）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2003 
日本海洋学会他 

        
中山 洋介

他 
2004 

ローム層ボーリング掘削に基づく富山県魚津断層南部の第四

紀後期における上下変位速度の算出 
地理学評論 日本地理学会 

        
宮下 由香

里他 
2004 

富山/岐阜県境_牛首断層の活動履歴(ポスターセッション)(演

旨) 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

21 
富

山 
地形 断層 

中村 洋介

(2004) 
2004 

富山平野東縁を限る魚津断層の詳細位置とその上下変位速

度(ポスターセッション)(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
松浦 旅人

(2004) 
2004 富山県魚津断層帯の第四紀後期活動度評価(演旨)   産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
宮下 由香

里他 
2004 

富山／岐阜県境_牛首断層の最新活動時期(J027-P013)(ポス

ターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
宮下 由香

里他 
2005 

富山/岐阜県境_牛首断層の活動履歴(ポスターセッション)(演

旨) 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
松浦 旅人

(2005) 
2005 富山県東部魚津断層帯の第四紀後期活動性評価(演旨)   産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
中村 洋介

(2005) 
2005 

富山平野東縁_魚津断層の第四紀後期における平均上下変位

速度 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
松浦 旅人

他 
2005 

富山県東部に分布する高位段丘面の形成年代と魚津断層帯

の第四紀後期活動度評価(J027-P011)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
丹保 俊哉

(2006) 
2006 富山県の活断層とその活動予測について 

立山カルデラ砂防博物館博物館だよ

り 
立山カルデラ砂防博物館 
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数 
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吉岡 敏和

他 
2007 

富山平野西縁_呉羽山断層の活動履歴調査(S141-P008)(ポス

ター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
渡 辺  慧

(2007) 
2007 

富山市の活断層地震に対するリスク管理--避難所の立地場所

についての観点から-- 

地域調査実習報告書｢富山｣2006 年

度 
金沢大学文学部地理学教室 

        
松浦 旅人

他 
2007 

河成段丘面を指標にした富山県東部魚津断層帯の第四紀後

期活動性評価 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
渡 辺  了

(2008) 
2008 

表層堆積層の地殻応力への影響--飛騨から富山・能登にかけ

ての断層タイプの変化への応用-- 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        
小川 拓哉 

他 
2010 

富山県 _呉羽山断層の逆断層運動は加速したか (SGL046-

P04)(ポスターセッション
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数 
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        竹内 章他 2015 
富山湾沿岸における津波履歴と波源としての呉羽山断層(R21-

P-13)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 122 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      段丘 
堂 口  論

(1980) 
1980 富山平野東部の段丘地形 富山県地学地理学研究論集 富山地学会  

        京紺 博子 1985 富山湾西岸の段丘地形 測量 日本測量協会 

        
京紺 博子

他 
1987 

富山湾西岸の七尾市大野木における完新世海成段丘とその

14C 年代 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        長井 輝美 1990 富山県呉東地域の段丘変形(演旨) 
日本地質学会第 97 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
藤井 昭二

他 
1990 富山平野中・東部の丘陵_段丘_扇状地と海岸浸食 

日本地質学会第 97 年学術大会見学

旅行案内書 
日本地質学会第 97 年総会・年会準備委員会 

21 
富

山 
地形 段丘 町田 洋 1996 

富山県常願寺川の河成段丘にのる大山倉吉および姶良 Tn テ

フラ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
中村 洋介

(2001) 
2001 

富山県砺波平野南部における河成段丘面の形成年代と変位

地形の分布(Qm-001)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
中村 洋介

他 
2003 富山平野西縁の河成段丘とその変形 地学雑誌 東京地学協会 

        
中村 洋介

他 
2003 

北陸地方東部（金沢平野?富山平野間）における河成段丘面の

編年と対比（ポスターセッション）（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
松浦 旅人

他 
2005 

富山県東部に分布する高位段丘面の形成年代と魚津断層帯

の第四紀後期活動度評価(J027-P011)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
松浦 旅人

他 
2007 

河成段丘面を指標にした富山県東部魚津断層帯の第四紀後

期活動性評価 
第四紀研究 日本第四紀学会 

      火山 
池邊 展生

他 
1950 富山縣南西部における火山層序學的研究（第 1 報）（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 
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安藤 直行

他 
1968 

富山県立山地獄谷噴気孔ガスの化学的性質--火山ガス中の

ヘリウム資源-- 
地質調査所月報 地質調査所 

        
野村 忠昭

他 
1978 

グリーンタフ地向斜発生期における陥没と火山活動と沈降運動

との関係--富山県布施川上流地域の第三系の地質構造-- 
地球科学 地学団体研究会 

        
神嶋 利夫

他 
1989 

富山県に分布する広域火山灰－－主に DKP と AT について

－－ 
富山県地学地理学研究論集 富山地学会 

        
山田 直利

他 
1998 

富山県東部に[高峯山火山]は存在するか－－K-Ar 年代測定

結果－－ 
地球科学 地学団体研究会 

        
大久保 弘

他 
2000 

富山県北西部の鮮新-更新統_藪田層と十二町層の火山灰層

による対比と十二町層下部の珪藻.石灰質ナンノ化石層序 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
山田 直利

他 
2001 

親不知火山岩層の K-Ar 年代：富山.新潟県境地域における約

100Ma の安山岩質火山活動の証拠 
地球科学 地学団体研究会 

        
渡辺 真人

(2002) 
2002 

富山県氷見・灘浦地域の鮮新統の珪藻化石層序と年代層序の

再検討--とくに広域火山灰層と No.3 Globorotalia inflata（浮遊性

有孔虫）bed の年代について-- 

地質学雑誌 日本地質学会 

21 
富

山 
地形 火山 

白井 正明

他 
2003 

日本海大和海盆の富山深海長谷自然堤防堆積物より採取さ

れた富山沖火山灰：主要元素組成分析に基づく給源・年代に関

する新知見（Q042-015）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

        
小石 容代

他 
2004 

富山平野神通川流域における火山泥流堆積物の起源(Q042-

P008)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
守屋 以智

雄(2006) 
2006 

富山県_立山博物館]調査研究報告書！立山(弥陀ヶ原)火山の

火砕岩に関する基礎的研究 
  富山県[立山博物館] 

        
大久保 弘

(2007) 
2007 

石川?富山県地域_火山灰鍵層にもとづく鮮新?更新統氷見層

群における氷河性海水準変動の記録の対比(O-67)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
大久保 弘

(2008) 
2008 

石川-富山県地域_鮮新?更新統大桑層下部における火山灰層

と貝化石密集層を鍵層とした高精度層序の試み(O-88)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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        丸山 正他 2014 

富山県南砺市法林寺地区のボーリングコアにおける火山ガラス

を含む大山倉吉テフラ（DKP）の認定とその北陸地域の活断層の

活動性評価における意義 

地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

      
海水準

変動 

藤井 昭二

他 
1981 北陸における海水準変動--富山湾を中心とした--（演旨） 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        藤井 昭二 1992 海底林と海水準変動－－富山湾周辺を中心に－－ アーバンクボタ クボタ 

        遠藤 浩他 2000 
後期中新世の海水準変動による浅海成海進海退サイクル：富

山県音川層の例(演旨) 
日本古生物学会例会講演予稿集 日本古生物学会 

        
大久保 弘

(2007) 
2007 

石川?富山県地域_火山灰鍵層にもとづく鮮新?更新統氷見層

群における氷河性海水準変動の記録の対比(O-67)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    地質 表層 
藤井 昭二

(1966) 
1966 表層地質図「富山南部」_1:50_000   富山県 

        池原 研他 1989 山陰東部－－富山沖日本海の表層堆積物と堆積作用(演旨) 地質調査所月報 地質調査所 

        松本 剛他 1990 海底重力測定に基づく富山トラフの海底表層構造 
しんかい 2000 研究シンポジウム報告

書 
海洋科学技術センター 

21 
富

山 
地質 表層 

渡部 芳夫

他 
1995 
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      火山岩 
野口 雅治

(1976) 
1976 富山県東部の太美山層群の火山岩層序 濃飛 濃飛団研 

        
高橋 俊郎

他 
1996 

富山県南部中新統岩稲累層に産する火山岩類の岩石学的特

徴(演旨) 

日本地質学会第 103 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        高橋 俊郎 1998 
富山県八尾地域に分布する中新統岩稲累層火山岩類の全岩

化学組成(演旨) 

日本地質学会第 105 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
金子 一夫

(2001) 
2001 

富山県東部に分布する中新世火山岩-火山砕屑岩の層序と造

構造史 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
山田 直利

他 
2001 

親不知火山岩層の K-Ar 年代：富山.新潟県境地域における約

100Ma の安山岩質火山活動の証拠 
地球科学 地学団体研究会 

        
伊藤 康人

他 
2002 

富山県・石川県に分布する前期中新世火山岩類の古地磁気

（演旨） 

日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
土橋 広宣

他 
2006 

富山県西部の中新世火山岩類から見出されたアダカイト質角

閃石安山岩と捕獲岩について(P-152)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
西来 邦章

他 
2014 

富山県泊地域で発見された第四紀火山岩の K-Ar 年代(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

21 
富

山 
地質 露頭 

宇井 啓高

他 
1994 富山市呉羽山断層の露頭発見と断層の性格(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        奥村 晃史 1996 富山県真川上流部における跡津川断層の露頭と真川湖成層 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
小幡 真弓

他 
2002 

活断層露頭とその周辺における第四紀現象（富山県黒部市嘉

例沢地内）（演旨） 

日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
野 崎  保

(2013) 
2013 富山県内で発見された二つの活断層露頭について（演旨） 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2013 
日本応用地質学会 

    
調査手

法 

音波探

査 

地 質 調 査

所(1971) 
1971 

日本海大陸棚海底資源の開発に関する地形_地質学的研究--

2. 屈折波受信方式速度検出構造探査装置の開発（その 2）と富

山湾における音波探査-- 

日本海に関する総合研究報告書！

科学技術庁特別研究促進調整費（昭

和 44 年度） 

科学技術庁研究調整局 
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鎌田 清吉

他 
1972 富山湾の音波探査（演旨） 物理探鉱 物理探鉱技術協会 

    地下水 流動 
菅野 敏夫

他 
1968 

富山県早月川扇状地の地下水--扇状地における水の浸透お

よび流動機構について-- 
地質調査所月報 地質調査所 

        
水谷 義彦

他 
1982 富山県庄川扇状地地下水の流動状況（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
水谷 義彦

他 
1983 

安定同位体比による富山県庄川扇状地地下水のかん養源お

よび流動状況の研究 
地球化学   

        
菊地 真一

他 
1985 

[しんかい 2000]による富山湾深海底調査(深海底における海水

流動と海底微地形) 
水路部技報   

        
小田巻 実

他 
1985 富山湾深海底における海水流動と海底微地形 

海洋科学技術センター試験研究報

告_ [しんかい 2000]研究シンポジウム特

集 

  

        
岡北 渚沙

他 
2012 

富山県～岐阜県北部の降水の水素・酸素同位体組成及び化

学組成の特徴と地下水の流動状況の解明(ポスターセッション)(演

旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2012 
日本地熱学会 

        
平田 大道

他 
2013 

熱利用のための富山地域地下水系の流動解析(ポスターセッシ

ョン)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2013 
日本地熱学会 

      
滞留時

間 

水谷 義彦

他 
1987 富山県庄川扇状地地下水の滞留時間 地球化学 日本地球化学会 

21 
富

山 
地下水 湧水 高倉 盛安 1994 

黒部川扇状地湧水群.穴の谷の霊水.立山玉殿の湧水.瓜裂清

水－－富山県の名水－－ 
名水を科学する 技報堂出版他 

        朴木 英治 1996 富山県・石川県の山地・丘陵地湧水の水質 
富山市科学文化センター研究報告

書 
富山市科学文化センター 

        張 勁他 2001 富山湾における浅瀬および深海の海底湧水 地球！海底地下水湧出 海洋出版 

        張 勁他 2002 富山湾における海底湧水 海洋と生物 生物研究社 
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鈴木 麻衣

他 
2003 

富山湾海底湧水系の挙動及び沿岸環境への影響評価 その

2--片貝川扇状地沖におけるケーススタディー--(演旨) 

日本海洋学会秋季大会講演要旨集

_2003 
日本海洋学会 

        
小山 裕樹

他 
2003 

富山湾海底湧水系の挙動及び沿岸環境への影響評価 その

1--黒部川扇状地沖におけるケーススタディー--(演旨) 

日本海洋学会秋季大会講演要旨集

_2003 
日本海洋学会 

        中口 譲他 2005 
富山湾海底湧水の化学成分の特徴と起源--栄養塩と溶存有

機物-- 
地球化学 日本地球化学会 

        
八田 真理

子他 
2005 

富山湾の水塊構造と河川水・沿岸海底湧水による淡水フラック

ス 
地球化学 日本地球化学会 

        張 勁他 2005 
沿岸海底湧水湧出速度測定法の開発と富山県片貝川扇状地

沖でのアプローチ 
地球化学 日本地球化学会 

        
小山 裕樹

他 
2005 富山湾東部における広域海底湧水湧出量の測定 地球化学 日本地球化学会 

      温泉 
野口 喜三

雄他 
1969 富山県立山地獄谷温泉における銅_亜鉛_鉛の挙動 日本化学雑誌 日本化学会 

        
赤羽 久忠

他 
1989 

富山県立山温泉新湯産のじ状珪石(いわゆる玉滴石)および蛋

白石 
地球科学 地学団体研究会 

        
水谷 義彦

他 
1991 同位体比から見た富山県の温泉水の起源 温泉科学 日本温泉科学会 

        
赤羽 久忠

他 
1992 富山県立山温泉新湯の蛋白石・じ状珪石および珪化木(演旨) 岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        
赤羽 久忠

他 
1993 

形成されつつある珪化木－－富山県立山温泉「新湯」における

珪化木生成の一例－－ 
地質学雑誌 日本地質学会 

        赤羽 久忠 1993 富山県立山温泉新湯における蛋白石の生成 岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        
水谷 義彦

他 
2000 

富山県立山地獄谷の噴気孔ガスおよび温泉水の化学組成と

同位体比 
地球化学 日本地球化学会 
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21 
富

山 
地下水 温泉 吉岡 龍馬 2000 富山県の温泉について 

大地をさぐる－－富山と飛騨山地－

－ 
ダイチ株式会社 

        
佐藤 和也

他 
2007 

富山県氷見市内の温泉の特徴--特に水質・地下構造・熱源の

観点から--(P-200)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
森田 純平

他 
2012 

富山県内の温泉水の地化学的研究による地熱分布解析(ポス

ターセッション)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2012 
日本地熱学会 

        
岩城 千里

他 
2013 

富山県宇奈月温泉地域の温泉及び土壌ガスの化学成分及び

同位体による地熱リザバー解析(予察)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2013 
日本地熱学会 

      同位体 佐竹 洋他 1982 安定同位体およびトリチウムから見た富山地方の陸水（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
水谷 義彦

他 
1983 

安定同位体比による富山県庄川扇状地地下水のかん養源お

よび流動状況の研究 
地球化学   

        佐竹 洋 1986 富山における降水・降雪の安定同位体の動態(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        佐竹 洋 1986 富山における降水・降雪の安定同位体およびトリチウムの動態 地球化学 日本地球化学会 

        
水谷 義彦

他 
1988 

安定同位体および化学データによる富山県常願寺川扇状地地

下水のかん養源の同定 
京都大学防災研究所年報 京都大学 

        水谷 義彦 1988 
富山地方における降雪の安定同位体組成に関する内陸効果

(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        佐竹 洋他 1989 
富山において一雨毎に採取した一年間の降水の同位体比と化

学組成(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
水谷 義彦

他 
1991 同位体比から見た富山県の温泉水の起源 温泉科学 日本温泉科学会 

        佐竹 洋他 1992 
富山における大気降下物中硫酸塩のイオウ・酸素同位体比(演

旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
池田 知哉

他 
1998 

富山の降水の安定同位体から見た大陸からの長距離輸送の

状況(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 
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木戸口 三

津他 
1998 

富山市街路樹の葉の炭素同位体比による大気環境の推定(ポ

スターセッション)(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

21 
富

山 
地下水 同位体 

長谷川 卓

他 
1999 

個別分子の炭素同位体比層序に基づく富山県上市地域の手

取層群石徹白.赤岩両亜層群の堆積年代推定(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
水谷 義彦

他 
2000 

富山県立山地獄谷の噴気孔ガスおよび温泉水の化学組成と

同位体比 
地球化学 日本地球化学会 

        
吉岡 龍馬

(2002) 
2002 

富山県氷見市における地すべり地地下水の化学・同位体組成

(H060-001)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        石渡 明他 2007 
富山県西部の中新世アダカイトの Sr・Nd 同位体比およびその

斜長石の Sr 量(O-243)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
富田 純平

他 
2007 

高塩濃度 Na-Cl 型温鉱泉水中の Ra 同位体--石川・富山県を

中心に--（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
富田 純平

他 
2009 

大深度掘削により得られた NaCl 型温鉱泉の Ra 同位体挙動--

富山県氷見周辺--(ポスターセッション)(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
岡北 渚沙

他 
2012 

富山県～岐阜県北部の降水の水素・酸素同位体組成及び化

学組成の特徴と地下水の流動状況の解明(ポスターセッション)(演

旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2012 
日本地熱学会 

        
岩城 千里

他 
2013 

富山県宇奈月温泉地域の温泉及び土壌ガスの化学成分及び

同位体による地熱リザバー解析(予察)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2013 
日本地熱学会 

        
岡北 渚沙

他 
2013 

化学・同位体組成からみた地下水への降水の寄与率--富山県

の例--(ポスターセッション)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2013 
日本地熱学会 

    
塩分濃

度 
水質 

高倉 盛安

(1969) 
1969 

富山県内地下水の水質（2）--庄川左岸平野部の地下水の水

質と流速-- 
陸水学雑誌 日本陸水学会 

        
高倉 盛安

他 
1972 富山県西部丘陵地すべり地帯における陸水の水質 工業用水 日本工業用水協会 
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        朴木 英治 1996 富山県・石川県の山地・丘陵地湧水の水質 
富山市科学文化センター研究報告

書 
富山市科学文化センター 

        
木幡 邦男

他 
2001 

富山湾水質保全研究会報告書--富山湾の水質汚濁について

-- 
  富山湾水質保全研究会 

        
佐藤 和也

他 
2007 

富山県氷見市内の温泉の特徴--特に水質・地下構造・熱源の

観点から--(P-200)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

21 
富

山 

塩分濃

度 
海水 

藤井 昭二

他 
1981 北陸における海水準変動--富山湾を中心とした--（演旨） 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
菊地 真一

他 
1985 

[しんかい 2000]による富山湾深海底調査(深海底における海水

流動と海底微地形) 
水路部技報   

        
小田巻 実

他 
1985 富山湾深海底における海水流動と海底微地形 

海洋科学技術センター試験研究報

告_ [しんかい 2000]研究シンポジウム特

集 

  

        藤井 昭二 1992 海底林と海水準変動－－富山湾周辺を中心に－－ アーバンクボタ クボタ 

        遠藤 浩他 2000 
後期中新世の海水準変動による浅海成海進海退サイクル：富

山県音川層の例(演旨) 
日本古生物学会例会講演予稿集 日本古生物学会 

        
大久保 弘

(2007) 
2007 

石川?富山県地域_火山灰鍵層にもとづく鮮新?更新統氷見層

群における氷河性海水準変動の記録の対比(O-67)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      Cl 
富田 純平

他 
2007 

高塩濃度 Na-Cl 型温鉱泉水中の Ra 同位体--石川・富山県を

中心に--（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
富田 純平

他 
2009 

大深度掘削により得られた NaCl 型温鉱泉の Ra 同位体挙動--

富山県氷見周辺--(ポスターセッション)(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

22 
金

沢 
地形 侵食 青木 圭太 1995 金沢市_浅野川と犀川における侵食過程の違い 金沢大学文学部地理学報告 金沢大学文学部地理学教室 

      断層 寒川 旭 1986 
寛政 11 年(1799 年)加賀地震による被害と金沢市内の活断層

(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 
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        寒川 旭 1986 寛政 11 年(1799 年)金沢地震による被害と活断層 地震_第 2 輯 地震学会 

        寒川 旭 1986 

歴史地震をもたらせた活断層についての若干の例 1．慶長 16

年(1611 年)会津地震と会津活断層系 2．寛政 11 年(1799 年)金

沢地震と森本断層 3．寛文 2 年(1662 年)近江地震と琵琶湖西岸

活断層系 

歴史地震 東京大学地震研究所 

        

千葉 .大金

沢 活 断 層 調

査グループ 

1997 千葉市緑区大金沢町で発見された立川ローム層を切る活断層 地球科学 地学団体研究会 

22 
金

沢 
地形 断層 

石 川 県 森

本 断 層 調 査

グループ他 

1997 金沢市の森本活断層の発掘調査 地質学雑誌 日本地質学会 

        三谷 豊他 1997 
千葉市緑区大金沢における立川ローム層を切る活断層の発見

(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        三谷 豊他 1997 
千葉市緑区大金沢における立川ローム層を切る活断層の発見

(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
下村 優子

他 
1997 金沢市を横切る”森本断層”の重力解析(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
東郷 正美

他 
1998 都市圏活断層図[金沢] 

都市圏活断層図 1:25_000_ 国土地

理院技術資料 D.1-No.355 
日本地図センター 

        
古野 邦雄

他 
1999 千葉市大金沢の関東ローム層を切る断層.地溝構造(演旨) 

日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        

千葉 .大金

沢 活 断 層 調

査グループ 

1999 千葉市緑区大金沢における活断層 地球科学 地学団体研究会 

        
古野 邦雄

他 
1999 

千葉市大金沢の関東ローム層を切る断層－－地質ボーリング

調査を中心として－－ 
環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 
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三浦 大助

他 
2001 

糸魚川-静岡構造線活断層系中部の最近の断層活動（その 2）

--釜無山断層群金沢下トレンチ調査結果--（Jm-P012）（ポスター

セッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
宮島 昌克

他 
2002 1799 年金沢地震における地盤振動分布と起震断層の推定 日本海域研究 金沢大学日本海域研究所 

        
中村 洋介

他 
2003 

金沢市街地における河成段丘の形成時期と森本-富樫断層帯

野町撓曲の第四紀後期における上下変位速度 
活断層研究 活断層研究会 

        
中村 洋介

他 
2003 

金沢市街地における河成段丘の形成時期と森本-冨樫断層帯

野町撓曲の第四紀後期における上下平均変位速度（Q042-005）

（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

22 
金

沢 
地形 断層 

松浦 旅人

他 
2008 

森本富樫断層帯の最新活動時期および 1799 年金沢地震の評

価(ポスターセッション)(演旨) 

日本活断層学会秋季学術大会講演

予稿集 
日本活断層学会 

      段丘 
山本 英喜

(2001) 
2001 金沢市内--地層と貝化石および河岸段丘-- 

日曜の地学 6！北陸の自然をたず

ねて（新訂版） 
築地書館他 

        
松元 佳織

他 
2002 金沢の段丘編年と変動地形（演旨） 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
木村 佳織

(2002) 
2002 金沢地方の段丘面編年と変動地形 国土地理院時報 国土地理院 

        
中村 洋介

他 
2003 

金沢市街地における河成段丘の形成時期と森本-富樫断層帯

野町撓曲の第四紀後期における上下変位速度 
活断層研究 活断層研究会 

        
中村 洋介

他 
2003 

金沢市街地における河成段丘の形成時期と森本-冨樫断層帯

野町撓曲の第四紀後期における上下平均変位速度（Q042-005）

（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

        
中村 洋介

他 
2003 

北陸地方東部（金沢平野?富山平野間）における河成段丘面の

編年と対比（ポスターセッション）（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

      火山 
石 渡  明

(2001) 
2001 金沢周辺--火山と火山岩-- 

日曜の地学 6！北陸の自然をたず

ねて（新訂版） 
築地書館他 

        
酒寄 淳史

他 
2004 

金沢市の戸室火山における溶岩の分布--田島城跡溶岩ドー

ムの発見-- 
日本海域研究 金沢大学日本海域研究所 

        
青木 賢人

(2009) 
2009 

「白山火山勉強会」と「金沢大学 2007 年能登半島地震学術調

査部会」--金沢大学における自然災害対応体制の構築--（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

    地質 表層 
北村 晃寿

他 
1988 石川県金沢沖表層堆積物中の生痕とその意義(演旨) 日本古生物学会講演予稿集 日本古生物学会 

        
西川 隼人

他 
2003 微動観測記録による金沢平野の表層地盤構造の推定(演旨) 地震工学研究発表会梗概集 土木学会地震工学委員会 

      火山岩 
伊藤 康人

他 
1994 

基礎試錐「金沢沖」の中新世火山岩類について－－背弧海盆

拡大期の火成活動－－ 
石油技術協会誌 石油技術協会 

        石渡 明他 2001 
金沢市の戸室火山岩屑流堆積物の特徴とその中の木片の

14C 年代（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

22 
金

沢 
地質 火山岩 

石 渡  明

(2001) 
2001 金沢周辺--火山と火山岩-- 

日曜の地学 6！北陸の自然をたず

ねて（新訂版） 
築地書館他 

    地下水 流動 
田中 康博

他 
2005 

金沢市山科町における長雨を誘引とする流動性地すべりの特

徴と運動機構 
日本地すべり学会誌 日本地すべり学会 

      湧水 岸 和男他 1994 
竜泉洞湧水.金沢清水と岩手山麓湧水群－－岩手県の名水－

－ 
名水を科学する 技報堂出版他 

        石渡 明他 1997 

地震予知をめざす_金沢市内の湧水の水温・流量・陽イオン濃

度の年間継続観測－－地質_気象の影響と異常検出の可能性の

評価－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

      同位体 
北村 守次

他 
1989 金沢における降水中硫酸イオンの硫黄同位体比(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 
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ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

    
塩分濃

度 
水質 田崎 和江 1995 

金沢市 200 ケ所における水質検査と微生物による自浄作用(演

旨) 

日本地質学会第 102 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
新保 裕美

他 
2002 

神奈川県金沢湾・平潟湾における物理・水質環境及び生物相

の特徴について 
鹿島技術研究所年報 鹿島技術研究所 

23 
福

井 
地形 地表 竹内 文朗 1988 福井地震に関連する地表面段差の解釈(演旨) 地震学会講演予稿集 地震学会 

      沈降 
中川 登美

雄 
1996 

堆積盆地の沈降と火砕岩による埋積を繰り返す堆積盆地の古

環境変遷－－福井県丹生山地の国見累層を例にして－－(演旨) 

日本古生物学会第 145 回例会講演

予稿集 
日本古生物学会 

      断層 
小笠原 義

勝 
1949 福井地震の被害と地変---特に断層について-- 地理調査所時報 地理調査所 

        
谷口 仁士

他 
1979 

地震断層からの距離と災害との関係--濃尾_三河_福井地震に

ついて--(演旨) 
地震学会講演予稿集春季大会 地震学会 

        
角南 基亮

他 
1980 福井地震断層周辺の重力異常（演旨） 地震学会講演予稿集 地震学会 

        
竹内 文朗

他 
1981 「福井地震断層」周辺の重力異常（演旨） 地震学会講演予稿集春季大会 地震学会 

        
岩崎 貴哉

他 
1982 

測地データから求めた 1948 年福井地震の断層モデルとそれに

基づく理論地震波形（演旨） 
地震学会講演予稿集春季大会 地震学会 

        

福 井 地 震

断 層 探 査 グ

ループ他 

1982 福井地震断層の探査（演旨） 地震学会講演予稿集秋季大会 地震学会 

        
竹内 文朗

他 
1983 福井地震断層の位置と規模を定めるための探査 地震予知連絡会会報   

23 
福

井 
地形 断層 

古川 信雄

他 
1983 福井地震断層周辺でのやや長周期微動観測 京都大学防災研究所年報   
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地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
貞広 太郎

他 
1983 福井地震断層周辺におけるγ線測定 京都大学防災研究所年報   

        
天池 文男

他 
1983 福井地震断層の地震探査(演旨) 

物理探査学会春季講演会講演予稿

集 
物理探査学会 

        
古川 信雄

他 
1983 福井地震断層周辺でのやや長周期微動観測(演旨) 

物理探査学会春季講演会講演予稿

集 
物理探査学会 

        
天池 文男

他 
1984 地震探査により推定された福井地震断層とその地震学的考察 地震 第 2 輯 日本地震学会 

        天池 文男 1986 福井地震断層の浅層構造探査(演旨) 物理探査学会講演予稿集 物理探査学会 

        
天池 文男

他 
1987 福井地震断層のボーリング調査(演旨) 地震学会講演予稿集 地震学会 

        竹内 文朗 1988 
福井地震断層沿いの微小地震の震源再決定と発震機構(演

旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        
天池 文男

他 
1989 福井地震断層の弾性波探査 地球 海洋出版 

        
松浦 充宏

他 
1989 測地データから求めた福井地震の断層モデル 地球 海洋出版 

        
岡本 拓夫

他 
1989 福井地震断層周辺でのボーリング調査 地球 海洋出版 

        西上 欽也 1990 
微小地震のストレスドロップの空間分布－－福井地震断層周

辺の場合－－(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        西上 欽也 1991 
微小地震の応力降下量の空間分布－－福井地震断層周辺で

の結果－－ 
京都大学防災研究所年報 京都大学防災研究所 

        
山本 博文

他 
1997 福井県嶺北地域の活断層 

日本海地域の自然と環境_ 福井大学

積雪研究室研究紀要 
福井大学積雪研究室 
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地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        荒井 克彦 1998 福井平野東縁断層帯調査報告(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
平野 憲雄

他 
1998 福井地震断層付近の微小地震活動(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
井上 直人

他 
1998 福井地震断層における反射法地震探査と重力探査概要(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
石山 達也

他 
1998 沖積面を変位させる福井平野東縁の活断層の詳細位置(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
衣笠 善博

他 
1998 福井県下における柳ヶ瀬断層の活動性(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
河野 芳輝

他 
1998 福井平野の重力異常と福井地震断層(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        宮武 隆 1998 
動力学モデルによる断層近傍強震度－－物体および建築物

の転倒方向(福井地震)への応用－－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        鷺谷 威他 1998 1948 年福井地震に伴う地殻変動と震源断層モデル(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
杉山 雄一

他 
1998 福井県.敦賀断層の活動履歴調査(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

23 
福

井 
地形 断層 

地 質 調 査

所他 
1999 福井県.敦賀断層の活動履歴調査 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
地 質 調 査

所他 
1999 福井県敦賀市.野坂断層の活動履歴調査 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
井上 直人

他 
1999 福井地震断層付近の地下構造調査 地震 第 2 輯 日本地震学会 

        
衣笠 善博

他 
1999 福井平野下の活断層について(序報) 地震 第 2 輯 日本地震学会 

        鷺谷 威 1999 1948 年福井地震(M=7.1)に伴う地殻変動と震源断層モデル 地震 第 2 輯 日本地震学会 
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域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
藤田 浩司

他 
1999 

トレンチ調査による駄口断層(福井県敦賀市)の最新活動時期

(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        
小松原 琢

他 
1999 

福井県若狭地方.三方断層のトレンチ調査(ポスターセッショ

ン)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
山本 博文

他 
1999 福井県嶺北地域の活断層(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
佐藤 慶治

他 
2000 

福井県南条郡今庄町板取上清水における柳ヶ瀬断層帯の透

水性構造(演旨) 

日本地質学会第 107 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        小嶋 啓介 2000 福井嶺北地域の断層活動に基づく福井平野の地震動の推定 
日本海地域の自然と環境_ 福井大学

地域環境研究教育センター研究紀要 
福井大学地域環境研究教育センター 

        山本 博文 2000 福井県大野盆地木落断層の活動履歴(C17)(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
広内 大助

他 
2001 福井平野東縁最北部における見当山断層の発見とその意義 第四紀研究 日本第四紀学会 

        
東郷 正美

他 
2001 都市圏活断層図「福井」 

都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D.1-No.388 
国土地理院 

        
小林 直城

他 
2001 

重力異常による福井平野の 3 次元基盤構造の推定--福井地

震およびその周辺の活断層との関係-- 
地震 第 2 輯 日本地震学会 

        

産 業 技 術

総 合 研 究 所

他 

2001 温見断層のトレンチ調査（福井県大野市温見地区） 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
山本 博文

他 
2001 福井県越前海岸沿い活断層群の活動履歴(Jm-005)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

23 
福

井 
地形 断層 

山本 博文

他 
2003 

福井地震断層と福井平野の微地形および基盤構造（J027-

003）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

        
山本 博文

(2003) 
2003 福井県の活断層 

北陸地盤情報！北陸地盤工学研究

会誌 
北陸地盤工学研究会 
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発行年

数 
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松島 信一

他 
2004 

気象庁 1 倍強震計記録と地殻変動データを用いた 1948 年福

井地震(M7.1)の断層破壊過程インバージョン(P068)(ポスターセッ

ション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
山本 博文

(2004) 
2004 福井県大野盆地南東縁の木落断層の活動度とその意義 地震 第 2 輯 日本地震学会 

        
岡本 拓夫

他 
2004 

福井地震断層付近で発生する地震の特徴について(P148)(ポ

スターセッション)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 福井平野東縁断層帯の長期評価について 主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 福井平野東縁断層帯長期評価について サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        
佐藤 清隆

(2005) 
2005 

被害地域に見られるローカルサイトエフェクト 1.3 内陸活断層地

震 1.3.1 1948 年福井地震 

地震動のローカルサイトエフェクト??

実例・理論そして応用?? 
土木学会 

        

海 上 保 安

庁 海 洋 情 報

部(2005) 

2005 加賀?福井沖の断層分布 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会 

2005 
福井平野東縁断層帯の長期評価について(平成 16 年 12 月 8

日公表) 

地震調査委員会報告集??2004 年 1

月?12 月??(第 2 分冊) 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

23 
福

井 
地形 断層 

竹内 文朗

他 
2006 

福井地震断層付近の地震分布(S110-P009)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

620 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
山本 博文

他 
2006 

福井県経ヶ岳南西麓の岩屑なだれと断層活動(Q126-011)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
小嶋 啓介

他 
2007 福井地震断層周辺における常時微動観測 

日本海地域の自然と環境！福井大

学地域環境研究教育センター研究紀

要 

福井大学地域環境研究教育センター 

        
廣内 大助

他 
2008 

完新世における福井平野東縁断層帯の活動(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本活断層学会秋季学術大会講演

予稿集 
日本活断層学会 

        
廣内 大助

他 
2008 福井平野東縁断層帯の活動性および活動履歴調査 活断層の追加・補完調査成果報告書 産業技術総合研究所 

        
広内 大助

他 
2008 

トレンチ掘削調査に基づく福井平野東縁断層帯の古地震活動

(P-202)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
野口 竜也

他 
2009 

重力異常による福井平野および鯖江断層周辺の基盤構造推

定（P2-79)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2009 
日本地震学会 

        
山本 博文

他 
2010 福井県越前海岸沿い断層群の活動履歴について 

日本海地域の自然と環境！福井大

学地域環境研究教育センター研究紀

要_ 

福井大学地域環境研究教育センター 

        
岡田 篤正

他 
2010 

福井県_三方湖および中山低地の地下地質と三方断層帯の活

動解明 
地学雑誌 東京地学協会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 事 務 局

(2010) 

2010 
福井平野東縁断層帯主部の地震による予測震度分布(事務局

公表資料)(平成 21 年 12 月 18 日公表) 

地震調査委員会報告集--2009 年 1

月～12 月-- 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2010) 

2010 
福井平野東縁断層帯の長期評価の一部改訂について（平成

21 年 12 月 18 日公表） 

地震調査委員会報告集--2009 年 1

月～12 月-- 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 
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        安井 譲他 2010 
福井平野東縁断層帯を横切る反射法測線の微動 H/V 探査

（P2-78)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2010 
日本地震学会 

23 
福

井 
地形 断層 

杉山 雄一

他 
2010 福井県･浦底断層の完新世活動(SSS35-14)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM)_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
杉山 雄一

他 
2011 福井県敦賀湾における浦底断層のコアリング調査(速報)(演旨) 

シンポジウム「2011 年東北地方太平

洋沖地震に伴う内陸活断層の挙動と地

震活動・地殻変動」及び日本活断層学

会秋季学術大会講演予稿集 

日本活断層学会 

        
阿部 信太

郎他 
2011 

福井平野東縁断層帯海域延長部における断層分布と活動性

について 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
青柳 恭平

他 
2011 

濃尾地震断層系北部～福井地震断層系南部の地震波速度構

造(SSS028-04)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
阿部 信太

郎他 
2011 

福井平野東縁断層帯海域延長部における断層分布と活動性

について(SSS032-10)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
山本 博文

(2013) 
2013 

福井平野東縁断層帯--その概要と最新の調査結果について-

- 

日本海地域の自然と環境！福井大

学地域環境研究教育センター研究紀

要 

福井大学地域環境研究教育センター 

        
石村 大輔

他 
2013 

福井県、三方湖・中山低地の地下地質情報に基づく三方断層

帯の活動性（演旨） 

日本活断層学会年度秋季学術大会

講演予稿集_2013 
日本活断層学会 

        
岩本 直也

他 
2013 

岐阜福井県境、能郷白山花崗閃緑岩分布域における山体重

力変形地形と地質構造（特に節理系と温見断層破砕帯）の関係

(ポスターセッション)(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2013 
日本応用地質学会 

        
杉山 雄一

他 
2013 

柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部北方延長域（坂井市沖～福井市沖）

における活断層の分布と活動性 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
山田 圭太

郎他 
2014 

福井県敦賀市内池見における池見断層の形状と活動性（演

旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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井上 卓彦

他 
2014 

福井県美浜町日向沖_三方断層帯海域部（A 断層系）の更新世

末期以降の活動 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
杉山 雄一

他 
2014 

福井県美浜町菅浜沖_野坂断層海域部の更新世末期以降の

活動 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

23 
福

井 
地形 断層 

杉山 雄一

他 
2014 

福井県美浜町沖における三方断層帯及び野坂断層帯海域延

長部のボーリング調査(SSS34-P21)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
井上 卓彦

他 
2014 

高分解能音波探査からみた福井県三方断層帯及び野坂断層

帯海域部における活断層分布及び活動履歴(SSS34-P19)(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
渡辺 満久

(2014) 
2014 福井県小浜湾沿岸の地殻変動と断層運動(SSS34-06)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
山田 圭太

郎他 
2015 福井県敦賀市内池見における池見断層の地下形状と活動性 活断層研究 日本活断層学会 

      段丘 
小村 良二

(1982) 
1982 

福井県丹生山地_天王川上流域の水系変化--河岸段丘による

検討-- 
地質調査所月報 地質調査所 

        松井 和夫 1989 
福井県三方五湖東方の段丘を被覆する土壌中の火山灰につ

いて 
名古屋地学 名古屋地学会 

        
梅田 美由

紀 
1994 

福井県丹生山地天王川沿いに発達する段丘堆積物中のチャ

ート礫の起源 
福井市自然史博物館研究報告 福井市自然史博物館 

        
中川 登美

雄他 
1995 

福井県丹生山地の段丘堆積物から見いだされた姶良 Tn 火山

灰層および大山倉吉軽石層とその意義 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
中川 登美

雄他 
1999 福井県北部加越台地の海成段丘堆積物から産出した貝化石 日本海域研究所報告 金沢大学日本海域研究所 

        
喜多 佐由

里他 
1999 

福井県丹生山地の河岸段丘堆積物に見られる火山灰の教材

化 
福井市自然史博物館研究報告 福井市自然史博物館 
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栗山 健弘

他 
2003 

岩石の長期的な変質プロセスとその速度--福井県織田町付近

に発達する河岸段丘礫での事例研究--（G018-P008）（ポスター

セッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2003 
日本海洋学会他 

        
藤井 純子

他 
2010 福井県丹生山地の河岸段丘堆積物の古地磁気 

日本海地域の自然と環境！福井大

学地域環境研究教育センター研究紀

要_ 

福井大学地域環境研究教育センター 

      火山 
中島 正志

他 
1983 福井県北部の浜地火山灰層中に見いだされた Blake event 第四紀研究   

23 
福

井 
地形 火山 松井 和夫 1989 

福井県三方五湖東方の段丘を被覆する土壌中の火山灰につ

いて 
名古屋地学 名古屋地学会 

        
中川 登美

雄他 
1995 

福井県丹生山地の段丘堆積物から見いだされた姶良 Tn 火山

灰層および大山倉吉軽石層とその意義 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
喜多 佐由

里他 
1999 

福井県丹生山地の河岸段丘堆積物に見られる火山灰の教材

化 
福井市自然史博物館研究報告 福井市自然史博物館 

        
田中 康博

他 
2000 

経ヶ岳火山の岩石学的研究：福井県奥越地方に分布する法恩

寺山火山岩類について(Va-P002)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
三村 弘二

(2001) 
2001 

福井県経ヶ岳火山南西麓の覆瓦構造をもつ塚原野岩屑なだ

れ堆積物と 14C 年代 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
市山 祐司

他 
2007 

福井県小浜市の丹波帯に産する HFS 元素に富むかんらん石

スピニフェックス玄武岩:ペルム紀海洋のペチェンガ型超苦鉄質

火山活動(K129-005)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

      褶曲 
伊藤 政昭

(1975) 
1975 

福井県における石灰岩層の不整合の条件および褶曲のメカニ

ズム 

福井市立郷土自然科学博物館 博

物同好会会報（別刷集） 
福井県立郷土自然科学博物館 

    地質 表層 
水野 清秀

他 
1993 

福井県三方五湖の表層堆積物の層相と地殻変動との関係(演

旨) 

日本地質学会第 100 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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福山 厚子

他 
2010 

福井県坂井市三国町安島のクロ松の立ち枯れと表層地質の関

係 
環境地質学シンポジウム論文集 地質汚染?医療地質?社会地質学会 

      岩盤 
小俣 新重

郎 
1999 福井県越前海岸の節理性岩盤の崩壊(岩石崩壊) 

斜面地質学－－その研究動向と今

後の展望－－ 
日本応用地質学会他 

        
永田 秀尚

(2008) 
2008 

標識方位をもちいた高速地すべり岩盤ブロックの回転解析--

1989 年福井県越前海岸崩壊を例に-- 
日本地すべり学会誌 日本地すべり学会 

      母岩 
中村 研治

他 
1989 

福井県中竜鉱山周辺のスカルン・母岩の酸素同位体組成と微

量元素について(演旨) 
鉱山地質 日本鉱山地質学会 

      火山岩 
黒 田  直

(1967) 
1967 福井県三国海岸の火山岩（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

23 
福

井 
地質 火山岩 

広岡 公夫

他 
1972 福井県丹生山地火山岩の古地磁気 

福井大学教育学部紀要 第 2 部 自

然科学 
福井大学教育学部 

        
中島 正志

他 
1979 福井県三国地区に分布する火山岩類の古地磁気(演旨) 

日本地球電気磁気学会講演会講演

予稿集 
日本地球電気磁気学会 

        
森本 祐一

郎他 
1981 

福井県およびその周辺地域の第三紀火山岩類の Fission-

Track 年代（演旨） 

日本地質学会第 88 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
東野 外志

男他 
1987 福井県三国海岸に産出する火山岩類の K－Ar 年代 

石川県白山自然保護センター研究

報告 
石川県白山自然保護センター 

        
中島 正志

他 
1989 福井県内の中新世火山岩類の古地磁気(演旨) 

地球電磁気・地球惑星圏学会講演

会講演予稿集 
地球電磁気・地球惑星圏学会 

        
田中 康博

他 
2000 

経ヶ岳火山の岩石学的研究：福井県奥越地方に分布する法恩

寺山火山岩類について(Va-P002)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
吉沢 康暢

(2001) 
2001 

福井県大野市経ヶ岳火山岩屑なだれ堆積物の構造・表面形

態・年代（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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葛木 建大

他 
2002 

福井県越前中央山地に分布する中新統糸生累層火山岩類--

未分化なカルクアルカリマグマについて--（ポスターセッション）

（演旨） 

日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        石渡 明他 2003 
福井市東部の中新世火山岩類から低 Ni-高 Mg 玄武岩の発見

--輝岩溶融の証拠？--（K037-001）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

        山崎 亮他 2007 

福井県丹生山地に分布する中新統糸生累層火山岩類の岩石

学的研究_特に低 NI 玄武岩について(P-179)(ポスター セッショ

ン)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    
調査手

法 

音波探

査 

井上 卓彦

他 
2014 

高分解能音波探査からみた福井県三方断層帯及び野坂断層

帯海域部における活断層分布及び活動履歴(SSS34-P19)(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

    地下水 流動 
与田 佑季

他 
2007 福井平野の地下水流動に関するフィールド調査(A28)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

23 
福

井 
地下水 流動 

野原 慎太

郎他 
2014 

福井県嶺南地方における広域地下水流動の特徴(ポスターセッ

ション)(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2014 
日本応用地質学会 

      湧水 
高村 弘毅

他 
1994 大野盆地の湧水群と御清水－－福井県の名水－－ 名水を科学する 技報堂出版他 

      温泉 
中村 久由

他 
1962 福井県芦原温泉の熱構造ならびに泉源保全に関する考察 地質調査所月報 地質調査所 

        
塚野 善蔵

他 
1965 温泉開発の一例--福井市天菅生温泉について-- 

福井大学学芸学部紀要 第 2 部 自

然科学 
福井大学学芸学部 

        
塚野 善蔵

(1966) 
1966 福井県小浜市温泉徴候地探査報告   福井県 

        
福 井 県 厚

生部(1966) 
1966 

福井県芦原温泉泉源保護ならびに開発のための基礎調査（昭

和 39・40 年度調査） 
  福井県厚生部 
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ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
初田 甚一

郎(1968) 
1968 福井県吉崎温泉について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
阿部 悦夫

他 
1968 福井県芦原温泉地域における重力探査 温泉科学 日本温泉科学会 

        
塚野 善蔵

(1968) 
1968 福井県の温泉について--とくに芦原温泉について-- 温泉科学 日本温泉科学会 

        
田中 博義

他 
2007 福井県芦原温泉について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

      同位体 
中村 研治

他 
1989 

福井県中竜鉱山周辺のスカルン・母岩の酸素同位体組成と微

量元素について(演旨) 
鉱山地質 日本鉱山地質学会 

        氏家 治 1993 
福井市国見岳付近の中新世玄武岩質岩類の Sr・Nd 同位体組

成(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
嶋田 光雄

他 
1998 

福井県中池見湿原の風成塵の Sr_Nd 同位体系－－石英の

ESR 信号強度との比較－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

    
塩分濃

度 
水質 

浅井 和見

他 
1981 福井県東部接触鉱床地域の地質と水質（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        辻 影洋他 1999 中池見湿地(福井県敦賀市)における水質環境と生物群集 陸水学雑誌 日本陸水学会 

        
後藤 道治

他 
2014 

福井県勝山市の手取層群北谷層から産出したヒラマキガイ類と

車軸藻類の化石から推定される水質環境(ポスターセッション)(演

旨) 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

24 
駿

河 
地形 隆起 

藤井 陽一

郎(1980) 
1980 伊豆隆起と駿河湾沈降 地震予知研究シンポジウム 

日本学術会議地球物理学研究連絡委員会地

震予知小委員会他 

        石井 良他 1997 
駿河湾西岸有度丘陵沖の基盤構造－－外縁隆起帯との関連

について－－(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        新妻 信明 1997 
草薙断層の活動にともなう有度丘陵の傾動と駿河トラフにおけ

る伊豆半島松崎隆起帯の衝突(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
滝野 義幸

他 
1997 

駿河湾奥部(蒲原～興津沖)の地質構造－－特に大陸棚上に

分布する隆起帯及び断層について－－(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
滝野 義幸

他 
1998 駿河湾由比沖大陸棚の隆起帯について(演旨) 

日本地質学会第 105 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
滝野 義幸

他 
1998 駿河湾由比沖大陸棚上の隆起帯と活断層(演旨) 

海洋調査技術学会研究成果発表会

講演要旨集－－創立 10 周年記念行事

－－ 

海洋調査技術学会 

        石井 良他 1999 駿河湾西岸の基盤隆起帯構造(演旨) 
日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      沈降 
藤井 陽一

郎(1980) 
1980 伊豆隆起と駿河湾沈降 地震予知研究シンポジウム 

日本学術会議地球物理学研究連絡委員会地

震予知小委員会他 

        
中村 一明

他 
1982 

フィリピン海プレートの運動速度・曲がりと駿河湾の沈降速度

（演旨） 
地震学会講演予稿集春季大会 地震学会 

        多田 尭 1993 
最近の東海地方の地殻変動－－駿河湾西岸地域の地殻沈降

鈍化について－－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        多田 尭 1995 
最近の東海地方の地殻変動－－駿河湾西岸地域の地殻沈降

鈍化について(2)－－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

      侵食 鮭川 登他 1975 駿河海岸の海岸侵食に関する土砂収支的研究 早稲田大学理工学研究所報告 早稲田大学理工学研究所 

        
宇多 高明

他 
1985 駿河海岸の侵食実態の解析 土木技術資料 土木研究センター 

        石井 良他 1995 
駿河湾西岸沖大陸棚における侵食平坦面(反射面 L)の水深分

布変化について 
東海大学紀要_海洋学部 東海大学海洋学部 

24 
駿

河 
地形 断層 

安 間  恵

(1974) 
1974 駿河湾の地磁気分布と衝上断層（演旨） 地震学会講演予稿集春季大会 地震学会 

        町田 洋他 1975 
富士山東麓駿河小山付近の第四系--とくに古地理の変遷と神

縄断層の変動について-- 
第四紀研究 日本第四紀学会 
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ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
田  望

(1978) 
1978 駿河湾の海底大断層と海底地震計 気象 日本気象協会 

        
恒石 幸正

他 
1978 駿河トラフを横断する駿豆断層（演旨） 地震学会講演予稿集 地震学会 

        
恒石 幸正

他 
1978 駿河トラフを横断する駿豆断層 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鈴木 保典

他 
1979 

断層モデルによる短周期加速度・速度・変位の推定 2--仮想

駿河湾地震--（演旨） 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        
山崎 晴雄

(1979) 
1979 プレート境界部の活断層--駿河湾北岸内陸地域を例にして-- 地球！活断層 海洋出版 

        
恒石 幸正

他 
1982 富士川断層南方の駿河湾断層について（演旨） 

日本地質学会第 89 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        恒石 幸正 1983 
駿河湾・富士川断層の左横すべりを証拠づける各種データ（演

旨） 
地震学会講演予稿集   

        新妻 信明 1997 
草薙断層の活動にともなう有度丘陵の傾動と駿河トラフにおけ

る伊豆半島松崎隆起帯の衝突(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
滝野 義幸

他 
1997 

駿河湾奥部(蒲原～興津沖)の地質構造－－特に大陸棚上に

分布する隆起帯及び断層について－－(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
滝野 義幸

他 
1998 駿河湾由比沖大陸棚上の隆起帯と活断層(演旨) 

海洋調査技術学会研究成果発表会

講演要旨集－－創立 10 周年記念行事

－－ 

海洋調査技術学会 

        
生野 静香

他 
2006 

駿河湾奥部周辺・陸上断層と海底断層についての検討(O-

53)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        中田 高他 2009 
詳細海底地形図に基づく相模湾・駿河湾の海底活断層の陸域

への連続性の検討(J232-P002)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 
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地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

24 
駿

河 
地形 断層 

小沢 慎三

郎他 
2009 

駿河湾の地震（2009 年 8 月 11 日、M6.5）に伴う地殻変動から

推定した地震断層モデル（P1-13)（ポスターセッション）（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2009 
日本地震学会 

        
渡辺 満久

他 
2010 

詳細 DEM 画像から探る相模トラフ・駿河トラフの海底活断層(ポ

スターセッション)(演旨) 

日本活断層学会秋季学術大会及び

1586 年天正地震シンポジウム講演予稿

集_2010 

日本活断層学会 

        鈴木 亘他 2010 
2009 年駿河湾の地震の震源インバージョンにおける断層面形

状の検討(SSS016-P25)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        石井 紘他 2010 
駿河湾地震の波動による断層近傍で観測された特徴的応力変

動 

東濃地震科学研究所報告！地殻活

動研究委員会報告書(平成 21 年度) 
地震予知総合研究振興会 

        石井 紘他 2010 
駿河湾地震の波動による断層近傍で観測された特徴的応力・

歪変動(SSS014-P04)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

      段丘 松島 義章 1984 
完新世段丘からみた相模湾.駿河湾沿岸地域のネオテクトニク

ス 
第四紀研究 日本第四紀学会 

      火山 大塚 謙一 1999 
駿河トラフ収束境界域の第四紀地史についての新知見－－収

束境界火山群とその年代について－－ 
静岡大学地球科学研究報告 静岡大学地球科学教室 

        上杉 陽他 2003 
消滅しつつある駿河小山町飛地上上柴怒田大露頭--姶良丹

沢火山灰 AT と古富士テフラ群-- 
地学見学案内書--富士山-- 日本地質学会関東支部 

    地質 表層 

海 上 保 安

庁 水 路 部

(1977) 

1977 駿河トラフ・南海トラフの表層堆積層の変形 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
青木 三郎

他 
1981 駿河湾底表層堆積物中の粘土鉱物の分布 地質学雑誌 日本地質学会 

        
織田嶋 光

喜他 
1986 駿河湾奥内浦湾の表層堆積物(演旨) 日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        
織田嶋 光

喜 
1987 駿河湾奥・内浦湾の表層堆積物について_その 2(演旨) 日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 
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域 
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発行年

数 
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        郭 暁利他 1987 駿河湾表層堆積物の重鉱物(演旨) 日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        
岡田 博有

他 
1996 駿河湾表層堆積物中の重鉱物分布 

九州大学理学部研究報告 地球惑

星科学 
九州大学理学部 

      岩盤 芝 良昭他 2010 
岩盤上観測記録に基づく 2009 年駿河湾の地震の強震動特性

と震源過程 
電力中央研究所報告 電力中央研究所 

24 
駿

河 
地質 岩盤 

芝  良 昭

(2010) 
2010 

岩盤上観測記録に基づく 2009 年駿河湾の地震の強震動特性

と震源過程(SSS016-P24)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

      火山岩 大塚 謙一 1994 
プレート収束境界陸側斜面における火山岩の発見－－駿河ト

ラフ中央部の[しんかい 2000]第 708 潜航調査の成果－－(演旨) 
しんかいシンポジウム予稿集 海洋科学技術センター 

      露頭 上杉 陽他 2003 
消滅しつつある駿河小山町飛地上上柴怒田大露頭--姶良丹

沢火山灰 AT と古富士テフラ群-- 
地学見学案内書--富士山-- 日本地質学会関東支部 

    
調査手

法 

音波探

査 

藤原 八笛

他 
1970 音波探査による駿河湾の地質構造について（演旨） 

日本地質学会第 77 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
三沢 良文

他 
1972 駿河湾の音波探査結果(演旨) 

物理探鉱技術協会講演会講演予稿

集(昭和 47 年度秋季) 
物理探鉱技術協会 

        桜井 操他 1980 駿河トラフ（舟状海盆）のマルチチャンネル反射法音波探査 水路部研究報告 海上保安庁 

        
海 上 保 安

庁水路部他 
1981 

相模トラフ及び駿河トラフ南部のマルチチャンネル反射法音波

探査(1) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
海 上 保 安

庁水路部他 
1982 

相模トラフ及び駿河トラフ南部のマルチチャンネル反射法音波

探査(2) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
海 上 保 安

庁水路部他 
1982 南海・駿河・相模トラフのマルチチャンネル反射法音波探査 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        加藤 茂他 1983 
南海・駿河・相模トラフのマルチチャンネル反射法音波探査概

報 
水路部技報   

        加藤 茂他 1983 南海・駿河・相模トラフのマルチチャンネル反射法音波探査 水路部研究報告   
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        桜井 操他 1983 
反射法音波探査からみた南海トラフ東部及び駿河トラフの地質

構造に関する二・三の考察 
最近の海底調査 その 3 日本水路協会 

        石井 良他 1994 
デジタル型音波探査記録器を使用した駿河湾西岸三保沖大

陸棚の研究(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
生野 静香

他 
2005 

駿河湾奥部・富士川河口沖マルチチャンネル音波探査 (O-

116)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

24 
駿

河 

調査手

法 

音波探

査 

佐藤 智之

(2014) 
2014 駿河湾における反射法音波探査結果概要 

地質調査総合センター速報！平成

25 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

    地下水 湧水 
徳山 英一

(2002) 
2002 相模湾・駿河湾の湧水活動 海洋と生物 生物研究社 

    
塩分濃

度 
水質 

金井 孝夫

(1965) 
1965 

東駿河湾・富士・吉原・原地域の表流水地下水の水質につい

て 
東駿河湾地区地下構造調査報告書 地質調査所 

        広田 致 1983 
駿河湾内の有機物に関する研究(1)田子の浦港の水質および

泥質 
東海大学海洋研究所研究報告   

      海水 
佐藤 義夫

他 
1978 

東京湾_駿河湾および播磨灘の海水および海底堆積物のバナ

ジウム 
東海大学紀要 海洋学部 東海大学海洋学部 

        
岡部 史郎

他 
1981 駿河湾の海水の懸濁物質中の V および Mo（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        日野 守他 2002 駿河湾における海水中の有機物の分解特性 静岡大学地球科学研究報告 静岡大学地球科学教室 

25 
静

岡 
地形 隆起 山下 真他 2004 静岡県牧ノ原台地における第四系の分布と隆起の特性（演旨） 

日本地質学会第 111 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
狩野 謙一

他 
2006 

糸魚川?静岡構造線活断層系南部の地下構造と赤石山地の急

速隆起(O-127)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
鷺 谷  威

(2007) 
2007 

1944 年東南海地震に伴う静岡県西部の隆起と分岐断層モデ

ル(S151-006)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 
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小林 小夏

他 
2014 

静岡県清水平野に見られる津波堆積物と安政東海地震による

隆起の古生物学的・地質学的証拠（演旨） 
日本古生物学会例会講演予稿集 日本古生物学会 

      沈降 藤原 治他 2007 
静岡県中部浮島ヶ原の完新統に記録された環境変動と地震沈

降 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        藤原 治他 2008 
静岡県中部浮島ヶ原の地層に記録された過去 1500 年間の環

境変動と地震沈降(S141-P012)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

      侵食 石井 良他 1995 静岡県清水海岸の侵食と大陸棚の地質について(演旨) 
日本地質学会第 102 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

25 
静

岡 
地形 侵食 佐藤 武 1995 静岡県清水市三保における海岸侵食について(演旨) 

日本地質学会第 102 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
後藤 浩二

他 
1996 静岡県清水市折戸付近における海岸侵食 環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        
後藤 浩二

他 
1996 静岡県清水市三保海岸における海岸侵食(演旨) 

日本地質学会第 103 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
宇多 高明

他 
1997 静岡.清水海岸における侵食.堆積波の伝播 海岸工学論文集 土木学会 

        佐藤 武 1999 
三保海岸(静岡県清水市)の景観変化－－海岸侵食に関連し

て－－(演旨) 

日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        宇多 高明 2000 
河川における砂利採取に伴う流出土砂量の減少に起因する海

岸侵食－－安倍川と静岡.清水海岸を例として－－ 
海洋 海洋出版 

        
吉河 秀郎

他 
2007 静岡県三保半島沿岸域の砕屑物移動と海岸侵食について 堆積学研究 日本堆積学会 

      断層 平山 健 1953 

静岡県磐田郡久根鉱山名古尾坑附近の岩石に見られる節理

および断層の概査報告--特に天龍川の水位上昇が坑内の漏水

におよぼす影響に関連して-- 

地質調査所月報 地質調査所 
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恒石 幸正

他 
1972 

静岡県水窪ダム附近にみられる光明断層周辺部の岩石破壊

様式（演旨） 

日本地質学会第 79 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
石田 瑞穂

他 
1981 

静岡県西部に発生した微小地震の断層パラメータと前後の地

震活動（演旨） 
地震学会講演予稿集秋季大会 地震学会 

        
大竹 政和

他 
1981 静岡県西部に発生した微小地震の断層パラメター（演旨） 地震学会講演予稿集春季大会 地震学会 

        
杉山 雄一

他 
1982 静岡県庵原地域の地質構造と入山断層系 地質調査所月報 地質調査所 

        山本 荘毅 1983 日本の地下水_ 中部地方_ 静岡県(24)_ 丹那断層の地下水 水   

        小山 彰 1984 
山梨県早川沿いの糸魚川‐静岡構造線‐_特に断層帯の形成に

ついて 
地質学雑誌   

        小山 彰 1988 下蔦木衝上断層－－糸魚川－静岡構造線の屈曲部－－ 地質学雑誌 日本地質学会 

        
奥村 晃史

他 
1989 

糸魚川－静岡構造線活断層系牛伏寺断層(松本市並柳地区)

のトレンチ発掘調査 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

25 
静

岡 
地形 断層 

奥村 晃史

他 
1989 

糸魚川静岡構造線活断層系・牛伏寺断層(松本市並柳地区)の

トレンチ発掘調査(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        
大久保 修

平他 
1990 

糸魚川－静岡構造線の重力調査(3)－－松本盆地東縁断層北

側延長部の追跡－－ 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        
茅原 一也

他 
1991 糸魚川－静岡構造線掘さく調査(フォッサ・マグナ西縁断層) 産業地質科学研究所研究年報 産業地質科学研究所 

        
地 質 調 査

所 
1991 

糸魚川－静岡構造線活断層系牛伏寺断層(松本市並柳地区)

第二次トレンチ発掘調査 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
大久保 修

平他 
1991 

糸魚川－静岡構造線の重力調査(4)－－GPS 支援下での松本

盆地東縁断層延長部の重力測定－－ 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 
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        佃 栄吉他 1991 
糸魚川－静岡構造線活断層系牛伏寺断層の最新活動時期－

－松本市並柳地区第 2 次トレンチ発掘調査より(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        

チ ャ ト ル ン

グカワニヒ サ

マン他 

1991 
南部フォッサマグナ西部糸魚川－静岡構造線の予察的断層

TL 年代測定 

秋田大学鉱山学部資源地学研究施

設報告_ 本多 朔郎教授退官記念論文

集 

秋田大学鉱山学部附属資源地学研究施設 

        
阿南 修司

他 
1993 

静岡県石廊崎断層から放出される土壌ガスと断層の活動性に

ついて 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

        岩橋 徹他 1994 静岡県富士・富士宮地区およびその周辺の活断層について 
静岡大学地球科学研究報告_ 鮫島

輝彦先生追悼論文集 
静岡大学地球科学教室 

        
奥村 晃史

他 
1994 

糸魚川－静岡構造線活断層系の最近の断層活動－－牛伏寺

断層・松本市並柳地区トレンチ発掘調査－－ 
地震_第 2 輯 地震学会 

        安田 聡他 1994 糸魚川・静岡構造線活断層系「牛伏寺断層」精密地形図 地質調査所研究資料集 地質調査所 

        
奥村 晃史

他 
1995 

日本の活断層発掘調査〔54〕1988 年糸魚川－静岡構造線活断

層系牛伏寺断層(松本市並柳地区)トレンチ調査 
活断層研究 活断層研究会 

        
下川 浩一

他 
1995 糸魚川－静岡構造線活断層系ストリップマップ(演旨) 日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
下川 浩一

他 
1995 糸魚川－静岡構造線活断層系ストリップマップ_1：100_000 構造図 地質調査所 

        
田力 正好

他 
1995 

糸魚川－静岡構造線中部・白州付近の活断層と第四紀の構造

地形発達過程(演旨) 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 

25 
静

岡 
地形 断層 吉岡 敏和 1995 

横ずれ断層の発達とそれに伴なう地形の形成－－トルコ・北ア

ナトリア断層および糸魚川－静岡構造線諏訪盆地を例にして－

－(演旨) 

日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
地 質 調 査

所他 
1996 糸魚川－静岡構造線活断層系の最近の断層活動 地震予知連絡会会報 国土地理院 
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井村 隆介

他 
1996 

糸魚川－静岡構造線活断層系・松本盆地東縁断層のトレンチ

調査－－長野県大町市三日町地区－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        奥村 晃史 1996 
糸魚川－静岡構造線活断層系下蔦木断層の断層露頭－－山

梨・長野県境－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
奥村 晃史

他 
1996 糸魚川－静岡構造線活断層系の活動履歴調査 

地質調査所研究講演会資料_ 兵庫

県南部地震の地質学的背景_ 日本産

業技術振興協会技術資料 No.265 

日本産業技術振興協会 

        
奥村 晃史

他 
1996 

平成 7 年度活断層調査研究報告 No.25 糸魚川-静岡構造線

活断層系のトレンチ掘削による活動履歴調査(工業技術院特別研

究「活断層による地震発生ポテンシャル評価の研究」) 

地質調査所研究資料集 地質調査所 

        
奥村 晃史

他 
1996 

糸魚川－静岡構造線活断層系の最近の地震活動とセグメンテ

ーション(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        土 隆一 1996 静岡県の活断層 東海地震防災セミナー 東海地震防災研究会他 

        平野 聡他 1997 
凍結乾燥処理を用いた未固結断層粘土の変形組織－－糸魚

川－静岡構造線の例－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
池田 安隆

他 
1997 糸魚川静岡構造線北部.神城断層の反射法地震探査 (演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
池田 安隆

他 
1997 

糸魚川静岡構造線活断層系.松本盆地南部地域の詳細断層

地形判読 
活断層研究 活断層研究会 

        
奥村 晃史

他 
1997 糸魚川－静岡構造線活断層系の活動履歴調査(演旨) 地質調査所月報 地質調査所 

        
東郷 正美

他 
1997 静岡県函南町畑地区に新設された丹那断層地下観察室 活断層研究 活断層研究会 

25 
静

岡 
地形 断層 松田 時彦 1998 

活断層からの長期地震予測の現状－－糸魚川－静岡構造線

活断層系を例にして－－ 
地震 第 2 輯 日本地震学会 
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松多 信尚

他 
1998 

牛伏寺断層(糸魚川－静岡構造線)南部延長部の平均すべり

速度(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
奥村 晃史

他 
1998 

糸魚川－静岡構造線活断層系北部の最近の活動－－神城断

層.松本盆地東縁断層トレンチ発掘調査－－ 
地震 第 2 輯 日本地震学会 

        奥村 晃史 1998 
糸魚川－静岡構造線活断層系の最近の活動とその地質的背

景について(演旨) 

日本列島の地質大構造と地震テクト

ニクス 講演要旨集－－地震研究所シ

ンポジウム－－_ 基盤地質構造と活断

層の対比による活断層系の力学モデル

の構築 中間報告(地震研究所.平成 9

年度一般共同研究) 

早坂 康隆(広島大学理学部) 

        
奥村 晃史

他 
1998 糸魚川－静岡構造線活断層系中部の活動履歴調査(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        竹内 均他 1998 
長野県北小谷地域の”糸魚川－静岡構造線”とその断層露頭

(演旨) 

日本地質学会第 105 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        佃 栄吉 1998 
糸魚川－静岡構造線活断層系のセグメント構造を決めている

のは何か？(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 105 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
井上 大栄

他 
1999 糸魚川－静岡構造線活断層系の活動性解明に向けて(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        
阿部 信太

郎他 
1999 

糸魚川.静岡構造線活断層系南部域.市ノ瀬断層における反射

法地震探査(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        
阿部 信太

郎他 
1999 

糸魚川.静岡構造線活断層系南部域.白州断層における反射

法地震探査(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        
阿部 信太

郎他 
1999 

糸魚川.静岡構造線活断層系南部域.下円井断層における反

射法地震探査(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

25 
静

岡 
地形 断層 

青柳 恭平

他 
1999 

糸魚川－静岡構造線活断層系南部域における爆破データの

再解析(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

637 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
松多 信尚

他 
1999 

松本盆地東南縁糸魚川－静岡構造線活断層系(牛伏寺断層.

赤木山断層)の反射法地震探査(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        
三浦 大助

他 
1999 

糸魚川－静岡構造線活断層系南部の最近の断層活動(その 1)

－－白州断層.下円井断層.市之瀬断層のトレンチ調査－－(ポス

ターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        
遠田 晋次

他 
1999 

糸魚川－静岡構造線活断層系南部の最近の断層活動(その 2)

－－活動履歴のまとめと中北部との連動性の検討－－(ポスター

セッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        
松多 信尚

他 
1999 

松本盆地東南縁の糸魚川－静岡構造線活断層系の地下構造

と深志盆地の形成(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        奥村 晃史 1999 
糸 魚 川 － 静 岡 構 造 線 活 断 層 系 の 活 動 様 式 と 活 動 履 歴

(A82)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
佐藤 比呂

志他 
1999 

東北日本の逆断層のフラット－ランプ.モデル：北由利断層系.

糸魚川－静岡構造線北部を例として(B44)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
奥村 晃史

他 
2000 

糸魚川－静岡構造線活断層系活動史の再検討－－牛伏寺断

層中山トレンチと諏訪湖底ボーリングの詳細解析－－ 

地球 _号外 _ 活断層と古地震－－

1999 年合同学会の発表を中心に－－ 
海洋出版 

        
井上 大栄

他 
2000 

糸魚川－静岡構造線活断層系の活動性解明に向けて－－南

部セグメントの活動性について－－ 

地球 _号外 _ 活断層と古地震－－

1999 年合同学会の発表を中心に－－ 
海洋出版 

        
遠田 晋次

他 
2000 

糸魚川－静岡構造線活断層系南部の最近の断層活動－－白

州断層.下円井断層.市之瀬断層群トレンチ調査－－ 
地震 第 2 輯 日本地震学会 

        植木 岳雪 2000 
糸魚川－静岡構造線活断層系北部の活動開始時期－－断層

の東に分布する中期更新統の層序.年代に基づいて－－ 
地球 海洋出版 

        
三浦 大助

他 
2000 

糸魚川－静岡構造線活断層系南部の最近の断層活動(その 3)

－－白州断層.鳳凰山断層.市之瀬断層群のトレンチ調査結果－

－(Sl-P007)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM) 
日本海洋学会他 
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25 
静

岡 
地形 断層 

三浦 大助

他 
2000 

糸魚川－静岡構造線活断層系中部の最近の断層活動(その 1)

－－釜無山断層群のトレンチ調査結果－－(Sl-P008)(ポスターセ

ッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        植木 岳雪 2000 
糸魚川－静岡構造線活断層系北部の活動開始時期－－断層

の東に分布する中期更新統の層序.年代に基づいて－－(演旨) 

日本地質学会第 107 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
松多 信尚

他 
2000 

糸魚川静岡構造線活断層系中部.富士見地域における断層の

地下形状とスリップパ-ティショニング(C13)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
松多 信尚

他 
2001 

糸魚川-静岡構造線活断層系北部神城断層の浅部構造と平

均すべり速度--浅部反射法地震探査とボーリングの結果-- 
活断層研究 活断層研究会 

        
竹之内 耕

他 
2001 

糸魚川-静岡構造線の断層岩類--糸魚川市フォッサマグナパ

ークの例--（ポスターセッション）（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
松多 信尚

他 
2001 

糸魚川-静岡構造線活断層系北部大町地域における反射法

地震探査（Jm-P014）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
幡谷 竜太

他 
2001 

糸魚川-静岡構造線活断層系中部の最近の断層活動（その 3）

--諏訪断層群.岡谷断層群--（Jm-P013）（ポスターセッション）（演

旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
三浦 大助

他 
2001 

糸魚川-静岡構造線活断層系中部の最近の断層活動（その 2）

--釜無山断層群金沢下トレンチ調査結果--（Jm-P012）（ポスター

セッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        鷺谷 威他 2001 
糸魚川-静岡構造線北部の地殻変動と牛伏寺断層のパラドック

ス(A44)（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2001 
日本地震学会 

        
古村 美津

子他 
2001 

糸魚川-静岡構造線断層帯を起震断層とした想定地震の特性

化断層モデルと強震動試算例(S5-018)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
植木 岳雪

(2001) 
2001 

糸魚川-静岡構造線活断層系北部セグメントの活動史：特に断

層の周辺に分布する更新統の古地磁気層序に基づいて(Qm-

004)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 
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25 
静

岡 
地形 断層 

田力 正好

(2002) 
2002 

糸魚川-静岡構造線活断層系南部_白州?韮崎付近の活構造と

第四紀の活動史 
活断層研究 活断層研究会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2002) 

2002 
糸魚川-静岡構造線活断層系の調査結果と評価について（平

成 8 年 9 月 11 日公表） 

地震調査委員会長期評価等報告集

--1995 年?2001 年-- 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        
松田 時彦

(2002) 
2002 M8 級大地震で危険な糸魚川-静岡構造線断層帯 地震がわかる 朝日新聞社他 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2002) 

2002 
糸魚川-静岡構造線断層帯（北部_中部）の地震を想定した強

震動評価について 
サイスモ 

地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        
三浦 大助

他 
2002 

糸魚川-静岡構造線活断層系中・南部の活動履歴とセグメンテ

ーションモデル（P190）（ポスターセッション）（演旨） 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
三浦 大助

他 
2002 

糸魚川-静岡構造線活断層系中?南部のセグメンテーションモ

デル(J029-P011)（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
三浦 大助

他 
2002 

糸魚川-静岡構造線活断層系牛伏寺断層の地震時変位量--

千石沢川トレンチ調査結果--(J029-P010)（ポスターセッション）

（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委 員 会 強 震

動 評 価 部 会

(2002) 

2002 

糸魚川-静岡構造線断層帯（北部_中部）を起震断層と想定した

強震動評価手法について（中間報告）（平成 13 年 5 月 25 日公

表） 

地震調査委員会報告集--2001 年 1

月?12 月-- 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 
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三浦 大助

他 
2002 

糸魚川-静岡構造線活断層系市之瀬断層群の最近の断層活

動--中野地区トレンチ調査-- 
地震 第 2 輯 日本地震学会 

25 
静

岡 
地形 断層 早川 譲他 2002 

想定糸魚川-静岡構造線断層帯地震の地震動予測のための

深部地盤構造（P029）（ポスターセッション）（演旨） 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
三浦 大助

(2003) 
2003 

糸魚川-静岡構造線活断層系の調査事例--古地震学的に見

た断層不連続部の役割--(演旨） 
AFRC News 産業技術総合研究所活断層研究センター 

        宮島 宏他 2003 
断層見学公園(糸魚川-静岡構造線)_フォッサマグナパークの

整備と活用(演旨) 

日本地質学会第 110 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
藤原 広行

他 
2003 

糸魚川-静岡構造線断層帯の地震を想定した地震動予測地図

作成手法の検討 
防災科学技術研究所研究資料 防災科学研究所 

        
阿部 信太

郎他 
2003 

糸魚川-静岡構造線活断層系南部・中部域における反射法地

震探査 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
池田 安隆

他 
2003 

松本盆地東縁における糸魚川-静岡構造線活断層系を横切る

反射法地震探査（S075-002）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

        
松多 信尚

他 
2003 

糸魚川-静岡構造線活断層帯における斜めすべり断層帯上で

のスリップパーティショニング（松本地域・富士見地域）（S075-

001）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

        
奥村 晃史

(2003) 
2003 

地質記録からみた糸魚川-静岡構造線活断層系の活動史と将

来予測（S076-002）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

        
松多 信尚

他 
2003 

糸魚川-静岡構造線活断層帯における斜めすべり断層帯上で

のすべりの分配（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
桑原 保人

他 
2003 

発破の分散型アレイ観測による糸魚川-静岡構造線活断層系

北部の散乱構造(2)(P153)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2003 
日本地震学会 

        
阿部 信太

郎他 
2003 

反射法地震探査による糸魚川-静岡構造線活断層系南部・中

部域の地殻構造(P152)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2003 
日本地震学会 
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松多 信尚

他 
2003 

糸 魚 川 - 静 岡 構 造 線 活 断 層 系 北 部 の 平 均 す べ り 速 度

(C020)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2003 
日本地震学会 

25 
静

岡 
地形 断層 

三浦 大助

他 
2003 

糸魚川-静岡構造線活断層系赤木山断層の最近の断層活動-

-横山地区トレンチ調査結果--（S076-P007）（ポスターセッション）

（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2003 
日本海洋学会他 

        

静 岡 県 防

災 局 防 災 情

報室(2003) 

2003 静岡県の活断層！地震対策資料 No.204-2004   静岡県防災局防災情報室 

        鷺谷 威他 2003 
糸魚川-静岡構造線断層系中北部の応力蓄積過程（S075-

P009）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2003 
日本海洋学会他 

        
松多 信尚

他 
2003 

糸魚川-静岡構造線活断層帯北部の構造と第四紀後期の運動

（S075-P013）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2003 
日本海洋学会他 

        
三浦 大助

(2003) 
2003 糸魚川?静岡構造線活断層系の調査事例(演旨) 

第 2 回活断層研究センター研究発表

会講演要旨集??活断層評価手法の高

度化に向けて?? 

産業技術総合研究所活断層研究センター 

        

静 岡 県 防

災 局 防 災 情

報室(2003) 

2003 静岡県の活断層！地震対策資料 No.203-2003   静岡県防災局防災情報室 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2003) 

2003 
糸魚川?静岡構造線断層帯(北部_中部)の地震を想定した強震

動評価について(平成 14 年 10 月 31 日公表) 

地震調査委員会報告集--2002 年 1

月?12 月-- 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        
狩野 謙一

他 
2004 

糸魚川?静岡構造線活断層系_下円井断層に伴う粉砕起源の

シュードタキライト 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
三浦 大助

他 
2004 

糸魚川?静岡構造線活断層系南部_白州断層の活動履歴の再

検討--横手地点トレンチ調査-- 
地質学雑誌 日本地質学会 
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        吾妻 崇他 2004 静岡県の活断層・地震・津波 地質ニュース 実業公報社 

        
塚原 弘昭

(2004) 
2004 

糸魚川?静岡構造線に沿う活断層系が引き起こす松本盆地の

大地震 
松代群発地震史料報告 古今書院 

25 
静

岡 
地形 断層 鷺谷 威他 2004 

糸魚川?静岡構造線断層帯北部における地球物理学的観測と

そのモデル化（演旨） 

日本地質学会第 111 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
松多 信尚

(2004) 
2004 

糸魚川?静岡構造線活断層系中北部の浅部形状と変動地形-

-斜め横ずれ断層の地殻上部におけるスリップパーティショニング

-- 

  産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
三浦 大助

他 
2004 糸魚川?静岡構造線活断層系_赤木山断層の最近の断層活動 

地球_号外！地震予知??予測科学の

最前線と社会への適用?? 
海洋出版 

        鷺谷 威他 2004 
糸魚川-静岡構造線断層帯北部周辺における稠密 GPS 観測

(S075-P007)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        鷺谷 威他 2004 
糸魚川-静岡構造線断層帯北部における変形過程の総合モデ

ル(S075-007)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
小川 康雄

他 
2004 

糸魚川静岡構造線断層帯の電磁探査--牛伏寺断層と釜無川

断層帯について--(S053-P023)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
田力 正好

他 
2004 

北部フォッサマグナ _犀川丘陵内における糸魚川?静岡構造線

活断層系の活動に関連した地殻変動（ポスターセッション）（演

旨） 

日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        

防 災 科 学

技 術 研 究 所

他 

2004 糸魚川静岡構造線・跡津川断層周辺の地震活動 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
松多 信尚

他 
2004 

糸魚川?静岡構造線活断層系の断層活動と犀川丘陵の変動地

形(p170)(ポスターセッション)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
酒井 慎一

他 
2004 糸魚川?静岡構造線活断層系周辺の地震活動 地震予知連絡会会報 国土地理院 
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狩野 謙一

他 
2004 

糸魚川?静岡構造線活断層系_下円井断層に伴う粉砕起源の

シュードタキライト（演旨） 

日本地質学会第 111 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
宮腰 勝義

他 
2004 

糸魚川?静岡構造線活断層系中・南部のセグメンテーションモ

デル(ポスターセッション)(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

        
近藤 久雄

他 
2005 

糸魚川?静岡構造線活断層系・下蔦木断層の活動履歴と平均

変位速度の再検討 
活断層研究 活断層研究会 

25 
静

岡 
地形 断層 

田力 正好

他 
2005 

糸魚川?静岡構造線活断層系北部の活動に関連した犀川丘陵

の変動地形 
活断層研究 活断層研究会 

        
人 文 社 編

集部(2005) 
2005 

日本の活断層地図--関東甲信越_静岡・福島・仙台・山形活断

層地図-- 
  人文社他 

        
松多 信尚

(2005) 
2005 

糸魚川?静岡構造線活断層系北部は危険が切迫している活断

層なのか? 

地球_号外！陸域震源断層深部すべ

り過程のモデル化 
海洋出版 

        鷺谷 威他 2005 
糸魚川?静岡構造線断層帯北部周辺における稠密 GPS 観測

（2）（S063-003）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
三浦 大助

他 
2005 

糸魚川?静岡構造線活断層系変動地形マップ (2)--詳細と活

動モデルの特徴--(S073-P003)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        

文 部 科 学

省 研 究 開 発

局(2005) 

2005 
糸魚川?静岡構造線断層帯および宮城県沖地震に関するパイ

ロット的な重点的調査観測成果報告書(平成 14?16 年度) 
  文部科学省研究開発局 

        
近藤 久雄

他 
2005 

糸魚川?静岡構造線断層帯・松本盆地東縁断層に沿う左横ず

れ変位地形の予察的検討(P227)(ポスターセッション)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
宮腰 勝義

他 
2005 

糸魚川?静岡構造線活断層系変動地形マップ（ 1）：概要

（S073-001）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
桑原 保人

他 
2005 

発破の分散型アレイ観測による糸魚川?静岡構造線活断層系

北部の散乱構造 

地球_号外！陸域震源断層深部すべ

り過程のモデル化 
海洋出版 
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        鷺谷 威他 2005 
糸魚川?静岡構造線断層帯北部における変形過程の有限要素

モデル 

地球_号外！陸域震源断層深部すべ

り過程のモデル化 
海洋出版 

        
宮腰 勝義

他 
2005 

糸魚川?静岡構造線活断層系の活動モデルと今後の課題(S-

61)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
今西 和俊

他 
2006 

糸魚川?静岡構造線活断層系中・南部域における微小地震の

発震機構解 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        沢 祥他 2006 
糸魚川?静岡構造線断層帯北部_大町?松本北部間の変動地

形認定と鉛直平均変位速度解明 
活断層研究 活断層研究会 

25 
静

岡 
地形 断層 

松多 信尚

他 
2006 

写真測量技術を導入した糸魚川?静岡構造線断層帯北部(栂

池?木崎湖)の詳細変位地形・鉛直平均変位速度解析 
活断層研究 活断層研究会 

        
近藤 久雄

他 
2006 

糸魚川?静岡構造線活断層系・松本盆地東縁断層南部に沿う

左横ずれ変位地形 
地学雑誌 東京地学協会 

        沢 祥他 2006 

糸魚川-静岡構造線活断層帯北部の変動地形調査および航

測解析による平均変位速度解明とその意義(S107-P024)(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
栢野 一正

他 
2006 

糸魚川?静岡構造線断層帯北部およびその周辺の重点的調査

観測開始以降の地震活動 
気象庁精密地震観測室技術報告 気象庁精密地震観測室 

        
三宅 弘恵

他 
2006 

糸魚川-静岡構造線断層帯におけるボアホール強震観測

(S111-P004)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
狩野 謙一

他 
2006 

糸魚川?静岡構造線活断層系南部の地下構造と赤石山地の急

速隆起(O-127)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
梅沢 俊一

(2006) 
2006 風景のなかの地学(1)糸魚川?静岡構造線の断層露頭 地学研究 益富地学会館他 

        
矢来 博司

他 
2006 

糸魚川?静岡構造線断層帯における重点的調査観測(第 1 年

次) 

国土地理院調査研究年報(平成 17

年 度 ) ！ 国 土 地 理 院 技 術 資 料 A ・

4?No.4 

国土地理院 
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        鷺谷 威他 2006 
糸魚川?静岡構造線断層帯北部周辺における稠密 GPS 観測

（その 3）(S119-008)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
栢野 一正

他 
2006 

糸魚川?静岡構造線断層帯北部およびその周辺の震源再決定

による地震活動調査(S110-002)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        

パ ナ ヨ ト プ

ロ ス  ヤ ニ ス

他 

2006 
南アルプス地域・糸魚川?静岡構造線断層帯付近の地震活動

と地殻構造(C060)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
鈴木 康弘

他 
2006 

糸魚川?静岡構造線活断層帯の地震時断層挙動および強震

動の予測精度向上に資する変動地形調査(S107-009)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        沢 祥他 2007 
糸魚川?静岡構造線活断層帯中部_松本盆地南部・塩尻峠およ

び諏訪湖南岸断層群の変動地形の再検討 
活断層研究 活断層研究会 

25 
静

岡 
地形 断層 

田力 正好

他 
2007 

糸魚川?静岡構造線活断層帯中部_諏訪盆地北東縁の変動地

形とその認定根拠_および変位速度分布 
活断層研究 活断層研究会 

        隈元 崇他 2007 

長大活断層帯から発生する地震の規模予測の不確定性に対

するロジックツリー評価手法の応用事例--糸魚川?静岡構造線活

断層系を対象として-- 

活断層研究 活断層研究会 

        
松多 信尚

他 
2007 

糸魚川?静岡構造線活断層系神城断層の浅層および極浅層

反射法地震探査 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        
小松原 純

子他 
2007 

静岡県浮島ヶ原低地の水位上昇履歴と富士川河口断層帯の

活動 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        沢 祥他 2007 

糸魚川?静岡構造線活断層帯中北部(松本～諏訪～茅野)の変

動地形調査および航測解析による平均変位速度解明 (S141-

P013)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
小川 康雄

他 
2007 糸魚川静岡構造線断層帯の比抵抗構造?諏訪湖周辺 Conductivity Anomaly 研究会論文集 CA 研究グループ 
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近藤 久雄

(2007) 
2007 

糸魚川?静岡構造線活断層系・茅野断層のジオスライサー調

査 
AFRC News 産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
杉戸 信彦

他 
2007 

糸魚川?静岡構造線活断層帯北部の白馬村・池田町における

ボーリング調査(速報)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
奥村 晃史

他 
2007 

糸魚川?静岡構造線活断層系神城断層南端_木崎地区におけ

る古地震調査(S141-004)(演旨)  

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
小松原 純

子他 
2007 

静岡県浮島ヶ原低地の沈水履歴から推定される富士川河口断

層帯の活動(ポスター セッション)(演旨) 

日本堆積学会例会プログラム・講演

要旨 
日本堆積学会 

        
鷺 谷  威

(2007) 
2007 

1944 年東南海地震に伴う静岡県西部の隆起と分岐断層モデ

ル(S151-006)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
今西 和俊

他 
2007 

臨時地震観測による糸魚川?静岡構造線活断層系中・南部域

における応力場推定(T233-004)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

25 
静

岡 
地形 断層 

田力 正好

他 
2007 

糸魚川?静岡構造線活断層帯中北部_諏訪湖北岸～茅野付近

の変動地形と諏訪盆地の形成 (S141-P015)(ポスター  セッショ

ン)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
小松原 純

子他 
2007 

静岡県浮島が原低地の沈水履歴から推定される富士川河口

断層帯の活動(S141-P034)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
近藤 久雄

他 
2007 

糸魚川?静岡構造線活断層系中部の松本市街地周辺の航空

レーザー計測と断層変位地形 (S141-P014)(ポスター  セッショ

ン)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
松多 信尚

他 
2007 

糸魚川?静岡構造線活断層系北部大町地域の浅層反射法地

震探査 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        
松多 信尚

他 
2007 

糸魚川?静岡構造線活断層系中部・富士見地域における反射

法地震探査 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        
松多 信尚

他 
2007 

糸魚川?静岡構造線活断層系北部・松本地域における反射法

地震探査 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 
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鈴木 康弘

他 
2008 

「糸魚川－静岡構造線」活断層情報ステーションのweb公開(ポ

スターセッション)(演旨) 

日本活断層学会秋季学術大会講演

予稿集 
日本活断層学会 

        
栗山 雅之

他 
2008 

地震規模予測の考え方の違いが長大活断層で発生する地震

の強震動予測結果にもたらす影響の評価--糸魚川?静岡構造線

活断層帯北部・中部を震源断層として-- 

自然災害科学 日本自然災害学会 

        沢 祥他 2008 

糸魚川?静岡構造線活断層帯中南部_茅野～富士見～白州の

変動地形の再検討と写真測量システムを利用した詳細平均変位

速度解明(ポスターセッション)(演旨) 

日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
丸 山  正

(2008) 
2008 糸魚川?静岡構造線活断層系南部区間古地震調査地点選定 AFRC News 産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
行竹 洋平

他 
2008 

微小地震活動から推定されるごく微細な断層構造--2007 年静

岡県西部の地震活動域において--(S142-P009)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

25 
静

岡 
地形 断層 

防 災 科 学

技 術 研 究 所

他 

2008 糸魚川?静岡構造線断層帯周辺の地震活動 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        東 光秋他 2008 
糸魚川?静岡構造線に近い断層破砕帯を貫く--北陸新幹線 

新親不知トンネル-- 
トンネルと地下 土木工学社 

        

防 災 科 学

技 術 研 究 所

他 

2008 北部糸魚川?静岡構造線断層系周辺の地震活動 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
松多 信尚

他 
2008 

糸魚川?静岡構造線活断層帯中南部_茅野～富士見～上円井

の変動地形の再検討と写真測量システムを利用した詳細平均変

位速度解明(S141-P013)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 
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石瀬 素子

他 
2008 

糸魚川-静岡構造線断層帯における強震動予測のための震源

モデル(Y1-201)(ポスターセッション)(演旨) 

アジア国際地震学連合総会（第 7

回）・日本地震学会秋季大会合同大会

講演予稿集 

日本地震学会 

        
今西 和俊 

他 
2008 

微小地震解析による糸魚川?静岡構造線活断層系の応力場マ

ッピング(T227-P006)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

        澤 祥他 2009 

糸魚川－静岡構造線活断層帯北部--池田町におけるボーリン

グ調査をもとにした平均変位速度の推定--(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地

震 2 周年シンポジウム・日本活断層学

会秋季学術大会講演予稿集_2009 

日本活断層学会 

        
石瀬 素子

他 
2009 

糸魚川?静岡構造線断層帯における強震動予測（P1-39)（ポス

ターセッション）（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2009 
日本地震学会 

        
岩崎 貴哉

他 
2009 

糸魚川?静岡構造線断層帯の深部形状（P2-09)(ポスターセッ

ション）(演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2009 
日本地震学会 

        
岩崎 貴哉

(2009) 
2009 

糸魚川?静岡構造線断層帯における重点的調査観測--高精

度な強震動予測モデル作成を目指し_断層帯の全体像を解明-- 
地震本部ニュース 

文部科学省研究開発局地震・防災研究課地

震調査研究推進本部事務局 

        
田力 正好

他 
2009 

糸魚川?静岡構造線活断層帯南部_白州～鰍沢付近の変動地

形(S147-P022)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

25 
静

岡 
地形 断層 

松多 信尚

他 
2009 

糸魚川?静岡構造線活断層帯中部_白州地域の Lidar 測量を利

用した活断層線と変位速度(S147-P021)(ポスターセッション)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
石瀬 素子

他 
2009 

糸魚川?静岡構造線断層帯におけるアスペリティと破壊開始点

についての考察(T225-P001)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
小林 里紗

他 
2009 

屈折法・広角反射法による糸魚川?静岡構造線断層帯中部の

上部地殻構造の解明（B11-06）（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2009 
日本地震学会 

        

パ ナ ヨ ト プ

ロ ス  ヤ ニ ス

他 

2009 
北部糸魚川・静岡構造線断層帯に沿った DD 法による地殻構

造（P2-49)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2009 
日本地震学会 
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今西 和俊

他 
2009 

臨時地震観測による糸魚川ー静岡構造線活断層系における

応力場の特徴(T224-P005)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
遠田 晋次

他 
2009 

糸魚川?静岡構造線活断層系松本盆地東縁断層群中央部の

古地震調査 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
千田 良道

他 
2010 

高機能 DEM 実体視システムの活断層調査への適用--糸魚川

－静岡構造線活断層帯の例--（演旨） 

日本活断層学会秋季学術大会及び

1586 年天正地震シンポジウム講演予稿

集_2010 

日本活断層学会 

        
今西 和俊

他 
2010 

微小地震観測により明らかになった糸魚川?静岡構造線活断

層系の現在の応力場(SSS017-07)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        林 能成他 2010 1935 年静岡地震の断層モデルの再検討（演旨） 歴史地震 歴史地震研究会 

        
石瀬 素子

他 
2010 

糸魚川?静岡構造線断層帯における強震動予測(2)(SSS016-

P20)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
浅野 陽一

他 
2010 

糸魚川?静岡構造線断層帯における観測網整備によって明ら

かになった地震波速度構造と地震活動 
防災科学技術研究所研究報告 防災科学技術研究所 

        
矢来 博司

他 
2010 

干渉 SAR による糸魚川?静岡構造線断層帯周辺の地殻変動面

的把握の試み(SSS021-P05)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
鈴木 康弘

他 
2010 

平均変位速度分布に基づく糸魚川?静岡構造線断層帯北部の

地震発生予測 
活断層研究 日本活断層学会 

25 
静

岡 
地形 断層 

道林 克禎

(2010) 
2010 中央構造線--静岡県を横切る大断層-- しずおか自然史 静岡新聞社 

        
井出 志津

夫(2010) 
2010 

静岡県の GEO DATA（3）C021 瀬戸川層群中の断層（静岡市

葵区慈悲尾） 
静岡地学 静岡県地学会 

        
小林 理紗

他 
2010 

糸魚川?静岡構造線中部の断層構造--2007 年諏訪-辰野測線

の屈折/広角反射法解析--(SSS021-03)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        鷺谷 威他 2011 
GPS 連続観測による北部糸魚川-静岡構造線断層帯周辺の地

殻上下変動(SSS028-05)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 
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風戸 良仁

他 
2011 

山梨県西部の糸魚川-静岡構造線沿いに分布する断層岩類か

ら推定される断層運動(SIT038-P02)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
狩野 謙一

(2012) 
2012 糸魚川－静岡構造線新倉露頭の断層上磐側の崩落 日本地質学会 News 日本地質学会 

        谷口 薫他 2012 
糸魚川?静岡構造線活断層系中部、茅野断層（茅野市坂室）

の変動地形の再検討 
活断層研究 日本活断層学会 

        
齋藤 朗三

(2012) 
2012 

富士川河口断層帯?糸魚川静岡構造線横断地下構造探査--

現地説明会及び見学会に参加して-- 
静岡地学 静岡県地学会 

        
近藤 久雄

他 
2013 

糸魚川－静岡構造線活断層系中部の諏訪湖周辺における古

地震調査 

地質調査総合センター速報！巨大

地震による複合的地質災害に関する調

査・研究中間報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
狩野 謙一

他 
2013 

富士川河口断層帯－糸魚川静岡構造線横断地下構造探査

(2012FIST) 報 告 (そ の 1)-- 富 士 川 河 口 断 層 帯 浅 部 構 造 --

(SCG68-P05)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        
狩野 謙一

他 
2013 

富士川河口断層帯～糸魚川－静岡構造線横断地下構造探査

(2012FIST)報告--その 2：浅部構造--(R15-O-11)(演旨) 

日本地質学会第 120 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
伊藤 谷生

他 
2013 

富士川河口断層帯～糸魚川－静岡構造線横断地下構造探査

(2012FIST)報告--その 1：深部構造--(R15-O-10)(演旨) 

日本地質学会第 120 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

25 
静

岡 
地形 断層 

阿部 信太

郎他 
2013 

富士川河口断層帯～糸魚川－静岡構造線の深部地殻構造

（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2013 
日本地震学会 

        
安藤 佳凜

他 
2013 

糸魚川－静岡構造線活断層系に変位を与えるみどり湖断層

(R5-P-12)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 120 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
小田原 啓

他 
2013 

富士川河口断層帯～糸魚川－静岡構造線横断地下構造探査

（2012FIST）報告--その 3 沼久保断層ならびに大宮断層による

撓曲構造--(R15-P-7)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 120 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

651 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
伊藤 谷生

他 
2013 

富士川河口断層帯－糸魚川静岡構造線横断地下構造探査

(FIST)報告(2)(SCG68-12)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        
近藤 久雄

他 
2013 

糸魚川-静岡構造線活断層系･岡谷断層における最近 4 回の

活動(SSS32-P17)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        谷口 薫他 2013 

糸魚川-静岡構造線活断層系中部におけるトレンチ調査(速

報)--岡谷市西山地点の調査結果--(SSS32-P16)(ポスターセッシ

ョン)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        
木村 治夫

他 
2013 

糸井川－静岡構造線活断層系神城断層における地中レーダ

ー探査 
活断層研究 日本活断層学会 

        
福地 龍郎

他 
2014 

断層岩を用いた断層活動性評価--糸魚川－静岡構造線活断

層系を例として--(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
加藤 国雄

(2014) 
2014 静岡県 GEO DATA（11）W016 小国神社の光明断層 静岡地学 静岡県地学会 

        
遠田 晋次

他 
2014 

活動履歴からみた糸魚川－静岡構造線活断層系のセグメンテ

ーション(C21-09)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2014 
日本地震学会 

        
近藤 久雄

他 
2014 

糸魚川－静岡構造線活断層系中部および北部における古地

震調査 

地質調査総合センター速報！巨大

地震による複合的地質災害に関する調

査・研究報告書 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
村松 容一

他 
2014 

糸魚川－静岡構造線活断層帯中部（牛伏寺断層付近）におけ

る温泉の水質および安定同位体比とその地質鉱物学的解釈 
温泉科学 日本温泉科学会 

25 
静

岡 
地形 断層 

寺谷 尚子

他 
2014 

糸魚川－静岡構造線断層帯の中部および北部におけるひず

み蓄積の多様性と震源断層モデル(S03-P15)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2014 
日本地震学会 

        
福地 龍郎

他 
2014 

糸魚川-静岡構造線活断層系下円井断層及び鳳凰山断層の

ESR 年代測定(SSS34-P16)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 
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佐野 実可

子他 
2014 

糸魚川-静岡構造線南部セグメント周辺域の活断層詳細マッピ

ング(SSS34-P15)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
近藤 久雄

他 
2014 

糸魚川-静岡構造線活断層系の最新活動に伴う新たな古地震

像(SSS34-14)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
遠田 晋次

他 
2015 

糸魚川-静岡構造線活断層系神城断層（2014 年地震断層）の

トレンチ調査（速報）(ポスターセッション)(演旨) 

日本活断層学会秋季学術大会講演

予稿集_2015 
日本活断層学会 

        
近藤 久雄

(2015) 
2015 

2014 年長野県北部の地震と糸魚川－静岡構造線断層帯

(R19-O-6)(演旨) 

日本地質学会第 122 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
廣内 大助

(2015) 
2015 

糸魚川-静岡構造線活断層帯において発生した 2014 年長野

県北部の地震にみられる諸課題(S1-O-1)(演旨) 

日本地質学会第 122 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
三宅 弘恵

他 
2015 

糸魚川-静岡構造線断層帯における臨時連続強震観測(S16-

P14)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2015 
日本地震学会 

        
池田 一貴

(2015) 
2015 

糸魚川-静岡構造線活断層帯中部・釜無山断層群の断層運動

によるバルジの形成(ポスターセッション)(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
河内 一男

(2015) 
2015 糸魚川-静岡構造線と信州大町地震の断層運動(演旨) 歴史地震 歴史地震研究会 

      段丘 坂本 亨他 1978 静岡県_御前崎付近の沖積海成段丘について 地質調査所月報 地質調査所 

        
杉山 雄一

他 
1987 

静岡県御前崎地域の段丘堆積物(上部更新統)と更新世後期

における地殻変動 
地質調査所月報 地質調査所 

        藤原 治他 2007 静岡県御前崎周辺の完新世段丘の離水時期(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

      火山 
富永 省平

(1960) 
1960 静岡県庵原郡岩淵群火山の地質 地学しずはた 静岡大学地学研究グループ 

25 
静

岡 
地形 火山 

加藤 芳朗

他 
1982 静岡県中・西部低湿地遺跡における火山灰層（演旨） 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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        石田 高 1984 
静岡県愛鷹.箱根両火山麓の箱根火山軽石流から産出したア

ルミナ球顆 
山梨大学教育学部研究報告   

        
海野 芳聖

他 
1986 

静岡県菊川平野周辺の沖積層中に挟在するアカホヤ火山灰

層の産状とその降下年代についての資料 

国土地理院技術資料_ 地理調査部

研究報告(昭和 60 年度) 
国土地理院 

        
水野 清秀

他 
1987 

静岡県御前崎周辺に分布須留新第三系相楽層群及び掛川層

群下部の火山灰層序 
地質調査所月報 地質調査所 

        
山家 富美

子 
1988 

わが国の山地にみられる火山系暗赤色土の諸性質－北海道

士別_静岡県天城・熱海_岐阜県小坂及び兵庫県香住の例－ 
林業試験場研究報告 林業試験場 

        
松本 哲一

他 
1993 

伊豆半島_多賀火山初期噴出物としての畑玄武岩類－－静岡

県丹那盆地付近の地質と K－Ar 年代－－ 
火山 日本火山学会 

        坂本 泉他 1994 
静岡県大崩海岸地域における水中火山噴出物の活動形態に

ついて(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        坂本 泉他 1995 
静岡県大崩海岸地域の水中火山噴出物－－特に貫入岩類に

ついて－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        小山 真人 1996 
静岡県伊東市に分布する東伊豆単成火山群起源のテフラと広

域テフラ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        水野 清秀 1996 
静岡県有度丘陵にみられる中期更新世の広域テフラ_ Ng-1 火

山灰 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        坂本 泉他 1996 静岡県大崩海岸地域における水中火山噴出物の産状(演旨) 
地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
里口 保文

他 
1996 

静岡県の鮮新-更新統掛川層群上部の火山灰層とその広域対

比 
地球科学 地学団体研究会 

        
里口 保文

他 
1996 静岡県掛川層群上部の火山灰層(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
山本 玄珠

他 
1999 静岡県高草山累層の火山層序 東海大学紀要 海洋学部 東海大学海洋学部 
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篠 ヶ 瀬  卓

二他 
1999 

静岡県[こどもの国]内の富士火山溶岩について(その 1)－－火

山層序を中心として－－ 
静岡地学 静岡県地学会 

25 
静

岡 
地形 火山 

篠 ヶ 瀬  卓

二他 
2000 

静岡県[こどもの国]内の富士山火山溶岩について(その 2)－－

岩石学的性質を中心として－－ 
静岡地学 静岡県地学会 

        
柴田 ふみ

他 
2005 

火山および火山防災用語に対する住民と行政担当者の意識-

-栃木・神奈川・静岡・山梨県内での 2004-05 年調査結果--(ポス

ターセッション)(演旨) 

日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
増 島  淳

(2010) 
2010 静岡県の GEO DATA（3）E012 多賀火山西麓のテフラ 静岡地学 静岡県地学会 

        
静 岡 県 防

災会議(2011) 
2011 静岡県地域防災計画--火山災害対策の巻--   静岡県防災会議 

        
静 岡 県 防

災会議(2013) 
2013 静岡県地域防災計画--火山災害対策の巻--   静岡県防災会議 

      褶曲 
杉山 雄一

他 
1981 

静岡県中部地域の地質構造発達史と最近の地殻変動--とくに

_北西?北北西走向の軸面をもつ褶曲と北東走向の軸面をもつ褶

曲との重なりあいについて--（演旨） 

日本地質学会第 88 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
杉山 雄一

(1981) 
1981 

静岡地域の地質構造発達史--特に多重褶曲構造と最近の地

殻変動について-- 
構造地質研究会誌 構造地質研究会 

        
松村 吉教

他 
1997 

静岡県瀬戸川スレ-ト帯のテクトニクス－－岩相層序_褶曲構造

および変形石英の古応力場解析－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
丹羽 耕輔

(2005) 
2005 

静岡県_引佐?天竜地域の秩父?三波川帯の褶曲パイルナップ

構造について(O-75)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      
海水準

変動 
鹿島 薫他 1985 静岡県菊川平野における完新世の海水準変動に関する資料 第四紀研究 日本第四紀学会 

        柴 正博他 2006 
静岡県牧ノ原台地の更新統の堆積過程と海水準変動(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

地学団体研究会総会プログラム・講

演資料集 
地学団体研究会 
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        藤原 治他 2010 
静岡県伊東市のボーリングコアから復元した 8500?4000cal BP

の相対的海水準変動（演旨） 

日本古生物学会年会講演予稿集

_2010 
日本古生物学会 

25 
静

岡 
地形 

海水準

変動 
柴 博志他 2012 

静岡市有度丘陵のファンデルタ堆積物の形成と海水準変動(ポ

スターセッション)(演旨) 

地学団体研究会総会講演要旨集・

巡検案内書 
地学団体研究会 

    地質 表層 
加藤 芳朗

(1979) 
1979 静岡県の沖積平地泥質表層堆積物の粘土鉱物（予報）（演旨） 粘土科学討論会講演要旨集 日本粘土学会 

        佐藤 武他 1982 静岡県清水沖の表層堆積物の粘土鉱物組成（演旨） 
日本地質学会第 89 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        矢田 勝 1994 

埋蔵文化財調査の中で発見された平安時代の表層地すべり

痕跡－－静岡平野北部の静清バイパス関連の遺跡発掘現場か

ら－－ 

静岡地学 静岡地学会 

        
吉河 秀郎

他 
2008 

静岡県清水海岸沖の表層堆積層の形成について(P-79)(ポス

ターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
吉河 秀郎

他 
2008 静岡県清水海岸沖の表層堆積層の分布と土砂移動の変遷史 海岸工学論文集 土木学会 

        
中 村  操

(2009) 
2009 1854 年安政東海地震の静岡県南部の被害と表層地質 歴史地震 歴史地震研究会 

      母岩 
塩崎 平之

助(1957) 
1957 静岡県名合及び峯之沢鉱山母岩（2） 名古屋地学 名古屋地学会 

        
伊藤 司郎

(1964) 
1964 静岡県久根・峰の沢鉱床の母岩について（演旨） 地球化学討論会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
竹田 英夫

他 
1965 

静岡県天竜川地域のキースラーガーの母岩と鉱石の組織につ

いて（演旨） 
鉱山地質 日本鉱山地質学会 

      火山岩 
宇野 泰章

他 
1971 静岡県土肥峠付近の火山岩類の変質について（演旨） 粘土科学討論会講演要旨集 日本粘土学会 
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石川 政憲

(1974) 
1974 静岡県高草山地域の火山岩類の岩石学的研究（演旨） 

日本地質学会第 81 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
大橋 不三

男(1978) 
1978 静岡市北方の瀬戸川層群中の火山岩類について(演旨) 

日本地質学会第 85 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
石橋 英一

(1981) 
1981 

糸魚川-静岡構造線北部に沿う地域に分布する後期白亜紀?

古第三紀火山岩類の層序およびフィッション.トラック年代 

飛騨外縁帯総合研究飛騨外縁帯研

究報告 No.2  
茅原 一也（新潟大学理学部） 

25 
静

岡 
地質 火山岩 

伊津 信之

介他 
1988 

Irvine and Baragar に従った火山岩の分類結果の検討(2)静岡

県中部地域に分布する高草山層群のアルカリ火山岩 
情報地質 情報地質研究会 

        
今内 摂雄

他 
1998 静岡県十枚山付近の竜爪火山岩類(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

      露頭 
小川 賢之

輔(1977) 
1977 竜爪山穂積神社北方の糸魚川-静岡線の露頭 静岡地学 静岡県地学会 

        奥村 晃史 1996 
糸魚川－静岡構造線活断層系下蔦木断層の断層露頭－－山

梨・長野県境－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        竹内 均他 1998 
長野県北小谷地域の”糸魚川－静岡構造線”とその断層露頭

(演旨) 

日本地質学会第 105 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
白石 秀一

他 
2001 長野県小谷村における糸魚川-静岡構造線の新露頭 地球科学 地学団体研究会 

        
梅沢 俊一

(2006) 
2006 風景のなかの地学(1)糸魚川?静岡構造線の断層露頭 地学研究 益富地学会館他 

        
狩野 謙一

他 
2008 糸魚川?静岡構造線・西山温泉露頭 静岡地学 静岡県地学会 

        
増 島  淳

(2011) 
2011 静岡県の GEO DATA（4）E013 日守大露頭の岩脈群 静岡地学 静岡県地学会 

        
狩野 謙一

(2012) 
2012 糸魚川－静岡構造線新倉露頭の断層上磐側の崩落 日本地質学会 News 日本地質学会 
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加藤 和男

(2014) 
2014 静岡県 GEO DATA （10）W015 宇刈里山公園の地層露頭 静岡地学 静岡県地学会 

    
調査手

法 

物理探

査 

小 林  創

(1961) 
1961 

静岡県縄地鉱山における物理探査--浅熱水性金銀鉱床に対

する物理探鉱法の適応性の研究-- 
地質調査所月報 地質調査所 

    地下水 流動 
井川 玲欧

他 
2005 静岡平野における地下水流動系 地球化学 日本地球化学会 

      湧水 
加藤 尚之

他 
1986 糸魚川－静岡構造線(南部)と_その湧水との関連(1)(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        井野 盛夫 1994 柿田川湧水－－静岡県の名水－－ 名水を科学する 技報堂出版他 

25 
静

岡 
地下水 湧水 

延原 尊美

(2002) 
2002 

静岡県掛川地域の鮮新統シルト岩中より産した含シロウリガイ

類化石炭酸塩岩の形成過程--大型生物の棲み込みによる湧水

持続効果--（ポスターセッション）（演旨） 

日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
目代 邦康

(2012) 
2012 

地形図を持ってジオツアー 28 富士の恵みの清流楽寿園・柿

田川湧水--静岡県三島市・清水町-- 
地図中心 日本地図センター 

      温泉 
中村 久由

(1962) 
1962 古奈・長岡温泉（静岡県） 

地質調査所報告！本邦諸温泉の地

質学的研究 
地質調査所 

        
田中 元之

進(1963) 
1963 

山梨県に於ける糸魚川・静岡構造線に沿う地帯の鉱床および

温泉と深成岩との関係について（予報） 
山梨大学学芸学部研究報告 山梨大学 

        
鈴 木  登

(1966) 
1966 静岡県下の温泉の温泉地別成分の分布 温泉工学会誌 温泉工学会 

        
鈴 木  登

(1966) 
1966 静岡県下の温泉の温泉地別泉質 温泉工学会誌 温泉工学会 

        
蔵田 延男

(1971) 
1971 静岡県の地質と水井戸・温泉について 鑿井 日本鑿井協会 

        
三本杉 巳

代治(1972) 
1972 静岡県加茂郡松崎町松崎温泉の開発（1） 三本杉温泉開発研究所研究報告 三本杉温泉開発研究所 
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三本杉 巳

代治他 
1973 静岡県賀茂郡西伊豆町付近の地質と温泉との関係 三本杉温泉開発研究所研究報告 三本杉温泉開発研究所 

        
三本杉 巳

代治(1974) 
1974 静岡県田方郡土肥町土肥温泉の地質と温泉の開発 三本杉温泉開発研究所研究報告 三本杉温泉開発研究所 

        
佐藤 幸二

(1974) 
1974 静岡県伊東温泉について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
三本杉 巳

代治他 
1975 

静岡県榛原郡本川根町大井川支流寸又川のほとり寸又峡温

泉の調査と開発 
三本杉温泉開発研究所研究報告 三本杉温泉開発研究所 

        
中 央 温 泉

研究所(1979) 
1979 

温泉地科学調査報告書--静岡県賀茂郡南伊豆町下賀茂温泉

-- 
  中央温泉研究所 

25 
静

岡 
地下水 温泉 

中 央 温 泉

研究所(1980) 
1980 温泉地科学調査報告書--静岡県田方郡大仁温泉--   静岡県衛生部 

        
中 央 温 泉

研究所(1980) 
1980 

温泉地科学調査報告書--静岡県田方郡中伊豆・白岩・姫の

湯・柳瀬・冷川温泉-- 
  静岡県衛生部 

        
静 岡 県 衛

生部(1980) 
1980 温泉地科学調査報告書--静岡県賀茂郡東伊豆町稲取温泉--   静岡県衛生部 

        

名 古 屋 大

学 理 学 部 地

球科学教室 

1984 静岡県熱川温泉における温泉ガスの連続観測 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
静 岡 県 温

泉協会 
1985 静岡県温泉実態調査報告(昭和 59 年 2 月 1 日現在) 静岡県温泉協会報   

        
大橋 収司

他 
1992 静岡県戸田村における温泉探査について 温泉科学 日本温泉科学会 

        
河田 清雄

他 
1997 

静岡県磐田郡浅羽町北部の温泉掘削井からみた地質と温泉

資源について(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        平野 富雄 2000 
やさしい温泉化学 全国温泉巡りの旅(15)－－静岡県.館山寺

温泉(4) 温泉利用状況－－ 
温泉 日本温泉協会 

        平野 富雄 2000 
全国温泉巡りの旅(22)－－静岡県.焼津温泉(4)成分表の出来.

不出来と混合泉の混合比－－やさしい温泉化学 
温泉 日本温泉協会 

        平野 富雄 2000 
やさしい温泉化学 全国温泉巡りの旅(23)－－静岡県.熱海温

泉_史跡.大湯間歇泉と飲泉場－－ 
温泉 日本温泉協会 

        
白石 秀一

(2003) 
2003 糸魚川温泉井戸の地質と糸魚川?静岡構造線 フォッサマグナミュージアム研究報告 フォッサマグナミュージアム 

        
佐脇 貴幸

(2004) 
2004 静岡県周辺の温泉分布 地質ニュース 実業公報社  

        
佐脇 貴幸

他 
2004 静岡の地熱資源・温泉と地中熱利用 地質ニュース 実業公報社 

        
狩野 謙一

他 
2008 糸魚川?静岡構造線・西山温泉露頭 静岡地学 静岡県地学会 

25 
静

岡 
地下水 温泉 

加 藤  昭

(2008) 
2008 

山梨県南巨摩郡南部町佐野川温泉付近・同十島富士川左岸

河原・静岡県庵原郡富士川町中野 

鉱物観察ガイド！国立科学博物館叢

書 7 
東海大学出版会他 

        
柳澤 教雄

他 
2013 静岡県南伊豆温泉地域でのトレーサー試験（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2013 
日本地熱学会 

        
村松 容一

他 
2014 

糸魚川－静岡構造線活断層帯中部（牛伏寺断層付近）におけ

る温泉の水質および安定同位体比とその地質鉱物学的解釈 
温泉科学 日本温泉科学会 

      同位体 
池田 喜代

治他 
1973 

地下水塩水化に伴う水の酸素・水素同位体組成の変化--その

1. 静岡県浜松_磐田両地域の例--（演旨） 
地球化学討論会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
水谷 義彦

(1979) 
1979 

静岡県中伊豆町菅引産の石膏および共存鉱物の同位体組成

について（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 
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地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        鹿園 直建 1986 

エピサ－マル型鉱脈鉱化作用及び変質作用に伴なう方解石の

炭素・酸素同位体組成変動－特に静岡県伊豆半島清越鉱山に

おける例 

鉱化変質過程における鉱脈生成のメ

カニズム_ 文部省科学研究費補助金

(総合研究 A)研究成果報告書(昭和 60

年度)課題番号 58340049 

北海道大学理学部 

        
石田 吉明

他 
2006 

酸素同位体比から推定した静岡県掛川層群土方層産化石クモ

ヒトデの古生息環境(演旨) 
日本古生物学会例会講演予稿集 日本古生物学会 

        
和田 秀樹

他 
2008 

静岡大学 MAT-251 質量分析計による炭素・酸素安定同位体

比の測定 
静岡大学地球科学研究報告 静岡大学地球科学教室 

        
村松 容一

他 
2014 

糸魚川－静岡構造線活断層帯中部（牛伏寺断層付近）におけ

る温泉の水質および安定同位体比とその地質鉱物学的解釈 
温泉科学 日本温泉科学会 

    
塩分濃

度 
水質 安藤 武他 1959 

静岡県安倍川水系表流水水質調査報告--東海地域調査 第

11 報-- 
地質調査所月報 地質調査所 

        田代 均他 1965 静岡県工業試験場井水の水質についての統計的解析 静岡県工業試験場報告 静岡県工業試験場 

        
梅沢 岑生

他 
1965 静岡県内河川の水質調査報告書（第 1 報） 静岡県工業試験場報告 静岡県工業試験場 

        原 綏昭他 1971 
静岡県内河川の水質調査報告書（第 2 報）--天竜川及び菊川

の水質について-- 
静岡県工業試験場報告 静岡県工業試験場 

25 
静

岡 

塩分濃

度 
水質 加藤 完他 1977 

静岡県清水市における地震予知のための水位および水質観

測井の設置について 
地質ニュース 実業公報社 

        
池田 喜代

治(1982) 
1982 静岡県富士市における地下水の水質の研究 日本地下水学会会誌 日本地下水学会 

        
宮地 直道

他 
2006 静岡県菊川市における｢潮井戸｣の水質形成メカニズム 

日本大学文理学部自然科学研究所

研究紀要 第 2 部 地球システム科学 
日本大学文理学部自然科学研究所 

        
村松 容一

他 
2014 

糸魚川－静岡構造線活断層帯中部（牛伏寺断層付近）におけ

る温泉の水質および安定同位体比とその地質鉱物学的解釈 
温泉科学 日本温泉科学会 

      海水 鹿島 薫他 1985 静岡県菊川平野における完新世の海水準変動に関する資料 第四紀研究 日本第四紀学会 
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地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        柴 正博他 2006 
静岡県牧ノ原台地の更新統の堆積過程と海水準変動(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

地学団体研究会総会プログラム・講

演資料集 
地学団体研究会 

        藤原 治他 2010 
静岡県伊東市のボーリングコアから復元した 8500?4000cal BP

の相対的海水準変動（演旨） 

日本古生物学会年会講演予稿集

_2010 
日本古生物学会 

        柴 博志他 2012 
静岡市有度丘陵のファンデルタ堆積物の形成と海水準変動(ポ

スターセッション)(演旨) 

地学団体研究会総会講演要旨集・

巡検案内書 
地学団体研究会 

        藤原 治他 2015 
静岡県西部の太田川低地で見られる弥生時代中・後期の相対

的海水準上昇 
第四紀研究 日本第四紀学会 

      Cl 
石田 吉明

他 
1996 

静岡県掛川層群土方層(鮮新－更新統)産のクモヒトデ化石

_Ophiozonella longispina(H.L.Clark).Ohhiura Sarsii Lutken (演旨) 
日本古生物学会年会講演予稿集 日本古生物学会 

27 
豊

橋 
地下水 同位体 

鈴木 和博

他 
2008 

北部秩父帯石巻山（豊橋市）の石灰岩の生成年代と Sr 同位体

組成(J240-P010)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

    
塩分濃

度 
水質 

金井 孝夫

(1962) 
1962 豊橋市南部の陸水・地下水の水質について 豊橋地区地下構造調査報告書 名古屋通商産業局他 

29 
濃

尾 
地形 沈降 

須貝 俊彦

他 
1999 

深層ボーリング(GS-NB-1)と大深度地震探査に基づく濃尾傾

動盆地の沈降.傾動速度の総合評価 

活断層.古地震研究調査概要報告書

( 平 成 10 年 度 )_ 地 質 調 査 所 速 報 

no.EQ/99/3 

地質調査所 

29 
濃

尾 
地形 沈降 

丹羽 雄一

他 
2008 

複数ボーリングコア解析に基づく濃尾平野における完新世後

期の地震性沈降(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
丹羽 雄一

他 
2009 

濃尾平野完新統に記録された急激な相対的海面上昇と地震

性沈降の関係(S147-P025)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
丹羽 雄一

他 
2009 

濃尾平野西部の上部完新統に残された養老断層系の活動に

よる沈降イベント 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
丹羽 雄一

他 
2012 

西方への傾動沈降を示唆する濃尾平野における完新世相対

的海面変化(ポスターセッション)(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

      断層 
松田 時彦

(1968) 
1968 根尾谷断層（濃尾地震）の再検討（演旨） 地震学会春季大会講演会講演要旨 地震学会 

        
林  上

(1971) 
1971 

濃尾地震にともなう根尾谷断層の水平変位量--根尾村中地区

の場合-- 
地理学評論 日本地理学会 

        
安藤 雅孝

他 
1974 濃尾地震(1891)の断層模型（演旨） 地震学会講演予稿集春季大会 地震学会 

        
松田 時彦

(1974) 
1974 1891 年濃尾地震の地震断層 東京大学地震研究所研究速報 東京大学地震研究所 

        
村松 郁栄

(1976) 
1976 根尾谷断層と濃尾地震 地質学論集！断層と地震 日本地質学会 

        
山崎 晴雄

(1979) 
1979 

関東・濃尾平野の形成過程と第四系 関東平野北西部の活断

層（演旨） 
地質調査所月報 地質調査所 

        
谷口 仁士

他 
1979 

地震断層からの距離と災害との関係--濃尾_三河_福井地震に

ついて--(演旨) 
地震学会講演予稿集春季大会 地震学会 

        
岡田 篤正

他 
1981 1891 年濃尾地震断層のトレンチ発掘調査?序報（演旨） 地震学会講演予稿集秋季大会 地震学会 

        
京 都 大 学

防災研究所 
1983 濃尾地震断層系のトレンチ調査 地震予知連絡会会報   

        
野村 倉一

他 
1986 

1981 年濃尾地震の断層－高富町および伊自良村の見学コー

ス－(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        
安藤 雅孝

他 
1986 1981 年濃尾活断層系梅原断層(高田地区)トレンチ調査 活断層研究 活断層研究会 

29 
濃

尾 
地形 断層 

安藤 雅孝

他 
1986 1981 年濃尾活断層系根尾谷断層(佐野地区)トレンチ調査 活断層研究 活断層研究会 

        小坂 和夫 1987 
美濃帯中・古生層の大規模な折れ曲がり帯とそれを変位させ

る”濃尾活断層系” 
地質学雑誌 日本地質学会 
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数 
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        岡田 篤正 1987 濃尾地震断層系根尾谷断層(巡検資料) 活断層研究 活断層研究会 

        浜出 智他 1991 
ボーリング調査で明らかとなった濃尾活断層系梅原断層の新

期断層運動(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        飯田 汲事 1991 
濃尾平野における 1891 年濃尾地震の地震断層の位置とその

付近の経年変動(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        
岡田 篤正

他 
1991 濃尾活断層系根尾谷断層の第四紀後期の活動性(演旨) 地震学会講演予稿集 地震学会 

        浜出 智他 1992 
ボーリング調査で明らかとなった濃尾活断層系梅原断層の新

期断層運動 

名古屋大学加速器質量分析計業績

報告書(3) 
名古屋大学年代測定資料研究センター 

        
狩野 謙一

他 
1992 濃尾活断層系_温見断層に伴う断層破砕帯(演旨) 

日本地質学会第 99 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
岡田 篤正

他 
1992 

濃尾活断層系から発生した古地震の考察－－梅原断層のトレ

ンチ調査－－ 
地学雑誌 東京地学協会 

        隈元 崇他 1992 
1991 年濃尾活断層系根尾谷断層(金原地区)トレンチ調査－－

日本の活断層発掘調査［35］－－ 
活断層研究 活断層研究会 

        
宮腰 勝義

他 
1993 1984 年濃尾活断層系・根尾谷断層(金原地区)トレンチ調査 活断層研究 活断層研究会 

        
宮腰 勝義

他 
1993 1985 年濃尾活断層系・根尾谷断層(金原地区)トレンチ調査 活断層研究 活断層研究会 

        
佐藤 比呂

志他 
1993 1991 年濃尾活断層系・根尾谷断層(水鳥地区)トレンチ調査 活断層研究 活断層研究会 

        岡田 篤正 1994 濃尾活断層系の第四紀活動 

地震予知技術専門部会第 9 回合同

部会会議録－－天然資源の開発利用

に関する日米会議－－ 

国土地理院 

        中村 晶平 1995 濃尾地震断層系_根尾谷断層と地震断層観察館 兵庫地学 兵庫県地学会 
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発行年

数 
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池田 隆司

他 
1996 阪神.淡路震災および濃尾地震の活断層掘削(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

29 
濃

尾 
地形 断層 

岡田 篤正

他 
1996 濃尾平野南西部における反射法地震探査による活断層調査 

新修名古屋市史報告書_ 名古屋港

西地区ボーリングコア分析調査報告 
名古屋市総務局 

        奥村 晃史 1996 濃尾断層系梅原断層高田トレンチ 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        酒向 光隆 1999 濃尾地震のツメ痕.根尾谷断層 
地球のふしぎ探検－－フィールドサ

イエンス－－(東海版) 
風媒社他 

        
粟田 泰夫

他 
1999 

古地震調査にもとづく 1891 年濃尾地震断層系のセグメント区

分 

活断層.古地震研究調査概要報告書

( 平 成 10 年 度 )_ 地 質 調 査 所 速 報 

no.EQ/99/3 

地質調査所 

        苅谷 愛彦 1999 濃尾活断層系長滝断層の変位地形と最新活動 

活断層.古地震研究調査概要報告書

( 平 成 10 年 度 )_ 地 質 調 査 所 速 報 

no.EQ/99/3 

地質調査所 

        
吉岡 敏和

他 
2001 濃尾地震断層系・温見断層の活動履歴調査 活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
杉戸 信彦

他 
2002 濃尾平野西縁部に位置する宮代断層の活動について 活断層研究 活断層研究会 

        
石山 達也

(2002) 
2002 

桑名背斜の変動地形とそのキネマティクス--濃尾-伊勢断層

帯・桑名断層の断層モデル--（演旨） 
  産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
岡田 篤正

(2002) 
2002 濃尾活断層系の諸性質 

濃尾地震と根尾谷断層帯--内陸最

大地震と断層の諸性質-- 
古今書院他 

        
松田 時彦

(2002) 
2002 濃尾地震の地震断層 

濃尾地震と根尾谷断層帯--内陸最

大地震と断層の諸性質-- 
古今書院他 

        
石山 達也

他 
2002 

逆断層による変動地形の形成・発達過程：濃尾-伊勢断層帯・

桑名断層における事例研究(J029-P020)（ポスターセッション）（演

旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 
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吉岡 敏和

他 
2002 

トレンチ調査に基づく 1891 年濃尾地震断層系・温見断層の活

動履歴 
地震 第 2 輯 日本地震学会 

        
岡田 篤正

(2002) 
2002 

歴史地震?概要と活断層 4. 濃尾地震と濃尾（根尾谷）地震断

層帯 

愛知県の活断層（その 1）活断層文献

調査研究??概要と評価??  
愛知県防災会議地震部会 

29 
濃

尾 
地形 断層 中野 優他 2003 

1891 年 濃 尾 地 震 に お け る 岐 阜 - 一 宮 線 の 断 層 モ デ ル

(B053)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2003 
日本地震学会 

        
中西 利典

他 
2003 

ボーリング試料分析による濃尾平野西縁断層帯の完新世の活

動（ポスターセッション）（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        

産 業 技 術

総 合 研 究 所

活 断 層 研 究

セ ン タ ー

(2004) 

2004 活断層調査研究成果報告書 3. 濃尾断層系   産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
石山 達也

他 
2004 

濃尾?伊勢断層帯の変動地形とそのキネマティクス(ポスターセ

ッション)(演旨) 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 濃尾断層帯の長期評価について 主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 濃尾断層帯長期評価について サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        
地 震 調 査

研 究 推 進 本
2005 濃尾断層帯の長期評価について(平成 17 年 1 月 12 日公表) 

地震調査委員会報告集??2004 年 1

月?12 月??(第 2 分冊) 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 
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部 地 震 調 査

委員会(2005) 

        
栗山 雅之

他 
2006 

活断層データを用いた濃尾地震の強震動パラメータスタディ

(S208-P008)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
岡田 篤正

(2006) 
2006 

活断層で発生する大地震の連動・連鎖--中央構造線・濃尾断

層系・山陰地域の活断層を事例として-- 

地球_号外！活断層・古地震とアクテ

ィブテクトニクス 
海洋出版 

29 
濃

尾 
地形 断層 

金田 平太

郎(2006) 
2006 

内陸活断層による連動型大地震 -- 1992 年ランダース地震・

1891 年濃尾地震の変動地形学・古地震学的比較 -- (S208-

017)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
榎本 祐嗣

(2006) 
2006 小藤論文の濃尾地震根尾谷断層写真について 歴史地震 歴史地震研究会 

        
丹羽 雄一

他 
2007 

濃尾平野完新統の電気伝導度にもとづく桑名・養老断層の活

動史(S141-008)(演旨)  

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
松田 達生

他 
2008 

濃尾断層帯における AMT 法電磁探査による比抵抗構造(O-

157)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
小村 健太

朗 他 
2008 

濃尾断層帯に沿った断層浅部比抵抗構造の不均質性--根尾

谷断層_梅原断層におけ AMT 法電磁探査--(J158-002)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
金田 平太

郎(2009) 
2009 濃尾断層帯（武儀川断層）の活動性および活動履歴調査 

基盤的調査観測対象断層帯の追加・

補完調査成果報告書 
産業技術総合研究所 

        
金田 平太

郎(2009) 
2009 濃尾断層帯（揖斐川断層）の活動性および活動履歴調査 

基盤的調査観測対象断層帯の追加・

補完調査成果報告書 
産業技術総合研究所 

        
金田 平太

郎(2009) 
2009 

濃尾断層帯_揖斐川断層および武儀川断層のトレンチ調査と根

尾谷断層の活断層露頭（速報） 
  産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
朝日 友香

他 
2009 

1891 年濃尾地震の震源断層モデルの再検討（P2-23)(ポスタ

ーセッション）(演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2009 
日本地震学会 
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高野 和友

他 
2009 

明治 24 年（1891 年）濃尾地震に伴う地殻変動と震源断層モデ

ル（B22-01）（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2009 
日本地震学会 

        
丹羽 雄一

他 
2009 

濃尾平野西部の上部完新統に残された養老断層系の活動に

よる沈降イベント 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
丹羽 雄一

他 
2010 

相対的海水準の急激な上昇イベントが示唆する養老断層系の

完新世活動--濃尾平野西縁におけるボーリングコアの解析から-

- 

地学雑誌 東京地学協会 

        
上田 圭一

他 
2010 

濃尾地震断層系・温見断層中央部における断層構造 (予

察)(SSS017-P13)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

29 
濃

尾 
地形 断層 松本 聡他 2010 

中竜鉱山地震計アレイ観測による濃尾地震断層周辺域の地殻

内散乱体分布の推定（P2-14)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2010 
日本地震学会 

        
青柳 恭平

他 
2010 

稠密臨時観測による濃尾地震断層系北部の地震波速度構造

（P2-12)(ポスターセッション）（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2010 
日本地震学会 

        
金田 平太

郎他 
2010 

トレンチ調査に基づく濃尾断層帯_武儀川断層の最新活動時期

と歴史地震--1289 年（正応二年）地震に関する越波集落の伝承-

-（演旨） 

歴史地震 歴史地震研究会 

        
小村 健太

朗他 
2010 

濃尾断層帯における人工震源を用いた地震探査 (SSS015-

P13)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
金田 平太

郎他 
2010 

トレンチ調査による濃尾断層帯_揖斐川断層および武儀川断層

の活動履歴(SSS017-P15)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
佐々木 俊

法他 
2010 

濃尾地震断層系・温見断層中央部における断層変位地形と断

層露頭(SSS017-P14)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
青柳 恭平

他 
2010 

濃尾地震断層系北部における微小地震活動(序報)--断層連

動性指標の抽出に向けて--(SSS021-05)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
丹羽 雄一

他 
2010 

濃尾平野完新統に残された堆積環境変化と養老断層系の活

動(SSS017-P18)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 
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青柳 恭平

他 
2011 

濃尾地震断層系北部～福井地震断層系南部の地震波速度構

造(SSS028-04)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
佐藤 浩章

他 
2011 

地震波干渉法による 1891 年濃尾地震断層系におけるレイリ-

波群速度の推定(SSS023-11)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
浅野 陽一

(2011) 
2011 

濃尾地震震源域周辺における地震活動--今なお続く余震活

動と新たな震源断層モデルの可能性-- 
地震ジャーナル 地震予知総合研究振興会 

        
松田 時彦

(2011) 
2011 

濃尾地震が大地に遺したもの--地震断層と小藤文次郎の断層

原因論、その後-- 
地震ジャーナル 地震予知総合研究振興会 

        
小林 健太

朗他 
2011 

濃尾断層帯における人工地震を用いた地震探査--詳細解析-

-(SSS034-P17)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

29 
濃

尾 
地形 断層 上嶋 誠他 2011 

濃尾地震断層周辺におけるネットワーク MT 観測について（序

報）(A003-P005)(ポスターセッション)(演旨) 

地球電磁気・地球惑星圏学会講演

会予稿集(CD-ROM) 
地球電磁気・地球惑星圏学会 

        
岡田 篤正

(2012) 
2012 濃尾地震と活断層・地震研究--成果と将来の活動予測-- 活断層研究 日本活断層学会 

        
佐藤 浩章

他 
2012 

1891 年濃尾地震断層帯における長期間連続微動記録から得

られたレイリー波群速度のトモグラフィー解析(P2-51)(ポスターセ

ッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2012 
日本地震学会 

        
栗山 雅之

他 
2012 

震度情報に基づく 1891 年濃尾地震の震源断層のモデル化--

岐阜?一宮断層に関する再検討--(P3-55)(ポスターセッション)(演

旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2012 
日本地震学会 

        辻 清根他 2012 
濃尾断層帯周辺における coda Q と地震波干渉法から得られた

減衰率の推定(P1-18)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2012 
日本地震学会 

        飯高 隆他 2013 
濃尾地震断層域における人工地震による地殻構造探査(序

報)(SSS26-04)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        
吉岡 敏和

他 
2013 濃尾断層帯、根尾谷断層南東部の古地震調査 活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 
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        飯高 隆他 2014 
濃尾地震断層域におけるレシーバ関数解析結果に基づく地殻

構造のモデリング(B31-11)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2014 
日本地震学会 

        飯高 隆他 2014 
濃尾地震断層域におけるレシーバ関数解析(その 2)(SSS26-

06)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        勝俣 啓他 2014 濃尾断層帯における応力インバージョン解析(SSS31-05)(演旨) 
日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
栗山 雅之

(2015) 
2015 

震度分布情報を用いた濃尾地震の断層パラメータの評価（演

旨） 

日本活断層学会秋季学術大会講演

予稿集_2015 
日本活断層学会 

      段丘 
吉川 虎雄

(1961) 
1961 

木曽川の河岸段丘--御岳火山と濃尾平野との地形発達の関

連を中心として-- 

辻村太郎先生古希記念地理学論文

集 
古今書院他 

      火山 古沢 明 1990 
濃尾平野西南部地下における東海層群および海部累層・弥富

累層の火山灰層とその対比 
地質学雑誌 日本地質学会 

29 
濃

尾 
地形 火山 

宮川  ちひ

ろ他 
1996 濃尾平野の中－後期更新世地下火山灰層序(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
宮川  ちひ

ろ 
1999 

大阪平野.濃尾平野の中部更新統～完新統地質.火山灰層序

(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
宮崎 哲郎

(2004) 
2004 

濃尾平野の地下 1_300m における化石海水の分布大深度非火

山性温泉からの評価(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

(2005) 
2005 濃尾平野における大深度非火山性温泉 温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(1)泉質の共通的特色(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(2)泉質の全溶質濃度依存性と

Debye-Huckel モデル(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 
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宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（1）CaCO3 の飽和平衡状態

(ポスターセッション)(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

      
海水準

変動 

須貝 俊彦

他 
2001 

濃尾平野 600m オールコア（GS-NB-1）の電気伝導度変化から

みた海水準変動と地殻変動 

山地形成史の研究--第四紀火山噴

出物を手がかりにして--！平成 10～12

年 度 科 学 研 究 費 補 助 金 (基 盤 研 究

(B)(1)) 研 究 成 果 報 告 書 ( 課 題 番 号

10480015) 

山崎晴雄（東京都立大学大学院理学研究科） 

        
須貝 俊彦

他 
2001 

濃尾平野地下に記録された中期更新世以降の氷河性海水準

変動（ポスターセッション）（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

29 
濃

尾 
地形 

海水準

変動 

佐藤 壮紀

他 
2006 

過去 90 万年間における濃尾平野ボーリングコア中の礫径変化

に与えた氷河性海水準変動の影響(ポスターセッション)(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

    地質 表層 
堀  和 明

(2012) 
2012 濃尾平野の表層堆積物 沖積低地の地形環境学 古今書院他 

      露頭 
多賀 直恒

他 
1979 

濃尾平野の微動特性（3）--洪積層露頭台地での定点長期計

測-- 

自然災害科学総合シンポジウム講演

論文集（第 16 回） 

文部省科学研究費自然災害特別研究自然災

害科学総合研究班 

        
金田 平太

郎(2009) 
2009 

濃尾断層帯_揖斐川断層および武儀川断層のトレンチ調査と根

尾谷断層の活断層露頭（速報） 
  産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
佐々木 俊

法他 
2010 

濃尾地震断層系・温見断層中央部における断層変位地形と断

層露頭(SSS017-P14)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

    
調査手

法 

深層ボ

ーリング 
畠山 昭他 1978 濃尾平野の深層ボーリング(演旨) 

日本地質学会第 85 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
須貝 俊彦

他 
1999 

深層ボーリング(GS-NB-1)と大深度地震探査に基づく濃尾傾

動盆地の沈降.傾動速度の総合評価 

活断層.古地震研究調査概要報告書

( 平 成 10 年 度 )_ 地 質 調 査 所 速 報 

no.EQ/99/3 

地質調査所 

      
物理探

査 
山本 荘毅 1985 

日本の地下水(256)_ 中部地方_ 愛知県_ 濃尾平野の地下水 4 

物理探査 
水   

    地下水 流動 
杉崎 隆一

他 
1981 濃尾平野における地下水の水質と流動（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
杉 浦  孜

(1982) 
1982 濃尾平野の地下水と流動 

地盤沈下の実態とその対策に関する

調査研究報告(第 8 報)(昭和 56 年度) 
愛知県環境部 

        森 和紀 1985 流動に伴う地下水の水質変化－濃尾・伊勢平野の事例－ ハイドロロジー 水文学研究会 

        杉浦 孜他 1995 濃尾平野の地下の流動(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
外山 拓哉

他 
1997 濃尾平野の地下水の流動(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        杉浦 孜他 1998 濃尾平野の地下水の流動 愛知教育大学研究報告 自然科学 愛知教育大学 

        内田 洋平 2000 濃尾平野の地下水流動と地下の温度分布 地質ニュース 実業公報社 

      温泉 松沢 勲 1990 東海の地質_8．濃尾平野の温泉 東海の自然誌 東海財団 

29 
濃

尾 
地下水 温泉 

佐 藤  健

(2002) 
2002 濃尾平野周辺の温泉事情 土と岩 中部地質調査業協会 

        
宮崎 哲郎

(2004) 
2004 

濃尾平野の地下 1_300m における化石海水の分布大深度非火

山性温泉からの評価(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

(2005) 
2005 濃尾平野における大深度非火山性温泉 温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(1)泉質の共通的特色(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 
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宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(2)泉質の全溶質濃度依存性と

Debye-Huckel モデル(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2007 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度温泉 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（1）CaCO3 の飽和平衡状態

(ポスターセッション)(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

      同位体 
加藤 喜久

雄(1978) 
1978 濃尾平野の地下水の酸素同位体組成と地盤沈下 

沿海低地帯の地盤沈下の実態と災

害の解明！文部省自然災害特別研究 
松沢勲（名古屋大学） 

        
荻田 晴久

他 
1978 濃尾平野地下水中の SO4 の S 同位体組成について（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
加藤 喜久

雄他 
1978 濃尾平野の地下水の酸素同位体組成と地殻変動(その 2) 

自然災害科学総合シンポジウム講演

論文集（第 15 回） 
文部省特別研究自然災害科学総合研究班 

        
中井 信之

他 
1981 

濃尾平野地下水の安定同位体比および 3H 濃度による水系の

推定（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

29 
濃

尾 
地下水 同位体 寺尾 宏他 1987 

濃尾平野 3 大河川の酸素同位体組成および主要化学成分の

季節変動(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
三枝 芳江

他 
2007 

珪藻分析及び安定同位体比による濃尾平野における完新世

の古環境復元(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

    
塩分濃

度 
水質 

茶谷 邦男

他 
1976 

濃尾平野の超深層地下水について--その水質とラドン濃度の

連続測定結果について--（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 
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茶谷 邦男

他 
1977 濃尾平野の超深層地下水の水質とラドン濃度の時期的変動 日本地下水学会会誌  日本地下水学会 

        
杉崎 隆一

他 
1979 濃尾平野の地下水質変動とその要因（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
杉 浦  孜

(1980) 
1980 濃尾平野の地盤沈下における地下水の水質変化 

沿海低地帯の地盤沈下の実態と災

害の解明！文部省自然災害特別研究 
松沢勲（名古屋大学） 

        
杉崎 隆一

他 
1981 濃尾平野における地下水の水質と流動（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        森 和紀 1985 流動に伴う地下水の水質変化－濃尾・伊勢平野の事例－ ハイドロロジー 水文学研究会 

        林 功治 1989 
小口径深井戸揚水装置による濃尾平野の地下水水質結果に

ついて 
地下水と井戸とポンプ 地下水技術協会 

        
宇野 尚雄

他 
1993 濃尾平野の地下水水質の分布特性 地下水技術 地下水技術協会 

        杉崎 隆一 1999 濃尾地下水盆の消長と地下水の水質変動 日本水文科学会誌 日本水文科学会 

        
佐 藤  健

(2010) 
2010 濃尾平野の地下水質に関するこれまでの知見と 2_3 の課題 土と岩 中部地質調査業協会 

      pH 
内園 立男

他 
2004 

濃尾平野南部ボーリングコアの粘土混濁水の電気伝導度およ

び pH 測定に基づく堆積環境の推定 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 

      海水 海津 正倫 1988 濃尾平野における縄文海進最盛期頃の海水準と地形変化 

日本における沖積平野・沖積層の形

成と第四紀末期の自然環境とのかかわ

りに関する研究 

文部省 

29 
濃

尾 
地下水 海水 

黒木 貴一

他 
1994 

海水面上昇による沿岸への影響予測手法について(濃尾平

野)(演旨) 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 
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数 
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須貝 俊彦

他 
2001 

濃尾平野 600m オールコア（GS-NB-1）の電気伝導度変化から

みた海水準変動と地殻変動 

山地形成史の研究--第四紀火山噴

出物を手がかりにして--！平成 10～12

年 度 科 学 研 究 費 補 助 金 (基 盤 研 究

(B)(1)) 研 究 成 果 報 告 書 ( 課 題 番 号

10480015) 

山崎晴雄（東京都立大学大学院理学研究科） 

        
須貝 俊彦

他 
2001 

濃尾平野地下に記録された中期更新世以降の氷河性海水準

変動（ポスターセッション）（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
宮崎 哲郎

(2004) 
2004 

濃尾平野の地下 1_300m における化石海水の分布大深度非火

山性温泉からの評価(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
佐藤 壮紀

他 
2006 

過去 90 万年間における濃尾平野ボーリングコア中の礫径変化

に与えた氷河性海水準変動の影響(ポスターセッション)(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
丹羽 雄一

他 
2010 

相対的海水準の急激な上昇イベントが示唆する養老断層系の

完新世活動--濃尾平野西縁におけるボーリングコアの解析から-

- 

地学雑誌 東京地学協会 

30 
伊

勢 
地形 沈降 

桑 原  徹

(1969) 
1969 

伊 勢 湾 -- 伊 勢 湾 を 中 心 と す る 沈 降 盆 地 と 西 南 日 本 の

Neotectonics-- 

日本地質学会第 76 年学術大会シン

ポジウム「海岸平野」 
日本地質学会 

        桑原 徹他 1972 
伊勢湾と周辺地域と埋没地形と第四系--”沖縄層”細分と伊勢

湾の新しい沈降盆地化の問題-- 
地質学論集！日本の海岸平野 日本地質学会 

      断層 
岡山 俊雄

(1956) 
1956 柳ヶ瀬断層と敦賀湾伊勢湾線 駿台史学（抜刷） 明治大學史學地理學會 

        
松 沢  勲

(1965) 
1965 活断層--鳴海・天白川断層と伊勢湾北部海岸地帯の地盤-- 名古屋地学 名古屋地学会 

        桑原 徹他 1975 伊勢湾北部の活断層--四日市港断層について--(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
林  唯 一

(1979) 
1979 

美濃加茂断層--伊勢湾周辺地域における広域応力場の変遷

（その 1）-- 
  愛知教育大学 
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30 
伊

勢 
地形 断層 

松田 時彦

他 
1988 

伊勢原断層(神奈川県)の試錐による地下調査－－過去約

7000 年間の堆積環境と元慶 2 年地震の変位－－ 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        
松田 時彦

他 
1989 元慶 2 年(878 年)相模・武蔵地震と伊勢原断層(演旨) 

日本地質学会第 96 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
松田 時彦

他 
1989 元慶 2 年(878)相模武蔵地震と伊勢原断層(演旨) 地震学会講演予稿集 地震学会 

        
金折 裕司

他 
1992 

近畿地方に被害を与えた歴史地震(M≧6．4)の時空分布に認

められる規則性－－花折断層－金剛断層線と敦賀湾－伊勢湾

構造線の活動－－(演旨) 

地震学会講演予稿集 地震学会 

        
金折 裕司

他 
1992 

近畿地方に被害を与えた歴史地震(M≧6．4)の時空分布に認

められる規則性－－花折断層－金剛断層線と敦賀湾－伊勢湾

構造線の活動－－ 

応用地質 日本応用地質学会 

        
松山 紀香

他 
1995 

反射法地震探査による桑名断層および伊勢湾断層の形態(演

旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        

神 奈 川 県

温 泉 地 学 研

究所他 

1996 1995 年 11 月 1 日伊勢原断層付近で発生した地震(M2.2) 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
京 都 大 学

理学部他 
1996 

反射法地震探査による桑名断層および伊勢湾断層の深部形

態 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        金折 裕司 1997 敦賀湾－伊勢湾構造線を構成する活断層系(演旨) 
地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        岩淵 洋他 1998 伊勢湾の地質構造と鈴鹿沖断層(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        上杉 陽他 1998 
神奈川県伊勢原断層トレンチで検出された縄文中期軽石質火

山灰(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        岩淵 洋 1999 内湾の活断層－－大阪湾と伊勢湾－－(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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金折 裕司

他 
1999 伊勢湾口道路と伊勢湾断層_伊勢湾口断層(仮称)(演旨) 

日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

30 
伊

勢 
地形 断層 

鈴木 康弘

他 
1999 

伊勢平野西縁の活断層と活動度－－平均変位速度分布から

見た活 断層の セ グメン テ- ション評価に つ いて (予 察 )－－

(P123)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
岡田 篤正

他 
2000 知多半島西岸沖の伊勢湾断層 地学雑誌 東京地学協会 

        岩淵 洋他 2000 伊勢湾における活断層調査 水路部研究報告 海上保安庁 

        水本 匡起 2000 伊勢湾西岸地域における完新世の断層活動とその分布(演旨) 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
石山 達也

(2002) 
2002 

桑名背斜の変動地形とそのキネマティクス--濃尾-伊勢断層

帯・桑名断層の断層モデル--（演旨） 
  産業技術総合研究所活断層研究センター 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2002) 

2002 伊勢湾断層帯の評価 サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        
石山 達也

他 
2002 

逆断層による変動地形の形成・発達過程：濃尾-伊勢断層帯・

桑名断層における事例研究(J029-P020)（ポスターセッション）（演

旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
岡田 篤正

(2002) 
2002 中部日本南部の主要活断層と長期評価 4. 伊勢湾断層 

愛知県の活断層（その 1）活断層文献

調査研究??概要と評価??  
愛知県防災会議地震部会 

        
高田 圭太

他 
2003 ボーリング調査により明らかとなった伊勢原断層の性状 活断層研究 活断層研究会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2003) 

2003 伊勢湾断層帯の評価(平成 14 年 5 月 8 日公表) 
地震調査委員会報告集--2002 年 1

月?12 月-- 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 
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地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2004) 

2004 伊勢原断層の長期評価について 主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 

30 
伊

勢 
地形 断層 

石山 達也

他 
2004 

濃尾?伊勢断層帯の変動地形とそのキネマティクス(ポスターセ

ッション)(演旨) 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2004) 

2004 伊勢原断層長期評価について サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 伊勢湾断層帯の評価 主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 伊勢原断層の長期評価について(平成 16 年 3 月 10 日公表) 
地震調査委員会報告集??2004 年 1

月?12 月??(第 2 分冊) 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        
鈴木 康弘

(2005) 
2005 活断層と伊勢湾の地形 

環境学研究ソースブック??伊勢湾流

域圏の視点から?? 
藤原書店他 

        豊蔵 勇他 2010 
伊勢湾断層の最新の活動時期--約 550 年前に活動したか--

（演旨） 

日本活断層学会秋季学術大会及び

1586 年天正地震シンポジウム講演予稿

集_2010 

日本活断層学会 

        
鈴木 康弘

他 
2010 

都市圏活断層図 伊勢平野の活断層「四日市(第 2 版)」「亀山」

「津(第 2 版)」「松阪」及び解説書 

都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D･1-No.542 
国土地理院他 
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小 野  晃

(2011) 
2011 

伊勢市高遠-長谷地域の大沢断層と領家帯の地質(SGL042-

P05)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
岡村 行信

他 
2013 

伊勢湾に分布する布引山地東縁断層帯東部海域部の位置・

形状と過去の活動 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

      段丘 
木村 一朗

他 
1965 伊勢湾南部沿岸の段丘（予報） 第四紀研究 日本第四紀学会 

        
木村 一朗

他 
1965 伊勢湾西岸の段丘面 名古屋地学 名古屋地学会 

30 
伊

勢 
地形 段丘 

木村 一朗

他 
1965 伊勢湾南部沿岸地方の段丘（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
土橋 昭三

他 
1967 伊勢・宮川の段丘地形（演旨） 地理学評論 日本地理学会 

        
木村 一朗

他 
1968 伊勢湾西岸の段丘礫層（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
山 田  純

(1970) 
1970 段丘礫から見た伊勢平野中部の段丘形成過程（予報） 第四紀 第四紀総合研究会 

        山田 純他 1972 礫から見た伊勢平野中部の段丘形成過程 地質学論集！日本の海岸平野 日本地質学会 

        森 一郎他 1972 伊勢湾西岸中・北部における段丘形成期の古流路（演旨） 
日本地質学会第 79 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        名坂 秀 1983 伊勢湾北西岸地域中位段丘の微化石 名古屋地学   

        木村 一朗 1999 伊勢湾西岸の段丘概観 三重地学 三重地学の会 

        
石村 大輔

(2013) 
2013 第四紀後期の伊勢湾西岸地域の段丘形成過程と地殻変動 地学雑誌 東京地学協会 

        
石村 大輔

(2015) 
2015 

西南日本における河成段丘の形成過程--近江盆地と伊勢湾

西岸地域を例として--(演旨) 
季刊地理学 東北地理学会 
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      火山 
竹村 恵二

(1981) 
1981 伊勢湾西岸の東海層群の堆積相と火山灰層序（演旨） 

日本地質学会第 88 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
山岡 耕春

他 
1993 

伊豆－伊勢湾地域のプレート形状とテクトニクス－－伊豆衝突

と火山の役割－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会 1993 年合同

大会予稿集 
地震学会他 

        上杉 陽他 1998 
神奈川県伊勢原断層トレンチで検出された縄文中期軽石質火

山灰(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
吉川 周作

(2001) 
2001 伊勢平野の東海層群火山灰層序 島根大学地球資源環境学研究報告 島根大学総合理工学部地球資源環境学教室 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(1)泉質の共通的特色(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(2)泉質の全溶質濃度依存性と

Debye-Huckel モデル(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

30 
伊

勢 
地形 火山 

宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（1）CaCO3 の飽和平衡状態

(ポスターセッション)(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

    地質 表層 
山田 雅晴

他 
1986 

伊勢湾と熊野灘の表層堆積物に見られる石灰質ナンノ化石の

分布特性(演旨) 
日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        
米沢 義尭

他 
1991 伊勢湾における表層堆積物の性状 公害資源研究所彙報 公害資源研究所 

        
米沢 義尭

他 
1991 伊勢湾における表層堆積物の銅_亜鉛_スズの濃度分布 公害資源研究所彙報 公害資源研究所 
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      火山岩 
荒牧 重雄

他 
1968 

海底に噴出・堆積した玄武岩質の火山岩・火砕岩類の特徴--

伊勢・鳥羽地域--（演旨） 
火山 第 2 集 日本火山学会 

    
調査手

法 

音波探

査 

中条 純輔

(1965) 
1965 伊勢湾における音波探査（演旨） 

鉱業関係学協会合同秋季大会分科

研究会資料(昭和 40 年度) B. 物理探

査の最近の技術 

日本鉱業会他 

        
中条 純輔

(1965) 
1965 伊勢湾における音波探査（演旨） 物理探鉱 物理探鉱技術協会 

    地下水 流動 森 和紀 1985 流動に伴う地下水の水質変化－濃尾・伊勢平野の事例－ ハイドロロジー 水文学研究会 

      湧水 
小西 泰次

郎(2004) 
2004 浮世絵美人画と湧水・小川そして伊勢物語の井戸 その 2 地下水技術 地下水技術協会 

        
小西 泰次

郎(2004) 
2004 浮世絵美人画と湧水・小川そして伊勢物語の井戸 その 1 地下水技術 地下水技術協会 

      温泉 

大 山 地 区

地 質 調 査 班

(1970) 

1970 神奈川県伊勢原町大山地区温泉地質調査報告書 神奈川県温泉研究所報告 神奈川県温泉研究所 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(1)泉質の共通的特色(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

30 
伊

勢 
地下水 温泉 

宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(2)泉質の全溶質濃度依存性と

Debye-Huckel モデル(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2007 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度温泉 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

681 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（1）CaCO3 の飽和平衡状態

(ポスターセッション)(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

    
塩分濃

度 
水質 

永 井  茂

(1968) 
1968 

水質による地下水水系の解明--前橋_高崎_伊勢崎地区の地下

水について-- 
工業用水 日本工業用水協会 

        森 和紀 1985 流動に伴う地下水の水質変化－濃尾・伊勢平野の事例－ ハイドロロジー 水文学研究会 

        森 和紀他 1995 
北伊勢自噴帯における地下水の水質と自噴量(第 2 報)－－水

質組成の地域的差異－－(演旨) 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 

      pH 
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 

      海水 
飯田 汲事

他 
1956 伊勢湾及び渥美湾における海水面の変化と地盤運動 名古屋地学 名古屋地学会 

        池原 研他 2004 
海水準上昇に伴う内湾の形成による深海域への堆積物輸送パ

ターンの変化--伊勢湾?熊野トラフの例--（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
大村 亜希

子他 
2005 

海盆底への堆積物運搬過程と海水準上昇に伴う沿岸環境変

化の関連--後氷期_熊野トラフと伊勢湾の例--(演旨) 

日本堆積学会例会プログラム・講演

要旨 
日本堆積学会 

        
大村 亜希

子他 
2006 

海盆底への堆積物運搬過程と海水準上昇に伴う沿岸環境変

化の関連--後氷期の熊野トラフと伊勢湾の例-- 
地質学雑誌 日本地質学会 

30 
伊

勢 

塩分濃

度 
海水 

川崎 浩司

他 
2008 

東海豪雨時における伊勢湾海域の海水交換と土砂輸送に関

する粒子追跡解析 
海岸工学論文集 土木学会 

31 
和

歌山 
地形 断層 溝上 恵他 1977 

和歌山市周辺地域の地震活動パターンの推移とその規則性--

地震発生空白域と潜在断層の存在にともなう地震とその発生予

測の問題点--(演旨) 

地震学会講演予稿集秋季大会 地震学会 

        岡田 篤正 1986 和歌山県高野口町田原における中央構造線の断層露頭 活断層研究 活断層研究会 
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        佃 栄吉他 1994 
和歌山市西方海域における中央構造線活断層系の音波探査

(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
岡田 篤正

他 
1997 

中央構造線活断層系根来断層(和歌山市仁王谷地区)のトレン

チ調査(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        斉藤 勝他 1997 
和歌山市北部における低位段丘堆積物中の姶良 Tn 火山灰と

根来断層の平均変位速度 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
水野 清秀

他 
1998 和歌山平野伏在活断層のボーリング調査(補備調査) 

地質調査所速報_ 活断層.古地震研

究調査概要報告書(平成 9 年度) 
地質調査所 

        
岡田 篤正

他 
1999 

中央構造線活断層系根来断層の柱状と最新活動－－和歌山

市今滝(仁王谷)でのトレンチ調査－－ 
活断層研究 活断層研究会 

        
岡田 篤正

他 
1999 

和歌山平野北東部における中央構造線断層帯の活動履歴(ポ

スターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        新見 健他 1999 
和歌山沖中央構造線海底活断層の分布形態と活動履歴(ポス

ターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
万木 純一

郎他 
2001 

和歌山県北西部_根来断層（中央構造線活断層系）の地中レー

ダイメージ（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
松本 孝之

(2008) 
2008 

和歌山県橋本市の工事現場に出現した中央構造線菖蒲谷断

層の露頭 
応用地質 日本応用地質学会 

        
大橋 和也

他 
2014 

和歌山県の斜面防災--本宮断層付近における地すべり対策

について-- 
斜面防災技術 斜面防災対策技術協会 

31 
和

歌山 
地形 断層 

岩田 知孝

他 
2015 

和歌山県岩出市紀泉台における中央構造線断層帯の反射法

地震探査(S10-P10)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2015 
日本地震学会 

      段丘 
山 田  純

(1968) 
1968 和歌山県本宮町周縁の熊野川の河岸段丘について（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        斉藤 勝他 1997 
和歌山市北部における低位段丘堆積物中の姶良 Tn 火山灰と

根来断層の平均変位速度 
第四紀研究 日本第四紀学会 
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      火山 
加藤 愛太

郎他 
2007 

非火山性群発地震活動は火山の始まりか？--和歌山県有田

郡地域の例--(B11-06)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
潮崎 翔一

他 
2012 

和歌山県四万十帯サラシ首層の層序と構造--泥火山の可能

性--(R10-P-10)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 119 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      褶曲 
坂  幸 恭

(1969) 
1969 

和歌山県清水町地域の外和泉層群（二川層）の褶曲構造（演

旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
竹末 勘人

他 
2015 

和歌山県に分布する四万十帯のメランジュ形成から褶曲作用

(R13-P-8)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 122 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    地質 表層 
松波 孝治

他 
1998 

和歌山群発地震域における地震アレー観測－－震源_伝播経

路_表層地質の影響の分離－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
松波 孝治

他 
1998 

和歌山群発地震地域における強震動アレー観測(1)－－地震

波に及ぼす震源_伝播経路_表層地質の影響の分離－－ 
京都大学防災研究所年報 京都大学防災研究所 

        
木下 篤彦

他 
2015 

和歌山県での表層崩壊・深層崩壊の観測--大規模土砂災害

に挑む-- 
砂防学会誌！新砂防 砂防学会 

      岩盤 林 育史他 2002 
和歌山県南東部_泥岩質地域における河川栄力と岩盤河床形

態（ポスターセッション）（演旨） 
地形 日本地形学連合 

        
水野 恵司

他 
2005 

和歌山県南東部_泥質岩地域における河川営力と岩盤河床形

態 
大阪教育大学地理学報 大阪教育大学地理学教室 

        
西山 賢一

他 
2005 

和歌山県古座川地域の凝灰岩急崖に発達するタフォニの選択

的成長と岩盤崩落（Y057-004）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

      母岩 
兼平 慶一

郎 
1955 

和歌山県飯盛鉱山の地質と鉱床--特に鉱体と母岩の構造岩

石学的性質について-- 
鉱山地質 日本鉱山地質学会 

31 
和

歌山 
地質 母岩 

濡木 輝一

他 
1967 和歌山県飯盛鉱床母岩の岩石学的特徴（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

      火山岩 
三宅 康幸

(1977) 
1977 和歌山県大島の火山岩類(演旨) 

日本地質学会第 84 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 
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        佐藤 隆春 1985 大阪周辺から和歌山市東方に分布する新第三紀火山岩類 地団研専報_ 瀬戸内区の特性 地学団体研究会 

      露頭 岡田 篤正 1986 和歌山県高野口町田原における中央構造線の断層露頭 活断層研究 活断層研究会 

        
松本 孝之

(2008) 
2008 

和歌山県橋本市の工事現場に出現した中央構造線菖蒲谷断

層の露頭 
応用地質 日本応用地質学会 

    
調査手

法 

深層ボ

ーリング 

水野 清秀

他 
1997 

和歌山平野根来地区深層ボーリング調査による平野地下の地

質(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
水野 清秀

他 
1999 

和歌山平野根来地区深層ボーリング調査から明らかになった

平野地下の地質 
地質学雑誌 日本地質学会 

      
音波探

査 
佃 栄吉他 1994 

和歌山市西方海域における中央構造線活断層系の音波探査

(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    地下水 流動 
伝法谷 宣

洋他 
1993 

和歌山県本宮地域の高温泉の生成機構－－西南日本外帯中

の局所的熱水流動系の熱構造－－(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

      温泉 
伊東 祐一

他 
1955 和歌山県湯の花温泉について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
吉 野  実

(1969) 
1969 和歌山県の地質と温泉 温泉工学会誌 温泉工学会 

        高橋 保他 1978 
温泉の地球化学的研究 第 15 報--和歌山県勝浦_ 湯川温泉

-- 
温泉科学 日本温泉科学会  

        
伝法谷 宣

洋他 
1993 

和歌山県本宮地域の高温泉の生成機構－－西南日本外帯中

の局所的熱水流動系の熱構造－－(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
中村 雅胤

(2001) 
2001 和歌山県の温泉 温泉科学 日本温泉科学会 

        
平野 富雄

(2003) 
2003 

やさしい温泉化学--全国温泉巡りの旅(五十四) 和歌山県・白

浜温泉(十二) コガノイベイホテルの大浴場の温泉-- 
温泉 日本温泉協会 
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31 
和

歌山 
地下水 温泉 佐藤 努他 2004 

1944 年東南海地震と 1946 年南海地震に伴う和歌山県本宮町

の温泉の変化(P034)(ポスターセッション)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
平野 富雄

(2005) 
2005 

全国温泉巡りの旅(六十七)--和歌山県・白浜温泉(二十五)塩

水温泉-- 
温泉 日本温泉協会 

        

産 業 技 術

総 合 研 究 所

他 

2005 
1944 年東南海地震と 1946 年南海地震に伴う和歌山県湯峯温

泉の変化について 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
小泉 尚嗣

他 
2005 

1946 年南海地震の時の愛媛県道後温泉と和歌山県湯峯温泉

の変化について(演旨) 
歴史地震 歴史地震研究会 

        
村岡 洋文

(2007) 
2007 

中新世貫入岩体を熱水貯留層としてみた和歌山県本宮温泉の

成因(B01)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
村岡 洋文

(2008) 
2008 

和歌山県本宮温泉地域の中新世貫入岩類の K-Ar 年代と化学

組成 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
村岡 洋文

他 
2014 

熱水導管としての岩脈および岩床--和歌山県川湯温泉の湧出

位置の必然性について--（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2014 
日本地熱学会 

32 
大

阪 
地形 地表 

中川 康一

他 
1975 大阪盆地の地表熱流量（演旨） 地震学会講演予稿集 1975 地震学会 

        
小池 克明

他 
1990 

ボーリングデータベースを用いた大阪・京都・亀岡盆地表層堆

積物の層相解析 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
上村 剛史

他 
2004 

都市化・温暖化による地表面温度上昇と地下水流動が地下熱

環境に与える影響-東京・大阪・名古屋の比較-(T032-001)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
中内 啓雅

(2007) 
2007 大阪ガスの埋設管探査用地表走査型 GPR(Q227-003)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
橋 本  学

(2014) 
2014 

ALOS/PALSAR 画像から検出した京都－大阪地域の地表面変

動 

東濃地震科学研究所報告！地殻活

動研究委員会報告書(平成 25 年度) 
地震予知総合研究振興会 
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      隆起 
西垣 好彦

(1981) 
1981 

泉州地域の地盤沈下に関する総合的検討 10.地盤の隆起に

ついて 参考 大阪市近辺の地盤隆起について 

泉州地域の洪積層における地盤沈

下に関する調査研究 
土質工学会関西支部受託研究委員会他 

      沈降 
谷本 照巳

他 
1994 大阪湾と江田内湾における懸濁粒子の沈降速度 海の研究 日本海洋学会 

      断層 
赤塚 久兵

衛 
1951 大阪府茨木市北方に見られる新らしい逆断層及び礫層 地球科学 民主主義科学者協会地学団体研究部会 

32 
大

阪 
地形 断層 

柴山 元彦

他 
1982 

大阪地下地盤構造の研究（その5）--大阪平野を横断する活断

層“豊中?柏原断層”（新称）について-- 

大阪教育大学紀要 第 3 部門 自然

科学 
大阪教育大学 

        田中 茂他 1983 大阪層群中の断層に起因する切土ノリ面の破壊について 建設工学研究所報告   

        
西垣 好彦

他 
1988 大阪層群に見られる断層の一形態とその崩壊(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

        谷口 宏充 1990 
田尻峠断層－－大阪の地形_地質の発達と逆断層の役割り－

－ 
大阪と科学教育 大阪府科学教育センター研修第一部 

        
柴山 元彦

他 
1990 

放射能探査法による上町断層の研究－－大阪地下地盤構造

の研究(その 6)－－ 

大阪教育大学紀要_第 3 部門_自然科

学 
大阪教育大学 

        木谷 幹一 1991 大阪平野東北部の活断層(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
柴山 元彦

他 
1991 

放射能探査法による上町台地東縁部の断層群についての研

究－大阪地下地盤構造の研究(その 7)－ 

大阪教育大学紀要_第 3 部門_自然科

学 
大阪教育大学 

        
柴山 元彦

他 
1991 

放射能探査法による上町台地北縁部の断層群についての研

究－－大阪地下地盤構造の研究(その 8)－－ 

大阪教育大学紀要_第 3 部門_自然科

学 
大阪教育大学 

        
柴山 元彦

他 
1993 

放射能探査結果から見た淀川沿岸部の断層群－－大阪地下

地盤構造の研究(その 9)－－ 

大阪教育大学紀要_第 3 部門_自然科

学 
大阪教育大学 

        藤田 崇他 1994 
大阪平野東縁部の地質構造－－とくに生駒断層について－－

(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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中川 康一

他 
1994 生駒断層(大阪平野東縁)北部の反射法地震探査 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
落合 清茂

他 
1994 空中写真でみる大阪の地形－－1.断層地形－－ 大阪と科学教育 大阪府教育センタｰ 

        岩渕 洋他 1995 大阪湾の活断層 地球_号外 海洋出版 

        
柴山 元彦

他 
1995 

豊中－柏原断層の放射能探査－－大阪地下構造の研究(その

10) 

大阪教育大学紀要_第 3 部門(自然科

学・応用科学) 
大阪教育大学 

        岩渕 洋他 1995 大阪湾西部の活断層 海洋調査技術 海洋調査技術学会 

        
海 上 保 安

庁水路部 
1995 大阪湾西部の断層分布 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        林 愛明他 1995 
野島地震断層沿いの大阪層群中に発生した液状化現象とそ

の発生機構 
環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

32 
大

阪 
地形 断層 

貴治 康夫

他 
1995 

活断層の起源を考える－－大阪東北部交野断層と苦鉄質岩

脈群－－ 
地質ニュース 実業公報社 

        
荒木 龍介

他 
1996 

神戸沖にみられる大阪湾断層の完新世における累積変位につ

いて(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
入倉 孝次

郎他 
1996 

想定断層に対する強震動の予測方法－－大阪府を例として－

－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
杉山 雄一

他 
1996 

反射法弾性波探査による大阪・上町断層の南方延長の追跡と

上町断層系の評価(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
杉山 雄一

他 
1996 首都圏・大阪圏の伏在活断層調査 環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        
杉山 雄一

他 
1996 

平成 7 年度活断層調査研究報告 No.19 大阪平野南部_大和

川における上町断層南方延長部の反射法弾性波探査(平 7 補

正・全国活断層危険度評価のための FS 調査(2)平野部伏在活断

層 FS) 

地質調査所研究資料集 地質調査所 
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        田居 優他 1996 大阪府下上町断層に対する強震動予測(演旨) 日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        藤田 久他 1997 
生駒西麓(東大阪市)産の縄文土器の胎土材料－－断層内物

質の可能性－－ 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        岩渕 洋他 1997 大阪湾の基盤構造と大阪湾断層(演旨) 
地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        松岡 裕美 1997 
河川を利用した都市域における活断層調査－－大阪 淀川_神

埼川の調査結果から－－ 
[平成 7 年度深田研究助成]研究報告 深田地質研究所 

        
杉山 雄一

他 
1997 大阪.上町断層の反射法弾性波探査 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        内山 一郎 1997 活断層調査と大阪府地域防災計画について(演旨) 
地学団体研究会総会シンポジウム要

旨集 
地学団体研究会 

        
北田 奈緒

子他 
1998 

大阪市街地における上町断層に沿う表層地質構造の再検討

(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
横倉 隆伸

他 
1998 

反射探査法結果から得られた大阪湾断層の過去 100 万年間の

活動度(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

32 
大

阪 
地形 断層 

地 質 調 査

所他 
1999 大阪府.上町断層系住之江撓曲の活動履歴調査 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        宮地 良典 1999 [大阪東南部]地域の河川と断層 地質ニュース 実業公報社 

        横倉 隆伸 1999 
反射法探査結果から得られた大阪湾断層の過去 100 万年間の

活動度(その 2)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        
楠本 成寿

他 
1999 

横ずれ断層端での 2 次断層発達経路の簡単な推定法と大阪

湾周辺の断層分布の解釈(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        岩淵 洋 1999 内湾の活断層－－大阪湾と伊勢湾－－(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
尾崎 正紀

他 
1999 

奈良盆地北部に分布する大阪層群の堆積盆地の変遷と断層

運動(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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数 
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楠本 成寿

他 
2000 

横ずれ断層端での 2 次断層発達とテクトニクス－－大阪湾周辺

の断層分布の一解釈－－ 

地球 _号外 _ 活断層と古地震－－

1999 年合同学会の発表を中心に－－ 
海洋出版 

        横倉 隆伸 2000 大阪湾断層－－海底下にひそむ活断層－－ 科学 岩波書店 

        七山 太他 2000 大阪湾断層及び和田岬断層の完新世活動性調査 

活断層.古地震研究調査概要報告書

( 平 成 11 年 度 )_ 地 質 調 査 所 速 報 

no.EQ/00/2 

地質調査所 

        
木下 博久

他 
2000 

神戸沖_大阪湾断層および和田岬断層の完新世における活動

履歴調査(Sl-P010)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        寒川 旭 2000 
大阪の活断層と地震考古学－－21 世紀の大地震を考える－

－(演旨) 

工業技術院研究所関西地区講演会

講演要旨集_新法人.関西拠点における

今後の展開－－人間.生活環境科学_

電子.光技術と計量_地質の取り組みか

ら－－(平成 12 年度) 

工業技術院他 

        七山 太他 2000 
大阪湾断層及び和田岬断層の完新世活動度調査(P084)(ポス

ターセッション)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
内山 美恵

子他 
2001 大阪平野中央部_上町断層の変位速度と基盤ブロックの運動 地質学雑誌 日本地質学会 

32 
大

阪 
地形 断層 七山 太他 2001 

大阪平野西部_上町断層系住之江撓曲の活動度評価とこれに

基づく過去 1 万年間の海水準変動 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
北田 奈緒

子他 
2001 

海上保安庁水路部コア OB-1 および OB-2 の層序対比とそれ

に基づく大阪湾断層の活動性評価 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
杉山 雄一

他 
2001 大阪市内における上町断層の S 波反射法地震探査 活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
宮川 ちひ

ろ他 
2001 

大阪湾断層ボーリング中の阿多火山灰層の発見と後期更新世

の堆積環境（Qm-P004）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 
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竹村 恵二

他 
2001 

初磁化率測定に基づく大阪湾断層ボーリングコア試料の対比

（Qm-P002）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
楠本 成寿

他 
2001 

右横ずれ左雁行断層端での盆地形成のメカニズムと大阪湾周

辺のテクトニクス 
地学雑誌 東京地学協会 

        
宇佐美 光

宣(2002) 
2002 深部構造探査記録から推定される大阪湾断層の分布 活断層研究 活断層研究会 

        
宮地 良典

他 
2002 

大阪東北部図幅で解る生駒断層が分断した大阪平野と奈良盆

地 
地質ニュース 実業公報社 

        
関口 春子

他 
2002 

大阪平野における地震動予測の試み（2）--上町断層系と生駒

断層系--（A32）（演旨） 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
堀川 晴央

(2003) 
2003 

断層による不連続構造を考慮した大阪堆積盆地の 3 次元地盤

構造モデル(演旨） 
AFRC News 産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
堀川 晴央

他 
2003 

断層による不連続構造を考慮した大阪堆積盆地の 3 次元地盤

構造モデル 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
石山 達也

(2003) 
2003 

大阪平野下に伏在する上町および生駒断層帯の地質学的断

層?褶曲モデル 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        長 郁夫他 2003 

断層モデル等の構築 3.8 強震動予測高精度化のための震源

モデル_堆積盆地構造モデルの構築に関する研究 3.8.3 表層地

質とサイト特性に関する研究 （2-4）堆積盆地の理論と実際のサイ

ト増幅特性評価--大阪堆積盆地の場合-- 

大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト 1 強震動(強い揺れ)の予測「大都市

圏地殻構造調査研究」(平成 14 年度)成

果報告書 

文部科学省研究開発局他 

32 
大

阪 
地形 断層 

堀川 晴央

他 
2003 

断層による不連続構造を考慮した大阪堆積盆地の 3 次元地盤

構造モデル(P064)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2003 
日本地震学会 

        
石山 達也

他 
2003 

大阪平野下に伏在する上町・生駒断層帯の地下構造（S053-

005）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

        
岩田 知孝

他 
2004 

研究報告 3.3 断層モデル等の構築 3.3.8 強震動予測高精

度化のための震源モデル_堆積盆地構造モデルの構築に関する

大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト 1 地震動(強い揺れ)の予測｢大都市圏
文部科学省研究開発局他 
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研究 3.3.8.3 表層地質とサイト特性に関する研究 (2)平成 15 年

度の成果 (2-1)地盤構造モデルに基づく理論的サイト増幅特性

の評価--大阪堆積盆地を対象とした検討-- 

地殻構造調査研究｣(平成 15 年度)成果

報告書！科学技術振興費主要 5 分野

の研究開発委託事業 新世紀重点研究

創世プラン??リサーチ・レボリューショ

ン・2002?? 

        
石山 達也

他 
2004 大阪湾断層帯の地質学的断層?褶曲モデル 活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
加瀬 祐子

他 
2004 

大阪堆積盆地における地震動予測地図--上町断層系での地

震--(ポスターセッション)(演旨) 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
石山 達也

(2004) 
2004 

大阪平野下に伏在する上町および生駒断層帯の地質学的断

層?褶曲モデル(ポスターセッション)(演旨) 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
寒 川  旭

(2004) 
2004 大阪平野における活断層の活動履歴と地震考古学(演旨） 地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
鈴木 貞臣

他 
2004 死者 4 万人のイラン・バム地震から_大阪上町断層を想う なゐふる！日本地震学会広報紙 日本地震学会 

        
関口 春子

他 
2004 

大阪堆積盆地における地震動予測地図--上町断層系地震・

南海地震の暫定版--(B040)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
岩田 知孝

他 
2005 

研究報告 3.3 断層モデル等の構築 3.3.13 強震動予測高

精度化のための震源モデル_堆積盆地構造モデルの構築に関す

る研究 3.3.13.3 短周期強震動のスケーリングに関する研究 (2)

平成 16 年度の成果 (2-5)広帯域強震動評価のための堆積層地

盤モデルとその高度化--大阪堆積盆地を対象とした検討-- 

大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト 1 地震動(強い揺れ)の予測｢大都市圏

地殻構造調査研究｣(平成 16 年度)成果

報告書 

文部科学省研究開発局他 

32 
大

阪 
地形 断層 

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 大阪湾断層帯の長期評価について 主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 
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地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 大阪湾断層帯の長期評価について(平成 17 年 1 月 12 日公表) 
地震調査委員会報告集??2004 年 1

月?12 月??(第 2 分冊) 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 大阪湾断層帯長期評価について サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        
宮田 隆夫

他 
2005 

地中レーダで神戸市街地の伏在活断層をさぐる--五助橋断層

帯と大阪湾断層帯との関係について--(O-203)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
佐藤 比呂

志他 
2005 

大阪?鈴鹿測線地殻構造探査に基づく活断層の深部形状につ

いて(B023)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
岩崎 好規

(2006) 
2006 大阪平野のライフラインの上町断層系による地震被害(演旨) 

情報地質！第 17 回日本情報地質学

会講演会講演要旨集 
日本情報地質学会 

        
宮田 隆夫

他 
2006 

神戸市東灘区十二間道路下の伏在断層の GPR 探査(予報)--

六甲山地の活断層と大阪湾の活断層との関係-- 

神戸大学都市安全研究センター研

究報告 
神戸大学都市安全研究センター 

        
福住 哲哉

他 
2006 

逆断層を考慮した重力解析による大阪堆積盆地の地下構造モ

デル(S116-P010)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
井上 直人

他 
2006 

大阪盆地における 2 次元地下構造--SA インバージョンによる

逆断層解析の試み--(P150)(ポスター セッション)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
岩田 知孝

他 
2007 

研究報告 3.4 断層モデル等の構築(近畿圏) 3.4.4 強震動

予測のためのモデルの高精度化に関する研究 3.4.4.2 近畿圏

における地下構造モデルの構築に関する研究 

大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト 1 地震動(強い揺れ)の予測｢大都市圏

地殻構造調査研究｣ 

文部科学省研究開発局他 

32 
大

阪 
地形 断層 

横山 俊治

(2007) 
2007 

山地?平地境界逆断層の断層運動と地すべり変動--近畿地方

の大阪平野周辺地域の例-- 
日本地すべり学会誌 日本地すべり学会 
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加藤 茂弘

他 
2007 瀬戸内海とその周辺の活断層：大阪湾に焦点をあてて(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
山田 浩二

他 
2007 

大阪平野における近地断層を想定した地震動特性の違い

(S145-P011)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
宮田 隆夫

他 
2007 

神戸・芦屋間の市街下における伏在断層の GPR 探査--六甲

山地の活断層と大阪湾の活断層との関係-- 

神戸大学都市安全研究センター研

究報告 
神戸大学都市安全研究センター 

        中田 高他 2008 都市圏活断層図「大阪東南部」第 2 版 
都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D・1?No.502 
国土地理院 

        
加藤 茂弘

他 
2008 

大阪湾と六甲山_淡路島周辺の活断層と第四紀における大阪・

播磨灘堆積盆地の形成過程 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        中田 高他 2009 都市圏活断層図「大阪東北部」第 2 版 
都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D・1-No.524 
国土地理院 

        
佐野 正人

(2009) 
2009 大阪盆地の地下構造から上町断層を考える--その 1-- 

近畿地方のネオテクトニクスと活断層

--断層研究資料センター記念誌-- 
断層研究資料センター 

        
中川 康一

(2009) 
2009 大阪盆地の地下構造からみた上町断層--その 2-- 

近畿地方のネオテクトニクスと活断層

--断層研究資料センター記念誌-- 
断層研究資料センター 

        
芝原 暁彦

他 
2009 

神戸-西大阪周辺地域における断層系及び高温地下水異常

帯の三次元的解析(H129-P008)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
益田 晴恵

他 
2010 大阪府北河内地区の水銀検出井戸と断層との関係（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
芝原 暁彦

他 
2010 

GIS_地下水データおよび反射法地震探査データを用いた神戸

-西大阪周辺地域における断層系及び高温地下水異常帯の三次

元的解析(AHW016-P08)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
三好 達明

(2010) 
2010 

車窓から見る地形・地質 亀の瀬地すべりと大和川断層--奈良

県王寺町～大阪府柏原市 JR 関西本線（王寺～柏原間）-- 
地質と調査 土木春秋社 
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井上 直人

他 
2012 

重力異常からみた上町断層および大阪盆地の構造 (S1-O-

4)(演旨) 

日本地質学会第 119 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

32 
大

阪 
地形 断層 

岡田 篤正

(2012) 
2012 

活構造からみた大阪堆積盆地における上町断層帯の性格(S1-

O-2)(演旨) 

日本地質学会第 119 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
井上 直人

他 
2013 

Dislocation モデルによる上町断層と大阪盆地縁辺断層により

形成される基盤構造(SSS32-P22)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        
吉田 邦一

他 
2013 

大阪平野における CCA 微動探査と PS 検層・浅層地盤構造モ

デルの比較--大阪湾－上町断層－生駒山地測線-- 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
中条 武司

他 
2013 

上町断層によって撓曲した大阪層群の貴重な露頭が消失の危

機に  
日本地質学会 News 日本地質学会 

        
竹村 恵二

他 
2013 

大阪市内を中心とした平野部における上町断層の長期評価に

ついて(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
杉山 雄一

他 
2015 

大阪湾岸の東西性正断層「高石断層」と深部流体の貫入モデ

ル 
GSJ 地質ニュース 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

      段丘 市原 實他 1962 
大阪附近の沖積層・段丘堆積層から産出した泥炭・木材の絶

対年代 
地球科学 地学団体研究会 

        
岡  義 記

(1967) 
1967 大阪平野の段丘面の考察（演旨） 地理学評論 日本地理学会 

        
古谷 正和

(1974) 
1974 大阪の中・低位段丘層とその相当層 第四紀 第四紀総合研究会 

        
中川 要之

助他 
1976 大阪北摂山地南麓の段丘と第四紀地殻変動について（演旨） 

日本地質学会第 83 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        市原 実 1983 
大阪層群の研究における現在の問題点－－いわゆる“芝の不

整合”の問題_及び大阪層群と高位段丘層の関係について－－ 
地学団体研究会専報   

        
石田 志朗

他 
1987 

信太山台地におけるボーリングによる大阪層群最上部と高位

段丘堆積物の研究(演旨) 
日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 
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発行年

数 
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吉川 周作

他 
1992 大阪平野の中位段丘層と火山灰層 第四紀 第四紀総合研究会 

        小倉 博之 1996 

大阪府堺市_大和川南岸に露出した後期更新世の広域テフラ

－－段丘堆積層と鬼界葛原テフラ_阿蘇 4 テフラ_姶良 Tn テフラ

－－ 

第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

32 
大

阪 
地形 段丘 

佐藤 隆春

他 
1996 

広域火山灰 (K-Tz) をはさむ段丘構成層の堆積相－－大阪

府河内長野の中位段丘－－(演旨) 

日本地質学会第 103 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        銭 祥富他 1998 大阪南部に分布する段丘層の層序と編年(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        銭 祥富 1999 大阪平野南部_石川流域に分布する段丘層の層序と編年 第四紀 第四紀総合研究会 

        銭 祥富 1999 
大阪平野南部の高位段丘堆積層について(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
田中 真吾

(2007) 
2007 

大阪層群と段丘地形：西摂・東播磨の多段の段丘地形が意味

すること(演旨) 
地形 日本地形学連合 

        
田中 真吾

(2008) 
2008 

大阪層群と段丘地形；西摂津・東播磨の多段の段丘地形が意

味すること 
地形 日本地形学連合 

        
伊藤 有加

他 
2012 

海退期の段丘形成と海進期の波食による地形変化--大阪湾

北部の上部更新統～完新統の解析--（演旨） 
堆積学研究 日本堆積学会 

      火山 
横山 卓雄

他 
1967 

大阪層群にはさまれるアズキ火山灰層について--近畿地方の

新期新生代層の研究_その 8-- 
同志社大学理工学研究報告 同志社大学理工学研究所 

        
西 村  進

(1968) 
1968 

Fission track 法による大阪層群の二火山灰層の年令決定につ

いて 
考古学と自然科学 東村 武信（京都大学原子炉実験所） 

        
西 村  進

(1969) 
1969 Fission track 法による大阪層群の火山灰層の年代決定(1) 

大阪層群総研連絡紙 No.4！文部省

科学研究費総合研究_[大阪層群および

その相当層] 

大阪層群総研事務局（京都大学理学部地質

学鉱物学教室内） 
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数 
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前中 一晃

(1969) 
1969 大阪層群火山灰層の強磁性鉱物について 

大阪層群総研連絡紙 No.4！文部省

科学研究費総合研究_[大阪層群および

その相当層] 

大阪層群総研事務局（京都大学理学部地質

学鉱物学教室内） 

        
中西 昭弘

他 
1969 大阪層群のイエロー火山灰層層準の海成相について 

大阪層群総研連絡紙 No.4！文部省

科学研究費総合研究_[大阪層群および

その相当層] 

大阪層群総研事務局（京都大学理学部地質

学鉱物学教室内） 

        
横山 卓雄

他 
1969 

鍵層としての火山灰層_とくに大阪層群の火山灰について--近

畿地方の新期新生代層の研究_その 13-- 
同志社大学理工学研究報告 同志社大学理工学研究所 

32 
大

阪 
地形 火山 

楠木 幹浩

他 
1969 大阪層群中の火山灰層について（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
中西 昭弘

他 
1969 

大阪層群のイエロー火山灰層準における海成相とケイソウ群集

--近畿地方の新期新生代層の研究 その 18-- 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
前中 一光

他 
1970 大阪層群火山灰層中の強磁性鉱物(演旨) 

日本地球電気磁気学会講演会講演

予稿集 
日本地球電気磁気学会 

        西村 進他 1970 
Fission-Track 法による大阪層群とその相当層中の火山灰の年

代測定 
地球科学 地学団体研究会 

        
中西 昭弘

他 
1970 大阪層群のイエロー火山灰層準の海成相（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
横山 卓雄

他 
1971 

大阪層群・古琵琶湖層群の火山灰に含まれる強磁性鉱物（予

報） 
第四紀 第四紀総合研究事務局 

        
鳥居 雅之

(1974) 
1974 大阪層群中の水成火山灰層の古地磁気(演旨) 

日本地球電気磁気学会講演会講演

予稿集 
日本地球電気磁気学会 

        
西田 潤一

他 
1975 

大阪層群深草火山灰?アズキ火山灰間の堆積物の古地磁気

(演旨) 

日本地球電気磁気学会講演会講演

予稿集 
日本地球電気磁気学会 

        
吉川 周作

(1976) 
1976 大阪層群の火山灰層について(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
吉川 周作

(1976) 
1976 大阪層群の火山灰層について 地質学雑誌 日本地質学会 

        市原 実他 1978 大阪層群の火山灰層に含まれるグラスの化学組成 
日本の新生代地質--池辺展生教授

記念論文集-- 
池辺展生教授退官記念事業会他 

        
吉川 周作

(1978) 
1978 大阪層群火山灰層中の火山ガラスの化学組成について 地質学雑誌 日本地質学会 

        
三辻 利一

他 
1979 火山灰のケイ光 X 線分析（第 1 報）--大阪層群の火山灰（1）-- 奈良教育大学紀要（自然科学） 奈良教育大学 

        
横山 卓雄

(1979) 
1979 

大阪層群グレー火山灰層のフィッション・トラック年代について

の再検討 
九十九地学 京都大学教養部地学教室 

        
吉川 周作

(1980) 
1980 

更新世・完新世の堆積物に含まれる火山ガラスの研究--大阪

盆地を例として--(演旨) 

日本地質学会第 87 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

32 
大

阪 
地形 火山 

吉川 周作

(1981) 
1981 大阪層群.古琵琶湖層群の火山灰層 

地学団体研究会総会シンポジウム資

料集 
地学団体研究会 

        
吉川 周作

(1981) 
1981 

堆積物中の火山ガラスの研究--大阪平野の更新?完新統につ

いて-- 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        吉川 周作 1983 大阪層群と古琵琶湖層群の火山灰層の対比 地学団体研究会専報   

        
横山 卓雄

他 
1984 

大阪府南部地域の第四系.第三系中の火山灰層のフィッション.

トラック年代 
地質学雑誌   

        
吉川 周作

他 
1985 放射化分析による大阪層群.古琵琶湖層群の火山灰の同定 地球科学   

        佐藤 隆春 1987 大阪層群下部より発見された火山豆石(演旨) 日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        
竹村 恵二

他 
1987 

千里山丘陵東端部におけるボーリング試料の岩相・火山灰と大

阪層群の層序(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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題名 資料名 発行所 

        山下 透他 1987 
大阪府千里山丘陵東端部における定方位ボーリング・サンプ

ルに含まれる火山噴出物(演旨) 
日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        西田 史朗 1988 化学組成からみた大阪層群の特徴ある火山灰層(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        横山 卓雄 1988 
関西新空港ボーリング中の火山灰同定と陸上の大阪層群の対

比結果からみた大阪層群の層序の再検討と国際対比(演旨) 

日本地質学会第 95 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
大四 雅弘

他 
1989 大阪層群火山灰層中のジルコン形状分類(演旨) 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集_ 日本鉱山地質学会・日本岩石鉱物

鉱床学会・日本鉱物学会連合学術講

演会講演要旨集 

日本鉱山地質学会他 

        
吉川 清志

他 
1989 

大阪・古琵琶湖層群に含まれる火山灰層の化学組成の特徴と

対比(演旨) 

日本地質学会第 96 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        豊田 新他 1989 
ESR(電子スピン共鳴)分光法による大阪層火山灰の年代測定

(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        横山 卓雄 1989 
大阪府泉佐野市沖の海底ボーリング・コアの残留磁気測定お

よび火山灰分析結果から知られる更新統の層序と年代 
地質学雑誌 日本地質学会 

32 
大

阪 
地形 火山 

吉川 清志

他 
1990 

東海層群に挟まれた火山灰層の化学組成の特徴と大阪・古琵

琶湖層群との対比(演旨) 

日本地質学会第 97 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
小倉 博之

他 
1990 大阪府松尾丘陵北部の大阪層群火山灰層(演旨) 

日本地質学会第 97 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        豊田 新他 1990 
火山噴出物中の石英を用いた ESR(電子スピン共鳴)年代測定

－E′中心を用いた大阪層群火山灰の年代測定－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会日

本火山学会固有セッション講演予稿集 
日本火山学会 

        西田 史朗 1991 
火山ガラス化学組成の層内垂直変化－－大阪層群ビンク・ア

ズキ火山灰層を例にして－－ 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
小倉 博之

他 
1991 大阪湾岸部の中・上部更新統火山灰層序(その 1)(演旨) 

日本地質学会第 98 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 
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小倉 博之

他 
1991 

大阪府堺市_上町台地南部の上部更新統(その 1)火山灰及び

14C 年代(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
吉川 周作

他 
1991 大阪湾岸部の中・上部更新統火山灰層序(その 2)(演旨) 

日本地質学会第 98 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        檀原 徹他 1992 
大阪層群のピンク火山灰と中部九州の耶馬渓火砕流堆積物と

の対比(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
鎌田 浩毅

他 
1992 

中部九州の今市火砕流堆積物の給源カルデラの推定_及び大

阪層群アズキ火山灰と今市火砕流堆積物との対比(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
三田村 宗

樹他 
1992 

大阪平野西大阪地域の沖積層の 14C 年代と含有火山ガラスに

ついて 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

        
吉川 周作

他 
1992 大阪平野の中位段丘層と火山灰層 第四紀 第四紀総合研究会 

        林田 明他 1993 
中部九州の火砕流堆積物と大阪層群の火山灰層の対比につ

いての古地磁気学的研究(演旨) 

地球惑星科学関連学会 1993 年合同

大会予稿集 
地震学会他 

        
鎌田 浩毅

他 
1993 

Co－ignimbrite ash と co－plinian ash とで構成される広域火山

灰－－大阪層群アズキ火山灰と上総層群 Ku6C 火山灰の例－－

(演旨) 

日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
中山 勝博

他 
1993 奈良丘陵の大阪層群の火山灰層 地球科学 地学団体研究会 

32 
大

阪 
地形 火山 西田 史朗 1993 

火山ガラスの組成からみた大阪層群－－ピンク_アズキ火山灰

層の起源(演旨) 

日本地質学会第 100 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        田中 嘉之 1993 
大阪層群の堆積環境復元－－大阪府岸和田市南方域の福田

火山灰層層準－－ 
堆積学研究会報 堆積学研究会 

        
富田 裕子

他 
1993 

大阪ピンク火山灰と新潟地域の小木(Og)火山灰との対比(演

旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 
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吉川 周作

他 
1993 大阪平野地下の中・上部更新統火山灰層序 地質学雑誌 日本地質学会 

        檀原 徹他 1993 
国内標準年代試料候補 OGPK(大阪層群ピンク火山灰)と耶馬

渓火砕流堆積物との対比および予察的年代 
フィッション.トラックニュースレター 日本フィッション.トラック研究会 

        
鎌田 浩毅

他 
1994 

広域火山灰の供給源決定上の問題点－－大阪層群小豆火山

灰と中部九州の今市火砕流堆積物の例－－(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
鎌田 浩毅

他 
1994 

大阪層群アズキ火山灰および上総層群 Ku6C 火山灰と中部九

州の今市火砕流堆積物との対比－－猪牟田カルデラから噴出し

た co－ignimbrite ash－－ 

地質学雑誌 日本地質学会 

        
西田 史朗

他 
1994 

大阪湾と周辺部コアにみられる興味ある二三の更新世火山灰

層(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
富田 裕子

他 
1994 大阪ピンク火山灰と新潟地域の小木火山灰との対比 地球科学 地学団体研究会 

        
吉川 周作

他 
1994 

大阪層群の福田火山灰層と魚沼層群の辻又川火山灰層の対

比 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
吉川 周作

他 
1994 大阪層群福田火山灰層の層相変化について(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        檀原 徹他 1994 

国内年代標準試料候補 OGPK(大阪層群ピンク火山灰)に関す

る年代.対比追加データ(その 4)－－給源となる耶馬渓火砕流堆

積物の FT 年代値など－－ 

フィッション.トラックニュースレター 日本フィッション.トラック研究会 

        
鎌田 浩毅

他 
1994 

中部九州の今市火砕流.大阪層群アズキ火山灰.上総層群

Ku6C 火山灰中に見られるマグマの混合と猪牟田カルデラからの

飛来距離による構成物の変化 

フィッション.トラックニュースレター 日本フィッション.トラック研究会 

32 
大

阪 
地形 火山 

鎌田 浩毅

他 
1995 

九州－大阪－房総にわたる広域火山灰の対比－－中部九州

の今市火砕流堆積物・大阪層群アズキ火山灰・上総層群 KuGC

火山灰の例－－ 

名古屋大学加速器質量分析器業績

報告書(6) 
名古屋大学年代測定資料研究センター 
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西田 史朗

他 
1995 大阪層群アズキ火山灰層上下の関連する火山灰層(演旨) 

日本地質学会第 102 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
星住 英夫

他 
1996 

中部九州に分布する今市火砕流堆積物－－大阪層群アズキ

火山灰の給源火砕流－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
鎌田 浩毅

他 
1996 

中部九州に分布する耶馬渓火砕流堆積物－－大阪層群ピン

ク火山灰の給源火砕流－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        鎌田 浩毅 1996 
大阪層群アズキ火山灰の噴出源の決定－－九州_近畿_関東

にわたる広域テフラの対比－－ 
地質ニュース 実業公報社 

        水野 清秀 1996 
徳島県土柱の前期更新世広域テフラ_ 土柱火山灰層－－大

阪ピンク火山灰－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        水野 清秀 1996 大阪層群下部の代表的な広域テフラ_ ピンク火山灰 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        西田 史朗 1996 
中期更新世の後半以降のナンノ化石と火山灰の連結層序－－

大阪湾泉州沖を例として－－ 
地学雑誌 東京地学協会 

        
佐藤 隆春

他 
1996 

広域火山灰 (K-Tz) をはさむ段丘構成層の堆積相－－大阪

府河内長野の中位段丘－－(演旨) 

日本地質学会第 103 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        吉川 周作 1996 第三紀・第四紀境界層準を示す大阪層群福田火山灰層 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        檀原 徹他 1997 

フィッション.トラック年代からみた中部九州の耶馬渓火砕流堆

積物と大阪層群ピンク火山灰および上総層群 O7 火山灰の対比

(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        檀原 徹他 1997 
中部九州の耶馬渓火砕流堆積物と大阪層群ピンク火山灰のジ

ルコンのフィッション.トラック年代 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
森山 義博

他 
1997 ピンク火山灰層(大阪層群)の堆積相(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

32 
大

阪 
地形 火山 里口 保文 1997 

上総層群の火山灰層序及び上総.大阪.魚沼層群のテフロゾー

ンとの比較 
地球科学 地学団体研究会 
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吉川 周作

他 
1997 

大阪市天王寺区夕陽丘 600m ボーリングコアの岩相.火山灰層

序 
地質調査所月報 地質調査所 

        
荒井 良祐

他 
1998 

淡路島北西部野島周辺の大阪層群に挟在される火山灰層の

フィッション.トラック年代(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 105 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        森山 義博 1998 ピンク火山灰層準(大阪層群)の堆積環境と構造運動(演旨) 
地学団体研究会総会シンポジウム.ポ

スター要旨集 
地学団体研究会 

        
吉川 周作

他 
1998 大阪市津守.大手前.浜ボーリングコアの岩相.火山灰層序 地質学雑誌 日本地質学会 

        
富田 裕子

他 
1999 

中央日本における 2.7Ma 頃の広域火山灰層；土生滝 1(大阪層

群)－MT2(氷見層群)－Arg-2(西山層)火山灰層の対比 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
宮川  ちひ

ろ 
1999 

大阪平野.濃尾平野の中部更新統～完新統地質.火山灰層序

(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        吉川 周作 1999 
高精度年代決定における火山灰の役割－－大阪平野第四系

からの発信－－ 

地球_号外_ 高精度年代決定法とそ

の応用－－第四紀を中心として－－ 
海洋出版 

        
小倉 徹也

他 
2000 

大阪市長原遺跡における石刃を素材とするナイフ形石器の火

山灰層序学的検討(演旨) 

日本地質学会第 107 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
石井 陽子

(2001) 
2001 大阪平野深層ボーリング_OD-5 コアの火山灰層序（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
宮川 ちひ

ろ他 
2001 

大阪湾断層ボーリング中の阿多火山灰層の発見と後期更新世

の堆積環境（Qm-P004）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
坂本 隆彦

他 
2001 タービダイトとして再堆積した大阪層群中の火山灰層 地球科学 地学団体研究会 

        
石井 陽子

(2002) 
2002 

OD-5 ボーリングコアにおける大阪平野地下の更新統火山灰

層序 
地球科学 地学団体研究会 

        
石井 陽子

(2002) 
2002 

大阪平野地下における中・下部更新統の火山灰層序--OD-5

コアにもとづく再検討--（ポスターセッション）（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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荒井 良祐

他 
2003 

淡路島北西部野島周辺の大阪層群の火山灰層のフィッション・

トラック年代 
地質学雑誌 日本地質学会 

32 
大

阪 
地形 火山 

森山 義博

他 
2003 

大阪府南部における大阪層群ピンク火山灰層層準の堆積相と

構造運動 
地球科学 地学団体研究会 

        
石井 陽子

(2003) 
2003 

大阪平野南部_泉北丘陵松尾寺町北方における_大阪層群の

火山灰層序（ポスターセッション）（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(1)泉質の共通的特色(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(2)泉質の全溶質濃度依存性と

Debye-Huckel モデル(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
森山 義博

(2007) 
2007 

大阪層群ピンク火山灰層層準の堆積相解析で明らかになった

大阪層群堆積盆地の構造運動(演旨) 

地学団体研究会総会プログラム・講

演資料集・巡検案内書 
地学団体研究会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（1）CaCO3 の飽和平衡状態

(ポスターセッション)(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
広木 義久

他 
2008 

大阪層群アズキ火山灰層の堆積相・色・含泥率・pH・鉱物組成

と堆積環境--淡水 vs.海水--(P-77)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
長橋 良隆

他 
2009 

火山ガラスの化学組成によるテフラ層の給源火山・地域の識別

--大阪層群と琵琶湖高島沖コア試料の例--（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
麻生 尚文

他 
2010 

大阪湾の低周波地震は火山性か？--連続波形データを使っ

た活動の解明--（P1-05)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2010 
日本地震学会 
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麻生 尚文

他 
2011 

大阪湾における火山性のような深部低周波地震 (SCG058-

09)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

32 
大

阪 
地形 火山 

石井 陽子

(2012) 
2012 

大阪平野南部_泉北丘陵の大阪層群下部火山灰層序--光明

池 3 火山灰層下位の結晶質火山灰層--(R5-P-15)(ポスターセッ

ション)(演旨) 

日本地質学会第 119 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
長橋 良隆

他 
2012 

上総層群と大阪層群のテフラ層の層序と岩石学的特徴に基づ

く長期爆発的火山噴火史（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
長橋 良隆

他 
2015 

火山ガラスの主成分・微量成分元素組成に基づくテフラ層の岩

石学的特徴--大阪層群と琵琶湖高島沖コアに挟まるテフラ層の

例-- 

地球科学 地学団体研究会 

      褶曲 
石山 達也

(2003) 
2003 

大阪平野下に伏在する上町および生駒断層帯の地質学的断

層?褶曲モデル 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
石山 達也

他 
2004 大阪湾断層帯の地質学的断層?褶曲モデル 活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
石山 達也

(2004) 
2004 

大阪平野下に伏在する上町および生駒断層帯の地質学的断

層?褶曲モデル(ポスターセッション)(演旨) 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

      
海水準

変動 
横山 卓雄 1989 大阪層群の海成粘土層と海水準変動(演旨) 

日本地質学会第 96 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        山崎 雅他 1994 第四紀海水準変動に伴う大阪湾盆地の形成(演旨) 日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
別所 秀高

他 
1998 

大阪府河内平野完新統中.上部の堆積相解析と相対的海水準

変動に関する予察(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        卜部 厚志 1999 
鮮新－更新統に認められる相対的海水準変動とその対比－－

大阪.掛川.魚沼.上総層群を例として－－ 
地球科学 地学団体研究会 

        七山 太他 2001 
大阪平野西部_上町断層系住之江撓曲の活動度評価とこれに

基づく過去 1 万年間の海水準変動 
地質学雑誌 日本地質学会 
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北場 育子

他 
2009 

大阪湾堆積物の花粉_珪藻および硫黄分析に基づく海洋酸素

同位体ステージ 21 の気候変化と海水準変動（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
北場 育子

他 
2010 

海洋酸素同位体ステージ 21 と更新世中期気候変換期--大阪

湾の堆積物コアから得られた気候変化と海水準変動--（ポスター

セッション）（演旨） 

日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

32 
大

阪 
地質 表層 

竹中 準之

介(1965) 
1965 大阪平野の表層地質と地盤問題（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
大嶋 和雄

他 
1974 大阪湾の表層堆積物について（演旨） 

日本地質学会第 81 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        佐藤 和志 1988 大阪湾の表層堆積層の層序について(演旨) 
日本地質学会第 95 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
小池 克明

他 
1990 

ボーリングデータベースを用いた大阪・京都・亀岡盆地表層堆

積物の層相解析 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
北田 奈緒

子他 
1998 

大阪市街地における上町断層に沿う表層地質構造の再検討

(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
青木 三郎

他 
1998 大阪湾表層堆積物中の粘土鉱物の TEM 像と化学組成 

東洋大学紀要 教養課程篇(自然科

学) 
東洋大学 

        
本郷 美佐

緒 
1999 大阪湾奥部から湾央部における表層堆積物の花粉分析(予報) 環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        
本郷 美佐

緒(2002) 
2002 

堆積物構成粒子としての花粉の堆積過程--大阪湾東部の表

層堆積物を例として--（ポスターセッション）（演旨） 

日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
広瀬 孝太

郎他 
2002 大阪湾表層堆積物中の珪藻化石群集（演旨） 

日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        長 郁夫他 2003 
断層モデル等の構築 3.8 強震動予測高精度化のための震源

モデル_堆積盆地構造モデルの構築に関する研究 3.8.3 表層地

大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト 1 強震動(強い揺れ)の予測「大都市

圏地殻構造調査研究」(平成 14 年度)成

文部科学省研究開発局他 
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質とサイト特性に関する研究 （2-4）堆積盆地の理論と実際のサイ

ト増幅特性評価--大阪堆積盆地の場合-- 

果報告書！科学技術振興費主要 5 分

野の研究開発委託事業 新世紀重点研

究創世プラン--リサーチ・レボリューショ

ン・2002-- 

        
広瀬 孝太

郎他 
2003 

大阪湾における過去 1 万年間の古環境変遷史--表層堆積物

中の珪藻遺骸群集分布と完新世ボーリングコア中の珪藻化石群

集の変化から--（ポスターセッション）（演旨） 

日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

32 
大

阪 
地質 表層 

山本 裕雄

(2003) 
2003 

開発事業の観点からみた大阪平野の表層地盤形成史と地盤

環境調査 
環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        
岩田 知孝

他 
2004 

研究報告 3.3 断層モデル等の構築 3.3.8 強震動予測高精

度化のための震源モデル_堆積盆地構造モデルの構築に関する

研究 3.3.8.3 表層地質とサイト特性に関する研究 (2)平成 15 年

度の成果 (2-1)地盤構造モデルに基づく理論的サイト増幅特性

の評価--大阪堆積盆地を対象とした検討-- 

大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト 1 地震動(強い揺れ)の予測｢大都市圏

地殻構造調査研究｣(平成 15 年度)成果

報告書！科学技術振興費主要 5 分野

の研究開発委託事業 新世紀重点研究

創世プラン??リサーチ・レボリューショ

ン・2002?? 

文部科学省研究開発局他 

        
北田 奈緒

子他 
2004 

ボーリングデータベースを用いた大阪堆積盆地の表層地質構

造について(ポスターセッション)(演旨) 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        長 郁夫他 2004 
大阪平野西部表層地盤の特性化 3 次元 S 波速度構造(S046-

029)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
村上 晶子

他 
2004 

大阪における球状炭化粒子(SCPs)の分布状況--表層堆積物

を用いた化石燃料燃焼物の空間的分布-- 
環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        辻本 彰他 2004 
大阪湾表層コアから明らかにされた過去約 150 年間の底生有

孔虫群集の変化（演旨）（ポスターセッション） 

日本地質学会第 111 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
吉田 邦一

他 
2004 

大阪堆積盆地の表層速度構造モデルの作成(P142)(ポスター

セッション)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 
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ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
北田 奈緒

子他 
2005 

大阪堆積盆地(大阪湾岸域?大阪平野部)の堆積環境と表層構

造 
土と基礎 地盤工学会 

        
森川 徳敏

他 
2006 

大阪平野に胚胎する温泉の希ガス水文地球化学--地球表層

付近における希ガスについて--(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
北田 奈緒

子他 
2006 

ボーリングデータベースを用いた大阪堆積盆地(大阪湾岸域?

大阪平野)の堆積環境と表層構造 

地球_号外！活断層・古地震とアクテ

ィブテクトニクス 
海洋出版 

        
趙  哲 済

(2007) 
2007 

大阪府上町台地の表層地質と堆積面区分(ポスター セッショ

ン)(演旨) 

地学団体研究会総会プログラム・講

演資料集・巡検案内書 
地学団体研究会 

32 
大

阪 
地質 表層 

北田 奈緒

子 他 
2008 

関西圏における表層地質の分布状況 -- 西大阪平野と東大

阪平野地域 -- (Q140-008)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

        
北田 奈緒

子他 
2008 

大阪平野の表層地盤構造--ボーリングデータベースから見え

てくること--(Q140-P005)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

        
生賀 大之

他 
2009 

ボーリングデータを用いた大阪平野西部表層部の Web-GIS に

よる 3 次元地質モデリング（演旨） 

情報地質！第 20 回日本情報地質学

会講演会講演要旨集 
日本情報地質学会 

        
生賀 大之

他 
2009 

Web-GIS による 3 次元地質モデリング--ボーリングデータを用

いた大阪平野西部表層部の例--（P-168)(ポスターセッション）(演

旨） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
升本 眞二

他 
2011 

ボーリングデータを用いた大阪平野中央部の Web-GIS による

3 次元表層地質モデリング（演旨） 

情報地質！第 22 回日本情報地質学

会講演会講演要旨集 
日本情報地質学会 

        
櫻井 皆生

他 
2012 

大阪平野の表層地質情報から地下構造を推定する試み(ポス

ターセッション)(演旨) 
堆積学研究 日本堆積学会 

        
櫻井 皆生

他 
2012 

海進期の波食面痕跡（ラビーンメント面）から地盤の昇降傾向を

推定する試み--大阪平野の表層地質情報での例--(R5-P-

14)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 119 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
増田 富士

雄他 
2013 

Shazam 層序学をボーリングデータベース解析へ適用する試み

--大阪平野の表層地質研究を例に-- 
地学雑誌 東京地学協会 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
櫻井 皆生

(2013) 
2013 

大阪堆積盆地北部の表層地質から推定した地下構造(R5-P-

18)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 120 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
櫻井 皆生

他 
2013 

大阪堆積盆地北部の表層地質から推定する地下構造(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2013 
日本応用地質学会 

        
櫻井 皆生

他 
2013 

大阪平野の表層地質情報データベースから地下構造を推定

する試み(HQR23-P06)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        
北場 育子

他 
2013 

大阪湾表層堆積物の花粉組成の変動性を決めるもの--海成

堆積物を用いた定量的気候復元の高精度化をめざして--（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

32 
大

阪 
地質 表層 

櫻井 皆生

(2014) 
2014 

表層地質情報データベースから推定した大阪堆積盆地北部の

地下構造（演旨） 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2014 
日本応用地質学会 

        
櫻井 皆生

他 
2014 

ラビーンメント面を用いた構造運動像の復元--大阪平野の表

層地質の例--(HQR24-P04)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

      岩盤 
村井 信義

(1979) 
1979 大阪平野における岩盤と洪積地盤との同時地震観測（演旨） 地震学会講演予稿集 地震学会 

      火山岩 巽 好幸他 1980 
大阪周辺及び山口県東部に分布する瀬戸内火山岩類の K-Ar

年代--瀬戸内火山岩類の年代測定_その 4-- 
岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        佐藤 隆春 1985 大阪周辺から和歌山市東方に分布する新第三紀火山岩類 地団研専報_ 瀬戸内区の特性 地学団体研究会 

        沢井 誠他 1989 
瀬戸内火山岩類－設楽と二上山を中心に－6大阪周辺の瀬戸

内火山岩類 
アーバンクボタ 久保田鉄工 

        吉川 敏之 1997 大阪東南部_二上層群の中新世火山岩の放射年代 地質学雑誌 日本地質学会 

        
佐藤 隆春

他 
2003 

ブーゲー異常から推定される中新世瀬戸内火山岩類の基盤形

態--奈良・大阪府県境に分布する二上層群の例--（演旨） 
日本火山学会講演予稿集_2003 日本火山学会 

      露頭 
西川 廉行

(1974) 
1974 

奈良市北部_平城ニュータウン周辺における大阪層群中の海成

粘土層の新露頭 
関西自然科学 関西自然科学研究会 
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数 
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田中 健太

他 
2010 

京都市南部深草の大阪層群露頭から 80 万年前の環境を復元

する(OED001-P10)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
中条 武司

他 
2013 

上町断層によって撓曲した大阪層群の貴重な露頭が消失の危

機に  
日本地質学会 News 日本地質学会 

    
調査手

法 

深層ボ

ーリング 

千地 万造

(1968) 
1968 

大阪市深層ボーリング(OD-1)における大阪層群上部の化石有

孔虫群について 
大阪市立自然科学博物館研究報告 大阪市立自然科学博物館 

        
石賀 裕明

他 
1991 

深層ボーリングデーターによる大阪平野北部の中・古生界(演

旨) 

日本地質学会第 98 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
石賀 裕明

他 
1991 深層ボーリングデータによる大阪平野北部の中・古生界 地質学雑誌 日本地質学会 

        栗本 史雄 1991 
大阪平野の都市地質－－深層ボーリングからみた基盤構造－

－(演旨) 
地質調査所月報 地質調査所 

32 
大

阪 

調査手

法 

深層ボ

ーリング 

佐藤 光男

他 
1991 深層ボーリングによって判明した大阪平野の基盤構造(演旨) 

日本地質学会関西支部会報_ 日本

地質学会西日本支部会報 No．96(合併

号) 

日本地質学会関西支部他 

        
佐藤 光男

他 
1991 

深層ボーリングによって判明した大阪平野の基盤地質構造(演

旨) 

日本地質学会第 98 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
石井 陽子

(2001) 
2001 大阪平野深層ボーリング_OD-5 コアの火山灰層序（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      
物理探

査 
岩崎 好規 1995 物理探査による大阪盆地構造 物理探査 物理探査学会 

      
音波探

査 

鎌田 清吉

他 
1962 大阪湾における音波探査について（序報）（演旨） 物理探鉱 物理探鉱技術協会 

        
鎌田 清吉

他 
1963 音波探査による大阪湾地質構造の研究（演旨） 地質調査所月報 地質調査所 
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数 
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藤田 和夫

他 
1963 大阪湾音波探査結果から提起された諸問題（演旨） 日本地質学会関西支部報 日本地質学会関西支部 

        
早川 正巳

他 
1964 放電式音波探査による大阪湾地質構造の研究 地質調査所月報 地質調査所 

        
藤田 和夫

他 
1964 大阪湾の地質--昭和 37 年度大阪湾音波探査報告--   大阪湾音波探査委員会 

        井内 美郎 1988 ユニブームによる大阪湾(沖積層)の音波探査記録(演旨) 
日本地質学会第 95 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        岩淵 洋他 2000 反射法音波探査に基づく大阪湾の基盤と活構造 水路部研究報告 海上保安庁 

        
井内 美郎

(2004) 
2004 

ユニブーム音波探査記録による大阪湾海成”沖積層”のシーケ

ンス層序学的検討（予報）（演旨） 

日本地質学会第 111 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
井内 美郎

他 
2006 

大阪湾海底堆積物の音波探査記録と夢洲沖ボーリング資料と

の対応(O-18)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
井内 美郎

他 
2006 

大阪湾海底堆積物の音波探査記録と夢洲沖ボーリング資料と

の対応 
環境地質学シンポジウム論文集 地質汚染?医療地質?社会地質学会 

        
井内 美郎

(2007) 
2007 

音波探査記録とボーリング資料との対応からみた大阪湾海底

沖積層の層相(Q140-P001)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

    地下水 流動 清田 泰行 1993 大阪市北部における天満層の地下水流動 
日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

32 
大

阪 
地下水 流動 

佐藤 賢司

他 
1995 

1995 年兵庫県南部地震にみられた芦屋市～大阪府西部の液

状化・流動化分布の特徴 
環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        
宇野 尚雄

他 
1997 

降水量や河川水位との関係で診た大阪平野の地下水流動の

考察 
地下水技術 地下水技術協会 

        
上村 剛史

他 
2004 

都市化・温暖化による地表面温度上昇と地下水流動が地下熱

環境に与える影響-東京・大阪・名古屋の比較-(T032-001)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 
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石井 和彦

他 
2006 

カリ長石の流動性と花崗岩質層状ウルトラマイロナイトの発達：

大阪泉南地域領家帯の例(G151-002)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
中屋 真司

他 
2009 

環境同位体と水質より推定される大阪盆地の地下水の涵養源

と流動特性 
地下水学会誌 日本地下水学会 

        
森野 祐助

(2009) 
2009 

大阪平野地下の深部帯水層の区分と分布--三次元地下水流

動モデルの構築--(H129-P006)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
牧野 和哉

他 
2009 

水質データベースを用いた大阪平野の地下水流動系の推定

(H129-P007)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
沢田 有希

他 
2009 

大阪平野西部における沖積層上部砂層の地下水流動環境の

検討 
環境地質学シンポジウム論文集 地質汚染?医療地質?社会地質学会 

        
森野 祐助

他 
2010 

大阪平野地下の深部帯水層の三次元地下水流動モデルの構

築 
環境地質学シンポジウム論文集 地質汚染?医療地質?社会地質学会 

        
吉岡 秀憲

他 
2010 

大阪府域における VOC の地下水汚染の流動経路と経年変化

に関する 3 次元解析(AHW016-P05)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
森川 徳敏

他 
2011 

ヘリウム同位体及び放射性塩素(36Cl)同位体比による大阪平

野深層地下水流動に関する研究(AHW023-22)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        新谷 毅他 2014 
大阪平野の地下水流動系可視化のための水質三次元マッピン

グ(ポスターセッション)(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

      
地下水

年代 

森川 徳敏

他 
2012 

大阪平野地下水へのヘリウムの蓄積に関する研究--ヘリウム

同位体による地下水年代測定の精密化に向けて--(ポスターセッ

ション)(演旨) 

日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

32 
大

阪 
地下水 湧水 

市原 優子

(1956) 
1956 大阪府中河内郡峠地辷り地域における湧水について 地質学雑誌 日本地質学会 

        
殿界 和夫

他 
1998 

湧水.地下水中の砒素と地質影響－－大阪府北部の湧水.地

下水中の砒素とその起源－－ 

砒素をめぐる環境問題－－自然地

質.人工地質の有害性と無害性－－_ 

地質環境と地球環境シリーズ 4 

東海大学出版会他 
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      温泉 
石賀 裕明

他 
1991 大阪平野における温泉開発(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
大西 政之

他 
2001 

大阪府箕面市温泉町産 ktenasite について（ポスターセッショ

ン）（演旨） 

日本鉱物学会年会_日本岩石鉱物鉱

床学会学術講演会講演要旨集_2001 
日本鉱物学会他 

        
大西 政之

他 
2001 大阪府箕面市温泉町平尾旧坑の二次鉱物 地学研究 日本地学研究会他 

        
大西 政之

他 
2002 

大阪府箕面市温泉町産 schulenbergite の Zn 置換体について

（演旨） 

日本鉱物学会年会_日本岩石鉱物鉱

床学会学術講演会講演要旨集 
日本鉱物学会他 

        
大西 政之

他 
2002 

大阪府箕面市温泉町産 ramsbeckite について（ポスターセッシ

ョン）（演旨） 

日本鉱物学会年会_日本岩石鉱物鉱

床学会学術講演会講演要旨集 
日本鉱物学会他 

        
領木 邦浩

他 
2002 大阪の深層温泉水の比抵抗分布(E016-011)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
大西 政之

他 
2003 

大阪府箕面市温泉町産含水塩基性硫酸亜鉛鉱物について

(演旨) 

日本鉱物学会_日本岩石鉱物鉱床学

会学術講演会講演要旨集_2003 
日本鉱物学会他 

        
道前 香緒

里他 
2004 

関東平野及び大阪平野の温泉開発とその泉質と年代の比較

研究（演旨）（ポスターセッション） 

日本地質学会第 111 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
益田 晴恵

他 
2005 大阪府下の温泉の水質とその起源(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
森川 徳敏

他 
2006 

大阪平野に胚胎する温泉の希ガス水文地球化学--地球表層

付近における希ガスについて--(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(1)泉質の共通的特色(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2006 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度非火山性温泉(2)泉質の全溶質濃度依存性と

Debye-Huckel モデル(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 
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32 
大

阪 
地下水 温泉 

宮崎 哲郎

他 
2007 

関東平野_大阪平野_石狩平野_濃尾平野_伊勢・志摩・鈴鹿地

方における大深度温泉 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（1）CaCO3 の飽和平衡状態

(ポスターセッション)(演旨) 

温泉科学 日本温泉科学会 

      同位体 
増田 富士

雄 
1997 上総.下総層群－酸素同位体比曲線－大阪層群：対比(案) 地球 海洋出版 

        
三島 康史

他 
1998 

淀川河川域から大阪湾.紀伊水道における炭素.窒素安定同位

体比の分布(演旨) 
日本海洋学会秋季大会講演要旨集 日本海洋学会 

        
古川 周作

他 
1999 大阪平野第四系層序と深海底の酸素同位体比層序との対比 地質学雑誌 日本地質学会 

        山中 勝他 2001 
被圧地下水の陰イオン組成と硫黄同位体組成について--大阪

平野北東地域を事例として--（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
大野 雅子

他 
2003 

大阪府南部地域における地下水中のヒ素濃度季節変化と硫黄

同位体比との関連性(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
石竹 美帆

他 
2005 

鉛同位体比からみた大阪湾における鉛負荷の歴史的変遷(P-

253)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
狩谷 千恵

他 
2007 

大阪湾堆積物コアの珪藻分析による海洋酸素同位体ステージ

11 の古環境復元(ポスター セッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
中屋 真司

他 
2009 

環境同位体と水質より推定される大阪盆地の地下水の涵養源

と流動特性 
地下水学会誌 日本地下水学会 

        
北場 育子

他 
2009 

大阪湾堆積物の花粉_珪藻および硫黄分析に基づく海洋酸素

同位体ステージ 21 の気候変化と海水準変動（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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北場 育子

他 
2010 

海洋酸素同位体ステージ 21 と更新世中期気候変換期--大阪

湾の堆積物コアから得られた気候変化と海水準変動--（ポスター

セッション）（演旨） 

日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

32 
大

阪 
地下水 同位体 

壺井 基裕

他 
2010 

大阪府北部剣尾花崗岩体におけるストロンチウム放射起源お

よび安定同位体の挙動（O-188)(演旨） 

日本地質学会第 117 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        笠原 茂他 2010 大阪市域における鉛汚染土壌の鉛同位体比の特徴 環境地質学シンポジウム論文集 地質汚染?医療地質?社会地質学会 

        
森川 徳敏

他 
2011 

ヘリウム同位体及び放射性塩素(36Cl)同位体比による大阪平

野深層地下水流動に関する研究(AHW023-22)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
森川 徳敏

他 
2012 

大阪平野地下水へのヘリウムの蓄積に関する研究--ヘリウム

同位体による地下水年代測定の精密化に向けて--(ポスターセッ

ション)(演旨) 

日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
中野 恒佑

他 
2014 

大阪湾堆積物コアの花粉記録から見た海洋酸素同位体ステー

ジ 11 の気候変化(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
奥山 康子

(2014) 
2014 

大阪南部_和泉山脈地域の脈性炭酸塩鉱物の酸素・炭素同位

体組成（演旨） 

日本鉱物科学会年会講演要旨集

_2014 
日本鉱物科学会 

    
塩分濃

度 
水質 岩津 潤他 1960 大阪市西部の地下水の水質とそれに関連する諸問題 日本地下水学会会誌 日本地下水学会 

        岩津 潤他 1961 大阪市西部の深井戸の水質 水処理技術 日本水処理技術研究会  

        
鶴巻 道二

(1966) 
1966 東大阪地域の地下水の水質 その 1--深度と水質との関係-- 日本地下水学会会誌  日本地下水学会 

        
鶴巻 道二

(1967) 
1967 東大阪地域の地下水の水質 --（その 2）塩素イオンの分布-- 日本地下水学会会誌  日本地下水学会 

        
鶴巻 道二

(1969) 
1969 

東大阪の地下水の水質（その 4）--地下水系についての一考

察--（演旨） 
水処理技術 日本水処理技術研究会 

        
鶴巻 道二

(1971) 
1971 東大阪の水質に関する水理地質学的解釈 

水 文 地 質 学 に 於 け る 諸 問 題 --

'71IAH 国内シンポジウム論文集-- 
日本学術会議地質研連水文地質小委員会他 
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鶴巻 道二

他 
1971 東大阪地域の地下水系（その 3）--水質組成と地下水系-- 水処理技術 日本水処理技術研究会 

        
鶴巻 道二

他 
1971 東大阪地域の地下水系（その 1）--調査方法・水質分布-- 水処理技術 日本水処理技術研究会 

        
鶴巻 道二

他 
1971 東大阪地域の地下水系（その 2）--水質の垂直分布-- 水処理技術 日本水処理技術研究会 

        
鶴巻 道二

(1972) 
1972 大阪地盤沈下地帯における地下水の水質の特徴 

地盤と地下水に関する公害！日本地

質学会第 79 年学術大会討論会資料 
日本地質学会 

32 
大

阪 

塩分濃

度 
水質 

鶴巻 道二

(1972) 
1972 

東大阪地区における被圧地下水の水質とその水理地質学的

解釈 
地学雑誌 東京地学協会 

        
鶴巻 道二

(1981) 
1981 

大阪府泉州地域における地下水の水質と地盤沈下量の関係

（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
鶴巻 道二

(1981) 
1981 

大阪府泉州地域の地下水の水質--とくに地盤沈下との関係

（演旨） 
日本地質学会関西支部報 日本地質学会関西支部 

        
鶴巻 道二

(1982) 
1982 

大阪府泉州地域の被圧地下水の水質--とくに水質と地盤沈下

量との関連性-- 
日本地下水学会会誌 日本地下水学会 

        堀江 毅 1985 内湾域における水質分布とその予測―大阪湾を事例として― 
港湾技術研究所講演集(昭和 60 年

度) 
  

        日下 譲他 1987 
大阪層(鮮新・更新統)の浅層地下水の水質－神戸西部の場合

－(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会他 

        
市村 彰男

他 
1994 大阪市域の最近の浅層地下水水質 環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        
三田村 宗

樹他 
1994 大阪府高槻市域の地下水水質分布と地下構造 環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        後藤 章他 1995 
大阪教育大学柏原キャンパスと原川水系に於ける水質調査－

－特に化学的酸素要求量と金属元素の分析結果について－－ 

大阪教育大学紀要 第 3 部門(自然

科学.応用科学) 
大阪教育大学 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

716 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
伊吹 祐一

他 
1998 

大阪北摂地域のヒ素含有地下水の水質の特徴と溶出メカニズ

ム(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        矢持 進他 1998 

大阪湾湾奥沿岸域の環境修復－－堺泉北港干潟造成予定地

周辺の水質.底質ならびに底生動物相とマコガレイの貧酸素に対

する応答－－ 

海の研究 日本海洋学会 

        山中 勝他 2000 
陽イオン交換と被圧地下水の水質進化について－－大阪平野

北東地域を事例として－－(演旨) 

日本地球化学会年会講演要旨集(第

47 回) 
日本地球化学会他 

        
鶴巻 道二

(2004) 
2004 大阪平野における地下水と表流水の水質 地下水技術 地下水技術協会 

        
益田 晴恵

他 
2005 大阪府下の温泉の水質とその起源(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

32 
大

阪 

塩分濃

度 
水質 

広瀬 幸太

郎他 
2006 

大阪湾における人為改変・水質汚染に対する珪藻群集の応答

(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
中屋 真司

他 
2009 

環境同位体と水質より推定される大阪盆地の地下水の涵養源

と流動特性 
地下水学会誌 日本地下水学会 

        
牧野 和哉

他 
2009 

水質データベースを用いた大阪平野の地下水流動系の推定

(H129-P007)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
牧野 和哉

他 
2010 水質から見た大阪市内とその周辺の地下水の涵養源 地下水学会誌 日本地下水学会 

        新谷 毅他 2014 
大阪平野の地下水流動系可視化のための水質三次元マッピン

グ(ポスターセッション)(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

      pH 
磯野 陽子

他 
2001 

大阪層群における堆積環境対比の一手法--CNS 分析値と pH

値について--(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2001 
日本応用地質学会 

        
宮崎 哲郎

他 
2008 

関東平野、大阪平野、石狩平野、濃尾平野、伊勢・志摩・鈴鹿

地方における大深度非火山性温泉（2）pH の実測値と理論値（演

旨） 

温泉科学 日本温泉科学会 
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広木 義久

他 
2008 

大阪層群アズキ火山灰層の堆積相・色・含泥率・pH・鉱物組成

と堆積環境--淡水 vs.海水--(P-77)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      海水 
前田 保夫

(1975) 
1975 

約 12000 年（B.P）以降の大阪湾岸地域における海水面変化と

森林変遷(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        横山 卓雄 1989 大阪層群の海成粘土層と海水準変動(演旨) 
日本地質学会第 96 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
青野 雅和

他 
1993 

大阪湾海水中の個体粒子及び海底堆積物の磁気的性質(演

旨) 

地球惑星科学関連学会 1993 年合同

大会予稿集 
地震学会他 

        山崎 雅他 1994 第四紀海水準変動に伴う大阪湾盆地の形成(演旨) 日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
山下 栄次

他 
1997 

大阪湾及びその周辺海域における海水中二酸化炭素の分布

(3)1994 年_1996 年と 1997 年の比較(演旨) 
日本海洋学会秋季大会講演要旨集 日本海洋学会 

        
別所 秀高

他 
1998 

大阪府河内平野完新統中.上部の堆積相解析と相対的海水準

変動に関する予察(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

32 
大

阪 

塩分濃

度 
海水 卜部 厚志 1999 

鮮新－更新統に認められる相対的海水準変動とその対比－－

大阪.掛川.魚沼.上総層群を例として－－ 
地球科学 地学団体研究会 

        七山 太他 2001 
大阪平野西部_上町断層系住之江撓曲の活動度評価とこれに

基づく過去 1 万年間の海水準変動 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
三島 稔明

他 
2008 大阪湾海底堆積物の環境磁気分析--海水環境との相関-- 第四紀研究 日本第四紀学会 

        
広木 義久

他 
2008 

大阪層群アズキ火山灰層の堆積相・色・含泥率・pH・鉱物組成

と堆積環境--淡水 vs.海水--(P-77)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
北場 育子

他 
2009 

大阪湾堆積物の花粉_珪藻および硫黄分析に基づく海洋酸素

同位体ステージ 21 の気候変化と海水準変動（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
北場 育子

他 
2010 

海洋酸素同位体ステージ 21 と更新世中期気候変換期--大阪

湾の堆積物コアから得られた気候変化と海水準変動--（ポスター

セッション）（演旨） 

日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
前田 保夫

(2013) 
2013 

最終氷期最盛期以降の海水面変動に関する研究--大阪湾お

よび播磨灘の海水面変動-- 
第四紀研究 日本第四紀学会 

      Cl 
東田 優記

他 
2009 

大阪府河内長野市における NaCl 型地下水の研究(ポスターセ

ッション)(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2009 
日本応用地質学会 

        
森川 徳敏

他 
2011 

ヘリウム同位体及び放射性塩素(36Cl)同位体比による大阪平

野深層地下水流動に関する研究(AHW023-22)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

33 
播

磨 
地形 沈降 門谷 茂他 1985 播磨灘における沈降堆積過程での粒子態アミノ酸の変化 地球化学 日本地球化学会 

      断層 
加藤 茂弘

他 
2008 

大阪湾と六甲山_淡路島周辺の活断層と第四紀における大阪・

播磨灘堆積盆地の形成過程 
第四紀研究 日本第四紀学会 

      段丘 
弘原海 清

他 
1964 播磨地域の段丘粘土層について 日本地質学会関西支部報 日本地質学会 

        
成瀬 敏郎

他 
1986 

播磨灘_家島諸島と鹿久居島における完新世段丘の形成期と

旧海水準 

瀬戸内海地域における完新世海水

準変動と地形変化_ 文部省科学研究

費補助金(一般研究 A)研究成果報告書

( 昭 和 58 ・ 59 ・ 60 年 度 ) 課 題 番 号

58420052 

広島大学文学部 

33 
播

磨 
地形 段丘 八木 浩司 1996 兵庫県播磨灘沿岸に認められる高位海成段丘堆積物 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
田中 真吾

(2007) 
2007 

大阪層群と段丘地形：西摂・東播磨の多段の段丘地形が意味

すること(演旨) 
地形 日本地形学連合 

        
田中 真吾

(2008) 
2008 

大阪層群と段丘地形；西摂津・東播磨の多段の段丘地形が意

味すること 
地形 日本地形学連合 

      
海水準

変動 

佐藤 裕司

(2008) 
2008 

瀬戸内海東部_播磨灘沿岸域における完新世海水準変動の復

元 
第四紀研究 日本第四紀学会 
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域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

    地質 表層 
松 下  ま り

子(1981) 
1981 

播磨灘表層堆積物の花粉分析--花粉組成と現存植生の比較-

- 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
松 下  ま り

子(1982) 
1982 

播磨灘表層堆積物の花粉分析--内海域における花粉・胞子の

動態-- 
第四紀研究 日本第四紀学会 

      露頭 觜本 格他 1995 兵庫県播磨地方東部における第四系露頭 人と自然 兵庫県立人と自然の博物館 

    地下水 同位体 
佐藤 裕司

他 
1999 

兵庫県_播磨平野東部で発見された酸素同位体ステージ 7.3 の

海進堆積物 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
松 下  ま り

子他 
2005 

兵庫県_播磨平野東部で発見された海洋酸素同位体ステージ

7.3 の海進堆積物中の花粉化石群 
第四紀研究 日本第四紀学会 

    
塩分濃

度 
海水 

佐藤 義夫

他 
1978 

東京湾_駿河湾および播磨灘の海水および海底堆積物のバナ

ジウム 
東海大学紀要 海洋学部 東海大学海洋学部 

        
成瀬 敏郎

他 
1984 

播磨灘西部_黄島_前島_大多府島にみられる完新世後期の海

水準変化 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
成瀬 敏郎

他 
1986 

瀬戸内海_播磨灘沿岸における完新世後期の海水準変化に関

する資料 

瀬戸内海地域における完新世海水

準変動と地形変化_ 文部省科学研究

費補助金(一般研究 A)研究成果報告書

( 昭 和 58 ・ 59 ・ 60 年 度 ) 課 題 番 号

58420052 

広島大学文学部 

        
成瀬 敏郎

他 
1986 

播磨灘_家島諸島と鹿久居島における完新世段丘の形成期と

旧海水準 

瀬戸内海地域における完新世海水

準変動と地形変化 
広島大学文学部 

33 
播

磨 

塩分濃

度 
海水 

佐藤 裕司

(2008) 
2008 

瀬戸内海東部_播磨灘沿岸域における完新世海水準変動の復

元 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
前田 保夫

(2013) 
2013 

最終氷期最盛期以降の海水面変動に関する研究--大阪湾お

よび播磨灘の海水面変動-- 
第四紀研究 日本第四紀学会 

34 
鳥

取 
地形 地表 

吉岡 敏和

他 
2000 鳥取県西部地震(2000.10.6)に伴う地表の変位 地質ニュース 実業公報社 
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域 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
杉山 雄一

他 
2001 

平成 12 年度研究成果のトピックス--2000 年鳥取県西部地震-

-1.地表地震断層調査の結果と提起された問題 

地震災害軽減のための強震動予測

マスターモデルに関する研究研究成果

報告書（平成 12 年度）！科学技術振興

調整費（平成 12 年度） 

京都大学防災研究所他 

        
吉岡 敏和

(2001) 
2001 

2000 年鳥取県西部地震では地表に地震断層は出現したか--

緊急現地調査の結果について-- 
なゐふる！日本地震学会広報紙 日本地震学会 

        
田所 敬一

他 
2001 

地表に現れなかった地震断層を探る試み：2000 年鳥取県西部

地震震源域における S 波スプリッティング解析から（S3-P010）（ポ

スターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
伏島 祐一

郎他 
2001 

2000 年鳥取県西部地震の地表地震断層（S3-P016）（ポスター

セッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
地 質 調 査

所他 
2001 2000 年 10 月 6 日鳥取県西部地震に伴う地表変位 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
金田 平太

郎他 
2002 

1943 年鳥取地震の地表地震断層--既存資料の整理とその変

動地形学的解釈-- 
活断層研究 活断層研究会 

        
柴山 元彦

他 
2002 鳥取県西部地震による地表地震断層のγ線探査 

大阪教育大学紀要 第 3 部門 自然

科学・応用科学 
大阪教育大学 

      侵食 
大橋 なつ

紀他 
2005 

鳥取県弓ヶ浜半島の海浜地形の変化--2004 年 10 月の台風

23 号通過に伴う海浜の侵食とその後の地形回復--(ポスターセッ

ション)(演旨) 

日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
渡壁 卓磨

他 
2014 

宇宙線生成核種 10Be を用いた岩盤侵食河川の下刻速度の推

定--鳥取県小鹿渓谷の例-- 
地形 日本地形学連合 

34 
鳥

取 
地形 侵食 

小玉 芳敬

他 
2014 

鳥取県三朝町高釜における甌穴群の分布特性と発達過程--

河川侵食における甌穴の役割--(HGM22-12)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

      断層 高木 聖他 1948 昭和 18 年 9 月 10 日鳥取地震の断層 験震時報 中央気象台 
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発行年

数 
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宮腰 潤一

郎他 
1977 吉岡.鹿野断層（1943 年.鳥取地震）周辺における CA 観測 

CA シンポジウム講演論文集(1977)！

地磁気観測所技術報告 第 17 巻特別

号 

地磁気観測所 

        
宮腰 潤一

郎他 
1977 

吉岡・鹿野断層(1943 年・鳥取地震)周辺における CA 観測(演

旨) 

日本地球電気磁気学会講演会講演

予稿集 
日本地球電気磁気学会 

        
安藤 雅孝

他 
1979 

トレンチ法による活断層上の古い地震の年代決定--1943 鳥取

地震鹿野断層--(演旨) 
地震学会講演予稿集春季大会 地震学会 

        
橋本 知昌

他 
1980 島根県東部?鳥取県西部地域の活断層について 地質調査所月報 地質調査所 

        
岩崎 貴哉

他 
1981 

測地データのインヴァージョン解析に依る内陸地震の断層モデ

ル--1930 年北伊豆地震及び 1943 年鳥取地震--（演旨） 
地震学会講演予稿集秋季大会 地震学会 

        
貞広 太郎

他 
1984 鳥取市南部の吉岡地震断層系におけるγ線測定 京都大学防災研究所年報   

        
宮腰 潤一

郎 
1984 

地殻活動域における自然電位の時間変化－山崎断層及び鳥

取中部域－(演旨) 

日本地球電気磁気学会講演会講演

予稿集 
日本地球電気磁気学会 

        西田 良平 1986 
主震で形成された震源断層と余震活動－'83 年 10 月 31 日の

鳥取県中部の地震(M＝6．2)－(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        柏木 修一 1988 鳥取市南方における岩坪断層の活動と河川争奪(演旨) 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
宮腰 潤一

郎他 
1989 

西日本地殻活動域における地電位差の連続観測－兵庫県山

崎断層及び鳥取県三朝の場合－(演旨) 

地球電磁気・地球惑星圏学会講演

会講演予稿集 
地球電磁気・地球惑星圏学会 

        
西田 良平

他 
1991 地震活動と鹿野・吉岡断層(鳥取地震)(演旨) 地震学会講演予稿集 地震学会 

        
宮腰 潤一

郎他 
1993 

係留バルーン磁力計による断層磁気構造の調査－－吉岡断

層(1943 年_鳥取地震)の場合－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会 1993 年合同

大会予稿集 
地震学会他 

        
渡辺 邦彦

他 
1993 

中国地方東部～近畿地方西部の地震活動 その 3－－山崎断

層_鳥取地震断層地域のマイクロサイスミシティ－－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 
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        赤木 三郎 1996 鳥取地震時に活動した鹿野断層に沿う断層露頭 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

34 
鳥

取 
地形 断層 

赤木 三郎

他 
1996 鳥取県尾田断層の延長線上に露出した活断層 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        黒川 泰他 1996 
活断層を横切る地震活動－－鳥取・島根県境の地震活動の場

合－－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
渡辺 邦彦

他 
1996 

兵庫県南部地震前後の山崎断層と鳥取断層域の地震活動変

化の空間的・規模的な特徴(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        堤 浩之他 2000 鳥取県西部地震震源域の活断層 
地球_号外_ 活断層研究－－そのフ

ロンティア－－ 
海洋出版 

        
吉岡 敏和

他 
2000 2000 年 10 月 6 日鳥取県西部地震に伴う地震断層の緊急調査 地質ニュース 実業公報社 

        
堀川 晴央

他 
2001 2000 年鳥取県西部地震の断層モデル 活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
伏島 祐一

郎他 
2001 2000 年鳥取県西部地震の地震断層調査 活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
岩田 知孝

他 
2001 2000 年鳥取県西部地震の震源断層の実体 サイスモ 

地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        
島崎 邦彦

(2001) 
2001 活断層で起こらなかった 2000 年鳥取県西部地震 なゐふる！日本地震学会広報紙 日本地震学会 

        
杉山 雄一

他 
2001 

平成 12 年度研究成果のトピックス--2000 年鳥取県西部地震-

-1.地表地震断層調査の結果と提起された問題 

地震災害軽減のための強震動予測

マスターモデルに関する研究研究成果

報告書（平成 12 年度）！科学技術振興

調整費（平成 12 年度） 

京都大学防災研究所他 

        
岡田 篤正

他 
2001 鳥取県西部地震の地震断層と周辺の活断層 

2000 年 10 月鳥取県西部地震による

災害に関する調査研究！平成 12 年度
梅田 康弘（京都大学防災研究所） 
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発行年

数 
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科学研究費補助金（特別研究促進費）

研究成果報告書（課題番号 12800013） 

        
吉岡 敏和

(2001) 
2001 

2000 年鳥取県西部地震では地表に地震断層は出現したか--

緊急現地調査の結果について-- 
なゐふる！日本地震学会広報紙 日本地震学会 

        
伏島 祐一

郎他 
2001 

2000 年鳥取県西部地震の地震断層（ポスターセッション）（演

旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

34 
鳥

取 
地形 断層 

青柳 恭平

他 
2001 

稠密余震観測により推定した鳥取県西部地震直後の断層形状

と地殻構造(P056)（ポスターセッション）（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2001 
日本地震学会 

        
井上 大栄

他 
2001 

2000 年鳥取県西部地震の位置と規模は事前に評価可能か？

（その 2）--震源域周辺の断層破砕帯と活断層露頭--（S3-P015）

（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
田所 敬一

他 
2001 

地表に現れなかった地震断層を探る試み：2000 年鳥取県西部

地震震源域における S 波スプリッティング解析から（S3-P010）（ポ

スターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
伏島 祐一

郎他 
2001 

2000 年鳥取県西部地震の地表地震断層（S3-P016）（ポスター

セッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
井上 大栄

他 
2001 

2000 年鳥取県西部地震の位置と規模は事前に評価可能か？

（その 1）--震源域周辺の断層変位地形--（S3-P014）（ポスターセ

ッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
西上 欽也

他 
2001 

断層トラップ波の観測による 2000 年鳥取県西部地震の断層構

造の推定（その 2）(A32)（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2001 
日本地震学会 

        
下川 明子

他 
2001 

鳥取県西部地震の震源断層破砕帯内のフラクチャ分布(A30)

（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2001 
日本地震学会 

        鷺谷 威他 2001 
2000 年鳥取県西部地震に伴う地殻変動と断層モデル(S3-008)

（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 
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福山 英一

他 
2001 2000 年鳥取県西部地震の詳細断層構造(S3-007)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
桑原 保人

他 
2001 

2000 年鳥取県西部地震(M7.3)の地震断層のトラップ波観測

(S3-016)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
西上 欽也

他 
2001 

破砕帯トラップ波の観測による 2000 年鳥取県西部地震の断層

構造の推定(S3-015)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
永野 正行

他 
2001 

2000 年鳥取県西部地震時の震源断層近傍における基盤地震

動の推定と神戸基盤波との比較(S3-023)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

34 
鳥

取 
地形 断層 

井上 大栄

他 
2001 

鳥取県西部地震の活断層調査--詳細な調査をすれば事前に

地震は予測できた-- 
原子力 eye 日刊工業出版プロダクション 

        
澁谷 拓郎

(2002) 
2002 

震源断層の不均質構造と破壊過程との関係--2000 年鳥取県

西部地震の場合-- 

関東周辺地域の地殻構造と強震動

予測--大都市圏地殻構造調査研究計

画検討シンポジウム--！東京大学地震

研究所共同利用・研究集会(平成 14 年

度)課題番号：2002-W-01 

東京大学地震研究所 

        
金田 平太

郎他 
2002 

1943 年鳥取地震の地表地震断層--既存資料の整理とその変

動地形学的解釈-- 
活断層研究 活断層研究会 

        
伏島 祐一

郎他 
2002 2000 年鳥取県西部地震断層のトレンチ掘削調査 活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
西上 欽也

他 
2002 2000 年鳥取県西部地震の震源断層を探る 地球_号外！西日本の地震活動 海洋出版 

        
伏島 祐一

郎(2002) 
2002 鳥取県西部地震のミニミニ地震断層 地質ニュース 実業公報社 

        
柴山 元彦

他 
2002 鳥取県西部地震による地表地震断層のγ線探査 

大阪教育大学紀要 第 3 部門 自然

科学・応用科学 
大阪教育大学 
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中村 武史

他 
2002 

2000 年鳥取県西部地震の断層直上アレーで観測された S 波

偏向異方性（P066）（ポスターセッション）（演旨） 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        山口 覚他 2002 
2000 年鳥取県西部地震に伴う地震断層の浅部電気伝導度構

造調査(J029-P025)（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
伏島 祐一

郎他 
2002 

2000 年鳥取県西部地震地震断層の掘削調査(J029-P024)（ポ

スターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
梅津 健吾

他 
2002 

鳥取県西部地震で形成された断層面の構造地質学的記載

(J029-010)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
杉山 雄一

(2002) 
2002 

活断層研究の最近の動向--特に_2000 年鳥取県西部地震の

意味することについて-- 
深田研ライブラリー 深田地質研究所 

34 
鳥

取 
地形 断層 

久保 篤規

他 
2002 

鳥取県西部地震及び兵庫県北部群発地震活動域のストレステ

ンソルインバージョンと断層構造(S051-009)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
垣見 俊弘

(2002) 
2002 

「活断層地震」と「バックグラウンド地震」のはざまの地震--鳥取

県西部地震を例として-- 
災害の研究 損害保険料率算定会 

        本多 亮他 2002 
2000 年鳥取県西部地震震源域の重力異常とそれから見た震

源断層の特徴 
地震 第 2 輯 日本地震学会 

        
井上 大栄

他 
2002 2000 年鳥取県西部地震震源域の活断層調査 地震 第 2 輯 日本地震学会 

        鷺谷 威他 2002 2000 年鳥取県西部地震に伴う地殻変動と断層モデル 地震 第 2 輯 日本地震学会 

        
桑原 保人

他 
2002 

トラップ波による 2000 年鳥取県西部地震の断層破砕帯の構造

（B63）（演旨） 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
下川 明子

他 
2002 

鳥取県西部地震の震源断層におけるアスペリティと S 波偏向異

方性（A63）（演旨） 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
青柳 恭平

他 
2002 

余震観測による 2000 年鳥取県西部地震の断層性状（A62）（演

旨） 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 
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渋谷 拓郎

(2002) 
2002 

震源断層の不均質構造と破壊過程との関係--2000 年鳥取県

西部地震の場合--（A61）（演旨） 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
井上 大栄

他 
2002 

不明瞭な活断層の調査--2000 年鳥取県西部地震域の調査を

例として--（B20）（演旨） 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
浅野 陽一

他 
2003 

散乱係数インバージョンによる 2000 年鳥取県西部地震の震源

断層イメージングの試み 
地球！新・地震波形解剖学 海洋出版 

        
田所 敬一

他 
2003 

稠密地震観測による鳥取県西部地震の震源断層破砕帯内の

フラクチャ分布 
地球！新・地震波形解剖学 海洋出版 

        
橋 本  学

(2003) 
2003 

三角測量・GPS・ブロック断層モデル--鳥取県西部地震と歪・

応力場-- 

地球！日本列島の地殻変動と地震・

火山・テクトニクス（下）--多田堯先生を

偲ぶ-- 

海洋出版 

        
京 都 大 学

防災研究所 
2003 

西南日本内陸の活断層に発生する深部低周波地震--鳥取県

西部地域を中心として-- 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

34 
鳥

取 
地形 断層 

浅野 陽一

他 
2003 

2000 年鳥取県西部地震の震源断層に対応した断層破砕帯イ

メージングの試み（S075-019）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

        

京 都 大 学

防 災 研 究 所

他 

2003 
2000 年鳥取県西部地震における断層面近傍の不均質構造と

震源過程の関係について 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        

産 業 技 術

総 合 研 究 所

他 

2003 2002 年鳥取県西部地震断層とトレンチ調査結果 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
福山 英一

(2003) 
2003 

地震の動的破壊過程と断層周辺の応力場--鳥取県西部地震

の場合--(B012)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2003 
日本地震学会 

        
福山 英一

(2003) 
2003 

地震の動的破壊過程と断層周辺の応力場--鳥取県西部地震

の場合--(B012)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2003 
日本地震学会 
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小林 健太

他 
2003 

断層の幅と変位量に記録された破壊モードの遷移--信濃川中

流域と鳥取県西部地域の例--（J063-P001）（ポスターセッション）

（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2003 
日本海洋学会他 

        
黒沢 英樹

他 
2003 

鳥取県西部地震震源断層近傍の地下水位の変化とその原因

について（S043-P002）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2003 
日本海洋学会他 

        
小林 健太

他 
2004 

2000 年鳥取県西部地震の余震域とその周辺における断層と断

層岩--"未知の活断層"の検出に向けて-- 
地質ニュース 実業公報社 

        
井上 大栄

他 
2004 

不明瞭な活断層の調査--2000 年鳥取県西部地震震源域の調

査-- 

地球_号外！地震予知??予測科学の

最前線と社会への適用?? 
海洋出版 

        
浅見 真規

(2004) 
2004 

大根島火山と鳥取県西部地震震源域に平行な断層の断層面

における玄武岩岩脈の存在の意味(V055-P026)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
行竹 洋平

他 
2004 

2000 年鳥取県西部地震域における断層強度の推定--多数の

メカニズム解を用いて--(A023)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
小林 健太

他 
2004 

2000 年鳥取県西部地震の震源域とその周辺における断層ガウ

ジ帯(J078-P011)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

34 
鳥

取 
地形 断層 

相沢 泰隆

他 
2005 

2000 年鳥取県西部地震の余震域およびその周辺に分布する

断層岩類 
地質学雑誌 日本地質学会 

        

産 業 技 術

総 合 研 究 所

(2005) 

2005 活断層調査研究成果報告書 12. 鳥取県西部地震断層   産業技術総合研究所 

        
小林 健太

他 
2005 

鳥取県西部_低活動性断層（小町-大谷リニアメント）に分布する

断層岩(J027-P017)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        

東 北 大 学

大 学 院 理 学

研究科他 

2005 

DD トモグラフィによる震源断層とアスペリティのイメージング--

1995 年兵庫県南部地震（M7.3）・2000 年鳥取県西部地震

（M7.3）・2003 年宮城県北部地震（M6.4）の場合-- 

地震予知連絡会会報 国土地理院 
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川方 裕則

他 
2006 

研究報告 3.3 断層モデル等の構築 3.3.13 断層の準静的モ

デルの構築と歪蓄積過程に関する研究 3.3.13.2 歪蓄積過程に

ついてのモデル研究 (2)平成 17 年度の成果 (2-4)震源断層近

傍における地震前後におけるひずみ速度テンソルの変化--2000

年鳥取県西部地震-- 

大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト 1 地震動(強い揺れ)の予測｢大都市圏

地殻構造調査研究｣(平成 17 年度)成果

報告書！科学技術振興費主要 5 分野

の研究開発委託事業 新世紀重点研究

創世プラン??リサーチ・レボリューショ

ン・2002?? 

文部科学省研究開発局他 

        
豊田 暁来

他 
2006 

2000 年鳥取県西部地震震源断層付近の地震前・地震後にお

けるひずみ速度テンソルの変化について(S109-P011)(ポスターセ

ッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
豊田 暁来

他 
2006 

2000 年鳥取県西部地震震源断層付近の地震前・地震後にお

けるひずみ速度テンソルの変化について(2)(P098)(ポスター セッ

ション)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
小林 健太

他 
2006 

鳥取県西部地域に分布する断層ガウジの色解析(P-72)(ポスタ

ー セッション)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
窪島 光志

他 
2006 

鳥取県西部地域における低活動性断層の構造地質学的研究

(P-100)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

34 
鳥

取 
地形 断層 

川方 裕則

他 
2007 

研究報告 3.4 断層モデル等の構築(近畿圏) 3.4.3 断層の

準静的モデルの構築と歪蓄積過程に関する研究 3.4.3.2 歪蓄

積過程についてのモデル研究 (2)平成 18 年度の成果 (2-4)震

源断層近傍における地震前後におけるひずみ速度および応力の

変化--2000 年鳥取県西部地震-- 

大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト 1 地震動(強い揺れ)の予測｢大都市圏

地殻構造調査研究｣(平成 18 年度)成果

報告書 

文部科学省研究開発局他 

        
窪島 光志

(2007) 
2007 

山陰地方における低活動性活断層の形成及び発達過程--鳥

取県西部地域の低活動性活断層の断層破砕帯比較--(ポスター

セッション)(演旨) 

日本地質学会構造地質部会 2007 年

度新潟討論会および巡検--日本海沿

岸褶曲・断層帯の形成・成長と地震活

動-- 

日本地質学会構造地質部会 
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窪島 光志

(2007) 
2007 

鳥取県西部地域における低活動性断層の構造地質学的研究-

-特に日南湖リニアメントについて--(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会構造地質部会 2006 年

度例会 
日本地質学会構造地質部会 

        
窪島 光志

他 
2007 

鳥取県西部地域における低活動性断層の構造地質学的研究-

-断層帯中軸部とその外縁部及び_異なる断層帯における中軸部

の断層破砕帯形成・変質環境の違い--(P-102)(ポスター セッショ

ン)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
中 田  高

(2009) 
2009 1943 年鳥取地震と活断層 科学 岩波書店 

        
小林 健太

(2010) 
2010 

断層活動性の評価に向けた断層ガウジの色測定--鳥取および

新潟地域における基礎研究--(SSS017-05)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
梅田 浩司

他 
2010 

2000 年鳥取県西部地震の震源断層の検出（その 2）--地下水

中のヘリウム同位体比分布--(SCG084-05)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
浅森 浩一 

他 
2010 

2000 年鳥取県西部地震の震源断層の検出(その 1)--余震域

下における三次元比抵抗構造--(SCG084-04)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
佐々木 俊

法他 
2011 

1943 年鳥取地震震源域東部の 変動地形と活断層露頭

(SSS032-P19)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

34 
鳥

取 
地形 断層 

小林 健太

他 
2011 

断層破砕物質を用いた断層活動性評価手法の開発(3)--鳥取

県西部地域における断層ガウジの色測定--(SSS032-P03)(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
宮下 由香

里他 
2011 

断層破砕物質を用いた断層活動性評価手法の開発(1)--鳥取

県西部地域における断層岩の産状--(SSS032-P01)(ポスターセッ

ション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
宮下 由香

里他 
2012 

断層破砕物質を用いた断層活動性評価手法の開発--鳥取県

西部地域における断層岩の産状(ポスターセッション)(演旨) 

地質調査総合センター第 18 回シン

ポジウム 地質学で読み解く巨大地震と

将来の予測--どこまでわかったか--！

産業技術総合研究所地質調査総合センター 
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ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

地質調査総合センタ ー研究資料集

no.551 

        
間中 光雄

他 
2012 

2000 年鳥取県西部地震の余震域と非余震域に分布する断層

ガウジの比較 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
佐藤 比呂

志他 
2015 反射法地震探査による北陸～鳥取沖の震源断層調査（演旨） 石油技術協会誌 石油技術協会 

      段丘 山名 巌他 1970 鳥取県気高町逢坂谷の段丘 鳥取県立科学博物館研究報告 鳥取県立科学博物館 

        森岡 弘他 1984 鳥取県郡家地域及び周辺の段丘発達史 (鳥取県立博物館年報)   

        
小玉 芳敬

他 
2004 

鳥取砂丘の縞模様・沿岸浅海域_新たな段丘形成史予察(演

旨) 

鳥取の地形まるごと研究??鳥取大学

自然地理研究室の卒業論文や修士論

文の成果を中心にして?? 

鳥取大学教育地域科学部(自然地理学教室) 

      火山 
佐藤 学而

他 
1962 

鳥取県中部地区のウラン鉱床--東郷鉱山--1．炭鉱成果_2．方

面鉱床_3．三朝層群の火山層序_4．鉱床層位の対比_5．裂コ系と

チャンネル構造_6．東郷鉱山産ウラン鉱物（演旨） 

秋季大会研究発表講演会講演要旨

集（昭和 37 年度） 
(日本鉱山地質学会) 

        
田中 昌也

他 
1966 鳥取県中部地区に分布する大山火山灰層の化学的研究 

鳥取大学教育学部研究報告（自然

科学） 
鳥取大学教育学部 

        原田 光他 1966 鳥取県上小鴨の火山灰土の粘土鉱物 
鳥取大学教育学部研究報告（自然

科学） 
鳥取大学教育学部 

34 
鳥

取 
地形 火山 

宮地 六美

他 
1981 鳥取大山降下火山灰”キナコ”の鉱物組成について（演旨） 日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
宮地 六美

他 
1981 鳥取大山降下火山灰”キナコ”の鉱物組成について 九州大学教養部地学研究報告 九州大学教養部地学教室 

        
宮腰 潤一

郎他 
1984 大山火山(鳥取県)における全磁力・重力測定(概報)(演旨) 

日本地球電気磁気学会講演会講演

予稿集 
日本地球電気磁気学会 

        松本 俊雄 1989 鳥取層群の層序と中期中新世の火山活動(演旨) 日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        松本 俊雄 1991 鳥取市北東方地域の中新統層序と中期中新世の火山活動 地質学雑誌 日本地質学会 
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発行年
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        松本 俊雄 1992 
火山活動と堆積作用からみた鳥取地域の前期中新世末～中

期中新世古地理 

地質学論集_ 古日本海東縁の新第

三系－－層序・古地理・古環境－－ 
日本地質学会 

        大滝 茂他 2001 
三宅島火山活動_新島.神津島近海の地震活動及び鳥取県西

部地震に伴う地殻変動の監視について 
国土地理院時報 国土地理院 

        
井上 睦夫

他 
2003 

鳥取県大山火山中腹に湧出する地下水の流動系--同位体地

球化学的情報からみた地下水の履歴-- 
日本水文科学会誌 日本水文科学会 

        
浅見 真規

(2004) 
2004 

大根島火山と鳥取県西部地震震源域に平行な断層の断層面

における玄武岩岩脈の存在の意味(V055-P026)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
成瀬 敏郎

他 
2005 

鳥取県倉吉市桜における火山灰層間に埋没する古土壌の母

材--風成塵の意義--(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
竹下 浩征

他 
2009 

鳥取県西部、大山火山直下から採取された基盤岩の岩石記載

と K-Ar 年代（O-58)(演旨） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
河合 隆行

他 
2011 

鳥取砂丘に堆積した火山灰層と湧水発生メカニズムの関係

(AHW025-P06)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

      
海水準

変動 

加 藤  めぐ

み他 
1998 鳥取県東郷池の年縞堆積物と完新世の海水準変動(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
加藤  めぐ

み他 
2001 

鳥取県東郷池の年縞堆積物からみた完新世中期の海水準変

動（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

34 
鳥

取 
地質 表層 

佐藤 幹夫

他 
1987 日御碕沖・鳥取沖海域の 3．5kHzSBP による表層構造探査 

西南日本周辺大陸棚の海底地質に

関する研究昭和 61 年度研究概要報告

書－日御碕沖・鳥取沖海域－ 

地質調査所 

        池原 研他 1990 鳥取沖表層堆積図_1：200_000 海洋地質図 地質調査所 

        
遠田 晋次

(2002) 
2002 

2000 年鳥取県西部地震の”地変”についての考察--境界要素

法による表層誘発すべりの可能性についての検討-- 
活断層研究 活断層研究会 
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野口 竜也 

山科 騰他 
2006 

表面波探査法を用いた鳥取県境港市の表層地盤構造推定

(S116-P019)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        原 淳子他 2008 表層土壌評価基本図--鳥取県地域-- 数値地質図 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        小山 敢他 2010 
鳥取県の花崗岩斜面における表層崩壊の観測--崩壊発生に

関わる鍵層の分布に着目した崩壊現象の観測-- 
砂防学会誌！新砂防 砂防学会 

      岩盤 内田 勉他 2002 
鳥取県西部地震による落石・岩盤崩壊の発生状況と復旧対策

事例 
地すべり 日本地すべり学会 

        
山本 哲朗

他 
2002 

2000 年鳥取県西部地震（M7.3)および 2001 年芸予地震（M6.7)

の際に発生した岩盤崩落・落石の調査とその特徴 
地すべり 日本地すべり学会 

        
渡壁 卓磨

他 
2014 

宇宙線生成核種 10Be を用いた岩盤侵食河川の下刻速度の推

定--鳥取県小鹿渓谷の例-- 
地形 日本地形学連合 

      母岩 北原 順一 1955 
鳥取県多里地方のクローム鉄鉱並びに母岩の光学的及び化

学的研究（1）（演旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
北原 順一

(1956) 
1956 

鳥取県多里地方のクローム鉄鉱並びに母岩に関する研究（2）

（演旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
北原 順一

(1957) 
1957 

鳥取県多里地方のクローム鉄鉱並びに母岩に関する研究（3）

（演旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
渡辺 晃二

(1964) 
1964 

鳥取県東郷鉱山ウラン鉱床の基盤岩ならびに母岩の変質--

（1）方面・麻畑鉱床-- 
岡山大学温泉研究所報告 岡山大学温泉研究所 

      火山岩 
山田 直利

(1960) 
1960 

中国東部の白堊紀火成活動 その 1--鳥取・岡山県境付近の

変質火山岩類と花崗岩類の関係--（演旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 

34 
鳥

取 
地質 火山岩 

一色 直記

他 
1963 鳥取県中部の鮮新世火山岩類の岩石学的性質（演旨） 火山 第 2 集 日本火山学会 

        倉沢 一他 1963 山陰・鳥取県の鮮新世火山岩類の化学的性質（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 
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永尾 隆志

(1975) 
1975 

鳥取県三朝層群中の火山岩類--特に造岩鉱物について--

（演旨） 

日本地質学会第 82 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
永尾 隆志

(1977) 
1977 

鳥取県北部に分布する鮮新世火山岩類中の輝石について(演

旨) 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本岩石鉱物鉱床学会他 

        
古山 勝彦

(1981) 
1981 鳥取-兵庫県境の鮮新世火山岩類（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱物学会他 

        
古山 勝彦

(1982) 
1982 鳥取-兵庫県境の火山岩類（演旨） 

日本地質学会第 89 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        古山 勝彦 1989 鳥取県東部・鮮新世火山岩からの高マグネシア安山岩の産出 

日本の高マグネシア安山岩_ 文部省

科学研究費補助金総合研究(A)(課題

番号 61302027)(1986－88 年度)_ 島弧

における高マグネシア安山岩の地質学

的岩石学的研究研究成果報告書 

山口大学理学部地質学鉱物科学教室 

        
山 名  巌

(2005) 
2005 

鳥取市末恒地区における中新統河原火山岩層中の火砕性堆

積岩層とその堆積構造 
鳥取地学会誌 鳥取地学会 

        
山 名  巌

(2007) 
2007 

鳥取市末恒地区における中新統鳥取層群河原火山岩層中の

水中火山岩 
鳥取県立博物館研究報告 鳥取県立博物館 

        
陣 出  真 

他 
2010 

兵庫・鳥取県境に分布する扇ノ山火山岩の古地磁気と古地磁

気永年変化(SEM032-08)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
菅森 義晃

他 
2015 

鳥取県東部白兎海岸淤岐ノ島と気多岬に露出する新第三系の

岩相と火山岩の K-Ar 年代(R5-P-25)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 122 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      露頭 赤木 三郎 1996 鳥取地震時に活動した鹿野断層に沿う断層露頭 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
井上 大栄

他 
2001 

2000 年鳥取県西部地震の位置と規模は事前に評価可能か？

（その 2）--震源域周辺の断層破砕帯と活断層露頭--（S3-P015）

（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 
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34 
鳥

取 
地質 露頭 

市谷 年弘

(2003) 
2003 鳥取市雲山露頭の変貌 鳥取地学会誌 鳥取地学会 

        
星見 清晴

(2004) 
2004 鳥取市里仁南(中国電力・電力センター北側)の露頭 鳥取地学会誌 鳥取地学会 

        藤村 尚他 2006 
鳥取県岩石データベースの作成に関する研究--露頭における

弾性波速度とシュミットロックハンマー反発度について-- 

地盤と建設！地盤工学会中国支部

論文報告集 
地盤工学会中国支部 

        
佐々木 俊

法他 
2011 

1943 年鳥取地震震源域東部の 変動地形と活断層露頭

(SSS032-P19)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

    
調査手

法 

物理探

査 

初田 甚一

郎他 
1963 鳥取県関金温泉における物理探査（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
木方 建造

他 
1986 

地化学探査_物理探査による地熱源調査－－鳥取県鹿野温泉

の例－－ 

日本応用地質学会研究発表会予稿

集 
日本応用地質学会 

      
音波探

査 

井上 卓彦

他 
2002 

音波探査記録から見た鳥取県西部・美保湾の海底地質（ポスタ

ーセッション）（演旨） 

日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
井上 卓彦

他 
2004 

音波探査記録からみた鳥取県西部_美保湾の完新統基底面深

度分布と後期更新世以降の地史(Q064-P003)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

    地下水 流動 風岡 修他 2001 
地震時にみられた液状化-流動化現象とその時系列変化--

2000 年鳥取県西部地震・2001 年芸予地震での例-- 
環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

        
井上 睦夫

他 
2002 鳥取県・大山中腹に湧出する地下水の流動系（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        風岡 修他 2002 
砂層中の混入物が液状化強度に与える影響--2000 年鳥取県

西部地震の液状化-流動化調査から-- 

環境地質学シンポジウム・地質環境

国際シンポジウム論文集 
日本地質学会環境地質研究委員会 

        
山内 靖喜

(2002) 
2002 2000 年鳥取県西部地震による液状化・流動化の災害 島根県地学会会誌 島根県地学会 
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井上 睦夫

他 
2003 

鳥取県大山火山中腹に湧出する地下水の流動系--同位体地

球化学的情報からみた地下水の履歴-- 
日本水文科学会誌 日本水文科学会 

34 
鳥

取 
地下水 流動 

井上 睦夫

他 
2004 

大規模地震前後における地下水流動系の変化--兵庫県南部

地震および鳥取県西部地震を例に--（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

      湧水 
河合 隆行

他 
2011 

鳥取砂丘に堆積した火山灰層と湧水発生メカニズムの関係

(AHW025-P06)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
塩崎 一郎

他 
2013 

鳥取砂丘の地下構造と地下水大循環に関する研究--地球電

磁気学的な手法を用いて砂丘内湧水(オアシス)の起源を探る--

(AHW29-P07)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        
塩崎 一郎

他 
2014 

鳥取砂丘内湧水（オアシス）の起源に関する研究(AHW27-

P03)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

      温泉 芦沢 峻 1950 
鳥取県下温泉並びに地下水の沸素含量及び三朝温泉の化学

的研究（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学学会 

        御船 政明 1952 鳥取県三朝・関金・皆生温泉の泉質について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
阪上 正信

(1959) 
1959 

鳥取県三朝温泉の二三成分について--特にゲルマニウムおよ

びセレン--（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学学会 

        
杉 原  健

(1959) 
1959 

鳥取県三朝温泉の灌漑水並びに降水量が温泉水に及ぼす影

響について（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学学会 

        
杉 原  健

(1960) 
1960 

鳥取県三朝温泉の化学的研究--（第 11 報）鳥取県三朝温泉

の泉温と気温_湧出量_ならびに塩素イオン濃度との関係-- 
日本化学雑誌 日本化学会 

        
阪上 正信

他 
1960 鳥取県浜村鹿野地区温泉地の地球化学的研究（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
杉山 隆二

(1961) 
1961 鳥取県気高郡鹿野温泉の地質 岡山大学温泉研究所報告 岡山大学温泉研究所 

        
御船 政明

他 
1961 鳥取県三朝温泉のフッ素（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 
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杉山 隆二

他 
1961 鳥取市内温泉の試錐による調査研究（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
杉山 隆二

他 
1961 鳥取県関金温泉地の調査研究（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
初田 甚一

郎他 
1963 鳥取県関金温泉における物理探査（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

34 
鳥

取 
地下水 温泉 

杉山 隆二

(1964) 
1964 鳥取県温泉調査報告（7）--大山温泉調査報告（1)--   鳥取県厚生部 

        
杉山 隆二

(1964) 
1964 

鳥取県温泉調査報告（8）--鳥取砂丘地附近の温泉地質調査

報告（1）-- 
  鳥取県厚生部 

        
御船 政明

(1964) 
1964 

鳥取県三朝温泉附近のけい流水中の二_三の化学成分の分布

について（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
渡辺 晃二

(1964) 
1964 鳥取温泉におけるボーリング・コアの組成鉱物について 岡山大学温泉研究所報告 岡山大学温泉研究所 

        
宮田 年彦

(1965) 
1965 鳥取温泉の経年変化 温泉科学 日本温泉科学会 

        
宮田 年彦

(1967) 
1967 鳥取市街周辺の温泉について（第 1 報）（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
清水 欣一

(1968) 
1968 鳥取県東郷池周辺の温泉群の温泉地質について 陸水学雑誌 日本陸水学会 

        
鳥 取 県 厚

生部(1969) 
1969 鳥取県の温泉（昭和 44 年 3 月）   鳥取県厚生部 

        
鳥 取 県

(1972) 
1972 鳥取県温泉総覧   鳥取県厚生部 

        
笹田 政克

(1978) 
1978 

温泉のカコウ岩による構造規制-とくに鳥取カコウ岩に関連して

-（演旨） 
地熱研究発表会予稿集 日本地熱学会他 
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佃  為 成

(1981) 
1981 鳥取県三朝温泉における地下水温連続観測 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
西田 良平

他 
1982 

山陰地方における温泉水の Cl 濃度変化と地震活動--鳥取県

東・中部地域--（演旨） 
地震学会講演予稿集秋季大会 地震学会 

        佃 為成他 1982 鳥取県三朝温泉の地下水温変化と地震の関係（演旨） 地震学会講演予稿集春季大会 地震学会 

        
木方 建造

他 
1986 

地化学探査_物理探査による地熱源調査－－鳥取県鹿野温泉

の例－－ 

日本応用地質学会研究発表会予稿

集 
日本応用地質学会 

34 
鳥

取 
地下水 温泉 

京 都 大 学

防 災 研 究 所

附 属 地 震 予

知研究センタ

ー他 

1992 
1991～1992 年の鳥取－島根県境の地震活動と周辺の温泉の

水質・水温変動 
地震予知連絡会会報 国土地理院他 

        
板持 倫子

他 
1993 

鳥取－島根県境の地震(1989～1991 年)前後の周辺の温泉の

水質・水温変化について(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
小泉 尚嗣

他 
1993 北海道南西沖地震後の鳥取県湯谷温泉の水温変化(演旨) 日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
北川 有一

他 
1994 

鳥取県湯谷温泉のコサイスミックな水温変化の客観的な検出

(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
北川 有一

他 
1994 

鳥取県湯谷温泉のコサイスミックな水温変化について－－地球

潮汐・気圧変化に伴う水温変化との比較－－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        

京 都 大 学

防 災 研 究 所

地 震 予 知 研

究センター 

1994 鳥取県湯谷温泉の精密水温変化 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
北川 有一

他 
1995 

北海道周辺で起きた三つの M8 クラスの地震後の鳥取県湯谷

温泉の水温変化について(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 
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北川 有一

他 
1995 

兵庫県南部地震前後での鳥取県湯谷温泉の水温の潮汐成分

の振幅の変化について(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
小泉 尚嗣

他 
1995 鳥取県湯谷温泉のコサイスミックな水温変化について 地震_第 2 輯 日本地震学会 

        
小泉 尚嗣

他 
1996 鳥取県湯谷温泉の湧出量変化と水温変化(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
北川 有一

他 
1998 

地下水温の地震に対する応答特性の時間変化－－鳥取県湯

谷温泉の場合－－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
地 質 調 査

所他 
2001 

2000 年鳥取県西部地震（M7.3）前後の湯谷温泉における地下

水温変化 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

34 
鳥

取 
地下水 温泉 

渡辺 邦彦

他 
2002 

湯谷温泉（鳥取）における水温と湧出量の変化(S039-P003)（ポ

スターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2004 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2003 年

5 月?10 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2004 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2003 年

11 月?2004 年 4 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2005 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2004 年

11 月?2005 年 4 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

理学部他 
2005 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2004 年

5 月?2004 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2006 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2005 年

5 月?2005 年 10 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2006 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2005 年

11 月?2006 年 4 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2007 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2006 年

5 月?2006 年 10 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 
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鳥 取 大 学

工学部他 
2007 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2006 年

11 月～2007 年 4 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2008 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2007 年

5 月～2007 年 10 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2008 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2007 年

11 月～2008 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2009 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2008 年

5 月～2008 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2009 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2008 年

11 月～2009 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

34 
鳥

取 
地下水 温泉 

鳥 取 大 学

工学部他 
2010 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2009 年

11 月～2010 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2010 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2009 年

5 月～2009 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2011 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2010 年

11 月～2011 年 5 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2012 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2011 年

6 月～2011 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2012 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2011 年

11 月～2012 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2013 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2012 年

11 月～2013 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2013 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2012 年

5 月～2012 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2014 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水変化（2013 年 11 月～

2014 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 
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鳥 取 大 学

工学部他 
2014 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2013 年

5 月～2013 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2015 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水変化（2014 年 5 月～

2014 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2015 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水変化(2014 年 11 月～

2015 年 4 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

      同位体 飯泉 滋他 1981 
鳥取.岡山県境付近の白亜紀?古第三紀火成岩類の主化学組

成変化と Sr 同位体比（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱物学会他 

        須藤 宏他 1982 
岡山県北部から鳥取県に分布する白亜紀?古第三紀火成岩類

の Sr 同位体比（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱山地質学会他 

34 
鳥

取 
地下水 同位体 飯泉 滋他 1982 

鳥取県西部_根雨付近に分布する斑れい岩体および花崗閃緑

岩体の Sr 同位体比 
  火成作用研究会 

        
西田 和浩

他 
2001 

島根県東部?鳥取県西部における白亜紀?第三紀火成岩類の

Sr・Nd 同位体比（ポスターセッション）（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
井上 睦夫

他 
2003 

鳥取県大山火山中腹に湧出する地下水の流動系--同位体地

球化学的情報からみた地下水の履歴-- 
日本水文科学会誌 日本水文科学会 

        
梅田 浩司

他 
2010 

2000 年鳥取県西部地震の震源断層の検出（その 2）--地下水

中のヘリウム同位体比分布--(SCG084-05)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

    
塩分濃

度 
水質 

新 川  博

(1981) 
1981 鳥取市の水質汚濁問題 水 月刊「水」発行所 

        

京 都 大 学

防 災 研 究 所

附 属 地 震 予

知研究センタ

ー他 

1992 
1991～1992 年の鳥取－島根県境の地震活動と周辺の温泉の

水質・水温変動 
地震予知連絡会会報 国土地理院他 
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板持 倫子

他 
1993 

鳥取－島根県境の地震(1989～1991 年)前後の周辺の温泉の

水質・水温変化について(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
吉谷 昭彦

他 
1998 

平野部に分布する完新統と河川堤外伏流水の水質との関係に

ついて－－鳥取県の主要河川_日野川および千代川の堤外取水

を例として－－ 

鳥取大学教育学部研究報告_自然科

学 
鳥取大学教育学部 

        
伊藤  静イ

ザベル他 
2000 鳥取県西部_弓ヶ浜の地下水の水質分析 地球科学 地学団体研究会 

      海水 
加 藤  めぐ

み他 
1998 鳥取県東郷池の年縞堆積物と完新世の海水準変動(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
加藤  めぐ

み他 
2001 

鳥取県東郷池の年縞堆積物からみた完新世中期の海水準変

動（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

34 
鳥

取 

塩分濃

度 
海水 

岡田 昭明

(2005) 
2005 鳥取砂丘の形成過程からみた最終間氷期の海水準 鳥取地学会誌 鳥取地学会 

      Cl 
西田 良平

他 
1982 

山陰地方における温泉水の Cl 濃度変化と地震活動--鳥取県

東・中部地域--（演旨） 
地震学会講演予稿集秋季大会 地震学会 

35 
倉

吉 
地形 断層 丸山 正他 2014 

富山県南砺市法林寺地区のボーリングコアにおける火山ガラス

を含む大山倉吉テフラ（DKP）の認定とその北陸地域の活断層の

活動性評価における意義 

地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

      段丘 
中川 登美

雄他 
1995 

福井県丹生山地の段丘堆積物から見いだされた姶良 Tn 火山

灰層および大山倉吉軽石層とその意義 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        町田 洋 1996 
富山県常願寺川の河成段丘にのる大山倉吉および姶良 Tn テ

フラ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

      火山 
仙田 幸造

他 
1998 妙高火山山麓における大山倉吉軽石層層準付近の花粉分析 新潟県地学教育研究会誌 新潟県地学教育研究会 

        
成瀬 敏郎

他 
2005 

鳥取県倉吉市桜における火山灰層間に埋没する古土壌の母

材--風成塵の意義--(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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小滝 篤夫

(2009) 
2009 

大山中部火山灰層、大山倉吉軽石層（DKP）の鉱物・記載岩石

学的性質の上下変化（P-25)(ポスターセッション）（演旨） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        丸山 正他 2014 

富山県南砺市法林寺地区のボーリングコアにおける火山ガラス

を含む大山倉吉テフラ（DKP）の認定とその北陸地域の活断層の

活動性評価における意義 

地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

    
調査手

法 

物理探

査 

佐藤 学而

(1965) 
1965 

物理探査法による地質構造解析上の問題点--飯盛山その他

の探査に関連して-- 2. 構造試錐の結果 2(b) 倉吉地区につ

いて（演旨） 

日本原子力学会誌 日本原子力学会 

      
音波探

査 

片 山  肇

(2008) 
2008 

日本海海底の音波探査反射面分布から推定される大山倉吉

軽石（DKP）と山陰1 テフラ（SAN1）の関係と分布域(Q139-009)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

35 
倉

吉 
地下水 同位体 

加々美 寛

雄(1979) 
1979 東中国の倉吉?岡山?高松線にそう花崗岩類の酸素同位体比 

日本列島構成の同位体地球科学！

科学研究費補助金総合研究(A)(昭和

53 年度)(課題番号 334054) 

山口 勝(九州大学理学部) 

36 

出

雲松

江 

地形 沈降 
森田 浩史

他 
1999 

島根県出雲市南西部の中新統層序とその堆積盆地の沈降特

性 
島根大学地球資源環境学研究報告 島根大学総合理工学部地球資源環境学教室 

      断層 
金折 裕司

(2007) 
2007 山口?出雲地震帯と地質断層の再活動性（演旨） 

日本地質学会構造地質部会 2007 年

度新潟討論会および巡検--日本海沿

岸褶曲・断層帯の形成・成長と地震活

動-- 

日本地質学会構造地質部会 

        中田 高他 2002 都市圏活断層図「松江」 
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岩田 昭夫

(2010) 
2010 松江市田和山遺跡の環壕をきる「田和山断層」(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2010 
日本応用地質学会 

      火山 
沢田 順弘

(1976) 
1976 

山陰グリーン・タフ?出雲湾入部における火山?複成複合岩体に

ついて（演旨） 

日本地質学会第 83 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
黒川 勝己

他 
1982 

出雲崎地域の含菫青石・カミングトン閃石および含ザクロ・褐レ

ン石火山灰層とその対比（演旨） 

日本地質学会第 89 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
黒川 勝己

他 
1988 新潟県出雲崎町久田における上越火山灰の発見とその意義 新潟大学教育学部紀要_自然科学編 新潟大学教育学部 

        
黒川 勝己

他 
1999 

新潟県出雲崎町常楽時ルートにおける西山層の火山灰層－

－とくに Jjj および Sig 火山灰層の対比について－－ 

新潟大学教育人間科学部紀要 自

然科学編 
新潟大学教育人間科学部 

        
中村 唯史

(2004) 
2004 出雲平野西部の表層堆積物と三瓶火山 島根県地学会会誌 島根県地学会 

        
吉谷 昭彦

他 
1974 松江湾入状積成積盆の波多層の火山層序（演旨） 

日本地質学会第 81 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        中村 唯史 1993 松江市西川津遺跡のアカホヤ火山灰層 島根大学地質学研究報告 島根大学理学部地質学教室 

36 

出

雲松

江 

地形 火山 
松本 一郎

他 
2010 

島根県松江市周辺の第三紀火山活動--記載岩石学からのア

プローチ--（演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

    地質 表層 
中村 唯史

他 
2001 

島根県出雲平野の表層堆積物から得られた 14C 年代値（演

旨） 

日本地質学会西日本支部会報（関

西支部会報 No.127 合併号） 
日本地質学会関西支部他 

        
中村 唯史

(2004) 
2004 出雲平野西部の表層堆積物と三瓶火山 島根県地学会会誌 島根県地学会 

        
岩橋 純子

他 
2009 

表層崩壊のアセスメントに適する勾配と凹凸度の計算範囲--

出雲崎地域と新居浜地域の事例から--(Z176-P014)(ポスターセッ

ション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 
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      火山岩 
井上 多津

男 
1994 松江市南方・前期中新世意東火山岩類の形成史 地質学雑誌 日本地質学会 

        
井上 多津

男他 
1996 松江市南方に分布する前期中新世意東火山岩類(演旨) 三鉱学会講演要旨集 日本岩石鉱物鉱床学会他 

    地下水 流動 
井上 多津

男 
1990 松江市南方の前期中新世安山岩溶岩の流動方向と噴出源 地質学雑誌 日本地質学会 

      温泉 
山内 靖喜

他 
1997 松江温泉第二泉源と竹内団地泉源の掘削資料について 山陰地域研究 島根大学汽水域研究センター 

37 
岡

山 
地形 侵食 

鈴木 茂之

(2002) 
2002 

泥炭層と海退期侵食面を利用した岡山平野沖積層の区分と対

比(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

      断層 藤本 睦他 1994 
岡山県大賀南西部における非変成古生層と上部三畳系成羽

層群の間の衝上断層 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
遠田 晋次

他 
2009 

岩手・宮城内陸地震に伴う地震断層沿いの基盤岩の累積変位

量--一関市厳美町岡山地区におけるボーリング掘削調査--(ポス

ターセッション)(演旨) 

平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地

震 2 周年シンポジウム・日本活断層学

会秋季学術大会講演予稿集_2009 

日本活断層学会 

        
丸 山  正

(2009) 
2009 

一関市厳美町字岡山地区で実施した岩手・宮城内陸地震の地

震断層のトレンチ調査風景 
地質ニュース 実業公報社 

        
遠田 晋次

他 
2011 

2008 年岩手・宮城内陸地震を引き起こした活断層の累積変位

量--岩手県一関市厳美町岡山地区ボーリング調査-- 
活断層研究 日本活断層学会 

      段丘 
中原 佐和

子他 
2011 岡山県津山盆地における河岸段丘 

環境科学研究！広島大学大学院総

合科学研究科紀要 2 
広島大学大学院総合科学研究科 

37 
岡

山 
地形 火山 石渡 明 1986 

岡山県大原及び兵庫県上郡の夜久野オフィオライトは島弧火

山フロントの地殻下部か？(演旨) 
日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        
市谷 年弘

他 
1989 

岡山県蒜山原_旧石器遺跡における火山灰土壌の重鉱物組成

と強磁性鉱物のキューリーポイント 
蒜山研究所研究報告 岡山理科大学蒜山研究所 
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佐藤 英一

他 
1991 

岡山県新見地域の白亜紀火山性陥没体：新見コールドロン(演

旨) 

日本地質学会関西支部会報_ 日本

地質学会西日本支部会報 No．96(合併

号) 

日本地質学会関西支部他 

        
西戸 裕嗣

他 
1998 犬挟トンネル岡山側露頭の蒜山原層_大山火山灰層 

自然科学研究所研究報告 岡山理

科大学 
岡山理科大学 

        
森永 速男

他 
2003 

岡山県蒜山原珪藻土層の磁気層序--古期大山または蒜山火

山の噴火過程--(D31-P017)(ポスターセッション)(演旨) 

地球電磁気・地球惑星圏学会講演

会講演予稿集 
地球電磁気・地球惑星圏学会 

        
森永 速男

他 
2003 

岡山県蒜山原珪藻土層の磁気層序に基づく火山活動の検出

（Q042-011）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

      褶曲 於保 幸正 1987 岡山県旭町付近における三郡変成岩中の小褶曲(演旨) 日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        於保 幸正 1989 岡山県落合－旭地域における三郡変成岩の褶曲構造(演旨) 
日本地質学会第 96 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
鈴木 茂之

他 
1990 

岡山県川上郡周辺の古生界及び三畳系にみられる褶曲の構

造解析 
地質学雑誌 日本地質学会 

        田中 元他 2007 
岡山県_成羽層群の小褶曲構造に規制された地すべりとその内

部構造 
応用地質 日本応用地質学会 

      
海水準

変動 

藤原 健蔵

他 
1986 

岡山平野における繩文_弥生遺跡の C－14 年代と海水準変動

(演旨) 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        岡 淳一他 1999 岡山県に分布する中新統から得られた海水準変動(演旨) 日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
鈴木 茂之

(2004) 
2004 岡山平野における最終氷期最盛期以降の海水準変動 岡山大学地球科学研究報告 岡山大学理学部地球科学教室 

37 
岡

山 
地形 

海水準

変動 

佐藤 裕司

他 
2011 

瀬戸内海中部・出崎海岸（岡山県玉野市）における埋没泥炭

層の再検討--特に完新世中期の相対的海水準変動との関係に

ついて-- 

第四紀研究 日本第四紀学会 

    地質 表層 
新宮原 秀

和他 
1999 岡山県旭町上西川地域における三郡変成岩の表層崩壊過程 

広島大学総合科学部紀要  4(理系

編) 
広島大学総合科学部 
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      母岩 
杉山 隆二

(1966) 
1966 

岡山県三石・鴨方附近のろう石鉱床の母岩についての 2・3 の

所見 
岡山大学地学研究報告 岡山大学理学部地学教室 

      火山岩 
山田 直利

(1960) 
1960 

中国東部の白堊紀火成活動 その 1--鳥取・岡山県境付近の

変質火山岩類と花崗岩類の関係--（演旨） 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
藤 田  崇

(1967) 
1967 

岡山県下の三朝層群の火山岩 1--その弾性波速度と孔隙

率・密度との関係-- 
地球科学 地学団体研究会 

        藤田 崇他 1967 岡山県下の三朝層群の火山岩について（第 1 報）（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
藤 田  崇

(1969) 
1969 

岡山県下の三朝層群の火山岩 2--その化学的性質について-

- 
大阪工業大学中央研究所報 大阪工業大学中央研究所 

        
上 田  薫

(1979) 
1979 

岡山県北部津黒山周辺に分布する後期中生代火山岩類--概

報-- 
地質学論集！中生代酸性火成作用 日本地質学会 

        
石賀 裕明

他 
1989 

岡山県西部地域におけるペルム系舞鶴層群の層序・構造・とく

に酸性火山岩について 
島根大学地質学研究報告 島根大学理学部地質学教室 

        
菅田 康彦

他 
1992 

岡山県井原市北部に分布する舞鶴帯ペルム紀火山岩類の化

学組成 
島根大学地質学研究報告 島根大学理学部地質学教室 

        鈴木 茂之 1993 
岡山県南部の白亜紀酸性火山岩類に挟まれる扇状地及びデ

ルタ堆積相(演旨) 
日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
石川 敦代

他 
2014 

岡山県柵原地域における白亜紀火山岩類分布地域の重力異

常(SGL43-P05)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

      露頭 草地 功他 1978 
岡山県備中町布賀西露頭におけるゲーレン石・スパー石スカ

ルン 
岡山大学教育学部研究集録  岡山大学教育学部 

        草地 功他 1979 
岡山県備中町布賀長谷露頭におけるスカルン鉱物の産状(演

旨) 
日本鉱物学会年会講演要旨集 日本鉱物学会 

37 
岡

山 
地形 露頭 

逸見 千代

子他 
1979 岡山県布賀長谷露頭産ケイカイ石のポリタイプ（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱山地質学会他 
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        草地 功他 1983 
岡山県川上郡備中町布賀道路際露頭におけるスカルンの産

状 
岡山大学教育学部研究集録   

        
西戸 裕嗣

他 
1998 犬挟トンネル岡山側露頭の蒜山原層_大山火山灰層 

自然科学研究所研究報告 岡山理

科大学 
岡山理科大学 

    
調査手

法 

物理探

査 

小 林  創

(1957) 
1957 岡山県吹屋地区物理探査報告（雑報） 地質調査所月報 地質調査所 

        小林 創他 1957 岡山県吹屋地区物理探査報告（雑報） 地質調査所月報 地質調査所 

    地下水 湧水 

千 葉 県 嶺

岡帯六価クロ

ム 調 査 班

(1978) 

1978 嶺岡山系蛇紋岩帯における湧水中の Cr(6)について 地質学雑誌 日本地質学会 

      温泉 
上治 寅次

郎他 
1951 岡山県勝田郡湯ノ郷温泉地質調査報告 岡山県地下資源調査報告書 岡山県 

        
佐藤 幸二

(1973) 
1973 岡山県の温泉について(演旨) 

日本地質学会第 80 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2004 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2003 年

5 月?10 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2004 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2003 年

11 月?2004 年 4 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2005 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2004 年

11 月?2005 年 4 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

理学部他 
2005 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2004 年

5 月?2004 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2006 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2005 年

5 月?2005 年 10 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 
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鳥 取 大 学

工学部他 
2006 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2005 年

11 月?2006 年 4 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

37 
岡

山 
地下水 温泉 

鳥 取 大 学

工学部他 
2007 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2006 年

5 月?2006 年 10 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2007 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2006 年

11 月～2007 年 4 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2008 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化(2007 年

5 月～2007 年 10 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2008 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2007 年

11 月～2008 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2009 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2008 年

5 月～2008 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2009 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2008 年

11 月～2009 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2010 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2009 年

11 月～2010 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2010 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2009 年

5 月～2009 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2011 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2010 年

11 月～2011 年 5 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2012 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2011 年

6 月～2011 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2012 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2011 年

11 月～2012 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2013 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2012 年

11 月～2013 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 
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鳥 取 大 学

工学部他 
2013 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2012 年

5 月～2012 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

37 
岡

山 
地下水 温泉 

鳥 取 大 学

工学部他 
2014 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水変化（2013 年 11 月～

2014 年 4 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2014 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水・地下水変化（2013 年

5 月～2013 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2015 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水変化（2014 年 5 月～

2014 年 10 月） 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
鳥 取 大 学

工学部他 
2015 

鳥取県・岡山県・島根県における温泉水変化(2014 年 11 月～

2015 年 4 月) 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

      同位体 
加々美 寛

雄(1979) 
1979 東中国の倉吉?岡山?高松線にそう花崗岩類の酸素同位体比 

日本列島構成の同位体地球科学！

科学研究費補助金総合研究(A)(昭和

53 年度)(課題番号 334054) 

山口 勝(九州大学理学部) 

        飯泉 滋他 1981 
鳥取.岡山県境付近の白亜紀?古第三紀火成岩類の主化学組

成変化と Sr 同位体比（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱物学会他 

        須藤 宏他 1982 
岡山県北部から鳥取県に分布する白亜紀?古第三紀火成岩類

の Sr 同位体比（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱山地質学会他 

        
渡辺 暉夫

他 
1988 岡山・兵庫県境の”夜久野岩類”の Rb－Sr 同位体比(演旨) 

日本地質学会西日本支部会報_ 日

本地質学会関西支部会報 
日本地質学会関西支部他 

        
山本 雅弘

他 
1993 岡山県下の天水の水素及び酸素同位体比 地下水学会誌 日本地下水学会 

        
高木 哲一

他 
1995 

岡山県中部有漢花崗閃緑岩・賀陽花崗岩の Rb－Sr アイソクロ

ン年代と Sr 同位体初生値 
地質調査所月報 地質調査所 

        
岡田 悦郎

他 
2005 

岡山県新見市井倉前平のトゥファの高解像度安定同位体分析

(O-129)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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        堀 真子他 2005 
岡山県大賀台で採集したトゥファの高解像度安定同位体記録

(G016-P001)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
菅原 久誠

他 
2009 

岡山県西部ペルム紀前～中期変玄武岩に産する微生物変質

様組織および炭素同位体比（P-88)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

37 
岡

山 

塩分濃

度 
水質 

狩野 彰宏

他 
1999 

岡山県阿哲台のトゥファ(その 1)_ 水質から見たトゥファの堆積

条件と堆積機構(演旨) 
日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        中 孝仁他 1999 
岡山県阿哲台のトゥファ－－地質.地形.水質からみたトゥファの

堆積条件と堆積機構－－ 
地質調査所月報 地質調査所 

        
狩野 彰宏

他 
1999 水質から見たトゥファ堆積場での現象：岡山県北房町の例 地球科学 地学団体研究会 

        松田 敏彦 2000 
岡山県吉井川_旭川_高梁川の水質(Mc-P011)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
木下 卓也

他 
2001 岡山県の主要 3 河川の水質と地質の関係 岡山大学地球科学研究報告 岡山大学理学部地球科学教室 

        
松田 敏彦

他 
2003 

岡山県の浅層地下水の水質と地質の関係（J072-P003）（ポスタ

ーセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2003 
日本海洋学会他 

        
佐藤 公亮

他 
2005 

岡山市内における地下水の水質変化および地震活動との関連

(演旨) 

情報地質！第 16 回日本情報地質学

会講演会講演要旨集 
日本情報地質学会 

      海水 
藤原 健蔵

他 
1986 

岡山平野における繩文_弥生遺跡の C－14 年代と海水準変動

(演旨) 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
藤原 健蔵

他 
1986 

岡山平野中部の沖積層と海水準変化－－瀬戸内海沿岸平野

の古地理変遷に関する研究 2－－ 

瀬戸内海地域における完新世海水

準変動と地形変化_ 文部省科学研究

費補助金(一般研究 A)研究成果報告書

( 昭 和 58 ・ 59 ・ 60 年 度 ) 課 題 番 号

58420052 

広島大学文学部 

        岡 淳一他 1999 岡山県に分布する中新統から得られた海水準変動(演旨) 日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 
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鈴木 茂之

(2004) 
2004 岡山平野における最終氷期最盛期以降の海水準変動 岡山大学地球科学研究報告 岡山大学理学部地球科学教室 

        
佐藤 裕司

他 
2011 

瀬戸内海中部・出崎海岸（岡山県玉野市）における埋没泥炭

層の再検討--特に完新世中期の相対的海水準変動との関係に

ついて-- 

第四紀研究 日本第四紀学会 

38 

福

山尾

道 

地形 断層 
鷹 村  権

(1979) 
1979 福山衝上断層 

日曜の地学 7！広島の地質をめぐっ

て 
築地書館他 

38 

福

山尾

道 

地形 断層 中田 高他 2004 都市圏活断層図「福山」 
都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D･1-No.435 
国土地理院他 

      火山 
須藤 定久

他 
1981 

兵庫県福山鉱山にみる白亜紀末酸性火山活動とロウ石鉱化作

用（演旨） 

日本地質学会第 88 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
八木 正彦

他 
2002 

東北本州弧における後期中新世_背弧火山活動の特徴と岩石

学--秋田県本荘市_福山安山岩を例として--（ポスターセッション）

（演旨） 

日本鉱物学会年会_日本岩石鉱物鉱

床学会学術講演会講演要旨集 
日本鉱物学会他 

    
塩分濃

度 
pH 

小山 治行

他 
1972 

広島県福山地先の沿岸海況に関する研究--1. 1968 年 2 月初

旬における水温_塩素量_pH および栄養塩（リン酸態リン_アンモニ

ア・亜硝酸・硝酸態チッ素）の分布-- 

広島大学水畜産学部紀要 広島大学水畜産学部 

40 
徳

島 
地形 地表 

丹羽 正和

他 
2007 

横ずれ断層活動に伴う歪?応力変化とそれに伴う地表の変形

の特徴--徳島県の中央構造線活断層系における例--(T155-

P004)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

      侵食 茂野 博他 2009 

Excel VBA による侵食地形の生成シミュレーションの試み--燭

台石（台湾）・土柱（徳島県）・鬼の洗濯岩（宮崎県）--(A003-

P018)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 
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      断層 藤田 崇他 1984 徳島県父尾断層の地球物理学的・地質学的調査 
日本応用地質学会研究発表会予稿

集 
日本応用地質学会 

        
岡田 篤正

他 
1991 

中央構造線の最新活動は慶長地震か？－－中央構造線父尾

断層の徳島県市場町上喜来トレンチ調査(演旨) 
地震学会講演予稿集 地震学会 

        
藤田 和夫

他 
1993 

中央構造線活断層系の完新世活動史－－徳島県土成町熊谷

寺東南トレンチ調査－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会 1993 年合同

大会予稿集 
地震学会他 

        
藤田 和夫

他 
1993 

断層溝状凹地の形成と中央構造線活断層系の活動史－－徳

島県土成町土成の溝状凹地南北両側断層のトレンチ調査－－

(演旨) 

地球惑星科学関連学会 1993 年合同

大会予稿集 
地震学会他 

        
岡田 篤正

他 
1997 

中央構造線活断層系父尾断層の完新世断層活動－－徳島県

市場町でのトレンチ調査－－ 
地学雑誌 東京地学協会 

40 
徳

島 
地形 断層 

高田 圭太

他 
1998 

徳島平野低地部に認められた中央構造線活断層系鳴門南断

層の変位地形 
活断層研究 活断層研究会 

        
岡田 篤正

他 
1999 都市圏活断層図[徳島] 

都市圏活断層図 1:25_000_ 国土地

理院技術資料 D.1-No.368 
日本地図センター 

        
中西 利典

他 
2000 

ボーリング試料解析に基づく徳島平野の中央構造線活断層系

の完新世における活動(Qa-P012)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 (CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
森野 道夫

他 
2001 徳島平野における中央構造線活断層系の活動履歴 地質学雑誌 日本地質学会 

        
中西 利典

他 
2001 

ボーリング試料解析に基づく徳島平野の中央構造線活断層系

の完新世における活動（Qm-P003）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
中西 利典

他 
2002 

ボーリング試料高密度連続分析に基づく徳島平野における中

央構造線活断層系の活動 
地学雑誌 東京地学協会 

        
森江 孝志

(2003) 
2003 

徳島県阿讃山地南麓に見出された中央構造線活断層系箸蔵

断層の露出 
第四紀研究 日本第四紀学会 
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丹羽 正和

他 
2007 

横ずれ断層活動に伴う歪?応力変化とそれに伴う地表の変形

の特徴--徳島県の中央構造線活断層系における例--(T155-

P004)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
許 斐  直

(2008) 
2008 

徳島県の中央構造線は大地震を伴って動いて来たか（2）--父

尾断層や鳴門断層は慶長伏見地震の際に活動したか-- 

京 都 大 学 防 災 研 究 所 年 報 (CD-

ROM) 
京都大学防災研究所 

        
村山 良之

他 
2013 

活断層上の土地利用規制を含む徳島県の防災条例--条例の

制定プロセスと成立の条件--（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

      段丘 奥村 清他 1991 
徳島県池田町付近の河岸段丘と新山山麓の新露頭から採取し

た木片の 14C 年代とその意義 
地学研究 日本地学研究会 

        
栗林 知史

他 
1997 徳島県那賀川流域の河成段丘(演旨) 日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
森江 孝志

他 
2001 

徳島県阿讃山地南麓の段丘堆積物中から見出された長手テフ

ラとその対比 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
植木 岳雪

(2006) 
2006 徳島県西部_那賀川上流部の河成段丘(演旨) 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

40 
徳

島 
地形 段丘 

植木 岳雪

(2008) 
2008 徳島県西部_那賀川上流部における河成段丘の編年 地理学評論 日本地理学会 

      火山 水野 清秀 1996 
徳島県土柱の前期更新世広域テフラ_ 土柱火山灰層－－大

阪ピンク火山灰－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        水野 清秀 1996 
徳島県の中央構造線沿いにみられる前期更新世の井出口(大

久保谷)火山灰層 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
石田 啓祐

他 
2005 

徳島県木沢村地域の秩父?黒瀬川帯海底火山噴出物の組成と

随伴層の微化石年代 

阿波学会紀要！木沢村総合学術調

査報告 
阿波学会 

      
海水準

変動 

阿子島 功

他 
1978 

低地の微地形と海水準変動（3）--徳島平野南縁_鮎喰川下流

沿岸の微地形面の編年資料-- 
徳島大学学芸紀要（社会科学） 徳島大学教育学部 
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    地質 表層 
黒田 和男

他 
1979 

結晶片岩地すべり地帯における地下水中の溶存成分と表層地

質との関係--徳島県毛田地区の例-- 

自然災害科学総合シンポジウム講演

論文集（第 16 回） 

文部省科学研究費自然災害特別研究自然災

害科学総合研究班 

      母岩 
横瀬 広司

(1962) 
1962 

地スベリ地の土の特性について--主として徳島県の結晶片岩

を母岩とする土の粒度特性-- 
土と基礎 土質工学会 

      火山岩 
山 北  聡

(1982) 
1982 

徳島県沢谷付近の塩基性海底火山岩類分布区域における海

底地すべりデッケ（演旨） 

日本地質学会第 89 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

      露頭 奥村 清他 1991 
徳島県池田町付近の河岸段丘と新山山麓の新露頭から採取し

た木片の 14C 年代とその意義 
地学研究 日本地学研究会 

    地下水 流動 田辺 晋他 2008 
徳島県沿岸海域における安政南海地震津波（1854）の流動特

性の再現--宍喰・鞆浦沿岸海域を対象に-- 
歴史地震 歴史地震研究会 

      湧水 
小西 泰次

郎(1979) 
1979 

日本地下水学会秋季講演会・見学会に出席して--阿波の徳島

で行われた講演会および江川湧水を中心とした見学会-- 
地下水と井戸とポンプ 地下水技術協会 

        新井 正 1994 江川湧水－－徳島県の名水－－ 名水を科学する 技報堂出版他 

    
塩分濃

度 
pH 

池田 早苗

他 
1991 徳島市における雨水の pH と溶存成分の相互作用 

日本化学会誌_ 地球環境および地

域環境と化学(その 1) 
日本化学会 

      海水 
阿子島 功

他 
1978 

低地の微地形と海水準変動（3）--徳島平野南縁_鮎喰川下流

沿岸の微地形面の編年資料-- 
徳島大学学芸紀要（社会科学） 徳島大学教育学部 

40 
徳

島 

塩分濃

度 
Cl 

高橋 英太

郎(1970) 
1970 徳島県勝浦川盆地下部白亜系産 Cladophlebis falcata OISHI 山口大学理科報告 山口大学文理学部 

41 
讃

岐 
地形 断層 

寒 川  旭

(1978) 
1978 

紀伊半島中・西部と四国北東部（讃岐山脈北麓域）の断層活

動と地形発達について 

MTL 中央構造線--中央構造線の形

成過程に関する総合研究（研究誌連絡

誌）--！文部省科学研究費総合研究 A

「中央構造線の形成過程」 

市川 浩一郎（大阪市立大学理学部）  

        
岡田 篤正

(1978) 
1978 

讃岐山脈南麓域の中央構造線に沿う新期断層地形と断層運

動--須鎗・阿子島氏の反論に対する回答（その 2）および断層変

位地形の補遺-- 

MTL 中央構造線--中央構造線の形

成過程に関する総合研究（研究誌連絡
市川 浩一郎（大阪市立大学理学部）  
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誌）--！文部省科学研究費総合研究 A

「中央構造線の形成過程」 

        木村 学他 1985 
讃岐平野南縁の活断層_鮎滝断層－－断層記載と教材として

の活用－－ 

郷土を中心とした環境教育のための

学習システムの開発_ 文部省科学研究

補助金(一般研究 C)研究成果報告書

(昭和 59 年度)(課題番号 595880192) 

高尾 将臣(香川大学教育学部) 

        
小林 浩治

他 
1986 讃岐平野南部の活断層－鮎滝断層－ 活断層研究 活断層研究会 

        
熊木 洋太

他 
1986 讃岐平野南縁_長尾断層の活動に関する年代資料 活断層研究 活断層研究会 

        小林 浩治 1991 長尾断層－－讃岐平野南縁の活断層－－ 香川県自然科学館研究報告 香川県自然科学館 

        
長谷川 修

一 
1993 

讃岐山脈南麓における中央構造線沿いの大規模岩盤すべりと

第四紀断層運動 
地質学論集 日本地質学会 

        
長谷川 修

一他 
1993 

反射法地震探査で明らかになった讃岐山脈北麓の田中断層

(ポスターデモ)(演旨) 

日本地質学会第 100 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
小林 浩治

他 
1998 江畑断層 1－－讃岐山脈北麓の活断層－－ 香川県自然科学館研究報告 香川県自然科学館 

        
愛 媛 県

(2001) 
2001 

愛媛県活断層調査報告書（概要版）--中央構造線断層帯（愛

媛北西部_石鎚山脈北縁_讃岐山脈南縁）に関する調査-- 
  愛媛県 

        
渡辺 弘樹

他 
2002 讃岐山脈北縁断層系に沿う中期中新世熱水変質作用(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

      火山 
田上 政敏

他 
1956 讃岐の火山灰層について（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

41 
讃

岐 
地形 断層 片山 敏彦 1986 

X 線粉末法による五色台火山灰の調査・分析－香川県讃岐層

群の調査・研究(その 1)－ 
香川県自然科学館研究報告 香川県自然科学館 
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海水準

変動 
川村 教一 2000 

香川県讃岐平野における完新世の海水準変動曲線－－高松

平野を例として－－ 
環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

    地質 岩盤 
長谷川 修

一 
1993 

讃岐山脈南麓における中央構造線沿いの大規模岩盤すべりと

第四紀断層運動 
地質学論集 日本地質学会 

        
長谷川 修

一(2002) 
2002 

1707 年宝永地震による讃岐五剣山の岩盤崩壊(Y028-005)（演

旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

      火山岩 斉藤 実他 1977 讃岐平野の火山岩類と第四系 
日本地質学会第 84 年年会地質巡検

案内書 1 
日本地質学会全国大会高知準備委員会 

        
新正 裕尚

他 
2002 

紀伊半島・讃岐平野に産する珪長質な瀬戸内火山岩類につい

て(G030-P007)（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

    
調査手

法 

物理探

査 

中 国 四 国

農 政 局 計 画

部(1981) 

1981 讃岐花崗岩丘陵地区物理探査報告   中国四国農政局計画部 

    地下水 同位体 
柚原 雅樹

他 
1996 

淡路島および讃岐地方領家帯の花崗岩類の Sr・Nd 同位体比

(演旨) 

日本地質学会第 103 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    
塩分濃

度 
海水 川村 教一 2000 

香川県讃岐平野における完新世の海水準変動曲線－－高松

平野を例として－－ 
環境地質学シンポジウム論文集 日本地質学会環境地質研究委員会 

42 
松

山 
地形 断層 

野戸 繁利

(1973) 
1973 愛媛県松山市西部における衝上断層の発見 地質学雑誌 日本地質学会 

        
高橋 治郎

他 
1991 愛媛県松山市東方_温泉郡川内町の礫層を切る衝上断層 

愛媛大学教育学部紀要_第 3 部自然

科学 
愛媛大学教育学部 

        
太田 陽子

他 
1995 

庄内平野東縁_松山断層(新称)のトレンチ調査に基づく古地震

の復元－－予報－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        高橋 治郎 1995 松山平野及び周辺部の活断層 
愛媛大学教育学部紀要 第 3 部門 

自然科学 
愛媛大学教育学部 
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42 
松

山 
地形 断層 

太田 陽子

他 
1996 

試錐調査からみた庄内平野東縁活断層系の第四紀後期の活

動 2.松山断層:竹田地区(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        沢 祥他 1996 
米軍撮影空中写真から生成した大縮尺地形図に表現された松

山断層(庄内平野東縁活断層系)の新期断層変位(演旨) 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        沢 祥他 1997 
庄内平野東縁の活断層トレンチ調査とその意義－－松山断層

と観音寺断層－－(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
後藤 秀昭

他 
1998 都市圏活断層図[松山] 

都市圏活断層図 1:25_000_ 国土地

理院技術資料 D.1-No.355 
日本地図センター 

        
長谷川 修

一他 
1998 

松山平野における中央構造線活断層系の分布形態とセグメン

テ-ション(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
太田 陽子

他 
2000 

庄内平野東縁_松山断層の認定と活動期_および関連する諸問

題 

地球 _号外 _ 活断層と古地震－－

1999 年合同学会の発表を中心に－－ 
海洋出版 

        沢 祥他 2000 
庄内平野東縁.松山断層の断層変位地形と第四紀後期の活動

性 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
池田 倫治

他 
2001 松山市南西部の中央構造線活断層系本郡断層の活動履歴 四国総合研究所研究期報 四国電力他 

        
窪田 安打

(2001) 
2001 

愛媛県松山市東方の中央構造線活断層系川上断層沿いの地

質構造（ポスターセッション）（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
水本 匡起

他 
2005 

ボーリング調査による庄内平野東縁・松山?狩川断層の完新世

変位速度 
活断層研究 活断層研究会 

        
水本 匡起

他 
2005 

ボーリング調査による庄内平野東縁・松山断層の完新世変位

速度（J027-002）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
加藤 直子

他 
2006 庄内平野東縁活断層系松山断層における反射法地震探査 活断層研究 活断層研究会 

        
高橋 治郎

(2010) 
2010 松山平野の重信断層 愛媛の地学研究 愛媛地学調査研究会 
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      段丘 
植村 杏太

他 
2013 

関東平野西縁東松山周辺における段丘面区分と指標テフラの

再検討(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

      火山 
横山 卓雄

他 
1976 

湖西の古琵琶湖層群上半の古地磁気層序_とくにバイオタイト

火山灰層直上の松山?ブリュンヌ境界について（演旨） 

日本地質学会第 83 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

42 
松

山 
地形 火山 

川村 教一

(2009) 
2009 

愛媛県松山平野における更新統および完新統の層序と火山灰

の対比 
第四紀研究 日本第四紀学会 

        
高倉 清香

他 
2009 

松山平野下の第四系上部に挟在する火山灰質堆積物中の火

山ガラスの化学組成（P-199)(ポスターセッション）（演旨） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
高倉 清香

他 
2009 

松山平野下の第四系上部に挟在する火山灰質堆積物中の火

山ガラスの化学組成（P-199)(ポスターセッション）（演旨） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      褶曲 
高橋 治郎

他 
1992 松山市東方の和泉層群中に発達する褶曲 2(演旨) 

日本地質学会第 99 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
山崎 哲司

他 
1992 松山市東方の和泉層群中に発達する褶曲 1(演旨) 

日本地質学会第 99 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
高橋 治郎

他 
1992 松山市東方の和泉層群中に発達する褶曲 2 

愛媛大学教育学部紀要_第 3 部自然

科学 
愛媛大学教育学部 

        
山崎 哲司

他 
1992 松山市東方の和泉層群中に発達する褶曲 1 

愛媛大学教育学部紀要_第 3 部自然

科学 
愛媛大学教育学部 

        
高橋 治郎

他 
1993 松山市東方の和泉層群中に発達する褶曲 1(演旨) 

日本地質学会第 100 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
高橋 治郎

他 
1993 松山市東方の和泉層群中に発達する褶曲 3 

愛媛大学教育学部紀要_第 3 部_自然

科学 
愛媛大学教育学部 

      
海水準

変動 

阿古島 功

他 
1980 低地の微地形と海水準変動（4）--松山平野_石手川扇状地-- 徳島大学学芸紀要（社会科学） 徳島大学教育学部 

        小田 啓邦 2000 
大陸棚堆積物のブリュンヌ/松山境界に及ぼす海水準変動.続

成作用の影響(ODP Leg 174A)(Ec-015)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 
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    地質 火山岩 
向井 正夫

(1967) 
1967 松山市附近の火山岩類の古地磁気（予報） 

愛媛の地学--永井浩三先生還暦記

念号-- 
永井浩三先生還暦記念会 

        
八島 隆一

他 
1986 古火山の復元－松山市北西部の第三紀火山岩頚－ 福島大学教育学部論集_理科報告 福島大学教育学部 

        竹下 徹 1990 
松山市付近の中央構造線に沿って分布する石鎚系火山岩類

の造構運動同時貫入(演旨) 

日本地質学会第 97 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

42 
松

山 
地質 火山岩 

蔵田 真彦

他 
2003 

タヒチ島火山岩によるブリュンヌ-松山地磁気逆転の研究--古

地磁気方位の測定--（E012-P006）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2003 
日本海洋学会他 

        
望月 伸竜

他 
2004 

タヒチ島火山岩によるブリュンヌ-松山地磁気逆転の研究：古地

磁気強度変動(E012-012)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
望月 伸竜

他 
2007 

タヒチ島火山岩によるブルン--松山地磁気逆転完了期におけ

る古地磁気強度の復元--(E111-P012)(ポスター セッション)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
望月 伸竜

他 
2008 

タヒチ島火山岩によるブルン?松山地磁気逆転における古地磁

気強度変動の復元(A004-07) (演旨） 

地球電磁気・地球惑星圏学会講演

会講演予稿集(CD-ROM) 
地球電磁気・地球惑星圏学会 

    地下水 温泉 
高津 寿雄

他 
1960 松山市権現温泉の化学的研究 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
高橋 治郎

他 
1991 愛媛県松山市東方_温泉郡川内町の礫層を切る衝上断層 

愛媛大学教育学部紀要_第 3 部自然

科学 
愛媛大学教育学部 

        桃井 斉 1997 松山の温泉_現状と将来 愛媛の地学研究 愛媛地学調査研究会 

        
小泉 尚嗣

他 
2004 

1946 年南海地震にともなう温泉水の変化の評価--松山市道後

温泉の場合--(演旨) 
  産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
小泉 尚嗣

他 
2004 

1946 年南海地震に伴う地下水変化の評価--松山市道後温泉

の場合--(S049-005)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

    
塩分濃

度 
水質 

出口 修一

他 
2001 松山地域の地下水質について 愛媛県立衛生環境研究所年報 愛媛県立衛生環境研究所 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

      海水 
阿古島 功

他 
1980 低地の微地形と海水準変動（4）--松山平野_石手川扇状地-- 徳島大学学芸紀要（社会科学） 徳島大学教育学部 

        小田 啓邦 2000 
大陸棚堆積物のブリュンヌ/松山境界に及ぼす海水準変動.続

成作用の影響(ODP Leg 174A)(Ec-015)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

43 
高

知 
地形 地表 臼井 朗他 2006 

高知県鏡川地域の地表水から沈澱したマンガン酸化物の鉱物

組成と微細組織(P-196)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        三神 厚他 2013 
地表単点での常時微動観測に基づく高知市の簡易な地盤モ

デルの構築(2-496) 

地震工学研究発表会講演論文集

(CD-ROM) 
土木学会地震工学委員会 

      隆起 
梅田 康弘

他 
2011 

1946 年南海地震前の井戸水の減少から推定される土地の隆

起量--高知県黒潮町佐賀地区を例に-- 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

      沈降 
村上 嘉謙

他 
1997 安政南海地震による高知付近の沈降復帰過程(演旨) 日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

43 
高

知 
地形 侵食 

上森 千秋

(1977) 
1977 高知海岸の侵食と災害について 高知大学学術研究報告 自然科学 高知大学 

      断層 村田 明広 1989 高知県下の上菲生川－鮎喰川断層(演旨) 
日本地質学会第 96 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        村田 明広 1990 高知県の上韮生川断層の左横すべり変位量 構造地質_ 構造地質研究会誌 構造地質研究会 

        
河戸 克志

他 
1991 

高知県中央部_三波川帯・秩父累帯境界としての笹ヶ谷断層

(演旨) 

日本地質学会第 98 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
広野 哲朗

他 
2005 

台湾チェルンプ断層掘削の概要および高知コアセンターにお

ける掘削コア試料の非破壊連続物性計測の速報(C078)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
鈴木 堯士

(2010) 
2010 高知県天然記念物に指定された震源断層  日本地質学会 News 日本地質学会 

        
北村 真奈

美他 
2011 

高知県南東部･四万十帯内部に発達する主要断層帯の内部

構造と透水性(SSS029-P10)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

761 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

      段丘 
沢村 武雄

他 
1964 高知県東部海岸段丘の礫層 高知大学学術研究報告 自然科学 1 高知大学 

        
甲藤 次郎

他 
1969 高知県西南部の中位段丘堆積層 高知大学学術研究報告 自然科学 高知大学 

        
満塩 博美

他 
1970 高知県南西部四万十川北岸河口付近の中位段丘（演旨） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
満塩 大洸

他 
1992 高知県西南部の第四系_特に中位段丘 第四紀 第四紀総合研究会 

        前杢 英明 1996 高知県室戸岬面を構成する海成段丘堆積物 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

      火山 
矢島 敏彦

他 
1983 高知県室戸市佐喜浜海底火山の復元 埼玉大学紀要 数学.自然科学篇   

      褶曲 
波田 重煕

他 
1975 高知県大栃地域白亜系の褶曲構造について（演旨） 

日本地質学会第 82 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

    地質 表層 
大石 佑輔

他 
2013 

高知平野における常時微動観測 H/V スペクトル比解析から推

定された表層 S 波速度の水平方向の不均質性（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2013 
日本地震学会 

        
大石 佑輔

他 
2014 

高密度常時微動観測から推定される高知平野の表層地盤構

造(SSS35-P10)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

    地下水 流動 
桧垣 大助

他 
2008 

高知県谷の内地すべりの地形・地質構造発達過程と地下水流

動(演旨) 
地形 日本地形学連合 

43 
高

知 
地下水 流動 

桧垣 大助

他 
2009 

高知県谷の内地すべりにおける地形・地質構造発達過程と地

下水流動構造 
地形 日本地形学連合 

      湧水 
奥田 節夫

(1973) 
1973 高知県繁藤崩壊地湧水の化学組成について 

昭和 47 年 7 月豪雨災害の調査と防

災研究！文部省科学研究費自然災害

科学の総合的研究（昭和 47 年度） 

矢野 勝正（京都大学） 

      同位体 代 開秋他 1993 
高知県南西部柏島－沖ノ島の花崗岩類の全岩 Sr と Nd の同位

体比(演旨) 
岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 
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白石 史人

他 
2005 

高知県仁淀村に分布する鳥巣石灰岩のストロンチウム同位体

年代 
地質学雑誌 日本地質学会 

    
塩分濃

度 
水質 

今井 嘉彦

(1965) 
1965 高知市における地下水の水質（1） 高知大学学術研究報告 自然科学 1 高知大学 

        
満塩 大洸

他 
1990 

岩石と水の相互利用_その 3－－高知市北西部_口細山付近の

地質と水質－－ 
高知大学学術研究報告_自然科学 高知大学 

      海水 
浅田 照行

他 
2004 高知県佐賀町における海水・淡水境界面の観測(A041)(演旨) 日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
浅田 照行

他 
2005 

高 知 県 佐 賀 町 に お け る 海 水 ・ 淡 水 境 界 面 の 観 測 （ 続 ）

(A005)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
浅田 照行

他 
2006 

高 知 県 黒 潮 町 佐 賀 に お け る 海 水 ・ 淡 水 境 界 面 の 観 測

(続)(D067)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

    その他 
放射性

廃棄物 

石橋 克彦

(2005) 
2005 

高レベル放射性廃棄物処分候補地の公募の問題点と地球科

学の責務：高知県佐賀町の事例（G018-002）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

44 
伊

予 
地形 沈降 

安原 盛明

他 
2003 

完新世貝形虫群集から復元された海底活断層の活動履歴--

伊予灘中央構造線の活動に伴う地震性沈降イベント--（ポスター

セッション）（演旨） 

日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

      断層 岡村 真他 1991 中央構造線沿いの浅海底(別府湾～伊予灘)の活断層(演旨) 
日本地質学会第 98 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        高橋 治郎 1992 愛媛県伊予郡砥部町_砥部衝上断層南方の地質 
愛媛大学教育学部紀要_第 3 部_自然

科学 
愛媛大学教育学部 

44 
伊

予 
地形 断層 

小川 光明

他 
1993 伊予灘北東部における中央構造線海底活断層の完新世活動 地質学論集 日本地質学会 

        藤江 力 1994 伊予断層について 深田地質研究所報告 深田地質研究所 

        藤江 力 1996 伊予断層について－－追補－－ 深田地質研究所報告 深田地質研究所 
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        後藤 秀昭 1996 伊予三島市付近の中央構造線新期断層運動(演旨) 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        後藤 秀昭 1996 中央構造線活断層系：伊予断層の変位地形 活断層研究 活断層研究会 

        
露口 耕治

他 
1996 

伊予灘における中央構造線系海底活断層の分布とセグメンテ

ーション(演旨) 

日本地質学会第 103 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
大野 裕記

他 
1997 

四国北西部伊予灘海域における中央構造線活断層系の深部

構造とセグメンテ-ション 
四国総合研究所研究期報 四国電力他 

        高橋 治郎 1997 伊予断層について 愛媛の地学研究 愛媛地学調査研究会 

        佃 栄吉 1997 
中央構造線活断層系のセグメンテ-ション研究－－とくに伊予

灘及び紀淡海峡海域について－－(演旨) 
地質調査所月報 地質調査所 

        
岡田 篤正

他 
1998 

新発見の中央構造線活断層系：愛媛県伊予市付近の米湊断

層(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        堤 浩之他 1999 都市圏活断層図[伊予三島] 
都市圏活断層図 1:25_000_ 国土地

理院技術資料 D.1-No.368 
日本地図センター 

        
長谷川 修

一他 
2000 

愛媛県伊予市における中央構造線活断層系本郡断層のトレン

チ調査(速報) 
四国総合研究所研究期報 四国電力他 

        
長谷川 修

一他 
2000 

愛媛県伊予市における中央構造線活断層系米湊断層および

本郡断層の地下構造(C15)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
池田 倫治

他 
2000 

愛媛県伊予市における中央構造線活断層系本郡断層の活動

履歴調査(C16)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
大塚 一広

他 
2001 

地震被害軽減を目的とした浅海底活断層の活動履歴研究（2）

--伊予灘東部海域 MTL 活断層系における実践例-- 
地質ニュース 実業公報社 

        
大塚 一広

他 
2001 

伊予灘東部海域の中央構造線活断層系の完新世活動性評価

（2）--上灘沖海上ボーリングコアの解析結果-- 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

44 
伊

予 
地形 断層 

三浦 健一

郎他 
2001 

伊予灘東部海域の中央構造線活断層系の完新世活動性評価

（1）--シングルチャネル音波探査の成果-- 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 
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数 
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大塚 一広

他 
2001 

伊予灘東部海域の中央構造線活断層系の完新世活動度評価

（演旨） 
AFRC News 産業技術総合研究所活断層研究センター 

        七山 太他 2001 
海上ボーリングコアと音波探査記録を用いた浅海底活断層の

活動度評価--伊予灘東部海域中央構造線活断層系の研究例-- 
地質ニュース 実業公報社 

        
三浦 健一

郎他 
2001 

伊予灘海域の中央構造線活断層系の完新世活動度研究（1）-

-シングルチャネル音波探査の成果--（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
池田 倫治

他 
2001 

伊予灘東部海域における中央構造線活断層系海底活断層の

断層分布形態と活動性(B73)（演旨） 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2001 
日本地震学会 

        
畑山 一人

他 
2001 

伊予灘東部海域の中央構造線活断層系による変動地形およ

び地質構造の詳細調査（演旨） 

海洋調査技術学会研究成果発表会

講演要旨集 
海洋調査技術学会 

        
池田 倫治

他 
2001 

四国西部地域の中央構造線活断層系伊予断層帯の断層分布

形態と活動性（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
大塚 一広

他 
2001 

伊予灘海域の中央構造線活断層系の完新世活動度研究（2）-

-上灘沖ボーリングコアの解析結果--（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
大塚 一広

他 
2001 

伊予灘東部海域の中央構造線活断層系の完新世活動度評価

(2)--上灘沖ボーリングコアの解析結果--（Jm-P028）（ポスターセ

ッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
三浦 健一

郎他 
2001 

伊予灘東部海域の中央構造線活断層系の完新世活動度評価

(1)--シングルチャネル音波探査の成果--（Jm-P027）（ポスターセ

ッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
池田 倫治

他 
2001 

伊予灘東部海域における中央構造線系海底活断層の分布と

活動性（速報）（Jm-P026）（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        七山 太他 2002 
伊予灘?佐賀関沖 MTL 活断層系の広域イメージングとセグメン

ト区分 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

44 
伊

予 
地形 断層 

大塚 一広

他 
2002 

中央構造線活断層系伊予セグメント西端部_下灘沖南断層の

完新世活動履歴 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 
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大塚 一広

他 
2002 

伊予灘中央構造線活断層系_上灘セグメントの完新世活動度

評価--下灘沖ボーリングコアの高精度解析結果--(J029-P029)

（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        七山 太他 2002 

伊予灘?佐賀関沖_中央構造線浅海底活断層系の高精度マッ

ピングとセグメント構造解析(J029-P030)（ポスターセッション）（演

旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
丹羽 俊二

他 
2002 

伊予灘東部沿岸における中央構造線活断層系(J029-P028)

（ポスターセッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
徳間 伸介

他 
2002 

海上ボーリングコアの解析結果に基づく_中央構造線活断層系

伊予セグメント西縁部_下灘沖南断層の完新世活動性評価（ポス

ターセッション）（演旨） 

日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
池田 倫治

他 
2002 

伊予灘海域における中央構造線活断層系海底活断層の分布

状態とセグメンテーション（速報）(J029-011)（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2003) 

2003 
中央構造線断層帯（金剛山地東縁－伊予灘）の長期評価につ

いて 
主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2003) 

2003 
中央構造線断層帯（金剛山地東縁-伊予灘）の長期評価につ

いて 
サイスモ 

地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

        
大野 裕記

他 
2003 

伊予灘中央構造線活断層系周辺における 3 次元地下構造の

検討(ポスターセッション)(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2003 
日本応用地質学会 

44 
伊

予 
地形 断層 

安原 盛明

他 
2003 

完新世貝形虫群集から復元された海底活断層の活動履歴--

伊予灘中央構造線の活動に伴う地震性沈降イベント--（ポスター

セッション）（演旨） 

日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 
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産 業 技 術

総 合 研 究 所

活 断 層 研 究

セ ン タ ー

(2004) 

2004 
活断層調査研究成果報告書 5. 中央構造線活断層系伊予灘

海域 
  産業技術総合研究所活断層研究センター 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2004) 

2004 
中央構造線断層帯(金剛山地東縁?伊予灘)の長期評価につい

て(平成 15 年 2 月 12 日公表) 

地震調査委員会報告集??2003 年 1

月?12 月??(第 1 分冊) 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        
大野 裕記

他 
2004 伊予灘中央構造線活断層系周辺の海底地形 四国総合研究所研究期報 四国総合研究所 

        
大野 裕記

他 
2005 

伊予灘中央構造線活断層系における各種物理探査（速報）

(P230)(ポスターセッション)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
鹿島 愛彦

(2005) 
2005 

愛媛県伊予市郡中断層の東方トレースと付近の活断層につい

て 
愛媛の地学研究 愛媛地学調査研究会 

        
西坂 直樹

他 
2007 伊予灘中央構造線断層帯による第四紀層の変形構造 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
窪田 安打

(2008) 
2008 

伊予断層の地質構造と先第四紀の運動像の検討(P-118)(ポス

ター セッション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
池田 倫治

他 
2009 

中央構造線活断層系伊予断層の最新活動時期と活動間隔

(S147-P026)(ポスターセッション)(演旨)  

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
池田 倫治

他 
2012 

四国北西部の中央構造線活断層系伊予断層の完新世活動履

歴 
地質学雑誌 日本地質学会 
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      段丘 
鹿島 愛彦

他 
1982 

四国西部_伊予灘海岸および野村盆地の段丘堆積物よりテフラ

層の発見とその意義 

愛媛大学紀要 自然科学 D シリー

ズ（地学） 
愛媛大学 

      火山 
北林 栄一

他 
2012 愛媛県伊予市の郡中層の火山灰のフィッション・トラック年代 大分地質学会誌 大分地質学会 

44 
伊

予 
地形 

海水準

変動 

安原 盛明

他 
2002 

瀬戸内海伊予灘の完新世貝形虫群集の垂直変化から推定さ

れる高解像度海水準変動（演旨） 

日本地質学会第 109 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    
調査手

法 

物理探

査 

大野 裕記

他 
2005 

伊予灘中央構造線活断層系における各種物理探査（速報）

(P230)(ポスターセッション)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

      
音波探

査 

三浦 健一

郎他 
2001 

伊予灘東部海域の中央構造線活断層系の完新世活動性評価

（1）--シングルチャネル音波探査の成果-- 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        七山 太他 2001 
海上ボーリングコアと音波探査記録を用いた浅海底活断層の

活動度評価--伊予灘東部海域中央構造線活断層系の研究例-- 
地質ニュース 実業公報社 

        
三浦 健一

郎他 
2001 

伊予灘海域の中央構造線活断層系の完新世活動度研究（1）-

-シングルチャネル音波探査の成果--（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
三浦 健一

郎他 
2001 

伊予灘東部海域の中央構造線活断層系の完新世活動度評価

(1)--シングルチャネル音波探査の成果--（Jm-P027）（ポスターセ

ッション）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM)_2001 
日本海洋学会他 

        
安田 大剛

他 
2013 

海底測深と音波探査による浅海域の活断層調査--伊予灘の

中央構造線活断層系を例として--(ポスターセッション)(演旨) 

日本活断層学会年度秋季学術大会

講演予稿集_2013 
日本活断層学会 

    地下水 温泉 
藤 江  力

(2001) 
2001 

地形解析における三角斜面の検討 その 8--「薬研温泉」_「奥

多摩」_「伊予市東方山地」地区の大集合三角斜面とその形成-- 
深田地質研究所年報 深田地質研究所 

        
小泉 尚嗣

他 
2014 

2014 年 3 月 14 日の伊予灘の地震（M6.2）に伴う道後温泉の水

位変化について(B22-07)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2014 
日本地震学会 

        
小泉 尚嗣

他 
2015 

2014 年 3 月 14 日の伊予灘の地震(M6.2)に伴う道後温泉の水

位変化 

東濃地震科学研究所報告！地殻活

動研究委員会報告書(平成 26 年度) 
地震予知総合研究振興会 
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活 断 層 研

究 セ ン タ ー

(2005) 

2005 福岡県西方沖の地震による地表変状調査   産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
古川 愛子

他 
2006 

福岡県西方沖地震時に地盤の不整形性が地表面加速度に与

えた影響に関する分析 

日本地震工学シンポジウム論文集

(第 12 回)(CD-ROM) 
日本地震工学会 

        
内橋 健太

他 
2007 福岡市の熱収支モデルにおける人工排熱・地表面舗装の影響 九大地熱・火山研究報告 

九州大学大学院工学研究院九重地熱・火山

研究観測ステーション 

47 
福

岡 
地形 地表 

内橋 健太

他 
2007 

福岡市の熱収支モデルにおける人工排熱・地表面輻射の影響

(P13)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

      断層 
鹿田 昭男

他 
1979 

福岡県宗像郡福間町およびその周辺に発見された活断層に

ついて（演旨） 
日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
木原 敏夫

他 
1981 福岡県北部の活断層露頭 九州工業大学研究報告（工学） 九州工業大学 

        向山 広 1983 福岡の活断層(演旨) 日本応用地質学会九州支部会報 日本応用地質学会九州支部 

        
富田 宰臣

他 
1989 

宗像炭田に関する新知見－とくに逆断層を伴う第三系新分布

域について－(福岡市地区の古第三紀層_その 2) 
九州大学理学部研究報告_地質学 九州大学理学部 

        茂木 透他 1994 福岡県久留米市・水縄断層での物理探査(演旨) 日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        千田 昇他 1996 福岡平野における警固断層系の新期活動について(演旨) 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
鬼木 史子

他 
1996 福岡市を走る警固断層の詳細位置と地下形態(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
松山 尚典

他 
1997 

福岡県の活断層－－西山.水縄.警固の 3 断層について－－

(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
海 上 保 安

庁水路部 
1997 福岡湾付近の断層分布 地震予知連絡会会報 国土地理院 
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鈴木 貞臣

他 
1997 福岡県内_活断層調査の地方公共団体による取り組み 自然災害科学研究西部地区部会報 

文部省基盤研究(A)自然災害総合研究班西

部地区部会 

        岩淵 洋他 1998 福岡湾付近の断層分布 水路部技報 海上保安庁水路部 

        
板井 秀典

他 
1999 福岡県築上郡大平村に見出された活断層(演旨) 日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
下山 正一

他 
1999 警固断層_大佐野地区(福岡県)でのトレンチ調査報告 活断層研究 活断層研究会 

        
川口 昌宏

他 
1999 

重力異常と低温熱水系に関する研究－－福岡県水縄断層周

辺地域－－(A17)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
池田 隆司

他 
1999 

阿寺活断層ドリリング(2)－－岐阜県福岡町における地殻応力

測定－－(C13)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        磯 望他 2000 
西山断層帯(福岡県)の津屋崎町および飯塚市におけるトレン

チ調査報告 
活断層研究 活断層研究会 

47 
福

岡 
地形 断層 

池田 隆司

他 
2000 

阿寺活断層ドリリング(3)－－川上.福岡地域の重力構造－－

(C11)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
小村 健太

朗他 
2000 

阿寺活断層ドリリング(4)－－川上_福岡井における地殻熱流量

測定－－(C12)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        西島 潤他 2001 福岡市警固断層周辺の重力構造 
物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        西島 潤他 2002 福岡市警固断層周辺の重力構造（その 2） 
物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
佐藤 凡子

他 
2003 

変形率変化法による地殻応力測定--阿寺断層福岡_畑尻掘削

井--（S075-010）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集（CD-ROM）_2003 
日本海洋学会他 

        
篠倉 一哉

他 
2004 福岡市及び周辺の活断層に伴う温泉について(B29)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 
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下山 正一

他 
2005 警固断層_薬院地区(福岡市)でのトレンチ調査報告 活断層研究 活断層研究会 

        
山中 浩明

他 
2005 

2005 年 3 月 20 日の福岡県西方沖地震の余震観測速報--警

固断層周辺での地震動特性の理解を目指して-- 
震災予防 震災予防協会 

        
気 象 研 究

所(2005) 
2005 

2005 年 3 月 20 日の福岡県西方沖の地震(M7.0)が警固断層に

与える応力変化 
地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
西村 卓也

他 
2005 

福岡県西方沖の地震 (M7.0)に伴う地殻変動と断層モデル

(X113-P008)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
加藤 靖郎

他 
2005 

福岡県西方沖地震で発生した玄界島山頂部の地震性ノンテク

トニック断層(P-143)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
遠田 晋次

他 
2005 

福岡県西方沖地震による福岡市直下警固断層への影響

(X113-P025)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        川瀬 博他 2005 

2005 年福岡県西方沖の地震での福岡市中心部の観測強震記

録に対する表層地盤増幅の影響--警固断層沿いの段差構造に

着目して--(X113-P020)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
下山 正一

他 
2005 福岡市街地の警固断層について 

九州大学西部地区自然災害資料セ

ンターニュース 
九州大学西部地区自然災害資料センター 

        小沢 拓他 2005 

ENVISAT/InSAR および GEONET による地殻変動を用いて推

定した福岡県西方沖の地震における断層すべり分布(C010)(演

旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

47 
福

岡 
地形 断層 

遠田 晋次

他 
2005 

活断層間の相互作用と地震の誘発--福岡県西方沖地震の影

響を考慮した福岡市直下型地震の発生確率評価-- 
産総研 Today 産業技術総合研究所 

        西島 潤他 2005 福岡市警固断層周辺における稠密重力測定 九大地熱・火山研究報告 
九州大学大学院工学研究院九重地熱・火山

研究観測ステーション 

        
宮下 由香

里他 
2006 

警固断層の活動履歴調査--福岡県大野城市上大利トレンチ

調査結果速報--(ポスターセッション)(演旨) 
地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 
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宮下 由香

里(2006) 
2006 

福岡県警固断層の活動履歴：大野城市上大利トレンチ調査結

果速報 
AFRC News 産業技術総合研究所活断層研究センター 

        
清 水  洋

(2006) 
2006 福岡県西方沖地震の余震活動と震源断層の構造 

九州大学西部地区自然災害資料セ

ンターニュース 
九州大学西部地区自然災害資料センター 

        
千 田  昇

(2006) 
2006 福岡平野の活断層 

地球_号外！活断層・古地震とアクテ

ィブテクトニクス 
海洋出版 

        吾妻 崇他 2006 
福岡県警固断層の最新活動時期(S107-P010)(ポスターセッシ

ョン)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
小林 健太

他 
2006 

福岡県南西部_警固断層とその周辺に分布する断層岩(S107-

P009)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        西島 潤他 2006 

福岡市警固断層周辺の高密度重力測定による重力異常と福

岡県西方沖地震による地震被害(O106-P002)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        西島 潤他 2006 福岡市内における高密度重力探査による断層構造の推定 
物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
片山 尚子

他 
2006 

2005 年福岡県西方沖地震の最大余震の断層ジオメトリーと主

破壊開始点の推定(S117-P003)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
小清水 寛

他 
2006 

平成 17 年(2005 年)福岡県西方沖を震源とする地震に伴う地殻

変動と断層モデル 
国土地理院時報 国土地理院 

        
平野 智弘

他 
2006 福岡市内での高密度重力探査による断層構造の推定 九大地熱・火山研究報告 

九州大学大学院工学研究院九重地熱・火山

研究観測ステーション 

47 
福

岡 
地形 断層 

加藤 靖郎

他 
2006 

2005 年福岡県西方沖地震による玄界島山頂部の地震性ノンテ

クトニック断層の断面(P-110)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        宗 建郎他 2007 
福岡県西方沖地震の噴砂と警固断層周辺の土地利用のＧＩＳ

による検討(ポスター セッション)(演旨) 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 
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        西島 潤他 2007 
福岡県久留米市水縄断層周辺の重力構造(D105-P009)(ポス

ター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        坂 啓惟他 2007 
福岡県_警固断層にともなう脆性断層岩類(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地質学会構造地質部会 2006 年

度例会 
日本地質学会構造地質部会 

        
西村 卓也

他 
2007 福岡県西方沖地震に伴う地殻変動と断層モデル 地球！2005 年福岡県西方沖地震 海洋出版 

        清水 洋他 2007 
福岡県西方沖地震のその後--来るべき警固断層地震へむけ

て--(演旨) 
長崎県地学会誌 長崎県地学会 

        
加藤 靖郎

他 
2007 

2005 年福岡県西方沖地震時に玄界島で発生した地震性ノン

テクトニック断層のはぎ取り調査(O-172)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
平野 智弘

他 
2007 

福岡市内における高密度重力探査による断層構造の推定(そ

の 2) 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
下山 正一

他 
2008 福岡平野東縁部に位置する宇美断層の特徴について 活断層研究 日本活断層学会 

        
平尾 暁彦

他 
2008 

2005 年福岡県西方沖地震に伴う余効すべりの断層モデル推

定(D107-P017)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

        坂 啓惟他 2008 
福岡県_警固断層における fault damage zone の化学・鉱物学的

特徴(P-96)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 115 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        坂 啓惟他 2009 福岡県_警固断層における断層岩類の変形・変質作用（演旨) 
日本地質学会構造地質部会 2008 年

度例会（2009 年 3 月長岡例会） 
日本地質学会構造地質部会 

        
加藤 靖郎

他 
2010 

2005 年福岡県西方沖地震による玄界島頂部のノンテクトニック

断層 
日本地すべり学会誌 日本地すべり学会 

        西島 潤他 2010 福岡市警固断層周辺における高密度重力測定 
地球！重力観測・理論_その応用--

陸上・海底から衛星観測まで-- 
海洋出版 

47 
福

岡 
地形 断層 

宮崎 真大

他 
2010 

福岡県西方沖地震の 断層近傍 に おける Vp/Vs の 推定

(SSS021-P04)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 
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中村 洋介

他 
2011 

福岡沿岸域において新たに確認された活断層露頭(SSS032-

P24)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
伊藤 弘志

他 
2011 

福岡県西山断層帯の海域延長部(SSS032-P22)(ポスターセッシ

ョン)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
水野 清秀

他 
2011 

福岡県日本海沿岸域における低活動度の活断層と平野地下

の第四紀堆積物に関する地質調査 

地質調査総合センター速報！平成

22 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
中村 洋介

他 
2012 福岡県宗像市池田において発見された活断層露頭 地学雑誌 東京地学協会 

        
木村 克己

他 
2013 

ボーリングデータ解析に基づく福岡平野の警固断層と地下構

造の特徴(SSS32-13)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        
宮下 由香

里他 
2013 

福岡県西山断層帯の地形地質調査--活動履歴調査地選定の

ための調査及び福津市西東トレンチ調査結果 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

        
木村 克己

他 
2013 

福岡平野の地下地質構造と警固断層のテクトニクス(HQR23-

11)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        千田 昇他 2014 
都市圏活断層図 警固断層帯とその周辺「福岡」改訂版および

解説書 

都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D1-No.720 
国土地理院 

        
松本 純二

他 
2015 

福岡市街地における警固断層の地質特性及び工学的特性（演

旨） 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集_2015 
日本応用地質学会 

        西島 潤他 2015 
福岡県水縄断層系周辺における精密重力探査--断層構造と

温泉湧出との関係-- 
日本地熱学会誌 日本地震学会 

      火山 
藤原 玄夫

他 
1975 

Fuego 火山噴火後の成層圏エアロゾル層--福岡におけるライ

ダー観測(2)(演旨) 

日本地球電気磁気学会講演会講演

予稿集 
日本地球電気磁気学会 

        
藤原 玄夫

他 
1975 

Fuego 火山噴火に伴う成層圏エアロゾルの急激な増加：福岡に

おけるライダー観測(演旨) 

日本地球電気磁気学会講演会講演

予稿集 
日本地球電気磁気学会 
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47 
福

岡 
地形 火山 

川村 教一

他 
1999 

香川県高松市福岡町におけるボーリング.コアの AMS14C 年代

測定－－高松平野第四紀層中の火山灰の同定－－ 

名古屋大学加速器質量分析計業績

報告書 
名古屋大学年代測定資料研究センター 

        
福 岡  孝

(2014) 
2014 三瓶火山--松井・福岡資試料データベース（CD-ROM 付）--   島根県立三瓶自然館 

          2015 
福岡大学国際火山噴火史情報研究所第 5 回研究集会ならび

に第 9 回西日本火山活動研究集会講演要旨集 
  福岡大学国際火山噴火史情報研究所 

      褶曲 
平 田  惇

(1966) 
1966 

福岡県吉原鉱山に於ける石灰岩の褶曲構造及び鉱床の構造

規制 
九州鉱山学会誌 九州鉱山学会 

    地質 表層 
鎌田 泰彦

他 
1986 筑前海(福岡県沖の玄界灘)の表層堆積物(演旨) 日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        川瀬 博他 2005 

2005 年福岡県西方沖の地震での福岡市中心部の観測強震記

録に対する表層地盤増幅の影響--警固断層沿いの段差構造に

着目して--(X113-P020)(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
川辺 孝幸

(2005) 
2005 

2005 年福岡県西方沖地震の被害と表層地質との関係につい

て 

地質汚染?医療地質?社会地質学会

誌 
地質汚染?医療地質?社会地質学会 

        
山田 伸之

他 
2008 福岡市中央区での表層地盤の微動探査 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

        
山田 伸之

他 
2009 福岡市中央区天神地区の表層地盤の S 波速度構造 地震 第 2 輯 日本地震学会 

      火山岩 
沢井 長雄

他 
1995 

福岡県南部星野村に分布する金銀鉱脈鉱床と火山岩類と K－

Ar 年代(演旨) 
資源地質 資源地質学会 

        
沢井 長雄

他 
1997 

福岡県星野金鉱床地域に分布する変質火山岩類の角閃石と

黒雲母 K-Ar 年代(演旨) 
資源地質学会講演会講演要旨集 資源地質学会 

        
沢井 長雄

他 
1997 福岡県南部星野地域の新生代火山岩類の K-Ar 年代(演旨) 

日本地質学会第 104 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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数 
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ベルハディ 

アハマド他 
1999 

福岡県星野金鉱床西部地域の地質と火山岩類のフィッション.ト

ラック年代 
岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

      露頭 
木原 敏夫

他 
1981 福岡県北部の活断層露頭 九州工業大学研究報告（工学） 九州工業大学 

        
中村 洋介

他 
2011 

福岡沿岸域において新たに確認された活断層露頭(SSS032-

P24)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

47 
福

岡 
地質 露頭 

中村 洋介

他 
2012 福岡県宗像市池田において発見された活断層露頭 地学雑誌 東京地学協会 

    
調査手

法 

物理探

査 
茂木 透他 1994 福岡県久留米市・水縄断層での物理探査(演旨) 日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

      
音波探

査 

産 業 技 術

総 合 研 究 所

他 

2005 

2005 年福岡県西方沖地震余震分布域において_地質調査総

合センター(旧地質調査所)が 1985 年に実施した音波探査記録に

ついて 

地震予知連絡会会報 国土地理院 

        松本 弾他 2011 福岡県北部沿岸海域の高分解能音波探査 

地質調査総合センター速報！平成

22 年度沿岸域の地質・活断層調査研

究報告 

産業技術総合研究所地質調査総合センター 

    地下水 湧水 
大島 洋志

(1974) 
1974 

毎分 23t の湧水トンネルの水処理--山陽新幹線・福岡トンネル

東工区--（演旨） 
応用地質 日本応用地質学会 

      温泉 
松浦 新之

助他 
1952 福岡県下の温泉のフッ素含有量（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        茂木 透他 1990 
福岡県二日市温泉地域におけるγ線スペクトル探査－探査デ

ータの信頼性評価－ 
応用地質 日本応用地質学会 

        
篠倉 一哉

他 
2004 福岡市及び周辺の活断層に伴う温泉について(B29)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
田口 幸洋

他 
2011 

福岡県原鶴に認められる 2 タイプの温泉水の産状と成因

(AHW023-P12)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 
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数 
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        西島 潤他 2015 
福岡県水縄断層系周辺における精密重力探査--断層構造と

温泉湧出との関係-- 
日本地熱学会誌 日本地震学会 

      同位体 
川村 秀久

他 
1999 

福岡市における粒径別大気浮游塵中鉛安定同位体比(ポスタ

ーセッション)(演旨) 

日本地球化学会年会講演要旨集(第

46 回) 
日本地球化学会他 

        
坂本 丈明

他 
2003 

酸素同位体地質温度計に よ る 福岡県香春一の 岳 Cpx-

Andradite Grossular スカルンの生成温度(ポスターセッション)(演

旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
清崎 聖一

他 
2005 

福岡県星野村の地すべり地帯における地下水の化学および同

位体組成の特徴 

GET 九州！日本応用地質学会九州

支部会報・九州応用地質学会会報 
日本応用地質学会九州支部他 

        
吉倉 紳一

他 
2006 

福岡県・志賀島珪長質?苦鉄質深成複合岩体の形成過程と同

位体年代(O-167)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

47 
福

岡 
地下水 同位体 

川野 良信

他 
2008 

福岡県那珂川上流_白亜紀花崗岩類の年代学的_同位体岩石

学的研究 
地質学雑誌 日本地質学会 

    
塩分濃

度 
水質 

林  明 男

(1970) 
1970 福岡市内河川に係る指定水域および水質基準について 工業用水 日本工業用水協会 

        万 久光他 1982 福岡市を中心とした都市圏の水質汚濁 九州大学工学集報 九州大学工学部 

        
広城 吉成

他 
2002 

塩水化地下水の地球化学的水質特性--韓国・済州島東部_千

葉県長生村_福岡県津屋崎町_福岡市西区元岡-- 
地下水学会誌 日本地下水学会 

      海水 磯 望 1988 
福岡平野「博多部」における沖積世高海水準期以降の海岸線

の前進速度 

日本における沖積平野・沖積層の形

成と第四紀末期の自然環境とのかかわ

りに関する研究_ 科学研究費補助金総

合研究(A)61302084 研究成果報告書

(昭和 61－62 年度) 

文部省 

        中村 邦明 2000 福岡の海水淡水化施設について 造水技術 造水促進センター 

        
西田 尚央

他 
2013 

完新世の海水準上昇と対馬海流の発達による堆積プロセスの

変化--福岡沖陸棚海域--(ポスターセッション)(演旨) 
堆積学研究 日本堆積学会 
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48 
筑

紫 
地形 断層 千田 昇他 1994 

天武 7 年筑紫地震を起こした水縄断層系追分断層の活動史

(演旨) 
日本地震学会講演予稿集 日本地震学会 

        
松村 一良

他 
1994 天武七年の筑紫地震と水縄断層 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        吾妻 崇他 2007 
警固断層南端部_筑紫野市武蔵地区における群列ボーリング

調査 
活断層・古地震研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター 

    地下水 同位体 
内田 洋平

他 
2006 

筑紫平野における水質_酸素・水素安定同位体比および地下

温度の分布特性 
日本水文科学会誌 日本水文科学会 

49 
中

津 
地形 地表 

坂 本  亨

(1971) 
1971 

陸域地表および浅層地質調査 2-1 大分県北部_中津～宇佐

付近の地質 

大規模工業基地水陸地盤調査研究

--第 1 輯 周防灘地域（大分側）報告書

-- 

地質調査所 

      断層 
小島 伸夫

(1956) 
1956 中津累層に見られる断層群について 地質学雑誌 日本地質学会 

49 
中

津 
地形 断層 

今 永  勇

(1972) 
1972 中津川流域にみられる神縄逆断層に伴う小断層について 

神奈川県立博物館研究報告 自然

科学 
神奈川県立博物館 

        
佐 藤  正

(1976) 
1976 中津川右横すべり断層（新称） 地質学雑誌 日本地質学会 

        
山田 誠一

他 
1998 中津川断層沿いに推定される向斜構造について(演旨) 

日本地質学会第 105 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
丹羽 正和

他 
2006 

岐阜県中津川市川上の阿寺断層露頭における断層破砕帯の

構造(T146-P006)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
広内 大助

他 
2007 

阿寺断層帯中部_中津川市加子母地区における古地震調査

(速報)(P2-043)(ポスターセッション)(演旨) 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
道家 涼介

他 
2007 

岐阜県中津川市_加子母川左岸における阿寺断層帯中部の変

動地形と露頭(P-123)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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三上 禎次

(2007) 
2007 

京都市雲ヶ畑地域中津川の丹波帯断層岩露頭(P-127)(ポスタ

ー セッション)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
廣内 大助

他 
2014 

阿寺断層帯中部における後期更新世以降の断層運動--中津

川市加子母二渡地区トレンチ調査--(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
道家 涼介

他 
2014 

岐阜県中津川市加子母地区長洞における阿寺断層帯中部の

活動時期 
活断層研究 日本活断層学会 

      段丘 
若林 優子

(2001) 
2001 信濃川支流_中津川流域の河成段丘形成過程（演旨） 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
植木 岳雪

(2010) 
2010 

関東平野西縁、相模川と多摩川の支流の堆積段丘の形成時

期--中津川、串川、境川、浅川の例--（演旨） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

      火山 
鹿野 勘次

(1978) 
1978 岐阜県中津川市北部地域の濃飛流紋岩と火山豆石 地球科学 地学団体研究会 

    地質 火山岩 
島津 光夫

他 
1983 千曲川および中津川流域の鮮新－更新世火山岩類 地学団体研究会専報   

      露頭 
丹羽 正和

他 
2006 

岐阜県中津川市川上の阿寺断層露頭における断層破砕帯の

構造(T146-P006)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

49 
中

津 
地質 露頭 

道家 涼介

他 
2007 

岐阜県中津川市_加子母川左岸における阿寺断層帯中部の変

動地形と露頭(P-123)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
三上 禎次

(2007) 
2007 

京都市雲ヶ畑地域中津川の丹波帯断層岩露頭(P-127)(ポスタ

ー セッション)(演旨) 

日本地質学会第 114 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    地下水 湧水 辻 健太他 2013 

神奈川県中央部に露出する更新統中津層群塩田層から産出

する冷湧水性化学合成化石群集(BPT25-P04)(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

50 
別

府 
地形 地表 

岡 部  茂

(1956) 
1956 別府に於ける地表放射能と温泉脈及地温との関係 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        岡部 茂他 1958 別府に於ける地表放射能と地温との関係（2） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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由佐 悠紀

他 
1989 別府における地表変質と地熱流体系の関係(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

      沈降 
木戸 道男

他 
1992 

「九重－別府鮮新世沈降盆地」の西端と北端を画する断層の

特徴(演旨) 
日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
木戸 道男

他 
1992 

「九重－別府鮮新世沈降盆地」西端と北端に見られるカンラン

石玄武岩(演旨) 

日本地質学会第 99 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        角縁 進他 1995 
九重－別府鮮新世沈降盆地の北西縁に分布する高マグネシ

ア安山岩 
地質学論集 日本地質学会 

        
石塚 吉浩

他 
2005 

別府湾北岸_第四紀火山砕屑岩の産状--別府湾に沈降した火

山--(O-238)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      断層 千田 昇他 1986 別府湾海底活断層の分布(演旨) 地震学会講演予稿集 地震学会 

        
松本 宏彰

他 
1986 別府湾海底断層ボ－リング資料の微化石分析(演旨) 日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        
島崎 邦彦

他 
1986 別府湾海底活断層のボ－リング調査(演旨) 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
島崎 邦彦

他 
1986 

海底活断層のボ－リング調査による地震発生時長期予測の研

究－別府湾海底断層を事例として－(予報) 
活断層研究 活断層研究会 

        
島崎 邦彦

他 
1986 別府湾海底活断層のボ－リング調査(演旨) 地震学会講演予稿集 地震学会 

        
碓井 敏彦

他 
1987 別府湾海底断層の最新イベント(演旨) 日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

50 
別

府 
地形 断層 中田 高他 1989 

近接活断層の累積変位の特徴－別府湾断層における検討－

(演旨) 
日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
島崎 邦彦

他 
1989 断層の長期的挙動－別府湾海底断層を例として－(演旨) 地震学会講演予稿集 地震学会 
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本蔵 義守

他 
1990 磁気異常からみた活断層－－別府湾の例－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会 1990 年合同

大会_シンポジウム・共通セッション講演

予稿集 

地震学会他 

        
島崎 邦彦

他 
1990 

別府湾およびその周辺、その 1：別府湾海底の活断層について

(演旨) 

日本地質学会第 97 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
山口 智香

他 
1990 

別府湾海底活断層群の挙動からみた近接断層の相互作用(演

旨) 

日本地質学会第 97 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        岡村 真他 1991 中央構造線沿いの浅海底(別府湾～伊予灘)の活断層(演旨) 
日本地質学会第 98 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
山口 智香

他 
1991 別府湾北西部海底活断層群の完新世活動史(演旨) 

日本地質学会第 98 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
木戸 道男

他 
1992 

「九重－別府鮮新世沈降盆地」の西端と北端を画する断層の

特徴(演旨) 
日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        岡村 真他 1993 
別府湾北西部の海底活断層－－浅海底活断層調査の新手法

とその成果－－ 
地質学論集 日本地質学会 

        
島崎 邦彦

他 
1993 

浅海調査による中央構造線活断層系西部・別府地溝帯の地震

特性評価 

文部省科学研究費重点領域研究

「自然災害の予測と防災力」研究報告

集録(平成 4 年度) 

文部省科学研究費重点領域研究「自然災害」

総合研究班 

        
藤下 光身

他 
1994 GPS による別府島原地溝(立田山断層)の基線観測(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
福田 洋一

他 
1994 別府地域の重力調査－－湯布院断層・朝見川断層調査－－ 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        千田 昇 1995 別府扇状地の形成時期と堀田－朝見川断層群の活動 地学雑誌 東京地学協会 

        
松岡 裕美

他 
1996 

別府湾中央断層の活動履歴－－詳細地震危険度マップ作成

への試み 2－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 
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50 
別

府 
地形 断層 岡村 真他 1996 

別府湾海底活断層の分布と発達様式－－詳細地震危険度マ

ップの作成試案 その 1－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
三納 正美

他 
1996 

別府湾東中央断層における完新世海底活断層活動履歴の復

元(演旨) 

日本地質学会第 103 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
八木 栄治

他 
1996 別府湾西中央断層の完新世活動履歴の復元(演旨) 

日本地質学会第 103 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
藤下 光身

他 
1997 GPS による別府島原地溝(立田山断層)の基線観測(4)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        高柳 陽子 1997 別府湾南岸断層の新期活動 大分地理 大分大学教育学部地理学教室 

        園田 研之 1998 
別府－島原地溝帯の活断層－－特に阿蘇西麓～熊本地域に

ついて－－ 
熊本地学会誌 熊本地学会 

        園田 研之 1998 別府－島原地溝帯の活断層 

九州のテクトニクスワ-キンググループ

研究連絡誌_ 九州から発する東アジア.

日本のテクトニクス 

九州のテクトニクスワ-キンググループ他 

        園田 研之 1998 
別府－島原地溝帯の活断層－－特に別府－九重地域につい

て－－ 
熊本地学会誌 熊本地学会 

        
島崎 邦彦

他 
1999 別府湾の海底活断層(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        
島崎 邦彦

他 
2000 別府湾の海底活断層分布 

地球 _号外 _ 活断層と古地震－－

1999 年合同学会の発表を中心に－－ 
海洋出版 

        千田 昇他 2000 都市圏活断層図[別府] 
都市圏活断層図 1:25_000_ 国土地

理院技術資料 D.1-No.375 
日本地図センター 

        千田 昇他 2000 別府地溝帯.亀川断層の最近の活動履歴(演旨) 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        千田 昇他 2001 
別府地溝帯・別府湾地溝を構成する亀川断層の最近の活動履

歴 
活断層研究 活断層研究会 
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50 
別

府 
地形 断層 

大 分 県 活

断 層 調 査 研

究委員会他 

2001 
別府?万年山断層帯に関する調査成果報告書（概要版）--地

震関係基礎調査交付金（平成 12 年度）-- 
  大分県 

        

大 分 県 地

域 活 断 層 調

査 研 究 委 員

会他 

2001 
大分県の活断層--別府・万年山断層帯（東部）の調査を終えて

-- 
  大分県生活環境部消防防災課 

        
金井 純子

他 
2001 

別府湾海底活断層群の完新世活動履歴の復元（ポスターセッ

ション）（演旨） 

日本地質学会第 108 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
大 分 県

(2003) 
2003 別府ー万年山断層帯に関する調査 

活断層調査成果および堆積平野地

下構造調査成果報告会予稿集_2003 
文部科学省 

        
大 分 県

(2004) 
2004 

別府－万年山断層帯に関する調査成果報告書（概要版）--地

震関係基礎調査交付金(平成 15 年度)-- 
  大分県 

        
楠本 成寿

(2004) 
2004 別府湾周辺の断層分布の力学的解釈 地学雑誌 東京地学協会 

        千田 昇他 2004 
別府?万年山断層帯西部地域で確認された完新世の断層活動

（演旨）（ポスターセッション） 
日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
大 分 県

(2004) 
2004 別府?万年山断層帯に関する調査 

活断層調査成果および堆積平野地

下構造調査成果報告会予稿集 
文部科学省 

        
梅崎 基考

他 
2004 

別府?島原地溝帯南縁部を構成する地質境界断層と活断層の

関係--大分県中部に分布する猿掛断層を例として--(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

        

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2005) 

2005 別府－万年山断層帯の長期評価について 主要活断層帯の長期評価 地震調査研究推進本部 
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50 
別

府 
地形 断層 

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会 

2005 別府-万年山断層帯長期評価について サイスモ 
地震予知総合研究振興会地震調査研究セン

ター 

    

地 震 調 査

研 究 推 進 本

部 地 震 調 査

委員会(2006) 

2006 
別府?万年山断層帯の長期評価について(平成 17 年 3 月 9 日

公表) 

地震調査委員会報告集??2005 年 1

月?12 月??（第 2 分冊） 
地震調査研究推進本部地震調査委員会 

        
中西 利典

他 
2007 

別府市浜脇地区のボーリングコア解析による朝見川断層の完

新世の活動(S141-P020)(ポスター セッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
山田 圭太

郎他 
2013 

音波探査に基づく別府湾の断層分布とその成因 (HQR24-

P15)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

        山北 聡他 2014 
重力解析と断層露頭観察からみた別府湾堆積盆形成に関わっ

た断層系（演旨） 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
中西 利典

他 
2015 

別府市浜脇地区のボーリングコア試料から認定した朝見川断

層の完新世における活動 
地形 日本地形学連合 

      火山 
小野 晃司

(1972) 
1972 中九州の火山地帯 別府?九重?阿蘇 地質ニュース 実業公報社 

        
松 本  ゆ き

夫 
1984 九州の基盤構造.火山.地熱‐別府‐島原地溝 URBAN KUBOTA 久保田鉄工株式会社 

        茂野 博他 1984 
別府－小浜地溝帯における火山性噴気・温泉地分布の規則性

と熱水系モデル(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_ 日本地熱学会創立 5 周年記念シン

ポジウム 

日本地熱学会 

        茂野 博他 1986 
別府－九重－阿蘇－熊本－雲仙地域の熱水系－(1)火山性温

泉_噴気地分布の規則性から推論される熱水系モデル－ 
地質調査所月報 地質調査所 
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発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
星住 英夫

他 
1988 別府地域の地質と火山活動(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        竹村 恵二 1989 別府湾 15m コアにみとめられる完新世の火山活動(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        木戸 道男 1991 「九重－別府地溝」形成史と火山活動 構造地質 構造地質研究会 

50 
別

府 
地形 火山 

松 本  ゆ き

夫 
1991 

西南日本弧・琉球弧会合部の火山活動史－－とくに別府－島

原地溝との関連－－(演旨) 

地学団体研究会総会シンポジウム要

旨集 
地学団体研究会 

        多田 尭 1991 
雲仙地溝、別府地溝の地殻変動－高くなれない雲仙火山－

(演旨) 

地球惑星科学関連学会 1991 年合同

大会共通セッション予稿集 
地震学会他 

        
露口 耕治

他 
1995 

高分解能音波探査により見いだされた別府湾南西部の泥火山

分布と構造(演旨) 

日本地質学会第 102 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        中坊 真他 1996 別府塚原鉱山跡泥火山における地震動観測(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
梅田 浩司

他 
1996 

別府湾コアからみた由布・鶴見火山群における完新世の噴火

活動 
火山 日本火山学会 

        
梅田 浩司

他 
1996 

別府湾コアからみた阿蘇火山中岳における最新期のマグマ水

蒸気爆発(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        北 逸郎他 1997 
九重火山のマグマ水と別府－島原地溝の火成活動について

(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
梅田 浩司

他 
1997 

別府湾のピストンコアに含まれる火山灰の給源－－特に淡緑

褐色発泡ガラスについて－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
横瀬 久芳

他 
1999 

別府－島原地溝帯西部域の過去 5 百万年間における間欠的

火山活動 
岩鉱 日本岩石鉱物鉱床学会 

        古沢 明他 2000 
別府湾コアにおける最近 7000 年間の火山灰層序－－ピストン

コア中の火山灰と阿蘇_九重火山のテフラとの対比－－ 
地質学雑誌 日本地質学会 

        
長岡 信治

(2001) 
2001 

別府-島原地溝帯周辺の古い火山--英彦山・両子山・多良岳

など-- 
日本の地形 7--九州・南西諸島-- 東京大学出版会他 
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町 田  洋

(2001) 
2001 

別府-島原地溝帯中心部の火山群--活動を続ける多数の火山

-- 
日本の地形 7--九州・南西諸島-- 東京大学出版会他 

        
松岡 裕美

他 
2004 

別府湾海底コア堆積物中の詳細火山灰層序(Q042-P012)(ポ

スターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
石塚 吉浩

他 
2005 

別府湾北岸_第四紀火山砕屑岩の産状--別府湾に沈降した火

山--(O-238)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

50 
別

府 
地形 火山 

松尾 征二

(2005) 
2005 

別府湾周辺の誓願寺軽石層の火山灰層序(P-259)(ポスターセ

ッション)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
竹村 恵二

(2010) 
2010 火山灰による別府周辺の第四紀後期火山活動史 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
竹村 恵二

(2012) 
2012 

別府地域（特に湯山地域）の土壌セクションを用いた第四紀後

期火山活動史 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

    地質 表層 
天野 敦子 

他 
2008 

大分県別府湾の表層堆積物における重金属濃度分布(G120-

P004)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

        
藤井 頌子

他 
2009 

大分県別府市に分布する陸上表層堆積物の古地磁気学的・

岩石磁気学的研究(E113-P020)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
竹村 恵二

他 
2013 別府湾の海底地形と表層堆積物構造 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山田 圭太

郎他 
2014 別府湾の表層堆積物構造 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

      母岩 
木下 亀城

他 
1953 別府白土鉱山附近にみられる母岩の変質について 鉱山地質 日本鉱山地質学会 

        
小坂 丈予

他 
1965 

別府市明礬地区における Halotrichite Alunogen の生成とそれ

にともなう母岩の変質について（演旨） 
地球化学討論会講演要旨集 日本地球化学会他 

        南 英一他 1967 
別府市明礬の温泉噴気による湯花の生成と母岩の変質につい

て（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 
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      火山岩 
森山 善蔵

他 
1966 

別府市利水隧道産黒雲母片麻岩の岩塊--九州における新生

代火山岩類中の外来岩片（2）-- 
岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        星住 英夫 1989 5 万分の 1 別府地域の火山岩の主成分化学組成(演旨) 地質調査所月報 地質調査所 

        星住 英夫 1989 別府地域の火山岩の岩石学的特徴(序報)(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
竹村 恵二

他 
1993 別府地域の火山岩調査 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
竹村 恵二

他 
1994 別府地域の火山岩調査(2)－－北部地域－－ 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
杉山 直史

他 
1995 

別府－島原地溝帯西縁部に分布する火山岩類の地球化学的

特徴(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        北 逸郎他 1996 別府－島原地溝の火山岩の地球化学的研究(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

50 
別

府 
地質 火山岩 北 逸郎他 1996 

火山岩のスパイダーパターンと Sr 同位体比に基づく別府－島

原地溝の火成活動(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
横瀬 久芳

他 
1996 

別府－島原地溝の西部に産する鮮新世－更新世火山岩類の

起源(演旨) 
  日本火山学会 

        北 逸郎 1997 
マグマ性気体と火山岩の岩石化学的特徴からみた別府－島原

地溝の火成活動 

地球_号外_ 地殻化学のフロンティア_ 

脇田 宏教授退官記念号 
海洋出版 

      露頭 山北 聡他 2014 
重力解析と断層露頭観察からみた別府湾堆積盆形成に関わっ

た断層系（演旨） 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    
調査手

法 

音波探

査 

アリス  リチ

ャード他 
1989 音波探査記録の異常から推定される別府湾のガス 第四紀研究 日本第四紀学会 

        
露口 耕治

他 
1995 

高分解能音波探査により見いだされた別府湾南西部の泥火山

分布と構造(演旨) 

日本地質学会第 102 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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山田 圭太

郎他 
2012 

音波探査に基づく別府湾の活構造--深部構造との比較--(ポ

スターセッション)(演旨) 

日本活断層学会秋季学術大会・シン

ポジウム「近畿の活断層と大地震」講演

予稿集_2012 

日本活断層学会 

        
山田 圭太

郎他 
2013 

音波探査に基づく別府湾の断層分布とその成因 (HQR24-

P15)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

    地下水 流動 
吉川 恭三

他 
1982 別府南部温泉地域における熱水の流動経路と温泉水の形成 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
古賀 昭人

他 
1986 

C1／B 比から見た別府地熱地帯(南部)熱水の流動パターン(演

旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
由佐 悠紀

他 
1991 別府南部域における地熱水の 3 次元流動(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
矢原 哲也

他 
1994 別府南部地域の温泉水の流動について 地熱 日本地熱調査会 

        
大沢 信二

他 
1994 別府温泉南部地域における温泉水の流動経路 温泉科学 日本温泉科学会 

        
大沢 信二

他 
1996 

温泉水の化学組成から推定される別府北部地域の地下温泉

水の流動経路 

地熱流体流動過程と地下構造に関

する研究_ 文部省科学研究費補助金

(一般研究 B)研究成果報告書(研究課

題番号 05452078)(平成 7 年度) 

由佐 悠紀(京都大学理学部) 

50 
別

府 
地下水 流動 

真田 哲也

他 
2003 希土類元素による別府北部地域温泉水の流動経路の解明 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
溝部 かず

み他 
2005 

山口県秋芳町別府弁天池の地下水環境と広域地下水流動(ポ

スターセッション)(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

      
滞留時

間 

三島 壮智

他 
2010 

環境同位体をトレーサーとした別府温泉南部域を流動する温

泉水の滞留時間の推定 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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      湧水 
開発 一郎

他 
1999 

名水を訪ねて(45)－－山口県秋吉台の名水 別府弁天池と秋

吉台の湧水－－ 
地下水学会誌 日本地下水学会 

        
開発 一郎

他 
1999 別府弁天池湧水.寂地峡の水.桜井戸－－山口県の名水－－ 続名水を科学する 技報堂出版他 

      温泉 吉川 恭三 1951 化学二成分より見たる別府市街温泉の水系 地球物理 京都大学理学部地球物理学協会 

        吉川 恭三 1951 化学二成分より見たる別府市街温泉の水系 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        吉川 恭三 1951 
HCO3 及び Cl 成分より見たる別府市街温泉の水素について

（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学学会 

        八田 秋 1951 別府温泉調査成績（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        瀬野 錦蔵 1952 別府温泉の地球物理 地学より見た別府 別府市 

        川上 弘泰 1952 
別府温泉の分光化学的研究--第 1 報 定性分光分析--（演

旨） 
温泉科学 日本温泉科学学会 

        吉川 恭三 1952 化学二成分より見た別府市街温泉の水系（続）（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所 

1953 別府温泉調査報告 第一報（鉱泉成績書） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎 
1953 別府市浜脇地区温泉衰微経過報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        湯原 浩三 1953 別府市中部に於ける地温分布と温泉湧出の可能性について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        吉川 恭三 1953 別府温泉に於ける海水汚染調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎 
1953 等水頭泉から見た別府市亀川温泉の水系（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
川上 弘泰

他 
1953 別府温泉に於ける Ge の分布について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 
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八 田  秋

(1954) 
1954 別府温泉調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        池田 ?七 1955 別府温泉のゲルマニウム資源について 九州鉱山学会誌 九州鉱山学会 

50 
別

府 
地下水 温泉 

川上 弘泰

他 
1955 別府温泉に於けるゲルマニウム 九州鉱山学会誌 九州鉱山学会 

        湯原 浩三 1955 別府市中部の地下水と温泉（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
山下 幸三

郎 
1955 別府市内の一温泉井水位に及ぼす気圧影響に就て（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
野崎 秀俊

他 
1955 別府温泉に於けるヒ素の分布（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所他 

1956 
大分県温泉調査報告--別府温泉（第四報）由布院温泉（温泉

分析成績書）-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
岡 部  茂

(1956) 
1956 別府に於ける地表放射能と温泉脈及地温との関係 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川上 弘泰

他 
1956 別府温泉における Ra・Rn の分布について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
古賀 昭人

(1957) 
1957 別府温泉のホウ酸含有量（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
山下 幸三

郎(1957) 
1957 別府市鉄輪温泉調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
三角 省三

他 
1957 

九州地方温泉の化学的研究（第一報）--別府十万地獄温泉の

組成について--（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学学会 

        
瀬野 錦蔵

他 
1958 別府旧市内温泉の窒素_酸素含有量分布について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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川上 弘泰

(1958) 
1958 別府温泉における Ba 及び Sr の分布（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
古賀 昭人

(1958) 
1958 

別府温泉の化学的研究 第 13 報--別府温泉成分の地域的特

性（その 1）-- 
温泉科学 日本温泉科学学会 

        
川上 弘泰

(1958) 
1958 

分光分析による別府温泉の微量金属成分の研究--第 1 報 別

府温泉の蒸発残渣の分光分析-- 
温泉科学 日本温泉科学学会 

        
瀬野 錦蔵

他 
1959 別府市内温泉の化学成分長期変化に関する調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1959) 
1959 別府市内の一温泉井水位の気圧影響の機構について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

50 
別

府 
地下水 温泉 

古賀 昭人

(1959) 
1959 

別府温泉の化学的研究 第 22 報--別府温泉成分の地域的特

性（その 4）とくに微量成分について-- 
温泉科学 日本温泉科学学会 

        
古賀 昭人

(1959) 
1959 

別府温泉の化学的研究 第 21 報--別府温泉成分の地域的特

性（その 3）-- 
温泉科学 日本温泉科学学会 

        
古賀 昭人

(1959) 
1959 

別府温泉の化学的研究 第 20 報--別府温泉成分の地域的特

性（その 2）Ca/Mg_コロイド硅酸量_Br/Cl_I/Cl_重水素含流量など

による検討-- 

温泉科学 日本温泉科学学会 

        
吉川 恭三

(1960) 
1960 別府市街温泉ゆう出量の年変化について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
古賀 昭人

(1960) 
1960 別府温泉の酸化還元電位（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
佐藤 光一

他 
1961 別府市内温泉（内竈南北両石垣_南立石）現況調査（3） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
瀬野 錦蔵

他 
1961 別府市街地温泉の静止水頭調査 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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野崎 秀俊

(1961) 
1961 別府温泉中のニッケルの定量並びに分布について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
古賀 昭人

(1961) 
1961 

別府温泉の化学的研究（第 27 報）--別府温泉の微量成分（そ

の 11）チッ素化合物の分布-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
古賀 昭人

(1961) 
1961 

別府温泉の化学的研究（第 30 報）--温泉成分の溶存状態（そ

の 3）コロイド硫黄について--（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
山下 幸三

郎(1961) 
1961 別府旧市内温泉井の水位変化について（1） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
瀬野 錦蔵

(1962) 
1962 別府市鉄輪地域の温泉群について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
野崎 秀俊

(1962) 
1962 別府温泉のベリリュウムの分布について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
古賀 昭人

(1962) 
1962 

別府温泉の化学的研究（第 30 報）--別府温泉の微量成分（そ

の 13）セレンの分布-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

50 
別

府 
地下水 温泉 

佐藤 光一

他 
1963 別府市内温泉現況調査（5） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1963) 
1963 別府市鶴水園附近温泉の Cl 量について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
古賀 昭人

他 
1963 

別府温泉の化学的研究（第 31 報）--別府温泉の微量成分（そ

の 14）カドミウムの分布-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

(1963) 
1963 別府温泉の湧出量長期変化についての一考察（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
橋永 熙子

(1963) 
1963 別府温泉中のガリウムについて（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
古賀 昭人

(1963) 
1963 別府温泉中の希土類元素（予報）（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 
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森山 善蔵

他 
1964 別府市内および湯布院町の温泉孔における岩芯調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
古賀 昭人

(1964) 
1964 

別府温泉の化学的研究（第 32 報）--別府温泉の微量成分（そ

の 15）ジルコニウムの分布-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1964 別府海岸部における温泉の化学組成 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川上 弘泰

他 
1964 

別府温泉の化学的研究（第 33 報）--別府温泉の微量成分（そ

の 16）-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川上 弘泰

他 
1964 別府温泉における噴気の研究 1（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
古賀 昭人

(1964) 
1964 別府温泉中のジルコニウムの分析（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
川上 弘泰

他 
1964 別府温泉におけるゲルマニウムの分布 2（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
吉川 恭三

(1964) 
1964 別府市宮地嶽神社温泉井の水位および泉温の変化について 温泉科学 日本温泉科学会 

        
森山 善蔵

他 
1965 

別府市内および湯布院町の温泉孔における岩芯調査報告（第

2 報） 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1965) 
1965 

別府市内日豊線複線化工事並びに亀の井ホテル増築工事に

伴う浅層地下水の揚水が周辺温泉に及ぼす影響調査報告 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

50 
別

府 
地下水 温泉 

森山 善蔵

他 
1965 

別府市内および湯布院町の温泉孔における岩芯調査報告（第

2 報） 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎他 
1965 別府市紺屋地獄周辺温泉調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1965) 
1965 別府旧市内温泉の Li+量の分布と水系について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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吉川 恭三

他 
1965 

別府海岸部における温泉の化学組成（その 3）--臭素とヨウ素-

- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1965 

別府海岸部における温泉の化学組成（その2）--海水混入温泉

中の Ca 含量-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川上 弘泰

他 
1965 別府温泉における噴気ガスの化学的研究（第 1 報） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1965) 
1965 化学成分から見た別府旧市内温泉の水系（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
山下 幸三

郎(1965) 
1965 別府旧市内温泉井の水位変化について（第 2 報） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
森山 善蔵

(1966) 
1966 

別府市内および湯布院町の温泉孔における岩芯調査報告（第

3 報） 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎他 
1966 別府市亀川温泉の水系 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1966 

大分県下温泉の生成過程--（2）別府北部温泉群の生成機構-

- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1966 大分県下温泉の生成過程--（1）別府北部温泉群のハロゲン-- 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
森山 善蔵

(1967) 
1967 

別府市内および湯布院町の温泉孔における岩芯調査報告（第

4 報） 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        南 英一他 1967 
別府市明礬の温泉噴気による湯花の生成と母岩の変質につい

て（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
川上 弘泰

(1967) 
1967 別府温泉の化学成分_とくに微量成分について 温泉科学 日本温泉科学会 

50 
別

府 
地下水 温泉 

吉川 恭三

(1967) 
1967 研究対象としての別府温泉--地球物理学的見地から-- 温泉科学 日本温泉科学会 
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山下 幸三

郎(1967) 
1967 別府温泉の現況 温泉科学 日本温泉科学会 

        
山下 幸三

郎(1968) 
1968 別府温泉の Cl 源について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
吉川 恭三

他 
1968 別府明ばん温泉における変質粘土の分布（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
森山 善蔵

(1968) 
1968 

別府市内および湯布院町の温泉孔における岩芯調査報告（第

5 報） 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1968) 
1968 

別府温泉の泉源保護について（2）--亀川温泉群の揚水影響-

- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1968 別府南部温泉地域における沈澱物の付着状態 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川上 弘泰

他 
1968 別府温泉における水銀の分布 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
由佐 悠紀

(1969) 
1969 別府南部温泉地域における沈澱物について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
森山 善蔵

(1969) 
1969 別府温泉の貯湯岩層について--付. 明礬石と沸石の産状-- 

九州大学理学部研究報告（地質学

之部） 
九州大学理学部 

        
小田 敏之

他 
1969 

高速中性子放射化分析法による別府温泉水中の 35Cl/37Cl

比の測定 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎他 
1969 

別府温泉の泉源保護について（3）--北石垣_鉄輪地区温泉の

揚水影響-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
古賀 昭人

他 
1970 別府明礬温泉の成因とその特長ある化学成分 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
由佐 悠紀

(1970) 
1970 別府温泉の沈澱物（第 3 報） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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古賀 昭人

他 
1970 別府温泉水中のトリチュウム 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
由佐 悠紀

他 
1970 

別府温泉における塩素イオン重炭酸イオン分布の特徴につい

て（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

50 
別

府 
地下水 温泉 

山下 幸三

郎(1971) 
1971 別府温泉水中のアルカリ金属イオンについて（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
野田 徹郎

(1971) 
1971 別府温泉中のフッ素 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
小田 敏之

(1971) 
1971 別府温泉水中の 14C の測定 日本化学雑誌 日本化学会 

        
由佐 悠紀

他 
1971 化学成分からみた別府市中央部の温泉 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

(1972) 
1972 別府温泉の地下構造（1） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1972 別府温泉南部域の炭酸成分 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

(1973) 
1973 別府温泉の地下構造（2） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1974) 
1974 別府温泉水中のアルカリイオンについて 温泉科学 日本温泉科学会 

        
吉川 恭三

他 
1974 別府温泉の現況調査--（1）別府南部域の噴気・沸騰泉-- 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1975 別府温泉の現況調査--（2）別府北部域の噴気・沸騰泉-- 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1975) 
1975 

別府温泉の化学成分の特性--温泉水中の As の起源について

-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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山下 幸三

郎(1975) 
1975 別府温泉の As について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
由佐 悠紀

他 
1975 

別府温泉から流出する水量_熱量および化学成分量（その 2）

（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
由佐 悠紀

他 
1975 

別府温泉から流出する水量_熱量および化学成分量（その 1）

（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
吉川 恭三

他 
1975 別府温泉現況調査について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
由佐 悠紀

他 
1975 

地熱地域を含む温泉地からの流出水量_熱量および化学成分

量--別府温泉の場合-- 
温泉工学会誌 温泉工学会 

50 
別

府 
地下水 温泉 

吉川 恭三

他 
1976 

別府温泉の現況調査--（3）別府全域の噴気・沸騰泉と一般温

泉-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        

日 本 地 熱

資 源 開 発 促

進 セ ン タ ー

(1977) 

1977 別府市温泉利用計画調査報告書（昭和 51 年度）   日本地熱資源開発促進センター 

        
吉川 恭三

他 
1977 別府南部温泉地域への海水浸入 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1977) 
1977 別府温泉の化学成分の特性--温泉水中の Sb について-- 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1977 別府市内内竈地区の温泉調査 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
北岡 豪一

(1978) 
1978 別府北部温泉地域への海水侵入 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
由佐 悠紀

(1979) 
1979 別府温泉南部域の化学成分長期変化について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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北岡 豪一

(1979) 
1979 温泉水中のトリチウム濃度--（1）別府南部地域-- 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
皆川 鉄雄

他 
1980 別府明礬温泉付近産硫酸塩鉱物（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本岩石鉱物鉱床学会他 

        
由佐 悠紀

(1980) 
1980 別府温泉北部域の化学成分長期変化について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
北岡 豪一

(1980) 
1980 温泉水中のトリチウム濃度--（2）別府内竈地区-- 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
北岡 豪一

(1981) 
1981 温泉水中のトリチウム濃度--（3）別府亀川地区-- 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1982 別府南部温泉地域における熱水の流動経路と温泉水の形成 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
神山 孝吉

(1982) 
1982 別府北部温泉資料の解析 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        吉川 恭三 1983 地熱水から温泉水へ_別府温泉の場合 地熱 日本地熱調査会 

50 
別

府 
地下水 温泉 由佐 悠紀 1984 

温泉水採取にともなう地下温泉水系の変化(2)別府温泉南部域

における塩素イオン濃度低下と地下温泉水層の水理学的特性 
温泉科学 日本温泉科学会 

        茂野 博他 1984 
別府－小浜地溝帯における火山性噴気・温泉地分布の規則性

と熱水系モデル(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_ 日本地熱学会創立 5 周年記念シン

ポジウム 

日本地熱学会 

        
皆川 鉄雄

他 
1985 

別府市明礬温泉付近の別府白土カッティング面に生じたパラコ

キンボ石 
地学研究 日本地学研究会 

        茂野 博他 1986 
別府－九重－阿蘇－熊本－雲仙地域の熱水系－(1)火山性温

泉_噴気地分布の規則性から推論される熱水系モデル－ 
地質調査所月報 地質調査所 

        
由佐 悠紀

他 
1988 別府温泉の噴気・沸騰泉調査結果について 2 北部地域(演旨) 温泉科学 日本温泉科学会 
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由佐 悠紀

他 
1988 

別府温泉の統計－昭和 60～62 年における採取水量および熱

量－ 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        古賀 昭人 1989 別府温泉水のアルカリ元素_Li_Rb_Cs について(演旨) 
日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        友永 晋他 1989 別府観海寺温泉産 burkeite について(演旨) 日本鉱物学会年会講演要旨集 日本鉱物学会 

        
由佐 悠紀

他 
1989 別府温泉南部域の化学成分長期変化について(2) 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
由佐 悠紀

他 
1990 別府温泉北部域の化学成分長期変化について 2 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
北岡 豪一

他 
1991 別府温泉の水素・酸素安定同位体比 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
北岡 豪一

他 
1992 別府温泉の水素・酸素安定同位体比(2)別府北部地域 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
北岡 豪一

他 
1994 

水素と酸素の安定同位体比からみた別府温泉における地熱流

体の移動過程 
地下水学会誌 日本地下水学会 

        
矢原 哲也

他 
1994 別府南部地域の温泉水の流動について 地熱 日本地熱調査会 

        
由佐 悠紀

他 
1994 

掘削による地下温泉水の層構造の検出－－別府温泉南部地

域での試み－－ 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
加藤 尚之

他 
1994 

Rb および Cs 顔料からみた別府温泉における地熱流体の移動

過程 
温泉科学 日本温泉科学会 

        皆川 鉄雄 1994 別府明礬温泉産 Tamarugite 地学研究 日本地学研究会 

        
大沢 信二

他 
1994 別府温泉南部地域における温泉水の流動経路 温泉科学 日本温泉科学会 
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50 
別

府 
地下水 温泉 由佐 悠紀 1995 別府地域の温泉と地球物理 

別府の自然－－別府市自然環境学

術調査報告書－－ 
別府市 

        
大沢 信二

他 
1996 別府血の池地獄の温泉沈殿物の色彩変化 温泉科学 日本温泉科学会 

        
大沢 信二

他 
1996 

温泉水の化学組成から推定される別府北部地域の地下温泉

水の流動経路 

地熱流体流動過程と地下構造に関

する研究_ 文部省科学研究費補助金

(一般研究 B)研究成果報告書(研究課

題番号 05452078)(平成 7 年度) 

由佐 悠紀(京都大学理学部) 

          1997 別府地熱地帯の[血の池地獄]温泉の色彩の変化 国際温泉科学会第 33 回箱根大会 国際温泉科学会日本支部 

        
北島 富美

雄他 
1997 

別府温泉”かまど地獄”からの好熱好酸性古細菌の分離とその

抽出性脂質成分の性質 
Researches in Organic Geochemistry 有機地球化学研究会 

        
大上 和敏

他 
1998 

別府血の池地獄の色彩変化に関わる沈殿物の鉱物組成.温泉

水の化学組成の変化 
温泉科学 日本温泉科学会 

        古賀 昭人 1999 温泉今昔物語(その 25)－－別府温泉の[温故知新]－－ 地熱エネルギー 新エネルギー財団 

        
網田 和宏

他 
2000 

別府温泉の地熱流体供給域における比抵抗構造(Eh-007)(演

旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
由佐 悠紀

他 
2000 別府温泉の年齢 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        大沢 信二 2000 
噴気ガスの化学.同位体組成からみた別府温泉の地熱流体の

起源及び性状 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        近藤 寛他 2001 別府温泉_雲仙温泉の堆積物中の脂質成分 長崎大学教育学部紀要 自然科学 長崎大学教育学部 

        
由佐 悠紀

他 
2002 別府温泉における温泉水系の変動 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
大沢 信二

他 
2002 別府温泉からの地熱井メタン放出量の推定 九大地熱・火山研究報告 

九州大学大学院工学研究院九重地熱・火山

研究観測ステーション 
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真田 哲也

他 
2003 希土類元素による別府北部地域温泉水の流動経路の解明 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
由佐 悠紀

他 
2004 

別府温泉南部域の温泉水への海水混入の検出--(1)ストロンチ

ウム同位体による試み-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        山崎 一他 2004 
別府市内を流れる河川に与える温泉の影響(ポスターセッショ

ン)(演旨) 
温泉科学 日本温泉科学会 

50 
別

府 
地下水 温泉 

黒田 和男

(2005) 
2005 

京大別府地球物理学研究所設立当初の研究続編--地温のみ

による温泉の可能性について-- 
地下水技術 地下水技術協会 

        
芳川 雅子

他 
2005 別府北部域の温泉水への海水混入の検出 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
大沢 信二

(2006) 
2006 別府温泉は何歳か--?別府地熱系の年齢と熱水の起源-- 温泉科学の新展開 ナカニシヤ出版他 

        
真田 哲也

他 
2008 

泉質の異なる温泉水の混合における希土類元素の挙動--別

府温泉の酸性食塩泉-- 
温泉科学 日本温泉科学会 

        
大沢 信二

他 
2009 

天然同位体をトレーサとした別府南部地域の温泉涵養域の推

定--京大温泉実験井の同位体データの利活用-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
由佐 悠紀

(2010) 
2010 別府温泉の地球科学的研究抄 温泉科学 日本温泉科学会 

        
三島 壮智

他 
2010 

環境同位体をトレーサーとした別府温泉南部域を流動する温

泉水の滞留時間の推定 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
由佐 悠紀

(2015) 
2015 別府温泉での地熱・温泉研究（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2015 
日本地熱学会 

        
大沢 信二

他 
2015 

ラドン曳航観測による別府地熱地帯沿岸域の海底温泉湧出の

検出（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2015 
日本地熱学会 

        
成富 絢斗

他 
2015 

別府北部地域における温泉帯水層モニタリング(ポスターセッシ

ョン)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2015 
日本地熱学会 
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数 
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      同位体 
吉岡 龍馬

他 
1989 

地熱変質地帯における地すべり地の地下水の化学および同位

体組成の変動－別府市乙原地すべり－ 
京都大学防災研究所年報 京都大学防災研究所 

        
北岡 豪一

他 
1991 別府温泉の水素・酸素安定同位体比 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
北岡 豪一

他 
1992 別府温泉の水素・酸素安定同位体比(2)別府北部地域 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
北岡 豪一

他 
1994 

水素と酸素の安定同位体比からみた別府温泉における地熱流

体の移動過程 
地下水学会誌 日本地下水学会 

        北 逸郎他 1996 
火山岩のスパイダーパターンと Sr 同位体比に基づく別府－島

原地溝の火成活動(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

50 
別

府 
地下水 同位体 

北島 富美

雄他 
1999 

別府から分離した好熱好酸性古細菌 Sulfolobus sp.の培養条件

下での安定炭素同位体組成の特徴(ポスターセッション)(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本火山学会他 

        大沢 信二 2000 
噴気ガスの化学.同位体組成からみた別府温泉の地熱流体の

起源及び性状 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
由佐 悠紀

他 
2004 

別府温泉南部域の温泉水への海水混入の検出--(1)ストロンチ

ウム同位体による試み-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
大沢 信二

他 
2009 

天然同位体をトレーサとした別府南部地域の温泉涵養域の推

定--京大温泉実験井の同位体データの利活用-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
三島 壮智

他 
2010 

環境同位体をトレーサーとした別府温泉南部域を流動する温

泉水の滞留時間の推定 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
前野 真実

子他 
2015 

別府血の池地獄の希土類元素と硫黄同位体比に関する研究

(ポスターセッション)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2015 
日本地熱学会 

        
前野 真実

子他 
2015 

別府血の池地獄の希土類元素と硫黄同位体比に関する研究

(ポスターセッション)(演旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

    
塩分濃

度 
水質 

湯原 浩三

他 
1982 

別府血の池地獄の水深・水温・水質・沈澱物・放熱量及び放出

水量の変化 
温泉科学 日本温泉科学会 
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発行年

数 
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川野 田実

夫他 
1995 別府市の水系と水質 

別府の自然－－別府市自然環境学

術調査報告書－－ 
別府市 

        
西中須 暁

子他 
2003 

鹿児島県網掛川および別府川水系における水質の年変化(演

旨) 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

      海水 吉川 恭三 1953 別府温泉に於ける海水汚染調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1965 

別府海岸部における温泉の化学組成（その2）--海水混入温泉

中の Ca 含量-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1977 別府南部温泉地域への海水浸入 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
塩沢 孝之

他 
1978 

別府湾の環境化学的研究--その 1 海水中の重金属の鉛直分

布と化学的挙動-- 
中国工業技術試験所報告 中国工業技術試験所 

50 
別

府 

塩分濃

度 
海水 

北岡 豪一

(1978) 
1978 別府北部温泉地域への海水侵入 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
由佐 悠紀

他 
2004 

別府温泉南部域の温泉水への海水混入の検出--(1)ストロンチ

ウム同位体による試み-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
芳川 雅子

他 
2005 別府北部域の温泉水への海水混入の検出 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

      Cl 吉川 恭三 1951 
HCO3 及び Cl 成分より見たる別府市街温泉の水素について

（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学学会 

        
古賀 昭人

(1959) 
1959 

別府温泉の化学的研究 第 20 報--別府温泉成分の地域的特

性（その 2）Ca/Mg_コロイド硅酸量_Br/Cl_I/Cl_重水素含流量など

による検討-- 

温泉科学 日本温泉科学学会 

        
山下 幸三

郎(1963) 
1963 別府市鶴水園附近温泉の Cl 量について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1968) 
1968 別府温泉の Cl 源について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 
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数 
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小田 敏之

他 
1969 

高速中性子放射化分析法による別府温泉水中の 35Cl/37Cl

比の測定 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

51 
大

分 
地形 地表 

坂 本  亨

(1971) 
1971 

陸域地表および浅層地質調査 2-1 大分県北部_中津～宇佐

付近の地質 

大規模工業基地水陸地盤調査研究

--第 1 輯 周防灘地域（大分側）報告書

-- 

地質調査所 

      沈降 
小川 克郎

他 
1985 重力異常からみた大分－熊本沈降帯と豊肥地熱系(演旨) 物理探査学会講演予稿集 物理探査学会 

      断層 村井 勇他 1975 大分県中部地震の被害と活断層分布 
自然災害科学総合シンポジウム講演

論文集（第 12 回） 
文部省特別研究自然災害科学総合研究班 

        
山科 健一

郎他 
1975 

1975 年大分県中部地震・阿蘇北部地震のメカニズムについて_

とくに活断層との関係 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

        村井 勇他 1975 
1975 年大分中部地震の被害調査報告--とくに被害・地変と活

断層との関係について-- 
東京大学地震研究所彙報 東京大学地震研究所 

51 
大

分 
地形 断層 

松田 磐余

他 
1976 

1975 年 4 月 21 日大分県中部の地震にみられた断層活動に関

連させ得る現象 
地学雑誌 東京地学協会 

        
池田 安隆

(1979) 
1979 大分県中部火山地域の活断層系 地理学評論 日本地理学会 

        
水野 清秀

他 
1989 大分市南部地域における前・中期更新世の断層活動(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
岡田 篤正

他 
2000 都市圏活断層図[大分] 

都市圏活断層図 1:25_000_ 国土地

理院技術資料 D.1-No.375 
日本地図センター 

        

大 分 県 地

域 活 断 層 調

査 研 究 委 員

会他 

2001 
大分県の活断層--別府・万年山断層帯（東部）の調査を終えて

-- 
  大分県生活環境部消防防災課 

        千田 昇他 2003 大分県平野直下に伏在する府内断層の位置と最新活動時期 活断層研究 活断層研究会 
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        千田 昇他 2004 大分平野東部に伏在する活断層 活断層研究 活断層研究会 

        千田 昇他 2004 大分平野に伏在する活断層の活動履歴（演旨） 日本地理学会発表要旨集 日本地理学会 

        
梅崎 基考

他 
2004 

別府?島原地溝帯南縁部を構成する地質境界断層と活断層の

関係--大分県中部に分布する猿掛断層を例として--(演旨) 

日本応用地質学会研究発表会講演

論文集 
日本応用地質学会 

        
松岡 裕美

他 
2006 

研究報告 3.3 断層モデル等の構築 3.3.3 地震の繰り返し挙

動の研究(トレンチ等) (2)平成 17 年度の成果 (2-2)大分県佐伯

市における津波堆積物調査 

大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト 1 地震動(強い揺れ)の予測｢大都市圏

地殻構造調査研究｣(平成 17 年度)成果

報告書！科学技術振興費主要 5 分野

の研究開発委託事業 新世紀重点研究

創世プラン??リサーチ・レボリューショ

ン・2002?? 

文部科学省研究開発局他 

        
松山 尚典

他 
2006 

大分平野の沖積層：堆積相と伏在断層の活動による堆積相の

変化(Q127-006)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

51 
大

分 
地形 断層 

松岡 裕美

他 
2007 

研究報告 3.3 断層モデル等の構築(首都圏) 3.3.3 地震の

繰り返し挙動の研究(トレンチ等) (2)平成 18 年度の成果 (2-1)大

分県佐伯市における津波堆積物調査 

大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト 1 地震動(強い揺れ)の予測｢大都市圏

地殻構造調査研究｣(平成 18 年度)成果

報告書 

文部科学省研究開発局他 

        
石川 剛志

他 
2008 

 316 乗船研究者一同(2008)_IODP Ex316 (NanTroSEIZE)にお

ける巨大分岐断層コア試料の微量元素および Sr_Pb 同位体組成

(ポスターセッション)(演旨) 

  日本地球化学会 

        
石川 剛志

他 
2009 

IODP Exp316 で採取された巨大分岐断層コア試料の微量元素

組成および Sr_ Pb 同位体組成(J172-009)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
稲垣 史生

(2009) 
2009 巨大分岐断層と海底下生命圏（S-3)(演旨） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
木 村  学

(2010) 
2010 

地球深部探査船「ちきゅう」による南海トラフ地震発生帯掘削計

画の成果--南海トラフ巨大分岐断層の起源と全歴史を解明-- 
地震本部ニュース 

文部科学省研究開発局地震・防災研究課地

震調査研究推進本部事務局 
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氏家 恒太

郎他 
2010 

南海付加体における巨大分岐断層物質の高速せん断摩擦特

性と微細構造（S-28）（演旨） 

日本地質学会第 117 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        

紀 州 四 万

十 帯 団 体 研

究グループ他 

2011 

紀伊半島、中新統熊野層群の泥ダイアピル、特に前弧海盆南

縁の巨大分岐断層群との関係について--紀伊半島四万十累帯

の研究（その 15）-- 

地球科学 地学団体研究会 

        
坂口 有人

他 
2011 

熊野灘沖付加体巨大分岐断層とプレート境界断層の表層まで

伝播した地震破壊--IODP Exp 316 ちきゅうによる非破壊コア分析

の結果--(SSS035-27)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
芦 寿一郎

(2012) 
2012 熊野沖の巨大分岐断層による浅部変形構造(T5-O-11)(演旨) 

日本地質学会第 119 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    
北村 有迅

他 
2013 

条線を伴う断層面の光沢とナノ粒子・ラフネス--巨大分岐断層

のアナログとしての延岡衝上断層の例--(R14-O-7)(演旨) 

日本地質学会第 120 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
増本 広和

他 
2013 

南海トラフ巨大分岐断層の掘削コア試料における鉱物組成お

よび炭質物分析(SSS31-13)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

51 
大

分 
地形 断層 

川崎 令詞

他 
2014 

プレート沈み込み帯巨大分岐断層の古応力解析--延岡衝上

断層の例--(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
芦 寿一郎

他 
2014 

熊野沖巨大分岐断層における湧水変動観測と強震動変形堆

積物を用いた断層活動履歴の推定(ポスターセッション)(演旨) 
ブルーアース 2014 要旨集 海洋研究開発機構 

        
増本 広和

他 
2014 

化石巨大分岐断層における高温流体発生の痕跡とその空間

的分布(SSS30-33)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
増本 広和

他 
2014 

南海トラフ巨大分岐断層の暗灰色ガウジ資料における摩擦発

熱履歴の再検討(SSS32-P01)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
北村 有迅

他 
2014 

断層面上のナノ粒子と炭素質薄膜--沈み込みプレート境界巨

大分岐断層の例--(SSS32-09)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

        
向吉 秀樹

他 
2014 

巨大分岐断層深部-浅部における摩擦発熱レベル--炭質物の

ラマン分光からの推定--(SSS30-15)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 
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増本 広和

他 
2015 

南海トラフ巨大分岐断層の暗灰色ガウジにおけるイライト化反

応の定量的評価(R13-O-10)(演旨) 

日本地質学会第 122 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
金木 俊也

他 
2015 

炭質物の元素組成から検出された南海トラフ巨大分岐断層の

地震性すべりの痕跡(S12-02)(演旨) 

日本地震学会講演予稿集秋季大会

_2015 
日本地震学会 

        大坪 誠他 2015 

鉱物脈を用いたプレート沈み込み帯巨大分岐断層周辺での応

力状態および駆動流体圧比の推定--延岡衝上断層の例--(R12-

P-5)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 122 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      段丘 亀山 徳彦 1988 
大分市丹生台地の中位段丘下位面構成層と低位段丘面構成

層からの化石発見とその意義(演旨) 
日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        町田 洋 1996 大分市丹生台地における高位段丘と加久藤テフラ 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
伊藤 寛之

他 
1998 

大分県丹生台地の海成段丘形成史からみた過去 30 万年間の

地殻変動(演旨) 
日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

      火山 
松本 幡郎

他 
1970 大分県立石山火山砕屑岩について（演旨） 

日本地質学会第 77 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
松本 幡郎

他 
1972 大分県立石山火山砕屑岩について 火山 第 2 集 日本火山学会 

51 
大

分 
地形 火山 

松本  ゆき

夫他 
1972 大分県玖珠川流域の火山地質 九州大学教養部地学研究報告 九州大学教養部地学教室 

        
松本 幡郎

他 
1972 大分県立石山火山砕屑岩について（演旨） 火山 第 2 集 日本火山学会 

        
松本  ゆき

夫他 
1973 大分県九重火山北麓の火山地質 九州大学生産科学研究所報告 九州大学生産科学研究所 

        
松本 幡郎

他 
1974 

大分県竹田市西方の阿蘇火山火砕流の火山層序について

（演旨） 
火山 第 2 集 日本火山学会 

        
久保寺 章

(1975) 
1975 1975 年 4 月大分県中部地震と九重火山群（演旨） 火山 第 2 集 日本火山学会 
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池田 安隆

(1977) 
1977 大分県中部火山地域における地溝形成について(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
木戸 道男

(1977) 
1977 大分県国東半島の火山層序と地質構造(演旨) 

日本地質学会第 84 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
池田 安隆

(1979) 
1979 大分県中部火山地域の活断層系 地理学評論 日本地理学会 

        
渡辺 公一

郎他 
1981 大分県野矢地熱帯の火山層序とフィッショントラック年代（演旨） 

日本地質学会第 88 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
松本 幡郎

他 
1982 大分県国東半島双子火山の地質について（演旨） 岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        
松本 幡郎

他 
1982 大分県北部における後期新生界火山層序について（演旨） 日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
松本 幡郎

他 
1984 大分県北部の上部新生界の火山層序(I)宇佐.耶馬渓地域 熊本大学理学部紀要(地学)   

        
松本 幡郎

他 
1984 大分県大分郡庄内町.挟間町地域の火山地質 熊本大学教養部紀要 自然科学編   

        井沢 英一 1984 鯛生金銀鉱床区の再評価―大分県の火山地史と鉱業史― 日本鉱業史研究会報   

        
松本 幡郎

他 
1985 大分県国東半島の火山地質 熊本大学教養部紀要 自然科学編   

        
松 本  ゆ き

夫他 
1986 

大分県宇佐・耶馬渓地域の火山層序とフィッシヨン・トラック年

代(演旨) 
日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        
太田 岳洋

他 
1990 大分県中部_由布・鶴見火山群の地質と岩石 岩鉱_ 日本岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        
田口 幸洋

他 
1990 

大分県玖珠地方の更新世火山活動に伴う大規模シンター(演

旨) 
鉱山地質 日本鉱山地質学会 
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51 
大

分 
地形 火山 

鎌田 浩毅

他 
1991 大分県九重火山の地質と層序(演旨) 

日本地質学会第 98 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
山田 泰生

他 
1992 

火山活動に関連した酸性地熱流体の火山体基底部に沿う流

動について－－大分県湯坪地区坑井 YT－I_YT－2 に見られる

変質－－(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
水野 清秀

他 
1996 

大分層群下部のテフラ－－アズキ火山灰に対比された曲火砕

流堆積物を中心として－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        小野 晃司 1996 大分県九重火山南東の阿蘇 4 火砕流堆積物 第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
星住 英夫

他 
1997 

大分県碩南層群野津原層のフィッション.トラック年代－－豊肥

火山地域東部での陥没開始年代－－(演旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集 
日本地震学会他 

        
中西 哲也

他 
1998 大分県九重火山地域生竜シンターの産状と化学組成(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
藤沢 康弘

他 
1999 大分県鶴見火山起源のテフラの噴火年代(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
木村 邦夫

他 
1999 

微粒シラスバル-ン原料としての大分県玖珠地方に産する火山

ガラス質堆積物の性質 
資源と素材 資源.素材学会 

        
山下 弘修

他 
2001 

大分九重火山における高精度傾斜観測(P06)（ポスターセッショ

ン）（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2001 
日本地熱学会 

        
山下 弘修

他 
2001 大分県九重火山における高精度傾斜観測 九大地熱・火山研究報告 

九州大学大学院工学研究院九重地熱・火山

研究観測ステーション 

        
河 野  忠

(2002) 
2002 大分県中部火山地域における湧水・地下水の水文化学的研究 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
大四 雅弘

他 
2002 

大分県西部地域に分布する後期新生代火山岩類の放射年代

と火山活動（ポスターセッション）（演旨） 

日本鉱物学会年会_日本岩石鉱物鉱

床学会学術講演会講演要旨集 
日本鉱物学会他 

        
堀  五 郎

(2005) 
2005 

大分の自然景観を保護しよう--鬼の箕山火山の研究を通して-

- 
大分地質学会誌 大分地質学会 
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堀川 義之

他 
2006 大分県国東半島北西部の新生代火山発達史(演旨) 日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
松 原  康

(2007) 
2007 大分県内の第四紀火山噴出物をたずねて 山口地学会誌 山口地学会 

51 
大

分 
地形 火山 

榊原 正幸

他 
2008 

大分県竹田市東部における九重火山の降下火砕堆積物およ

び広域テフラ 
愛媛大学理学部紀要 愛媛大学理学部 

        
遠藤 晴美

他 
2009 

大分県竹田市東部に分布する鬼界アカホヤ火山灰における岩

石学的研究（P-127)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
柴田 知之

他 
2010 

大分県国崎半島両子山火山の第四紀マグマ（ポスターセッショ

ン）(演旨） 
日本火山学会講演予稿集_2010 日本火山学会 

        
松本 哲一

他 
2012 

大分県国東半島両子山火山の K-Ar 年代(ポスターセッショ

ン)(演旨) 
日本火山学会講演予稿集_2012 日本火山学会 

        
堀川 義之

他 
2012 

大分県両子火山群_苦鉄質マグマの貫入による珪長質マグマ

の再流動（演旨） 
日本火山学会講演予稿集_2012 日本火山学会 

    地質 表層 
天野 敦子 

他 
2008 

大分県別府湾の表層堆積物における重金属濃度分布(G120-

P004)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

        
藤井 頌子

他 
2009 

大分県別府市に分布する陸上表層堆積物の古地磁気学的・

岩石磁気学的研究(E113-P020)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
藤井 頌子 

他 
2010 

大分県由布市に分布する陸上表層堆積物の岩石磁気学的特

性(SEM032-P06)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2010 
日本地球惑星科学連合 

        
坂口 有人

他 
2011 

熊野灘沖付加体巨大分岐断層とプレート境界断層の表層まで

伝播した地震破壊--IODP Exp 316 ちきゅうによる非破壊コア分析

の結果--(SSS035-27)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD） 
日本地球惑星科学連合 

        
鍵山 恒臣

他 
2014 大分県九重町周辺の表層電気伝導度分布 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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      岩盤 

大 分 県 土

木 建 築 部 砂

防課他 

1997 
湯平地区地すべり_大分県湯布院町－－岩盤地すべりとその

対策－－ 
地すべり 地すべり学会 

      母岩 
木下 亀城

他 
1952 大分縣玖珠鑛山に於ける母岩の変質に就いて 岩石礦物礦床學會誌 日本岩石礦物礦床學會 

        
木下 亀城

他 
1952 大分縣玖珠鑛山に於ける母岩の變質に就いて 岩石礦物礦床學會誌 日本岩石礦物礦床學會 

        
青柳 千佳

他 
1990 大分県玖珠地域の金鉱床母岩の古地磁気層序(演旨) 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱物学会他 

51 
大

分 
地質 火山岩 

渡辺 公一

郎他 
1979 大分県野矢地熱帯の火山岩類と地熱徴候（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        林 正雄他 1981 
大分県玖珠層群中の酸性火山岩類のフィッション・トラック年代

（演旨） 
日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
大四 雅弘

他 
1981 大分県に分布するいわゆる”瀬戸内 火山岩類”（演旨） 

三鉱学会連合学術講演会講演要旨

集 
日本鉱物学会他 

        
高 島  勲

(1982) 
1982 

大分県野矢地熱地域の火山岩の熱ルミネッセンス法による年

代測定 
地質調査所月報 地質調査所 

        
鎌田 浩毅

他 
1982 大分県中部の火山岩類の K-Ar 年代 地質調査所月報 地質調査所 

        
鎌田 浩毅

他 
1982 大分県中部の火山岩類の K-Ar 年代（演旨） 火山 第 2 集 日本火山学会 

        
巌谷 敏光

他 
1986 大分県姫島火山岩類について 岩石鉱物鉱床学会誌 日本岩石鉱物鉱床学会 

        
巌谷 敏光

他 
1986 大分県姫島火山岩類について(演旨) 地質調査所月報 地質調査所 

        角縁 進他 1987 大分県耶馬渓西部地域火山岩類の岩石化学(演旨) 日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 
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松 本  ゆ き

夫他 
1987 大分県耶馬渓地域の火山岩類(演旨) 日本地質学会学術大会講演要旨 日本地質学会 

        
西 健一郎

他 
1990 

火山岩の風化分類の試み－大分県玖珠盆地南東部更新世火

山岩の例－(演旨) 

日本地質学会第 97 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        
西 健一郎

他 
1990 

火山岩の風化に伴う物性と鉱物組成の変化－－大分県玖珠

盆地南東部更新世火山岩の例－－(演旨) 
日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
河村 博之

他 
1999 

大分県馬上鉱床周辺の火山岩類の K-Ar 年代(ポスターセッシ

ョン)(演旨) 
日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
水江 裕樹

他 
2000 

大分県及びその周辺地域に分布する 5Ma までの火山岩を用

いた古地磁気永年変化の研究(Ec-P009)(ポスターセッション)(演

旨) 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
沢井 長雄

他 
2000 大分県北東部山香地域の新生代火山岩類の K-Ar 年代(演旨) 

日本地質学会第 107 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        巽 好幸他 2001 
瀬戸内火山帯の西端--大分県に分布する新第三紀火山岩類

の K-Ar 年代と化学的特徴-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

51 
大

分 
地質 火山岩 

沢井 長雄

他 
2001 

大分県日田市小鹿田地域の火山岩類と熱水鉱床のK-Ar年代

（O-05）（演旨） 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

        
大四 雅弘

他 
2002 

大分県西部地域に分布する後期新生代火山岩類の放射年代

と火山活動（ポスターセッション）（演旨） 

日本鉱物学会年会_日本岩石鉱物鉱

床学会学術講演会講演要旨集 
日本鉱物学会他 

        
田中 昭好

他 
2005 

大分県中部_伐株山における火山岩急斜面の節理構造と斜面

移動様式の特徴(O-307)(演旨) 

日本地質学会第 112 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
横田 修一

郎他 
2005 

大分県伐株山における火山岩岩体中の節理構造と急崖地形

の形成（Y057-002）（演旨） 

地球惑星科学関連学会合同大会予

稿集(CD-ROM) 
日本海洋学会他 

        
廣田 明成

他 
2012 

大分県森地域に分布する第四紀火山岩の K-Ar 年代(ポスター

セッション)(演旨) 
日本火山学会講演予稿集_2012 日本火山学会 
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沢井 長雄

他 
2014 

大分県日田市小鹿田地域に分布する変質火山岩類の斜長石

K-Ar 年代(演旨) 

資源地質学会年会講演会講演要旨

集 
資源地質学会 

      露頭 
宮久 三千

年他 
1975 大分県木浦スカルン帯夏木谷露頭の自然蒼鉛巨晶とホセ鉱 地学研究 日本地学研究会 

        北林 栄一 1997 大分県玖珠盆地で道路建設中に現れた露頭 大分地質学会誌 大分地質学会 

    
調査手

法 

物理探

査 

西川 信康

他 
1991 大分県引治鉱山地区における物理探査 

物理探査学会学術講演会講演論文

集 
物理探査学会 

    地下水 流動 
牛島 恵輔

他 
1992 大分県滝上地熱地帯の流体流動電位法調査(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
山田 泰生

他 
1992 

火山活動に関連した酸性地熱流体の火山体基底部に沿う流

動について－－大分県湯坪地区坑井 YT－I_YT－2 に見られる

変質－－(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        郡 守彦他 2005 
大分県西部・中期更新世由布川火砕流の流動方向_及びその

噴出源(ポスターセッション)(演旨) 
日本火山学会講演予稿集 日本火山学会 

        
下瀬 幸男

他 
2007 

大分県滝上地熱地域における重力変動観測から推定した地熱

貯留層の流体流動変化 
九大地熱・火山研究報告 

九州大学大学院工学研究院九重地熱・火山

研究観測ステーション 

        西島 潤他 2008 

大分県滝上地熱発電所における重力変動観測による地下流

体モニタリング--A10-017 絶対重力計を用いた地下流体流動検

出の試み-- (D105-002)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM） 
日本地球惑星科学連合 

51 
大

分 
地下水 流動 岡 大輔他 2010 

大分県滝上地熱地域における繰り返し重力変動観測による地

熱流体流動モニタリング--A10 絶対重力計と CG-3M 及び CG-5

相対重力計を用いたハイブリッド重力測定の適用--（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2010 
日本地熱学会 

        岡 大輔他 2012 大分県滝上地熱地域における熱水流動モデリング（演旨） 
日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2012 
日本地熱学会 

        
堀川 義之

他 
2012 

大分県両子火山群_苦鉄質マグマの貫入による珪長質マグマ

の再流動（演旨） 
日本火山学会講演予稿集_2012 日本火山学会 
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        岡 大輔他 2013 
大分県滝上地熱地域における重力変動観測から考えられる熱

水流動モデリング(SVC52-06)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

      湧水 
野田 徹郎

他 
1979 

大分県野矢水分トンネル内湧水の化学成分と地熱とのかかわ

り（演旨） 
日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
島野 安雄

他 
1994 男池湧水.竹田湧水群.白山川－－大分県の名水－－ 名水を科学する 技報堂出版他 

        河野 忠他 1996 大分県日出町の海底湧水(演旨) 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
河 野  忠

(2001) 
2001 大分県南部地域湧水の水文化学的研究 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
河 野  忠

(2002) 
2002 大分県中部火山地域における湧水・地下水の水文化学的研究 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
河 野  忠

(2003) 
2003 大分県北部地域における湧水・地下水の水文化学的研究 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
河 野  忠

(2004) 
2004 大分県における湧水・地下水の水文科学的研究 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
芦 寿一郎

他 
2014 

熊野沖巨大分岐断層における湧水変動観測と強震動変形堆

積物を用いた断層活動履歴の推定(ポスターセッション)(演旨) 
ブルーアース 2014 要旨集 海洋研究開発機構 

      温泉 軽部 末蔵 1951 大分県由布院温泉に於ける Cl'_ HCO3_SO4"の分布に就て 地球物理 京都大学理学部地球物理学協会 

        
山下 幸三

郎 
1951 大分県由布温泉に就て 地球物理 京都大学理学部地球物理学協会 

        
山下 幸三

郎 
1951 大分県湯平温泉調査報告 地球物理 京都大学理学部地球物理学協会 

        軽部 末蔵 1951 大分県由布院温泉に於ける Cl_HCO3_SO4 の分布に就て 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

51 
大

分 
地下水 温泉 

山下 幸三

郎 
1951 大分県湯平温泉調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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山下 幸三

郎 
1951 大分県由布院温泉に就て 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎 
1952 大分県長湯温泉調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎 
1952 大分県天ヶ瀬温泉調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎 
1952 大分県天ヶ瀬長湯温泉に就て（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
山下 幸三

郎 
1952 大分県湯布院温泉に就て（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
山下 幸三

郎 
1953 大分県玖珠郡飯田村温泉群調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
中村 久由

他 
1954 

大分県大岳地熱地帯調査報告--特に変質帯と噴気・温泉との

関係について-- 
地質調査所月報 地質調査所 

        
中村 久由

(1954) 
1954 大分県大岳地方における変質帯と噴気温泉との関係（演旨） 温泉科学 日本温泉科学学会 

        
山下 幸三

郎(1954) 
1954 大分県山国村温泉調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        八田 秋 1955 大分県温泉調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
大 分 県 衛

星研究所他 
1956 大分県温泉調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所他 

1956 
大分県温泉調査報告--別府温泉（第四報）由布院温泉（温泉

分析成績書）-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1956) 
1956 大分県久住町（南山田地区）及び九重都町温泉調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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大 分 県 衛

生 研 究 所

(1957) 

1957 大分県温泉調査報告（第二報） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所(1957) 

1957 大分県温泉調査報告（第 5 報） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

51 
大

分 
地下水 温泉 

大 分 県 衛

生 研 究 所

(1958) 

1958 大分県温泉調査報告（第 3 報） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所(1958) 

1958 大分県温泉調査報告（第 6 報） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        

大 分 県 衛

生 研 究 所

(1959) 

1959 大分県温泉調査報告（第 4 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所(1959) 

1959 大分県温泉調査報告（第 7 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1959) 
1959 大分県耶馬溪村_耶馬溪村に於ける温泉探査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所(1960) 

1960 大分県温泉調査報告（第 8 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        

大 分 県 衛

生 研 究 所

(1960) 

1960 大分県温泉調査報告（第五報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 
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九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所(1961) 

1961 大分県温泉調査報告（第 9 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        

大 分 県 衛

生 研 究 所

(1961) 

1961 大分県温泉調査報告（第 6 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1961) 
1961 大分県庄内町阿蘇野に於ける温泉探査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
瀬野 錦蔵

他 
1961 日田温泉（大分県）の開発の予想とその結果（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
中村 久由

(1962) 
1962 筋湯・大岳温泉（大分県） 

地質調査所報告！本邦諸温泉の地

質学的研究 
地質調査所 

51 
大

分 
地下水 温泉 

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所(1962) 

1962 大分県温泉調査報告（第 10 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        

大 分 県 衛

生 研 究 所

(1962) 

1962 大分県温泉調査報告（第 7 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        

大 分 県 衛

生 研 究 所

(1963) 

1963 大分県温泉調査報告（第 8 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所(1963) 

1963 大分県温泉調査報告（第 11 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 
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大 分 県 衛

生 研 究 所

(1964) 

1964 大分県温泉調査報告（第 9 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所(1964) 

1964 大分県温泉調査報告（第 12 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        

大 分 県 衛

生 研 究 所

(1965) 

1965 大分県温泉調査報告（第 10 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所(1965) 

1965 大分県温泉調査報告（第 13 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        
森山 善蔵

(1965) 
1965 大分県速見郡日出町温泉地質調査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎他 
1965 大分県日出町温泉探査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        

大 分 県 衛

生 研 究 所

(1966) 

1966 大分県温泉調査報告（第 11 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

51 
大

分 
地下水 温泉 

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所(1966) 

1966 大分県温泉調査報告（第 14 報） 大分県温泉調査研究会報告（別冊） 大分県温泉調査研究会 

        
川上 弘泰

他 
1966 

大分県における温泉水中のゲルマニウムおよびガリウムの分布

（その 1） 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1966) 
1966 大分県湯布院町塚原における温泉探査報告 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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吉川 恭三

他 
1966 

大分県下温泉の生成過程--（2）別府北部温泉群の生成機構-

- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1966 大分県下温泉の生成過程--（1）別府北部温泉群のハロゲン-- 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
大 分 県 衛

星研究所他 
1967 大分県温泉調査報告--温泉分析書--   大分県衛生研究所他 

        

九 州 大 学

温 泉 治 療 学

研究所(1967) 

1967 大分県温泉調査報告（第 15 報） 
大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        

大 分 県 衛

生 研 究 所

(1967) 

1967 大分県温泉調査報告（第 12 報） 
大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        
川上 弘泰

他 
1967 

大分県における温泉水中のゲルマニウムおよびガリウムの分布

（その 2） 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1967) 
1967 大分県天ヶ瀬_湯の釣温泉の水系 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1967 

大分県下温泉の生成過程--（4）外部侵出の効果および潮汐

影響に関する再考察-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
吉川 恭三

他 
1967 大分県下温泉の生成過程--（3）地下の沸騰_凝縮過程-- 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
山下 幸三

郎(1967) 
1967 大分県天ヶ瀬湯の釣温泉の水系（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
川上 弘泰

他 
1967 

大分県における温泉水中のゲルマニウムおよびガリウムの分布

（その 2）（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 

51 
大

分 
地下水 温泉 

川上 弘泰

他 
1967 

大分県における温泉水中のゲルマニウムおよびガリウムの分布

（その 1）（演旨） 
温泉科学 日本温泉科学会 
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        溝口 昇他 1967 大分県内主要温泉の化学成分について（演旨） 温泉科学 日本温泉科学会 

        
山下 幸三

郎(1967) 
1967 大分県由布院温泉の水質 温泉科学 日本温泉科学会 

        
川上 弘泰

他 
1968 大分県温泉調査報告（第 16 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        
鈴木 重続

他 
1968 大分県温泉調査報告（第 13 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        
古賀 昭人

他 
1969 大分県温泉調査報告（第 17 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        
鈴木 重続

他 
1969 大分県温泉調査報告（第 14 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        
鈴木 重続

他 
1970 大分県温泉調査報告（第 15 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        
古賀 昭人

他 
1970 大分県温泉調査報告（第 18 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        溝口 昇他 1971 大分県温泉調査報告（第 16 報） 
大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        
古賀 昭人

他 
1971 大分県温泉調査報告（第 19 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        溝口 昇他 1972 大分県温泉調査報告（第 17 報） 
大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        
古賀 昭人

他 
1972 大分県温泉調査報告（第 20 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        溝口 昇他 1973 大分県温泉調査報告（第 18 報） 
大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 
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古賀 昭人

他 
1973 大分県温泉調査報告（第 21 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        
山下 幸三

郎(1975) 
1975 大分県湯布院町の温泉概況 温泉科学 日本温泉科学会 

        

京 都 大 学

理 学 部 地 球

物 理 学 研 究

施設(1975) 

1975 大分県中部地震に伴う温泉_地下水の変動調査 地震予知連絡会会報 国土地理院 

        
川野 田実

夫(1977) 
1977 大分県長湯温泉の炭酸物質について（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
古賀 昭人

他 
1978 大分県温泉調査報告（第 26 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

        
後藤 精一

他 
1978 大分県温泉調査報告（第 23 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県 

51 
大

分 
地下水 温泉 

尾崎 次男

(1978) 
1978 

熊本・大分県九重地熱地域における水理調査研究および温

泉・湧泉観測_第 3 報 

地熱地域の熱水系に関する研究！

サンシャイン計画研究成果中間報告書

（昭和 51 年度） 

地質調査所 

        
尾崎 次男

(1978) 
1978 

熊本・大分県九重地熱地域における水理調査研究および湧

泉・温泉観測_第 2 報 

地熱地域の熱水系に関する研究！

サンシャイン計画研究開発成果中間報

告書（昭和 50 年度） 

地質調査所 

        
尾崎 次男

(1979) 
1979 

熊本・大分県九重地熱地域における水理調査研究および温

泉・湧泉観測 第 4 報 

地熱地域の熱水系に関する研究！

サンシャイン計画研究開発成果中間報

告書（昭和 52 年度） 

地質調査所 

        
尾崎 次男

(1979) 
1979 

熊本・大分県九重地熱地域における水理調査研究および温

泉・湧泉観測_第 4 報 

地熱地域の熱水系に関する研究！

サンシャイン計画研究開発成果中間報

告書（昭和 52 年度） 

地質調査所  
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野田 徹郎

他 
1979 大分川流域温泉の継続観測（資料） 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川野 田実

夫他 
1979 河川水の水質に及ぼす温泉の影響--大分川水系について-- 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
古賀 昭人

他 
1979 大分県温泉調査報告（第 27 報） 

大分県温泉調査報告--温泉分析書

-- 
大分県温泉調査会 

        

大 分 県 温

泉 調 査 研 究

会(1979) 

1979 大分県温泉調査研究会 30 年のあゆみ   大分県温泉調査研究会他 

        
尾崎 次男

(1980) 
1980 

熊本・大分県九重地熱地域における雨量および河川・湧泉の

水位・流量・温泉湧出量観測 

地熱地域の熱水系に関する研究！

サンシャイン計画研究開発成果中間報

告書（昭和 53・54 年度） 

地質調査所 

        
野田 徹郎

(1981) 
1981 大分市内温泉の化学的特性 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
野田 徹郎

他 
1981 大分川流域温泉の継続観測の総括 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
森山 善蔵

他 
1981 大分市の温泉地質 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査委員会 

51 
大

分 
地下水 温泉 

古賀 昭人

他 
1981 大分県温泉調査報告（第 29 報） 

大分県温泉調査研究会報告--温泉

分析書-- 
大分県温泉調査会 

        
川野田 実

夫他 
1983 

大分市街地の温泉－－リン・窒素および有機体炭素の分布－

－ 
大分県温泉調査研究会報告   

        
吉川 恭三

他 
1984 大分市における温泉源の分布 大分県温泉調査研究会報告   

        
森山 善蔵

他 
1985 

大分市内の温泉の試錐岩芯の X 線解析による鉱物成分の研

究 
大分県温泉調査研究会報告   
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        大分県 1985 大分県温泉調査報告 温泉分析書   

        
森山 善蔵

他 
1986 大分市温泉の地質 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川野 田実

夫他 
1987 大分川流域温泉の化学組成－リンの分布について－ 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        北岡 豪一 1987 大分市における地温勾配と深層温泉源の分布 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川野 田実

夫 
1988 大分川流域の温泉の化学組成 温泉科学 日本温泉科学会 

        北岡 豪一 1988 大分市における深層温泉源の分布(演旨) 温泉科学 日本温泉科学会 

        森山 善蔵 1988 大分県の地質と温泉 温泉科学 日本温泉科学会 

        
田口 幸洋

他 
1989 大分県天ケ瀬温泉の地熱活動：過去および現在(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集 
日本地熱学会 

        
森山 善蔵

他 
1990 

大分郡挟間町における温泉ボーリングで採取された岩芯の地

質学的研究 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
北岡 豪一

他 
1991 大分市温泉の化学成分の分布とその変化 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川野 田実

夫他 
1992 大分市の温泉の保全について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
大沢 信二

他 
1994 大分県内温泉の泉質分類と泉質分布図の作成 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川野 田実

夫 
1996 大分市街地周辺の温泉の経年変化 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        大沢 信二 1996 大分平野の温泉水の起源について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
川野 田実

夫他 
1997 大分市街地の温泉開発の経過と現況 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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岩倉 一敏

他 
1999 

化学および同位体組成から見た大分県長湯温泉の遊離炭酸

ガスの起源(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球化学会年会講演要旨集(第

46 回) 
日本地球化学会他 

51 
大

分 
地下水 温泉 日高 稔他 2000 大分市温泉の試錐資料による地下地質の研究 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
岩倉 一敏

他 
2000 長湯温泉(大分県)から放出される二酸化炭素の起源 温泉科学 日本温泉科学会 

        
川野 田実

夫他 
2001 大分市街地温泉の化学成分経年変化 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        

大 分 県 生

活 部 環 境 部

生 活 環 境 課

(2001) 

2001 大分県温泉調査報告--温泉分析書--   大分県生活環境部生活環境課 

        
大上 和敏

他 
2002 

大分県の地熱・温泉地帯に生息する好熱性微生物--その 1 

温泉水中に生息する好熱性微生物-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
香月 裕宣

他 
2003 

温泉地すべり地に生成する粘土鉱物--大分県花合野地すべり

--（演旨） 
粘土科学討論会講演要旨集 日本粘土学会 

        
川野 田実

夫(2003) 
2003 大分川の河川水質に及ぼす温泉水の影響について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        

大 分 県 企

画 振 興 部 観

光・地域振興

局(2004) 

2004 大分県温泉調査報告--温泉分析書--   大分県企画振興部観光・地域振興局 

        
香月 裕宣

他 
2004 

温泉地すべり地に生成する粘土鉱物--大分県花合野地すべり

南部地区--（演旨） 
粘土科学討論会講演要旨集 日本粘土学会 

        
今西 弘樹

他 
2004 

大分県塚原温泉における硫化鉱物の形成について（演旨）（ポ

スターセッション） 

日本地質学会第 111 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 
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大沢 信二

他 
2005 

大分県南部地域の温泉の同位体地球化学的調査--臼杵市の

六ヶ迫鉱泉-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        

大 分 県 企

画 振 興 部 観

光・地域振興

局 

2005 大分県温泉調査報告--温泉分析書--   大分県企画振興部観光・地域振興局 

51 
大

分 
地下水 温泉 

網田 和宏

他 
2006 

大分平野の温泉に含まれる深部由来塩水の起源に関する研

究(H121-P003)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
清崎 淳子

他 
2006 大分県八丁原地熱地帯小松地獄の温泉水の地球化学的特徴 福岡大学理学集報 福岡大学研究推進部 

        
高島 千鶴

他 
2006 

大分県長湯温泉トラバーチンに発達する日輪生成過程 (O-

77)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
川野 田実

夫他 
2007 大分市街地温泉の化学成分濃度変化 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
井餘田 愛

他 
2013 大分県湯平温泉の地球化学的特徴（演旨） 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2013 
日本地熱学会 

        
酒井 拓哉

他 
2013 

温泉水・温泉付随ガスの地球化学データから見た大分県山香

温泉の生成機構と温泉起源流体 
温泉科学 日本温泉科学会 

        西島 潤他 2014 
大分県鉄輪温泉周辺における重力変動観測(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本地熱学会学術講演会講演要旨

集_2014 
日本地熱学会 

      同位体 
野田 徹郎

他 
1977 大分県狭間町周辺の高塩分泉の同位体組成(演旨) 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
岩倉 一敏

他 
1999 

化学および同位体組成から見た大分県長湯温泉の遊離炭酸

ガスの起源(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球化学会年会講演要旨集(第

46 回) 
日本地球化学会他 

        
大沢 信二

他 
2005 

大分県南部地域の温泉の同位体地球化学的調査--臼杵市の

六ヶ迫鉱泉-- 
大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 
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石川 剛志

他 
2008 

 316 乗船研究者一同(2008)_IODP Ex316 (NanTroSEIZE)にお

ける巨大分岐断層コア試料の微量元素および Sr_Pb 同位体組成

(ポスターセッション)(演旨) 

  日本地球化学会 

        
石川 剛志

他 
2009 

IODP Exp316 で採取された巨大分岐断層コア試料の微量元素

組成および Sr_ Pb 同位体組成(J172-009)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

        
芳川 雅子

他 
2014 大分県の水試料の Sr 同位体組成 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

    
塩分濃

度 
水質 

金井 孝夫

(1964) 
1964 大分鶴巻杵築臨海平野の表流水と地下水の水質について 

大分・鶴崎・杵築地区地下構造調査

報告書 
地質調査所 

51 
大

分 
地下水 温泉 

山下 幸三

郎(1967) 
1967 大分県由布院温泉の水質 温泉科学 日本温泉科学会 

        
川野 田実

夫他 
1978 大分川水系の水質に及ぼす温_鉱泉水の影響（演旨） 日本地球化学会年会講演要旨集 日本地球化学会 

        
川野 田実

夫他 
1979 河川水の水質に及ぼす温泉の影響--大分川水系について-- 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
志賀 史光

他 
1986 大分川流域の温鉱泉と河川水の水質 大分川流域－自然・社会・教育－ 大分大学教育学部 

        
川野 田実

夫(2003) 
2003 大分川の河川水質に及ぼす温泉水の影響について 大分県温泉調査研究会報告 大分県温泉調査研究会 

        
関口 修平

他 
2007 

大分県臼杵市・竹田市・由布市における名水の水質特性(ポス

ターセッション)(演旨) 
地域研究 立正地理学会 

      Cl 軽部 末蔵 1951 大分県由布院温泉に於ける Cl'_ HCO3_SO4"の分布に就て 地球物理 京都大学理学部地球物理学協会 

52 
八

代 
地形 断層 千田 昇他 1991 八代海海底の活断層について 活断層研究 活断層研究会 

        
松尾 宏靖

他 
1994 八代海中部地域の海底活断層(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

827 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
山崎 隆弘

他 
1999 

八代海北部地域における日奈久断層系海底活断層の完新世

活動履歴の復元(ポスターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 106 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        中田 高他 2001 都市圏活断層図「八代」 
都市圏活断層図 1:25_000！国土地

理院技術資料 D.1-No.388 
国土地理院 

        川瀬 博他 2003 
八代市およびその周辺地域の日奈久断層系による地震被害

想定 

地震災害軽減のための強震動予測

マスターモデルに関する研究--第 2 回

シンポジウム論文集--！文部科学省科

学技術振興調整費（平成 14 年度） 

京都大学防災研究所他 

        
八木 雅俊

他 
2014 

八代海における横ずれ断層に伴う表層堆積物の変形構造(ポ

スターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      火山 
依田 直樹

他 
1992 西八代層群中の玄武岩質水中火山の復元(演旨) 

日本地質学会第 99 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

52 
八

代 
地形 火山 

依田 直樹

他 
1994 西八代層群中の中新世水中火山砕屑岩類(演旨) 

日本地質学会第 101 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    地質 表層 
RIFARDI

他 
1998 表層堆積物の組成と堆積速度からみた南八代海の堆積環境 堆積学研究 堆積学研究会 

        
大木 公彦

他 
2006 南部八代海の海底表層堆積物の挙動と水銀汚染 海洋 海洋出版 

        
八木 雅俊

他 
2014 

八代海における横ずれ断層に伴う表層堆積物の変形構造(ポ

スターセッション)(演旨) 

日本地質学会第 121 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      火山岩 
山本 玄珠

他 
1998 南部フォッサマグナの西八代層群の火山岩の岩石化学 地球科学 地学団体研究会 

        
宝田 晋治

他 
2009 

20 万分の 1「八代」図幅南部地域に分布する火山岩類の地質

と火砕流の給源推定（P-29)(ポスターセッション）(演旨） 

日本地質学会第 116 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    地下水 流動 斎藤 林次 1987 八代市東町猫谷(蛇紋岩地域)の流動地滑り S・G 技報_特別号 エス・ジー技研 
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      湧水 
笠谷 貴史

他 
2004 八代海海底湧水地域での VLF-MT と SP 観測 
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      沈降 
生田 正文

他 
2014 

宮崎平野南部_島山地域における 1662 年寛文日向灘地震によ

る沈降と堆積環境の変化(HCG37-P05)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(DVD)_2014 
日本地球惑星科学連合 

      侵食 茂野 博他 2009 

Excel VBA による侵食地形の生成シミュレーションの試み--燭

台石（台湾）・土柱（徳島県）・鬼の洗濯岩（宮崎県）--(A003-

P018)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（CD-ROM）_2009 
日本地球惑星科学連合 

      断層 小原 秀隆 1988 宮崎層群の小断層解析による構造地質学的研究 2(演旨) 
日本地質学会第 95 年学術大会講演

要旨 
日本地質学会 

        小原 秀隆 1988 宮崎層群の小断層解析による構造地質学的研究(演旨) 日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
竹田 英夫

他 
2000 

宮崎層群中の斜面崩壊と断層との関係および最近発見された

2_3 の断層について 
めらんじゅ 宮崎応用地質研究会 

        
山 路  敦

(2002) 
2002 

宮崎地域の応力場変遷--宮崎層群を切る地質断層からの知

見--（P181）（ポスターセッション）（演旨） 
日本地震学会講演予稿集秋季大会 日本地震学会 

        
北島 弘子

他 
2003 宮崎層群と延岡衝上断層の浸透率(演旨) 

日本地質学会第 110 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
高谷 精二

(2007) 
2007 

宮崎県内で発生した大規模崩壊と断層の関係(Y162-007)(演

旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

(CD-ROM) 
日本地球惑星科学連合 

        
藤内 智士

他 
2010 

宮崎層群下部の小断層スリップデータを用いた古応力逆解析

（O-158)(演旨） 

日本地質学会第 117 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

        
生田 正文

他 
2013 

沿岸域に分布する正断層の活動履歴の解明--宮崎県川南断

層における試み--(SSS32-P31)(ポスターセッション)(演旨) 

日本地球惑星科学連合大会予稿集

（DVD）_2013 
日本地球惑星科学連合 

53 
宮

崎 
地形 段丘 

遠 藤  尚

(1958) 
1958 宮崎県西諸県郡の段丘堆積物 宮崎大学学芸学部紀要 3.自然科学 宮崎大学学芸学部 

        
藤井 厚志

他 
1982 宮崎県加久藤盆地の段丘地形と入戸火砕流の 14C 年代 北九州市立自然史博物館研究報告 北九州市立自然史博物館 

        
藤井 厚志

他 
1983 宮崎県加久藤盆地の段丘地形と入戸火砕流の 14C 年代 日本地質学会西日本支部会報   
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        高谷 精二 1985 宮崎県児湯郡一帯に分布する段丘の層序について 
南九州大学園芸学部研究報告 自

然科学.人文社会科学 
  

        
長岡 信治

他 
1987 宮崎平野南部の完新世段丘(演旨) 日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
長岡 信治

他 
1988 宮崎県日南海岸の完新世海成段丘と離水波食地形(演旨) 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
長友 由隆

他 
1994 宮崎海岸平野の先茶臼原段丘と丘陵における赤色土の産状 宮崎大学農学部研究報告 宮崎大学農学部 

        長岡 信治 1996 
宮崎平野の完新世海成段丘堆積物中に見られる鬼界アカホヤ

テフラ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
西山 賢一

他 
2010 

宮崎県鰐塚山地に分布する斜面および段丘堆積物のテフラに

よる編年（O-239)(演旨） 

日本地質学会第 117 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      火山 
宮地 六美

(1965) 
1965 宮崎県西諸県郡高原地方の火山砕屑岩類 九州大学教養部地学研究報告 九州大学教養部地学教室 

        
遠 藤  尚

(1979) 
1979 宮崎県の平坦面に乗る火山灰層の或るものについて（演旨） 日本地質学会西日本支部会報 日本地質学会西日本支部 

        
巌谷 敏光

他 
1992 

宮崎県尾鈴山火山深成複合岩体の K－Ar 及びフィッション・ト

ラック年代 
地質調査所月報 地質調査所 

        井村 隆介 1996 
宮崎県綾町二反野に分布するテフラ －－広域テフラと霧島火

山起源のテフラ－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        町田 洋 1996 
宮崎県久木野における小林笠森テフラ－－サクラ火山灰のふ

るさと－－ 
第四紀露頭集－－日本のテフラ 日本第四紀学会他 

        
沢山 重樹

他 
2000 

火山灰土のはなし(その 2)－－宮崎県内に分布する[しらす]の

土質工学的性質について－－ 
めらんじゅ 宮崎応用地質研究会 

        
中川 和之

(2003) 
2003 

1 万年をイメージできる感性を地域に養えるか--｢宮崎を造った

火山の話｣から地方メディアの役割を考える-- 

地球！大規模カルデラ噴火??そのリ

スクと日本社会?? 
海洋出版 
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53 
宮

崎 
地形 火山 

長岡 信治

他 
2009 

宮崎平野に分布するテフラから推定される霧島火山の爆発的

噴火史（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

        
長岡 信次

他 
2009 

宮崎平野に分布するテフラから推定される霧島火山の爆発的

噴火史(演旨) 
日本火山学会講演予稿集_2009 日本火山学会 

        
長岡 信治

他 
2010 

宮崎平野に分布するテフラから推定される過去 60 万年間の霧

島火山の爆発的噴火史 
地学雑誌 東京地学協会 

        
赤崎 広志

他 
2010 

みやざき地質ハンドブック--化石・岩石・鉱物・地形・火山のミ

ニ図鑑--！宮崎県総合博物館ミニガイドブック No.2 
  宮崎県総合博物館 

        
水野 清秀

他 
2012 

宮崎県都城市及び愛媛県宇和島市の後期更新世炭質層に挟

まる未知の火山灰層とその対比(ポスターセッション)(演旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

      
海水準

変動 

大平 明夫

他 
2003 

宮崎県北部、延岡周辺の溺れ谷低地における完新世相対的

海水準変動（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

    地質 表層 
石田 啄二

他 
1979 宮崎地区農用地開発事業計画調査表層地質調査報告書 地質調査報告書（1978 年度） 東北農政局計画部 

      岩盤 石田 聡他 2002 
トレーサー試験による岩盤地すべり斜面の地下水流動状況の

解明--宮崎県広沢ダムを例にして-- 
農業工学研究所技報 農業工学研究所 

      火山岩 
樽木 孝利

他 
1974 

熊本・宮崎県境国見山地附近の火山岩類の岩石試験結果に

ついて(演旨) 

物理探鉱技術協会総会・講演会講

演予稿集(第 31 回) 
物理探鉱技術協会 

      露頭 
間嶋 隆一

他 
2005 宮崎層群高鍋層(鮮新統)の冷湧水性化石群集の新露頭 化石 日本古生物学会 

        
田口 公則

他 
2005 宮崎層群高鍋層の冷湧水性貝化石群集の新露頭(演旨) 日本古生物学会年会講演予稿集 日本古生物学会 

        山北 聡他 2010 宮崎大学におけるキャンパス内露頭教材整備（O-248)(演旨） 
日本地質学会第 117 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

    
調査手

法 

物理探

査 

小谷 良隆

他 
1957 宮崎県見立鉱山女郎谷地区物理探査報告（雑報） 地質調査所月報 地質調査所 
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向山 建二

郎他 
2012 

平成 22 年度基礎物理探査「宮崎沖南部 3D」のデータ解釈結

果 
石油開発技術本部年報 

石油天然ガス・金属鉱物資源機構石油開発

技術本部 

    地下水 流動 
竹井 国雄

(1967) 
1967 宮崎県のシラス土壌の流動電位について 

自然災害科学総合シンポジウム講演

論文集（第 4 回） 
文部省特定研究災害科学総合研究班 

53 
宮

崎 
地下水 流動 辻 隆司他 1987 

砂岩層中にみられる流動化・液状化による変形構造－宮崎県

日南層群の例と実験的研究－ 
地質学雑誌 日本地質学会 

        石田 聡他 2002 
トレーサー試験による岩盤地すべり斜面の地下水流動状況の

解明--宮崎県広沢ダムを例にして-- 
農業工学研究所技報 農業工学研究所 

        

九 州 農 政

局 農 村 計 画

部 資 源 課

(2003) 

2003 
地すべり調査地すべり地地下水流動解析調査宮崎南部地区

報告書 
  九州農政局農村計画部資源課 

      湧水 
佐々木 崇

二 
1999 出の山湧水.綾川湧水群－－宮崎県の名水－－ 続名水を科学する 技報堂出版他 

        
池田 和寛

他 
2003 宮崎層群高鍋層の冷湧水性化石群集 化石 日本古生物学会 

        
間嶋 隆一

他 
2005 

宮崎層群高鍋層(鮮新統)の冷湧水性化石群集に関する新知

見 
化石 日本古生物学会 

        
間嶋 隆一

他 
2005 宮崎層群高鍋層(鮮新統)の冷湧水性化石群集の新露頭 化石 日本古生物学会 

        
田口 公則

他 
2005 宮崎層群高鍋層の冷湧水性貝化石群集の新露頭(演旨) 日本古生物学会年会講演予稿集 日本古生物学会 

        荒井 悠他 2008 

上部鮮新統宮崎層群高鍋層における冷湧水環境場の推定--

二枚貝化石と自生炭酸塩の解析を中心に--(ポスターセッショ

ン)(演旨) 

日本古生物学会例会講演予稿集 日本古生物学会 
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      温泉 
露木 利貞

他 
1970 宮崎県の温泉--宮崎市・宮崎郡・東諸県郡--   宮崎県 

        
平田 泰久

他 
1987 

宮崎県内温泉の化学組成と経年変化について(I 京町温泉・吉

田温泉) 
宮崎県衛生研究所報 宮崎県衛生研究所 

        
大沢 信二

他 
2006 宮崎県の大深度掘削温泉から流出する続成流体(演旨) 温泉科学 日本温泉科学会 

        
大沢 信二

他 
2010 

宮崎平野の大深度温泉井から流出する温泉水の地化学特性と

成因--温泉起源流体としての続成脱水流体-- 
温泉科学 日本温泉科学会 

      同位体 
太田 彩乃

他 
2002 

宮崎県高千穂町上村に産する古海山頂部石灰岩中のペルム

系中・上部境界での炭素同位体比変動 
地学雑誌 東京地学協会 

        加藤 進他 2009 
宮崎県の水溶性ガス田における地球化学?その 1--地層水の

水素・酸素同位体組成--（演旨） 
石油技術協会誌 石油技術協会 

        
早稲田 周

他 
2009 

宮崎県の水溶性ガス田における地球化学?その 2--ガスの炭素

同位体組成--（演旨） 
石油技術協会誌 石油技術協会 

53 
宮

崎 

塩分濃

度 
海水 

大平 明夫

他 
2003 

宮崎県北部、延岡周辺の溺れ谷低地における完新世相対的

海水準変動（演旨） 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

55 
対

馬 
地形 断層 

ファブリ オ

リヴィエ 
1995 

日本海西部縁・対馬断層系に新第三紀における横ずれ移動の

反転：小断層解析の結果から(演旨) 

日本地質学会第 102 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 

      段丘 
茂木 昭夫

他 
1980 対馬下島西岸の海底段丘と埋積陸棚谷（演旨） 日本地理学会予稿集 日本地理学会 

        
菊地 隆男

他 
1994 

対馬周辺海域の沈水海成段丘と後期更新世の海面変動(演

旨) 
日本第四紀学会講演要旨集 日本第四紀学会 

      褶曲 
長浜 春夫

(1971) 
1971 

長崎県対馬佐須奈地域の対州層群にみられる褶曲構造（予

報） 
地質調査所月報 地質調査所 

        
山口 悠哉

(2006) 
2006 

対馬北部でみられる褶曲構造と第三紀斜面相(P-16)(ポスター 

セッション)(演旨) 

日本地質学会第 113 年学術大会講

演要旨 
日本地質学会 



表 2-1 地域別図面データ一覧 

 

834 

 

ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

      
海水準

変動 
北村 晃寿 1995 

氷河性海水準変動にともなう浅海堆積物および海性生物群の

変遷過程の解明－－第四紀の対馬海流の復元－－ 

深田研究助成「平成 6 年度」研究報

告 
深田地質研究所 

    地質 表層 
大嶋 和雄

他 
1975 対馬?五島海域表層地質図 1：200000 海洋地質図 地質調査所 

        松岡 数充 1985 対馬暖流域の表層堆積物中における渦鞭毛藻シストの分布 第四紀研究 日本第四紀学会 

        
松岡 数充

他 
1994 

対馬・浅茅湾および三根湾表層堆積物中の渦鞭毛藻シスト群

集 
長崎大学教養部紀要_自然科学編 長崎大学教養部 

        磯田 豊 1998 日本海の表層循環流(対馬暖流域における暖水渦の挙動) 日本分析センター広報 日本分析センター 

        
河野 重範

他 
2008 

表層コアに記録された対馬万関瀬戸の開削・拡幅に伴う内湾

環境の変化（演旨） 
長崎県地学会誌 長崎県地学会 

      露頭 
渡辺 博光

(1975) 
1975 対馬_峰村吉田?賀佐間の露頭観察 長崎県地学会誌 長崎県地学会 

    
調査手

法 

音波探

査 
朴 進午他 1996 

音波探査記録によって明らかになった対馬海峡および朝鮮海

峡の後期第四紀不整合 
地学雑誌 東京地学協会 

    地下水 流動 
渡辺 達郎

他 
1997 冬季日本海北部における対馬暖流域の水塊構造と流動(演旨) 日本海洋学会秋季大会講演要旨集 日本海洋学会 

      温泉 

長 崎 県 衛

生 公 害 研 究

所 

1995 壱岐島.湯ノ本温泉 対馬の温泉 
長崎県温泉誌_ 長崎県衛生公害研

究所報 第 38 号 
長崎県衛生公害研究所 

      同位体 
石坂 恭一

他 
1990 対馬及び五島列島第三紀花崗岩の Sr・Nd 同位体比について 

京都大学教養部地学報告_ 九十九

地学 
京都大学教養部地学教室 

55 
対

馬 
地下水 同位体 

木元 克典

他 
2007 

対馬海峡におけるトリセリアル浮遊性有孔虫の生態および安定

同位体比(演旨) 
日本古生物学会年会講演予稿集 日本古生物学会 

    
塩分濃

度 
海水 北村 晃寿 1995 

氷河性海水準変動にともなう浅海堆積物および海性生物群の

変遷過程の解明－－第四紀の対馬海流の復元－－ 

深田研究助成「平成 6 年度」研究報

告 
深田地質研究所 



表 2-1 地域別図面データ一覧 
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ID 
地

域 
分類 用語 著者名 

発行年

数 
題名 資料名 発行所 

        
西田 尚央

他 
2013 

完新世の海水準上昇と対馬海流の発達による堆積プロセスの

変化--福岡沖陸棚海域--(ポスターセッション)(演旨) 
堆積学研究 日本堆積学会 

      Cl 
黒沢 正紀

他 
2010 

流体包有物の Br/Cl 比から見た対馬花崗岩の流体形成（演

旨） 

日本鉱物科学会年会講演要旨集

_2010 
日本鉱物科学会 
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Appendix Ⅱ 

水理定数の決定について 
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1. 概要および設備 

水理試験の実施概要を表 1 に、水理試験で使用した主要な資機材の一覧を表 2 に、水理

試験の装置の概要を図 1 に示す。 

水理試験は、掘削と併行して、地盤工学会基準（単孔を利用した透水試験方法：JGS 1314-

2003）に準じた段階揚水試験、定流量揚水試験、回復試験を連続的に実施し、揚水終了前に

揚水する地下水を採水した。試験区間は孔底から上部 3～6m 程度の区間をシングルパッカ

ーで遮へいした。当初は、試験区間に蛍光染料を添加した清水または清水を試験管および試

験区間の容積相当量を注入し、掘削泥水の排除・希釈を行う予定であった。しかし深度 160m

以深の掘削状況から、裸孔区間の清水置換は困難と判断し、ケーシング下端から上部 10m

付近にパッカー降下後、蛍光染料を添加した清水を注水し、試験管のみ清水に置換して、シ

ングルパッカーで遮へいした。水圧センサーは試験区間内と試験区間外に設置した。 

揚水する地下水は、温度、pH、電気伝導度、酸化還元電位、溶存酸素濃度を多項目水質

計（地上部：堀場製作所製 W-22XD、IDRONAUT 製 Ocean Seven 303 Plus、孔内：

IDRONAUT 製 Ocean Seven 303 Plus）によって連続モニタリングするとともに、原則 1

時間ごとに採取して掘削水にトレーサーとして添加した蛍光染料の濃度を測定した。なお、

報告書本編で記載した採水は、揚水する地下水の地化学パラメータが安定するとともに、蛍

光染料の濃度が十分に低下したことを確認して実施した。 
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表 1 水理試験の実施概要 

 

 

表 2 水理試験で使用した主要な資機材 

 

孔番

掘削
深度

（GL-m)

区間の
設定

実施項目

171.78 167.70 ～ 171.78 21/8/20 16:08 ～ 21/8/24 9:36

220.52 214.75 ～ 220.52 21/10/19 11:25 ～ 21/10/22 12:10

284.52 280.95 ～ 284.52 21/12/16 12:43 ～ 21/12/8 8:35

345.25 341.05 ～ 345.25 22/2/4 13:45 ～ 22/2/8 9:22

試験実施
日時

試験区間
（GL-m)

FGB-2孔
シングル
パッカー

段階揚水試験，
定流量揚水試験，
回復試験，採水,
平衡水位測定

機材 名　称 仕様等 数　量

GeoPro φ85mm packer 最大膨張径170mm 1組

GeoPro φ130mm packer 最大膨張径240mm 1組

原工業　φ66mm packer 最大膨張径116mm 1組

エアホース 潤工社　AS-2 外径6mm，内径4mm，2芯 400m

NT 外径40.5mm，内径27.5mm，3m/本 104本

NQ 外径70mm，内径60.3mm，3m/本 30本

揚水ホース トラスコ　ブレードホース 外径18mm，内径12mm 400m

揚水ポンプ グルンドフォス　MP-1 最大揚程約90m，最大揚水量約30L/min 1台

JTEKT　TD-8200
測定範囲0～100m，出力4～20mA

精度±0.3% F.S
1台

SENSEZ製

HM-470S-30-100

測定範囲：0～30m，出力：4～20mA，
精度：±0.04%F.S

1台

大気圧計 応用地質 S&DLmini
投込型，測定範囲0～1m

精度±0.1% F.S
1台

キーエンス　FD-M(Z)5AY
測定範囲0.25～5L/min，出力4～20mA

精度 1s±3.5%F.S，5s±1.6%F.S
1台

キーエンス　FD-M(Z)50AY
測定範囲2.5～50L/min，出力4～20mA

精度 1s±3.5%F.S，5s±1.6%F.S
1台

データ収録
表示部

大倉電機　VM7000
9ch，測定周期100ms

記録周期1s～60min
1台

水圧・多項目水質計
IDRONAUT

Ocean seven 303Plus

測定範囲0～100m，精度±0.05％FS

測定項目EC，pH，温度，DO，ORP
2台

多項目水質計 堀場製作所　W-22XD 測定項目EC，pH，温度，DO，ORP，濁度 1台

揚水管

流量計

ダブル・シングル
パッカー

水圧センサ
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2. 解析方法 

（1）潮汐変動に伴う水位の補正 

測定した水位には、潮汐変動に伴う水位の変動（規則的な概ね 12 時間周期の変動）が認

められたため、水位の潮汐変動の補正を行った。水位の潮汐変動の補正は、まず、水理試験

実施期間における調査地に最も近接する清水港の 1 時間あたりの実測潮位（気象庁，2022a）

と測定した水位を比較して変動の傾向が類似することを確認した。そして、水理試験実施時

のモデル潮位を清水港の 1 時間あたりの実測潮位に基づき、次式（例えば、三和ほか，2008）

から算出した。 
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ここで、Tn：n 時におけるモデル潮位（m）、tn：観測時間（h）、P：気圧（hPa）、M2・

S2・K1・O1：主要 4 分潮の周期でそれぞれ 12.42（h）・12（h）・23.93（h）・25.82（h）、

a0～a10：係数である。なお、気圧は静岡気象台の 10 分あたりの海面気圧（気象庁，2022b）

とした。 

  次に、モデル潮位と観測した水位を比較して、これらの位相差と振幅比を求め、次式

の潮位補正量（高田ほか，1999）を観測した水位から差引いた。 

 

 )( BTWL nT −= +  

 

ここで、WLT：潮位補正量（m）、Tn+α：位相差αを足し合わせた時刻におけるモデル潮

位（m）、B：対象期間のモデル潮位の平均値（m）、β：振幅比でモデル潮位の振幅と観測

した水位に認められる周期的な水位変動の振幅の比である。なお、位相差と振幅比は、定流

量揚水試験時における水位の変動から求めた。 

 

（2）段階揚水試験 

段階揚水試験の解析は、算術軸上に各段階の定常時と推定される水位変動量と流量をプ

ロットし、これらから得られる直線部分の勾配を求めて、次式（例えば、地下水調査解説執

筆委員会，2004）から透水係数を算出した。 

 

a
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L
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ここで、k：透水係数（m/s）、L：試験区間長（m）、D：試験区間径（ストレーナ外径）

（m）、 a：Q-s 直線の勾配、Q：定常時の揚水流量（m3/s）、s：平衡水位からの変動量（m）

である。 

 

（3）定流量揚水試験 

定流量揚水試験の解析は、Cooper-Jacob の解析式（Cooper and Jacob，1946）との解析

式 Hvorlev の解析式（Hvorslev，1951）を適用した。 

Cooper-Jacob の解析式に適用に際しては、片対数グラフの対数軸に経過時間 t（s）を、

算術軸に初期水位からの水位低下量 s（m）をとり Log t-s 曲線を作成し、Log t-s 曲線に近

似する直線を引いて Log t の 1 サイクル間における水位差⊿s（m）を求め、透水量係数 T(m2/ 

s)を算出した。貯留係数は Log t-s 曲線の直線勾配が s=0 と交わる交点 t0を求め算出した。

Logt-s の直線勾配は Derivative Plot（例えば、Horne，1995）の IARF 領域とした。透水

量係数と貯留係数の算出式は次式から算出した。 

 

s

Q
T




=

183.0
 

02

25.2
t

r

T
S 


=  

 

ここで、T：透水量係数（m2/ s）、S：貯留係数（－）、Δs：Log t の 1 サイクル間におけ

る水位低下量（m)、r：試錐孔半径（m）、Q：平均揚水流量（m3/ s）、t0：s ＝0 における経

過時間 t(s)である。 

また、Hvorslev の解析式は、水位の変動から定常状態に達したと見なされる区間の水位

と揚水流量に適用し、次式から透水係数を算出した。 
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ここで、k：透水係数（m/s）、Q：平均揚水流量（m3/s）、s：平衡水位からの平均水位低

下量（m）、 L：試験区間長（m）、L’：試験区間と難透水層との離れ（m）、D：試験区間

径（ストレーナ外径）（m）である。  
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（4）回復試験 

回復試験の解析は、Agarwal の解析式（Agarwal，1980）を適用した。Agarwal の解析

式の適用に際しては、片対数グラフの対数目盛に Agarwal の等価時間（ tp・Δt /（ tp＋

Δt ))を、算術目盛に水位回復量 Sr（m）をとり、Log（ tp・Δt /（ tp＋Δt ))-Sr 曲線を作成

し、Log（ tp・Δt /（ tp＋Δt ))-Sr 曲線に近似する直線を引き、Log（ tp・Δt /（ tp＋Δt ))-

Sr の 1 サイクル間における水位差 ΔSr（m）を求め、透水量係数 T（m2/ s)を算出した。Log-

（ tp・Δt /（ tp＋Δt ))-Sr の直線勾配は Derivative Plot（Horne，1995）の IARF 領域と

した。貯留係数は Log（ tp・Δt /（ tp＋Δt ))-Sr 曲線の直線部分の延長が、Sr = 0 と交わる

点（ tp・Δt /（ tp＋Δt ))0を求めた。透水量係数と貯留係数は次式から算出した。 

 

Sr

Q
T




=

183.0
 

( )drutatp
r

T
S 


=

2

25.2
 

 

ここで、T：透水量係数（m2/s)、S：貯留係数（－）、ΔSr：Log (tp・Δt /( tp＋Δt))1 サ

イクル間での水位回復量（m)、r：試錐孔半径（m)、Q：平均揚水流量（m3/s)、Δdruta：

（tp・Δt /（tp＋Δt))0：s ＝0 における（tp・Δt /（tp＋Δt)) （s)である。 
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Appendix Ⅲ 

流向流速の決定について 
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1. 方法 

FGB-2 孔において、深度 168m 付近と深度 282m 付近で裸孔区間（両区間ともに地質は

玉石混り砂礫）を対象に、地下水の流向と流速を把握するために流向流速測定を実施した。

概要を表 1 に示す。流向流速測定を実施した区間は、可能な限り孔壁の乱れが生じないよ

う、普通工法によるオールコアリングで孔を仕上げた。また、掘削時に形成された泥壁など

は、それによって地下水の流れが阻害されないように、流向流速測定の実施前に揚水を行っ

て可能な限り排除した。また、センサーの設置位置は、測定区間が礫を多く含む地質であっ

たことから、採取したボーリングコアを確認して大きな礫が含まれない深度に決定した。 

流向流速測定に用いた流速計は、電極間の比抵抗の変化によって地下水の流れを検出す

る「地下水流向流速計（Type-LD60）」を用いた。「地下水流向流速計（Type-LD60）」の特

徴は、下記のとおりである。 

 

・測定方式：電位測定法（電極間の抵抗変化を検出） 

・トレーサー：蒸留水、ブドウ糖溶液 

・流速測定範囲：ダルシー流速で 1.0×10-4～1.0×10-7（m/s） 

・流向分解能：12 方位 

・測定誤差：流速±5％以内、流向±7.5°以内 

・方位の設定：定方位ロッド、方位計 

・孔内上下流の低減：シングルパッカーシステムによる 

・流向流速計と地盤との間の処理：珪砂または多孔質樹脂の充填 

 

測定、解析方法の概要は、次項から述べるとおりとした。 

 

表 1 流向流速測定の概要 

 

  

測定回

測定区間
深度

（GL-m）

測定区間
孔径
（mm）

センサー
深度

（GL-m）
測定日時

挿入
方法

方位
の設定

測定区間の
充填方法

地下水および
試験溶液の比重

(g/cm
3）

167.70
21/8/26 8:05

～21/8/27 8:20

168.10
21/8/27 11:00

～21/8/28 13:00

282.55
21/12/24 7:36

～21/12/25 7:53

281.35
21/12/25 14:15

～21/12/27 7:55

1.008

（23℃）

1.028

（10℃）

定方位
ロッド

NTロッド

地上および
孔内方位計

多孔質
樹脂

孔内方位計 珪砂第2回
280.95

～284.52

88

88

167.70

～171.78
第1回
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2. 装置の構成および構造 

流向流速測定に用いた資機材を表 2 に、試験装置の構成を図 1 に、測定原理の概要を図

2 に、電極部の構造を図 3 に示す。地下水流向流速計 Type-LD60 は、センサー内にある電

極間の抵抗変化を測定することよって地下水の流向と流速を検出する。測定器の電極中央

部に、地下水の比抵抗値と値の異なるトレーサーを放出すると、地下水の流れによってトレ

ーサーが移動して各電極間の抵抗値が変化する。この変化の過程を電位差として出力する。

出力された電位差は、記録計に V-t 曲線として表わされる。この出力曲線を解析することに

よって地下水の流向と流速を求めることができる。 

地下水の流れを検出する電極部の構造は、12 本の電極が 30 度分割で円形に配置され、一

つの測線は外側の 1 極と中央の共通電極で構成されている。本測定器では、定方位ロッド

によって No.1 電極を磁北に合わせてあるので、各測線の出力状態(電位差)から流向を、測

定間を溶液が流れる時間から流速を求めることができる。試験溶液口は、電極部の中央に有

しており、トレーサーを電極部内に放出した時に乱れないように 2 重ピストン構造となっ

ている。トレーサーの 1 回の放出量は約 0.5cc である。 

 

表 2 流向流速測定に用いた資機材 

 

 

機材 数　量 備　考

孔内測定器 1

地上測定器 1

ノートパソコン 1

圧力制御装置 1

窒素ボンベまたはコンプレッサー 1

定方位ロッド(1.0m) 1

定方位ロッド(2.0m) 1

定方位ロッド(3.0m) 56

NTロッド（1.0m） 1 コアボーリング併用

NTロッド（2.0m） 1 コアボーリング併用

NTロッド（3.0m） 95 コアボーリング併用

12Vバッテリー 1

バッテリー充電器 1

通信ケーブルドラム 1 500m巻

圧力チューブドラム 1 500m巻

ハンドポンプ 1
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図 1 流向流速測定における試験装置の構成 

  

ケーシング

測定器電極部

ボーリング櫓

通信ｹｰﾌﾞﾙ

定方位ロッド

または

ボーリングロッド

測定器本体（φ60mm）

地下水の流れ

測定器

パッカー

ボーリングマシン

のウィンチ

圧力制御装置

窒素ボンベ

または

コンプレッサー

タブレットPC

圧力ﾁｭｰﾌﾞ

AC100V

硅砂(5号)

または

スポンジ
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図 2 測定原理 

 

 

図 3 電極部の構造 

  

φ60mm
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試験溶液口
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°

1 2

3

4

5
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3. 手順 

測定手順を図 4 に示す。測定の一連の流れは、測定準備（測定装置組立、地上での動作確

認、孔内設置後の静置）、測定、回収である。測定の終了の判断は、V-t 曲線におけるピーク

の確認を受けて決定する。測定機の精度保障の観点での測定下限値は、室内検定結果よりダ

ルシ―流速で 1.0×10-7m/s（測定時間 約 3.5 時間）であるが、この測定下限値を超えると、

試験溶液の移流や拡散、地下水とのトレーサーとの比重差などの影響を受け測定精度への

影響（特に流速に対して）が生じる可能性がある。ただし、本調査では事前に採水した地下

水と同じ比重にしたブドウ糖溶液を用い、地下水との比重差の影響を受けないよう配慮し

た。 

FGB-2 孔での測定では、2 深度ともに測定機の測定下限値より小さい流動状態であった

ため、参考値の取得を目的に 24～41 時間の長時間計測を実施した。 

 

 

図 4 流向流速測定の測定手順 

放　　　置

指示計作動

溶液吐出装置作動

自動記録

測定終了

計器回収

終　　　了

データ解析

試験溶液と地下水接触 試験溶液移動 比抵抗変化

電極周囲の地下水の安定をはかる※

ウォーミングアップ

測定開始

(各電極間の電位差ΔV～時間t)

ΔV～t曲線のピークを確認する

流向の判定および流速の算定

※電極周囲の地下水の安定をはかるため、測定器を孔内に
　セットしたら少なくとも一夜の放置が必要で、地下水安
　定の時間は対象地盤の透水性に左右される

測
定
の
準
備

測
　
　
　
定

回
　
収

計器本体組立

地上チェック

計器本体設置

方位の設定

各動作のチェック

定方位ロッドでボーリング孔内に設置

電極位置と方位を決定(電極①が北側)
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4. 解析方法 

流向流速測定で得られる V-t 曲線の例を図 5 に、地盤の透水係数と流向流速測定で得ら

れた流速に適用する補正係数 β を図 6 に示す。 

測定結果の出力曲線（V‐t 曲線）は、データ解析によって図 5 に示すような出力図が得

られる。図 5 に示した出力例は、中央の電極から外側に配置された 12 本の各電極までの試

験液が移動した過程を表したもので、解析結果による V‐t 曲線と任意の時間における試験

液の状態を視覚的に示した地下水流動図を合わせて描いてある。 

地下水の流向の判定は、電極の方位を基に、出力結果図に表される地下水流動図から求め

ることができる。図 5 の出力例では、地下水流動図に示される 4 番電極における抵抗変化

が大きく、東へ向かう試験溶液の移動が示されており、図 5 の右に記載されている『流向：

E』が地下水の流向となる。 

地下水の流速の判定は、流向を求めた V‐t 曲線のトレーサーの移動した時間から求める

ことができる。しかし、この流速は試験孔内の流れを測定した値であるので、地盤内を流れ

ている地下水の流速とは異なる。従って、地盤の透水係数をもとに図 6 から補正係数 β を

求め、（式 6.1）でダルシー流速に補正される。図 5 の測定結果例では、地盤の透水係数が

10-2 cm/s 以下なので図 6 より β＝0.2 となり、地盤内の流速は『9.30×10-3 cm/sec』となる。 

 

  （式 6.1） 

 

ここで、Vd：ダルシー流速（土粒子と間隙部を合わせた断面積で平均化した見掛けの流

速）、L：電極間の距離（L=1.2cm）、t：ピークまでの時間、β：補正係数である。 

 

  

β=
t

L
Vd

2
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図 5 流向流速測定で得られる V-t 曲線の例 

 

 

図 6 地盤の透水係数と補正係数 β（大成基礎設計株式会社（1983）に加筆） 



 

851 

 

5. 結果 

流向流速測定の結果を表 3 に、V-t 曲線を図 7 に示す。深度 168m 付近で実施した第 1 回

目の測定では、測定機の測定下限値を下回る地下水流動状況であり、2 深度で 24 時間以上

の測定を行い、流速は検出できなかったものの、深度 167.70m で S30°E 方向、深度 168.10m

で S60°E 方向へ向かう流れを検出した。なお、各電極の電位変化は概ね一方向に変化して

おり、地下水の流向に及ぼす潮位変化の影響などは大きくないことが推測される。 

深度 282m 付近で実施した第 2 回目の測定では、第 1 回目と同じに測定機の測定下限値

を下回る地下水流動状況であり、2 深度で 24 時間以上の測定を行ったものの、流向と流速

ともに検出することができなかった。 

 

表 3 流向流速測定で得られた流向流速 

 

  

167.70 Ｓ30°Ｅ 測定不能※2 24時間

168.10 Ｓ60°Ｅ 測定不能※2 26時間

281.35 測定不能※1 測定不能※2 41時間

282.55 測定不能※1 測定不能※2 24時間

※2：流向方向の電極の電位変化にピークが認められないため

第2回

玉石混り
砂礫

玉石混り
砂礫

測定深度
(GL-m)

流向
(磁北：N)

※1：流向を反映した電極の電位変化（卓越性）が認められないため

測定回 地層区分
測定結果

流速
[ﾀﾞﾙｼｰ流速]

測定時間

第1回
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図 7 流行流速測定で得られた V-t 曲線（深度 167.70m） 
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図 7 （つづき、深度 168.10m） 
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図 7 （つづき、深度 281.35m） 
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図 7 （つづき、深度 282.55m）
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Appendix IV 

沿岸部の軟弱層を対象とした傾斜孔井掘削と 

孔内調査にかかる技術情報の収集 
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表 1 文献リスト（掘削技術関係） 

 

表 2 文献リスト（軟弱層における掘削例） 

 

  

著者 公表年 題名 掲載雑誌名 発行所 巻 番号 ページ

一般財団法人全国地質調査業協会連合会 2013 ボーリングポケットブック第5版 ボーリングポケットブック第5版 オーム社 538p.

学校法人ジオパワー学園 2021a 掘削技術の知識と実務ースピンドル式掘削編 掘削技術の知識と実務ースピンドル式掘削編 オーム社 360p.

学校法人ジオパワー学園 2021b 掘削技術の知識と実務ーロータリー式掘削編 掘削技術の知識と実務ーロータリー式掘削編 オーム社 488p.

金原　啓治 1988 最近12年間の我が国の地熱ボーリング実績 地質ニュース 産業技術総合研究所地質調査総合センター no.404 pp.6-16

長縄　成実 2017 超深度・超高温掘削プロジェクトとそれに伴う技術開発の変遷 石油技術協会誌 石油技術協会  vol.82  no.5 pp324-331.

松澤　大助ほか 2012
破砕帯を対象とした高品質ボーリングコアによる切羽前方探査と

補助工法の選定
土木学会第67回年次学術講演会　講演会資料 土木学会

齋藤　満 2011 SAGD法の先駆者としてオイルサンド開発を推進するCANOS 石油・天然ガスレビュー 石油天然ガス・金属物質資源機構 vol.45 no.3 pp.1-16

和田　恭彦 2006 SAGD法を用いたオイルサンドの開発 石油技術協会誌 石油技術協会 vol.71 no.2 pp.186-194

作井技術委員会新技術分科会 1986 高傾斜掘および水平掘の現状 石油技術協会誌 石油技術協会 vol.51 no.2 pp.174-190

田中　彰一 1985 石油掘削技術の現状 岩盤力学に関するシンポジウム講演論文集 土木学会 vol.17 pp.311-320

白川　興一, 長谷川　久 1984 パイプライン弧状錘進工法について 石油技術協会誌 石油技術協会 vol.49 no.5 pp.318-325

白川　興一, 長谷川　久 1986 弧状錐進（PLAD）工法 月刊下水道 環境新聞社 no.5 pp.144-145

小野　敏孝ほか 1996 J-PLAD（大径パイプライン弧状錘進）工法の開発 新日鉄技報 新日本製鉄 no.358 pp.43-47

島　宏ほか 1993 PLAD工法における新しい掘削技術 新日鉄技報 新日本製鉄 no.350 pp.74-79

Hair C.W. et al. 1994 Site investigation requirements for large diameter HDD projects
New advanced in trenchless technology: An advanced

technical seminar Holiday Inn St. Josseph, Missouri
Missouri Western State College 34p.

JFEエンジニアリング株式会社 JFE-RAPIDパイプライン弧状推進工法 JFEエンジニアリング株式会社カタログ JFEエンジニアリング 6p.

Enbridge.com Horizontal Directional Drilling https://www.enbridge.com/ Enbridge 2p.

著者 公表年 題名 掲載雑誌名 発行所 巻 番号 ページ

堀江　宏保ほか 1986 改良型ワイヤーライン方式による大阪湾深層土質調査 土と基礎 地盤工学会 vol.36 no.1 pp.57-62

越谷　賢ほか 2012 ワイヤーライン工法による軟岩コア採取技術の高度化 応用地質 応用地質学会 vol.53 no.2 pp.80-88

野口　孝俊ほか 2008 軟弱地盤における海上大口径ボーリング事例 全地連「技術e-フォーラム2008」高知　論文集 一般社団法人 全国地質調査業協会連合会 2p.

日本CCS調査株式会社 2016 苫小牧CCS実証試験 電気設備学会誌 電気設備学会 vol.36 no.11 pp.782-786

日本CCS調査株式会社 2017 二酸化炭素貯留適地調査事業の概要 環境省・経済産業省監修パンフレット 環境省・経済産業省 7p.

一般社団法人 日本環境アセスメント協会 2020 特集「CCS」 JEAS NEWS 一般社団法人 日本環境アセスメント協会 no.166 28p.

経済産業省ほか 2020
苫小牧におけるＣＣＳ大規模実証試験３０万トン圧入時点報告書

「総括報告書」
経済産業省 203p.

電力中央研究所 2014
我が国の地質的特徴を踏まえたCO2地中貯留技術の開発

総合報告書：N16
電力中央研究所 65p.

財団法人産業創造研究所 1999 平成10年度地下水流動調査成果報告書 財団法人産業創造研究所 303p.

財団法人産業創造研究所 2000 平成11年度地下水流動調査成果報告書1/2 財団法人産業創造研究所 291p.

財団法人産業創造研究所 2000 平成11年度地下水流動調査成果報告書2/2 財団法人産業創造研究所 280p.

財団法人産業創造研究所 2001 平成12年度地下水流動調査成果報告書 財団法人産業創造研究所 292p.

財団法人産業創造研究所 2002 平成13年度地下水流動調査成果報告書 財団法人産業創造研究所 370p.

財団法人産業創造研究所 2002 平成10年度～平成13年度地下水流動調査総括報告書 財団法人産業創造研究所 415p.
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表 3 文献リスト（幌延町試錐関係） 

 

 

表 4 文献リスト（保孔技術関係） 

 

 

表 5 文献リスト（孔内試験技術関係の文献） 

 

  

著者 公表年 題名 掲載雑誌名 発行所 巻 番号 ページ

越谷　賢ほか 2012
 北海道幌延町の沿岸域における大深度ボーリングの岩相・微化石・
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 地質調査研究報告 産業技術総合研究所地質調査総合センター  vol.63  no.9/10  pp233-268.

丸井　敦尚ほか 2021  沿岸域における深層地下水の研究とその社会的な役割  シンセシオロジー 産業技術総合研究所  vol.13  no.1  pp17-28.

酒井　利彰 2008  沿岸域における沖積層の水理地質構造～北海道幌延町を例に  地下水技術協会誌 地下水技術協会  vol.51  no.4  7p.

奥山　純基ほか 2008  幌延町における自噴井の特徴とその利用
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資源・素材学会  pp35-36.
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稲葉　力、森　仁司 1990 BHW工法現場実験の報告 西松建設技報 西松建設 vo.13 pp.51-58
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赤城　寛一 2014 気泡を利用した掘削工法 土木技術 理工図書 vol.69 no.2 pp.29-34

安井　利彰ほか 2012 気泡掘削工法を適用した柱列式ソイルセメント壁の発生汚泥量低減効果  前田建設技術研究所報(CD-ROM) 前田建設工業
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近藤　義正ほか 2008 掘削土砂に気泡と水を添加した地盤掘削用安定液の開発と適用 土木学会論文集C 土木学会 vol.64 no.3 pp.505-518

長縄　成実 2008 最新の孔井掘削技術（その9） 石油開発時報 石油鉱業連盟 no.156 pp.14-21

山本　晃司 2000 石油開発における坑壁不安定に関する取り組み 石油技術協会誌 石油技術協会 vol.65 no.5 pp.417-429

沖野　文吉 1971 油井掘削法（その3）ー掘削用泥水ー 石油・天然ガスレビュー 石油天然ガス・金属物質資源機構 pp.51-66

沖野　文吉 1972 油井掘削法（その4－1）ーセメンチングー 石油・天然ガスレビュー 石油天然ガス・金属物質資源機構 pp.89-101

沖野　文吉 1972 油井掘削法（その4－2）ーセメンチングー 石油・天然ガスレビュー 石油天然ガス・金属物質資源機構 pp.80-89

沖野　文吉 1994 泥水技術マニュアル 泥水技術マニュアル 株式会社　テルナイト 210p.

山田　哲也、長谷川　栄毅 1986 ソリッドコントロール機器と使用実績 石油技術協会誌 石油技術協会 vol.51 no.5 pp.17-21

河井　俊介ほか 2005 誘導式水平ボーリング技術を用いた薬液注入工法の開発 大成建設技術センター報 大成建設 no.38 6p.

著者 公表年 題名 掲載雑誌名 発行所 巻 番号 ページ

田中　政典ほか 2006 ボーリング技術の最前線3．サンプリング技術 土と基礎 地盤工学会 vo.54 no.5 pp.35-44
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表 6 文献リスト（産総研沿岸部関係） 

 

 

表 7 文献リスト（電中研地層処分） 

 

 

 

 

著者 公表年 題名 掲載雑誌名 所有者 巻 番号 ページ

国立研究開発法人産業技術総合研究所ほか 2017
平成28年度地層処分技術調査等事業沿岸部処分システム高度化開発

報告書
経済産業省 591p.

サンコーコンサルタント株式会社 2009
 沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発に係わる調査掘削

[深度0-158ｍ区間]報告書
産総研報告書 産業技術総合研究所  70p.

サンコーコンサルタント株式会社  2010a
 沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発のうち調査掘削・

試料採取・検層[深度158-400ｍ区間]報告書
産総研報告書 産業技術総合研究所  93p.

サンコーコンサルタント株式会社  2010b
 沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発のうち調査掘削・

試料採取・検層[深度400-550ｍ区間]報告書
産総研報告書 産業技術総合研究所  48p.

サンコーコンサルタント株式会社 2011
 沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発のうち調査掘削・

試料採取・検層[深度550-1000ｍ]報告書
産総研報告書 産業技術総合研究所  163p.

サンコーコンサルタント株式会社 2013
 沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発のうち浜里調査孔増掘

および水理試験報告書
産総研報告書 産業技術総合研究所  258p.

株式会社ニュージェック 2009
 深部（１０００ｍ級）高品質ボ－リングシステム開発のうち

動作性確認、試験孔掘削及び間隙水採取調査報告書
産総研報告書 産業技術総合研究所  22p.

株式会社アサノ大成基礎エンジニアリング 2018
 平成30年度　北海道天塩郡幌延町における観測井戸の作成と

地下水試料の採取報告書
産総研報告書 産業技術総合研究所  49p.

著者 公表年 題名 掲載雑誌名 所有者 巻 番号 ページ

電力中央研究所 2015 H26地層処分技術調査等事業報告書 電力中央研究所 127p.

電力中央研究所 2015 H26地層処分技術調査等事業報告書ドラフト版 電力中央研究所 79p.

電力中央研究所 2017
H25_H29高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業

とりまとめ報告書
電力中央研究所 139p.
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Appendix Ⅴ 

海底湧出地下水に関する文献調査リスト 
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表 1 文献調査リスト（国内事例） 

 

  

著者 公表年 題名 掲載雑誌名 発行所 巻 番号 ページ

1 丸井敦尚 1997 海底湧出地下水一新たな資源としての可能性一 日本水文科学会誌 日本水文科学会 第27巻， 第 2号， 85-9

2 丸井敦尚・林武司・内田洋平 1999

千葉県蓮沼海浜公園における地下水流動と塩淡境界に関す

る研究

その3；海底湧出地下水調査

地質ニュース 地質調査所 540 45-48

3 丸井敦尚・今村杉夫・林武司 2001
浅海部の海底湧出地下水と塩淡境界形状の関係に基づく地

下水流動研究
月刊地球 海洋出版株式会社 vol.23 No. 12 867-873

4 丸井敦尚・林武司 2001 塩淡境界面の三次元的形状把握に関する研究 資源と素材 資源と素材学会 117 10  816-821.

5 伊藤成輝・丸井敦尚 2010 日本列島における海底地下水湧出量の分布 日本水文科学会誌 日本水文科学会 第40巻 第 1 号 1-8

6 岩川浩照・谷口真人 2001 大阪湾における海底地下水湧出量の変動 月刊地球 海洋出版株式会社 vol. 23 No. 12  863-866

7
中田智浩・徳永朋祥・浅井和見・三

枝博光
2001

沿岸海底からの淡水性湧水の採水

一黒部川扇状地沖合での例ー
月刊地球 海洋出版株式会社 vol. 23 No. 12  857-863

8 張勁・佐竹洋 2001 富山湾における浅瀬および深海の海底湧水 月刊地球 海洋出版株式会社 vol. 23 No. 12  852-856

9
張勁・萩 原 崇 史・小山裕樹・佐

竹洋・中村哲也・浅 井 和 見
2005

沿岸海底湧水湧出速度測定法の 開発 と

富山県片貝川 扇状地沖での ア プロ ー チ
地球化学 日本地球化学学会 39 141-148

10
安元純・広城吉成・高岡秀朋・古市

久士・松原英隆・神野健二
2007

有明海沿岸域の佐賀県太良町大浦沖における海底地下水湧

出と栄養塩の輸送
水工学論文集

土木学会

水工学委員会
51 481-486

11
安元純・広城吉成・末益大嗣・高岡

秀朋・神野健二
2011

有明海沿岸火山岩地域における海底湧水の湧出機構と栄養

塩の輸送特性
土木学会論文集B1(水工学） 土木学会 67 4 1589-1594

12 安元純・芝洋輔・藤原拓・大年邦雄 2004
海岸帯水層における塩水侵入深の時間変動特性 に及ぼす感

潮河川の影響
地下水学雑誌 日本地下水学会 46 4 299-313.

13 足立直樹・武田伸二・丸井敦尚 2019 日本列島の海岸線を通過する地下水量の推定 全地連「技術フォーラム 2019」岡山 全国地質調査業協会連合会 94

14 安藤邦彦 1992 伊豆大島北西海岸に湧出する地下水温の推移について 験震時報 ＿ 55 69 79

15 山口久之助・小原常弘 1971 利尻島の地下 水〔I〕 応用地質 日本応用地質学会 12 2 33-44

16 山口久之助・小原常弘 1974 利尻島の地下 水〔Ⅱ〕 応用地質 日本応用地質学会 13 2 1-7

17 山口久之助 1975 利尻島の地下 水〔Ⅳ〕ーその水収支について― 北海道立地下資源調査所報告, 北海道立地下資源調査所報告 47, 1-21.

18
小山裕樹・張勁・萩原崇史・佐竹

洋・浅井和見
2005 富山湾東部における広域海底湧水湧出量の測定 地球化学 39 日本地球化学学会 149-155
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表 1 文献調査リスト（国内事例）（つづき） 

 

  

19
徳永朋祥・浅井和見・中田智浩・谷

口真人・嶋田純・三枝博光
2001

沿岸海底下での地下水採取技術の開発 とその適用一黒部川

扇状地沖合での例 一
地下水学会誌　 日本地下水学会 第43巻 4号 279-287

20

徳永朋祥・中田智浩・茂木勝郎・渡

辺正晴・嶋田純・張勁・蒲生俊敬・

谷口真人・浅井和見・三枝博光

2003
沿岸海底 から湧出する淡水性地下水の探査および陸域地下

水 との関連 に関する検討ー黒部川扇状地沖合での例 一
地下水学会誌　 日本地下水学会 第45 巻2号 133-144

21 高岡秀朋・後藤忠徳・嶋田純 2006 海底地下水湧出箇所の探査手法につい て 日本応用地質学会研究発表会講演論文集 日本応用地質学会 P39

22 吉川昌志・加藤友佳・宮岡邦任 2010
酸素・水素安定同位体を用いた沿岸海底地下水湧出特性の

把握
陸水物理学会予稿集 日本陸水物理学会 6

23
石飛智稔・谷口真人・佐伯憲一・小

野恵子
2005 駿河湾沿岸における海底地下水湧出量の定量的評価 地球化学 日本地球化学会 39 97-106

24 林美鶴・谷口真人・山田秀明 2009
海洋観測データに基づく水・塩収支解析による御前浜沖海

底地下水湧出量推定の試み
陸水学雑誌 日本陸水学会 70 2  117 -128

25

小林志保・生田健吾・杉本亮・本田

尚美・山田誠・富永修・小路淳・谷

口真人

2019
山形県釜磯海岸における海底湧水の定量化と栄養塩環境へ

の影響評価
日本水産学会誌 日本水産学会 85 (1) 30-39

26 清水裕太・小野寺真一・斎藤光代 2009
50mメッシュ標高情報と GISを利用した海底地下水流出量

の空間分布評価一瀬戸内海中央部での適用例一
陸水學雜誌 日本陸水学会 70巻 2号 129-139

27 塩川麻保・山口聖・梅澤有 2013 有明海西岸域への地下水由来の栄養塩供給量の評価 沿岸海洋研究 日本海洋学会 沿岸海洋研究会 50 2 157-167

28

石田聡・吉本周平・小林勤・幸田和

久・土原健雄・中里裕臣・増本隆

夫・今泉眞之

2011 物理探査手法を用いた地下水中の塩淡境界測定 農工研技報 農業工学研究所 211 9～20

29
石田聡牢・土原健雄・吉本周平・皆

JIl裕樹・増本隆夫・今泉眞之
2009 沖縄県多良間島における淡水レンズ形状 農工研技報 農業工学研究所 210 1～10

30
石田聡・吉本周平・白旗克志・土原

健雄・今泉眞之
2013 深度別電気伝導度連続測定による淡水レンズ動態把握手法 農工研技報 農業工学研究所 214 163～173

31 吉本他 2016

琉球石灰岩分布地域における淡水レンズ中の地下水滞留時

間の推定― 地下水中の六フッ化硫黄の濃度，硝酸イオンの

安定同位体比の測定による検討 ―

農業農村工学会論文集 農業農村工学会 No. 302  (84-2)
Ⅰ_159-Ⅰ

_174
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表 1 文献調査リスト（国内事例）（つづき） 

 

  

32

本田尚美・宮下雄次・濱元栄起・小

路淳・杉本亮・河村知彦・富永修・

山田誠・谷口真人

2018
岩手県大槌町赤浜沿岸陸海同時観測：海底から湧出する地

下水の探査
日本地球惑星科学連合2018年大会 日本地球惑星科学連合会 ACG42 P02

33

宮下雄次・本田尚美・濱元栄起・小

路淳・杉本亮・河村知彦・富永修・

山田誠・谷口真人

2018
岩手県大槌町赤浜沿岸陸海同時観測：沿岸部地下水の水

質、水温、流速測定
日本地球惑星科学連合2018年大会予稿集 日本地球惑星科学連合 ACG42 03

34
末益大嗣・安元純・高岡秀朋・広城

吉成・神野健二
2008

有明海沿岸域における海底地下水湧出に伴う栄養塩類の輸

送特性に関する調査研究
土木学会西部支部研究発表会 土木学会西部支部 II 056

35 谷口真人 2000
グローバルな観点からの地下水研究の現状と課題―地下水

研究の時空間方向へのスケールアップ―

水文・水資源学会誌

J. Japan Soc. Hydrol. & Water Resour.
水文・水資源学会 Vol. 13  No. 6 476-485

36 谷口真人・岩川浩照 2001
連続熱供給型湧出量計を用いた大阪湾における海底地下水

湧出量の測定
地下水学雑誌 日本地下水学会 43, 4, 271-277.

37

森田澄人・Char-Shine LIU・Chia-

Yen KU・町山栄章・Saulwood

LIN・徐垣・清水賢

2009
台湾南西沖、海底マウンド分布域の流体循環― 大陸棚斜面

上のリッジにおける高精度地震探査について ―
地学雑誌 地学協会 118 3 424-434.

38
唐心強・大年邦雄・藤原拓・石井将

幸・岡 太郎
2000

海岸帯水層における淡塩境界面の変動と電気探査による境

界面の推定に関する研究
地下水学会誌 日本地下水学会 42 3 223-233.

39 大年邦雄・安元純・藤原拓 2006
電気探査比抵抗法による塩水侵入深の推定値と電気伝導度

との対応
地下水学会誌 日本地下水学会 48 3 169-181.

40 石井将幸・岡太郎・大年邦雄 1999 比抵抗法による電気探査を用いた塩水侵入調査 水工学論文集
土木学会

水工学委員会
43 187-192.

41

村中康秀・神谷貴文・伊藤彰・大山

康一・渡邊雅之・小野昌彦・丸井敦

尚

2017
駿河湾奥部（富士川河口～田子の浦）の海底地形と海底面

状況
富士山研究 静岡県環境衛生科学研究所 第11巻 23 33

42 井内国光・中山祐輔・柿沼忠男 1993 興居島における地下水の安定同位体比 地下水学雑誌 日本地下水学会 35 3 157-163.

43

上原大二郎・菊池晃・田中篤史・勝

田充・永川誠・大熊勝・渡辺京志・

光畑裕司

2007 九十九里浜沿岸における陸上ー海底横断電気探査法の適用 物理探査 日本物理探査学会 60 6 489-499.

44 光畑裕司 2006
電磁探査法による海岸平野における高塩分地下水調査－九

十九里浜平野における例－
地学雑誌 日本地学協会 115 416-424
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表 1 文献調査リスト（国内事例）（つづき） 

 

  

45
長谷川琢磨・五十嵐敏文・田中靖

治・土宏之・小野文彦
2001 沿岸海底下の地下水流動状況に関する数値解析的検討 地下水学雑誌 日本地下水学会 43 4 289-300

46

戸井田克・西垣誠・河西基・長谷川

琢磨・菱谷智幸・杉本映湖・田中真

弓

2001
既存情報に基づく塩水地下水流動解析モデリングのケース

スタディ
土木学会第56回年次学術講演会資料集 土木学会 50-51

47 古川正修・平山利晶・坂本 拓二 2002
塩水侵入解析における、密度流モデルと移流分散モデルの

精度比較（１）
全地連「技術 e－フォーラム 2002」よなご 全国地質調査業協会連合会 33

48 柿沼忠男 1992 小島での地下水への海水侵入 地下水学会誌 日本地下水学会 3 171-182

49
白幡克志・石田聡・吉本周平・士原

健雄
2014

地下水位の潮汐応答の分析による淡水レンズ帯水層の水理

定数推定手法
農工研技報 農業工学研究所 215 141~154

50
白幡克志・土原健雄・吉本周平・中

里裕臣・石田 聡
2020

多深度自記電気伝導率観測により把握された淡水レンズ地

下水の挙動の要因
2020年度（第69回）農業農村工学会大会講演会講演要旨集 農業農村工学会 R-11 461-462

51
応用地質株式会社・早稲田大学・財

団法人 産業創造研究所
2002

HLW地層処分における地下水淡塩分布調査法に関する技術

開発(平成 15 年度)
平成１５年度革新的実用原子力技術開発費補助事業の報告書経済産業省資源エネルギー庁 1 33

52 吉村公孝・大久保秀一・山根一修 2006
海底電磁法探査による伏在断層や地下水理情報の取得可能

性 について
地学雑誌 日本地学協会 115 3 400-415

53

長谷川琢磨・中田弘太朗・近藤浩

文・五嶋慶一郎・富岡祐一・後藤和

幸・柏谷公希

2010
地下水年代測定による現海水と化石海水の同定ー三浦半島

西部沿岸ボーリングへの地下水年代測定法の適用ー
電力中央研究所報告 電力中央研究所 N10008 1-22

54

長谷川琢磨・中田弘太朗・近藤浩

文・五嶋慶一郎・富岡祐一・後藤和

幸・柏谷公希

2011

水質・地下水年代を利用した地下水流動評価法の高度化―

三浦半島西部沿岸を対象とした地下水流動・物質移行解析

―

電力中央研究所報告 電力中央研究所 N10017 1-23

55

近藤浩文・木方建造・五嶋慶一郎・

長谷川琢磨・濱田崇臣・大山隆弘・

鈴木浩一・後藤和幸・末永弘・中田

姿郎・長岡亮・窪田健二・土宏之・

三和公・村元茂則・河野一輝・伊藤

久敏

2011

高レベル放射性廃棄物等の処分地選定のための概要調査技

術に係る実証研究―地質環境条件に応じた掘削・孔内調

査・試験手法の適用性と課題―

電力中央研究所報告 電力中央研究所 N15 1-117

56
近藤浩文・鈴木浩一・長谷川琢磨・

五嶋慶一郎・吉村公孝・村元茂則
2012

高レベル放射性廃棄物等の処分地選定のための概要調査技

術に係る実証研究（その2）―沿岸域堆積軟岩地点における

地質環境モデルの構築と地表物理探査手法の検証ー

電力中央研究所報告 電力中央研究所 N11038 1-30

57 伊藤成輝・越谷賢・丸井敦尚 2010
幌延沿岸域における地下水流動・塩淡境界解析の初期モデ

ル構築
地下水学会誌 日本地下水学会 第 52巻 第 4号 381~ 394
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58
今井久・塩﨑功・山下亮・操上広

志・新里忠史・安江健一・前川恵輔
2007

気候・海水準変動が地下水流動に与える影響に関する解析

的検討

―北海道 幌延地域を例として―

ハザマ研究年報
株式会社 安藤・間

技術研究所
1-7

59
前川恵輔・三枝博光・稲葉薫・下河

内隆文
2010

幌延沿岸域を対象とした地下水流動評価のためのモデル

化・解析
Jaea-Research 日本原子力研究開発機構 2010 001 1-238

60 酒井利彰・井岡聖一郎・五十嵐敏文 2012
サロベツ原野南部における沖積層の水文地質構造と地下水

流動
応用地質 日本応用地質学会 53 4 172-182

61 原子力環境整備・資金管理センター 2009
平成20年度地層処分技術調査等委託費地層処分共通技術調

査　沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発報告書
報告書 経済産業省 1 1 18-17

62

馬原保典・中田英二・大山隆弘・宮

川公雄・五十嵐敏文・市原義久・松

本裕之

2006

化石海水の同定法の提案

一太平洋炭鉱における地下水水質・同位体分布と地下水年

代評価一

地下水学会誌 日本地下水学会 48 1 17～33

63 酒井隆太郎・宗像雅広・木村英雄 2008
天然事象の地下水流動系への影響シナリオの検討―海面変

化の例ー
JAEA-Research 日本原子力研究開発機構 122 1-18

64 登坂博行 2002

地質時間にわたる淡塩漸移帯の形成過程と形態変化に関す

る数値解析的検討（その１）ー静的境界条件下における検

討ー

応用地質 日本応用地質学会 43 5 293-305

65 登坂博行 2002

地質時間にわたる淡塩漸移帯の形成過程と形態変化に関す

る数値解析的検討（その2）ー動的境界条件下における検

討ー

応用地質 日本応用地質学会 43 5 306-316

66 徳永朋祥 2004 沿岸域の地下水環境と長期地球表層プロセス 地下水技術 地下水技術協会 46 3 1-9

67
長谷川琢磨・五十嵐敏文・田中靖

治・増田良一
2000 沿岸海底下の地下水流動状況に関する検討 土木学会第55回年次学術講演会 土木学会 CS-137

68 林幸司・内野健一・井上雅弘 2005 池島炭鉱における坑内湧水について 地下水学会誌 日本地下水学会 47巻 1 117～127

69 長谷川琢磨・宮川公雄 2009
海水準変動を考慮した地下水流動モデルの検証ー花崗岩が

分布する沿岸域を対象としてー
電力中央研究所報告 電力中央研究所 N08013 1-20

70

杉本映湖・菱谷智幸・戸井田克・川

端淳一・西垣誠・河西基・長谷川琢

磨

2002

既存情報に基づく塩水地下水流動解析モデリングのケース

スタディ（その３）―海水準変動の違いが地下水流動状況

や塩水分布に及ぼす影響の検討―

土木学会第57回年次学術講会 土木学会 CS10-025 431-432

71 相原裕一 1978 池島炭鉱における海上ボーリングについて 日本鉱業会誌 日本鉱業会 94 1088 695-696

72
Mizukami M.,Sakai H., Matsubaya

O.,
1977

Na-Ca-Cl-SO,-type submarine formation waters at the

Seikan Undersea Tunnel, Japan. Chemical and isotopic

documentation and its interpretation

Geochimica et Cosmochimica Act Pargamon  Vol. 41,
pp. 1201 to

121
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73

小野昌彦・本高雄大・嶋田純・長谷

川琢磨・中田弘太郎・利部慎・工藤

圭史

2014
沿岸域における地下水位の回復に伴う地下水塩水化現象の

解明―熊本県荒尾市における事例ー
地下水学雑誌 日本地下水学会 56 3 189-208

74 村下敏夫 1982 本邦における地下水の塩水化 地質調査所月報 地質調査所 33 10 479－530

75 池田喜代治 1967
地下水の塩水化についての研究

第2報　塩水化地下水の地球化学的研究
地質調査所月報 地質調査所 18 6 15-33

76
御園生敏治・麻植久史・小池克明・

嶋田純・吉永徹・井上誠
2012

電気探査法による有明・八代海の海底下浅部の地質構造の

イメージングと地下水湧出経路推定への応用
応用地質 日本応用地質学会 53 5 235-244

77 井上誠 2005 海底電気探査システムの開発と適用事例 物理探査 日本物理探査学会 58 3 241-250

78 笠谷貴史・後藤忠徳・高木亮 2006
海洋における地殻構造探査のための電磁場観測技術とその

動向
物理探査 日本物理探査学会 59 6 585-594

79
塩手康之・田中和広・中田英二・飯

島幸夫
2006

沿岸海底下浅部における地下水分布と新たな間隙水抽出方

法の検討
日本応用地質学会平成18年度研究発表会講演論文集 日本応用地質学会 P45

80
小野雅弘・田中和広・嶋田純・大山

隆弘・鹿島幸夫
2004 長崎県池島炭鉱における地下水の同位体特性 日本応用地質学会平成16年度研究発表会講演要旨集 日本応用地質学会 35

81
後藤忠徳・笠谷貴史・木下正高・

三ヶ田均・嶋田純・ 佐藤壮
2004 地下水流動に伴う海底自然電位異常検出の試み JAMSTEC深海研究　 海洋科学技術センター 第24号 13-24

82

日比谷啓介・稲葉武史・塩釜幸弘・

山本拓治・升元一彦・古市光昭・三

枝博光・小出馨・尾方伸久

1999 我が国の地下水流動特性に関する研究 JNC TN7400 99-004 核燃料サイクル開発機構 1-314

83 中野孝教 2014 微量元素と安定同位体技術を用いた沿岸域の物質動態研究 日本水産学会誌 日本水産学会 80 5 841

84
中口譲・山口善敬・山田浩章・張

勁・鈴木麻衣・小山裕樹・林清志
2005

富山湾海底湧水の化学成分の特徴と起源一栄養塩と溶存有

機物一
地球化学 日本地球化学会 39 119－130

85
山本民次・中西夏希・武田一彦・友

澤裕介
2017

大黒神島および周防大島沿岸における海底湧水による物質

負荷
日本水産学会誌 日本水産学会 1-7

86

斎藤光代･小野寺真一･大久保賢治･

Stefanie Pietschmann･古森旭・

Alexian･有冨大樹･金広哲･丸山豊

2015 マルチトレーサー法による潮間帯での地下水流出の評価 日本水文科学会学術大会発表要旨集 日本水文科学会 3 29-30

87 菅原仁人 2006 秋田県象潟海岸域における地下水の湧出特性 秋田大学学術リポジトリ 秋田大学 17-20
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88
中屋真司･関谷龍都･高田遼吾･安元

純･益田晴恵
2018 与論島の陸域地下水の海域への影響に関する予察的調査 地下水学会春季講演会講演要旨 日本地下水学会 P-01

89
前川恵輔･三枝博光・稲葉薫･下河

内隆文
2009 沿岸域を対象とした地下水流動評価手順･判断根拠等の整理 地下水学会秋季講演会講演要旨 日本地下水学会 73

90
安元純・中村真也・中野柘治・田原

迫健二
2010

沖縄本島南部地域における海底地下水湧出とそれに伴う栄

養塩負荷量
地下水学会秋季講演会講演要旨 日本地下水学会 49

91
柏谷公希･長谷川琢磨･中田弘太郎･

富岡祐一･後藤和幸･橘川貴史
2010 北海道幌延町沿岸域における地下水年代調査 地下水学会秋季講演会講演旨 日本地下水学会 42

92 井川他 2010 沿岸域における深部地下水の地球化学的特性 地下水学会秋季講演会講演旨 日本地下水学会 29

93

長谷川琢磨･中田弘太郎･近藤浩文･

五嶋慶一郎･村元茂則･富岡祐一･後

藤和幸･柏谷公希

2010
地下水年代測定による三浦半島西部沿岸域での地下水の流

動性評価
地下水学会秋季講演会講演旨 日本地下水学会 25

94
後藤和幸・近藤浩文・長谷川琢磨・

田中靖治・五嶋慶一郎･村元茂則
2010

沿岸域での水理調査における水質変化の影響について

-間隙水圧測定の留意点-
地下水学会秋季講演会講演旨 日本地下水学会 12

95

松尾雄司・高橋康裕・萩沼真之・鈴

木和則・菱谷智幸・前村庸之・杉本

映湖

2005 非ダルシー性を考慮した移流分散解析に係わるコ-ド改良 地下水学会秋季講演会講演旨 日本地下水学会 65

96 張勁 2005 沿岸海底湧水の地球化学とその海洋学的意義 日本地球化学会第51回年会講演要旨集 日本地球化学会 ２A 11

97

広城吉成・神野健二・佐伯和利・池

見洋明・岩月輝希・松岡信明・岡村

正紀・田籠久也

2002 環境同位体による塩水化地下水の地球化学的考察 水工学論文集 土木学会水工学委員会 46 205-210

98

広城吉成・神野健二・佐伯和利・池

見洋明・呉潤根・松岡信明・岡村正

紀・田籠久也

2002

塩水化地下水の地球化学的水質特性

一韓国・濟州島東部、千葉県長生村、福岡県津屋崎町、福

岡市西区元岡一

地下水学会誌 日本地下水学会 44 3 227-238

99 伊藤成輝、丸井敦尚､宮越昭暢 2005
茨城県東海村の原研南地区沿岸域における塩淡境界の形状

評価と観測井水温の多点連続観測結果
日本応用地質学会

100
山本修一・吉村公孝・岡本修一・大

久保秀・井尻裕二
2005

海水準変動を考慮した沿岸地域の地下水流動に及ぼす地層

構造の影響について
土木学会第60回年次学術講演会要旨 土木学会 3 307

101
與田敏昭・徳楠充宏・伊藤成輝・西

垣誠
2004 地層への塩分吸着が塩淡境界挙動に与える影響の検討 土木学会第59回年次学術講演会要旨 土木学会 CS1-017

102
吉村公孝・若松尚則・安藤賢一・橋

本秀爾・藪内聡・茂田直孝
2010

沿岸域の水理地質構造に着目した塩淡境界に関する地下水

流動解析
日本原子力学会「2010年春の年会」講演予稿集 日本原子力学会 I30



 

868 

 

 

表 1 文献調査リスト（国内事例）（つづき） 

  

103 萩沼真之・齋藤茂幸・羽根幸司 2010 沿岸堆積岩中の地下水流動に及ぼす難透水層の影響 日本原子力学会「2010年春の年会」講演予稿集 日本原子力学会 I32

104 佐野明子･徳永朋祥･菱谷智幸 2007
難透水性層が沿岸域の塩水･淡水挙動に与える影響一宇土半

島を対象とした数値解析による予察的検討一
日本地下水学会講演要旨 日本地下水学会 56

105
宮川公雄・馬原保典・田中和広・田

代寿春
2001 花崗岩沿岸地域における地下水流動 月刊地球 海洋出版株式会社 23 12 887-893

106
嶋田純・小島圭二・小原欽一・山川

稔
2001 沿岸域における炭坑掘削に伴う海水浸入の評価 月刊地球 海洋出版株式会社 23 12 874-879

107

浅井和見・浅井和由・林武司・草野

由貴子・茂木勝郎・安原正也・森川

徳敏・高橋浩

2013 鳥海山の海底湧水の滞留時間推定 日本地球惑星科学連合大会予稿集 日本地球惑星科学連合大会 AHW26 P02

108
浅井和見・茂木勝郎・長谷川和宏・

浅井和由
2009

水質・同位体・溶存ガス（CFCs,SF6）分析のための海底湧

水採取方法の開発
日本地球惑星科学連合大会予稿集 日本地球惑星科学連合会 H128 P009

109 林美鶴・藤井智康・谷口真人 2009 御前浜潮間帯付近の水収支 日本地球惑星科学連合大会予稿集 日本地球惑星科学連合会 H211 004

110
杉本亮・本田尚美・鈴木智代・落合

伸也・谷口真人・長尾誠也
2014

夏季の七尾湾西湾における地下水流出が底層水中の栄養塩

濃度に及ぼす影響
水産海洋研究 水産海洋学会 78 2 114–119

111 伊藤成輝・丸井敦尚 2007 全国一級河川の海底地下水湧出量評価における問題点 地質ニュース 産業技術総合研究所 640 51-57

112
伊藤成輝・丸井敦尚・宮越昭暢・ガ

ヤルドアドリアン・市村隆人
2007

揚水に伴う沿岸域堆積軟岩中の塩淡境界形状と地下水流動

の変化
地下水学会誌 産業技術総合研究所 49 1 33～48

113

松尾雄司・高橋康裕・萩沼真之・鈴

木和則・菱谷智幸・前村庸之・杉本

映湖

2005
塩水および温度による密度流を考慮した移流分散解析に係

わるコード改良
日本地下水学会秋季講演会講演旨 日本地下水学会 64

114
町田功・小野昌彦・越谷賢・井川怜

欧・丸井敦尚
2015

深度150mの淡水一塩水境界上部から得られた塩水の14C調

整年代
2015年度日本水文学会学術大会発表要旨集30 日本水文科学会 P12

115
前川恵輔･新里忠史・今井久･塩崎

功･山下亮
2010

地質環境の長期変遷を考慮した地下水流動解析手法の汎用

性向上
日本地下水学会秋季講演会講演要旨 日本地下水学会 64

116 池田喜代治 1985
海岸平野における塩水化地下水の水・堆積物相互作用と化

学組成
Jpn.J.Limnol. 日本陸水学会 46 4 303-314

117
井川怜欧･町田功・越谷賢･小原直

樹･丸井敦尚
2012

沿岸域の低透水性堆積岩における間隙水質の鉛直プロファ

イル
地下水学会秋季講演会講演旨 日本地下水学会 31

118
近藤浩文・鈴木浩一・長谷川琢磨・

濱田崇臣・吉村公孝
2014

地層処分地選定のための地質環境調査技術の実証研究：調

査段階に応じた地質環境モデルの構築と調査手法の適用性

検討

地質学雑誌 日本地質学会 120 12 447-471
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119
今泉眞之・奥島修二・塩野隆弘・竹

内睦雄・小前隆美
2002

琉球石灰岩帯水層における塩水侵入の実態―米須地下ダム

流域を例として―
農業土木学会論文集 農業土木学会 No.221 11～23

120
今井久･塩崎功･山下亮･前川恵輔･

新里忠史
2009

地質環境の長期変遷を考慮した地下水流動解析手法の開発

と課題
日本地下水学会秋季講演会講演旨 日本地下水学会 9

121 水上正勝 2004 凝灰岩層における水-岩石相互作用と長期安定性 月刊地球,地質環境の長期安定性一高レベル放射性廃棄物の地層処分と地球科学海洋出版株式会社 26 7 480-485

122
長谷川琢磨･中田弘太郎･富岡祐一･

柏谷公希･深堀大介
2014 幌延沿岸域における地下水年代調査 日本地下水学会秋季講演会講演要旨 日本地下水学会 47

123
産業技術総合研究所（深部地質環境

研究コア）
2012

概要調査の調査・評価項目に関する技術資料－立地要件へ

の適合性とその根拠となる調査結果の妥当性－レビュー版
地質調査総合センター研究資料集 産業技術総合研究所 556 1-112

124 産業技術総合研究所 2012
沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発

平成24年度成果報告書 産業技術総合研究所 1-521

125 丸井敦尚・町田功・井川怜欧 2021 沿岸域における深層地下水の研究とその社会的な役割 シンセシオロジー 産業技術総合研究所 13 1 17-28

126 笹本広 2014
沿岸域プロジェクト

－関係機関における議論の内容と得られた成果の概要－
JAEA-Review 2014-015 日本原子力研究開発機構 1-35

127 丸井敦尚 2012 水循環における深層地下水の役割 日本水文科学会誌 日本水文科学会 42 2 61-68

128 福田裕毅 2021 海底湧水が沿岸環境に及ぼす影響 北水試だより 北海道立総合研究機構 102 報文番号Ｂ2451

129
中島壽視・杉本亮・富永修・竹内

優・本田尚美・小路淳・谷口真人
2018

短寿命放射性同位元素222Rnと224Raを用いた瀬戸内海沿岸

域の海底地下水湧出量評価
日本地球惑星科学連合2018年大会 日本地球惑星科学連合 ACG42-05

130 丸井敦尚 2014 首都圏の深層地下水 地学雑誌 東京地学協会 123 2 172～181

131 石飛智稔･谷口真人･嶋田純 2004 大潮一小潮の潮位変化による海底地下水湧出量の変化 日本地下水学会講演要旨 日本地下水学会 6 16-19

132
池田秀康・高橋一意・矢島一昭・白

石知成
2005 六ヶ所村周辺の広域地下水流動についての考察 日本地下水学会講演要旨 日本地下水学会 18 88-93

133
八田真理子・張勁・佐竹洋・石坂丞

二・中口譲
2005

富山湾の水塊構造と河川水・沿岸海底湧水による淡水フ

ラックス
地球化学 日本地球化学会 39 157-164

134
大橋伸行･広城吉成・神野健二･新

井田浩・堤教
2004

降雨浸透および地下水揚水の影響を受ける沿岸低地部帯水

層における淡水～塩水境界の挙動特性
日本地下水学会講演要旨 日本地下水学会 47 168-171

135
小野寺真一・斉藤光代･大西晃輝・

清水裕太･徳増実
2010

大規模河口干潟におけるラドン濃度分布及び地下水湧出特

性
日本地下水学会秋季講演会講演要旨 日本地下水学会 24
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136
亀山宗彦・角皆潤・蒲生俊敬・張

勁・鈴木麻衣・小山裕樹
2005

溶存メタンを指標に用いた富山湾海底湧出地下水の地球化

学的研究
地球化学 日本地球化学会 39 131-140

137
中田英二・小野雅弘・市原義久・飯

島幸夫
2006 沿岸海底下における地下水質分布 日本応用地質学会研究発表会講演論文集 日本応用地質学会 P477-478

138 髙本尚彦・白石知成 2019 沿岸域における地下水環境変遷状況の追跡技術 清水建設研究報告 清水建設 97 115-122

139
八谷陽一郎・日野岡聴・下山正一・

三浦哲彦
2002 白石平野における地下水塩水化メカニズム 土木学会論文集 土木学会 No.706 VII-23 51-59

140
井川怜欧・嶋田純・佐伯憲一・谷口

真人
2005 静岡平野における地下水流動系 地球化学 日本地球化学会 39 107－118

141 浦沢知紘・張勁・稲村修 2015
炭素・窒素安定同位体比による富山湾沿岸生態系への陸域

からの影響の把握
日本地球化学会第62回年会講演要旨集 日本地球化学会 2A07

142
小島圭二・大西有三・渡辺邦夫・西

垣誠・登坂博行・嶋田純・青木謙治
2007

深部地質環境の調査解析技術の体系化に関する研究;平成17

年度(委託研究)

2.5地下水の地球化学的特性調査に関する研究（熊本県宇土

半島の火山岩流域における広域地下水流動の実態解明に関

する研究）

JAEA-Research 日本原子力研究開発機構 2007 06 178-197

143
鶴旨純･矢島一昭・亀谷泰久･蒲池

孝夫･白石知成･富岡祐一
2008 安定同位体比等を用いた地下水流動解析モデルの確証 日本地下水学会講演要旨 日本地下水学会 10 38-43

144
杉俊二･矢島一昭･大野真知子･佐々

木泰･白石知成
2013

地下水水質分布に基づく新第三紀堆積岩中の地下水流動の

検討
日本地下水学会講演要旨 日本地下水学会 35 152-157

145 白石知成・大野真知子・佐々木泰 2013 地下水流動解析におけるモデルの検証 日本地下水学会講演要旨 日本地下水学会 36 158-163

146 井上大輔・嶋田純・長谷義隆 2004
環境同位体･地下水ポテンシャルに基づく火成岩流域の広域

地下水流動
日本地下水学会講演要旨 日本地下水学会 4 8-11

147

井川怜欧・町田功・小野昌彦・平野

智章・丸井敦尚・内田洋平・吉岡真

弓・シュレスタガウラブ・クラウ

ディアハートヴィッグ・村中康秀・

神谷貴文・渡邊雅之

2014 沿岸域の水理地質環境 地質調査総合センター速報No.65 平成25年度沿岸域の地質・活断層調査研究報告地質調査総合センター 77-110

148 谷口真人 2007 海への地下水流出と海底再循環水による物質負荷 日本地球惑星科学連合2007年大会 日本地球惑星科学連合会 H213-009

149 田畑育海・宮岡邦任 2009 伊勢湾沿岸域における海底地下水流出特性 日本地球惑星科学連合2009年大会 日本地球惑星科学連合会 H211-007
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150 谷口真人 2016 Ⅰ-1　水文学と水産学の接点および世界の研究動向 日本水産学会誌 日本水産学会 82 5 806

151
山田直之・杉本芳博・有川虞伸・守

友常雄
2005

汽水性の沼で実施した比抵抗探査による地下水電気伝導度

の推定
日本地下水学会講演要旨 日本地下水学会 4 8-11

152
国立研究開発法人産業技術総合研究

所
2018 自然事象等の評価手法に関する調査 平成29年度原子力規制庁委託成果報告書 産業技術総合研究所 1 1 4-5

153 山田誠・杉本亮・中島壽視 2019
小浜湾海底下の淡水性地下水の分布と周辺陸域地形との関

係
日本地球惑星科学連合2019年大会講演予稿集 日本地球惑星科学連合 ACG40 2

154

Kobayashi S, Sugimoto R, Honda

H, Miyata Y, Tahara D, Tominaga

O, Shoji J, Yamada M, Nakada S,

Taniguchi M,

2017

High-resolution mapping and time-series measurements

of 222Rn concentrations and biogeochemical properties

related to submarine groundwater discharge along the

coast of Obama Bay, a semi-enclosed sea in Japan

Progress in Earth and Planetary Science, Springer Open  1-15.

155

山田 誠, 小路 淳, 寺本 瞬, 大沢 信二,

 三島 壮智, 杉本 亮, 本田 尚美, 谷口

真人,

2016
夏季の大分県日出町沿岸部におけるドローンを用いた海底

湧水の探索
日本水文科学会誌 日本水文科学会 46 巻 1 号  p. 29-38

156
佐藤 真也, 後藤 忠徳, 笠谷 貴史, 川

田 佳史, 岩本 久則, 北田 数也,
2017 独立成分分析を用いた海底自然電場データのノイズ除去 物理探査 物理探査学会 70 巻  p. 42-55

157

徳永 朋祥, 中田 智浩, 茂木 勝郎, 渡

辺 正晴, 嶋田 純, 張 勁, 蒲生 俊敬,

谷口 真人, 浅井 和見, 三枝 博光,   

2003
沿岸海底から湧出する淡水性地下水の探査および陸域地下

水との関連に関する検討
地下水学会誌 日本地下水学会 45 巻  2 号  p. 133-144

158

庄子 仁, Young K. JIN, Anatoly

OBZHIROV, Alexander

SALOMATIN, Boris BARANOV,

Vyacheslav GLADYSH, 八久保 晶

弘, 南 尚嗣, 山下 聡, 高橋 信夫,

2009 オホーツク海のメタンハイドレートとプルーム 地学雑誌 東京地学協会 118 巻  1 号  p. 175-193

159
南宏貴, 水路学および海洋学研究の

報告 47巻pp. 66-71
2011 黒島海丘における海底地形調査報告 平成18年度　電気関係学会東北支部連合大会　 海上保安庁海上海洋局刊行物
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160

芦 寿一郎（東京大学），坂口有人

（JAMSTEC），川田佳史・山野

誠・小嶋孝徳・多良賢二・中村祐

貴・喜岡新・澤田律子・矢ヶ崎一浩

（東京大学），橋本善孝・山口美華

（高知大学），後藤秀作（産総

研），沖田正明・田中 誠（京都大

学），小野寺拓哉（日海事）,

2013 熊野沖分岐断層における湧水観測 －NT12-18 航海概要－ ブルーアース2013, ポスターセッション 海洋研究開発機構 BE13 P70

161 吉村 公孝, 大久保 秀一, 山根 一修, 2006
海底電磁法探査による伏在断層や地下水理情報の取得可能

性について
地学雑誌 東京地学協会 115 巻  3 号  p. 400-415

162
小玉 英幸, 景山 陽一, 西田 眞,

2006
多時期リモートセンシングデータを用いた沿岸海域におけ

る海底地下水湧出地点の特徴解析
平成18年度　電気関係学会東北支部連合大会 電気関係学会東北支部連合大会講演論文集 講演論文集 平成20年度　電気関係学会東北支部連合大会　講演論文集　

電気関係学会東北支部連合大会実行委員

会

163
柴田 智恵子, 景山 陽一, 西田 眞,

2008
リモートセンシングデータを用いた鳥海山沿岸海域におけ

る地下水湧出地点の特徴解析
電気関係学会東北支部連合大会講演論文集

電気関係学会東北支部連合大会実行委員

会

164
景山 陽一, 柴田 智恵子, 西田 眞, 小

玉 英幸,
2009

ランドサットETM+データを用いた鳥海山沿岸海域におけ

る地下水湧出地点の検出
システム制御情報学会論文誌 システム制御情報学会 22 巻 5 号 p. 169-176

165 中谷 祐介, 西田 修三, 大城 光, 2016 222Rn を用いた大阪湾における地下水湧出現象の調査解析 土木学会論文集B1（水工学） 土木学会 72 巻 4 号
p. I_961-

I_966

166 光畑 裕司, 2006 電磁探査法による海岸平野における高塩分地下水調査 地学雑誌 東京地学協会 115 巻 3 号 p. 416-424

167
小玉 英幸, 景山 陽一, 西田 眞, 関本

隼也,
2005

沿岸海域の環境情報とリモートセンシングデータとの関連

に関する検討
 電気関係学会東北支部連合大会講演論文集

電気関係学会東北支部連合大会実行委員

会

168 丸井 敦尚, 林 武司, 2001 塩淡境界面の三次元的形状把握に関する研究 資源と素材　 資源・素材学会 117 巻 10 号 p. 816-821

169
笠谷 貴史, 後藤 忠徳, 佐藤 壮, 嶋田

純,
2006 八代海干潟での VLF-MT 探査による湧水検出 物理探査　 物理探査学会 59 巻 5 号 p. 497-504

170 白井 光, 景山 陽一, 西田 眞, 2012

12-15 異なるセンサで取得されたリモートセンシングデー

タによる鳥海山沿岸海域を対象とした地下水湧出地点の特

徴解析(第12部門 メディア工学4)

 映像情報メディア学会冬季大会講演予稿集　 映像情報メディア学会
セッション

ID: 12-15

171 井口 博夫, 安部 健作, 笠原 茂, 2007 VLF-MT法による西宮市御前浜干潟の浅部地下水の挙動 物理探査　 物理探査学会 60 巻 6 号 p. 507-514
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172
中田聡史, 山野博哉, 梅澤有, 藤田昌

史, 渡邊真砂夫, 谷口真人, 日
2010

比抵抗法による環礁州島における帯水層の塩水化評価(電気

抵抗率を用いた環礁諸島の帯水層塩類化の評価)
本リモートセンシング学会誌 日本リモートセンシング学会 Vol.30  No.5 (2010)  P317-331

173
後藤 忠徳, 桜井 紀旭, 高木 亮, 笠谷

貴史,
2009

海底電磁探査の近年の進歩とメタンハイドレート検出への

適用
地学雑誌　 東京地学協会 118 巻 5 号 p. 935-954

174 谷口 真人, 2001 「地下水と地表水・海水との相互作用」7.直接測定法 地下水学会誌　 日本地下水学会 43 巻 4 号 p. 343-351

175 島田純, 2019 地表面下の水循環プロセスの見える化とその展望 日本水文科学会誌　 日本水文科学会 第49 巻， 第1 号，
43–50

（2019）

176 西村 清和, 松林 修, 1996
光ファイバ分布型温度センサの海洋および湖沼調査への適

用
海洋調査技術 海洋調査技術学会 8 巻 1 号

p. 1_17-

1_31

177 谷口真人・石飛智稔 2008
鳥海山麓遊佐町沿岸における物理探査法を用いた海底地下

水湧出評価
日本地球惑星科学連合大会予稿集 日本地球惑星科学連合 O218-012

178 竹井務・小野寺真一 2004 潮間帯における海底地下水湧出の3次元的不均一性 日本地下水学会講演要旨 日本地下水学会 49 176-177

179

山田誠・小路淳・寺本瞬・大沢信

二・三島壮智・杉本亮・本田尚美・

谷口真人

2016
夏季の大分県日出町沿岸部におけるドローンを用いた海底

湧水の探索
日本水文科学会誌 日本水文科学会 第 46 巻， 第 1 号， 29–38

180 林武司・丸井敦尚・安原正也 1999 利尻島における陸水および海底湧出地下水の水質特性 日本水文科学会誌 日本水文科学会  第29巻 第 3号 123～138
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第１章 はじめに 

本付属書は、令和 3 年度 高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業（沿

岸部処分システム評価確証技術開発）報告書（以下、令和 3 年度報告書とする）のうち 4-1

節の「セメント系材料の短期的な変質挙動に関する知見拡充」において、本文中に掲載して

いない各種分析の測定データ等を記したものである。 

 

本付属書に

おける章 
内容 

令和 3 年度報告書

に対応する項 

2 詳細浸漬試験の結果 4-1(5)②(c) 

3 フロースルー試験の結果 4-1(6)②(c) 

4 セグメントコンクリートの浸漬試験の結果 4-1(6)③(c) 

5 二次鉱物生成確認試験の結果 4-1(6)④(b) 

 

第２章 詳細浸漬試験の結果 

令和 3 年度は、セメント系材料の化学変質に伴う力学的特性に関する検討（本編 4-1(5)

項）において、5 種類の模擬地下水及び 2 種類の沿岸実地下水を用いたバルクのセメントペ

ーストの浸漬試験を実施した（以下、詳細浸漬試験とする）。ここでは、本編で掲載しいて

いない低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価、空隙分布および元素組成分布の結果

について示す。 

 

2-1 試験条件 

セメントペースト作製に用いた材料を表 2-1-1 に、試験試料の構成割合を表 2-1-2 に、

模擬地下水の化学組成を表 2-1-3 に、詳細浸漬試験の試験水準を表 2-1-4 に、試験の試験

条件を表 2-1-5 に、詳細浸漬試験の模式図を図 2-1-1 に示す。 

 

表 2-1-1 セメントペースト作製に用いた材料 

材料 詳細（メーカー等） 
密度 

(g / cm3) 

練水 W 上水 - 1.00 

セメント C 
普通ポルトランド

セメント(OPC) 
太平洋セメント製 3.16 

混和材 BFS 高炉スラグ 関東エスメント社製：エスメント 4000 2.89 

急結剤 A 急結剤 
太平洋マテリアル社製：太平洋ショット

マスターA（高強度用、セメント鉱物系） 
− 
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表 2-1-2 詳細浸漬試験試料の構成割合 

想定コンク

リート 

試験体の

種類 

混和材/ 

粉体

(％) 

W/C 

(％) 

ペースト材料の構成割合（wt ％） 

W C BFS A 

吹付けコン

クリート 

OPC － 45 29.0 64.5 － 6.5 

BFSC 45 45 29.0 35.5 29.0 6.5 

セグメント 
OPC － 40 28.6 71.4 － － 

BFSC 45 40 28.6 39.3 32.1 － 

W：上水、C：OPC、BFS：高炉スラグ、A：急結剤 

 

表 2-1-3 模擬地下水の化学組成 

地下水名 
成分濃度(mg/L) 

Na Cl SO4 HCO3 K Ca Mg 

人工海水
（海水 I） 

11,000 20,000 2,700 150 420 390 1,300 

海水 A 3,178 3,200 2,100 260  

海水 B 4,339 5,800 1,200 9 

海水 C+D 4,616 6,600 49 830 

海水 G 12,487 19,000 37 390 

降水 A 714 130 1,300 20 

降水 B+C 755 360 790 380 

降水 D+F 1,183 190 10 2,800 

降水 E 655 870 79 140 

※人工海水は、八洲薬品社、金属腐食試験用アクアマリンを使用。 
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表 2-1-4 詳細浸漬試験の試験水準 

地下水名 
人工海水 

（海水 I） 
海水 B 海水 G 降水 A 

降水

D+F 

実地

下水 

② 

実地

下水 

③-1 

ペースト

種類 

セメン

ト種類 

浸漬 

3M 

浸漬 

10M 

浸漬 

3M 

浸漬 

3M 

浸漬 

3M 

浸漬 

3M 

浸漬 

10M 

浸漬 

10M 

吹付けコ

ンクリー

トのペー

スト相当 

OPC ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇 

BFSC ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇 

セグメン

トのペー

スト相当 

OPC ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇 

BFSC ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇 

◎：令和 3 年度に分析を実施 〇：令和 4 年度に分析実施予定 

実地下水②：FGB-2_167.70～171.78m 

実地下水③-1：FGB-2_214.75～220.52m 

 

表 2-1-5 詳細浸漬試験の試験条件 

項目 詳細 

試験体条件 

試料形状 開放面 20 mm 角、長さ 40 mm 

開放面 切断面 

前養生 常温水中、3 か月以上 

浸漬試験条件 
浸漬液量 500 ml / 試料 

接液面状態 開放面を下向き静置 
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図 2-1-1 詳細浸漬試験の模式図 

 

2-2 低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価 

（１）試験方法 

試料を接液面から鉛直方向に切断し、接液面からの Ca 溶脱や地下水成分との反応による

二次鉱物生成に伴う低アルカリ化及び Cl 浸透の状況を呈色試験により確認した。 

低アルカリ性化した領域の観察は、JIS A 1152「コンクリートの中性化深さの測定方法」

に従い確認した。本法は、pH 10 以上で無色から紫色に変色するフェノールフタレイン試薬

を用いて、その着色状況からコンクリートの中性化深さを測定する試験である。主にセメン

ト系材料の炭酸化領域の観察に用いる方法であるが、高 pH の領域で濃い赤紫色を呈し、低

pH（10 以下）の領域で無色～薄紫色を呈する性質から、本検討では、Ca の溶脱部や地下

水成分との反応で低アルカリ化した領域の判定に用いた。 

塩素浸透深さの観察は、土木学会規準「実構造物におけるコンクリート中の全塩化物イオ

ン分布の測定方法(案)(JSCE-G 573-2003)」に示されている、コンクリート試験体に 1 / 10 

mol / L 硝酸銀溶液を塗布し、簡易的に塩素の浸透領域を確認する方法を適用した。これは、

硝酸銀溶液に塩化物イオンが反応すると白色の塩化銀沈殿が生成する反応を利用した方法

である。 

 

（２）低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価の結果 

低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの測定結果を表 2-2-1 及び図 2-2-1 に示す。 

フェノールフタレインの塗布面から、いずれの試料においても pH 低下領域は認められな

かった。このことから、接液面から著しい Ca 溶脱や炭酸化による pH 低下は生じていない

と考えられる。硝酸銀塗布面の観察結果から、人工海水、海水 B、海水 G に浸漬した試料

への Cl の浸透が認められた。吹付けコンクリートのペースト相当、セグメントコンクリー

トのペースト相当ともに、BFSC より OPC の方が、Cl が内部まで浸透しており、EPMA

測定の結果と整合している。また、Cl 濃度が最も高い人工海水に浸漬した試料の Cl が最も

内部まで浸透していた。 
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表 2-2-1 低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価の結果 

試料名 液相 

呈色深さ(mm) 

低アルカリ性

化領域 
塩素浸透深さ 

吹付け OPC コンクリート

のペースト相当 

人工海水 0 8 

海水 B 0 6 

海水 G 0 7 

降水 A 0 0 

降水 D+F 0 0 

吹付け BFSC コンクリー

トのペースト相当 

人工海水 0 3 

海水 B 0 0 

海水 G 0 3 

降水 A 0 0 

降水 D+F 0 0 

セグメント OPC 

のペースト相当 

人工海水 0 13 

海水 B 0 8 

海水 G 0 7 

降水 A 0 0 

降水 D+F 0 0 

セグメント BFSC 

のペースト相当 

人工海水 0 3 

海水 B 0 1 

海水 G 0 2 

降水 A 0 0 

降水 D+F 0 0 



 

 

 

8
9

2
 

 

図 2-2-1 詳細浸漬試験の浸漬後 3 か月の呈色試験の結果 
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2-3 空隙率の測定 

（１）空隙率の測定方法 

セメント硬化体の空隙量と圧縮強度等の力学特性とは関連性が高いことは知られている。

本検討においても浸漬試料の空隙量の変化とビッカース硬度の変化の関係を整理する目的

で、水銀圧入式ポロシメータを用いて空隙データを取得する計画である。しかし、模擬地下

水に 3 か月浸漬した試験体の EPMA 測定の結果、殆どの試験体の変質域は 1 mm に満たな

いため、水銀圧入式ポロシメータによる空隙径分布の測定に必要な試料量を確保すること

ができない。そこで、本項では、水銀圧入による空隙率の測定に代わるセメントの空隙率変

化の指標として SEM の反射電子像の測定で得た輝度を用い健全域と比較して輝度が低下

した領域を変質域と定義してその面積率を求めた（船越他, 2012）。大きな化学組成の変化

はなく、Ca の溶脱による空隙の増加が輝度の変化に表れることにより、初期の化学組成が

同じ健全部と輝度を比較して空隙率の変化を判断した。本項では、SEM 観察を実施して反

射電子像を取得し、画像データの任意の輝度に閾値を置き二値化することで密度が低い領

域と高い領域に分離した。測定位置は、ビッカース硬度の測定と同じ変質部（深度 0.3 mm）

および健全部とした。反射電子像の取得条件は、観察視野を 1,000 倍として、各位置で 2 点

以上の反射電子像を撮影した。また、低密度領域と高密度領域の二値化には、ひび割れや研

磨傷による原子密度の変動の影響は考慮しないこととした。以上の条件で取得した低密度

領域を面積率として算出し、ビッカース硬度との関係を整理した。 

健全部の低密度領域の面積率で規格化した「変質部/健全部の低密度領域の面積率比」を

用いることで、ペーストの種類が同一であれば面積率の変化を比較することで密度変化の

推定が可能である。本規格化により算出された値は、面積率比が 1 以上であれば、変質部の

低密度領域は健全部より多いことを示す。 

 

（２）測定結果 

二値化画像から算出した低密度領域の面積率を表 2-3-1 に、変質部/健全部の面積率比と

ビッカース硬度比（ペースト）に図 2-3-1 示す。 

面積率比の算出の結果、多くの水準で変質部の反射強度の低下領域は健全部より多いこ

とを確認し、これにより健全部と比較して変質部の空隙が増加している可能性が考えられ

る。一方、これらの結果と、同様に健全部の値で規格化したビッカース硬度比を比較すると、

硬度比が低い（健全部と比較して硬度が低い）ほど、面積比が高い（健全部と比較して反射

強度が低い領域が多い）傾向は確認できるものの相関性は低い。これは、変質部での模擬地

下水との接触による二次鉱物の生成等が輝度へ影響したことが考えられることから、今後、

EPMA の元素分布の測定結果等で変質状況を確認しつつ、また、水銀圧入式ポロシメータ

による空隙率の測定結果との比較により、輝度による微小領域の空隙率の変化を判断する

方法について検討が必要である。また、浸漬期間が短く、ビッカース硬度の有意な低下を確
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認していないことから、長期の浸漬試験を実施して化学的変質が進行した試料に対する空

隙率と力学特性の関係を整理する必要があると考える。 
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表 2-3-1 二値化画像から算出した低密度領域の面積率 

ペースト 

種類 
液相 

変質部(0.3 mm) 健全部 変質部/健全部比 

硬度 面積率 硬度 面積率 硬度比 面積率比 

吹付け 

OPC 

人工海水 49.1 43.93 

57.27 

30.42 0.86 1.44 

海水 B 27.70 35.69 0.21 0.48 169.54 

海水 G 44.67 45.43 27.06 0.78 1.68 

降水 A 46.44 45.79 5.30 0.81 8.64 

降水 D+F 57.15 46.83 45.01 1.00 1.04 

吹付け 

BFSC 

人工海水 56.81 52.79 

53.82 

64.39 1.06 0.82 

海水 B 41.54 56.29 25.70 0.77 2.19 

海水 G 49.58 50.62 43.55 0.92 1.16 

降水 A 43.86 48.67 22.13 0.81 2.20 

降水 D+F 54.34 59.70 38.53 1.01 1.55 

セグメント 

OPC 

人工海水 47.71 49.94 

49.47 

45.68 0.96 1.09 

海水 B 47.86 55.51 15.48 0.97 3.59 

海水 G 51.67 48.04 41.94 1.04 1.15 

降水 A 46.64 45.87 7.52 0.94 6.10 

降水 D+F 55.30 49.08 27.51 1.12 1.78 

セグメント 

BFSC 

人工海水 48.21 51.98 

45.06 

58.77 1.07 0.88 

海水 B 42.57 58.85 43.44 0.94 1.35 

海水 G 43.39 61.14 67.58 0.96 0.90 

降水 A 42.59 49.85 28.21 0.95 1.77 

降水 D+F 46.85 60.35 60.53 1.04 1.00 
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図 2-3-1 変質部/健全部の面積率比とビッカース硬度比（ペースト） 
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2-4 元素組成分布の測定 

（１）測定方法 

元素分布の測定は、電子線マイクロアナライザー(EPMA)を用いた面分析によって実施し

た。用いる試料は、コンクリートカッターで切断加工する際に試料端部の破損リスクを低減

させるため、ブロック状の試験体の周囲を樹脂で固め保護した。樹脂が硬化した後、試験体

を接液面から鉛直方向にカットして切断面の分析を行った。元素組成分析は、EPMA（日本

電子データム株式会社製、JXA-8100）を使用し、加速電圧 15 kV、照射電流 5 × 10-8 A、

ビーム径 50 µm、ピクセルサイズ 100 µm の条件で試料断面の分析をした。測定元素は、

Ca、Si、Al、Fe、Mg、S、Na、K 及び Cl の 9 元素とした。 

 

（２）元素分布の測定結果 

EPMA による元素組成分布の分析結果を図 2-4-1 から図 2-4-5 に示す。 
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図 2-4-1 人工海水浸漬試料（ペースト）の EPMA 測定結果 
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図 2-4-2 海水 B 浸漬試料（ペースト）の EPMA 測定結果 
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図 2-4-3 海水 G 浸漬試料（ペースト）の EPMA 測定結果 
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図 2-4-4 降水 A 浸漬試料（ペースト）の EPMA 測定結果 
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図 2-4-5 降水 D+F 浸漬試料（ペースト）の EPMA 測定結果 
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第３章 フロースルー試験の結果 

令和 3 年度は、現実的条件及び材料におけるセメント系材料の力学的特性の評価手法に

関する検討（本編 4-1(6)項）において、人工海水、沿岸実地下水（FGB-2 孔_167.70~171.78  

m）、降水 A を用いた吹付けコンクリートのフロースルー試験を実施した。ここでは、本編

で掲載しいていない、低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価および空隙分布、元素組

成分布の結果の詳細について示す。 

 

3-1 コンクリート試料の材料と配合 

フロースルー試験に用いた吹付けコンクリート試験体作製に用いた材料を表 3-1-1 に、

吹付けコンクリートのベースコンクリートの配合を表 3-1-2 に示す。 

  

表 3-1-1 吹付けコンクリート試験体作製に用いた材料 

材料 詳細 
密度 

(g/cm3) 

練水 W 上水 - 1.00 

セメント C OPC 太平洋セメント製 3.16 

混和材 BFS 高炉スラグ 関東エスメント社製：エスメント 4000 2.89 

骨材 

S1 細骨材（細目） 石灰石骨材（山口県美祢市大嶺町北分） 2.66 

S2 細骨材（粗目） 石灰石骨材（山口県美祢市大嶺町北分） 2.66 

G1 粗骨材（1505） 砕石骨材（山口県下関市小月町） 2.74 

混和剤 
SP1 高性能減水剤 

BASF 製 マスターグレニウム NT-

1000 
－ 

SP2 高性能減水剤 BASF 製 マスターグレニウム 8000S － 

急結剤 A 急結剤 
太平洋マテリアル社製：太平洋ショットマス

ターA（高強度用、セメント鉱物系） 
− 

 

表 3-1-2 吹付けコンクリートのベースコンクリートの配合 

試験

体の

種類 

W/C 

(％) 

s/a 

(％) 

混和材/

粉体

(％) 

単位量(㎏/ｍ3) 

W C BFS S1 S2 G1 
SP1※ 

(B×％) 

OPC 45 60 － 203 450  606 404 673 0.2 

BFSC 45 60 45 203 248 203 600 400 667 0.2 

注）※: SP1 は、B（結合材：OPC は C、BSFC は、C と BFS からなる）に対する質量割

合で添加した。また、A は、吹付け工程で B に対して質量割合で 10％を添加しているが、

配合表には含まない。 
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3-2 試験条件 

吹付けコンクリートのフロースルー試験の試験水準を表 3-2-1 に、試験条件を表 3-2-2

に、フロースルー試験の模式図を図 3-2-1 に示す。 

 

表 3-2-1 吹付けコンクリートのフロースルー試験の試験水準 

模擬地下水 人工海水 
人工海水 

流速変更 

実地下水 

② 
降水 A 

セメント名 1M 10M 30M 3M 10M 20M 3M 10M 20M 3M 10M 20M 

OPC ● 〇 △ ◎ △ △ ◎ △ △ ◎ △ △ 

BFSC ● 〇 △ ◎ △ △ ◎ △ △ ◎ △ △ 

●：令和 2 年度実施済  

〇：令和 2 年度に開始した試験を継続し、令和 3 年度に試料の各分析を実施 

◎：令和 3 年度に試験を開始し、元素組成分布の分析を実施 

△：令和 3 年度の結果に基づき、以後の試験を設定する 

実地下水②：FGB-2_214.75～220.52 m 

 

表 3-2-2 吹付けコンクリートのフロースルー試験の試験条件 

項目 詳細 

試験体条件 

試料形状 開放面 50 mm × 50 mm、長さ 200 mm 角柱 

開放面 吹付け型枠面 

前養生 打設後、常温で封緘養生 

模擬地下水条件 

流速１ 0.12 ml / cm2 / 日程度（2.9 ml / 1 試料面/日） 

流速 1 の水準の

試験の液性 

模擬地下水：人工海水（令和 2 年度開始） 

模擬地下水：降水 A（令和 3 年度開始） 

実地下水②（令和 3 年度開始） 

流速 2 1.2 ml / cm2/ 日程度（29ml / 1 試料面/日） 

流速 2 の水準の

試験の液性 
人工海水（令和 3 年度開始） 

その他 接液面状態 開放面の上部に 1 mm 幅の模擬流路 

実地下水②：FGB-2_214.75～220.52 m 
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図 3-2-1 フロースルー試験の模式図   

 

 

3-3 低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価 

（１）試験方法 

低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価の分析方法は Appendix Ⅵ 2-2（１）に示

している。 

 

（２）試験結果 

低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの測定結果(1/2)を表 3-3-1 に、低アルカリ性化領

域及び塩素浸透深さ測定結果(2/2)を表 3-3-2 に示す。 

フェノールフタレイン塗布による低アルカリ性化領域確認の結果、人工海水に 10 か月間

接触させた全ての試料、降水 A、FGB-2_214.75～220.52 m、人工海水（流速 10 倍）に 3

か月間接触させた全ての試料で pH 低下領域は認められなかった。このことから、接液面か

ら著しい Ca 溶脱や炭酸化による pH 低下は生じていないと考えられる。 

硝酸銀塗布面の観察結果から、地下水の Cl 濃度が低い降水 A を除く、人工海水、FGB-

2_214.75～220.52 m 及び人工海水（流速 10 倍）に接触した吹付けコンクリートは全ての

試料で Cl の浸透が確認された。全ての試料で同じ試験条件では、BFSC より OPC の方が、

Cl が内部まで浸透していることを確認した。人工海水の流速については、フロースルー試

験期間が同じ試験水準が存在していないので現時点でその影響を直接比較することはでき

ない。 
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表 3-3-1 低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さ測定結果(1/2) 

試験条件 

呈色深さ(mm) 

上段：令和 3 年度 試験期間 10 か月 

(下段：令和 2 年度 試験期間 1 か月) 

地下水 試料名 
フェノール 

フタレイン 
硝酸銀 

人工海水 

吹付け OPC コンクリート 
0 

(0) 

15 

(4) 

吹付け BFSC コンクリ－ト 
0 

(0) 

7 

(3) 

 

表 3-3-2 低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さ測定結果(2/2) 

試験条件 
呈色深さ(mm) 

試験期間 3 か月 

地下水 試料名 
低アルカリ性

化領域 
塩素浸透深さ 

降水 A 

吹付け OPC コンクリート 0 0 

吹付け BFSC コンクリート 0 0 

実地下水② 

吹付け OPC コンクリート 0 10 

吹付け BFSC コンクリート 0 3 

人工海水 

流速 10 倍 

吹付け OPC コンクリート 0 9 

吹付け BFSC コンクリート 0 4 

実地下水②：FGB-2_214.75～220.52 m 

 

3-4 空隙率の測定 

（１）空隙率の測定方法 

空隙率の測定方法は、Appendix Ⅵ 2-3 （１）に示す。 

本検討においてはフロースルー試験後の試料の空隙量の変化とビッカース硬度の変化の

関係性を整理する目的で、水銀圧入式ポロシメータを用いて空隙データを取得する計画で

ある。しかし、人工海水で 10 か月フロースルー試験した試験体の EPMA 測定の結果、変

質域は吹付け POC コンクリートで 1 mm 程度、吹付け BFSC コンクリートで 0.5 mm 程
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度のわずかな領域であったため、水銀圧入式ポロシメータによる空隙径分布の測定に必要

な試料量を確保することができない。そこで、本項では、水銀圧入による空隙率の測定に代

わるセメントの空隙率変化の指標として SEM の反射電子像の測定で得られた輝度を用い

健全域と比較して強度が低下した領域を変質域と定義してその面積率を求めた。 

 

（２）試験結果 

二値化画像から算出した低密度領域の面積率を表 3-4-1 に、変質部/健全部の面積率比と

ビッカース硬度比を図 3-4-1 に示す。 

本項では、詳細浸漬試験と同様に、健全部の反射強度の低下領域の面積率で規格化した

「変質部/健全部の面積率比」を用い面積率比を算出した。面積率比が 1 以上であれば、変

質部の低密度領域は健全試料より多いことを示す。 

面積率比の算出の結果、明確な面積率比の変化が確認されず、最も人工海水の影響を受け

た界面に着目してもコンクリート試験体の原子密度の変化は限定的であることを確認した。 

 

表 3-4-1 二値化画像から算出した低密度領域の面積率（10 か月） 

コンクリート種類 
変質部 健全部 変質部/健全部 

硬度 面積率 硬度 面積率 硬度比 面積率比 

吹付け OPC コン

クリ－ト 
53.57 42.53 51.98 39.03 1.03 1.09 

吹付け BFSC コン

クリ－ト 
57.46 36.14 50.08 47.04 1.15 0.77 

 

 

図 3-4-1 変質部/健全部の面積率比とビッカース硬度比 
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3-5 元素組成分布の測定 

（１）測定方法 

元素組成分布の測定方法は、Appendix Ⅵ 2-4 （１）に示す。 

 

（２）元素分布の測定結果 

EPMA による元素組成分布の分析結果を図 3-5-1 から図 3-5-4 に示す。 

 



 

 

 

9
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図 3-5-1 試験期間 10 か月コンクリート試料（人工海水）の EPMA 測定結果 

 

 

図 3-5-2 試験期間 3 か月コンクリート試料（降水 A）の EPMA 測定結果 
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図 3-5-3 試験期間 3 か月コンクリート試料（FGB-2_214.75～220.52m）の EPMA 測定結果 

 

 

図 3-5-4 試験期間 3 か月コンクリート試料（人工海水流速 10 倍）の EPMA 測定結果 
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第４章 セグメントの浸漬試験の結果 

令和 3 年度は、現実的条件及び材料におけるセメント系材料の力学的特性の評価手法に

関する検討（本編 4-1(6)項）において、人工海水、沿岸実地下水（FGB-2_214.75~220.52 

m）及び降水 A を用いたセグメントコンクリートの浸漬試験を実施した。ここでは、本編で

掲載していない、低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価、空隙分布および、元素組成

分布の結果について示す。 

 

 

4-1 コンクリート試料の材料と配合 

浸漬試験に用いたセグメントコンクリートの材料を表 4-1-1 に、浸漬試験に用いたセグ

メントコンクリートの配合を表 4-1-2 に示す。 

 

表 4-1-1 セグメント試験体作製に用いた材料 

材料 詳細 
密度 

(g/cm3) 

練水 W 上水 - 1.00 

セメント C OPC 太平洋セメント製 3.16 

混和材 
BFS 高炉スラグ 関東エスメント社製：エスメント 4000 2.89 

FA フライアッシュ 東北発電工業製：東北フライアッシュⅡ種  2.20 

骨材 

S1 細骨材（細目） 石灰石骨材（山口県美祢市大嶺町北分） 2.66 

S2 細骨材（粗目） 石灰石骨材（山口県美祢市大嶺町北分） 2.66 

G2 粗骨材（1005） 砕石骨材（山口県下関市小月町） 2.74 

G3 粗骨材（2010） 砕石骨材（山口県下関市小月町） 2.74 

混和剤 
SP1 高性能減水剤 

BASF 製 マスターグレニウム NT-

1000 
－ 

SP2 高性能減水剤 BASF 製 マスターグレニウム 8000S － 

 

表 4-1-2 セグメントの配合 

試験体

の種類 

W/C 

(％) 

s/a 

(％) 

混和材/

粉体

(％) 

単位量( kg / m3) 

W C BFS FA S1 S2 G2 G3 
SP2※ 

(B×％) 

OPC 40 40 － 140 350 － － 467 311 467 701 0.5 

BFSC 40 40 45 140 192 158 － 464 309 464 697 0.4 

FAC 40 40 30 140 245 － 105 458 305 458 687 0.3 

注）※：SP2 は、B（結合材：OPC は C、BFSC は C+BFS、FAC は C+FA からなる）に

対する質量割合で添加した。 
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4-2 試験条件 

セグメントコンクリートの浸漬試験の試験水準を表 4-2-1 に、浸漬試験条件を表 4-2-2

に、浸漬試験の模式図を図 4-2-1 に示す。 

試験体は Φ100 mm × 長さ 200 mm を長手方向に 1/4 にカットした扇形とし、型枠面

（底面）の一面を接液面にして、その他の面を被覆した。浸漬液量は 1 試料あたり 500 ml

とし、密閉容器に封入した。 

 

表 4-2-1 セグメントの浸漬試験の試験水準 

地下水名 
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図 4-2-1 セグメントの浸漬試験の模式図 

 

4-3 低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価 

（１） 試験方法 

低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの評価の分析方法は Appendix Ⅵ 2-2（１）に示

している。 

 

（２） 試験結果 

低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さの測定結果(1/2)を表 4-3-1 に、低アルカリ性化領

域及び塩素浸透深さ測定結果(2/2)を表 4-3-2 に示す。 

フェノールフタレイン塗布による低アルカリ性化領域確認の結果、人工海水に 10 か月

間接触させた全ての試料、降水 A、FGB-2_214.75～220.52 m に 3 か月間接触させた全て

の試料で pH 低下領域は認められなかった。このことから、接液面から著しい Ca 溶脱や炭

酸化による pH 低下は生じていないと考えられる。 

硝酸銀塗布面の観察結果から、人工海水、降水 A 及び FGB-2_214.75～220.52 m の全て

の試料で Cl の浸透を確認した。同じ試験条件では、BFSC より OPC の方が、Cl が内部ま

で浸透していることを確認した。 
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表 4-3-1 低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さ測定結果(1/2) 

試験条件 

呈色深さ(mm) 

上段：令和 3 年度 試験期間 10 か月 

(下段：令和 2 年度 試験期間 1 か月) 

地下水 試料名 
フェノール 

フタレイン 
硝酸銀 

人工海水 

セグメント OPC 
0 

(0) 

36 

(16) 

セグメント BFSC 
0 

(0) 

9 

(5) 

セグメント FAC 
0 

(0) 

7 

(2) 

  

表 4-3-2 低アルカリ性化領域及び塩素浸透深さ測定結果(2/2) 

試験条件 
呈色深さ(mm) 

試験期間 3 か月 

地下水 試料名 
低アルカリ性

化領域 
塩素浸透深さ 

降水 A 

セグメント OPC 0 8 

セグメント BFSC 0 3 

実地下水② 

セグメント OPC 0 4 

セグメント BFSC 0 2 

実地下水②：FGB-2_214.75～220.52 m 

 

4-4 空隙率の測定 

（１） 空隙率の測定方法 

水銀圧入式ポロシメータ（micromeritics 社製、AutoPore Ⅳ 9520）を使用し、試験体の

変質領域（化学組成が変化した領域）と健全部の空隙径分布を測定した。EPMA の分析結

果から、Ca 濃度の低下領域が 3 mm 以上確認されたセグメント OPC のみ測定した。測定

には、接液面から約 3 mm の場所で切断した塊状試料を用いた。測定には 3 – 5 mm 度に切

断した塊状試料を用い、粗骨材を除去する操作は行わなかった。試料の空隙容積が測定セル

のキャピラリ容積の 25 - 90 %となるように試料を量り取り、測定セル内に水銀を注入して
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測定セルごと圧力を加え、水銀を試料の空隙に圧入してその容積を測定した。空隙径の測定

範囲は 0.003 – 300 µm 程度とした。なお、Ca 濃度の低下領域が 3 mm に満たない試料は、

ペースト試験体の詳細評価と同様に空隙データの代替として、SEM 測定の反射電子像を二

値化して高密度領域と低密度領域の比として表示した。SEM の反射電子像による空隙率の

測定方法は、Appendix Ⅵ 2-3 （１）に示す。 

 

（２） 水銀圧入式ポロシメータを用いた空隙分布の測定結果 

人工海水に 10 か月浸漬したセグメント OPC の水銀圧入式ポロシメータを用いた空隙径

分布の測定結果を図 4-4-1 に示す。 

変質部とした EPMA で Ca 濃度の低下が確認された領域と健全部の空隙率を比較すると

僅かに変質部の方が、累積空隙率が高い結果となった。変質部では 60 μm 以上の粗大な空

隙が多く確認されており、累積空隙率の差に反映していることがわかった。この粗大な空隙

以外は、変質部と健全部に空隙分布に差は確認されなかった。なお、本試料は骨材を有する

コンクリート試料であるため、ペースト試験体と比較すると繰り返し測定間の空隙量の変

動も大きく、今回確認された空隙量の差が、変質の有無を示す有意な差であるかは判断が困

難と考えた。 
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図 4-4-1 セグメント OPC の空隙径分布測定結果 
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（３） 反射電子像の二値化画像から算出した低密度領域の面積率 

二値化画像から算出した低密度領域の面積率を表 4-4-1 に示す。表にはビッカース硬度

も併記した。また、変質部/健全部の面積率比と硬度比を図 4-4-2 に示す。本試験では、低

密度領域を二値化する際、各水準に共通する閾値を設定することが困難であった。任意の閾

値より算出される面積率は、空隙量や濃度のように、絶対値として各試料間で比較すること

はできないが、同一試験体の変質部と健全部であれば比較は可能である。本項では、ペース

ト試験体と同様に、健全部の反射強度の低下領域の面積率で規格化した「変質部/健全部の

面積率比」を用い面積率比を算出した。面積率比が 1 以上であれば、変質部の低密度領域は

健全試料より多いことを示す。 

 面積率比の算出の結果、セグメント FAC を除く試料では、明確な面積率比の変化は確

認されず、最も人工海水の影響を受けた界面近傍に着目してもコンクリート試験体の原子

密度の変化は限定的であると判断した。セグメント FAC のみ、面積率比が大きい理由につ

いては本検討の範囲から考察することは困難であると考える。 

 

表 4-4-1 二値化画像から算出した低密度領域の面積率 

コンクリート種類 
変質部 健全部 変質部/健全部 

硬度 面積率 硬度 面積率 硬度比 面積率比 

セグメント OPC 55.07 44.93 60.3 39.21 0.91 1.15 

セグメント BFSC 55.39 48.06 47.65 53.76 1.16 0.89 

セグメント FAC 57.03 31.41 48.14 1.47 1.18 21.34 

 

 
図 4-4-2 変質部/健全部の面積率比とビッカース硬度比 
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4-5 元素組成分布の測定 

（１） 測定方法 

元素組成分布の測定方法は、Appendix Ⅵ 2-4 （１）に示す。 

 

（２） 元素分布の測定結果 

 EPMA による元素組成分布の分析結果を図 4-5-1 から図 4-5-3 に示す。 
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図 4-5-1 験期間 10 か月コンクリート試料（人工海水）の EPMA 測定結果：組成分布 
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図 4-5-2 試験期間 3 か月コンクリート試料（降水 A）の EPMA 測定結果：組成分布 

 

 

図 4-5-3 試験期間 3 か月コンクリート試料（FGB-2_214.75～220.52 m）の EPMA 測定結果：組成分布 
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第５章 二次鉱物生成確認試験の結果 

令和 3 年度は、現実的条件及び材料におけるセメント系材料の力学的特性の評価手法に

関する検討（本編 4-1(6)項）において、人工海水、海水 G、降水 A 及び降水 D+F を用いた

二次鉱物生成確認試験を実施した。本 Appendix には、二次鉱物生成確認試験の結果の詳細

を示す。 

 

 

5-1 コンクリート試料の材料と配合 

二次鉱物生成確認試験では、吹付けコンクリート及びセグメントコンクリートを用いた。

それぞれの配合は、表 3-1-2 及び表 4-1-2 に示す。 

 

5-2 試験条件 

コンクリート表面への二次鉱物生成の確認試験の試験水準を表 5-2-1 に、試験条件を表 

5-2-2 に、概略図を図 5-2-1 に示す。 

 

表 5-2-1 コンクリート表面への二次鉱物生成の確認試験の試験水準 

地下水名 人工海水 海水 G 降水 A 降水 D+F 

コンクリート種類 
セメント 

種類 

30M まで

浸漬継続 

30M まで

浸漬継続 

30M まで

浸漬継続 

30M まで

浸漬継続 

吹付け 

コンクリート 

OPC 〇 〇 〇 〇 

BFSC 〇 〇 〇 〇 

セグメント 

コンクリート 

OPC 〇 〇 〇 〇 

BFSC 〇 〇 〇 〇 
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表 5-2-2 コンクリート表面への二次鉱物生成の確認試験の試験条件 

項目 詳細 

試験体条件 

試料形状 開放面Φ100 mm の 1/4 の扇形、長さ 50 mm 

開放面 型枠底面 

前養生 
打設後（セグメントは 60℃で 2 時間の蒸気養生

後）、常温で封緘養生 

模擬地下水条件 

液性 模擬地下水：人工海水、海水 G、降水 A、降水 D+F 

液固比 500 ml / 試料 

その他 接液面状態 開放面を下向き静置（補助台を設ける） 

 

            
図 5-2-1 コンクリートの接液面への二次鉱物生成の確認試験の概略図 

 

5-3 試験結果 

二次鉱物生成確認試験の結果（目視観察結果）を図 5-3-1 から図 5-3-4 に示す。 
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図 5-3-1 二次鉱物生成確認（吹付け OPC コンクリート：10 ヶ月浸漬） 
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図 5-3-2 二次鉱物生成確認（吹付け BFSC コンクリート：10 ヶ月浸漬） 

 

 

 

 

浸漬前（下層の並びと同順：n＝2 浸漬） 

10 か月浸漬後 

海水 G 

(HCO3濃度が高い) 

海水 I 

(人工海水) 

降水 A 

(SO4濃度が高い) 
降水 D+F 

(HCO3濃度が高い) 



 

926 

 

 

図 5-3-3 二次鉱物生成確認（セグメント OPC：10 ヶ月浸漬） 
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図 5-3-4 二次鉱物生成確認（セグメント BFSC：10 ヶ月浸漬） 
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Appendix Ⅶ 

緩衝材の機能変化に係るデータの拡充 
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第１章 はじめに 

本付属書は、令和 3 年度 高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業（沿

岸部処分システム評価確証技術開発）報告書（以下、令和 3 年度報告書とする）のうち 4-2

節の「緩衝材の機能変化に係るデータの拡充」において、本文中の試験結果や解析結果等の

詳細を補足する内容を記したものである。表 1-1 に、内容と本編の対応する項を示す。な

お、本編に掲載した図の一部も必要に応じて比較できるように再掲した。 

 

表 1-1 本付属書に記した内容 

本付属書に

おける章 
内容 

令和 3 年度報告

書に対応する項 

2 イオン交換選択係数の取得 4-2(2)② 

2-1  圧力の経時変化 4-2(2)②(b) 

2-2 
層間陽イオン 4-2(2)②(b) 

4-2(2)②(c) 

2-3 透水係数の経時変化 4-2(2)②(c) 

2-4 継続中の試験 4-2(2)②(c) 

3 イオン交換反応評価のための解析方法の整備 4-2(2)③ 

3-1  支配方程式 4-2(2)③(b)(i) 

3-2 試解析の解析条件（間隙水の初期化学組成） 4-2(2)③(b)(ii) 

3-3 
試解析の解析結果（層間陽イオン組成の分布の経

時変化） 

4-2(2)③(b)(iii) 

3-4 ペクレ数 Pe の導出 4-2(2)③(c) 

4 緩衝材の膨潤率に対する溶存陽イオンの影響把握試験 4-2(3) 

4-1  膨潤率の経時変化 

4-2(3)③ 4-2 ベントナイトの層間陽イオン量 

4-3 含水比分布、乾燥密度分布 
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第２章 イオン交換選択係数の取得 

令和 3 年度に、イオン強度 0.5 及び 0.25 の KCl-NaCl 混合溶液（イオン強度比 4:1）を、

モンモリロナイト乾燥密度 1.00 Mg/m3 の圧縮ベントナイト（Na 型モンモリロナイト）供

試体に通水する試験を実施し、K-Na のイオン交換選択係数を取得した（本編 4-2(2)②）。

また、イオン強度 0.125 の KCl-NaCl 混合溶液（イオン強度比 4:1）、イオン強度 0.5 CaCl2-

NaCl 混合溶液及びケース⑫（沿岸部実地下水）の通水試験を開始し継続している。 

 

 

2-1 圧力の経時変化 

供試体の給水口側にかけた圧力の経時変化を図 2-1-1 に示す。ここでは、イオン強度 0.5

のケースと 0.25 のケースで通水速度が同じ程度になるように、圧力を制御した。その結果、

イオン強度 0.5 では、通水当初は圧力が安定していないが、これは不飽和の影響で透水性が

安定していないためと考えられる。積算通水量が 90 ml 程度からは、圧力は約 0.02 – 0.03 

MPa と安定した。イオン強度 0.25 は、通水し始めは圧力が変動したが、試験 1 は圧力が

0.23 – 0.32 MPa で推移、試験 2 は圧力が 0.30 – 0.42 MPa で推移した。イオン強度 0.5

よりも 0.25 の方が、圧力が 10 倍程度であるのは、イオン強度 0.5 よりもイオン強度 0.25

の方が透水性が低いためである（透水係数の経時変化については、2-3 節に示す）。 

 

 
図 2-1-1 圧力の経時変化 
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2-2 層間陽イオン 

試験後試料について層間陽イオンの分析を実施した。この結果により、Na 型モンモリロ

ナイトが、通水した陽イオンと交換したことを確認するとともに、見かけの陽イオン交換選

択係数算出の参考とした。 

 

（１） 分析試料の前処理 

全層を 1 試料として分析に供した。前処理方法を下記に示す。また、試料の前処理前後の

重量と洗浄液の電気伝導率の測定結果を表 2-2-1 及び図 2-2-1 に示す。 

 

【分析試料の前処理方法】 

①洗浄液（エタノール 80 ％＋純水 20 ％体積）を調製。 

②遠沈管に試料を入れる。 

③遠沈管に洗浄液 40 g（試料付着水の 10 倍質量以上の量）を加える。 

④試料を薬サジで攪拌してスラリー状にし、ハンドシェイクおよび超音波により分散さ

せる。 

⑤凝集が完全に分散したことを確認後、遠心分離（4000 rpm×5 min）する。 

⑥透明な上澄みをデカンテーションにより分離し、遠沈管に新たな洗浄液 40 g を加え、

薬サジで攪拌する。 

⑦上澄みの電気伝導度を測定する。 

⑧同一遠沈管内で③ - ⑥の操作を複数回実施し、EC の安定を確認して洗浄を終了とす

る。 

⑨試料を遠沈管ごと、真空乾燥機で 5 時間以上乾燥し、乾燥した試料をガラス容器に移

す。 

⑩ガラス容器に入れた試料を 105 ℃の乾燥機で 24 時間以上乾燥する。 

⑪乾燥物を粉砕し、90 μm ふるいで全量分級し、分析試料とする。 

 

表 2-2-1 に示す試料の充填時と洗浄後の重量の比較により、試料のロスは極めて少ない

ことがわかる。また、図 2-2-1 からもわかるように、洗浄を 5 回以上繰り返すことにより、

電気伝導率は低下し、通水液中の塩が除去され層間陽イオンの分析に影響しない量となっ

たことが確認できた。 
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表 2-2-1 試料の前処理の結果と洗浄液の電気伝導率の測定結果 

溶液 乾燥 

密度 

(Mg/m3

) 

試

験

番

号 

試料重量（g）※1 洗浄回数と電気伝導率（ms/m）※2 

種類 
イオン 

強度 

充填時 

の重量 

洗浄後

の重量 
1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 5 回目 6 回目 7 回目 8 回目 9 回目 

KCl- 

NaCl 

混合 

溶液 

0.5 

1.00 

① 14.13 13.78 174.0 41.8 10.6 2.6 0.9 0.5 0.5 0.4 0.4 

② 14.13 14.03 169.3 41.0 10.3 2.6 0.9 0.6 0.5 0.5 0.5 

0.25 
① 14.13 13.85 83.2 19.4 4.5 1.1 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 

② 14.13 13.99 77.1 18.4 4.3 1.1 0.5 0.4 0.4 0.4 0.3 

※1 充填量は 105 ℃乾燥重量換算、洗浄後試料質量は 105 ℃乾燥試料量 

※2 基準成分（KCL0.01 mol/L の電気伝導率の正常範囲 140.9 ms/m±5％）の測定：実測値 141.0 ms/m（19.9 ℃） 
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図 2-2-1 ベントナイト試料の洗浄回数と電気伝導率の変遷 

 

（２）分析方法 

浸出陽イオンの分析には SFSA 改良法を用いた。下記にその操作を示す。 

①試料 0.5g を分取し、液固比 100（50 ml）となるように 6 ％ベンジルトリメチルアン

モニウムクロライド溶液を 50 ml 加える。 

②20 分間超音波により試料を分散させた後、1 時間静置し、上澄み液を 0.45μm フィル

ターでろ過する。 

③適宜希釈し、原子吸光分析装置で Na、K、Ca、Mg のおのおのの濃度を測定する。 

 

（３）分析結果 

浸出陽イオン分析結果を表 2-2-2 及び図 2-2-2 に示す。試験前のクニピア F の陽イオン

量と比較すると、圧縮ベントナイトの層間陽イオンは、ほとんどの量の Na+イオンが K+イ

オンに置換されており、イオン交換が進んでいることが確認された。 

 

表 2-2-2 浸出陽イオンの分析結果 

溶液 乾燥 

密度 

(Mg/m3) 

試験 

番号 

浸出陽イオン量 SFSA 法（meq/100ｇ） 

種類 
イオン 

強度 
Na+ K+ Mg2+ Ca2+ 

試験前のクニピア F 101.8 1.3 0.9 18.2 

KCl- 

NaCl 

混合 

溶液 

0.5 

1.00 

① 5.8 108.8 0.3 10.1 

② 5.6 107.8 0.2 8.7 

0.25 
① 7.2 105.5 0.5 10.2 

② 6.9 105.7 0.5 11.2 
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図 2-2-2 試験後の圧縮ベントナイト供試体の層間陽イオン量 

 

2-3 透水係数の経時変化 

図 2-3-1 に、通水試験の透水係数の経時変化の結果を示す。 

イオン強度 0.5 のケースでは、通水初期は 1.2×10-11 m/s 程度の透水係数を示していた

が、総通水量が増えるのに伴って透水係数が高くなり、約 3 倍の 3.0×10-11 m/s 程度の透

水係数で安定した。層間の Na+ → K+の陽イオン交換により、モンモリロナイトの膨潤特

性が変化することにより、透水性が増加したものと考えられる。 

イオン強度 0.25 のケースでは、通水初期は 1×10-12 m/s 程度の透水係数を示していたが、

通水量が増えるのに伴って約 2 - 3 倍の 2×10-12 から 3×10-12 m/s の透水係数となった。

イオン強度 0.5 と 0.25 の透水係数には、1 オーダーの違いがあった。これは、イオン強度

が高くなることにより土粒子（ここではモンモリロナイト）の凝集性が高まったためである

と考えられる。 

 

 
図 2-3-1 透水係数の経時変化 
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2-4 継続中の試験 

継続中の試験については、KCl-NaCl 混合溶液のイオン強度 0.125 のケースは排水分析の

途中経過を図 2-4-1 に、まだ排水量が少なく排水分析ができない CaCl2-NaCl 混合溶液の

イオン強度 0.5 のケース及び沿岸部実地下水のケースは試験状況（通水状況）の写真を図 

2-4-2 に示す。今後、定常状態になるまで、試験を継続し、その結果を用いてイオン交換選

択係数を算出する予定である。 

 

 
図 2-4-1 排水中のイオン濃度の経時変化 

 

 

図 2-4-2 通水状況 
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第３章 イオン交換反応評価のための解析方法の整備 

令和 3 年度に、令和 2 年度のイオン強度 0.5 の KCl 水溶液を通水させた試験（産業技術

総合研究所, 原子力環境整備促進・資金管理センター, 電力中央研究所, 2021）を対象に試

解析を実施し、課題となる要素について感度解析を実施した。解析に用いた支配方程式を 3-

1 節に、解析条件（間隙水の初期化学組成）の設定方法を 3-2 節に、解析結果（層間陽イオ

ン組成の分布の経時変化）を 3-3 節に示す。また、感度解析にあたり、ペクレ数 Pe を用い

て検討した。ペクレ数 Pe の導出を 3-4 節に示す。 

 

3-1 支配方程式 

解析には、1 次元の飽和・不飽和浸透流、移流分散解析連成コードである HYDRUS-1D 

(Šimůnek et al., 2013）に地球化学解析コードである PHREEQC(Parkhurst and Appelo, 

1999)の機能を追加した解析ツール、HP1 を用いた。HP1 は、水が動く間隙と水が動かな

い間隙に分けた（Dual-Porosity モデル）等の解析を実施することができるが、令和３年度

の解析では間隙の違いを考慮せずに、浸透性媒体の間隙全体を一様な流れ場とした。また、

地球化学解析については、イオン交換反応のみを対象とすることとした。以下に、解析に用

いた支配方程式を「（１）浸透現象」、「（２）溶質の移動」、「（３）イオン交換反応」に分け

て示す。なお、この支配方程式は、令和 2 年報告書の 4-2（３）③項と同じである（産業技

術総合研究所, 原子力環境整備促進・資金管理センター, 電力中央研究所, 2021）。 

 

（１） 浸透現象 

浸透現象の支配方程式は、土壌中の不飽和浸透流の支配方程式であるリチャーズ

(Richards)式である。水理ポテンシャルを水頭で表示したリチャーズ式を以下に示す。 

𝜕

𝜕𝑡
(𝜙𝑆𝑤) − ∇ ∙ 𝑘𝑟𝑤

(𝑆𝑤)𝑲𝒔𝒘
(∇𝐻 − 𝒆𝒛) = 𝑄𝑤 (1) 

ここに、𝜙は間隙率、𝑆𝑤は間隙の水飽和度（0 - 1）、𝑘𝑟𝑤
(𝑆𝑤)は比透水係数、𝑲𝒔𝒘

は透水係

数テンソル、𝐻は水頭、𝒆𝒛は重力方向の単位ベクトル、𝑄𝑤は領域内の水の湧き出し・吸い込

み（源泉項）である。 

 

（２） 溶質の移動 

多孔質体中の溶質の移動（移流分散）の支配方程式として、i イオンの陽イオン交換体上

の保存式及び一次元流れでの液相中の保存式を以下に示す。 
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∂𝐶𝑖
𝑒𝑥

𝜕𝑡
= −

∂𝑆𝑖
𝑒𝑥

𝜕𝑡
 (2) 

∂𝜃𝐶𝑖

𝜕𝑡
= −

𝜕𝑢𝐶𝑖

𝜕𝑥
+

𝜕

𝜕𝑥
(𝜃𝐷

𝜕𝐶𝑖

𝜕𝑥
) +

∂𝑆𝑖
𝑒𝑥

𝜕𝑡
 (3) 

ここに、𝐶𝑖
𝑒𝑥は 𝑖イオンの交換体上の濃度(mol/L-soil)、𝑆𝑖

𝑒𝑥は 𝑖イオンのイオン交換反応項

である。また、𝑢は浸透流速（フラックス）、𝜃は体積含水率、𝐷は分散係数である。 

 

（３） イオン交換反応 

イオン交換反応の支配方程式を以下に示す。 

nZNa + 𝑀𝑛+ =  𝑍𝑛𝑀 + 𝑛𝑁𝑎+ (4) 

𝐾𝐺𝑇 =
[𝑋 − 𝑀] {𝑁𝑎+}𝑛

{𝑀𝑛+}[𝑋 − 𝑁𝑎]𝑛
 (5) 

 

ここで、 

 Z-：負電荷，Mn+：陽イオン，ZnM：表面化学種、KGT：Gaines & Thomas 選択係数 

 [X-M]：固相収着 Mn+の当量分率 

  =（固相単位重量当たりの固相中 Mn+の濃度[meq/100 g]*1）/[CEC*2] 

 [X-Na]：固相収着 Na+の当量分率 

{Mn+}：平衡溶液中 Mn+の活量 = 平衡溶液中 Mn+モル濃度[Mn+]×活量係数（Daivies の式

※3） 

 {Na+}：平衡溶液中 Na+の活量 = 平衡溶液中 Na+モル濃度[Na+]×活量係数（Daivies の式

※3） 

※1 固相分析より算出、※2 陽イオン交換容量 

※3 Daivies の式を以下に示す。 

−log𝛾𝑖 = 𝐴𝑍𝑖
2 (

𝐼
1

2⁄

1 + 𝐼
1

2⁄
− 0.3𝐼) (6) 

ここで、A：0.5085 (25℃) , Zi：価数，I：イオン強度 

 

3-2 試解析の解析条件（間隙水の初期化学組成） 

令和２年度に実施した試験を対象とした再現解析（試解析）における間隙水の初期化学組

成は、初期含水比においてイオン交換体と溶液との平衡計算を行った時に、イオン交換サイ

トの組成が表 3-2-1 に示す初期組成と同じになる時の間隙水の化学組成とした。具体的に

は次の手順により設定した。 
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①浸潤試験の供試体の初期含水比（14.0 wt%）と CEC から、間隙水 1 kg 当たりのイオ

ン交換体の量 (122.2×10÷0.14）を求める。 

②小田・柴田 (1999)  により得られた固液比 0.25 のクニピア F 抽出水（蒸留水）の組成

を、供試体の初期含水比の固液比 (1÷0.14=7.14) に相当する値に比例倍する。電荷バ

ランスが取れない場合は、塩化物イオン (Cl―) 濃度で調節する。 

③地球化学解析コード PHREEQC を用いて、①の量のイオン交換体と、②の組成の溶液

との平衡計算を行う。 

④イオン交換サイトの組成の計算結果が表 3-2-1に示す初期組成と同じになっていれば、

②の溶液組成を間隙水の組成とする。なっていなければ、②の溶液中の陽イオン組成を、

陽イオン電荷量を変えない範囲で増減させて更新する。 

⑤以後、表 3-2-1 に示した交換体の組成が得られるまで、③と④を反復する。 

 

前記①から⑤の手順により得られた初期間隙水組成を表 3-2-2 に示す。 

 

表 3-2-1 試解析に用いたイオン交換選択係数と初期状態におけるイオン交換サイト組成 

イオン交換反応式 

（半反応式） 

イオン交換選択

係数※ (log 𝐾𝐺𝑇) 

イオン交換 

サイトの組成 

当量 

(meq/100 g-soil) 

Z- + Na+ = ZNa 0 ZNa 101.8 

Z- + K+ = ZK 0.42 ZK 1.3 

2Z- + Ca2+ =Z2Ca 0.69 Z2Ca 18.2 

2Z- + Mg2+ =Z2Mg 0.67 Z2Mg 0.9 

※：核燃料サイクル開発機構, 1999 

 

表 3-2-2 試解析に用いた初期間隙水組成 

Na+ K+ Ca2+ Mg2+ Cl― SO42- 
pH 

(mmol/L) 

686 4.05 69.7 3.80 79.9 379 9.9 

 

3-3 試解析の解析結果（層間陽イオン組成の分布の経時変化） 

試解析の結果（層間陽イオン組成の分布の経時変化）を図 3-3-1 及び図 3-3-2 に示す。 

いずれの陽イオンも、カラムの長さ方向の層間陽イオン量の勾配は、通水開始から 2 日

後以降は非常に小さくなった。また、各イオンの層間陽イオン量は、低い層間陽イオン量の

勾配を保ったまま、時間の経過とともに全体的に低下・増加していった。層間陽イオン量の

勾配が低く維持されるのは、試験カラム長が短いために相対的に拡散の寄与が大きくなり、

溶質濃度に勾配が生じにくくなっているためと推察される。なお、Ca2+イオンと Mg2+イオ
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ンの層間陽イオン量の分布の形状はきわめて類似しているが、これは両者のイオン交換選

択係数が近い値であることに起因するものと考えられる。 
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図 3-3-1 層間陽イオンの当量分率の経時変化（乾燥密度 0.88Mg/m3） 
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図 3-3-2 層間陽イオンの当量分率の経時変化（乾燥密度 1.27Mg/m3） 
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3-4 ペクレ数 Pe の導出 

ペクレ数 Pe は以下の式で示される。 

𝑃𝑒 =
𝑘𝑖𝐿

𝐷𝑒
 (1) 

ここで、k は透水係数、i は動水勾配、L は地下水流れに対する物体の代表長さ、De は実

効拡散係数である。 

乾燥密度 0.88 Mg/m3 の場合、透水係数 k は試験結果より求めた 1.0×10-10 m/s とした。

動水勾配 i は以下の様に求めた。給水口と排水口の圧力水頭差 20 cm（給水側－排水口）と

位置水頭差 -5 mm（給水側―排水口）を加えた全水頭差 195 mm から供試体高さ 5 mm を

除して求めた 39 とした。L は供試体高さである 5 mm とした。HTO の実行拡散係数𝐷𝑒
𝐻𝑇𝑂

は、下記の式（報告書本編参照）で示される。 

𝐷𝑒
𝐻𝑇𝑂 = 𝜀(𝜀2.22𝑓𝑠

0.13
)𝐷∗ (2) 

ここで、𝜀は空隙率、𝑓𝑠 はスメクタイト含有率、𝐷∗は HTO の自由水中の拡散係数である。 

HTO の実行拡散係数𝐷𝑒
𝐻𝑇𝑂は、(2)の式に、空隙率ε=0.662、スメクタイト含有率 fs=1.0、

HTO の自由水中の拡散係数 D*=2.23×10-9 m2/s を代入した時の値の 5.92×10-10 m2/s とし

た。ここでは、𝐷𝑒 = 𝐷𝑒
𝐻𝑇𝑂として、上記(1)にこれらの値を代入するとペクレ数 Pe は 0.033

となった。 

乾燥密度 1.27 Mg/m3の場合、透水係数 k は試験結果より求めた 6.0×10-13 m/s とした。

動水勾配 i は以下の様に求めた。給水口と排水口の圧力水頭差 51139 mm（給水側―排水

口、圧力差 0.5 MPa より水頭に換算）と位置水頭差 -5 mm（給水側―排水口）を加えた全

水頭差 51134 mm から供試体高さ 5 mm を除して求めた 10226.8 とした。L は供試体高さ

である 5 mm とした。HTO の実行拡散係数𝐷𝑒
𝐻𝑇𝑂は、(2)の式に、空隙率ε=0.512、スメク

タイト含有率 fs=1.0、HTO の自由水中の拡散係数 D*=2.23×10-9 m2/s を代入した時の値の

2.59×10-10 m2/s とした。ここでは、𝐷𝑒 = 𝐷𝑒
𝐻𝑇𝑂として、上記(1)にこれらの値を代入すると

ペクレ数 Pe は 0.12 となった。 
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第４章 緩衝材の膨潤率に対する溶存陽イオンの影響把握試験 

令和 3 年度までに表 4-1 に示す試験ケースを設定して膨潤量試験を実施した（本編 4-

2(3)）。すべてのケースで膨潤量から、膨潤率を算出し、膨潤率の経時変化として示した。

また、一部の試験ケースにおいて試験後のベントナイトの層間陽イオンに関するデータ及

び膨潤終了後の乾燥密度分布及び含水比分布を取得した。これらの結果を 4-1 節から 4-3

節に示す。 

 

表 4-1 試験ケース 

 

 

 

4-1 膨潤率の経時変化 

令和 2 年度までに終了した試験ケースにおける膨潤率の経時変化は、令和 2 年度報告書

の AppendixIV に示した（産業技術総合研究所, 原子力環境整備促進・資金管理センター, 

電力中央研究所, 2021）。ここでは、令和 2 年度以前に試験を開始して令和 3 年度に終了し

た試験ケース（前掲表 4-1 のリファレンスケース、ケースⒷ及びケースⒺ）の膨潤率の経

時変化を図 4-1-1 及び図 4-1-2 に示す。 

ケースⒺでは、NaCl 溶液（イオン強度 0.5）からイオン交換水、KCl 溶液（イオン強度

0.5）からイオン交換水にそれぞれ通水溶液を変えて通水し、イオン強度の高い溶液の浸潤

によって凝集したと考えられるベントナイトが、液性が変わったことによって再膨潤する

か否かを検討した。また、層間陽イオンがイオン交換で置き換わった場合のイオン強度が低

い液相に変えた場合の挙動についても確認した。それぞれの場合にイオン交換水を通水す

溶液の種類 イオン強度
初期緩衝材密度
(Mg/m3)

リファレンス イオン交換水 0 1.2,1.6,2.0

Ⓐ高イオン強度での
陽イオン種の影響の
検討

NaCl

0.5

1.2,1.6,2.0

KCl 1.2,1.6,2.0

NaCl+KCl 1.2,1.6,2.0

CaCl2 1.2,1.6,2.0

MgCl2 1.2,1.6,2.0

ⒷNaCl溶液でのイオ
ン強度の影響検討

NaCl
0.025、0.050、0.075、
0.10、0.15、0.20

1.6

ⒸNa以外の陽イオン
種や複数イオン種での
イオン強度の影響検
討

KCl 0.025、0.10、0.20 1.6

CaCl2 0.025、0.10、0.20 1.6

MgCl2 0.025、0.10、0.20 1.6

CaCl2とNaClの混合溶液
（モル濃度比1.5:1）

0.025、0.10 1.6

Ⓓ沿岸実地下水検討 FGB-2孔_167.70~171.78m 0.28 1.6

Ⓔイオン交換水に交
換した影響の検討

NaCl→イオン交換水 0.5→0 1.2,1.6,2.0

KCl→イオン交換水 0.5→0 1.2,1.6,2.0
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ることにより、再膨潤することが確認された。NaCl 溶液を通水した場合は、イオン交換反

応により新たに Na 型モンモリロナイトとなった量はわずかと考えられ（分析結果は後述）、

層間陽イオンは大きく変化しないため、モンモリロナイトの膨潤性能はほとんど変わらな

いと考えられる。しかし、結果は、液種交換なしでイオン交換水のみで膨潤量を測定したケ

ースの最大膨潤率まで達していない（図 4-1-1）。NaCl 溶液を通水した場合に膨潤率がイオ

ン交換水を通水した場合より膨潤率が低いのは、イオン強度の影響であると考えられるた

め、この影響が可逆的であれば、イオン交換水のみを通水させた場合と同等の膨潤率となる

と考えられる。しかし、この結果は、飽和した圧縮ベントナイトにイオン交換水を通水して

も、間隙水が完全に置換されなかった、または、高イオン強度の液の浸潤時に起きた凝集の

履歴が残り、完全に可逆的ではないなどのことを示している。KCl 溶液からイオン交換水に

通水液を変えた場合は、KCl 溶液の浸潤過程で、イオン交換反応が起こっており、K 型モン

モリロナイトに変化した（分析結果は後述）と考えられる。そのため、膨潤性能（膨潤量）

も変わっており、イオン交換水に液交換した場合には、K 型モンモリロナイトの膨潤性能と

してデータが得られることが期待された。しかし、上述の NaCl 溶液を通水後に液交換した

場合の膨潤性能が Na 型モンモリロナイトとは異なっていたため、KCl 溶液通水後の結果

を K 型モンモリロナイトの膨潤性能（膨潤量）とすることはできないと考えられる。定性

的には、K 型モンモリロナイトの方が Na 型モンモリロナイトより膨潤率は低いと言える

だろう。 

イオン強度を変えた膨潤量試験のこれまでの結果から、イオン強度が増加するに従い、膨

潤率が低下するが、イオン強度 0.15 以上では膨潤率が変わらないことが推察される（図 4-

1-2）。 
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図 4-1-1 膨潤率の経時変化（イオン交換水、イオン強度 0.5 の NaCl や KCl からイオン

交換水に交換） 

 

 

図 4-1-2 膨潤率の経時変化（イオン強度 0.025 - 0.5 の NaCl） 
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4-2 ベントナイトの層間陽イオン量 

一部の試験ケースについて、ベントナイトの層間陽イオン量を固相分析（SFSA 改良法）

によって測定した。また、固相分析の結果を補足するデータとして、排水のイオン量も測定

した。それぞれを（1）項及び（2）項に示す。 

 

（１） 固相分析（SFSA 改良法） 

前掲の表 4-1 に示す試験ケースの内、令和 3 年度に SFSA 改良法によってベントナイト

の層間陽イオン量を測定したケースを表 4-2-1 に示す。また、試験前の状態のクニゲル V1

の粉体についても同様に層間陽イオン量を測定した。本 Appendix にはこれらの層間陽イオ

ン量のデータを示す。なお、令和 2 年度までに、イオン強度 0.5 の NaCl からイオン交換水

に交換したケースで乾燥密度が 1.2 Mg/m3のもの、また、イオン強度 0.5 の KCl からイオ

ン交換水に交換したケースで乾燥密度が 1.2 Mg/m3及び 1.6 Mg/m3のものについても、層

間陽イオン量を測定しているが、これらの結果については、令和2年度報告書のAppendixIV

に示している（産業技術総合研究所, 原子力環境整備促進・資金管理センター, 電力中央研

究所, 2021）。 

 

表 4-2-1 層間陽イオン量を測定したケース 

 

  

溶液の種類 イオン強度
初期緩衝材
乾燥密度
(Mg/m3)

リファレンス イオン交換水 0 1.6

Ⓐ高イオン強度での
陽イオン種の影響の
検討

CaCl2 0.5 1.6

MgCl2 0.5 1.6

ⒷNaCl溶液でのイ
オン強度の影響検
討 NaCl

0.025 1.6

0.05 1.6

0.1 1.6

ⒸNa以外の陽イオ
ン種や複数イオン種
でのイオン強度の影
響検討

KCl 0.20 1.6

CaCl2
0.10 1.6

0.20 1.6

Ⓓ沿岸実地下水検
討

FGB-2孔_
167.70~171.78m

0.28 1.6

Ⓔイオン交換水に交
換した影響の検討

KCl→イオン交換水 0.5→0 2.0
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① 前処理 

試験終了後の供試体から、給水面からの距離 2 - 3 mm の部分をスライスした。スライス

した供試体（塊状試料）は、下記① - ⑩の操作に従って前処理し、分析試料とした。試料

の前処理の結果と洗浄液の電気伝導率の測定結果を表 4-2-2 及び図 4-2-1 に示す。 

 

【分析試料の前処理方法】 

①洗浄液（エタノール 80 vol％+イオン交換水 20 vol％）を作製する。 

②塊状試料をメノウ乳鉢で粉砕し、ふるいに通して 90 μm 以下に調整する。 

③遠沈管に粉末試料 1 層分と洗浄液 40 g を入れスラリー状にする。 

④ハンドシェイク、10 分程度の超音波でスラリーを分散させる。 

⑤凝集が無いことを確認し、遠心分離（4000 rpm×5 min）する。 

⑥透明な上澄みを回収し、電気伝導度を計測する。 

⑦遠沈管に新たな洗浄液 40ｇを加え、薬サジで攪拌する。 

⑧同一遠沈管内で④ - ⑥の操作を 5 回実施する。 

※洗浄操作は 5 回とするが、電気伝導度の値が明らかに高い場合は洗浄を追加する。 

⑨洗浄後の固相を回収し 160 ℃に設定した乾燥機で 24 時間乾燥する。 

⑩乾燥した試料を粉砕し、90 μm のふるいで分級し、分析試料とする。 
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表 4-2-2 試料の前処理の結果と洗浄液の電気伝導率の測定結果 

溶液 
緩衝材 

乾燥 

密度 

(Mg/m3) 

試料重量

（g） 
洗浄回数と電気伝導率（ms/m） 

種類 
イオン 

強度 
洗浄前 洗浄後 1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 5 回目 6 回目 

イオン 

交換水 
0 1.6 1.44 1.29 1.42 0.85 0.69 0.58 0.51 0.41 

CaCl2 0.5 1.6 3.99 3.58 21.10 1.92 0.35 0.25 0.22 0.21 

MgCl2 0.5 1.6 3.62 3.28 15.81 1.54 0.47 0.40 0.37 0.35 

NaCl 

0.025 1.6 1.57 1.42 3.38 0.81 0.58 0.47 0.39 0.35 

0.05 1.6 1.54 1.37 6.13 0.88 0.61 0.50 0.43 0.36 

0.1 1.6 2.39 2.16 10.15 1.04 0.58 0.50 0.41 0.39 

KCl 0.2 1.6 2.40 2.20 17.79 1.20 0.35 0.25 0.21 ― 

CaCl2 0.1 1.6 2.20 2.00 6.34 0.83 0.42 0.32 0.28 ― 

CaCl2 0.2 1.6 2.61 2.36 11.09 1.06 0.46 0.35 0.30 ― 

FGB- 

2 孔 

167.70~ 

171.78m 

0.28 1.6 2.22 2.08 7.24 1.05 0.74 0.58 0.51 ― 

KCl⇒ 

イオン 

交換水 

0.5⇒ 

0 
2.0 1.82 1.66 0.99 0.44 0.34 0.32 0.29 0.26 

 

 
図 4-2-1 ベントナイト試料の洗浄回数と電気伝導率の変遷 
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② 分析方法 

2-2（2）項の通水試験の固相分析で用いた浸出陽イオンの分析（SFSA 改良法）と同様に

行った。 

 

③ 分析結果 

浸出陽イオンの分析の結果を表 4-2-3 及び図 4-2-2 に示す。 

溶液に K+イオン、Ca2+イオン、Mg2+イオンが含まれる場合、Na 型モンモリロナイトの

層間陽イオンがそれぞれの陽イオンにイオン交換していることがわかる。 

CaCl2溶液について、イオン強度 0.1、0.2、0.5 で Ca2+の浸出陽イオン量を比較した場合、

イオン強度が高いほど、Ca2+の浸出陽イオン量が多かった。圧縮ベントナイトに通水した場

合には、イオン強度が高いほど陽イオン交換が進みやすいと言えそうである。 

イオン交換水では、Ca2+の浸出陽イオン量が試験前のクニゲル V1 と比較して多かった。

この理由として、クニゲル V1 中に含まれるカルサイトなどの随伴鉱物から溶解した Ca2+

イオンが、ベントナイト層間の Na+イオンとイオン交換した可能性がある。この考察は、排

水中に Ca2+と交換した Na+イオンが溶出して来ると考えると、排水中の Na+イオンの量が

多い（後述 4-2（2）項）という結果とも整合している。 
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表 4-2-3 試験後の試料の浸出陽イオンの分析結果 

溶液 
緩衝材 

乾燥 

密度 

(Mg/m3) 

浸出陽イオン量 

SFSA 法(meq/100 g) 

種類 
イオン 

強度 
Na+ K+ Mg2+ Ca2+ 

試験前クニゲル V1 64.1 0.6 1.3 17.4 

イオン交換水 0 1.6 28.8 0.2 4.0 36.2 

CaCl2 0.5 1.6 2.6 0.8 1.4 51.5 

MgCl2 0.5 1.6 1.8 0.8 38.5 18.6 

NaCl 

0.025 1.6 32.0 0.6 2.7 24.5 

0.05 1.6 36.8 0.7 2.3 21.4 

0.1 1.6 36.3 0.4 1.6 19.0 

KCl 0.2 1.6 0.6 38.0 0.9 13.0 

CaCl2 0.1 1.6 24.5 0.9 1.4 29.0 

CaCl2 0.2 1.6 6.5 0.8 1.4 48.5 

FGB-2 孔

167.70~171.78 m 
0.28 1.6 8.5 0.8 18.0 26.2 

KCl⇒ 

イオン交換水 
0.5⇒0 2.0 15.0 18.6 1.7 21.5 
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図 4-2-2 試験後試料の浸出陽イオンの分析結果 

 

（２） 液相分析（排水分析） 

前掲の表 4-1 に示す試験ケースの内、排水分析を実施したケースを表 4-2-4 に示す。ま

た、分析するイオン種とその分析方法を表 4-2-5 に、排水分析の結果を表 4-2-6 及び表 4-

2-7 に示す。 

イオン交換水のケースでは、Na+イオンの量が他の陽イオンと比較して多い。これは、前

項で述べたように、クニゲル V1 の随伴鉱物のカルサイトが溶解して溶液中に存在した Ca2+

イオンが Na 型モンモリロナイトの層間陽イオンとイオン交換反応をしたためだと考えら

れる。 

Na+イオン以外の陽イオン（K+イオン、Ca2+イオン、Mg2+イオン）を通水したケースで

は、Na+イオンを通水してない場合にも、Na+イオンの量が 1000 mg/L 以上であった。この

ことは、通水した Na+イオン以外の陽イオンが、Na 型モンモリロナイトの層間陽イオンと

イオン交換反応したことを示している。 
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表 4-2-4 排水分析を実施したケース 

 

 

表 4-2-5 分析するイオン種とその分析方法 

イオン種 分析方法 

Na イオン JIS K 0102（2016）48 

K イオン JIS K 0102（2016）49 

Ca イオン JIS K 0102（2016）50 

Mg イオン JIS K 0102（2016）51 

Cl イオン JIS K 0102（2016）35 

SO4イオン JIS K 0102（2016）41 

Al イオン JIS K 0102（2016）57 

Si JIS K 0116 発光分光分析通則 

溶液の種類 イオン強度 初期緩衝材密度
(Mg/m3)

リファレンス イオン交換水 0 1.2,1.6,2.0

Ⓐ高イオン強度での陽イオン
種の影響の検討

NaCl

0.5

1.2,1.6,2.0

KCl 1.2,1.6,2.0

NaCl+KCl 1.2,1.6,2.0

CaCl2 1.6

MgCl2 1.6

ⒷNaCl溶液でのイオン強度
の影響検討

NaCl 0.025 1.6

ⒸNa以外の陽イオン種や複
数イオン種でのイオン強度の
影響検討

KCl 0.025 1.6

CaCl2 0.025 1.6

MgCl2 0.025 1.6

Ⓓ沿岸実地下水検討 FGB-2孔_167.70~171.78m 0.28 1.6

Ⓔイオン交換水に交換し
た影響の検討

KCl→イオン交換水 0.5→0 1.6
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表 4-2-6 排水の分析結果(1/2) 

溶液 
緩衝材 

乾燥 

密度 

(Mg/m3) 

pH 
Na+ 

(mg/l) 

K+ 

(mg/l) 

Ca2+ 

(mg/l) 

Mg2+ 

(mg/l) 

Cl- 

(mg/l) 

SO42- 

(mg/l) 

Al3+ 

(mg/l) 

Si 

(mg/l) 

分析した 

排水の 

取得期間 種類 
イオン 

強度 

イオン 

交換水 
0 

1.2 8.3 1360 5.9 602 1.1 1320 344 <0.2 8.3 試験開始から 

160 日目まで 

1.6 

8.8 803 3.7 3.9 0.5 569 394 <0.2 8.1 

8.4 150 0.8 0.7 <0.1 3.3 2.6 <0.5 8 

給 水 開 始 か ら

584～613 日目ま

で 

2.0 8.6 801 24.5 4.4 0.8 29.7 1070 <0.2 13.8 
試験開始から 

160 日目まで 

NaCl 0.5 

1.2 7.7 14100 1130 196 42 20200 444 <1 103 

試験開始から 

30 日目まで 

1.6 8.1 5320 24.9 59.2 11.3 7590 196 <0.2 7.2 

2.0 8.3 4880 379 49.7 10.6 6900 156 <0.2 7.9 

KCl 0.5 

1.2 7.8 2790 4210 186 33.1 7360 175 <0.2 6.3 

1.6 7.9 3280 4210 195 30.6 8160 118 <0.2 6.1 

2.0 8.0 3680 2530 122 21.7 6510 230 <0.2 11.1 

NaCl+ 

KCl 
0.5 

1.2 7.7 9630 4160 475 57.4 18000 346 <0.2 6.1 
試験開始から 

70 日目まで 
1.6 7.8 9730 8140 286 53.5 18400 96.8 <0.2 6.1 

2.0 7.6 13100 5020 366 72.2 20400 632 <0.3 6.1 

CaCl2 0.5 1.6 7.5 5500 37 2500 56 14000 250 <0.5 20 
給水開始から 

33 日目まで 
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表 4-2-7 排水の分析結果(2/2) 

溶液 緩衝材 

乾燥密度 

(Mg/m3) 

pH 
Na+ 

(mg/l) 

K+ 

(mg/l) 

Ca2+ 

(mg/l) 

Mg2+ 

(mg/l) 

Cl- 

(mg/l) 

SO42- 

(mg/l) 

Al3+ 

(mg/l) 

Si 

(mg/l) 

分析した 

排水の 

取得期間 種類 
イオン 

強度 

MgCl2 0.5 1.6 8.0 4900 41 250 1800 13000 180 <0.5 19 
給水開始から 

35 日目まで 

NaCl 0.025 1.6 8.4 1200 4.9 6.3 0.8 1500 240 <0.5 16 
給水開始から 

57 日目まで 

KCl 0.025 1.6 8.6 1500 35 13 0.9 1200 1100 <0.5 21 
給水開始から 

60 日目まで 

CaCl2 0.025 1.6 8.8※ 1500 5.8 9.4 0.8 850 1400 <0.5 30 
給水開始から 

60 日目まで 

MgCl2 0.025 1.6 9.1※ 1600 6.2 9.5 2.4 890 1400 <0.5 28 
給水開始から 

67 日目まで 

FGB-2 孔_ 

167.70~171.78m 
0.28 1.6 8.0※ 2200 27 830 770 6600 1100 <0.5 12 

給水開始から 

1 日目まで 

KCl⇒ 

イオン交換水 

0.5⇒

0 
2.0 8.5 74 100 0.9 <0.1 1.9 29 <0.5 8 

給水開始から 

273～283 日程度 

注）“<”印は定量下限値未満であることを示す。※液量が少ないため、簡易 pH 計で計測  
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4-3 含水比分布、乾燥密度分布 

含水比分布及び乾燥密度分布の取得にあたり、図 4-3-1に示す解体手順で解体した。本

Appendixに含水比分布及び乾燥密度分布を掲載するケースを表 4-3-1に示す。 

 

 
①排水経路の排水

採取 

 
②リング設置 

 
③リング固定 

 
④試料押し出し 

 
⑤スライス 

 
⑤スライス拡大 

 
⑥スライス採取 

 
⑦最終層の採取 

 
⑧切りクズ採取 1 

 
⑨切りクズ採取 2 

 
⑩質量計測 

 
⑪遠沈管で保管 

図 4-3-1 解体手順 
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表 4-3-1 含水比分布及び乾燥密度の掲載箇所 

 

 

含水比分布及び乾燥密度分布について、イオン交換水の結果は図 4-3-2 に、NaCl 溶液の

結果は図 4-3-3 及び図 4-3-4 に、KCl 溶液及び CaCl2溶液の結果は図 4-3-5 に、FGB-2 孔

_167.70~171.78m の結果は図 4-3-6 に、NaCl→イオン交換水の結果は図 4-3-7 に示す。こ

れらの結果に示す補正ありの結果は、間隙水に含まれる塩が乾燥時に析出して固相として

計測されることの補正及びスライス試料の高さの総和と試験終了時の供試体高さの差の補

正をした結果である。なお、NaCl→イオン交換水のケース（図 4-3-7）は、間隙水の組成は

わからないため、補正なしは間隙水がイオン交換水として含水比と乾燥密度を算出し、補正

ありは間隙水が各水溶液であるとして算出した結果である。 

  

溶液の種類 イオン強度
初期緩衝材密度
(Mg/m3)

掲載
箇所

リファレンス イオン交換水 0 1.2,1.6,2.0 本Appendix

Ⓐ高イオン強度での
陽イオン種の影響の
検討

NaCl

0.5

1.2,1.6,2.0 データなし
（試験後にイオン交換
水を通水し、Ⓔの試験
を実施したため）

KCl 1.2,1.6,2.0

NaCl+KCl 1.2,1.6,2.0

令和2年度
報告書AppendixIV

CaCl2 1.2,1.6,2.0

MgCl2 1.2,1.6,2.0

ⒷNaCl溶液でのイオ
ン強度の影響検討

NaCl
0.025、0.050、0.075、
0.10、0.15、0.20

1.6 本Appendix

ⒸNa以外の陽イオン
種や複数イオン種での
イオン強度の影響検
討

KCl

0.025 1.6 データなし
（試験継続中のため）0.10 1.6

0.20 1.6 本Appendix

CaCl2

0.025 1.6
データなし

（試験継続中のため）

0.10 1.6
本Appendix

0.20 1.6

MgCl2

0.025 1.6

データなし
（試験継続中のため）

0.10 1.6

0.20 1.6

CaCl2とNaClの混合溶液
（モル濃度比1.5:1）

0.025 1.6

0.10 1.6

Ⓓ沿岸実地下水検討 FGB-2孔_167.70~171.78m 0.28 1.6 本Appendix

Ⓔイオン交換水に交
換した影響の検討

NaCl→イオン交換水 0.5→0 1.2,1.6,2.0 本Appendix

KCl→イオン交換水 0.5→0 1.2,1.6,2.0
令和2年度

報告書AppendixIV
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図 4-3-2 含水比分布、乾燥密度分布（イオン交換水） 
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図 4-3-3 含水比分布、乾燥密度分布（NaCl 溶液、イオン強度 0.025 - 0.075） 
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図 4-3-4 含水比分布、乾燥密度分布（NaCl 溶液、イオン強度 0.1 - 0.2） 
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図 4-3-5 含水比分布、乾燥密度分布（KCl 溶液（イオン強度 0.2）、CaCl2溶液（イオン

強度 0.1、0.2）） 
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図 4-3-6 含水比分布、乾燥密度分布（FGB-2 孔_167.70~171.78 m（イオン強度 0.28）） 
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図 4-3-7 含水比分布、乾燥密度分布（NaCl 溶液（イオン強度 0.5）→イオン交換水） 
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イオン交換水のケースでは、初期緩衝材乾燥密度 2.0 Mg/m3 において、水位差によって

供試体が浮き上がったため、給水側の含水比が非常に高くなっている（図 4-3-2）。乾燥密

度に関しては、非常に低い乾燥密度で概ね均一であり、全体的に膨潤していることが分かる。 

NaCl 溶液のケースでは、イオン強度が高いほど含水比や乾燥密度は均一であり、イオン

強度が下がると含水比は給水側から排水側に向かって漸減する傾向を示し、給水側の乾燥

密度が小さくなる傾向を示している（図 4-3-3、図 4-3-4）。一方、KCl 溶液（イオン強度

0.2）、CaCl2 溶液（イオン強度 0.2）や FGB-2 孔_167.70~171.78 m（イオン強度 0.28）は、

NaCl 溶液（イオン強度 0.2）と比較して、含水比は給水側から排水側に向かって漸減する

傾向を示し、給水側の乾燥密度が小さくなる傾向を示している（図 4-3-5、図 4-3-6）。 

NaCl→イオン交換水のケースでは、初期緩衝材乾燥密度 1.2 Mg/m3 ではほとんど膨潤し

ないという結果となった（図 4-3-7）。この密度では排水もあまり得られていないことから、

ポーラスメタル内での目詰まりや塩の析出などにより、間隙水が過飽和状態となったため

ではないかと考えられる。他の初期乾燥密度では、概ね均一に膨潤しているが、初期乾燥密

度 1.6 Mg/m3 の給水面から 3 mm 付近の乾燥密度が著しく低下している。また、同じ箇所

の含水比は非常に大きいことが分かる。これは、膨潤によって乾燥密度が 0.6 Mg/m3 程度

まで低下すると緩衝材の強度も低下するため、浸潤などにより逃げ場がなくなった間隙空

気が供試体内に大きな空隙を形成したことによると推察される。 
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Appendix Ⅷ 

緩衝材-オーバーパックの相互作用の数値解析における 

材料物性パラメータの設定 
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１．はじめに 

 

高レベル放射性廃棄物の地層処分において緩衝材としての研究例の多い Na 型ベントナ

イトに加え，沿岸部の地層処分で有望と考えられる Ca 型ベントナイトを含め，緩衝材の仕

様（Na 型/Ca 型/砂混合の有無）と水質（純水/人工海水）の組み合わせの異なる条件で既

往実験を対象とした数値解析を行う．これにより，緩衝材条件による膨潤特性や透水性の違

いによりオーバーパックの変位挙動に生じる影響を確認し，また実験結果との比較検証を

行うことで沿岸部の地層処分におけるニアフィールド長期予測評価に対する数値解析の適

用性を検討する．ここでは，室内試験で取得されたデータに基づき，緩衝材の仕様と水質の

組合せを考慮した材料物性の設定について述べる． 

 

２．材料物性の設定 

 

2.1 膨潤特性 

 膨潤特性としては Na 型ベントナイトであるクニゲル V1 と Ca 型ベントナイトである

クニボンドに対して純水あるいは人工海水で飽和させた膨潤圧試験の結果より，有効粘土

密度𝜌𝑐 (g/cm3)と飽和時に生じる最大膨潤圧（平衡膨潤圧）𝑃𝑠 (MPa)の関係を整理し，式

(1)に示すパラメータ𝑝と𝑞を設定した（図 20）． 

𝑃𝑠 = 𝑝 ⋅ 𝑒𝑥𝑝 (𝑞 ⋅ 𝜌𝑐) (1) 
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(a) クニゲル V1-純水         (b) クニゲル V1-人工海水 

 

   

(c) クニボンド-純水         (d) クニボンド-人工海水 

図 20 平衡膨潤圧と有効粘土密度の関係 

 

 

2.2 透水特性 

透水係数は、クニゲル V1 とクニボンドに対して純水あるいは人工海水を透水させた透水

試験から有効粘土密度𝜌𝑐 (g/cm3)と透水係数𝑘𝑤 (m/s)の関係を整理し，式(2)に示すパラメ

ータ𝑎と𝑏を設定した（図 21）． 

𝑘𝑤 = 𝑎 ⋅ 𝑒𝑥𝑝 (𝑏 ⋅ 𝜌𝑐) (2) 

クニボンドに人工海水を透水した試験のデータは数が限られているが，純水を透水した

試験のデータと同様の傾向が見られたため，両者を区別しなかった． 

数値解析において，クニボンドと人工海水の組合せで遠心模型実験よりも水の浸透が速

い傾向が見られたので，パラメータスタディとして，透水係数が小さくなるケースを設定し

た．パラメータ𝑏を固定して，遠心模型実験の初期有効粘土密度に近い𝜌𝑐 = 1.12(g/cm3)の

データを通るようにパラメータ𝑎を再設定した．また，人工海水を用いて得られた最小の透

水係数である𝑘𝑤 = 7.06 × 10−13 (m/s)を設定した．クニボンドと人工海水の組合せについ

て，基本ケースの設定とパラメータスタディの設定を図 22 に示す． 
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(a) クニゲル V1-純水         (b) クニゲル V1-人工海水 

 

 

(c) クニボンド（純水・人工海水共通） 

 

図 21 透水係数と有効粘土密度の関係 

 

 

 

青いプロットは純水，赤いプロットは人工海水のデータを表す 

 

図 22 透水係数の再設定（Case6：クニボンド-人工海水） 

  



 

969 

 

2.3 水分特性曲線 

クニゲル V1 およびクニボンドの粉体試料に対して，純水あるいは人工海水を用いたサイ

クロメータ試験を実施し，含水比とサクションの関係を得た．JNC2000 年レポート（核燃

料サイクル機構，1999）では、含水比𝑤の代わりに、式(3)のモンモリロナイト含有率で正

規化した含水比𝑤𝑚𝑜𝑛を用いれば、同じタイプのベントナイト（例えば Na 型ベントナイト）

水分特性曲線を一つの式で近似できることが示されている． 

𝑤𝑚𝑜𝑛 = 𝑤/𝑅𝑚𝑜𝑛 (3) 

ここで，𝑅𝑚𝑜𝑛は緩衝材のモンモリロナイト含有率である．砂混合の場合の含水比につい

て，サイクロメータ試験の含水比（ベントナイト単体の含水比）に緩衝材のベントナイト混

合率を乗ずることで含水比を補正して算出した．含水比を遠心模型実験の初期乾燥密度に

対する飽和度に換算し，式(4)の van Genuchten 式で回帰することにより，図 23 のように

水分特性曲線を得た． 

𝑆𝑙 = 𝑆𝑙0 + (𝑆𝑙𝑚𝑎𝑥 − 𝑆𝑙0) [1 + (
𝑠

𝑃0
)

1
1−𝜆

]

−𝜆

 (4) 

ここで，𝑆𝑙0 = 0.1および𝑆𝑙𝑚𝑎𝑥 = 1.0として計算した．なお，𝑆𝑙は飽和度，𝑠はサクションで

あり，𝑃0は水分特性曲線の骨格を制御する基準サクションである． 

 

  



 

970 

 

   

(a) クニゲル V1・砂-純水       (b) クニゲル V1・砂-人工海水 

 

   
(c) クニボンド・砂-純水        (d) クニボンド・砂-人工海水 

 

   

(e) クニボンド-純水         (f) クニボンド-人工海水 

図 23 水分特性曲線の算出 

 

参考文献 

核燃料サイクル機構（1999）：わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼

性―地層処分研究開発第 2 次とりまとめ 一分冊 2 地層処分の工学技術，JNC TN1440 

99-024，1999. 
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Appendix Ⅸ 

分野間連携 
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１．はじめに 

1.1 背景 

 高レベル放射性廃棄物の処分事業の実施に際しては、様々な技術の適用が必要である。

処分事業においては、これらの技術を地質環境、工学技術（処分場の設計）、安全評価の 3

つの分野に区分し、これらの分野を有機的に結びつける、換言すればこれらの分野を連携す

ることにより、事業を円滑にかつ安全に進めることを目指している。 

処分事業はいまだ開始してはいないものの、このような趣旨に沿って、日本原子力研究開

発機構（以降：JAEA）では分野内や分野間の連携を図りつつ、幌延や瑞浪での地下研究施

設での作業を進めており、ここで蓄積された知見が将来の処分事業に生かされることが期

待されている。 

一方、高レベル放射性廃棄物処分事業の実施主体である原子力発電環境整備機構（以降：

NUMO）においては、適切なサイト選定に向けたセーフティケースの構築を目指して作業

を進め、これらの成果を「包括的技術報告：我が国における安全な地層処分の実現」として

取りまとめている。本作業はあくまでも、現在の技術的な知見に基づき一般的なデータを用

いて仮想的な作業を行っている。この作業を進める際には、3 つの分野が連携して多様な地

形、地質条件に則した地質環境モデルを作成している。 

2017 年に公表された科学的特性マップでは、特に輸送でも好ましい地域として沿岸域に

焦点を当てており、これらの情勢を受けて本受託研究の前フェーズである「沿岸部処分シス

テム高度化開発（平成 27 年度～平成 30 年度）」が、産業技術総合研究所（以降：産総研）、

JAEA、原子力環境整備促進・資金管理センター（以降：原環センター）、電力中央研究所

（以降：電中研）の 4 者共同研究としておこなわれた。これは複数機関による初めての沿岸

部にかかる共同研究である。当初、この事業では 4 機関はそれぞれの要素研究を遂行する

こととしていたが、研究が進むにつれて機関間や分野間の連携が可能ではないか、との意見

が出されるようになってきた。その下地にあったのは共同研究の形をとったことである。各

研究機関の研究者が顔を合わせて進捗を報告しあったことで、徐々に打ち解け合い、議論が

活発化したことが最も大きな理由である。その後、連携を意識した多くのミーティングをお

こなったが、専門分野が近い場合はたとえ研究機関が異なっていても連携が十分になされ

たものの、分野間の連携には大きな困難があることがわかってきた。 

分野間の連携に関しては、後述する Supply list および Requirement list の必要性や、実

際の研究地をもとにした地質環境から安全評価までの一連の流れを実施する必要性などが

論じられた。しかしながら、当該事業はもともと要素研究の遂行が目的であったこともあり、

具体的な成果とするには至らなかった。加えて、連携のための目的が定まっていなかったこ

と、実務者の協議体がなかったこと、連携にあたりリーダーシップを発揮する者の不在等が

課題としてあげられた。 
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1.2 目的 

以上の背景を受けて、2019 年度（平成 31 年度）開始した受託研究「沿岸部処分システム

評価確証技術開発」では、以下の目的を設定したうえで、改めて分野間（内）連携を実施す

ることとした。 

・分野間連携を実施することにより、効率的な分野間連携のシステムを構築するととも

に、各分野の研究成果の高度化を目指す 

・分野内および分野間の連携により不確実性を低減するための効率的かつ実効的な調査・

評価体系を構築する。 

 

 分野間連携の具体的な検討を実施するにあたっては、実務者による協議体（分野間連携

WG）を設置し、分野間（内）連携の在り方や進め方を検討する。 

 

２．分野間連携の進め方 

2.1 基本方針 

分野間連携については、全フェーズの受託研究「沿岸部処分システム高度化開発」におい

て同様な試みがされているが、公開された成果はない。これまでの分野間連携では、各分野

が提供できるデータリスト（Supply List) と他分野へ要求するデータリスト（Requirement 

List）による連携を図ってきたが、この手法では、各分野での情報の共有化ができても、具

体的なアクションにつなげにくい。一方、NUMOのセーフティケースの構築に際してはSite 

Descriptive Model（SDM）をインターフェースにした各分野間の連携が図られている。そ

こで、本事業での分野間連携に際しても、これと同様に SDM をインターフェースに連携を

進めることとした。また、対象地点としては、これまでにデータが蓄積されており、今後と

も調査が実施される予定の駿河湾地域と幌延沿岸域とした。 
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図 2.1‐1 SDM をインターフェースとした分野間連携の概念 

 

技術分野については、NUMO の包括的技術報告によれば、“地質環境の調査・評価”、“処

分場の設計”および“安全評価”の 3 分野となっているが、先行するフィンランドやスウェ

ーデンでのセーフティケースではこれらの 3 分野に“性能評価”を含めた 4 分野の構造と

なっているため、今回の検討でも 4 分野の構造として取り扱うこととした（図-2）。 

ただし、今回のプロジェクトには JAEA が参加しておらず、このため現状では性能評価、

安全評価の分野の参加がないため、当面は“地質環境の調査評価”と“工学特性（処分場設

計）”の 2 分野での連携から開始する。 
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図 2.1‐2 連携する分野 

 

沿岸部を対象に初期の限定的なフィールドデータから SDM を構築するための手法やそ

の際の不確実性の評価方法を具体化するような方向で連携を進め、分野間連携の在り方を

検討する。検討された分野間連携の在り方に基づき本フェーズの共同研究を進め、連携の在

り方をブラッシュアップするとともに，効率的な共同研究の推進に寄与する。 

 

2.2 分野間連携 WG の概要 

背景でも述べたように、本受託事業は基本的には要素技術開発であり、分野間連携に関し

ては副次的な作業となる。すなわち要素技術開発を主体としてその中で分野間連携をする

ことにより、より効率的な研究開発を行うことになる。そのためには、各機関、さらには分

野間の情報共有や共通の目標設定が必要となる。このための体制として、各研究機関で研究

の実務を担当する研究者を構成委員とする分野間連携 WG を昨年度に引き続き設置し、開

催した。 

共同研究に参加する産総研、原環センター、電中研から委員およびオブザーバー選出した。

また、昨年度と同様に JAEA からはこれまでの知見をもって本委員会をサポートしてもら

うために“パートナー”として、実施主体の NUMO からは事業者の立場からの要望や助言

を得るために“アドバイザー”として参加してもらうこととした。 

後述するように、工学特性分野での分野内連携が昨年度までは進んでいなかったため、今

年度は連携を深める目的で工学技術 WG を設置、開催した。一方、地質環境分野内及び地

質環境特性分野と工学特性分野の分野間連携については、昨年度までに順調に実施されて
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きたため、分野間連携 WG では全体計画に関する情報共有および年度途中の進捗状況に関

する情報共有を目的に年 2 回の開催とした。開催時期については、同様のメンバーが出席

する運営会議の後に開催することとした。分野間連携 WG の活動状況を表‐1 に、それぞ

れの議事概要を表‐2 に取りまとめ、WG の議事録を資料‐1（1）～資料‐1（2）として示

した。 

 

表 2.2‐1 WG の活動状況 

 

 

 

表 2.2‐2 WG の議事概要 

 

 

 

 

 

 

 

  

産総研 電中研 RWMC JAEA NUMO

第1回
（第16回）

2022年5月28日
14時～15時

Web会議
井川、町
田、丸井、
木方

長谷川、
西本、楠
原

大和田、
林

水野 三枝
第1回運営会議
令和3年度の実施計
画

第2回
（第17回）

2022年12月8日
16時～17時

Web会議
井川、町
田、丸井、
木方

長谷川、
西本

大和田、
林、坂本、
伊藤、丸
山、石井、
石川

水野 三枝

第2回運営会議
連携の全体概要説
明
令和3年度連携案件
の進捗状況

参　加　者
概要開催日時

開催
場所

第1回
（第16回）

2022年5月28日
14時～15時

第1回運営会議
令和3年度の実施計
画

令和3年度の連携に関する計画
・駿河湾地域の地質、地下水モデル構築の連携
・ボーリング調査の体系化
・人工バリア材料試験への原位置地下水供与

第2回
（第17回）

2022年12月8日
16時～17時

第2回運営会議
連携の全体概要説
明
令和3年度連携案件
の進捗状況

令和3年度の連携の実施状況
・全体概要
　分野間（内）および機関間（内）連携の概要
　工学技術WGの設置と活動状況
・連携案件の進捗状況

開催日時 概要、目的 主な議論の項目
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資料‐1（1） 

令和 3 年第 1 回分野間連携 WG 議事禄 

 

１． 日時：令和 3 年 5 月 2８日（金） 14 時～（運営会議終了後） 

２． 会議形態：Web 会議 

３． 参加予定者 

井川、町田、丸井、木方（産総研） 

長谷川、西本、楠原（電中研） 

大和田、林（原環センター） 

水野（JAEA） 

三枝（NUMO） 

４． 議題 

（1） 分野間連携に係る令和 2 年度からの継続案件の今年度実施計画 

① 駿河湾地域での地質、地下水モデル構築に際しての連携 

 FGB-2 孔延伸掘削（産総研）と地質 SDM（電中研）との連携 

・FGB-2 孔の延伸掘削および孔井内での調査計画について説明。 

・電中研の地質モデル構築にとって、FGB-2 孔の深度が足らず、地質モデルの更

新に寄与するような新たなデータの取得は見込めない可能性が高い。 

・地下水モデルについても、深部の第三紀層中の地下水流動に関してはデータが

ないので、検討は難しい。 

→今年度は未知の部分が多いので、地質も含めた形でデータを見ながら適宜、連

携について議論していくこととする。 

DB による CM（産総研）と地質 SDM（電中研）の比較検討 

  ・産総研モデルについては、流動解析（密度流解析）までは実施済み。 

  ・駿河湾を対象に、特定の断面に対する比較を産総研モデルと電中研モデルとの

間で実施。比較・検討する場合は、特定の位置（ボーリング孔）や断面などを

設定して、その断面において定量的な比較・検討が望ましい。 

 

② 施設設計へのデータ供与を考慮したボーリング調査項目選定と調査の体

系化 

・FGB-2 孔を使って、昨年までと同様に、施設設計における性能評価に寄与

するためのデータの取り方や使い方、また SDM への取り込みまでをふくめて

体系化をしたい。 

・NUMO にも協力をお願いしたい。NUMO 内では、すでに設計や安全評価

の観点から必要な情報は明確にされている。 
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・一方で、現場で取られたデータをそのまま設計や安全評価に使うわけでは

なく、データの空間的不均質性を SDM を使って表現し、その結果に基づき設

計・安全評価を行う必要がある。 

・今回はボーリング 1 本なので、不確実性の空間的な広がりまでは議論でき

ないが、少なくとも、物理検層とコアを用いた個別試験の結果を比較・検討す

ることで、鉛直方法の不確実性の取り扱いについては、検証できると考えてい

る。ただし検証は固結した層が確認できた場合のみ。 

 

③ 人工バリア構成材料の耐久性試験に対する地下水挙動変化に関する情報

供与 

・FGB₋2 孔井から水質を考慮して、3 深度の地下水を採取する予定である。

詳細については、後日、産総研と原環センターで打ち合わせる。 

 

（2） 令和 3 年度開始案件に関する連携 

① 海上 3D 音波探査 

・今年度は神奈川県横須賀市の金田湾で音波探査を実施。 

・海底電磁探査との組み合わせも含めて体系化について NUMO と意見交換を 

5/24 に実施した。 

・関係機関の了解を得て、次年度は幌延町沿岸部で三次元音波探査を実施予定。 

・幌延の SDM について、産総研と JAEA の共同研究契約の中に含まれてはい

るものの、他の資エ庁のプロジェクト（岩盤中地下水）の成果でもあるので、どこ

まで産総研で利用できるのか、JAEA に確認をお願いしたい。 

 

② 傾斜井掘削：既存技術情報収集 

・幌延沿岸部の比抵抗探査で確認されている低比抵抗帯に存在する地下水の水

質組成を明らかにするために、軟弱地盤での低角度での掘削・補孔と採水が可能か

否かを、文献調査にて検討する。 

・こちらの結果についても幌延の SDM の妥当性確認に使えるかどうかを JAEA

と相談・確認する。 

 

以上 
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資料‐1（2） 

令和 3 年第 2 回分野間連携 WG 議事禄 

令和４年 3 月 16 日 

 

１． 日時：令和 3 年 12 月 8 日（水） 16 時～（運営会議終了後） 

２． 会議形態：Web 会議 

３． 参加予定者 

井川、町田、丸井、木方（産総研） 

長谷川、西本（電中研） 

大和田、林、坂本、伊藤、丸山、石井、市川（原環センター） 

水野（JAEA） 

三枝（NUMO） 

４． 議題 

分野間連携の全体概要と令和 3 年度の実施状況 

(ア) 全体概要 

① 工学技術 WG の設置と活動 

・これまでの委員会からの指摘を受けて、令和 3 年 1 月に工学技術を中心とし

たメンバーが集まり、工学技術の分野内連携を密にすべく、今年度から工学特性技

術 WG を設置して、情報共有をしながら、共通の目標を設定し、最終的な着地点

を模索し、それぞれが連携して作業を進めることとした。 

・メンバーは原環センターと電中研であるが、プロジェクトリーダーと連携 WG

の責任者として産総研の井川、木方が参加する。 

 

② 分野間（内）及び機関間（内）連携の概要 

・研究実施機関での分野間や分野内の連携、さらには NUMO や JAEA との連

携（情報提供など）についての概要を説明するとともに、今回報告する 5 つのトピ

ックスの概要を紹介した。 

 

(イ) 令和３年度の連携案件の概要と進捗状況  

① 地質 CM(産総研)と地質 SDM(電中研)の連携 

・2つのモデル構築過程が文献調査時のモデル構築過程と一致する部分があるた

め、駿河湾を例としてこれらをモデルの構築過程を考慮してそれぞれのモデルを

統合することで、文献調査時のモデル構築に係る知見や、課題を抽出する。 

・産総研のモデルは地下深くまでの公的な情報に基づき 3 次元のモデルを構築

している。但し、統計学的にモデルを構築しており、地質専門家のジャッジは入っ

ていない。 
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・電中研はモデルの不確実性を低減するためにくり返しアプローチを行うが、最

初に構築する初期のモデルが文献調査時のモデルに相当する。 

・この両者のモデルの長所を比較検討しながら、モデルを統合する。このような

作業を行うことで、NUMO の実際の文献調査の作業に貢献する。 

 

② 施設設計へのデータ供与を考慮したボーリング調査項目選定と

調査の体系化 

・産総研が駿河湾地区で今年度 400ｍまで掘削予定の FGB-2 孔では、沿岸域で

の地下水流動特性を評価することを目的に孔内で各種調査を実施するが、これと

並行して施設設計に必要なデータ収集、さらには地質特性や水理特性に必要なデ

ータ収集を目指して調査項目の選定や調査手順の整理などを実施する。 

・今年度は可能であれば（力学試験に供するコアが取得できた場合）コア試験を

行い、試験結果を整理し、その試験値にばらつきが出てくる際の代表性に関して孔

内検層結果の結果などを考慮し検討を行う。 

 

③ 人工バリア構成材料の耐久性試験に対する地下水挙動変化に関

する情報供与と実地下水の提供 

・産総研では地下水のシステマティック解析により、過去、現状、将来の地下水

水質の変遷を検討する予定である。 

・人工材料の耐久性に対する地下水水質の影響を評価する目的で、地下水水質の

情報や実際の FGB-2 孔の実地下水を提供しており、今後も引き続き実施予定。 

 

④ セメント系材料に接触した地下水組成とその緩衝材への影響

（RWMC） 

・セメント系材料に接触したことにより水質変化した地下水が緩衝材に与える

影響を評価するため、セメント系材料に接触した地下水の水質変化に関する情報

を緩衝材研究分野に提供する。 

・セメント系材料に接触することによる水質変化は、セメント系材料の量や特性、

空間的な分布位置、地下水流動速度などに依存するため、これらの前提条件の妥当

性を NUMO と議論し情報共有したうえで、決定する必要がある。現在情報共有し

ているところで、今後アクションを起こすところである。 

・これまでに実施した人工材料の耐久試験結果が紹介された。 

・第 2 回工学特性 WG での議論が紹介された：陽イオン交換挙動に関する連携、

時間変遷、状態変遷に関する図式化（ストーリーマップ）、整合性の確保：緩衝材

の試験における密度設計（機関間で統一する） 
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⑤ 緩衝材の性能評価に関する連携：層間陽イオン、時間軸を意識し

た状態変遷の概念図化 

・層間陽イオン、時間軸を意識した状態変遷の概念図化、すなわちイメージ化を

最終年度に表出する。各機関で得意分野を背景に試験を実施しているが、タイムス

ケールやどのようなシーンを対象にしているかについて、それぞれ整理し、共有す

る必要があり、これを、連携を通して行う。 

・緩衝材に地下水が浸入することでいろいろ変化が起こるが、これらに時間軸を

入れる。困難ではあるが短期的な試験結果や遠心載荷による長期間の模擬試験結

果およびシミュレーションを用いで時間軸に沿った状態変遷を想定する。 

 

(ウ) 質疑応答および総合討論 

技術的な質疑応答とそれに引き続く討論を行った。これに伴い、アドバイザーの

NUMO およびパートナーの JAEA より以下のようなコメントがあった。 

C: 原環センターでは、これまで海水、塩水という観点で人工的な水試料を用い

て長い間試験して、いろいろなデータを取得されている。それに対して、今回実地

下水を用いた試験をされているが、同じような濃度の人工海水と実地下水の試験

結果の差異を整理するという視点は入っているのか。もしそうであれば、NUMO

としても、これまで取ったデータで、使える部分が何かが明確になると期待する。

特定のサイトを評価する際にも、これまで取得したデータで使用できるものと、今

後取得すべきデータを効率的に判断できるものと考える。 

A: 人工海水を用いた試験は膨大な数が実施されており、モデル化も十分とは言

えないができている。一方、今回実地下水を提供してもらい分析をすると、人工海

水のデータを表現していない、例えば濃度の低い海水であるにもかかわらず実地

下水にでは特定の成分が高濃度であり、この成分が反応に寄与していることがあ

り、今後の整理が必要となる。場所が決まった時に、予め推定できるようなデータ

として整理できると考えている。 

C：そのような方向性で実施していって欲しい。それが調査と工学の連携ではな

いかと感じる。 

C：連携に関する資料の図で、連携項目はおおよそ理解できたと感じた。分野の

メンバーが連携を通して研究を進めている姿勢はよく理解できた。 

 

以上 

 

2.3 工学技術 WG の概要 

令和 2 年度の評価委員会で工学特性の分野内連携が不十分であるとの指摘を受けて、人

工材料の耐久性試験に関する今後の連携の具体的な内容を協議するために、関係者で 2021
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年 1 月に打ち合わせを開催した。これを契機に、さらなる議論の場として工学技術 WG を

設置し、工学特性に係る検討項目（①セメント系材料の短期的な変質挙動に関する知見拡充、

②緩衝材の機能変化委に係るデータ拡充および③緩衝材―オーバーパックの相互作用と緩

衝材仕様に係るデータ拡充）間の情報共有や試験条件の整理、統一などの議論を開始した。 

工学技術 WG は、電中研及び原環センターの工学技術分野の担当者、オブザーバ（産総

研）から構成し、下記の点を活動のポイントやねらいとして実施した。 

 

(a) 電中研と原環センター間で、研究計画や結果等を相互に確認、意見交換を行い、研究

の品質向上に役立てる。緩衝材に関する研究内容に関して、共通する事項(の現象の解

釈やまとめかた等)について分野内での整合をはかる。 

(b) (a)の研究内容の相互理解をもとに、電中研と原環センターで実施中の研究内容の間

で研究の連携が見込める事項の抽出と次年度以降等の実施を目指した計画、最終年度

の工学技術のまとめかたの方向性を見出す。 

(c) 工学技術分野内の連携活動に関して、今後の活動や地層処分事業に伝達すべき情報の

記録を残す。 

 

工学技術 WG は、下記の日程で全 3 回実施した。それぞれの WG の活動状況を議事録と

して資料 2（1）～（3）に示す。 

・第 1 回 WG：令和 3 年 6 月 29 日 

・第 2 回 WG：令和 3 年 9 月 30 日 

・第 3 回 WG：令和 3 年 2 月 1 日 

  

工学技術 WG における活動内容や今後の課題を、本 WG の活動のポイントやねらい毎に

整理し表 2.3-1 に示す。本事業の最終とりまとめへ向けて、引き続き活動を継続するととも

に、事業者ニーズの反映などさらなる検討内容の品質向上をはかる予定である。 
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表 2.3‐1 令和 3 年度工学技術 WG 活動総括 

活動のポイントやねらい 活動内容、今後の課題 

(a) 電中研と原環センター間で、研究計

画や結果等を相互に確認、意見交換

を行い、研究の品質向上に役立てる。

緩衝材に関する研究内容に関して、

共通する事項(の現象の解釈やまとめ

かた等)について分野内での整合をは

かる。 

〇工学技術分野内の実施内容の相互理解を深め、

品質向上に結び付く活動をした。具体的には、 

・緩衝材の試験の密度設定 

・イオン交換挙動等の類似する試験結果の解釈の整

合性について 

・セメント系材料に接触した地下水の組成に関する

情報交換 

〇引き続き、情報交換、意見交換の活動を継続す

る。 

(b) (a)の研究内容の相互理解をもとに、

電中研と原環センターで実施中の研

究内容の間で研究の連携が見込める

事項の抽出と次年度以降等の実施を

目指した計画、最終年度の工学技術

のまとめかたの方向性を見出す。 

〇各実施内容の想定している時空間や成果の活用

方法などが明示的になるよう、処分場の状態変遷に基

づき、研究の位置づけや成果を示していく方向性を見出

した。 

〇本年度は、試験の条件や試験間の相互関連など

を明確する等して、今後の活動の基礎となる事柄を

WG 内で共有した。 

〇引き続き、活動を継続する 

(c)工学技術分野内の連携活動に関し

て、今後の活動や地層処分事業に伝

達すべき情報の記録を残す。 

〇議事録を作成 

〇今後の類似の活動に役立つ様、現状に対してどの

ような活動をしたかを報告書(Appendix)へまとめた。 
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資料‐2（1） 

令和 3 年度 第 1 回工学技術 WG 議事録 

 

日 時：令和 3 年 6 月 29 日（火） 10:00～11:30 

場 所：TV 会議 

出席者： 

（電中研）西本、渡邊、佐藤、吉川、横山 

（原環センター）大和田、林、石井、坂本、市川、伊藤 

（産総研）井川、木方 

 

⚫ 工学技術 WG の活動計画（活動のポイントやねらい、開催時期や回数）を確認し

た。 

 

⚫ 工学技術分野の各実施項目の内容紹介を担当者より紹介し、内容の相互理解、活動

のポイントやねらいの(a)及び(b)関する議論を行った。主な内容を以下に示す。 

 試験の詳細な条件や検討のねらい等に関して共有した。 

 処分場内では、セメント系材料の接触した塩水系の地下水が緩衝材に浸

潤するケースや、セメント系材料と緩衝材が直接接触するケースなどが考えられる。

材料の専門家が連携して検討する必要があるのではないか。先ず、情報交換から進め

たい（第 2 回 WG で情報交換を実施した）。 

 電中研と原環センターで実施している緩衝材の検討に関して、データを

相互に活用することも有効である。例えば、原環センターの検討している解析手法で

イオン交換の分布等の予測により、電中研の要素試験の時間軸を説明するなど、連携

を通して成果を高めることができる可能性があるので、引き続き WG で検討を進め

たい。 

 電中研と原環センターの緩衝材の試験条件を相互に把握し、データの共

有を踏まえると乾燥密度の条件に不整合があることが確認され、電中研と同一の乾燥

密度の試験水準を原環センターの試験に追加することとした。 
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資料‐2（2） 

令和 3 年度 第 2 回工学技術 WG 議事録 

 

日 時：令和 3 年 9 月 30 日（木） 14:00～16:10 

場 所：TV 会議 

出席者： 

（電中研）西本、渡邊、佐藤、吉川、横山、新橋 

（原環センター）大和田、林、石井、丸山、坂本、市川、伊藤 

（産総研）井川、木方 

 

⚫ セメント系材料に接触した地下水の組成に関する情報交換を行った。 

 第 1 回 WG での議論に基づき、セメント系材料に接触した地下水の組成

について、原環センターで実施した試験の成果を紹介し、模擬地下水によるセメント

系材料の変質（Ca の溶解や二次鉱物生成）や緩衝材とセメント系材料の接触部での

ベントナイトの Ca 型化や二次鉱物生成等の挙動について、WG 参加者で理解を深め

た（詳細は 3.4(2)参照）。 

 上記の情報交換に加え、支保工のセメント系材料周辺の化学変質や環境

の想定や坑道内に向けての地下水の流れなど、地下水の接触による緩衝材やセメント

系材料等の構成材料の変質挙動や各種物性値に対する影響を検討する上で関連する

情報について、WG 参加者の知見を共有した。 

 併せて、処分場の構成材料の変遷や性能変化に関する試験の条件の考え

方などについての意見交換をした。その中で、想定に対する試験条件の設定の考え方

に専門の違いによる意見の相違があった。その原因や今後に向けた対策として、処分

場の設計を明確にすれば、上記の様な処分場の構成材料の変遷や性能変化の検討の意

図がわかりやすくなるので、想定（検討の前提条件）を明確に決める必要があるので

はとの意見、一方で、原環センターの緩衝材やセメント系材料の試験では、将来の処

分場周辺の環境に応じ、処分場の設計が柔軟にできるよう、地下水等の環境条件に対

して幅をもって構成材料のデータを整備する必要性もあるとの意見があった。委員会

において、工学技術分野の各検討の前提条件を明確にするようにとのコメントもある

ので、今後、前提条件や各検討のデータ取得の考え方の説明について丁寧にする必要

性を再確認した。 

 これまで工学技術分野では竪置きブロック方式を対象として検討してき

たが、坑道に横置きにする PEM 方式の部材構成についても海外の知見を含め今後の

検討に役立てるよう情報交換した。 

 

⚫ 各検討の内容や前提条件について意見交換を行ない共有（相互理解）した。 
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 電中研の緩衝材の要素試験では、間隙水が 1 回置き換わる程度の模擬海

水等の通水があり、ベントナイトはイオン交換過程にある。イオン交換の速度等の説

明には、ベントナイトの RWMC で検討しているイオン交換過程に関する解析手法を

用いて説明ができると研究を取りまとめる上で今後このような連携が有益であるこ

とを確認した。 

 電中研の緩衝材の模型試験はある一場面を抽出して実験を実施している。

原環センターの緩衝材の試験が想定している時空間のどの場面かに当たると考えら

れる。模型試験のデータを、原環センターの試験の検証に活用できる可能性があるの

で、今後これまでの試験結果を確認して活用できるか、最終年のとりまとめに向け検

討を進める。 

 機関間でキャッチボール（連携）をすることは重要であるが、最終的には

答えを出す必要がある。時間軸は重要であるので、そのために原環センターが電中研

の試験の実験条件とか踏まえた上での解析、両機関で議論して時間軸に沿ってデータ

を整備するのが望ましいのではないかとの有益な意見があった。 

 電中研の要素試験は、海水平衡ベントナイトでの試験であり、海水平衡の

状態に至るまでの過程については、原環センターのイオン交換過程に関する解析結果

を組み合わせると、建設初期から一連の時間軸での変遷が説明できる。今後、両機関

で議論を進めて、1 枚の図による成果のまとめを作成してはとの意見が出た。 

 上記に加え、施工閉鎖→再冠水→飽和というフェーズで、どのような現象

が起きて安全評価の初期状態として最終的にどのようになるかの状態変遷を図にし

て、この図に本事業の最終年度の要素試験の試験結果はこの部分の結果を見ていると

示し、さらに模型試験はこういう結果が出ており、こういう挙動を示している、この

現象を見ることができている等と、一枚の図で描けると工学分野全体の成果になると

のアイデアが抽出された（第 2 回 WG 後に図案を作成し、分野間連携 WG、委員会で

説明した）。 

 原環センターの時空間等の前提条件の説明は、現在作成過程であり、引き

続き内容を高め、委員会等で説明に使っていくこととした。 
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資料‐2（3） 

令和 3 年度 第 3 回工学技術 WG 議事録 

 

日 時：2022 年 2 月 1 日（火） 10:00～12:00 

場 所：TV 会議 

参加者： 

（電中研）西本、渡邊、佐藤、横山、吉川 

（原環センター）大和田、林、石井、坂本、市川、伊藤、丸山 

（産総研）井川、木方 

 

⚫ 緩衝材の各試験のイオン交換挙動の整合した解釈について各試験の条件や試験結

果を比較し議論して整理した（第 2 回委員会コメントに関する検討）。 

 試験後の試料の層間陽イオンの分析方法は、両機関で同一の方法（アルコ

ール洗浄後、SFSA 法によりイオンを抽出）であることを確認した。 

 電中研の要素試験では、試料の間隙の水が 1 回置き換わる程度、模型試験

では飽和に至るまでの過程で、RWMC の膨潤率試験は膨潤量が平衡になるまで、通

水試験はイオン交換が平衡になるまで、それぞれ間隙量に対して何倍かの量を通水し

ている。また、通水した陽イオンの濃度が異なる。加えて、イオン種による交換性の

違いの影響も考えられた。そのため、これらの試験のイオン交換挙動の違いは、上記

の様な違いが影響していると考えられ、そのような点を考慮して、今後委員会等で説

明することを確認した。 

 

⚫ 緩衝材の挙動の不均一性の取り扱いについての議論と抽出をした(第 2 回委員会の

コメントに関する検討) 

 沿岸部の地下水も踏まえ、緩衝材において不均一性が懸念される事項と

して、孔壁の隙間への膨潤により自己シールした周辺の乾燥密度の不均一性、緩衝材

のベントナイトに原鉱石を使用した場合の原材料が有する不均一性が抽出された。今

後も不均一性について議論を深めていくこととした。 

 

⚫ 処分場の状態変遷における試験・解析の相互関係や進め方について確認・共有した 

 想定される処分場の状態変遷（概念）において、それに対応する各試験や

解析の相互関係や、検討成果の位置づけを時系列的に整理し、工学技術分野の緩衝材

に関する検討成果や残される課題を最終年までにまとめていく点を確認した（3.4(１)

参照）。 

 

⚫ R3 年度の工学技術 WG の活動総括をした 
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 工学技術 WG の年間の活動の成果や今後の進め方に関して、本年度当初

に設定した活動のねらいやポイントに照らし合わせて確認した（2.3(4)参照）。 
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３．分野間連携の作業内容 

 

3.1 分野間連携の概要 

 

分野間（内）連携、さらに視点を変えた機関間（内）の連携については、本受託研究の各

要素技術開発に合わせて鋭意実施してきた。これらの連携の全体像を図 3.1-1 図に示す。 

今フェーズの研究機関は産総研、電中研、原環センターであり、それぞれの機関で実施し

ている研究項目を枠内に記述した。地質環境特性に関する研究項目を黒字、工学特性に関す

る研究項目を赤字で示し、それぞれの研究項目間の連携を矢印で示した。受託研究機関以外

として、JAEA（パートナー）および NUMO（アドバイザー）を示し、これらとの連携に

ついても矢印で示した。 

 本報告では、今年度から開始した連携案件のうち、特に重要な案件を 3 件抽出し、その

内容について記述する 

 

図 3.1－1 分野間（内）・機関間（内）連携の概要 

（赤字：工学技術 WG で取り扱う連携） 

 

（1）文献調査段階を想定した地質モデルの統合－駿河湾地域を例として－ 

【地質環境特性分野内（地質と地下水）連携】 

事業内容 

電中研：駿河湾地域における既存資料の解析結果、さらには新たに産総研が掘削するボー

リングの地質環境特性に関する情報に基づき、地層処分対象岩盤を包含する地層の地質、地

下水流動に関する各々の段階の地質環境モデルを構築する。 

産創研：全国的に整備された地形、地質、物理探査のデータベースに基づくコンセプチュ

アルモデルを構築しており、駿河湾地域においても地質環境モデル（CM）の構築とこれに

基づく地下水流動解析を実施している。 
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分野間連携 

駿河湾地域において産総研が構築する地質環境モデル（CM） と電中研が構築する地質

環境モデルは、それぞれモデル構築のある過程が文献調査段階のデータに基づくモデルと

捉えることができる。これら両者のモデルと、両者が用いたデータとモデルを相互比較し、

それぞれのモデルの特徴を考慮したうえで、両者のモデルを統一することにより、文献調査

段階の地質環境モデルの構築に資する。 

 

（2）人工バリア構成材料の耐久性試験に対する実地下水採取 

【工学特性（材料耐久性）分野と地質環境特性分野の連携】 

事業内容 

原環センター：沿岸海底下特有の地質環境に着目した工学技術の高度化を目指して、①沿

岸部に特有な地下水化学環境におけるセメント系材料の短期的な変質挙動に関する知見拡

充、②同様の環境における緩衝材の機能変化にかかわるデータ拡充、についてそれぞれデー

タ取得とその後の検討のための実験などを実施中である。 

産創研：水理基盤の上部層を対象として、層序の確認及び沿岸域特有の地下水流動の検討

を目的として深度 400m の孔井(FGB-2 孔)を掘削する。本孔井では水理特性評価のための

孔内水理試験及び地下水採水を行う。 

分野間連携 

上述の事業項目のうち①～②については、再冠水までの処分場周辺の地下水組成の変遷

を考慮して、それぞれの材料に対する試験を行う必要がある。沿岸域における初期から超長

期に及ぶ地下水流動の変遷やそれに伴う処分場周辺の地下水の水質の変化については、地

質環境特性分野において数々の知見を有しており、現在実施中のシステマティック解析で

は、これらの知見を踏まえて過去～現状～将来の一連の地下水変遷を検討する予定である。

これらの情報を共有することにより、より的確な試験条件を設定することができると期待

できる。また、FGB-2 孔において、事前に想定した深度に対する地下水水質に沿って、3 深

度の実地下水を採取し、これらの実地下水を人工材料の耐久性試験に提供する。 

 

（3）緩衝材の性能評価に関する連携（時空間を意識した状態変遷の観点から） 

【工学特性（材料耐久性）分野内連携】 

事業内容 

原環センター：沿岸海底下特有の地質環境に着目した工学技術の高度化を目指して、①沿

岸部に特有な地下水化学環境におけるセメント系材料の短期的な変質挙動に関する知見拡

充、②同様の環境における緩衝材の機能変化にかかわるデータ拡充、についてそれぞれデー

タ取得とその後の検討のための実験などを実施中である。 
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電中研：工学技術高度化を目指して③緩衝材－オーバーパックの相互作用と緩衝材仕様

に関わるデータの拡充、についてそれぞれデータ取得とその後の検討のための実験などを

実施中である。 

分野間連携 

【地下水環境と時間軸を意識した状態変遷の概念の共有】 

上記事業内容のうち②および③の緩衝材の試験については、試験目的を踏まえて各機関

で実施可能な技術を用いて検討を進めているが、個別の試験だけでみると、対象とするタイ

ムスケールやシーンが限定されるため、数十年～数百年以上にわたる緩衝材の状態変遷を

個別の試験だけではカバーすることができない。このため、沿岸部特有の地下水環境や時間

軸を意識しつつ、緩衝材の状態変遷を概念的に整理し、状態変遷の理解を深める。 

【セメントの影響を受けた地下水水質：緩衝材への影響の観点から】 

これまで主に緩衝材への地下水の浸潤および膨潤、イオン交換等とそれに伴う性能変化

を中心に取り扱ってきた。一方で処分場内への地下水の侵入に当たっては、周囲の岩盤と接

する形で吹き付けコンクリートやコンクリート製の支保工、覆工コンクリート等が施工さ

れ、沿岸部において想定される環境、特に海水系地下水と接触したセメント系材料の変遷と、

そのために溶出するセメント成分の組成やその影響に関してのデータは豊富には得られて

こなかった。このため、これまでに実施されたセメント系材料の変質試験と液相の分析結果

について情報を共有して、今後、海水系地下水に於ける緩衝材の長期変遷評価に向けた試験

条件等の設定の参考情報として利用する。 

 

3.2 文献調査段階を想定した地質モデルの統合－駿河湾地域を例として－ 

（1）地質モデル統合の基本方針 

令和 2 年度の最終評価委員会において、処分事業の当面の段階である文献調査に資する成

果を発出してほしい旨の要望があった。本フェーズの受託研究の要素技術開発はそのほと

んどが概要調査段階以降を目標に実施しているが、以下の 2 つの検討項目が文献調査段階

にも適用できるとの判断から分野内連携として実施し、その成果を文献調査に資すること

とした。 

産総研：沿岸部地質環境データベースの構築と解析 

電中研：地質環境モデルの構築と血活水流動解析の高度化 

駿河湾地域において産総研が構築した地質環境モデル（CM ）と電中研が構築した初期

地質モデルは、それぞれ文献調査段階に取得できる情報から構築されるモデルと想定でき

る。 

令和 3 年度はこれらのモデル構築の目的やプロセス、すなわちモデルの設定範囲、モデ

ル構築に使用した地質環境に関わるデータ、点、線、面データから 3 次元モデルへの展開方

法などを明らかにすることとした。 
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今後、両者の特徴や課題を比較検討し、これらを統合して地質環境モデル構築を試みるこ

とにより、文献調査段階のモデル構築の留意点や構築したモデルの課題などを明らかにし

て、実事業における文献調査段階の地質環境モデル構築に資する。 

 

（2）産総研地質環境モデル 

SDM を作るための初期段階として、地質環境モデル（地質や地下水など地球科学要素を

中心として、生物多様性も考慮できるモデル）に係る概念を整理するための、産総研では地

質環境概念モデルを作成している。当該課題が開始され、２年間は国の公的機関が発行した、

国民であればだれでも手に入れることができる信頼性の高いデータを利用して沿岸域の地

質環境概念モデルを作成してきたが、地質図などには専門家の判断（断層や褶曲などの専門

的な判断（エキスパートジャッジ））が含まれていると考えられるため、当該年度には（慎

重派との議論を前提に）専門家の判断を全く排除した数理統計学的なモデル（スタティステ

ィカルモデル）を作り、これまでのデータ集積やモデリングと統合して、地質環境概念モデ

ルにおけるエキスパートモデルとスタティスティカルモデルの差異を検討した。 

本文２章で述べたように、地球統計学的な手法を用いて、先に整理したデータセットから

地質モデルを作成した。概念モデル作成の準備として、日本列島沿岸部（海岸線よりも 20

㎞程度までの内陸）の地質図、ならびに同地域の地形図、海底地形図、海底地質図を整理し

た。これらのデータを読み込み、GIS を構築し、解析に用いる諸条件を把握できるよう三次

元地質環境概念モデル（以下コンセプチュアルモデル（CM）と呼称）として地域ごとに出

力できるようにした。 

GIS のシステム構成及び動作フローを図 3.2‐1 に示す。GIS は、一般的なブラウザソフ

トで利用する事を想定し作成している。GIS は、デジタルデータを保管する仮想サーバーと

データ通信を行うデータ通信プログラム、ユーザーが操作する PC にデータを可視化するデ

ータマッピングプログラム及びユーザーインターフェース（GUI：Graphical User Interface）

で構成される。また、Appendix I の表 1-2 に示す 55 の地域で、二つの概念モデルを作成し

ている。これは、義務教育で学習する 64 の海岸平野のうち本事業から対象外となるものを

いくつか除いて構成した。構成したモデルのうち、一つは断層や褶曲に代表される専門家の

判断を伴うエキスパートモデルであり、他方はこれにとらわれないスタティスティカルモ

デル（統計モデル）である。この違いを Appendix I の表 1-1 に示す。エキスパートモデル

については、Appendix I の表 1 2、表 1-3 に示す資料と比較し良好な結果が得られている

事を確認した 
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図 3.2‐1 GIS システム構成図、動作フロー 
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当該課題で構築したデータベースには、各機関の専門家による地球科学的な判断（エキス

パートジャッジ）が既に含まれているため、このデータベースを単純に利用した概念モデル

は、エキスパートモデルとなる。これに対し、専門的な判断を含まないデータ（地形や物理

探査結果、試錐結果など）だけで構築したものが統計モデルとなる。当該課題では、稚内、

幌延、勇払、頓別、美幌・斜里、釧路、十勝、石狩、津軽、下北、三本木、能代、秋田、庄

内、石巻、仙台、磐城、常磐、越後、高田、富山、金沢、福井、駿河、静岡、遠州、豊橋、

岡崎、濃尾、伊勢、和歌山、大阪、播磨、鳥取、倉吉、出雲・松江、岡山、福山・尾道、小

郡、徳島、讃岐、松山、高知、伊予、行橋、直方、福岡、筑紫、中津、別府、大分、八代、

宮崎、笠之原、対馬の 55 地域について、エキスパートモデルと統計モデルを作成し、この

差異を比較した。これを Appendix I に示す。 

駿河湾地域における、エキスパートモデルと統計モデルを図 3.2‐2 に示した。参照でき

るデータが疎な分海域の地質において差異が認められた。データが疎であるとどうしても

実在するデータに引きずられるための結果と言える。これと同様に、対象としたすべての地

域の両モデルの比較を Appendix I に掲載した。その結果、一般的にデータが疎であるとこ

ろほどエキスパートモデルと統計モデルに差異が認められなかった。また、慎重派を含めた

市民との対話のポイントや、実際の調査における調査のキーポイントやそれを解明するた

めの手法なども議論できる状態になってきた。 

深部地下水の超長期的安定領域を推測するため、エキスパートモデルを用いて有限要素

法による温度密度流と塩分密度流の三次元連成解析を行い、水質の分布やその特性を考察

した。解析においては、透水係数など解に影響する感度の高い材料定数を設計変数とし、滞

留時間（地下水年代）と塩分濃度を目的変数とする最適化解析を実施し、各地域における材

料定数の最適値を求めた。最後に、最適化解析により得られた材料定数の最適値を用いて三

次元連成解析を実施し、最適設計変数の適用前後で解を比較、評価した。この解析は、地形・

地質・海水準を固定条件として与え、初期の状態として地質が海水で満たされたところから

の降水による洗い出し解析とした。降水量には、現在の各地の平均降水量を与えた。時間ス

テップは 100 年とし、各ステップ内で地下水位・地下温度分布・塩分濃度分布が大きく変

化せず、安定するまでの解析を実施した（図 3.2‐3）。地層処分技術においては、地下水環

境の把握は極めて重要であり、天然バリアとしての特性を評価する技術開発が求められて

いる。沿岸域における指定地域の有限要素法解析モデルを適切な水理解析条件により構築

し、計算が長時間かかる温度密度流と塩分密度流の三次元非定常連成解析を実施し最適（同

定）値を得る必要がある。詳細は本文第２章に譲る。 
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図 3.2‐2 駿河湾の地質環境概念モデルにおける 

エキスパートモデルと統計モデルの比較 
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図 3.2‐3 駿河湾地域におけるエキスパートモデルを使った水理解析の事例 
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地質環境モデルを作成するには、地質や地下水のモデル化に加えて、生物多様性までも考

慮に入れた要素・項目をモデル化する必要がある。このため、各要素の遷移する時間を考慮

する必要があり、地域や気候変動帯、地質年代ごとの差異をとらえる必要がある。当該課題

においては、先ず Appendix I に示すように、我が国の公的機関が発行している沿岸部に係

るデータ（図幅）をリスト化し、さらに既往文献を地域ごとに整理した。 

その上で、地質（地質構造）と地下水（特にジェネラルフロー）に着目して、我が国の公

的機関が発行しているデータ（図幅）をもとに、地質環境モデル構築の第１歩として、その

概念モデルを作成した。このとき、公的機関が発行している既存データには、一定の信頼性

が担保されていることは言うまでもないが、公的機関の専門家によるエキスパートジャッ

ジ（断層や褶曲など）が含まれており、将来的な慎重派との議論も考慮して、このエキスパ

ートジャッジを排除した統計モデルも作成した。データが疎な地域においては、これら２つ

のモデルに大きな隔たりは見られなかったが、地質調査などが盛んにおこなわれている地

域での隔たりは大きかった。また、この２つのモデルを比較することで、地層処分事業の段

階を進めるために重要な調査のポイントが浮き彫りになったと考える。 

さらに当該研究では、我が国の沿岸地域における、海陸連続の三次元温度密度流・塩分密

度流に係る非定常連成解析を実施したことで、滞留時間（地下水年代）と塩分濃度、地下水

流跡線、水頭圧分布を見える化できた。換言すれば、国の公的機関のデータを用いて沿岸部

のジェネラルな地下水環境を把握できたと考える。 

 

（3）電中研地質環境モデル 

1）緒言 

本研究では、地質のモデル化にあたり、データの収集と精査、地質概念モデル（作業仮

説の提示）の作成、地質モデルの構築（作業仮説の組合せと定量化）という 3 つの段階を踏

んでいる（図 3.2‐4）。いうまでもなく、これは、地質図（地質モデル）の作成に必須の手

順であり、大括りに言えば地質図の描き方（の一部）と言える。陸域・海域共通である。本

研究では、これを紐解き、その中で考慮すべき不確実性を丁寧に追跡した。詳細については、

報告書本文第 2 章 2 節（3）を参照されたい。ここでは、分野間連携の視点から情報提供を

依頼された項目について述べる。 

なお、本研究では、具体的な調査法自体の検討は実施していない。調査法については、

陸域と海域では大きく異なる点は言うまでもない。 
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図 3.2‐4 地質モデル構築の PDCA サイクルの例 

 

2）モデル設定の範囲とその設定理由 

施設スケール〜広域スケールを対象としている。特に、後者については、地下水流動の

観点から、主に地形を重視したモデル検討から要求される解析範囲に基づきモデル化の範

囲を設定している。これは、地質のモデル化では与条件であるが、地質モデル化と地下水流

動の連携という点では、重要な最初のステップである。 

 

3）使用した収集データおよび収集したが使用しなかったデータ、その区分けの理由 

文献等から取得するデータ、現地調査で取得するデータ、いずれの扱いも基本的には以

下の考え方に基づいて区分けする。 

モデル化に向けて、あらゆるデータを収集したが、それらの中には解釈を含まない生の

情報と、解釈を含んだ情報とがあり、これをそれぞれ一次データ、二次データと呼んだ（表 

3.2‐1）。なお、文献情報には二次データが多く、また、現地調査は基本的に一次データを

取りにいくものであることは言うまでもない。さらに、一次データであっても、厳密にはそ

こに不確実性が存在し、その不確実性がモデル化に影響しうることを述べた（図 3.2‐5）。 

このような区分けを行ったのは、前者をモデル化の拘束条件、後者を地質概念モデルの

作成・地質モデルの構築のための参考情報と位置付けるからである。 

 

 

 

 

表 3.2‐1 一次データ（解釈無し）と二次データ（解釈を含む）の例 
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図 3.2‐5 一次データの採否とそれが地質構造解釈（地質概念モデル） 

に与える影響の例／走向傾斜 

4）点、線、面データから 3 次元への展開手法 



 

1000 

 

特別なことはない。ただし、エキスパートジャッジ／解釈、数学的な補完、あるいはそ

の組合せのいずれも認める。ただし、近年使われている地質モデル化ソフトについても、い

かに使うかという点ではエキスパートジャッジが含まれていることがあり、その意味では

上記の組合せに相当しよう。 

なお、それぞれの結果はそれぞれにモデルとして扱うべきというのが、本研究の立場で

ある。展開方法はテクニカルには重要であるが、そのテクニックをどう使うかという点が不

確実性を扱う上では重要と本研究では見ている。 

 

5）モデル構築に際しての課題 

モデル構築に関わるテクニカルな課題はここでは扱わない。今持っている道具を使って

仕事をすることを前提とする。 

概要調査地区選定段階、精密調査地区選定段階では、データが限られ、不確実性を織り

込んだ意思決定（結論の導出）が避けられない。本研究では、地質分布・地質構造の不確実

性を複数のモデル（作業仮説）を提示することで表現し、考えうるさまざまな事象を想定内

に収め、その検討結果を地質モデル化の PACD サイクル、リスクマネジメントに乗せてい

くことを本研究では提言している（図 3.2‐4）。 

本研究では、これは、数多の建設現場での地質調査において、経験に基づく暗黙知とし

て、当たり前のように実施されてきたことであると捉えている。経験的な話ではあるが、例

えば、ダム建設では、調査初期の不確実性が大きい結論に基づいて、大まかな岩盤・地下水

の解析や、概念的な設計が行われてきた。そして、その結果に基づいて、次の調査計画が練

られた。これら調査・評価の体系化には多くの試みがある（参考書多数）。一方、目的は異

なるが、リスクを扱った研究事例として、地質リスク学会の地質リスクマネジメントの事例

に触れた。しかし、構造物の建設地の選定という目的に対しての「不確実性を織り込んだ調

査・評価の体系化」という点で、放射性廃棄物関係の研究事例ではなかなか事例が見当たら

ず、課題と考えている。その具現化あるいは過去の調査の分析事例から学ぶことが必要では

ないかと考えており、これが本研究での提言に繋がっている。 

 

3.3 人工バリア構成材料の耐久性試験に対する実地下水採取 

（1）実地下水による試験の必要性 

工学技術分野の検討では、沿岸部の多様な地下水における、処分場の構成材料の設計や性

能評価のための体系的なデータ整備や評価手法の検討を実施している。報告書本編の 4-1

（セメント系材料の短期的な変質挙動に関する知見拡充）ではセメント系材料の化学変質

に伴う力学特性について、4-2（緩衝材の機能変化に係るデータの拡充）では緩衝材の自己

シール性に関わる膨潤率やイオン交換挙動について、それぞれ、多様な地下水組成に対して

の試験データを、材料への影響がある地下水成分に着目して試薬で模擬した溶液（模擬地下

水）を使用して室内試験により取得している。 
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実地下水は、様々なイオンや微量な成分等を含んでおりそれらの試験結果への影響が考

えられ、室内試験結果と比較してフィードバックすべき点など確認することが必要である。

また、精密調査における実地下水で材料の性能評価の必要性も予想されることから、試験方

法の適応性を把握しておくことも重要と考えられる。 

そのため、これらの模擬地下水を使用した室内試験の試験データや評価方法の検証やフ

ィードバック、加えて、実地下水を用いた室内試験での留意点を抽出のために、現在室内試

験を実施している試験系で実地下水を使用した試験の必要性がある。 

 

（2）FGB₋2 孔からの実地下水の採取 

現場における実地下水の採取深度および採取日は以下の通りである。 

・深度 167.70～171.78m（2021 年 8 月 23 日） 

・深度 214.75～220.52m（2021 年 10 月 21 日） 

・深度 280.95～284.52m（2021 年 12 月 20 日） 

・深度 341.05～345.25m（2022 年 2 月 7 日） 

掘削泥水の影響を除去するため、採水前には十分な揚水を行い、泥水に加えていたトレー

サー濃度が 3％以下となるようにした。採水の際は揚水地下水をホースで導水し、ホース口

をボトル内に入れて十分にオーバーフローさせて、なるべくボトル内に空気が入らないよ

うに留意した。採取した地下水はその日のうちに冷蔵便でラボへ郵送した。 

 

（3）実地下水を用いた材料試験 

工学技術分野の試験で、実地下水を用いた材料試験について、それぞれの試験での比較検

討の内容について以下に示す。各試験において、実地下水の室内試験方法への適用性につい

ての課題があれば整理をする。 

 

1) セメント系材料の短期的な変質挙動に関する知見拡充（本編 4-1 節） 

セメント系材料に関する検討において、沿岸部の地下水組成をセメント系材料の化学変

質に影響及ぼす成分を考慮して類型化し、類型化した各地下水グループの化学組成の模擬

地下水を作製してセメントペースト試料を浸漬し、各地下水グループでの化学変質と力学

特性に関するデータを取得している。実地下水による浸漬試験を実施して、模擬地下水での

試験データと比較し、変質挙動や力学特性の類似性を確認する。実地下水を使用した試験に

は、海水の 1/3程度の濃度でMgの濃度が比較的高い地下水（FGB-2孔 167.70～171.78m）、

海水同等の地下水（FGB-2 孔深度 210m から 350m で採取した地下水）を使用して浸漬試

験を実施してデータを取得する。（本編 4-1(5) セメント系材料の化学変質に伴う機械力学的

特性挙動強度に関する検討） 

また、支保工における地下水の接触条件を考慮したフロー試験や浸漬試験を知見の少な

いコンクリート試料を使用し、模擬地下水で化学変質と力学特性に関するデータを取得し
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ており、実地下水（FGB-2 孔 167.70～171.78m）を加えて実施することで、データの拡充

を図り、解析の検証データに活用する（本編 4-1(6) 現実的条件を模擬したコンクリートの

変質試験）。 

 

2) 緩衝材の機能変化に係るデータの拡充（本編 4-2 節） 

緩衝材の性能に影響がある層間陽イオンの交換挙動は、沿岸部の地下水で想定されるイ

オン強度の高い地下水や圧密した緩衝材でのデータは少ない。そのため陽イオン種や濃度、

緩衝材の乾燥密度をパラメータとして、試薬で調整した溶液と圧密状態の試料による通水

試験（室内試験）で挙動を確認し、イオン交換係数を取得している。加えて、イオン交換挙

動を予測する解析手法についても検討を実施している。実地下水（FGB-2 孔 167.70～

171.78m）を使用した通水試験を実施し、試験結果の再現解析等より解析手法の検証や改善

等を行う。（本編 4-2(2）イオン交換選択性に関する検討） 

 緩衝材の自己シール性に関する評価に使用する膨潤率に関して、沿岸部の地下水の組

成を踏まえ、イオン強度や陽イオン種をパラメータとして試薬を調整した溶液による膨潤

率試験でデータを取得し、評価方法を検討している。陽イオン種による膨潤率の差は比較的

小さく、イオン強度が大きくなるほど膨潤率は小さくなる傾向があることをこれまでに把

握してきている。実地下水（FGB-2 孔 167.70～171.78m）の膨潤率のデータを取得し、こ

れまでに試験で把握したイオン強度と膨潤率の関係と同様な傾向を示すことを確認した。

（本編 4-2(3）緩衝材の膨潤率に対する溶存陽イオンの影響把握試験） 

 

3.4 緩衝材の性能評価に関する連携 

沿岸海底下特有の地質環境に着目した工学技術の高度化を目指して、原環センターでは、

①沿岸部に特有な地下水化学環境におけるセメント系材料の短期的な変質挙動に関する知

見拡充、②同様の環境における緩衝材の機能変化に関わるデータ拡充、電中研では、③緩衝

材－オーバーパックの相互作用と緩衝材仕様に関わるデータの拡充、についてそれぞれデ

ータ取得とその後の検討のための実験などを実施中である。 

 

（1）地下水環境と時間軸を意識した状態変遷の概念の共有 

1）各機関で実施している検討内容 

核種移行抑制機能に関わる低透水性をはじめ、緩衝材の設計要件に対する沿岸部特有の

影響因子である海水に着目し、各機関で分担して研究を進めている（図 3.4-1）。本事業の工

学技術の②と③において、緩衝材の設計要件に対して、以下の検討を進めている（詳細は本

編 4-2、4-3 節を参照されたい）。 
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・ 膨潤変形試験（原環センター）：不飽和から飽和の過程で生じる膨潤変形

を要素特性として捉え、自己シール性の評価。加えて、層間陽イオンの交換係数を通水

試験や解析によって評価 

・ せん断透水試験（電中研）：飽和後に生じるせん断と透水性変化を要素特

性として捉え、自己修復性と低透水性を評価 

・ 遠心力模型試験とその数値解析（電中研）：不飽和から飽和の過程で生じ

る緩衝材－オーバーパックの力学的相互作用を、縮尺模型とその数値モデルを用いた

境界値問題として評価 

 

ここで要素特性とは、緩衝材中の任意の微小部位を構成要素として抜き出して考え、これ

を供試体として得られる特性であり、岩盤やオーバーパックのような材料・境界の条件に左

右されない特性のことを指す。逆に、境界値問題とは、緩衝材の内外にオーバーパックや岩

盤が存在する境界条件という付帯的な制限（領域）が与えられ、この領域の境界で与えられ

た条件を満たす問題の解（計測値や数値解析結果）を得るものである（例えば、オーバーパ

ックの挙動によって緩衝材の応答も変わる）。 

試験目的を踏まえて各機関で実施可能な技術を用いて検討を進めている。一方、個別の試

験だけでみると、対象とするタイムスケールやシーンが限定されるため、数十年～数百年以

上にわたる緩衝材の状態変遷を個別の試験だけではカバーすることができない。このため、

沿岸部特有の地下水環境や時間軸を意識しつつ、緩衝材の状態変遷を概念的に整理する必

要がある。その上で、成果の活用先や残された課題を含めて状態変遷の理解を深めつつ、実

施機関の連携を通じて工学的に対応できる条件範囲を拡大/明確化に繋げることが肝要であ

る。 

 

 

図 3.4‐1 各機関の検討内容 



 

1004 

 

 

2）各機関の検討内容が対象とする時空間スケールの組合せ（相互関係） 

図 3.4-2 に、例として、地下水環境と時間軸を意識した状態変遷に基づく各検討の位置づ

け（概念）を示す。 

緩衝材の候補材料はベントナイトであり、主成分はイオン交換能を有する粘土鉱物であ

るモンモリロナイトである。緩衝材に海水系地下水が浸潤することで、ベントナイトのイオ

ン交換反応（あるいは間隙水のイオン強度変化）が時空間的に不均一に進行する。これに応

じて、ベントナイトの膨潤性や透水性なども変化する。例えば、膨潤変形試験では再冠水過

程のある時点における要素特性が測定される。また、せん断透水試験において海水平衡ベン

トナイトを用いた試験を実施すれば、緩衝材と海水の固液反応が平衡状態になった将来の

ある時点とみなした要素特性が得られる。一方、模型試験とその数値解析は、境界条件に依

存するが、これらの要素試験の検討を踏まえつつ、時間軸をともなう再冠水過程の長期にわ

たる力学的相互作用の予測が可能である。 

このように各検討内容は評価対象や評価期間が限られたものとなる。そこで各検討内容

において、地下水環境と時間軸という共通の項を意識した緩衝材とその周辺の状態変遷を

時空間スケールで概念的に整理する。例えば、海水系地下水の水質に応じてベントナイト中

でイオン交換反応が時空間的に進行することを主軸に検討する。図 3.4-2 に示すように、各

実験的検討はある時点に対してのみの結果であるが、これに数値解析（含、地球化学反応解

析）を活用して実験的検討の相互関係を時空間的に補完する。逆に、実施された実験の結果

を数値解析的検討の妥当性確認（validation）として活用することで、解析結果の信頼性向

上に寄与すると共に、数値解析を通じて、各機関の実験結果に対して互いの評価手法の妥当

性を確認することにもつながる。この様に、実施機関の連携（各実験の相互関係の整理）を

通じて工学的に対応できる条件範囲を拡大/明確化に繋げることが可能であると考えられる。 

 

図 3.4‐2 地下水環境と時間軸を意識した状態変遷に基づく各検討の位置づけ（概念） 
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3) 課題および今後の方針 

現時点では限られた成果の中での検討であるが、今後、実験の成果を随時考慮し、緩衝材

で生じうる現象の具体化やパターン化、緩衝材への海水の流入条件や液組成（セメント系材

料との反応も含む）、天然バリアとの関連といった点を意識して状態変遷を概念的に検討す

る。研究成果の活用や残された課題についてもその中で明確化する予定である。 

 

（2）セメントの影響を受けた地下水水質：緩衝材への影響の観点から 

1) 情報共有の目的 

（1）で述べたとおり、処分場内に施工、定置された緩衝材は、再冠水過程で膨潤し、バ

リア材量間の間隙を充てんすることで止水性を発揮し、閉鎖後を含む長期間にわたって施

設内を拡散場に保ち、オーバーパックの機能消失後の核種移行抑制機能を維持することが

期待されている。再冠水過程では図 3.4-2 に示すように、地下水に含まれる交換性陽イオン

とのイオン交換反応や膨潤変形によって生じた応力などによって、その性能にも変化が生

じることが知られている。本編 4-2 節で述べたとおり、このような緩衝材の機能変化に関す

る本技術開発における取り組みでは、これまで主に緩衝材への地下水の浸潤および膨潤、イ

オン交換等とそれに伴う性能変化を中心に取り扱ってきた。一方で処分場内への地下水の

侵入に当たっては、周囲の岩盤と接する形で吹き付けコンクリートやコンクリート製の支

保工、覆工コンクリート等が施工される場合があることに加え、操業中の車両や機材の走行

や作業性の向上の観点から、処分坑道やアクセス坑道においては底盤にコンクリートを施

工することも考えられる。これらセメント系材料の建設・操業期間から処分坑道が冠水する

までの過渡期における変質挙動に関しては、本編 4-1 節で述べたとおり本事業では力学的

な変遷挙動を中心に取り扱っているが、同時にセメント系材料の変遷はそこに含まれるア

ルカリ成分の溶出の原因となることが広く知られている。また、溶出するアルカリ成分は、

緩衝材を始めとする処分場構成要素の変遷の原因となることが懸念され、近年多くの研究

開発が実施されている。 

本技術開発が対象とする沿岸部においても同様に、セメント系材料の地下水との接触に

端を発する処分場構成要素の変遷挙動は、特に物質移行抑制機能を担う緩衝材の、長期的な

性能変化の観点から重要であるが、沿岸部において想定される環境、特に海水系地下水と接

触したセメント系材料の変遷と、そのために溶出するセメント成分の組成やその影響に関

してのデータは豊富には得られてこなかった。 

その原因は、我が国においては処分場候補地の選定が進んでいないこともあり、具体的な

沿岸部の地下水に含まれる成分の組成や、施設への浸透水量を推定するためのデータが十

分に得られていなかった事に起因している。 

そこで、本技術開発においては、緩衝材の長期的な化学的変遷の評価をスコープに入れ、

今後の試験検討の計画を具体化していくための準備として、本技術開発以前に実施された、

人工海水を用いたセメント系材料の変質試験、および、人工海水系でのセメント－ベントナ
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イト相互作用に関する試験の結果、および海水系地下水に対応するためのセメント系材料

の変質挙動を解析するための鉱物設定等について、平成 15 年度から平成 19 年度に実施さ

れた人工バリア長期性能確証試験での知見について共有することとした。 

 

2）交換した情報 

平成 15 年度から 19 年度にかけて原環センターが経済産業省の委託事業として実施した

人工バリア長期性能確証試験において実施した種々のセメント系材料の変質試験の方法、

および主に液相分析の結果及び、変質解析のための鉱物設定のデータを共有の対象とした。 

対象としたセメント系材料は、普通セメントに加え、処分場に用いられる可能性がある混

合セメントとして、フライアッシュを 15%および 30%混合したセメントと比較用として実

施した普通セメントの、おのおののセメントペーストとした。また、対象とする液相種は、

イオン交換水、FRHP 模擬降水系地下水、及び人工海水とした。 

試験の形式は、粉末試料を用いた液交換式のバッチ式浸漬試験、液固比を固定したバッチ

式浸漬試験（図 3.4-3）、及び 20mm 角のバルク試料を用いた浸漬試験（図 3.4-4）とした。 

これらの試験において測定された、液相の pH、主要な成分の濃度のデータを共有した。 

これらのデータに基づいて、試験結果と、その結果からの当時の考察などについて意見交

換を行った。特に FRHP 模擬地下水とイオン交換水との浸漬試験結果がほぼ同等であった

のに対して、人工海水への浸漬試験結果はそれらと比較して初期から浸漬液の pH の低下が

観られた点（図 3.4-5）について、議論が行われた。人工海水では、マグネシウム濃度が比

較的高いこともあり、セメント液材料中のカルシウム成分とマグネシウムとの置換が速や

かに起きるため、浸漬液が比較的速やかにMg(OH)2の平衡pHに近づくためであることや、

バルク試料の浸漬試験では、より緻密な硬化体となるフライアッシュセメントでは試料表

面に Mg(OH)2の層が形成することから、その後の変質が抑制されること（図 3.4-6）など、

今後検討していく緩衝材の長期的な変遷を模擬する際に考慮する、または模擬する必要の

ある試験結果について意見交換を行った。 

併せて、セメント－ベントナイト接触供試体での緩衝材の変遷状況について、イオン交換

(Na 型→Ca 型)の進行や、セメントから供給される成分との反応によって生成する 2 次鉱物

種等について意見交換を実施した。 

これら共有した情報やデータは、今後、海水系地下水に於ける緩衝材の長期変遷評価に向

けた試験条件等の設定の参考情報として利用される予定である。 
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図 3.4‐3 粉末試料のバッチ式浸漬試験の概念図と条件 

 

 

図 3.4‐4 バルク試料の浸漬試験の概念図と条件 
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図 3.4‐5 粉末試料のバッチ式浸漬試験でのｐHの変化の例 

BL：普通セメント 

FA15及び FB15：フライアッシュ 15%含有混合セメント 

FA30及び FB30フライアッシュ 30%混合セメント 
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図 3.4‐6 バルク試料の浸漬試験での試料断面の EPMAマッピング結果の例 

上図 普通セメントペースト硬化体の 6か月浸漬後 

下図 フライアッシュ 30%混合セメントペースト硬化体の 6か月浸漬後 
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Appendix Ⅹ 

評価委員会の記録 
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令和３年度 沿岸部処分システム評価確証技術開発 

第１回 評価委員会 議事録 

 

日時：2021 年 08 月 10 日 08：30～  

 

場所：Web 会議形式 

 

参加者（敬称略）： 

＜実施者＞ 

・産業技術総合研究所（産総研）：井川、町田、丸井、木方、その他聴講者 1 名 

 （サポート；静岡県環境科学衛生研究所（環衛研）：村中） 

・原子力環境整備促進・資金管理センター（原環センター）：大和田、林、坂本、 

伊藤、石井、その他聴講者 2 名 

・電力中央研究所（電中研）：長谷川、西本、幡谷、その他聴講者 10 名 

＜パートナー＞ 

・日本原子力研究開発機構（JAEA）水野 

＜アドバイザー＞ 

・原子力発電環境整備機構（NUMO）：三枝 

＜委託元＞ 

  ・経済産業省資源エネルギー庁：北村、安楽 

  ＜評価委員＞ 

   委員長：吉田 

   委員：佐藤（治）、佐藤（努）内田、竹内 

 

概要：コロナ禍のため、昨年度に引き続き Web 会議形式での実施となった。事

前に各担当者が作成した説明資料をオンラインで委員に配布し、委員会当日は、各

担当者による資料説明を行った後に審議、という流れで実施した。 

 

審議内容： 

・主催者挨拶（PL 井川） 
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・資源エネルギー庁挨拶（北村補佐） 

・委員長挨拶（吉田先生） 

・事業内容説明と質疑 

・総合討論と総括 

 

◎沿岸部研究の位置づけと本事業の研究計画について 

〇産総研井川氏より「沿岸部研究の位置づけと本事業の研究計画について（資料

2）」についての説明があり、審議された。 

・佐藤（努）委員から、下流側地下水の「下流側」の定義を問われ、井川氏か

ら、人が地下水を利用する場所より下流であると回答された。これに対し、下流

側にあるため処分場の候補地という表現は誤解を生む可能性があるとの指摘と、

システマティック区分に基づく、化石海水に関する表現について、処分場の候補

地として立候補地ではなく新第三紀系が最適箇所という誤解を招く可能性がある

との指摘があった。 

・吉田委員長からも表現に関して同様の指摘の他、塩淡境界のイメージや断層

の機能、塩水淡水と構造地質の関係等、技術的に明確となった情報を積極的に発

信することが重要であるとのコメントがあった。 

・内田委員から、システマティック区分における一般性の抽出の目的や、日本

の地下水の一般性の成果から挙げられた研究の必要性に関する記載の不足につい

て問いがあり、井川氏から、それらは前フェーズの成果であるため今回詳細な説

明をしていないが、前フェーズで一般性に着目した理由について、「細かな流域単

位ではなく、日本の沿岸部地下水はどのような性質をもっているのか」という問

いに対する科学的回答のため、システマティック区分での沿岸部の地下水の一般

性を抽出してきた経緯があるとの回答がなされた。 

 

◎海陸連続３次元地質環境モデルの構築手法の高度化 

〇産総研丸井氏より「沿岸部地質環境データの集積とモデリング（資料 3-1）」

についての説明があり、審議された。 
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・吉田委員長からは、エキスパートジャッジの有無の違いを明示することで、

提示できる範囲や道筋がより示されるのとの意見があった。 

・竹内委員から、エキスパートジャッジメントを入れない地球統計学的手法を

用いた際の断層の表現に関する問いがあり、丸井氏から、まずは統計学的手法に

基づく処理を実施した後、現実の地質構造や地下水環境にそぐわない場所につい

て、概要調査の中で物理探査等を用いた現地データの取得に繋げていく考えであ

るとの回答がなされた。竹内委員からまた、不確実性の低減を見ていく上で、デ

ータの数や種類による違いが起こる可能性に関して注意するよう指摘がなされた。 

・佐藤（治）委員からは、海域の JOGMEC の反射法データの活用に関して問い

があり、丸井氏から、データそのものはモデルに取り込めないものの、他のデー

タから作成した地質モデルの精度確認には使用できる、また入手済みの試錐デー

タはデータセットに移行可であるが、物理探査データは移行不可であるとの回答

がなされた。これに対し佐藤（治）委員から、NUMO や別の民間機関によるデー

タ利用の可否が問われ、丸井氏からひとまずは本事業での検証結果を NUMO に

データセットとして提供予定であるとの回答がなされた。 

・佐藤（努）委員から、同じ資源エネルギー庁の課として、放射性廃棄物対策

課と JOGMEC データを管理している石油天然ガス課の協力体制に関して北村補

佐に問いかけがあり、北村補佐より、NUMO から依頼があった際には、円滑に進

められるよう適宜調整を行うとの回答がされた。吉田委員長からもこれに賛同の

意があり、委員会の意見として提案することも可能という意見があった。 

・内田委員からは、エキスパートジャッジの評価に関して、モデル構築後の改

良プロセスを重ねる際、エキスパートジャッジの有無によるモデルの違いに関す

る検討を行うのか、あるいはすでに検討結果があるかどうかについて問われ、丸

井氏から、まずは幌延と駿河湾の 2 地域でジャッジの有無の違いを確認し、それ

らの結果をもとに、今後、新しい立候補地が出た際には、概要調査、精密調査を

進めるにあたり、必要な調査や調査地点に関して住民説明などに有効な情報を整

理することが可能であると考えているとの回答がなされた。 
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・竹内委員から、エキスパートジャッジのないデータについての定義に関して

問いがあり、丸井氏から基本的に公的機関が発表したものは、エキスパートジャ

ッジがないものと定義し、そのまま使うことを考えているとの回答がなされた。 

 

〇電中研長谷川氏から「地質環境モデルの構築に関わる検討（資料 3-2）」につ

いての説明があり、審議された。 

・竹内委員から、付加コンプレックスの具体的な地層名について問いがあり、

長谷川氏から、葉山層群に相当するイメージとの回答がなされた。さらに電中研

幡谷氏から、層序としては新第三系の富士川層群、西八代層群、さらに深部には

瀬戸川帯や四万十南帯の分布が想定されるとの回答があった。これに対し竹内委

員からは、地質学的には第三紀でまとめるのではなく、古第三紀という表現が正

しいのではないかとの指摘があった。 

吉田委員長から、浅部データのみで深部を推定する際の限界を見極めることが

重要であり、どのくらいのデータがあれば、どの程度の深度までアプローチでき

るのか、また推定の際にどのような点に注意点しなければならないのかといった

観点から調査手法を体系化していくことが重要であるとの意見がなされた。 

 

◎海陸連続３次元地質環境モデルの妥当性の検証に向けたデータ取得手法の高度化 

〇産総研町田氏から「陸域から海域にかけての地質環境特性の把握技術の高度

化（資料 4-1）」についての説明があり、審議された。 

・竹内委員から、柱状図中の基盤岩は、長谷川氏が説明した付加コンプレック

スとは異なるか、という問いがあり、町田氏から本図における基盤は水理的基盤

を指しており、蒲原層（第四紀層）であるとの回答がなされた。 

・佐藤（治）委員から、町田が発表中に紹介した塩淡境界に関する実験と解析

の既存研究における透水係数に関して問いがあり、町田氏から、紹介したものは、

現在の駿河湾と近い 10-6m/sec.であるとの回答があった。これに対し佐藤（治）委

員から、塩淡境界の形状と透水係数の関係、ならびに定常状態の意味について問

いがあり、町田氏から、透水係数の値により塩淡境界の形状は変化すること、ま

たこの試験の定常状態とは淡水と塩水を一定の速度で長期間動かし、塩淡境界の
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形状が安定している状態のことであるとの回答があった。これに対し佐藤（治）

委員から、透水係数により境界部分は変化し、時間変化はなく、定常状態では、

条件が固定されていれば形状が完全に維持されるとの理解の確認がなされ、さら

に解析のパラメータについて問いがあった。町田氏から密度流、透水係数、拡散

係数、分散長、動水勾配であるとの回答があった。 

 

〇産総研井川氏から「地下水の流出場及び海底地形把握技術の高度化（資料 4-

2）」についての説明があり、審議された。 

・吉田委員長より、計測機の耐水圧について問いがあり、環衛研村中氏から、

耐水圧は最大 300 メートルとの回答があった。さらに測定条件として毎分 20 リ

ットル程度の海底湧水量では海底から 4～7 メートル程度離れた位置での測定が

可能との回答があった。これに対し吉田委員長からは、今後の実用化にむけて、

調査深度や海底地形の分類による開発要素の整理について要望がなされた。 

・竹内委員から、現在の手法は流速が速く流量が多いだから適応できているの

かという問いがあり、村中氏より、検出精度については、毎秒 1 リットルぐらい

まで確認済みで、かなり低流量の箇所までカバーできると考えているが、湧出後

すぐに湧水と海水と混合する箇所や、低流量でじわじわ湧出する箇所では検出で

きない可能性があるとの回答があった。竹内委員からさらに、今後の課題は、比

較的後背地の動水勾配が低い箇所での検出感度となるかと確認があり、断層の海

域延長と湧水地点の対応が非常に興味深い観点であるとの期待が表明された。 

・内田委員から、平成 27 年度にとりまとめられた調査全体のフローチャートに

おいて、海底地下水流出の可能性検討が「NO」という表現があるが、現実的にそ

のような選択肢が存在するのか可能性について問いがあり、井川氏より、可能性

はほとんどないと回答があった。町田氏からも、海底湧出地下水の可能性は、海

底地下水の湧出量の全体の地下水の流れに対する影響において重要であり、今回

の調査で海底湧出地下水のフラックスや量が明らかとなれば、その計算結果で考

慮する範囲が把握できることを期待しているとのコメントがあった。内田委員か

ら、海底地下水流出の可能性「NO」が、サイトの適性判断の上でどう関わってく
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るかとの問いがあり、町田氏から、前々フェーズから海底湧水がリスクとなり得

るか否かいについては指摘されている課題であり、今回の調査において海底湧出

地下水の湧出地点の上下での地下水の流れの違いを把握することで、その課題に

ついてどのような検討が可能となるのか考えたいと回答された。また丸井氏から、

日本の沿岸部で海底湧出地下水がないケースは稀であるが、バックマーシュや海

岸線に並行して川が流れるところでは、自由地下水は海岸線を通過しない事例が

報告されているとの補足があった。内田委員からは、「NO」ではなく、可能性が

少ない等、表現を考慮して記載するよう指摘された。 

・吉田委員長から、幌延の海底湧水について問いがあり、丸井氏から、幌延の

沿岸部でも海底湧水があり、貝の収穫量の地域差にそれが影響しているらしいと

の回答があった。吉田委員長からは、海底湧水の測定結果などを、地元への説明

材料に活用できるかどうかについても、適応性と一緒に報告書にメモとして残す

ことも検討してほしいとコメントがなされた。 

・佐藤（努）委員からも、海底湧水調査は、文献考査や概要調査の際に現地の

方や漁師さんと話をする上で、アウトリーチとして重要であり対話の話題になり

得る。文献調査が行われている積丹半島においても、鉄分不足による昆布の発育

不良がウニの発育不良につながっているとの報告が漁師からなされている。溶存

鉄やコロイド鉄の情報は専門家しては地層処分事業に直接的に重要でないかもし

れないが、現地の方の視点からのデータ取りもぜひ意識してもらいたい、とコメ

ントがあり、井川氏から、今回も再委託先である静岡県環境衛生所の担当者には、

漁場の範囲と海底湧水が多くみられる範囲とのリンクや一致性など、アウトリー

チを含めた形での取りまとめをお願いしている、との回答があった。 

 

〇産総研井川氏から「物理探査技術の高度化（資料 4-3）」に関する説明があり、

審議された。 

・吉田委員長から、使用する船のチャーター方法に関して問いがあり、井川氏

から、今年度については、調査船は地元企業からのレンタル、警戒船は漁協から
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の提供との回答があり、現地の漁協の協力のもとに実施することが地元の理解を

得るために重要であるとの補足があった。 

 

休憩 

 

◎沿岸海底下特有の地質環境に着目した工学技術の高度化 

〇原環センター坂本氏から、「セメント系材料の短期的な変質挙動に関する知

見拡充（資料 5-1）」に関する説明があり、審議された。 

・吉田委員長から、人工海水等の成分決定の際に地質環境側で得られたデータ

を活用しているのかという問いがあり、坂本氏から、令和２年度に分野間連携の

一環として、特にセメント系材料に対する影響を中心に地下水類型化を実施し、

その際決定した模擬地下水を用いて実験を行っているとの回答があった。これに

対し吉田委員長から、今回の説明では模擬地下水のベースとなる説明がなされな

かったので、今後は丁寧な説明をお願いしたいとの要望があった。坂本氏からは

資料には記載しているものの、時間の都合上、説明を省いてしまい申し訳ないと

の回答があった。 

・内田委員から同様に、地下水類型化の実験に際して、ナトリウムや塩素など

の元素濃度の範囲や分類についての詳しい情報を報告書に記載するよう要望が

あった。 

・佐藤（治）委員から、地下水類型化におけるシステマティック区分の考慮や

更新の頻度等について問いがあり、原環センター林氏から、今年度のデータにつ

いては、現状のシステマティック区分の組成を用いて整理しており、今後も地下

水成分の新たな情報を随時加えていきたいとの回答がされた。さらに佐藤（治）

委員から、今後の実験データの比較検証について問われ、林氏から幌延や瑞浪の

データを参照しながら検証を行うことも検討するとの回答があった。 

・佐藤（努）委員から、セメントコンクリートと塩水との反応について、既存

データ（小樽の１００年コンクリートの塩層のデータ等）の活用と不足分の取得

についての検討状況について問われ、林氏から、地下水組成では海水以外の沿岸
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域地下水の濃度や成分についてのデータ拡充を、また力学特性では、特に吹付け

コンクリートのデータの拡充を考えているとの回答がされた。これに対し佐藤

（努）委員から、分野で蓄積されているデータもぜひ整理して活用してほしいと

要望があった。さらに佐藤（努）委員から、変質と力学特性との結び付けに関す

る今後の戦略について問われ、林氏から、コンクリートの表面にできる二次鉱物

と内部の変質のしやすさの関係、またコンクリート内部の強度低下に影響する変

質の把握を、今フェーズでは実測値を用い定性的に実施すること、またこれまで

使ってきた三次元の構造モデルに鉱物を分布させたモデルを応用することで強

度の推定が可能か否かの検討を開始したいとの回答があった。これに対し佐藤

（努）委員から、変質モデルと力学の予測モデルを活用し実際の解析データを示

してほしい、また原環センターの硫酸塩劣化などの知見と関連させ、基本的なモ

デル化の際の学術的バックグラウンドを支えることも並行してやってほしいと

要望があった。 

・吉田委員長からも、変質と力学を結び付けることは難しいけれども重要な問

題なので、ぜひ試行してやってほしいとの要望があった。 

 

〇原環センター伊藤氏から「緩衝材の機能変化に係るデータの拡充（資料 5-1）」

に関する説明があり、審議された。 

・佐藤（治）委員から、長期挙動評価の検討期間について問いがあり、伊藤氏

から再冠水終了までとの回答がなされた。それに対し佐藤（治）委員から再冠水

のプロセスの中の不飽和の取り扱いに問われ、伊藤氏から膨潤試験においては不

飽和の状態から開始しているので、想定しているとの回答がなされた。さらに佐

藤（治）委員からイオン交換の取り扱いについて追加の質問がなされ、原環セン

ター石井氏から、イオン交換選択係数は、再冠水して飽和になった状態を想定し

ており、不飽和におけるイオン交換しながらの応力分布の変化については、解析

手法の検討の中で取り扱っているとの回答があった。佐藤（治）委員からはさら

に、モンモリロナイトの密度について問われ、伊藤氏から 0.88 がベントナイト密

度 1.2 の時、1.27 がベントナイト密度 1.6 の時であると回答がなされた。 
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・佐藤（努）委員から、イオン交換選択係数に対するモンモリロナイト乾燥密

度の影響の有無を問われ、伊藤氏から、現在のカリウム一成分では、影響は不明

のためカリウム－ナトリウム混合系でモンモリロナイト密度を変えることで、影

響の有無を見てきたいとの回答がなされた。佐藤（努）委員からはさらに、もし

密度によるイオン交換選択係数への影響が出た場合、ベントナイトの圧縮や圧縮

密度の影響をバリデートできるモデルを準備することの重要性について確認が

あり、伊藤氏からスウェーデンの圧縮ベントナイト試験をベースにこれらについ

て検討したいとのコメントがあった。 

・内田委員からは、上記の様々な検討の結果とその組み合わせに関して、アト

ランダムではなく論理的に進めていることがわかるような資料を作成してほし

いとの要望があった。 

 

〇電中研西本氏から「緩衝材-オーバーパックの相互作用と緩衝材仕様に関わる

データの拡充（資料 5-2）」に関する説明があり、審議された。 

・佐藤（努）委員から、模型試験に関して試験後のベントナイト部分の層間陽

イオン組成の測定について問われ、西本氏から計測予定であると回答された。 

・佐藤（治）委員から、オーバーパック等の人工バリアの性能試験に関して、

他のデータとの比較検証の計画について問われ、西本氏から、実物大試験、模型

試験および数値解析を一体的に比較することが理想であるため、実物大試験を実

施している JAEA との協力を検討していくこと、また現状では、実施している単

純模型試験等については単純な境界条件のため、数値解析との比較が望ましいと

の回答があった。 

 

◎分野間連携 

〇産総研木方氏から、「分野間連携（資料 6）」に関する説明があり、審議され

た。 

・竹内委員から、コアの物性値の代表性の評価方法に関して問われ、木方氏よ

り、力学については、コアが取得できた場合は一軸圧縮強度試験を実施し、物理
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検層で得られるデータのばらつきを試験結果との比較により評価することで

SDM に反映する適切な代表値を整理していきたいとの回答があった。 

・内田委員から、ボーリング調査に関する連携に関して、現場調査と連携には

スケジュール的に 1 年程度のタイムラグが生じてしまうことについて問いかけが

あり、木方氏からは、連携を考慮した調査評価の体系化には１年程度必要である

が、プロジェクトの期間は決まっているので、なるべく体系化の整理にかける期

間が短縮できるように努力していきたいとの回答があった。 

 

総合討論 

 

〇各委員からの総合的なコメント 

・竹内委員 

地下水や地質環境に関しては非常に検討が進んでいる。海底湧水調査について

は、課題の抽出や克服に向けて本日のコメントを反映しながら進めてほしい。分

野間連携の成果に関しては、現在進んでいる北海道での文献調査に反映すること

を視野に入れてほしいとのコメントがあった。 

・内田委員から、研究ベースで実施することと、実際に NUMO が実施しなけ

ればならないことを明確にすること、すなわち、いくつかある知見の中から次の

ステップに行くために必要な情報をどのように取捨選択し整理していくのかを

示すことが重要であるとのコメントがあった。 

・佐藤（治）委員から、整理と連携が進んでいる印象を受けたとコメントの他、

地質環境や工学技術における取得データの検証に関し方法論を検討してほしい、

セメントと緩衝材については、イオン交換選択係数と密度との関係など、それぞ

れの現象の原因について傾向も含めて検討してほしいとの要望があった。また再

冠水後の期間における性能評価試験の仕分けについて問いがあり、原環センター

大和田氏から、閉鎖後の安全評価は、前フェーズでは JAEA が担当していたため、

今フェーズでは空白になってしまっているが、無視しているわけではなく、今フ

ェーズの成果を加えることで、これまで安全評価の起点とされてきた再冠水後の
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飽和状態について、適切であるかどうかを改めて判断するための情報が得られる

ことを期待しているとの回答があった。 

・佐藤（努）委員からは、分野内連携に関して、以前は各組織でバラバラな印

象だったが全体が同じ方向を向いてきており、人工バリア系も連携が始まると聞

き安心している、ただ分野間の連携については、若い実務者にもっと現場を体験

して連携を進めてもらいたいとのコメントがあった。また沿岸海洋の、輸送の観

点以外での利点や想定される課題に対する回答を、最終年度には用意してもらい

たいとの要望があった。 

 

〇吉田委員長から総評 

・全体計画での「実証」という文言の印象が強いので、「確認」くらいがよい。 

・エキスパートジャッジの有無について、すべての陸域や海域の地質図などの

公開データにおいては、既にエキスパートジャッジは含まれているので、有り無

しの定義や定性的でもよいから判断基準の統一性が必要である。 

・技術のアウトリーチは非常に重要であり、データ公開のやり方も含め検討が

必要である。 

・人工バリアは、実験条件の設定に統一性が必要である。 

・分野間連携に関しては、現状の調査成果と文献調査の手法の反映に関して、

試行錯誤自体が成果なのでどんどん進めてほしい。 

 

〇PL 井川からの挨拶 

地層処分事業の基本は住民理解に基づいており、その視点を常に持って研究を

進めることが重要である。したがって、より広い視点をもって進めていきたいと

のコメントがあり、これまでの支援に対する感謝と今後の協力のお願いがあった。

他事務連絡。 

 

以上 
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令和３年度 沿岸部処分システム評価確証技術開発 

第 2 回 評価委員会 議事録 

 

日 時：2021 年 12 月 14 日 08：50～ 

  2021 年 12 月 15 日 12：50～  

 

場 所：Web 会議形式 

 

概要：コロナ禍のため、昨年度に引き続き Web 会議形式での実施となった。事

前に各担当者が作成した説明資料をオンラインで委員に配布し、委員会当日は、

各担当者による資料説明を行った後に審議、という流れで実施した。 

 

審議内容： 

・主催者挨拶（PL 井川） 

・資源エネルギー庁挨拶（青柳様） 

・委員長挨拶（吉田先生） 

・事業内容説明と質疑 

 

（1 日目） 

◎研究の位置づけとこれまでの取り組み 

〇産総研井川より「研究の位置づけとこれまでの取り組み（工学技術分野+分野

間連携）（資料 2）」についての説明があり、審議された。 

・内田委員から、「研究機関でしか出来ない事は何かよりも、国がやらなければ

ならないことは何かが重要。」とコメントがあった。「NUMO は性能評価の際、実

際に電中研や原環センターが実施した実験をやるのか。」と問いがあり、井川から、

「各研究機関が実施している実験は、NUMO が事業化に向けて必要な基礎データ

を集めるために実施しているものであり、NUMO が同じ実験をすることはないと

認識している。」と説明があった。内田委員からさらに「その場合には、この取り
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組みのエンドポイントが変わってくるのではないか。」と問われた。井川から、「地

質環境については現場のノウハウを文面にマニュアル等で残して欲しいと

NUMO から依頼されている。どのようなアウトプットが必要かについては、

NUMO からコメントいただけるのではないか。工学チームでは、どういった時に

データが使えるのかパターン分けし、NUMO が使いやすい形を意識した取りまと

め方法になっていると聞いている。」と回答した。原環センター林氏も内容につい

て同意した。 

・吉田委員長からも次の指摘があった。「NUMO が沿岸底に対してどういうア

プローチを使用としているかが見えない。NUMO が沿岸底の評価、最終的な安全

評価に対するフレームワークがあり、そのうえで不足する部分があれば、ここを

追及してほしいという要望を示されるべきではないか。」とのコメントがあった。

内田委員から、「このプロジェクトだけではなく、また事業が何らかの形であると

するなら最終的なエンドポイントを見据えて事業全体を議論すべき。」と指摘が

あった。 

・竹内委員から、「今 NUMO が包括的技術報告書で示している３つの地質環境

に対するセーフティケースについて、沿岸域の地質環境をどのように位置づける

のか。３つの地質環境下の沿岸域なのか、全く別物の沿岸域として、別の地質環

境下でのセーフティケースを構築するのか。」との質問があった。 

・NUMO 山本氏より、「NUMO では、試験や設計の試行を実施している。こち

らの事業との関連では、概要調査の段階における設計で直接的に利用させていた

だくものになると考えている。概要調査の段階でも早い段階で地下水を取得して、

分析を進める予定であり、それに基づいて人工バリア等の性能試験をやって行く。

しかしこれにはまだ時間がかかるため、水質に応じて今ここでやっていただいて

いる試験結果やデータを参照しながら、設計にフィードバックして行く、という

形になるのではないか。似たような試験は、精密調査の地下施設を作る段階にな

れば、もう少し具体になった条件に対して、ここでやられているような実験を参

照しながら、データも直接に取りに行くと言うことを NUMO がやっていくこと

になるのではないか。今やっていただいてるものは概要調査で、直接的に利用さ
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せていただいて、精密調査では参照しながら NUMO 自身がデータを取っていく

と言うことになる。また、沿岸部における設計時の課題について、沿岸部、内陸

部に関わらず、処分場設計の基本的な考え方、変わるものではないという認識で

ある。SDM の構築において、沿岸部であれば、内陸部と比べて不確実性が幾分高

いのではないかと考えているが、この不確実性をどのように取り込んでいくかと

いうところは課題であると認識している。設計では、沿岸部を想定したレイアウ

トの試行に取組んでいるが、SDM との関連で沿岸部にレイアウトするというの

は、場所の制約もかなり受けるという印象を持っている。そのため、設計として

は、場所の選定も含めて難しくなりそうだと考えている。そういった認識で

NUMO 自身も沿岸部を具体に見据えた検討は実施している。」と回答があった。 

・竹内委員から「今回の沿岸部のこの事業では、新第三紀の基盤のもとでの沿

岸域の地質環境を対象としていると認識している。それ以外に結晶質岩の地質環

境の下における沿岸域、先新第三紀の沿岸域等においては、水質も変わってくる

のではないか。その場合、セーフティケースが変わってくることも考えられる。

異なる地質環境の下での沿岸域の水質について今後何らかの形で抑えていく必要

があるのではないか。」との意見があった。 

 

◎沿岸海底下特有の地質環境に着目した工学技術の高度化 

〇原環センター坂本氏から、「セメント系材料の短期的な変質挙動に関する知見

拡充（資料 3-1）」についての説明があり、審議された。 

・竹内委員から、「「処分坑道についても回収可能性の維持期間について安定性

を維持することが必要と考えられる。」と記載があるが、最大限でも坑道閉鎖する

ところまでの回収可能性を維持すると考えられていると思うが、この記載は坑道

を埋め戻さないということを考えた場合の安定性と理解してよいのか。２点目と

して、「化学的な変質と力学特性に関する解析的な予測」と記載があるが、何か連

成させるとういうイメージなのか。入力データは何で、アウトプットが何かを教

えて頂きたい。３点目としてコンクリートの変質と力学特性を検討しようという

ことだが、透水特性の変化について扱わなくてよいのかを教えていただきたい。」
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との質問があった。原環センター坂本氏から「坑道については、埋め戻す場合に

ついても、最終的に回収するという判断が下った後、内容物の取り出しに坑道が

健全である事が重要という捉え方をしており、必ずしも坑道を開けたままとして

いることを想定したものではない。」「今フェーズで実施するのは、化学変質の進

展ということで、健全な断面が化学的な変質が徐々に内部に進んでいくことによ

って、厚みが減っていくことを評価に入れられないかとイメージしている。現在、

評価出来るのが地化学解析で変質部位の進展、内部に変質部が進んでいくという

計算が出来るため、変質した状態とそのビッカース等で実験的に求めた力学特性

を組み合わせて、どの領域までどんな深さまで、変質力学特性の期待出来ない領

域が広がっていくのかという形での評価解析を想定している。」「透水係数につい

ては見ていない。全体として水の流れであるとか、あるいはその内部に健全部が

存在した場合には、表層部が劣化して透水係数が大きくなっていても、浸透する

速度は、内部の透水係数の低いところで制御される。ひび割れのような透水部位

については、フォローしきれない。そういった状況については、また別途検討が

必要である。」と回答があった。 

・佐藤（努）委員より、「沿岸底で水の種類によってセメントの劣化が効くとす

ると、埋め戻した後、そこが弱部で水の通り道にならないか。外側の変質したと

ころが透水性が上がれば水を引き込む場所にもなり得る。海水と変質して処分し

た後の空洞がある時の変質で、水がやって来ることで、ウイークポイントになら

ないか」と質問があった。原環センター坂本氏より指摘事項を踏まえ、今後の課

題とするとの回答があった。原環センター大和田氏より、「セメント系材料からの

溶脱に伴って生じる空隙構造の変化を透水係数拡散係数に結びつける研究を以前

行った、その結果が使えるのではないか。」と追加で回答があった。 

・佐藤（努）委員より 2 つ目の質問として、「フロースルー・浸漬実験の廃液は

分析しないのか。廃液ではなくサンプルではないか。」と指摘。原環センター坂本

氏より、「溶液に沈殿等が無い状態で保管はしているが分析はしていない。研究全

体の進展をみて検討する。」と回答があった。 
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・佐藤（努）委員より 3 つ目の質問として、「浸漬実験で、高炉スラグを使った

混合セメントを使うと非常に稠密になって、変質が期間内では出ないという意図

は分かる。しかし、空隙を多くした場合はいかがか。」と指摘。原環センター坂本

氏より、「現実的なものということで、詳細な試験系を組んでいるのはセメントペ

ースト、コンクリートにいても、現状は実際の水セメント比を想定した緻密な材

料で実施している。変質の程度を見るために簡易試験を水セメント比の大きな空

隙の大きな試験系でやっている。非常に検出の進まないケース、実際的に変質が

確認しづらいケースについては、水セメント比の大きなものであったり、あるい

はその別の系で、バルクの浸漬試験の結果をうまく活用して、二次鉱物の選定等

に活かしていけるのではなか。」と回答があった。これに対して佐藤（努）委員よ

り、「二次鉱物の種類が物質移行の程度が違うと変わってくるかもしれない。解析

とともに注意して、常に比較しながら二次鉱物の観点でも進めていただきたい。」

とコメントがあった。 

・内田委員より、「コンクリートの劣化に何か大きな影響を及ぼす元素や、化学

種等があって、それがその地下水の組成ではメインではないけれども、コンクリ

ートの劣化に大きな影響を与えるようなものがあるのではないか。」と質問があ

った。原環センター坂本氏から、「マイナーなイオンで影響が大きなものがあり得

るとは思っている。実際に海水に長期間接触しているコンクリートでは、研究成

果から硫酸塩によるエトリンガイトや、マグネシウムによる CSH の分解といった

ものが報告されている。今回は、海水ではない組成の地下水で検討することによ

って、影響が見られる可能性があるとは考えている。しかし、全てを網羅するよ

うな試験系は組めないため、検討中である。微量成分等の影響も見られればとい

う位置づけかと考える。」と回答。これに対して内田委員より、「すべては当然無

理であろうが、可能性があるのを 1 つ 2 つ潰して、最適な実験方法を選定し、デ

ータを蓄積していくことも必要と思う。入り口で時間をとるのは大変だろうが、

これまでの研究例から、何か可能性のありそうなものを１つ２つ潰してみるとか、

それで影響がないということが分かれば、今の実験方法で、データを拡充して行

くことがうまく説明できるのではないか。」とコメントがあった。 
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・佐藤（治）委員から、「コンクリートに関しては、操業再冠水をして、プラス、

回収可能性の期間はどう想定するか。また、プラスアルファとして現状の力学的

な側面と変質をリンクさせたところの期間の考え方ということでよろしいか。」

との質問があり、原環センター坂本氏から、「そのように考えている」との回答が

あった。 

・佐藤（治）委員から、「令和３年度からモデル解析も含めて取り組み始めると

いう話であったが、既にある程度データや、知見、解析上のモデルも全部ではな

いにせよ、あるものもある。そのうえで見通しみたいなものを持って取組んでい

るのか。厚みがある程度計算出来て、強度の残ってる厚みを含めて、強度をある

程度計算出来るとのことだが、そういうものも含めて、時間という意味での解析

の予備的なものも並行してやられているのか。」との質問があり、原環センター坂

本氏から、「解析については、今年度からの着手しており、現状はこれまで重要と

考えられていて、実際に反映出来ていなかったアルミの挙動をどうするかってい

う部分と、マグネシウムの影響をどうするかという部分に取組んでいる。加えて、

表層に拡散のバリアとなるような二次鉱物の生成がどう出来るかといったことで、

まだ着手したばかりであり、実際の実現象の過去に出ているデータ等との突き合

わせは、これから実施していこうという段階である。」との回答があった。 

・佐藤（治）委員から、「例えばブルーサイトが出来て、保護されて膜のように

なって、その中で反応が進んでいかないといった話があったが、ブルーサイトが

出来る実験、バッチ試験などは過去にやられいる。それによると縮んでしまって、

あちこち隙間が出来るというものもあったと思う。これは保護をしても進まない

といった考え方があるのか。」との質問があった。原環センター坂本氏からは、「必

ずしもそれに絞ることは出来ないかと考えている。炭酸カルシウムに付いては、

表面に膜が出来て、それほど悪影響はないと思われる。海水系でのエトリンガイ

トの生成にマグネシウムも関与しているのではないかといった知見があるので、

決め打ちではなく、解析の方で取り組んでいくべきことと考えている。」と回答。

更に佐藤（治）委員から、「まだ判定や結論は出せないものもあると思うので、実

験データと解析を両輪で見なることになると理解した。今回は操業再冠水までを



 

1029 

 

プラスアルファとされているが、材料はそれ以後も残っていくので安全評価につ

なげていって欲しい。今は安全評価まではやらないとしても材料として残ってい

くことになるので、反応はそのまま継続していく。力学的な側面は埋め戻した後

の話なので、関係ないと思うが、反応が進んでいく材料がある限り、それについ

ても応用は出来るように、使えるようにお願いしたい。」とのコメントがあった。

原環センター坂本氏から、「先程のモデルについて、今回使用している硬度が空隙

の変化の他に入れての計算になるので、アドバイス頂いたうちの一部は、硬度の

中で取り扱えるのではないかなと思う。長期については、従来から相互作用であ

るとか、長期変質について研究も進められているので、そちらとリンクする。今

回新たにマグネシウムや、アルミの挙動をいくらか評価できるような固溶体モデ

ルといったようなものも採用しているので、そちらの時間軸で計算して行くと言

うことも、課題がない訳ではないが取組んでいくことは可能である。」との回答が

あった。 

・佐藤（治）委員から、「間隙率、間隙分布はマーキュリーを使っているのか。」

質問があった。原管センター坂本氏から、「モデルは細川モデルを使用している。

ある程度マスで変質領域が確保出来るものについては、水銀圧入で空隙径分布の

測定を実施する。」と回答があった。 

・吉田委員長から、「資料１７ページの記載がひとつの今回の作業仮説だと思う。

その変化のイメージは作業仮説として、どの程度確からしいものなのか、その根

拠は何かと言うこと。作業仮説または、ストーリーボードでもいいが、どの程度

NUMO と共有されているのか。それが 1 番気になった部分である。是非これを検

討、確認し、意識しておいて頂きたい。コンクリートセメントの劣化と水路にな

るウィークポイントについては、重要なポイントである。ロックボルトの評価は

どうなっているのか。ロックボルトは金属を使う。ロックボルトを打った部分は

必ず腐食して水路になる。海水系であれば、さらに錆は進行するし、膨張もする

だろう。これをどのように評価しようとしているのか。今後評価の中で入れられ

る必要があるのか無いのか、整理しておいた方が良いと思う。検討していただき

たい。」とコメントがあった。 



 

1030 

 

 

〇原環センター伊藤氏から、「緩衝材の機能変化に係るデータの拡充（資料 3-

2）」についての説明があり、審議された。 

・佐藤（治）委員から、「膨潤率については、今後設計に反映されていくが、こ

こに書かれている内容は、定性的には以前から知られていることである。今やら

れているのは、定量的に把握して、それをモデルや設計に反映して行くと理解し

ている。資料３ページにあるとおり、設計上の制約条件について、1 つで決まる

わけではなく、いろいろなパラメーターの満たす範囲で設計上決めていくことに

なる。今回は、比較的実験が簡単なため、今までの知見をある程度踏襲してるよ

うな状況なのか。」の質問があった。「膨潤試験の装置等のように異なる部分はあ

るが、試験条件を踏襲している。今後は定量的に把握していくことを検討してい

きたい。」と回答。 

・佐藤（治）委員から、「定量的に出さないと設計に反映出来ないでしょうから、

是非ともお願いしたい。資料１１ページで試験ケースが複数あり、イオン強度の

記載がある。ここで言うイオン強度とは、KCl などの溶液の濃度をイオン強度に

0.5 に換算したものという理解でよいか。」と質問があった。原環センター石井か

ら、「この試験は不飽和の状態から KCl のイオン強度 0.5 の溶液をそのまま流して

いる。」と回答があった。 

・佐藤（努）委員から、「塩化物でやるのは適当と思う。実際はカルシウムとい

うのは炭酸がある限り炭酸塩で落ちる。本当の海水程度の試験はやっているか。」

との質問があった。原環センター石井氏から、「今の時点で模擬海水はまだやって

いない。0.28 程度のイオン強度を持つ地下水でやっている。今後陰イオンの影響

等も含めた試験が必要と思う。」と回答があった。 

・佐藤（努）委員から、「沿岸海洋の仕事なので沿岸海洋のイオン強度の高い溶

液とベントナイトとの相互作用について、陽イオン比はそれほど広くないと思う。

学術的にイオン強度や陽イオン種の影響を見るという意味合いでは、実海水の希

釈系や希釈海水がベントナイトの中に入った時の間隙水素性が実際のものに近い

ものである必要があると思う。そのため、実海水、模擬海水も入れた方が良いと
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思う。また、後半の自己シールについて、カリウム等でやる場合、イオン交換が

なされているかというチェックはするのか。」と質問があった。原環センター石井

氏から、「試験後のベントナイトについて、層間陽イオンを測定している。陰イオ

ン効果が進んでいるという状態が見られる結果になっている。試験全てについて

分析が終わっている訳ではないが、今のところの分析結果、割と濃いところの分

析結果では、交換している。」と回答があった。 

 

・佐藤（努）委員から、「膨潤率について、NUMO が空隙体積分の膨潤率が２

以上という指標を出していて、それ以上のようなスペックになっていたと思う。

このパーセントが、そのスペックに対してどういう値になってるかっていうのも、

同時に示していただきたい。」との要望があった。原環センター石井氏から、

「NUMO のセーフティケースを参考に算出する。」と回答があった。 

 

休憩 5 分 

 

・佐藤（努）委員からチャットで追加質問、「ベントナイトの膨潤率を求めた後

の層間陽イオン組成を測定しているということだが、どのように求めているのか。

通水液を止めても、通水液は試験体の中に残っているから、それらを排水しない

限りは残っている通水液の影響を受けると思う。」質問があった。原環センター石

井氏から「通水を止めた後、間隙水を洗い流してから層間陽イオンを測定してい

る。洗い流す水の影響については、確かめようがない状況である。」と回答。これ

を受けて、佐藤（努）委員から、「相対湿度制御下で行うと陽イオン組成の推定が

できる。」と佐藤（努）委員からコメント。原環センター石井氏から「検討する。」

と回答があった。 

 

〇電中研西本から、「緩衝材-オーバーパックの相互作用と緩衝材仕様に関わる

データの拡充（資料 3-3）」の概要説明があった。また、吉川氏より「①要素試験」、
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佐藤より「②模型試験」、澤田氏より「③数値解析」についてそれぞれ説明後、審

議された。 

・竹内委員から、①について「資料 18 ページせん断強度が 80 ぐらいのところ

で、どちらのケースも上昇して上に凸の形をしている。これはどのようなことが

起こっているのか。その後の 20、21、22 ページで水みちは生じていない、という

表現について、これは水平方向と鉛直方向で 3 オーダーぐらい透水係数が違って

いるので、せん断面に対して平行な方向には、見方によっては水みちが出来てい

るととらえられてしまうのではないか。表現を少し工夫された方が良いと思う。」

と質問があった。電中研吉川氏から、「残留状態に至るまでのせん断の途中で、一

時的にせん断強度が上昇する現象について、その原因は明らかになっていない。

この現象を明らかにする必要がある場合、せん断応力が上昇したタイミングで分

析を行う等が考えられる。2 点目に関しては、鉛直・水平方向の透水係数は、算出

方法の相違や水平方向の通水経路の不確実性の観点から、絶対値での比較が難し

い。そこで、それぞれ初期値からの変化を確認すると、鉛直・水平ともに低下し

ている傾向が認められた。」と回答があった。 

・竹内委員から、②③について、「数値解析の妥当性の確認という表現について、

今後合わない部分をどのように埋めていくかは、パラメータ設定などが重要と思

う。具体的にどこを変えて検討するかを教えていただきたい。」と質問があった。

電中研澤田氏から、「数値解析はまだ妥当性確認まで至っていない。クニボンドで

の水の浸透が実験よりも速い、オーバーパックの変位が大きいことが特に課題で

ある。クニボンドの透水性、ベントナイトの剛性の飽和度依存性についてパラメ

ータスタディを行う予定である。」と回答。 

・竹内委員から「最後から２枚目のまとめの 1 つ上の比較の図について、実験

結果では底面の方は 150%ぐらいまで飽和度行っているが、数値解析で再現出来

そうか。」との質問があった。電中研澤田氏から、「飽和度は数値解析では、最大

100%にしかならない。体積変形とか含めて、実験で 150 に計算してしまうような

状況になるかどうか、定性的ではあるが、考察は出来る、と思う。数値としては、

100%以下にしかなりません。」との回答があった。 
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・佐藤（努）委員から、①について「せん断と透水係数について、この実験条

件では水みちになってないのかもしれないが、せん断の幅はスケール効果を受け

るのではないか。そうすると、実際のものはどうなるのかということが重要だと

思うがいかがか。」と質問があった。吉川氏から「現状で、せん断帯の幅に対する

粒径や試験装置のスケール効果がどの程度かは、定量化できていない。」と回答。

佐藤（努）委員から、「難しいことを聞いてるのは分かっているが、NUMO に対

してどういうメッセージになるのかということを考えつつ試験をしていただきた

い。電中研の試験は全体的にきちんとやられてきちんと考察されている。しかし、

その試験結果については、沿岸海洋なので、このような液組成の影響がベントナ

イトの特性にどう影響を与えるのかというメッセージがないといけないと思う。

全てにおいて、発表を聞いてる側が行間を読まないと、実際に NUMO にとってど

ういうインフォメーションなのかが分からないことが多かった。イオン交換の 2

番目のパートについて、人工海水であまりイオン交換しないとあったが、RWMC

と相違があるように思うがいかがか。」と質問があった。これに対して電中研佐藤

氏から、「厚みがあるので、下部の方で海水が置換された時に、上の方に通水され

た液体が、海水が元の海水の状態ではないので、その影響もあるのではないか」

と回答。これに対して佐藤（努）委員から、「サイズ効果ということか。RWMC の

発表では人工海水は使っていなかったが、薄めの海水でやると交換するとあった

と思う。このところを情報交換を密にしていただきたい。海水影響でイオン交換

してもすぐに変わってしまうとか、そういう理解で良いのか、そうではないのか。

これについてもどういうメッセージなのかがわからなかった。異なる機関なので、

情報交換をしていただきたい。」とコメントがあった。 

・佐藤（努）委員から、「クニボンドでは影響なし、クニゲルでは影響がある理

由」について質問があった。電中研渡邊氏から、「クニボンドは浸透圧膨潤は期待

出来るものではなく、三層水和ぐらいの膨潤で発揮される低透水性が透水係数と

して純水条件で測られていて、海水とかイオン強度が上がった水質になっても、

その三層水和の状態というのは変わらないので、クニボンドでは、純水でも海水

でも透水係数にほとんど変化が生じないのだろうというのが、過去の研究から考
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えられるメカニズムである。」と回答。佐藤（努）委員から、「ベントナイトを扱

うと、塩が溶けてる、塩が濃縮している場合がある。そういう影響はないのか。」

と質問があった。電中研渡邊氏から「流出水の水質がある程度落ち着くまで、間

隙水の交換をしっかりさせることは透水試験で気を付けている。すべてそうして

いる訳ではないが、電中研で過去にやった例も含めると、初期の間隙水濃度の高

まりが無くなるくらいまで通水しても透水係数はほぼ変わらなかったので、クニ

ボンドに関しては、そういう可溶性の塩とかの影響は無いと考えられる範囲で説

明できていると思う。」と回答があった。 

・佐藤（努）委員から、「試験結果から、例えばクニゲルとクニボンドの比較や、

塩水と淡水の比較の結果は、NUMO に対してどういうメッセージになるのか。」

と質問。電中研渡邊氏から、「初期の設計で見込む値に対して、外的な要因での性

能の変化幅をどれだけ許容するかとなった時に、例えば、クニボンドであれば、

初期の性能はクニゲル V1 とは異なる一方、海水による性能の変化幅が小さく、

それが不確実性が小さいという解釈になり、沿岸部に適したベントナイトの仕様

や種類が決められる等、設計オプションに関する基本的な情報やメカニズムにな

ると考える。」と回答があった。 

・NUMO 山本氏から、「膨潤圧と最大膨潤ひずみの関係について、ひずみが 0

の時の初期の膨潤圧は測定されているということで、妥当な数値であると思われ

る。一方でひずみについては、実験で確認されているのか。クニボンドは膨潤圧

が低いところでも、それほどひずみは大きくならないのではないか。塩水になる

と膨潤圧相当の方が低いような、蒸散圧が必要な場合でも、ひずみそんなに出な

いのではないか。設定値に関して補足説明いただきたい。膨潤ひずみが過大に評

価されているような感じがする。このシミュレーション結果の実験結果に対して、

非常に大きなひずみ、変形量になったというところにも繋がるのではないか。」と

質問。電中研澤田氏から、「膨潤圧と最大膨潤ひずみの関係曲線は、膨潤圧と有効

粘土密度の関係から求めている（有効粘土密度の変化をひずみに換算）。クニゲル

V1 では、膨潤圧試験、膨潤変形試験でこの関係が統一的に成り立つが、クニボン

ドでは確認が必要である。」と回答があった。 
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・佐藤（治）委員から、「クニボンド系、クニゲル V１系は、このまま密度だけ

揃えてせん断をかけて膨潤応力や透水試験をやられているのか。クニボンドの方

が、モンモリロナイトの含有率は高い。普通に考えると配向しやすい。さらにせ

ん断で配向させているといえる。そうすると、クニボンドの方が当然、配向しや

すいので鉛直方向に対しての透水係数も低めになるであろう。水平方向との差も

少し大きくなるのではないか。クニゲルと比べても配向性も大きくなるので、透

水係数も小さくなると思う。実際に小さくなっているが、 これはどう解釈されて

いるのか。」と質問。電中研吉川氏から、試験方法について同意があった、また「透

水性の低下率には、せん断帯の厚さが関係していると考えている。せん断帯の厚

さは、粒径が大きいものが含まれる供試体において、より厚くなるものと考えら

れる。せん断帯中の粒子の配向状況については、今後、FE-SEM 等を用いて、よ

り詳細に分析していきたい。」と回答があった。 

・佐藤（治）委員から、「模型試験で加熱した系と加熱していない系とで結果を

報告されているが、変位量が当然変わっている。これはどのように解釈されてい

るのか。温度がかかることによって、層冠水や水和の数などが変わって水が移動

して、それによって、変位量が変わっているといった解釈をされているのか。」と

質問。電中研佐藤氏から、「オーバーパックを発熱させた試験では中心が 90℃で

あるため、試験用水の粘性が高くなることや水蒸気圧が発生した可能性があるこ

との影響により、25℃の試験より変位は速く生じた可能性がある。」と回答があっ

た。 

・吉田委員長から、「この実験系について、実際の現場のスケールの現象を見れ

ているのか。実験系でやるととにかく綺麗な状態を作り過ぎてしまう。現場では

ベントナイトのブロックや工場で作ったものを積み上げると思うが、その状態を

室内実験系では反映しているのか。そのチェックはどうされているのか。鉱物反

応等の基礎過程を見るのは良いかもしれないが、素材という形になった時、工場

で作られたものを切り出して試験するのは 1 つのやり方かもしれない。実験室で

押し固めたり、整形したりしてるように思える。ベントナイトだから均一である

と言われればそうかもしれないが、せっかくやっているものが現場になると全然
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違うプロセスの方が勝ってしまうということにならないか。ある根拠である程度

抑えられているのであれば良いが、それが 100%なのか 50%なのか、こういうこ

とは考慮してないので、こういうことになるが、適用はできる、といった吟味を

されているか。されていなければ念頭において取組んでいただきたい。」と質問。

電中研渡邊氏から、「過去の検討を踏まえて均質なベントナイトブロックが施工

されるという見込みのもと、室内実験では均質なものを使って精緻にデータを取

りに行くのはまずやるべきことだという認識で、本受託研究の実験を行っている。

これから先、均質性をどう考慮していくかというと、NUMO と議論をしながら考

えて行くべきところだと思うので、NUMO と是非、議論したいし、原環センター

とも一緒に連携してやっていきたいと考えている。」と回答。これに対して、吉田

委員長から「成果を今後公表するにあたって、どこまでをカバーしたものなのか。

現実試験が実際の処分場のことをどれだけ反映しているかというのはまた別問題

だと思う。パーツパーツの適応性というのを示した上で、実験の意義をテクニカ

ル、サイエンティフィックにも的を射たものである、そう大きく外れたものでは

ないということを提示していくのは、非常に説得力に関わることになるので意識

して進めていただきたい。NUMO とどこまでそれを共有しているのかも重要な部

分だと思うので、継続していっていただきたい。」とコメントがあった。 

 

〇各委員からまとめのコメント。 

・竹内委員から、「沿岸域のセーフティケースについて、NUMO の包括技術報

告書の 3 つのモデルとの対応関係は整理されておくとよいと思う。室内試験や現

地試験、数値解析のそれぞれ位置付けについて、何のためにやっているのかとい

うことを明確に示しておくことで、よりクリアーになって行くのではないか。目

的も含めて明確にされておくのが良いと思う。」とコメントがあった。 

・内田委員から、「２つほどコメントをしたい。1 つは、長期の実験が必要にな

ることがあるのか。今の事業では、10 か月ぐらいの浸漬実験等が入っているが、

この実験のようにプロジェクトの期間を超えての実験が必要な場合は、資源エネ
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ルギー庁とも議論して、それが可能なプロジェクトを考える必要があるのではな

いか。 

もう 1 つは、NUMO は何が必要なのかということ。もう少し深く議論して頂き

たい。今日の最初にエンドポイントが変わるという話をしたが、NUMO が必要と

しているものが変われば、エンドポイントが当然変わると思う。性能試験をされ

るのであれば、どのような実験をするのかという詳細な情報が提供されなければ

ならないでしょうし、実験をしないであれば、例えば、NUMO が必要とする情報

を取り出すことができるデータベース的なものをエンドポイントとするというこ

とが考えられる。もう少し情報交換をして、エンドポイントを明確にする必要が

あると思う。NUMO はこの実験はしません、情報だけでよい、というような事を

誰がどのようにして決めていくのかを含めて、議論した方がよいと思います。」と

コメントがあった。 

・佐藤（努）委員から、「沿岸海洋における人工バリアの場合は、海水影響を調

べなければならない。淡水、陸上水でされたことに対して、海水を考えると、足

りないことがないだろうか、という事のチェックをこのプロジェクトでしている

のだと思う。人工バリアは、海水の影響が地下水の中に入ってきた時どうなるか

ということなので、海水になったから、こういうことが難しいとか、こういうこ

とが大事だということを、目的とされているようだ。目的は良いと思うが、それ

に対する実験後の、あるいは解析後のアウトプットの結論が、目的に対するメッ

セージまで行ってないように思う。やったことのまとめみたいになっている。ま

だ終わってないないことが理由だと思うが、一年間でどこが進んだのか、目的の

どこの部分が明らかになって、どこがまだ課題があるのか、ニーズから設定した

目的に対してメッセージを残していただきたい。施工して、海水の影響が入った

地下水がセメントとどう反応ししてどう変質するのか、変質の後埋め戻しても影

響がないのかとか、これは何も言えませんとか、いろんなメッセージが出てくる

はずだと思う。それが NUMO に対する重要なメッセージであるとともに、海水影

響を考えた時の我々の関係分野の方々に対するメッセージでもあると思う。ここ

の中だけで解決する訳に行かないと思う。例えば、原環センターの圧縮系でのイ
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オン交換乗数等はいろんなとこでチェックしなければならないと思うので、その

分野の技術者に対するメッセージでもあるので、発表と報告書に入れていただき

たい。」とコメントがあった。 

・佐藤（治）委員から、「地層処分に関しては、安全評価まで考えると、色々な

ものの変質、変化、移動が関わっている。時間軸を考えると、実験でとれること、

外装、あるいは内装するというのも含めて限られてくる。検証する 1 つの手段と

して、幌延の URL の地下でフルスケールの人工バリアの試験が考えられる。使え

る範囲である程度検証出来る部分は検証してもらいたい。セメントなら、250 と

か、350。140 も坑道で低アルカリとか OPC も含めてやっているはず。そういう

ものも部分的には使えるものがあるのではないか。検証も含めて公開されている

データであることが前提となるが、そういうことも含めて検討していただきたい。

人工バリアや工学技術、安全評価は、天然バリアが出ない限りはある程度のこと

が想定出来るはず。設計という観点である程度のデータをそれなりに揃えること

が出来るのではないか。地質環境は、どうしても場所に依存する。NUMO は、実

際の場が与えられたら、評価あるいは調査していく。そこで SDM を作ったり、

人工バリアや工学技術を反映させて設計して行く、次に安全評価を行って、フィ

ードバックするというような形になると思う。地下研での精密調査で確認したり、

データを取るものも一部あるかもしれない。工学技術は精緻にやらないといけな

いと思う。そういうことを想像しながら手順などを NUMO とのやり取りの中で

整理して、どのような情報を揃えていくのか考えて頂きたい。」とコメントがあっ

た。 

・吉田委員長から、「それをやってる根拠は何か、ということを常に考えていた

だきたい。その根拠に関して NUMO と共有されているか、ということをもう 1 つ

考えて進めていっていただきたい。」とまとめのコメントがあった。 

・産総研井川から、「毎回言われるところではあるが NUMO とどこまで情報を

共有出来ているのか、見ている方向がどこまで揃えられているのかというところ

は、常に苦心はしているが、なかなかうまくいってない。評価委員会で先生方の

ご指摘を受ける中で、反省はしている。どういう形が 1 番最善なのかまだ正直答
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えが見えてない所がある。NUMO から意思共有についてヒントがあればいただき

たい。」とコメントがあった。 

・NUMO 北川氏から、「NUMO の沿岸海底下に対する方針、スタンスといった

事業に対するニーズがなかなか見えてこないいう点について、我々も反省してい

る。今まで以上に意見交換、成果の確認等をして、この事業を進めていけるよう

に、考え直したいと思う。この業務で実施していただいているのは、将来の設計

の反映、人工バリアの安全機能に対する信頼性向上、といった観点から、非常に

有意義な成果が得られてきていると認識している。また、沿岸海底下だからとい

って、設計の方法論や設計のアプローチが変わるものではないと思っている。多

様な地質環境、サイト調査の進展に応じた、設計の合理化や最適化といった設計

の柔軟性を確保するという観点からは、非常に重要なプロジェクトだと認識して

いる。」とコメントがあった。 

・NUMO 山本氏から、内田委員の意見に賛同するとともに、「エンドポイント

は、状況、段階に応じて変わりうるものだと理解した。恐らく最終的には処分場

閉鎖の判断まで続いていく。セーフティケースというのは、繰り返し確認して行

く必要があるので、議論の尽きないところだし、事業が進めば分かること、やら

ないといけないこと、キリがないのかもしれないが、そういったことを考えなが

らも、今の段階で我々どういったことが必要かということを、幅広に考えていか

ないといけないというのはよく理解した。議論に参加し、知見を共有できればと

思う。」とコメントがあった。 

・JAEA 水野氏から、「非常に盛りだくさんの内容。地下研の話も出ていたので

そういったところも情報共有しながら協力したい。」とコメントがあった。 

・産総研井川から、「組織間連携については、資源エネルギー庁にも協力頂かな

いとうまくいかない部分もあると思うので、引き続きお力をお借りしたい。」とま

とめのコメントがあった。 
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（2 日目） 

◎研究の位置づけと取り組み（地質環境分野） 

〇産総研井川より、「各研究の位置づけとこれまでの取り組み（資料 5）」につ

いての説明があり、審議された。 

・内田委員から、「地質学的な判断が重要となる地域や場所の推定とは、全国規

模で実施するのか。」と質問。産総研井川から、「候補地が決まった際にその地域

で両者を比較する。統計モデルとエキスパートジャッジのモデルを統計して、最

終的に NUMO がボーリングして、何かを確認しなければならないような地質学

的な判断が重要となる場所を推定するために使う。」と回答があった。これに対し

内田委員から「かなり場所が限定されてから、こういう作業になると理解した。

もっとも、今、全国規模でこういう作業をやられているが、全国的な規模で地質

学的な判断が重要となる地域を推定するということをやられるのか。それともあ

る程度ローカルな場所が決まってから、こういうことをやられるのかというのは、

アプローチの仕方が違ってくるのではないか。」と質問。産総研井川から、「今年

度まではこの 2 つのモデルを比較できるような状態まで作ることになる。このモ

デルが何の役に立つのかは、例えば 1 つの候補地が決まった時に、その両者を比

較することで、候補地の中で地質学的な判断が重要となる所を見つけ出すための

1 つのツールとして使っていただくことが想定される。」と回答。これに対し、内

田委員から「理想的なのは個々の場所ではなく、重要なケースの要因解析からこ

のケースが重要だというような抽出ができれば、いろんなところに応用できるの

ではないか。地下水のわき出しについて定量的な評価という課題があるが、この

事業で完成できる、達成できるということでよいか。」と質問。産総研井川から、

「海底湧出地下水調査については、今年度で取りまとめをしてほしいと、NUMO

から要望を受けており、駿河湾全体での定量的な評価をこの事業の中で実施した

い。」と回答があった。 

・吉田委員長から、「概要調査に向けた沿岸底下における地層処分場のサイトキ

ャラクタリゼーションの進め方、考え方について、NUMO と情報共有が必要。ど

のようなストラテジーで NUMO がそれを進めようとしているのか、そこのフレ
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ームがファジーなまま、最終的にどういう重要な項目を抽出するのかが曖昧なま

ま来ているのではないか。資料７ページに書いてあるような課題が沿岸底下のサ

イトキャラクタリゼーションということで NUMO が考えているストラテジーの

中で的を射た課題なのかを議論しないといけない。NUMO の取組みに、今回の研

究成果をフィードバックすると言われても、フィードバックするフレームが分か

らないので、どれくらいどのようにフィードバックされるのかも分からないまま

進めてしまっているのではないか。今日の分野間連携で議論を進められるよい。

後ほど全体の話をしながら、議論出来ればと思う。」とコメントがあった。 

 

◎海陸連続３次元地質環境モデルの構築手法の高度化 

〇産総研井川より、「沿岸部地質環境データの集積とモデリング（資料 6-1）」に

関する説明があり、審議された。 

・産総研井川から、「本日丸井は欠席のため、本人から預かったスライドと音声

を基に説明を行い、質問等、出来る範囲で対応する。内容によっては持ち帰り回

答する。」と補足があった。 

・内田委員から、「海底湧出地下水が重要だと思っている。文献調査で地質環境

モデルを構築し、それから詳細なモデルを作っていく流れだが、海底湧出に関す

る情報が全く無ければ、地下水は無理から海底湧出という場を作り出すのか。そ

のモデルには海底湧出が存在しないモデルになるのか。文献調査で海底湧出地下

水の情報の有無は、非常に重要なファクターになるのか。このモデルからは海底

湧出が重要な場であるかという判断はできないのか。」と質問。産総研町田から、

「海底湧出地下水を調査する前の段階で、これぐらいの地下水流動になるという

ものを示すモデル、と理解している。調査、海底湧出地下水が重要だという地域

にはモデルを変えるという手順になるのではないか。」と回答。産総研井川から、

「海底湧出のデータが入ってくるのは、原環センターが作っているような現場の

サイトスペシフィックなモデルで、水収支等を計算する時に一番効いてくると思

う。個々の地域において個々のモデルを作ったとしても、２つの地域で手が挙が

った時に、どちらの方がより適しているかを比較したい時に全く違う情報を使っ
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て作った２つの地域のモデルを比較するのは、国民の理解を得られないのではな

いか。まずは全国で同様に評価されているデータのみを使って全国一律に、すべ

ての地域でモデルを作って、それと比較することでその地域に住まわれている

方々の理解促進に努めるようなモデルにしたいというのがこのモデルのコンセプ

トになっている。」と補足。これに対して、内田委員から、「作られたモデルの評

価で、海底からの地下水湧出が全く抜けているということをマイナス面として評

価しないとそのモデルで比較はできないのではないかと危惧している。全く評価

されてなくて抜け落ちてるということがあれば、評価をより正確にするよう何か

をしなければならないのではないか。」とコメントがあった。 

・GM ラボの今井氏から、「海底湧水については、境界条件として海底面に海水

面の境界条件を与えているので、計算上、海底面からの湧水は計算されると思っ

ている。」と説明された。吉田委員長から「それは計算上、全体のモデルをやって、

その水収支をモデル化した時に、海底湧水がないと収支が合わないという、そう

いう予測として使えるという意味か。」との質問。GM ラボの今井氏から「計算上

は海底湧水は考慮されているので、後は調査等との整合性等を考えていくのだと

思う。」と回答。内田委員から、「全く考慮されないというような話も出たが、そ

うではなくて、情報がなくても、ある程度地下水の既存のデータからモデルの中

では組み込まれていく、という理解でよいか。」と質問があり、今井氏から同意を

得た。 

・産総研町田から、「今井氏が説明した海底湧水地下水は内田先生がご指摘の深

層の海底湧水地下水ではないと思うがいかがか。」と指摘があった。GM ラボの今

井氏から、「海底面には境界条件として与えている。水位境界を与えているので、

その地下水バランスに応じて、海底面から、水が出てくるところは出て行く計算

は行っている。モデル内の海底 150 メートルとか、そういうところでしたら出て

きていると考える。」と回答。産総研町田から、「理解した。」とコメントがあった。 

・内田委員から「多くの意見が出ている、一旦意見を整理して欲しい。」とコメ

ントがあった。 
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・吉田委員長から、「混乱の原因は文献調査で何をどこまでやるのかがクリアで

ないことである。産総研で取り組まれていることはかなり踏み込んでいるのでは

ないか。文献調査では、海底に湧水があるかないかという情報は多分わからない。

地形とその水収支、地表からの水収支、そういう既存情報のみでの解析になると

思う。文献調査のレベルで沿岸底のサイトキャラクタリゼーションをどういうど

こまでやるのかということについては NUMO がフレームなり絵を示さないとい

けない。それを我々がかなり踏み込んでこういう技術まではいけそうだというこ

とを出し過ぎているのではないか。駿河湾では、実際の現場の湧水のデータまで

上がってきているので、地下水モデルのキャリブレーションだとか、そういうと

ころまでやってしまっている状況である。文献調査と概要調査で、実際の現場に

行くところまでやるのかというところの線引きがないままに、この研究では進ん

でしまっていることが混乱の原因ではないか。湧水ポイントという話は、文献調

査のレベルだと水収支が合わないので、ひょっとしたら海底に湧水ポイントがあ

るかもしれない、それは次の概要調査で調べないといけないポイントかもしれな

い、というぐらいの提案で、だから概要調査に行く必要がある、あるいは概要調

査をする場合は、そこを着目したいということではないか。NUMO が沿岸底調査

において、ストラテジックに示せれば、モデルやデータの考え方は使えるのでは

ないか。」とコメント。内田委員から、「文献調査のデータの内容次第だと思うが、

海底からの地下水湧出の情報が一切ないケースでどうなるのか。海底からの地下

水湧出の情報が全くなくて、地下水の流出をモデルとして作り上げてしまうのか

というのを整理して欲しい。」とコメントがあった。 

・吉田委員長から、「文献調査は現実に現場に行かないので、データが無い状態

でどこまでやれるのか技術の使いかたとか、使えそうな部分の仕分けはやらない

といけない。」とコメント。内田委員から、「限界を知って、そこはもう少し注意

して文献や情報を集めたりしなければならないというふうな方向に持っていけば

いいと思うので、私だけではなく実際に開発している側でも情報共有した方がよ

いのではないか。」とコメントがあった。 
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・佐藤（治）委員から、「JOGMEC のデータの話は進展が見られているような

状況であるが、資料に「条件付き」と書いてあるのは、今回の検討の中で使うの

は OK だという意味か。それ以降において NUMO に渡すということについては、

正式な協議中ということなのか。」と質問。産総研井川から、「JOGMEC のデータ

を使うのはあくまで検証用である。モデルには、反射法の断面のデータを加えな

いこと、海域地質図や海底地形図を使って、モデルの海域側の検証で使ってよい

とされている。データセットとして NUMO に納めるものの中に、試錐データは入

れていいが反射断面のデータはだめだと JOGMEC が当初に言っていた。今日の

発表の内容では、当初だめだと言われていた反射法のデータを渡してもよいかも

しれない。その時は正式に廃対課の方から石天課の方にきちんと説明、申し入れ

をしていただければ、出すことも可能かもしれない。」と回答。「現状のデータの

使い方は検証用であって、モデルの中には入ってはいないということか。」とコメ

ント。産総研井川は、内容に同意した。 

・吉田委員長から、「この情報は、寿都、神恵内の文献調査で使うのか。」と質

問があった。NUMO 三枝氏から、「寿都、神恵内のデータはないと聞いている。

今やってる文献調査では使わない。他の地域でそこを対象とした文献調査があっ

たときに、今回ご説明していただいたようなものが公開されているデータであれ

ば使う。」とコメント。産総研井川から、「4 月の段階でデータセット等を NUMO

に受け渡す。一般に公開になるのは報告書である。毎年、資エ庁のホームページ

に成果報告書が掲載されるが、そこにデータセットの URL をつけると聞いてい

る。CD や DVD で付録としてつけることになっていたと思うので、5 月とか 6 月

にホームページで報告書がオープンになった段階で一般の方々もアクセスできる

データセットになると聞いている。」とコメント。 

吉田委員長から、「一般の方々がアクセスできるようになると、文献情報という

形でカウントされることになるので、寿都、神恵内のデータを使わないのであれ

ば、NUMO としてはその理由を説明できるようにしておかないといけないと思

う。」とコメントがあった。 
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・NUMO 三枝氏から、「海洋地質図や国土地理院、産総研、海保等が公開して

いるデータは収集して文献調査で使わせていただく。JOGMEC のデータには寿都、

神恵内の沿岸のデータがないので、文献調査の対象にはならない。」とコメント。

これに対し、吉田委員長から、「文献調査における沿岸地域の取り扱いをどうする

のかを提示しないといけないと思う。研究やデータ、あるいは考え方等がどこに

フィードバックされるのかを随時提示して行かないとやらなくてもいいところま

でやってしまうのはお互いによろしくない。」とコメント。NUMO 三枝氏も議論

してゆくことに同意した。 

・竹内委員から、「コンセプチュアルモデルと SDM について、この分野で統一

的に使う定義を決めておくのが良いと思う。コンセプチュアルモデルは誰がやっ

ても同じモデルになるとの説明だったが何か不確実性があるように思うので、少

し説明の仕方を工夫されるとよいと思う。コンセプチュアルモデルを作っている

ところは、踏み込んだ検討をしており極めてサイトスペシフィックだと思う。地

層処分の研究でやっているのか、先に進んでいるのではないかということになり

かねないので、位置づけを明確にしてほしい。」とコメント。佐藤（努）委員から

も、竹内委員の意見に同意するとコメントがあった。 

・吉田委員長から、「竹内委員の指摘について、皆さんだけとか NUMO だけと

かじゃなくて、我々委員も、どういうふうにやっていくのか議論して取組んでい

ければと思う。シェアしながら進めていきましょう。」とコメントがあった。 

 

〇電中研岡本から、「地質環境モデルの構築と地下水流動解析の高度化（資料 6-

2）」に関する説明があり、審議された。 

・竹内委員から、「基本透水係数の根拠は何でしょうか。どこかの実測値でしょ

うか。」と質問。電中研長谷川から、「実測値は整理しているがバラツキが大きい。

浅い方が透水係数が大きい傾向があるので、透水係数の深度依存性を仮定して設

定している。」と回答があった。竹内委員から「感度解析に影響することはないか」

との質問に、電中研長谷川から、「透水係数が高いところが感度が高く、小さいと

ころは感度が小さくなる傾向にある。処分を想定した場合には、深部の透水係数
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が小さいところの流動評価が目的のため、深部の方が透水係数が小さくなるとい

う設定で実施している。」と回答があった。 

・竹内委員から、「付加体など深部のものは、その周辺の連続している地層で情

報があればと思って伺った。貫入岩の形状はどのように与えてるのか。板状で与

えているのか。蒲原の貫入岩の話があったが、深部どういう形状にしているか。

1 枚にしているとか、空洞にしてるとか。」と質問。電中研長谷川から、「貫入岩

は、実際には複雑な形態が予想されるが、細かい形状の作成が困難なため、上か

ら下に柱状に貫通でモデル化している。」と回答。これに対して、竹内委員から、

「場合によっては、モデルの不確実性に影響してくる部分になるかもしれない。」

とコメント。電中研岡本から、「地質のモデルの方でも、分泌したり、柱で落とす

というのは提示いただいたがモデリングの問題で省いている。」と回答があった。 

・竹内委員から、「資料 20 ページの説明をもう一度して欲しい。」とコメント。

電中研岡本から、「透水係数の分布を表の透水係数に与えて順解析をして計算結

果が得られる。その計算結果を実測値として、モデルは一律同じ透水係数にして、

この実測値を使って元の透水係数の値を定量的に逆解析で推定出来るかというこ

とを試している。双子実験と言われる方法である。」と説明があった。竹内委員か

ら、「もともと数値実験の左側のモデルに与えた透水係数になるかを見てるとい

うことか。」と質問。電中研岡本は、質問に対し肯定した。 

・佐藤（努）委員から、「海洋沿岸部にどのような不確実性があるのかというの

は、まとめられているのか。」と質問。電中研長谷川から、「現状では、沿岸部特

有の課題は明示していないが、海域は地表調査などができず、海底湧水などの調

査も難しいので、不確実性が大きいと考えている。ただし、現状ではそれがどの

ぐらい影響しているかは検討していない。今後これらについて明確になるように

検討していきたい。現状は文献データを説明するのに手一杯である。」と回答。佐

藤（努）委員から、「是非まとめをお願いしたい。」とコメントがあった。 

・内田委員から、「実測値の品質については、測定だけでなく、サンプリング誤

差も含めていると考えてよいか。」と質問があった。電中研岡本から、「今はその

まま解析値を実測値に置いているが、今後はサンプリング誤差、その測定値が持



 

1047 

 

つ誤差を考慮して数値実験を行うことも考えている。」とコメント。内田委員から、

「この実測値は、水圧と塩分濃度、酸素の同位体、ヘリウムの４というパラメー

ターが用いられているが、ボ-リングで調査して測るパラメーターは、これまでや

られていることが多いと思う。こういうパラメーターは品質が悪いとか、これは

かなりはっきりと数値が出てくるとか、そういった経験則みたいなものがあって、

こういうパラメータについては実測値を使った方が、品質がでて上手く解析出来

る、というようなことが言えるのではないかと思うがいかがか。」と更に質問。電

中研長谷川から、「現状実施している範囲では、水質・地下水年代の方が、全水頭

よりもモデルの校正に役立っているようである。広域的な地下水流動は、地形に

依存していて感度が小さいので、そういうものよりも水質の方が感度が高いと思

っている。水質などの調査項目については、これまでに研究されており、調査項

目に入っているので、それらを利用して検討ができると考えている。」と回答があ

った。 

・内田委員から、「今の回答は、実測値の品質の問題というよりは、パラメータ

ーの問題じゃないかなと思う。私が聞きたかったのは、実測値の品質と書かれて

いるが、もう個々のパラメーターについて、品質が良いとか悪いとかが一方的に

決まるのではないか。そうすると、測定する前から、これを測定した方がいい、

というふうに品質の良いパラメーターが決まってくるのではないか。そこのとこ

ろを検討して頂ければと思う。」とコメント。電中研長谷川から、「実測値の品質

が悪いというは、文献のデータを使って解析をすると、データが玉石混合で、そ

の影響で逆解析が上手くいかないのではないかと感じている。そういう意味では、

良いデータを深い地点でとるなど品質の管理が必要と考えている。必要なデータ

についても検討する。」と回答があった。 

・竹内委員から、「文献の品質は、結構大事な話だと思う。NUMO 全体も含め

て、やられているとは思うが、 どのデータは使えるのか使えないのかという基準

があるとよいのではないか。」とコメント。電中研長谷川から、「今回のデータは

浅いところのデータが多く、ローカルな地形や地下水流動に依存しやすいので、

品質が落ちるのではと考えている。このため、あまり文献データに引きずられず
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に、品質の高いデータをとって評価した方がいいと思っている。」とコメントがあ

った。 

・竹内委員から、「文献にデータをどのようにとったのかがきちんと書かれてい

る文献とそうでない文献がある。使える使えないという基準が出てくるのかと思

うが、その辺も少し見て頂きたい。」とコメント。 

・吉田委員長から、「沿岸底として何をするか。文献情報だと浅いところのみで

品質が悪いということが分かるのであれば、それが文献調査の限界と言えるので

はないか。」とコメント。電中研長谷川から、「結構データはあるが品質は悪そう

である。」とのコメント。吉田委員長から、「それでいいのではないか。文献調査

のみでやれるところがどこまでなのかを出して欲しい。これ以上踏み込んで先取

りされると、文献調査でここまで詳細なことができるのかと誤解されるのではな

いか。文献調査の限界、まずは文献調査でこの駿河湾地域をやるとこのくらいざ

っくりしたものであると。そのため、次の概要調査に行く時は、こういうデータ、

それも多分優先順位があると思うが、をやらないといけないと。実際、その踏み

込んだところまでやっているので、その優先順位も合わせて示せるのではないか。

そこを仕分けて提示すると NUMO は、文献調査での沿岸域の調査はここぐらい

までしか出来ないんだということが分かるようになるのではないか。そこの分け

隔てを課題に、今後の予定に付け加えていただきたい。沿岸部でなぜこのような

ことをやっているのかということも含めて示せるのではないか。」とまとめのコ

メントがあった。 

 

休憩 10 分 

 

◎海陸連続３次元地質環境モデルの妥当性の検証に向けたデータ取得手法の高

度化 

〇産総研町田から、「陸域から海域にかけての地質環境特性の把握技術の高度化

（ボーリング調査：資料 7-1）」に関する説明があり、審議された。 
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・佐藤（努）委員から、「塩淡境界はグラデーションになっているという理解で

よろしいか。グラデーションの幅はどのように決まるものなのか。地下水の分野

では明らかになっていることなのか。」と質問があった。産総研町田から、「グラ

デーションになっている。計算でいえば、分散長、間隙率なども関係する。流速

が速い領域であれば、このグラデーションの幅、すなわち塩淡境界の幅が狭くな

ると言われている。地下水の流速が遅い領域では広くなる。」と回答があった。 

・佐藤（努）委員から、「それは流速だけで決まるのか。」質問。産総研町田か

ら「他の条件が同じであれば実験ではそうなる。考慮されていない条件、潮汐な

どを考慮した場合は分散が大きくなるので変わってくる。」と回答があった。佐藤

（努）委員から、「塩淡境界は大抵は 1 本の線で書かれていることが多く、そのグ

ラデーションが潮汐でどのように動くのか。今回の観測だと塩淡協会の幅が結構

ある。ここは少し流速があるところだと思うが、このこれぐらいの幅が常識的な

幅なのか。」と質問。産総研町田から、「一般的な値としての評価は不明である。

ただ、本地域ではこの他にも 2 本ボウリングを掘っている。隣接する FGB-1 孔で

は同じような幅である。もう少し海岸に近いところで掘削した SKB 孔では、幅は

若干狭いが、それでも計算値よりは広いように思われる。」と回答があった。佐藤

（努）委員から、「断面図みたいな概念図がありましたが、地質が変わってきて地

質によって透水性が変わるから、こんなに綺麗に引かれるものじゃないという理

解でもよいか。」と質問。産総研町田から「そうである。これはモデルであって塩

淡境界そのものが陸域に入り込んでいたり、海側に出ていたりする。この幅も深

さごとに変化することはありえる。」と回答。 

 

・佐藤（治）委員から、「資料７ページの塩淡境界についてこの中でグラデーシ

ョンがあるかどうかはわからないのか。」と質問。産総研町田から「ブルーの領域

と紫の領域のうち、紫の領域には海水と同程度の塩分濃度の地下水が胚胎されて

おり、ブルーの領域内は、上方に徐々に塩分が薄くなっていく。」と回答。佐藤（治）

委員から「90m ぐらいまでは順に薄くなっていくということが観測できるという

ことか。」とし質問。産総研町田から「そうである。実際に地下水を採取したのは
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深度 160m 付近だが、その他の領域は物理探査の比抵抗探査から判断した。地表

から約 90m まで淡水、そこから下位は塩水が徐々に交じり、180m で完全に海水

と同じ塩分になる。」と回答。 

・佐藤（治）委員から、「その区間で流向流速の測定もされいる。層で早いとこ

ろがあると乱されるが、そういうところが特になかったので、流向流速を平均的

な値として測定するということになったのか。」と質問。産総研町田から、「地質

は多孔質のため、局所的な流れは想定していない。本研究の背景として、塩淡境

界については室内実験や計算をしている研究は多いが、実測値がない。そこで今

回確認しているということである。」と回答。これに対して、佐藤（治）委員から、

「前回の資料ではものすごく細いが、実際には色が変わっているゾーンの部分が、

何 10m、90m くらいの区間になるといいうことでよいか。こういうことが計算上

でもでき、前回はその報告があって、それが実際にそのような場が、今回見られ

て、それを確認している最中で、一部は確認されているという状況にあるという

ことか。」とコメント。産総研町田が、内容に同意した。 

 

・竹内委員から、「当初聞いていた範囲では、難透水層を SKB 坑は掘り抜いて

無いと聞いていた。今後の NUMO の提案もあって、基盤まで掘るということなの

で、課題を達成できるのではないかと安心した。採水地点はどういうふうに決定

したのか。ノンコア区間を決めているが、掘れない、コアがとれないということ

がノンコア区間を決定した要因なのか。あるいは実はそこが断層なので上手く取

れないとか。そういうことがあると実はそこはすごく大事な区間となるため、確

認できればと思った。ノンコア区間はスライムで、地質の判断をしているかどう

かということ。LD60 は実流速ではなくてダルシー流速ではないかと思うので、実

流速をどのように判断したかを教えていただきたい。塩淡境界と塩水境界が非常

にシャープだというところについて、地質的な境界になっているのか、あるいは

数メートル離れたところがどうなっているのか、同じぐらいの深度で境界がある

のか。実は凸凹してるのか。そのようなこともありえないとは限らないので、少

し考慮した方が良いのではないか。」と質問。産総研町田から、「難透水層につい
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ては、その通りである。ダルシ―流速については確認する。採水地点について、

本年度は深度 160m から増掘を開始した。昨年度の時点で深度 160m 付近に塩淡

境界があることは分かっていたため、まずは深度 160m で塩淡境界の地下水を採

取した。塩淡境界の下位は全て塩水と予測しているが、この塩水領域において、

異なる 3 深度で採取する。それは塩水領域においても、同じ塩水であっても、わ

ずかな水質や同位体の違いがあるかどうかをチェックするためである。さらにこ

の 3 深度で流向流速測定を実施し、塩淡境界の中の流速、そして塩水領域の流速

を測定する。本来は深度 400m で基盤深度があると予想していたが、基盤はもう

少し深い領域に存在するようだ。」と回答。竹内委員から「事前に水みち検層みた

いなことはやっていないのか。」と質問。産総研町田から「やっていない。この地

点では近傍の FGB-1 孔を掘削した経験上、多孔質であり、どの深度でも地下水を

揚水が可能であることが予想されていたためである。ノンコア区間について、オ

ールコア掘削の意味は 2 つある。1 つは地質を正しく確認しすること、もう 1 つ

が間隙水を採取するということである。間隙水が採取できれば、そこから様々な

情報を得ることができる。そのため、オールコアで掘削することが理想ではある

が、現在、掘削スケジュールが大幅に遅れており、工程上いずれかの深度領域を

ノンコア掘削にせざるを得なかった。ここでノンコアとした区間では（軟弱な玉

石交じりの領域であるため）間隙水を取ることができないことも関係している。

なお、ノンコア区間では 2m おきにカッティングスを調査している。」と回答。竹

内委員から「だいたい変わらないということが確認できているということか。」と

質問。産総研町田から「確認できている。なお、現場にはノンコア掘削ではカッ

ティングスを調査すること、そして地質に変化があった場合は（固結度が増した

と判断される場合は）、直ちにオールコア掘削に戻すように指示している。塩淡境

界の空間的な変化について、300m に隣接する FGB-1 孔と今回掘削している FGB-

2 孔のデータとは大きな差が認められなかった。そのため、本孔のデータは、あ

る程度代表性は確保されていると考える。ただし、より広域のスケールで見た場

合、海岸線に沿って塩淡境界がどのような分布をしているのか、という点につい

ては不明な点が多い。」と回答。産総研井川から、「SKB は一番西側にある、350m
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程度掘っているが塩水と淡水の濃度の中間地点を塩淡境界と定義した場合には、

120m ぐらいでその値が出てくる。FGB は 160m 掘っても、塩分濃度的には海水の

1/4 程度だったので、もう少し深いところにあると思われる。あれだけ距離が離れ

ると 100m 以上塩淡境界の部分は変わってくるということは言えると思う。」と補

足の説明があった。 

・竹内委員から、「塩淡境界と塩水領域の境界が非常にシャープであることは非

常に興味深いところで、そこでいったい何が起こってるのか明らかにできると良

いと思う。」とコメント。産総研町田から、「上の方は淡水であり、塩淡境界とい

う所から真水からだんだん塩水に変わっていくという状況で、ここから下は塩水

ということになる。」と回答。竹内委員から「一気に変わるということではなくて、

だんだん濃くなっていって、塩水領域のトップのところは塩水の値になるという

理解でよいか。」との質問に、産総研町田から同意があった。吉田委員長から、「塩

淡境界はどこをさすのか。先ほど中間地点だという言い方をされたが、これが初

めてのデータであれば、定義をしたほうがいいと思う。塩水領域になるところが

塩淡境界のような気がするが、そこから先はディフュージョンか、ダインリュー

ションなので、ある種のフロントではないか。何をもって塩淡境界とするのか定

義しないと混乱を引きずることになると思う。」とコメント。竹内委員から、「塩

淡境界の上の境界、淡水との境界部分は値で決めるのか。」との質問がった。産総

研町田から「比抵抗データから判断している。比抵抗値が下がり始める深度で決

定した。」と回答があった。竹内委員から「やはり定義があったほうがよいと思う」

とのコメント。 

・吉田委員長から、「竹内委員を含めて、議論し、定義を決めて欲しい。」とコ

メント。佐藤（治）委員から、内容に同意があった。 

・佐藤（努）委員から、「塩淡境界については、世界中で調べられていないと思

う。」とコメント。吉田委員長から、「大きなプロダクトかもしれないので、日本

の沿岸地域における塩淡境界を定義しているというのはインターナショナルにア

ピールした方がいい。」とコメント。 
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佐藤（努）委員から、「人工バリア側から、潮汐による揺らぎがどれぐらいある

のか。試験をする時に大事だと思うので是非書いていただきたい。」とコメントが

あった。 

 

〇産総研井川から、「地下水の流出場及び海底地形把握技術の高度化（資料 7-

2）」に関する説明があり、審議された。 

・内田委員から、「対象とする湧出地下水の深度をどこまで考えるのかというの

を教えていただきたい。かなり深いところからも発見されているということ。海

底沿岸の埋設は海底下 300m とういう数値がこれまでに議論されたような気がす

る。それを踏まえると、かなり深いところを重点的にやる必要があると思うがい

かがか。」と質問。産総研井川から、「300m というところは、実際にサイトを設置

する場所になるので、沿岸部であれば動いてない塩水の領域が 1 番最適な場所だ

と思う。塩淡境界を通じた海底湧出地下水は、それより上の部分になると思う。

駿河湾ではだいたい 1 ㎞。かなり深い 160、140m のところで水が出てるのは、海

底地形が急峻なため、こういった結果になっている。幌延では水深 100m で沖合

20 ㎞か 50 ㎞かそれくらい沖合まで行かないとその水深にならない。そういった

ところでは 140m を調べる必要は無いと思う。海底地形とその傾斜、陸域地下水

の結果からどの深度まで必要かを決めていくのが良いと思う。」と回答があった。 

・佐藤（治）委員から、「出るところの水深の関係は、傾斜が大きいと思う。い

ろんな場所でやられているので、それとの関係はどうかということ聞きたい。文

献調査段階かもしれないが、地下水流動の解析で、どこからが境界条件なのか整

合性が取れるように。整合性というのは水のマスバランスが取れるということ。

湧水のポイントもそれなりにだせるという話もあったと思う。それから考えると、

透水差や、高低差との関係が非常に大きいと思う。そういう観点で見ると解析と

リンクできるのではないか。そういうことをお考えであればデータ収集を含めて

進めていただきたい。」とコメント。静岡県村中氏から、「文献を集める段階では

そういうものも考慮してやると考えている。地形、地質を主に考えているが、場

所によって変わるので、こういう場所で出るということになればと思いる。」とコ
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メント。佐藤（治）委員から、「外国の記載もあるが、こういうところの地形など

の情報との関係を検討されているのか。」とコメント。静岡県村中氏から、「現状

は、日本の文献は地質、地形、沿岸からの距離などが詳細に出ているが、海外の

物はあまり載っていないのが多い。水深と距離の関係を示したが、距離や水深が

載ってないのも結構あるので、改めてそういうものを見ようとすると、現場の地

形図などを見ながらやらないといけないというケースも出てきている。」とコメ

ント。佐藤（治）委員から「外国のは除くとしても、国内のデータに関しては、

地質構造や地質との整合性みたいなものは見られているのか。」と質問。静岡県中

村氏から「そこまでみる段階には至っていないが、それは見る事ができると思っ

ている。海外に比べれば、情報が豊かにあると思う。」と回答。 

 

・竹内委員から、「沿岸からの距離というのは水平距離か、実際の湧水地点まで

の距離か。」と質問があった。静岡県村中氏から「水平距離である。」との回答。

竹内委員から「駿河湾は 1km も沿岸からあるのか」と質問。静岡県中村氏から「こ

の研究で調査した場所をプロットしている。大体 800m から 1 ㎞で、水深につい

ては平均値で大体 130 何 m から 150m の間で湧いている。先ほど富士川の横のと

ころの塩淡境界の話がでたが、それよりも深い所から淡水と思われるものが出て

いることが確認できた。」と回答。竹内委員から「地質的には基盤に達している可

能性があるのか」と質問。静岡県村中氏から「基盤までは届いていない。第三紀

層という話があったが、届いてない。東側の愛鷹山の方の地質が下の方に入って

くるのと、富士川の西側の地質が入ってくるところがある。田子の浦付近につい

ても現状どの程度の深さにあるのかわかっていないが、東側の方が浅く出てくる

可能性がある。今湧いている所は、崖のところから出ていて、崖は岩からできて

いるので、陸側の新富士の溶岩分布から推定するとそこにあってもおかしくない

と考えられる。新富士溶岩の上面の亀裂から湧いていると考えている。」と回答。

竹内委員から「陸上の地質との対比をされるとよいと思う。測線上に確認された

湧水地点を入れていただくとだいたい深度がわかる。陸上の地質との連続性を見

ていくと、どの地層から出ているかということがわかるのではないか。」とコメン
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ト。産総研井川から、「赤色が湧出が確認されているところ、黄色は調査予定地点

を示している。漁業関係者に説明する際に海底湧水と海の資源がどういうリンク

があるのかきちんと説明ために使えないかという話をいただいている。駿河湾で

刺し網がある所、シラス、釣り、サクラエビになっているところをマーキングし

てみると、海底湧水がある周辺と漁場にしているようなところと少しリンクはし

てるというのが見て取れる。」と説明。竹内委員から、「地形的には結構急な崖の

部分から出ているように見える。このような資料があると色々議論ができる。」と

コメント。 

・竹内委員から、「海底湧水のポイントを押さえているということだが、処分場

は海底湧水の経路上には設けないと思う。海底湧水のポイントのデータからそれ

がどこから出ているのか、どれくらいの深度からなのか、どの地質からなのか、

陸上のどのくらいのあたりから出てきているのか。経路を推定できることが大事

だと思っていて、そこを避けないといけないということになるのではないかと思

うが、いかがか。」と質問があった。産総研井川から、「電中研の発表で水質をき

ちんと押さえておく必要があるとの話があった。δ18O やヘリウム、数値解析の

感度解析で効いてくるため、そこのデータをきちんと押さえておく必要があると

のことだった。海底湧水を高い精度で取って、同位体や年代を抑えることで、陸

上のどの深度を流れてきたかという逆の推定ができる可能性がある。海底湧出の

出口側から入り口側の情報を解析していくというものである。」と回答。竹内委員

から、「学問的にも非常に興味深いく、チャレンジングなことだと思う。陸上のボ

ーリング孔沿いの水みち検層をして、水みちと海底湧水との対応を、ボーリング

孔と海底湧水、ボーリング孔沿いの水みちと海底湧水の地点の応答みたいなこと

が試験的にできるとよいと思う。」とコメントがあった。 

 

・佐藤（努）委員から、「深いところを埋めてもショートカットしてしまうので、

非常に大きな問題だと思っている。陸側の地質が分かった上でモデルを立てると

思うが、どのようにそのモデルを検証するのかは、難しいことだと思う。水質以

外で指標が必要になる。例えばレジデンスタイムを測定することができて、地質
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モデルでレジデンスタイムを出せると思うので、それと合っているか。水質以外

のことでもやらないと難しいのではないかと思う。専門家の方々とも議論して、

湧水の陸側との地質で立てるモデルをどのように検証して行くのか考えていただ

きたいと思う。」とコメントがあった。産総研井川から、「去年からの取り組みで、

海底でサンプリングした水の 14C の値は測定している。どれぐらいの滞留時間を

もったものが水として出てきているのかという情報は押さえるようにしている。

最終的には今言われたような形で、モデルの検証も含めて陸側と海域との連続を

見ていきたいと思う。」と回答。佐藤（努）委員から、「ぜひクロスチェックをし

ていただきたい。電中研とやられているので、レジデンスタイムも短いのから長

いのまであるので、そういう時にどういうプローブを使ったらいいのかとかいう

ことをまとめると、日本全国に展開できると思う。」とコメント。 

・佐藤（努）委員から、「海の生物は、地下の熱水孔でわかるように 2 つの水質

のものがまじる所に生物的な旨味がある。そこに集まるエビがいて、それを餌に

する魚がいる。水産資源にしているところでは海水に淡水が入るところが非常に

重要だと思う。NUMO はこういうことを求められるのではないか。これをぜひ進

めていただきたい。考えなければならないこととして、これをどの調査の時に実

施するのか。精密である必要はない。一般の人からも求められるかもしれない。

今手法を確立しているところだと思うので、この調査をどういう状況だったらで

きるのか考える必要がある。これは NUMO の仕事なので、NUMO からサジェス

チョンしていただいて、湧き水調査がどうあるべきか、NUMO の３つの調査の中

でどうあるべきか、専門家としてご提案頂ければと思う。」とコメントがあった。 

・佐藤（努）委員から、「富山湾はどこにあるのか。富山湾は深いと聞いている。」

と質問があった。産総研井川から、「富山湾は扇状地で扇状地の先で湧いている湧

水の研究が積極的にされている。駿河湾のように深いところも出ているかもしれ

ないが、学術的に賄える金額じゃないので、湧水が出ていたとしても、おそらく

調査した文献は出ていないと思う。」と回答があった。 

・佐藤（努）委員から、「海洋深層水といわれているが数 10m。扇状地の先で出

ているのが海洋深層水と呼んでいるということか。」と質問があった。産総研井川
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から、「海洋深層水の定義は水深 300m より深いところだと思う。富山湾で言われ

てる海底湧水は基本的に扇状地の先で湧いてる、比較的浅いところの地下水が湧

いてると思う。」と回答があった。 

 

〇産総研井川から、「海上物理探査調査（資料 7-3）」に関する説明があり、審議

された。 

・竹内委員から、「この方法は、高角度の断層も測定出来るのか。」と質問。産

総研木方から、「断層が出るわけではなく、反射面のずれが出るので、それから断

層を解釈するということになる。」と回答。竹内委員から、「高角度の断層があっ

たときに、その両側で地層のずれがあるので推定できるということか。」と質問に

対し産総研木方が同意した。竹内委員から「金田湾に分布する断層は事前に推定

されているのか。」と質問。産総研木方から「陸上から引っ張っていって、そこに

断層に近い構造が見えるということである。」と回答。竹内委員から「今見えてい

る速報の図について、断層と言われていたが、深度的にはまだ 150m ぐらいのよ

うだが、実際にはもうちょっと深いところを見れるようにしないといけないので

はないか。」と質問。産総研井川から「大型スピーカー自体は、深度が 500m を想

定して設計して作っているものである。」と回答。 

・内田委員から、「現在、開発された技術そのもの（例えば、測定機器や分析機

器）では無しに最終的に開発された技術を NUMO に渡して NUMO が測定すると

いうことをされるのか。」と質問。産総研井川が同意した。内田委員から「これで

ほぼ完成というのと、しばらく経ってから改良するとか、新しい技術ができて新

しい方法や新しい技術に移行するとか、その先が見えないような状況が生じるこ

ともあると思うが、NUMO と相談しているのか。」と質問。産総研井川から「概

要調査を見据えて、新しい技術を使うというよりもある程度確立している技術の

中で、調査に使えるようなものをやると言う事はお約束している。ブーマーやエ

アガンといった高い音圧を出すものではなく、今回のようなスピーカーを使った

やり方で、駿河湾や館山沖では水深 200m まではきちんとしたデータ得られてい

る。技術的に確立されたものとなっている。より深いところのデータを取るため
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には、スピーカーの音圧を上げるために大型のスピーカーを使う、従来の方法の

小型スピーカーと大型スピーカーを入れ替える、というようにより深いところの

情報が取れる技術を体系化して NUMO にお渡しするということを考えている。」

と回答。内田委員から、「こういった技術開発が論文化されて、アカデミックなと

ころでオーソライズされてるものを NUMO が使うという、ストーリーが良いと

いうことですね。」とコメント。産総研井川から、「理想はそうなる。実施してい

るのは民間事業者である。この技術がある程度確立した段階で、NUMO が民間事

業者を使ってそういった調査も可能になると考えている。」とコメントがあった。

内田委員から「論文等でこの技術がオーソライズされてるということは重要で、

それは産総研でやられるのではないか。」と質問があり、産総研井川が同意した。 

・佐藤（治）委員から、「深さは 500m を目指しているとのこと。速報で出てる

データで例えば 150m ぐらいまで何かしら見えて、その下は、今はまだわからな

いということか。それとも何もないということか。まだ判定ができる状況ではな

いということか。」と質問があった。産総研井川から、「まだそこまでは判定出来

るような状況ではない。」と回答。佐藤（治）委員から、「今後もスピーカー等を

変えて組み合わせたり、検討されると思うが、是非続けて欲しい。」とコメントが

あった。 

 

◎分野間連携 

〇産総研木方から「4-3 分野間連携（資料 4）」についての説明があり、審議さ

れた。 

・内田委員から、「NUMO の情報共有という話が出たが、分野間連携が進み始

めているということは、それぞれが情報共有し、それぞれの作業もかなり連携し

ながら進んでいくということだと思う。ということは、この事業の方向性がほと

んど決まってしまうような段階になってると思う。そうすると、ここで NUMO と

の意見交換を十分にしておかないと、後でそうじゃないっていう状況にはもう戻

れないと思う。資源エネルギー庁の事業では、あまり改良・修正ができないとい

うようなこともあるかとは思うが、もし必要があれば何かうまく対応することを
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検討するとして、今後の NUMO の役に立つような方向も含めて総合的な視点か

ら議論をしていただきたい。 

化石海水の扱いで、原環センターや電中研が中心になって対応について話し合

われないかという気がしている。海水から希釈はかなりデータをとって詳細な情

報が入ってきているが、それより濃いところの方をどうするかというのを分野間

連携で研究機関相互に情報交換して方針を決められないかと考えていた。」と質

問があった。産総研木方から、「NUMO と議論すべきということは重々承知して

いる。NUMO と何回か議論したが、お互いのバックグラウンドがよく分かってな

いということもあって、なかなか話が通じない部分があった。この分野間連携も

いろんな機関で初めて議論した当時はかなり話が噛み合わなかった。ようやく最

近話が噛み合ってきたということで、かなり議論を深めないとお互いの意図して

いるところがわからないということがあるので、議論を何回も進めて、より深め

ていって初めて本質的な議論ができると感じている。NUMO にも理解していただ

きたい。」と回答。吉田委員長から、「バックグラウンドとはどういうことか。」と

指摘。産総研木方から、「安全評価の連携について話をしたときに、データの出し

方をどうしたらいいかという議論をしたかったのだが、NUMO がそのデータをも

らって安全評価をするという考えがあって、そこで話が噛み合わなかったことが

ある。お互いに自分たちがやりたいことや、言うことをしっかりと議論できるよ

うにするには時間がかかるというのが経験的に感じているところである。バック

ランドという言い方は悪かったと思う。バックランドは分かっているつもりであ

る。」とコメント。 

NUMO 三枝氏から、「安全評価については、そこの場の状態、地質環境、SDM

もきちんと作った上で安全評価に受け渡す必要がある。データだけ受け渡しても

しょうがない。地質環境の中で安全評価、設計に資するために SDM をどのよう

に作っていくかというのが 1 つの連携のポイントだという話をさせていただいた。

SDM とかコンセプチュアルモデルについて、バラバラの定義で使われていたの

で、それを統一するところから認識合わせを始めた。調査からいきなり安全評価

というわけではないので、SDM をとおして、どうするかをきちんと議論すること
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が大事だと認識して、コメントさせていただいている。文献調査について、寿都

と神恵内の文献調査と受け取るのではないかと思うが、修飾語をきちんと書いて

いただきたかった。全国規模の知識、理解をコンセプチュアルモデルとして表現

して、全国規模のデータセットとして揃えていただきたいというのは、今後出て

くるかもしれない、他の地域の文献調査に入ったときに、全国規模のデータとい

うのは、非常に引用する上で重要なので、産総研が今まで持っている知見をこの

事業で可視化してほしいとお願いをしている。文献調査という言葉が混乱を招い

ているのではないかと思っている。」とコメントがあった。吉田委員長から、「あ

る場所の地質環境調査を既存のデータからアプローチして詳細にやって行く、既

存文献をベースにした調査研究という意味で、文献調査というこの言葉を使って

いる傾向がもちろんあると思う。一方で NUMO は沿岸地域を地層処分の為に行

うための文献調査はどういうものであるかという概念を提示したことがあるの

か。」と質問。NUMO 三枝氏から、「文献調査はどこまで何をやるかというのは、

お話させていただいている。」とコメント。吉田委員長から「文献調査というのは

どういうもので、それはこのエネ庁のこの事業をやられている方には伝わってい

るということだが、伝わっていないから、文献調査の認識が違うと言われたとい

うことになるが。」とコメント。NUMO 三枝氏から、「発表されている方や実施し

ていただいている方は認識されていると思うが、資料を見ると全部同じような文

献調査という言葉が使われている。例えば、駿河湾での研究をやるための文献を

集めるのも、文献調査という言葉を使われているし、寿都、神恵内を指した言葉

としても、文献調査という言葉も使われている。」とコメント。吉田委員長から、

「既存文献、パブリッシュされたものの文献調査なので、そういう認識でよいの

ではないか。この事業では、沿岸底における地層処分のためのサイトキャラクタ

リゼーションをするにあたって、既存文献として出されているもので、どこまで

やれるのかを明確に出さないといけない。その限界を提示すべきではないか。実

際のデータを現地で調べたり、追加することについては概要調査であり、文献調

査をベースにした上で概要調査の項目、内容、精度が適正適当なのかという議論

を NUMO がやらないといけないのではないか。NUMO との確認が見えないまま
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に、進められているように見えるので、常に確認していただきたいと言っている。

ストーリーマップについても NUMO は沿岸底におけるサイトキャラクタリゼー

ションとして文献調査から概要調査に行くにあたって、これが全国展開した時に

適当か適切か、技術開発として過不足がないかということを議論して詰めていく

という役割分担をすると、この委員会は凄くスッキリするだろう。それがないた

めに、NUMO の考えを忖度しながら、各研究者が進めているのではないか。分野

間では JAEA や NUMO とも連携をとって議論される方が効率よくやれるのでは

ないかということを言っている。」とコメント。ＮＵＭＯ三枝氏からは、内容につ

いて同意があった。 

・内田委員から「NUMO との話はまだ完全ではないと思うので、また議論して

委員長が言われたように深めていっていただきたい。化石海水とのお付き合いの

ある研究所で温度差があるのではないかと気づいた。確かにこれは難しくて、海

水よりも濃いものがあり、それに対してどこまではっきりさせる必要があるのか、

非常に確率は小さいけれども影響が大きいような事象だからどこまではっきりさ

せるべきか、各研究所で温度差があるのでちょうどいい機会だから話し合ってみ

てはどうか。統一的な見解、そのようなものが出ればはっきりすると思う。絶対

にお願いということではなくて頭の隅に置いて、うまくまとまれば、その方針に

従って実験を進めればいいというようになると思う。」とコメント。 

・産総研井川から、「原環センターだったら人工海水を、電中研も 1 倍、2 倍、

3 倍を扱っている。化石海水はシステマティック区分でも示している。JAEA の

URL がある稚内層は明らかに海水よりも Cl が低いということはわかっている。

上はどこまであるのかというところはっきりしておく必要がある。以前に、産総

研が持っている深層地下水データベースを工学チームにお渡ししている。これに

は日本の深層地下水の水質が記録されており、1 番高い Cl 濃度というのが日本で

確認されている中では最も高い Cl 濃度ということに該当するので、まずは上限を

決めている。また、システマティック区分の中で化石海水と地下水年代から化石

海水と判断されたものに対しても Cl 濃度の幅があるのでこちらも加味した上で

化石海水への対応幅を決めて頂いて、それを前提に原環センターを元に試験を進
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めていただいている。昔に比べると化石海水については、それぞれの研究機関で

共有できているのではないかと思う。」とコメント。内田委員から、「どのような

濃度を対象範囲とするかという議論は、ある程度情報共有されていると思う。海

水よりも薄いところの情報量に対して、濃いところがどれほどの情報が必要かを、

もう少し詰めていけるのではないかというのが私の考えである。一点だけポンと

高いところでやるだけでいいのか、それとももう少し濃度を調整してやるべきな

のか、各研究機関で情報交換して、海水より濃いところでの実験をどれぐらいで

やればいいのか議論でればと思っている。」とコメントがあった。 

・佐藤（努）委員から、「工学の方もだいぶ連携が進んでいるようである。沿岸

海洋底においては、ベントナイト、層間陽イオン、セメントの高塩濃度などと時

間軸、電中研はちょっと長めとか原環センターは短めとか、そのつなぐところは

どうなのかとか、これを別でやっていると、なかなかつなげないので、よい方向

で進んでいると思う。昨日の報告で層間陽イオンの置換について、電中研はあま

り進まないが、原環センターは進んでいるという報告があって、厳密に言うと液

組成が異なるのだがその辺の理解が統一的にできているのか。電中研はオーバー

パックとの相互作用、原環センターは緩衝材の機能変化となっているが、この中

でもオーバーラップしているところがある。そのオーバーラップしている所は、

連携して解釈等を詰めておいていただきたい。客観的に聞いていると同じプロジ

ェクトの中で違っていていいのかなと思うところがあった。大筋はよいと思うが、

もう少し細かいところの連携を進めていただいた方が良い。その方向エネ庁や

NUMO の意向に合っていることを望んでいる。」とコメントがあった。 

・竹内委員から、「事業が進んでいると感じた。図の矢印は、NUMO や JAEA の

一方的な矢印というより、フィードバックのある両矢印になる認識で良いか。」と

質問。産総研木方から、内容について同意があった。 

・竹内委員から、「地質モデル作成というところまでは文献調査だと認識してい

るという説明だった。以前、NUMO に対し神恵内、寿都での文献調査の結果に基

づいて、モデル化をやるのかを聞いたところ、そこはあまり明確になっておらず、

地元の意向を踏まえてやる場合もあるとのことだった。文献調査をどこまでやる
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のか、どこまでの範囲なのかは、明確にしておく方がよい。地層処分の文献調査

と一般的な文献調査の中身を考えていくと、違ってもいいのではないかと思って

いる。関係者で整理したほうがよいと思う。物理探査を事例にして連携の話を紹

介いただいたが、駿河湾で言うと、陸域から海域の調査、モデル化、解析、全体

をとおして連携がとられるとよいと思った。ストーリーマップ、ストーリーボー

ドの言葉も同じものであれば統一した方が良い。SDM、コンセプチュアルモデル

も含めて、言葉の使いかたを少し注意をした方がよいと思う。」と質問があった。

産総研木方から、「FCB-2 孔はイタレーションしながら、不確実性を低減させるプ

ロセスに乗せるための情報提供をするという側面もあるので、そういう意味での

連携はしている。全体の地質の連携をしていると認識している。ストーリーマッ

プという言葉は、原環センターと議論していて原環センターや電中研がストーリ

ーマップという言葉を使われたのでそのままこの言葉を使っている。」と回答。電

中研西本氏から、「原環センターと電中研でやってる実験内容を細かく書いて、こ

の時間スケールでこの実験は、この部分を見ている、足りない部分があるから、

そこは数値解析で埋める、さらにそれぞれをバリデーションして行くといった、

そういったイメージを最後に示せればいいのではないかということで、1 番最初

のとっかかりとしてこの図を作った。そういった意図がある。最終的にどういっ

た言葉にするかというのは、原環センター等と、話し合って統一はしていきたい」

と回答。 

竹内委員から、「その時々でいろんな便利な言葉が生まれてくると、社会に説明

するような場合や、違う分野の専門家に説明するときに、混乱を招きかねないと

思っている。取りまとめの時には、用語の使いかたは少し注意されるとよいと思

う。」とコメントがあった。 

・佐藤（治）委員から、「文献調査の話があったが、基本的にやることは一緒だ

と思う。ただ、地層処分の候補地としての文献調査と地層処分技術のための文献

調査は、一般の人が聞くと重みが全く違う。同じことをするのだが、気をつける

べきだと認識はしないといけないと思う。研究が進んでいると同時に、NUMO に

とっては、文献、具体的な場所での文献調査が、今現状進んでいると言う状況で
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ある。その時に、文献調査の知識、情報も含めて重要になってくると思う。報告

書として出てたり、データベースとして公開されたり CD としてされるとか色々

あるかもしれないが、それを NUMO が使うとそういう理解でよいか。」と質問。

NUMO 三枝氏から、「海陸連続の部分データが、今後の文献調査で集める、公開

データの 1 つとして使えるか、使うかどうかというご質問であれば、公開された

時点で我々が使用するデータの中に加わる。駿河湾で我々が文献調査をしている

ように受け取られないか。そういう非常に大きな誤解を招くような表現は、修正

頂いきたいと思う。」と回答。佐藤（治）委員から、「安全評価をする時に、拡散

係数や分配係数等のデータがあればできるかというとそういうものではない。

SDM があったり、地下水の情報があったり、地質関連の情報もあったり、様々な

ことで順番がある。実際にやり取りすると、最初は食い違っていて、話を進める

上で、段々そこを埋めていく。そこは非常に大事で、同じような機関の中でも、

ギャップがあるというのは実感している。機関が違ったら更にそれは大きいだろ

うと思う。一連の流れやその中で何をするには何の情報がいるとか、ある程度詰

めていかないと、人が違ったら、経験が違ったら、全然違うということになりか

ねないと思う。なるべくそこを埋めるように議論を重ねて、明文化も含めて是非

ともご検討いただきたい。」とコメント。佐藤（治）委員から、「安全評価を主に

やるまではまだ時間はあるが、具体的にやるべき状況になりつつある。社会との

関係もあるのでなるべく詰めていただきたいと思う。」とコメントがあった。 

・佐藤（努）委員から、「対話活動をやってる地域交流部が、住民から受ける要

望もあると思う。対話活動は、住民へのサービス事業だと思っていて、要望には

答える必要がある。精密調査をしていないので、精度は異なるけれど、要望には

答える必要がある。そうじゃないと対話が成り立たないのではないかと思ってい

る。実際の文献調査も進んでいるので、対話も進んでるので、頭に入れながら、

進めなければならないと思っている。」とコメント。吉田委員長から、「最後のま

とめの時に、要素技術はこういうことにも使えそうだという可能性とか、委員の

先生方から提出されたことを箇条書きでもいいのでつけておくとか、そういうふ
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うにしておくだけでもいいのかもしれない。多岐にわたるが、産総研にハンドリ

ングをお願いしたい。」とコメント。 

・エネ庁青柳氏から、「いただいた意見の中で、文献調査の限界を示すですとか、

あとは全国のコンセプチュアルモデルを示すことに対しては社会に説明するのに、

どういう説明をするのかというのは、非常に重要である。課内で検討したい。ま

たその結果を NUMO、産総研とも議論できればと思う。JOGMEC のデータは、し

っかりやっていかないといけないと思っているので、NUMO がどういった形で使

いたいのかをまずは聞いた上で対応したい。取りまとめの話、何をメッセージと

して伝えるのかといったことは非常に重要かと思うので、引き続き検討いただけ

ればと思う。」とコメントがあった。 

 

〇PL 井川からの挨拶 

コミュニケーションが一番のテーマだと思う。分野間連携も他機関他分野でコ

ミュニケーションをとるのがどれだけ難しいかというところを 3 年ずっとやって

来た。実施者である NUMO と研究機関とで地層処分というゴールは同じだが、ど

こに着目していくのかというところは、もう少し密にやっていかないと、見てい

るものが若干違うのではないかというところは感じている。住民からの要望に対

してどういう形でフィードバックができるかというのも、要望を聞いたことがな

いので、どのようにいかせるのか聞かれてもどこまで貢献できるかは分からない。

それは資エ庁の事業の本質ではないんじゃないかという言い方もできるかもしれ

ないが、それじゃいけないと思う。情報共有は今後しっかりしていかないと、早

ければ概要調査を２地域で始めていくということであれば、なおさら重要になっ

ていると思う。もう少し密に連絡を取り合って、情報共有させていただきたいと

思う。 

 

他事務連絡。 

 

以上  
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令和３年度 沿岸部処分システム評価確証技術開発 

第 3 回 評価委員会 議事録 

 

日 時：2022 年 2 月 25 日 08：30～13:00 

 

場 所：Web 会議形式 

 

概要：コロナ禍のため、昨年度に引き続き Web 会議形式での実施となった。事

前に各担当者が作成した説明資料をオンラインで委員に配布し、委員会当日は、

各担当者による資料説明を行った後に審議、という流れで実施した。 

 

審議内容： 

・主催者挨拶（PL 井川） 

・資源エネルギー庁挨拶（青柳様） 

・委員長挨拶（吉田先生） 

・事業内容説明と質疑 

 

◎今年度の取り組みと今後の方向性 

〇産総研井川より「本事業における今年度の取り組みと今後の方向性（資料 2）」

についての説明があり、審議された。 

・吉田委員長から、「全体の進め方について確認事項等があればお願いしたい。

エネ庁から、放射性廃棄物ワーキンググループの再開が打診されている。近々再

開され、沿岸底のことも議論される可能性がある。非常にタイムリーに状況が進

んでいる。」とコメントがあった。 

・内田委員から「NUMO や他の研究機関とのコミュニケーションを進めている

ということで、いい方向に向かっている思う。スケジュールについて確認したい。

それぞれの研究内容によって、NUMO が実際に技術や知識を必要とする時期が違

ってくると思う。NUMO が概要調査で技術を使う、適用するのであれば、概要調
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査までに開発している技術がある程度完成して応用までいっている必要がある。

そして、技術だけでなく装置等も含めて開発している場合には、実際に NUMO が

その装置を所有している民間企業へ外注するのか。そういうところまでスケジュ

ールとして既に考えておられるのか。」と問いがあり、井川から、「NUMO とはそ

ういった話し合いを積極的に行っている。NUMO から、いつまでにこういった方

法をまとめるように、というリストを受領している。それに間に合うような形、

あるいはそれを出来るだけ反映するような形で、成果報告として取りまとめてい

く。装置のことも含めて、実用化という最終的な形を念頭に置いて、スケジュー

ルを組み、それぞれの課題の中でゴールを設定し、その段階で取りまとめを行う。」

と説明があった。内田委員からさらに「そういったスケジュールをにらんで、順

調に進んでいるという認識でよいか。」と問われた。井川から、「そのとおりであ

る。実際には現場が決まった段階で、どういった技術が必要になるか、もう少し

明確になると思う。より一層、NUMO、あるいは資源エネルギー庁とコミュニケ

ーションをとって、どういった形でまとめるのが最善かを常に意識して、進めて

行きたい。」と回答した。 

・佐藤（努）委員から「このプロジェクトのアウトリーチが抜けているのでは

ないか。エネ庁の事業は、成果の国民への周知、理解醸成のための活動を考えら

れている。研究者は学会発表を個々にしたり、論文出せば公表したと考えがちだ

が、それではこのプロジェクト自体の精神みたいなもの、皆さんのお考えみたい

なものが伝わらない。原子力学会でよくあるのは、こういうプロジェクトをシリ

ーズもので発表したりしている。まとまってアウトリーチするようなことも考え

ていただきたい。」とのコメントがあった。井川から、「学会のシンポジウム、あ

るいはこの地質調査総合センターのシンポジウム等でもチャンスはあるので、沿

岸部の研究成果を一般の方々に知って頂くことを念頭に、発表の機会を検討して

行きたい。」と回答した。吉田委員長から「非常に重要な部分だと思うので、よろ

しくお願いしたい。」とのコメントがあった。竹内委員から「アウトリーチの部分

もやっていただければよいと思う。メンバーの意思疎通や、それによる信頼関係

の構築というのは、非常に重要な部分だと思うので、是非積極的に進めていただ
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きたい。」とコメントがあった。佐藤（治）委員から「私も特にアウトリーチは、

非常に重要と思っている。今回やられてるような一連の流れの話になると一般の

方々に理解されにくい、難しすぎるというケースがたくさんあるので、アウトリ

ーチの仕方、レベル、内容も含めて考えていただきたい。」とコメントがあった。 

 

◎データ集積とモデリング 

〇産総研丸井氏から、「海陸連続 3 次元地質環境モデルの妥当性の検証に向け

たデータの取得手法の高度化 海陸連続 3 次元地質環境モデルの構築手法の高度

化~沿岸部地質環境データの集積とモデリング~（資料 3）」についての説明があり、

審議された。 

・竹内委員から、「構築されたモデルが一般の方に理解されやすくなっていると

いう趣旨の紹介があったが、一般の方は地下のことは見えないので、本当か、と

いうことがあると思う。構築したモデルが適切とは言わないまでも、そんなに間

違っていないということを、上手に紹介・説明出来るとよいと思う。この 55 個の

モデルは、座標データも含めて、一般に公開するのか。」との質問があった。丸井

から「報告書も含めて三次元のイラストのような形でお見せするのが基本となる。

NUMO には、詳細なデジタルデータをお渡しすることができる。昨年の 6 月に水

循環基本法が改正された。東京大学の沖大幹先生が中心となっている研究会が国

交省のデータを使って、地下水の見える化に関する提言を出された。水道協会等

の機関において、地下水を見える化する際の表現方法の決めごと等が、今年の 6

月に出される予定である。そのような動向も踏まえ、なるべく共通の認識を持て

るように、同じ手法を取り入れられるところは取り入れて、モデルを見ていただ

くようにしたい。デジタルデータについては、大学や他の研究機関において検証

していただくために、しっかりとしたデジタルデータを出したいと考えている。

この点については、資源エネルギー庁や共にプロジェクトを進めている研究機関

の合意を得たうえで対応したい。」と回答があった。 

・内田委員より、「55 のモデルで、エキスパートモデルと統計モデルとはその

差が比較出来るとのことだが、その 55 のモデルの中でエキスパートモデルが優
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れている、統計モデルが優れている、ほぼ差異がないのが、それぞれどれぐらい

あるかということはわかるか。」と質問があった。丸井より「エキスパートモデル

と統計モデルと差があるのとないのとでは半々である。データの品質に依るとこ

ろが大きい。研究が進んでない地域ではあまり差がない。差があるところは、概

要調査の際にどこにボーリングを当てたらよいか、どこに物探をしたらよいかと

いう目安が作れる。」との回答があった。内田委員からさらに、「最終的には、そ

のところが進んで行く方向だと思う。そこに至るところで、充分なデータが取れ

てないとか、いろんな問題点が指摘できるようになれば、非常に良いと思う。」と

コメントがあった。 

・竹内委員から、「構築されたグリッドモデルは、エキスパートジャッジによる

モデルなのか、統計モデルなのかという解説は、報告書に書かれるのか。」と質問

があった。丸井より、「エキスパートジャッジをする時に、どういう要素、実質の

構造を取り込んだかということも、それぞれの中に説明をする。読んでいただけ

れば分かるようになっている。モデルが違うとどのくらいその地下水のジェネラ

ルフローが違うかという、シミュレーションを検証していただける方がいたら、

非常にありがたい。」と回答があった。竹内委員から、「大変興味深く聞かせてい

ただいている。その辺も含めて検討させて頂く。」とコメントがあった。 

・吉田委員長から、「55 がどうして選ばれたのか、その根拠、論拠は。その 55

か所で、日本の沿岸域がカバーできると言えるのか。概要調査に行くにあたって

55 通りもあるのは大変である。次の概要調査に行くにしたがって、優先順位の高

い調査や、地下水流動あるいは地質構造を見た場合の留意点等が出てくる。その

根拠がサイエンティフィックに書かれているとよいと思う。」とコメントがあっ

た。丸井より、「理由を報告書に記載する。教科書等に記載があり一般に知られて

いる日本の平野は 63、64 である。そこから手の及ばなかったところが約十か所ぐ

らいあったため、55 になったという理由である。日本の平野をほぼ満足している

ということである。」と回答した。吉田委員長から、「非常にジェネライズした、

選択した上での結果としては、傾向性が見えて、もう少し簡略化して、まとめる

ことができるのか。」との質問に対し、丸井から「来年以降、研究として進めたい
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と考えている。」と回答。吉田委員長から、「それをやりすぎると、いろいろ解析

を入れ込みすぎてしまい、何がどうなっているのか、よく分からないとういうこ

とにもなりかねないので、バランスだと思う。」とコメントがあった。 

 

◎地質環境モデルの構築と地下水流動解析の高度化 

〇電中研岡本氏から、「地質環境モデルの構築と地下水流動解析の高度化」につ

いての説明があり、審議された。 

・佐藤（努）委員から、「透水係数の推定で、付加コンプレックスの推定が困難

とのことだがその理由は何か。」との質問があった。電中研岡本氏から「実測値が

無いということ、つまり、水圧や年代だったり、ボーリングの深度が足りていな

いのが一つの理由と考えている。実測値が無いため、モデルをキャリブレーショ

ンした時にどういった値でもよいような結果になってしまう。」と回答があった。

電中研長谷川氏より、「付加コンプレックスは深度 3 キロ以深にあり、浅部の観測

値に感度がないためである。」と補足があった。吉田委員長から、「評価するため

の対策はあるのか」との質問に対し、電中研岡本氏から「対策は、ボーリング調

査でデータをとることである。ただし、非常に深いところにあり、処分深度の地

下水流動に影響がないので、評価しなくても良いと考えている。」との回答があっ

た。佐藤（努）委員から「幅広い地質を想定しなければならない場合は、そうい

う言い訳はできないのではないか。」との指摘があった。電中研長谷川氏から「付

加コンプレックスがどこに映っているかというと、深いところにある地層である。

これをモデル化するか、基盤として扱うか、は判断がわかれるところだと思う。

基本的には処分するところの地層の地下水流動がきちんとと分かれば良いのでは

ないかと思われる。」との回答があった。佐藤（努）委員から「先程の説明だとデ

ータが無いからということだったので、データがあればできると解釈したのだが、

違うか。」との質問に対し、電中研長谷川氏から「データが十分に取れれば、ある

程度の評価が出来ると思う。深部でデータが少ないので、不確実性はだいぶ大き

いと思う。」との回答があった。 
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・竹内委員から、「付加体であれば、四万十帯など他の付加体のデータを用いて

感度解析を実施すれば、影響があるかどうかがわかると思うが、実施してみては

どうか。」とコメントがあった。電中研長谷川氏から、「感度解析は実施しており、

かなり深いところにあるので、感度がないという結果が出ている。感度がないの

で、推定が困難と言うことである。」と回答があった。 

・NUMO 三枝氏から、「仮に新第三紀堆積岩を処分候補岩体だとして、付加コ

ンプレックスの不確実性が大きくても、新第三紀堆積岩に影響がなければ、調査

の対象にしないということでいいのではないか」とのコメントがあった。電中研

長谷川氏から「その通りで、感度解析などを実施しても、処分候補岩体の地下水

流動に影響がなければ、調査対象にする必要はないと考えている。」とのコメント

があった。 

・吉田委員長から、「付加体データが無いから推定できないというと、ミスリー

ドさせてしまう。付加体は地表付近にあっても分からないと、聞こえなくもなか

ったので、言い方を注意していただければよいと思う。」とコメントがあった。 

 

◎ボーリング調査 

〇産総研町田から、「ボーリング調査」についての説明があり、審議された。 

・吉田委員長から、「150m でいきなり年代が古くなって、それから若くなって

いる。塩淡境界で古い水を巻き上げているのか。この解釈はどうしているのか。」

と質問があった。町田から「そのように解釈している。」と回答。吉田委員長から、

「年代の古い水が塩淡境界に上がってきているという考えについて、流向流速予

測がモデルとも整合性があると理解できるということか。」との質問に対し、町田

から「そのとおりである。この部分の実測データは無いので、この下のほうが若

くなっているのは、SKB のこのデータだけが反転して来ていることを証明する唯

一の証拠である。」と回答した。 

・内田委員から、「150m から 200m が一番古い年代の地下水だということだが、

これは必ずしも動いてないということではない、ということか。」との質問に対し、

町だから「動いていると思われる。」と回答。さらに内田委員から「古い地下水が
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下の方から移動して流れている、という解釈か」との質問に対し、町田から「古

い地下水が陸側に入り込んで、上に回り込んで、戻ってくると考えると、定性的

には説明がつく。」と回答。さらに内田委員から、「流向・流速の測定で、深度の

282m では測定できず、168m で測定できている。いろいろな要因があるとは思う

が、地下水の流速からいくと 282ｍの方が 168m よりも遅いということは断言で

きないのか。」との質問に対し、町田から「断言できる。168m で流速 10 の-7 乗 m

以下というのは、実は定量限界以下だったが、それでもグラフから流向は分かっ

たという判断である。282m の方は、グラフからも何も現れなかったので、向きも

流速も分からなかったということである。」と回答した。 

・竹内委員から、「流向流速の結果について、地形勾配と斜交しているように思

うが、その解釈ははどうか。」との質問に対し、町田から、「この辺りに堆積する

地質は、扇状地堆積物のため、埋没した富士川の影響ではないかと予想している。

富士川の上流側から川が、水が入ってきて、こちらの方向に流れていく。」と回答

した。竹内委員から、「富士川からリチャージしているということか。」との質問

に対し、町田から、「そのとおりである。この周辺で富川から入って来た水と富士

山から流れて来た水の境界があるのだが、この結果を見る限り、おそらくこの時

点では冨士川の上の方から流れて来ているのではないか。」と回答した。さらに竹

内委員から、「その解釈も報告書に書いて頂きたい。来年度にかけて 800m までと

いうことだが、基盤深度がどのくらいになるか予想をつけているか。」との質問に

対し、町田から「物理探査の結果から予想して判断している。」と回答した。竹内

委員から、「具体的にどれぐらいの深度に設定しているのか。」との質問に対し、

産総研井川から、「過年度事業の中で、入山瀬断層が海の中でどういう連続性を持

っているかを調べるために、反射法による調査を行った。このデータによると、

およそ 700 から 800m ぐらいに反射面がありそうだと見込んでいる。これが、今

のところ唯一の陸側の基盤岩を推定するデータとなる。電中研のデータから、可

能性があるとしたら、700 から 800ｍぐらいで基盤岩が出るのではないかとの話

があった。両者の客観的なデータから判断し、来年度は 800m まで掘るというこ

とを計画した。」と回答した。竹内委員から、「この地域はテクトニクス的に伊豆
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半島がぶつかっているところで、変動が激しく、かつ深いところのボーリングの

コアのデータがないと思うので、非常に地質学的にも重要な部分ではないかと思

う。コアの記載についても、しっかりやっていただきたい。」とコメントがあった。 

・佐藤（治）委員から、「地下水流向流速測定結果について、流速が 10-7 乗 m/s

以下で下限値以下という話があった。深度 282m では流向流速等も測定出来ない。

今後これをどのようにつなげていく考えなのか。」と質問があった。町田から、「今

回は 168、282 を調べたが、今後は 100ｍ、50ｍぐらいで流向流速をやろうと考え

ている。浸透流解析をやる際には、この 4 点のコントラストを重視して、これに

合うような形にして行く。」と回答した。佐藤（治）委員から、「解析的にそこを

補完していくイメージか」との質問に対し、町田が同意した。 

 

◎海底湧出地下水調査 

〇産総研井川から、「海底湧出地下水調査」についての説明があり、審議された。 

・吉田委員長から、「海外の事例があったが、日本の状況とは分けた方が良いの

ではないか。まずは日本の沿岸底における湧出状況がどうなのかをまとめていた

だくのがよい。海外の事例は同じ土俵に入れてしまうと、オープンにした時に、

情報としてミスリードされてしまう可能性が懸念される。検討いただきたい。」と

のコメントがあった。井川が同意した。 

・内田委員から、「次年度以降の取り組みが書かれているが、ここでいろいろな

検証をするということだと思うが、かなりデータが無いと深い検証は難しいと思

うがどう考えているか。」と質問があった。井川から、「陸域地下水と海底湧出地

下水については、基本的に陸域地下水の方が広範囲、かつ複数の深度で採水デー

タを取得している。海底湧出地下水は、昨年度から採水を行っており、海の中の

湧出水の化学成分を測定できている。それらのデータを使うことで、ある程度連

続性が検証出来ると考えている。シミュレーション結果との整合性を確認するた

めにも、是非やっていかなければならないものと考えている。海底湧出地下水と

いうパターンなどについては基本的に論文ベースとなるので、現状でどこまで分

かっていて、この先何をやっていかなければいけないのかをきちんと分けて、整
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理して行きたいと考えている。」と回答があった。内田委員から、「文献調査をや

るのであれば、日本のデータを優先ということでよいか。」との質問に対し、井川

が同意した。内田委員から「湧出を調査する時にその湧出の測定下限以下という

ことがあると思う。つまり、湧出速度としては非常に少ないが、面的に広いとい

う場合もあると思うが、どのような対応が可能か。」との質問に対し、井川から「湧

出量があまりに小さいと、今の技術では捉えきれないこともある。そのような場

合は、数値解析に頼らざるを得ない。数値解析を行う場合は、水収支を考えるの

で、明らかにその海底湧出地下水の量が多ければ、それはきちんと評価しなけれ

ばいけないということをお示しする事が出来ると思う。今のところ、面的にはす

ごく量が多いが、じわじわ湧いているものに対してどのように対応するかについ

ては、明確な回答は無い。」と回答した。 

 

◎海上物理探査 

〇産総研井川から、「海上物理探査」についての説明があり、審議された。 

・吉田委員長から「最後にある深度 500m とは、海の深さでよいか。海面から

海底までの 500ｍという理解でよいか。」との質問に対し、井川から「海底下 500m

を想定している。岩盤の中までは音圧が低すぎて音波が入っていかないが、比較

的軟らかい堆積物が厚くたまった海底を想定して、地層処分にある程度適用出来

る技術というところで、500m の深さを目標としている。」との回答があった。吉

田委員長から、「現在の技術では、どれくらいまで解像度があるのか。」との質問

に対し、井川から、「論文ベースでは、200m である。」との回答があった。吉田委

員長から、「適応性の深さを広げていけばよいと思う。対象岩層がどういうものが

対象でできそうか、堆積岩や花崗岩など、その中の断層や、地層の境界をどのく

らいの精度で拾えそうなのかを意識してまとめていただきたい。今後精度良く高

めていくのか、事業の継続性も見えやすくなると思う。」とのコメントがあった。 

・佐藤（治）委員から、「受信波の相関計算後の波形が、理論波形と近いという

ことだが、相関計算を行うことによって、ノイズというか余計な波というのは、

それなりに除去できるのか。」との質問があった。井川から、「今のところ海底下



 

1075 

 

深度 200m まで適用できる小型スピーカーは、処理によって理論波形に近い波形

を得ることができている。一方、大型スピーカーの方は、処理した後でもノイズ

が残っている。この要因をきちんと探らなければいけないと考えている。水中ス

ピーカーのメーカーから出ている提案では、スピーカーの振動膜をもう少し硬い

材質に変えることで、ノイズを減らすというものである。波の影響が強いので、

材質を変えることで、ノイズを減らせるのではないかという提案があるので、処

理だけでなく、スピーカーそのものを改良する形でノイズを消すことを考えてい

る。」と回答があった。佐藤（治）委員から、「後続波そのものを小さくすれば、

相関計算を行うと、もっとそれが小さくなって、より精度が高くなるということ

か。」との問いに対し、井川が同意した。 

・佐藤（努）委員から、「社会的技術的課題はどのくらい解決するものになるの

か。」との質問があった。井川から、「社会的課題について、漁協が一番嫌がるの

は、定置網の移動や破損、漁期を邪魔しないところかと思う。漁期の問題につい

ては、小型船を使って、可動式の測器を使うことで、漁期に差しさわりの無い時

期に調査するということで課題解決できる。受信機を水深 2m ぐらいで、一定に

保つことが出来れば、定置網への影響も除去できる。そうすることで漁協の理解

も得られやすくなると考えている。大型船は、浅いところに入れず、小さい漁港

では、水深が浅すぎて、船そのものが停泊出来ないという問題がある。今回は 20

ｔ以下の小型船という、基本的に日本全国どこの漁港にも入れるような船を使っ

て、この技術的課題に対応するところで、この 2 つを一気に解決してしまおうと

いう方向で取り組んでいる。」と回答があった。佐藤（努）委員から、「音もだい

ぶ改善されているのか。」との質問に対し、井川から「海洋生態系に影響を与える

音、たとえば何ヘルツ以上だと、生物の脳に損傷を与えるというデータが出てい

るため、基本的にはその値よりも小さな音を使うことを検討し、この技術を高度

化しているところである。北海道、特に幌延ですと、時期によりアシカなどが沿

岸に来ることがある。観光資源にもなるので、影響が出てアシカが来なくなると、

大きな問題になる。海洋の生態系に影響を与えないことが地元に調査を受け入れ

てもらうためには重要である。既存の方法よりも、小さな音圧で深いところまで
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測定できるように、技術を高度化することが本事業の目的になる。」と回答した。

佐藤（努）委員から、「幌延の時には、生態影響を専門とされる方に加わってもら

う必要は無いか。」との質問に対し、井川から「そこまでは手を広げられないが、

相談はして行きたいと思う。海洋生態系の専門家に加わっていただくことは検討

する。」との回答があった。 

 

休憩 10 分 

 

◎沿岸海底下特有の地質環境に着目した工学技術の高度化 

〇原環センター林氏及び坂本氏から、「全体概要・セメント系材料の短期的な変

質挙動に関する知見（資料 8-1）」についての説明があり、その後、審議された。 

・佐藤（努）委員から、「吹き付け、コンクリートともに、塩素が表面に濃集し

ているような現象が認められていて、塩化物イオンがピークになっているが、こ

れはどのように解釈されているのか。拡散だけだとピークを持たずに、だらだら

と下がっていくようなプロファイルだと思うが。」と質問があった。原環センター

坂本氏から、「表面付近は溶解現象が並行して起こるので、塩素を固定する媒体で

あるフリーデル氏塩の構成比が少し下がっているのではないかと考えている。」

と回答があった。佐藤（努）委員から、「フリーデル氏塩は少し溶けているという

ことか。」との質問に対し、原環センター坂本氏から同意があった。佐藤（努）委

員から、「塩化物イオンの濃集機構が表面にあるのかどうかがすごく大事になっ

てくると思う。重炭酸ナトリウム ph が表面と内部でギャップがあるがこれは測

定しているのか。」との質問があった。原環センター大和田氏よリ、「中央の図に

は、硬化体内部と書かれているが、これは元々の硬化体の表面から内側という意

味である。したがって、一番左側のカラムは、その外側を示していて、もともと

液層だった部分に析出している鉱物をモデル化していることを示している。従っ

て、液と接してるのは、左側の鉱物ということである。」と回答があった。佐藤（努）

委員から、「ということは、真ん中のさらに左、0 より左があって、そこに Calcite

が生成する可能性があるということか。」との質問に対し、原環センター大和田氏
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より、「そのとおりである。今まではこのようなモデル化はされておらず、基本出

来なかったのだが、出来るように工夫をしてやっているということである。この

析出層の有無が物質移行特性に効いているために、一般に試験結果で観測される

化学変質よりも解析結果のそれのほうが変質が進む傾向になると考えている。」

と回答があった。佐藤（努）委員から、「沿岸海洋の海水影響というふうに考えた

時に、それぞれのコンクリートがどういう特徴なのかというのを、報告書ではま

とめていただきたい。」とコメントがあった。 

・内田委員から、「共存元素や共存イオンの様々なファクターの影響を細かく調

べられて、データが蓄積されているということで、大変な作業を順調に進められ

ていると思う。もう一つのファクターとして、時間軸があると思うが、発表の中

でも「実験期間が短く」と書いてあり、発表のスライドでは最長で 30 か月という

数字が出ていた。どれぐらいの期間を想定されているのか。今やられているよう

な、実際の試験の情報は、NUMO が必要とする時期はもう少し先になるのではな

いか。そうすると、長期間で適切なデータを取らなくてはならないということも

考えていく必要があるのではないか。」とのコメントがあった。原環センター坂本

氏から、「それは非常に重要である。特に影響の大きい、これまでの海水であると

か、希釈海水という枠の中で考えられていたものから、実はより影響の大きな地

下水が存在しているということが明らかになってきている。そうしたものを対象

に、なるべく長い時間、実際の試験体でデータを取り、可能な範囲で長く取られ

た実データを基に、今取り組んでいる高度化した解析コードで長期の予測をして

いくことで、全体を組み立てて行ければと思っている。」と回答があった。内田委

員から、「今とられているデータを整理して、こういう条件でもう少し長期間の観

測が必要だということを、ある程度まとめていただきたい。プロジェクトは 5 年

間というようなことで制約があるかと思うが、本当に必要ならば、資源エネルギ

ー庁とも相談されて、長期の実験で適切なデータを取るということも、視野に入

れておく必要があるのではないか。とのコメントがあった。 

・佐藤（治）委員から、「高炭酸のものが付加されたと理解したが、幌延の地下

水のデータに基づいて、さらに付加したということか。」との質問があった。原環
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センター坂本氏から、「幌延の地下水を同じように検討して、こうした分類にのせ

ると、これまでグループ化していたものと明らかに違う組成のものだということ

で、新たな検討対象として加えた。」と回答があった。佐藤（治）委員から、「SO4

濃度の高い海水と硬水と扱っているが、表面に Calcite が出来るとか、あるいは水

酸化アルミニウムが出来ると解析されているが、例えば、硫酸カルシウムとか、

そういうものはできないのか。」と質問があった。原環センター坂本氏から、「硫

酸カルシウム（石膏）を経て、より安定なエトリンガイトになっていると思われ

る。実際に分析もしており、こうした海水環境下では、概ねエトリンガイトが支

配的だと認識している。」との回答があった。佐藤（治）委員から、「塩素につい

て、これはいわゆるフリーデル氏塩ができているということか。」との質問に対し、

原環センター坂本氏から、「塩素イオンとして拡散している部分も当然あると思

われるが、一部はフリーデル氏塩のような形で固定をされていて、表層で濃度が

高くなっている状況がある。表層でカルシウムが溶脱している領域があるが、こ

うした領域ではフリーデル氏塩のような固定相が少なくなっているではないかと

思われる。」と回答した。佐藤（治）委員から、「マグネシウムの影響は何か出て

いるか。表面あたりからブルーサイトが出来ているとか、あるいは、ＭＳＨなど。」

と質問があった。原環センター坂本氏から、「MSH については、直接分析では検

出できないので、今後どう解釈していくかという課題がある。今回調査の対象に

している沿岸部の下水の成分として、マグネシウム濃度が高い地下水が存在して

いなかったということもあって、マグネシウムの影響が出にくい試験系にはなっ

ていると思う。」と回答があった。 

●応答内容の修正 

委員会では、XRD 測定の結果としてブルーサイトは検出されていないと回答し

たが、ペースト試料の詳細試験の人工海水に浸漬した OPC の吹付相当及びセグメ

ント相当の表面とフロースルー試験の吹付コンクリート相当の OPC と BFSC の

変質部でブルーサイトが確認されていた。 

・佐藤（治）委員から、「溶解度積を考えても、マグネシウムを含む鉱物は出来

にくい条件だったと。特にそういう鉱物が出来やすいと言うと、たぶん OPC の方
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がおそらく出来やすいと思うが、それでもそんなに濃度が高くなかったというこ

とであろう。今、この中で対象としているのは、操業期間と埋戻しくらいまでと

思われる。埋戻しまでの期間と考えると操業期間なので、いわゆる力学的な側面

というのが中心の考え方となる。それ以降は人工バリアに与える影響という側面

で見ると、核種移行などいろいろなものに関わってくるということを考えると、

時間というのは重要で、今回の対象ではないかもしれないが、次に繋がるような

解析も含めて整理していただきたい。」とコメントがあった。 

・竹内委員から、「最長で 30 か月のデータがあるという事だが、時間変化によ

る変質と、数値解析の結果を比較して合ってるかという検討はできるのか。」との

質問に対があった。原環センター坂本氏から、「これから実施していく計画になっ

ている。解析については実際に試験をしている浸漬試験の条件での解析を実施し

ているので、それとの整合ということで、短期のデータとのすり合わせは出来る

と思う。」と回答があった。 

 

〇原環センター伊藤氏から、「緩衝材の機能変化に係るデータの拡充（資料 8-

2）」についての説明があり、その後、審議された。 

・佐藤（治）委員から、「イオン交換選択係数を JNC のレポートや取っている

データからいろいろと変えてみて影響を検討しているということか。カルシウム、

ナトリウムの話が出てて、一応ナトリウムとポタシウムに対しては、だいたい合

ってるので、次にそのカルシウムに対して、イオン交換選択係数を変えてみて、

その影響を見たということか。」との質問があった。原環センター伊藤氏から、「カ

ルシウムについて変えて影響をみた。」との回答があった。佐藤（治）委員から、

「LogK をさわると合わせられるということだと思うが、LogK というのは、どう

いう形で持って行くのか。いくつか報告値が出てくると思う。このような影響の

結果というのも、検討されて出てきていると思うが、今後どのようにそのデータ

を集約して行くのか。集約するのか、それとも幅で見るのか、あるいは一番良く

ない係数、危険側になるようなケースを見るのか、どのように整理するのか。」と

の質問があった。原環センター伊藤氏から、「この解析は、各データがない状態、
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その圧縮ベントナイトの、知見での選択係数がない状態で、行なわざるを得なか

った。最終的には、圧縮ベントナイトの試験で得られた選択係数が、まずは正と

考えて解析を実施して、再現性が良くなければ、解析方法を研究していこと考え

ている。」と回答あった。佐藤（治）委員から、「圧縮系で得られたものを優先順

位を高く持って、そこである程度バリデーションができれば、そこで答えが出る

ということる。もし、出ないとなると原因含めて、良くないと思われるケースの

方のデータを採用するとか、答えが全部出るとは限らないので、そこのところは

少し整理した方が良いと思う。膨潤率試験はどのように行っているのか。」との質

問があった。原環センター伊藤氏から、「圧力 8.8K パスカル程度をかけている。」

と回答した。佐藤（治）委員から、「膨潤率の定義をきちんとする必要がある。条

件が何もないと、別の解釈をしてしまう。違うデータを違うようにプロットして

しまうこともある。実験の条件のセットでグラフが出てくると思う。ミスリード

になってしまう可能性がある。」との指摘があった。 

・佐藤（努）委員から、「最大膨潤率はイオン強度に依存していてイオン種によ

らないと結論されていたが、粘土科学の分野の専門家からすると、相当反発され

る結論だと思われる。これは、負荷をかけている条件の時に得られる結論で、一

般解ではない。この条件の時に当てはまる解だと思われる。確実にミスリードさ

れてしまうものなので、気を付けていただきたい。次に、イオン交換の LogK に

ついて、イオン強度とか圧縮で、特に圧縮に関しては求められてないというのは

その通り。密度によって違ってきて、実験によって、選択係数と言うのが出てく

ると思う。これは将来、このプロジェクトの中で、どう整理されようとしている

のか。LogKgt の値に、圧縮のその密度の関数にするのか、圧縮によって違ってく

るというのは分かりましたが、それを後々の解析に繋げるとしたら、Kgt だけで

はなく、そこに何かファクターがかかってくるようなことになると思うが、どの

よう整理しようとされているのか。」と質問があった。原環センター石井氏から、

「今回、初めて圧縮系でのデータを取るということで、密度依存性があるのかど

うか、分散系との違いがあるのかどうかをはっきりさせようというところからや

っている。密度の依存性を定式化するまでの、まだプロットが無いので、イオン
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強度でそれを定式化するほどのデータが取れていない。ただそれが、はっきりと

密度の依存性があると言う結果が出たら、ここは必要かと思っている。」とか回答

があった。佐藤（努）委員から、「定式化まで行かなかったとしても、例えば、密

度によって違う値が出たら、それは何で密度によって違う値が出ているかという

ことを理解する必要がある。ただ、密度が違うので交換乗数を出して終わりでは、

たぶん密度の違いがなぜそういうイオン交換の特性の違いに出ているかという理

解につながらない。そこまでは視野に入ってると理解してよいか。」との質問があ

った。原環センター石井氏から、「この試験だとイオン強度と密度と要素が 2 つあ

るので、それが、どちらが影響が大きいのとか、影響がある場合に、何が要因に

なっているのかということは、検討して行きたい。」と回答があった。佐藤（努）

委員から、「当然、イオン強度を一定にして密度を変えて、イオン強度の影響が見

えないようにしてやる。密度がどうしてイオン交換上、選択係数に影響するのか、

その辺のメカニズムが理解をして行くことで、やっとファクターの話になって行

くと思う。その辺の理解を是非していただきたいし、その辺の理解はどうして行

くのかということもきちんと説明していただきたい。」とコメントがあった。 

・佐藤（治）委員から、「基本的に密度違うというのは、液固比が違うというこ

とになる。かつて、セシウムの吸着をやっていた、これもイオン交換なので。そ

の時に、モンモリロナイトに対して平衡定数に同じようにイオン交換変更定数を

使う。液固比をそこに考慮してやると、その時は比較的良く説明出来た。密度が

違うというのは液固比が違うので、さらにそこに可溶性塩が出てきて、イオン強

度が変わってくるというのはあると思う。その辺を参考に、あくまでも参考情報

として知っていただければと思う。」とコメントがあった。 

 

◎緩衝材－オーバーパックの相互作用 

〇電中研西本氏から、「緩衝材-オーバーパックの相互作用と緩衝材仕様に関わ

るデータの拡充【再冠水期の力学的相互作用に関する研究】（資料 9）」について

の説明があり、その後、審議された。 
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・佐藤（治）委員から、「オーバーパックの表面の温度分布みたいなものは計っ

ているのか。温度を考えると温度の拡散係数は、水分に比べて速いので、おそら

くあっという間に端まで行くだろう。実際には、その水分の量、密度、温度その

ものの影響を受けて、拡散係数が変わるが、そのような確認をしているか。長期

になると実際には、外に岩盤がある場合は、温度の勾配はかなり外までずっと温

度が高くなるのではないか。」と質問があった。電中研西本氏から「緩衝材の外側

温度は本来であれば、緩衝材の外側にある岩盤も含めた温度勾配にすべきだが、

これは試験機の設定上の制約である。」との回答があった。佐藤（治）委員から、

「その条件の下で、測定・解析すると理解した。2 つ目として、オーバーバック

が、一旦沈下して再び上昇してくることが起こるが、解析はしているか。」との質

問に対し、電中研西本氏から、「オーバーパックの変位について、今後、試験、解

析共に 50 年以上の挙動を見ていく予定である。」と回答した。 

・佐藤（努）委員から、「要素試験に関して、せん断試験であえて構造を見てい

るのは、非常に良い事で、非常に面白い絵が出ている。ここに出てるのはイオン

交換水だが、その前にいろんな液組成があったと思うが、液組成によってせん断

の仕方が違うとかそういう考察が無かったように思う。それが海水沿岸海洋で大

事なので、そこをお答えいただきたい。大事なのは、せん断が起きた後の透水係

数がどうなっているのか、せん断のところが復活するのかしないのか、その辺が

処分する上では、大事なところだと思うが、そういう検討をするのかしないのか、

お聞きしたい。」との質問があった。電中研吉川氏から、「現在、各リングせん断

試験供試体の薄片試料を作製し、観察を進めている状況である。今後、画像解析

により砂の分布や粘土の配向を定量化し、比較・検討を進めていく予定である。」

とした。佐藤（努）委員から、「せん断後の透水性の復帰とか、せん断後の透水性

というのは調べられるか。せん断中ではなくて、せん断した後にできる構造がも

う一回水を吸った時に戻るのか戻らないのかという検討はされるのか。せん断構

造が出てきて、また水が入ってきた時にせん断構造は記録されているとしたら、

そこが水の通り道になるかもしれないので、質問している。」との質問があった。

電中研渡邊氏から、「水浸した状態で、粘土の配向が完了するくらいのせん断変位
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を与えた時の透水係数を測っている。せん断が終わってから、半日は状態を維持

して、透水性が変わってない、もしくは、下がっているという判断はしているが、

もっと長い時間が経ったときに、本当に供試体中の構造が変わらないのか、ある

いは水質が変わった時にその構造が変わるのかについても重要と感じた。今の受

託研究でのスコープに入ってはいないが、重要な観点だと思いましたので、今後

検討出来るように関係者と議論したい。」と回答があった。佐藤（努）委員から、

「構造を見ると、せん断を受けたところに樹脂が多く入っていたので、樹脂が入

っているという事は、そこが低密度になっている可能性がある。それがせん断を

受けた時から復帰するのかしないのかというのは、是非違うプロジェクトでもい

いですが、調べていただきたい。」とのコメントに対し、電中研渡邊氏から、「樹

脂が入りやすいというのは、凍結乾燥した後に樹脂は入りやすいということであ

る。データより、湿潤状態におけるせん断での透水性は変わらないか下がってい

ることが分かり、このことから湿潤状態でせん断帯が極端な水みちになっている

とは判断していないことはご理解いただきたい。」と回答があった。 

 

◎分野間連携 

〇産総研木方から、「分野間連携（資料 9）」についての説明があり、その後、審

議された。 

・産総研丸井から、「概念モデルに対して、電中研と産総研とでは非常に意見が

違っている。発表では電中研の立場で概念モデルはマッピングをして全体を見る

と話をされた。産総研のいう概念モデルは、そこに加わってくる要素、例えば、

透水係数や、ドライビングフォース等が海水準変動がどのくらいのスピードで起

こるという要素を見て、グリッドサイズや、項目を考えるという、その要素項目

を決めるのが産総研が言う概念モデルで、そこが電中研側とは違うという事をご

理解頂きたい。」とのコメントがあった。 

・内田委員から、「分野間の連携ということでは、かなり進んで来ていると思う。

この分野間連携の成果は報告書ではどういう形になるのか。」との質問があった。

産総研木方から、「報告書では本編ではなく、Appendix という格好で、分野間連携
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の作業の概略や方針等を書かせていただく。最近は、実際に分野で、皆さん意識

して、作業されているので、その部分は本体の方に書かせていただくことになっ

ている。」と回答があった。内田委員から、「実施しているところがあるので、そ

こでの成果ということで書くでしょうが、分野間連携の簡単な紹介ではなく、そ

の実績も含めて強調した方が良いと思うので皆さんで検討されたい。」とのコメ

ントがあった。 

・竹内委員から、「連携が進んでいるなという印象を受けた。あるテーマに沿っ

て、分野間で連携するというところは非常に良く見えてきていると思う。例えば、

産総研が作られているモデルに対して、電中研が評価をするとか、電中研の富士

川の流域モデルに対して、産総研が評価をするとかそのような機会はあるのか。」

との質問があった。産総研木方から、「今はそういう機会を設けてはいない。来年

度は地質の AI のモデルの担当者で、その辺の特徴ですとか課題だとか、お互いに

情報共有した上で、どのように連携したらよいかも含めて議論していただきたい

と思っている。」と回答した。竹内委員から、「これも必要な分野間連携だと思う

ので、進めていただきたい。」とコメントがあった。吉田委員長から、「概要調査

の考え方が少し違うというのは、それこそが文献調査から概要調査に行くにあた

っての、進め方との摺り合わせということではないか。NUMO を含めて同じ概要

調査という言葉を使う以上、この事業自体が地層処分に関する、展開の範疇に入

るわけなので、そこはすり合わせをお願いしたい。」とコメントがあった。 

・佐藤（努）委員から、「連携が出来てないか、個々にやってるような感じで突

っ込むところがあまりなくなってきたというか、隙がなくなってきたという感じ

がしている。こういう形で進めてもらいたいし、非常にうまくいっているので、

今後のこういう違う組織によるエネ庁の事業のモデルになるのではないかと思う。

分野間連携も含めて、アーカイブになると思うので、書きにくいかもしれないが、

いいことだけでなく、悪いことも書いていただきたい。」とコメントがあった。 

・内田委員から、「成果も分野間連携もかなり進んでいて、方向性も示されてい

るし、非常によく進んでいると思う。そろそろ最終報告書を視野に入れておく必

要があると思う。NUMO も周辺の環境が進んでいるという状況を考えた時に、限



 

1085 

 

界というものを意識して、それをどうするかということも考えていかなくてはな

らないと感じた。例を挙げると、セメントの長期間の実験が必要だということで、

当然それは必要だろうと思うが、ただ長期間とは言っても、それほどの長期間の

実験はできないわけで、そうするとどこかで妥協して、それから先は外挿なりシ

ミュレーションをすることになると思う。それをどうやって、より確からしい成

果にして行くか。それから、海底の湧出水も、検出限界以下で、非常に湧出率と

しては少ないけれど、面的なことを考えると無視出来ないような場合、方向とし

ては、検出限界を下げて行くことも一つだが、どうしてもクリアできないところ

があると思う。それを実際の地下水流動の評価の時に、どのようにして評価して

行くかということをそろそろ考えていくことも必要だと思う。」との質問があっ

た。産総研丸井から、「ご指摘のとおり差が出てくる。エキスパートモデルよりも

統計モデルの方がラフになることが多い。そうなった時に、グリッドサイズをど

の位に狭めるか、次にどんな調査をするとか、あるいは解析をするならどのぐら

いのタイムスパンとか、データとしてどんな項目を取る必要があるか、そういう

概念を見出すためにその差を見つける。一般の方々からこんな危ないことがある

んじゃないかとか、万が一、こうなったらどうするんだということを避けるため

に、その地域の安全性を保つ調査のための概念を見つけるというのが、私が申し

上げている概念モデルである。危険なデータが無いところであればあるほど、真

面目に多くの調査をする必要があるという結果になると思っている。」との回答

があった。 

・佐藤（治）委員から、「もう 1 つ。付加帯の影響の有無について。データが足

りないから、不足してるから掘削しないといけない、感度解析をやっても、深い

ところにあるので、影響ないという話が合った。どのように出てきた情報なのか、

どう説明するかというのは非常に重要である。議論があったからこそ、表現が最

適化されていくのだと思うが、説明の仕方や、物の言い方一つで、印象が変わっ

てしまう。充分に検討されて、報告書も含めて表現していただきたい。粘土でも

あったと思うが、条件が付いてることによって、ミスリードになってしまうケー

スがある。言い方一つで、全然変わってしまうので、充分に気を付けながら説明
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をしていただきたい。また、分野間連携も含めて、フィードバックされていると

思う。次にやる研究だったり、データ取得だったり。特に、工学技術も、いろい

ろな議論があったことにより、非常にフィードバックされながら、連携されなが

らやられているという印象を持っている。具体的な分野間連携の成果の一つだろ

うと感じている。今年度は 5 年のうちの 3 年目で、折り返し地点に入る。今後の

方向性を見据えながら、もちろんすべてこの 5 年で出来るというふうにならない

と思うが、その中でも限界や、課題を示しながら進めていただきたい。具体的な

データが出てくるケース、定性的に試験とか出てくるケースがあると思う。この

場合はどのようにそれを評価するか、取り入れていくくのか、ということも意識

しながら進めていただきたい。」とのコメントがあった。 

○その他 

・エネ庁北村氏から、「最初に申し上げた通り、分野間連携は重要だという認識

を私共も持っている。一方で、安全評価が入ってないという課題も、私共もかな

り気にしている。この沿岸部に限らず、委託事業全体を見ていて、成果が上がっ

ているところは上がっているが、その事業者の体力というか、業界としての力が

落ちてきている分野があるのではないかと思っていて、一番危惧しているところ

が、安全評価というふうに認識している。事業者の皆さまには、令和 6 年度から

のこの沿岸部の事業には、是非安全評価も入れて、分野間連携を進めていきたい

と考えている。先生方に、今後ともご指導いただきたい。」とコメントがあった。 

・NUMO 三枝氏から、「この一年、NUMO とのコミュニケーションという話も

いただきながら、多くの人とかなり議論させていただいた。こちらの要望もかな

りお話し、その調整が大変だったところもあると思うが、しっかりした成果を出

していただいたと思っている。また、先生方にも、NUMO の反映という観点でも、

有益なサジェスチョンを多くいただいたことに対しても、感謝申し上げたい。」と

コメントがあった。 

 

他事務連絡。 

以上  
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プロジェクトの評価 

委員の評価；採点は４段階 

A および a は、想定以上の結果が得られた 

B およびｂは、期待通りの結果が得られた 

Ｃおよびｃは、期待通りの結果が得られなかった 

Ｄおよびｄは、内容を考え直した方が良い 

 

 

 委員 A 委員 B 委員 C 委員 D 委員 E

１．事業の⽬的・位置づけの

妥当性

２．研究開発等の⽬標設定

の妥当性

 ⑴ 研究開発等の目標設定は

適切かつ妥当か。

      １．地質環境調査技術 a a a a a

      ２．工学技術 b b b b b

      ３．分野間連携 b / b b b

３．事業化、橋渡しについ

ての妥当性

 ⑴事業化や橋渡しへの貢献

については妥当か。

      １．地質環境調査技術 a a b b a

      ２．工学技術 b~c b c b c

      ３．分野間連携 b~c / / b c

４．研究開発マネジメント

・体制等の妥当性

 (1) 研究開発計画は適切

かつ妥当か。

 (2) 研究開発の体制は適切

かつ妥当か。

(3) 変化への対応は妥当か。 b a b b a

 (4) 研究の基盤整備は妥当

か。
c b b c b

５．総合評価 B A B B A

b a b b a

b a b b a

     

     

     

B B B B B

     

B A B B B
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大項目
回答
者

肯定的意見 問題点・改善すべき点

本事業は、日本の地層処分事業の実施において、特に沿岸底下での処分の
実施可能性を確認する上でも重要な研究開発事業であり、また日本全体とし
ての技術の高度化や異なった研究機関同士での情報共有化も含め、国のプ
ロジェクトとして適当と判断する（民間が実施するには、かなりの困難を伴う可
能性が大）。そういう意味でも、国民や社会のニーズに合致していると考えられ
る。またNUMOの包括的技術報告書との整合性も課題はあるものの、満たさ
れていると判断する。

問題点・改善すべき点については、上記でも触れたがNUMOが今後実施すべ
き「文献調査（沿岸底領域も含めた）」やその後の「概要調査」に向けた調査の
展開と、この事業との整合性が、未だ、調和的でないと感じられるところであ
る。

事業の目的、位置付けに関して、社会的・経済的意義は明確であり、科学的・
技術的意義についても、その位置付けは明確と言える。

NUMOが何を課題としているのか、特に沿岸底に関する調査に関する過不足
等についての課題を共有した上で、このプロジェクトを今後進められれば、さら
に処分事業に対する事業効率性は上がるのではないかと考える。

（1）国プロジェクトとして適当であるか、国の関与が必要とされる事業か。

本事業は、我が国における沿岸部固有の環境を踏まえ、概要調査段階から精
密調査段階で必要となる地質環境の調査・工学に関する技術開発に取り組
み、地層処分技術の信頼性及び安全性の更なる向上を測ることを目的として
いる。

国は、高レベル放射性廃棄物の最終処分において科学的特性マップでは沿岸
２０kmの範囲を好ましい範囲としている。しかし、沿岸陸域から海底下におい
ては、塩水の影響や海陸接合部などの沿岸部固有の環境を考慮した、地質環
境の調査技術・工学技術の高度化が必要であるが、このような高度の技術開
発は、国のプロジェクトとして進めるのが妥当である。また、高レベル放射性廃
棄物の最終処分に関わる技術の信頼性および安全性の向上を図ることは国
民や社会のニーズに合っている。

NUMOの包括的技術報告書を十分に検討して、最終処分に必要な技術開発
やデータの拡充等を事業目的としており、整合性は満たされている。

（２）事業目的、位置づけは明確か。

高レベル放射性廃棄物の処理処分対策を着実に進めるためには、天然の岩
盤（天然バリア）と人工的な構築物（人工バリア）から構成される多重バリアシ
ステムの成立性や安全性に係る長期的な信頼性を一層高めていく必要があ
る。そのためには天然バリアと人工バリアの特性把握と将来変化に係る調査
評価技術の信頼性向上が重要である。上述したように本事業は沿岸域におけ
る処分の信頼性および安全性の向上を図るものであり、事業の社会的・経済
的意義は高い。また、各分野において、日本列島の一般的な地下水流動モデ
ルや地下水流出場及び海底地形把握技術の高度化等の新しい技術開発が
進められている。さらに、それらの新しい技術は他分野への展開も期待される
ので、事業の科学的・技術的意義も十分に認められる。

委員C

科学的特性マップで沿岸付近での処分場建設が注目されている中、また文献
調査が沿岸に位置している神恵内村と寿都町で開始されている中、塩淡境界
に位置するような沿岸での処分の安全性に関わるScientific Basisや概要調
査・精密調査の内容ややり方、進み方の重要性が益々高まっている。そんな
中で、処分場が沿岸に設置された場合に、地質環境調査や工学技術の今まで
実施されてきた研究で抜けがないか？沿岸特有の課題が残っていないか？に
ついてしっかり立ち止まってオールジャパンで考察する機会となっている本プ
ロジェクトは、社会的、科学的、技術的意義の高いものであると考える。本プロ
ジェクトの性質上、新規性や独創性、革新性や先導性よりも、国民や社会それ
から時世のニーズに合っていることの方が優先されると思うが、上述のように
まさに国の関与が必要な事業であると考える。

上述のように、塩淡境界に位置するような沿岸での処分の安全性に関わる
Scientific Basisや概要調査・精密調査の内容ややり方、進み方の重要性が
益々高まっている中、本事業で設定されている課題がNUMOの緊急性の高い
要望と合っているかどうかの判断を可能とする資料がないので評価が困難で
ある。また、処分場が沿岸に設置された場合に、地質環境調査や工学技術の
今まで実施されてきた研究で抜けがないか？沿岸特有の課題が残っていない
か？という視点で整理されているかについても同様である。

・2015年5月の「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」の基本方針の
改定の中でも示されているように、国が前面に立って地域住民とコミュニケー
ションを取ることが明示され、国の役割は重要である。

・既に文献調査が始まっていることから、段階的に得られた情報に基づいて、
具体的な進め方や分野間連携などについて詰めておく必要がある。特に、文
献調査の終わりに提示される概要調査地区選定に関わる事項は優先される
べきである。

また、2017年7月に国が「科学的特性マップ」を公表し、全国の県庁所在地（福
島を除く）でNUMOと共に意見交換会を行ったことにより、国民的関心はもとよ
り、沿岸部の住民にとっては現実的なこととして関心が高まっており、社会的
意義もインパクトも大きく、処分の技術や方向性に係る意味は大きい。

　現状では、安全評価との連携が手薄となっていると思われることから、関係
機関とのパートナーシップ等を上手く活用することで工夫が必要である。

更に、2020年11月に北海道の2つの自治体で文献調査が始まったことより、実
施主体のNUMOとの連携は元より、これまで以上に国の役割と責任は大きい
ものとなっていると言える。

・この事業は、地層処分技術の中でも、沿岸海底下に特化し、地質環境調査・
評価技術、工学技術、安全評価技術の3本柱の分野について、これまでの技
術や情報を踏まえて、日本全国を対象に、総合技術として構築する必要があ
ると共に、多くの関係機関や自治体が関与することになり、政治的意味合いも
濃く、この意味からも国の説明責任も大きい。

委員E

（１） 本プロジェクトは我が国における高レベル放射性廃棄物の沿岸域におけ
る地層処分概念に関する技術開発を実施するものである。本プロジェクトで
は、平成28年8月に資源エネルギー庁が公表した「沿岸海底下等における地
層処分の技術的課題に関する研究会」報告書やNUMOの包括的技術報告書
における技術開発の諸課題を解決すべく、関係機関が連携して取り組んでい
る。高レベル放射性廃棄物の地層処分事業は後送りすべきでない国家的な事
業であり、正に、国および社会的なニーズが極めて高いプロジェクトといえる。

工学材料の特性把握に関しては、数多くの条件下での室内試験等が実施され
ているが故、それらの成果の解釈や統合の結果が報告資料からは理解しづら
い部分が見受けられる。今後、より分かりやすい成果の取りまとめに期待した
い。

（２） 沿岸域は、平成29年に公表された科学的特性マップにおいても輸送面で
も好ましい範囲とされているものの、その海域部分の地質環境は陸域からの
延長として必ずしも適切には整理されているとは言えない。また、沿岸海底下
における地形的な特徴や陸域起源の淡水の流出地点（水みち）の把握技術、
塩淡境界の把握技術、塩水環境下での工学材料の特性の長期変化など、明
らかにしておくべき課題が存在する。本プロジェクトではこのような重要な課題
に関して、関係機関が適切に連携をとりつつ技術開発を行ってきている。この
技術開発のためには、既往研究事例がなく、新規に開発される技術や知見が
多く含まれており、十分な先進性、独創性が認められる。

委員D

1．事業の目的・位置づけ
の妥当性

委員A

委員B

個別の課題でも議論させてもらうが、成果報告を聞いていると、ケーススタ
ディーの報告が多かったように思う。ただ、NUMOは今後様々な地域で調査を
実施すると考えられる。そのような状況を想定すると、個々のケーススタディー
から得られた知見だけでは不十分で、個々のケーススタディーから得られた知
見から導き出されるジェネリックな地域を想定した知見が重要となってくると思
われる。もちろん、個々のケーススタディーからジェネリックな地域を想定した
知見をまとめるのはそう簡単な話ではないことは承知している。ただ、ケースス
タディーを実施しながらも頭の片隅にジェネリックな地域を想定した知見にどの
ように持っていくかを考えて欲しい。そして、少なくとも、最終報告書には、その
成果をまとめて欲しい。
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沿岸底下処分を見据えた上での、これまでの処分事業の観点から未だ技術
的に不十分と考えられる領域、技術等について、AIST, CRIEPI, RWMCそれぞ
れにおいて、各研究機関での研究開発等の目標設定は、概ね適切・妥当と
判断する。

特に沿岸底下領域をも含めた文献調査が開始されたこともあり、この事業へ
の期待度は高くなっており、そのために近々に達成すべき目標も意識されて
おり、達成時期も含め、適切に設定されていると判断できる。

＜１．地質環境調査技術・２．工学技術＞

課題：「地下水の流出場及び海底地形把握技術の高度化」で得られた調査
結果に関しては、地下水流動モデルを実施している研究グループと協力し
て、実測データを使わないでモデル化を行った場合、データの一部を使ってモ
デル化を行った場合、さらにデータの全てを使ってモデル化を行った場合等
の結果を比較して、実測データが地下水流動モデル化にどのように影響を与
えるのか考察して欲しい。

高レベル放射性廃棄物等の地層処分において沿岸部固有の環境を考慮し
て、実際に概要調査段階から精密調査段階で必要となる高度な調査技術開
発を目標として設定しており妥当である。

各課題ごとに、毎年の目標を具体的におよび明確に設定しており、目標達成
度を測定・判断するための適切な指標が設定されている。

化石海水を念頭に実験を行っているが、過去の調査では海水の10倍程度の
濃度も報告されている（第2回委員会　11月30日）とのことである。現在、海水
の3倍の濃度で実験を実施しているが、それ以上濃い濃度の海水を用いた実
験計画は無いようである。本プロジェクト期間内に新たな実験をすることは難
しいと思うが、3倍よりも濃い海水を用いた実験をする必要があるかどうか、
は議論して考えを整理しておく必要があるのではないか。

＜３．分野間連携＞

非常に高度な技術開発であるので、その適応に当たってはケースバイケース
で決めていかなければならない点が多いのは理解できる。しかし、実際にそ
の技術を適応する場所は現状では予測できないため、本事業で開発や検証
した環境とは異なる所でも適応できるためには「ケーススタディー」で得られた
成果をジェネリックなケースにまとめ上げる必要があると考える。例えば、「地
質モデルの不確実性低減のための地質調査の留意点について、事例研究
地域を題材に提示した。」（第3回委員会資料66p）研究は、よく考察されてお
り、貴重な結果を示していると思われる。しかし、実際の適用というところで
は、「では、他の地域ではどうなのか」、ということになると思う。最終報告書に
は、ジェネリックなケースを見据えた「まとめ」が書かれている事を期待する。

WGを設置して、分野間の情報交換を進めた点は評価できる。JAEAが本事業
に参加していないことやNUMOとの連携も難しいという事で、今後どのように
進めてゆくか、検討する必要がある。

それぞれの研究機関には分野間連携に参加・協力できないそれなりの理由
があるので、初期の目的・計画から大きく外れるかも知れないが、参加できる
グループ間で成果を見せてゆく以外に無いのではないか。

分野連携は、本事業だけの問題ではなく、性能評価も含めた連携を構築する
必要がある。JAEAが本事業に参加していないことやNUMOとの連携も難しい
という事で、現時点での評価は難しい。

委員C

特に地質環境に関する研究であるが、事業者間の連携が取れるようになって
から、目標設定や終了時点での目標水準やアウトプットに関して明確に提示
されるようになってきたと感じる。また、それらの研究成果も学術誌等に公表
されているようで、国が行う事業として適切に進められているように感じる。

地質環境に関する課題が、上述のように、事業者間の連携が取れるように
なってから、目標設定や終了時点での目標水準やアウトプットに関して明確
に提示されるようになってきたのに対し、工学技術の方での連携の成熟度は
低く、それらが明確に示されていないのが残念である。また、得られている成
果が、社会に向けて公表されているかどうかを判断する材料も提示されてい
ないように感じる。

・地質環境モデルについて、国民の誰でも知ること、議論できることを前提
に、公表されたデータを収集整理し、データベースとしてまとめる意義は大き
く、年度毎に高度化している。

・データベースについて、トレーサビリティの側面からの整理が大事である。ト
レーサビリティを含めて、実施主体のNUMO（一般住民を含む）がアクセスし、
利用できるようにすることも大事である。

　調査段階毎にデータや精度が増加することから、益々データベースの意義
は大きいものとなる。

・工学技術における基礎データの拡充について、緩衝材の挙動については、
目的は異なるものの、RWMCとCRIEPIの研究でオーバーラップしている部分
があることから、相互にデータを確認すると共に、データの整合性などについ
て議論するなど、連携すべきである。

・工学技術について、工学技術は、地質環境モデルを土台に、処分場を設計
し、安全評価において安全性の成立性を解析評価した上で、工学技術に
フィードバックし、処分場の最適化を図っていくことから、極めて3分野間の連
携が重要である。

　また、長期挙動は、解析によって挙動が検討され評価されることが想定され
ることから、基礎データの拡充と並行して、長期挙動の解析も検討すべきであ
る。

設計を行う上で、地質環境条件を考慮しつつ、様々な材料やバリアの変化に
関わる基礎データの積み上げは長期複合挙動や長期挙動の解析評価を行う
上で重要である。

・地質環境モデルと工学技術の連携は具体的であるが、安全評価との連携
についても検討すべきである。

・地質環境モデル、工学技術、安全評価の各分野は、モデル、データ、情報な
どの受け渡し、フィードバックの側面で必須である。

一方で、目標水準や目標の達成度を判断するための指標の設定は十分とは
言えない。

特に、工学材料の特性把握に関わる室内試験で多く記載されている、「デー
タの拡充」や「手法の構築」という目標設定については、達成度の設定が容易
ではないことは理解できるが、可能な限り定量的に提示されることを期待した
い。

分野間連携については、様々な検討がされてきており、検討の過程について
は高く評価をしたい。一方で、分野間連携は関連する分野（地質環境分野に
おいてはCRIEPIとAIST、工学技術については、CRIEPIとRWMCなど）の担当
者が十分な議論をする場があり、これが機能していることがまずは重要と思
われる。現状では、分野間連携のご担当者が苦労をして分野間担当者の間
を仲介している印象が強い。本来は、分野ごとの報告の中に連携に関する事
項が含まれていることが理想ではないかと考える。担当者間の連携がスムー
ズに進んだ先に、地質環境と工学技術の分野間の連携のあるべき姿が見え
てくることに期待している。

委員D

委員E
各課題とも、目標は明確に記述されており、課題解決の必要性も分かりやす
く記述されている。特に地質環境分野については明確である。

２．各課題や事業者が
行う研究開発等の目標
設定の妥当性

委員A

一方で、沿岸底下を意識したデータの取りまとめ、工学技術、安全評価、分
野間連携に関して、例えば地質環境分野に関しては、かなり包括的な目標を
設定し、順当に進んでいるように思われるが、工学技術分野に関しては、目
標と実施内容とにズレが生じているようにも感じられる（どうしても細分野に囚
われたようなアプローチとなりがちで、再度、包括的な観点での目標の確認を
すべきと思われる）。

委員B
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事業化に向けた橋渡し、貢献は妥当と判断する。

地質環境分野に関しては、NUMOの実施する文献調査段階
での沿岸底領域でのデータとして本事業の成果の活用が期
待され、本事業の重要な成果と言える。また、委員会での議
論でも指摘下が、データのトレーサビリティは非常に重要な
ので、それをできるだけ担保するようにして報告書をまとめ
られることを期待する（実際に、JOGMECを始め、いろいろな
機関のデータを確認し、オープンするところまできたことは重
要な成果と考える）

また、個別の調査手法についても、実際の現場で活用でき
る見込みが立ってきたことは、これも大きな成果の１つと言
える。

各課題において、目標の中に事業化や橋渡しを想定してい
る。また需要という点からも地質分野・工学分野、共に詳しく
書き込んでおり、十分貢献していると考えられる。

事業化に関しては、非常に長い期間を想定する必要がある
ため、その間の技術の進歩をどのように取り入れるか、さら
に、地下深部の調査・開発であるため、もうこれ以上高度化
の必要がない、と言い切ることがなかなか困難ではないか。
国の事業に対し、エンドレスに継続しているという批判を受
けないためにも、開発した成果を完成品としてNUMOに渡す
事も必要であろう。（その意味では、2021年6月に沿岸部地
質環境データベースを公開し、NUMOに渡す予定であるが、
これは良い前例になるのではないか。）

さらに、文献調査、概要調査、そして精密調査段階における
作業を想定して、必要な技術の高度化等を進めており、十
分な成果が得られつつある。

NUMOがこれらの事業で開発された技術をいつ実際に用い
るか不明であるが、実際に使用するまでの期間、開発され
た技術の維持・管理（更新も必要か？）をどの機関が行な
い、その費用はどうするのか、というような具体的な事項に
対しても検討する必要がある。

成果発表については、1-2年で成果が出てくるようなもので
はないので、毎年毎年成果が見えるような形で発表できるも
のではない事は理解できる。ただ、そうは言っても5年間の
事業であるため、事業の終わりには、成果を見えるものに
し、成果発表も確実に行う事が求められている。4年目から5
年目にかけては、その事を理解して事業を展開して欲しい。

分野間連携については、当初想定した構成グループでの活
動が困難であるため、十分な展開が出来なかったようであ
る。しかし、事業化や橋渡しに関しては、この分野間の連携
が重要で有り、分野間連携は事業化に大きく貢献する可能
性がある。ただ、現時点では判断は難しい。（評価不能）

委員C

分野内連携や事業者間連携、NUMOとの連携が計られてそ
れらが機能するようになってからの事業化への貢献度は確
実に高まっているように感じる。ただし、情勢は時々刻々変
化していて、文献調査が開始され、今後は文献調査が開始
された地域からのニーズに応えることも重要な事業化への
橋渡しになるので、NUMOの地域交流課が実施している事
業との連携が必要になってくることに留意いただきたいと感
じる。

分野内連携や事業者間連携が成熟している中で、未だに分
野間連携、特に地質環境と工学技術は未成熟と感じる。事
業終了時に事業に対してどのような貢献が期待できるのか
も、容易に想像できる段階にないと感じる。また、成果発表
について十分に社会に対して発信されているか、学術論文
や解説記事等として後世に残るようなものになっているか、
十分に判断できる材料が提示されていないように感じる。

・地質環境について、全国規模のデータベースは重要であ
り、具体的な形が進みつつある。

・地質環境モデルの構築手法について、実際の調査では、
例えば、概要調査において現地でのボーリング本数には、
処分場からの移行経路の側面で制約が伴う。現状、文献調
査を踏まえた効果的な調査地点の割り出し手法なども検討
されつつあるが、それらは調査計画（特に概要調査）に
フィードバックされるべき事項であることから、具体的な手順
や進め方、手法として整理することが望まれる。

地質環境モデルは、処分場の設計及び安全評価における
放射性核種の移動に関する長期的な側面で極めて重要で
あり、土台でもある。具体的には、地質構造モデル、水理構
造モデル、地下水流動、地下水水質などは、工学技術にお
ける処分場の設計、人工バリアの設計と長期挙動、処分場
の再冠水挙動、安全評価における放射性物質の移動などを
解析評価する上での土台であることから、具体的な調査方
法（手順、技術）などが蓄積されつつある。

・工学技術について、基礎データの拡充が進められている
が、得られた情報やデータについて、データベース化やデー
タの取扱いについては余り具体的でない。トレーサビリティ
の側面から、データ利用の具体的方策などについて検討す
べきである。

・工学技術について、沿岸海底下を想定した条件のうち、特
に化学的影響に対する基礎データの拡充が進んでいる。

・地質環境と工学技術について、具体的な事項について連
携している。

・上記の調査研究を進める上で、実施主体のNUMOがオブ
ザーバーとして参加し、進めているのは、具体的な事業化へ
の貢献となる。

本プロジェクトの委員会では、NUMO担当者が出席をしてお
り、成果の内容について適宜コメントをしていることから、事
業化に向けた適切な成果が期待される。

今後は委員会のみでなく、日常的にも緊密な連携をとって自
由闊達な議論をさらに実施していただくことに期待したい。

事業化に関しては、地質環境分野では十分な検討が進んで
いると思われる。工学技術については、検討課題が多岐に
渡っていることもあり、途半ばとの印象が強いが、NUMOや
JAEA等との議論を一層密に実施することで、合理的な目標
達成がなされることに期待したい。

委員E

分野間連携においては、特に安全評価に関してNUMOや
JAEAの関与を期待しているようであるが、前述の通り、本プ
ロジェクトの担当者間での連携が十分になされていることが
まずは必要であると考えられる。

３．事業化へ
の貢献、成果
発表について
の妥当性

委員A

一方、工学的分野及び分野間連携については、データの活
用性なども含め、どのように事業化の段階で用いるのかをも
う少し検討することが必要のように感じる。せっかくの実施内
容、データであるので、沿岸底下処分における貢献度を前
面に出す形での取りまとめが期待される。

委員B

委員D
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研究開発計画は、概ね妥当であり、事業の目標を達成するための
計画も全体として概ね適切と評価できるのではないかと考える。ま
た研究テーマごとの実施体制、実施における環境においても整備
されていると判断される。

今回、この事業実施機関中に文献調査が開始されたことは、大き
な社会情勢の変化と言えるが、それに対して、より今回の事業成
果の反映先が明確になったとも言え、柔軟に対応できているので
はないかと考える。

また実施機関ごとでの、人員配置、人材育成も進められていると感
じ、この点も概ね良好と判断できる。

⑴　研究開発計画は適切かつ妥当か (3)　変化への対応は妥当か

事業のエンドポイントを明確にし、毎年の目標が設定されている。
また、ほとんどの課題は長期にわたる調査・研究であるが研究スケ
ジュールも詳細に検討されており、妥当である。

JAEAが本事業に参加していないことやNUMOとの連携も難しいと
いう事で、本事業では十分な連携は実現できないかも知れない
が、安全評価・性能評価との連携は重要で有り、将来を見据えた
総合的な観点から（ある意味理想的な）分野間連携の必要性など
をまとめておくと良い。

研究機関、さらに分野間の連携は大きな課題であるが、本事業に
おいて、その重要性を認識しており、ケーススタディーとして分野間
の情報共有だけでなく共同研究または共同作業（駿河湾地域での
地質・地下水モデル構築に際しての連携、施設設計へのデータ供
与を考慮した駿河湾ボーリング調査項目の選定と調査の体系化、
実際の原位置地下水の供与：第3回委員会説明資料、291-292p）
等に取り組んでいる。

⑵　研究開発実施者の事業体制・運営は適切かつ妥当か

昨年度までの事業の成果をベースに研究開発体制が構築されて
おり、適切な実施体制である。

(3)　変化への対応は妥当か

NUMOの方からプロジェクト参加機関に対してニーズを出しており、
このプロジェクト全体の来年度以降の計画を見直している（第2回
委員会：2月9日）という事であり、変化への対応は十分行われてい
る。

コロナ過であり、思うように作業が出来なかったと想像できるが、う
まく困難な状況に対応し、着実に成果が得られている。

(4)　研究の基盤整備は妥当か

それぞれの研究機関がこれまでに得られた知見・技術を用いて、
事業を着実に進めており、問題ない。

若手研究者の顔（貢献）が見える事業になってきたことは、望まれ
る体制に近づいてきている証と成り得る。一方で、若手研究者の
ディスカッション力、特に問題を把握し、課題を設定し、課題解決の
ための方法とゴールを設定するような内容に関するディスカッショ
ン力が劣っているように感じる。本事業をけん引するリーダークラ
スの方々は、若いころから鼻っ柱が強く他を論破する気概があった
ように感じ、最近になって丸くなって全体を見通せるリーダーとなら
れているように感じるので、そのリーダーの方々には若手のディス
カッション力を育成していただきたいと感じる。

課題ごとの連携では、工学技術内の連携、分野間連携が不足して
いると感じる。特に工学技術内連携を早急に進めて、事業終了時
点での成果の絵姿とその重要性を明らかにしていただきたいと考
える。

・3機関は、それぞれの分野の専門家集団であり、これまでも地層
処分に関する各分野の調査研究を行ってきており、多くの経験と知
識を有している。

・地質環境モデルと工学技術については、分野間連携について具
体的事項が進められつつあるが、安全評価との連携が手薄となっ
ている。JAEAなどがパートナーとして参加しているが、未だ具体的
な連携には至っていないと思われる。

　現在、文献調査に入ったばかりであるが、分野間での連携をとり
つつ、地質環境モデルと工学技術については、進捗しつつある。

　現状、文献調査の段階であるが、次の概要調査の段階までに
は、調査計画の側面から重要となることから、安全評価との連携に
ついても具体的な方策について検討を始めるべきである。

・事業マネジメントについて、全体を統括するリーダーが選任されて
おり、適切に調整しながら運営されていると評価する。

・得られた情報やデータ等についての整理方法や公開方法などに
ついて、既存のデータベースなども踏まえつつ、地質環境モデルの
ように、具体的に検討しておく必要がある。

・研究の基盤整備について、両分野とも着実に進捗しており、成果
を上げている。

・処分は数10年～100年スパンの事業であることから、技術の継承
が不可欠である。技術やデータ、知見などの人材育成等について
も具体化しておく必要がある。

⑴研究開発計画はもとより、国あるいはNUMOの技術開発課題か
ら設定されているものあり、目標、スケジュールとも適切かつ妥当
であると判断される。一方で、課題ごとの連携については、連携の
ご担当者からの報告で概要は理解できたものの、個別の課題ごと
連携については明確には説明されていなかったのではないか。

(1)研究開発課題ごとの連携については、特に工学技術分野にお
いては、担当機関の間での今後の連携に期待したい。

⑵研究開発実施者の事業体制・運営については、各機関の専門
家や所有する装置などの資源を活かし、適切かつ妥当に構成され
たチームにより実施されていると判断される。

(2)研究開発実施者間の連携については、連携担当者のご尽力が
伺え高く評価されるが、個別分野の研究実施者間の連携について
は、今後、目に見える形でご報告いただくことに期待したい。

(3)本プロジェクトが放射性廃棄物処分に関するものであることに鑑
みると、現場試験を伴う技術開発については、自治体や地権者と
の関係で当初計画を変更せざるを得ない場合が出てくることは、事
業評価の上で十分に考慮されるべきである。このような中で、特に
富士川河口域における調査では適切な対応の下、当初計画に近
い形で調査が実施されており、高く評価される。

(4)本プロジェクトの担当者は各機関において新しいスタッフを迎え
入れつつ、上級者との交代が行われていることが確認できた。さら
に、従来からの担当者が若手スタッフへ知識や技術の継承を適切
に行っていることが組織表からは理解される。今後成果報告など
が若手スタッフからなされることで、技術継承が確実に行われてい
くことが期待される。

委員C

課題に対してオールジャパンで取り組む本事業では、その事業の
新規性、独創性、革新性よりも研究開発マネジメント・体制の充実
が望まれる。特に実施者間の連携や研究に関する人材の育成・確
保が重要であると考える。実施者間の連携は、事業開始時に比べ
れば格段に成熟し、風通しはかなり良くなったと感じる。また、委員
会等の実施者からの発表で、若手が登壇する機会がかなり増えて
きたことが、長期にわたる処分事業の将来を考える上で好ましい状
況になっていると考える。

委員D

委員E

４．研究開発マネ
ジメント・体制等の
妥当性

委員A

一方で、課題ごとの連携及び研究者間の連携は、未だ必ずしも十
分ではないと感じられる。特に地質環境と工学的技術との連携や、
実施機関としてはNUMOとの連携などである。もちろん、いろいろな
制約はあると思われるが、今後、さらに改善を検討されることを期
待する。

委員B
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本事業は、日本の地層処分事業を適正に展開して
行く上でも、重要であり、地層処分技術の開発に貢
献していると判断する。

特に沿岸領域での、地質、水理、調査技術開発に
関しては、各研究機関の独自のアイデアなども含
め、技術開発が展開されてきており、今後の実際の
沿岸底下でのサイト特性調査にも十分に活用可能
と考えられる。

第1回の委員会で指摘したが、「高度化」や「効率
的」という言葉は、課題などの成果報告で使用する
場合は問題ないが、報告書ではできる限り具体的
な表現で得られた成果を説明することをお願いした
い。

前述したように、NUMOのニーズがこのプロジェクト
に反映されているという事であるが、NUMOに開発
した技術を受け渡した事や成果を共有した、という
事は分かるように報告書に記載した方が良いので
はないか。

委員C
本事業は研究として有用であり、地層処分技術の
開発に貢献している。具体的な肯定的意見は上述
の通り。

具体的な問題点・改善すべき点は上述の通り。

・本事業は、沿岸海底下に特化した調査評価技術、
データ拡充としているが、これらの知見、情報、デー
タ等は、陸域での地層処分においても極めて有用
であり、公開データに基づいて、2020年11月に開始
された文献調査においても活用できる情報となり得
る。

・工学技術について、現状では、データ拡充が中心
となっており、使うべき現象やイベントなどについて
は具体的ではあるものの、その整理の方向性や使
い方については具体的になっていない面がある。

・地質環境モデルについて、地質構造、水理構造、
地下水流動、地下水水質のどれをとっても地層処
分共通の課題であることから、概要調査段階では
大きな意味をもつことと期待される。

　技術やデータは第三者が使用することを踏まえた
整備の仕方も検討すべきである。

・工学技術について、現在取得されつつ基礎データ
も、処分場の設計評価、安全評価の側面から有用
なデータとなる。

・地層処分は、操業期間で100年スパンの事業であ
ることから、何世代かに亘り、技術の継承が不可欠
である。方法は元より、技術やデータ、知見などの
人材育成に関する方策について、継続性の観点か
ら検討しておく必要がある。

・分野間連携について、数年前に比べれば格段に
意識が向上している。これらの具体的な方法論がで
きれば、今後の事業運営に役立つことが期待され
る。

本プロジェクトは地層処分技術開発のうち、沿岸域
に特化したものであり、関係する機関の専門家が適
切に関与して実施されている。本プロジェクトなくし
て、沿岸域の技術開発は適切に行われないものと
判断される。

さらに、現在文献調査が実施されている北海道の2
町村は沿岸域に面した自治体であり、本プロジェク
トの成果が文献調査後の概要調査計画の立案の
基盤的な情報として資することが期待される。

委員D

委員E

5．総合評価 委員A

改善点としては、すでに先に述べているが、分野間
連携として、地質環境と工学分野、安全評価分野の
連携が今ひとつ明確ではなく、今後の課題として残
る。この部分を、今後、さらに「沿岸底下地層処分」
という技術開発の観点で確認して頂き、効率よく事
業を遂行されることを期待する。

委員B

H28-H30の事業およびNUMOの包括的技術報告書
に対して総括を行い、残された重要課題を絞り込ん
でいるため、地層処分技術の開発に大いに貢献す
るものである。また、沿岸部地質環境データベー
ス、地下水の流出場及び海底地形把握技術の高度
化（ROVによる現場試験と音響画像解析の組み合
わせによる海底湧出地下水の面的分布の把握、海
底地形と海底堆積物との関係性の検討による流出
場の特定手法の高度化）等、他分野への実用化も
視野に入れており、研究としても有用である。
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